




―  iii  ―

平成 15 年度国立環境研究所年報の発刊に当たって

平成 15 年度の国立環境研究所年報を発刊する こ と と な り ま し た。 本研究所が独立行政法

人 と な り ， 最初の中期目標 ・ 中期計画によ って活動を開始し てか ら ３ 年目の成果を報告す

る も のであ り ます。 本年度は， 組織に基本的な変更はあ り ませんが， 黄砂研究チームおよ

び環境ナ ノ 粒子研究サブグループが公式に活動する こ と と な り ま し た。 独立行政法人 と し

ての柔軟性を活かし て実現し た ものであ り ます。

研究所の運営は独立行政法人化後 ２ 年間の様々の経験， 試行の結果， 数多 く の問題が明

瞭にな り ， 改善が行われま し た。 と く に施設関係ではエネルギー節減が大き な課題であ り

ま し た。 研究活動が充実 ・ 発展するに伴い， エネルギー使用の増大は避け られない こ と で

あ り ます。 設備を省エネ型に更新し， 適切な運転管理を進める こ と によ り ， 効率はかな り

改善されま し た。 担当者のみな らず所員の協力の貴重な成果 と 考えてお り ます。 新施設で

は環境試料タ イ ムカプセル棟が完成，ナ ノ 粒子健康影響実験施設の建設も進展し てお り ，施

設の充実が期待される と こ ろであ り ます。

研究については， 次期の中期目標 ・ 中期計画を視野においた検討作業を昨年に引き続き

進めてお り ます。 環境研究は長期的視点でのモニ タ リ ングを含む， 極めて基礎的な研究 と

多岐に渡る学際的研究が必要であ り ますが， その全てを本研究所で推進する こ と は不可能

であ り ます。 社会的要請 と 本研究所の潜在的能力を考慮しつつ取 り 組むべき課題を選定し

てい く 必要があ り ます。 大変困難ではあ り ますが， これらの作業を進めつつ， 長期的ビジ ョ

ン を作成中であ り ます。 その中間報告を外部評価委員会で検討し， さ ら に内容を深めてお

り ます。 環境問題は地球温暖化のよ う な人間の活動の総和 と し て引きおこ される容量型の

問題 と 内分泌攪乱化学物質のよ う な汚染型の問題があ り ， それぞれへのアプローチの方法

は異な り ます。 容量型の問題 と 汚染型の問題を共に解決するかにみえ る循環型社会におい

て も微生物を含めての汚染は新たな問題を提起し てお り ます。 多様な研究が展開されなけ

ればな り ませんが， その多様さ， 複雑さ をカバーしつつ研究を進めてお り ます。

平成 15 年度の成果と し て本年報に 357 編の研究報告が収められてお り ます。 皆様に本研

究所の活動を ご理解いただき， 素直な評価 ・ 批判を賜 り ， 今後の研究所運営に反映させて

いただきた く よ ろ し く お願い申し上げます。

　 平成 16 年 ６ 月

独立行政法人 　 国立環境研究所

　 　 　 　 　 　 　 理事長 　 　合　志　陽　一
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国立環境研究所は， 昭和 49 年， 環境庁国立公害研究所

と し て筑波研究学園都市内に設置された。

その後， 環境研究に対する社会 ・ 行政ニーズに対応す

る ため， 平成 ２ 年 ７ 月に， 研究部門の大幅な再編成を行

い， 名称も 「国立環境研究所」 と 改めた。 同年 10 月に

は， 地球環境研究， モニ タ リ ングの中核拠点 と し て 「地

球環境研究セン ター」 を所内に設置し た。

また， 平成 13 年 １ 月の省庁再編に伴い， 新たに廃棄物

研究部を設置し た。

さ ら に， 「中央省庁等改革の推進に関する方針」 （平成

11 年 ４ 月） によ り ，独立行政法人に移行する こ と と され，

「独立行政法人通則法」 （平成 11 年 ７ 月） 及び 「独立行政

法人国立環境研究所法」 （平成 11 年 12 月） に基づき， 平

成 13 年 ４ 月に独立行政法人 と し て発足し た と こ ろであ

る。 環境大臣が定めた ５ ヵ年の中期目標 （平成 13 ～ 17

年度） に基づき， これを達成する ための中期計画及び年

度計画を策定し， 柔軟な運営によ る質の高い研究活動を

効果的， 効率的に実施し てい く こ と を目指し ている。

本研究所の特色は， 研究者の専門分野が物理学， 化学，

生物学， 工学， 医学， 薬学， 人文 ・ 社会科学分野 と 幅広

い構成 と なっている こ と， 大学の研究者や地方公共団体

環境研究機関の研究者等所外の専門家の参加も得て研究

を学際的に実施し ている こ と， 及び第一級の環境研究を

実施する ために必要な大型実験施設を駆使し， 野外の実

験調査研究 と 併せ， 研究をプロ ジ ェ ク ト 化し て総合的に

実施し ている こ と にあ る。

（ １ ） 予算及び人員

本年度の予算は， 研究所総体の運営に必要な経費 と し

て運営費交付金 9,401 百万円，施設整備費補助金 2,110 百

万円が計上されたほか， 競争的資金や受託等によ り ， 約

4,722 百万円を確保し た。

本年度末の役職員数は 277 名 （役員 ３ 名， 任期付き研

究員を含む） で， こ のほか， 非常勤の研究者を研究費に

よ り 雇用する流動研究員制度にも とづ く 採用を行った。

（ ２ ） 施設

本年度には， 環境試料や絶滅のおそれのあ る生物の細

胞の長期保存等を行 う 環境試料タ イ ムカプセル棟が竣工

し たほか， 平成 14 年度補正予算によ り ， 着手し た自動車

排ガスから排出されるナ ノ 粒子等の超微小粒子の健康影

響研究を行 う ナ ノ 粒子健康影響実験施設 （仮称） の整備

を推進し た。

（ ３ ） 研究活動

中期計画の達成に向け， 重点研究分野 （表） を中心に，

以下の環境研究の推進を図っている。 これら の研究活動

については， 研究計画を作成し， 関係者に配布する と と

もに， ホームページで公開し た。

ⅰ 　 重点特別研究プロ ジェ ク ト

社会的要請が強 く ， 環境研究 と し て も大き な課題 と さ

れている ６ つのプロ ジ ェ ク ト を， プロ ジ ェ ク ト グループ

を組織し て実施し ている。

①地球温暖化の影響評価と対策効果

②成層圏オゾン層変動のモニタ リ ング と機構解明

③内分泌か く 乱化学物質 と ダ イオキシン類の リ ス ク評価

と管理

④生物多様性の減少機構の解明と保全

⑤東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモデル化 と持

続可能な環境管理

⑥大気中微小粒子状物質 （ Ｐ Ｍ2.5） ・ デ ィ ーゼル排気粒

子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価

ⅱ 　 政策対応型調査 ・ 研究

環境行政の新たなニーズに対応し た以下の調査 ・ 研究

を， 二つのセン ターで実施し ている。

①循環型社会形成推進 ・ 廃棄物管理に関する調査 ・ 研究

②化学物質環境 リ ス ク に関する調査 ・ 研究

ⅲ 　 基盤的調査 ・ 研究

重点研究分野をはじめ， 長期的視点に立った基盤研究

や， 創造的 ・ 先導的調査研究を， ６ つの研究領域等で実

施し ている。

独創的 ・ 競争的な研究活動を促す と と も に， 将来の重

点特別研究プロ ジェ ク ト 等に発展させるべき研究を奨励

する こ と 等のため， 所内の公募 と 評価に基づき運営する

所内公募研究制度に基づき， 奨励研究 31 課題， 後期奨励

研究等 11 課題， 特別研究 ７ 課題を実施し た。

ⅳ 　 知的研究基盤の整備

研究の効率的実施や研究ネ ッ ト ワーク の形成に資する

ため， 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー （環境標準試料の

作製等を実施） 及び地球環境研究セン ター （地球環境の

戦略的モニ タ リ ング等を実施） において， 知的研究基盤

を整備し ている。

研究活動評価については， 内閣総理大臣決定 「国の研

究開発評価に関する大綱的指針 （平成 13 年 11 月 28 日）」

を踏ま え策定し た 「国立環境研究所研究評価実施要領」

に基づき， 研究課題の評価を行って き ている。 本年度に

は， 外部の専門家によ る国立環境研究所研究評価委員会

において， 重点特別研究プロ ジ ェ ク ト 及び政策対応型調
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査 ・ 研究の中間評価 （助言） と と もに， 平成 14 年度に終

了し た特別研究 ４ 課題の事後評価及び平成16年度から開

始す る 新規特別研究提案課題 ２ 課題の事前評価を行っ

た。 評価結果については， ホームページ上で公開し てい

る。

（ ４ ） 環境情報の提供

環境情報セン ターにおいて， 環境の保全に関する国内

外の資料の収集， 整理及び提供並びに電子計算機システ

ムの運用を行い， 国民等への環境に関する適切な情報の

提供サービ ス を実施し た。

重点研究分野

① 地球温暖化を始め とする地球環境問題への取 り 組み

－温室効果ガスの排出源 ・ 吸収源評価と個別対策の効果評価に関する研究

－地球温暖化に伴 う 地球環境変動の将来見通しに関する観測 ・ 解析 ・ モデ リ ング と影響評価に関する研究

－京都議定書及び第二約束期間への我が国及びアジア諸国の対応可能性の政策研究

－オゾン層変動及び影響の解明と対策効果の監視 ・ 評価に関する研究

② 廃棄物の総合管理 と環境低負荷型 ・ 循環型社会の構築

－環境低負荷型 ・ 循環型社会への転換支援のためのシステム分析手法と基盤整備に関する研究

－廃棄物の資源化 ・ 適正処理技術及びシステムに関する研究

－廃棄物処理に係る リ ス ク制御に関する研究

－汚染環境の浄化技術に関する研究

③ 化学物質等の環境 リ ス クの評価と管理

－内分泌か く 乱化学物質の リ ス ク評価と管理に関する研究

－ダ イオキシン類の リ ス ク評価と管理に関する研究

－化学物質の環境動態の解明と モニタ リ ング手法の開発に関する研究

－化学物質の リ ス ク評価と管理に関する研究

－環境有害因子の健康影響の発生 メ カニズムの解明と その検出手法の開発に関する研究

④ 多様な自然環境の保全と持続可能な利用

－生物多様性の減少機構の解明と保全に関する研究

－生態系の構造と機能及びその管理手法に関する研究

⑤ 環境の総合的管理 （都市域の環境対策， 広域的環境問題等）

－浮遊粒子状物質等の都市大気汚染に関する研究

－酸性雨等の長距離越境大気汚染と その影響に関する研究

－流域圏の総合的環境管理に関する研究

－湖沼 ・ 海域環境の保全に関する研究

－地下水汚染機構の解明と その予測に関する研究

－土壌劣化， 土壌汚染の機構解明と その予測に関する研究

⑥ 開発途上国の環境問題

－途上国の環境汚染対策に関する研究

－途上国の経済発展と環境保全の関わ り に関する研究

⑦ 環境問題の解明 ・ 対策のための監視観測

－地球環境モニタ リ ング

－衛星観測プロ ジェ ク ト



Ⅱ．研究組織の概要
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１ . １ 社会環境システム研究領域

環境問題の解明や解決には， 理学， 工学， 医学か ら社

会科学ま で を含む広範な領域の研究を推進す る と と も

に， これら の研究を統合し て政策決定者に対し て適切な

メ ッ セージを出さ なければな ら ない。 こ の基本的な政策

ニーズに応え る ため， 社会環境システム研究領域の研究

が推進 さ れてい る。 こ の領域の主た る研究活動は， （1）

個々の基礎的研究を統合する コ ン ピ ュータ モデル開発，

政策評価のためのシス テム分析手法開発， そ し て これら

のモデルや手法を用いた政策分析か ら構成される 「政策

統合評価研究」， （2） 環境経済学， 国際政治学等， 環境問

題の解明・ 解決に不可欠の 「社会科学研究」， さ らに，（3）

環境情報の体系化や リ モー ト センシング手法の開発を担

う 「情報解析研究」 の ３ つに大き く 分類される。 そし て，

統合評価モデル， 資源循環， 環境計画， 環境経済， 情報

解析の ５ つの研究をベース に し て， 重点特別研究プ ロ

ジェ ク ト や政策対応型調査・研究，地球環境研究セン ター

と 連携し て， 各種の政策ニーズに対応し た質の高い研究

を推進し てき た。

具体的な研究内容 と し ては， 経済発展 と 環境保全をめ

ざ し てアジア地域にイ ノ ベーシ ョ ンの導入を図る国際共

同研究， 環境産業の効果や生態系の価値を評価する ため

の新しい経済モデル開発， ラ イ フサイ クルアセス メ ン ト

やマテ リ アル ・ フ ロー解析などの循環型社会形成のため

の定量的分析手法の開発， 地球環境保全に関する国際的

な環境外交交渉の分析， 環境保全のための経済的イ ンセ

ンテ ィ ブの計量， 環境意識や環境関連の消費に関する国

際比較， 森林， 草原， 湿原等の自然環境を保全する ため

の衛星によ る リ モー ト センシング手法の高度化， リ モー

ト センシング ・ データによ る生態系モニ タ リ ング手法の

改良，生態系の変化を予測するための数理モデルの開発，

などがあげられる。

こ の研究領域の成果は， 国連環境計画 （UNEP） ， 気候

変動政府間パネル （IPCC）， 経済協力開発機構 （OECD），

千年紀生態系評価 （MA），アジア環境大臣会合 （Eco Asia）

等の国際機関， 日本， 中国， イ ン ド， 韓国等のアジアの

政府機関， 東京都や愛知県等の我が国の地方公共団体，

民間企業やの環境 NGO などの非政府組織などで活用さ

れ， 具体的な国内外の政策ニーズに応えている。

１ . ２ 化学環境研究領域

人間活動拡大に伴って地球的な規模で進行するいろい

ろな物質の循環と それに基づ く 環境の変化，また複雑化，

多様化する有害物質の汚染 と その環境 リ ス ク を理解し，

それらの課題を解決する ため科学的知見を集積する こ と

が重要であ る。 こ のため化学環境研究領域においては，

環境におけ る物質の計測， 地球レベルあ るいは地域レベ

ルでの動態の解明， 及びその生物学的な意義の解明に関

する研究を行っている。

基盤研究部門であ る化学環境研究領域では， 以下の ４

研究室において，それぞれ独自の研究がな されているが，

研究者の多 く は， 地球環境関連のプロ ジェ ク ト や， 環境

ホルモン， デ ィ ーゼル排ガス粒子等の有害物質関連のプ

ロ ジェ ク ト にも参加し て研究を行っている。

計測技術研究室は， 新たな環境計測技術の開発に主眼

がおかれ， 環境汚染物質分析の高感度化等， 計測技術の

高度化を進めた。 常温動作可能の Ｘ 線検出器の開発， 窒

素同位体比測定方法， ナ ノ テ ク ノ ロ ジーを活用し た小型

エア ロ ゾル分析装置の開発や， 水素エネルギー関連技術

の研究を開始し た。

計測管理研究室では， ダ イオキシン類の環境モニ タ リ

ン グについて， 各種環境試料に関する分析法の最適化，

環境標準試料 NIES SRM を用いた精度管理， 臭素化体や

関連難燃剤に関する環境モニ タ リ ング法の開発などの研

究を行った。 また， 有害大気汚染物質の GC/MS によ る

常時監視 と その精度管理， 微小浮遊粒子の化学モニ タ リ

ング手法開発などの検討を行った。

動態化学研究室では， 環境中元素の存在状態 と 動態の

解明並びに加速器質量分析法の開発研究を進めた。 生体

中有機 ヒ 素の分離条件の検討， 鉱物の酸性化モデルの検

討， Ｘ 線顕微鏡によ るサンゴの解析， 放射性炭素測定法

の微量化手法の開発など を推進し た。 また， 海洋におけ

る残留性汚染物質 （POPs） 等の分布の解明を継続し た。

生態化学研究室では， 有機スズ汚染の現状 と それによ

る巻貝の異常に関する研究を行い， ア ワ ビにおけ る雄性

化現象の メ カニズムの解明の研究を行った。 また ヒ 素の

環境中での化学形態変化や医薬品の生態影響解明の手法

の研究を開始し た。

以上の研究の他，主任研究官によ り ，自然起源ハロ カー

ボンの動態解明研究の一環 と し て， 氷床コ ア中塩化 メ チ

ル測定， ブロモホルムのグ ローバルな放出量の推定が行

われた。 また， 波照間ス テーシ ョ ンにおいて大気中ハロ

カーボン類の連続観測を開始し た。

１ . ３ 環境健康研究領域

環境健康研究領域においては， 環境有害因子 （窒素酸

化物 ・ デ ィ ーゼル排気ガス等の大気汚染物質， ダ イ オキ

シンや環境ホルモンなどの有害化学物質， 重金属， 花粉，

紫外線等） が， いかに ヒ ト の健康に影響を及ぼすかに関

する実験的 ・ 疫学的研究を行っている。 上記の環境有害
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因子の健康 リ ス ク に関す る 文献レ ビ ュ ーを と り ま と め

た。 また， 研究員の一部は筑波大学や千葉大学の連携大

学院併任教官 と し て， あ るいは環境行政に係る国内外の

専門委員会委員と し て活動し ている。

分子細胞毒性研究室では， ダ イオキシンおよび PCB 類

が免疫機能や生殖機能，胎盤機能に及ぼす影響の解析 と，

細胞株を用いた遺伝子 ・ タ ンパク レベルでの影響 メ カニ

ズム研究を行った。 また， ダ イオキシン受容体 と し て働

く arylhydrocarbon receptor の作用を修飾し， ダ イオキシ

ンに対する感受性に影響を及ぼす修飾因子の探索， およ

び修飾因子を ス ク リ ーニングする ための新たな技術の開

発研究を行った。 今後 ト キシ コゲ ノ ミ ク ス研究を展開す

る ために， 機器の導入や実験条件の検討を行い研究環境

を整備し た。

生体防御研究室においては， 低濃度大気汚染物質が免

疫－脳神経軸に及ぼす影響を解明する ため， 鼻部曝露に

よ る嗅覚系を介し た海馬での情報伝達因子の変動， 肺胞

内での炎症反応の誘導， 海馬破壊によ る免疫能の変化に

関する研究を行った。 また， 大気汚染物質の影響評価の

ため肺胞上皮細胞， 基底膜， 血管内皮細胞によ る呼吸膜

構造構築のための研究が行われた。

健康指標研究室では， 主 と し て， ヒ 素化合物のがん関

連遺伝子の発現に及ぼす実験的研究， 代謝動態に関する

速度論的研究， 毒性発現機構， 曝露指標に関する研究な

どが行われた。 また， 分化を指標 と し た有害物質の影響

評価方法や， 植物由来エス ト ロ ジ ェ ン様物質が骨代謝に

及ぼす影響に関する研究が行われた。

疫学 ・ 国際保健研究室においては， 人間集団を対象 と

し た環境保健指標の開発のため， 関連データーベースの

作成を継続する と と も に， 人口動態死亡統計を用いた浮

遊粒子状物質濃度 と 循環器疾患， 呼吸器疾患によ る死亡

と の関連解析を行った。 中国におけ る都市大気汚染によ

る健康影響 と 予防対策に関する国際共同研究では， 瀋陽

市及び周辺都市において二酸化硫黄， 粒子状物質濃度の

環境測定 と 住民の個人暴露調査， な らびに小学生を対象

にし た肺機能検査， 質問票調査などによ る呼吸器影響調

査を実施し た。

１ . ４ 大気圏環境研究領域

大気圏環境研究領域では， 地球温暖化を始め と する地

球環境問題への取 り 組み， 環境の総合的管理 （都市域の

環境対策， 広域的環境問題）， 開発途上国の環境問題， 環

境問題の解明 ・ 対策のための監視観測， の各重点研究分

野において， 地球温暖化， 成層圏オゾン層破壊， 酸性雨

と いった地球規模の環境問題や， 都市の粒子状物質大気

汚染問題に代表される よ う な地域的な環境問題を解決す

る ための基礎 と な る研究を推進し た。 本年度は， 1 課題

の特別研究， ４ 課題の奨励研究， 16 課題の経常研究， 14

課題の外部資金によ る研究を行ったほか， 地球温暖化研

究プロ ジェ ク ト ，成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ ク ト ，

PM 2.5・DEP 研究プロ ジェ ク ト 等の併任 メ ンバー と し て，

また地球環境研究セン ターの併任または協力研究者 と し

て， プロ ジェ ク ト 研究等の推進への協力を行った。

大気物理研究室では， 大気海洋結合気候モデルを用い

た温室効果ガスおよびエア ロ ゾルの増減に伴 う 将来の気

候変化のシ ミ ュ レーシ ョ ン等， 気象学 ・ 大気物理学を基

礎と し た大気循環および物質循環の研究を行った。

大気反応研究室では， 気相の化学反応の研究 と 大気中

の反応性微量成分およびエア ロ ゾルの化学成分の観測に

関す る 研究を室内実験， 野外観測の両面か ら それぞれ

行った。

遠隔計測研究室では， レーザーレーダー （ラ イ ダー）

を用いた観測研究や手法の開発を行 う と と も に， 地上，

研究船を利用し た黄砂エア ロ ゾルや人為起源エア ロ ゾル

の輸送機構， 西部太平洋地域のエア ロ ゾル と 雲の立体分

布 と 光学特性に関する， 広域にわた る観測的研究を行い

解析を行った。 また， 分光法を用いた遠隔計測に関する

研究を行った。

大気動態研究室では， 温室効果気体および関連物質の

動態を調べる ため， 濃度の長期観測や同位体比， 酸素／

窒素比等の測定を行った。 また廃坑を利用し た人工雲実

験を行い， 樹木に対する微小水滴沈着の実験を行った。

酸性雨研究チームでは， 酸性大気汚染物質の樹木沈着

な らびに環境汚染のタ イ ムカプセル樹木入皮に蓄積し た

汚染物質（鉛及び ヒ 素）の時系列変化に関する測定を行っ

た。 また， 越境大気汚染の定量化のため， 冬季の大気汚

染物質の観測， 大気汚染物質発生源イ ンベン ト リ の精緻

化， 大気汚染物質のソース ・ リ セプター解析を行った。

１ . ５ 水土壌圏環境研究領域

水土壌圏環境研究領域では， 酸性雨， 海洋汚染 と いっ

た地球環境問題， 及び湖沼 ・ 海域の水環境保全や水質改

善などの地域環境問題に関し て現象解明， 影響評価， 予

測， 環境改善手法開発等の基礎的研究を行っている。 本

年度は地球環境研究総合推進費 ２ 課題， 民間委託研究 １

課題， 経常研究 ７ 課題， 奨励研究 ３ 課題， 特別研究 １ 課

題， 環境保全調査等委託費 ２ 課題， 国立機関再委託費 １

課題， 原子力試験研究 １ 課題， 文部科学省 ・ 科学研究費

補助金によ る研究 １ 課題を行った。

水環境質研究室では，分子生態学的研究手法を用いて，
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微生物群集が湖沼 ・ 浅海域の物質循環に与え る影響につ

いて評価を行った。 また， 省 ・ 創エネルギー型の排水処

理技術に関する基礎実験系を構築し た。

土壌環境研究室では， 次世代技術利用金属 （銀， イ ン

ジ ウ ム， ビ スマス， アンチモン， すずなど） の土壌中動

態を土壌環境シ ミ ュ レーター実験によ り ， また， 土壌生

態系への影響を微生物培養試験によ り 検討し た。 アル ミ

ニウ ムの土壌か ら水圏への溶出 と 水圏での滞留の機構に

関する調査 ・ 研究や， バイ カル湖堆積物の元素組成を指

標にし た古環境の復元など も行った。

地下環境研究室では， 底泥試料を利用し た化学物質汚

染の履歴の解明に関する研究を継続する と 共に， 新たに

地下水 ・ 土壌域の汚染化学物質を界面活性剤や高分子量

の有機化合物の水溶液を注入し て効率よ く 洗浄する手法

の基礎研究を開始し た。本年度は約 30 種の洗浄剤水溶液

への ト リ ク ロ ロエチレ ンの飽和溶解度， 重力によ る下方

浸透性および界面張力の測定を行い， 洗浄剤の適否を検

討し た。

湖沼環境研究室では湖沼を含む流域圏におけ る溶存有

機物 （DOM） の存在形態や量を測定し， 発生源モデルや

湖内流動モデルを用いて， 湖水中の DOM および難分解

性 DOM の場所的 ・ 季節的変動を把握し た。 また， DOM

の ト リ ハロ メ タ ン生成能， 鉄 と の錯化反応， 炭素安定同

位体比， 糖類組成， 13C-NMR スペク ト ルについて も検討

し た。

海洋環境研究室では人為影響によ る海洋汚染および海

洋におけ る物質循環の変動に関する研究を行った。 「グ

ローバル水循環系の リ ン ・ 窒素負荷増大 と シ リ カ減少に

よ る海洋環境変質に関する研究」 および 「サンゴ礁生物

多様性保全地域の選定に関する研究」 を行ったほか， ノ

リ 変色問題に関連し て 「有明海におけ る高レベル栄養塩

濃度維持機構に関する研究 ： 適正な浅海域管理をめざ し

て」 を行った。

１ . ６ 生物圏環境研究領域

生物圏環境研究領域では， 分子レベルか ら生態レベル

までの生物にかかわ る基礎 ・ 応用研究を推進し てい る。

本年度では奨励研究を含めて 14 課題の経常研究， １ 課題

の特別研究， １ 課題の地方環境研 と の共同研究を行った。

また， 地球環境研究総合推進費によ る研究 ４ 課題， 科学

技術振興費によ る研究 １ 課題， 文部科学省 ・ 科学研究費

補助金によ る研究 ２ 課題， 他省庁等か らの委託によ る研

究 ４ 課題が推進された。

生態系機構研究室では， 湿地生態系 （湿原 ・ 湖沼沿岸 ・

河川 ・ 干潟） 及び高山生態系の構造 と 機能を解明する研

究を行った。 絶滅のおそれのあ る野生動植物 （ ヒ ヌマ イ

ト ト ンボ， キ タ ダケ ソ ウ等） の生息する環境の保全 と 復

元 ・ 自然再生について調査を行った。 尾瀬沼では帰化種

コ カナダモの動態のモニ タ リ ング し， 三面川流域や釧路

川流域での水質モニ タ リ ングを継続し， 河口域の塩生湿

地では生態系評価手法の検討を行った。 また， ヨ シ群落

のガス交換によ る底質環境の変化について刈 り 取 り 実験

を行って評価し た。

系統 ・ 多様性研究室では， 微生物や底生動物の機能，

形態， 遺伝子の多様性に関し て， 1） 東南アジアにおける

微細藻類多様性の基盤整備のための分類学的調査 　 2） 干

潟のセルロース分解機能の時 ・ 空間変動の評価法の確立

　 3） ユス リ カの幼虫によ る分類と環境選好性の検討 　 4）

アオコ毒遺伝子を安定し て検出する実験系の確立 　 5） 地

衣類一個体中に共生する複数種の藻類を遺伝子マーカー

によ り 同定する実験系の確立 　 6） 藻類資源の中核的拠点

と し ての機能の整備などの研究を行った。

熱帯生態系保全研究室では， 熱帯地域の人間活動の結

果発生する生態系変化の現況を把握し， 地域全体の生態

系管理へむけた手法を開発す る こ と を目的 と し て， マ

レーシア半島部のモデルサイ ト を設置し， 1） 森林認証制

度支援のための生態系指標の開発 　 2） 多様性評価のため

のラ ピ ッ ド アセス メ ン ト 開発 　 3） 地域社会における生態

系管理への イ ンセンテ ィ ブ導入のための研究を行った。

また， 高山草原におけ る炭素動態 と 温暖化影響を明ら か

にする ため， 中国青海高山草原定位站で生物気象環境 ・

CO2 と H2O フ ラ ッ ク スの観測， 光合成 ・ 蒸散及び土壌呼

吸の測定を行い， 草原生態系の炭素動態を検討し た。

分子生態毒性研究室では， 様々な環境要因が原因 と

なって植物に生じ る ス ト レ ス と それに対する植物の耐性

機構を分子レベルで明ら かにする こ と を目的に， シ ロ イ

ヌナズナの環境ス ト レ ス感受性突然変異体の単離 と その

解析を行っている。 これまでに単離し たオゾン感受性変

異体よ り 原因遺伝子を一つ同定し た。 また別の １ 系統が

ジ ャ スモン酸低感受性であ り ， オゾン暴露時に抗酸化系

酵素の遺伝子発現が野生型に比べて低 く なっている こ と

を発見し た。

１ . ７ 地球温暖化の影響評価と対策効果プロジェ

ク トグループ

地球温暖化問題は今，巨大な不確実性を抱えながら も，

現象解明か ら対策研究へ と その重点を移しつつあ る。 京

都議定書の達成が緊急の課題にな り ， さ らに， 2020 年か

ら 2030年を目指し た対策や今後一世紀にわたる長期的な

対応のあ り 方が問われている。 しか も， 残されている科
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学的理解の色々な不確実さ を低減し ていかなければな ら

ない。

本プロ ジェ ク ト は，過去 10 年以上にわたって蓄積され

た研究成果を基礎にし て， これらの新しい研究ニーズに

体系的に応え る こ と を目的とする。 このため，経済発展・

気候変動及びそれらの影響を統合的に評価するモデルを

開発 ・ 適用し て， 京都議定書及びそれ以降の温暖化対策

が地球規模の気候変動及びその地域的影響を緩和する効

果を推計する。 そ し て， 中 ・ 長期的な対応方策のあ り 方

を経済社会の発展の道筋 と の関係で明ら かにし， これら

の対応方策をアジア地域の持続可能な発展に融合させる

総合戦略について検討する。 また， フ ィ ール ド 観測， 遠

隔計測， 統計データ等を も と に， 陸域 と 海洋の吸収比，

森林の二酸化炭素吸収 / 放出量 ・ 貯留量， 二酸化炭素の

海洋吸収 と その気候変動に対する応答等を推計し， 炭素

循環と その変動要因を解明する。

本研究は， 「炭素循環研究」 と 「統合モデル研究」 の二

つの分野に分けて， 炭素循環， 炭素吸収源評価， 社会経

済 ・ 排出モデル， 気候モデル， 影響 ・ 適応モデルの ５ つ

の研究チームによ って実施し ている。 本年度の主要な研

究成果 と し ては， 炭素循環研究分野においては， 長期観

測の施設や体制を整え る こ と ができ， 今までの観測を も

と にし て炭素循環に関するい く つかの分析結果を出せた

こ と， 統合モデル研究分野においては， 気候モデルにつ

いて再現実験が終了し てモデルの高分解能化 ・ 高精度化

への準備が整った こ と， 統合評価モデルについて主要な

モデル開発が進み， 各種のシ ミ ュ レーシ ョ ン結果を国際

機関や政府などに提供する こ と ができ た こ と， などがあ

げられる。 これらの研究成果は， IPCC （気候変動に関す

る政府間パネル） ， MA （千年紀生態系評価） ， UNEP （国

連環境計画）， OECD （経済開発協力機構）， Eco Asia （ア

ジア太平洋環境大臣会合），中韓環境産業円卓会議などの

国際機関， 日本， 中国， イ ン ド， 韓国， タ イ などの政府，

東京都， 愛知県等の地方公共団体， 民間企業， WWF など

の非政府団体に活用された。 また， 中国， イ ン ド， タ イ，

韓国， マレーシア等のアジアの発展途上国 と の共同研究

を通じ て， これらの国々のキ ャパシテ ィ ・ ビルデ ィ ング

にも貢献し た。

１ . ８ 成層圏オゾン層変動のモニタ リングと機構

解明プロジェク トグループ

本プロ ジ ェ ク ト では， 高緯度域を対象にし た人工衛星

搭載センサー （衛星観測）， 及び中緯度域に設置し た地上

遠隔計測機器等によ るオゾン層の観測を行い， オゾン層

変動の監視やオゾン層変動機構の解明に資するデータ を

国内外に提供する。 さ ら に， データ解析， モデ リ ング等

に よ り オゾ ン層変動機構に係 る 科学的知見の蓄積を図

り ， 将来のオゾン層変動の予測， 検証に貢献する こ と を

目的 と し ている。 こ のため， 衛星観測研究チーム， 地上

リ モー ト センシング研究チーム， オゾン層モデ リ ング研

究チームの ３ チーム体制で， 以下に示す研究に当たって

いる。

（ １ ） 衛星搭載センサーによ るオゾン層変動の観測

「改良型大気周縁赤外分光計 II（ILAS-II）」（環境省開発。

運用期間平成 15 年 ４ ～ 10 月） の観測データ を取得， オ

ゾンやエア ロ ゾルを始め と するオゾン層破壊関連物質の

高度分布の導出な らびにその導出アルゴ リ ズムの改良を

行った。 また， 導出された高度分布データはオゾンゾン

デ， 気球観測データ， 他の衛星データ など と比較を行い，

ILAS-II データの精度 ・ 確度の検証を行った。 検証済みの

データは Version 1.3 プロ ダ ク ト と し て， 国内外の登録研

究者に提供された。

（ ２ ） 地上 リ モー ト センシングによ るオゾン層変動の監

視

地球環境研究セン ター と 連携を しつつ， つ く ば （国立

環境研究所） 及び陸別 （陸別成層圏総合観測室） におけ

る地上からのオゾン層モニ タ リ ングの継続実施な らびに

モニ タ リ ングデータ質の向上やモニ タ リ ング手法の改良

に取 り 組んだ。特に，再解析オゾンレーザーレーダーデー

タの検証 （オゾンゾンデ， 衛星センサー SAGE II， などの

データ と の比較検証） や ミ リ 波オゾン計の広帯域化 と 低

高度オゾンプロ フ ィ ルの導出アルゴ リ ズムの改良を行っ

た。

（ ３ ） オゾン層変動の解析と モデ リ ング

極域オゾン層変動に係る物理 ・ 化学的に重要な要素プ

ロセスについて， 南極オゾンホールの形成 と 成長過程に

注目し， ILAS-II データの解析を中心に， オゾンホール内

での PSC 生成やガス状硝酸の濃度変化さ らにはオゾン濃

度の減少速度の見積も り を行った。 また， CO2 漸増に応

答するオゾン層変動の数値実験に用いた三次元成層圏化

学気候モデルの抱え る問題点の解決に向けて， 大気球面

効果や重力波の効果のパラ メ タ リ ゼーシ ョ ンなどの試み

を行い， 数値モデルの改良の効果を調べた。 また三次元

化学輸送モデルを用いて， 西太平洋亜熱帯域に存在する

低濃度オゾン領域の年々変動の再現数値実験を行った。

１ . ９ 内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン類

のリスク評価と管理プロジェク トグループ

環境ホルモン （内分泌撹乱化学物質） 及びダ イ オキシ

ン類の リ ス ク 評価 と 管理の手法の開発研究を行 う プ ロ
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ジ ェ ク ト 研究グループであ り ， 以下の ７ つの研究チーム

を中心にし て研究展開をはかってき た。

①計測 ・ 生物検定 ・ 動態解明研究チームでは， 内分泌

撹乱化学物質の機器分析や受容体依存的な生体反応を検

知する生物試験法の開発を行 う と共に , これら を化学物

質の ス ク リ ーニ ン グ評価や環境モニ タ リ ン グに適用 し

た。

②生体機能評価研究チームでは， 内分泌撹乱化学物質

の， 特に脳 ・ 神経系への影響を評価する ための測定解析

手法の評価を行い， 内分泌撹乱化学物質の影響の評価を

行った。 人の脳観察の手法と し て， 高磁場 MRI の開発 ・

応用をすすめた。

③病態生理研究チームでは， 内分泌撹乱物質の免疫系

への影響を評価す る ための解析手法の開発を行 う と 共

に， 化学物質 と 我が国において急増し ている各種のアレ

ルギー疾患と の関連について研究し た。

④生態影響研究チームでは， 巻貝類， 魚類， 鳥類など

の野生生物におけ る個体数減少， 性比の変化， 生殖器奇

形などの異常の有無等についてフ ィ ール ド を設定し て明

ら か と する研究を行った。 また， 巻貝類のイ ンポセ ッ ク

スが発症する過程にレチ ノ イ ド X 受容体 （RXR） が深 く

関与する と い う ， イ ンポセ ッ ク ス誘導 メ カニズムに関す

る全 く 新しい仮説を提示し た。 また室内試験では， 無せ

きつい動物及び メ ダカ等の試験生物で内分泌撹乱化学物

質の繁殖影響， な らびにバイオマーカーを明ら か と する

研究を行った。

⑤健康影響研究チームでは，ダ イオキシンの人の生殖・

発生影響にかかわる リ ス ク を評価する ためのバイオマー

カー開発の一環 と し て， イ ンフ ォーム ド コ ンセン ト の も

と母乳を採取し， 母乳細胞における CYP1A1 の発現 と母

乳中ダ イオキシン類濃度 と の関係を検討し た。 また， 実

験動物を用いて， PCB 類の甲状腺ホルモン抑制作用の メ

カニズムを検討し た。

⑥対策技術チームでは， 内分泌撹乱化学物質やダ イオ

キシンの処理技術の開発を進めた。 また， ダ イオキシン

の発生や排出抑制のための簡易計測法の開発を行った。

⑦総合化研究チームでは内分泌撹乱化学物質やダ イオ

キシンの管理 と 評価のために， 地理情報システムをベー

ス と し た情報システムの構築を行い， 環境予測や汚染分

布等の解析及び発生源対策に役立て る総合的な手法を開

発し た。

１ .10 生物多様性の減少機構の解明と保全プロ

ジェク トグループ

生物多様性減少の多 く の原因のなかで，生息地の破壊・

分断化 と 侵入生物 ・ 遺伝子組換え生物に着目し， 生物多

様性減少の防止策並びに適切な生態系管理方策を講じ る

ための科学的知見を得 る こ と を目的にす る。 こ のプ ロ

ジ ェ ク ト では， あ る地域内の生物種数や種多様性だけを

生物多様性 と 呼ぶのではな く ， 地域固有の生物が存在す

る こ と が生物多様性の重要な側面であ る と考え る。また，

生物多様性には遺伝子， 種， 生態系の ３ つのレベルが存

在する。 各レベルの生物多様性を空間的な広が り の中で

と ら え， それに対する人間活動の影響を評価する。

生物個体群研究チームは， 生息環境変化によ る生物生

息域の喪失が生物個体群の存続に与え る影響を評価する

ために， 生物近縁種間及び種内地域個体群間の相互関係

の生態遺伝学的解析や地理情報システムによ る生息適地

推定モデルの開発を行っている。

多様性機能研究チームは， 流域を構成する様々な ラ ン

ド ス ケープを客観的に定義し， その質， 量， およびその

配置 と 生物多様性 と の関係を導き出すこ と によ って， ラ

ン ド ス ケープの分断 ・ 縮小などの人為的改変が， 生物多

様性に及ぼす影響を評価し ている。 そ し て生態系の保全

や再生を流域あ るいはそれ以上の空間ス ケールで行 う た

めの生物多様性予測モデルの開発を行っている。

群集動態研究チームは， 生物群集の多様性の形成 と 存

続の メ カニズムの解明を目的 と し て， 群集のシ ミ ュ レー

シ ョ ンモデルを使った仮想実験を中心に研究を進めてい

る。 特に （1） 森林生態系の個体ベースモデル と， （2） 進

化的な時間ス ケールでの群集の動態 と 種分化 ・ 絶滅プロ

セス を表現するモデルを用いた研究に重点をおいて， 現

実の生態系 と の対応関係を検討しつつ理論的な解析を進

めている。

侵入生物研究チームは， 侵入生物が在来生物種および

生態系に及ぼす影響を調べる ために， 侵入生物の生態学

的特性， 起源， 分布拡大状況などの情報を収集する と と

も に， 野外調査および実験系によ って侵入生物 と 在来生

物の間の生物間相互作用について生態学的 ・ 集団遺伝学

的 ・ 生化学的に分析を進めている。

分子生態影響評価研究チームは， 外来遺伝子を植物に

導入し た時の宿主への影響および環境中におけ る組換え

体の野生種への影響を調査する ための手法を開発し てい

る。 また， 遺伝子組換えダ イ ズ と その近縁野生種であ る

ツルマ メ の交配種を作製し， 導入し た遺伝子の安定性の

調査を行っている。 さ ら に， 遺伝子組換え微生物を導入

し た と きの微生物生態系への影響を調べる ための新たな
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手法の開発を目指し， 環境中の微生物遺伝子に及ぼす影

響を検討し ている。

１ .11 東アジアの流域圏における生態系機能のモ

デルと持続可能な環境管理プロジェク トグ

ループ

21 世紀の日本及びアジア ・ 太平洋地域における均衡あ

る経済発展に と って， 森林減少， 水質汚濁， 水資源枯渇，

土壌流出等の自然資源の枯渇 ・ 劣化が大き な制約要因 と

な り つつあ る。 こ う し た環境問題に対処する ためには，

環境の基本ユニ ッ ト であ る 『流域圏 （山～河川～海）』 が

持つ受容力を科学的に観測 ・ 把握し， モデル化を行 う こ

と によ り 環境受容力の脆弱な地域を予測し た上で， 環境

負荷の軽減， 環境保全計画の策定， 開発計画の見直し，

環境修復技術の適用等の環境管理を行ってい く こ と が最

も必要であ る。 本プロ ジ ェ ク ト は， 東アジアを対象 と し

て， 流域圏が持つ生態系機能 （大気 と の熱 ・ 物質交換，

植生の保水能力 と 洪水 ・ 乾燥調節， 水循環 と 淡水供給，

土壌形成 と 侵食制御， 物質循環 と 浄化， 農業生産 と 土地

利用， 海域物質循環 と 生物生産など） を総合的に観測 ・

把握し， そのモデル化 と 予測手法の開発を行 う も のであ

る。 

衛星データ解析チームでは， アジア ・ 太平洋地域を対

象 と し て， 広域の地表面を定期的に観測する こ と のでき

る各種の衛星センサ （Terra/MODIS， Landsat/TM など）

を利用する こ と に よ り ， 環境の変化を実証的に把握し，

自然資源の持続的管理に資する情報を得る こ と を目的 と

し ている。 具体的には， 土地利用 ・ 土地被覆及び生態系

の現状 と 変化の把握， 重要サ イ ト と 攪乱サ イ ト の同定，

温暖化や砂漠化によ る影響の監視など を行っている。

海域環境管理研究チームでは， 都市 ・ 流域におけ る健

全な水 ・ 物質循環の再生 と， 生物多様性を支え る自然共

生型環境を創造する こ と を目標 と し， 流域圏全体を統合

管理し，環境資源を経済的に評価するモデル等を構築し，

統合化し たモデルを東京湾流域圏の適用し，「降水流出制

御， 「水質改善基盤」， 「有機物循環」， 「土地利用制御」 と

い う 観点から， 東京湾再生を具現化する政策シナ リ オの

提言にいたる研究を行っている。

流域環境管理研究チームでは， 中国内陸部の経済発展

を支え るための長江 ・ 黄河の内陸開発事業 （西部大開発）

であ る三峡ダム築造， 長江から黄河への導水事業 （南水

北調） などの大規模水資源開発に伴 う 流域生態系， 農業

生産及び水資源保全に与え る影響を予測し， 持続可能な

発展を も た らすための陸域環境統合モデルの確立を国際

的連携のも と に行っている。

１ .12 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デイーゼ

ル排気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の

動態解明と影響評価研究プロジェク トグ

ループ

PM 2.5やDEP を中心と し た粒子状物質によ る大気汚染

の， 発生機構か ら影響評価までを一貫し て研究する。 発

生源特性， 測定方法， 環境大気中での挙動， 地域濃度分

布及び人への曝露量予測， 動物曝露実験によ る閾値の推

定， についての検討を行 う 。

交通公害防止研究チームでは， シ ャ シーダ イナモ実験

や車載型計測の手法を用いて， 実走行状態での発生源特

性を把握する。 これ と と も に ト ンネル調査や沿道調査等

によ り 自動車か らの排気成分の実態を明ら かにする。 ま

た，固定発生源からの粒子状物質発生量を調査し，固定・

移動発生源からの都市， 沿道 PM ・ DEP 発生量を明らか

にする。 さ らに PM ・ DEP 対策の視点から交通 ・ 物流シ

ステムの改善策と その効果の評価を行 う 。

都市大気保全研究チームでは， 風洞実験， 航空機観測，

モデル解析等によ り ， 環境大気中におけ る二次生成粒子

状物質を含む粒子状物質の動態を立体的に把握する。 具

体的には広域 PM 2.5・DEP モデル，および都市・沿道 PM

2.5 ・ DEP モデルを検証し， 都市 ・ 沿道大気汚染予測シス

テムを構築し， こ のモデルを用いて発生源 と 環境濃度 と

の関連性を明らかにする。

エア ロ ゾル測定研究チームでは， ガス状成分， 粒子状

物質計測のための各種測定手法を比較評価し， 発生源 と

環境におけ る粒径別粒子状物質やガス状物質の組成や濃

度を把握する。また空間的な分布を把握するための計測・

分析手法や広域 ・ 都市 ・ 沿道 PM 2.5 ・ DEP 把握のための

モニタ リ ングシステムを構築する。

疫学 ・ 曝露評価研究チーム では， 地理情報シ ス テ ム

（GIS） を運用し， PM 2.5 ・ DEP の地域分布の予測を行 う 。

こ の結果を統計解析し， それぞれの地域におけ る曝露量

を予測する。 さ らに， 全国 ・ 地域 PM 2.5 ・ DEP 曝露予測

結果 と 疫学データ と の関連性を解析し， 健康 リ ス ク評価

に関する資料を提供する。

毒性 ・ 影響評価研究チームでは， 実験的研究を実施し

て DEP の健康影響に関する知見を集積する。 デ ィ ーゼル

排気成分の曝露実験を行い， 排気中の粒子あ るいはガス

成分の呼吸器系への影響並びに循環器系への影響を順次

解明する。 これら の結果を基に， デ ィ ーゼル排気曝露の

動物への濃度―影響関係から閾値の算定を行 う 。
―  12  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）
１ .13 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究センター

循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター （以下， 循

環 ・ 廃棄物研究セン ター） では， 循環型社会におけ る適

正な物質循環や廃棄物管理のあ り 方を研究 ・ 提案する こ

と を目的と し ている。その目指す と こ ろは 20 世紀型の大

量生産 ・ 大量消費 ・ 大量廃棄型の社会か ら， さ ま ざ まな

研究 と 政策のツールを駆使し て， 物質循環を基本 と し た

環境低負荷型で一次資源利用抑制型の循環型社会を構築

する こ と にあ る。 研究 と 政策のツール と し ては， 技術，

法制度， 経済的手段， 情報， モニ タ リ ング手法などがあ

り ， 問題の対象に応じ て， 効果的に組み合わせる必要が

あ る。 具体的には， 環境低負荷型 ・ 循環型社会構築に関

わる研究を目指し てお り ， 「循環型社会構築」 の枕詞 と し

て 「環境低負荷型」 を授けている こ と が， 今後の研究推

進に向けた一つの意志 と 考えている。 循環 ・ 廃棄物研究

セン ターでは， 循環型社会への転換を支援する ための評

価手法や基盤システム整備に関する研究を一つの核に と

ら えている。 廃棄物の発生か ら再資源化 ・ 処理及び処分

にいた る までの様々な局面での廃棄物問題について， 廃

棄物の発生抑制や資源化， 適正処理に関連し た対策技術

やシ ス テムの開発， 評価な ど も重要な研究対象 と な る。

また， 有害物質の管理や リ ス ク管理を念頭においた現象

解明的研究から制御に関する研究も カバーし て， 研究を

進めている。

現在の重点課題は政策対応型調査 ・ 研究 と し て， 2001

年か ら ５ 年間の中期計画で策定された ４ つの研究テーマ

で， １ ） 循環型社会の評価手法 と 基盤整備に関する研究

２ ） 廃棄物の資源化 ・ 処理 ・ 処分技術の研究 　 ３ ） 循環

廃棄に関連す る 総合的な リ ス ク 制御手法に関す る 研究

４ ） 液状廃棄物の環境低負荷 ・ 循環技術の研究であ る。

環境保全を図 り つつ， 一次資源利用 と 廃棄物発生を抑制

し， 再利用する物質の流れを創 り 上げ， 適正な廃棄物の

管理を行 う こ と をめざ し た研究であ る。

本年度は， １ ） 循環型社会の評価手法 と 基盤整備に関

する研究では， マテ リ アルフ ロー分析 ・ 産業連関分析を

用いた研究で国際的活動の展開や国内政策に貢献する こ

と ができ たほか，プラ スチッ ク リ サイ クル技術の LCA 研

究でケ ミ カル リ サ イ ク ルの有効性の確認を行った。 ２ ）

廃棄物の資源化 ・ 処理 ・ 処分技術の研究では， 再生可能

有機性廃棄物の循環利用研究 と し て乳酸発酵回収技術や

水素製造技術 ・ シス テムの開発， また枯渇性資源研究 と

し て リ ン循環に資す る 再生技術の開発を進め る と と も

に， 安定型処分場において廃石膏ボー ド に由来する硫化

水素が発生する条件を実証的に示す こ と がで き た。 ３ ）

循環廃棄に関連する総合的な リ ス ク制御手法に関する研

究では， バイオア ッ セイ， LC/MS， 分解 メ カニズム研究

で成果を挙げる と と も に， ダ イ オキシン包括ア ッ セ イに

おけ る前処理法を確立し応用への道筋をつけ る こ と がで

き た。

１ .14 化学物質環境リスク研究センター

化学物質汚染は， 新たな汚染が顕在化する たびに複雑

化， 多様化し， その リ ス ク管理はますます難し く なって

いる。 化学物質環境 リ ス ク研究セン ターは， 対応が難し

く なっている化学物質の環境 リ ス ク管理に係る政策を支

援する政策対応型調査 ・ 研究を実施する ために設け られ

た組織であ り ， リ ス ク管理の基本 と な る リ ス ク評価の ３

つの主要な要素であ る， 曝露評価， 健康 リ ス ク評価及び

生態 リ ス ク評価の ３ つの研究室から構成されている。

当セン ターでは， 化学物質汚染の複雑化 ・ 多様化に対

処する ため， 現行の リ ス ク管理政策か らの要請への対応

と リ ス ク管理政策の将来的な展開に向け， リ ス ク評価 ・

管理に係る幅広い課題を対象 と し ている。 化学物質に係

る所内の関連研究 と の整合 ・ 連携を図 り ながら， 化学物

質の曝露や有害性に係る新たな知見やデータ を産み出す

と と も に， 既存のデータ を含め， 整理 ・ 解析し て環境 リ

ス ク を評価 ・ 管理する手法を開発する こ と を目指し てい

る。 ま た， こ れ ら を用いて環境 リ ス ク の現状を評価し，

公表する こ と によ り ， 化学物質環境 リ ス ク の適正な管理

に向けた合意形成に資する情報の提供を目指し ている。

平成 17 年度までの中期計画の中で， 政策対応型調査 ・

研究 と し て， 現時点では未対応 リ ス クへの取 り 組み と 増

大する リ ス ク管理コ ス ト の抑制の ２ つの観点から，「化学

物質環境 リ ス ク に関する調査 ・ 研究－効率的な化学物質

環境 リ ス ク管理のための高精度 リ ス ク評価手法等の開発

に関する研究－」 を実施し ている。 こ の研究では， 曝露

評価，健康 リ ス ク評価，生態 リ ス ク評価及び リ ス ク コ ミ ュ

ニケーシ ョ ン手法の高度化を図っている。

本年度は中期計画の ３ 年目 と し て， 予測モデルを組み

込んだ化学物質審査の促進 と 時空間的変動を考慮し た曝

露評価， 感受性を考慮し た リ ス ク管理手法， 作用機構を

考慮し た複合曝露の リ ス ク評価手法， 動物実験 と 組み合

わせたバイオア ッ セ イ指標の定量化， 構造活性相関手法

の開発や底質などの新たな生態毒性試験法について研究

を進める と と も に， リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンの促進に

向けて既開発のデータベースの充実と PRTR デ－タ を活

用し て大気モニタ リ ング方策のあ り 方を検討し た。

また， 新たな リ ス ク評価手法の開発に向けて， 健康 リ

ス ク と 生態 リ ス ク に係る ４ つの奨励研究を含め， 基礎的

な知見の集積に努めた。
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さ ら に， 化審法審査， 環境 リ ス ク初期評価など， 定常

的な環境施策の支援 と と も に， 各種制度におけ る生態 リ

ス ク管理の導入など， 法制度の新たな整備に向けて必要

なデータや知見を提供し た。

１ .15 地球環境研究センター

地球環境問題は， 近代科学のめざ ま し い発展の も と，

人口の増加 ・ エネルギー と 資源の大量消費な どに よ り ，

過去に類のない繁栄を享受し ている と こ ろに起因し てい

る。 こ う し た状況に直面し， 地球環境問題解決の国際的

機運が高ま ってい る反面， 科学的理解が不十分なため，

実際の対策を と る国際的 ・ 国内的合意が形成されに く い

のが現状であ る。 例えば， 地球温暖化に関し ては気候変

動枠組み条約 （UNFCCC） が 1992 年に締結され， 地球温

暖化防止京都会議 （COP3） で削減目標が設定されたが，

例えば議定書で取 り 決められた森林の二酸化炭素吸収に

ついては科学的根拠に基づいた評価は困難であ る こ と，

将来の二酸化炭素濃度安定目標も いまだ科学的に十分な

根拠を持って提案でき ていない こ と， 将来ど こ でどの様

な影響が出るか も不確実であ る など， 国際社会の疑問に

対し研究側が十分応え られていない。

地球温暖化や成層圏オゾン層などの研究プロ ジェ ク ト

は， 上記のよ う な地球環境問題のあ る分野で， 限られた

期間に目的 と する課題を遂行する も のであ る。 地球環境

研究セン ターはこれら と 連携し ながら， も っ と 長期的視

点で知的基盤を整備する研究 と し て， 以下の業務を実施

し ている。

地球環境問題は容量的な問題であ り ， 長期の人為活動

の蓄積が徐々に地球規模の問題を引き起こ し ている。 そ

のため大気， 海洋， 生物圏のモニ タ リ ングを実施し， そ

の長期の変動を把握する と 共に， それか ら変動の要因を

抽出し メ カニズムを解明する研究にデータ を提供し てい

る。 内容的には 　 ①成層圏オゾ ン破壊 と 有害紫外線 　 ②

温室効果ガスの発生， 大気蓄積， 森林や海洋吸収 　 ③水

資源 / 水質などの分野で地球規模の視点でモニ タ リ ング

を実施し ている。 また， 将来を予測する ためのモデル構

築に必要な地理的情報や社会 ・ 経済的データ を提供し，

スーパーコ ン ピ ュータ を整備し地球環境の変動を予測す

るモデル研究を支援し ている （モニ タ リ ング，データベー

ス， 研究支援）。

地球環境問題の第二の特徴は， 問題が相互に強 く リ ン

ク し ている こ と であ る。 例えば， 二酸化炭素放出源 と な

る森林伐採は種の多様性も減少させている し， 温暖化の

進行は脆弱な自然を破壊し， 海面上昇は農地を奪い， 森

林の農地転用を促進 さ せる こ と が予想 さ れる。 従っ て，

地球環境問題の研究においては俯瞰的 ・ 総合的視点で推

進する こ と が必要であ り ， 地球環境研究セン ターは地球

環境研究者の相互理解を増進し， 国の内外の共同研究を

促進する こ と を大き な柱 と し ている。 例えば， アジアの

陸域生態系の炭素収支を観測する AsiaFlux 事務局， 我が

国の温室効果ガス排出イ ンベン ト リ ーを取 り ま と める イ

ンベン ト リ ーオフ ィ ス な ど を開設 し た。 IGBP， WCRP，

IHDP が実施する国際炭素プ ロ ジ ェ ク ト の国際オフ ィ ス

を開設を準備し， さ ら に， 地球観測サ ミ ッ ト や総合地球

観測戦略推進に積極的に参加し ている （研究の総合化）。

地球環境問題の第三の特徴は， あ ら ゆ る年齢 ・ 階層 ・

職業の人々が， 地球環境問題の深刻さ を理解し， それを

解決する ために努力する こ と を必要 と し ている こ と であ

る。 地球環境研究セン ターは研究成果を広 く 理解し て も

ら う ために， 分か り やすい広報活動にも力を尽 く し てい

る。 我が国や国際的研究動向を伝え る 『地球環境研究セ

ン ターニ ュース』 の毎月発行， ホームページの充実， マ

ス コ ミ や地球環境教育への協力などを実施し ている。

１ .16 環境研究基盤技術ラボラ ト リー

環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー （基盤ラ ボ） が業務 と

するのは （1） 環境標準試料の作成 と 分譲 （2） 環境試料

の作成 と 長期保存 （3） 基盤計測機器の管理 （4） 環境微

生物の収集 ・ 保存と分譲 （5） 絶滅危惧生物の細胞 ・ 遺伝

子保存および （6） 生物資源情報の整備， 及びこれらの事

業の健全な発展に寄与する研究の推進であ る。 本年度は

（1） ダ イオキシンを対象 と し た環境標準試料の安定性検

査のための簡便な分析法を開発し た。 また， 有償分譲数

は 155 件であった。 （2） 環境試料の長期保存では二枚貝

試料を東京湾当定点地点及び三陸沿岸等移動採取地点か

ら 採取し， 凍結粉砕し， 液体窒素上気相保存を行っ た。

保存試料の管理及び付帯情報管理のためのデータベース

システムを作成し た。 （3） 基盤計測機器を利用し た研究

テーマは約 30 課題で， 13 ユニ ッ ト にまたがる所内研究

者の約割の研究者が利用し た。 特にひ素問題にかかわる

調査に活用された。 （4） 環境微生物の収集 ・ 保存 と 分譲

では， 保存株 リ ス ト 第 7 版が刊行された。 微細藻類の保

存株は 1450 株で， その う ち 1221 株は提供可能な株 と し

て， 遺伝子データ， 毒性データ， 凍結保存の有無， 関連

文献等の情報を付帯し て掲載された。 我が国におけ る藻

類資源の中核機関 と し て， 藻類の情報及び分譲の一元管

理にむけての活動が開始された。 本年度の有償分譲株数

は 645 件であった。 （5） 絶滅危惧生物の細胞 ・ 遺伝子保

存では， 鳥類細胞の培養法， 魚類精子の保存法が開発さ

れ， ト キ， ラ イチ ョ ウ， ク マ タ カ， オオワ シ， オジ ロ ワ
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シ， ワ シ ミ ミ ヅ ク， イ タ センバラ， オガサワ ラ ヨ シ ノ ボ

リ ， イ ト ウ， ツシマヤマネコの凍結細胞 ・ 精子等が保存

された。 また， シ ャ ジ ク モやチスジ ノ リ 等の絶滅危惧藻

類の保護栽培を前年度に引き続いて行い， 41 系統が新た

に培養保存された。 （6） 生物資源情報では， 生物資源に

係わる情報 ・ 分類 ・ 保存に関する国際的協力活動を展開

し， 国内外の生物資源ネ ッ ト ワーク体制の構築に向けた

準備を進めた。

研究と し て地球環境研究総合推進費で （1） アジアにお

け る水資源域の水質評価 と有毒アオコ発生モニ タ リ ング

手法の開発に関する研究 （2） アジア ・ オセアニア生物多

様性減少解決イ ニシアチブ。 科学技術振興調整費で （3）

生物多様性情報基盤の先導的構築， そ し て環境ナ ノ テ ク

ノ ロ ジー研究から （4） 分子認識サイ ト 構築法の開発 と そ

の環境研究への応用。 奨励研究と し て （5） 希少鳥類の個

体増殖に関する新手法に関する研究， また， 知的基盤研

究と し て （6） 化学形態分析のための環境標準試料の作成

と評価に関する研究 （7） 微生物系統保存施設に保存され

ている微細藻類株の分類学的情報の収集 と データベース

化に関する研究を行った。 これらの研究は研究計画通 り

進展し， 期待通 り の成果が得られた。
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国立環境研究年報 （平成 15 年度）
１ ．重点特別研究プロジ ェ ク ト

１ ． １ 地球温暖化の影響評価と対策効果

１ ． １ ． １ 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔研究課題コー ド〕 0105SP011

〔代表者〕 井上元 （地球温暖化の影響評価 と対策効果プロ

ジェ ク ト グループサブ リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 人間活動に よ り 大気中に放出 さ れた二酸化炭

素が気候変動を も た らすこ と は疑いのな く ， 大気中濃度

を どのレベルに安定化させるか， そのためには人為排出

量をい く ら削減すべきかを明ら かにし， それを実現する

施策を進める必要があ る。

　 京都議定書では人為的な森林吸収増加活動などが二酸

化炭素削減対策 と し て認められたため， 植林など人為活

動によ る炭素蓄積を十分な科学的根拠を持って評価する

こ と が必要になった。 さ らに長期的には， 人為的な森林

吸収増加活動だけではな く ， 森林保全や炭素の隔離など

を含むあ ら ゆる炭素固定を評価する方向に向か う 可能性

も あ る。 し たがって， 森林規模か ら グ ローバルな規模ま

で様々なス ケールでの研究を総合的に遂行し， 炭素循環

の現状把握， メ カニズムの解明， 将来予測を行 う 必要が

あ る。

　 すでに国立環境研究所では地球環境研究総合推進費や

戦略基礎研究， 地球環境モニ タ リ ングなどによ り ， 多 く

の研究や長期観測を行っているが， その実績をふまえ新

たな研究を展開する。 研究は大別し て陸域， と り わけ地

球規模の二酸化炭素変動に大き な影響を与え る亜寒帯林

によ る炭素蓄積に関わる研究， 主 と し て北太平洋におけ

る海洋によ る二酸化炭素吸収に関わる研究， および， 陸

域 と 海洋の吸収比をグ ローバルに把握する研究から構成

さ れる。 陸域の二酸化炭素吸収に関 し ては， 森林規模，

地域規模， 亜大陸規模 と い う ス ケールの異なった規模に

おいて， 大気観測か ら陸域吸収分布を推定する ト ッ プダ

ウ ンのアプローチを行 う と 同時に， 森林炭素蓄積や二酸

化炭素収支の観測 と， 遠隔計測 と 森林モデルに よ る ス

ケールア ッ プ （ボ ト ムア ッ プアプローチ） を行い， その

整合性を検証する。

〔内容および成果〕

　 グ ローバルな陸域 ・ 海洋吸収の評価を目的 と し て， 国

際的な協力の下で二酸化炭素のモニ タ リ ングが実施され

ている。 本研究では， これらモニタ リ ング と連携しつつ，

高度な観測研究を実施し ている｡

　 陸域 と 海洋の二酸化炭素吸収比を推定す る 方法 と し

て， 定点での酸素濃度自動分析， 太平洋上の船舶での大

気サンプ リ ングによ る酸素 / 窒素比 ・ 炭素同位体比観測

を実施し た。 同時に同位体測定結果を相互に比較し， 空

間的吸収パターンを推定する ため， 国際的データ統合に

向けた同位体比測定の試料の調整や比較実験等を行って

い る。 その結果， 最近数年間の陸域 と 海洋の吸収比や，

その緯度別の違いなどが明らかにな り つつあ る。

　 森林によ る二酸化炭素吸収評価を大気観測から推定す

る ための基礎研究 と し て， 森林 と 大気境界層 と の相互作

用， 大気境界層 と 自由対流圏の大気輸送などの研究を実

施し た。 そのため， 大陸で二酸化炭素や輸送に関連する

物質の自動観測を開始し た。 地上における連続 CO2 観測

を 1000km 規模のネ ッ ト ワーク で実施し，二酸化炭素の収

支分布を数百キ ロ メ ー ト ルの分解能で推定する こ と を目

指し た， 新たなプロ ジェ ク ト を実施し ている｡

　 森林におけ る二酸化炭素収支を地上観測で評価する こ

と を目的 と し て， 苫小牧での二酸化炭素フ ラ ッ ク ス， 土

壌呼吸， 二酸化炭素の高度分布， 炭素同位体の変動など

の自動観測 ・ 自動サンプ リ ング装置によ る観測を実施し

ている。 土壌 と 根を分離し た呼吸速度， 幹呼吸， 葉の庫

合成 ・ 呼吸など を個別に自動観測する システムの開発を

行い， 成果が出つつあ る｡

　 遠隔計測によ る樹高分布， スペク ト ル画像の航空機観

測や定点季節変動観測を実施し た。 遠隔計測によ る樹高

分布観測データ を自動解析し， 樹木本数やその樹冠サイ

ズなどが抽出でき た。 また， 樹高分布測定を定期的に実

施し， 年間の地上バイオマス変動を測定でき る見通しが

ついた。 高分解能スペク ト ルデータか ら， 植物の光合成

活性を推定する手法を開発し ている｡

　 また， 京都議定書で評価される全炭素アカ ウ ンテ ィ ン

グシステムに関する研究を開始し， 森林モデルによ り 我

が国におけ る人工林や自然林の炭素固定量の推定を行っ

た。

　 海洋吸収に関し ては， 北太平洋海域の商用船で行った

大気 ・ 海洋二酸化炭素分圧観測データの解析を行い， そ

の年々変動を抽出し た。 その測定法の相互比較実験を行

い， 本研究で開発し た装置が最も良好で国際標準機器 と

し て利用される可能性が高ま っている｡さ らに，本研究を

背景 と し て国際的に同様な観測を行 う 計画を推進し てい

る。

〔関連研究課題〕

0204AE461 　 大気 ・ 陸域生態系間の温暖化気体の交換プ

ロセス解明に関する基礎研究 42p.

0203AF336 　 重量充填法によ る大気中の O2/N2 比測定用

標準ガスの調製方法の開発 43p.

0303AF483 　 海洋におけ る溶存有機炭素中の放射性炭素

測定に関する研究 43p.
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0105BA152 　 太平洋域の人為起源二酸化炭素の海洋吸収

量解明に関する研究 （1） 太平洋の海洋表層二酸化炭素

データ解析によ る二酸化炭素吸収放出の解明に関する研

究 （4） 海洋二酸化炭素データ統合に関する分析標準化に

関する研究 （5） 海洋表層二酸化炭素観測統合データ利用

によ る太平洋 ・ 大西洋の比較解析 44p.

0103BA153 　 海水中微量元素であ る鉄濃度調節に よ る海

洋二酸化炭素吸収機能の強化 と 海洋生態系への影響に関

する研究 （3） 鉄濃度調節が炭素循環に及ぼす影響に関す

る研究 45p.

0206BA475 　 ト ッ プダ ウ ン （大気観測） アプ ローチに よ

る メ ソ ス ケールの陸域炭素収支解析 46p.

0204BA338 　 京都議定書吸収源 と し ての森林機能評価に

関する研究 （2） 吸収量評価モデルの開発 と不確実性解析

（1） 吸収量評価モデルの開発 （2） 吸収量評価モデルの不

確実性解析 47p.

0103BB105 　 大気境界層観測に よ る森林か ら亜大陸規模

の二酸化炭素吸収推定 48p.

0103BB151 　 大気中の酸素濃度及び炭素同位体比を指標

にし たグ ローバルな海洋 ・ 陸域 CO2 吸収量の変動解析に

関する研究 49p.

0103BB265 　 地域規模の二酸化炭素排出 ・ 吸収量評価方

法の開発 50p.

0303AF586 　 北東ユーラ シアの森林を代表する カ ラ マツ

林生態系の大気二酸化炭素安定同位体比分別効果の時間

的変動と その環境応答に関する研究 52p.

0303CB570 　 海洋二酸化炭素観測データ国際標準化に関

する研究 53p.

１ ． １ ． ２ 統合評価モデルを用いた地球温暖化の

シナ リ オ分析と アジアを中心と し た総合

対策研究

〔研究課題コー ド〕 0105SP012

〔代表者〕 井上元 （地球温暖化の影響評価 と対策効果プロ

ジェ ク ト グループサブ リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化問題は今， 新 し い局面を迎えてい

る。 2010 年に向けた対策の方針を定めた京都議定書が国

際的に合意 さ れ， その達成が緊急の課題になっ てい る。

また， 京都議定書以降 2020 年から 2030 年を目指し た対

策のあ り 方について､国際的な議論が始ま っている。 さ ら

に， 今後一世紀にわた る長期的な対策のあ り 方が問われ

ている。

　 本研究は， 経済発展 ・ 気候変動及びそれら の影響を統

合的に評価するモデルを開発 ・ 適用し て， 京都議定書及

びそれ以降の温暖化対策が地球規模の気候変動及びその

地域的影響を緩和する効果を推計し， 中 ・ 長期的な対応

方策のあ り 方を経済社会の発展の道筋 と の関係で明ら か

にする と と も に， これら の対応方策をアジア地域の持続

可能な発展に融合させる総合戦略について検討する こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本研究プロ ジェ ク ト の 5 年間の研究目標は以下の通 り

であ る。

　（ １ ） 我が国， アジア地域， 及び世界を対象 と する温室

効果ガス ・ エア ロ ゾル排出モデルを改良 ・ 開発し （社会

経済 ・ 排出モデル研究チーム）， 大気海洋結合気候モデル

の高精度化， 並びに地域気候モデルの開発 ・ 高精度化を

図 り （気候モデル研究チーム）， さ らに， 水資源や農業等

への影響モデルの開発 ・ 改良に取 り 組む （影響 ・ 適応モ

デル研究チーム）。 また， アジア全域及び主要国に適用で

き る環境－経済統合モデルを開発する （社会経済 ・ 排出

モデル研究チーム）。

　（ ２ ） 地球温暖化に関する排出 ・ 気候変動 ・ 影響， さ ら

にはアジア地域の経済発展 と 環境の関係を一貫し て分析

する ため， 個々のモデルをつな ぐ イ ン ターフ ェース を開

発し て， モデルの統合化を図る （気候モデル研究チーム，

影響 ・ 適応モデル研究チーム， 社会経済 ・ 排出モデル研

究チーム）。

　（ ３ ） 最新の社会経済的動向や技術評価をベースにし て

個々の対策技術や対策措置の効果を推計し， 我が国， ア

ジア， 及び世界の温室効果ガスがどの程度削減可能かを

推計し （社会経済 ・ 排出モデル研究チーム）， この対策措

置を前提 と し た排出シナ リ オを基にし て， 全球的及び地

域的に気候変動がどの程度緩和されるかを推計する と と

も に， これら の推計におけ る不確実性の度合い及びその

要因について評価する （気候モデル研究チーム） 。 さ ら

に， 気候変動の緩和を前提にし て， こ のよ う な緩和が社

会的 ・ 環境的影響を どの程度軽減させるかについてアジ

ア地域を中心に推計し， これら の影響に適応可能かど う

かを検討する と と も に， 推計の不確実性の度合い及びそ

の要因について評価する （影響・適応モデル研究チーム）。

　（ ４ ） 以上のシナ リ オ分析を基にアジア地域の総合的対

策の在 り 方を明ら かにする ため， アジアの経済発展 と 温

暖化対策， さ らには温暖化対策 と 他の環境対策 と の関係

を分析する。 特に， 温暖化対策を含む環境対策分野のイ

ノ ベーシ ョ ンのポテンシ ャル及びその実現のための投資

の緊急性を評価する （社会経済・排出モデル研究チーム）。

　（ ５ ） 分析結果を各種背景データ と有機的に関連づけて

戦略的データ ・ ベース を構築し， 研究の普及を図る と と
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もに， アジア途上国への分析技術の移転を図る。 （社会経

済・排出モデル研究チーム，影響・適応モデル研究チーム）

　 本年度におけ る成果は， まず， 社会経済 ・ 排出モデル

の開発については， 世界経済モデル， 環境産業分析のた

めの経済モデル， 及び二酸化炭素以外の温室効果ガスの

排出モデルの開発 ・ 改良を行い， これら を適用し てアジ

ア主要国におけ る経済発展 と 温暖化対策 と の関係を分析

する と と も に戦略的データベース を改良し た。 これらの

成果は， 政府， MA， エコ アジア等で活用された。 気候モ

デルの開発については， 21 世紀中盤のアジア域を対象 と

し て， 地域気候モデルを用いた タ イ ム ス ラ イ ス実験を行

い， 全球気候モデルによ る温暖化シグナル （主に水循環

変動） のダ ウ ン ス ケー リ ングを試行し た。 また， 全球気

候モデルを用いて過去 100 年程度の気候再現実験を行 う

ために， 様々な外的気候影響 （太陽定数変動， 火山噴火，

GHG 増加， エア ロ ゾル増加， オゾン変動など） のデータ

整備およびプロ グ ラ ム開発， 大気モデルのみによ る予備

実験， 大気海洋結合モデルの調整など を行った。 影響モ

デルの開発については， 気候変化の影響に資する ための

地域気候モデルの開発を継続し た。 さ らに， 前年度まで

に開発し た温暖化の水資源影響モデルを用いて， と く に

ア ジ ア地域におけ る 将来の発展シナ リ オに基づ き 予測

し， 発展状況 と 水不足 リ ス ク の関係を定量的に評価する

と と も に， 水資源問題が深刻化する地域におけ る農業影

響 も 考慮 し て水食料か ら 見た安全保障について予測 し

た。 また， 予測される温暖化影響を経済的に緩和する た

めの適応対策のデータベース化 と 対策データベースに基

づ く 適応対策評価手法を開発し て， 問題地域への適用を

検討し た。

〔関連研究課題〕

0103BA341 　 地球温暖化の総合解析を目指し た気候モデ

ル と影響 ・ 対策評価モデルの統合に関する研究 56p.

0204BA343 　 地球温暖化の生物圏への影響， 適応， 脆弱

性評価に関する研究 58p.

0206BY485 　 地球温暖化の影響 と 適応戦略に関する統合

調査 60p.

0206BY530 　 地球温暖化の影響 と 適応戦略に関する統合

調査 ： 健康影響研究 60p.

0303CB526 　 21 世紀のアジアの水資源変動予測 61p.

0306CE525 　 高分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖

化予測に関する研究 62p.

0004BA035 　 アジア太平洋地域統合モデル （AIM） を基礎

と し た気候 ・ 経済発展統合政策の評価手法に関する途上

国等共同研究 63p.

0305BA541 　 大気中の水 ・ エネルギー循環の変化予測を

目的と し た気候モデルの精度向上に関する研究 65p.

0206BA423 　 研究プロ ジェ ク ト  「21 世紀の炭素管理に向

けたアジア陸域生態系の統合的炭素収支研究」 研究テー

マ 「アジア陸域生態系の炭素収支変動予測と 21 世紀の炭

素管理手法の検討」 サブテーマ 「21 世紀の陸域炭素管理

オプシ ョ ンの総合評価 と炭素収支の統合予測モデルの開

発」 67p.

0305AE533 　 主要国の政治制度が地球環境政策決定に与

える影響に関する研究 69p.

0305BA534 　 2013 年以降の地球温暖化対策促進に向けた

国際合意のための方法に関する研究 69p.

0103BA025 　 持続可能な コ ンパ ク ト ・ シテ ィ の在 り 方 と

実現方策に関する研究 231p.

１ ． ２ 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ングと機構

解明

〔研究課題コー ド〕 0105SP021

〔代表者〕 笹野泰弘 （成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング

と 機構解明研究プ ロ ジ ェ ク ト グ ループ リ ー

ダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 特定フ ロ ン等に よ る オゾ ン層破壊の問題に関

し ては， オゾン層保護条約， モン ト リ オール議定書等を

始め と する国際的な取 り 決めに基づき， 種々の対策が施

されて き たに も かかわらず， 依然 と し て南極オゾンホー

ルの年々の発現，北極域の春季オゾン破壊が進んでお り ，

必ずし も当初の予測通 り には事態は進行し ていない。 成

層圏の気象 ・ 気候や極成層圏雲の物理 ・ 化学過程をはじ

め と し たオゾン破壊に関する科学的知見の不足が予測 と

現実 と の差異の一因であ る と 考え られ， オゾン層破壊機

構理解の一層の深化を図 り ， また成層圏オゾン層の状況

の監視を行 う こ と が必要 と されている。 こ のため， 環境

省及び国立環境研究所では人工衛星搭載オゾンセンサー

や地上設置遠隔計測機器によ るオゾン層の観測， データ

解析研究， モデル研究等を続けて きた。

　 中期計画期間は， オゾン層保護対策の効果が現れ， 成

層圏ではオゾン層破壊物質濃度がピーク に達し， 緩やか

な減少傾向に転ずる時期 と 考え られている。 と り わけ極

域 （高緯度域） 成層圏オゾン層は， 種々の要因の影響を

最も顕著に受け る領域 と 考え られ， また中緯度域も その

影響を頻繁に受け る こ と が想定される こ と から， 本プロ

ジ ェ ク ト では， 高緯度域を対象にし た人工衛星搭載セン

サー （衛星観測）， 及び中緯度域に設置し た地上遠隔計測

機器等によ るオゾン層の観測を行い， オゾン層変動の監

視やオゾン層変動機構の解明に資するデータ を国内外に
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提供する。 さ ら に， データ解析， モデ リ ング等によ り オ

ゾン層変動機構に係る科学的知見の蓄積を図 り ， 将来の

オゾン層変動の予測，検証に貢献する こ と を目的 とする。

〔内容および成果〕

　 人工衛星搭載オゾン層観測センサー ILAS-II （改良型大

気周縁赤外分光計 II 型。 環境省によ って開発され， 平成

14 年 12 月にみど り II 衛星に搭載されて打ち上げ。 本格

運用期間 ： 平成 15 年 4-10 月） によ って取得された観測

データ を処理し， オゾン層研究， オゾン層監視等， 科学

的利用のためのデータプロ ダ ク ト と し て， 国内外に向け

て提供する。 つ く ば （国立環境研究所） 及び陸別 （陸別

成層圏総合観測室） におけ る地上か ら のオゾン層モニ タ

リ ングを継続実施し， 国際的ネ ッ ト ワーク であ る NDSC

データベースにデータ を提供する と と も に， 国内外に向

けてデータの提供を行 う 。極域オゾン層変動に係る物理・

化学的に重要な要素プロセスについて，ILAS/ILAS-IIデー

タ をはじめ と し た観測データの解析を通し， オゾン破壊

機構の解明や仮説の検証， さ ら には長期変動を も た らす

因子の抽出及びオゾ ン変動に対する寄与の解明を行 う 。

また， 成層圏での力学および化学過程を組み込んだ三次

元モデルの開発， 数値モデル実験を通し た CO2 漸増に対

するオゾン層の応答の解明， モデルの改良， これまでの

オゾン層の長期変動の再現実験を通し た長期変動要因の

解明を行い， オゾン層の将来予測やこれまでのオゾン層

保護対策の評価 （効果） につなげる。 以上について， 次

のよ う な結果を得た。

　 衛星か ら のオゾ ン層の監視に関し ては， ILAS-II セン

サーによ る極域オゾン層の観測を実施し， ILAS-II 観測に

よ って取得し たデータか ら オゾンをはじめ と し た成層圏

微量成分濃度の高度分布の導出を行った。 ILAS-II 観測で

は， ハー ド ウ ェ アー上の問題点 （最初に太陽光が照射さ

れる望遠鏡ス リ ッ ト の熱変形を根本的原因 と する太陽輪

郭センサーの一部動作不良 と 赤外分光器の出力信号の一

部異常） が浮上し， 微量成分濃度の高度分布の導出には

こ の問題を ク リ アする必要が生じ た。 問題を ク リ アする

ために本プロ ジェ ク ト では， ILAS でのデータ解析手法を

ベースに， これまでの手法 （高度分布導出アルゴ リ ズム）

の改良を行 う こ と で解析を進めている。

　 得られた ILAS-II データの検証はオゾンゾンデ，大気球

観測， 他の衛星観測などによ って得られたデータ と 比較

する こ と で行った。 例えば， ILAS-II オゾンに関し ては，

南北両半球でのオゾンゾンデの観測 と の比較の結果， 絶

対値で 0.4 ／ 0.5ppmv 以内 （南半球／北半球）， 相対値で

ほぼ 10％以内 （南北両半球と も） の範囲で一致し ていた。

特に相対値に関し ては， ILAS-II およびオゾンゾンデのそ

れぞれの観測誤差か ら推定される誤差領域内であ る こ と

が確認された。 またガス状硝酸に関し ては， 北半球で行

われた大気球搭載センサーによ る観測データ と の比較か

ら， 高度 12 ～ 30km の高度域で， ILAS-II 硝酸 と検証デー

タ と は± 20％以内で一致する こ と， 得られた精度は各々

の観測誤差か ら推定 さ れる誤差領域よ り も小 さ い こ と，

が分かった。

　 現在の ILAS-II 検証済みデータ を，バージ ョ ン 1.3 プロ

ダ ク ト と し て国内外の登録研究者に提供し た。

　 国立環境研究所 （つ く ば） において 1988 年からモニ タ

リ ン グ を実施 し てい る オ ゾ ン レーザーレーダーの観測

データの再解析を前年度までにほぼ完了し た。 そ こ で本

年度は再解析されたオゾンの鉛直分布に関し て， SAGE II

およびオゾンゾンデデータ と の比較検証を行った。SAGE

II と の比較検証の場合， オゾン ラ イ ダーで観測し た高度

領域 （12 ～ 48km） でのオゾン ラ イ ダーおよび SAGE II の

オゾンデータは両者の観測精度か ら推定される精度内で

一致し ている こ と， 特に 17 ～ 40km の高度領域では， ラ

イ ダーと SAGE II と は5％以内の精度で一致し ている こ と

が確認された。 再解析された ラ イ ダーデータでは， オゾ

ン以外にエア ロ ゾルや気温の高度プロ フ ィ ルに関し て も

検証が行われ， 検証データ と良い一致が認められた。

　 国立環境研究所 （つ く ば） 設置の ミ リ 波オゾン分光計

については， 高度 38 ～ 76km におけるオゾンの季節変動

の解析を行い，特に高度 56 ～ 68 km でのオゾン半年周期

変動な らびに 68 km 以下 と比べて振幅が大き く 位相が逆

転し た高度 68 ～ 76 km の上部中間圏でのオゾン半年周期

変動を明瞭に と ら え る こ と ができ， その変動成分解析を

行った。 ミ リ 波オゾン分光計の観測高度の下限を これま

での 38km から 14km に広げる ために，観測周波数帯域を

60MHz に加え 1GHz に広帯域化し た検出系を追加し た。

さ らに， 広帯域化し た分光計で測定し た信号か ら高度プ

ロ フ ィ ルを導出する ためのアルゴ リ ズム開発を行った。

　 検証作業から下部成層圏におけ るILAS-IIデータは科学

的な利用に耐え得 る 精度を有 し てい る と 評価で き た こ

と， な らびに ILAS-II の観測期間が南極オゾンホール形

成 ・ 成長 ・ 衰退時期と重な る こ と から， ILAS-II データ を

中心に， オゾンホール内でのオゾン層破壊に係わる現象

の解析を行っ た。 その結果， 5 月下旬か ら 極成層圏雲

（PSC） に対応する と思われるエア ロ ゾルの生成が認めら

れ， ILAS-II が観測し ている同時期の南極域 （南緯 70 度

付近） の最低気温が TICE （水蒸気濃度が氷表面の飽和水

蒸気濃度 と 一致する温度） 以下に達し てい る こ と か ら，

PSC の発生 と最低気温の関係が確かめられた。 9 月下旬

まで観測され続けた PSC の生成が消失 （10 月） し た後，
―  22  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）
エア ロ ゾル量が PSC 発生以前のバッ ク グ ラ ン ド レベル以

下にまで落ち込む現象，すなわち注目し ている領域で「エ

ア ロ ゾルが PSC に成長→ PSC の重力落下」 によ るエア ロ

ゾルのク リ ーニング， を起こ っている こ と を実証し た。

　 エア ロ ゾル と 同時に測定されたガス状硝酸の濃度変化

を比較する と，7 月下旬には高度 15 ～ 20km 領域では，脱

窒過程はほぼ完了し ている こ と が分かった。 よ って脱窒

過程の完了後の PSC 生成は，氷粒子と し ての PSC 生成が

起こ っていた こ と を強 く 示唆する ものであ る。

　 さ らに ILAS-II オゾンデータ と比較する と，脱窒過程が

完了し， かつ太陽光によ る照射が開始される 7 月下旬か

らオゾン破壊が開始され， 特に日射量が増大する 9 月に

は大規模なオゾ ン破壊が進行し てい る こ と が分かった。

特に 9 月のオゾン破壊速度は， ILAS データの解析から求

め られた北極域でのオゾン破壊速度の最大値に匹敵する

大き さ であ る こ と が分かった。

　 CO2 濃度の漸増などに対するオゾン層の応答を調べる

ための長期数値積分実験 （将来予測実験） に用いた三次

元成層圏化学気候モデルでは， オゾンホールの生成時期

が遅れる こ と やオゾンホール内の最低気温を低 く 見積も

り 過ぎ る などの問題点を有し ている。 そ こ で， モデルに

おけ るオゾンや気温などの再現精度を上げる ため， 本年

度は大気球面効果や重力波の効果のパラ メ タ リ ゼーシ ョ

ンなどの改良を行った。 その結果， 大気球面効果を導入

する こ と で， オゾンホールにおけ る最大オゾン破壊時期

が約半月早ま る こ と やオゾン破壊量が大き く な る こ と が

見いだ された。 一方， パラ メ タ リ ゼーシ ョ ンの手法でオ

ゾンホールにおけ る気温や東西風の再現性を良 く する こ

と が可能であ る こ と を確かめた。 パラ メ タ リ ゼーシ ョ ン

の導入によ り ， オゾンホール内のオゾン破壊量は過小評

価される傾向にあ るが， パラ メ タ リ ゼーシ ョ ン と 大気球

面効果を両方取 り 入れる こ と で， オゾン破壊量の過小評

価は緩和される こ と が分かった。

　 成層圏化学気候モデル と 同じ CCSR/NIES 大気大循環

モデルをベースに， 気温や風速などの気象場をナ ッ ジン

グ と 言 う 手法で気象データに同化させた三次元ナ ッ ジン

グ化学輸送モデル （ナッ ジング CTM） を用いて， 臭素化

学反応系の導入を進めた。 モデルには， 均一気相反応に

加え成層圏エア ロ ゾル上での不均一反応も考慮し てオゾ

ン破壊に対す る 臭素化学反応系の寄与を確かめた と こ

ろ， 全球的にオゾンを破壊する方向に働 く こ と， 南極オ

ゾンホール内において も臭素化学系がオゾン破壊に寄与

し ている こ と が分かった。ナッ ジング CTM は，西太平洋

亜熱帯域に存在する低濃度オゾン領域の年々変動の再現

実験に も応用され， 年々変動がその領域での気温の変動

と 良い相関を示すこ と が確かめられた。 その結果， 低濃

度オゾン領域の変動は主 と し てオゾンの輸送過程の変動

によ って引き起こ されている こ と が示唆された。

〔関連研究課題〕

9903AE158 　 3 次元モデルに よ る成層圏光化学－放射－

力学相互作用の研究 70p.

0103BA163 　 衛星データ を利用し たオゾ ン層変動の機構

解明に関する研究 71p.

0204BA347 　 オゾ ン層破壊の長期変動要因の解析 と 将来

予測に関する研究 71p.

0104CD164 　 将来大気におけ る成層圏水蒸気 と 極成層圏

雲の表面積の変動に関する研究 72p.

0203KZ424 　 化学輸送モデルを用いたオゾ ンの輸送過程

に関する研究 73p.

0206AA413 　 ILAS-II 及び SOFIS データの処理 ・ 保存 ・ 提

供のためのシステム開発 ・ 改訂及び運用 219p.

0105AE259 　 大気衛星観測データ の放射伝達解析に関す

る研究 219p.

0205AE388 　 ILAS-II 及び SOFIS データ処理運用システム

の開発に関する基礎的研究 220p.

0305AE528 　 衛星データ等を利用し た高緯度成層圏の気

温 ・ 気圧高度分布の比較研究お よ びその ト レ ン ド 解析

220p.

１ ． ３ 内分泌か く 乱化学物質及びダイオキシン類

のリ スク評価と管理

１ ． ３ ． １ 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に

関する研究

〔研究課題コー ド〕 0105SP031

〔代表者〕 森田昌敏 （内分泌か く 乱化学物質及びダ イオキ

シ ン 類の リ ス ク 評価 と 管理プ ロ ジ ェ ク ト グ

ループプロ ジェ ク ト リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 内分泌撹乱化学物質 （環境ホルモン） の環境汚

染の状況を理解し， 環境生物への影響及び人への影響を

明ら かにする と共に汚染の影響を未然に防止する ための

手法の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 以下の ６ つの研究課題を中心 と し て展開し た。 ①内分

泌撹乱化学物質の新たな計測 ・ 評価試験手法の開発 と 環

境動態の解明②野生生物の生殖に及ぼす内分泌撹乱化学

物質の影響評価③内分泌撹乱化学物質の脳 ・ 神経系への

影響評価④内分泌撹乱化学物質の生殖系 ・ 免疫系への影

響評価⑤内分泌撹乱化学物質の分解処理技術⑥内分泌撹

乱化学物質等の管理 と 評価のための統合情報システムの
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開発。

　 環境ホルモンの微量計測法の開発に関す る 研究 と し

て， 負イオン ESI-LC/MS/MS 法によ る水中の 17β- エス

ト ラ ジオール （E2） ・ エス ト リ オール ・ エス ト ロ ン （E1）

の抱合体の分析法の改良によ る底質への適用及び水中及

び底質中の ノ ニルフ ェ ノ ールエ ト キシレー ト （Ｎ Ｐ EO）

の分析法の開発を行った。 底質中の 17α-E2 は， 河川水

と比べ 17β-E2 に対する相対濃度が高い傾向があった。

底質への E1 の添加実験から底質中で E1 の還元によ り E2

が生成する可能性が示唆された。 NPEO は全試料よ り 検

出され， NP1-15EO の表層水， 底層水および底質中の濃

度は それぞれ 12-259ng/L, 11-356ng/L, お よ び 12-

700ng/g-dry であった。水中の NP1-3EC 濃度は NP1-15EO

と同程度であったが， 底質中濃度は NP1-15EO と比べて

低い傾向が見られた。

　 遺伝子組み換え酵母を用いた内分泌か く 乱化学物質の

ア ッ セ イ法の開発 と し て， 試験魚間での感受性の違いを

検討する ため， 酵母を用いた Two-Hybrid System によ る

メ ダカ， フ ァ ッ ト ヘッ ド ミ ノ ー及びゼブ ラ フ ィ ッ シ ュの

Ｅ Ｒ-α の試験系を新たに構築し た。 アルキルフ ェ ノ ー

ル類は， メ ダカの Ｅ Ｒ-α 系において他 と比べ高い活性

を示し た。 ヒ ト エス ト ロ ゲン受容体 （hERα） 及び メ ダ

カエス ト ロ ゲン受容体 （mERα） 遺伝子導入酵母を用い

て， 水酸化 PCB 類の 91 化合物についてア ッ セイ を試み

た。2,2’ ,4’ ,6’ -tetrachlolrobiphenyl-4-ol のよ う に mERα

酵母ア ッ セイ （E2 の ECx10=0.56nM） での相対活性は 270

％と本来の リ ガン ド であ る E2 よ り も強いアゴニス ト 活性

を示す化合物の存在が明らか と なった。 ヒ ト RXR （レチ

ノ イ ド エ ッ ク ス受容体 ； リ ガン ド は 9-cis-retinoic acid）

α，β，γ の結合領域遺伝子を導入し た酵母を作成し た。

イ ボニシのイ ンポセ ッ ク ス を引き起こす有機スズ関連物

質の ト リ フ ェニルスズ ;TPT は ECx10 値が 4.6nM と，RXR

の リ ガン ド であ る 9-cis-Retinoic acid の ECx10 値の 6.4nM

と 同レベルの濃度でアゴニス ト 活性を誘導する こ と が明

ら か と なった。 さ ら に， プ ラ スチ ッ ク ス用防カビ剤 と し

て開発されたバイナジン （10,10’ - オキシビ ス フ ェ ノ キ

シアルシン ； 略称 OBPA） は， 極めて低濃度で RXRβ 導

入酵母に対 し て ア ゴ ニ ス ト 活性を示す こ と が明 ら か と

なった。 また， 水酸化 PCB 類の中にも比較的強い活性を

しめす化合物が確認された。

　 hERα 及び mERα 遺伝子導入酵母ア ッ セイ法の ２ 系統

を併用し たモニ タ リ ング手法を東京湾の表層水及び底層

水を用いて検討し た結果， 多 く の試料で ELISA 法によ る

E2 の測定結果と良い相関が得られる ものの，mERα 酵母

ア ッ セイでE2以外の物質が原因 と思われるエス ト ロゲン

活性を持つ試料があ る こ と が示された。

　 野生生物の生殖に及ぼす内分泌か く 乱化学物質の影響

に関 し て海産生物及び淡水生物について研究を実施 し

た。 ア ワ ビ類の内分泌か く 乱現象に焦点を当て， 成貝の

性成熟調査 と と も に幼生及び着底稚貝の加入阻害の可能

性を検討する ため， 種苗生産試験， 受精卵 と 浮遊幼生を

用いた室内実験及び天然海域におけ る着底初期稚貝の分

布調査を継続し て実施し た。 また東京湾におけ る環境ホ

ルモン汚染 と 潜在的な生物影響の把握に向けた調査研究

を継続し， 諸結果の解析を進めている。 また， 巻貝類の

イ ン ポセ ッ ク ス誘導 メ カ ニズ ムに関す る 全 く 新 し い仮

説， レチ ノ イ ド X 受容体 （RXR） 関与説を提示し た。 室

内実験では， 淡水産ヌ カエビの幼生期間にアルキルフ ェ

ノ ール類化合物を暴露する こ と で， 親エビの生存率は，

稚エビ期間の死亡によ り 50 ～ 70％程度に低下し た （1 ～

10μg l-1 曝露）。 また， 親エビの性比 （ メ ス／オス） は 1.4

～ 2.0 （対照区 0.9 ～ 1.1） に， 産仔率 （産仔 メ ス／ メ ス）

は 0.1 以下 （対照区 0.2） にな り 本種の繁殖に影響を及ぼ

すこ と が明ら か と なった。 その他の淡水生物を対象 と し

た も の と し て， メ ダカの雌性化及び霞ヶ浦におけ る ヒ メ

タ ニシ調査を継続し て実施し た。

　 内分泌か く 乱化学物質の脳 ・ 神経系への影響評価に関

する研究では， 4.7T MRI を用いたボ ラ ンテ ィ アでの測定

を開始し，脳室や脳梁の形態，大き さについて検討を行っ

た。 また， 脳の機能 と 関連し た特定部位の代謝を測定す

る方法を実現する こ と をめざ し て 1H，31P，13C の多核種ス

ペク ト ル同時測定法の開発や，2 次元測定法の開発を行っ

た。

　 実験動物を用いる研究では， ペン タ ク ロ ロ フ ェ ノ ール

PCP, 6.6 mg / l 飲水中濃度） を慢性投与し， 拘束ス ト レ

ス を負荷し た成熟ラ ッ ト で， 平均血漿中総サイ ロ キシン

（TT4） および総 ト リ ヨ ー ド サイ ロ ニン （TT3） 濃度が有

意に低い値であ る こ と を見いだし た。 また， 甲状腺ホル

モン欠乏マウ スの受動的回避反応， シ ャ ト ル型条件回避

反応等行動試験法で雌雄間比較を行った と こ ろ， 有意で

はないが性差が認められた。 さ らに， ビ ス フ ェ ノ ール A

（20 μg） を投与し た ラ ッ ト では ADHD や自閉症などに見

られる多動性障害がおこ るが， これら のラ ッ ト では黒質

の ド ーパ ミ ン合成酵素に対する免疫活性の著しい減少を

見いだし た。

　 内分泌か く 乱化学物質の分解処理技術に関する研究 と

し て， 高温 ・ 高圧の熱水によ る抽出 ・ 分解によ り 土壌中

のダ イオキシン類を効率よ く 除去でき る こ と が証明され

た。 超音波照射によ る分解については， 急速な分解には

いた ら なかった。 植物によ る分解ではビ ス フ ェ ノ ール A
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を， また微生物においてはフ タル酸エス テルを効率よ く

分解又は不活性化が進行する こ と を明らか と し た。

　 内分泌か く 乱化学物質等の管理 と 評価のための統合情

報システムに関する研究 と し て， 最終的に一体のシステ

ム開発を行 う こ と を目標 と し て， こ の う ちの幾つかの部

分を本年度継続ないし着手する と と も に， 統合情報シス

テムの共通システム開発について も継続し て開発し てい

る。

　 発生源情報および環境濃度情報の整備を利用し，GIS に

よ る地理統計解析を用いて統計補間等の検討を継続し て

行い， モニ タ リ ングデータに基づ く 環境状況把握の新た

な方法論を模索し た。 流域一グ リ ッ ド 複合型の地理的分

解能を持つ多媒体環境動態モデルの開発をほぼ完了し，

日本全国及び周辺の北東アジア地域を一体 と し て， 最大

1 ～ 5km 程度の分解能での広域詳細動態解析 う を可能 と

し た。 前年度のダ イオキシン類に引き続き， VOC 成分数

種についてケース ス タデ ィ ーを実施し， 全ての物質につ

いて， 近年のモニタ リ ングデータ を， 平均値で 2 ～ 3 倍

程度 と 従来の多媒体モデルの精度を大き く 上回る精度で

再現でき る こ と を確認し た。 さ ら に， これらのモデルお

よびデータベースの GIS 上システムへの組み込み手法を

検討し た。

　 ま た内分泌か く 乱化学物質情報デー タ ベース につい

て， 新たな情報の追加を行った。

〔関連研究課題〕

0105AA165 　 内分泌か く 乱化学物質の新たな計測手法 と

環境動態に関する開発 113p.

0105AA166 　 野生生物の生殖に及ぼす内分泌か く 乱化学

物質の影響に関する研究 114p.

0105AA167 　 内分泌か く 乱化学物質の脳 ・ 神経系への影

響評価に関する研究 115p.

0105AA168 　 内分泌か く 乱化学物質の分解処理技術に関

する研究 116p.

0105AA169 　 内分泌撹乱化学物質等の管理 と 評価のため

の統合情報システムに関する研究 117p.

0105AA354 　 ウ ズ ラ での環境ホルモン感受性試験の国際

標準化 118p.

0105AA378 　 内分泌か く 乱化学物質の生殖系への影響評

価に関する研究 118p.

0105AE043 　 海産無脊椎動物の内分泌攪乱並びに生殖機

能障害に関する研究 119p.

0105AE176 　 淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼす化学物質の

影響 119p.

0105AE181 　 酵母ア ッ セイ システムを用いた S9 代謝化内

分泌か く 乱物質の検出と化学構造の決定 120p.

0105AE185 　 環境ホルモンの呼吸器 ・ 免疫系に対する影

響 120p.

0204AE478 　 環境化学物質の計測法 と 評価に関する研究

121p.

0203CD453 　 内分泌か く 乱物質がア ワ ビ資源に及ぼす影

響の評価に関する研究 122p.

9903KB057 　 水棲動物の生殖への作用 メ カニズムの解析

123p.

１ ． ３ ． ２ ダイオキシン類の総合的対策の高度化

に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0105SP032

〔代表者〕 森田昌敏 （内分泌か く 乱化学物質及びダ イオキ

シ ン 類の リ ス ク 評価 と 管理プ ロ ジ ェ ク ト グ

ループプロ ジェ ク ト リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン汚染について新しい観点から， 新

たな計測法や処理技術の開発， リ ス ク の精密評価を通じ

てダ イオキシン対策に貢献する。

〔内容および成果〕

　 ダ イオキシンの簡易 ・ 迅速分析法について， 低分解能

GC/MS によ る適用可能領域の確定，必要な前処理方法に

ついて検討を行った。 低分解能 GC/MS を用いて も， 高

濃度試料については使用可能であ る こ と が明ら か と なっ

たが， 計算の ソ フ ト ウ ェ ア等での自動化が必要であ る と

考え られる。 少量の血液 （10ml） での分析を可能 と する

手法の開発を行い精度の評価及び公定法化を検討し た。

またバイオア ッ セイによ る ス ク リ ーニング手法について

も検討を行った。 ダ イオキシン類の リ アルモニ タ リ ング

機器の組み立て を行っ て， 標準物質を用いた予備的な

データ を と った。

　 ダ イオキシン類の リ ス ク評価 と 管理に関する研究 と し

て， 生体影響指標の試料 と し ての母乳細胞の有用性に関

する研究を中心に行った。 産婦人科医院の協力を得て，

イ ンフ ォーム ド コ ンセン ト のも と， 49 名の母親から母乳

を採取し， 母乳細胞におけ る CYP1A1 の発現を調べた。

また， 母乳中のダ イオキシン類を HRGC/MS で測定し，

CYP1A1 の発現と の関係を検討し た。 CYP1A1 の発現は，

血球細胞に比べはるかに高 く ， また， 個人間の変動も大

きかった。 母乳中の PCDDs， PCDFs， Co-PCBs の合計の

幾何平均は 13.6 pg/gf at であった。 ダ イオキシン類濃度

は年齢 と 共に増加する傾向が見られた。 CYP1A1 の発現

と ダ イオキシン類濃度 と の間には有意な相関は認められ

なかった。 自然出産の非喫煙者の間では， 有意な相関が

認められた。
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　 以上のこ と から， 母乳細胞においては CYP1A1 の発現

が高 く ， バ イ オマーカー と し ての可能性が示 さ れたが，

バッ ク グ ラ ウ ン ド レベルの曝露では， 喫煙が CYP1A1 の

発現に影響を及ぼすこ と が示唆された。

〔関連研究課題〕

0005AA170 　 ダ イ オキシン類の新たな計測法に関する研

究 125p.

0005AA171 　 ダ イ オキシン類の体内負荷量および生体影

響評価に関する研究 126p.

0105AA273 　 地球規模のダ イオキシン類及びPOPs汚染に

関する研究 127p.

0204BC353 　 ダ イ オキシン類に よ る地域環境汚染の実態

と その原因解明に関する研究 129p.

１ ． ４ 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔研究課題コー ド〕 0105SP041

〔代表者〕 椿宜高 （生物多様性の減少機構の解明 と保全プ

ロ ジェ ク ト グループプロ ジェ ク ト リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 生息地の破壊 ・ 分断化 と侵入生物 ・ 遺伝子組換

え生物に よ る 地域生態系の生物多様性への影響を解明

し， 保全手法を開発する ため， 在来の野生生物について

遺伝子， 種， 生態系 （群集） の ３ つのレベルで地域の生

物多様性の特性を明ら かにする と と も に， 種分布の分断

化や侵入生物 ・ 組換え生物によ る撹乱の状況を地図情報

化する。 さ ら に， 地理空間情報 と 種の繁殖様式情報を統

合し た種間競争モデル化によ って， 在来種を駆逐する危

険性の高い侵入生物の特性や多種共存の メ カニズムを明

ら かにする。 また， 絶滅の危機に瀕する野生生物の保全

や動態把握に不可欠な技術及び手法の開発研究を実施す

る。

〔内容および成果〕

　 淡水魚個体群の減少要因評価を目的に遺伝マーカーを

開発し て遺伝子多様度を測定する試みを行った。 池沼 ・

小川に生息するモツ ゴを対象 と し て， ５ 個のマ イ ク ロサ

テ ラ イ ト マーカーを開発し た。 これら のマーカーで個体

群の遺伝子多様度を測定し た と こ ろ， 外来魚ブルーギル

が同じ水域に生息するか否かによ って影響が認められな

い こ と がわかった。 ブルーギルの生息によ ってモツ ゴ生

息量は減少する こ と が一般には期待されるが， 今回の結

果によればブルーギル存在下でモツ ゴ個体群の存続を可

能とする要因を改めて検討し直す必要性が認められた。

　 利根川中流域で開発し たオオ ヨ シキ リ の生息適地推定

モデルを関東一円へ と 拡大する こ と を目的 と し て荒川流

域の ヨ シ原 と オオ ヨ シキ リ の分布調査を行った。 荒川流

域では， 面積の大きい円形に近い ヨ シ原ほどオオ ヨ シキ

リ が生息し ている確率が高 く ， 利根川中流域 と 同様に標

高が高 く な るにつれてオオ ヨ シキ リ の分布し ている確率

が低 く なった。 利根川中流域で認められた大き な ヨ シ原

か ら離れるほど生息確率が減少する傾向は， 荒川では認

め られなかった。 しかし， ヨ シ原間の距離が離れるにし

たがって生息密度は減少する傾向が認められた。 これは，

荒川では ヨ シ原が帯状に分布し ている ため ヨ シ原間の平

均距離が 145 ± 7.4m （337 例） と利根川に比べて近 く ，

ヨ シ原間の距離の影響が検出でき なかった こ と が原因 と

考え られた。

　 流域に生息する ト ンボ類の生息適地を推定する ための

地理データ を整備し た。 データの解析単位 と し て， 国土

地理院が用いてい る標準 メ ッ シ ュ ・ シ ス テム を採用し，

３ 次 メ ッ シュ （およそ 1km 平方） スケールで集約し た以

下の ４ つのタ イプのデータ を用いた。 （1） 気候値の メ ッ

シ ュデータ， （2） 標高および傾斜データ， （3） 河川， 湖

沼データ， および （4） 土地被覆データであ る。 これらの

データはそれぞれ生物分布の規定要因と し ての （1） 種ご

と に異な る生息可能な温度範囲， （2） 生息域の水環境，

と く に流水性， 止水性にわた る ト ンボの生息地選好性の

多様性， （3） 生息適地の位置情報， （4） ト ンボ， と く に

成虫の森林依存性の多様性をパラ メ ータ化し て地図上に

描 く ために必要な情報であ る。 こ れ ら の情報に よ っ て，

どの程度生息適地を推定でき るのかを数種の ト ンボにつ

いて検討し た。

　 兵庫県のため池に生息する魚 ・ ト ンボ ・ 底生動物 ・ 動

物プラ ン ク ト ン ・ 植物プ ラ ン ク ト ンについて， おのおの

の群集構成を決定する環境要素を明ら かにし た。 ト ンボ

と底生動物については， ため池周辺 （10 ～ 200ｍ） の森

林面積 と 池の水生植物の種数が重要であったが， 動植物

プラ ン ク ト ンはため池周囲 5 ～ 10 ｋ ｍ の広域の土地利用

形態に左右される こ と がわかった。 さ らに魚の群集構成

は人為の影響を大き く 受け， 池の景観要素や植生 と 相関

を示さ なかった。

　 前年度に引き続き， 北海道を対象に淡水魚類の生息状

況をモデル化し， それに及ぼすダムの影響を定量的に評

価し た。 北海道日高地方で行った魚類調査か らは各魚種

の生息密度に及ぼすダムの影響を， また北海道全域の魚

類データベースの統計解析か らは， 種多様度 と 各魚種の

生息確率へのダムの影響を調べた。 その結果， これら ２

つの空間ス ケールで ３ つの生物指標すべて （密度， 多様

度， 生息確率） にわたってダムによ る生息環境分断の負

の影響が検出された。 そ し て特に強 く 影響を受けていた

のが， 海 と 川を行き来する， 通し回遊魚， と 呼ばれる グ
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ループであ り ， 中で もハゼ科やカジカ科に属する遊泳力

の乏しい魚類であ る こ と が分かった。

　 森林の長期的な動態を再現するモデルを使い， 数百世

代に渡 る 多様性の動態のシ ミ ュ レーシ ョ ン実験を行っ

た。 空間構造のあ るモデルを使って検討し た結果， 特に

繁殖の時間変動が種ご と に異な る場合に共存が生じやす

い こ と， 共存パターンは種子の空間的な分散能力 と 密接

に関係し ている こ と が示唆された。 また， 樹種ご と に種

子の生産量に差があ る場合， も っ と も生産量が高い樹種

が他を排除するのではな く ， 種子生産量に応じ た優占度

の大小が生じ る こ と が示唆された。

　 類似し た生態学的挙動を しめす樹種の共存 メ カニズム

を実証的に検討する ため， 造成地に森林表土をブロ ッ ク

状に配置し た植生回復施業地におけ る調査を開始し た。

森林表土中の埋土種子か ら， 多数の木本樹種の実生が発

芽し ている。 これら の空間分布パターンを調査する と と

もに， 実生のあいだの競争関係の観察を始めている。

　 仮想的な生物集団を使ったシ ミ ュ レーシ ョ ン実験によ

り ， 多様性の長期的な変動パターン と 生物間相互作用 と

の関係について検討し た。 その結果， 生物が進化し なが

ら構築する食物連鎖システムは非常に回復力が高 く ， か

な り 強い撹乱を加えて も多様性変動パターンにはほ と ん

ど影響し ない こ と， あ る生物群内の種多様性が拡大する

と きに， そのグループ内での捕食－被食関係が成立する

こ と が非常に大き な役割を果たすこ と， また体サイ ズの

進化も密接に関連する こ と を明らかにし た。

　 侵入種データベースが完成し，平成 16 年度からの試験

運用を準備し た。 また， 侵入生物種が種多様性に及ぼす

影響機構を解明する目的で， 昆虫， メ ジ ロ， 輸入鳥類，

ア ラ イ グマ， カ メ ， ハブ， イ ワナ， 帰化植物 ・ 緑化材料，

ブラ ッ クバスに関する調査と情報集積を行った。 と く に，

輸入昆虫 （セ イ ヨ ウマルハナバチ， ク ワガ タ ムシ） での

実態解明が進んだ。 セ イ ヨ ウオオマルハナバチおよび外

国産ク ワガ タ ムシの野生化の実態が明ら かになった。 在

来種および外国産種のDNAデータベースに基づき遺伝的

浸透のモニ タ リ ングを行った。 寄生性ダニ と ク ワガ タ ム

シの共種分化関係が明ら か と な り ， 外来寄生性ダニによ

る リ ス ク評価を行った。

　 遺伝子組換え植物の挙動調査用マーカーの開発を行っ

た。 その成果 と し て， 形態マーカー， 体色マーカーを組

み込んだ植物を作製し， 発光タ ンパク質の遺伝子が調査

用マーカー と し て最適であ る こ と がわかった。 また， 当

該組換え体 と 野生型 と の交雑率は自然交雑率 と ほぼ同じ

値であ る こ と を明ら かにし た。 組換え植物か ら野生種へ

の遺伝子移行の可能性検討のための実験系を確立し た。

具体的には， 組換えダ イ ズ と ツルマ メ と の雑種の作製に

成功し， 除草剤耐性遺伝子が雑種後代に安定に伝わる こ

と を明にし た。

　 微生物生態系への影響評価のための基礎的手法の開発

を行った。 組換え微生物の挙動調査用マーカーの開発及

び特定の微生物を高感度で検出 ・ 定量する手法 （定量用

PCR プラ イマー， リ アルタ イ ム PCR プロ ダ ク ト 検出） を

開発し た。 組換え微生物が 1 個体でも検出でき る よ う に

改良し た。

〔関連研究課題〕

0105AA207 　 流域ラ ン ド ス ケープにおけ る生物多様性の

維持機構に関する研究 153p.

0105AA210 　 遺伝子組換え生物の生態系影響評価手法に

関する研究 154p.

0305AA506 　 生物群集の多様性を支配する メ カニズムの

解明に関する研究 155p.

0004AE192 　 昆虫の生活史 ・ 繁殖行動におけ る集団内変

異性と その維持機構 157p.

0303AF504 　 環境ホルモンのマ メ 科植物の共生窒素固定

に及ぼす影響 159p.

0303AH527 　 野生生物の遺伝的多様性をモニ タ リ ングす

る ための手法の開発に関する研究 160p.

0105AA205 　 侵入生物に よ る生物多様性影響機構に関す

る研究 161p.

0103CD209 　 病原生物が野生生物集団に及ぼす影響に関

する研究 163p.

0304CD596 　 淡水魚類生息環境のダムによ る分断 と 河道

直線化によ る均質化の影響評価 167p.

0305BA585 　 遺伝子組換え生物の開放系利用に よ る遺伝

子移行と生物多様性への影響評価に関する研究 169p.

１ ． ５ 東アジアの流域圏における生態系機能のモ

デル化と持続可能な環境管理

〔研究課題コー ド〕 0105SP051

〔代表者〕 渡辺正孝 （東アジアの流域圏における生態系機

能のモデル化 と 持続可能な環境管理プ ロ ジ ェ

ク ト グループプロ ジェ ク ト リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 21 世紀の日本及びアジア・太平洋地域における

均衡あ る経済発展に と って， 森林減少， 水質汚濁， 水資

源枯渇， 土壌流出等の自然資源の枯渇 ・ 劣化が大き な制

約要因 と な り つつあ る。 こ う し た環境問題に対処する た

めには， 環境の基本ユニ ッ ト であ る 『流域圏 （山～河川

～海）』 が持つ受容力を科学的に観測 ・ 把握し， モデル化

を行 う こ と によ り 環境受容力の脆弱な地域を予測し た上
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で， 環境負荷の減少， 環境保全計画の作定， 開発計画の

見直し， 環境修復技術の適用等環境管理を行ってい く こ

と が最も必要であ る。 本プロ ジ ェ ク ト は， 東アジアを対

象 と し て， 流域圏が持つ生態系機能 （大気 と の熱 ・ 物質

交換， 植生の保水能力 と 洪水 ・ 乾燥調節， 水循環 と 淡水

供給， 土壌形成 と 侵食制御， 物質循環 と 浄化， 農業生産

と 土地利用， 海域物質循環 と 生物生産など） を総合的に

観測 ・ 把握し， そのモデル化 と 予測手法の開発を行 う も

のであ る。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 衛星データ を利用し たアジア ・ 太平洋地域の統合

　 　 的モニタ リ ング

　 アジア ・ 太平洋 環境イ ノベーシ ョ ン戦略プロ ジェ ク ト

の一環 と し て， 各国の研究機関 と の共同の下， 地球環境

観測センサMODISを主 とする衛星観測や地上生態系観測

か ら 構成 さ れ る 環境モニ タ リ ン グ体制の確立 と ネ ッ ト

ワーク化を目指し， 森林減少， 砂漠化， 土壌流出， 水資

源枯渇等， アジア太平洋地域におけ る環境変化の監視 ・

把握のための基盤整備を行 う 。 さ らに， 受信衛星データ

の解析技術 と 広域ス ケールでの水 ・ 物質動態モデル等の

数理モデル技術の活用によ り ， 統合的環境モニ タ リ ング

手法の開発を行 う こ と を目的と し ている。

　 本年度は， 中国国内に設置された 5 つの生態系機能観

測点の地上観測データ を用いて， MODIS 高次プロダ ク ト

を検証し， 一部の MOD の画像処理アルゴ リ ズムを改善

し た。 さ ら に， 精密な植物生態系モデル （Biome-BGC，

SiB2 など） を用いて， 畑， 水田， 草原 と塩類土壌地域の

水 ・ 熱 ・ 炭素フ ラ ッ ク スの輸送プロ セス， さ ら に植物の

純一次生産性などを解析，現地データ と の検証を行った。

　 次に， MODIS 環境情報に支援された流域生態モデルを

開発し， 斜面表面流， 中間流， 地下水流， 河川流量のシ

ミ ュ レーシ ョ ンを行った。

　 水資源管理へ の 衛星観測 の 応用展開 を 図 る た め，

Terra/MODIS 画像に基づ く 洞庭湖の貯水効果の検討を

行った。具体的には，GIS 上での水位データ と湖底の DEM

と を組み合わせ， 水位変動を把握する技術を開発し湖沼

の貯水量を推定するモデルを開発し， 実際の湖水位－貯

水容量と の比較を行った。

　（ ２ ） 長江 ・ 黄河流域における水循環変化によ る自然資

　 　 源劣化の予測と その影響評価

　 長江での三峡ダム建設，長江から黄河への導水事業（南

水北調） 等によ る水循環変動が流域生態系， 農業生産及

び水資源の健全性等に与え る影響を予測し， 中国内陸部

開発の持続可能性が検討可能な陸域環境統合モデルの確

立を図る。 具体的には， 自然環境， 社会経済情報のデー

タベース構築や水 ・ 物質動態モデルの枠組み構築， 長江

河川水質 ・ 生態系調査， 統合モデルに基づ く 水循環の変

化と農業生産と の相関関係解析を実施する。

　 本年度は， 高分解能衛星データ を用いた リ アルタ イ ム

の流量フ ラ ッ ク ス推定手法の開発を目標に， 長江本流の

水文観測点の河床断面， 水位， 流量等データの収集を行

い， 水位―流量曲線 を 作成 し， 高分解能衛星デー タ

（QuickBird， 最高 リ ゾル - シ ョ ン 61cm） から取得される

河川水面幅 と 組み合わせる こ と で川幅 と 流量の関係を確

立し た。

　 長江流域を対象 と し た水資源管理モデルの開発では，

三峡ダムの洪水抑止効果の検討に従来か ら提案し ている

モデルを適用し た。 その結果， 洪水期の三峡ダムか らの

放流量を 50,000m3/s 程度に維持し た場合でも， 洞庭湖周

辺域におけ る洪水氾濫の発生を， 十分に抑制する効果が

得られない こ と が認められた。 さ ら に， 放流量を制限し

た場合は， 洪水抑止に効果が見られた一方で， ダム貯水

量は貯水容量を越える結果と なった。 以上から， 1998 年

タ イプの洪水現象に対し て， 三峡ダム単独の洪水調節で

は， その抑止に十分な効果が発揮されない こ と が示唆さ

れた。

　 また， 三峡ダム上流の嘉陵江流域か ら の土砂生産量が

極めて大きい こ と に鑑み， 当該流域に適用可能な土砂生

産江量推定モデルの改良を行った。 その結果， 年間およ

び月単位での土砂生産量の推定が可能 と 判断される と と

も に， 河岸堆積土砂の侵食モデルを導入する こ と で日単

位の変動の追跡の可能性が示唆できた。

　（ ３ ） 東シナ海における長江経由の汚染 ・ 汚濁物質の動

　 　 態と生態系影響評価

　 長江流域起源で東シナ海に流入する汚濁物質の海洋生

態系内での物質循環を河口域におけ る流入物質の定量 と

河口域生態系の遷移機構調査や東シナ海での拡散輸送過

程調査の実施によ り 明ら かにし， 化学物質の海洋生態系

への取 り 込み と生物濃縮経路に関する実験 と そのモデル

化， 長江経由の環境負荷の海洋生態系内での物質循環の

モデル化 と その適用によ り ， 汚染物質の動態を含めた東

シナ海の海洋環境管理手法の確立を目的と し ている。

　 まず，長江流域からの汚濁負荷量推定のため 1987 年 と

1988 年の水質流量データの収集し， これを統計処理する

こ と で汚濁負荷量 と 河川流量 と の回帰モデルを誘導 し

た。 こ の回帰モデルによ る長江流域か らの重ね合わせ と

し ての負荷量 と上海市か ら の排水によ る汚濁負荷量 と を

用いる こ と で東シナ海へ流入する総負荷量の予測が可能

であ る こ と を示し た。 最終的に SS， COD， TP， TN， DIN

の各負荷量成分についての東シナ海への流入汚濁負荷量
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の推定が可能 と なった。 概観する と 長江流域の汚濁負荷

排出は大都会か らの影響が大き く ， 特に上海等大都市か

ら の負荷が大きい こ と， 洪水期か らの流出負荷が重要で

あ る こ と などが明らか と なった。

　 また， 東シナ海の水質 ・ 生態系構造の把握のため， 平

成 15 年 7 月 28 日～ 8 月 9 日の期間， 東シナ海陸棚中央

部～縁辺部にかけて， 水研セン ター調査船 「陽光丸」 に

よ る海洋観測および係留実験を実施し た。 陸棚上では密

度躍層付近に非常に高濃度の ク ロ ロ フ ィ ル極大が広範囲

に観測され，長江希釈水起源の海水の関与が示唆された。

　（ ４ ） 沿岸域環境総合管理

　 沿岸域は， 原油 ・ 汚濁物質等によ る沿岸生態系への被

害や， 埋め立て等によ る環境の破壊など， 人間活動の影

響を大き く 受けて き た。 こ う し た環境影響の軽減 と 沿岸

域環境の修復方策の効果の検討のため， 沿岸域環境の変

動予測モデルを開発し， 沿岸域環境管理手法を整備する

こ と を目的とする。

　 本年度は， まず都市か ら隣接海域への流入負荷の水質

生態系への影響を把握する手法 と し て， 海域に も た ら さ

れる陸域由来の社会経済活動に伴 う 汚濁負荷イ ンベン ト

リ ー推定手法の開発を行った。

　 次に， 陸域か ら の影響を海域生態系モデルに反映させ

る こ と を目的に， 流域全体におけ る下水管渠の集約化に

よ る雨天時下水道排出量予測モデル と 水･物質循環モデ

ルの開発を行った。 一方， 河川， 下水由来の汚濁負荷影

響を表現する ために， 海域モデルの精緻化を行い， モデ

ル検証に資するデータ を取得する ために， 平水 ・ 出水時

の下水ポンプ場， 海域におけ る現場観測を行い， 出水時

には極めて早い応答時間で汚濁質濃度が上昇し， 海域で

は沖合い部での栄養塩の総量が増加す る こ と がわかっ

た。

　 さ らに， 浅海域の底生生物の保全管理手法の開発を目

標に， 自然に近い状態の海域 と し て松川浦を選定し， 修

復技術の一つであ る人工干潟におけ る底生生物によ る水

質浄化の調査を行った。 人工干潟は閉鎖性が高 く 富栄養

化の進んだ海域に造成される こ と が多 く ， 前面海域の影

響， 特に本年度には， 貧酸素の影響を軽減させる ための

微細気泡発生装置を人工干潟上に設置し， その効果を検

討し た。 こ の結果， 過去 ２ 年間には夏期に貧酸素の影響

で実験のため籠に養成し ている アサ リ が全滅し たが， 平

成 15 年は籠内アサ リ が生存し，微細気泡発生装置が干潟

面の環境保全に有効であ る可能性が示された。

〔関連研究課題〕

0105AA269 　 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモ

デル化と持続可能な環境管理 （1） 衛星データ を利用し た

アジア ・ 太平洋地域の総合的モニタ リ ング 199p.

0105AA270 　 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモ

デル化と持続可能な環境管理 （2） 流域環境管理に関する

研究 199p.

0204BA383 　 グ ローバル水循環系におけ る リ ン ・ 窒素負

荷増大 と シ リ カ減少に よ る 海洋環境変質に関す る 研究

200p.

0105AA271 　 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモ

デル化と持続可能な環境管理 （3） 東シナ海における長江

経由の汚染 ・ 汚濁物質の動態と生態系影響評価 203p.

0105AA272 　 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモ

デル化と持続可能な環境管理プロ ジェ ク ト （4） 沿岸域環

境総合管理に関する研究 204p.

１ ． ６ 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼ

ル排気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の

動態解明と影響評価

〔研究課題コー ド〕 0105SP061

〔代表者〕 若松伸司 （大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・

デ ィ ーゼル排気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状

物質の動態解明 と 影響評価プ ロ ジ ェ ク ト グ

ループプロ ジェ ク ト リ ーダー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 大都市部や幹線道路沿いにおいて大気中浮遊

粒子状物質が環境基準を満たせない状態が続いてい る。

こ の浮遊粒子状物質の う ちで健康影響が大きい と される

微小粒子状物質の濃度が増加する と 死亡率が増加する と

の疫学調査の結果が米国をはじめ と し て各国ででて き て

いる。 また微小粒子状物質に対する高感受性群 と し て呼

吸機能や循環機能に障害を持つ人や老人などが挙げられ

て き た。 しかし微小粒子状物質が死亡率を上げる機構に

ついての科学的知見はほ と んど無い。 都市大気中におけ

る PM2.5 や DEP を中心 と し た粒子状物質によ る大気汚染

を改善する ためには， 発生源の把握， 環境濃度 と の関連

性の解析， 並びに疫学 ・ 曝露評価， 毒性 ・ 影響評価を行

う 必要があ る。 浮遊粒子状物質等の都市大気汚染の発生

源特性の把握， 測定方法の開発， 環境大気中での挙動の

解明， 地域濃度分布及び人への曝露量の予測， 動物曝露

実験によ る閾値の推定， 発生源対策シナ リ オについて検

討を研究の目的とする。

〔内容および成果〕

　 浮遊粒子状物質等の都市大気汚染の発生源特性の把

握， 測定方法の開発， 環境大気中での挙動の解明， 地域

濃度分布及び人への曝露量の予測， 動物曝露実験によ る

閾値の推定， 発生源対策シナ リ オについて検討を行 う 。
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本年度の研究成果を以下に と り ま と めて示す。

　 排出実態と環境動態の把握及び計測法に関する研究 ：

排出実態に関し ては， シ ャシーダ イナモ実験， 車載計測，

ト ンネル・沿道調査などの手法を組み合わせ，主にデ ィ ー

ゼル車か ら の排出特性を調べた。 特に， 沿道 ・ 都市域に

おけ る大気微小粒子データ を蓄積し， 発生源 と の関連性

を検討し た。 これ と 共に， リ アルワール ド の排出係数を

与え る こ と がで き る車載型計測シ ス テム を開発利用し，

様々な走行状態でのデータ を取得し た。 環境動態把握に

関し ては， 都市 ・ 広域におけ る粒子状物質の立体分布観

測採取試料を基に， 粒子の化学組成分析， 数値モデル解

析を実施し た。 また， 風洞実験手法を精緻化し， こ の手

法を駆使し て， 複雑な構造の沿道内におけ る渦の挙動 と

大気汚染の立体分布の関連性を明らかにし た。 こ の知見

を基に高濃度が発生する沿道大気汚染の状況を改善する

ためにどの よ う な対策が考え ら れたかを詳細に検討し，

特に高架道路が沿道の大気汚染分布に及ぼす影響を明ら

かにし た。 計測法の検討に関する研究では， 炭素成分の

分析方法を検討し た。 また， 環境試料の採取方法によ る

違いを明らかにし た。 モニタ リ ングのための PM2.5 の自

動計測機器の精度を並行評価試験によ り 検討し た。

　 曝露量に基づ く 対策評価モデル等に関する研究 ：

DEP 曝露量モデルの構成要素 と な るサブモデル と し て，

交通シ ス テム対策評価モデル， DEP 排出量の詳細推計，

地域分布予測モデル， 交通流モデルを構築し， 上記の排

出実態研究の成果 も 反映 さ せて， 精度の向上を図った。

曝露量推計のために当該地域に居住する人に対する全生

活時間帯の曝露量評価システムを独自に開発し た。 さ ら

に， 各種の対策を実施し た時の環境 DEP 濃度分布を推計

し た。 一方， 二次粒子も含めた大気中粒子状物質の発生

源 ・ 環境の動態を把握し， 発生源の因果関係を明ら かに

する ためには，高濃度発生地域における情報のみな らず，

広域的な挙動の解明が必要であ る。 本年度には日本全国

の大気汚染モニ タ リ ングデータの解析や大陸方面か らの

流入大気汚染の寄与解析を実施し， その情報を都市域に

おけ る大気汚染のベース と し て評価し た。 またアジア ス

ケールから都市ス ケールまでの広い範囲の大気汚染現象

を， 黄砂の影響も含めて総合的に解析 ・ 評価出来るモデ

ルシステムの基本構築を終えた。

　 健康影響の評価に関する研究 ：

　 疫学研究 と し ては， 我が国におけ る日死亡 と 粒子状物

質の関連性を調べる ために， あ る一日におけ る， 特定の

地域の死亡数， 大気汚染濃度， 気象データ を含めたデー

タベース を構築し た。 こ のデータベース を基に死亡 リ ス

ク比を日本の代表的な都市について求め， ア メ リ カの解

析結果 と 比較評価し， 単位濃度当た り の急性死亡の増加

割合に関し てほぼ同等の結果を得た。 毒性評価に関し て

は， 主にデ ィ ーゼルか ら の排気の影響を調べた。 微小粒

子に対す る 高感受性群 と し て呼吸器や循環器に疾患を

も った人々や老人が挙げられているので， 高感受性であ

る こ と の科学的根拠や量ー反応関係を把握する ために，

病態モデル動物を用いた実験など， 呼吸器のみな らず循

環器系に対する影響について検討し た。 これ と 共に毒性

リ ス ク ク リ ーニング手法の開発および毒性物質の解析に

関する研究を実施し た。 本年度には， ナ ノ 粒子の影響評

価研究を開始し， 毒性ス ク リ ーニングや， 人体沈着モデ

ルを用いた， 沈着部位の検討を実施し た。

〔関連研究課題〕

9903AE059 　 気道の抗原提示細胞に関する基礎研究144p.

0005AE245 　 粒子状物質が呼吸器に及ぼす影響 145p.

0204CD422 　 大気中有害化学物質に対する遺伝的感受性

要因の抽出法の確立 150p.

0105AA295 　 PM2.5・DEP 発生源の把握 と対策評価に関す

る研究 182p.

0105AA296 　 PM2.5 ・ DEP の環境動態に関する研究 182p.

0105AA297 　 PM2.5 ・ DEP の測定に関する研究 183p.

0105AA298 　 PM2.5 ・ DEP の疫学 ・曝露評価に関する研究

183p.

0105AA299 　 PM2.5 ・ DEP の毒性 ・影響評価に関する研究

184p.

0307AA512 　 自動車排気中ナ ノ 粒子の毒性 ・ 影響評価お

よび性状 ・ 環境動態把握に関する研究 184p.

0004AG073 　 中国におけ る都市大気汚染によ る健康影響

と予防対策に関する国際共同研究 187p.

0204BC377 　 デ ィ ーゼル車排出ガス を主因 と し た局地汚

染の改善に関する研究 188p.

0103BD302 　 車載型機器によ る実走行時自動車排ガス計

測 ・ 管理システムの実証 189p.

0203BY435 　 粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関す

る調査研究 190p.

0303BY560 　 微小粒子状物質等曝露影響調査 （解析調査）

業務 191p.

0303KZ538 　 中国におけ る大気汚染 と ぜん息 と の関連性

に関する研究 191p.
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２ ．政策対応型調査 ・ 研究

２ ． １ 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物管理に関する

調査 ・ 研究

２ ． １ ． １ 循環型社会への転換策の支援のための

評価手法開発と基盤システム整備に関す

る研究

〔研究課題コー ド〕 0105PR011

〔代表者〕 酒井伸一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ターセン ター長）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環資源をは じ め と する物質のフ ローを経済

統計 と 整合的に記述 ・ 分析し， 循環の度合いを表現する

手法， 資源の循環利用促進によ る環境負荷の低減効果を

総合的に評価する手法， 地域特性にあった循環システム

の構築を支援する手法， および循環資源利用製品の安全

性を評価する手法を開発し， これら を循環型社会への転

換に係る諸施策の立案 ・ 実施 ・ 達成状況評価の場に提供

する こ と によ り ， 循環型社会の構築に資する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 循環資源をはじめ と する物質のフ ローを

経済統計 と 整合的に記述 ・ 分析し， 循環の度合いを表現

する手法， 資源の循環利用促進によ る環境負荷の低減効

果を総合的に評価する手法， 地域特性にあった循環シス

テムの構築を支援する手法， および循環資源利用製品の

安全性を評価する手法の ４ つの分野におけ る手法開発を

進める。 これら を循環型社会への転換に係る諸施策の立

案 ・ 実施 ・ 達成状況評価の場に提供する こ と によ り ， 社

会を構成する さ ま ざ まな主体によ る効果的な 「循環」 の

実践の促進に貢献する こ と が期待される。

　  第 １ の分野であ る 「産業連関表 と連動し たマテ リ アル

フ ロー分析手法の確立」 においては， 業種別 ・ 種類別の

廃棄物の排出 ・ 処理 ・ 処分量について， 経時変化の分析

のための複数時点のデータ整備， 物量投入産出表によ る

上流 （原材料） 側か ら の循環資源発生量 と の整合性の確

認な ど を行い， 産業連関表 と 組み合わせて利用可能な

データベース構築 と データ の外部提供の準備を進めた。

また， 特定の材料に注目し たマテ リ アルフ ロー分析およ

び循環の指標の事例研究， 循環の指標の地方行政への適

用上の課題の整理， 製品の長期使用が環境 と 経済に与え

る影響の基礎的検討等を行った。

　 第 ２ の分野であ る 「ラ イ フサイ クル的視点を考慮し た

資源循環促進策の評価」 においては， 廃棄物 ・ リ サイ ク

ル分野における LCA 研究のレ ビ ューを行 う と と もに，容

器包装 リ サイ クル法の 「その他プ ラ スチ ッ ク」 について

事例研究を行い， リ サイ クル量の上位を占める コーク ス

炉化学原料化 と 高炉還元剤化について， 効果を定量的に

明ら かにし た。 また， プ ラ スチ ッ ク の リ サイ クル全般に

ついての環境負荷低減効果の推計に向け， 樹脂別生産，

用途別消費， 廃棄， リ サイ クルの一連の過程のマテ リ ア

ルフ ローの把握 と リ サ イ ク ル技術の適用可能性の検討，

分別収集過程の イ ンベン ト リ 推計モデルの改良を行っ

た。 一方， 主要耐久消費財についての買い替え ・ 廃棄に

関する意識 ・ 行動調査結果の解析や廃棄後のマテ リ アル

フ ローに関する調査を行った。 資源循環の国際的側面に

関する研究 と し て， アジア諸国 と の間での国際 リ サイ ク

ル事情に関する情報収集を行った。

　 第 ３ の分野であ る 「循環システムの地域適合性診断手

法の構築」 においては， 事例対象地域 （埼玉県） におけ

る廃棄物 と 循環資源の発生 と 移動に関する情報を地理情

報システムに登録し， 廃棄物の県内外での移動に与え る

要因を考察し た。 廃棄物物流モデルを用いて排出量 と 処

理能力の地理的なアンバラ ン ス を解析し， 仮想的に処理

能力を増強し た場合のフ ローの変化の推定を行った。 資

源循環， 環境負荷低減， 持続可能経済 と い う 目的に対す

る整合性， 効率性， 公平性 と い う ３ つの地域循環度指標

の評価軸を設定し た。 金額 ・ 物量併記の地域間産業連関

フ レーム ワーク を用いて， 財の生産， GDP， 産業廃棄物

発生量の地域間の依存構造を示し た。 また， 廃棄物の需

給バラ ン ス と 輸送距離よ り 得られたシステム境界で環境

負荷 ・ コ ス ト の評価を行 う フ レーム ワーク を構築し た。

　 第 ４ の分野であ る 「 リ サイ クル製品の安全性評価及び

有効利用」 においては， 都市ごみ溶融ス ラ グなどの リ サ

イ クル製品について利用実態を把握し， 性状調査か ら品

質 と 製造施設条件などの関連性を明確にし た。 また， 有

効利用におけ る 安全管理制度の枠組みを設計 し 提案 し

た。特に，実際の JIS 作成に資する具体的な安全管理プロ

グ ラ ムを作成し た。 また， 生活居住環境におけ る リ サイ

クル製品の安全性評価に関し て， 安全性にかかわる物質

の分析法やバ イ オア ッ セ イ に関す る 基礎的研究を行っ

た。 本年度は特に防蟻剤の分析法や変異原性及びプ ロ

モーター活性の検索，室内有害 VOC の低減化のための炭

化物ボー ド の作成時におけ る変異原性物質の挙動の解明

等を行った。

〔関連研究課題〕

0105AB397 　 産業連関表 と 連動し たマテ リ アルフ ロー分

析手法に関する研究 74p.

0105AB398 　 ラ イ フサ イ ク ル的視点を考慮し た資源循環

促進策の評価に関する研究 75p.

0105AB399 　 循環シ ス テムの地域適合性診断手法に関す
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る研究 76p.

0105AB400 　 リ サ イ ク ル製品等の安全性評価及び有効利

用法に関する研究 77p.

0204BE434 　 木材系廃棄物の利用法の拡大に関する研究

80p.

２ ． １ ． ２ 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・

処分技術及びシステムに関する研究

〔研究課題コー ド〕 0105PR012

〔代表者〕 酒井伸一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ターセン ター長）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会の基盤技術 ・ システム と し て， 資源

の循環及び廃棄物の適正処理 ・ 処分のための技術 ・ シス

テムおよびその評価手法を開発する。 特に， 熱的処理シ

ステムを循環型社会に適合させる ための要素技術および

適合性評価手法， 最終処分場用地確保 と 容量増加に必要

な技術 ・ システム， 海面最終処分場の環境影響等のキ ャ

ラ ク タ ラ イゼーシ ョ ン， 処分場の安定度や不適正サイ ト

の修復必要性を診断する指標やそれら を促進 ・ 改善する

技術の評価手法， 処分場におけ る予防的 リ ス ク管理のた

めの早期警戒システム， 有機性廃棄物の資源化システム

に必要な要素技術及びシステム評価手法の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 熱処理プ ロ セ スか ら の環境負荷削減技術に関し，

ガス化溶融炉採取灰の加熱によ る ダ イオキシン類生成試

験を通じ， ダ イオキシン類の単位生成能が微量の灰中炭

素量 と の間に相関係数 0.86 の正の相関を もつこ と を示

し， 実施設で行ったアンケー ト 調査の知見 と 合わせて環

境負荷， 資源循環等の指標によ る評価方法の方向性を得

た。 また， 活性炭等多種類の材料の吸着特性試験を通じ

て，比表面積および径 2 nm 以下の微細孔起因の細孔容積

が平衡吸着量の決定因子であ る こ と を確実な知見 と し

た。 環境負荷物質の物理化学パラ メ ータに関し， ジ ェネ

レータ カ ラ ム法によ るオ ク タ ノ ール / 水分配係数の測定

上の妨害因子 と な るエマルジ ョ ン形成の排除方策を見い

だ し て同法を用いた高疎水性物質の測定方法を確立し，

有機臭素化合物に関す る 同係数の測定デー タ を蓄積 し

た。 一方， テ ト ラブロモビ ス フ ェ ノ ール A を対象にイオ

ン化 し た疎水性物質の水への溶解度測定 を種々行い，

pH13 での溶解度は非イオン化時の 100000 倍以上も増加

し， 溶媒の pH と解離基の pKa の組合せ次第ではその溶

出ポテンシ ャルが数桁以上異なる と い う 知見を得た。

　（ ２ ） 有機性廃棄物の資源化システムおよび評価手法の

　 　 開発

　 適正な資源化シス テム設計支援を目的 と し て， 埼玉県

におけ る有機性廃棄物排出原単位の整備を行い， 地理情

報システムを活用し た食品廃棄物発生データベース作成

に着手し た。 同時に， 各種有機性廃棄物試料の収集 ・ 組

成分析を行い， 循環資源特性化データベースの作成を進

めた。 また， 有機性廃棄物か ら の乳酸発酵 ・ 回収技術の

開発で は， 食堂生 ご みか ら の効率的 な 乳酸発酵条件

（pH:5.0, Mn 濃度 ： 0.2mM） および収率 （0.7g/g 糖質） を

ベンチス ケールで決定し， 実証実験装置を用いて乳酸発

酵・回収プロセスの物質収支な らびに回収乳酸の品質（濃

度 ： 51 ～ 66％， 光学純度 ： 98 ～ 99％） を明らかにし た。

水素回収技術では， 食堂生ごみを基質 と し た水素発酵に

関する基礎的特性を把握し， ベンチス ケールの実験装置

によ る連続的な水素回収を試みた。 一方， アンモニア回

収技術の基礎と し て粒状MAPによ る嫌気性消化脱離液か

らのアンモニア除去をベンチス ケールで確認し た。

　（ ３ ） 最終処分場容量増加技術の開発と適地選定手法の

　 　 確立

　 既存最終処分場の再生におけ る問題点の抽出 と， テス

ト ピ ッ ト によ る容量増加手法の適用性， 安全性の検討を

行った。 広域最終処分場適正立地に関し て， 陸上や海面

最終処分場におけ る建設工法の違いはラ イ フサイ クルコ

ス ト （LCC） に影響せず， ラ イ フサイ クルイ ンベン ト リ ー

（LCI） にのみ影響する こ と を明ら かにし た。 水平暗渠施

工によ る海面最終処分場の安定化診断技術について検討

を実施し，暗渠敷設によ り 速やかに水位が減少する こ と，

な らびに水位低下に伴 う 酸素侵入が期待でき る こ と を数

値解析的に明らかにし た。

　（ ４ ） 最終処分場安定化促進 ・ リ ス ク削減技術の開発と

　 　 評価手法の確立

　 安定型廃棄物の硫化水素発生ポテンシ ャルが廃棄物の

簡易溶出 ・ 簡易培養法によ って評価でき る こ と および硫

化水素発生の メ カニズム と し て， 廃石膏ボー ト 中のグル

コース糊 （約 1.5 ～ 2.5％） と湛水効果を明らかにし， 硫

化水素発生防止対策を検討し た。 最終処分場の安定化評

価のための有機物や無機イ オン等の浸出水の組成， 埋立

層内ごみや貯留水の挙動， メ タ ンや炭化水素類等の埋立

地ガスの組成， 地表面ガス フ ラ ッ ク スおよび植生につい

て， 現場観測 と 既存監視データ収集 ・ 解析を進め， 安定

化進行に伴 う 汚濁物質溶出挙動が年間浸出浸出水量

（m3/m2 埋立面積 / 年） や埋立高さに相関があ る こ と等が

明ら かに さ れた。 浸出水中の微生物生態系解析の結果，

安定化過程にあ るサイ ト では絶対嫌気性の Clostridium 属

や好熱性Thermoanaerobacterium属などの細菌群が頻出す

るが，安定化の進行し たサイ ト では Proteobacteria 門の細
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菌群が優占する こ と が示された。 実験サイ ト におけ る通

気 ・ 浸出水循環の結果， ガス質および浸出水質の短期改

善や硝化脱窒機能発現などの安定化促進効果を明ら かに

し た。

〔関連研究課題〕

0105AB401 　 循環廃棄過程におけ る環境負荷の低減技術

開発に関する研究 82p.

0105AB402 　 最終処分場容量増加技術の開発 と 適地選定

手法の確立に関する研究 83p.

0105AB403 　 最終処分場安定化促進 ・ リ ス ク 削減技術の

開発と評価手法の確立に関する研究 84p.

0105AB404 　 有機性廃棄物の資源化技術 ・ シ ス テムの開

発に関する研究 85p.

0204BE420 　 バイ オ指標導入に よ る最終処分場の安定化

促進技術の評価 86p.

0303BY542 　 最終処分場安定化実態把握手法検討調査

87p.

２ ． １ ． ３ 資源循環 ・ 廃棄物管理システムに対応

し た総合リ スク制御手法の開発に関する

研究

〔研究課題コー ド〕 0105PR013

〔代表者〕 酒井伸一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ターセン ター長）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環資源や廃棄物に含有 さ れ る有害化学物質

に よ る リ ス ク を総合的に管理す る 手法 と し て， バ イ オ

ア ッ セ イ手法を用いた包括的検出手法， 臭素化ダ イ オキ

シン類を的確に把握でき る検出手法 と その制御手法， 不

揮発性物質を系統的に把握する検出手法， 有機塩素系化

合物を含有する廃棄物等の分解手法を開発する こ と によ

り ， 資源再生利用や中間処理， 最終処分におけ る安全性

を確保し，再生利用量の拡大に資する こ と を目的 とする。

〔内容および成果〕

　 １ ） バイオア ッ セ イによ る循環資源 ・ 廃棄物の包括モ

ニ タ リ ングについては， 試料前処理の最適化について検

討し，酸耐性画分の Ah レセプター結合細胞系バイオア ッ

セイ （DR-CALUX） の毒性等価換算値は WHO-TEQ の数

倍程度の範囲にな り 両者には相関が認められた。焼却灰，

廃木材試料， コ ンポス ト については数 g 試料からの有機

抽出液を， 44％硫酸シ リ カゲル加熱還流処理に供する こ

と で， 1 pg-TEQ/g レベルのモニ タ リ ングが可能 と なっ

た。簡易迅速に PCB 汚染土壌の溶剤抽出処理状況のモニ

タ リ ングを行 う こ と を目的と し て， DR-CALUX と ELISA

（抗 PCB #118 モ ノ ク ローナル抗体を用いた イ ム ノ ア ッ セ

イ） の処理前後土壌試料への適用を図 り ， それぞれダ イ

オキシン様活性 （毒性当量） と PCB 濃度の把握を行った。

廃棄物処分場浸出水評価におけ る生物試験手法の組み合

わせ （バイオア ッ セ イバ ッ テ リ ー） の利用法 と し て， 保

全対象， 評価エン ド ポ イ ン ト を整頓し た生物試験マ ッ プ

な らびに毒性の ３ 段階ス コ ア リ ング結果のチャー ト を作

成 し， 個別の処分場の浸出水の毒性カ テ ゴ リ ー分け を

行った。 と く に浸出水に頻出の毒性支配物質について推

定し た と こ ろ， 大量物質 と し て高濃度塩類 と アンモニア

性窒素の影響の考慮の必要性が明らかになった。

　 ２ ） 臭素化ダ イオキシン類や臭素化難燃剤の化学分析

法開発， 相互検定研究を行った。 難燃剤含有プ ラ スチ ッ

ク等を含む模擬ゴ ミ を破砕圧縮し た際の排ガスに，Ah レ

セプ タ ー結合細胞ア ッ セ イ を適用 し た場合の活性は高

く ， 10 臭素化ジフ ェニルエーテル （DeBDE） と臭素化ダ

イオキシン類によ る活性寄与が考え られた。 テ ト ラ ブロ

モビ ス フ ェ ノ ール Ａ （TBBP-A） 含有ポ リ マーを添加し

た都市ごみ模擬試料を燃焼し た際の一次燃焼排ガスや焼

却飛灰残渣か らは， わずかながら臭素化ダ イオキシン類

が検出されたが，TBBP-A はシステム全体で 99.9999％以

上の分解率を示 し た。 ポ リ 臭素化ジ フ ェ ニルエーテル

（PBDE） のサブス タ ン ス フ ロー解析モデルを構築し， 各

年ご と の大気 ・ 水系 ・ 土壌への PBDE 排出量を推定し た。

こ の排出量推定結果を環境動態モデルの入力 と し て環境

中濃度を推定し た と こ ろ， PBDEs 含有製品の摩滅 ・ 洗濯

および廃棄製品の解体時におけ る排出係数を設定し たモ

デルによ る予測値は T4BDE, P5BDE に関し ては大気や底

質の実測の中央値と ほぼ一致し た。

　 ３ ） 有機塩素化合物の有無を迅速に判定する ための包

括的検査法を ppm レベルの含有試料に応用でき る と こ ろ

まで完成させ， 廃棄物関連試料中の難揮発性化学物質に

関する抽出 ・ 分画法の高度化 と ス ク リ ーニング法の検討

を行った。 LC/MS における同定のため， 精密質量測定に

よ る元素組成の解析に着手し， 新イオン化法の海外特許

出願を行った。 カルボニル化合物の 2,4- ジニ ト ロ フ ェニ

ル ヒ ド ラ ゾンの LC/MS スペク ト ルにおけ る フ ラ グ メ ン

テーシ ョ ンを解析し た結果， 共通し た解裂パターンを見

いだし， カルボニル化合物を識別する こ と ができ た。 ま

た， 同位体希釈法によ る有機スズ化合物 13 成分の GC/

MS 一斉分析法を開発し た。

　 ４ ） 有機ハロゲン化合物を対象に， さ ま ざ まな物理化

学的分解， 生物分解に取 り 組んだ。 底質を用いた加圧熱

水反応でのダ イオキシン類の分解率は PCDFs ＞ PCDDs

＞ PCBs の順であった。 PCB 異性体を金属ナ ト リ ウ ムで

分解し て， 各異性体の脱塩素化分解経路を解明し た。 ま
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た， 脱塩素化反応 と と も に重合反応や付加反応が確認さ

れた。 脱塩素化においては， 塩素置換位によ る選択性は

あ ま り 大き く ないが， 総じ てパラ位塩素， オル ト 位， メ

タ位の順であった。 金属ナ ト リ ウ ムによ る分解は初期反

応が非常に速 く ， また， 溶媒が水素供与体 と な る反応が

かな り あ る も の と 考え られる。 残留性有機塩素化合物の

紫外線分解における分解機構を解明し， PCB 異性体混合

時の分解が単一異性体の分解機構で説明でき る こ と を見

いだし た。 光分解では ト リ フ ェニルスズは分解し， ト リ

ブチルス ズは分解されに く い こ と を明ら かにし た。 ナフ

タ レ ン ラ ジカルアニオンを用いる電解還元法を ５ 種類の

POPs 類に適用し た結果， DDT， HCH， HCB ではほぼ完

全な脱塩素化を実現し たが， 還元電位の高いアル ド リ ン

と PCP は二塩素化体までしか還元されなかった。 高温微

生物によ る分解技術開発については高熱金の繁殖が確認

できず， 当面は中温条件の適用に限定される こ と を確認

し た。

〔関連研究課題〕

0105AB405 　 バイ オア ッ セ イ に よ る循環資源 ・ 廃棄物の

包括モニタ リ ングに関する研究 89p.

0105AB406 　 有機臭素化合物の発生 と 制御に関する研究

90p.

0105AB407 　 循環資源 ・ 廃棄物中有機成分の包括的分析

システムに関する研究 91p.

0105AB408 　 循環資源 ・ 廃棄物中ダ イ オキシ ン類 ・ PCB

等の分解技術の開発に関する研究 92p.

0305AE487 　 資源循環 ・ 廃棄物処理過程におけ る金属類

の排出係数と化学形態に関する研究 93p.

0104BC240 　 廃棄物の熱的処理におけ る臭素化ダ イ オキ

シン類の長期的管理方策に関する研究 94p.

0103BE279 　 最終処分場管理におけ る化学物質 リ ス ク の

早期警戒システムの構築 96p.

0204BE436 　 不法投棄廃棄物等に含まれる化学物質の包

括的計測手法の開発に関する研究 97p.

0305AE549 　 残留性有機汚染物質の甲状腺ホルモン撹乱

活性を検出する新規なバイオア ッ セイの開発に関する研

究 101p.

２ ． １ ． ４ 液状廃棄物の環境低負荷 ・ 資源循環型

環境改善技術システムの開発に関する研

究

〔研究課題コー ド〕 0105PR014

〔代表者〕 酒井伸一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ターセン ター長）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 21世紀の環境問題における極めて重要な課題の

一つと し て，し尿や生活雑排水等の液状廃棄物の Reduce，

Reuse， Recycle の 3R 対策があ る。 そ こ で， これら を目的

と し たバイオエンジニア リ ング と し ての浄化槽等の活用

や土壌 ・ 湿地等の生態系に工学を組み込んだエコエンジ

ニア リ ングを活用し た環境低負荷 ・ 資源循環型の処理シ

ス テム技術開発 と 解析 ・ 評価に関する研究に取 り 組んで

いる。 これらは開発途上国において も共通する課題であ

る が， こ れ ま で適正な対策技術の開発がな さ れて こ な

かったのが現状であ る。 それ故， 開発途上国への展開を

視野に入れ， 環境低負荷 ・ 資源循環型の液状廃棄物の処

理シ ス テ ム技術開発及び活用方策に関す る 課題につい

て， 基盤研究を踏まえた実証化研究を重点的に実施する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 生活排水系の処理機能の向上化 と リ ン回収資源化

の両立可能な高度処理浄化槽の開発 と 汎用化を目標に，

実証試験モデル地区に整備された既存型の浄化槽に対し

て，最大負荷で処理水の T-P 濃度 1mg ･ l-1 以下が 3ヵ月間

維持でき る こ と を標準仕様 と し て設計し た吸着脱 リ ン法

を 導 入 し て 処 理 機 能 を 検 討 し， 目 標 水 質 で あ る

BOD10mg ･ l-1 以下，T-N10mg ･ l-1 以下，T-P1mg ･ l-1 以下を

達成可能な こ と， 吸着脱 リ ン装置の性能は， 実用の負荷

条件において， 最高でおよそ 2 倍の期間持続する こ と を

明ら かにし た。 また， 破過し た吸着担体か ら少量の脱離

液で効率よ く リ ンを回収する方法 と し て， 2 段階脱離法

を開発し た。

　（ ２ ） 生物処理システムにおいて， 窒素除去の律速因子

と な る硝化反応を支配する細菌類の混合微生物群集中に

おけ る迅速検出法 と し て， 硝化細菌については T-RFLP

法が，脱窒細菌については，SIP 法が適用可能な こ と を明

ら かにし た。 さ らに， RT-PCR-DGGE 法によ り ， amoA，

mRNA に基づ く アンモニア酸化細菌群集のモニ タ リ ング

が可能な こ と， 生物処理システムにおいていまだ単離さ

れていないアンモニア酸化細菌群の検出の可能な こ と を

明ら かにし た。 また， 浄化シス テム管理技術 と し て， 硝

化性能が低下し た生物処理システムに対し て， アンモニ

ア酸化細菌の増殖を促進させ硝化性能の早期回復に有効

な微量添加物質に関する予備的知見を得る と と も に， 微

生物活性が低下する低温条件下において も付着担体の材

質， 構造， 充填方法等を適正化する こ と で， 浄化機能向

上の指標微小動物を高密度に保持でき る こ と を明らかに

し た。

　（ ３ ） 熱帯域の自然環境を再現可能で， 植栽浄化や， ラ

グーン浄化などの定量的な浄化効果評価 ・ 機構解析のた
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めの高照度照明装置付きの屋内実験システム と し ての熱

帯シ ミ ュ レータ を構築し た。 本熱帯シ ミ ュ レータ を活用

し， 数理モデルの高度化やシ ミ ュ レーシ ョ ンパラ メ ータ

の取得に必用な屋内実験を開始し， 可食性の ク ウ シンサ

イ （パッ ク ブン） を用いた植栽浄化システム と ラ グーン

浄化シス テム と を組み合わせた こ と によ る窒素， リ ン除

去などの水質改善効果の解析， およびテ ラ ピアなどの食

用魚類導入によ る ラ グーン中の藻類動態などの生態系に

着目し た浄化効果解析， 汚泥低減効果の解析， さ ら に再

資源化 と 浄化 と の適正バラ ン スのための操作条件の検討

につなげる こ と ができ た。

　（ ４ ） デ ィ スポーザ破砕物等の食物残渣破砕物を対象に

機械的な破砕濾過分別処理 と 生物処理によ る有機物， 窒

素， リ ンに関する処理特性について実験的検討を行った

結果， 機械的な破砕濾過分別処理プロセスのみでは， 下

水道への放流基準を満たすこ と ができず， 生物処理 と の

ハ イ ブ リ ッ ド 化が不可欠であ る こ と が明ら か と なった。

さ らに， 食物残渣破砕物などの高濃度有機廃棄物か らの

リ ンが高濃度に回収でき る可能性を明らかにし， さ らに，

面的整備効果の評価のための実証化試験を開始し た。

　 高濃度有機廃棄物 と し ての畜産廃棄物の効果的処理技

術 と し て， 高温好気処理についての解析 ・ 評価を実施し

た結果， 約 2 ヵ 月間にわた り ， 投入する有機物をほぼ完

全に減量化でき る こ と が明ら か と な り ， 高温好気処理の

有効性を示すこ と ができ た。

　 バイオ ・ エコエンジニア リ ングによ る水質改善効果 と

し て窒素， リ ン除去な どの浄化能強化の富栄養化防止，

有害藻類発生防止に対する有効性を評価する ための藻類

増殖潜在能力 （AGP） 試験方法の高精度化のための測定

装置の開発 と と も に， 数理モデルを用いた藻類増殖の

データ解析手法について も検討を行い， バイオ ・ エコエ

ンジニア リ ングの適正導入に対する有害藻類の発生防止

の評価 ・ 検討のための基盤技術とする こ と ができ た。

〔関連研究課題〕

0105AB409 　 窒素 ・ リ ン除去 ・ 回収型技術シ ス テムの開

発に関する研究 103p.

0105AB410 　 浄化シ ス テム管理技術の簡易容易化手法の

開発に関する研究 104p.

0105AB411 　 開発途上国の国情に適し た省エネ ・ 省コ ス

ト ・ 省維持管理浄化システムの開発に関する研究 104p.

0105AB412 　 バイ オ ・ エ コ と 物理化学処理の組合せを含

めた技術に よ る 環境改善シ ス テ ムの開発に関す る 研究

105p.

0204BE428 　 生活排水処理シ ス テム浄化槽の窒素除去の

律速因子 と な る硝化細菌の迅速測定 ・ 高度処理 ・ 維持管

理技術の開発研究 108p.

0204CF426 　 新世紀枯渇化 リ ン回収型の総量規制対応シ

ステム技術開発 108p.

２ ． ２ 化学物質環境リ スクに関する調査 ・ 研究 　

－効率的な化学物質環境リ スク管理のための

高精度リ スク評価手法等の開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0105PR021

〔代表者〕 中杉修身 （化学物質環境 リ ス ク 研究セン ター

セン ター長）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン類， 内分泌攪乱化学物質など， 化

学物質汚染はますます複雑化， 多様化し てお り ， 人の健

康や生態系に取 り 返しのつかない影響を も た らすおそれ

があ る。 これまでの規制に基づ く 化学物質管理は科学的

知見の整備を待たねばな らず， 新たな汚染の発生を防ぐ

こ と はでき て も， 過去の汚染が人や生態系を脅かしつづ

け るおそれがあ る。 こ のため， 汚染の未然防止が強 く 求

め られている。 そ こ で， 環境 リ ス ク概念を取 り 入れ， 科

学的知見の不足に起因する不確か さ を踏まえた リ ス ク評

価 と それに基づ く リ ス ク管理によ って， 化学物質管理の

強化が図られている。

　 化学物質の環境 リ ス ク を適切に管理するには， リ ス ク

評価が的確に行われる こ と が前提 と な る。 リ ス ク評価が

適切でない と， 一方では リ ス ク管理に過大な社会コ ス ト

を費やすこ と にな り ， 一方では影響を受けやすい集団を

切 り 捨て る こ と にな り かねない。 こ のよ う な問題を解決

するには リ ス ク評価を よ り 高精度化する必要があ る。 我

が国では諸外国に比べて生態系保護の観点から の リ ス ク

管理が遅れているが， こ の面で も リ ス ク評価の高精度化

が求められる。

　 しかし， 高精度の リ ス ク評価は多 く のデータ を必要 と

し， リ ス ク評価に要する コ ス ト を増大させるおそれがあ

る。 適正な コ ス ト の下で的確な リ ス ク管理を可能にする

には， 段階的に精度の異な る リ ス ク評価を行い， 対象を

絞 り 込んでよ り 高精度の リ ス ク評価を行 う 手順が必要 と

な る。 こ のためには， よ り 少ない情報に基づ く リ ス ク評

価手法や簡易な有害性試験法を開発する こ と が必要 と な

る。 また， 化学物質の環境 リ ス ク管理は， リ ス ク コ ミ ュ

ニケーシ ョ ンを促進し て社会的な合意の下に進める必要

があ るが， そのためには住民自らが判断でき る よ う に リ

ス ク情報を伝達し， リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンを促進す

る手法を確立する必要があ る。

　 本研究では， 以上のよ う な問題認識の下で， 現行の リ

ス ク管理政策の要請を受けた課題 と リ ス ク管理政策の さ
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ら な る 展開を目指 し て解説すべ き 課題の ２ つの観点か

ら， ７ つの研究課題を取 り 上げて実施し ている。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 曝露評価， 健康 リ ス ク評価， 生態 リ ス ク

評価および リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンのそれぞれについ

て， 高精度あ るいは効率的な手法の開発を行っている。

　 現行の リ ス ク管理政策か ら の要請に対応し て， 少ない

情報によ る曝露評価手法， 生物種別の毒性試験結果に基

づ く 生態 リ ス ク評価手法の高度化 と リ ス ク情報加工 ・ 提

供方法の開発の 3 つの課題について研究を進めている。

　 化審法の審査では生分解性 と 生物蓄積性か ら曝露可能

性が評価されているが，よ り 適切に曝露を評価するには，

申請時に届け出られる少ない情報か ら環境濃度を推定す

る手法を開発する必要があ る。 また， よ り 詳細な リ ス ク

評価が求められている監視化学物質の リ ス ク評価を促進

するには， 予測モデルを組み込んだ リ ス ク評価システム

を構築する必要があ る。 本年度は各年度までに開発し た

河川モデル と 内湾モデルの改良を進めた。 河川モデルに

ついては計算誤差の解消 と実環境に対応する ための河川

構造データベース と の統合を試みた。 内湾モデルについ

ては東京湾におけ る ノ ニルフ ェ ノ ールの実測値に基づ く

検証を進めた。 また， 開発し たモデルを容易に活用でき

る よ う にする ために， ユーザーイ ン ターフ ェース を作成

し た。

　 化学物質の生態 リ ス ク の管理が， 化学物質の審査や水

質環境基準に生態 リ ス ク評価が導入されたが， 生態系を

構成する多様な生物の相互作用を考慮し た評価は難しい

ため， 藻類， ミ ジン コや魚など， 生物種別の毒性試験結

果に基づいて生態 リ ス ク が評価されている。 しかし， 生

物種ご と に化学物質の感受性は異な る も の と 考え ら れ

る。 本年度は， 前年度までに得られた生物種ご と に感受

性の違いを考慮し て構造活性相関手法の開発を試みた。

まず， 化学物質を構造別に分類し， 既存の構造活性相関

手法を適用し， よ り 高い相関を得たが， 細か く 分類しす

ぎたため， 解析対象 と な るデータ数が少な く な り ， 信頼

で き る回帰式が得ら れない も のが多 く なった。 そ こ で，

魚類の致死毒性について， 化学物質の特性を表すデータ

と 毒性試験データ を用いてニ ューラルネ ッ ト ワーク構造

を構築し， こ れを用いて既存の手法 と 比べて精度よ く ，

化学物質の毒性を予測する手法を開発し た。 と く に， 低

濃度域での予測精度が向上し た。 また， 底質に蓄積しや

すい化学物質を対象 と し たセスジユス リ カを用いた度底

質毒性試験， 藻類生長阻害試験 と 新規のウ キ ク サ生長阻

害試験について， OECD テス ト ガイ ド ラ イ ンで提案され

ている試験法の我が国での適用可能性の検証を行った。

　 リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンを促進するには， リ ス ク情

報を分か り やす く 伝え る ための リ ス ク情報の加工 ・ 伝達

方法が重要 と な っ て く る。 本年度は既に開設 し てい る

データベースの更新を進める と と も に， 新たに化学物質

の 分析法 を 収録 し た 環境測定法デー タ ベー ス （Env

Method） を作成 ・ 公開する と と もに， 審査が行われた既

存化学物質， 指定化学物質などの名称や化学構造の入力

を進めた。 また， PRTR データの活用の １ つと し て， 有害

大気汚染物質の環境測定データ と PRTR の排出データ を

GIS 上で比較検討し， モニ タ リ ング地点の配置方法や未

規制汚染源の把握方法について検討を行った。

　 リ ス ク管理政策の将来的な展開に向けては， 空間的 ・

時間的変動を考慮し た曝露評価手法の開発， 感受性要因

の解明 と それを考慮し た健康 リ ス ク管理手法の開発， 複

合曝露によ る健康 リ ス ク評価手法の開発 と リ ス ク管理へ

のバイオア ッ セイ手法の活用の 4 つの課題について研究

を進めている。

　 これまでの健康 リ ス ク評価は一生涯にわた る定常的な

曝露に基づいて行われている。 しかし， 対策の実施によ

り 曝露量は変動する。 また， 内分泌攪乱化学物質には特

定時期の曝露が重要であ る こ と が分かっ て き た。 一方，

発生源の近傍での高曝露は， 環境モニ タ リ ングによ る曝

露評価では把握されないおそれがあ る。 こ のため， 時間

的 ・ 空間的な変動を考慮し た曝露評価手法の開発が必要

と なっている。 本年度は， 地理情報に係る諸要素を， グ

リ ッ ド， 流域， 行政界， 農業集落などのポ リ ゴン単位の

国内で利用可能なデータ構造単位上に規格化する方法及

びデータの整備を行 う と と も に， 規格化データ を相互変

換する ための変換手法の開発を行った。 また， 地理空間

上の物質移動を算出する基礎情報 と し て， 河道構造デー

タベース及び気象データベースの規格化基盤への整備を

実施し た。

　 化学物質に対する感受性は人によ って大き く 異な る可

能性があ り ， 平均的な人の リ ス ク評価に基づいた対応で

は感受性の高い集団の リ ス ク を過小評価するおそれがあ

る ため， 感受性を支配する遺伝的要因を解明する と と も

に， 高感受性に配慮し た健康 リ ス ク管理手法の開発を進

める必要があ る。 本年度は， 中国に ヒ 素中毒地区で見い

だし た ヒ 素の代謝能の違いを探る ため， イ ン フ ォーム ド

コ ンセン ト を行って採取し た血液から DNA を抽出し， ヒ

素 メ チル化代謝酵素の遺伝子配列を調べた。 しかし， タ

ンパク を コー ド し ている領域でジーンバン ク に異な る遺

伝子配列が登録されている部位には， 遺伝多型は見いだ

されなかった。

　 環境中に， と く に大気中には多様な化学物質が存在し
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ている。 有害大気汚染物質のモニタ リ ングや PRTR パイ

ロ ッ ト 調査の結果によれば， と く に大気中には多 く の化

学物質が存在し てお り ， 人や生物は呼吸を通じ て多様な

化学物質に同時に曝露されている と 考え られ， 複合曝露

によ る リ ス ク評価手法の開発が待たれる。 本年度は， こ

れまでに行って き た相加性を仮定し た複合曝露 リ ス ク評

価を進めて， 代謝活性化 と い う 観点か ら発がん作用機構

を考慮し て化学物質の相互作用の影響を調べた。 ベンゼ

ンの発がんには代謝物が関与 し てい る と 考え ら れてい

る。 ト ルエンなどはそれ自身の発がん性は見いだ されて

いないが， ベンゼンの代謝を促進する働き をする ため，

ベンゼン と の複合曝露は発がん率を増加させるおそれが

あ る。 薬物代謝酵素の誘導能を比較し て， ト ルエン等の

共存によ ってベンゼンの発がん率の増加割合を算定し た

が， ご く わずかな増加に止ま り ， 複合曝露の顕著な影響

は見いだせなかった。

　 リ ス ク管理コ ス ト の増大の一因は対応する化学物質の

数が増加し続けている こ と にあ る。 また， 化学物質の有

害性は主に動物実験によ って確認されているが， コ ス ト

と 時間がかかる こ と や動物愛護の観点か ら よ り 効率的な

有害性判定方法が求められている。 これら の問題を解決

する手段 と し てバイオア ッ セ イ手法が注目され， 多様な

手法が開発されているが，活用されている場面は少ない。

環境モニ タ リ ングにバイオア ッ セ イ を活用するには測定

値が示す意味を定量的に明ら かにする必要があ る。 本年

度は， 1,6- ジニ ト ロ ピ レ ン とベンゾ （a） ピ レ ンをデ ィ ー

ゼル排ガ ス粒子を対象に遺伝子導入動物に気管内投与

し， 1,6- ジニ ト ロ ピ レ ンがベンゾ （a） ピ レ ン よ り もはる

かに多い体内突然変異を起こ し た こ と， デ ィ ーゼル排ガ

ス粒子の変異原性にはﾍﾞﾝｿﾞ （a） ピ レ ンではな く ，1,6- ジ

ニ ト ロ ピ レンが関わっている こ と などを見いだし た。

〔関連研究課題〕

9803KB246 　 植物エス ト ロ ジ ェ ンおよび内分泌攪乱化学

物質の骨代謝バラ ン スに関する研究 124p.
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１ ．地球温暖化を始めと する地球環境への取り 組み

１ ． １ 温室効果ガスの排出源 ・ 吸収源評価と個別

対策の効果評価に関する研究

（ １ ） 大気と森林生態系間の酸素と二酸化炭素の交換比

率に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0103AE099

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 陸上植物が光合成や呼吸をする際の酸素 と 二

酸化炭素の交換比率は大気中の酸素濃度の変動を解析す

る上で重要であ る。 しかし， 実際の生態系において酸素

と 二酸化炭素の交換比率を計測し た例はご く 限られてい

る。 本研究では森林生態系において大気中の酸素 と 二酸

化炭素の変動を測定し， その交換比率を調べる こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

　 大気自動採取システムを用いて苫小牧フ ラ ッ ク スサイ

ト の森林内空気を 2000 年 7 月から 2003 年 11 月までの期

間ほぼ毎月採取し， 酸素および二酸化炭素濃度の変動か

ら森林生態系におけ る交換比率を求めた。 その結果， 植

物の活動が比較的活発な期間 （ ７ 月から 10 月） の交換比

率の平均値は 0.99 ± 0.05 と ほぼ一定の値であった。 ま

た， 交換比率には顕著な季節変動は認め ら れなかった。

さ らに， 土壌呼吸の際の交換比率を調べる ために林床に

チャ ンバーを設置し，チャ ンバー内空気の採取を 2002 年

7 ～ 9 月と 2003 年 5 ～ 11 月の期間に行った。なお，チャ

ンバーは土壌中の根を予め取 り 除いた場所 と 根を残し た

場所の ２ ヵ 所に設置し た。 土壌呼吸の際の交換比率の平

均値は根を残し た所で 0.97 ± 0.04，根を除いた所で 1.00

± 0.06 であった。 1 年目は根の有無によ って交換比率に

差が見られたが， ２ 年目は有為な差が見られず， 土壌呼

吸の交換比率は森林内大気の観測結果 と よ く 一致し た。

これらの観測結果から森林生態系におけ る酸素 と 二酸化

炭素の交換比率は １ に近い こ と が示された。 陸域生物圏

の交換比率 と し て一般に使われている値 （1.10 ± 0.05）

は約 10％大きい可能性があ る。

〔備考〕

（ ２ ） 大気中二酸化炭素の接地境界層から自由対流圏に

かけての輸送に関する基礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0104AE102

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○町田敏暢 （大気圏環境研究領域） ・ 井上元 ・

遠嶋康徳 ・ 高橋善幸

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 16 年度 （2001 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 二酸化炭素の放出源 ・ 吸収源の強度や分布を明

ら かにし， 将来の濃度予測を確かな も のにする ために大

気中二酸化炭素濃度の時間的 ・ 空間的変動が世界各地で

観測されている。 しかし ながら二酸化炭素の観測が主に

行われている大気境界層内 と 自由対流圏 と の間の輸送過

程に関する知識が不足し ている ために， 二酸化炭素の放

出源 ・ 吸収源の定量的な見積に障害が生じ ている。 本研

究では主に陸域において陸上生態系の影響を強 く 受けた

大気中の二酸化炭素濃度を地上付近から自由対流圏まで

高度ご と に長期間の観測を行 う こ と によ って， 二酸化炭

素の境界層－自由対流圏間の交換過程の季節依存性や強

度について知見を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 シベ リ アの森林地帯の大気境界層 と その直上の自由対

流圏におけ る二酸化炭素濃度の季節変動を詳細に解析し

た。 冬季は地表か らの二酸化炭素放出が非常に少ないに

も かかわ らず， 輸送の効率の悪さ を反映し て大気境界層

内の濃度が 3 ～ 5ppm だけ高かった。 夏季には境界層か

ら自由対流圏に盛んに空気が輸送されるが， 地表での吸

収が強いために濃度差は 5 ～ 10ppm に開いている。 また

濃度差の日々変動が大きい こ と か ら， その輸送は定常的

ではな く 大規模な対流が不定期に起こ る こ と によ って生

じ ている こ と がわかった。 こ の こ と か ら大陸上の境界層

付近におけ る二酸化炭素の動態を把握する ためには高頻

度観測が極めて有効であ る こ と も明らかになった。

〔備考〕

（ ３ ） 木製品における炭素蓄積に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0204AE335

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○橋本征二 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 森口祐一

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 地球の炭素循環におけ る森林セ ク ターの役割

は十分明ら か と なっていないが， その一つが木製品によ

る炭素固定 と される。 一方， 気候変動防止のための国際

的な取組において， 木製品によ る炭素固定が対策の候補

に挙げられている。 しかし ながら， その炭素蓄積量や気
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候変動対策上の位置づけに関する研究は世界的にも少な

く ， 日本を対象 と し た包括的な研究はない。 本研究は，

木製品におけ る 炭素固定について明 ら かにす る と と も

に， 国別イ ンベン ト リ ーにおけ る異な る勘定方法の評価

を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 気候変動， 森林， 廃棄物などの観点か ら森

林伐採や木製品の管理に関する主要な政策を取 り 上げ，

温室効果ガス国家目録における木製品の 4 つの勘定方法

（IPCC 暫定法， 蓄積変化法， 生産法， 大気フ ロー法） が

それら の政策を促進するかど う かについて検討し た。 検

討の結果， 気候変動， 森林， 廃棄物のすべての政策の整

合性を担保し ながら， 適切な イ ンセンテ ィ ヴを与え る勘

定方法はな く ， ト レー ド オ フ が生 じ る こ と が明 ら か と

なった。 政策的整合性の観点からは， IPCC 暫定法， 生産

法が比較的よ い勘定方法であ る と 考え ら れる。 し か し，

勘定方法の選択にあたっては， こ こ で検討し た政策的含

意のほか， 計測可能性， 精度な どが重要な要素であ り ，

こ のよ う な観点か らは生産法は劣勢であ る。 また， よ り

積極的に輸出国へ森林管理の資金が流れる よ う にする た

めには， 輸入のイ ンセンテ ィ ヴが強い蓄積変化法が適当

と 考え られる。 勘定方法を選択するにあたっては， これ

ら を総合的に勘案する必要があ る。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ． 2. 1 にも関連

（ ４ ） 大気 ・ 陸域生態系間の温暖化気体の交換プロセス

解明に関する基礎研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0204AE461

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○高橋善幸 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 生態系内において大気 と 陸域生態系間のガ ス

交換によ る二酸化炭素， メ タ ンなど温暖化ガスの濃度変

化を観測し， 温度や水分などの環境変動 と の関連を明ら

かにする。

〔内容および成果〕

　 国内の落葉針葉樹林内において， 定期的にサンプ リ ン

グを実施し森林大気中の二酸化炭素， メ タ ン， 水素， 亜

酸化窒素， 一酸化炭素の日変動を観測し た。 また， 大型

チャ ンバーを用いて， 土壌によ る放出 ・ 吸収を定期的に

観測し た。 森林土壌は二酸化炭素については強い放出源

と なっているが， メ タ ン， 水素， 一酸化炭素については

年間を通 じ て吸収源 と な っ てい る こ と が明 ら か と な っ

た。 土壌によ る水素や メ タ ン， 一酸化炭素の吸収は大気

の鉛直温度構造が安定にな る夜間には， 森林大気中で濃

度の低下を も た ら し ている様子が観測された。 メ タ ンの

土壌によ る沈着速度はおよそ 0.5 × 10-2cm sec-1 であ り ，

夏場に大き く 冬場に小さ く な る様子が観測された。 これ

は， メ タ ン酸化菌の活性の土壌温度に対する依存性を反

映し た も の と 推測される。 一方で， 亜酸化窒素について

は， 土壌によ る放出が観測されたが， 放出速度は熱帯域

や温帯林での報告値に比べれば著し く 小さ かった。 これ

は， 観測を行った森林での土壌窒素物含有量が少な く ，

土壌中の硝化 ・ 脱窒プロセスによ る亜酸化窒素の放出が

起こ り に く い環境を反映し た も の と 推測された。 土壌に

よ る一酸化炭素の沈着速度はおよそ 4 × 10-2cm sec-1 で

あった。一酸化炭素の沈着速度も，時間的な変動性を持っ

ているが， メ タ ンに見られた よ う な単純な温度依存性は

見られなかった。 これは一酸化炭素の酸化を行 う 細菌の

活性の環境因子に対する応答特性が メ タ ン酸化菌 と は異

なるため と推定された。

〔備考〕

（ ５ ） パース都市圏を例と し た持続可能性戦略と土地利

用 ・ 交通統合計画の策定に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0303AE482

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○松橋啓介 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 パース都市圏の位置する西オース ト ラ リ ア州

では， 持続可能性戦略を立案し， 実行に移し ている。 そ

の一つの重要な要素は， 土地利用計画 と 交通計画を統合

し， 自動車交通の発生を抑制する と と も に公共交通機関

の利用を促進する こ と にあ る。 パース都市圏の取 り 組み

は， 総合的な持続可能性戦略に基づいて土地利用計画 と

交通計画の統合を行 う 点で革新的であ り ， その実態の調

査 ・ 把握を通じ て， 持続可能な地域づ く り に資する知見

を得る こ と を本研究の目的 と する。 具体的には， 持続可

能性の指標を満たすための土地利用計画および交通計画

の特徴を把握する と と もに， 首長， 行政担当者， 研究者，

民間， コ ミ ュ ニテ ィ の役割分担について調査する こ と に

よ り ， 我が国の地方都市へ適用可能な持続可能性戦略 と

その施策について考察を ま と める こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 西オース ト ラ リ ア州の持続可能性戦略の改訂作業を始
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め と し て， 持続可能性戦略の展開に関する知見を得た。

また， パース都市圏の土地利用 と 交通に関する法制度の

実態 ・ 変遷について調査し， 土地利用計画が良 く 反映さ

れている こ と， 市民参加 と 州政府の政権交代が交通政策

に強 く 影響し て き た こ と 等を把握し た。 一方， 土地利用

－交通シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルをパース都市圏に適用

し， 持続可能な都市形態を示し た。 さ ら に， 将来都市像

を描 く 大規模な市民参加ワーク シ ョ ッ プに参加し， 戦略

立案および計画策定におけ る， 首長， 行政担当者， 研究

者， 民間， コ ミ ュ ニテ ィ の役割分担等に関する知見を得

た。 これら を踏まえ， 我が国の地方都市において持続可

能性戦略を立案す る ために必要な事項について考察 し

た。

〔備考〕

（ ６ ） 重量充填法による大気中の O2/N2 比測定用標準ガ

スの調製方法の開発

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0203AF336

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域） ・ 町田敏暢 ・

向井人史

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 15 年度 （2002 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 大気中の O2 濃度の変動は地球表層における炭

素循環の解明に役立つこ と が明らかにされてき た。通常，

大気中 O2 濃度の変動は O2/N2 比の変動 と し て表され，標

準空気の O2/N2 比からの偏差と し て測定される。しかし，

ppm レベルで O2 濃度が既知の標準空気は存在せず，各研

究機関がそれぞれ容器に保存し た実際の大気を標準 と し

て用いているのが現状であ る。 そ こ で本研究では， 重量

充填法を用いて O2/N2 比測定用標準ガスの調製方法を確

立する こ と を目的 と する。 また， 調製される標準ガス を

用いて大気中 O2 濃度の再評価も試みる。

〔内容および成果〕

　 10 Ｌ アル ミ 製高圧容器に高精度大型天秤で重さ を秤量

し ながら高純度 CO2， Ar， O2， N2 ガス を大気組成 と同じ

になる よ う に充填し た （重量充填法）。 このよ う にし て調

整された 17 本の標準ガスの O2/N2 比について，重量値 と

環境研の O2/N2 比スケール （NIES スケール） に基づ く 測

定値の比較から， 充填精度 （1σ） は O2 濃度に換算し て

約 3ppm であ る と見積も られた。 この値は秤量誤差から

予想される精度 （約 1.5ppm） の約 ２ 倍で， 充填過程にお

け る容器表面へのほ こ り や水蒸気の吸脱着によ る重量変

化が原因と考え られた。

　 今回調製し た標準ガス と NIES スケールの関係から大気

中 O2 濃度の再評価を試みた。我々の O2/N2 比の測定では

O2 と Ar を分離でき ないため， O2 濃度を正確に評価する

ためには大気中の Ar 濃度を正確に決定する必要があ る。

そ こ で，Ar 濃度の精密測定法を開発し（分析精度約 1ppm；

確度 2ppm）， 大気中の Ar 濃度を測定し た と こ ろ 9333 ±

2ppm であった。 なお， これまで知られている Ar 濃度は

9340 ± 10ppm であった。以上の結果を用いて，2000 年の

波照間島におけ る大気中 O2 濃度の年平均値を計算する

と， 209392 ± 2ppm と なった。 Machta & Hughes （1970）

の 1968 年から 1970 年にかけての観測に基づ く 平均酸素

濃度209460±60ppm と比べて約70ppm低いこ と がわかっ

た。

〔備考〕

（ ７ ） 海洋における溶存有機炭素中の放射性炭素測定に

関する研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF483

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環 と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○荒巻能史 （化学環境研究領域） ・ 野尻幸宏 ・

柴田康行

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 海洋におけ る 炭素循環過程 を 解明す る に あ

た って， 海洋中の生物活動を無視する こ と はで き ない。

そ こ で海洋中の有機態炭素の挙動， 特に海水に溶解し て

存在す る 有機態炭素 （DOC） の挙動を解明す る ために

DOC 中の放射性炭素を測定し，海洋に取 り 込まれてから

の経過時間を算出する こ と から，海洋における DOC の滞

留時間を推定する。

〔内容および成果〕

　 DOC 中の放射性炭素 （DOC-14C） 測定につい ては，

Druffel et al. （1989） の UV 酸化法によ る前処理方法が広

く 知られている。 そ こ で本研究では， 彼女らが提案し た

DOC-14C 測定の前処理法を忠実に再現し， 方法に化学的

な問題がないか ど う か を検証す る こ と を主眼に と ら え

た。 共同研究先であ る日本原子力研究所よ り 実験装置を

借用し， 再組み立て ・ 調整を行い， 従来法の化学的評価

を行った。 その結果， 従来法を用いた実験では試料中の

DOC 回収率は 50％程度と低 く ， 高分子化合物中の 14C が

測定でき ていない可能性が示唆された。 強酸化剤 （ペル

オキ ソ ニ硫酸カ リ ウ ム） を添加し た実験では 80 ～ 90％

の回収が可能であ る こ と が確認されたが， 海水試料では

大量の塩素ガス発生が懸念される。 こ の結果を受け， 今
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後， 実験ラ イ ン中での塩素ガスの安全な除去方法を検討

する と と もに， 新たな酸化剤の検討を行こ と と し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 日本原子力研究所むつ事業所 　 外川織彦

（ ８ ） 太平洋域の人為起源二酸化炭素の海洋吸収量解明

に関す る 研究 （1） 太平洋の海洋表層二酸化炭素

データ解析による二酸化炭素吸収放出の解明に関す

る研究 （4） 海洋二酸化炭素デー タ 統合に関する分

析標準化に関する研究 （5） 海洋表層二酸化炭素観

測統合データ利用による太平洋 ・ 大西洋の比較解析

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-9

〔研究課題コー ド〕 0105BA152

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球温暖化の影響評価 と対策効果

プ ロ ジ ェ ク ト ） ・ 荒巻能史 ・ Melissa Chierici ・

Agneta Fransson

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 海洋は大気中に放出 さ れた人為起源二酸化炭

素の吸収源 と し て働いているが， その吸収が将来ど う 変

動するか予測する こ と は， 二酸化炭素の排出規制を決め

る上できわめて重要であ る。 現在の海洋の二酸化炭素吸

収を定量化し， 予測モデルを正確にする ために， 国内外

機関の海洋表層二酸化炭素データ を活用し て， 特に北太

平洋の二酸化炭素正味吸収量を解明する。 また， 海洋表

層二酸化炭素分圧 と 海水中の全炭酸 ・ アルカ リ 度など炭

酸系物質の化学分析の正確さ を保証し， 国内的， 国際的

なデータの統合利用を可能にする ための， 分析標準化を

行 う 。

〔内容および成果〕

　 これまでの研究で， 地球環境研究セン ターモニ タ リ ン

グ事業で 1995 年から 2001 年にかけて実施し た観測協力

貨物船 Skaugran 及び Alligator Hope によ るデータの解析

から， 北太平洋中高緯度海域 （北緯 34 度以北） の表層二

酸化炭素分圧 （pCO2） 分布の月ご と のマ ッ プ と， その

年々変動の解析を行 う こ と ができ た。 それによ る と， 北

太平洋中高緯度海域では， 1990 年代後半の ΔpCO2 （海

洋と大気の CO2 分圧差） 分布が， 1960 年代から 1995 年

までのデータに基づ く Takahashiらが報告し た気候値 と ほ

と んど差がない こ と が明ら かになった。 また， その年々

変動は， 年々変動が大きい こ と が知られている東赤道海

域 と 比較し て極めて小さ く ， 10μatm 以下の年々振幅で

あ る こ と がわかっ た。 2002 年以降は， 観測協力貨物船

Pyxis によ り 観測を継続し ている。従来からの米国西海岸

向けの太平洋横断航路だけの運行か ら， パナマ運河経由

東海岸向け航路 と 西海岸向けのいずれか と い う 運行に変

わ り ， その観測範囲が， 北太平洋中低緯度海域になった。

その観測結果のデータ確定 と 解析を進めている。 主 と し

て北緯 30 度帯の観測結果によ る と， この海域では， 夏に

はほぼ大気 ・ 海洋の二酸化炭素分圧は平衡にな るが， 冬

季には海洋の分圧が低下し， 二酸化炭素吸収海域 と な る

こ と が明ら かになった。 観測の継続によ り すべての季節

をカバーするデータセ ッ ト が得られてその季節変化が明

らかになる こ と が期待でき る。

　 政 府 間 海 洋 学 委 員 会 二 酸 化 炭 素 諮 問 パ ネ ル

（Intergovernmental Oceanographic Commission, CO2

Advisory Panel） の活動と し て， 海水の CO2 パラ メ ータ測

定の精度向上を目指す活動を行って き た。 各国研究機関

の参加を募 り ， 2003 年 ３ 月に国際比較実験を実施し， そ

のデータ解析を行った。 ８ ヵ国 11 機関によ る 10 台の船

上 仕 様 測 定 装 置 の 同 時 運 転 で は， ７ 台 の 装 置 が ±

1.5μatm の偏差の範囲で一致し た。 ただし， 標準 と し た

国立環境研究所の装置 と 比較し て， 低分圧で高 く 高分圧

で低い分圧測定値を与え る装置が多かった。 これは， 空

気 と 海水を平衡にする平衡器に供給される外部空気の効

果によ る誤差 と 考え る と 理解でき る。 また， 海水の流路

にフ ィ ルターがあ る装置では， 運転を続け るにし たがっ

て分圧値が高 く な る こ と が見られ， 有機物の分解が与え

る正の誤差であ る こ と がわかった。 また， 平衡器の小さ

な装置， 海水流量の小さ な装置ほど供給海水温 と 平衡器

温度の差が大き く な り ， その正確な補正が重要 と な る こ

と もわかった。 さ ら に， 海水を送る送液ポンプの発熱で

わずかに海水温が上がる こ と もわかった。 これら の誤差

要因に関する知見は， 装置の船上設置 と 運用の際に心得

るべき も のであ り ， 正確な測定につなが る も のであ る。

参加機関の中には， これらの知見からすでに装置改良を

行った例も あ り ，今後の各国の測定の正確度を向上させ，

観測結果の国際データベース化に貢献する ものであ る。

　 2002 年 ２ 月から 2003 年 ２ 月の一年間にわたって行っ

た ド イ ツキール大学 と 共同の北大西洋を運行する貨物船

によ る海洋表層二酸化炭素分圧の測定データ解析を行っ

た。 北大西洋の北緯 40 度付近の中緯度帯では， 東西海域

で季節振幅の大き な違いがあ り ， 米国沖の西部海域では

春 と 秋に低 く 夏 と 冬に高い年間 ２ 周期成分が卓越するの

に対し， 欧州沖の東部海域では夏に秋に低 く 春に高い。

これは西部海域の海水温変化が大きい こ と， 東部海域で

生物生産効果が大きい こ と で説明ができ る。 二酸化炭素

吸収量は 34 度から 50 度の緯度帯で比較し た と こ ろ， 高

緯度で大き く 低緯度で小さ かった。 ただし， 高緯度の冬
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のデータは得られていない。 また， 1 月か ら ５ 月にかけ

ての吸収量が大き く ， 秋に最大 と な る北太平洋海域 と は

異なる季節性が明らかになった。

〔備考〕

（ ９ ） 海水中微量元素である鉄濃度調節による海洋二酸

化炭素吸収機能の強化と海洋生態系への影響に関す

る研究 （3） 鉄濃度調節が炭素循環に及ぼす影響に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-57

〔研究課題コー ド〕 0103BA153

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球温暖化研究プロ ジェ ク ト ） ・

荒巻能史 ・ 藤井賢彦

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 海洋は大気中に放出 さ れた人為起源二酸化炭

素の吸収源 と し て働いているが， 海域によ ってはその吸

収能が微量栄養塩の不足で規定されている。 北太平洋高

緯度海域も その一つであ り ， 最も不足が起こ り やすい鉄

を散布する こ と で二酸化炭素吸収能が増強される と 考え

られる。 将来， 温暖化対策 と し て大規模な海洋鉄散布が

行われる可能性があ る ので， その対策技術が海洋環境 ・

海洋生態系へ与え る影響を事前に明ら かにする こ と が必

要であ る。 そのため， 小規模の鉄濃度調節実験 と 関連す

る観測を こ の海域で行 う 。 本課題では， 鉄濃度調節実験

で起こ る海水炭酸系の変化 ・ 炭素固定 と 生物生産の関係

の研究を分担する。

〔内容および成果〕

　 PICES （北太平洋の海洋科学に関する政府間機構） のも

と で， 国際共同研究 と し て， 海洋鉄肥沃化に関する共同

実験計画が提案され， 日本 と カナダが中心 と なって実行

に移された。 2001 年夏に北西太平洋亜寒帯海域で海洋鉄

散布実験を行い， 2002 年夏にア ラ スカ湾海域で同様の実

験を行った。本年は 2002 年実験の試料分析 とデータ解析

を行った。また 2003 年 ９ 月の海域の実態調査に関する航

海に参加し て観測研究を行った。

　 北太平洋亜寒帯海域は， 冬季の海洋の鉛直混合によ り

主要な栄養塩であ る硝酸， リ ン酸， ケ イ酸の濃度が非常

に高 く な る海域であ る。 春か ら夏にかけて海洋表層で植

物プ ラ ン ク ト ンが生育する こ と によ って海水中の無機炭

素 と 栄養塩が固定され， 表層水の栄養塩濃度が低下し て

ゆ く 。 条件のよい海洋では， これら栄養塩濃度はほ と ん

どゼロに近 く な る まで低下するが， 北太平洋亜寒帯海域

の広い範囲では， ９ 月頃の最低濃度の時期で も枯渇状態

にな らず， 他の何らかの植物プ ラ ン ク ト ン生育条件が満

た さ れな い こ と が知 ら れて い た。 こ の よ う な海域は，

HNLC （High Nutrient Low Chlorophyll ： 栄養塩が高いにも

かかわ らず植物量が少ない） 海域 と 呼ばれ， その原因 と

し て， 日射の不足， 動物プ ラ ン ク ト ンに よ る捕食な ど，

い ろ い ろ な説が提唱 さ れ従来か ら 議論 と な っ てい た。

HNLC 海域の原因と し ての鉄不足仮説には， 1990 年代以

降実験的な証拠が与え られ， こ のよ う な海域に鉄を加え

る こ と が植物プ ラ ン ク ト ンの成長を促進し， 海水中の溶

存無機炭酸の固定を増強する こ と で， ひいては大気中の

二酸化炭素の吸収を起こす と い う 操作が現実にあ り う る

と考え られる よ う になった。 広大な HNLC 海域は， 北太

平洋亜寒帯， 東部赤道太平洋， 南極海の ３ ヵ 所であ る。

1993 年の東部赤道太平洋海域ではじめて中規模実験が行

われて以来， 南極海の実験も行われた。 こ の課題によ る

2001， 2002 年の実験は， 北太平洋亜寒帯でのはじめての

実験であ る。

　 2002 年 ７ ～ ８ 月の日加共同実験は， カナダ海洋研究観

測船， カナダ傭船観測船， 水産庁開洋丸の ３ 隻で行われ

た実験であ り ， 開洋丸が散布後 ３ ～ ４ 週間の観測を担当

し た。 実験海域は北緯 50 度， 西経 145 度のカナダ観測定

点の北東であ り ， 77km2 の範囲に溶存鉄濃度が １ ナ ノ モ

ル以上にな る よ う に硫酸第一鉄が散布された。 ４ 週間の

観測期間の最後にはその範囲は 1000km2 以上に達し た。

国立環境研究所は主に二酸化炭素分圧観測， 漂流型セ

デ ィ メ ン ト ト ラ ッ プ実験， 栄養塩計測を担当し た。 二酸

化炭素分圧は， 当初大気 と ほぼ平衡であったが， 最後期

には 70 ～ 80μatm の分圧低下が見られ，表層海水中の無

機炭素が植物プ ラ ン ク ト ンに固定されている こ と が示さ

れた。 西部海域の実験よ り はゆっ く り と 栄養塩の消費が

進み， 18 日後にケ イ酸がほぼ消費されつ く し て， 植物プ

ラ ン ク ト ンの増殖が衰えた。 表層に蓄積し た植物プ ラ ン

ク ト ン粒子は ３ 週間後までは沈降が見ら れなかったが，

３ 週間目以降に沈降量が急激に増加し た。 その結果， 固

定された炭素の 18％程度が亜表層以深へ沈降し た と推定

された。 また， こ の期間には沈降量を上回る量の有機炭

素が表層内でバク テ リ アや動物プ ラ ン ク ト ンによ る摂食

によ って無機化されている と 推定された。 こ の実験で見

られた輸送フ ラ ッ ク スは， 従来の鉄散布実験 と 比較する

と やや大きい値ではあ るが， やは り 鉄によ り 増殖促進さ

れて表層に蓄積する粒子の表層下への輸送効率が高 く な

いこ と を実証し た。

　 2003 年 ９ 月の西部北太平洋亜寒帯海域航海では， 新規

に製作し たケ イ酸の自動連続測定装置を運転し た。 その

結果， 表層ケ イ酸濃度は ２ 分間隔で自動計測され， 今後
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の鉄散布実験や観測航海で有効に活用でき る こ と が明ら

かになった。

〔備考〕

研究代表者 ： 津田敦 （東京大学）

共同研究者 ： 武田重信 （東京大学）

（10） ト ッ プダウン （大気観測） アプローチによる メ ソ

スケールの陸域炭素収支解析

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0206BA475

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○井上元 （地球環境研究セン ター） ・ 町田敏暢

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， ボ ト ムア ッ プ （微気象 ・ 生態学的）

アプローチによ り 陸域生態系の炭素収支を推定する方法

と は逆に， 大気中の二酸化炭素濃度の観測か ら， その地

表面での吸収 ・ 放出量の分布を推定する も のであ る。 即

ち， 地表面におけ る二酸化炭素の吸収 ・ 放出 と 大気中の

移流拡散の結果 と し て濃度分布がき ま るが， その分布観

測か ら逆に地表面の収支を推定する。 こ の推定値をボ ト

ムア ッ プアプローチによ って得られた結果 と 比較検討す

る こ と によ り ， 二酸化炭素収支のよ り 客観的な推定を行

う （イ ンバースモデル解析） と 共に， 森林によ る二酸化

炭素収支モデルやス ケールア ッ プの方法の妥当性を検証

する。

　 イ ンバースモデル解析に必要なデータは， 二酸化炭素

の ３ 次元分布の変動であ るが， こ こ では新たな観測手段

の開発も視野に入れつつ， 実現性のあ る地上観測で代用

する。 研究フ ィ ール ド と し ては， 地形的に単純であ り ，

大き な点源が無 く ， 南北に森林生態系の生産力の違いが

あ る西シベ リ ア大低地を選定し た。 大気の水平輸送の風

上 ・ 風下であ る シベ リ ア大低地の東西端に南北に並ぶそ

れぞれ数点の観測ラ イ ン， その中間や南北に数点の合計

10ヵ所で，100m 規模のタ ワーから大気を採取し自動分析

する。

　 初期値 と し て炭素収支モデル と そのパラ メ ータの地理

情報か ら 地表面での二酸化炭素発生／吸収量を推定す

る。 その収支分布の下で大気の輸送を一定期間計算し，

大気分布の初期値に依存せず地表面の二酸化炭素収支 と

輸送プロセスにのみ依存する二酸化炭素の ３ 次元分布を

計算す る。 こ れ と 二酸化炭素濃度観測ネ ッ ト ワ ー ク の

データ と の差が最小にな る よ う に， 二酸化炭素収支の分

布を補正する。 こ の方法はグ ローバルなス ケールでは成

功を収めているが， こ こ で開発する メ ソ ス ケールのイ ン

バース モデル解析は先例のないチ ャ レ ン ジな課題であ

る。 こ の課題を遂行する には中規模の大気擾乱の影響，

雲生成を伴 う 強い鉛直対流， 雲によ る光合成有効日射の

変化な どのプ ロ セ ス を限ら れた観測データ か ら推定し，

モデルに取 り 込む必要があ る。

〔内容および成果〕

　 02 ～ 04 年の第 I 期終了時の目標は， 地上観測ネ ッ ト

ワーク を構築し， 信頼のでき る通年観測データ を出し始

める こ と であ る。 また， 森林など炭素収支モデル と 大気

輸送モデルによ り 二酸化炭素濃度分布 と その季節変動を

求め観測データ と 比較する。 メ ソ ス ケールのイ ンバース

モデルの開発に着手し， 上記の問題を観測 と 協力し なが

ら解決する。

　 そのため 03 年には， 1） 現存する タ ワーの調査 と環境

調査に基づ く 観測地点の確定，ロ シアでの観測許可申請，

2） 電力供給や物資輸送の不自由な環境での高精度測定の

機器政策，3）開発し た機器の長期安定性試験を実施し た。

　 観測ネ ッ ト ワ ー ク の最適配置を現在存在す る 通信 タ

ワーを利用する と い う 制約条件でモデルか ら推定し た。

その結果， 偏西風の上流に ３ ヵ 所， そ こ を通過し た大気

が南北に蛇行する こ と を考慮し下流に ５ ヵ 所， 中間に南

および中央に １ ヵ所づつ， 合計 10ヵ所が適切であ る と い

う 結論になった。 こ の地域では天然ガスや石油のパイプ

ラ イ ンがあ り ，その運用に必要な通信タ ワーがあ るので，

その所有会社 と の交渉を行い基本的な合意を得た。 しか

し ながら新たにロ シア政府の許可が必要 と な り ， そのた

めの申請を行っている。 02 年に製作し た 5 台を送 り 環境

試験を実施し た。

　 データ解析に必要な GIS データ と し て， 地質分類， 植

生分類データ をデジ タル化 ・ 整備し た。 一部では森林の

樹種 / 樹齢データ を入手し GIS 化し た。

〔備考〕

（11） 市町村における温室効果ガス排出量推計および温

暖化防止政策立案手法に関する研究 （2） 市町村に

おける運輸部門温室効果ガス排出量推計手法の開発

および要因分析

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-61

〔研究課題コー ド〕 0204BA337

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○松橋啓介 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

工藤祐揮

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 国内の市町村において効率的かつ有効な温暖
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化防止政策を早期に実施する こ と が不可欠であ り ， 容易

に入手可能な統計データ を用いて排出量を推計でき る手

法 と 政策手段の効果把握等の ノ ウハウ を提供する こ と を

目的 と する。 そのために本研究では， 特に運輸部門につ

いて， 市町村単位の温室効果ガス排出量を既存統計デー

タか ら推計する手法を開発し た う えで， 排出要因の分析

や排出実態に基づ く 市区町村の地域類型化を行い， 温暖

化対策の類型別体系的整理やその効果を推計する こ と を

目標とする。

〔内容および成果〕

　 前年度は， 関東地域を対象に， 平成 11 年度道路交通セ

ンサス自動車起終点調査および平成 10 年度東京都市圏

パーソ ン ト リ ッ プ調査のデータ を用いて， 到着地ベース

の市区町村別手段別 CO2 排出量推計を行った。 また， 全

国を対象に， 平成 9 年度道路交通センサス一般交通量調

査の断面交通量に基づいて， 通過地ベースの市区町村別

車種別排出量推計を行った。 本年度は， 全国を対象に，

道路交通セ ンサ ス自動車起終点調査に基づいて登録地

ベースおよび到着地ベースの車種別排出量推計を行 う と

と も に， 保有車両数， 一台当た り ト リ ッ プ回数， ト リ ッ

プ当た り 距離， 排出原単位か ら な る排出推計テーブルを

構築し た。 また， 統計的信頼性の観点か ら必要サンプル

数に足 り ない町村部の推計結果については郡単位に集計

し て示すべき こ と が分かった。 さ らに， 都道府県別燃料

販売量 と ガ ソ リ ン ス タ ン ド 立地デー タ を用いて給油地

ベースの市区町村別排出量推計を行った。 これら の多様

な手法を用いて市区町村別排出量を明ら かにする と と も

に地域の類型化を行い， また排出推計テーブルの要素 と

市町村統計の連関分析を通じ て重点的に削減すべき車種

および削減策の形態を示し た。 鉄道等の市区町村別排出

量の推計や， 推計結果の検索および対策効果の推計を行

う ツールの開発が次年度の課題と し て残されている。

〔備考〕

研究代表者 ： 中口毅博 （特定非営利活動法人環境自治体

　 　 　 　 　 　 会議環境政策研究所）

（12） 京都議定書吸収源と し ての森林機能評価に関する

研究 （2） 吸収量評価モデルの開発 と 不確実性解析

（1） 吸収量評価モデルの開発 （2） 吸収量評価モデ

ルの不確実性解析

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-60

〔研究課題コー ド〕 0204BA338

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球温暖化研究プロ ジェ ク ト ）・

Georgii Alexandrov ・ 石井敦

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 本課題では， 国レベルでの吸収量算定への応用

を目的 と し て， 生態学的なアプローチによ る吸収量評価

モデルの開発および不確実性解析 と 取組んでいる。 評価

対象とする吸収源活動と し ては， 京都議定書の ３ 条 3 項

（植林）， 3 条 4 項 （森林管理） 活動に加えて， 森林生態

系全体の吸収源機能を対象 と し た。 これは， 第二約束期

間以降では全炭素収支 （フルカーボンアカ ウ ンテ ィ ング）

手法が導入される可能性が高いため， 森林生態系全体の

吸収量をカ ウ ン ト するモデルの開発を目標とする。また，

本研究で用いられるモデルやモニ タ リ ング手法が議定書

交渉で用い られる ための方法論やプロセス も併せて検討

し， その検討結果をモデル開発にフ ィ ー ド バッ ク し てい

く こ と も予定し ている。

〔内容および成果〕

　 吸収量評価システムの構築に際し ては， 広域な推定に

おいて不確実性を抑制する ために， 適切な複雑さ を持つ

吸収量モデルの開発が最 も 重要な コ ン ポーネ ン ト と な

る。 生態学アプローチでは， 森林生態系の炭素吸収に関

与する 各プ ロ セ ス （光合成量， 植物呼吸， 落葉 ・ 残材，

土壌呼吸， 伐採等） を直接モデル化する。 本プロ ジ ェ ク

ト では， 生態学アプローチによ るモデル開発を試みた。

　 本モデルにおけ る入力パ ラ メ ータ は， 気温， 降水量，

光合成有効放射量， 土壌の生産性， 人工林におけ る伐採

期間の長さ であ る。 本モデルを用いたシ ミ ュ レーシ ョ ン

において， 気温 ・ 日射量等の気象情報については， 全て

ア メ ダ ス等の気象デー タ を用いてモデルに入力 し てい

る。 土壌の生産性については， 現在サブモデルを開発中

であ り ， 人工林におけ る伐採期間については， 詳細な森

林管理情報が得られない場合が多 く ， 全国レベルでは樹

齢情報から 70年の伐採期間を想定し て計算を実施し てい

る。

　 出力パラ メ ータは， 光合成の総量に当た る GPP， 植物

によ る呼吸量を差引いた NPP， さ らに土壌によ る呼吸を

差引いたNEP，そし て さ らに伐採等の影響を差引いたNBP

であ り ， モデルによ って これら の生産量を推定する ため

の変数 と し て， 森林生態系の各種プロセスに対応し たパ

ラ メ ータが設定されている。

　 森林が立地する地域の気象条件か ら， 長期的な平衡状

態において蓄積する土壌中の炭素ス ト ッ ク を， 腐食速度

の違いによ って 3 層に分けて取 り 扱い， それぞれの炭素

プールにおけ る炭素の供給をモデルによ って決定する ア

プローチを用いている。

　 現在， 吸収量評価モデルの基本設計の検討を終了し，
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第一ステ ッ プのモデル開発を終了し た段階であ る。なお，

本モデルを用いて日本の森林生態系におけ る年間吸収量

を推定する際に必要 と な る， モデルパラ メ ータ （森林 ・

環境情報） については， 日本全国をカバーする 1km メ ッ

シュデータ と し て整備し た。

　 下記にモデルの開発の現状と解析の方針を示す。

・ 森林生態系炭素吸収量を評価

・ 広域的な観測情報に よ ってパラ メ ータ推定が可能な範

囲で， 生態学的なプロセスモデルを開発する。

・ 森林 ・ 気象地理情報整備

・ １ km の分解能の メ ッ シュデータで入力パラ メ ータ と し

て与え る。 （森林タ イプ， 樹齢， 気温， 日射量等）

・ フ ラ ッ ク ス 計測に よ る 較正や リ モー ト セ ン シ ン グに

よ って取得される観測値を用いて， モデルキ ャ リ ブレー

シ ョ ンを実施する。

・ 広域炭素吸収量の検証

・ モデルを逐次改良し て， 地域 ・ 国レベルにおけ る林業

統計等によ る推定値と比較検証する。

<FS 研究 >

・ ロ シアにおけ る森林生態系調査データ と リ モー ト セン

シングデータ を収集し， 生態学的炭素吸収量算定モデル

を開発する。

　 モデル開発に関し て， 本年度におけ る研究成果 と し て

は， 日本全国の森林 （人工林 ・ 天然林） におけ る炭素吸

収量を計算可能な生態学的モデルの開発を実施し， 全国

森林・環境 １ km メ ッ シュデータ を用いて，全国レベルの

炭素ス ト ッ ク量， 炭素吸収量の推定を実施し た。 林業統

計情報によ る吸収量算定結果 と 比較し た と こ ろ， 地域的

な吸収量の違いが見られた。 今後， 正確な森林管理のシ

ナ リ オを整備する必要があ り ， こ のためには， １ ） 地域

レベル吸収量の推定研究， ２ ） 森林管理情報 （伐採時期，

間伐等） を整備する必要があ る。

　 実測データに基づ く 吸収量評価モデルの高精度化を目

的と し て， フ ラ ッ ク ス タ ワーにおける CO2 フ ラ ッ ク ス観

測データ を用いて吸収量モデルの較正 ・ 検証研究を実施

し た。 前年度の高山でのデータによ る解析に加えて， 苫

小牧における解析を開始し た。

　 開発されたモデルの生態学的なパラ メ ータ を， フ ラ ッ

ク スサイ ト （高山）における 3 年間の観測値を用いてキ ャ

リ ブレー ト し た と こ ろ， 森林 と 下層植生によ る光合成量

の分離も可能 と な り ， フ ラ ッ ク ス量がローカルパラ メ ー

タでチューニング されたモデル良好にシ ミ ュ レー ト され

た。

　 同様に， フ ラ ッ ク スサ イ ト （苫小牧） の観測値 （2001

年のみ） を用いて解析を実施し た と こ ろ， モデルによ る

推定が可能であ る こ と が示された。 しかし， 高山 と 異な

り ， モデルによ る推定 と フ ラ ッ ク ス実測値の間に時期的

な偏差が存在する こ と がわかった。今後は，3 年間のデー

タ を使って解析を進めて こ の偏差の原因を解明する必要

があ る。

　 本プロ ジ ェ ク ト の炭素吸収量評価モデルの開発に関し

て これまでに得られた成果を ま と める と 下記の通 り であ

る。

・ 日本全国の森林におけ る吸収量を算定可能なモデルの

開発を実施し た。

・ 全国の森林に関する環境 ・ 森林情報を 1km メ ッ シュに

整備し て吸収量の算定を試みた。

・ フ ラ ッ ク ス観測値を用いてモデルの較正 ・ 検証を実施

し た と こ ろ， モデルによ る フ ラ ッ ク スの時間変動が高精

度に推定され， 森林 と 下層植生によ る光合成量の分離に

も成功し た。

　 最後に， 今後の研究課題 と し ては， 下記の研究に取組

む予定であ る。

・ 複数地点におけ る フ ラ ッ ク ス観測データ を用いてモデ

ルの較正 ・ 検証を進める。

・ 十分な計測データ によ って検証がな されていない土壌

呼吸サブモデルの高精度化

・ 広域的な吸収量算定シ ス テムの実現に向けた， リ モー

ト センシング情報のモデルへの組込み

・ 森林イ ンベン ト リ ーデータによ る炭素吸収量推定 と の

比較 ・ 検証

・ 政策的有用性のあ るモデルやモニ タ リ ング手法の検討

〔備考〕

研究代表者 ： 天野正博 （森林総合研究所）

当課題は重点研究分野Ⅳ .1.1， Ⅳ .1.3 にも関連

（13） 大気境界層観測による森林から亜大陸規模の二酸

化炭素吸収推定

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0103BB105

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環 と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○町田敏暢 （大気圏環境研究領域） ・ 井上元 ・

遠嶋康徳 ・ 高橋善幸

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 陸域の炭素収支を直接反映する大気境界層内

部 と その直上の自由対流圏におけ る二酸化炭素濃度や他

の関連気体の観測を通し て， 森林規模か ら亜大陸規模に

かけての炭素収支を評価する ための観測手法や解析手法

の確立を目的 と する。 具体的には， 観測適地の選定， 観
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測装置の開発を初年度に行い， 地上観測や航空機観測を

2 年間以上行った上で， モデルを用いて森林が吸収し た

炭素量を定量的に評価する と 共に亜大陸規模の炭素収支

を推定する実用的な方法を開発する こ と が目標であ る。

〔内容および成果〕

　 本研究は地表付近の二酸化炭素濃度および関連気体の

連続観測および連続観測地点上空におけ る二酸化炭素濃

度の航空機観測によ り ， 観測手法の検討を行 う も のであ

る。 平成 13 年度にシベ リ ア， ベレ ゾ レチカ村 （北緯 56

度 10 分， 東経 84 度 20 分） の森林内にあ る通信中継タ

ワーに設置し た二酸化炭素濃度連続測定装置 と 小型航空

機に取 り 付けた航空機用二酸化炭素測定装置を用いて平

成 14 年度から平成 15 年度にかけて通年観測を行った。

また， 平成 14 年度 と 15 年度の夏季に航空機を用いた集

中観測を行った。 本課題は本年度で終了するので， 以下

に ３ 年間に得られた結果を記す。

・ 本研究で開発し た タ ワー用二酸化炭素観測装置は標準

ガスの使用を極めて少な く 保ちながら高い精度で観測を

行 う こ と ができ た。

・ ベレ ゾ レチカ タ ワーで観測された二酸化炭素濃度の日

変動は夏季には振幅が 120ppm にも達する。 一方で冬季

にも平均で 2ppm ほどの振幅を持った日変動があ り ， 極

低温下の冬季シベ リ アにおいて有意な二酸化炭素の放出

があ る こ と がわかった。

・ ベレ ゾ レチカ タ ワーで観測された ラ ド ン濃度の変動は

大気の鉛直混合の指標 と し て有用であ る こ と が確かめら

れる と 同時に， 積雪期に も ラ ド ンのフ ラ ッ ク スが存在す

る と い う 新たな知見が得られた。

・ 本研究で開発し た航空機用二酸化炭素観測装置に よ っ

て非常に安価に鉛直分布を観測する こ と が可能にな り ，

１ 年に 30 回以上の高頻度観測飛行に成功し た。

・ ベレ ゾ レチカ上空の二酸化炭素濃度の季節変動は同じ

シベ リ アの森林地帯に比べて明ら かに振幅が大き く ， ベ

レ ゾ レチカ周辺の生態系の活動が盛んであ る こ と を意味

し ている。

・ ベレ ゾ レチカ上空の二酸化炭素濃度の変動を大気境界

層内 と 自由対流圏に区別し て導出する こ と に成功し， 季

節振幅に 16ppm もの差が存在し ている こ と がわかった。

こ のよ う な高頻度航空機観測よ って大気境界層内 と その

直上の自由対流圏におけ る二酸化炭素の季節変動を比較

し た例はこれまでな く ，信頼度の高いデータが得られた。

・ タ ワーで観測さ れた二酸化炭素濃度であって も一定の

条件の も と で日中のデータ を用いる こ と によ って よ り 上

空の濃度を代表でき る こ と がわかった。

〔備考〕

（14） 大気中の酸素濃度及び炭素同位体比を指標に し た

グローバルな海洋 ・ 陸域 CO2 吸収量の変動解析に関

する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0103BB151

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環 と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○向井人史 （地球温暖化研究プロ ジェ ク ト ） ・

野尻幸宏 ・ 遠嶋康徳 ・ 町田敏暢 ・ 高橋善幸 ・ 柴

田康行 ・ 米田穣

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 人為的に放出 さ れた二酸化炭素は地球規模で

の二酸化炭素の濃度上昇を引き起こ し ているが， 地球上

の生物や海洋はその約半分を吸収し大気中の濃度増加を

引き と める役割を し ている。 一方， 海洋や陸域での吸収

量は年々変化する こ と が認め ら れてい る。 本研究では，

船舶， 地上観測拠点など を利用を し ながら大気中の酸素

濃度や二酸化炭素の炭素同位体比を広域的に観測する こ

と によ って収支について検討する。 これによ り ， どのよ

う な気候変動や海洋変動が二酸化炭素濃度増加を加速す

るのかを検討し， 今後の濃度上昇予測に役立て る。

〔内容および成果〕

　 １ ） 太平洋上での大気中の酸素／窒素の比率の変動の

　 　 観測

　 太平洋を航行す る 貨物船で日本 - オース ト ラ リ ア，

ニ ュージーラ ン ド 間での洋上大気を定期的に採取し， 酸

素／窒素比を南緯 30 度から北緯 40 度まで計測し た。 酸

素濃度は二酸化炭素濃度 と 逆相関の季節変化になってい

たが， 緯度ご と にその振幅に差が見られた。 北緯 40 度の

緯度帯での振幅が最も大き く ， 赤道付近の振幅が最も小

さ く なっていた。 南半球では， 二酸化炭素の季節変化は

ほ と んどな く な るのに対し て， 酸素は赤道域よ り 大きい

振幅が観測された。 これは， 海洋での光合成の大き さ に

よ っている。 炭素同位体比は， 二酸化炭素の濃度変動 と

逆相関になっているが， 酸素 と 異な り 振幅は濃度の場合

と ほぼ同等になっている。

　 ２ ） 炭素同位体比， 酸素濃度経年変化

　 太平洋での日本－北米ルー ト も含め， 太平洋上での大

気の捕集や波照間， 落石の観測ステーシ ョ ンでの高頻度

の自動サンプ リ ングを 1999 年ごろから始めてお り ，経年

変化が観測されている。 平均的な結果は， 二酸化炭素の

増加速度は観測期間では 1.7ppm 程度 と高 く ，近年の増加

速度の上昇が観測された。 これに対し， 同位体比観測か

ら陸域や海の二酸化炭素吸収量は年変動し てお り ， 1998
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年には陸域が実質放出側にまわる と い う こ と が観測され

た。酸素濃度は波照間では平均年間－ 21 パー メ グの速度

で変化し てお り ， 化石燃料の消費速度か ら考え る と， 陸

域の吸収量が近年少ない と い う こ と が推定され， 炭素同

位体比の結果 （陸域の吸収量 １ GT 炭素以下） と も整合

的であ る。

　 ３ ） 放射性炭素の変化

　 太平洋上の大気の南緯 15 度， 北緯 25 度付近のサンプ

ルの 14C 分析を行い， その減少速度が ヨ ーロ ッ パで観測

されている減少速度 と 整合的であった。 非常に小さ な季

節変化も観測され， 化石燃料の放出や光合成 と の関連性

を今後調べる予定であ る。

　 ４ ） 同位体比標準の製作

　 炭素同位体比測定の国際比較のために， 参照サンプル

を製作し た。 本年度は， NBS19 に近い二酸化炭素のサン

プルを 1800 本製作し， 関係機関への配布を行っている。

　 大気の参照サンプルを使った比較が CSIRO と行われ，

純粋な二酸化炭素 と 大気サンプルの測定の間に， 系統的

な違いがあ る こ と がわかった。これは，各研究室のスケー

ルの系統の差が反映し ている可能性を示唆し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 中澤高清 （東北大学） ・ 北川浩之 （名古屋大

　 　 　 　 　 　 学） ・ Roger Francey （Atmospheric Research,

　 　 　 　 　 　 Commonwealth Scientific and Industrial 

　 　 　 　 　 　 Research Organization （CSIRO））

（15） 地域規模の二酸化炭素排出 ・ 吸収量評価方法の開

発

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0103BB265

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター） ・ 犬飼孔 ・

勝本正之 ・ 鳥山敦 ・ 下山宏 ・ 須藤洋志 ・ 井上元

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 広域的大気観測に よ り 地域あ る いは国規模で

の温室効果ガスの放出量を見積も る こ と は， 国別イ ンベ

ン ト リ ーの精度向上のためにも重要 ・ 不可欠な解析手法

であ る。 本研究では， 森林や都市が 100km 規模にパッ チ

状に存在し， かつ， 南北が海であ る ため入出の差が測定

しやすい北海道西部を対象にし， 様々なス ケールや方法

を駆使し た大気観測を総合的に行 う こ と によ り ， 地域規

模の CO2 排出 ・ 吸収量の評価を試みる ケース ス タデ ィ を

行 う 。 立体広域分布を測定する ための係留気球や模型航

空機など を活用し たキ ャ ンペーン観測 と 統計的処理が可

能な長期観測を組み合わせ，大気の輸送モデルを確立し，

人為発生源の イ ンベン ト リ ーデータ ・ 土地利用データ ・

森林統計データ ・ 森林吸収モデルなどによ る シ ミ ュ レー

シ ョ ン結果と比較する。

〔内容および成果〕

　 本研究は， 地域規模での二酸化炭素排出 ・ 吸収を観測

か ら定量的に強化する手法を開発する ための一つのケー

ス ス タデ ィ であ り ， 統計データの GIS 化 と定点観測， 大

気輸送交換モデルを組み合わせる こ と によ って， 手法の

開発を試みた。

　（ １ ） 発生源・吸収源イ ンベン ト リ データの収集・GIS 化

　 観測対象地域 （北海道西部 ： 小樽－札幌－苫小牧） の

二酸化炭素発生源イ ンベン ト リ の全体概要を把握する た

め， 詳細データ を収集し， GIS 化を以下の工程で行った。

1） よ り 精密な検証が可能と なる よ う ， 三次 メ ッ シュ化す

る。 2） 季節変化に対応でき る よ う ， 月別のデータ化を行

う 。 3） 時刻変化に対応でき る よ う ， 時別のデータ化を行

う 。 4） メ ッ シ ュ化は， 既存の GIS データ上で三次 メ ッ

シ ュ化を行い， 二酸化炭素の排出 ・ 吸収に係わる当該地

域の推定が GIS データで可能 と し た。

　（ ２ ） 二酸化炭素フ ラ ッ ク スの定点連続観測

　 本研究の基幹観測点であ る苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチ

サイ ト （カ ラ マツ人工林） において， 二酸化炭素フ ラ ッ

ク ス を連続観測する と と も に， 精密な二酸化炭素濃度を

連続観測 し， モデルの有用性の検証に用いた。 同時に，

比較対照観測点であ る北海道大学天塩研究林において も

二酸化炭素濃度及びフ ラ ッ ク ス の連続観測を継続 し て

行った。 その結果， 北海道内で比較的多雪地であ る天塩

の観測点 と， 比較的少雪地であ り ， 本研究の基幹観測点

であ る苫小牧での結果を融合する こ と によ り ， 大気輸送

交換モデルへの有用なパラ メ ータの提供等の活用が行え

る こ と が分か り ， モデル解析のために， 二酸化炭素濃度

と フ ラ ッ ク スのデータセ ッ ト の整備を進めた。

　（ ３ ） 大気輸送交換モデルでの二酸化炭素濃度分布推定

　 大気輸送交換モデルを改良し， キ ャ ンペーン観測を実

施する時期におけ る二酸化炭素濃度の分布を推定し た。

その結果， 風向が南， 南西， 北東の場合は， 気塊が石狩

平野を東西の山に沿って抜け る ため， 二酸化炭素の拡散

がス ムーズに行われる こ と がわかった。 一方， 風向が南

東及び西の場合は， 地上風が極めて複雑な挙動を示し，

二酸化炭素の滞留等の複雑な要因が発生する こ と が判明

し た。

　（ ４ ） キ ャ ンペーン観測によ る当該地域の大気中二酸化

　 　 炭素の動態解明

　 発生源 ・ 吸収源に係わる統計データ と 定点観測 （苫小
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牧 ・ 天塩） を利用し たシ ミ ュ レーシ ョ ン解析によ り 得ら

れた対象地域の二酸化炭素収支予測を小型航空機を用い

た キ ャ ンペーン観測に よ る 実測値で評価 し た。 キ ャ ン

ペーン観測は， 陸域植生， 二酸化炭素の人為的発生量が

大き く 異な る夏期 と 冬期に実施し， 風上 ・ 風下の二酸化

炭素濃度の鉛直断面を測定し た。 その結果， 対象地域特

有の大気移動や気象現象が見受け られ， 大気輸送交換モ

デルの改良に有意義な情報を多 く 得る こ と ができ た。

　 これら の結果か ら， 地域規模の二酸化炭素の収支を推

定する上で， 当該地域の排出 ・ 吸収に係わる統計データ

の整備 と それら を時系列的変化の指標 と な る定点観測を

パラ メ ータ と し た大気輸送交換モデルによ って， 二酸化

炭素収支の面的 ・ 時間的推定が可能であ り ， それに航空

機観測な ど のキ ャ ンペーン観測を組み合わせ る こ と に

よ って可能であ る こ と が分かった。 また， 本研究で検討

し た評価手法が京都議定書の発効を迎えて， 地球温暖化

防止策の評価に と って極めて重要かつ， 現実的な手法の

一つと し て提案でき た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道大学北方生物圏フ ィ ール ド科学セ

　 　 　 　 　 　 　 ン ター森林圏ステーシ ョ ン

（16） 環境低負荷型オフ ィ スビルにおける地球 ・ 地域環

境負荷低減効果の検証 （1） 研究棟における熱の挙

動モニ タ リ ング及び各種対策技術効果検証実験

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-56

〔研究課題コー ド〕 0103BA263

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （地球環境研究セン ター） ・ 吉田

友紀子 ・ 平野勇二郎 ・ 新津潔

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 国立環境研究所地球温暖化研究棟各部位にお

け る放射 と 熱の挙動に関する通年モニ タ リ ングを通じ た

個別の導入環境保全技術ご と の環境負荷低減性の比較検

討及び建物全体の LCA 評価を行 う 。 また， ア メ ニテ ィ ー

を含めたオフ ィ ス （研究棟） 内外空間の快適性向上の検

討や日本の気象条件， 建物使用実態に即し た環境負荷低

減手法の効果の確認を行 う 。

〔内容および成果〕

　 地球温暖化研究棟での熱負荷低減効果を検証す る た

め， 屋上緑化面での地中温度及び地中熱貫流の観測等の

各種モニ タ リ ングを実施し， 屋上緑化面 と 屋根裏部屋間

の熱収支 ・ 放射収支について実証的な検討を行った。

　 通年観測の結果よ り ， 屋根裏面温度は季節変化をする

こ と が示された。 こ の現象が室内側の空調装置等によ る

影響かそれ と も断熱構造の不足によ る屋根面から のイ ン

タ ラ ク シ ョ ンの影響かを区別するために，室温 3 ヵ所，屋

根裏壁温 2 ヵ所および壁面 2 ヵ所の熱流を計測し た。その

結果， 屋根裏壁面で観測された熱流は， 8 月で 5W/m2 前

後， 冬季は 10 ～ 15W/m2 程度 と低 く ， 全期間を通じ て屋

根裏壁面か ら 室内空気への明瞭な熱輸送は観測 さ れな

かった。 以上よ り ， 屋根裏面温度の季節変化の主た る要

因は， 空調装置側にあ る こ と が推定された。

　 既往の研究では， 日射遮蔽 と 昼光利用を適切に行 う ，

窓 ・ ブ ラ イ ン ド シス テム及び昼光利用照明制御シス テム

の組み合わせ制御によ り ， 快適環境 と 省エネルギーの両

立を図った事例について述べている。 しかし， よ り 簡易

で導入の容易なシ ス テムへの要求 も 高い。 本研究では，

新素材であ る自律応答型調光ガ ラ ス （以下， TT ガ ラ ス）

に注目し， TT ガ ラ ス と Low-E 膜 と を組み合わせ複層化

し， 外界の様々な状況に対し熱 と 光のコ ン ト ロールが有

効に機能する よ う 試みている。 一定の温度 （気温） で自

律的に白濁する こ と によ り 日射遮蔽 ・ 調光を行 う こ の自

律応答型調光ガ ラ スについて， 事前検討によ り ， 放射環

境を含む温熱環境及び白濁頻度の観点か ら良好 と の結果

が得られた仕様を，深い庇，高アルベド化し たバルコニー

と組み合わせ， 南面 2， 3F の研究室部分に導入し， 昨年

に引き続き実気象下での室内環境及び省エネルギー効果

の観点から評価し た。 本年度の計測結果から， TT ガ ラ ス

は白濁頻度， 長波長放射を含む温熱環境の観点から所期

の性能を発揮し ている こ と が確認でき た。 また計測の結

果， 照明電力量は日射量の増加に伴い減少， 冷房負荷は

日射量ではな く 外気温の上昇，下降に伴いそれぞれ増加，

減少の傾向が見ら れ， 種々の要因は考え ら れる も のの，

日射遮蔽 と 自然光利用が両立で き てい る こ と が示 さ れ

た。 さ ら に執務者を対象 と し たア ン ケー ト 調査の結果，

温熱， 光環境の双方について， 執務者の大半が 「快適」

または 「やや快適」 と回答し， 良好な評価が得られた。

　 東京都では，「都民の健康 と安全を確保する環境に関す

る条例」 を制定し， 東京都建築物環境配慮指針を策定し

ている。 東京都環境局の協力を得て， こ の指針を用いた

地球温暖化研究棟の LCA 評価を行った と こ ろ，本研究棟

の電力消費におけ る高い省エネルギー性が報告 さ れた。

一方，日本建築学会地球環境委員会 LCA 指針小委員会の

「建物の LCA 指針」 に従い， 計測されたエネルギー消費

のデータ を用いて本研究棟の LCA 評価を試みた と こ ろ，

標準仕様の仮想建築の事例に比べ，LCE，LCCO2，LCcost

のいずれにも 12 ～ 15％の優位性が確認された。 適用技

術やデザイ ンを反映し， 建設段階のみでは １ 割程度不利
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にな る結果 と なっているだけに， 設計時点での建設 ・ 運

用 ・ 廃棄の全段階を通じ た評価の重要性が伺え る結果 と

なった。 前年度に， 建物冷房用エネルギー消費量計算プ

ロ グ ラ ムSMASHを用いた数値シ ミ ュ レーシ ョ ンを本研究

棟に適用し た結果， 従来技術に対し全棟通年で 52％の冷

房用エネルギー消費削減効果が期待でき る と の結果を得

ているが， 今後はこ のよ う な個別のエネルギー需要， 技

術に対する優位性の確認を進めてい く 予定であ る。

　 また， 屋上緑化施工面の観察の結果， 南に傾斜し た斜

面上におけ る土壌の露出など， 植物 （主にセダム類） に

と っては， 屋上面は極めて過酷な環境 （乾燥 ・ 強風 ・ 浸

食など） にあ る こ と も明らか と なった。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 一ノ 瀬俊明

共同研究機関 ： 東京理科大学

共 同 研 究 者 ： 吉田友紀子 （地球環境研究セン ター） ・

　 　 　 　 　 　 　 平野勇二郎 （地球環境研究セン ター） ・

　 　 　 　 　 　 　 新津潔 （地球環境研究セン ター） ・ 井上隆

　 　 　 　 　 　 　 （東京理科大学） ・ 百田真史 （東京理科大

　 　 　 　 　 　 　 学）

（17） 北東ユーラシアの森林を代表する カ ラマツ林生態

系の大気二酸化炭素安定同位体比分別効果の時間的

変動と その環境応答に関する研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF586

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○高橋善幸 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 北東ユー ラ シア を特徴付けてい る代表的な植

生であ る カ ラ マツ林生態系内において大気 と 陸域生態系

間の二酸化炭素 （CO2） 交換に伴 う 同位体比の変動を観

測し， 環境変動 と の関連を明ら かにする。 森林内の大気

や土壌表面か ら放出されるガス を自動的に採取する ため

の装置を製作し， これを用いて採取された試料に含まれ

る CO2 の濃度と同位体比の変動を解析する。 この観測を

カ ラ マツの成長期に高頻度に行い， 得られた結果を， 森

林内の植物活性， 土壌温度， 降水量などの変動 と 対比し

解析する こ と によ り ， 森林生態系の CO2 交換に伴 う 同位

体分別効果の変動性 と 環境因子に対する応答特性を明ら

かにする。

〔内容および成果〕

　 高頻度観測の結果， カ ラ マツ林生態系か ら呼吸によ り

放出される CO2 の炭素安定同位体比 （d13C） は少な く と

も 3‰以上の振幅を も って時間的に変動し ている こ と，そ

し て， こ の変動は短期間に複雑な挙動を示す こ と が分

かった。

　 8 月の集中観測結果から， こ の変動が観測よ り 10 日程

度前の飽差 （植物の気孔内外の水蒸気圧差） と よ く 対応

し ている こ と が明ら か と なった。 これは， 葉の光合成の

際の同位体分別の大き さ の変化が， 植物体内での滞留の

あ と， 呼吸によ り 放出される CO2 に反映された もの と し

て説明ができ る。

　 生態系呼吸 CO2 の d13C はおよそ－ 28‰-PDB 程度であ

り ， 北米の常緑針葉樹林などで報告された値に比べて有

意に低い も のであ る。 カ ラ マツ林は北東ユーラ シアを代

表する植生であ るにも関わ らず， これまで観測の報告が

な く ， 貴重なデータ と なった。

　 5 月から 11 月の毎月観測された土壌呼吸 CO2 の d13C

は， 初夏 （6 月） に最も低い値を と った後， 季節が進む

につれて値が高 く なる と い う 傾向を示し た。 この傾向は，

根の除去の有無に関わらず同様な も のであった。 土壌有

機物は分解が進むにつれて同位体比が高 く な る こ と が既

に分かってお り ，土壌呼吸成分の CO2 の d13C の季節的変

動は， 分解で消費される有機物組成の季節的な変化を反

映し た も の と し て説明でき る。 これは落葉針葉樹林の リ

ターの集積 ・ 分解の季節サイ クルが土壌呼吸 CO2 の d13C

の季節性に影響を与えている こ と を示唆する初めての結

果であ る。

〔備考〕

（18） 我が国及びア ジ ア地域におけ る持続可能な交通

（EST） 戦略策定に向けた予備的研究 （2） EST 導

入に向けての効果分析モデルの開発準備

〔区分名〕 環境 - 地球推進 FS-1

〔研究課題コー ド〕 0303BA584

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○森口祐一 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

松橋啓介 ・ 工藤祐揮

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 自動車交通は， いまや温室効果ガス排出量増加

の最大の要因になってお り ， EST （持続可能な交通シ ス

テム） の導入に向けて政策変革を行 う こ と は， 先進諸国

と り わけ我が国において必須の課題であ る。 そのために

本課題では， 平成 16 年度の本格研究立ち上げに向けて，

EST の導入 ・ 実践 と い う 共通の課題のための調査研究の

具体的内容を詳細に設計する こ と を目的と し， （ １ ） アジ

アにおけ る交通環境に関する研究動向の把握， アジアの
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研究機関 ・ 研究者 と の共同研究の可能性の発掘 （ ２ ） EST

の概念の我が国への普及， 受容可能性の把握， 合意形成

の方法論の検討 （ ３ ） EST 導入によ る効果分析モデル開

発の準備に取 り 組む。 特に本研究では， EST 実現のため

の技術システムの評価に関する研究と し て，軌道系交通，

電気自動車， 燃料電池車などの技術について， 対象 と す

る地域の交通需要に適合し た導入形態を明ら かにする と

と も に， 燃料供給のパスやイ ン フ ラ整備までを考慮し た

ラ イ フサイ クル的な環境負荷削減効果の評価を行 う 。 ま

た， これら の技術を大量普及させる ための支援策に関す

る検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 平成 14 年度 FS を踏まえ，平成 16 年度開始の本格研究

の提案準備を行った。地球推進費戦略的研究開発領域「温

暖化政策オプシ ョ ン研究」 への参加も意識し て， EST の

導入によ る環境負荷削減効果を算定する ための簡易な数

量モデルの構築に取 り 組んだ。 具体的には， コ ホー ト モ

デル と 排出係数予測モデルに基づ く 燃費改善予測モデル

の基本構造を設計し， 全国の自動車起終点調査の個票を

用いて移動距離帯別 CO2 累積排出量等の実態把握を行

い， 実燃費データベースの分析を通じ て改正省エネ法の

燃費目標の見直しについて検討し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 林良嗣 （名古屋大学）

（19） 海洋二酸化炭素観測データ国際標準化に関する研

究

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 0303CB570

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1- 1 炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球温暖化研究プロ ジェ ク ト ） ・

荒巻能史

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 気候変動に最 も 大き な影響を与え る温暖化ガ

スであ る CO2 の海洋吸収量を把握する こ と は， 気候変動

予測に と って重要であ る。 広大な全球海洋でどの く らい

の CO2 吸収があ るのか？さ らにはそれがどのよ う に年々

変動し ているのか？を明ら かにするには， 各国が観測し

てデータ を結集する必要があ る。データ結集のためには，

各国が正確な測定を行 う こ と と， データ セン ターに対し

て統一された様式で報告する こ と が必要であ る。そ こ で，

各国の関連研究機関研究者の情報交換 と 議論を行い， 各

国の海洋表層 CO2 観測における測定の正確度を高める こ

と と， 共通データベース化を目指し た統一フ ォーマ ッ ト

化を行 う 。

〔内容および成果〕

　 政府間海洋学委員会－二酸化炭素諮問パネル と 共同で

海洋表層 CO2 観測に関する ワーク シ ョ ッ プを開催する た

めに， パネル事務局 と 招へい者選定 と 議事の検討を進め

た。 ワーク シ ョ ッ プは， 2004 年 １ 月 14 ～ 17 日につ く ば

国際会議場で実施し た。 世界 15 ヵ国から 35 名の参加者

があ り 国内参加者 20 名の 55 名規模で行われた。

　 セ ッ シ ョ ン １ では， 2003 年 ３ 月に日本で実施し た海洋

表層 CO2 測定装置相互比較実験の結果を検討し た。 海洋

表層の CO2 分圧測定で起こ り う る主要な誤差要因が明ら

かにな り ， その改善か ら今後の測定正確度向上が期待さ

れる。 セ ッ シ ョ ン ２ では， 相互利用でき るデータベース

化のために， 観測機関が報告すべき フ ォーマ ッ ト を議論

し た。海洋表層 CO2 解析に必要であ る pCO2 （CO2 分圧），

fCO2 （CO2 フガシテ ィ ー） の算出を可能にする基本測定

値と し て表層水温， 平衡器水温， 平衡空気の CO2 モル分

率， 大気圧の報告を推奨する こ と と し た。 セ ッ シ ョ ン ３

では， 各国機関が観測を行ったデータの公開促進を議論

し た。討論の結果は，二酸化炭素諮問パネルのホームペー

ジで公開し た。

〔備考〕

（20） 分光法を用いた遠隔計測に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0308AE539

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○森野勇 （大気圏環境研究領域） ・ 杉本伸夫 ・

中根英昭

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 人工衛星， 地上等からの分光遠隔計測によ って

地球大気中の微量成分の存在量及びその変動を把握する

と き， よ り 精度良 く 必要な情報を得る ためには， 遠隔計

測法， 放射伝達の取 り 扱い及びデータ解析法に関する検

討 と 微量成分の分光パ ラ メ ー タ の高精度化が重要であ

る。本研究では分光の視点に立って関連する研究を行い，

高精度化に貢献する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 実験室において分光パラ メ ータ を測定する

分光装置検討し， 整備を開始し た。 また， 実験室測定で

取得し た吸収プロ フ ァ イルデータの解析を行った。 さ ら

に， 国立環境研究所の太陽光を光源 と す る 大気観測用

フー リ エ変換赤外分光計において， 温暖化ガス を効率よ

く 測定がで き る よ う に， 装置を検討 し， 整備を行っ た。
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遠隔計測におけるデータ解析法の検討を行った。

〔備考〕

１ ． ２ 地球温暖化に伴う地球環境変動の将来見通

しに関する観測 ・ 解析 ・ モデ リ ングと影響評

価に関する研究

（１）環境保全に係わる統合評価モデルの開発に関する

研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE034

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （社会環境システム研究領域）・

増井利彦 ・ 藤野純一

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境保全に向けた取 り 組みを評価する ために，

経済活動， 土地利用の変化， リ サイ クル， ラ イ フ ス タ イ

ルなど環境問題に関わ り のあ る分野を対象に， 様々な学

問領域の知見を取 り 込んだ 「統合評価モデル」 の開発を

行い， 環境保全のための各種施策がマ ク ロ経済に与え る

影響や環境保全や経済発展政策など を総合的に評価する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度も引き続き統合評価モデルの開発を進め， 生態

系保全を念頭においた土地利用モデル， CO2 以外の温室

効果ガスであ る CH4 や N2O の削減対策を考慮し たモデル

など現在議論されている要素をモデル化し た。 エコ シス

テム保全の経済価値を評価する ため経済モデルの中で土

地利用の動向， 土地を利用し たバイオマスエネルギー利

用について考察し， 既存の温暖化政策の延長では地域の

自然保全を効率的に行えない可能性があ る こ と がわかっ

た。 温暖化の究極の目的であ る気候安定化に向けた温室

効果ガスのコ ン ト ロールに CO2 以外のガス を含めた解析

を行った と こ ろ， CO2 だけの対策よ り も対策コ ス ト を削

減でき る可能性が示された ものの， CO2 対策に比べて不

確実性が大き く ， 精度の高いデータ を開発する必要があ

る こ と がわかった。

〔備考〕

（ ２ ） 数値気候モデルが持つ不確実性の評価に関する研

究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0103AE085

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 人為起源物質等に よ る 気候変化 を 将来にわ

たって見通すためには， 数値気候モデルを用いるのが有

効であ る。 こ のよ う な数値モデルは基本的な物理法則に

従って構成されているが， 我々の現象理解や計算機能力

の限界， 方程式系の非線型性などに起因する不確実性を

持っている。 数値気候モデルによ る将来の気候変化予測

を定量的に評価する ためには， モデルが持つ不確実性に

関す る 知識が不可欠で あ る。 本研究では， CCSR/NIES

CGCM を用いて様々な数値実験を行い， モデルが持つ不

確実性の程度を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 平成13年度末に行われた所内スーパーコ ンピ ュータの

更新によ り ， 高分解能なモデルを用いて比較的長期間に

わた る数値実験が可能 と なったため， 初期値が異な る複

数の長期的な数値実験を行い， 初期値の違いによ って得

られた気候や自然変動の特性がどの程度変化し得るかを

統計的に把握し た。 平均的な気候に関し ては大き な初期

値依存性は見られない も のの， 数年～数十年規模の自然

変動に関し ては引き続き検討を行 う 必要のあ る こ と が分

かった。

〔備考〕

（ ３ ） ミ ー散乱ラ イダーによるエアロゾルおよび雲の気

候学的特性に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0003AE096

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○清水厚 （大気圏環境研究領域） ・ 杉本伸夫 ・

松井一郎

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 15 年度 （2000 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化等に関係する大気の放射過程を理

解する ために雲， エア ロ ゾルの鉛直分布の観測が重要で

あ り ，ラ イ ダーはそのための最も有効な観測手法であ る。

国立環境研究所では， つ く ばなどでの地上ラ イ ダー観測

や，海洋地球研究船 「みらい」 によ る観測を継続的に行っ

ている。 本研究ではこれら のデータ を解析し， エア ロ ゾ

ルおよび雲の鉛直分布や光学特性についてその気候学的

特性を明ら かにする。 また， 連続観測データ をエア ロ ゾ

ル気候モデルの検証や同化に応用する ための手法につい

て研究する。

〔内容および成果〕

　 アジア域に展開された連続運転型 2 波長偏光ラ イ ダー
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の解析手法を確立し た。 信号強度に よ る雲底高度検出，

Fernald 法によ るエア ロ ゾル消散係数推定，偏光解消度を

利用し た非球形粒子か らの散乱の分離などによ り ， ラ イ

ダーデータ か ら 非球形土壌性粒子， 球形人為汚染物質，

各種雲それぞれの鉛直分布を導出する こ と が可能 と なっ

た。 2001 年から 2004 年の観測データにこの手法を応用

し た結果， 中国 ・ 日本での黄砂分布の年々変動などが示

された。 また こ の手法はラ イ ダーネ ッ ト ワーク におけ る

リ アルタ イ ムデータ転送・表示システム と組み合わされ，

観測直後の大気状態の把握を可能と し ている。

　 こ の他， 船舶搭載ラ イ ダーおよび航空機搭載ラ イ ダー

によ る観測結果を解析し， 雲 と エア ロ ゾルの全球分布に

関する情報を得た。

〔備考〕

（ ４ ） エ ア ロ ゾル と 雲の相互作用の解明のための ラ イ

ダー手法の研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0103AE339

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 雲の生成を通じ たエア ロ ゾルの放射影響 （間接

効果） は， 大気の放射過程の中で最も理解されていない

部分であ る。 本研究はエア ロ ゾルの間接効果の解明のた

めに必要な雲の微物理的パラ メ ータやエア ロ ゾルの特性

を遠隔計測する ためのラ イ ダー手法の検討を行い， 観測

研究に応用でき る新しい手法の基礎技術を開発する こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ２ 台の受光系を用いるバイ ス タ テ ィ ッ ク （マルチス タ

テ ィ ッ ク） 方式ラ イ ダーによ る水雲の雲底付近の粒径の

測定ついて理論を検証する ための実験を行い， 多重散乱

が問題にな ら ない領域では粒径分布関数を仮定し た ミ ー

散乱理論によ る解析手法が適用でき る こ と を示し た。 海

洋科学技術セン ターの研究船 「みらい」 の MR01-K02 航

海で行ったバイ ス タ テ ィ ッ ク ラ イ ダーの実験結果を， 通

信総合研究所が同航海で同時に行った雲レーダー と マ イ

ク ロ波放射計の解析結果 と 比較し， 両者に整合性があ る

こ と を確認し た。 今後， 多重散乱効果の検討が必要であ

るが， これにはモンテカルロ法によ る シ ミ ュ レーシ ョ ン

等が必要であ る。 これについては別の課題で検討する。

〔備考〕

（ ５ ） 大気中塩化メ チルの動態解明に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0203AE471

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域） ・ 斉藤拓也

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 15 年度 （2002 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 主要な大気中ハ ロ カーボンであ る塩化 メ チル

について， その濃度変動 と 環境要因 と の関係を明ら かに

する。

〔内容および成果〕

　 過去の大気中におけ る塩化 メ チルの変遷を明ら かにす

る ための基礎的な研究 と し て， 氷床コ ア試料の試験的な

分析を行った。 まず， 前年度に確立し た氷床コ ア中の塩

化 メ チル濃度測定法を南極みずほ コ アに用いた と こ ろ，

コ アが フ ロ ン な ど に よ り 汚染 さ れてい る こ と が明か と

なった。 こ の汚染の原因が掘削方法にあ る と 考え られた

ため， 汚染の少ない方法で掘削された南極やま と コ アの

分析を行った。 やま と コ アの氷期の層におけ る塩化 メ チ

ルの平均濃度は 973 ± 68 ppt であ り ， 現在の大気中濃度

よ り 400 ppt 以上高かった可能性が示された。この原因 と

し て， 1） 低い OH ラ ジカル濃度によ る大気からの除去量

の減少， 2） 海水中のバク テ リ アによ る塩化 メ チルの取 り

込み量の減少， 3） 生物生産の高い氷期の海洋からの放出

量の増大， などが考え られた。 一方で， 塩化 メ チルが大

気か ら氷床内へ取 り 込まれた後の変質過程によ って濃度

が増加し た可能性も あ る ため， 現在の大気中濃度 と 大き

く 変わら ない と考え られる YM85浅層コ アを分析し た。そ

の結果， コ ア中の塩化 メ チルの平均濃度は 555 ± 48 ppt

であ り ， 現在の大気中濃度 （約 550 ppt） と ほぼ等しいこ

と が明ら か と なった。 こ の こ と か ら， 氷床中で塩化 メ チ

ルが変質し た可能性は低 く ， やま と コ アの氷期の層に見

られた高濃度の塩化 メ チルは当時の大気中濃度を反映し

た ものであ る こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究者 ： 中澤高清， 青木周司 （東北大学大気海洋変

　 　 　 　 　 　 動観測研究セン ター）

住友財団環境研究助成 「南極氷床コ ア中塩化 メ チルの測

定法の確立と過去の濃度変遷の復元」 （平成 14 年 11 月～

16 年 3 月）

（ ６ ） 気候影響評価のための全球エアロゾル特性把握に

関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0308AE486
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〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○日暮明子 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾルの気候影響評価は依然大 き な不確

定性があ り ， 気候変動研究において重要な課題の 1 つ と

なっている。 不確定性はモデル間の相違によ る と こ ろが

大きいが， その背景には， その気候影響評価に十分な全

球でのエア ロ ゾル特性が明ら かになっていない実情があ

る。 本研究では， エア ロ ゾルの気候影響評価の精度向上

にむけ， 衛星データ を利用し， 全球でのエア ロ ゾル光学

特性の把握を行 う 。

〔内容および成果〕

　 多波長衛星データ利用によ るエア ロ ゾルアルゴ リ ズム

と し て，短波可視～可視～近赤外域の ４ 波長データから，

エア ロ ゾルの光学的厚さ ・ サイ ズ イ ンデッ ク ス ・ 光吸収

性の同時推定し， さ らに推定された粒径の大小 と 光吸収

性から砂塵性 ・ 炭素性 ・ 硫酸塩 ・ 海塩エア ロ ゾルの 4 つ

のエア ロ ゾルタ イプへ種別分類を行 う ４ 波長アルゴ リ ズ

ムの開発を進めて き た。 開発アルゴ リ ズムの精度向上を

図る為に， 東アジア域の高分解能データの解析を継続的

に行い， 解析データ を蓄積する と と も に， ス カ イ ラ ジオ

メ ーター，ラ イ ダー，エア ロ ゾルマス スペク ト ル メ ーター

などの地上エア ロ ゾル観測データ と の比較を進めた。 そ

の結果， 衛星解析の結果は， 全般にエア ロ ゾルの光学的

厚さ を過大評価する傾向にあ るが， 大陸か ら の黄砂や汚

染質の特性の推定において地上観測結果 と 非常によい整

合性を持っている こ と が示された。

　 また， 全球長期解析に向け， SeaWiFS 衛星データの収

集および １ 次処理を実施し た

〔備考〕

（ ７ ） 南北両半球における VOC （揮発性有機化合物） の

ベースラ イ ンモニ タ リ ング

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0105AF045

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 南北両半球の代表的バ ッ ク グ ラ ウ ン ド ス テー

シ ョ ンであ る ア ラー ト と ケープ ・ グ リ ムにおいて塩化 メ

チルを始め とする自然起源 VOC の定期観測を行い，それ

ら の季節変動 ・ 長期 ト レ ン ド を把握する。 これによ って

各 VOC 濃度の今後の変動予測を可能にする と共に，将来

的には大気観測から VOC発生源であ る自然生態系の変動

を検出する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 海洋か ら放出されるブロモホルム と ジブロモ メ タ

ンは， 成層圏オゾンを破壊する臭素の供給源 と し て臭化

メ チルに次いで重要であ る。 南北両半球をカバーする観

測結果を基に こ れ ら の化合物の相対比を検証し た結果，

発生源付近のブロモホルム ： ジブロモ メ タ ン比はおよ そ

10 に収束する こ と が明らか と なった。 その結果， ブロモ

ホルムのグ ローバルな発生量はジブロモ メ タ ン発生量の

報告値 （60Gg/y） を基に約 600Gg/y に上る と推定された。

　（ ２ ） 相模湾上空におけ る モニ タ リ ン グ観測値を基に，

HFC134a をはじめ とする各 VOC の国レベル発生量 （排

出量） の推定を行った。 これは下層大気中の VOC 濃度が

周辺地域の排出実態を反映し て高 く な る こ と 利用し た も

ので， 基準物質と し て HCFC22 の 2001 年排出量 （年間

10.0 Gg） を 用い た場合の排出量は， SF6 : 0.16 Gg/y,

HFC134a : 5.18 Gg/y. HCFC141b : 8.9 Gg/y, HFC23 : 0.16

Gg/y, CFC12 : 1.85 Gg/y 等と求められた。

　（ ３ ）ケープ・グ リ ムにおける観測について イ ン ターキ ャ

リ ブレーシ ョ ンを継続し， 良好な結果を得た。 こ のデー

タ比較共同プロ グ ラ ムはデータ を国際的に共有する上で

重要な意味を持つ。

〔備考〕

外国共同研究機関 : カナダ ・ Meteorological Service of 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 Canada， オース ト ラ リ ア ・ CSIRO

国内共同研究者 ： 稲垣敏治 （宇宙航空研究開発機構） ・

　 　 　 　 　 　 　 　 原田勉， 薩摩林光 （長野県衛生公害研

　 　 　 　 　 　 　 　 究所） ・ 長谷部文雄 （北海道大学）

（ ８ ） 地球温暖化の総合解析を目指し た気候モデルと影

響 ・ 対策評価モデルの統合に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 1R-3

〔研究課題コー ド〕 0103BA341

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域） ・ 日暮明子 ・

小倉知夫 ・ 菅田誠治 ・ 井上元 ・ 森田恒幸 ・ 原沢

英夫 ・ 甲斐沼美紀子 ・ 増井利彦 ・ 高橋潔

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 温暖化の影響， 各種温暖化対策の必要性 と効果

を提供する こ と を目的 と する。 そのために本研究では，

対策評価， 温暖化の見通しの評価， 影響評価の 3 つのモ

デル間の相互作用を解析する アジア太平洋地域向けの統
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合モデルを開発し， 温室効果気体及びエア ロ ゾルの排出

が地域の気候変化を通し て農業の収量変化や水資源の変

化へ及ぼす影響に対する基礎的情報を得る こ と を目標 と

する。

〔内容および成果〕

　 本課題は， 以下の 3 つのサブテーマで構成される。 （1）

排出シナ リ オ と 気候モデル と のイ ン ターフ ェ イ ス開発に

関する研究 （2） 気候モデル と 影響評価モデル と の イ ン

ターフ ェ イ ス開発に関する研究 （3） 気候モデル と影響 ・

対策評価モデル と を統合し たモデルによ る総合評価実験

に関する研究 　 排出シナ リ オ と 気候モデル と のイ ン ター

フ ェ イ ス開発に関する研究 と し て， 気候モデルで利用可

能な各種温室効果気体 （二酸化炭素， メ タ ン， 亜酸化窒

素， オゾ ン， フ ロ ンガス， 等） および各種エア ロ ゾル源

（硫酸塩， 炭素性， 土壌性， 海塩， 等） の排出シナ リ オに

関する検討を行 う 。 気候モデル （こ こ でのモデルは主に

全球気候モデル） が外部パラ メ ータ と し て必要 と する各

種温室効果気体の濃度の年々変化および， 各種エア ロ ゾ

ル， オゾンの空間分布の時間変化を， それらの ソース排

出データから導出する方法を検討し， 実験を行 う 。 また，

気候モデル と 影響評価モデル と のイ ン ターフ ェ イ ス開発

に関する研究 と し て， 全球気候モデル と 影響モデルを繋

ぐ イ ン ターフ ェ イ スモデル と し てのアジア太平洋地域向

けの地域気候モデルの開発を行 う 。 全球および地域気候

モデルの系統誤差やパラ メ ータの不確実性が影響モデル

にどれ く らいの誤差を与え るのかを調べる感度実験を行

う 。 水資源， 農業活動に対する影響評価を行 う モデルに

と って必要なパラ メ ータ を必要な時間分解能で地域気候

モデルから出力する方法を検討し， 実験を行 う 。 さ らに，

気候モデル と 影響 ・ 対策評価モデル と を統合し たモデル

によ る総合評価実験に関する研究 と し て， 総合評価実験

の検証に必要な各種の気候および地球環境のモニ タ リ ン

グデータの内容を検討し， 収集を行 う 。 過去の排出シナ

リ オデータ を与えて全球気候モデルによ る過去 100 年の

気候再現実験を行い， 全球気候シナ リ オデータ を得る。

　 本年度の研究成果は以下の とお り であ る。 20 世紀再現

実験のための準備 と し て， 前年度に作成し た過去のオゾ

ン前駆物質排出量の格子点データ を用いて， 過去 100 年

間の対流圏オゾン濃度の 3 次元データ を 10 年ご と に作成

し た。 地域気候モデルの出力データ を入力気候シナ リ オ

と し て用いた農業影響評価を行い， 全球気候モデルの出

力データ を用いた影響評価結果 と の比較を通じ て， 地域

気候モデルの適用が有用な地域や作物等についての検討

を行った。 前年度までに収集および新規構築し た各種温

室効果気体濃度データ，各種エア ロ ゾル源排出量データ，

各種自然起源の気候変動要素データ （太陽定数変動およ

び大規模火山噴火） を用いて， 大気海洋結合モデルによ

る過去 150 年間の気候再現実験を行い， 全球気候シナ リ

オデータ を作成し た。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 神沢博 （名古屋大学）

共同研究機関 ： 名古屋大学 ・ 東京大学

（ ９ ） 高スペク ト ル分解ラ イダー等による雲 ・ エアロゾ

ル観測の研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-4

〔研究課題コー ド〕 0204BA342

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 ラ イ ダー， レーダーなどの能動的 リ モー ト セン

シング技術を用いて， 雲のパラ メ ータおよび雲 ・ エア ロ

ゾル相互作用に関する情報をグ ローバルに観測する ため

の手法の開発を目的 と する。 本研究は日本 と 欧州が共同

で開発中の放射観測衛星 EarthCARE 等の衛星観測を念頭

に置 く も ので， そのための観測手法の基礎開発， 手法の

検証， データ解析手法， 利用手法の確立を目標とする。

〔内容および成果〕

　 紫外領域 （355nm） の航空機 （ガルフ ス ト リ ーム II 型）

搭載偏光ラ イ ダー （前年度開発） によ る 2003 年 ３ ～ ４ 月

の観測結果を解析し， 装置の特性を評価する と と も に，

黄砂の立体分布などの観測結果について考察し た。また，

通信総合研究所の雲レーダー と 合せた解析のためのデー

タ処理を行った。 前年度は EarthCARE 搭載ラ イ ダー， 雲

レーダーによ る同時測定の原理検証を念頭において ラ イ

ダーの波長は EarthCARE と同じ 355nm と し たが，大気構

成分子の消散係数などの観点か ら長波長の方が有利であ

る こ と と，来年NASAで打ち上げられるCALIPSOが532nm.

1064nm の ２ 波長であ る こ と を考え，前年度開発し た航空

機搭載ラ イ ダーを ２ 波長 （1064nm, 532nm） に改造し た。

これを用いて海洋科学技術セン ターのパラ オにおけ る観

測フ ラ イ ト に参加し， 名古屋－パラ オ間で通信総合研究

所の雲レーダーと の同時観測を行った （2004 年 3 月）。

　 また， 地上におけ る雲レーダー と ラ イ ダーの同時観測

を通信総合研究所において開始し雲の微物理パラ メ ータ

の観測を行 う と と もに， 国立環境研究所において 532nm

の高スペ ク ト ル分解 ラ イ ダーに よ る エア ロ ゾルの ラ イ

ダー比等の光学特性の継続観測を開始し た。

　 一方， 紫外領域の高スペク ト ル分解ラ イ ダーの基礎技
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術に関する研究を福井大学工学部において行い， エタ ロ

ンを分光素子 と する高効率のシステムを開発し た。 こ の

高スペク ト ル分解ラ イ ダーを用いてエア ロ ゾル， 雲のラ

イ ダー比の測定を行いその性能を実証し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 中島映至 （東京大学）

共同研究者 ： 小林喬郎 （福井大学）

（10） 地球温暖化の生物圏への影響， 適応， 脆弱性評価

に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-11

〔研究課題コー ド〕 0204BA343

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究領域） ・

高橋潔 ・ 名取俊樹

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 こ れま でに得 ら れた温暖化の生態系への影響

や脆弱性評価の研究成果を も と に， （1） 最高 5.8 ℃の気

温上昇が発生し た場合の生態系の影響を再評価する と と

も に， （2） 日本， 及びアジア地域において影響 リ ス ク が

高い脆弱な生態系や地域を特定 ・ 地図化し， （3） 影響 リ

ス ク の低減の可能性等を含めて適応策の検討を行 う こ と

を目的と し ている。 国立環境研究所では， サブテーマ 1 ：

自然， 人工生態系の総合影響予測 と 適応策の総合評価手

法の開発 と 適用及び， サブテーマ 2 ： 高山生態系の脆弱

性評価と適応策に関する研究を担当する。

〔内容および成果〕

　 本研究プロ ジェ ク ト の う ち国立環境研究所が担当する

サブ課題の内容及び成果は以下の とお り であ る。

　（ １ ） 自然， 人工生態系の総合影響予測 と適応策の総合

評価に関する研究。 温暖化の生態系影響を適応策も含め

て評価， 予測するモデルを作成する と と も に， モデルの

検証， 最新の気候シナ リ オ， 各種データの整備 ・ 作成を

行い， 生態系影響モデルを気候 ・ 自然地理的条件を考慮

し て適用する。本年度は，生態系影響モデルの改良を行っ

た。また，基本入力 と なる地域気候シナ リ オ及び降雪デー

タの作成及び入力方法について検討を行った。

　（ ２ ） 高山生態系の脆弱性評価 と 適応策に関する研究。

高山帯の利用形態 と 高山生態系 （動物 ・ 植物） の分布の

関係を調べ， 脆弱性評価方法を検討する。 さ ら に最新の

気候シナ リ オに基づき高山生態系 （動物 ・ 植物） の分布

等への影響予測を行 う と と も に， 高山生態系の脆弱性評

価 と 予測 さ れ る 影響を軽減す る ための適応策を ま と め

る。 本年度は， 前年度に引き続き高山生態系の利用形態

と 生態系の分布についての既存知見の整理 と 現地調査を

通し て脆弱性評価方法の改善を行 う と と も に， 適応策の

在 り 方について基本的な検討を行った。

〔備考〕

（11） 東アジアにおけるハロ カーボン排出実態解明のた

めのモニ タ リ ングシステム構築に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-6

〔研究課題コー ド〕 0204BA344

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域） ・ 遠嶋康徳 ・

向井人史

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 フ ロ ン等の長寿命ハ ロ カーボン類は強力な温

室効果気体であ り ， その温暖化への寄与は二酸化炭素全

量の約 25％に匹敵し ている。 こ の う ち， HFC （ハイ ド ロ

フ ロ オ ロ カーボン） ， PFC （パーフルオ ロ カーボン） と

SF6 （六フ ッ化硫黄） については地球温暖化防止の観点か

ら京都議定書によ って先進国におけ る削減が求め られて

いる。 しかし， 現状では大気中 HFC， PFC， SF6 の総濃

度は年間数パーセン ト の割合で増加し てお り ， また， 日

本を取 り 巻 く アジア諸国では今後の経済的発展に伴って

これらのガス排出量がむし ろ増加する こ と が懸念されて

いる。 本研究は， 東アジアの影響を検出するのに適し た

波照間観測ステーシ ョ ンにおいてHFC等ハロ カーボン類

の連続観測を立ち上げる と 共に日本沿海上空におけ る航

空機観測を実施し て東アジア／日本におけ る これらのガ

ス濃度の ト レ ン ド と その影響を把握し， さ ら に化学輸送

モデルを用いた解析によ ってハロ カーボン排出量を推定

する。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 前年度開発し たハロ カーボン測定のための低温濃

縮/ キ ャ ピ ラ リ ーGC/MS システムの完全な自動化 と LAN

を介し た リ モー ト 制御のための ソ フ ト 開発を進めた。 本

シ ス テ ム を 波照間 ス テ ー シ ョ ン に設置 し， HCFC22,

HCFC141b, HFC134a, HFC23, SF6, ト リ ク ロ ロエチレ ン，

塩化 メ チルなど 25 成分の予備的な連続観測を開始し た。

大気試料は観測タ ワー上部の地上 40m から引き込み， 1

時間に １ 回の自動測定を行った。 定量のために ５ サンプ

ルに 1 回の割合で標準ガス を分析し た。 全 く チューニン

グを し ない状態では， 1 日当た り 約 1.3％の割合で徐々に

感度が低下し たが， これは MS 軸のずれによ る もので， ２

～ ３ 週間に 1 回の割合で行 う チューニングによ って回復
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し た。 こ の MS 軸のずれによ る感度低下を補正し た後の

ばらつきは 1％以内であ り ， 十分安定し た測定が可能で

あった。

　（ ２ ） 相模湾上空において HFC， PFC， SF6 を含むハロ

カーボン類の航空機観測を実施し た。 2003 年 1 月～ 8 月

の 5 回の観測から求めた高度 7000m におけるハロ カーボ

ン濃度は， PFC-116; 3.0 ± 0.6 pptv, PFC-218; 1.7 ± 0.3,

PFC-318; 1.3 ± 0.4 pptv, HFC-23; 18.0 ± 0.6pptv, HFC-

134a; 25.3 ± 2.0 pptv, HFC-152a; 3.4 ± 0.6 pptv, HCFC-

22; 159.1 ± 8.0 pptv, HCFC-123; 1.0 ± 1.3 pptv, HCFC-

124; 1.2 ± 0.9 pptv, HCFC-141b; 18.1 ± 2.0 pptv,  HCFC-

142b; 13.9 ± 0.5 pptv, SF6; 5.0 ± 0.2 pptv などであった。

また， 下層大気におけ る各ハロ カーボン濃度の増加を基

に排出量の解析を行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： （独） 宇宙航空研究開発機構 ・ （独） 産業

　 　 　 　 　 　 　 技術総合研究所国際共同研究組織 ：

　 　 　 　 　 　 　 AGAGE （Advanced Global Atmospheric 

　 　 　 　 　 　 　 Gases Experiment）

（12） 有機エアロゾルの地域規模 ・ 地球規模の気候影響

に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-8

〔研究課題コー ド〕 0204BA346

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○畠山史郎 （大気圏環境研究領域） ・ 高見昭憲 ・

佐藤圭 ・ 杉本伸夫

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化研究おいて， エア ロ ゾルは地球 ・ 地

域の気候を支配する放射収支に大き な影響を持っている

が， 温室効果ガスの観測等に比べて， その実態の解明が

遅れている。 それは， エア ロ ゾルによ る放射強制力はそ

の空間分布のみな らず， サイ ズ， 形状， 化学組成などに

依存し てお り ， その発生， 成長， 変質， 移流， 消滅の過

程を詳細に と ら え る こ と の困難さ に起因し ている。 モデ

ルによ って温暖化の将来予測を精確に行 う ためには， エ

ア ロ ゾルによ る放射強制力を精確に求めなければな ら な

い。 一方， アジア地域には， 南アジアか ら 東南アジア，

東アジアの広い地域において高さ 3km にも及ぶ密度の高

いヘイ ズ（Atmospheric Brown Clouds - Asia と命名された）

がかかってお り ， 有機エア ロ ゾルなど炭素質の粒子が東

南アジアか ら日本にまで到達し ている。 特に有機エア ロ

ゾルについては， 地球温暖化の将来予測を行 う 上で現在

必要 と される精度を満たすための情報 と その信頼性が不

足し ている。 環境政策の面から もヘイ ズの長距離越境汚

染が各国の状況に影響を与え複雑にし ているので， こ の

地域全体を含むよ う な広域の問題 と し て と ら え， 解決を

図る。

〔内容および成果〕

　 上記のよ う な観点から， 東アジア ・ 北西太平洋地域に

輸送される有機エア ロ ゾルの現状を把握する こ と は緊急

の必要性を持っている。 このため次のよ う な研究を行 う 。

（ １ ） エア ロ ゾル質量分析計によ るエア ロ ゾルの化学成分

の短時間の変動の観測。 （ ２ ） 東シナ海上の島嶼における

フ ィ ルターサンプ リ ングによ る有機エア ロ ゾル化学成分

の測定。 （ ３ ） ラ イ ダーを用いた， ABC の発生源地域で

あ る南アジア， 東南アジアにおけ るエア ロ ゾルの空間分

布， 変動の観測。 （ ４ ） エア ロ ゾル輸送 ・ 生成 ・ 除去の全

球モデルの開発 ・ 運用 （ ５ ） 南アジア－東南アジア地域

におけ るバイ オマスバーニングか ら の CO， NOx， メ タ

ン， 非 メ タ ン炭化水素及びス スの発生量の見積 り 。

　 本年度は次のよ う な研究を行った。

　（ １ ） 野外観測用エア ロ ゾル質量分析計の粒径分布選別

システムおよび蒸発 ・ イオン化システム を導入し， 長崎

県福江島での予備観測の後， 沖縄辺戸岬において， 長期

連続観測を開始し た。 また， 化学分析 と 同時に粒径分布

やガス成分も測定し， 大陸起源エア ロ ゾルの日変化 ・ 季

節変化を高い時間分解能で測定し た。 ４ ～ ５ 月の観測で

は大陸性の気団が飛来す る と き に硫酸塩の濃度が高 く

なった。 また種々の化学種の粒径分布がほ と んど一致す

る こ と か ら， エア ロ ゾルは主に内部混合し ていた も の と

推定された。

　（ ２ ） 東シナ海上の島嶼においてエア ロ ゾルを捕集し，

含まれる化学成分を測定する ため有機エア ロ ゾル分析シ

ス テムを構築し た。 上記の結果 と 合わせてアジア大陸か

ら輸送される有機エア ロ ゾルの変動を明確にする こ と に

留意し た。

　（ ３ ） タ イの ２ 波長ラ イ ダー観測を継続し， 5 月に有機

エア ロ ゾル と 考え られるプルームを と ら えた。 こ のケー

スでは 2 波長 （可視 と赤外） で光学特性に差があ り ， 可

視域では強い吸収特性を持つも の と 考え られる。 乾季の

エア ロ ゾル分布の季節進行は 02 年よ り 03 年の方が遅れ

てお り ， 積分量でも 03 年は 02 年に比べて減少し ている

など， エア ロ ゾル分布の年々変動を と ら えた。

　（ ４ ） 有機エア ロ ゾルの輸送 ・ 反応 ・ 沈着の全球モデル

の高精度化を行った。 ４ つのビンに切った土壌粒子の輸

送をモデルに加え る と と も に， 観測 と 連携しつつ当該モ

デルを用いたアジア域の分布の推定 ・ 排出源の寄与推定

に資するべ く 全球モデルのオン ラ イ ン化を始めた。
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　（ ５ ） 沖縄におけ る連続観測に加え， 衛星データによ る

東南アジア域におけ るバイオマスバーニングのイ メ ージ

解析を行い， 消失面積を見積も った。 消失面積 と 植生の

データから火災によ り 消失し たバイオマス全量を推定し

既存のエ ミ ッ シ ョ ン フ ァ ク ターによ り 一酸化炭素， 窒素

酸化物，炭化水素，すす，および二酸化炭素のエ ミ ッ シ ョ

ン量を見積も った。

〔備考〕

共同研究者 ： 北田敏広 （豊橋技術科学大学） ・ 梶井克純

　 　 　 　 　 　 （東京都立大学）

（13） 地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0206BY485

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究領域） ・

高橋潔 ・ 兜眞徳

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 人為的な温暖化が明確 と な り ， その

影響も世界， 日本の各地で顕在化しつつあ る現状を踏ま

え， 温暖化影響 ・ リ ス ク評価に資する ために， 日本及び

アジア地域を対象 と し て， 温暖化影響の現状， 影響の検

出方法の検討， 及び将来気候予測を も と にし た影響予測

を行 う こ と を目的 と し ている。 これら の成果を も と に温

暖化に脆弱な地域及び分野 ・ 部門を特定する こ と， 将来

の悪影響を低減する ための方策を立案し， 適応策， 緩和

策 と あわせて統合的な評価を行 う こ と によ り 戦略的な対

応策の在 り 方を検討する ものであ る。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 温暖化影響の現状評価と解析調査

　 １ ） 温暖化の影響評価指標の開発調査においては， 「人

間の健康影響」 および 「市民生活への影響」 検討会にお

いて指標を検討し た。

　 ２ ） 温暖化の影響事例の全国調査においては， 前年度

に引き続き地域別の影響の現状を把握し た。

　 ３ ） 温暖化の影響 （現状） マ ッ プの作成作業において

は， 温暖化の影響 （現状） マ ッ プの作成作業を行い， 影

響 （現状） マ ッ プを完成させた。

　 ４ ） 地球温暖化の影響に関する海外の研究動向調査に

おいては， 地球温暖化の影響に関し て， 海外の最新の知

見 ・ 動向を把握すべ く ， 外国の研究についての調査 ・ 資

料の収集を行った。

　（ ２ ） 影響と適応戦略の統合データベースの構築

　 １ ） 影響評価の前提と なる共通シナ リ オの開発

・ 前年度に引き続き最新の気候モデルの将来予測を用い

た地域気候シナ リ オの開発および IPCC の排出シナ リ オ

にも と づ く 社会経済シナ リ オの開発を行 う と と も に， 統

合化を検討し た。

　（ ３ ） 影響予測マ ッ プの作成

　 予測 さ れた影響を地理情報シ ス テ ム を活用 し て影響

（予測） マ ッ プの作成を検討し た。

　（ ４ ） 地球温暖化関連文献の翻訳作業

　 諸外国の最新の知見であ る地球温暖化関連文献等の翻

訳作業を行った。

　（ ５ ） 地球温暖化によ る我が国への影響に関するパンフ

レ ッ ト の作成

　 地球温暖化問題の普及啓発のため， 得られた成果を含

めた地球温暖化によ る我が国への影響を取 り ま と めたパ

ンフ レ ッ ト を作成し た。

〔備考〕

（14） 地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査 ：

健康影響研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0206BY530

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○兜眞徳 （首席研究官） ・ 高橋潔 ・ 小野雅司 ・

黒河佳香 ・ 山元昭二 ・ 松本幸雄 ・ 一 ノ瀬俊明

共同研究者約 20 名

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 IPCC の第 3 次報告において指摘された温暖化

によ る影響 と 脆弱性評価および適応戦略に関する研究の

一環と し て 「健康影響」 に関する部分を担当する。 現在，

我が国における 2090年時点の詳細な温度予測が行わてお

り ， それを基本 と し た温暖化の健康イ ンパク ト について

予測評価する こ と を主た る目的 と し ている。 なお， 本研

究は WHO の気候変動 と健康に関するプロ ジェ ク ト ， 同

西太平洋支局と協力し て進める。

〔内容および成果〕

　 本調査研究は， 国立環境研究所が直接実施し ている調

査研究 と 研究班員 と の協力研究か ら な る。 前者では， 1）

地球温暖化の健康 リ ス ク 評価に関する ア ン ケー ト 調査，

2） 札幌， 東京および沖縄での個人温度曝露モニ ター調

査， 3） 中国と の共同研究 （ハルビン， 南京， 広州の ３ 都

市調査）， 4） RCM を用いた 2090 年時点での大気汚染予

測モデルの開発， ⑤ WHO など国際動向調査などがあ る。
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後者では， 気温と死亡 （RCM20 を用いた 2090 年時点で

の死亡 リ ス ク推定を目標と し た所見等）， 感染症 （国立感

染症研究所のサーベイ ラ ン スデータの解析），マラ リ ア等

動物媒介性伝染病関連情報収集， 気温 と 熱中症の リ ス ク

評価 と 発症モニ タ リ ングシス テムの開発， 自然災害の リ

ス ク研究など を進めている。 前者の 1） では， 全国 （関

東， 関西， 中部北陸， 中国 ・ 北九州に限る） と 札幌， 東

京及び沖縄で実施し た調査によ り 約 2000 の回答が得ら

れ， その解析を行った。 と く に暑い日の空調の利用の仕

方 （設定温度を含む）， 経験し ている症状などについて興

味あ る知見が得られている。 2） では， 空調利用を し てい

る状態でも個人曝露温度には， 札幌， 東京および沖縄で，

それぞれ数℃の差異を示すこ と か ら， これまで死亡率が

最低と なる温度範囲の地域差の意義が考察された。 3） 中

国 ３ 都市で， 死亡サーベイ ラ ン スによ る （各都市の一部

指定地域の） 死亡データ を収集し， 日最高気温 と 死亡数

と の関係を調べた結果， 南京では U-shape 型のパターン

が示された。 解析はなお予備的段階にあ り なお継続中で

あ る。また，それぞれ 10 ～ 23 名の個人温度曝露モニ ター

を行った結果， と く に南京 と 広州では気温の年間分布は

ほ と んど異な ら ないが， 曝露レベルは数℃広州に高い傾

向が示されている。 4） では， 関東について気温， 湿度，

風向風速， 紫外線量などか ら な る大気汚染予測モデルが

作成され， 気温が ５ ℃上昇し た場合の感度分析等を行っ

ている。 最終的な RCM20 が入手でき た段階で， 2090 年

時点に外挿する予定であ る。 ⑤ WHO は最近脆弱性 と適

応能の評価法を提案し ているが， その内容は， すでに本

研究で これまで検討し て き た諸点 と ほぼ一致し ている こ

と を確認。 WHO と は今後 と も， 研究協力機関候補 と し

て， また， 途上国に対する共同作業など を継続予定であ

る。 一方， 研究班員 と の協力研究のい く つかは着実に進

んでお り ， 研究所の成果 と と も に， 「地球温暖化 と 健康」

と 題する ホームページを通し て近日中に紹介開始する こ

と を予定し ている。

〔備考〕

影響プロ ジ ェ ク ト 全体の研究代表 ： 原沢英夫 （国立環境

研究所）

共同研究 ： 池田三郎 （筑波大学社会工学系 　 教授） ・ 岩本

愛吉 （東京大学医学部 　 教授） ・ 内山巌雄 （京都大学大学

院工学研究科 　 教授） ・ 浦島充佳 （東京慈恵会医科大学講

師） ・ 大場保 （国立社会保険 ・ 人口問題研究所） ・ 階堂武

郎 （大阪府立看護大学 　 教授） ・ 柏崎浩 （ （独） 国立健康

影響研究所 　 部長） ・ 佐々木昭彦 （福島県立医大医学部

助教授） ・ 澤田晋一 （ （独） 産業医学総合研究所 　 研究調

整官） ・ 須藤千春 （名古屋大学大学院医学系研究科 　 助教

授） ・ そ う け島茂 （国立保健医療科学院 　 室長） ・ 高崎智

彦 （ （独） 国立感染症研究所 　 室長） ・ 玉城英彦 （北海道

大学大学院医学系研究科） ・ 辻本誠 （名古屋大学大学院環

境学研究科） ・ 都築和代 （ （独） 産業技術総合研究所 　 主

任研究員） ・ 等々力英美 （琉球大学医学部 　 助教授） ・ 友

保洋三 （国立病院東京災害医療セン ター 　 部長） ・ 原口義

座 （同上 　 　 室長） ・ 本田靖 （筑波大学体育科学系 　 助教

授） ・ 森田茂穂 （帝京大学医学部 　 教授） ・ 守山正樹 （福

岡大学医学部 　 教授）中国，中国 CDC（Center For Disease

Control） ・ 環境保健 ・ 関連製品安全研究所， 金銀龍所長

（15） 21 世紀のアジアの水資源変動予測

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 0303CB526

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 アジア域の水資源需給状況の将来展望に資す

る こ と を目的 と する。 そのため， 本研究では， 複数の気

候モデルを用いて過去数十年の水循環を再現し観測デー

タ と 比較 ・ 評価し た上で， 気候変動および土地利用変化

によ る水循環変動予測を行い， 温暖化時の全球およびア

ジア域におけ る降水量や水循環などの変化を， 不確定性

の幅も含めて定量的に推定する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 21 世紀のアジア域における水資源を考え るために， 地

球温暖化等の気候変動や土地利用変化によ る水資源およ

び洪水や旱魃の発生頻度の地域的特性およびその変化を

予測し， 政策決定に資する情報を提供する基盤を確立す

る。 本課題は以下の 3 つのサブテーマで構成 さ れ る。

（ １ ） 土地利用 ・ 地表面環境の全球時空間補完推定 　 （ ２ ）

全球およびアジアの水循環将来予測 　 （ ３ ） 気候変動に基

づ く アジアの水資源変動の将来展望。 国立環境研究所で

は， サブテーマ （ ２ ） を担当する。 当研究所の具体的な

研究実施計画は以下の と お り であ る。 複数のモデルを用

いた全球お よ びア ジア域の水循環変動の将来予測を行

い， 温暖化時の月平均降水量の変化および日降水量の強

度 ・ 頻度分布の変化を予測する。 全球気候モデルを用い

て 21 世紀の気温 ・ 日射量 ・ 土壌水分量などの変化を全球

200 ～ 300km スケールで予測する と と もに， 地域気候モ

デルで用いる境界条件データ を作成する。 上記境界条件

データ を用いて複数の地域気候モデルによ り アジア域で
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の 21 世紀半ばの 40 ～ 50km スケールの気温・降水量・土

壌水分量などの平均的な変化等を予測する。 本年度に得

られた成果は以下の と お り であ る。 全球気候モデルによ

る現在の気候条件 と 温暖化時の気候条件に対する シ ミ ュ

レーシ ョ ン を行い， モデルで表現 さ れた水循環の変化，

特に， 日降水量の強度や頻度分布の変化を， 対流性降水

および非対流性降水それぞれについて調べた。 複数のモ

デルによ る結果を比較する こ と で不確定性の幅に関する

知見を得た。 全球気候モデル結果を境界条件 と し て， 現

在の気候条件 と 温暖化時の気候条件に対し て， 地域気候

モデルによ る シ ミ ュ レーシ ョ ンを行い， アジア域におけ

る水資源変動予測の情報を得た。 地域気候モデルを用い

る こ と によ って， 全球気候モデルでは不明瞭であった イ

ン ド 西岸やチベッ ト の南斜面におけ る地形性降雨， 日本

付近の梅雨前線／台風によ る降水帯が表現された。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 鬼頭昭雄 （気象研究所）

共同研究機関 ： 気象研究所 ・ 東京大学 ・ 農業環境技術研

　 　 　 　 　 　 　 究所 ・ 電力中央研究所

（16） 地上観測と航空機観測によるエアロゾル性状の空

間分布測定

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0205CD484

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○畠山史郎 （大気圏環境研究領域） ・ 高見昭憲 ・

酒巻史郎

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化研究において， エア ロ ゾルは地球 ・

地域の気候を支配する放射収支に大き な影響を持ってい

るが， 温室効果ガスの観測等に比べて， その実態の解明

が遅れている。 モデルによ って温暖化の将来予測を正確

に行 う ためには， エア ロ ゾルによ る放射強制力を正確に

求めなければな ら ない。 一方， 東アジア地域は， 中国に

おける石炭の利用によ る大量の SO2 放出や黄砂など， エ

ア ロ ゾルの発生源が多 く ， その長距離越境汚染が大き な

問題 と なっている。 本研究では地上観測や航空機観測に

よ って主に中国に由来するエア ロ ゾルやその前駆体の空

間分布と化学的性状を測定する。

〔内容および成果〕

　 本研究課題では大気中におけ るエア ロ ゾルおよびその

前駆体の動態を把握し， 東アジアにおけ る現在 ・ 将来の

エア ロ ゾルの空間分布， 沈着量分布を定量化し， これら

の結果に基づき， 大気環境の保全 ・ 改善計画を提言に結

びつける こ と を目的と し て研究を進めた。

　 本研究課題では， 本年度当初， 2003 年 5 月に中国にお

け るエア ロ ゾル， 大気汚染物質の航空機観測を行 う こ と

を計画し， ソース地域か ら レセプター地域をカバーする

航空機および地上での観測を行 う 予定であったが， 重症

急性呼吸器症候群 （SARS） の中国国内における流行のた

め， 中国での航空機観測は ５ 月に行 う こ と ができ なかっ

た。 このため航空機観測は 2003 年 8 ～ 9 月に行った。 観

測は， 中国中部を東西に横断する形で行った。 上海近傍

の常州か ら武漢， 重慶， 成都， などの大都市近傍を経て

中西部の新津までの往復 と 常州， 沙市， 新津におけ るそ

れぞれ ２ 回のローカルフ ラ イ ト を行った。合計 10 フ ラ イ

ト の観測が行われた。 現在得られたデータの詳細な解析

が進められている。

　 また， 中国か ら主に輸送される人為起源の硫酸塩 ・ 硝

酸塩エア ロ ゾルばか り でな く ， 南アジア ・ 東南アジアか

ら輸送されて く る有機物質や黒色炭素を中心 と し たエア

ロ ゾル （ABC: Atmospheric Brown Clouds-Asia） の重要性

に鑑み， エア ロ ゾルの化学成分を高い時間分解能で測定

する こ と のでき るエア ロ ゾル質量分析計 （AMS） や EC/

OC 計， TEOM パーテ ィ クルモニ ターなどを沖縄本島の

北端， 辺戸岬に設置し 10 月よ り 観測を開始し た。 10 月

の上～中旬には普段よ り も高濃度の有機物イオン， アン

モニ ウ ム イオン， 硝酸イ オンが観測された。 これら の粒

径分布に差がない こ と から， 観測されたフ ラ グ メ ン ト は

同じエア ロ ゾル中に含まれる も のであ り ， こ のエア ロ ゾ

ルは十分内部混合し ていた と推定される。

〔備考〕

課題代表者 ： 笠原三紀夫 （京都大学大学院エネルギー科

　 　 　 　 　 　 学研究科教授）

（17） 高分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖化予測

に関する研究

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コー ド〕 0306CE525

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域） ・ 小倉知夫

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 18 年度 （2003 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 現在の知見で最 も 確か ら し い地球温暖化に関

する予測情報を提供し， 温暖化対策や適応策などの政策

決定に寄与する こ と を目的 と する。 そのために本研究で

は， 高分解能大気海洋結合モデルを開発し て地球温暖化

予測実験を行い， これまでの研究では不十分であった地
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球温暖化に伴 う 地域的な気候変化や， 台風の数や集中豪

雨 ・ 豪雪の発生の増減など地球温暖化に伴 う 異常気象の

変化の予測に関する新しい研究成果を挙げる こ と を目標

とする。

〔内容および成果〕

　 地球温暖化予測に関する最新の知見を得る ために， 現

有の大気海洋結合モデルを高解像度化し， 高分解能大気

海洋結合モデルを新たに開発する。 特に， 雲のパラ メ タ

リ ゼーシ ョ ンの改良， 海洋中の拡散過程の改良， 海底境

界層の取 り 込み， 雲 と 放射過程， 温室効果気体の取 り 扱

いの改良， 陸面過程の改良， 成層圏プロセスの改良など，

物理過程の高度化を行 う 。 国内外の他機関の気候モデル

と 同一条件下で実験を行い， 結果を相互に比較 ・ 検討す

る こ と によ り ， モデルの物理過程の改良を計る。 高解像

度モデルによ る温暖化実験に資する ために， 現有の気候

モデルの特性や気候感度について調査を行 う と と も に，

中解像度の気候モデルを用いて， 20 世紀の気候再現実験

および様々な温暖化実験を行 う 。 また， さ らに高解像度

の大気大循環モデル （水平解像度 20 ～ 60km） を開発し

て タ イ ム ス ラ イ ス実験を行い， 地域的な影響評価や異常

気象の変化などに関する研究を進展させる。 国立環境研

究所では，主 と し て中解像度モデルによ る 20 世紀再現実

験および各種温暖化実験を担当する。 当研究所の具体的

な研究実施計画は以下の とお り であ る。 20 世紀再現実験

および温暖化実験を行 う 際に必要 と な る， 各種外的気候

影響に関する外部境界条件データ を整備する。 収集し た

データ をモデル中で取 り 扱 う ために必要な ソース コー ド

の変更を行 う 。 新規開発する高解像度モデル と 基本的に

は同一の物理過程を持つ中解像度モデルを整備する と と

もに，同モデルを用いた 20 世紀の気候再現実験および各

種温暖化実験を行 う 。 本年度に得られた成果は以下の と

お り であ る。 過去におけ る主要な気候影響に関する情報

を収集し， それら をモデル中に取 り 込むべ く ソース コー

ド の変更を施し た。 また， 将来の排出シナ リ オに関する

詳細な情報の収集 ・ 整理を行い， 次年度以降に本格化す

る温暖化実験の実施計画を策定し た。 中解像度版の大気

海洋結合モデルを調整し， 産業革命以前の状態でのコ ン

ト ロール実験を開始し た。 各種外的気候影響のイ ンパク

ト を調査する ため， 様々な試行実験を行 う と と も に， 各

種気候影響の微調整を行った。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 住明正 （東京大学）

共同研究機関：東京大学，地球フ ロ ンテ ィ ア研究システム

（18） ALOS データ解析によるサンゴ礁白化現象のモニ

タ リ ング

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0004KZ288

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○山野博哉 （社会環境システム研究領域） ・

田村正行

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 サン ゴ礁の白化を衛星 リ モー ト セン シ ン グに

よ り 検出する アルゴ リ ズムを開発し， 2004 年打ち上げ予

定の ALOS 衛星を利用し た白化現象のモニ タ リ ングを行

う 。

〔内容および成果〕

　 ALOS 衛星打ち上げ後のサンゴ礁白化現象のモニ タ リ

ングを行 う ために， 既存の衛星を用いて白化現象の検出

限界を検討し た。また，観測要求に関する シ ミ ュ レーシ ョ

ンに基づき， 重点観測地域を選定し た。 放射伝達シ ミ ュ

レーシ ョ ンを用いて検出限界に関する計算を行い， 波長

帯の類似し た Landsat TMデータの解析によ ってそれを検

証し た。 Landsat TM データの解析に際し ては， 大気の影

響，潮汐によ る水深変化の影響を除去する方法を開発し，

多時期の画像を解析し て1998年の大規模な白化現象を検

出し た。 水深の小さい礁原上では， １ ピ ク セル中の 23％

を占める健全なサンゴが白化する と Landsat TMによ って

検出可能であ る こ と が明らかになった。 Landsat TM の空

間分解能は 30m であ るのに対し，ALOS AVNIR2 の空間解

像度は 10m であ るため， 効率的な白化現象の検出が期待

でき る。 観測重点地域 と し ては， 琉球列島， マーシ ャル

諸島共和国，ベ リ ーズ，モルジブ，グレー ト バ リ アー リ ー

フなど各地のサンゴ礁を代表する地域を選定し，ALOS 衛

星打ち上げ後のサン ゴ礁白化現象の観測体制を確立 し

た。

〔備考〕

宇宙航空研究開発機構と の公募型共同研究

（19） アジア太平洋地域統合モデル （AIM） を基礎 と し

た気候 ・ 経済発展統合政策の評価手法に関する途上

国等共同研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-54

〔研究課題コー ド〕 0004BA035

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （社会環境システム研究領域）・
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森田恒幸 ・ 増井利彦 ・ 藤野純一 ・ 原沢英夫 ・

高橋潔 ・ 肱岡靖明 ・ RajeshNair

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化対策は 1997 年の京都会議を契機に

大き な進展が図られよ う と し ているが， 気候変動枠組条

約の目標であ る気候安定化を達成するには， 先進国のみ

な らず発展途上国を含めて， 今後一世紀にわたって温室

効果ガスの一層の削減対策が求め られている。 特に， ア

ジア地域の発展途上国は， 高い経済成長のポテンシ ャル

と と も に公害などの深刻な国内問題を抱えてお り ， 気候

政策だけでな く ，気候政策 と地域環境政策等の国内政策，

あ るいは気候政策 と 経済政策を同時に有機的に実施し て

い く こ と が不可欠であ る。 こ のよ う な政策ニーズに対応

する ために，新たな政策評価の枠組み と方法論を開発し，

これら を発展途上国に移転する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本研究は， アジア地域の研究者 と 共同し て地球温暖化

対策 と こ の地域での経済発展 と の統合政策を評価するモ

デルを開発する も のであ る。 開発し ているモデルは， 国

別エン ド ユース モデル， 経済 ・ マテ リ アル統合モデル，

簡略型統合モデル， 多地域多部門応用一般均衡モデルな

どであ る。 これらのモデルを用いて， 長期的な社会 ・ 経

済シナ リ オをベース と し て， 気候安定化シナ リ オ と 経済

発展シナ リ オの統合化を検討し， IPCC， エコ ・ アジアな

どにシナ リ オを提供し た。 エン ド ユースモデルは， エネ

ルギー価格の変化によ り 技術代替が生じ る現象を中心に

し て， エネルギー消費の変化を積み上げ方式によ り 推計

する も のであ る。 日本， 中国， イ ン ド， 韓国， タ イ， マ

レーシア， ベ ト ナムなど を対象 と し てモデルの開発 ・ 改

良を行い， 化石燃料消費によ る CO2 排出量の推計および

排出規制や炭素税などの対策を導入し た場合の排出削減

効果や， 地球環境対策が地域環境に与え る副次的効果に

ついて分析し た。 特に， 日本， イ ン ド， 中国については

国別シナ リ オを作成し分析し た。 また， CH4 に関する対

策技術の収集を行い， CH4 の削減対策の評価が行え る よ

う モデルを改良し た。 経済 ・ マテ リ アル統合モデルは，

二酸化炭素排出量の排出量の算出はも と よ り ， 経済活動

と 様々な環境負荷の関係を定量的に表現し， 環境保全に

向けた活動が経済活動に及ぼす影響を評価する こ と を目

的 と し て開発し て き た経済モデルであ り ， 特定の国を対

象 と し た ト ッ プダ ウ ンモデルであ る。 日本， イ ン ド， 中

国を対象 と し たモデルの開発 と 政策シ ミ ュ レーシ ョ ンを

行った。 日本については， 京都議定書を達成する ための

コ ス ト 分析を行った。 中国モデルについては温暖化対策

の副次的効果分析が行え る よ う モデルを改良し た。 イ ン

ド モデルでは， CO2 排出量のほかに， 土地利用の変化な

ど と 組み合せた環境変化を分析し， 早期に対策を行 う こ

と の有効性を示し た。 将来の環境について推計し よ う と

する場合， 様々な要素が複雑に絡み合っ てお り ， ま た，

不確実な事象が数多 く あ る ために， 推計を非常に困難な

も のにし ている。 そ こ で， 複数の人の知見を取 り 入れな

がら， 様々なシナ リ オを描いて対策を検討する必要があ

る。 将来の種々の将来シナ リ オを対話を通し て検討する

ための簡略型統合モデルを開発し ている。 世界簡略型モ

デルをエン ド ユースモデルの入力 と し て利用でき る よ う

改良し， 世界エン ド ユースモデルの開発に着手し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 松岡譲 （京都大学）

（20） 環礁州島から なる島嶼国の持続可能な国土の維持

に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-15

〔研究課題コー ド〕 0305BA535

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○山野博哉 （社会環境システム研究領域） ・

田村正行

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 島嶼国， と く に環礁上の州島は， 標高が最大数

ｍ， 幅数 100ｍ と低平で利用可能な土地 と資源が限られ

てお り ， 環境変動に対する脆弱性がきわめて高い。 と く

に温暖化に伴 う 海面上昇によ って， 国土そのも のが水没

し て し ま う こ と が危惧されている。 こ う し た点から IPCC

の第 ３ 次報告書において も １ 章を 「小島嶼国」 にあて，

地球環境変動に対する対応戦略の策定が急務であ る と し

ている。 本研究においては， 環礁州島の形成維持機構を

自然， 人文両方の面か ら明ら かにし， 環礁州島の持続可

能な維持のための総合的 ・ 具体的方策を提案する。

〔内容および成果〕

　 環礁州島の形成要因 と， 人間によ る環礁州島の利用法

を検討する ために， 環礁州島の形成に影響を与えている

と 考え られる物理環境データの全球規模での収集， 環礁

州島への人間居住に関するデータの収集を行った。 マー

シ ャ ル諸島共和国 と ツバル共和国を対象 と し て， 衛星

データ を収集し， 環礁州島の分類を行い， 予察的に物理

環境及び人間居住のデータ と の関係を検討し た。 サンゴ

礁底質 と 植生の分布に関する調査を行い， 衛星データの

分類結果の検証を行っ た。 衛星画像は潮下帯， 潮間帯，

潮上帯， 植生帯に分類し， 環礁をい く つかのセグ メ ン ト

に分割し， 潮下帯などそれぞれが礁原全体の面積に占め
―  64  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）
る割合を指標 と し て ク ラ ス ター分析を行い， 環礁州島を

９ つのタ イプに分類し た。 各タ イプは， 物理環境 （主に

風上， 風下） と良 く 対応し ている こ と が明らかになった。

一方， 州島のタ イプは人間の居住開始時期 と も良 く 相関

し， 風下に位置し て面積の大きい州島が古 く か ら人間居

住の場と し て機能し てき た こ と が明らかになった。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 茅根創 （東京大学）

共同研究期間 ： 東京大学 ・ 帝京平成大学 ・ 千葉商科大学 ・

　 　 　 　 　 　 　 茨城大学

（21） 大気中の水 ・ エネルギー循環の変化予測を目的と

し た気候モデルの精度向上に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-1

〔研究課題コー ド〕 0305BA541

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域） ・ 日暮明子 ・

小倉知夫

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化に と も な う 気候変化を予測する気

候モデルの予測精度向上に資する こ と を目的 と する。 そ

のために本研究では， モデルにおいて不確定性の大きい

雲 ・ エア ロ ゾルなどの物理過程の表現を改良 ・ 高度化し，

モデルによ り 表現される平均的な気候状態の維持機構の

妥当性， および気候変化に伴 う 水 ・ エネルギー循環の変

化の妥当性について， 観測データ等を基に定量的に評価

する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 全球気候モデルを用いた地球温暖化予測に伴 う 不確定

性の幅を明ら かにする こ と を目的 と し て， 主にエア ロ ゾ

ル， オゾンおよび雲 ・ 降水過程に着目し， 既存のエア ロ

ゾル， オゾン等の反応 ・ 輸送モデルに存在する不確定性

の幅を明ら かにする と と も に， その幅を狭める ための同

モデルの改良， 高度化を行 う 。 現在気候の再現性の検討

だけでな く ， モデルによ り 表現される気候変動 ・ 気候変

化の妥当性について も議論を行 う ため， 雲 ・ 降水 - エア

ロ ゾル相互作用を考慮し た全球気候モデルを開発する。

モデルの検証には， 衛星観測や客観解析などのデータに

よ る， エア ロ ゾル分布の長期解析や降水要因別の寄与率

の解析など を有機的に活用する。 また， 気候変化に伴 う

降水量変化の メ カニズム解明のため， 単純化し た水惑星

モデルなどの簡単なモデルを援用し， 気候モデルによ り

予測 さ れる降水量変化について理論的に考察を加え る。

本課題は， 以下の ２ つのサブテーマで構成 さ れる。 （1）

対流圏エア ロ ゾルおよびオゾン過程モデルの高度化に関

する研究， （2） 気候変化に伴 う 大気中の水循環過程の変

化に関する研究 　 対流圏エア ロ ゾルおよびオゾン過程モ

デルの高度化に関する研究 と し て， 対流圏エア ロ ゾル輸

送モデルの高度化 と エア ロ ゾルの気候への影響評価のた

めに， 全球気候モデル と エア ロ ゾル輸送モデルのオン ラ

イ ン化， エア ロ ゾルモデル と 対流圏オゾンモデル と の結

合， エア ロ ゾル間接効果ス キームの改良， 等を行 う 。 ま

た， 衛星データ解析によ るエア ロ ゾル分布の導出に基づ

く モデルの検証を行 う 。 気候変化に伴 う 大気中の水循環

過程の変化に関する研究 と し て， 現実大気におけ る降水

特性解析および気候モデルの降水過程の検討のために，

降水の主要な要因を現実の降雨データや気象データ を用

いて分類する手法を開発し， その手法に基づき， 衛星等

によ る降水量観測データ を用いて地球上の様々な地域 ・

季節で要因別の降水量を推定する。 また， 現実気候を再

現する気候モデルによ る数値シ ミ ュ レーシ ョ ン結果を時

空間高分解能でアーカ イブし， 現実の観測データの解析

か ら得られる知見や手法を生かし て降水の要因別貢献に

ついて解析する。 地球温暖化時の降水過程の特性変化に

関する数値実験 と し て， 地球温暖化によ る地表面大気温

度増加に伴い， 降水分布にいかな る変化が も た ら される

のかについて， 水惑星モデル等の単純化し た 3 次元大気

大循環モデル実験に基づき， 理論的な考察を行 う 。 　 本

年度に得られた成果は， 以下の と お り であ る。 エア ロ ゾ

ル輸送モデルを長期積分に耐え う る よ う 簡略化し， 全球

気候モデル と の結合を行った。 また， エア ロ ゾル輸送モ

デル と 対流圏オゾンモデルの統合に着手し た。 開発モデ

ルの検証を行 う ために， 衛星雲解析データの収集整理を

行 う と と も に， エア ロ ゾル種別分類解析を進めた。 降水

の主要な要因を現実の観測データ を用いて分類する手法

の開発に着手する一方， 現実気候を再現する気候モデル

によ る数値シ ミ ュ レーシ ョ ン結果の時空間高分解能での

アーカ イブを行った。

〔備考〕

研究代表者 ： 神沢博 （名古屋大学）

（22） 大気海洋結合系の気候感度決定 メ カニズムに関す

る研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0308AE591

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○小倉知夫 （大気圏環境研究領域）
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〔期 　 間〕 平成 15 ～ 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化に対する適応策等を検討する上で，

温室効果気体の増加に対する大気海洋結合系の応答を定

量的に把握する こ と が重要 と な る。 しかし， 数値気候モ

デルを用いた温暖化実験では気温上昇の幅がモデルの種

類によ り 有意にばらつ く 現状にあ る。そ こ で本研究では，

温室効果気体増加に対するモデル気温の応答幅 （気候感

度） を決定する メ カニズムについて理解を深め， 気候変

動見通しの精度向上に寄与する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 CCSR/NIES モデルの気候感度が大規模凝結過程の中の

雲氷生成 ・ 消滅過程の表現に大き く 依存する こ と が確か

め られた。 具体的には， 雲氷量を診断的に求める経験的

関数の変更によ り 大気中 CO2 倍増感度が 1 ℃以上も変わ

る こ と を異な る数値実験設定で再確認し た。 また， 経験

的関数の設定が気候感度を制御する上で， 雲氷落下の収

束量が重要な役割を果たすこ と を雲水収支解析から明ら

かにし た。 こ のほか， エア ロ ゾル間接効果を強める こ と

や， 落下し た雲氷が融解し て雨水に変換される効果を取

り 込むこ と で も気候感度が変わ り 得る こ と が江守正多 ・

岡田直資両氏 と の共同作業によ り 明ら かになった。 以上

の結果を踏まえ， 気候感度を制御するプロ セスの定量的

理解を さ ら に進める こ と で大規模凝結過程のモデル表現

の改良につなげてゆ く 所存であ る。

〔備考〕

１ ． ３ 京都議定書及び第二約束期間への我が国及

びアジア諸国の対応可能性の政策研究

（１）京都議定書の目標達成に向けた各種施策（排出権

取引，環境税，自主協定等）の効果実証に関する計

量経済学的研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 H-11

〔研究課題コー ド〕 0204BA358

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 企業 （あ るいは， 事業所） レベルの

ミ ク ロデータ を使って， 計量経済モデルを構築し， 企業

行動を分析する こ と によ り ， その政策効果を分析する と

と も に， 京都議定書遵守のための環境政策 （炭素税， 排

出量取引制度， 自主協定） の立案に向けて， 望ま しい政

策のあ り 方についての基礎的な知見の提供に資する こ と

を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 環境税が企業行動に及ぼす効果に関する計量経済

学的研究予備的な分析 と し て， 脱硫装置の設置 と 事業所

を管理する企業の規模や業種な ど企業や事業所の属性，

ｋ 値規制や硫黄賦課金額などの政策変数 と の関係をモデ

ル化し， 推計作業を実施し た。 同様に， 事業所におけ る

単位燃料消費あた り の SOx 排出量 と燃料価格， 脱硫装置

設置， 自治体 と の協定締結の有無， 政策変数， 事業所の

属性変数 と の関係をモデル化し， 推計作業を実施し た。

また， 分析のために追加的に必要 と なったのデータ を収

集 ・ 整理し た。

　（ ２ ） 企業の自主的行動によ る環境負荷低減効果に関す

　 　 る計量経済学的研究

　 ISO14001 の認証取得を対象にし て， 自主的行動のイ ン

センテ ィ ブに関する分析を行った。 その結果， 規模の大

きい企業は， 自主的な取組に対する イ ンセンテ ィ ブは大

きいが， そ う でない場合には， 自主的取組に対する イ ン

センテ ィ ブは小さ な も の と なって し ま う 可能性があ る こ

と が明ら か と なった。 特に， 規模の小さ い企業数の多い

日本では， 自主的取組を実施する場合， 規模の小さ い企

業の参加イ ンセンテ ィ ブを強め る措置を執ら なければ，

自主的取組自体が大企業のみに よ る も の と な っ て し ま

い， 政策の有効性が低下する恐れがあ る。 また， 医薬品

工業， 金属工業， 自動車工業， 精密機械工業， その他製

造業においては， ISO14001 取得イ ンセンテ ィ ブが小さい

こ と が明ら か と なった。 こ の こ と は， 自主的取組を実施

する場合にも当てはま る可能性があ り ，何らかの方法で，

これらの業種に対し てはよ り 大き な取組のイ ンセンテ ィ

ブを与える必要があ る。

　（ ３ ） 排出権制度の有効性に関する計量経済学的研究

　 前年度に引き続き， 不足分のデータ を収集 ・ 整理し た。

平成 14 年度に実施し た予備的な分析を拡張し，発電所に

おけ る燃料転換行動のモデルを構築し， パラ メ ータの推

計作業を実施し た。 その結果， PUC の規制が電力会社に

対し て， 承認証市場よ り も燃料転換， 混合使用 と いった

承認証取引を抑制す る 行動を選ばせ る よ う に促 し てお

り ， SO2 削減費用は社会全体で最小化の妨げ と なってい

る こ と がわかった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 上智大学 ・ イ リ ノ イ大学 ・ OECD

共 同 研 究 者：有村俊秀 （上智大学）・Eric Welch （イ リ ノ

　 　 　 　 　 　 　 イ大学） ・ Nick Johnston （OECD）

（ ２ ） 炭素吸収量の認証と排出量取引に向けた高精度リ

モー ト センシング手法の開発に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括
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〔研究課題コー ド〕 0105BB257

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター） ・ 小熊

宏之 ・ 中路達郎

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 京都議定書の第 1 約束期間 （2008-2012） にお

いて， 排出削減目標を達成する ため， 世界各地に各種の

排出権取引市場が創設されつつあ る。 また， 植林等の吸

収源活動を用いた温暖化対策も認められた。 しかし なが

ら， 吸収源によ る吸収量に関する科学的知見は十分では

な く ， 吸収量推定の不確実性が大き いのが実情であ る。

今後の国際的な制度作 り の中で， 不確実性に関する取 り

扱いが焦点 と な る中， リ モー ト センシング技術を活用し

た吸収量モニ タ リ ング手法を確立する こ と が国際的な急

務 と なっている。 そ こ で本プロ ジ ェ ク ト は， 京都議定書

の実施に向けて展開する最新の国際動向に即しつつ， 最

新のセンサ ・ 情報技術を駆使し て， 炭素吸収量を高精度

に計測する リ モー ト センシング手法開発を目的 と する研

究であ る。

〔内容および成果〕

　 リ モー ト センシングによ って得られる分光反射は， 植

物の葉量や密度， さ らには光合成などの生理活性を も と

に植生の CO2 吸収を広域で推定する手法 と し て期待され

ている。植生の分布やク ロ ロ フ ィ ル量を推定するために，

複数波長の反射率を組み合わせた数多 く の分光反射指標

が提案されている。 なかでも ク ロ ロ フ ィ ル a の吸収波長

帯（680nm 付近） と，近赤外域の反射の極大（760-1000nm）

の二波長を用いた NDVI （Normalized Difference Vegetation

Index） は， 植生の LAI や光合成有効放射の吸収光量を評

価する手法 と し て， 植生 リ モー ト センシングでは最も広

く 用いられてき た分光指標の一つであ る。しかし ながら，

NDVI はバイオマスの年・季節 と いった長い時間スケール

での変動の推定には有効であ るが， 植生の光合成活動の

日変動 と いった短時間におけ る植生の生化学的な変動を

推定するには限界があった。

　 近年，NDVI よ り も短い時間スケールでの光合成活性を

評価する指標 と し て， 葉内のキサン ト フ ィ ルサイ クル活

性や光合成の光利用効率を反映し た PRI （Photochemical

Reflectance Index） が提案されている。 この指標は，531nm

と 570nm の分光反射を も と にし て計算される。 本研究で

は， 北方林の CO2 吸収量のモニタ リ ングに リ モー ト セン

シングを実用化する ための基礎研究 と し て， PRI と カ ラ

マツの光合成活性の関係が夏か ら秋にかけてどのよ う に

季節変化するのかについて調査を行った。

　 研究対象には， 北方林の主要造林樹種であ る ニホンカ

ラ マツ （Larix kaempferi） を選び， 葉内色素の光応答を反

映し た リ モー ト センシング指標であ る PRI と， 光合成に

おける光利用効率の関係を 7 月から 11 月まで，国立環境

研究所実験圃場内にて定期的に調査し た。 晴天日であ る

7 月 26 日， 9 月 25 日， 10 月 29 日および 11 月 19 日にお

いて， 4 年生カ ラ マツ林の樹冠部位の分光反射率， 光合

成有効光量子密度 （PPFD） お よ び針葉の純光合成速度

（Pn） を 1 時間ご と に連続測定し， 解析を行った。 CO2 固

定における光利用効率 （LUE） を Pn と PPFD の除算値 と

し て算出し， 531nm および 570nm におけ る樹冠反射率

（Rλ） を用い， 以下の式にし たがって， PRI を算出し た。

　 PRI = （R531-R570） / （R531+R570）

　 PRI は日中の PPFD の変動と共に日変動し，そのパター

ンは， 黄葉が認められた 11 月では， PPFD と共に日中に

増加する傾向にあったが， それ以前の観測月では， PPFD

の増加に伴い， 日中に低下し た。 PRI の日中平均値は， 夏

から秋にかけて低下する季節変化を示し た。

　 次に， 光合成速度を推定す る 上で重要な指標であ る

LUE と PRI の関係では， いずれの観測月でも LUE と PRI

の相関は， 危険率 1 ％未満で有意であったが， その回帰

直線の傾き と 切片は観測月によ って変動し た。 回帰直線

の X 軸切片の値は， 黄葉が認められる前にあたる 9 月か

ら低下し た。 これに対し て， 回帰直線の傾きは， 黄葉時

期にあたる 11月になって大き く 変動し，正負が逆転し た。

　 これら の結果は， リ モー ト センシングで得られる PRI

によ って， カ ラ マツの光合成速度を推定する上で重要な

指標であ る LUE の日変動を推定でき る こ と を示し てい

る。 また， その関係は季節によ って変化する こ と も明ら

かになったため， こ の季節変動を考慮し た推定モデル式

を作成する こ と で，今後， リ モー ト センシングによ る PRI

か ら年間を通じ た光合成活性の推定が可能にな る と 思わ

れる。

〔備考〕

（ ３ ） 研究プロジ ェ ク ト  「21 世紀の炭素管理に向けた

アジア陸域生態系の統合的炭素収支研究」 研究テー

マ 「アジア陸域生態系の炭素収支変動予測と 21世紀

の炭素管理手法の検討」 サブテーマ 「21 世紀の陸域

炭素管理オプシ ョ ンの総合評価と炭素収支の統合予

測モデルの開発」

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0206BA423

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ
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分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球温暖化研究プロ ジェ ク ト ）・

松本泰子 ・ 岡松暁子 ・ 石井敦

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 陸域炭素収支を中長期的にわた っ て適切に管

理する ためには， 自然科学， 社会科学の両方の視点を統

合し た予測モデルを開発し， 包括的な分析に基づいた総

合評価を実施し なければな ら ない。 それによ って京都議

定書の第 2 約束期間以降の対策策定に貢献する科学的炭

素管理手法に関する知見を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

・ 統合的炭素管理分析モデルの開発

　 炭素収支予測モデルを用いて， 中長期的な陸域炭素管

理オプシ ョ ンを評価し， 人間活動 と 自然生態の相互作用

を考慮し た， 炭素管理に係わる統合予測モデルを開発し

ている。 本年度は， 陸域炭素収支モデルによ る評価結果

と 経済モデルを組み合わせて， 中長期的な陸域炭素管理

ポテンシ ャルの定量的な評価を実施し た。 吸収源活動 と

農地利用の ト レー ド オフ をモデル化し て， 吸収源活動の

供給曲線を計算し た結果， 炭素吸収源活動の実施量は，

炭素 ク レデ ィ ッ ト 価格に大 き な影響を受け る こ と がわ

かった。 グ ローバルな供給曲線の推定結果は， 計算に利

用する土地被覆情報， および吸収源活動に伴 う 炭素収支

評価結果に大き く 影響される こ と がわかった。 現在の計

算結果では， 吸収源活動の地域的な コ ス ト はマ ク ロ な指

標を用いて間接推定し てお り 不確実性が高 く ， 調査等に

よ る改善が必要であ る。 単純化された植林活動だけを分

析対象 と し ているが， 今後は， 森林の違いによ る管理方

式の違い等を考慮する必要があ る。

・ 炭素管理オプシ ョ ンの総合評価

　 中長期的な炭素管理を実現する ためは， どのよ う なレ

ジーム （制度） が望ま しいのか， 他の国際レジーム と の

関連も考慮し， レジームの有効性の要件に関する各種分

析を実施する。

・ 非政府ア ク ターの役割

　 環境 NGO や企業に代表される非政府ア ク ターは，各国

内および政府間の意思決定に様々な影響を与え る， 国際

気候レジーム形成上の主要な因子のひ と つ と し て政治学

や社会学の分野で認識されている。 本研究は， 有効な国

際気候レジームの促進に非政府ア ク ターが果たす役割を

明らかにする ために， 特に国際環境 NGO と環境 NGO の

国際ネ ッ ト ワーク が， 科学コ ミ ュ ニテ ィ ， 企業， 政府お

よび政府間， それぞれの意思決定に与え る影響の分析を

行 う こ と を目的とする。

　 本年度は， １ ） 日本の大手家電 メ ーカーの製品開発に

関す る 事例研究におけ る， 企業の意思決定に国際環境

NGO が与えた影響の ド イ ツ メ ーカーの事例 と の比較分

析， ２ ） 環境 NGO が科学コ ミ ュ ニテ ィ に与えて き た影

響， および科学的知見を通じ て政府間意思決定に与えて

き た影響の分析， を行った。 １ ） に関し ては， 日 ・ 独の

関係者にイ ン タ ビ ュー調査を行った結果， 日本では， 京

都議定書 と ド イ ツにおけ る商業化 と い う 二つの条件が前

提と なってはじめて，環境 NGO が メ ーカーの商業化の意

思決定に直接的な影響を与え る こ と がで き たが， 一方，

ド イ ツでは問題 と なった物質の国際規制の可能性がま っ

た く 見えない段階で，同じ環境 NGO のイ ニシアテ ィ ブが

主要 メ ーカーの大部分の商業化の意思決定要因 と なった

こ と が明らかになった。 また， ド イ ツでは， NGO の活動

と それに よ っ て変化 し た企業の行動 と い う 二つの要素

に， 政府の政策， あ るいは政策の方向性の明確化 と 政治

的イ ニシアテ ィ ブ， と い う 要素が加わ る こ と に よ っ て，

NGOの活動がレジームの有効性に影響を及ぼすこ と が可

能 と なった こ と が明ら かになった。 ２ ） に関し ては， 欧

米でのイ ン タ ビ ュー調査および文献調査か ら， 社会全体

に リ ス ク判断 と価値判断の文化 と 能力が構築される こ と

によ って，NGOやその他のア ク ターによ る知見の仲介が，

政府内や政府間の合意促進に と って よ り 有効な も のにな

る こ と が明らかになった。

・ 他の国際環境レジーム と のイ ン ター リ ンケ イ ジ

　 オゾン層保護および気候システムの保護のためのそれ

ぞれの地球環境レジームにおけ る， 代替フ ロ ン （温室効

果ガス） への取組の経緯を調査 ・ 分析する こ と によ って，

政策的イ ン ター リ ンケ イ ジの観点を早い段階で関連する

複数のレジームの制度設計に適切に反映させる こ と の重

要性について検討を行った。

・ 科学アセス メ ン ト の影響

　 京都議定書をはじめ と する国際制度では， 科学的知見

が大き な影響力を発揮する。 吸収源の国際交渉も その例

外ではな く ， そのため， どのよ う な科学アセス メ ン ト が

どのよ う な影響を国際制度 （吸収源に関連する人為的活

動の枠組み） に も た らすのかを明ら かにする こ と が重要

と なって く る。 国際制度におけ る交渉では， 学術研究 と

は違 う 振る舞いをする科学アセス メ ン ト が各国の意思決

定に大き な影響を与え得る こ と が分かって き ている。 本

研究では， そ う し た科学アセス メ ン ト の実施過程 と その

方法論を， 欧州酸性雨レジームや国際捕鯨規制の事例を

も と に分析し， それをデ ィ プロ マ ト リ ・ サイエン ス と し

て さ らに詳細にモデル化し た。

　 本年度では特に， その特徴の一つであ る不確実性の管

理について， 国際捕鯨規制レジームを用いて詳細に分析
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を行った。 国際捕鯨規制レジームが用いた不確実性の管

理手法 と し ては， （1） 実証主義か ら管理志向的科学観へ

の転換， （2） 持続可能な ク ジ ラ資源利用を可能にする複

数の捕獲枠算定方式によ る建設的な競争 と 評価， （3） 不

確実性に対する頑健性 と 管理目標の達成度を評価する基

準の合意， （4） 算定方式に政策決定者のニーズを組み込

むために行われた， 政策決定者 と 科学者 と の建設的な リ

ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ン， の 4 点が明らか と なった。

・ 履行確保 メ カニズムの可能性

　 従来の国際環境紛争は， 相隣関係法に基づ く 被害国の

事後救済のための訴訟が主であ り ， 温暖化の責任を問 う

よ う な， 事後処理に と ど ま ら ない要因を有する国家間訴

訟はこれまでに例をみない。 しかし， 地球温暖化のよ う

な国境を越えた環境問題の深刻化は， 新しい形態の環境

紛争を惹起し てお り ， 実際に， 温暖化の影響で領土沈没

の危機にあ る ツバルが， 京都議定書未批准の米 ・ 豪を相

手取 り 訴訟を起 こ そ う と し てい る。 こ の問題の解決は，

従来の国家責任レジームや紛争解決手続の利用によ って

は充分に図られない。 そ こ で本年度は， かかる件を題材

と し て， その国際裁判によ る解決 と 国内裁判によ る解決

の限界 と 将来的可能性について検討し， 従来の国際法の

規制原理の修正 と し て， 原告適格の拡大， 国家の義務の

厳格化， 因果関係の立証責任の容易化を提示し た。 また，

今後の地球環境問題の解決の主要な要素については， 国

際海洋法裁判所で出された MOX 工場事件に関する暫定

措置命令及び仲裁裁判 （2004 年 3 月末現在も係争中） を

検討し， 予防原則， 司法機関に よ る科学的証拠の評価，

環境影響評価の要請などについて， 国際環境法の明確化

への影響を考察し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 及川武久 （筑波大学）

当課題は重点研究分野Ⅳ .1.4 にも関連

（ ４ ） 主要国の政治制度が地球環境政策決定に与える影

響に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE533

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化をは じ め と する各種の地球環境問

題 と い う すべての国に と って共通の問題に対し， 各国は

政策決定を迫られるが， その決定には各国のエネルギー

や産業構造 と いった国情のみな らず， 政治制度が反映し

ている。 本研究では， 日米欧をはじめ と する主要国にお

け る政治制度 と地球環境問題関連の政策決定の関係を分

析し， あ る政治制度下において地球環境問題によ り 積極

的な政策決定が下される ための条件を導 く こ と を目標 と

する。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 地球環境問題におけ る主要国の政策決定を研究対

象 と する場合の分析枠組みを整理し た。 従来， 国際政治

は国 と 国 と の間の交渉 と し て と ら え る こ と が主流であっ

たが， 近年， と り わけ地球環境問題に関し ては， 国の中

のア ク ター （政府， 産業界， 環境保護団体等） が， 国 と

同様に重要な分析対象と なる。国際-国－国内の リ ンケー

ジを分析する手法 と し ては， ２ レベルゲーム分析や国家

間比較， 外交政策にかかわる国内制度分析等があ る。

　（ ２ ） また， 上記の枠組みの試行実験の対象と し て， EU

の気候変動問題への対応を取 り 上げた。 EU は， 「国」 と

「国際」 の間に位置する 「地域」 と い う 新たな主体であ

り ， かつての国の集ま り と し ての EC から単一の組織 と

し ての EU に移行するにあた り ， 気候変動問題への意思

決定過程及び決定内容の変化を分析し た。 その結果， 今

後， 欧州統合が さ ら に進む と 予想される中， かつてのよ

う な理想を掲げた リ ーダーシ ッ プよ り は， むし ろ， 現実

に即し た中で合意を模索する主体 と な る こ と が予想され

た。

〔備考〕

（ ５ ） 2013 年以降の地球温暖化対策促進に向けた国際合

意のための方法に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-62

〔研究課題コー ド〕 0305BA534

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究領域） ・

久保田泉

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化問題の解決に向けて 1997 年に採択

された京都議定書では， 2008 ～ 2012 年の先進国の排出

量に関する数値目標が掲げられる と と も に， 排出量取引

制度等新たな国際制度が設立されたが， 2013 年以降に関

し ては， 2005 年までに協議を開始する と い う こ と と なっ

ている。 本研究は， 京都議定書で定められていない 2013

年以降の温暖化問題への国際的取 り 組みのあ り 方につい

て， 温暖化対策 と し て効果的でかつ国際合意が可能な対
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策オプシ ョ ンの提示を図る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 2013 年以降の国際制度に関する論文を， 世界各国

か ら収集し， レ ビ ューし た。 その結果， 150 ほどの論文

が収集 さ れ， その内容は多岐にわた っ てい る こ と が分

かった。 また， その内容には， い く つかの特徴が見られ

た。 まず， 全体数に占める割合が， 欧州 と 米国の研究者

によ る も ので ８ 割ほど を占めてお り ， 残 り の ２ 割をその

他の先進国及び途上国の研究者が占めていた。 第 ２ に，

欧州 と 米国の研究者の論文の傾向が大き く 違っていた。

欧州の論文の半数は， 各国に排出量を割 り 当て る ための

方法に関する も のであった。 また， 長期的に大気中温室

効果ガス濃度を安定化させる ためには現在地球全体でど

れ く らい排出量を抑制する必要があ るのか， と い う アプ

ローチが多かった。 それに対し て， 米国では， 経済的コ

ス ト に上限をかけ ら れ る よ う な制度が主流 と な っ てい

た。 こ の よ う な違いは， 各国の思惑の違いのみな ら ず，

国際社会の見方の違いその も のにまで通じ る も のがあ る

と 言え る。

　（ ２ ） 財団法人地球環境戦略研究機関 と共同で， 2003 年

10 月 ７ 日に， 「京都議定書第一約束期間後の国際的取組

みのあ り 方について」 シンポジ ウ ムを開催し， 200 名程

の参加者を得た。 本シンポジ ウ ムでは， 諸外国の専門家

の講演及び質疑応答を行い， 国外での議論を国内の関係

者に紹介する上で先駆的な もの と なった。 また， 2003 年

12 月には， ミ ラ ノ で開催された第 ９ 回気候変動枠組条約

締約国会議 （COP ９ ） にてサイ ド イベン ト を開催し，120

名ほどの参加者を得た。 当方の研究計画等について発表

し， 日本国内の動向を諸外国に伝えるのに役立った。

　（ ３ ） ド イ ツのヴ ッ パータル研究所の研究プロ ジェ ク ト

「南と北と の対話 ： 気候変動問題における公平性」 に参加

し， 同問題で国際的に著名な専門家 と と も に， 将来の国

際制度のあ り 方について議論を行い，報告書を作成し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 農業環境技術研究所 ・ 農業技術研究機構

　 　 　 　 　 　 　 畜産草地研究所 ・ 静岡大学 ・ 豊橋技術科

　 　 　 　 　 　 　 学大学 ・ 神戸商科大学 ・ 早稲田大学 ・

　 　 　 　 　 　 　 財団法人地球環境戦略研究機関

（ ６ ） 温室効果ガスイ ンベン ト リの作成， 解析及び地球

温暖化対策への利用に関する研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0305BY590

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○中根英昭 （地球環境研究セン ター） ・ 相沢智

之 ・ 吉田友紀子

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 国際連合気候変動枠組条約に定め ら れた日本

国温室効果ガス イ ンベン ト リ を作成する と 共に， その精

緻化， その解析を行い， 温室効果ガス発生， 吸収量の変

動・傾向及びその原因を明らかにする ための研究を行 う 。

また， 温室効果ガス イ ンベン ト リ から得られた知見を温

暖化対策研究に利用する ための研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 イ ンベン ト リ の精緻化についてはエネルギー転換部門

におけ る排出実態の検討や他の排出源の計上方法 ・ 報告

方法に関する検討を行った。 イ ンベン ト リ の解析につい

ては， 月次データか ら年間の排出量を予測する ためのシ

ス テム構築について検討を行った。 温暖化対策研究支援

については， 前年度の基礎的検討を踏まえモデル構築の

検討を行った。

　 前述に加え， アジア地域のイ ンベン ト リ 精度向上に取

り 組んだ。 平成 15 年 11 月にタ イにおいてワーク シ ョ ッ

プを開催し， 東アジア諸国のイ ンベン ト リ の課題を抽出

し た。 また，APN （アジア太平洋地球変動研究ネ ッ ト ワー

ク） の CAPaBLE プロ グ ラ ム下で，東アジアのイ ンベン ト

リ について典型的な ２ 国 （タ イ， カンボジア） を対象に

排出係数の改善等に向けた予備的調査を行った。

〔備考〕

追加予算 ： アジア太平洋地球変動研究ネ ッ ト ワーク

　 　 　 　 　 「温室効果ガス イ ンベン ト リ 開発キ ャパシ

　 　 　 　 　 テ ィ ・ ビルデ ィ ング」

１ ． ４ オゾン層変動及び影響の解明と対策効果の

監視 ・ 評価に関する研究

（１）3 次元モデルによる成層圏光化学－放射－力学相

互作用の研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9903AE158

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点2. 　 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○秋吉英治 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ

ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 15 年度 （1999 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 年々変化す る温室効果ガ ス濃度やハ ロ ゲンガ

ス濃度の大気環境の中で， オゾン層の将来変動予測を行

う ためには， 大気中の光化学過程， 放射過程， 力学輸送

過程の個々の過程を理解するのみな らず， その相互作用

を理解する こ と が必要であ る。 極域オゾン破壊を通し て
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地球大気中で起こ る これらの過程間の相互作用の基礎理

解に努める。 大気中の光化学過程， 放射過程， 力学輸送

過程間の相互作用を理解する ために， オゾンホール， 極

渦崩壊， 成層圏エア ロ ゾルの急増など， 成層圏で起こ る

顕著な現象に対し て， その相互作用を考慮に入れた 3 次

元モデルの開発と それを用いた数値実験を行 う 。

〔内容および成果〕

　 3 次元光化学輸送モデルを用いた数値計算を行って，北

極域の下部成層圏が低温であった 1994/1995 年， 1995/

1996 年， 1996/1997 年， 1999/2000 年の冬の北極渦の状

態 と， 北極域のオゾン破壊量 と の関連を調べた。 その結

果， 極渦崩壊が極端に遅かった 1997 年は， 3 月から 4 月

におけ るオゾン破壊が特に高緯度で大きかった こ と， ま

た， 極渦生成が比較的早 く かつ極渦が北極点か ら大き く

ずれて存在し た 1994/1995 年の冬は， 1 月のオゾン破壊

が他の年に比べて大きいこ と がわかった。

〔備考〕

（ ２ ） 衛星データ を利用し たオゾン層変動の機構解明に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 A-10

〔研究課題コー ド〕 0103BA163

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点2. 　 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○中島英彰 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ

ク ト ） ・ 笹野泰弘 ・ 横田達也 ・ 杉田考史 ・ 秋吉

英治 ・ 菅田誠治

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 我が国の観測衛星センサーデータか

ら， 極域オゾン層変動の物理 ・ 化学的 メ カニズムの解明

と， その変動が極域オゾン層に与え る影響を定量的に把

握する こ と を目的 と する。 そのため， 衛星観測スペク ト

ルデータから微量気体量を導出する アルゴ リ ズムの高度

化のための研究， そ こ で用いる気体分光データの精緻化

のための研究， 極域成層圏雲の組成及びその微物理過程

に関する研究， 衛星データ質の評価に関する研究， 衛星

データ を用いた地球物理学的研究， 3 次元化学輸送モデ

ル と 衛星データの比較によ る， オゾン破壊 メ カニズムの

理解に関する研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 最終年度にあた る本年度は， 以下に述べる よ う な研究

を行った。 まず， ILAS-II データ処理解析手法の改良を引

き続き行っい， 中間赤外領域 と 従来の赤外領域で メ タ ン

の導出結果にどのよ う な差が生じ るか評価を行った。 過

去の熱赤外衛星によ る FTS 直下視観測データから， 反転

法を用いてオゾンの高度分布の導出を試みた。 ロ ジ ャー

ス法におけ る線形近似の妥当性 （ヤ コ ビ行列の代表性）

の検討を行った。 これらの検討は， ILAS-II の実際のデー

タ処理アルゴ リ ズムの高度化に貢献する こ と がで き た。

N2O, CO2 及び CH4 の低温時の吸収線スペク ト ルを測定

し，吸収線パラ メ ータの温度依存性を導出し，HITRAN 等

で従来知ら れてい る値 と 比較し た。 ま たその結果か ら，

２ 次近似のヘルマン ・ ワー リ ス因子解析では， 得られる

因子が見かけ上温度に依存する可能性を確認でき た。 さ

らに， Galatry 関数によ るプロ フ ァ イル精密解析法の開発

を行った。

　 また，ILAS-II 検証解析の一環と し て，2003 年 8 月にア

ラ ス カにおいてオゾンゾンデキ ャ ンペーンを行い，ILAS-

II に よ っ て観測 さ れたオゾ ンプ ロ フ ァ イ ル と の比較を

行った。同様に，地上 FTIR によ る観測データから各種微

量気体成分の鉛直分布導出手法の改良を行い， ILAS-II 観

測値 と の比較検討を行った。 また， 南極におけ る OPC/

LPC エア ロ ゾル観測データ と ILAS-II データ と の比較を

行った。 GPS 掩蔽法によ る気温鉛直プロ フ ァ イル導出手

法の改良を行い， ILAS-II 気温データ検証のためのデータ

セ ッ ト を構築し た。 他衛星データ等を用いて， ILAS-II の

初期プロ ダ ク ト の検証解析を行った。 また， 非断熱流跡

線解析手法を改良し， ILAS データからオゾン ロ スや脱窒

量の定量化を行った。ILAS の南極における N2O データか

ら，極渦内の下降流と力学場の 10 日周期程度の短期的相

関関係を見いだし た。

　 極渦内外の下部成層圏におけ るオゾンの分布を ３ 次元

化学輸送モデルによ って計算し， その中で化学反応によ

るオゾン破壊過程を on/off する こ と によ って， 化学反応

がオゾ ンの変動に果たす役割の大き さ を明ら かに し た。

また， 極渦の孤立性や極渦内の破壊されたオゾンが極渦

内の中緯度へ及ぼす影響を， 定量的に評価し た。

〔備考〕

当課題は重点分野Ⅳ． 7． 2 にも関連。

（ ３ ） オゾン層破壊の長期変動要因の解析と将来予測に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 A-1

〔研究課題コー ド〕 0204BA347

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点2. 　 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○今村隆史 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ

ク ト ） ・ 秋吉英治

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 ハロゲン化合物ばか り でな く ， CO2， N2O， CH4
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などの気体やエア ロ ゾルなどの化学物質の成層圏濃度 ・

分布はオゾンホール出現前の1970年代 と は既に大き く 異

なっている。 ハロ ゲン化合物以外の物質も直接的 ・ 間接

的に成層圏オゾンの生成 ・ 消滅に影響を与え る と 考え ら

れる。 それ故， 塩素 ・ 臭素濃度が仮にオゾン層破壊が顕

著化する以前のレベルまで下がった と し て も， それに呼

応し て成層圏オゾン層が1980年以前のレベルへ素直に回

復される と い う 完全な保障は無い。 よ ってオゾン層破壊

の将来予測のため， 有機ハロ ゲン化合物以外の成層圏で

の大気組成の変動や温暖化の進行が， オゾン層の回復に

如何に影響を及ぼすか， を明ら かにする事を目的 と し て

いる。 また， 有機ハロ ゲン化合物に対する規制効果が現

れるにいたった現在， これまでのオゾン層保護対策の効

果を最大限に生かす今後の対策を考え る上で不可欠な科

学的知見の提供のため， これまでのオゾン層の長期変動

にハロゲン物質がどの程度影響を及ぼし たのか， 今後の

オゾン層変動に成層圏におけ る大気組成の変動がどの様

に影響を及ぼし得るのかを明ら かにする こ と も目標 と し

ている。

〔内容および成果〕

　 成層圏， 特に中部･下部成層圏， におけるオゾンの分布

は， 化学的な生成 ・ 消滅反応だけではな く 大気の運動に

よ る輸送の影響を大き く 受け る。 一方， オゾン分布それ

自体は短波放射の吸収を通し て成層圏の気温場， 循環場

に作用する。 よ って， 成層圏オゾン層の長期変動を予測

する ためには， オゾンを中心 と し た力学 ・ 放射 ・ 化学の

結合系 と と ら え る必要があ る。 本研究ではそのよ う な目

的のため，現在の研究課題では大気大循環モデル（CCSR/

NIES AGCM， 東京大学気候システム研究セン ター と国立

環境研究所が共同開発で開発し た大気大循環モデル） を

ベースに成層圏での化学－放射－力学結合を陽に含んだ

成層圏化学気候モデルの開発を行い， CO2 濃度の漸増な

どに対するオゾン層の応答を調べる ための長期数値積分

実験 （将来予測実験） を行った。 しか し ながら将来予測

実験に用いた三次元成層圏化学気候モデルでは， オゾン

ホールの生成時期が遅れる こ と やオゾンホール内の最低

気温を低 く 見積 も り 過ぎ る な どの問題点を有し てい る。

そ こ で， モデルにおけ るオゾンや気温などの再現精度を

上げる ため， 本年度は大気球面効果や重力波の効果のパ

ラ メ タ リ ゼーシ ョ ンなどの改良を行った。 その結果， 大

気球面効果を導入する こ と で， オゾンホールにおけ る最

大オゾン破壊時期が約半月早ま る こ と やオゾン破壊量が

大き く な る こ と が見いだ された。 一方， パラ メ タ リ ゼー

シ ョ ンの手法でオゾンホールにおけ る気温や東西風の再

現性を良 く する こ と が可能であ る こ と を確かめた。 パラ

メ タ リ ゼーシ ョ ンの導入によ り ， オゾンホール内のオゾ

ン破壊量は過小評価 さ れ る 傾向にあ る が， パ ラ メ タ リ

ゼーシ ョ ン と 大気球面効果を両方取 り 入れる こ と で， オ

ゾン破壊量の過小評価は緩和される こ と が分かった。

　 成層圏化学気候モデル と 同じ CCSR/NIES 大気大循環

モデルをベースに， 気温や風速などの気象場をナ ッ ジン

グ と 言 う 手法で気象データに同化させた三次元ナ ッ ジン

グ化学輸送モデル （ナッ ジング CTM） を用いて， 臭素化

学反応系の導入を進めた。 モデルには， 均一気相反応に

加え成層圏エア ロ ゾル上での不均一反応も考慮し てオゾ

ン破壊に対す る 臭素化学反応系の寄与を確かめた と こ

ろ， 全球的にオゾンを破壊する方向に働 く こ と， 南極オ

ゾンホール内において も臭素化学系がオゾン破壊に寄与

し ている こ と が分かった。

　 成層圏におけ る臭素の ソースガス と し て， 対流圏か ら

の短寿命臭素化合物の輸送の効果を調べる ため， フ ロ ン

の代替品の候補 と なっている有機臭素化合物な らびにそ

の大気酸化生成物の大気寿命を実験的に調べた。 特に成

層圏への輸送が懸念 さ れる臭素化アセ ト ンに関し ては，

通常のアセ ト ンに比べ光分解速度が極めて大き く ， その

大気寿命は数時間程度であ る こ と が分か り ， 成層圏にお

け る 臭素源 と し てはほ と ん ど寄与 し ない こ と を確かめ

た。

　 西太平洋亜熱帯域にはオゾンホール並みの低濃度オゾ

ン領域が存在する こ と が知られているが， その低濃度オ

ゾン領域の年々変動に関し てナッ ジングCTMを用いて再

現実験を行った。 その結果， オゾン濃度な らびに低濃度

オゾンの空間分布の年々変動がその領域での気温の変動

と 良い相関を示すこ と が確かめられ， 低濃度オゾン領域

の変動は主 と し てオゾンの輸送過程の変動によ って引き

起こ されている こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 国土交通省気象研究所 ・ 北海道大学 ・

　 　 　 　 　 　 　 東京大学 ・ 名古屋大学 ・ 京都大学 ・

　 　 　 　 　 　 　 奈良女子大学 ・ 九州大学

（ ４ ） 将来大気における成層圏水蒸気と極成層圏雲の表

面積の変動に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0104CD164

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点2. 　 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○秋吉英治 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ

ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 16 年度 （2001 ～ 2004 年度）
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〔目 　 的〕 1 次元光化学－放射結合モデル， 化学ボ ッ ク ス

モデル， 及び 3 次元化学 GCM を用いた数値実験によ り ，

二酸化炭素や メ タ ンガスなどの温室効果気体の増加が引

き起こす， 地球温暖化に伴 う 極成層圏雲の量の変化， 特

に不均一反応過程に直接影響を及ぼす極成層圏雲の表面

積の変化 と， オゾン破壊 と の関連を明らかにする こ と を

目的 と する。 二酸化炭素倍増など， 温暖化地球大気にお

いて， 成層圏の水蒸気 と 気温はどの程度変化する のか，

それによ って， 極成層圏雲の表面積はどの程度変化する

のか， その表面積の変動に関し て粒径分布依存性などの

不確定性がどの程度あ る も のなのか， そ し て， 化学過程

はど う 変わるかを調べ， オゾン層への影響を よ り 確かな

もの とする。

〔内容および成果〕

　 亜熱帯西太平洋域の冬季に出現する， オゾンホールに

も匹敵する よ う な低オゾン量 （2001 年には 190 ド ブソ ン

ユニ ッ ト 以下の値が観測されている） が， 対流圏界面か

ら成層圏下部の気温の非常に低い高度で生じ る氷や硝酸

３ 水和物粒子上での不均一反応によ ってどの程度説明で

き るのかについて， 3 次元モデルによ る数値実験を行い

調べた。 東京大学気候シス テム研究セン ター／国立環境

研究所 化学輸送モデルを用い， 氷や硝酸 ３ 水和物粒子上

での不均一反応を導入し たモデル と， こ の反応の働き を

止めたモデル と の計算結果を比較し た。 結果は， 下部成

層圏の不均一反応の働きによ って， ClO や HO2 の増加が

見られるが， その増加量は， 南極のオゾンホール発達期

に比べる と 10 分の 1 から 100 分の 1 程度であ り ， また，

その結果 と し て不均一化学反応のオ ゾ ン全量への影響

は，最大 2 ～ 3 ド ブ ソ ンユニ ッ ト 程度であ る こ と がわかっ

た。 さ ら に， こ の化学反応によ るオゾン破壊量は， 赤道

大気準 2 年振動 （QBO） やエルニーニ ョ などによ るオゾ

ンの輸送によ る影響に比べる と 小さ い量であ る こ と がわ

かった。 しかし なが ら， こ の化学オゾン破壊量は， こ の

領域のオゾン変動に関し て， 完全に無視でき る大き さ で

も な く ， 今後も， QBO などによ る輸送効果 と共にこの領

域のオゾン極小値出現に影響を与え る と 思われる。 こ の

領域のオゾン量監視が必要であ る。

〔備考〕

（ ５ ） 化学輸送モデルを用いたオゾンの輸送過程に関す

る研究

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0203KZ424

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点2. 　 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○秋吉英治 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ

ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 15 年度 （2002 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 モン ト リ オール議定書に基づいて， 地上から放

出される フ ロ ンガスの量は最近減少し始めているにも関

わ らず， 南極や北極で毎年起こ っているオゾンホールが

弱ま る傾向は今の と こ ろない。 この極域のオゾン破壊は，

隣接する中緯度へも オゾン量の影響を及ぼすこ と が知ら

れている。 また， 本来極域のオゾン破壊 と は無関係 と 考

え られる場所で も， 短期間ではあ るがオゾン全量の減少

の事例が近年報告されている。 本研究では， こ のよ う な

いわゆるオゾンホールが起こ る と 考え られる場所 と 時期

以外に起こ るオゾン全量の減少現象について， その発生

メ カニズムをオゾンの大気中での輸送 と 光化学の両面か

ら明ら かにし， 地球大気の変化の兆候を と ら え る こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 南極のみな らず北極域で も， 冬季の極成層圏雲の発生

によ って不均一反応が介在し たオゾン破壊が進んでいる

こ と は， 近年よ く 知られた事実であ るが， これによ って

北極域に生じ た低オゾン濃度が， 中緯度のオゾン濃度へ

どのよ う な影響を及ぼし ているかについては， その メ カ

ニズム と 定量的な こ と に関し て， まだ十分理解が進んで

いる と は言えない。 本研究では， 極域オゾン破壊の中緯

度オゾン濃度への影響を調べる ために， 大部分のオゾン

が存在する下部成層圏において化学反応をほ と んど起こ

さず ト レーサー と 考え る こ と ができ， かつ， 極渦内外の

濃度差の大き い亜酸化窒素 （N2O） の分布に注目する こ

と で， 極域空気 と 中緯度空気の混合過程を調べる。 過去

の長期間にわたる北極域下部成層圏の亜酸化窒素 （N2O）

の分布を調べる ために， 1958 年～ 2002 年の過去 45 年間

の化学輸送モデルを用いた計算結果の解析を行った。 化

学輸送モデルの計算に必要な水平風速 と 気温データ は，

こ の期間の NCEP データ を使った。 その結果， 極渦の崩

壊が ３ 月後半～ ５ 月前半の比較的遅い年には，北緯 45 度

以北の下部成層圏全体における N2O の濃度は高 く な り ，

また， その分布は比較的均一 と な る こ と がわかった。 一

方， 極渦の崩壊が １ 月後半～ ３ 月前半の比較的早い年に

は， その反対の傾向 （N2O 濃度は低 く ， 分布は不均一）

が現れる こ と がわかった。

〔備考〕
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２ ．廃棄物の総合管理と環境低負荷型 ・ 循環型社

会の構築

２ ． １ 環境低負荷型 ・ 循環型社会への転換支援の

ためのシステム分析手法と基盤整備に関する

研究

（１）産業連関表と連動したマテリアルフロー分析手法

に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB397

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策1.(1) 循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会形成推進･廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 加河茂美 ・ 橋本征二 ・ 田崎智宏 ・

藤井実 ・ 南齋規介 ・ 寺園淳 ・ 稲葉陸太

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会への転換に向けた さ ま ざ ま な検討

を行 う ための基盤 と し て， 資源， 製品， 廃棄物などの も

のの流れに関する統計情報の体系化 と その分析手法の開

発が急務であ る。 と く に， 経済 ・ 社会の活動 と， 廃棄物

と の関わ り を分析する上では， 廃棄物統計 と 経済統計 と

を一貫し た枠組みの中で分析でき る よ う な基盤を整え る

必要があ る。 そ こ で本研究では， 産業連関分析の手法 と

マテ リ アルフ ロー分析の手法 と を組み合わせた分析の枠

組みを開発し， 廃棄物統計をはじめ と する関連情報を こ

の枠組みのも と に体系的に整備する と と も に， 生産 ・ 消

費構造 と 廃棄物発生 と の関わ り に関する実証分析や， 循

環型社会形成の進捗の度合いを計測する ための指標開発

などの応用研究を行 う こ と によ って， 循環型社会への転

換に係る諸施策の立案 ・ 実施 ・ 達状況評価を支援する こ

と を目指す。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 従来， 資源 ・ エネルギー消費や CO2 排出

と いった分野で応用されて き た産業連関分析およびマテ

リ アルフ ロー分析の手法を活かし ながら， 経済活動のい

わゆる静脈部門におけ る も のの流れを， 産業連関表を介

し て経済統計 と 整合の と れた枠組みの中で と ら え る ため

の手法開発 と データ整備， 及びこれら を元にし た循環の

指標の開発を行 う 。 本年度は， 主に 1） 循環資源を取 り

入れた物量投入産出表の枠組み と データベース構築， 2）

特定の材料に注目し たマテ リ アルフ ロー分析 と マテ リ ア

ルフ ロー分析の枠組の検討， 3） 循環の指標の地方行政へ

の適用上の課題の整理， に取組んだ。

　 まず， 先行研究で枠組みを構築し た多次元投入産出表

（MDPIOT: Multi-Dimensional Physical Input-Output

Tables） に廃棄物やその他の副生物のマテ リ アルフ ロー

を取 り 入れる ための拡張を行 う と と も に， 生産活動か ら

発生し た副生物の中間処理，再利用，最終処分等のフ ロー

を表現する循環資源フ ロー表を設計し た。 また，業種別・

種類別の廃棄物の排出 ・ 処理 ・ 処分量について， 経時変

化の分析のための複数時点のデータ整備， 物量投入産出

表によ る上流 （原材料） 側か ら の循環資源発生量 と の整

合性の確認など を行 う と と も に， 産業連関表の部門分類

と の対応と廃棄物排出・処理･処分量の各部門への分配手

法など を検討し， 利用可能なデータベース構築 と データ

の外部提供の準備を進めた。

　 また， 建設鉱物， プ ラ スチ ッ ク， 木材を対象 と し たマ

テ リ アルフ ロー分析を実施し， それぞれの資源の投入 と

廃棄物 と し ての排出， および リ サイ クルの状況を把握す

る と と もに，前年度提案し た循環の指標の適用を行った。

建設鉱物については， その廃棄量が投入量 と 比較し て低

いレベルにあ り ， 多 く の国で も 同様の傾向が見ら れる。

これら の差は， 従来， 純蓄積 （net additions to stock） と

し て解釈され， 経済システムにおけ る物質蓄積が増加し

てい る と 考え ら れて き たが， 現実的には隠れた フ ロ ー

（hidden flows）， 自然界への排出 （dissipative flows）， あ る

いは埋立地へのフ ローに近い も のが多 く あ る も の と 考え

られた。 また， マテ リ アルフ ローを把握し， 循環の指標

を算出する上で， 解決すべき実務上の問題が大き く ３ つ

あ る と 考え られた。 それらは， 統計上 と ら え られていな

い副産物 と 使用済み製品の把握， 副産物 と 使用済み製品

を区別し た把握， 製品蓄積量も し く は製品利用期間の把

握であ る。

　 さ ら に， 循環指標の自治体への適用に向け， 自治体で

策定されている循環計画および指標を文献調査および ヒ

ア リ ング調査し，指標フ レーム （DPSIR フ レームなど） を

あてはめて不足し てい る指標群を検討し た。 その結果，

自治体の循環計画は指示的計画 ・ 誘導的計画 と し ての性

格が強 く 計画の実行性を確保する こ と は難しい こ と， そ

のために明確な目標を掲げて各主体の取組を促すこ と が

求められてお り 指標はその意味で有用性が高い こ と が示

された。 また， 指標全般をみる と 全体の概況を把握でき

る よ う な指標が採用されていたが， 取組指標群について

は網羅的に選定されたわけではな く ， 各主体や各取組に

密接に対応し た指標が必ずし も十分でない こ と を指摘で

き た。 さ ら に， 物質フ ロー指標群 と 取組指標群 と の関係

はほ と んど考慮されておらず， 物質フ ロー指標の数値目

標を達成する ためにどの程度の取組が求められるかは試

行錯誤で判断し ているのが現状であった。

〔備考〕
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（ ２ ） ラ イ フサイ クル的視点を考慮し た資源循環促進策

の評価に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB398

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策1.(1) 循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会形成推進･廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 加河茂美 ・ 橋本征二 ・ 田崎智宏 ・

藤井実 ・ 南齋規介 ・ 寺園淳 ・ 稲葉陸太 ・ 山田正

人 ・ 大迫政浩 ・ 松井康弘

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， さ まざまな資源循環促進策， すなわ

ち政府， 企業， 市民など各々の立場か ら どのよ う な行動

に取 り 組めば， 環境への負荷の低減にどれだけ貢献でき

るのかを明ら かにする こ と を目指す。 リ サイ クルは本当

に環境によいのか と いった疑問があ る中， 資源の採取か

ら製品の生産， 流通， 使用， その廃棄にいた る までの一

連の過程を総合的に と ら えて環境への影響を評価する ラ

イ フサイ クルアセス メ ン ト （LCA） の手法を用いる こ と

によ り ， 真に効果的な循環の技術や仕組みを明ら かにす

る こ と を目的 と する。 また， 資源循環に関わる各主体の

意識や行動の把握や分析によ って， 政策の立案 ・ 実施の

支援のための基礎的情報を得る。

〔内容および成果〕

　 本研究では，いわゆる 3R をはじめ とする資源循環促進

策について，a） LCA をはじめ とする評価手法面の研究 と

プ ラ スチ ッ ク の リ サイ クル技術など具体的な対象につい

ての LCA の事例研究， b） 個別 リ サイ クル法など実社会

におけ る資源循環促進策についての環境面以外を含めた

多面的な評価， の 2 分野について研究を展開する計画で

あ る。

　 a） について本年度は， 廃棄物 ・ リ サイ クル分野の LCA

研究のレ ビ ューを引き続き行 う と と も に， 容器包装 リ サ

イ クル法の 「その他プ ラ スチ ッ ク」 のケ ミ カル リ サイ ク

ルについて事例研究を行った。 レ ビ ューからは，廃棄物・

リ サイ クル分野のLCA を実施する際に特に注意すべき点

と し て， リ サイ クルに伴 う 間接的な人間活動の変化が指

摘でき た。 リ サイ クルを取 り 扱 う 場合はその間接的な影

響を注意深 く 検討し， 目的に合わせて比較する システム

が同等の機能を持つよ う にし なければな ら ない。 これは，

リ サイ クルによ る再生品が何を代替するのか，すなわち，

再生品によ ってどんな製品の生産が削減されるかの想定

如何で， 得られる結果が大き く 異な る場合があ るか ら で

あ り ， 得 ら れ る 再生品の品質が通常の製品の品質 と 異

なっている場合や再生品の需要に問題があ る場合，また，

複数の再生品が得られる場合などに， と り わけ注意が必

要であ る。 代替される も のが 1 つに決ま ら ない場合は，

複数のシナ リ オについて検討する こ と も必要であ る。 こ

のほか， 複数の廃棄物が同時に処理 ・ リ サイ クルされる

と きの環境負荷の配分を ど う するか， 再資源化工場， 焼

却工場， 最終処分場などの施設の建設や収集運搬車の製

造を評価の中に含めるかど う か， どのよ う な収集運搬距

離を想定するか， 地域や技術によ ってデータのばらつき

があ るかど う かなどが， LCA を実施 ・ 解釈する上で留意

すべき点と し て挙げられた。

　 また， 容器包装 リ サイ クル法の 「その他プラ スチ ッ ク」

を対象 と し た事例研究では， リ サイ クル量の上位を占め

る コーク ス炉化学原料化，高炉還元剤化について，石炭・

原油消費量， CO2 排出量， 埋立処分量に関する イ ンベン

ト リ 分析結果を ま と め， 発電付焼却が行われた場合 と の

環境負荷量の比較を行い， これら ２ つの方法の効果を定

量的に明らかにし た。 CO2 排出および石炭消費の削減の

面では高炉還元の コー ク ス代替が最 も有効 と いえ る が，

石油消費削減の面ではコーク ス炉化学原料化の削減効果

が高かった。 これは， プ ラ スチ ッ ク投入時にコーク ス炉

で生成 さ れる炭化水素油が増加する か ら であ る。 ま た，

プ ラ スチ ッ ク の リ サイ クル全般についての環境負荷低減

効果の推計に向け， 樹脂別生産， 用途別消費， 廃棄， リ

サイ クルの一連の過程のマテ リ アルフ ローの把握 と リ サ

イ クル技術の適用可能性の検討， 分別収集過程のイ ンベ

ン ト リ 推計モデルの改良を行った。

　 b） については， 家電 リ サイ クル法を例に循環促進策の

評価を行 う 枠組みをその他の法施策評価の手法を参考に

し ながら検討し た と こ ろ， リ サイ クル率， 経済的効率性，

法がカバーする物質 ・ 製品フ ローの範囲， 関係者の行動

変化の少な く と も 4 つが重要な評価項目 と 考え られた。

こ の う ち， 後者の 2 つはこれまでの検討が十分でない と

考え検討を行った と こ ろ， 家電 リ サイ クル法がカバーし

ているのは使用済み家電フ ローの一部にしか過ぎず， そ

の他， 国内外の リ ユース フ ローや産業廃棄物処理ルー ト

でのフ ローでカバーされている部分も多いため， それら

の包括的な評価が求め ら れる こ と が示 さ れた。 ただ し，

よ り 詳細な定量的フ ロー情報の把握は今後の課題 と し て

残されている。 また， 資源循環に関わる各主体の意識や

行動の把握や分析では，修理・ リ ユースの行動意思があっ

て も半数程度は社会システム的な要因によ って阻害され

ていた こ と がアンケー ト 調査よ り 明らかになった。なお，

b） については 2.1 （9） 「耐久財起源の循環資源の適正管
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理に関する研究」 や 2.1. （11） 「アジア地域における資源

循環 ・ 廃棄の構造解析」 と 連携し て行ったので， その他

の成果はそれらの項に記載し た。

〔備考〕

（ ３ ） 循環システムの地域適合性診断手法に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB399

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策1.(1) 循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 森口祐一 ・ 大迫政浩 ・ 石垣智基 ・

稲葉陸太 ・ 寺園淳 ・ 橋本征二 ・ 加河茂美 ・ 田崎

智宏 ・ 松井康弘 ・ 川畑隆常 ・ 藤井実

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地域の産業基盤， 物質 ・ エネルギー需給， 循環

資源 ・ 廃棄物に係る施設立地等に関する情報を， 地理情

報システム等の情報技術を活用し て統合的に分析する手

法を開発する。 これを用いて， 地域に適合し た資源循環

シス テムの高度化を図る ための統合型地域循環診断シス

テムを関係主体と協力し て開発する。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 事例対象地域を埼玉県に設定し， 地域に

おけ る廃棄物 ・ 循環資源の移動の現状を把握し た上で，

移動の要因を物流モデル と需給適合マ ト リ ッ ク ス を用い

て解析し， 循環資源の種別に発生源か ら需要地までの移

動範囲 （地域循環 ク ラ ス タ） を求め， ク ラ ス タ の経済 ・

社会 ・ 環境上の適合性を地域循環指標によ り 評価する。

　 埼玉県の産業廃棄物運搬 ・ 処分業者によ る処理実績報

告， 多量排出事業者の産業廃棄物処理計画実施状況の報

告， 市町村の一般廃棄物の排出および処理状況の調査結

果を収集し， それぞれ産業廃棄物の委託処理分 と 自己処

理分な らびに一般廃棄物の排出・処理・処分に関するデー

タ を GIS 情報 と し て電子化し， 埼玉県における廃棄物物

流のほぼ全容を網羅するデータベース を完成させた。 ま

た，前年度までにデータベースに登録されたデータ を GIS

上で解析し， 埼玉県域を越えた廃棄物 ・ 循環資源の移動

について， 中間処理よ り も再生利用目的のほ う が， また

がれき類よ り も廃プラ スチ ッ ク の移動のほ う が広範であ

り ， 産業廃棄物の広域移動では資源 ・ 廃棄物の市場規模

と 重量が範囲を規定する因子 と し て重要であ る こ と を示

し た。

　 廃棄物の物流モデルを用いて， 排出後の廃棄物の処理

は， 排出地 と 処理地の移動距離によ って規定される と い

う 条件の も と で排出量 と処理能力の地理的なアンバラ ン

スの解析を行った。 がれき類 と 木 く ずについて， 移動距

離50km圏内では東京や神奈川の一部の市区部で未処理の

廃棄物が残る結果 と なった。 特に木 く ずにおけ る そ う し

た地域は， 建設 リ サイ クル法で 「指定建設資材廃棄物に

ついて再資源化に代えて縮減で足 り る場合」 に相当する

木 く ずが発生する地域 と し て， 遠方の破砕処理施設での

再資源化よ り も近場での縮減 （木 く ずの場合焼却） が進

みやすい要因を有し ている と 考え られる。 そ こ で物流モ

デルを用いて， 処理能力の足 り ない地域に仮想的に処理

能力を増強し た場合のフ ローの変化をシ ミ ュ レー ト し，

環境負荷量， 輸送コ ス ト を指標 と し た物流面に着目し た

最適施設配置について考察を行った。

　 物流モデルにおいて よ り 重層的な循環利用を説明する

ため， 循環資源に適用する技術ご と に， 排出される循環

資源の品質等級 （用途） を対応させる需給適合マ ト リ ッ

ク ス を考案し た。 例えば， 木 く ずの循環利用におけ るマ

ト リ ッ ク スでは重要な技術 メ ニ ュー と し て， 排出源 （木

造建築の解体工事） におけ る人力または重機を用いた解

体 ・ 選別の形態を， 用途 と し ては木材 と し ての再利用，

製紙原料， ボー ド 原料， 燃料な らびに廃棄物を考え， そ

れぞれ技術か ら それぞれ用途で向か う 割合を求める も の

と し た。

　 地域循環度指標策定に関する検討を進め， 資源循環，

環境負荷低減な らびに持続可能な経済性 と いった目的に

対する整合性， 効率性な らびに公平性 と い う ３ つの評価

軸を設定し た。目的整合性では資源消費量や環境負荷量，

また雇用者数や GDP の変化が， 効率性ではコ ス ト ， 資源

消費抑制量な らびに環境負荷低減量の循環量の対する比

が， 公平性ではあ る地域の廃棄物の誘発総量に対する直

接処理量や廃棄物処理量の対する廃棄物の移入 ・ 移出量

等が具体的なパラ メ ータ と考え られた。

　 効率性な らびに公平性 と い う 観点で， 前年度作成し た

金額 ・ 物量併記の地域間産業連関フ レーム ワーク にデー

タ を導入 ・ 解析する こ と によ り ， 近畿地域では廃棄物集

約的な原材料の生産を他の地域に任せる こ と によ り 自地

域か ら の発生量を抑制しつつ GDP を生み出し ている等

の， 我が国におけ るマ ク ロ な産業廃棄物の地域間発生構

造を示し た。 また， 目的整合性 と効率性 と い う 観点から，

廃棄物の需給バラ ン ス と 輸送距離の関係 と， 得られたシ

ス テム境界におけ る環境負荷 ・ コ ス ト の評価よ り ， 循環

ス ケール と 経済 ・ 社会 ・ 環境上のパラ メ ータ と の関係の

解析を開始し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 埼玉県環境科学国際セン ター
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（ ４ ） リサイ クル製品等の安全性評価及び有効利用法に

関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB400

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策1.(1) 循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕 ○後藤純雄 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 中島大介 ・ 田崎智宏 ・ 江副優香 ・

大迫政浩 ・ 貴田晶子 ・ 酒井伸一

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物の利用法を拡大する な どの再資源化を

図る ためには， その利用や処分過程において安全性を確

保する こ と が重要であ る。 そ こ で， 本研究においては，

リ サイ クル製品の利用の現状把握， 安全性の評価， 利用

法の拡大， 各種試験法の標準化に関する研究を主に進め

ている。 特に， 都市ごみ溶融ス ラ グ， 焼却灰， 建設廃材

など を利用し た リ サイ クル製品の用途を踏まえた溶出試

験法， 含有成分測定法， 安全性試験法を確立し， 国際的

調和も考慮し た公定法，ISO あ るいは JIS などにおける標

準化のための基礎資料を提供する こ と を主な目的 と し て

いる。

〔内容および成果〕

　 本研究の ３ 年目の本年度は主に以下の成果を得た。

　 １ ） 都市ごみ溶融ス ラ グの道路用骨材の利用有姿の試

料に対する安全性評価試験方法 と し て単一バッ チ溶出試

験 と シ リ アルバ ッ チ溶出試験， 酸抽出試験 （環境省告示

19 号法） を提案し た。 製造条件の異なる施設のス ラ グ試

料及びそれら を用いたア ス フ ァル ト 成型体試料を用いて

試験を行った結果， シ リ アルバ ッ チ試験によ る元素ご と

の長期的溶出挙動の特徴や， ス ラ グ単身 と 成型体 と の溶

出量の違い， 利用有姿 と 粉砕試料 と の溶出挙動の違いが

明ら か と なった。 また， 有効利用形態を踏まえた安全性

試験方法 と し ては， 利用有姿での単一バッ チ溶出試験の

みで安全性を評価す る こ と が現実的であ る と 考え ら れ

た。

　 ２ ） 木材系廃棄物の利用法の研究では， 炭化物の有害

ガス吸着能を室内で利用する方法について検討し， モデ

ル実験室に設置し た炭化物ボー ド がホルムアルデ ヒ ド の

吸着能を長期間 （ １ 年間） にわたって維持し得る こ と を

認めた。 また， 炭化物に含まれる可能性の高い有害物質

に関し て， 炭化処理時に生成する変異原性物質の挙動に

ついて調べた と こ ろ， それらは主にガス状成分 と し て放

出され， 木炭にはほ と んど残ら ないこ と などを認めた。

〔備考〕

（ ５ ） 環境配慮型ラ イ フ ス タ イルの形成要因についての

研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0104AE012

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 16 年度 （2001 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 本課題では， 一般消費者や企業の環境配慮行動

を促すための手段について調査分析を行 う こ と によ って

その阻害要因， 促進要因を明ら かにする こ と が本研究の

目的であ る。 13 年度 ： 既存研究のレ ビ ュー と仮説の設定

14 年度 ： 企業， 消費者の現状把握を目的 とする 15 年度 ：

ラ イ フ ス タ イルのあ るべき方向についての提言に焦点を

あてた。

〔内容および成果〕

　 消費者の環境配慮型ラ イ フ ス タ イルへの転換を促すた

めの阻害要因， 促進要因の分析を も と に これか ら のラ イ

フ ス タ イルのあ るべき方向についての提言を行 う 。 前年

度に参加し た東京都生活文化局のデータの解析を中心に

行い， 消費者の商品選択におけ る環境配慮の要因につい

ての分析を行った。 こ の結果， 企業の個別の環境配慮や

製品の環境負荷低減の側面よ り も， それら を一つの構成

要素と し た企業の総合的な評価であ る 「信頼でき る企業・

メ ーカーであ る こ と」 が消費者の製品選択の大き な要因

であ る こ と がわかった。

〔備考〕

（ ６ ） 環境負荷の低減と自然資源の適正管理のための施

策と その評価手法に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE016

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○森口祐一 （社会環境システム研究領域） ・

森保文 ・ 寺園淳

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境への負荷の小 さ い持続可能な社会の構築

が環境政策の基本目標 と し て掲げられる中， 環境か らの

資源採取 と， 環境への負荷の発生の両面において， 環境

への影響を最小に と どめる ための適切な管理手法が求め

られている。 本研究は， 生産 ・ 消費活動に伴 う 資源消費 ・

環境負荷の現状や施策 ・ 技術の導入によ る改善効果を評
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価する手法を開発 ・ 提供する こ と によ り ， 企業 ・ 消費者 ・

政府等の関係主体の取 り 組みの促進に資する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 本課題では， 以下のよ う な研究内容を計画し ている。

　 １ ） ラ イ フサイ クルアセス メ ン ト （LCA） の実践 と応用

　 　 に関する研究

　 ２ ） 環境負荷や資源消費がも た らす影響の評価手法の

　 　 開発と LCA への適用に関する研究

　 ３ ） 環境パフ ォーマン ス評価や持続可能性評価のため

　 　 の指標の開発と情報提供手法に関する研究

　 本年度は，引き続き LCA における影響評価における地

域性の考慮や統合評価など手法面の情報収集および未利

用エネルギーの活用に対し て LCA を用いた解析を行っ

た。 また， 銅などの非鉄金属の リ サイ クルにかかる事例

を調査し， リ サイ クルの規模 ・ 技術が異な る場合に資源

枯渇や環境負荷に与え る影響を評価する基礎 と し た。 さ

ら に， 環境パフ ォーマン ス指標や環境効率指標および環

境マネジ メ ン ト システムの利用動向について情報収集し

た。

〔備考〕

（ ７ ） 意思決定主体の態度 ・ 行動モデルを用いた環境負

荷低減施策の分析

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0204AE348

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○寺園淳 （社会環境シ ス テム研究領域） ・ 日引

聡 ・ 森口祐一

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 環境負荷の発生 と 強い関係のあ る複数の行動

選択肢を前にし た と き， 費用や利便性などが障害 と なっ

て， 意思決定主体 （市民， 事業者， 行政など） は環境負

荷の大きい選択肢を と ら ざ る を得ないケースがあ る。 本

研究では， 現行で実施されている政策 ・ 制度を よ り 環境

配慮型に近づけ る ための政策評価手法を開発する こ と を

目的 と する。 そのために， 資源循環 と 都市計画の分野に

おけ るい く つかの政策 ・ 制度について， 意思決定主体の

態度や行動をモデル化し， 現行を含む複数のシナ リ オ下

での意思決定主体の行動か ら導かれる環境負荷低減効果

を予測する こ と によ って， 現行の制度改善の必要性を論

じ る。 以上を通じ て， 環境負荷 と 関係の強い政策 ・ 制度

の策定にあたって， 意思決定主体の行動パターンをでき

るだけ定量化し た形で予測に含め， 環境負荷低減のため

に彼 ら の行動変化を促す仕組みを作 る こ と を目標 と す

る。

〔内容および成果〕

　 意思決定主体の態度 ・ 行動モデルの設計のための， ロ

ジ ッ ト 型を含むい く つかのモデル構築の手法に関し て調

査を継続し た。

　 また， 適用事例 と し て， 家電や非鉄の リ サイ クル工場

などの現場を取 り 上げて， リ サイ クル技術， コ ス ト や環

境負荷などに関する情報を収集し た。 それぞれの現場に

おいて， 解体 ・ リ サイ クルし た材料の取扱い方法にコ ス

ト などが与え る影響を調査し， モデル適用のための条件

を検討し た。

〔備考〕

（ ８ ） 環境勘定 ・ 環境指標を用いた企業 ・ 産業 ・ 国民経

済レベルでの持続可能性評価手法の開発に関する研

究 （2） マテ リ アルフ ロー勘定を用いた環境 ・ 資源

効率指標の開発に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 H-9

〔研究課題コー ド〕 0103BA038

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○森口祐一 （社会環境システム研究領域） ・

南齋規介

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 「持続可能な発展」 や 「環境政策 と経済 ・ 産業

政策の統合」 は概念 と し ては広ま った も のの， その具体

的意味の共通理解は不十分なま まであ り ， その実現への

具体的道筋はいまだに明ら かではない。 従来の国レベル

の経済指標や生産性指標， 企業の経営指標は， 地球環境

保全を考慮し た意思決定には不十分であ り ， 各経済主体

の活動が， 持続可能な方向に向け られているかを判断す

る ための尺度が必要であ る。 リ オ +10 へのイ ンプ ッ ト と

し て 「持続可能な発展」 の進捗を計測す る 指標開発が

OECD 等で行われてき た。 また， 1993 年の国民経済計算

体系 （SNA） の国際標準改訂の際に試行的に導入さ れた

環境経済統合勘定 （SEEA） について， 2000 年版改訂草案

が公表され （現在の最新版は SEEA2003）， これに呼応し

た新たな研究の実施が早急に必要であ る。 一方， 企業レ

ベルで も環境面から の格付けなどの社会的ニーズが手法

開発に先行し てお り ， 信頼でき る手法の提供が急務であ

る。 そ こ で， 本研究は， 環境勘定 （環境会計） や環境指

標の手法を用いて， さ まざまなレベルの経済主体ご と に，

その活動の環境面での持続可能性の度合いを計測する た

めの手法を開発する こ と によ り ， 産業 ・ 経済活動のよ り
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持続可能な方向への転換に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本課題は ３ つのサブテーマか ら構成されるが， 当研究

所ではサブテーマ 「マテ リ アルフ ロー勘定を用いた環境・

資源効率指標の開発に関する研究」 を担当し た。 ま た，

課題全体の代表者 と し て， 他の共同研究機関が担当する

サブテーマ「SEEA の改訂等に伴 う 環境経済勘定の再構築

に関する研究」 によ るマ ク ロ レベルの勘定 ・ 指標 と， サ

ブテーマ 「産業におけ る環境効率 ・ 資源生産性評価手法

の開発と適用に関する研究」 によ る ミ ク ロ レベルの勘定・

指標と をつなぐ役割を担った。

　 担当サブテーマについて， 本年度は， 前年度までに引

き 続 き， 先行研究で試作 し た 多次元物量投入産出表

（MDPIOT） について， 環境勘定の新たな国際標準 と なる

SEEA2003 と の整合性の向上，「隠れたマテ リ アルフ ロー」

など貿易によ る国際連関を通じ た問題の記述のための改

良， 企業 ・ 産業レベルの ミ ク ロデータ と の連携の可能性

の検討など， 枠組みの改良に関する検討を進めた。 一方，

実証データ については， こ れまでに作成し た化石燃料，

金属鉱物， 非金属鉱物の ３ つの資源に関する試作表に加

え， 新たにバ イ オマ ス資源表の試作を進め る と と も に，

副生ガスなどの記述の改良を行った。 また， 日本への資

源 ・ 製品等の輸入量に関し て， 通関統計を用いたデータ

の精緻化を過去に遡って行った。

　 一方， 先行研究か ら取組んでき た一国の物質収支総量

に基づ く DMI （Direct Material Input） 等の指標算定の基

礎データについて， 近年の公的統計の簡素化 ・ 再編を踏

まえた推計法の検討， 国産鉱物量の把握や鉱石の精錬に

伴 う 物質収支の計算法の精査を行い， こ れに基づいて，

過去に遡ってデータの見直し を行った。 さ らに， 物質収

支総量の推計方法や MDPIOT の推計方法全般について再

整理を行 う など， データの公表に向けた準備を進めた。

　 なお， 本研究の実施にあたっては， 産業エコ ロ ジーや

マテ リ アルフ ロー分析に関する国際研究集会への参加，

OECD における環境指標， 持続可能な発展の指標， 環境

勘定フ レーム ワー ク の検討作業への参加な ど を通じ て，

指標開発 ・ 利用の動向， と く に， マテ リ アルフ ロー分析

の指標開発への利用動向についての情報収集 と 成果発信

を進めた。

〔備考〕

共同研究機関 ： 内閣府経済社会総合研究所， 独立行政法

　 　 　 　 　 　 　 人産業技術総合研究所LCA研究センタ ー，

　 　 　 　 　 　 　 ヴ ッパータール気候 ・ 環境 ・ エネルギー

　 　 　 　 　 　 　 研究所 （ド イ ツ）， ラ イデン大学 （オラ ン

　 　 　 　 　 　 　 ダ）， 世界資源研究所 （米国）， ウ イーン

　 　 　 　 　 　 　 大学 （オース ト リ ア）

共 同 研 究 者 ： 井村秀文 （名古屋大学） ・ 有吉範敏 （熊本

　 　 　 　 　 　 　 大学） ・ 和田喜彦 （札幌大学， 2003 年 10

　 　 　 　 　 　 　 月よ り 同志社大学）

（ ９ ） 耐久財起源の循環資源の適正管理に関する研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0103BE278

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 寺園淳 ・ 加河茂美 ・ 橋本征二 ・

田崎智宏

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 既に建設解体廃棄物や耐久消費財は， 廃棄物発

生量に大き な割合を占めているが， 今後， 使い捨て型の

廃棄物の減量化が見込まれる こ と， 社会が成熟し， 過去

か ら の ス ト ッ ク が更新の時期を迎え る こ と を考慮すれ

ば， 耐久財起源の循環資源は， 重要度を増す と 考え られ

る。 そ こ で本研究は， こ う し た耐久財起源の循環資源に

焦点をあて， 今後の発生量を予測し， そ こ に含まれる物

質の有用性・有害性などの質的側面を評価する と と もに，

リ サイ クル ・ 適正処理処分促進のための技術や施策等の

管理手法 と その効果について検討する こ と によ り ， 循環

型社会形成に資する知見を提供する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 産業連関分析， マテ リ アルフ ロー分析，

意識 ・ 行動調査， 法制度分析などの手法 と， 家電 ・ 自動

車などの耐久消費財や建築物 と いった事例研究対象 と を

組み合わせる こ と で， 耐久財に起因する廃棄物の発生 と

循環利用に関す る 現状分析 と 主要な問題点の抽出を行

う 。

　 産業連関分析の適用検討では， 産業連関モデルな らび

に自動車の廃棄モデルを用いて乗用車の長期使用がも た

らす環境 と 経済への影響を把握する ため， 前年度の成果

を発展させ， 長期使用が達成された場合に付随する家計

消費の減少が乗用車購入以外の消費や貯蓄 ・ 投資へ向

かった場合の二次的影響を踏まえた解析を行い， 国内総

生産， 雇用者所得， エネルギー必要量， 廃棄物処分量の

変化量を定量的に求める こ と ができた。

　 耐久消費財に含まれる物質 ・ 素材ご と の質的なフ ロー

解析検討では， 乗用車に用い られる部品 ・ 素材フ ローを

事例研究と し て，初年度に行ったフ ロー解析手法を基に，

前年度 と 本年度で行ったシ ュ レ ッ ダー業者および解体業

者へのアンケー ト 等調査の詳細な結果を追加し て， 再解
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析を行った。 その結果， 普通乗用車 ・ 小型乗用車 ・ 軽乗

用車の ３ 区分のそれぞれの出荷か ら リ サイ クル ・ 廃棄ま

でにいたる フ ローを 1990 ～ 2020 年にわたって素材別に

詳細に得る こ と ができ た。 出荷 ・ 廃棄発生フ ローではア

ル ミ と PP， その他プラ （PE と ABS を除 く ） が増加し て

いる と と もに， 2000 年度から 2005 年度にかけての使用

済みフ ローが急増する こ と を確認でき た。 また， これら

のフ ロー量の差よ り 蓄積量を推算する こ と ができ た。 ま

た， リ サイ クルフ ローの素材数は少ない一方で処理処分

フ ローの素材数は多 く ， 素材分別でき ない分が処理 ・ 処

分フ ローへ流れる こ と が明示された。

　 また， 耐久消費財の時間遅れフ ローを適切に把握する

ために， 家電製品の使用年数調査手法の検討を行った。

使用年数には複数の定義を明ら かにし た上で， 製造年別

の使用済み製品の台数を リ サイ クル ・ 処理施設などで調

査する アプローチ と 製品の保有台数から残存割合を求め

て使用年数分布を得る アプローチの ２ つの長所 ・ 短所を

整理し， 循環資源の適正管理の上でよ り 適切 と 考え られ

た後者のアプローチの使用年数分布の調査方法を提示で

き た。

　 建築物 ・ 土木構造物の検討では， 国 ・ 地域ブロ ッ ク レ

ベルを対象と し て，建設鉱物以外の主要建材（プラ スチッ

クや木材など） や処理時に注意を要する建材 （防腐処理

木材など） のマテ リ アルフ ローを推計する と と も に， 建

材に関連する リ サイ クル技術の動向を整理し， 今後のポ

テンシ ャルについて検討し た。 その結果， 建設鉱物以外

の主要建材や処理時に注意を要する建材の廃棄量の増加

が予測された こ と から， その管理の重要性を指摘する と

と も に， 地域ブロ ッ ク別に主要建材のマテ リ アルフ ロー

の特徴を指摘し た。 また， 建材に関連する最近の リ サイ

クル技術には， 他産業で発生する廃棄物の利用技術も多

い こ と， ただし それらのポテンシ ャルは建設廃棄物の利

用を大き く 阻害する ものではないこ と を指摘し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 柳下正治 （名古屋大学） ・ 谷川寛樹 （和歌山

　 　 　 　 　 　 大学） ・ 加河茂美 （現東北大学 ： 年度途中で

　 　 　 　 　 　 異動）

（10） 木材系廃棄物の利用法の拡大に関する研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0204BE434

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策1.(1) 循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕 ○後藤純雄 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 中島大介 ・ 江副優香 ・ 酒井伸一

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物には様々な有害物質が含まれ る場合が

多い こ と か ら その再生利用においてはそれらの実態を把

握し， 安全性を確保する こ と も重要であ る。 本研究では，

木材系廃棄物の利用法を拡大する ため， 炭化物など を利

用し た再生品を開発する と 共にその有効利用法について

検討する。 即ち， 炭化物の加工， 製造法や利用法につい

て検討する と 共に， 有害物質の挙動について も検討を加

え る。 特に， 炭化物ボー ド と し ての利用に関し ては， 室

内空気汚染物質の吸着除去効果などについて検討する。

〔内容および成果〕

　 本研究の ２ 年目の本年度は主に次の成果を得た。

　 １ ） 木材系炭化物をセルロース繊維等 と 接着させた炭

化物ボー ド を作成し， モデル実験室に設置し てホルムア

ルデ ヒ ド の長期 （ １ 年間） の吸着試験を実施し た。 その

結果， 室内では １ 年間の長期に亘ってホルムアルデ ヒ ド

がほ と んど検出されず吸着能が維持される こ と など を認

めた。

　 ２ ） 有害物質の挙動に関する検討 と し て， 木材系廃棄

物の炭化物に含まれる可能性の高い有害成分 （ダ イオキ

シン類） の分析法などについて も検討を進めた。 市販の

木炭 （備長炭など ４ 種） 中に含まれる ダ イ オキシン類を

測定し た結果，PCDDs で検出限界以下～ 0.03ng/g，PCDFs

で検出限界以下～ 0.004ng/g と な り ， ご く 微量しか存在

し ないこ と を認めた。

　 ３ ） 有害物質の生物評価に関する検討 と し て， 木材の

炭化処理に伴って生成する変異原性物質の挙動について

ヒ ノ キ材を用い，Ames マイ ク ロサスペンジ ョ ン法で調べ

た。 その結果， 変異原性物質は主にガス状成分 と し て放

出され， 木炭にはほ と んど残ら ない こ と などが示唆され

た。

〔備考〕

共同研究機関：東京理科大学理学部・明星大学理工学部・

　 　 　 　 　 　 　 京都大学環境保全セン ター

（11） アジア地域における資源循環 ・ 廃棄の構造解析

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0204BE481

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○寺園淳 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ター） ・ 酒井伸一 ・ 森口祐一 ・ Bulent Inanc

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 日本からの使用済み製品 ・ 材料の輸出が輸入国
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側でどのよ う に取 り 扱われているか， 国境を超えた資源

の循環が適切に成立し ているのか， について判断でき る

情報が不足し ている。 本研究の目的は第一に， こ のよ う

な国際的な資源循環の構造を解明し， 持続可能な資源循

環のあ り 方を議論する基礎情報を提供する こ と であ る。

第二には， 日本発の中古製品や廃棄物の輸出 と これに起

因し ている可能性のあ る各地の環境汚染 と の関係を明ら

かにし， その防止に貢献する こ と であ る。 さ ら に， 国外

の廃棄側におけ る隠れたフ ローを考慮する と い う ， 従来

のマテ リ アルフ ロー分析の拡張によ って， 国際的な資源

循環の情報基盤整備に資する こ と も目指す。

〔内容および成果〕

　 平成 15 年 12 月に国立環境研究所において 「第 ２ 回ア

ジア地域におけ る資源循環 ・ 廃棄物管理に関する ワーク

シ ョ ッ プ」 を開催し た。 中国， 香港， 台湾， 韓国， フ ィ

リ ピ ン， マレーシア， タ イ， イ ン ド， ト ルコ及び日本の

10ヵ国 ・ 地域から 16 名の専門家を招き， アジア地域にお

け る静脈系資源の国際的フ ロー， アジア各国 ・ 地域の廃

棄物管理状況及び最終処分場の現状 と 課題について， 情

報収集 と 討議を行った。 こ のワーク シ ョ ッ プの成果に国

内外で実施し た調査結果を加えて， 以下にま と める。

　 まず， アジア地域におけ る静脈系資源の国際的フ ロー

については， 主 と し て日本 ・ 中国 ・ 香港間のフ ローの現

状を探った。 2003 年の日本か ら の鉄 ・ 非鉄の金属 く ず，

古紙，プラ スチ ッ ク く ずの輸出量は 2002 年に比べて微減

の約 830 万 ト ン と なった。 鉄 と古紙はやや減少し た もの

の， 非鉄 と プ ラ スチ ッ ク の伸びが顕著であ り ， 中国 ・ 香

港方面への輸出の傾向は続いてい る。 事例研究 と し て，

国内調査によ って家電 リ サイ クル工場などの現場か らの

金属 ・ プ ラ スチ ッ ク く ずの発生態様を確認し， 輸出状況

を推定する こ と ができ た。 国外調査か らは金属や電線類

について， 中国の沿岸部の中で も浙江省や天津市などで

輸入 ・ リ サイ クルされている状況を確認し た。一方，PET

ボ ト ルな ど のプ ラ ス チ ッ ク く ずについては， 香港経由

ルー ト を含めて， 浙江省や広東省で リ サイ クルが盛んな

実態を明ら かに し た。 これら について， 中国での リ サイ

クル技術， 規制， 利用に関する情報を収集し て日中間の

フ ローの概略を把握でき た と と も に， 一部環境負荷やコ

ス ト などに関する情報も収集し た。 香港については， 日

本か ら中国へのプラ スチ ッ ク の中継基地の役目を果た し

ている と と も に， 日米などか ら中国への電気 ・ 電子廃棄

物の密輸拠点 と なって中国の環境汚染を間接的に引き起

こ し ていた疑いが示された。

　 こ のよ う なアジアの静脈系資源の国際フ ローに関する

現状か ら， 次のよ う な課題が挙げられる。 すなわち， 国

内 リ サイ クル法 と 国際的資源循環の枠組み と の調和， 動

脈 と 静脈の情報交換， 国内及び地球規模の資源管理，

LCA ・ 労働安全面か ら の循環の評価， 資源採掘 と 廃棄物

処理の双方で海外に隠れたフ ローがあ る こ と， な らびに

リ サ イ ク ルに伴 う 有害化学物質汚染の管理な どであ る。

特に国内 リ サイ クル法については， 輸出を認める基準が

あいまいであった り ， 国内での費用負担の仕組み と 輸出

追認の現状 と の間に矛盾が生じ てお り ， これらの克服の

ための対応が至急必要と なっている。

　 また， アジアの廃棄物管理状況については， 前年度か

ら対象国 ・ 地域を拡大し て情報収集を継続し た。 廃棄物

発生 と 処理に関し て， 各国 ・ 地域 と も に リ サイ クルの努

力はな されている も のの経済成長に伴い排出量の増大が

顕著であ る こ と， 有機系廃棄物への対応が大き な課題で

あ る こ と， さ らには統計情報の整備がなお必要であ る こ

と がいえ る。 これよ り 本課題では， 各国 ・ 地域におけ る

背景や制度の相違に配慮し ながら， アジア地域での廃棄

物統計情報の整理を行った。 と り わけ， アジア地域に多

数存在するオープンダンプを含む処分場については今後

の管理が一層重要にな る こ と か ら， その数， 処分物や規

制などについて， アジア地域内で比較可能なデータベー

スの基礎を開発し た。 廃棄物管理政策 と し ては， 韓国 と

台湾では早 く か ら 特定の製品に対 し て拡大生産者責任

（EPR） が導入され，その有効性 と限界が把握されてお り ，

国内の廃棄物政策にも参考にな る と考え られる。

〔備考〕

共同研究者 ： 鈴木克徳， 佐藤裕子 （国連大学高等研究所）

（12） 社会的受容性獲得のための情報伝達技術の開発

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 9903KB033

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○寺園淳 （社会環境システム研究領域） ・

森口祐一 ・ 松橋啓介

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 15 年度 （1999 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 環境問題の多様化， 複雑化に伴い， 環境低負荷

型社会を各主体が協力し て築 く ためには， 様々な環境問

題の重要性をバラ ン ス よ く 評価し， 意思決定につなげる

必要性がますます高ま っている。 本研究では， 各種環境

問題に対する定量的 ・ 科学的情報を提供し なが ら， い く

つかの事例に関する市民 と の討論など を通じ て， 彼らの

環境観 （価値観） を把握する。 得られた環境観を用いて

従来のラ イ フサイ クルアセス メ ン ト 手法を改良し， 様々

な意思決定に適用可能な環境影響の総合評価手法を開発
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する こ と を本研究の目的 と する。 同時に， 市民の行動に

影響する因子を把握し， 環境低負荷型社会構築のための

情報提供や政策への評価手法適用のあ り 方を探る。

〔内容および成果〕

　 ごみや交通は市民の日常生活 と 関係の深いテーマであ

るが， 代替案ご と に環境負荷などの ト レー ド オフが存在

する場合が多 く ， 望ま しいシステムを市民が選択する こ

と が容易ではない。 本研究では， 環境情報が市民の意思

決定に与え る影響を把握し， 環境影響の総合的な評価手

法 を 開発す る た め に， ご み問題 な ど に関す る ワ ー ク

シ ョ ッ プの開催やアンケー ト 調査などを実施し てき た。

　 本年度までの研究の成果 と し て， 意思決定者の環境観

が代替案に対する総合的な評価に影響を与え う る こ と が

示された。 加えて， 市民の判断には提供された環境情報

の影響があ る も のの予想されたほど大き く はな く ， 参加

者の思い込み （バイ ア ス） を取 り 除 く など判断のための

環境整備が重要であ る こ と， などが認められた。

　 一方， ごみや交通問題に対する ケース ス タデ ィ か ら，

環境性能 ・ 利便性 ・ 経済性の評価の中で一般に経済性や

利便性の評価が大きいこ と が示されている。し たがって，

環境問題間の ト レー ド オフに対する配慮は重要であ る も

のの， 当然ながら経済性や利便性も考慮し た対応が必要

であ る こ と がわかった。

　 こ のほか， 本年度は名古屋大学におけ る 「市民が創る

循環型社会フ ォーラ ム」 への取組みに協力し， これまで

のワーク シ ョ ッ プ開催で得た知見を供し た。

〔備考〕

研究代表者 : 安井至 （東京大学）

２ ． ２ 廃棄物の資源化 ・ 適正処理技術及びシステ

ムに関する研究

（１）埋立地浸出水の高度処理に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9906AE238

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 水落元之 ・ 徐開欽

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 18 年度 （1999 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 埋立地浸出水には， 多種多様な化学物質が含ま

れてお り ， と く に， 湖沼などで有毒アオコの発生原因 と

な る高濃度窒素， 微生物で分解除去の困難な難分解性物

質， 微量で も生態系 ・ 生体に影響を及ぼす可能性の高い

微量化学汚染物質の混入等の可能性があ る。 そ こ で本研

究では， これらの水質汚濁の原因 と な る埋立地浸出水の

効率的かつ高度な処理手法の開発を目的 と し て検討を行

う 。

〔内容および成果〕

　 埋立地浸出水中の汚染物質に関する調査か ら， 微量で

はあ るがダ イオキシン類， 環境ホルモン様物質等の強い

毒性を有する化学物質の検出される ケースが数多 く 報告

されて き ている。 本年度は， と く に， 検出頻度の高いダ

イオキシン類に着目し， こ の物質を持続的に分解･除去が

可能な生物処理プロセスの開発 と， その処理機能の解析

･評価を行った。 その結果， ダ イオキシン類含有浸出水で

の馴養汚泥も し く はダ イオキシン類分解菌を活性炭 と と

も に包括固定化し た活性炭複合担体を好気流動床プロ セ

スの担体 と し て用いる こ と によ り ， ダ イオキシン類の高

い分解･除去率が長期間安定し て達成で き る こ と が明ら

か と なった。 また， 活性炭複合担体の分解･除去能を毒性

当量 （TEQ ： Toxicity Equivalency Quantity） 除去率で評価

し た結果， 70％の高い性能を有する こ と がわか り ， ダ イ

オキシン類に対し て分解能の高い微生物 と 活性炭を組み

合わせた包括固定化法を導入し た生物処理プロセスの有

効性が確認でき た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 岡山県環境保健セン ター ・ 神奈川県環境

　 　 　 　 　 　 　 科学セン ター

（ ２ ） 循環廃棄過程における環境負荷の低減技術開発に

関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB401

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 西村和之 ・ 倉持秀敏

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会に適合し， 環境負荷低減に配慮し た

廃棄物処理技術及び循環資源製造技術を開発する。 焼却

等の熱的または物理化学的処理技術について， 汚染物質

排出特性等を明確にする と と も に新規かつ高度の負荷低

減技術を開発し， さ らに総合的な評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 熱処理プロセスか らの環境負荷削減技術 ： キルン

式， 流動床式熱分解ガス化溶融炉各種のボ イ ラおよびガ

ス冷却塔か ら採取し た灰および従来方式焼却炉の飛灰等

を加熱する こ と によ る ダ イオキシン類の生成試験を行っ

た。 ガス化溶融灰中の炭素含有量はいずれも 0.01％以下
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で非常に少なかった。 しかし， 灰単位量当 り のダ イオキ

シン類生成総量は， 灰中金属の触媒作用によ り 焼却飛灰

と 同程度以上であった。 こ の微量の灰中炭素量 と ダ イオ

キシン類生成総量と の間に， 相関係数 0.86 の正の相関が

存在する こ と を見いだし た。 一方， 国内で稼働中のガス

化溶融式焼却施設の実態をアンケー ト 調査し，環境負荷，

資源循環等の指標によ り 評価し た。 これよ り ， 上記ダ イ

オキシン類生成能に も と づ く 負荷物質排出特性の把握へ

研究を展開する基礎データ を得た。 また， ダ イオキシン

類の排出濃度を簡易 ・ 迅速に管理するモニ タ リ ング手法

に関し， 有機ハロゲン化合物ご と の量 - 応答関係を実験

的に求め， 基礎データの蓄積を図った。

　 排ガス高度処理に用いられる活性炭， 活性コーク スお

よび炭化物等10種類に及ぶ材料のダ イオキシン類代替物

質に対する吸着特性を比較 ・ 解析する こ と によ り ， ダ イ

オキシン類等の制御に最適な材料選択手法 と システム化

の確立をねら った。 材料 と し て前年度までの活性炭等に

対し， バイ オマス， 廃棄物の資源化物 と し ての活性炭化

物を検討対象物質に加え， 比表面積および細孔径ご と の

累積細孔容積をパラ メ ータ と し て平衡吸着量を求めて評

価し た。 多 く の材料の比較を通じ て， 比表面積および細

孔径2 nm以下の微細孔に起因する細孔容積が平衡吸着量

の決定因子であ る こ と を確実な知見 と し た。 排ガス処理

がこれら の材料の煙道注入 と い う 方法で行われている実

態から， 比表面積が 300 m2/g 程度の活性コーク スであっ

て も実用上の効果は十分あ る こ と， また吸着能力だけで

な く コ ス ト 等を含めた総合的な観点から，比表面積が 400

m2/g 程度の活性炭化物が有望な材料になる可能性を示し

た。

　（ ２ ） 環境負荷物質の物理化学パラ メ ータ ： 本年度は前

年に引き続き， 有機臭素化合物の物理化学パラ メ ータ を

精密に測定する と と も に， 有機臭素化合物等の疎水性物

質を対象と し たオ ク タ ノ ール / 水分配係数の直接測定法

の確立， および解離基がイオン化し た疎水性物質の溶解

度挙動の変化を検討し た。

　 分配係数の直接測定法の確立で は， 測定法 と し て

DCCLC（Dynamic Coupled Column Liquid Chromatographic）

法を選択し た。 DCCLC 法では， 分配平衡場を提供する

ジ ェネレータ カ ラ ムの後段において微少なオ ク タ ノ ール

相のエマルシ ョ ンが流出し， それらが HPLC へ混入する

こ と が主な測定妨害因子 と 考え られた。 そ こ で， エマル

シ ョ ンを除去する ために， シ ラ ン処理し たグ ラ ス ビーズ

と グ ラ ス ウールを充填し た ミ ニカ ラ ムをジ ェネレータ カ

ラ ムの後段に取 り 付けた。 その結果， エマルシ ョ ンが除

去 さ れ， 分配係数が 4 以上の疎水性物質の分配係数を

DCCLC 法によ り 測定する方法を確立でき た。 これによ

り ， 多環芳香族化合物を用いた信頼性の確認を行い， さ

らに4,4'-ジブロモジフ ェニルエーテルについての測定値

（5.84） を得た。

　 一方， イ オン化し た疎水性物質の溶解度の測定では，

テ ト ラ ブ ロ モビ ス フ ェ ノ ール A （TBBP-A） を対象 と し

た。 水の pH を変えて解離基を イオン化させた場合の溶

解度を測定する と，pH の増加 と と もに水への溶解度が著

し く 増大し た。 疎水性が高 く 難溶性の TBBP-A で さ え，

水の pH を 13 にし た場合の溶解度は， イオン化し ない場

合の 100000 倍以上も増加する こ と がわかった。 これは，

疎水性物質でも水酸基が解離する と 電解質 と 同等の性質

へ変化する ため と 考え られ， 解離基を有する物質は， 溶

媒の pH と解離基の pKa の組合せ次第ではその溶出ポテ

ンシ ャルが数桁以上異な る こ と が示唆された。 以上の結

果よ り ，pH と pKa が環境分配性および生物濃縮性に大き

な影響を与え， 解離基を有し た物質の環境挙動予測にお

いては， 解離の影響を加味する こ と が非常に重要であ る

こ と を指摘し た。

〔備考〕

（ ３ ） 最終処分場容量増加技術の開発と適地選定手法の

確立に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB402

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 山田正人 ・ Bulent Inanc ・ 石垣智基 ・

遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 最終処分場の再生， 埋立廃棄物の中間処理技術

等を援用し た質的な改善，覆土材や覆土施工技術の改良，

および遮水技術システムの見直しによ り ， 埋立地容量の

増加が可能な新しいシス テムを提案する。 また， 海面最

終処分場の適正立地のための環境負荷及びその低減技術

に関し て評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 最終処分場残余容量の逼迫 と 新規陸上処分場建設の困

難性から， 最終処分場の容量増加技術や海面最終処分場

の役割の重要性が指摘されてお り ， 安全性の確保を目的

と し た， 科学的 ・ 工学的見地か ら の研究が必要 と なって

いる。 本研究の目的は， （1） 容量増加技術の開発 と 埋立

廃棄物の掘削作業におけ る環境影響評価 ・ コ ス ト 評価，
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（2） 海面最終処分場の ラ イ フサ イ ク ル イ ンベン ト リ ー，

ラ イ フサイ クルコ ス ト によ る特性評価， （3） 海面最終処

分場内におけ る物質および水分の移動挙動把握によ る リ

ス ク評価を実施し， 工学的適地選定手法を確立する こ と

であ る。

　 最終処分場の容量増加技術開発 と し て， 本年度はテス

ト ピ ッ ト 掘 り 起こ しによ る大気中環境質の測定を実施し

た。 海面埋立処分場のラ イ フサイ クル評価では， 主に埋

立容量 と 処分場建設コ ス ト と の関係を整理し， 処分場内

の物質移動評価では， 表層から深度 4 m までの処分場ガ

スのモニタ リ ングを実施し た。

　（ １ ） 最終処分場容量増加におけ る埋立廃棄物掘 り 起こ

し時の環境影響評価 ； 最終処分場の残余容量が逼迫し て

いる中， 新規処分場の建設は地元住民によ る反対や， 建

設コ ス ト の高騰によ り ， 事実上困難な状況にあ る。 その

ため， 既設最終処分場の掘 り 起こ し減量化を促進し， 埋

立容量を増加させよ う と い う 動きがあ る。 埋立廃棄物の

掘 り 起こ し時には， 粉塵や臭気， 有害ガス， 微生物や細

菌が放出される こ と が予測されるが， 掘 り 起こ しの事例

が少な く ， 安全な作業環境を確保する ためには， 掘削時

の環境影響を把握する必要があ る。 本研究では， 容量増

加を計画 し てい る 二つの一般廃棄物最終処分場におい

て， テス ト ピ ッ ト と し て掘削を実施し， その際に放出さ

れる大気中環境質の測定を行った。 最も環境影響ポテン

シ ャルが高い場所を選定する ためのサイ ト キ ャ ラ ク タ ラ

イゼーシ ョ ン手法について も検討し， テス ト ピ ッ ト の位

置を決定 し た。 一連の， 現場な ら びに室内実験に よ り ，

バク テ リ ア と 菌類の値が 「職場の安全， 衛生に関する法

令 （米国， OSHA）」 の基準値を超過し ている こ と が観察

され， 掘 り 起こ し時の留意事項と し て挙げられる。

　（ ２ ） 海面最終処分場の ラ イ フサ イ ク ルコ ス ト ； 近年，

最終処分場の計画 ・ 建設 ・ 管理運営に対する住民意識が

高 く な り ， 住民関与のあ り 方や， 最終処分場のあ り 方が

模索 さ れ始めてい る。 処分場の技術的側面においては，

平成 12 年に構造基準から性能基準への変革を遂げてい

る。 以上の経緯を踏まえ， 放流水基準や地下水保全に対

する安心設計が高度な も の と な り ， 処分場の建設 ・ 維持

管理に対する コ ス ト の高騰が懸念される。前年度までは，

ラ イ フサイ クルイ ンベン ト リ ーの実態分析を行い， 環境

負荷量についての検討を実施し てき た。 本年度は平成 11

～ 15 年に建設された最終処分場の建設コ ス ト を調査し，

処分場容量か ら浸出水処理コ ス ト を推算する こ と で ラ イ

フサイ クルコ ス ト 分析を実施し た。 建設コ ス ト は， 埋立

容量に対す る ス ケール効果を有す る こ と が明 ら か と な

り ， 埋立容量 1.5 万 ｍ3， 20 万 ｍ3 の処分場の場合， 1ｍ3

当た り それぞれ 5 万円， 1 万円程度 と なる こ と が統計的

に明ら かに され， 埋立容量が決まれば建設費を推算する

こ と が可能 と いえ る。 水処理， 維持管理 （人件費抜き）

のコ ス ト 分析について， 海面 と 陸上処分場で単価は等価

であ る，維持管理期間は埋立期間を含めて 45 年間 とする

と い う 仮定の下で計算を行った。 コ ス ト は全て埋立廃棄

物 1ｍ3， かつ 1 年間当た り に必要な価格であ る。 浸出水

処理コ ス ト は陸上では 36 ～ 53 円，海面では約 21 円 と計

算された。 維持管理コ ス ト は， 陸上で 2,440 ～ 2,710 円，

海面では 1,190 ～ 2,350 円 と推算される。

　（ ３ ） 海面最終処分場における埋立廃棄物層内のガス質

モニ タ リ ング ； 海面処分場の安全 ・ 安心設計を促すため

には， 海面処分場が有する リ ス ク ポテンシ ャルを正確に

把握する必要があ る。 前年度までは， 内水の移動に着目

し， 数値解析的検討を行って き た。 本年度は， 内水移動

に伴 う 廃棄物層内ガス質の変化 と， 跡地利用時におけ る

ガス対策を意識し， 大阪湾臨海環境整備セン ターの尼崎

沖処分場において処分場ガス ・ 温度の深度分布 （深度 1，

2， 3， 4 m） のモニタ リ ングを実施し た。 深度は埋立廃棄

物層から の深さ であ り ， 最上部の覆土は粘性系材料が使

用され， 厚さは 40 cm であ る。 酸素濃度は深度 2 m にお

いてほぼゼロ と な り ， メ タ ン濃度が 14％vol. と測定され

た。 深度 4 m まで二酸化炭素は検出されなかった。 地温

は深度 4 m において 26 度 （気温 5 度） と高 く ， 深度 1 m

において も 地温の日変動は認め ら れない結果 と なった。

処分場ガス， 温度 と 同時に， 埋立廃棄物の微生物群集構

造解析を実施し た結果， 深度が深 く な るにつれて多様性

が減少し てお り ， 総菌数も減少し ている傾向が伺えた。

〔備考〕

共同研究機関 : 埼玉県環境科学国際セン ター （八戸昭一）

（ ４ ） 最終処分場安定化促進 ・ リ ス ク削減技術の開発と

評価手法の確立に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB403

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 山田正人 ・ Bulent Inanc ・ 石垣智基 ・

遠藤和人 ・ 大河内由美子 ・ 毛利紫乃

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物最終処分場の安定化の程度を地温， 内部

貯留水， 埋立地ガス， 浸出水等よ り 非破壊で診断する指

標 と 現場での緊急点検や長期監視に対応し た計測法を開
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発する。 さ ら に， 必要な安定化促進技術並びに不適正処

分場の改善 ・ 修復法を開発 ・ 評価する。

〔内容および成果〕

　 安定型廃棄物の硫化水素発生ポテ ン シ ャ ルを簡易溶

出 ・ 培養法によ り 評価でき る こ と， および廃石膏ボー ド

だけで高濃度硫化水素を十分に発生可能であ る こ と， 湛

水部分での硫化水素の発生が多い こ と 等を明ら かに し，

安定型最終処分場から の硫化水素発生防止対策に有効な

情報を得る こ と ができ た。 最終処分場の環境汚染ポテン

シ ャル と 安定化を判断する指標 と し て 「浸出水」 水質の

ト レ ン ド を取 り 上げ， 浸出水質の形成に及ぼす処分場の

特性を考慮し， 埋立終了後に浸出水質の安定化の進行度

を判断する方法について検討し た。 処分場単位容積当た

り の各種水質成分の累積浸出量は， データの欠落時も処

分場間の比較が可能であ り ， 濃度低下 と 浸出量収束を同

時に満たす有望な指標であ る可能性が示唆された。 覆土

中の埋立ガス簡易計測のための多深度土壌ガス採取器の

開発を行 う と と もにボー リ ングバーを用いた掘削および

ガスセンサーによ る現場計測 と の比較を行った。 多深度

土壌ガス採取器は外気によ る攪乱を防ぎ， 複数の深度に

おけ る 地中ガ ス を同時に採取可能であ る こ と が示 さ れ

た。 地表面か らのガス放出地点の検出および定量を目的

と し て赤外線レーザー メ タ ン検出器の改良を行った。 閉

鎖型チャ ンバーを用いた メ タ ンフ ラ ッ ク ス観測値 と， 赤

外線レーザー メ タ ンを検知器によ る定量値の間には一定

の関係が見られた。 埋立ガス中の非 メ タ ン炭化水素類の

分析によ り ， 埋立直後にブタ ジエン類が検出される など

の特徴が示された。 処分場覆土層に存在する メ タ ン酸化

細菌群を簡便かつ迅速に定量可能な SYBR Green I 蛍光定

量に基づ く PCR 法プロ ト コルを構築し， 実サイ ト での観

測に供し た。 メ タ ン放出量の大き な地点では高濃度の メ

タ ンを利用可能な細菌群集が優占する など， 特定細菌群

集の集積が示唆された浸出水中の微生物生態系解析の結

果， 安定化進行過程に あ る サ イ ト で は絶対嫌気性の

Clostridium属や好熱性Thermoanaerobacterium 属などの細

菌 が 頻 出 す る が， 安 定 化 の 進 行 し た サ イ ト で は

Proteobacteria 門の細菌群が優占する こ と が示された。 ま

た， 無機物主体の埋立地においては， 絶対嫌気性の細菌

群の他， 好塩性細菌や独立栄養細菌が一定の地位を占め

る な ど埋立層内の環境を反映 し てい る こ と が示唆 さ れ

た。 一方， 実際の埋立処分場に建設し たテス ト セルにお

ける通気 ・ 浸出水循環運転の結果によ り ， ガス質 （VOC）

および浸出水質 （BOD や T-N） に著しい変化が見られ，

埋立層内の環境改善や機能発源 （硝化 ・ 脱窒素） に注目

すべき効果があ る こ と を明ら かにし， 安定化促進効果が

非常に高い こ と を示し た。 また， 通気を実施し ない場合

と 比較し て異な る微生物生態系の形成が確認される と と

も に， ガス質および浸出水質に変化が見られ， 埋立層内

の環境改善に一定の効果が示された。

〔備考〕

 共同研究機関 : 埼玉県環境科学国際セン ター（長森正尚・

　 　 　 　 　 　 　 小野雄策 ・ 八戸昭一） ・ 千葉県環境研究セ

　 　 　 　 　 　 　 ン ター （香村一夫）

（ ５ ） 有機性廃棄物の資源化技術 ・ システムの開発に関

する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB404

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 川本克也 ・ 山田正人 ・ 大迫政浩 ・

西村和之 ・ 大河内由美子 ・ 松井康弘

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 有機性廃棄物の資源化技術と し て， 乳酸化， 炭

化などの炭素回収技術， 並びにアンモニア回収技術を開

発する と と も に， それら の技術を利用し た資源化システ

ムを地域におけ る有機性廃棄物の排出構造や リ サイ クル

製品の需要構造を踏まえて最適化する手法を提案する。

〔内容および成果〕

　 地域において適正な有機性廃棄物資源化システムを設

計する支援ツール開発を目的 と し て， 埼玉県におけ る事

業系お よ び食品工業か ら の有機性廃棄物お よ び農業系

（特に耕種系） 廃棄物の排出実態調査に基づいて作成し た

排出原単位を用いて， 県内で発生する有機性廃棄物の発

生状況のデータベース化を進めた。 また， 地域内で発生

する有機性廃棄物の組成分析 ・ データベース化を進め，

再生資源 と し てのポテンシ ャル評価のための基礎情報を

整備し た。 資源化製品の安全性評価手法の開発では， 家

畜糞尿の中温嫌気性消化－コ ンポス ト 化過程で検出され

た ク リ プ ト スポ リ ジ ウ ムオーシス ト を対象 と し て， 中温

および高温嫌気性消化におけ るオーシス ト の生残を引き

続き調査 ・ 比較し， 高温処理の優位性を示し た。

　 要素技術開発では， 生ごみの 1） マテ リ アル再生利用

（乳酸発酵）， 2） エネルギー再生利用 （嫌気性処理）， 3）

窒素再生利用 （アンモニア回収） に取 り 組んだ。 乳酸発

酵 ・ 回収技術の開発では， 発酵効率化を目的 と し て， 原

料ごみの糖濃度およびマンガン イオンの影響を検討し た

結果， 初期糖濃度が 60g/L 以上では乳酸収率の低下が見
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られ， マンガン イオンを 200μM 添加する こ と によ り 乳

酸生産速度が増大し た。 同時に， プロセス安定化を目的

と し て生ごみ中に混入する雑菌制御パラ メ ータ を検討し

た結果， 反応系の常在乳酸菌数を 1.3 × 108 （cfu） 以下に

制御する こ と で乳酸の光学純度 98％が維持可能であ る こ

と を示し た。 また， 実証実験装置におけ る固液分離能の

改善 と 固形残さ の飼料化を目的 と し て， 粉末セルロース

を珪藻土に代わる助剤 と し て選択し， 同等のろ過性能が

得られる こ と を確認し た。 一方， 嫌気性処理プロ セスの

開発では，主に酸発酵段階における水素回収を検討し た。

生ごみを基質と し た回分実験によ り pH の影響を調べた

結果， 初期 pH4.5-8.5 の広領域でバイオガス中の水素割

合が上昇する も のの， 基質に対する水素収率が高い領域

は初期 pH が 6.5-8.5 の範囲であ り ， 初期 pH が重要な操

作因子 と な る こ と， その際の最大収率は理論収率 （ヘキ

ソース 1 モルに対し水素 4 モル） の 54％に相当する こ と

を示し た。 これらの結果に基づいて， 有機酸発酵―水素

発酵の二段酸発酵槽を考案し， 実験室規模で生ごみ基質

か らの連続的な水素回収を検討し た結果， 理論水素収量

の 11％ と やや収率は低い も のの， 1 ヵ 月以上安定し た水

素生成が確認された。 アンモニア回収技術では， 熱処理

粒状 MAP （ リ ン酸マグネシウ ムアンモニウ ム） および熱

処理粒状 MHP （ リ ン酸水素マグネシウ ム） を用いて， 嫌

気性消化脱離液か ら のア ンモニア回収を検討し， MAP/

MHP と もに実廃水からのアンモニア回収に適用可能であ

る こ と を示し た。 ただし， MAP を用いた場合にはアンモ

ニア吸収率の低下が確認され， 実廃水中に吸収反応の阻

害因子が共存する こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究者 （研究機関） ： 今岡務 （広島工業大学） ・ 岡田

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  光正 （広島大学大学院） ・ 西嶋

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  渉 （広島大学大学院） ・ 西村文

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  武 （愛媛大学） ・ 関戸知雄 （宮

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  崎大学） ・ 秋山茂 （北里大学） ・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  藤原拓 （高知大学）・ 西尾治 （国

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  立感染症研究所）

（ ６ ） バイオ指標導入による最終処分場の安定化促進技

術の評価

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0204BE420

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 山田正人 ・ Bulent Inanc ・ 石垣智基 ・

遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 最終処分場安定化過程におけ る微生物学的な

知見の集積 と 体系化を行い， 既存の物理化学的モニ タ リ

ングによ る安定化挙動 と微生物群集 と の関連について検

討する と と も に， 処分場の安定化を判定する新たな指標

（バイオ指標） を提案する。 また最終処分場の安定化促進

技術を， 物理化学的な観点に加えて微生物生態学的な観

点よ り 評価し， 処分場の安定化促進技術を開発する。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 安定化促進技術の開発 ； 陸上処分場におけ る安定

化促進技術の開発のため， 既存処分場の一角に処分場 と

同様な埋立条件を もつテス ト セルを建設し， 資源化処理

残渣 （シ ュ レ ッ ダーダス ト ） と 焼却灰の混合廃棄物を充

填し， 通気および浸出水循環法を利用し た生物安定化促

進技術 と 従来の埋立法 と の違いを約 １ 年間にわたって実

証的に比較検証し た。 テス ト セルに装填された温度セン

サー と 水分センサーによ り 槽内温度および水分変化を連

続モニ タ リ ング し た。 その結果， シ ュ レ ッ ダーダ ス ト ・

焼却灰混合埋立物のよ う に有機物含量が比較的少な く て

も初期の浸出水の有機物濃度が BOD で 1g/L を越え る こ

と，テス ト セル内の温度が長期間にわたって 50 ℃以上を

維持し， 通気 と 循環通水によ り 好気的な有機物分解活性

が非常に高ま り ， 非常に速い速度で安定化が進行する こ

と を示し た。 その結果， 浸出水の水質が著し く 清浄 と な

り ， 通気 ・ 浸出水循環法の安定化促進が非常に大きい こ

と を示し た。 また， 約 6 ヵ 月後頃か ら硝化 ・ 脱窒反応が

次第に大き く な り ， テス ト セル内窒素成分の浄化機能も

効果的に発現し ている こ と を見いだし た。

　 海面埋立処分場の安定化促進技術の開発に関する研究

では， 実際の海面埋立処分場において浸出水をばっ気，

循環する こ と によ り 溶存酸素を増加させ， 浸出水自体の

水質改善を図る と 同時に， その浸出水を埋立廃棄層に浸

透 ・ 返還する仕組みを持つ 「浸出水ばっ気循環浸透式」

のプ ラ ン ト を建設し， 最終処分場の安定化を促進する こ

と を試みた。 浸出水中の有機成分の減少， 全硫化物の低

減化， 紅色硫黄細菌によ る着色水の脱色作用等が確認で

き た。

　（ ２ ） 安定化評価のためのバイオ指標 ； 前年度の研究に

おいて有効性を明らかにし た MPN-PCR 法， 環境試料を

対象と し た amoA を標的遺伝子 と し た nested PCR 法によ

る アンモニア酸化細菌の高感度な検出法を用いて， 硝化

および脱窒に関与する微生物のモニ タ リ ン グ を実施し，

特に安定化促進技術を適応し ない対照セル と 比較し た。
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その結果硝化， 脱窒の両ポテンシ ャルが向上する こ と が

明ら か と な り ， その活性を十分に活用する こ と で窒素の

効率的除去が可能になる こ と が示された。

　 最終処分場浸出水中の特徴的な微生物生態系を解析可

能な手法 と し て有効性が確認 さ れ た簡易検出 キ ッ ト

（Biolog Eco-plate） を用いた Biolog-MPN 法に基づ く 微生

物群集解析 （CLPP） 法， および制限酵素末端断片長解析

T-RFLP; Terminal Restriction Fragment Length Polymorphism）

法を テス ト セル浸出水に適用し ， 各セル中の細菌群集は

初期よ り 異なる 遺伝的多様性を有し ， かつダイ ナミ ッ ク

な変遷を 示すこ と ， 好気セルと 嫌気セルの細菌群集は初

期において比較的類似し ていたが， 通気およ び浸出水循

環の開始と 共に異なる 群集を 形成し ていく こ と ， さ ら に

通気によ る 埋立地内環境改善の効果が微生物群集によ り

表現さ れたこ と が示さ れた。 ま た， 履歴の異なる 処分場

浸出水の T-RFLP 解析を行った結果，微生物生態系で優占

し ている と 考えら れる グループが少なく と も 2 ～ 3 種類

存在し て いる こ と が推測さ れた。 蛍光末端断片（ TRF;

Terminal Restricted Fragment） の系統分類学的情報につい

ては， 16SrDNA ク ロ ーンの塩基配列およ び各ク ロ ーンの

TRF断片長解析の結果と 比較する こ と で明ら かにさ れ，浸

出水中微生物相が推測でき ， 処分場ごと に存在し ている

微生物生態系の差違を 表現可能であ る こ と が示唆さ れ

た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 大阪大学大学院工学研究科 （藤田正憲） ・

　 　 　 　 　 　 　 北九州市環境科学研究所 （大庭俊一） ・

　 　 　 　 　 　 　 福岡大学大学院工学研究科 （田中 （立藤）

　 　 　 　 　 　 　 綾子）

（ ７ ） 最終処分場安定化実態把握手法検討調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0303BY542

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(2) 廃棄物の循環資源化技術， 適正処理 ・ 処分技術

及びシステムに関する研究

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 井上雄三 ・ Bulent Inanc ・ 石垣智基 ・

遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物の最終処分場の跡地利用がな さ れた場

合， 利用方法によ っては環境保全上の問題が生じ るおそ

れがあ る。 最終処分場におけ る適正かつ円滑な廃止を促

すために， 埋立区域内でボー リ ングを行って埋立後の廃

棄物の変化を調べる と と も に， ボー リ ング孔を観測井に

仕立て， 内部の保有水， 発生ガスな らびに温度等を監視，

ま た， 保有水分布の経時変化を観測する こ と に よ っ て，

安定化の進行状況を評価する具体的手法を検討する。

〔内容および成果〕

　 一般廃棄物最終処分場な らびに産業廃棄物管理型最終

処分場 ３ ヵ 所の埋立が終了 し てい る 区画を対象 と し，

ボー リ ング コ アの採取 と 分析， 観測井の設置 と 内部環境

のモニ タ リ ング， な らびに内部保有水の分布の非破壊的

な探査を行った。

　 焼却灰等， 無機物主体の処分場では内部の貧栄養状態

が従属栄養細菌数か ら示された。 また， デンプンやタ ン

パク質等の高分子物質の分解に関与する細菌群はほ と ん

ど検出されず， 埋立層内ではこれら が細菌群集に と って

の主要な基質でない こ と が推測された。 全細菌では真正

細菌が大多数を占め， 古細菌の割合は 10 ％未満であ り ，

嫌気性細菌の群集が一定の地位を占めていた。 木 く ず等

を含む処分場においては， 古細菌の占める割合は 23 ～

56 ％ と比較的高かったが， 活性を有する細菌は全細菌の

1％以下と少なかった。 また， 高分子の一次基質を利用す

る細菌数が多 く ， 緩やかに高分子分解が続いている こ と

が示唆された。 これに関与する細菌相 と し て， 絶対嫌気

性細菌群，硫酸還元菌群および好塩性細菌群が示された。

厨芥等が埋立て られた処分場では， 数十年経過後で も埋

立物の有機物含量が依然 と し て高 く ， 廃棄物分解が継続

中であ る こ と が推測された。 表層付近において古細菌が

細菌全体の 22％ 程度を占めたが，それ以深では真正細菌

が優占し ていた。 また， 活性を有する細菌の割合が高 く ，

微生物活動がいまだ活発であ る こ と が示唆された。 群集

構造は多様性が低 く 特定の群種が優占し ている傾向があ

り ，高い有機物分解能を有する Proteobacteria 門の群集の

他， 絶対嫌気性の細菌群の存在も推測された。 以上の結

果か ら微生物学的性状を通じ て埋立層内におけ る環境な

ら びに安定度の間接的な評価が可能であ る と 考え ら れ

た。

　 時系列的な三次元比抵抗探査によ り ， 処分場最終覆土

か ら浸透する雨水の浸透速度， 経路な らびに宙水の存在

の評価を試みた。 調査領域内の深度 0 ～ 5ｍ は 50 ～

500Ωm， 深度 5m 以深では 50Ωm 以下の低比抵抗を示し

てお り 概ね ２ 層構造を示し ていた。 調査領域内の地下水

位は深度 5m でほぼ一定し てお り ， 浸出水集水工に沿っ

た方向に低比抵抗部が分布し ていた。 雨水調整池水注入

によ る比抵抗変化率解析では， １ 回目→ ２ 回目の変化率

断面から注水ピ ッ ト 周囲の深度0.5m までは比抵抗の低下

が認められたが， 深度 1m 以深では未変化であった。 注

入水はこ の時点においては地下深部には浸透し ていない
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と考え られた。ボー リ ング孔内水を注入し た ３ 回目では，

注水ピ ッ ト 周囲の深度 1.5ｍ まで浸透範囲が拡がってお

り ， １ 回目→ ２ 回目よ り も広い範囲で比抵抗が低下し て

いる こ と が認め られた。 以上の こ と か ら， 時系列比抵抗

探査を実施する こ と によ り ， 注入水の浸透範囲の評価が

可能であ る と考え られた。

　 ボー リ ング孔を活用し た密閉型観測井戸を上記処分場

3 ヵ所に設置し， 深度別温度， 井戸内の圧力の時系列モニ

タ リ ングを行った。 観測井戸最上部を別 と し て， 全ての

観測井戸で気温に対する日変動は認められず， ほぼ一定

の温度を示すこ と が確認された。深度別の温度分布では，

最深部の温度が 20 ～ 25 度の範囲にあ り ， 深度 4 m 以深

では一定の温度を呈し てい る こ と がわかった。 こ れは，

廃棄物層から あ る一定の熱フ ラ ッ ク スが供給されている

こ と を表し てお り ， よ り 長期のモニ タ リ ングを実施する

こ と で， 安定化診断指標の一つ と な る こ と が示唆された

と いえ る。井戸内と大気圧と の差圧は最大で± 0.4 hPa の

変動が認められた。 井戸内圧力の変動は大気圧の日変動

に強 く 依存し ていた。 3 ヵ所の観測井戸の内， 一般廃棄物

処分場の 2 ヵ 所に関し ては， 井戸内圧力が正から負へ大

き く 変動し ていたが， 産業廃棄物処分場では大気圧に対

し て常に正の差圧 と なっていた。 こ の原因解明について

は， 廃棄物の種類や年代， 覆土や観測井戸構造によ る廃

棄物層の呼吸機構についてのよ り 詳細な検討を要する。 

〔備考〕

共同研究機関 ： 埼玉県環境科学国際セン ター ・ 千葉県環

　 　 　 　 　 　 　 境研究セン ター ・ 神戸市環境部

（ ８ ） バイオ資源 ・ 廃棄物等からの水素製造技術開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会

〔研究課題コー ド〕 0307BH593

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○酒井伸一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 川本克也 ・ 稲森悠平 ・ 水落元之 ・

倉持秀敏 ・ 平井康宏 ・ 呉畏

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 燃料電池の燃料 と なる水素は， 天然ガスや メ タ

ノ ールか ら製造する こ と が可能であ る も のの， 多様な用

途が期待されるバイオ資源や廃棄物から の水素製造につ

いてはその技術が確立し ていない。 それら潜在的利用価

値の高いバイオ資源や廃棄物か ら水素を効率的に製造す

る ため， ガス化改質やガス精製等の技術開発を行い， 地

域特性に応じ た地域内自立型の資源 ・ 環境負荷最小化シ

ステム， さ ら には地域間統合に関する システム解析を行

う 。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 熱分解ガス化 ・ 改質操作技術の基礎研究

建設廃材の熱分解ガス化 ・ 改質操作技術の基礎検討を行

い， 750 ℃から 950 ℃への温度の上昇によ り ， メ タ ンや

炭化水素の分解が促進され， ガス中水素濃度が上昇する

こ と， 適切な水蒸気の注入は， ガス中の水素濃度を上げ

る こ と がわかった。 組成の異な るバイ オマスに対し て平

衡計算を行い， 燃料電池被毒物質および重金属類の挙動

を解析し， と く に， 燃料電池被毒物質に対し てはそのガ

ス化特性を明らかにし た。 燃料電池被毒も し く は環境負

荷物質を低減化する ためには低温ガ ス化が有利であ る。

しかし， 水素 ・ 一酸化炭素の回収の観点か らする と 900

℃以上が望ま しい。 ただし， 触媒によ る低温ガス化が可

能 と なれば， 高効率にエネルギーを回収でき， かつ， 有

害物質または被毒物質の放出を極力抑え る こ と が可能な

熱分解ガス化条件を提案でき る と 考え られる。 また， 組

成の異な るバイオマス を混合する こ と によ り ， 燃料電池

被毒物質を低減化し， その精製プロセス を省略でき る可

能性を提示し た。

　（ ２ ） 水素製造のための熱分解ガス化 ・ 改質に係る実証

　 　 研究

　 バイオマス， 廃棄物が熱分解を活発に行 う 比較的低温

度 （約 580 ℃） でのタール分の分解， 未燃カーボンの減

少をはかる ため， 多孔質体を使用し， 無酸素条件， も し

く は部分酸化条件下での低温熱分解試験を実施し た。 建

築廃材を用いた連続部分酸化試験において， Rh/CeO2/

SiO2 を用いた と きにガス発生量，水素発生量の多いこ と，

発生し た タールも分解されている こ と が分かった。 メ タ

ン発酵ガス改質を念頭においた場合， 水蒸気改質触媒で

自己熱改質が可能であ る こ と を確認し た。

　（ ３ ） バイオ資源の生物変換技術の高効率化

　 バイオ資源の生物変換技術の高効率化に向けて， メ タ

ン発酵の効率化及び水素発酵技術に関する調査 と 実験を

行った。 嫌気可溶化実験によ り ， 家畜ふん尿よ り 生ごみ

の方が可溶化しやす く ， 一方， 家畜ふん尿 と 生ごみを混

合する こ と によ り 有機酸の蓄積あ るいは pH の低下を防

ぐ こ と， メ タ ン発酵プロセスが効率よ く 処理でき る こ と

が示唆された。 また， 熱処理消化汚泥を植種し た水素発

酵回分実験あ るいは半連続実験によ り ， 短時間にかな り

の水素生成量を得る こ と ができ たが， 水素発酵プロセス

を実用化する ためには， 連続的基質投入反応槽におけ る

水素停止の原因について解明する と と も に， 連続的に水

素生成でき る技術開発が必要不可欠であ る こ と がわかっ

た。
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　（ ４ ） 被毒物質の影響等を踏まえた燃料電池の発電特性

　 燃料電池への硫化水素などの被毒物質の影響， 改質ガ

スの精製 と 改質技術の検討を開始し た。 バイオマス あ る

いは廃棄物の熱分解＋改質ガス を模擬し たガス を溶融炭

酸塩型燃料電池 （MCFC） に 7 時間導入し， 通常燃料 と

し て使用する H2 ガス と比較するため， CO を混合し， 炭

素析出の影響を評価する こ と を試みた。 セル電圧か ら見

た場合， 問題は確認されず， 被毒状況の観察を， 目視検

査， 材料分析等によ り 実施， 評価中であ る。

　（ ５ ） バイオ資源や廃棄物の水素サイ クルシステム研究

　 バイオ資源 と 廃棄物等の発生元 と その活用先を想定し

たモデル解析を行 う ための情報基盤を整備し， 適正な リ

サイ クルネ ッ ト ワーク のためのモデル開発 と 厨芥類を対

象 と し たケース ス タデ ィ を行った。 バイオマス変換技術

と し て， 直接燃焼， 熱化学的ガス変換， 液体燃料化， 生

物学的処理について， と く にバイオマスの熱分解， 部分

酸化法等のガス化技術， メ タ ノ ール合成， ジ メ チルエー

テル合成， バイ オデ ィ ーゼル燃料化等の液体燃料化， メ

タ ン発酵， エタ ノ ール発酵， 水素発酵等の生物学的処理

について重点的に調査を行った。 廃棄物等の水素サイ ク

ル資源賦存量の人口規模別推定を行った結果， 稲わ ら な

どの農産系バイオマスは小規模な自治体 （人口 ３ 万人以

下） で過半を占め， 家庭系厨芥類の一人あた り 発生量は

人口規模の大きい都市部で大きい こ と が分かった。 ト ー

タルの CO2 排出量は， メ タ ン発酵＋燃料電池シナ リ オが

最も少な く ，次いで， メ タ ン発酵＋ GE 発電シナ リ オ，焼

却埋立シナ リ オ， 堆肥化シナ リ オの順 と なった。 メ タ ン

発酵に伴 う CO2 排出量は焼却や堆肥化よ り も多いが， 燃

料電池や GE 発電によ る売電によ る CO2 削減によ って，

シナ リ オ ト ータルの CO2 排出量が少な く なっている。

〔備考〕

環境省地球環境局からの受託調査研究と し て実施。

共同研究機関： ト ヨ タ自動車株式会社・日立造船株式会社

２ ． ３ 廃棄物処理に係る リ スク制御に関する研究

（１）廃棄物及び循環資源処理過程における有機ハロゲ

ンの簡易測定法の開発と毒性評価

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE243

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○山本貴士 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 中島大介 ・ 後藤純雄 ・ 安原昭夫

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物及び循環資源の処理過程におけ る有害

化学物質， 特に有機ハロゲンの管理及び制御は， 資源循

環型社会を形成する ための重要な要素の一つであ る。 本

研究は， 選択的あ るいは包括的に有機ハロゲンを迅速且

つ簡易に測定する手法を開発し， 同時に生物評価試験を

組み合わせる こ と によ って， リ ス ク管理のための基礎情

報の拡充に資する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 浸出水処理施設での塩素処理を想定し， プラ スチ ッ ク

添加剤であ るベンゾフ ェ ノ ン系化合物 6 種の塩素処理を

行い， 処理反応物の変異原性や主要な成分について検討

し た。 ベンゾフ ェ ノ ン （BP） と 2- ヒ ド ロ キシ -4- オ クチ

ルオキシベンゾフ ェ ノ ン （HOBP） はあま り 塩素を消費し

なかったが， 2,4- ジ ヒ ド ロ キシベンゾフ ェ ノ ン （DHBP）

と 2,2'- ジ ヒ ド ロ キ シ -4- メ ト キ シベ ン ゾ フ ェ ノ ン

（DHMBP） は塩素を多量に消費し た。 また， BP 以外の塩

素処理物の GC/MS 分析によ り 含塩素反応物が検出され，

塩素化ベンゾ フ ェ ノ ン類や塩素化フ ェ ノ ール性化合物が

それ ら の主要成分であ っ た。 S. typhimurium TA98 及び

TA100 を用いた Ames 法によ り 変異原性を調べた結果，

DHMBP， DHBP， 2,2'- ジ ヒ ド ロ キシ -4,4'- ジ メ ト キシベ

ンゾフ ェ ノ ン （DHDMBP） の塩素処理物は S9mix 無添加

条件で比較的高い変異原性を示し た。 HOBP は試験濃度

の範囲で変異原性を示さ なかった。 ベンゾ フ ェ ノ ン類は

総じ て， 低い pH で塩素処理を行った物ほど高い変異原

性を示す傾向が認められた。変異原性の強さは GC/MS で

検出された主要成分の量と は必ずし も一致し なかった。

〔備考〕

（ ２ ） バイオア ッ セイによる循環資源 ・ 廃棄物の包括モ

ニ タ リ ングに関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB405

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○酒井伸一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 井上雄三 ・ 山田正人 ・ 大迫政浩 ・

滝上英孝 ・ 毛利紫乃

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環資源や廃棄物， 土壌， 排水， 排ガスなどに

含有さ れる重金属類や PCB などの有害物質を， バイ オ

ア ッ セ イ法によ り 包括的に， かつ簡易に検出する測定監

視手法を開発する。 また， ダ イオキシン類縁化合物把握

にむけたバイオア ッ セ イ手法の適用 と 未知物質の探索を

行 う こ と によ り ， 循環廃棄過程におけ る塩素化ダ イオキ
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シ ン類以外の制御対象物質群候補を ス ク リ ーニ ン グす

る。

〔内容および成果〕

　（ １ ） Ah レセプター結合細胞系ア ッ セイ－検出感度か

　 　 ら廃棄物マ ト リ ッ ク スの影響の検討

　 Ah レセプタ ー結合細胞系バイ オアッ セイ（ DR-CALUX）

によ る 循環資源， 廃棄物試料の毒性等量（ バイ オ -TEQ）

評価の際に， 試料マ ト リ ッ ク スに応じ た試料前処理の最

適化について検討し た。 コ ンポス ト 試料を用いて， 物性

別の段階的な前処理試料 （粗抽出液画分， 硫酸シ リ カゲ

ル加熱還流法を経た酸耐性画分および活性炭カ ラ ム処理

を追加し た planar 画分） を作成し， 適用性を検討し た。

その結果， 粗画分のバイオ -TEQ が WHO-TEQ と比較し

て 2 ～ 4 桁高い値を示し， ダ イ オキシン類や 16 種の

USEPA-PAH の寄与のみでは高活性が説明でき なかった。

酸耐性画分の CALUX-TEQ は WHO-TEQ の数倍程度の範

囲にな り 両者には相関が認め られ， ダ イオキシン類モニ

タ リ ングのための適切な前処理法 と し て適用可能 と 考え

ら れた。 ま た， 活性炭 カ ラ ム 処理 を 施す こ と に よ り ，

CALUX-TEQ はさ らに増加し， 未知の安定 リ ガン ド の存

在が示唆された。 酸耐性画分を用いて， 焼却灰， 廃木材

試料， コ ンポス ト については数 g 試料からの有機抽出液

を， 44％硫酸シ リ カゲル加熱還流処理に供する こ と で， 1

pg-TEQ/g レベルのモニタ リ ングが可能 と なった。 また，

PCB の化学処理油 （低濃度 PCB 油） については， 同レベ

ルのモニタ リ ングに最大 25 g 程度の試料量を必要 とする

が， 1 pg-TEQ/g レベルのモニタ リ ングが可能 と なった。

　（ ２ ） PCB 汚染土壌への応用， Ah ア ッ セイ， 酵素免疫

　 　 測定系ア ッ セイ

　 簡易迅速に PCB 汚染土壌の溶剤抽出処理状況のモニ タ

リ ン グ を行 う こ と を目的 と し て， DR-CALUX と ELISA

（抗 PCB #118 モ ノ ク ローナル抗体を用いた イ ム ノ ア ッ セ

イ） の処理前後土壌試料への適用を図 り ， それぞれダ イ

オキシン様活性 （毒性当量） と PCB 濃度の把握を行った。

前処理の最適化検討を踏まえた結果， DR-CALUX は土壌

か ら の粗抽出液 （ヘキサン を用いた ソ ッ ク ス レー抽出）

を発煙硫酸で処理す る こ と に よ り 得 ら れ る 画分を用い

て，また，ELISA は単に粗抽出液を用いる こ と によ り 行っ

た。 バイオア ッ セイ値 （CALUX によ るバイオ TEQ 値 と

ELISA によ る 「PCB ＃ 118」 値） は， それぞれダ イオキ

シン類毒性当量 （WHO-TEQ） と PCB 濃度 （GC-ECD）

測定値 と の間で高い線形相関を有し， 処理対象物 （汚染

物） の情報が明ら かであれば， 処理モニ タ リ ングのルー

チン と し て， バイオア ッ セ イが機器分析に代替し て使用

でき る可能性が提示でき た。

　（ ３ ） 処分場管理における化学物質 リ ス ク の早期警戒シ

　 　 ステムの構築

　 履歴， 構成の推測可能な 6 処分場よ り 浸出水 9 試料，

処理水 7 試料について有機 ・ 無機分析， 生物毒性試験を

行い， 浸出水に頻出の毒性支配物質について推定し た と

こ ろ， 大量物質 と し て高濃度塩類 と アンモニア性窒素の

影響の考慮の必要性が明ら かにな り ， 一方， 重金属等個

別の物質の測定値によ る包括的な毒性影響の推定は困難

であ っ た。 ヒ ト 培養細胞， 両生類初期胚， 魚類， 藻類，

甲殻類の生物個体， な らびに海洋性細菌を使用し た急性

毒性試験によ り ， 浸出水， な らびに水処理効果の評価が

可能であったが， 特に細胞， 藻類に関し， 特に試験系へ

の阻害が懸念される高浸透圧への対策 と し て培地の塩化

ナ ト リ ウ ム添加濃度の調整な らびに標準曲線によ る補正

が必要であった。 廃棄物処分場浸出水評価におけ る生物

試験手法の組み合わせ （バイ オア ッ セ イバ ッ テ リ ー） の

利用法の提示を目的 と し， 保全対象， 評価エン ド ポ イ ン

ト を整頓し た生物試験マ ッ プな らびに毒性の ３ 段階ス コ

ア リ ング結果のチャー ト を作成， 個別の処分場の浸出水

の毒性カテゴ リ ー分け と， 水処理によ る毒性低減効果を

評価する システムを試作し た。 また運用マニ ュ アル作成

に向け， 処分場管理従事者の生物毒性試験に関する意識

調査を行い， ニーズな らびに課題の抽出を行った。 　

〔備考〕

（ ３ ） 有機臭素化合物の発生と制御に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB406

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○酒井伸一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 橋本俊次 ・ 高橋真 ・ 滝上英孝 ・ 大

迫政浩 ・ 田崎智宏 ・ 川本克也 ・ 倉持秀敏 ・ 平井

康宏

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 難燃剤は， プラ スチ ッ クや合成繊維， 合成ゴム

な どの可燃性物質に添加ま たは反応 さ せる こ と に よ り ，

難燃効果を与え る も ので， ヒ ト の日々の生活に不可欠の

も のであ るが， 一方， こ う し た物質によ る ヒ ト の健康や

環境に対する影響が心配されはじめている。 そ こ で， 有

機臭素化合物を緊急の検討対象と し，その主たる発生源，

環境移動経路を フ ィ ール ド 研究か ら確認し， 制御手法を

検討する こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕
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　 有機臭素化合物 （PBDDs/DFs， PBDEs 等） の分析法開

発， 情報収集を行 う と と も に， 分析機関間の相互検定研

究を実施し た。 本年度は 「風乾底質」 および有機臭素化

合物の標品か ら調整し た 「混合標準溶液」 を相互検定の

対象試料と し た。合計 9 機関で相互検定を実施し た結果，

混合標準溶液では最大 25％，風乾底質では最大 50％の測

定値のばらつき （％RSD） が認め ら れた。 今後， 有機臭

素化合物の測定に係る品質管理が重要と なる。

　 模擬粗大ゴ ミ 3 種類を用いた破砕， 圧縮工程における

排ガス中のダ イオキシン類縁化合物を測定し た結果， 難

燃剤含有プラ スチ ッ ク等を含む模擬ゴ ミ を処理し た際に

高濃度の臭素化ダ イオキシン類および臭素系難燃剤が測

定された。 また， これら物質の排ガス中濃度は破砕工程

よ り も圧縮工程で高かった。 一方， 排ガ ス中のガ ス態 ・

粒子態別にみる と 明ら かに粒子態濃度が高 く ， これら物

質は主に排ガス中の粒子に吸着し ている こ と が推察され

た。さ らに Ah レセプター結合細胞ア ッ セイ（DR-CALUX）

を用いて， 模擬粗大ごみ破砕 ・ 圧縮工程におけ る排ガス

中有害物質のダ イ オキ シ ン様活性に関す る 包括評価を

行った。 難燃剤含有プ ラ スチ ッ ク等を含む模擬ゴ ミ を処

理し た際の排ガス抽出試料において （と く に圧縮工程の

試料で） 活性が高 く な り ，塩素化ダ イオキシン類 （WHO-

TEQ） の 30 ～ 180 倍の活性値 （バイオ -TEQ） が得られ

た。 上記化学分析の結果から， DeBDE と臭素化ダ イオキ

シン類によ る活性寄与が考え られた。

　 2 ～ 6 臭素化ポ リ ブロモジフ ェニルエーテル （PBDEs）

お よ びポ リ ブ ロ モベ ン ゼ ン （PBBzs） の水への溶解度

（Sw）， オ ク タ ノ ール / 水分配係数 （Kow）， 融点および融

解エン タルピーを測定し た。 これらのデータか ら水中の

活量係数， ヘン リ ー定数 （Hw） ， 溶解エン タルピー （溶

解度の温度依存性） を導出し た。得られた Sw および Kow

は， 既報の実測値や推算値が大き な誤差を有し ている こ

と を指摘し， 各種エン タルピーおよび活量係数について

は本研究で初め て明 ら かに さ れた物性値で あ る。 Sw，

Kow， Hw についてダ イオキシン （PCDDs） と比較し た結

果， 同じ ハロ ゲン化数の場合， 水か ら 大気への分配性，

生物濃縮性，土壌吸着性については，PBDEs は PCDDs と

ほぼ等しいが， PBBzs は PCDDs に比べ， 大気への分配性

は数十倍高 く ， 濃縮性 ・ 吸着性は約 1/100 であ る こ と が

示唆された。 埋立地か ら の浸出及び処理 メ カニズムの解

明のために， 実際の埋立地の浸出水及び処理水中の臭素

系難燃剤 （BFRs） と し て， ポ リ ブロモジフ ェニルエーテ

ル （PBDEs）， テ ト ラブロモビ ス フ ェ ノ ール Ａ （TBBPA），

ポ リ ブ ロ モベンゼン （PBBz） ， ポ リ ブ ロ モ フ ェ ノ ール

（PBPhs） を対象 と し て， 存在形態 （SS 吸着態， 溶解性腐

植物質複合体， 遊離態） ご と の濃度を測定し た。 形態の

分画には， DAX-8 を用いた樹脂分画によ り 行った。 その

結果， 各形態の存在割合は化合物種によ って異な り ， 水

溶解度やオ ク タ ノール / 水分配係数 と の関連性が認めら

れた。 また， 各化合物の処理特性は， 存在形態 と 関係し

ている こ と が認められた。 　

　 主に難燃加工された実製品を試料 と し， 制御下及び非

制御下を模擬し た燃焼実験では， 非制御下では燃焼過程

におけ る有機臭素化合物の排出量が著し く 大き く な る こ

と， それらは排ガス処理過程において大き く 低減でき る

こ と 等が確認されているが， テ ト ラ ブロモビ ス フ ェ ノ ー

ル A （TBBP-A） に焦点をあて， その燃焼システム挙動を

検討し た。 TBBP-A 含有ポ リ マーを添加し た都市ごみ模

擬試料を燃焼し た際の一次燃焼排ガスや焼却飛灰残渣か

らは， わずかなが ら臭素化ダ イ オキシン類が検出された

が，TBBP-A はシステム全体で 99.9999％以上の分解率を

示し た。 PBDEs の発生源に関する知見を得る こ と を目的

と し て， PBDE のサブス タ ン ス フ ロー解析モデルを構築

し， 各年ご と の大気 ・ 水系 ・ 土壌への PBDE 排出量を推

定し た。 こ の排出量推定結果を環境動態モデルの入力 と

し て環境中濃度を推定し た と こ ろ， PBDEs 含有製品の摩

滅 ・ 洗濯および廃棄製品の解体時におけ る排出係数を設

定し たモデルによ る予測値は実測の中央値 と ほぼ一致し

た。

〔備考〕

（ ４ ） 循環資源 ・ 廃棄物中有機成分の包括的分析システ

ムに関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB407

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○安原昭夫 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）・鈴木茂・山本貴士・高橋真・松永充史

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 循環資源や廃棄物に含まれ る物質の多 く は不

揮発性物質および不安定物質 と 考え られるが， 現在の分

析手法では把握でき ないものも多い。 そ こ で， LC/MS に

よ る系統的分析システムを完成させ， 廃棄物埋立地浸出

水中の不揮発性物質を分析する。 と く に浸出水の処理過

程で生成する有害物質に着目し， その同定 と 定量を試み

る。

〔内容および成果〕

　（ １ ）難揮発性物質定量分析のための新たな LC/MS イオ
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ン化法 と し て開発し た噴霧グ ロー放電イ オン化 （SGDI）

法のイオン化機構の解明を行った。 SGDI 法では Ar+， Ar*

などの高イオン化エネルギーの化学種によ る イオン化反

応 と それら に誘導されて生成するプロ ト ン化試薬によ る

反応が並行する こ と を明ら かにし， こ のイオン化法の公

表に向け準備を進めた。 また， 国内特許の追加申請およ

び国外特許申請 （PCT 出願） を行 う と と もに， 関連企業

と実用化に向けた研究の準備を進めている。

　（ ２ ） 難揮発性有機ハロゲン化合物の高感度検出法の開

発に関する研究では， 移動相， 噴霧ガス， 周辺雰囲気に

ついて イオン化促進方法を研究し， イオン付加反応によ

る臭素化難燃剤の高感度検出で成果を得た。

　（ ３ ）難揮発性有害化学物質の LC/MS 迅速ス ク リ ーニン

グ分析法 と し て開発し た固相捕集 / 溶媒抽出－ LC/MS

で， 浸出水や溶出液中に添加し た百数十種類の PRTR 指

定化学物質等の回収試験を行い， こ の分析法の有効性を

実証し た。

　（ ４ ） 難揮発性化学物質の定性分析法に関 し ては， 1）

LC/MS によ る ス ク リ ーニング， 未知物質検索のツール と

し て， 前記の百数十化学物質について， LC における相対

保持指標の検討 と 作成， 分離プ ロ フ ァ イ ル画像の作成，

LC/MS スペク ト ルの機種間差の検討 と収集を共同研究で

進めている， 2） 飛行時間型質量分析計 （TOF-MS） を用

いて， 前記の百数十化学種について， LC/MS， LC/MS/

MS によ る精密質量測定の研究を進め，結果を解析中であ

るが， TOF-MS の測定精度を 2 ～ 5ppm 程度にでき， 炭

素同位体比等周辺情報を活用する こ と でm/z200以下程度

のイオンの元素組成は数種類に絞られる見通し を得てい

る， 3） 高イオン化エネルギーで構造情報を得やす く フ ラ

グ メ ン ト イオンを生成し易い SGDI 法が，従来法では検索

困難な不法投棄廃油試料中の ト リ アジン誘導体， 有機 リ

ン酸エ ス テル等の検索に有効であ る こ と を明 ら かに し

た。

　（ ５ ） 建設廃木材中に含まれる ク ロルデンの迅速 ・ 簡便

な検出法 と し て薄層ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ーを利用し た分析

法が有効であ る こ と を多 く の廃材の分析で確認し た。

　（ ６ ） 不法投棄された ド ラ ム缶中の廃油のキ ャ ラ ク タ リ

ゼーシ ョ ン （主要成分の化合物タ イプ分布， 分子量分布

の推定） を行い， 由来 ・ 危険性を判定し た。 大部分は鉱

油 （使用済み潤滑油，燃料油） で，一部化成品がみられた。

　（ ７ ） 最終処分場浸出水中の有機成分の大半を占める極

性化合物の系統的分離のために各種固相抽出法の適用を

試みた。 炭化水素系 （C18 およびポ リ スチレ ン）， 活性炭

では有機成分はほ と んど保持されなかったが， イオン交

換型の固定相を用いる と 試料によ り 差はあ るが， 有機成

分が保持され， 無機イオン と分離できた。

　（ ８ ） 廃油や固形廃棄物などに含まれる有機塩素化合物

を包括的に検出し， キ ャ ラ ク タ リ ゼーシ ョ ンを行 う 方法

を開発し た。 試料をヘキサンや酢酸エチルで抽出する こ

と で無機塩化物 と 分離し， アセ ト ン／エタ ノ ールに溶媒

交換し た後， 少量の金属ナ ト リ ウ ムで処理する と， 塩素

原子は塩化物イオンにな り ，硝酸銀水溶液で検出でき る。

さ らに， アルコールカ リ ウ ムによ る加水分解や熱水によ

る加水分解で塩化物イオンが生成するか否かを調べる こ

と によ り ， 芳香族塩素化合物， 脂肪族塩素化合物， ク ロ

ロ カルボニル化合物などの高反応性有機塩素化合物を識

別する こ と が可能と なった。 TLC で化合物の極性によ る

分離を行い， ベンジジン誘導体で発色させる方法で， 有

機塩素化合物の種類 と 物性を迅速に調べる こ と が可能 と

なった。

　（ ９ ） 塩化ビニルの安定剤や樹脂の合成触媒に多用され

る二置換体アルキルスズ化合物および船底塗料や木材防

腐剤 と し て利用された ト リ ブチルスズや ト リ フ ェ ニルス

ズ を対象 と し た有機ス ズ化合物の一斉分析法を開発 し

た。 有機スズ化合物の定量は， 内部標準法に基づき， 重

水素ラベル化し た有機スズ化合物をサロゲー ト 物質 と し

て添加し，エチル化誘導体化後，ガス ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー

/ 質量分析法 （GC/MS） によ り 測定し た。 有機スズ化合

物各 50ng を誘導体化前の試料液に添加し て回収試験を

行った結果， 全ての化合物について 80％以上の回収率を

得た。 来年度は本法の実試料に対する適用可能性を検証

する。

〔備考〕

（ ５ ） 循環資源 ・ 廃棄物中ダイオキシン類 ・ PCB 等の分

解技術の開発に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB408

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○安原昭夫 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 橋本俊次 ・ 野馬幸生 ・ 松永充史 ・

山本貴士 ・ 川本克也 ・ 酒井伸一

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物お よび関連試料中に含まれ る有機塩素

系化合物 （PCB， ダ イ オキシン類など） を高効率で無害

化する技術を開発する。 固体試料については， 高温高圧

の熱水で有機塩素系化合物を抽出 ・ 分解する技術の開発

を行 う 。 その他の試料については， OH ラ ジカルによ る
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分解技術， 還元的脱塩素化技術， 微生物によ る分解技術

の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 金属ナ ト リ ウ ム法 （OSD 法） によ る PCB の脱塩素

化 メ カニズムを解明し， 重合反応生成物を同定する ため

に PCB 製品中に含有される主要異性体 ９ 種 （#1, 2, 3, 28,

101, 138, 180） を用いて分解実験を行った。 重合物確認

試験においては， （#3,21,209） を出発物質と し て， ク オー

ターフ ェニル， 塩素化ク オーターフ ェ ニル， ポ リ フ ェニ

レ ン， ポ リ 塩化ポ リ フ ェ ニレ ン等の確認を行った。 PCB

異性体を金属ナ ト リ ウ ムで分解し て， 各異性体の脱塩素

化分解経路を解明し た。 また， 脱塩素化反応 と と も に重

合反応や付加反応が確認 さ れた。 脱塩素化においては，

塩素置換位によ る選択性はあま り 大き く ないが， 総じ て

パラ位塩素， オル ト 位， メ タ位の順に低下し た。 重合物

確認試験では， ク オーターフ ェニルが確認された ものの，

ビ フ ェ ニル同士の重合物は少な く ， ビ フ ェニル骨格に溶

媒であ るヘキサデカンが １ つあ るいは ２ つ付加し た構造

の も のが多 く 生成し ていた。 金属ナ ト リ ウ ムによ る分解

は初期反応が非常に速 く ， また， 溶媒が水素供与体 と な

る反応がかな り あ る もの と考え られる。

　（ ２ ） 含 PCB 絶縁油の安定剤であ る テ ト ラ フ ェニルスズ

（TePT） の光分解について調べた。 TePT 10ppm を 2- プ

ロパ ノ ールに溶解し て 254nm の光を照射し， TePT と他

のフ ェ ニルス ズ （PTs） を定量し た。 PCB を添加し ない

場合， TePT の濃度は光照射後 40 分程で初期濃度の 1％

未満になった。 他の PTs の濃度は一旦上昇し， その後 90

分までに検出下限未満と なった。 PCB を過剰に添加し た

場合，TePT は 100 分後で数％が分解し，他の PTs の濃度

は照射中ほ と んど変わら なかった。 PCB を等量添加し た

場合の TePT や他の PTs の挙動は無添加の場合 と ほぼ同

様であったが， 分解に要する時間は長 く なった。

　（ ３ ） ナフ タ レ ンの電解還元で発生する ラ ジカルアニオ

ン を用いる PCB の電解還元について， 反応速度解析を

行った。 ラ ジカルアニオンによ る脱塩素化はきわめて迅

速な反応で， 塩素数 ・ 異性体間で反応性に差が見られず，

基本的に塩素当量で整理でき る こ と を見いだし た。 すな

わち試料の塩素濃度がわかれば異性体分布にかかわ らず

反応速度が予測でき る。 反応速度は メ デ ィ エータ濃度に

比例するので， 反応制御が可能であ る。 本方式を他の代

表的な POPs 類 （DDT， HCH， HCB， アル ド リ ン， PCP）

の脱塩素化に 適用し た。 DDT， HCH， HCB はほぼ完全

に分解でき たが， 還元電位の高いアル ド リ ン， PCP では

2 塩素化体以下への脱塩素化は困難であった。 反応中間

体の分析結果か ら， それぞれの脱塩素化の反応経路を推

定し た。 DDT， HCH ではまず脂肪族位の塩素が隣接する

水素 と と もに塩化水素 と し てすみやかに脱離し た。 HCB

は多 く の不明な中間体を生成し たが最終的にはほぼ 100

％の塩化物イオン収率を示し た。 反応速度が比較的小さ

いアル ド リ ン， PCP は， 逐次的に脱塩素化が進行し た。

　（ ４ ） 金属担持電極を用いる水素化脱塩素反応に関し て

検討を開始し た。 パラ ジ ウ ムを担持し た電極を用い， 水

溶液系で発生し た水素によ る脱塩素化法は， ラ ジカルア

ニオン法では分解困難な ク ロルフ ェ ノ ール類にたいし て

有効であ る こ と が分かった。 種々の担体を検討し たが，

現段階でカーボン （ク ロ ス またはフ ェル ト ） が脱塩素化

の電流効率がも っ と も高い結果を示し ている。

　（ ５ ） 加圧熱水反応によ る分解技術の開発研究では， 底

質を用いた実験でダ イオキシン類の分解パターンを調べ

た。 高塩素化物ほど高効率で分解しやすい傾向が認めら

れた。 物質群ご と の分解率は， PCDFs ＞ PCDDs ＞ PCBs

の順に高 く ，水熱反応では PCDFs が最も効率的に分解さ

れる物質群であった。 高塩素化ダ イオキシン類の脱塩素

化過程では， 毒性等価係数 （TEF） を有する異性体が中

間的に生成し， 結果 と し て TEQ 値の一時的な増加 （最高

約 130％） を確認し た。 こ の こ と か ら， 加圧熱水によ る

ダ イオキシン類の分解は脱塩素化が十分に進行し た こ と

を確認する こ と が重要であ る と いえ る。

　（ ６ ） 好熱菌用の液体培地に森林土壌や木材系堆肥の少

量を添加し て， １ 日 １ 時間沸騰させる操作を １ 週間に ３

回行い， 微生物の増殖を顕微鏡で観察し た。 微生物の増

殖が観察された場合は， 培養液が濁ってか ら， 新しい培

養液に濁った培養液の少量を添加し て， 同様に沸騰させ

る操作を行った。 ３ 回目の植え継ぎか らは培養液か ら微

生物を検出でき な く なった。 複数回の実験で も同様の結

果と な り ， 好熱菌を分離する こ と ができなかった。

〔備考〕

（ ６ ） 資源循環 ・ 廃棄物処理過程における金属類の排出

係数と化学形態に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE487

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 高橋真 ・ 酒井伸一

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境大気中の有害な金属類について一定の調

査はな されている も のの， 様々な排出源から の排出実態
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は明ら かになってはいない。 資源循環 ・ 廃棄物処理過程

は一つの排出源であ り ， 有害物質管理の一貫 と し て排出

量予測 ・ 管理は重要 と 考え られる。 しかし対象の廃棄物

と 施設のシステムによ って変動が大き く ， 排出量推定に

は実態調査によ る排出係数の推定 と室内実験等によ る変

動要因 を 明確にす る こ と が必要 と な る。 本研究では，

PRTR 対象物質，国際的な規制物質等有害性を有する， ま

たは疑われる物質を中心 と し た金属類の排出係数を求め

る こ と， また排出係数に及ぼす要因 と し て廃棄物中の物

理組成 と 各組成に含まれる化学形態 と を明ら かにする こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 実稼働し ている一般廃棄物焼却施設から の大気系への

重金属類排出について， 異な る排ガス処理設備を もつ ３

施設の， 大気への排出量， 排出係数を比較し た。 ダ イ オ

キシン類排出抑制を目的 と し た施設 ・ 燃焼管理に よ り ，

Hg 等大気への排出量の減少がみられた。 ラ ボスケールの

燃焼装置に よ り ， 重金属類 / 塩素を添加し たごみ燃料

（RDF） の熱処理実験を行った。 有害金属元素 18 項目の

う ち燃焼温度 800 ℃で， 揮散率 （= （排ガス＋飛灰中の重

金属量） / （排ガス＋飛灰＋主灰中の金属量の総量） ） の

高い元素は Hg， Tl， Cd， Te， Pb， Zn， Sn， Sb， Se であ

り ， Cl よ り も高 く ， 逆に V， Be， Cr， Co， Ba は 1％以下

と 低かった。 しかし， 実稼働の一般廃棄物焼却施設の調

査からは 18 元素 と も 10％以上と高い。食塩を 3％添加し

た場合揮散率は若干高 く なった。 排ガス処理薬剤によ り

Hg を除き 90％を超え る除去率であった。重曹は消石灰よ

り 元素に よ り 重金属捕そ く 効果がみ ら れ る 場合があ っ

た。 ガス態の存在割合が 90％以上 と高い Hg では 45％か

ら 53％と向上し た。実稼働施設では，活性炭を添加し Hg

を 90％除去し ている例があった。 ICPMS 分析を用いて大

気へ排出されるガス態の量を廃棄物ベースの排出係数 と

し て推定し た。

〔備考〕

（ ７ ） 含窒素化合物の熱分解過程における有害化学物質

の生成と挙動

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0304AE488

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○安原昭夫 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 酒井伸一

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 窒素を含んだプ ラ スチ ッ ク は難燃性が高いた

めに， 非制御燃焼系での焼却では不完全燃焼が起こ り や

す く ， そのよ う な状況において発生する有害化学物質の

中で含窒素化合物の占める割合や生成挙動についてはほ

と んど把握されていない。 含窒素化合物の中で， かな り

の割合は有害性が予測されてお り ， 非制御燃焼系が環境

に及ぼす影響を予測する ためには， これら の含窒素有害

化学物質の生成挙動を熱分解実験で調べてお く こ と は重

要であ る。 本研究では含窒素化合物 と し て ウ レ タ ン樹脂

な らびにナイ ロ ンを素材にし， 電気炉で一定温度に加熱

し た石英管内で前記素材を熱分解させ， 生成する化学物

質の う ち， 特に含窒素化合物に着目し て， 生成挙動を明

らかにする。

〔内容および成果〕

　 ポ リ ウ レ タ ン及びナイ ロ ンのシー ト を細断し， 300 ～

700 ℃の間の一定温度に加熱された石英管に挿入し， 空

気存在下で熱分解させて， 発生し たガス状成分を氷冷し

たジ ク ロ ロ メ タ ンに通気し て， 含有有機成分を吸収捕集

し た。 GC/MS で生成物の同定を実施中であ る。 同定には

標準マス スペク ト ル と の一致と GC 保持指標の一致の度

合いを参考にする。 多 く の生成物中か ら含窒素化合物を

選別する ための方法 と し て， 窒素検出器を装備し た GC

を利用する方法を検討し た。窒素検出器付き GC での GC

保持指標を規格化する ための標準物質 と し て， アルカン

ニ ト リ ルを選んだ。

　 熱分解で発生する可能性のあ る ア ミ ン類については，

GC， GC/MS では分析が困難であ る こ と から， 呈色反応

に よ る迅速検出 と 塩化ベン ゾ イ ルに よ る誘導体化 GC/

MS 分析を検討し た。 呈色反応は妨害要因が多 く ， 再現性

あ る結果を得るにはいた ら なかった。 塩化ベンゾ イルに

よ る誘導体化 GC/MS によ る検出は有効であ る こ と が分

かった。

〔備考〕

（ ８ ） 廃棄物の熱的処理における臭素化ダイオキシン類

の長期的管理方策に関する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0104BC240

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○酒井伸一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 大迫政浩 ・ 貴田晶子 ・ 田崎智宏 ・

高橋真

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 16 年度 （2001 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 臭素化ダ イオキシン類 （臭素化 DXNs） 及びそ
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の他の有機臭素化合物の廃棄物の熱的処理 ・ 再資源化工

程か らの発生及びマテ リ アル リ サイ クル製品への残留に

対し て， 環境中での消長などに関する知見も踏まえて リ

ス ク を把握し，臭素化DXNs及び有機臭素系難燃剤（BFRs）

に対する適正かつ長期的な管理方策を提示する こ と を目

的とする。13 ～ 14 年度 　 臭素系 DXNs および難燃剤の分

析法の確立。 13 ～ 15 年度 　 臭素系化合物のサブス タ ン

ス フ ローモデルの確立。 13 ～ 16 年度 　 静脈系における

各種環境進入過程の特定と挙動把握。 16 年度 　 長期的制

御システムの総合的検討。

〔内容および成果〕

　 １ ） 有機臭素化合物の測定に係る相互検定研究

　 有機臭素化合物分析におけ る測定データのばらつきの

実態を把握する と と も に， 分析手法の改善や測定精度の

向上， 測定結果の信頼性の確保に資する こ と を目的 と し

た相互検定研究を実施し た。 本年度は 「風乾底質」 およ

び有機臭素化合物の標品か ら調製し た 「混合標準溶液」

を相互検定の対象試料 と し， PBDDs/DFs， MoBPCDDs/

DFs， PBDEs 等の有機臭素化合物を測定対象物質 と し た。

合計 9 機関で相互検定を実施し た結果， 風乾底質では最

大 50％以上の測定値のばらつき （RSD） が認められたが，

混合標準溶液では最大 25％程度であ り ， 前処理条件等の

最適化を図る こ と で， 塩素化ダ イオキシン類 と 同等の精

度まで向上でき る可能性が示唆された。

　 ２ ） 燃焼過程における HBCD 含有ポ リ マーの挙動

　 代表的な臭素系難燃剤と し て前年度の TBBP-A に引き

続き HBCD を含有する廃棄物のラ ボスケール燃焼実験を

行い臭素化ダ イオキシン類等の燃焼挙動に与え る影響を

検討し た。 HBCD を単独添加し た RDF の燃焼では， 一次

燃焼過程で HBCD は分解し， システム全体で 99.9999％

以上， また HBCD+TBBP-A+DBDE （3 種 BFRs） を混合添

加し た RDF の燃焼実験でも同様の分解率であった。 これ

ら ２ つの条件におけ る排ガスに存在する臭素化ダ イオキ

シン類は， 塩素化ダ イオキシン類に比較し て少ない こ と

が確認された。 試料中臭素濃度 と 最終排ガスにおけ る有

機臭素化合物の排出量の間の相関は低 く ， 排ガス処理に

よ り 有機臭素化合物は効果的に除去された。

　 ３ ） 難燃加工プラ スチ ッ ク中有機臭素化合物の水系へ

　 　 の浸出挙動

　 難燃加工プ ラ スチ ッ ク等が埋め立て られている処分場

か らの臭素系難燃剤の浸出能に及ぼす共存溶解性有機物

（DOM） の影響について考察する ために， 臭素系化合物

の存在形態を， SS 吸着性， 溶解性にまず分画し， 溶解性

を さ らに DOM 複合態 と遊離態に分けて分析し た。 対象

は PBDEs， TBBP-A， PBPs および PBBzs と し た。 その結

果， 臭素系化合物はそれぞれの分画に存在し， 溶解性で

あって も DOM 複合態の存在が確認された。 その存在割

合は臭素系化合物の疎水性 （オ ク タ ノ ール／水分配係数

等） に関連し ていた こ と から， DOM の存在が浸出能に影

響する こ と が推察された。

　 ４ ） 廃テレ ビ由来の有機臭素化合物の排出イ ンベン ト

　 　 リ 調査

　 前年度までの検討では， テレ ビのプ ラ スチ ッ ク カバー

に用いられている臭素系難燃剤等を対象に， 年間使用済

み量等の時系列的な解析を行った。 本年度は， 家電 リ サ

イ クル法施行前後の実態調査および ヒ ア リ ング調査結果

を整理する と と も に， 追加 ヒ ア リ ング調査を行い， 使用

済みテレ ビが処理プロ セスにいた る までのフ ロー概要を

把握し た。 その結果， 自治体が行 う 処理プロ セス と 家電

リ サイ クル法の リ サイ クルプロセス までのフ ローは把握

でき たが， 産業廃棄物処理業者へのフ ローは十分に明ら

かにでき なかった。

〔備考〕

（ ９ ） 内分泌攪乱化学物質等の有害化学物質の簡易 ・ 迅

速 ・ 自動分析技術に関する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0003BC242

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 15 年度 （2000 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン類やPCBなどの内分泌攪乱性有害

化学物質の簡易 ・ 迅速分析技術 と し て， 免疫測定法の適

用可能性を検討し， 最適な試験系の提案を行 う 。 12 ～ 14

年度 　 都市ごみ焼却施設か ら のばいじんおよび汚染土壌

中のダ イオキシン類と廃油中の PCB を免疫測定する ため

の前処理系の開発を行 う 。 13 ～ 14 年度 　 ダ イオキシン

類に対する免役測定法を開発する ために， モ ノ ク ローナ

ル抗体を作成し評価し， キ ッ ト 化する。 15 年度 　 フ ロー

接触系の自動 ・ 連続測定系への応用可能性を検討する。

〔内容および成果〕

　 ダ イオキシン類の簡易な高感度分析法と し てAhレセプ

ター PCR 法の適用可能性について検討し た。 まず， 各種

のダ イオキシン類の異性体に対する交差反応性を検討し

た結果，毒性等価係数 と の相関性が高いこ と を確認し た。

次に， 適用対象試料 と し てばいじん， 焼却灰を用い， 多

く の試料について公定法であ る高分解能ガス ク ロマ ト グ

ラ フ質量分析計によ る分析結果 と 本法によ り 得られた結
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果 と の相関性を検討し た。 前処理法には， これまで開発

し た高速溶媒抽出／簡易カ ラ ム ク リ ーンア ッ プ法を採用

し た。 その結果， 説明係数 0.97 （n=21） と な り ， 高い相

関性が証明される と と も に， 感度的に も特別管理廃棄物

と し ての基準 3ng-TEQ/g の 1/100 ～ 1/1000 程度まで測

定可能であ る こ と がわかった。 今後は， 他のマ ト リ ッ ク

ス成分を含む排ガスや土壌等の試料への適用性を確認す

る と と も に， ばらつき を小さ く し てい く ための精度管理

手法を確立し てい く こ と が課題であ る。

〔備考〕

共同研究機関 ： （独） 産業技術総合研究所

（10） 最終処分場管理における化学物質リ スクの早期警

戒システムの構築

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0103BE279

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 井上雄三 ・ 安原昭夫 ・ 酒井伸一 ・

大迫政浩 ・ 鈴木茂 ・ 山本貴士 ・ 滝上英孝 ・ 毛利

紫乃

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 化学物質汚染への住民の不安感によ り ， 最終処

分場等の廃棄物管理施設の設置や運営が困難になってい

る。 住民の安心を得る ためには， 分析項目数や頻度を増

やさ ざ る を得ず， 維持管理費用が高騰し ている。 予防原

則に基づいた包括的かつ費用負担の少ない リ ス ク ポテン

シ ャルの把握 と 合理的な対策立案が希求されている。 そ

のためには， 優先的に管理すべき 「場」 と 「化学物質群」

の選択， 予測不能な リ ス ク への対応， 対策発動の判断，

な らびに リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンが求められる。 本研

究は最終処分場を 「場」 と し て， 1） 優先管理すべき化学

物質の順位付表 （プラ イオ リ テ ィ リ ス ト ） を作成， 2） 生

化学 ・ 生物試験を現場監視に適合させ， 指標の総合性 と

不確実性に配慮し， 対象環境や施設特性等に対応し た試

験の最適な組みあわせ （テス ト バ ッ テ リ ー） と 結果の提

示手法 （ス コ ア リ ング） を検討し， ③予防的な対策発動

の基準値 （ア ク シ ョ ン レベル） を設定する こ と に よ り ，

「早期警戒システム」 の構築を目指し た。

〔内容および成果〕

　 地方公共団体によ る環境試料におけ る重金属類の分析

状況を ま と め，よ り 精緻化されたデータベース を作成し，

我が国で使用されている有害化学物質に関するプラ イオ

リ テ ィ リ ス ト を改訂し た と こ ろ， リ ス ト の上位には重金

属類がラ ン ク された。

　 埋立物や浸出水水質の履歴等が明らかであ る 6 処分場

よ り ， 浸出水 （処理施設原水） 9 試料， 処理水 7 試料に

ついて化学分析 （一般水質， 無機元素 ・ イオン類， 吸着

型全有機ハロゲン （AOX） ・ フ ェ ノ ール ・ フ タル酸エステ

ル ・ 有機酸） を行った。 無機成分ではアルカ リ 金属な ら

びにアルカ リ 土類金属が主成分であ り ， 有害金属類の濃

度は極めて低い。 有機成分では全有機炭素 （TOC） が

100mg/L 以上を示し たが， 今回の行った成分分析では う

ち 1 ～数％のみが把握でき た。 個別成分と し ては 1,4- ジ

オキサン， ノ ニルフ ェ ノ ール， ビ ス フ ェ ノール A， ジ ク

ロ ロ フ ェ ノ ール， 1,4- ジ ク ロ ロベンゼン等が常時検出さ

れたが， 生物試験結果 と 対比する ためには， 例えばハロ

ゲン化合物や窒素化合物等， 化学特性を総体 と し て把握

する手法開発が必要 と 考え られた。 また， 重金属等， 個

別物質の計測値から毒性影響全体の推定は困難であった

が， 浸出水では腐植物質 と の錯体 と し て存在し， 錯生成

能が金属種によ って異な る こ と が明ら か と な り ， 毒性発

現へ影響が示唆された。

　 ヒ ト 培養細胞， 両生類初期胚， 魚類， 藻類， 甲殻類の

生物個体， また海洋性細菌を使用し た急性毒性試験によ

り ， 浸出水におけ る生態毒性な らびに水処理におけ るそ

の低減効果が評価でき た。 異な る生物種な らびにエン ド

ポ イ ン ト を用いる生物試験法ア ウ ト プ ッ ト の相互比較の

ため， 統計学的な毒性応答が得られる希釈率 と 陽性反応

の信頼限界に基づいて， 毒性の強度を ３ 段階にス コ ア リ

ング し， 埋立廃棄物の種類や埋立年数等によ って発現す

る浸出水毒性を整理し た。 生ごみ等が混合埋立される処

分場の浸出水では， 多数の毒性カテゴ リ ーで ２ 以上のス

コ アが得られたが， 焼却残さ等の処分場では高ス コ アは

遺伝子毒性や植物毒性等に限られていた。 また， 埋立後

の年数が長い処分場では全体 と し て ス コ アが小 さ かっ

た。 処理水では浸出水 と 比較し て ス コ アが低下し たが，

その程度はカテゴ リ ーな らびに施設構成によ り 異なって

いた。

　 こ れ ら の傾向 と 使用目的， 試験の難易度等に基づき，

バイオア ッ セ イバ ッ テ リ ーを選択し， ア ク シ ョ ン レベル

を設定する手法について検討し た。 例えば， 浸出水処理

施設の維持管理を想定する と， 処理後に十分にス コ アが

低下し ない毒性カテゴ リ ーに対応し た試験法を複数選択

し， ス コ アが低下する試験数 と 程度が， モニ タ リ ング継

続や施設改善等のア ク シ ョ ン レベルに対応する も の と考

え られた。

　 これら成果を用いた早期警戒シス テムの運用マニ ュ ア
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ルの作成に向け， 処分場管理者等に対し て意識調査を行

い， 生物試験法の必要性また実用化に向けた制度 ・ 技術

的な課題を抽出し た。 生物試験法には特に水処理施設の

評価， リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンにへの活用が期待され

ていた。 課題 と し て， 利用者に解 り やすい結果の表記法

と手法の標準化が挙げられた。

〔備考〕

分担研究機関 ： 静岡県立大学 ・ 岡山大学 ・ 東京大学 ・

　 　 　 　 　 　 　 富山県立大学 ・ 北里大学 ・ 神戸大学 ・

　 　 　 　 　 　 　 大阪市立大学 ・ 福岡大学

協力研究機関：東京高専・埼玉県環境科学国際セン ター・

　 　 　 　 　 　 　 千葉県環境研究セン ター ・ 栃木県保健環

　 　 　 　 　 　 　 境セン ター ・ 東京都環境科学研究所 ・

　 　 　 　 　 　 　 神戸市環境局

（11） 不法投棄廃棄物等に含まれる化学物質の包括的計

測手法の開発に関する研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0204BE436

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○鈴木茂 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セ

ン ター） ・ 安原昭夫 ・ 松永充史

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 不法投棄等によ る発生起源， 化学組成の不明な

廃棄物について， （1） 応急対応策のため短時間に廃棄物

に含まれる化学物質の概要を把握する ための簡易な計測

技術の開発， （2） 最終的処理方法決定や処理後の経過観

測等のため， 廃棄物の化学物質組成を詳し く 分析する精

密な計測技術の開発を行い， 不法投棄等によ る廃棄物中

の化学物質を総合的に把握する。

〔内容および成果〕

　（ １ ）「不法投棄廃棄物等に含まれる化学物質の包括的計

測手法」 の在 り 方， 全体像について， 廃棄物不法投棄の

多様な状況に応え る ため， 以下の研究を進めた。 (1)-1 不

法投棄の最近の傾向についての調査 と 望まれ る 計測方

法， (1)-2 海外等における廃棄物の包括計測への取 り 組み

と し てRCRA法で定める有害物質検証のための試験方法，

物理・化学的方法 （SW-846），我が国が批准し ているバー

ゼル条約に係る有害廃棄物の試験法についての調査 と 望

まれる計測方法，(1)-3 ①投棄現場への立ち入 り の安全確

保， ②目視等によ る投棄物の分別 と 採取， ③投棄物別オ

ンサイ ト 分析法， ④試験室におけ る迅速分析法および⑤

精密分析法の系統化についての検討を も と にし た不法投

棄に対処する調査方法， 計測技術 と そのス キームについ

て研究を進めた。

　（ ２ ） 緊急性の高い 「有害性」 を検知するオンサイ ト ス

ク リ ーニングでは， 既存のモニ タ リ ング技術の採否に関

する評価， 健康及び処理 ・ 処分上緊急性の高い有害物質

の迅速検出法と し て以下の研究を進めた。 (2)-1 携帯蛍光

Ｘ 線分析計に よ る重金属類の迅速サーベイ法の予備調

査， (2)-2 農薬， POPs 等の迅速識別に用いる ミ ニカ ラ ム

分離法，(2)-3 不法投棄廃棄物の characterization と ク ロル

デン等のオンサイ ト 分析法の研究を進めた。

　（ ３ ） 不法投棄廃棄物に含まれる汚染物質の概要を迅速

に把握し， 当面の適正対応を図る ための情報を提供する

即応フ ェーズの試験室での迅速分析法と し て， (3)-1 蛍光

X 線によ る廃棄物試料の迅速分析法， (3)-2 有機ハロゲン

化合物の簡易迅速検出法， (3)-3 HPLC- 光分解ポス ト ラ

ベル化法によ る有機塩素系化合物の選択的検出法， (3)-4

難揮発性有害化学物質のLC/MSス ク リ ーニング法の研究

を行った。

　（ ４ ） 廃棄物の詳細な情報を提供する精密フ ェーズの分

析法と し て (4)-1 不法埋め立て土壌の重金属等の ICP- 質

量分析法， ICP- 発光法， 蛍光 X 線法によ る定量分析法お

よび試料か ら の溶出試験法， 含有量調査測定法の評価，

(4)-2 廃棄物に由来するガス成分の GC/MS 分析法， (4)-3

浸出水・溶出液中難揮発性化学物質の LC/MS 分析法の開

発 （①ゴム老化防止剤の分析法開発 と 不法投棄試料中の

未知物質検索， ②難分解性の有機塩素化合物の分析， ③

メ ラ ミ ンの分析法， ④医薬品分析法）， (4)-4 LC/MS によ

る廃棄物中の未知汚染物質の検索法 ( ①試料分画 ・ LC 保

持容量を用いた定性分析法の検討， ② LC/ 噴霧グ ロー放

電イ オン化 （SGDI） MS によ る廃棄物試料中有機汚染物

質検索，③ LC/MS 精密質量測定データの定性分析への活

用可能性 ) に関する研究を進めた。

〔備考〕

共同研究機関 ： 神奈川県環境科学セン ター ・ 大阪府環境

　 　 　 　 　 　 　 情報セン ター ・ 大阪市立環境科学研究所

（12） 人工衛星による不法投棄等の監視システムに関す

る研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0105BY239

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 田崎智宏 ・ 松井康弘 ・ 川畑隆常 ・

森口祐一 ・ 田村正行 ・ 酒井伸一
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〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 不法投棄等の早期発見及び未然防止に資する

ための人工衛星を利用し た監視シス テムを開発し， 廃棄

物管理分野におけ る衛星情報の多面的利用の可能性につ

いて も併せて検討する。 13 ～ 15 年度 　 不法投棄衛星監

視システムの開発と実証 ・ 改善。 16 年度 　 システムの メ

ンテナン ス及び改良。 不法投棄監視以外の利用可能性に

関する基礎検討。 17 年度 　 人工衛星情報と GIS を結合し

た総合的な廃棄物管理システムへの応用可能性検討。

〔内容および成果〕

　 前年度に開発された衛星画像によ る不法投棄箇所検知

の解析手法を森林領域以外で も適用でき る よ う に， 多バ

ン ド 画像解析手法， 単画像解析手法， 複数画像解析手法

の 3 つの手法について検討し た。 その結果， 単画像解析

手法， 複数画像解析手法については前年度手法 と 同等の

網羅率であ る約 8 割を維持し たま まで，誤検知率を約 9.5

割から約 8 割までに削減する こ と に成功し た。 これらの

2 つの手法は実用レベルにあ る と 考え られたため， さ ら

に実証試験で活用 し て， 改善検討を行っ た。 その結果，

誤検知を削減する必要性な らびに解析結果の表示方法に

課題があ る こ と が判明し た。 そ こ で， 単画像画像解析手

法 と 複数画像解析手法を組み合わせた手法を検討し， 誤

検知を さ らに約 6 割まで削減させる こ と ができ た。

　 次に， 新規発見業務な らびに日常監視業務におけ る不

法投棄等衛星監視システムの実証試験を茨城県，栃木県，

千葉県の 3 県で実施し た。 新規発見業務における実証試

験では目視判読での現場抽出， 新規発見情報の共有化，

現場の変化状況把握， 統計分析の 4 つの実証項目につい

て， また， 日常監視業務におけ る実証試験では， 経時変

化の把握， 場所や状況把握の効率化， 監視情報の管理の

3 つの実証項目について， それぞれ検討を行った。 その

結果， 新規発見業務においては， 衛星画像によ る不法投

棄の監視は 20ｍ 四方以上程度の中規模以上の面積であ

り ， かつ広範囲な植生伐採や大規模な投棄堆積など画像

の変化 と し て現れる不法投棄や不適正保管であれば有効

であ る と の結論が得られた。 また， 日常監視業務におい

ては， 必ずし も十分な監視が行えないでいる許可施設等

への調査を補完し， 不適正保管 ・ 処理の減少に貢献でき

る こ と が分かった。 特に， 視界が遮 ら れてい る現場や，

広 く て立入 り 調査が困難な施設に有効であ る。 また， 沈

静化し た不法投棄現場に投棄が再発し ていないかど う か

を確認・補足する手段 と し て利用でき る こ と が分かった。

さ らに， 不法投棄等衛星監視シス テムに求め られる機能

を把握する と と も に， 衛星監視システムが業務の効率化

に有用であ る こ と を確認する こ と ができ た。

　 最後に， 実証試験の結論を踏まえて， 衛星監視シス テ

ムの導入 ・ 運用方法の設計を行った。 組織体制， 導入後

の 業務フ ローを明示する と と もに， 他のシステム と の連

携や他部署 と の衛星画像の共同利用を踏まえた方策の検

討を行い， 低コ ス ト での導入 ・ 運用方策を提示する こ と

ができ た。

〔備考〕

 2001 ～ 2003 年度の期間は， 環境省廃棄物 ・ リ サイ クル

部からの受託調査研究と し て実施。

（13） 残留性有機汚染物質 （POPs） を含む廃棄物処理

に関する調査研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0103BY306

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○酒井伸一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 野馬幸生 ・ 滝上英孝

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 残留性有機汚染物質 （POPs） に関する ス ト ッ ク

ホルム条約や我が国の PCB 廃棄物の適正な処理の推進に

関する特別措置法など， 最新の国際， 国内動向を踏まえ

ながら，POPs 廃棄物の排出実態の把握や処理基準の策定

等を進める ために必要 と な る科学的知見の収集整理や調

査検討を行 う こ と によ り ，POPs 廃棄物の適正処理の推進

に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度の調査研究を実施し，下記のよ う な成果を得た。

　（ １ ） 主に環境省水環境部及び農林水産省で検討中の廃

農薬系 POPs の処理技術を対象 と し て， 平成 13 年度から

15 年度までの実験結果等を踏まえ， 分解条件， 運転， 維

持管理要件について整理を行い， 処理技術に係る構造基

準及び維持管理基準の設定に資する技術的要件を提案し

た。

　（ ２ ） ポ リ 塩化ナフ タ レ ン （PCN） 含有廃棄物の処理過

程における分解挙動と非意図的生成 POPs 等の制御につ

いて知見を得る ため， 熱処理プ ラ ン ト 施設を使用し た熱

分解処理を行い， 排ガス， 分解残渣などの PCN と ダ イオ

キシン類濃度を測定し た。 都市ごみ模擬試料単独実験を

対照 と し て， 各サンプ リ ングポ イ ン ト におけ る測定結果

を比較する こ と によ り ，熱分解工程での PCN 分解 と排ガ

ス処理工程での PCN の物質収支を把握し た。一次熱分解

（850 ℃） では投入し た PCN の多 く は分解し た も のの，

PCN， ダ イ オキシン類 と も非意図的生成があった。 二次

熱分解 （900 ℃） によ り 生成された PCN, ダ イオキシン類
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と も分解され， さ ら に排ガス処理でほ と んどすべてが除

去されていた。

　（ ３ ） バーゼル条約技術作業部会｢ POPs 適正処理ガイ ド

ラ イ ン｣の動向を把握し， POPs 廃棄物に関する国際的な

規制， 基準及び指針に関する情報を収集， 整理し た。 主

な事項は 1） POPs 廃棄物の検定方法， 2） POPs 廃棄物を

処理し た も のの特性が示さ な く な る破壊又は不可逆的な

変換の水準， 3） 「低レベルの POPs」 に係る濃度の水準，

4） POPs 廃棄物処理に関連する環境上適正な処分の方法

等であ る。

〔備考〕

環境省廃棄物 ・ リ サイ クル部から の受託調査研究 と し て

実施。

（14） ごみ固形燃料の発熱 ・ 発火メ カニズムの解明

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0303AE562

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○安原昭夫 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 井上雄三 ・ 大迫政浩 ・ 山本貴士 ・

橋本俊次 ・ 高橋真 ・ 松永充史 ・ Bulent Inanc ・

酒井伸一

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 家庭ごみから作られたごみ固形燃料 （RDF） は

水分を吸湿し た り ， 蓄熱状況が発生する と， 発熱し， 発

火する危険性を も っている。 RDF の安全管理のためには

これら の発熱 ・ 発火 メ カニズムを明ら かに し， 防止対策

を講じ る こ と が重要であ る。 本研究では， 生物発酵， 自

然発火， 無機物の反応などによ る発熱 ・ 発火の可能性を

明ら かにする ための基礎実験を行い， 実証的知見の提供

をはかる。

〔内容および成果〕

　（ １ ） RDF に含まれる水分量を加熱乾燥によ る重量差で

見積も る方法 と カールフ ィ ッ シ ャー法によ る厳密な水分

測定法で比較測定し た結果， 重量差で見積も る方法では

カールフ ィ ッ シ ャー法よ り も少ない値にな る傾向が明ら

か と なった。

　（ ２ ） RDF の含水率 と生物発酵によ る発熱の関係を調べ

た結果， 含水率 10％でも生物発酵で発熱する こ と が判明

し た。 また， 実験開始か ら発熱が観察される までの時間

は含水率が高いほど短いこ と も分かった。

　（ ３ ） RDF が空気中の湿度を吸収し て含水率が増加する

様子を温度・湿度が調節された装置を使って調べた結果，

RDF は空気中の水分を吸湿する こ と は確かであ るが， 空

気中の湿度と平衡になる形での吸湿であ り ， 最大でも 20

％程度の含水率であった。 また， 吸湿し た RDF の含水率

が 10％程度になる と， カビが発生し始める こ と が分かっ

た。

　（ ４ ） RDF 中の消石灰 と 空気中の二酸化炭素 と の反応，

あ るいは RDF中の金属アル ミ ニウ ム と水 と の化学反応に

よ る発熱の程度を調べたが，いずれも小さ な発熱であ り ，

発火の原因にはな り に く い と考えた。

　（ ５ ） ガ ラ ス製容器 （開口状態） に RDF を充填し， マン

ト ル ヒ ーターでゆっ く り と加温し てい く と，120 ～ 130 ℃

付近から， マン ト ル ヒ ーターの温度よ り も RDF の温度が

高 く な り ， しばら く する と 熱暴走が起こ って発火する こ

と を確認し た。

　（ ６ ）RDF 中に含まれる過酸化物を定性的に調べた結果，

有機溶媒に可溶な過酸化物はきわめて微量しか存在し て

いなかったが， 不溶な固体状過酸化物は存在し ている ら

しいこ と が分かった。

〔備考〕

2003 年 8 月に三重県で発生し たごみ固形燃料発電所での

爆発事故な らびにそれ以後発生し た他施設での RDF 発

熱 ・ 発火事故の原因究明に関し て， 急遽計画された研究

であ る。

（15） 埋立場での非制御燃焼による残留性化学物質の生

成 ・ 挙動 ・ 曝露解析

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0304AE545

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○平井康宏 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 貴田晶子 ・ 酒井伸一

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 ダ イ オキシ ン類な どの残留性有機汚染物質の

発生源 と し て， 廃棄物埋立場の自然発火現象などの非制

御下の燃焼過程か ら の排出が注目されてお り ， イ ン ド の

埋立場周辺で採取し た母乳中のダ イオキシン類濃度が同

国の対照地域のそれに比べて明ら かに高い こ と などが報

告されている。 本研究では， 埋立場での非制御燃焼過程

におけ る ダ イオキシン類の排出係数を実験的に推定する

と と もに，得られた排出係数を用いたモデル解析によ り ，

埋立場周辺での土壌汚染や ヒ ト への曝露についての知見

を得て， 影響回避に資する情報を提供する こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 埋立地での非制御燃焼を模擬する ための実験装置を作
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成し， 燃焼条件設定のための予備試験， 排ガス ・ 残渣等

採取のための本試験 （ ２ 条件） を行った。 本試験で用い

る試料 （燃焼対象物） は， （ １ ） 標準的なごみ組成を持つ

RDF， （ ２ ） 臭素系難燃剤 ３ 種 （DBDE, TBBP-A, HBCD）

を重量比各 １ ％ 計 ３ ％添加し た RDF， の ２ 条件 と し た。

実験によ って得られた排出係数を用いて， 非制御燃焼に

よ る大気排出イ ンベン ト リ への寄与を推定し た。

〔備考〕

（16） PCB の排出イ ンベン ト リ作成と その検証

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0304AE546

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○平井康宏 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 滝上英孝 ・ 野馬幸生 ・ 酒井伸一

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 POPs 条約への加盟を う け， 環境省検討会で

PCB, HCB の排出イ ンベン ト リ 作成に向けた検討が進め

られている。 これまでに， 発生源に関する文献レ ビ ュー

および主要 と 目される発生源の実測調査によ って イ ンベ

ン ト リ の試作が行われてお り ， 今後はその包括性や妥当

性の検証作業が重要にな る と 考え ら れる。 本研究では，

一つ一つの発生源を積み上げてい く 方法に加えて， 作成

し た イ ンベン ト リ がど こ まで把握でき ているかを ト ッ プ

ダウ ンで推定する こ と を試みる。

〔内容および成果〕

　 廃棄物焼却 ・ セ メ ン ト 製造などの各発生源別に PCB の

異性体別濃度測定結果を収集 ・ 整理し， 大気への放出量

な ら びに大気中濃度を推定し た。 大気中濃度推定値は，

実測大気中濃度平均値の数割に と ど ま り ， 既存イ ンベン

ト リ にない発生源 （国外か ら の移流， 過去に放出された

PCB の再循環， 保管中 PCB からの漏出） の重要性が示唆

された。 こ の結果は， カネ ク ロール製品を含む各発生源

な らびに大気中濃度の異性体別測定データに対する重回

帰分析から も支持された。

〔備考〕

（17） 廃棄物を利用し た製品製造過程の有害物質管理と

二次資源の利用過程における環境負荷低減に関する

研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE543

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 大迫政浩 ・ 森口祐一 ・ 平井康宏 ・

藤井実 ・ 遠藤和人 ・ 野馬幸生 ・ 酒井伸一

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 今後廃棄物の再生利用が進むなか， それによ っ

て生じ る新たな環境負荷を評価する必要があ る。 一般製

品製造への原料利用 ・ 製品製造 ・ 流通 ・ 利用 ・ 再利用の

各過程で廃棄物の利用が及ぼす影響を， セ メ ン ト 製造お

よびセ メ ン ト 関連製品を例に化学分析を実施 ・ 評価し，

有害物質管理の方策策定への基礎資料 と する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　（ １ ） セ メ ン ト 製造に利用される廃棄物 （特に廃油， 廃

プラ スチ ッ ク） 中の有害物質の分析方法について蛍光 X

線分析方法によ る定量方法を確立し た。

　（ ２ ） セ メ ン ト 及びセ メ ン ト 固化体中の六価ク ロ ム含有

量の分析法 と し て繰 り 返し溶出試験 と 酸抽出法の組み合

わせが最良法であ る こ と を示し た。 また繰 り 返し溶出試

験によ り セ メ ン ト 及びセ メ ン ト 固化体の環境影響量 （溶

出量） の違いを明らかにし た。

　（ ３ ） 廃コ ン ク リ ー ト からの骨材再利用によ る生じ るセ

メ ン ト 水和物 （微粉） か ら の六価ク ロ ム等の環境影響量

についてはコ ン ク リ ー ト 表面よ り 内部の方が溶出量が多

く ， 今後こ の要因を検討する。 また微粉を土壌改良助材

と し て普通セ メ ン ト の一部代替利用する こ と によ り 六価

ク ロ ムの溶出量が減少する こ と を示し た。

〔備考〕

（18） 資源循環 ・ 廃棄物処理過程における PCNの挙動お

よび分析法の開発に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE544

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 黄瑛 ・ 山本貴士 ・ 酒井伸一

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 PCN は環境中の様々な媒体か ら頻繁に検出さ

れているにもかかわらず，製品使用や廃棄物処理の実態，

環境排出の現状などはほ と んど分かっていない。 資源循

環・廃棄物処理過程からの PCN の環境への排出量を削減

する ため， 熱処理過程におけ る分解 と 生成挙動を把握す

る と と も に， 化学分解を利用し た分解 メ カニズムについ

て基礎的研究を行 う 。特に PCN 含有廃棄物の熱処理過程

における， PCN のイ ンプ ッ ト ， 施設内での物質挙動， 非
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意図的 PCN 生成量， 排出量を分解挙動試験から確認し，

PCN の挙動を定量的に把握する。 化学的処理法 と し て光

分解や触媒分解によ る分解実験を行い， 分解挙動 と メ カ

ニズムについての基礎的研究を行 う 。 また， こ う し た検

討のために PCN の全異性体分析法の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 熱処理プ ラ ン ト 施設を使用し た熱分解処理において，

排ガス， 分解残渣をそれぞれサンプ リ ング し， 都市ごみ

単独実験 と PCN 含有廃棄物添加実験におけ る測定結果

を比較し た。 PCN の総量及び各異性体量を試算する こ と

に よ り ， 熱分解施設内での物質挙動， 排出量を確認し，

PCN の物質収支 と挙動を定量的に把握できた。 一次熱分

解 （850 ℃） では投入し た PCN の多 く は分解し た ものの

非意図的生成も存在し た。 二次熱分解 （900 ℃） によ り

生成された PCN は分解され， さ らに排ガス処理でほ と ん

どすべてが除去されていた。 また， 製品由来の PCN と副

生成する PCN を識別するための全異性体分析法について

も検討し た結果， 全 75 異性体の内 57 異性体については

完全分離定量が可能であった。 イ ンプ ッ ト される も の と

し て，一般廃棄物や合成ゴム試料中の PCN 濃度 と異性体

組成を調べた結果， ハロ ワ ッ ク ス製品や燃焼由来の PCN

異性体組成 と は異な る パ タ ーン を示 し た も のが多かっ

た。

〔備考〕

（19） 廃棄物焼却残渣中の有害金属と腐植物質の相互作

用に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE547

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 日本の一般廃棄物の焼却率は約 ８ 割であ り ， 年

間 600 万 ト ン もの焼却残渣が発生し ている。 大量の焼却

残渣の有効利用あ るいは埋立処分過程におけ る有害金属

の制御は重要な課題であ るが， 残渣中に存在する， あ る

いは外部から供給される有機物の有害金属挙動に対する

影響は未解明であ る。 特に， 有機物の腐植化に伴い生成

される腐植物質 と の相互作用に関する研究は極めて遅れ

ている。 そ こ で本研究では， 焼却残渣中の有害金属 と 腐

植物質 と の間の長期的な相互作用モデルを確立する ため

に， 腐植物質の各種特性化指標 と 腐植化に伴 う その変化

を把握し， 固体マ ト リ ッ ク スへの吸着特性及び有害金属

と の錯生成能等と の間の定量的な関係を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 い く つかの履歴の異な る焼却灰及び最終処分場浸出水

よ り 腐植物質を抽出し， その特性化指標 と し て腐植度，

酸解離定数及び重金属 イ オン と の錯生成定数の推定を

行った。 まず， 焼却灰試料よ り 有機物質を抽出し， 親水

性有機物 と 疎水性有機物の分離を行い， 疎水成分の赤外

スペク ト ルの結果か ら焼却灰に腐植物質類似物質の存在

が確認された。 また， 溶媒によ る抽出量の違い， 紫外可

視吸光度測定によ る暗色度の測定の結果， 焼却灰中の腐

植物質 と キ レー ト 性試薬で抽出される暗色度の高い腐植

物質の存在が考え られた。

　 抽出有機物の疎水性， 親水性成分の金属含有量を測定

し た結果， 腐植物質 と 結合し ている金属の存在を確認し

た。 また， 最終処分場浸出水に も結合体の存在が確認さ

れ， 特に銅 （Cu） ， 鉛 （Pb） の ９ 割近 く が腐植物質 と結

合し てお り ， 重金属の挙動に関与し ている こ と が明ら か

と なった。

　 そ こ で金属 と の相互作用の指標 と な る酸解離定数， 錯

生成定数の推定を行い， 暗色度 と の相関性を示し， これ

ら の指標の大小がフ ミ ン酸 と フルボ酸の存在割合に依存

し ている可能性を示し た。

　 最後に， 腐植物質の存在を仮定し た重金属の溶解度シ

ミ ュ レーシ ョ ンを行った。 その結果， 酸性か ら中性領域

にかけて Cu と Pb の溶解度の増加が確認され， 実際の浸

出水に適用し た結果， 良好に再現する こ と ができた。

〔備考〕

（20） 残留性有機汚染物質の甲状腺ホルモン撹乱活性を

検出する新規なバイオア ッ セイの開発に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE549

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(3) 資源循環・廃棄物管理システムに対応し た総合

リ ス ク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 酒井伸一

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 臭素系難燃剤や PCB 等の残留性有機汚染物質

（POPs） の生体影響 と し ては， ダ イ オキシン受容体を介

し た作用 と と も に， 甲状腺機能への影響が指摘されてい

る。 これら の化合物の多 く は， 脊椎動物の体内で代謝を

受けた後， 血漿中に存在する甲状腺ホルモン輸送タ ンパ

ク のひとつであ る TTR （transthyretin） と結合し， 甲状腺

ホルモンの輸送， 作用発現に影響を及ぼす可能性が考え
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られる。 本研究では， ダ イオキシン受容体結合ア ッ セ イ

と は別の毒性学的視点を与え る in vitro の TTR 結合ア ッ

セ イの開発を行い， 脊椎動物体内での代謝を模し た試験

系 （肝 ミ ク ロ ソームにおけ る代謝活性化試験） の手法確

立も目指す。 そ う し て， 循環資源 ・ 廃棄物におけ る残留

性有機汚染物質の挙動解明， 総括毒性評価に展開する た

めに実試料を用いた検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 TTR 結合ア ッ セ イの試験法バ リ デーシ ョ ン を行った。

放射性ヨ ウ素 （125I） の使用量を極力減ら し， タ ンパク吸

着の少ないポ リ プロ ピ レ ン製の反応管を使用し て試験感

度を保つ検討を行った結果， 標準品 （tetraiodethyronine,

T4） について IC50 値が 80 nM 付近のデータが得られた。

ヒ ド ロ キシ PCB 異性体で既報 と同様の活性が得られた。

続いて， 市販ラ ッ ト S9 （肝臓ホモジェネー ト 高速遠心上

清） を用いた代謝活性化手法の検討を行った と こ ろ， S9

中に含まれるバッ ク グ ラ ウ ン ド 活性の低減が課題 と 考え

られた。超遠心分離によ り S9 から ミ ク ロ ソームを精製し

て TTR 結合ア ッ セイに供し た と こ ろ， バッ ク グ ラ ウ ン ド

活性は S9 と比較し て有意に低減された。 その結果， 臭素

化難燃剤等の代謝物の TTR 結合活性を低 ノ イ ズで検出で

き る よ う にな り 手法改善が図られた。

〔備考〕

外国共同研究機関 ： オラ ンダアム ステルダム自由大学

（21） 残留性化学物質の物質循環モデルの構築と リサイ

クル ・ 廃棄物政策評価への応用

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0305BE595

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○酒井伸一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 野馬幸生 ・ 高橋真 ・ 平井康宏

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 各種 リ サ イ ク ル法の施行後 ５ 年目での見直 し

が近づ く 中で， 次の一手 と し て最終処分量削減のみな ら

ず重金属類や臭素系難燃剤などの残留性化学物質の制御

を視野に入れた政策展開が望まれる。 化学物質の影響 と

し ては ヒ ト への曝露のみな らず， 生態系への影響も重視

されつつあ る。 本研究は， 社会および自然システム循環

におけ る残留性化学物質の挙動を記述するモデル群を開

発し， 家電 リ サイ クル法や自動車 リ サイ クル法などの政

策評価に応用す る こ と を 目的 と す る。 モデル開発は

フ ィ ール ド 調査 と 連携し， １ ） 自動車シ ュ レ ッ ダーダス

ト （ASR） や廃家電， 廃木材 リ サ イ ク ル施設でのプ ロ セ

ス物質収支の調査， ２ ） 中古輸出された家電製品の終着

場であ る アジア途上国ダンピ ングサイ ト 周辺環境の調査

と 野生高等動物を対象 と し た残留性化学物質汚染の調

査， も目的 と する。 また， 長期的には経済モデル と の統

合を視野に入れ， デポジ ッ ト 制などの環境経済学的評価

にも取 り 組む。

〔内容および成果〕

　 １ ） 自然システム循環におけ る有機臭素化合物の動態

　 ポ リ 臭素化ジフ ェ ニルエーテル （PBDEs） によ る地球

規模の汚染実態 と 自然システム循環におけ るその動態を

理解する ため， 世界各地の外洋域 （日本， 台湾， フ ィ リ

ピ ン， イ ン ド ネシア， セ イ シ ェル， ブ ラ ジルの沖合域，

日本海， 東シナ海， 南シナ海， イ ン ド 洋， 北太平洋） か

ら カツオを採取し PBDEs の化学分析に供試し た。分析し

たほぼ全てのカツオから PBDEs が検出され （<0.1 ～ 53

ng/g 脂肪重当た り ） ， その汚染は地球規模で広がってい

る こ と が明ら か と なった。 また北半球で採取されたカツ

オの PBDEs 残留濃度は南半球で採取された ものに比べ高

く ， PBDEs の主な汚染源は北半球に遍在する こ と が推察

された。 興味深い こ と に， 東シナ海周辺海域で採取し た

カツオから比較的高い残留濃度の PBDEs が検出され，本

海域周辺の途上国に PBDEs 汚染源の存在する こ と が示唆

された。 カツオ体内の PBDEs 異性体組成を解析し た と こ

ろ， 低臭素異性体 （BDE15， 28, 47） の割合は高緯度ほど

高 く な る傾向がみられた。 一方， 高臭素異性体はその逆

のパターンを示し た。 これらの結果は， 低塩素異性体 （2

～ 4 臭素化体） が大気によ って発生源から寒冷な北方海

域に優先的に輸送されている こ と を示唆し ている。 本研

究によ り ， PBDEs は PCBs と類似の地球汚染型物質であ

る こ と が明らか と なった。

　 ２ ） 残留性化学物質の物質循環モデルの開発

　 PBDEs の発生源に関す る 知見を得 る こ と を目的 と し

て，PBDE のサブス タ ン ス フ ロー解析モデルを構築し，各

年ご と の大気 ・ 水系 ・ 土壌への PBDE 排出量を推定し た。

こ の排出量推定結果を環境動態モデルの入力 と し て環境

中濃度を推定し た と こ ろ， PBDEs 含有製品の摩滅 ・ 洗濯

および廃棄製品の解体時におけ る排出係数を設定し たモ

デルによ る予測値は実測の中央値 と ほぼ一致し た。 そ し

て， 日本での PBDE の排出イ ンベン ト リ を推定し， この

推定結果 と 環境中濃度実測値 と の比較を行い， PBDE の

発生源に関する知見を得た。

　 ３ ） 鉛電池 リ サイ クルの経済評価

　 鉛電池 リ サイ クルの政策デザイ ンを経済学的な観点か

ら評価する ための基礎的研究を行った。 理論モデルによ

り ， シ ュ レ ッ ダーダス ト の処理費が上昇する と その発生
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量は抑制される も のの， 有用物価値の低下によ っては発

生量が増大する こ と を確認し た。 次に， 鉛価格 と 回収率

と の関係について回帰分析を行い，価格弾力性を求めた。

弾力性の値は既存研究 と 比較 し て高 く ， 価格 イ ン セ ン

テ ィ ブを用いた政策の有効性が示唆された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 愛媛大学 ・ 京都大学 ・ 神戸大学

（22） 臭素化ダイオキシン等削減対策調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0305BY594

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○酒井伸一 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 滝上英孝 ・ 平井康宏

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 「ダ イオキシン類対策特別措置法」 の附則にお

いては， 臭素系ダ イ オキシン類 （PBDD/DFs） に関する

調査研究を推進し， その結果に基づき， 必要な措置を講

ずる と されている。 本研究は， PBDD/DFs と関連化合物

であ る臭素化難燃剤 （BFRs） について， １ ） それらの発

生， 排出に関し て既報文献によ り 調査し， 最新動向を ま

と め， ２ ） 物質利用， 循環， 廃棄に関し て各環境媒体へ

の進入イ ンベン ト リ （発生源イ ンベン ト リ ） に資する排

出係数推定のための調査研究を実施し， ３ ） 燃焼過程に

ついて処理高度化対策の済んだ実機に対する調査を実施

し， 対策前のデータ と 比較によ り 低減技術の妥当性， 今

後の技術開発必要性について検討を加え る も のであ る。

これらによ り ， PBDD/DFs， BFRs に対する適正な対策方

案を総合的に検討する。

〔内容および成果〕

　 本年度の調査研究を実施し，下記のよ う な成果を得た。

　 １ ） 有機臭素化合物に関する研究の最新動向調査

　 臭素化ダ イ オキシン類， BFRs 成分の環境， 生物中濃

度，発生源排出濃度の最近 ５ ヵ年のレ ビ ューを実施し た。

　 ２ ） 発生源イ ンベン ト リ 作成のための排出係数推定に

　 　 かかる調査研究

　 有機臭素化合物の発生源 イ ンベン ト リ 作成に資す る

個々の発生ルー ト から の排出係数推定のためのフ ィ ール

ド 調査， 基礎分析の一環 と し て， 廃繊維製品に焦点をあ

て， 難燃繊維製品の市場シ ェ ア調査および廃製品中の難

燃剤残存量調査を行った。

　 ３ ） 廃棄物処理における燃焼過程の制御技術に関する

　 　 実機比較研究

　 旧厚生省が平成11年度に行った臭素化ダ イオキシン類

等の緊急調査対策事業において測定を行った廃棄物焼却

施設の う ち， 以降， 燃焼改善， 排ガス処理等の高度化対

策を実施し た施設を対象に臭素化ダ イオキシン類の低減

に関し て実測確認を行った。 実際には， 廃棄物焼却施設

に対する アンケー ト 調査を行い， 調査対象 と し て適切な

２ 事業所を選択し た。

〔備考〕

環境省廃棄物 ・ リ サイ クル対策部から の受託調査研究 と

し て実施。

２ ． ４ 汚染環境の浄化技術に関する研究

（１）窒素・リン除去・回収型技術システムの開発に関

する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB409

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(4) 液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善

技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 水落元之 ・ 岩見徳雄 ・ 板山朋聡 ・

井上雄三 ・ 山田正人 ・ 西村知之

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 液状廃棄物か ら の栄養塩類除去が富栄養化防

止対策上重要な課題であ る こ と， 我が国が 100％輸入に

頼っている リ ンは枯渇資源であ り ， 将来的には輸入が困

難にな る こ と 等をふま え， リ ン除去 ・ 回収を可能 と し，

かつ， 窒素除去に も効果的な液状廃棄物の リ ン資源循環

型処理システムの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 下水道 と 同等の生活系液状廃棄物処理の恒久施設であ

る浄化槽を対象 と し て有機物， 窒素， リ ンの高度処理化

と リ ン回収資源化の両立可能な高度処理システム と その

汎用化システム創 り のための要素技術の開発を目的 と し

た実証研究を行った。 実証試験現場サイ ト と し て土浦市

内に整備し た固定床， 流動床等の様々な タ イプの合併処

理浄化槽を設置し たモデル地区において， リ ンの原単位

計算から の最大流入負荷に対し 処理水の T-P 濃度 1mg ･ l-1

以下が 3ヵ 月間維持でき る こ と を標準仕様 と し て設計さ

れたジルコ ニウ ムフ ェ ラ イ ト 系化合物を吸着担体 と する

吸着脱 リ ン試験装置を各種合併処理浄化槽へ導入し て処

理性能の解析･評価を行った。 その結果， 実用の負荷条件

において，高度処理浄化槽の目標水質である BOD10mg ･ l-1

以下，T-N10mg ･ l-1 以下，T-P1mg ･ l-1 以下を １ 年間近 く に

わた り 達成可能な こ と， 同設計の吸着脱 リ ン装置が汎用

でき る こ と がわかった。 さ ら に， リ ン吸着が破過し た担
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体から効率よ く リ ンを脱離する方法と し て，7％苛性ソー

ダを脱離液と し て用いた 2 段階脱離法を開発し た。 すな

わち， 第 1 段階目 と し て， 円筒カ ラ ムに充填し た破過吸

着担体に対し て上向流で脱離液を 2 ～ 3bed 量， 5 ～ 20hr-1

の通水速度で 2 時間通水･処理し，処理後の脱離液は リ ン

の晶析･回収工程へ移送する。 第 2 段階目では， 同量の新

たな脱離液で一度脱離処理し た吸着担体を第 1 段階目 と

同様の方法で再度通水処理し， こ の脱離液は次の破過吸

着担体の脱離処理に用いる と い う 2 段階の工程を繰 り 返

し行 う こ と で， 従来， およそ 20bed 量必要 と し ていた脱

離液量を 2 ～ 3bed 量に削減でき る こ と が明らか と なっ

た。 また， リ ン吸着担体は 2％程度の硫酸あ るいは塩酸

で洗浄し活性化させ， pH を 7 付近に調整し た後に， 吸着

脱 リ ン装置に再充填する こ と によ り 繰 り 返し使用が可能

であ る こ と， リ ン脱離後の脱離液は， 低温真空濃縮法等

によ って苛性ソーダの濃度を 15％程度に上昇させる こ と

で高純度の リ ン酸三ナ ト リ ウ ム と し て晶析させ回収する

こ と ができ， これら の一連の基本工程を実証する こ と が

でき た。 こ う し て， 高度処理浄化槽へ導入する リ ン除去

･回収型の実用化シ ス テム構築のための要素技術を整え

る こ と ができ た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 筑波大学応用生物化学系 ・ 早稲田大学理

　 　 　 　 　 　 　 工学部 ・ 埼玉県環境科学国際 セン ター ・

　 　 　 　 　 　 　 社） 茨城県水質保全協会 ・ 財） 茨城県科

　 　 　 　 　 　 　 学技術振興財団 ・ 財） 日本建築セン ター

（ ２ ） 浄化システム管理技術の簡易容易化手法の開発に

関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB410

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(4) 液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善

技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 水落元之 ・ 岩見徳雄 ・ 板山朋聡

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 高度処理浄化槽や， 生物膜浄化施設などの浄化

機能を安定化 ・ 高効率化する上で必要不可欠な有用微生

物の検出技術及び定着促進技術， また， 窒素 ・ リ ンの簡

易試験法等を活用し た現場管理技術の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 浄化シス テム管理技術と し ての分子生物学的手法を用

いた有用細菌類の迅速検出手法の開発およ び有用細菌類

の活性化手法，有用微小動物の高密度定着化手法の開発に

係る 要素技術の確立を目標に研究を実施し てき ている 。生

物処理シス テムにおいて窒素除去を担う 有用細菌類と し

て独立栄養硝化細菌およ び脱窒細菌を対象と し た分子生

物学的手法によ る 検出工程の充実化を図る と と も に微生

物群集特性の解析を行った。ま ず，独立栄養硝化細菌を対

象に，従来ま で行われてき た PCR-DGGE（Polymerase Chain

Reaction-Denaturing Gradient Gel Electrophoresis） 法やク

ロ ーニングによ る シーケンス 解析よ り も 迅速かつ詳細な

データ を得る こ と を原理的に可能と し たT-RFLP（Terminal

Restriction Fragment Length Polymorphisims） 法の適用性を

検討し た結果，汚水の生物処理シス テムにおいて本法を用

いる こ と で混合微生物の細菌叢の迅速なモニタ リ ングが

可能である こ と がわかり ，硝化性能の上昇時には，硝化に

関わる 細菌群の割合が著し く 増加する と いう 動態を確認

する こ と ができ た。 さ ら に，硝化活性を指標と し た微生物

群集構造の解析手法と し て の RT-PCR-DGGE （Reverse

Transcription-Polymerase Chain Reaction-Denaturing Gradient

Gel Electrophoresis） 法によ り amoA, mRNA に基づく 硝化細

菌群集のモニタ リ ングおよ び機能の高い硝化細菌の検出

が可能と なり ， こ れによ り ， 生物処理シス テムにおいて，

いま だ単離さ れていない硝化細菌群を検出でき る こ と が

明ら かと なった。ま た，脱窒細菌については，SIP （Stable-

isotope-probing） 法を混合微生物に適用し ， 同時に微生物

の資化特性と 遺伝子配列を 調べこ れら のデータ を 複合解

析する こ と によ っ て脱窒細菌叢を 解析でき る こ と がわ

かった。そこ で，脱窒基質と し てよ く 用いら れている 低分

子のカルボン酸系およ びアルコ ール系の添加によ る 脱窒

反応における 細菌叢の解析を行ったと こ ろ，基質の違いに

よ って脱窒細菌の群集構造はそれぞれ大幅に異なる こ と

と ，アルコ ール系の基質添加の場合，カルボン酸系に比べ

て脱窒細菌群の多様性は極めて低いこ と が明ら かと なっ

た。

　 さ ら に， 生物処理シス テムにおいて微生物生態系の高

次に位置する微小動物の群集構造 と 浄化機能 と の関係を

調べ， 担体の材質， 構造， 充填方法等の有用微小動物の

生息条件を考慮し適正化する こ と で， 微生物活性が低下

する低水温下で も有用微小動物を比較的高密度に保持で

き 処理水の清澄度を向上 さ せ る こ と が可能な こ と がわ

かった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 筑波大学応用生物化学系 ・ 農林工学系 ・

　 　 　 　 　 　 　 早稲田大学理工学部

（ ３ ） 開発途上国の国情に適し た省エネ ・ 省コ ス ト ・ 省

維持管理浄化システムの開発に関する研究
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〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB411

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(4) 液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善

技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 水落元之 ・ 岩見徳雄 ・ 板山朋聡

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 し尿や生活雑排水等の液状廃棄物に対し て， 開

発途上国も視野に入れ， 土壌 ・ 湿地等の生態系に工学を

組み込んだ生態工学の活用によ る有用植物を用いた食料

生産及び植物残渣のコ ンポス ト 化， ラ グーンシステムの

活用等によ る浄化システム構築を行 う 。

〔内容および成果〕

　 開発途上国支援の主な対象であ る熱帯域の東南アジア

などに適用可能な植栽浄化システムやラ グーンシス テム

などのエコエンジニア リ ングシステムの効率的な研究開

発を行 う ためには， 現地試験では困難な詳細な生態学的

解析のための研究開発を現地試験 と と も に国内で実施す

る必要があ る も のの， 熱帯を模擬し た屋外実験は夏季の

高温多湿期に限られて し ま う ため， 効率的な研究開発を

行 う こ と ができ ない。 そ こ で， 熱帯シ ミ ュ レータ と し て，

常時 30 ℃以上での室内実験が可能で， 30,000Lux 以上の

高照度照明装置付きの屋内実験システム （広さ約 ２ m ×

６ m） を構築し研究の加速化につなげる こ と ができた。　

　 本年度はさ ら に， 本熱帯シ ミ ュ レータ内にラ グーンシ

ステムを構築し， 可食性の植物を用いた植栽浄化システ

ム と ラ グーン浄化システム と を組み合わせた こ と によ る

窒素， リ ン除去などの水質改善効果， および食用魚類導

入によ る ラ グーン中の藻類動態などの生態系に着目し た

浄化効果 と 汚泥低減効果などに関わる実験的解析 と 適正

管理のためのシ ミ ュ レーシ ョ ンモデルの構築に必要な基

礎データ の取得を開始し た。 こ の ラ グーンシ ス テムは，

３ 段の酸化池か ら構成されてお り ， それぞれの滞留時間

は 5 日に設定し， バイオ ・ エコエンジニア リ ング研究施

設に導入 し てい る 実際の生活排水を流入原水 と し て用

い， 浄化能について基礎的実験を実施し た。 その結果，

全有機物 （TOC） 除去率で 60％以上， 全窒素 （TN） 除去

率で 70％以上を示し， タ イ等の東南アジアにおけ る ラ

グーン と， ほぼ同じ浄化能を持っている こ と が明ら か と

なった。 そ こ で， ３ 段目の酸化池に食用の水耕栽培植物

であ る ク ウ シンサイ （パ ッ ク ブン） を植栽し た ラ グーン

システム と， 食用魚であ る テ ラ ピアを導入し た ラ グーン

システムについて浄化能の比較解析を行った結果， ク ウ

シンサイ を植栽し た ラ グーンシステムでは， 処理水中の

全有機物が対照系に比べ 20％以上低減し たが， テ ラ ピア

を導入し た場合では， その効果は小さ く 10％未満であっ

た。 これは， ク ウ シンサイが栄養塩や光エネルギーを藻

類か ら競争的に奪 う こ と で， 処理水中の全有機物の多 く

を占める酸化池で増殖し た藻類を抑制する ためであ る と

考え られた。 一方， 雑食性であ る テ ラ ピアを導入し た場

合， 藻類を直接捕食し低減化が可能であ る も のの， 底部

に蓄積し た汚泥をえ さ と し た方が， 摂食効率が高いため

に， 藻類の抑制効果よ り も汚泥の低減化に効果が高い こ

と が考え られた。 従って， 魚類 と 植栽の両方を組み合わ

せた適正導入がラ グーンシステムの高度化に有効であ る

こ と が示唆された。

　 以上の結果は， 藻類増殖の適正管理が再資源化 と 浄化

と の適正バラ ン ス化のために重要であ る こ と を示し てい

るが， 本年度， タ イ王国ペッ プ リ ーで実施されている ロ

イ ヤルプロ ジ ェ ク ト におけ る ラ グーンシステムの調査を

実施し た結果， 後段の酸化池で有毒のアオコが発生し て

いる こ と が明らか と な り ，藻類の増殖量の制御 と と もに，

食料生産を考慮し た場合の安全性の確保のために， 有毒

藻類の発生を優先的に抑制する適正管理手法の開発が今

後重要であ る こ と が明らか と なった。

　 今後は， これまでの研究成果を踏まえ， ラ グーン と 植

栽浄化， 養魚 と の組み合わせによ る食料生産によ る資源

化を兼ねた効率的な浄化システムの開発のために， 生態

学的解析に加えシ ミ ュ レーシ ョ ンモデルによ る解析を行

う 。 さ ら に， 食料生産を考慮し た場合の安全性を確保す

る ための重点課題 と し て， ラ グーンにおけ る有毒アオコ

の発生に着目し た研究を行 う こ と と する。 さ ら に， 有毒

アオコの発生を防止する ための栄養塩の高度除去システ

ム と し て， 途上国で有効な土壌処理システムについて も

研究の進展を図る もの とする。

〔備考〕

共同研究機関 ： 東京農業大学応用生物科学部 ・ 東北大学

　 　 　 　 　 　 　 工学研究科 ・ 埼玉県環境科学国際セン

　 　 　 　 　 　 　 ター ・ 財） 茨城県科学技術振興財団 ・

　 　 　 　 　 　 　 中国環境科学研究院 ・ 韓国国立環境研究

　 　 　 　 　 　 　 院 ・ タ イ王国 AIT ・ ERTC ・ ベ ト ナムハ ノ

　 　 　 　 　 　 　 イ大学 ・ 貴州省環境科学研究所 ・ 無錫市

　 　 　 　 　 　 　 環境科学研究部 

（ ４ ） バイオ ・ エ コ と物理化学処理の組合せを含めた技

術による環境改善システムの開発に関する研究

〔区分名〕 政策対応型

〔研究課題コー ド〕 0105AB412

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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政策 1.(4) 液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善

技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 水落元之 ・ 岩見徳雄 ・ 板山朋聡

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 窒素， リ ン除去 ・ 回収型高度処理浄化槽などの

バイオエンジニア リ ング， 水生植物 ・ 水耕栽培植物など

を活用し たエコエンジニア リ ングによ る液状廃棄物対策

に加え， 植物残渣や食物残渣破砕物のコ ンポス ト 化等に

よ る窒素 ・ リ ン等の資源循環効率の高度化を図る ための

物理化学処理 と の適正な組み合わせによ るハイブ リ ッ ド

化処理技術など を含めた環境改善システムを国内外にお

いて最適整備する ための技術及びシステムを開発する。

〔内容および成果〕

　 生ゴ ミ などのデ ィ スポーザによ る機械的破砕処理 と 固

液分離処理の組み合わせ， および機械的破砕処理 と 生物

処理の組み合わせによ るハイブ リ ッ ド 化処理について比

較 ・ 解析し た。 その結果， 生ゴ ミ などの有機廃棄物の機

械的破砕処理 と 生物処理の組み合わせでは， 効果的に有

機物が処理される こ と が判明し たが， 機械的破砕処理 と

固液分離処理の組み合わせでは， 有機物の多 く は固形有

機廃棄物 と し て処理可能であ る も のの， 下水への放流基

準の BOD300mg ・ l-1 を超えた高濃度の液状廃棄物も同時

に排出された。 従って， 下水道普及地域であって も， 物

理処理であ る固液分離処理 と 組み合わせたデ ィ スポーザ

を普及する こ と は， 下水道への過剰な負荷増大を も た ら

し， 下水道管路内部での汚泥蓄積や下水処理場から の放

流水の水質悪化を も た らすと考え られる。そのため，デ ィ

スポーザの普及においては生物処理 と の組み合わせが必

須であ る こ と を示すこ と ができ た。

　 また， 高濃度有機廃棄物 と し ての畜舎廃棄物の処理法

と し ては， 高温好気処理が有効であ る こ と が判明し た。

本手法では， 水分調整 と 空隙の確保が可能なおが く ず等

の担体に有機廃棄物を混合し， 定期的なか く はん と と も

に通気を行 う こ と によ る好気微生物反応， すなわち有機

物の生物学的燃焼反応において生じ る発熱で処理システ

ムを高温状態に維持する こ と で， 好熱菌の優占化によ る

高速な有機物分解を実現する も のであ る。 豚のふん尿な

どの畜舎廃棄物の処理においては， 熱量を補 う ための食

廃油を混合する こ と で高温状態を維持でき， 約 2 ヵ 月間

は毎日の廃棄物投入に対し て も高温状態によ る水分蒸発

と 有機物分解によ り ， ほ と んど重量が増加する こ と な く

ほぼ完全な減量化処理が可能であ る こ と が明 ら か と な

り ， 高濃度有機物処理に対する高温好気処理の有効性を

示すこ と ができ た。

　 近年， 霞ヶ浦などい く つかの富栄養化湖沼では， 窒素，

リ ンの濃度が大き く 変化し ていない も のの， 藻類の優占

種がラ ン藻 Microcystis 属から Oscillatoria 属に変化し てき

てい る。 一方， 藻類の増殖には窒素， リ ンのみな ら ず，

鉄， マンガンなどの多種の金属イオンやキレー ト 能を持

つ多様な溶存有機物が大き く 影響し ている ために， 湖水

や各種処理水などの試水に対し， 直接に藻類の増殖能を

定量する AGP 試験が有効であ るが，最大増殖量のみを用

いた増殖試験であ る ため，今後，発生予測のためのシ ミ ュ

レーシ ョ ンのデータ と し て不十分であ る。 そ こ で， 最大

増殖量に加え， 藻類増殖数理モデルを用いた解析か ら藻

類増殖過程におけ る比増殖速度や比死滅速度， 収率の推

定を行った。 その結果， 浄化槽の処理水は同じ窒素， リ

ン濃度の湖水よ り も緑藻や有毒ラ ン藻 Microcystis 属の比

増殖速度が大きい傾向を持っている こ と が判明し た。 こ

れは， 浄化槽処理水中の窒素， リ ン と と も に， 有機物が

作用し ている ためであ る と 考え られた。 従って， 富栄養

化防止のための生活排水処理対策においては窒素， リ ン，

有機物などの低減化を今後も推進する こ と が極めて重要

であ る こ と が示唆された。

　 以上の成果か ら， 有毒アオコの発生防止には生活排水

処理対策 と し ての生物処理の強化， 難分解性有機物 と リ

ン除去回収に有効な物理化学処理や高濃度有機廃棄物に

有効な高温好気処理 と の組み合わせの重要性が示される

と と も に， 各種対策システムの処理水を有毒藻類の増殖

試験， シ ミ ュ レーシ ョ ン解析などに基づき， 各処理シス

テムの面的整備について負荷削減効果を評価する こ と が

極めて重要であ る こ と が明らか と なった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 筑波大学応用生物化学系 ・ 農林工学系 ・

　 　 　 　 　 　 　 財） 茨城県薬剤師会 ・ 中国環境科学研究

　 　 　 　 　 　 　 院 ・ 韓国国立環境研究院 ・ タ イ王国 AIT ・

　 　 　 　 　 　 　 ERTC ・ ベ ト ナムハ ノ イ大学

（ ５ ） 環境浄化への微生物の利用およびその影響評価に

関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE200

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○岩崎一弘 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境浄化 ・ 保全に向けて微生物機能を積極的に

活用し てい く ための基礎技術の開発を目的 と する。 その

ために本研究では， 有機塩素化合物， 油， 重金属等の環
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境汚染物質を分解 ・ 除去する微生物の探索を行い， その

機能の解明および強化を試み有用な環境浄化菌を開発す

る と と も にこれらの浄化菌を利用し た浄化システムを構

築し， さ ら に環境汚染物質， 環境浄化菌等の微生物生態

系への影響の解析を目標とする。

〔内容および成果〕

　 これまでに分離し た揮発性有機塩素化合物分解微生物

Mycobacterium sp. TA27 株の ト リ ク ロ ロエチレ ン （TCE）

及び 1,1,1,- ト リ ク ロ ロエタ ン （TCA） 分解機構を解明す

る ために， 各汚染物質分解の動力学的定数 （Ks, Vmax）

を求めた。 エタ ンを炭素源 と し て培養させて調整し た休

止菌体 を 用い て TCE 及び TCA の分解試験 を 行い，

Lineweaver-burk 逆数プロ ッ ト によ り Ks， Vmax 値を算出

し た。 TCA に対する Ks 値は TCE に対するそれよ り も小

さ く ，すなわち TCA に対する分解酵素の親和性がよ り 高

い こ と が示された。 また本菌株 と 既報の TCE に対する

Vmax 値を比較し た と こ ろ， TA27 株は多 く の分解微生物

と比べて高いこ と が示された。

〔備考〕

名古屋市環境科学研究所 （朝日教智， 榊原靖） と の共同

研究 「微生物分解を用いた土壌汚染修復に関する研究」

（ ６ ） 生物 ・ 物理 ・ 化学的手法を活用し た汚水および汚

泥処理に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9906AE234

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セ ン タ ー） ・ 水落元之 ・ 岩見徳雄 ・ 板山朋聡 ・

松重一夫 ・ 徐開欽

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 18 年度 （1999 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本プロ ジェ ク ト では， 湖沼， 海洋， 内湾， 河川，

地下水等の汚濁水， 生活排水， 事業場排水， 埋立地浸出

水等の汚水および こ れ ら の処理過程で発生する汚泥を，

生物 ・ 物理 ・ 化学的に効率よ く 分解 ・ 除去あ るいは有用

物質を回収する手法を集積培養， 遺伝子操作等の技術 と

生態学的技術を活用し て確立する基盤的検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 微生物生態系におけ る捕食者 と し ての鞭毛虫類， 輪虫

類， 貧毛類等の微小動物を活用し， 汚水， 汚泥等の処理

効率および汚濁池水の浄化効率を向上化させる上での生

物･物理･化学的手法の適正導入のための検討 と し て以下

を実施し た。 池沼におけ る有毒物質産生藍藻類の増殖抑

制においては， 凝集体を形成する有毒物質産生藍藻類の

増殖するモデル池沼生態系を用いて解析･評価を行った。

その結果， 藍藻類細胞の凝集体を個々の単一細胞へ と 物

理的に分散化させるプロ セス を組み込むこ と で， 有毒物

質産生藻類は各微小動物に効率よ く 捕食され， 効果的な

増殖抑制を図れる こ と が明ら か と なった。 また， 汚水処

理生物膜プロセスにおいては， 余剰汚泥の減容化に有用

と される輪虫類を穀物抽出成分の添加によ り 生物膜プロ

セス内の微生物付着担体に高密度に定着させる簡易的手

法の解析･評価を行った。 その結果， 成分添加から最高で

およそ 1 ヵ月間，輪虫類の高密度化の達成可能な こ と，お

よび輪虫類の高密度化によ り 処理水 と と も に流出する汚

泥の削減を図れる こ と が明らか と なった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 神奈川県環境科学セン ター ・ 岡山県環境

　 　 　 　 　 　 　 保健セン ター ・ 東京都環境科学研究所 ・

　 　 　 　 　 　 　 茨城県公害技術セン ター

（ ７ ） 水質改善効果の評価手法に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9906AE235

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 水落元之 ・ 松重一夫 ・ 徐開欽

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 18 年度 （1999 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本プロ ジェ ク ト では， 湖沼等における水域の適

正水質に関し て， 生態系の観点か ら解析する ため， 単な

る生物培養系ではな く ，生態系における物理的・化学的・

生物的要因 と それら の相互作用によ る物質循環 ・ エネル

ギーフ ローの変遷を解析可能なマ イ ク ロ コ ズムによ る生

態系影響評価手法を確立する。 これによ り ， 各種農薬等

の化学物質の水域におけ る有毒性 ・ 残存性等をマ イ ク ロ

コ ズムにおけ る構成種の個体群動態を解析し， 生態系の

観点から自然水域における影響評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 水圏生態系マイ ク ロ コ ズムを用いたカフ ェ ン ス ト ロー

ル， ト リ シ ク ラ ゾール等の各種除草剤 ・ 殺虫剤の生態系

影響評価のための添加試験によ り ， 生態系に及ぼす複合

的 ・ 相乗的な影響評価のための試験法 と し てのマ イ ク ロ

コ ズム試験の有用性が示された。 さ ら に， これらの成果

を踏まえ， 生態系に及ぼす複合的 ・ 相乗的な影響評価の

高度化のために， 物質循環 ・ エネルギーフ ロー解析 と し

て， マ イ ク ロ コ ズムについてのモデルシ ミ ュ レーシ ョ ン

を行い， 原生動物の捕食作用の影響や藻類 と 細菌類の間

の競争関係の特性について明ら かにする こ と ができ， 水
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圏生態系に対する農薬などの安全性評価のためのマ イ ク

ロ コ ズム試験に有用な知見とする こ と ができ た。

〔備考〕

共同研究者：川端善一郎（京都大学生態学研究セン ター）・

　 　 　 　 　   常田聡 （早稲田大学） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

（ ８ ） 生活排水処理システム浄化槽の窒素除去の律速因

子と なる硝化細菌の迅速測定 ・ 高度処理 ・ 維持管理

技術の開発研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0204BE428

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策 1.(4) 液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善

技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 水落元之 ・ 礒田博子

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 公共用水域の汚濁負荷 と し て大き な割合を占

める生活系排水の負荷削減は急務の課題であ り ， 分散型

の排水処理シス テムであ る浄化槽は， 周辺地域におけ る

水の涵養および健全な水環境の創造 と い う 観点か ら， 生

活排水対策において重要な位置づけにあ る。 また， 富栄

養化の制限因子であ る窒素 ・ リ ンは前年度か ら開始され

た第 5 次水質総量規制において も規制強化が打ち出され

てお り ， 窒素 ・ リ ン除去型の高度合併処理浄化槽の高度

効率的 ・ 安定的な運転管理技術の開発は生活排水処理シ

ステムの整備を図るにあたって必要不可欠であ る。 浄化

槽におけ る窒素除去プロ セスは硝化反応 と 脱窒反応か ら

成るが， 律速段階は硝化反応であ り ， 槽内におけ る硝化

細菌の個体群動態の解析はさ ら な る高度効率的な窒素除

去プ ロ セ ス ・ 維持管理手法の開発に極めて重要であ る。

こ のこ と から， 本研究では 3 年計画で分子生物学的手法

を用いた硝化細菌の迅速測定 ・ 高度処理対応維持管理技

術の確立を達成目標 と し て開発 ・ 解析 ・ 評価研究を実施

する。

〔内容および成果〕

　 本年度は，実現場の高度合併処理浄化槽を対象 と し て，

硝化細菌に着目し た現場調査を行い， 分子生物学的手法

によ る硝化細菌の個体群動態の解析を行 う と と も に， 浄

化槽の処理状況 ・ 環境条件 と の関係について解析を行っ

た。 本研究で対象 と し た高度合併処理浄化槽では， 流入

水量に対する好気槽か ら嫌気槽への循環水量の比 （循環

比） が 4 で設計されてお り ， このよ う な循環比は窒素除

去の高度効率化を図る上で極めて重要であ る。 し か し，

循環水量調弁の傾きが適正でない等によ り ， 現場での実

測値は必ずし も循環比 4 が確保されていないこ と があっ

た。 これら の浄化槽では処理水の水質は目標値を満足で

き ない場合があ り ，移流水のアンモニア濃度も高かった。

一方， 循環が適正に行われている系では好気槽のアンモ

ニア負荷が高い系において も概ね目標値を満足し てお り

良好な処理性能を示し た。

　 単位容積当た り のアンモニア酸化細菌数 と 好気槽にお

け る アンモニア除去率の関係を見る と， アンモニア酸化

細菌数が減少する と アンモニア除去率が低 く ， 多数のア

ンモニア酸化細菌数を保持し ている浄化槽ではアンモニ

ア除去率は高い こ と か ら， アンモニア酸化細菌の個体数

を高 く 維持する こ と は， 良好な窒素除去性能を維持する

上で極めて重要であ る と いえ る。 また， こ の細菌数 と 除

去率の関係解析によ り ， 目標水質達成のために必要なア

ンモニア酸化細菌数を把握する こ と が可能 と な り ， シス

テム設計および維持管理において， 重要な基盤的知見 と

な る と 考え られる。 さ ら に， こ う し た迅速な評価を可能

とする分子生物学的手法は従来の培養法では 1 ～ 2ヵ月

を要し ていた硝化細菌のモニ タ リ ング手法 と し て極めて

有効であ る こ と が示された。 また， 多数の浄化槽の現場

調査を行 う 中で， 同程度のアンモニア酸化細菌数を保持

し てい る 浄化槽で も ア ンモニ ア除去率が異な る こ と が

あったが， これは， 細菌数 と 除去率の関係においてはあ

る細菌数で得られる除去率には一定の幅があ り ， アンモ

ニア酸化細菌の 1 細胞あた り の処理活性が環境条件に

よ って大き く 異な る こ と を示し ている。 すなわち， 運転

操作条件が適正でない場合， アンモニア酸化細菌が存在

し て も硝化機能が十分に発揮されない こ と が認め られた

が， 適切な維持管理によ って硝化細菌群が活性を最大限

に発揮し う る環境条件および運転操作条件を与え る こ と

によ って， 十分にその処理性能を回復する こ と が可能で

あ る と 考え られる こ と から， アンモニア酸化細菌の現存

量維持 と 適正管理条件の両立する こ と の重要性が明ら か

と なった。

　 これら の知見を基に， 窒素の効率的除去の可能な高度

合併処理浄化槽の維持管理， 適正容量の構造決定を行 う

上での基盤の構築が可能と なった。

〔備考〕

 共同研究者：松村正利 （筑波大学）・常田聡 （早稲田大学）

（ ９ ） 新世紀枯渇化リ ン回収型の総量規制対応システム

技術開発

〔区分名〕 文科 - 産官学連携

〔研究課題コー ド〕 0204CF426

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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政策 1.(4) 液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善

技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 水落元之 ・ 岩見徳雄 ・ 板山朋聡

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 21世紀において国民生活に欠かすこ と のでき な

い工業製品， 化学薬品， 農作物等の生産をはじめ重要な

資源と し ての世界の リ ン酸鉱石は 100 年以内に枯渇する

と 予測されている。 一方で， 内湾等の閉鎖性水域におけ

る毒性物質等を産生する藻類の異常増殖の引き金 と な る

制限物質の窒素 ・ リ ンに対し， 前年度よ り 第 ５ 次水質総

量規制が実施されているが， こ こ では資源循環型の思想

導入の重要性が国家的にも強 く 指摘されている と こ ろで

あ る。 それ故， リ ン除去技術の導入においては資源 と し

ての回収， 循環を重要な位置づけ と する こ と が必要不可

欠であ る。

　 本研究では上記の点を鑑み， 生活系 ・ 事業場系排水等

の処理システムに， 幅広い濃度の リ ンを含有する排水に

適用可能なジルコ ニ ウ ム系資材を活用し た高効率 リ ン回

収および再資源化システムを イ ンプ ラ ン ト 方式等の組み

込みによ り ， 窒素 ・ リ ンの規制強化に対応可能な高度排

水処理システムの開発を行い， 資源循環型システムの構

築を目的と し て推進する こ と とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は高効率 リ ン回収 ・ 省コ ス ト 化ジルコ ニ ウ ム系

担体を活用し た リ ン除去技術開発および生活系 ・ 事業場

系排水か ら の吸着脱 リ ンプロセスの運転， また， 特に吸

着剤か ら の リ ン回収および吸着剤再生のためのアルカ リ

および酸添加方法を中心に改良を行い， 高度 リ ン回収技

術の開発を目指す と 同時に， リ ン資源回収システムの開

発を目標 と し て実施し て き た。 これら の課題に対し， 所

期の目標どお り 推進でき ている。 すなわち， サブテーマ

１ 「生活系 ・ 事業場系排水， 汚泥か ら の リ ン回収プロ セ

スの開発に関する研究」 では， 吸着脱 リ ン法を導入し た

モデルシステム と し て， 30 家庭に設置された BOD， T-

N10mg・l-1 以下の処理性能を有する合併処理浄化槽に，処

理水の T-P1mg ・ l-1 以下が 90 日間持続でき る こ と を目標

に設計された吸着脱 リ ン装置を付加し処理性能を検討し

た結果， 人槽比， 負荷変動のそれぞれ異な る条件下にお

いて処理水の T-P1mg・ l-1 以下では 100％ と な り 目標水質

を達成でき る こ と が実証された。 実証研究の対象 と し た

合併処理浄化槽は固定床， 流動床等の様々な タ イ プで

あったが，いずれも同設計の吸着脱 リ ン装置が汎用でき，

高度処理の目標水質であ る T-P1mg ・ l-1 以下を達成可能

な こ と， 実用での リ ン吸着は設計値のおよそ 2 倍以上の

期間，持続する こ と が明らか と なった。 サブテーマ 2 「回

収 リ ン酸の肥料化 ・ 薬品化によ る資源循環型システムの

構築に関する研究」 では， 脱着液中の リ ン酸を肥料化 ・

薬品化する技法を検討する と 同時に， 吸着 リ ンの脱着の

ための適正な薬品量の選定や本システムで重要であ る脱

離の最適条件を検討し た。 すなわち脱離液の繰 り 返し使

用は徐々に脱離率を低下させる こ と を踏まえ， 繰 り 返し

使用は避け， 吸着剤量に対し て少量の苛性液を用いて，

接触効率を上げる通水速度で 2 時間循環通水させる条件

に設定する こ と によ り ， 脱離率の向上 と リ ン回収の両方

に効果的な こ と が明ら か と なった。 また， 真空方式の減

圧濃縮法を用いた効果的な リ ン回収技術を検討し， 従来

法では薬品を添加し て溶解度差か ら リ ン酸を析出させて

回収し ていたのに対し， 薬品添加し ない本真空方式の減

圧濃縮法で リ ン酸塩を効率的に回収でき る こ と を確認で

き た。 こ の こ と か ら， 薬品使用量の削減 と 操作性の向上

に繋がる こ と が明ら か と なった。 サブテーマ 3 「吸着脱

リ ンプロセス を導入し た環境低負荷資源循環型システム

の実用化に関する研究」 については， 平成 16 年度に， 幅

広い種類の生活系 ・ 事業場系排水処理プ ラ ン ト への本シ

ス テム導入のために必要 と される汚水の性状， 流入 リ ン

濃度， 流入量および吸脱着特性等の設計パラ メ ーターを

集積し， 経済性が高 く 実用的な最適システムの構築を行

う 。 また， 回収 リ ン酸を緑農地還元， 工業製品， 化学薬

品 と し て資源循環 リ サイ クルラ イ ンにのせる ために， 回

収 リ ン酸の性状 ・ 特性および循環資源 と し ての価値を評

価する と と も に経済合理性に見合った総合的なシステム

フ ロー技術の検討を行 う 。

〔備考〕

共同研究者 ： 松村正利 ・ 前川孝昭 （筑波大学） ・ 常田聡

　 　 　 　 　 　 （早稲田大学） ・ 則武繁 （アサ ヒ ビール株式

　 　 　 　 　 　 会社） ・ 門屋尚紀 （ダ イ キ株式会社） ・ 今村

　 　 　 　 　 　 良平 （日本化学工業株式会社） ・ 宮坂章 （日

　 　 　 　 　 　 本エンバイ ロ ケ ミ カルズ株式会社）

（10） 霞ヶ浦バイオマス リサイ クルシステム開発事業

〔区分名〕 文科 - 都市エ リ ア

〔研究課題コー ド〕 0204CG580

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 食品 リ サ イ ク ル法お よび家畜排せつ物法等を

踏まえ， 霞ヶ浦流域圏か ら排出される生ごみ， 家畜ふん
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尿を資源 と し て と ら え， 生物処理， 電気化学的処理等を

ハイブ リ ッ ド 化し たエネルギー化技術開発を行い， シス

テム と し て低廉で最も効果的な運用条件を構築する。 具

体的には， 生ごみ， 家畜ふん尿を資源 と し てバイオガス

エネルギーを回収し， こ の処理過程で生じ る残渣につい

ては炭化によ る生成物の有効利用を， 残液については排

出基準以下での放流ま たは液肥 と し ての地域還元を行

い， 資源循環型社会の基盤技術開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 メ タ ン発酵効率を左右する家畜ふん尿 ・ 生ごみ混合比

について， 家畜糞尿 と生ごみの混合比を ５ ： ０ ， ４ ： １ ，

３ ： ２ ， ０ ： ５ と し た連続試験， バイ アル試験等によ り ，

メ タ ン生成速度， VFA 濃度， 溶存性 COD 濃度， 微生物

解析等の検討を行った。 その結果， 家畜ふん尿 ・ 生ごみ

混合比の違いによ り 酸生成槽におけ る微生物群集構造が

異な り ， 家畜糞尿のみ， 生ごみのみを処理する系ではそ

れぞれの基質に特徴的な微生物群が優占化 し たのに対

し， 混合物を処理する系では， 家畜糞尿のみおよび生ご

みのみの系で見られた微生物群の両者が確認された こ と

か ら， 混合処理によ って槽内の微生物群が多様化し， 性

能が安定化する可能性が示唆された。 また， 酸生成槽の

pH は生ごみの割合が増加するにつれて低 く な り ，家畜ふ

ん尿と生ごみを混合する こ と によ って， 最適 pH を維持

し， 可溶化 ・ 酸生成を促進する こ と が示唆された。 また，

投入COD当た り の メ タ ン生成量は生ごみの割合が高いほ

ど メ タ ン生成量が多いが， 投入原料の違いに起因する ア

ンモニア濃度， pH， VFA 濃度等によ り ， 生ごみのみも し

く は家畜ふん尿のみを基質 と する よ り も混合物 と し て処

理する こ と によ り ， メ タ ン発酵速度が速 く ， また可溶化・

酸生成を促進する こ と が可能であ る こ と が示唆された。

〔備考〕

研究代表者 ： 前川孝昭 （筑波大学 教授）

（11） 豊かな生き物を育む湖沼の再生 　 ―汚濁湖沼の底

質改善技術開発による健全生態系の構築―

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0304BD582

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 近年の霞 ヶ 浦は著 し い水質汚濁の進行が指摘

されてお り ， 発生源対策 と し ての湖内への流入負荷削減

技術は大き く 進歩し て き ている も のの， 近年の湖沼にお

け る環境基準達成率はいまだ 40％程度 と 横這いであ る。

これは， 湖全体の負荷の 50％を占める と言われている底

泥か ら の内部負荷に対し， 底質改善に関する技術開発が

著し く 遅れている こ と が大き な要因 と 考え られる。 そ こ

で本プロ ジ ェ ク ト では水圏生態系の根幹をなす湖底の底

質改善が健全生態系を構築し， 水質改善のみな らず豊か

な生き物を育む湖の再生に必須であ る こ と を実証し， 湖

沼環境改善技術の確立を図る。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 試験池の構築を行 う と 同時に， 試験池 と 類

似し たモデル池沼， 湖沼におけ る底泥流動 ・ 酸化促進装

置の有無によ る底泥部の酸素濃度分布 と 溶出特性等の解

析，アオコ抑制のためのマグネシウ ム添加効果等の評価，

DNA 解析に基づ く 底泥流動 ・ 酸化促進装置導入効果 と し

ての底泥環境微生物群集構造の変遷を評価 ・ 解析する上

での最適手法の開発評価を行った。 その結果， 設置前に

は水深 1.5 ～ 2.0 m 付近で明かな水温躍層が確認され，ま

た藻類の現存量も表層部で特に多かったが，設置後，4 時

間間欠運転によ り 水温躍層が破壊され， 湖水の循環が起

こ っている こ と が確認された。 さ らに， 12 時間間欠運転

では深層部でも DO が 2.0 mg ･ L-1 程度と な り ， 運転操作

条件の適正化によ り ， 深層部まで溶存酸素の供給が可能

であ る こ と が明か と な り ， 藍藻類の増殖抑制， カビ臭物

質の発生防止等の大き な効果が見られた。

　 ま た， 屋外実験池および湖水－底泥カ ラ ム を用いて，

水酸化マグネシ ウ ム添加効果の解析を行った結果， 粉状

の水酸化マグネシ ウ ムは， 即効的なアオコ沈降剤 と し て

有用であ り ， 沈降後の再増殖も抑制する こ と が確認され

た。 さ らに， pH と硝化活性， 脱窒活性および底質の pH，

ORP プロ フ ァ イル解析によ り ， 底質に散布された水酸化

マグネシウ ムは， 底泥表層の pH を弱アルカ リ 性に調整

し， ORP も硝化 ・ 脱窒反応の至適範囲 と な り ， 生物学的

窒素除去を促進する こ と によ り ， 窒素の溶出抑制に寄与

する こ と が示唆された。

　 さ ら に， 底泥部の好気化に大き な効果を有する底泥流

動 ・ 酸化促進装置の底生細菌に及ぼす影響解析を行 う に

当たっての分子生物学的手法の適切な適用についての検

討を行った。 特に， 窒素循環に大き な役割を果たす硝化

細菌， 脱窒細菌について， 16S rRNA 遺伝子および機能遺

伝子をマーカー と し た定性 ・ 定量解析が有効であ る が，

機能活性解析に繋げる こ と を考慮する と 機能遺伝子 と し

てのアンモニアモ ノ オキシゲナーゼ遺伝子 （amoA 遺伝

子） および亜硝酸酸化酵素遺伝子 （nirK or nirS） がマー

カー と し て有用であ る と 考え られた。 さ ら に， 基質資化

活性解析によ り 機能活性の高い脱窒細菌群集構造解析を
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行 う ため， 短期の回分試験において供与し た安定同位体

（SI） を資化し た微生物の DNA のみを選択的に回収 ・ 解

析可能な SIP （Stable Isotope Probing） 法の適用を図 り ，本

手法が解析に有効であ る こ と が示された。

　 すなわち， 底質改善技術 と し ての底泥流動 ・ 酸化促進

装置の導入効果 と し ての湖沼 ・ 底泥微生物生態系に及ぼ

す影響を化学的 ・ 生物学的 ・ 生態学的に評価する こ と は

重要な位置づけにあ り ， 存在する細菌群の種類を把握す

る ための群集構造解析および定量解析手法について検討

を行い， 構築し た試験池および汚染度合いの異な る霞ヶ

浦の底泥等 と の比較解析に基づ く 底泥流動 ・ 酸化促進装

置の適正化技術の確立を図る上での基盤が構築された。

〔備考〕

研究代表者 ： 松村正利 （筑波大学 教授）

（12） ナ ノ 反応場を活用し た酵素活用生分解水環境改善

システム技術の開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0304BD583

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 板山朋聡

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 環境ホルモン様化学物質等の微量有害化学物

質等の水道水源への流入は， 飲料水を利用する人間や動

物だけでな く ， 生態系に多大な影響を及ぼすこ と が懸念

されている。 現在， 微量有害化学物質の削減には主に物

理化学的手法が検討されているが， 省エネルギー， 低コ

ス ト ， 環境低負荷型の技術開発はな されていない現状を

鑑み， 本研究では， ナ ノ ス ケールの気孔を有する生体触

媒担持用セ ラ ミ ッ ク スによ り ， 環境ホルモン様化学物質

等の公共用水域におけ る微量有害化学物質を削減する シ

ス テムを開発する。 すなわち， 持続的で高効率なシス テ

ムを提供する ため， 環境ホルモン様化学物質等の微量有

害化学物質の分解に効果的な微生物産出酵素を担持する

ナ ノ ス ケールの気孔を有す る セ ラ ミ ッ ク ス担体を開発

し， 従来 と 比べ飛躍的な削減効果を実現する と と も に，

ミ ニマム型でかつ環境低負荷型の水環境改善システムを

確立する。

〔内容および成果〕

　 本研究では， ヘ ド ロ セ ラ ミ ッ ク ス を用いた有機性排水

および環境水中での有機汚濁物質および微量化学汚染物

質等の分解除去手法の開発を行った。 へ ド ロセ ラ ミ ッ ク

ス を用いた生物ろ過法では， 既存の担体よ り も高い有機

物除去能力， 硝化能力を有し ている こ と がわかった。 さ

ら に， 生物量， 生物相か らみた生物付着性において も既

存の担体 と 同等の効果を有し てお り ， 実用化に適し てい

る こ と がわかった。

　 ヘ ド ロセ ラ ミ ッ ク ス を用いた環境水中の微量環境汚染

物質の除去手法の確立を目的 と し て， ミ ク ロ キ スチン分

解酵素固定化担体の開発を行った。 本年度は， ヘ ド ロ セ

ラ ミ ッ ク スに単持させる細菌および酵素源 と し て， ミ ク

ロ キ スチン分解菌の単離を行った。 特に， ミ ク ロ キ スチ

ンを生産する アオコが発生し ている水域は特にアルカ リ

性になっている ため， 好アルカ リ 性 ミ ク ロ キ スチン分解

菌に着目し単離を試みた。 アルカ リ 条件の湖沼から単離

された好アルカ リ 性の ミ ク ロ キスチン分解菌 C-1 は， 構

造の異な る複数の ミ ク ロ キ スチンをほぼ同様の速度で分

解する能力があ る こ と を確認し た。 また菌体か ら抽出し

た粗酵素で も同様な分解能力が確認され， 抽出後の酵素

の安定性も確認でき た。 なお， ナ ノ ポーラ スセ ラ ミ ッ ク

スへ固定化する こ と によ り ， 分解能が向上する こ と が示

唆された。

〔備考〕

研究代表者：横川善之 （産業技術総合研究所 グループ長）

（13） 中国湖沼をモデルと し たバイオ ・ エ コ システム導

入アオコ発生防止効果の調査研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0305CD581

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 水落元之 ・ 板山朋聡 ・ 岩見徳雄

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 本学術調査研究は， 中国貴州省の重要な淡水資

源 と し ての紅楓湖 ・ 百花湖 ・ 小関ダム等の湖沼をモデル

と し て，近年特に懸念されている有毒アオコ問題に対し，

有毒アオコの発生実態調査を行 う と と も に， これら の有

毒アオコの異常増殖を引き起こす富栄養化の主な原因 と

な る流域の生活系 ・ 産業系排水の排水性状の把握， 発生

源対策 と し てのバイオ と エコのハイブ リ ッ ド 化によ る地

域特性を考慮し た水環境修復技術 と し てのバイオ ・ エコ

システムを構築する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 中国貴州省の富栄養湖沼であ る紅楓湖， 百花湖， 小関

ダム を対象 と し て有毒アオコ の実態調査およびバイ オ ・

エコ システムを活用し た富栄養化抑制技術の開発を行っ

た。 有毒アオコの実態調査では， 有毒アオコの種類およ
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び毒性物質 ミ ク ロ キ スチンの現存量を明らかにし た。 す

な わ ち， ３ 水 域 で 観 察 さ れ た 有 毒 ア オ コ の 種 名 は

Microcystis aeruginosa および Microcystis viridis で，また毒

性物質 ミ ク ロ キ ス チンの現存量は小関ダ ムで最 も 多 く

0.113μg ･ L-1 が検出された。紅楓・百花湖の植物プラ ン ク

ト ン個体数および Microcystis 種はそれぞれ， 小関湖の約

1/5 と 1/9 であったが， 毒性物質 ミ ク ロ キスチンは大差

はない と い う 興味深い結果が得られた。 こ の こ と は， 制

御指標 と し て現存細胞数レベルのみな らず具体的な毒性

物質の生産レベルを対象 と し た対策システムが必要であ

る こ と を示唆し ている と考え られた。

　 バイオ ・ エコ シス テム と し て水処理工学や生態工学を

活用し た高度処理浄化槽・土壌 ト レ ンチ ・水耕栽培浄化・

湖沼循環システム等の開発については， 紅楓湖北西部の

貴州化学肥料工場に間欠曝気式および回分式の高度処理

浄化槽を設置し た と こ ろ， 両方式 と も に処理性能は良好

で，BOD 除去率 90％以上，T-N 除去率 70％以上，T-P 除

去率 80％以上であ り ， 流域対策 と し ての高度処理型中規

模浄化槽および小規模浄化槽， 植生土壌 ト レ ンチ法につ

いては， 実運用段階にあ り ， その維持管理方式 と 体制は

日本国事情に比較する と 極めて低位であ る と 相対判断さ

れる も のの， 有機物除去， 窒素除去機能に関し て予想外

に機能し ている結果が得られた。 また， 紅楓湖北部の水

上運動訓練基地に設置し た嫌気処理を取 り 入れた土壌 ト

レ ンチでも， BOD 除去率 85.7％， T-N 除去率 79.1％， T-

P 除去率 96.5％ と高い除去性能を示し た。 また土壌 ト レ

ンチ方式は， 難分解性有機物の除去にも有効であ り ， N，

P の浄化のな らず TOC 除去システム と し て有効に活用で

き る見込みがあ る こ と が明か と なった。 これらの こ と か

ら，排水処理施設の敷地に余裕のあ る貴州省では，窒素・

リ ンの除去に優れ， 設置費用も安価な土壌 ト レ ンチが地

域の特性に適合し ている も の と 考え られた。 なお， 設置

敷地を広 く と れない都市部や処理水量の多い工場等では

高度合併処理浄化槽の有効性が示唆された。 再資源化可

能な水耕栽培植物浄化法の開発では， 地域特性に適合し

た水耕栽培可能な植物を探索し た と こ ろ， 日本で も食用

と し て利用されている ク レ ソ ンが自生し ている こ と を確

認し， しか も高価で売買されている こ と か ら， これを活

用し た水耕栽培が可能な こ と が明らか と なった。 有毒ア

オコが増殖し ている小関ダムにおいては， 藻類異常増殖

抑制化技術 と し て空気曝気筒を設置し湖沼水を循環させ

た と こ ろ， アオコの現存量減少に効果を発揮し た。

〔備考〕

中国側カ ウ ン ターパー ト ： 孔海南 （上海交通大学 教授）

（14） 洗浄剤注入による土壌汚染のレ メ デ ィ エーシ ョ ン

技術の効率と安全性に関する基礎的研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0306CD536

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲葉一穂 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 18 年度 （2003 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 工場か ら の漏出や不法投棄な どに よ り 地中に

浸透し た有機溶剤などの有害物質によ る土壌 ・ 地下水汚

染の修復は様々な方法が提案されているが， 地中での汚

染の拡が り と 濃度を正確に把握する こ と は困難なため修

復も長期にわた る こ と が多い。 こ のよ う な汚染物質を積

極的に溶解し て短期間に回収する目的で， 井戸を通し て

洗浄液を注入する手法が検討されて き ている。 本研究課

題ではこ の洗浄剤注入法について， その実用性を判断す

る ための一助 と し て洗浄効率や環境安全性など を基礎的

に検討する こ と を目的と し ている。 

〔内容および成果〕

　 本年度は初年度であ る こ と か ら， まず洗浄剤を使用し

た浄化法に関する文献検索を行った。 その結果， 各種の

界面活性剤や水溶性高分子有機物が使用 さ れてい る こ

と， 対象物質は有機塩素系溶剤の他に芳香族系溶剤， 多

環芳香族化合物など様々であ る こ と， 塩入， ミ セル可溶

化， エマルシ ョ ン化など様々な タ イプの効果が利用され

ている こ と が明ら か と なった。 しかし洗浄剤の選択は経

験的であ り ， 洗浄効果の定量的な検討も少ない こ と が判

明し た。 そ こ で ト リ ク ロ ロエチレ ンの水溶解度およびガ

ラ ス ビーズカ ラ ム内での下方浸透挙動への洗浄剤添加効

果を陰イオン （ ４ 種） ， 非イオン （11 種） 陽イオン （ １

種） の界面活性剤および高分子化合物 （11 種） について

測定し た。 幾つかの洗浄剤は濃度上昇 と 共に ト リ ク ロ ロ

エチレ ンの溶解度を著し く 上昇させたが， 従来から多環

芳香族化合物の溶解度上昇が報告されている物質で変化

がみられない も の も存在する こ と， 表面張力を著し く 低

下させる幾つかの界面活性剤では ト リ ク ロ ロエチレ ンが

ガ ラ ス ビーズカ ラ ム内を重力のみで素早 く 下方浸透を起

こすこ と などが明ら か と なった。 これら よ り ， 洗浄剤の

選択には対象物質 と のマ ッ チングが重要であ る こ と が明

らか と なった。

〔備考〕
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３ ．化学物質等の環境リ スクの評価と管理

３ ． １ 内分泌か く 乱化学物質のリ スク評価と管理

に関する研究

（１）内分泌かく乱化学物質の新たな計測手法と環境動

態に関する開発

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA165

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○白石寛明 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター）・白石不二雄・高木博夫・John S.Edmonds・

滝上英孝 ・ 鑪迫典久 ・ 西川智浩 ・ 磯部友彦 ・

寺崎正紀

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 液体 ク ロ マ ト グ ラ フ質量分析法お よび核磁気

共鳴分析法 （NMR） を用い， 内分泌か く 乱化学物質の分

析手法を高度化する。 生物試験法の開発では， 遺伝子組

み替え酵母を用いる レポータージーンア ッ セイ， 応答遺

伝子やその タ ンパ ク 質を利用 し た内分泌か く 乱作用の

ア ッ セ イ系を確立する。 また， 無脊椎動物や魚類， 両生

類に対す る 影響を評価す る ための生物試験法を開発す

る。 汚濁河川， 閉鎖性水域を中心に， 化学物質の測定 と

と も に生物活性を指標 と し た調査を行い， 活性物質の同

定を試みる。 工業生産量の多い化学物質を対象に， その

環境動態を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 環境ホルモンの微量計測法の開発に関す る 研究 と し

て， 負イオン ESI-LC/MS/MS 法によ る水中の 17β- エス

ト ラ ジオール （E2） ・ エス ト リ オール ・ エス ト ロ ン （E1）

の抱合体の分析法の改良によ る底質への適用及び水中及

び底質中の ノ ニルフ ェ ノ ールエ ト キシレー ト （Ｎ Ｐ EO）

の分析法の開発を行った。東京湾 20 地点の底質に適用し

た と こ ろ，Ｅ1（0.05-3.60 ng/g-dry，検出率：20/20），17β-

E2（<0.01-0.59 ng/g-dry, 15/20）， 17α-E2（<0.01-0.34 ng/

g-dry, 8/20）， E1-3-Sulfate （<0.01-0.05 ng/g-dry, 4/20），

E2-3-Sulfate （0.02 ng/g-dry, 1/20） であった。 E1 はすべ

ての地点から E2 の 1-10 倍程度検出され， 抱合体はほ と

んど検出されなかった。 河川水と比べ 17α-E2 の相対濃

度が高い傾向にあ り ，添加実験から底質中で E1 の還元に

よ り E2 が生成する可能性が示唆された。NPEO は全試料

よ り 検出され， NP1-15EO の表層水， 底層水および底質

中の濃度はそれぞれ 12-259ng/L， 11-356ng/L， お よ び

12-700ng/g-dry であった。 水中の NP1-3EC 濃度は NP1-

15EO と同程度であったが，底質中濃度は NP1-15EO と比

べて低い傾向が見られた。

　 遺伝子組み換え酵母を用いた内分泌か く 乱化学物質の

ア ッ セ イ法の開発 と し て， 試験魚間での感受性の違いを

検討する ため， 酵母を用いた Two-Hybrid System によ る

メ ダカ， フ ァ ッ ト ヘッ ド ミ ノ ー及びゼブ ラ フ ィ ッ シ ュの

Ｅ Ｒ-α の試験系を新たに構築し た。 アルキルフ ェ ノ ー

ル類の試験を行った と こ ろ， メ ダカの Ｅ Ｒ-α 系におい

て他 と 比べ高い活性を示し た。 ヒ ト エス ト ロゲン受容体

（hERα） 及び メ ダカエス ト ロゲン受容体 （mERα） 遺伝

子導入酵母を用いて， 水酸化 PCB 類の 91 化合物につい

てア ッ セイ を試みた と こ ろ， hERα 酵母ア ッ セイでは， -

S9 試験において 27 種類の化合物 （30％） がエス ト ロゲ

ン ・ アゴニス ト 活性を示し， 12 種類の化合物は +S9 試験

で さ ら に強い活性を示すこ と が示された。 一方， mERα

酵母ア ッ セ イ では， -S9 試験において 64 種類の化合物

（70％） がエス ト ロゲン ・ アゴニス ト 活性を示し， 8 種類

の化合物は +S9 試験でさ らに強い活性を示すこ と が示さ

れた。 それらの中には， 2,2',4',6'-tetrachlorobiphenyl-4-ol

のよ う に hERα 酵母ア ッ セイ （E2 の ECx10=0.12nM） で

の相対活性 （％） は 1.9％と極めて強 く ， さ らに， mERα

酵母ア ッ セイ （E2 の ECx10=0.56nM） での相対活性は 270

％と本来の リ ガン ド であ る E2 よ り も強いアゴニス ト 活性

を示す化合物の存在が明らか と なった。

　 ヒ ト RXR （レチ ノ イ ド エ ッ ク ス受容体 ； リ ガン ド は 9-

cis-retinoic acid） α， β， γ の結合領域遺伝子を導入し

た酵母を作成し， マ イ ク ロプレー ト 法 と 化学発光法を組

み合わせた迅速 ・ 簡便なア ッ セイ系を構築し た。 RXR は

ステ ロ イ ド ホルモン受容体以外の核内受容体 と ヘテ ロ ダ

イ マーを形成する こ と が知られてお り ， 近年， その役割

が明ら かに されつつあ り ， 重要な受容体であ る こ と が指

摘されている。 構築し た ヒ ト RXRβ 遺伝子導入酵母ア ッ

セ イ系を用いて， 様々な化学物質についてアゴニス ト 活

性を ス ク リ ーニング中であ るが， イ ボニシのイ ンポセ ッ

ク ス を引き起こす有機スズ関連物質の ト リ フ ェ ニルスズ

;TPT は ECx10 値が 4.6nM と， RXR の リ ガン ド であ る 9-

cis-Retinoic acid の ECx10 値の 6.4nM と同レベルの濃度で

アゴニス ト 活性を誘導する こ と が明ら か と なった。 さ ら

に， プ ラ スチ ッ ク ス用防カビ剤 と し て開発されたバイナ

ジン（10,10'-オキシビ ス フ ェ ノ キシアルシン；略称OBPA）

は， 極めて低濃度で RXRβ 導入酵母に対し てアゴニス ト

活性を示すこ と が明らか と なった。 その活性は ECx10 値

が 0.80nM と本来の リ ガン ド であ る 9-cis-Retinoic acid に

比べて さ らに約 ５ 倍も強 く ，TPT や TBT よ り も強い活性

を持つ化学物質であ る こ と が示された。また，水酸化 PCB

類の中に も 比較的強い活性を し めす化合物が確認 さ れ
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た。

　 hERα 酵母ア ッ セイは， エス ト ラ ジオール関連物質に

対し て， mERα 酵母ア ッ セイはエス ト ラ ジオール関連物

質以外のエス ト ロゲン様化学物質に対し て相対的に高感

受性を示すこ と から， hERα 及び mERα 遺伝子導入酵母

ア ッ セ イ法の ２ 系統を併用し たモニ タ リ ング手法を東京

湾全域をおおよそ網羅し た20定点の表層水及び底層水を

用いて検討し た結果，多 く の試料で ELISA 法によ る E2 の

測定結果と良い相関が得られる ものの， mERα 酵母ア ッ

セイでE2以外の物質が原因 と思われるエス ト ロゲン活性

を持つ試料があ る こ と が示された。

〔備考〕

（ ２ ） 野生生物の生殖に及ぼす内分泌か く 乱化学物質の

影響に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA166

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○森田昌敏 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プ ロ ジ ェ ク ト ） ・ 堀口敏宏 ・ 白石寛明 ・ 白石不

二雄 ・ 高木博夫 ・ 高橋慎司 ・ 多田満 ・ 菅谷芳

雄 ・ 鑪迫典久 ・ Anke Treuner ・ 内田元 ・ 橋詰和

慶 ・ 平井慈恵 ・ 鎌田亮 ・ 井関直政 ・ 小塩正朗 ・

小田重人

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 我が国に生息する巻貝類， 魚類， 鳥類などの野

生生物におけ る個体数減少， 性比の変化， 生殖器の奇形

などの生殖に関する異常の有無 と その程度について多角

的に検討し， 明ら かにする。 何ら かの異常が認められる

場合には， 異常を も た ら し た原因の究明に努め， それが

その種の個体群の維持や動態に及ぼす影響を推定し て評

価する。 これによ り ， 我が国の野生生物におけ る内分泌

か く 乱の実態 と その種の個体群の動態に及ぼす影響を明

らかにする。

〔内容および成果〕

　 船底防汚塗料や漁網防汚剤等 と し て世界各地で使用さ

れて き た有機ス ズ化合物 （ ト リ ブチルス ズ （TBT） 及び

ト リ フ ェニルスズ （TPT） 化合物） が巻貝類にイ ンポセ ッ

ク ス と 呼ばれる雌の雄性化を引き起こすこ と が広 く 知ら

れてき たが，イ ンポセ ッ ク スの詳しい誘導 メ カニズムは，

い く つかの仮説が提示されて き た も のの， 依然不明のま

まであった。 本年度， われわれは， イ ボニシにおけ る イ

ンポセ ッ ク ス誘導 メ カニズムの解明に関連し， 極めて興

味深い実験結果を獲得し， 新たな仮説を提示し た。

　 すなわち， ヒ ト 核内受容体の一つであ る レチ ノ イ ド X

受容体 （hRXR） に対し て有機スズ （TBT 及び TPT） が高

い親和性 と アゴニス ト 活性を有する こ と が観察されたた

め， イボニシ組織から RXR ホモロ グ （sRXR） を ク ローニ

ング し， そのア ミ ノ 酸配列を既知の RXR 及び関連受容体

と比較し た。 その結果， DNA 結合部位だけでな く ， リ ガ

ン ド結合部位において も脊椎動物の RXR と の高い相同性

が確認された。 また hRXR の本来の リ ガン ド であ る 9-cis

レチ ノ イ ン酸 （9-cis RA） を用いた sRXR に対する結合試

験や TBT 及び TPT の競合的結合試験の結果，9-cis RA の

濃度依存的結合と共にTBT及びTPT と の競合的結合が確

認された。 一方， all-trans レチ ノ イ ン酸 （ATRA） は sRXR

にほ と んど結合し なかった。 し たがって， sRXR に対し て

もTBT及びTPTがアゴニス ト 活性を有する と考え られる。

　 次に， 9-cis RA を用いて イボニシに対する筋肉注射試

験を実施し た結果， イ ンポセ ッ ク ス出現率， ペニス長及

び輸精管の発達について， いずれも有意な増大または促

進が観察された（出現率 とペニス長について p<0.01; 輸精

管発達について p<0.001）。 その程度は， 陽性対照の TPT

と ほぼ同程度であった。 また 9-cis RA は， 用量依存的に

イ ボニシのイ ンポセ ッ ク ス発症 （出現率） を有意に促進

（増大） させた。

　 以上の結果よ り ， イ ボニシにおけ る イ ンポセ ッ ク スの

誘導及び発達に RXR が深 く 関与し ている こ と が強 く 示唆

された。 換言すれば， 雌におけ る雄性生殖器官 （ペニス

と輸精管） の分化・成長に対し RXR が深 く 関与し ている。

　 今後， 分子レベルでのよ り 詳細な メ カニズム解明を進

める予定であ る。

　 また， 対照海域 （A 海域） と漁獲量激減海域 （B 海域）

か ら毎月サンプ リ ング し ているマダカア ワ ビの生殖巣組

織を検鏡し， 既報に基づいて性成熟度を定量化し て生殖

周期を検討し た結果， 1997 年 1 月～ 1998 年 3 月におい

て も， B 海域産マダカア ワ ビでは雌雄間での生殖周期の

ずれ （性成熟の非同調性） が観察された。 また 19％の雌

の卵巣で精子形成が認められた。 A 海域産マダカア ワ ビ

では性成熟が両性間で同調的であ り ， また卵巣での精子

形成が見られなかった。 し たがって， B 海域産マダカア

ワ ビでは内分泌か く 乱が継続し ている と考え られた。

　 有機スズ汚染が も た らす内分泌か く 乱あ るいは毒性影

響が， ア ワ ビ資源の減少に対し て一定の寄与を し ている

と 仮定する と， 親貝の性成熟への影響 （性成熟の抑制や

放卵量の減少， 受精率の低下など） と と も に幼生や着底

稚貝への影響 （生残率の減少， 成長の遅延など） が考え

られる。 こ う し た作業仮説を検証する一環 と し て， ア ワ
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ビ類受精卵に対する TBT 及び TPT の曝露試験を実施し，

胚・幼生の生残率 と と もに奇形率や遊泳行動を観察し た。

その結果， マダカア ワ ビ と ク ロ ア ワ ビの胚発生及び遊泳

行動に対する TBT の 48 時間半数影響濃度 （48-h EC50）

が 0.15 ～ 0.24 μg/L， マダカアワ ビの胚発生及び遊泳行

動に対する TPT の 48-h EC50 が 0.166 μg/L 等 と推定され

た。 B 海域周辺の表層海水中からは TBT 及び TPT が， そ

れぞれ， 0.001 ～ 0.29μg/L 及び ND ～ 0.027μg/L 検出

されて き た。 し たがって， B 海域周辺のア ワ ビ類幼生の

正常発生や生残等に対し て TBT を中心 とする有機スズが

悪影響を及ぼし てき た可能性があ る。

　 さ らに， B 海域の造船所近傍においてマダカア ワ ビの

種苗生産試験を 2 年連続し て実施し た結果 （2002 年度及

び 2003 年度）， 浮遊期の終期に幼生が変態し着底し て間

も な く の頃 （採苗 6 日目以降） に生残率の著しい減少が

両年度で観察されたため，生残における，いわゆる critical

period が こ の時期に存在する可能性があ る。 よ り 詳細な

検討を行 う ため， 今後， 着底稚貝を用いて有機ス ズの流

水式連続曝露試験を実施する予定であ る。

　 また， 東京湾におけ る包括的調査 と と も に霞ヶ浦にお

け る調査も継続し， 二枚貝試料の採集， カ ワ ウ調査も引

き続き実施し た。

　 メ ダカ等の小型淡水魚類や ミ ジン コ， ヌ カエビ， チカ

イ エカ等の淡水無脊椎動物， ウ ズ ラやニワ ト リ 等の鳥類

を用いた試験法開発に向けての検討も さ らに進めた。

〔備考〕

（ ３ ） 内分泌か く 乱化学物質の脳 ・ 神経系への影響評価

に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA167

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○三森文行 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プ ロ ジ ェ ク ト ） ・ 梅津豊司 ・ 石堂正美 ・ 今井秀

樹・渡邉英宏・黒河佳香・川口真似子・高屋展宏

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境ホルモン化学物質が ヒ ト の脳 ・ 神経系に影

響を与え るのではないか と の懸念があ る。 本研究はこれ

ら の化学物質の脳 ・ 神経系への影響を評価する ための測

定 ・ 解析手法の開発を目的 と する。 こ のため， ヒ ト や実

験動物を対象とする超高磁場 MRI 測定法の研究， 実験動

物を用いる行動試験， 神経生化学的試験法の評価 と 体系

化を行い， 環境ホルモン化学物質が脳 ・ 神経の機能や代

謝に及ぼす影響の評価法を整備する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 ヒ ト を対象とする研究ではボ ラ ンテ ィ アでの MRI 測定

を開始し， これまで約 20 名の測定を終了し た。 脳の形態

測定の中心をなす 3 次元 T1 強調画像測定（3D MDEFT 法）

においては， 4.7T における灰白質， 白質の T1 の延長を考

慮し て測定条件の最適化をはかった。 こ の結果， 画像の

コ ン ト ラ ス ト を従来に比べて約 50％増進する測定条件を

設定でき た。 被験者数は少ない も のの試験的な解析にお

いて脳室の大き さ と 年齢の相関が認め られた。 また， 性

差が認められる と される脳梁について も検討を行った。

　 脳の機能 と 関連し た特定部位の代謝を測定する方法を

実現する こ と をめざ し て 1H，31P，13C の多核種スペク ト ル

同時測定法の開発を行った。 ヒ ト 脳では 3 × 3 × 3cm の

領域に限定し て N- アセチルアスパラ ギン酸，グルタ ミ ン

酸， ATP， ク レアチン リ ン酸を 10 分間で測定でき る よ う

になった。 また， グルタ ミ ン酸 と その前駆物質であ る グ

ルタ ミ ンの識別や，抑制性の神経伝達物質であ る γ ア ミ

ノ 酪酸 （GABA） の検出をめざ し て領域選択でき る 2 次元

コ ン ス タ ン ト タ イ ム COSY 法の開発も行った。

　 実験動物の行動試験法の研究においては， 胎児期か ら

乳児期にかけて甲状腺ホルモン不足を経験し た動物を新

たに作成し た。 受動的回避反応， シ ャ ト ル型条件回避反

応の習得及び消去について追試し， 新たに高架式十字迷

路法について検討し た。 受動回避反応では影響は見られ

なかったが， シ ャ ト ル型条件回避反応では習得の促進が

観察 さ れた。 こ れは， 以前に得 ら れた結果 と 一致する。

各種行動試験の成績について雌雄間で比較し た と こ ろ有

意ではないが性差が認められた。

　 神経生化学的試験法の研究では， 成熟ラ ッ ト にペン タ

ク ロ ロ フ ェ ノ ール （Pentachlorophenol， 以下 PCP） を 6.6

mg / l の飲水中濃度で慢性投与し， その後ラ ッ ト に拘束

ス ト レ ス を負荷 し， 経時的に血漿中の総サ イ ロ キ シ ン

（TT4） および総 ト リ ヨ ー ド サイ ロ ニン （TT3） 濃度の経

時的変化を観察し た。 その結果 ３ 時間の拘束ス ト レ ス負

荷後，PCP 投与群の平均血漿中 TT4 および血漿中 TT3 濃

度は対照群のそれら と 比較し て有意に低い値であ る こ と

を見いだし た。

　 また， 私たちは内分泌撹乱化学物質によ り ラ ッ ト 脳の

発達障害がも た ら され， ADHD や自閉症などに見られる

多動性障害がおこ る こ と を報告し て き ている。 本年度は

組織化学的試験法を用いて タ ンパク質レベルか ら， ビ ス

フ ェ ノ ール A によ る行動変化の分子機構を明らかにする

研究を進めた。 免疫組織染色の結果， ビ ス フ ェ ノ ール A

（20 μg） を投与し た ラ ッ ト 黒質の ドーパ ミ ン合成酵素に
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対する免疫活性が著し く 減少し ていた。 こ のこ と はビ ス

フ ェ ノ ール A によ る ラ ッ ト 多動性障害の原因に， ドーパ

ミ ン神経伝達系がタ ンパク質レベルにおいて も大き く 関

与し ている こ と を示唆する。

〔備考〕

（ ４ ） 内分泌か く 乱化学物質の分解処理技術に関する研

究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA168

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○安原昭夫 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）・橋本俊次・中宮邦近・大島幸子

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン類やPCBなどの有機塩素化合物を

中心 と し た内分泌か く 乱化学物質によ る環境汚染を修復

する こ と はこれから の循環型社会の形成に と って極めて

重要かつ緊急の課題であ る。 本研究では， これらの内分

泌か く 乱化学物質で汚染 さ れた土壌な ど を対象 と し て，

以下の手法によ る内分泌か く 乱化学物質の効率的な分解

処理技術の開発を行 う 。 （1） 高温 ・ 高圧の熱水によ る抽

出 ・ 分解， （2） OH ラ ジカルなどによ る分解， （3） 微生

物によ る分解。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 公定法のダ イオキシン類分析は煩雑で手間 と 時間

がかか る ために， 分析法の簡易化が必要 と さ れてお り ，

本研究では焼却施設の排ガ ス採取法の簡易化を検討 し

た。 炉の形式， 規模， 操業開始年代の異な る ４ つの一般

廃棄物焼却施設の煙道採取口よ り ， JIS 法 （K0311， イ ン

ピ ンジ ャー法） と ダ イオアナフ ィ ルターによ る簡易法で

同時に排ガス を採取し た。 簡易法は， ダ イオアナフ ィ ル

ターを 24 時間連続使用する方法と 6 時間ご と に交換する

方法の 2 種類を並行し て実施し た。 採取し た排ガス中の

ダイオキシン類と PCB 類を可能な限 り 詳細に測定し た。

排ガス中のダ イオキシン類の濃度範囲は 0.00036 ～ 0.259

ng-TEQ/Nm3 であ り ， その組成については次のよ う な傾

向がみられた。 1） 全ての施設で 1-8 塩素化 PCDD/Fs 及

び 1-10 塩素化 PCBs のほ と んどのコ ンジェナーを検出し

た。 2） 施設によ り 塩素数の異なる コ ンジェナーの割合に

差が見られた。 3） PCDD/Fs では同じ塩素数のコ ンジェ

ナー組成に， 施設間での差がなかった。 4） PCBs のコ ン

ジェナー組成は， 類似度によ り 2 群に分け られた。 また，

簡易法によ る排ガスの分析値は，JIS 法よ り 高 く なる傾向

があった （TEQ 値で 1.51-2.86 倍）。 しかし， コ ンジェ

ナー組成は，PCDD/Fs，PCBs の全ての化合物で非常に良

く 一致し た （施設 C で方法 b2 の場合， R2=0.998， 0.961，

0.945）。ダ イオアナフ ィ ルターによ る簡易法は，コ ンジェ

ナー組成を利用する発生源解析のための簡易サンプ リ ン

グ法と し て有効であ る こ と が確認された。

　（ ２ ） ビス フェ ノ ール Ａ （BPA） をタ バコ 液体培養細胞

BY-2 の培地に与えた後， 細胞内液を抽出し ， ４ 種類の代

謝物を検出し た。 １ つは BPAG （BPA のグルコ ース 配糖

体） で既に同定し たも ので，残り ３ 種類は今回新し く 発見

し たも ので， BPA di-β-D-glucopyranoside， BPA mono-β-

D-gentiobioside， BPA β-D-glucopyranosyl （1 → 4） -[β-

D-glucopyranosyl- （1 → 6） ]β-D-glucopyranoside と同定さ

れた。

　（ ３ ） 前年度に続き さ らに16種の植物によ る BPAの吸収

と BPAGTase の比活性を測定し た。 BPA の吸収量は個体

あた り ではイ ンゲン， ホテ イ アオイ， キ ャベツ， ササゲ，

アズキで高い値を示し た。 また BPA の吸収量は吸水量に

比例し ていた。 科ご と に比較する と さ らに高い相関を示

し た。 BGT 活性は根ではキ ュ ウ リ ， レ イ シ， ヘチマ， ホ

オズキで高い値を示し， 葉ではナタ ネ， キ ャベツ， ラ グ

ラ ス， サン ト ウサイで高い値を示し た。 BPA の組織部位

あた り の吸収量 と 比活性の相関を求めた と こ ろ全体的に

は相関は見られなかったが， アブ ラナ科だけ取 り 上げる

と根では R2=0.51 葉では R2=0.57 の相関がみられた。 アブ

ラナ科の場合 BPA の吸収は吸水量だけでな く BGT 活性

にも依存し ている と考え られた。これらのこ と よ り ，BPA

吸収に関する植物のス ク リ ーニングには吸水量が多い も

の， また科によ っては BPAGTase 比活性の高い物を利用

する こ と が有効であ る と考え られる。

　（ ４ ） 17β- Estradiol 2.5 ppm を 溶か し た培地 を 水草

lemna に与えその濃度の変化及び生体内での変化を調べ

た。 結果 17β- Estradiol は約 48h で 0.2 ppm にまで培地

から消失し lemna に吸収も し く は吸着された もの と考え

られた。 生体内の抽出液を分析し た結果， E2 が 24h で

5ppm にまで蓄積されその後減少し た。 さ らに control で

は存在し ていなかった E1 の HPLC retention time と同じ

位置にピーク が出現し経時的に上昇し た。 E2 の E1 への

代謝の可能性が考え られた。

　（ ５ ） 新規に PCB 類を分解する数種の微生物を単離し，

60℃以上で増殖する カビを用いてPCBで汚染された土壌

を効果的に修復する方法の開発を検討し た。 最初に， 白

色腐朽菌等によ る PCB 等の分解に影響する リ グニンの脱

色活性を検討し た結果，温度 50 ℃，pH 7.0 が至適条件で

あった。 PCB （KC600） で ６ 日間培養し た と こ ろ， 約 60
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％の PCB が培地から消失し，培地中の塩化物イオン濃度

が増加し た。 さ らに培地の酢酸エチル抽出物を TLC で分

析する と，PCB よ り も小さい Rf 値に分解物 と思われる ス

ポ ッ ト が観察された。

　（ ６ ） 前年度に単離し たフ タル酸ビ ス （2- エチルヘキシ

ル） （DEHP） の分解微生物 Mycobacterium sp. Strain A を

用いて， 実サンプルの処理試験を行った。 実サンプル と

し ては， 量販店で市販されている農業用ポ リ 塩化ビニル

（PVC） シー ト で， いろいろな厚さのものを用いた。 PVC

シー ト 中の DEHP 濃度は厚さによ って異な り ， 0.3， 0.2

mm で約 15％， 0.1 mm で約 30％であった。 培地 （Basal

Salt Medium） に DEHP が単一炭素源 と な る よ う に PVC

シー ト を添加し， これに前培養し た Strain A を培地全量

の 1/10 加え， 30 ℃で好気的に培養を行った。 添加する

PVC シー ト の重量を培地 100 ml に対し て 350 mg から 1.4

g まで変化させ， ３ 日間培養を行い， その分解率を比較

し た と こ ろ， 350 mg を添加し た ものが最も分解されやす

く ， その分解率は全ての厚さの物に対し て 90％以上に達

し た。 こ の時， 最も高い分解率を示し たのはシー ト の厚

さ 0.1 mm のもので， 96％に達し た。 また分解率が最も悪

かったのは， 0.3 mm の PVC シー ト を 1.4 g 添加し た もの

で，分解率は 62％であった。 こ の菌株によ る PVC シー ト

の分解率はシー ト の厚さ が薄 く な るほど高 く な る傾向に

あった。DEHP によ る人等への暴露を見積も るために，培

養終了後の PVC シー ト を蒸留水 と人工唾液に入れ，体温

を イ メ ージ し て 37 ℃で保持し て， 溶出量を測定し た。 ブ

ラ ン ク では， 蒸留水に溶出し て く る DEHP はほ と んど検

出されなかったが，有機酸類が含まれている人工唾液 100

ml では DEHP が約 18.5 mg 溶出し た。 しかし ながら本菌

株で処理し た PVC シー ト からは DEHP の溶出は検出され

ず， また分解率が悪かった 0.3 mm の PVC シー ト を 1.4 g

添加し た ものから も溶出は確認されなかった。

〔備考〕

（ ５ ） 内分泌撹乱化学物質等の管理と評価のための統合

情報システムに関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA169

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ） ・ 桜井健郎 ・ 田邊潔 ・ 森口祐一 ・

南齋規介

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 内分泌撹乱化学物質の管理 と 評価を統合的に

行 う こ と を目的と し て， 地理情報システム （GIS） をベー

ス と し た情報システムの構築を行 う 。 本システムは， （1）

環境中の存在状況， 野生生物への影響等に関するモニ タ

リ ング ・ 研究成果の GIS 上への集約， （2） 排出源情報 と

環境中の存在状況を結合す る ための環境モデルシ ス テ

ム， （3） 内分泌撹乱作用の毒性評価のためのデータ ・ 手

法の開発， を行い， 内分泌撹乱化学物質の GIS システム

上での評価と管理管理を行 う システムを開発する。

〔内容および成果〕

　 本課題は， 多様な環境 リ ス ク の管理に関し て， さ ま ざ

まな主体の参加の も と での科学的知見に基づ く 透明な意

思決定を支援する ために， 1） 環境 リ ス ク要因物質の環境

排出推計モデルの開発， 2） 環境中動態モデル･暴露評価

モデルの開発，3）環境 リ ス ク評価･管理のための統合デー

タベース の構築， 4） 多様な環境 リ ス ク 管理のための コ

ミ ュ ニケーシ ョ ン手法に関する研究を， 化学物質の リ ス

ク評価 と管理のための統合情報システム （Virtual World）

の概念によ って統合化し， 化学物質の多様な性質を反映

させた リ ス ク評価 と 管理， 適切な政策立案等に資する こ

と を目的 と する。 「統合情報シ ス テ ム」 の概念について

は， 平成 8 年度 「輸送 ・ 循環システムに係る環境負荷の

定量化 と 環境影響の総合評価手法に関する研究」 （代表

森田昌敏 　 幹事 　 森口祐一） よ り 開始し て現在まで継続

し て実施されて き ている も のであ り ， 本年度までにおい

ては， 総合化研究チーム と と も に， 化学環境研究領域，

社会環境シ ス テ ム領域， 化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター， PM2.5DEP 研究プロ ジェ ク ト 等での関連する課題

と協調し て研究を実施し てき た。

　 本年度は， 特に環境ホルモンプロ ジェ ク ト に係る テー

マ と し て， 2） 環境中動態モデル ・ 曝露評価モデルの開発

と し て， グ リ ッ ド －流域複合多媒体モデル （G-CIEMS）

の開発， 3） の一部 と し て空間要素変換に基づ く データ管

理手法の開発， を実施し， また， ダ イオキシンの環境動

態解析のケース ス タデ ィ ーを実施し た。 シス テム開発 と

し て空間データ変換に基づ く 統合化情報処理技術の開発

を開始し た。

　 グ リ ッ ド －流域複合多媒体モデル （G-CIEMS: Grid-

Catchment Integrated Environmental Modeling System） につ

いては， 開発をほぼ完了し， ケース ス タデ ィ ー及びこれ

を踏まえての機能改良 ・ 拡張等を実施し た。 本年度の拡

張によ り ， 本モデルは， （a） 現状において全国規模で利

用可能は最大分解能を有する地上媒体 と し て河川水質予

測モデルの基盤とする単位流域 （全国で約 40,0000 流域）

および仮想分割河道， 大気は現時点では 1, 5, 100km グ
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リ ッ ド の組み合わせ （全国および周辺海域等で最大約 50

万グ リ ッ ド），および沿岸海域を計算領域 とする多媒体モ

デルであ る。

　 ダ イオキシン類を対象 と する ケース ス タデ ィ ーにおい

ては， 前年度 と 同様， 過去の農薬起源のダ イオキシン類

と 焼却起源ダ イオキシン類をあわせた経年的イ ンベン ト

リ に基づき， 1960 ～ 1999 年の 40 年間を計算期間 とする

長期環境動態を， 上記の全国及び北東アジア地域までを

含む計算対象領域において推定し た。 北東アジア地域ま

での計算領域の拡張によ り ， 特に今後 POPs 等長距離輸

送が問題 と な る可能性のあ る物質に関し て も， 境界条件

の影響を的確に検討する こ と が可能と なった。本年度は，

あわせて，PRTR 事業の結果から得られた排出推定量を用

い， 本年度はベンゼン， ト リ ク ロ ロエチレ ン， ホルムア

ルデ ヒ ド な どについて同様に多媒体環境動態の推定を

行った。

　 これらの結果， G-CIEMS モデルは従来の多媒体動態も

出る と 比較し て高い精度でモニ タ リ ングデータ を再現す

る こ と が可能であ り ， 共通の地理 ・ 気象データ群に対し

て基本的に物性値を設定するのみによ って， モニ タ リ ン

グデータの 2 ～ 3 倍以内の予測値を求める こ と が可能 と

なった。 個別地点の推定にはさ ら に詳細な検討が必要に

な るが， GIS 情報を用いる こ と によ り ， 現実的な内分泌

撹乱化学物質等の動態再現ができ た こ と を意味する も の

と考えている。

　 空間要素変換に基づ く データ管理手法の開発では， 既

存の統計等地理属性を持つデータ群の市区町村 ・ 道路 ・

河道 ・ 単位流域 ・ メ ッ シ ュ など幾つかのデータ属性 と の

関連付け と， 相互の変換手法を整備する こ と によ り ， 排

出イ ンベン ト リ の作成か ら暴露 ・ リ ス ク評価にいた る ま

で各段階で行われるデータ変換操作を共通化し， 膨大な

データ を最小のステ ッ プで入出力また基盤 と する。 こ の

手法は， PM2.5DEP プロ ジ ェ ク ト で実施されている イ ン

ベン ト リ システム開発 と も共同で実施され， 本プロ ジ ェ

ク ト におけ る動態推定か ら暴露評価までの諸課題 と 共通

の手法と し て開発された。

〔備考〕

内分泌撹乱化学物質の リ ス ク評価と管理に関する研究

（ ６ ） ウズラでの環境ホルモン感受性試験の国際標準化

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA354

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○高橋慎司 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ） ・ 清水明 ・ 鎌田亮 ・ 井関直政

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 実験鳥類 （ウ ズ ラ ・ ボブホ ワ イ ト ） を用いて，

鳥類での環境ホルモン感受性試験の国際標準化を行 う 。

　 本年度は， OECD ガイ ド ラ イ ンに従って食餌毒性試験

及び繁殖毒性試験に対する ウ ズ ラ での手法を確立する。

また， ニワ ト リ 発生卵を用いた動態画像解析を行い， 毒

性ス ク リ ーニングの新手法を開発する。

〔内容および成果〕

　 ウ ズ ラ での環境ホルモン感受性試験法を確立する ため

に， 食餌毒性試験及び繁殖毒性試験用の飼育器材を試作

し た。 また， 給餌 ・ 給水シス テム を合理化する こ と によ

り 効率化 と 清浄化を実現する こ と ができ た。 なお， 植物

ホルモン低減化飼料 （PLD） の改良を行い， 次世代影響

用 PLD の製品化を検討し ている。

　 次に， ニ ワ ト リ 発生卵を動態画像撮影装置 （特許申請

中） で非破壊的に連続撮影し， ダ イオキシンに対する リ

ス ク評価を行った。 発生卵の動態画像を解析する こ と に

よ り ， 胚の生死判別や運動量を量反応的に示すこ と がで

き る こ と よ り ， ウ ズ ラ ・ ボブホ ワ イ ト 種卵での毒性ス ク

リ ーニングが期待でき る。

〔備考〕

（ ７ ） 内分泌か く 乱化学物質の生殖系への影響評価に関

する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA378

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○森田昌敏 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プ ロ ジ ェ ク ト ） ・ 高野裕久 ・ 米元純三 ・ 梅津豊

司 ・ 今井秀樹 ・ 白石不二雄 ・ 石堂正美 ・ 鎌田

亮 ・ 寺崎正紀 ・ 小宇田智子

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 内分泌撹乱化学物質が ヒ ト の生殖系に影響を

与え るのではないか と い う 立場か ら， これら化学物質の

生殖系への影響を評価する ための測定 ・ 解析手法の開発

及び メ カニズムの解明を目的と し た研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 前年度確立し た OECD プロ ト コール C に基づ く 子宮肥

大試験によ り 紫外線遮断剤成分のエス ト ロ ジェ ン様作用

について検討し た。 紫外線吸収成分であ る 2,4-dihydroxy

benzophenone（2,4-DHBP）, 2,2’,4,4 ’tetrahydroxybenzophenone
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（ 2,2’,4,4’-THBP）， 防腐成分である 4-hydroxybennzoic acid

isobutyl ester （isobutyl paraben） はいずれも子宮肥大作用

を発揮し た。 LOEL は 2,4-DHBP が 625mg/kg， 2,2’ ,4,4’

-THBP が 100mg/kg， isobutyl paraben が 250mg/kg であっ

た。 各物質の用量効果相関曲線と し て最適の Hill 式を算

出し， それによ り ED10 を計算し た と こ ろ， 2,4-DHBP で

544.6mg/kg，2,2’,4,4’-THBPで33.0mg/kg，isobutyl paraben

で 230.9mg/kg であった。 これはエチニルエス ト ラ ジオー

ルの １ 千万分の一， 60 万分の一， 400 万分の一に相当す

る。 これらの子宮は半分を凍結保存， 半分を 10％ホルマ

リ ン溶液で固定し， 後日組織学的検討， 分子生物学的検

討を行 う ために保存し た。

〔備考〕

（ ８ ） 海産無脊椎動物の内分泌攪乱並びに生殖機能障害

に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE043

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （化学環境研究領域） ・ 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 い く つかの化学物質は生物の内分泌系及び生

殖を攪乱させる作用を有し， 一部の野生生物ではそれに

よ る異常がすでに顕在化し ている。 しかし， 国内の野生

生物の内分泌攪乱や生殖機能障害， それに起因する個体

数減少には不明な部分が多い。 本研究では， 外因性内分

泌攪乱化学物質 （環境ホルモン） の影響を最も受けやす

い生物群 と 考え られる水棲生物の う ち， 特に海産無脊椎

動物に対象を絞 り ， 内分泌攪乱の実態把握 と 原因の究明

及びその誘導機構の解明を目指す。

〔内容および成果〕

　 前年度までの日本全国におけ る イ ボニシのイ ンポセ ッ

ク ス と 有機スズ汚染に関する実態調査の結果， 全国的に

なおイ ンポセ ッ ク ス と 有機ス ズ汚染が観察されたが， 西

日本で相対的に重篤であ る傾向が見られた。 主要な汚染

源であ る船舶 と その活動範囲を考慮すれば， 日本のみな

らず， 近隣諸国におけ る有機スズ汚染の実態及び経年推

移を把握する必要性も高い。

　 そ こ で， 韓国において平成 14 （2002） 年 3 月 1 日から

14 日までの 2 週間， 趙顯書 ・ 国立麗水大学校副教授 と共

同し て採集し た環境 ・ 生物試料の分析を進めて韓国沿岸

域におけ る有機スズ汚染レベルの評価を行った。 すなわ

ち， 海水 （12 地点）， 表層底質 （9 地点）， 柱状底質 （3 地

点），並びに生物試料 （巻貝及び二枚貝の貝類試料 （21 地

点）） を対象に， 巻貝試料に対する イ ンポセ ッ ク ス症状の

解剖観察と，上述の全試料に対する有機スズ濃度の分析・

定量 （プロ ピル化／ GC-FPD 法または GC-MS 法） を実

施し た。 その結果， 全地点でイ ンポセ ッ ク スが観察され，

また全ての試料か ら有機スズ化合物が検出された。 本研

究で得られた結果と 1995 ～ 1997 年の調査結果 と を比較

し た と こ ろ， イ ボニシのイ ンポセ ッ ク スは多 く の調査地

点で依然重篤な状態が継続し てお り ， また複数の地点で

イ ボニシのイ ンポセ ッ ク ス症状 と 体内有機スズ濃度の上

昇が観察された。 これによ り ， 1995 ～ 1997 年から 2002

年までの間に韓国沿岸において有機スズ汚染が進行し た

こ と が明ら か と なった。 今後， 韓国におけ る イ ボニシ個

体群に対する影響調査を さ らに進めてい く 予定であ る。

〔備考〕

共同研究者 ： 趙顯書 （韓国 ・ 国立麗水大学校）

（ ９ ） 淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼす化学物質の影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE176

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○多田満 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プ

ロ ジ ェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 淡水無脊椎動物の繁殖に対する内分泌か く 乱

化学物質の影響を把握する ために， 水温や密度条件など

の生態的要因を変え る こ と でいかな る影響を及ぼすかを

明ら かにする こ と を目的 と する。 そのために本研究では

チカ イエカ実験個体群を用いた研究を行い， 淡水無脊椎

動物の繁殖に対する内分泌か く 乱化学物質の影響解明に

資する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 チカ イエカ孵化後 24 時間以内の １ 令幼虫 （各濃度区で

それぞれ 20 頭ｰ 3 連） に p - ノ ニルフ ェ ノール と p - オ ク

チルフ ェ ノ ール （それぞれ， 1， 10， 100， 200μg l-1） を

低温 （15 ℃） 条件で曝露し， 幼虫 ・ 蛹の生存， 成虫の羽

化， 性比， 産卵など繁殖に及ぼす影響を検討し た。 幼虫

の生存率は対照区では 80％以上であったが， 各薬剤の 1

と 10μg l-1 の濃度区では 45 ～ 80％程度に低下し た。 同

様に蛹の生存率は対照区では 90％以上であったが， 処理

区ではほ と んど 70％台に低下し た。 その結果， 羽化率は

対照区の 80％程度に対し て各薬剤の 1 と 10μg l-1 の濃度

区では 30 ～ 70％程度になった。 成虫の性比 （オス／ メ
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ス） は対照区では 1 程度であったが， ノ ニルフ ェ ノール

の 1 と 10μg l-1 の濃度区では 1.4 ～ 2.5 に上昇し た。 一

方，オクチルフ ェ ノールの各濃度区では 1.1 ～ 1.4 であっ

た。 メ ス 1 頭あた り の産卵数は対照区で 40 卵以上であっ

たが， 処理区では 29 ～ 40 卵程度に減少し た。 その結果，

繁殖成功率 （羽化率×産卵率） を算出する と対照区で 11

～ 16 程度であったが， 処理区では 9 以下に低下し た。 と

り わけ， 両薬剤の 1μg l-1 の濃度区では 2 程度になった。

〔備考〕

共同研究者 ： 掛川洋次， 渡邉泉 （東京農工大学）

（10） 酵母ア ッ セイ システムを用いた S9 代謝化内分泌

か く 乱物質の検出と化学構造の決定

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE181

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研

究プロ ジェ ク ト ） ・ 白石寛明 ・ John S.Edmonds

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 内分泌か く 乱物質は生体に取 り 込まれ る と 細

胞内のホルモン レセプターに結合し て タ ンパク合成を促

進 （アゴニス ト ） し た り ， あ るいは逆に生体内ホルモン

の結合を阻害 （アンダゴニス ト ） する こ と によ り 生体に

悪影響を及ぼすこ と が懸念されている。 化学物質の中に

は生体内の薬物代謝酵素で代謝され （S9 代謝化） ， ホル

モン様作用を発現する物質が産生される こ と を我々は酵

母ア ッ セイのス ク リ ーニングによ り 確認し ている。 S9 代

謝化において産生される化学物質は単一ではな く ， 様々

な構造形態が予想される。 代謝化物質の う ち， 活性を示

す物質の同定を行い， それらの活性を評価する こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

　 入手し た水酸化 PCB の 91 種類について，ヒ ト ERα 酵

母試験系でエス ト ロゲン活性を調べた と こ ろ， 21 種類の

異性体か ら ア ゴ ニ ス ト 活性が認め ら れた。 そのなかで

2,4,6-trichlorobiphenyl と 2,4,6-trichlorobiphenyl を起源 と

し たモ ノ 水酸化の ３ 種類の異性体についてエ ス ト ロ ゲ

ン ・ ア ゴ ニ ス ト 活 性 強 度 の 比 較 を 試 み た。 2,4,6-

trichlorobiphenyl 自体も活性が認められ， エス ト ラ ジオー

ルに対する相対活性 （R.A.;％） は 0.0055％であった。 モ

ノ 水酸化体でオル ト 位の 2',4',6'-trichlorobiphenyl-2-ol の

R.A は 0.00057％ と 活性の低下が見られたが， メ タ位の

2',4',6'-trichlorobiphenyl-3-ol の R.A. は 0.024％ と活性が

強ま り ， さ らにパラ位の 2',4',6'-trichlorobiphenyl-4-ol の

R.A. は 1.1％ と 最 も 強い活性 を 示 し た。 なお， 2,4,6-

trichlorobiphenyl の S9 代謝化試験によ り 得られた試料の

R.A. は 0.24％であった。 S9 代謝化によ り ， 活性の最も強

いパラ位の水酸化体であ る 2',4',6'-trichlorobiphenyl-4-ol

が一部， 生成されている こ と が示唆された。

〔備考〕

（11） 環境ホルモンの呼吸器 ・ 免疫系に対する影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE185

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）・柳澤利枝・桜井美穂・植木尚子

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 内分泌か く 乱性化学物質 （環境ホルモン） が生

殖系や神経系に及ぼす影響については研究が進行しつつ

あ る。 しかし， その他の臓器あ るいは系統に関し てはほ

と んど検討は開始されていない。 環境ホルモンの摂取経

路 と し ては消化器系 と 共に呼吸器系が需要であ り ， 環境

ホルモンが呼吸器系に及ぼす影響は速やかに取 り 掛かる

べき課題であ る。中でも，近年急増しつつあ る アレルギー

性呼吸器疾患 と 環境ホルモンの関連は注目に値する。 本

研究では環境ホルモンの経気道及び経口投与が呼吸器，

免疫系に及ぼす影響について検討を加え る。

〔内容および成果〕

　 前年度までに， デ ィ ーゼル排気微粒子等に含まれる内

分泌か く 乱化学物質や芳香族炭化水素が， 濃度依存的に

肺の Cyp1A1 を誘導する こ と が明らかにし た。 内分泌か

く 乱化学物質が Cyp1A1 等の誘導を経てその作用を発揮

する ためには， 核内レセプターや転写因子の活性化によ

る下流遺伝子の発現が重要であ る。 肺におけ る核内レセ

プターや転写因子の動態を検討する ために， 肺組織か ら

核タ ンパク と 細胞質タ ンパク を分離採取する方法をほぼ

確立し た。 デ ィ ーゼル排気微粒子は転写因子であ る NF

kappa B の活性化を部分的に誘導し た。 Cyp1A1 の誘導に

伴い， Ah receptor の発現は逆に抑制されていた。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ． 5． 1 にも関連。

（12） 内分泌攪乱化学物質による脳機能障害の分子機構

の解明

〔区分名〕 経常
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〔研究課題コー ド〕 0105AE191

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 今日の社会的問題 と な っ てい る内分泌攪乱化

学物質が， 脳神経系の機能に影響を及す可能性が指摘さ

れて き ているが， その詳細については不明な と こ ろが多

い。 例えば， 注意欠陥多動性障害 （ADHD） の子供が近

年増えてお り ， その原因に内分泌攪乱化学物質の影響を

原因 と する説が唱え られている。 内分泌攪乱化学物質が

子供の脳が最も発達する時期であ る妊娠中や授乳期に子

宮内暴露や母乳によ り ， 子供の体内に入って危険がも た

されている可能性が指摘されている。 また， 注意欠陥多

動性障害には ド －パ ミ ン輸送体に作用する 「 リ タ リ ン」

と い う 薬剤が有効であ る こ と か ら， 注意欠陥多動性障害

の子供の ド －パ ミ ン輸送体遺伝子を調べた と こ ろ， こ の

遺伝子異常が高率に出来 し てい る こ と が明 ら かにな っ

た。 ド －パ ミ ン と い う 神経伝達物質の正常な伝達が， 遺

伝子異常あ るいは内分泌攪乱化学物質などによ る攪乱で

妨げられている可能性があ る。 そ こ で， 本研究では広汎

性発達障害モデル動物を作製し， 内分泌攪乱化学物質が

広汎性発達障害の原因物質であ るかど う かを調べる と と

も にそれら の脳機能障害の機序を分子レベルで解析する

こ と を研究目的とする。

〔内容および成果〕

　 これまでに， 私たちは ADHD や自閉症などに見られる

多動性障害が， 環境因子 と し ての内分泌撹乱化学物質に

よ る ラ ッ ト 脳の発達障害によ り も た ら される こ と を報告

し てき ている。 そ こ で， 本研究ではビ ス フ ェ ノ ール A に

よ る 行動変化の分子機構を タ ンパ ク 質レベルで解析 し

た。

　 多動になった ラ ッ ト 脳を抗カテ コールア ミ ン合成酵素

抗体や抗 GAD 抗体で免疫染色し た結果，ビ ス フ ェ ノール

A （20 μg） を投与し た ラ ッ ト 黒質のカテコールア ミ ン合

成酵素に対する免疫活性が著し く 減少し ていた。 こ の こ

と は， 6- ハイ ド ロ キシ ドーパ ミ ンによ る多動性ラ ッ ト 脳

でも同様に観察された。 一方， 同じ黒質に存在する GAD

酵素の免疫組織染色に影響は見られなかった。 こ の こ と

から， ビ ス フ ェ ノ ール A は， 特異的に黒質のカテコール

ア ミ ン合成酵素の免疫抗原性を消失する こ と を示し てい

る。

　 以上の こ と か ら， ド ーパ ミ ン神経伝達系が ビ ス フ ェ

ノ ール A によ る ラ ッ ト 多動性障害の原因に大き く 関与し

ている こ と が示唆された。

〔備考〕

（13） 環境化学物質の計測法と評価に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0204AE478

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○森田昌敏 （化学環境研究領域長）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 内分泌撹乱物質やダ イ オキ シ ン以外に も 重要

な汚染物質が存在し， その環境 リ ス ク も大きい。 これに

対応し て個別の リ ス ク を明ら か と する ための曝露量評価

法の開発， リ ス ク評価手法の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 ジフ ェ ニル ヒ 素， モ ノ フ ェ ニル ヒ 素等の有機 ヒ 素化合

物の精密且つ高感度の分析法の開発を行った。 比較検討

し た分析法と し ては， HPLC/ICP/MS 及び活導体化 GC/

MS を中心と し てお り ，両方が相補助的役割を果たすこ と

が明ら か と なった。 開発された分析法を用いて， 土壌コ

ア及び地下水への適用を行い， 茨城県神栖町等におけ る

汚染の解明に役立てた。

〔備考〕

（14） アレルギー反応を指標と し た化学物質のリ ス ク評

価と毒性メ カニズムの解明に関する研究 - 化学物質

のヒ ト への新たな リ ス クの提言と激増するア ト ピー

疾患の抑圧に向けて -

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0204AG395

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プ ロ ジ ェ ク ト ） ・ 柳澤利枝 ・ 井上健一郎 ・ 桜井

美穂 ・ 植木尚子 ・ 石堂正美 ・ 白石不二雄

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 （1） ヒ ト に外挿が可能な病態モデルで， 化学

物質がア ト ピー疾患に及ぼす影響を明ら かにする。 （2）

ヒ ト と 動物の病態に共通し て重要な役割を演じ ている遺

伝子やタ ンパク のレベルで， 増悪 メ カニズムを明ら かに

する。 （3） アレルゲン腹腔内投与後の特異的抗体， 好酸

球， サイ ト カ イ ン， ケモカ イ ンの変化等を指標とする 「in

vivo ス ク リ ーニング」 の有用性を検討する。

〔内容および成果〕
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　 全体計画

　 数種類の化学物質を先導的に選択し， マウ スに暴露す

る。 動物にアレルゲンの投与を開始し， 成長過程におけ

る ア ト ピー疾患の増悪の有無を確認する。 先導的に選択

する化学物質 と し ては， （ １ ） 「核内レセプター」 介し て

作用する物質 （フ タル酸エステル等）， （ ２ ） 「フ リ ーラ ジ

カル」 を生成する物質 （フ ェナン ト ラ キ ノ ン等のキ ノ ン

類）」， （3） デ ィ ーゼル排気微粒子等の化石燃料の燃焼に

よ り 生ずる微粒子に含まれる芳香族炭化水素群を選択す

る。 化学物質の暴露量は， 環境省におけ る暴露評価の基

礎データ を参考に， 種差 と 不確実要素を考慮に入れ， ヒ

ト の推定暴露量の 100 ～ 1000 倍程度までを目安と し，可

能な限 り 少量の暴露を基本 と する。 対象 と する ア ト ピー

疾患モデル と し ては， 発症年齢の若年化が著 し いア ト

ピー性皮膚炎 と アレルギーマーチの終着点にあた る気管

支喘息を選択する。 ヒ ト におけ る病態を的確に再現し う

る動物モデルを用いる。さ らに，化学物質によ る ア ト ピー

疾患の増悪 メ カニズムを明ら かにする ために， 分子生物

学的検討を加え る。 動物 と ヒ ト の病態において共通し て

重要な役割を演じ ている遺伝子 と タ ンパク を ターゲ ッ ト

と する。 これによ り ， 動物モデルにおけ る実験成果を ヒ

ト の健康影響に外挿する ための， 確固た るエビデン ス を

与え る。 対象 と する分子あ るいは細胞種 と し ては， アレ

ルゲン特異的な抗体， リ ンパ球， 肥満細胞， 好酸球等の

免疫担当細胞， サイ ト カ イ ン （IL-5, IL-4, etc） およびケ

モカ イ ン （eotaxin, RANTES, MIP, MCP, IL-8 等） 等を対

象とする。

　 まず， デ ィ ーゼル排気微粒子を脂溶性化学物質成分 と

残査粒子に分画し， いかな る成分がアレルギー性喘息を

増悪するかを検討し た。その結果，残査粒子はアレルギー

性気管支喘息の病態をほ と んど増悪し なかったが， 脂溶

性化学物質成分は有意に病態を増悪し， こ の成分分画に

ア レルギー増悪作用が存在する こ と が明ら かになった。

ただし， 残査粒子 と 脂溶性化学物質をあわせた全デ ィ ー

ゼル排気微粒子によ る アレルギー性気管支喘息増悪効果

は特に顕著であ り ， 脂溶性化学物質 と 残査粒子成分の併

存によ り 相乗的アレルギー増悪作用が発揮される こ と も

明ら かになった。 また， これらの増悪に関わる分子生物

学的 メ カニズム と し ては，IL-5 や eotaxin 等の ヒ ト におい

て も好酸球を遊走 ・ 活性化させる作用を持つ遺伝子や蛋

白の肺における発現が重要と考え られた。

　 次に， デ ィ ーゼル排気微粒子や都市大気成分に含有さ

れ， フ リ ーラ ジカルを生成する化学物質であ る フ ェナン

ト ラ キ ノ ン と ナフ ト キ ノ ンが， 若齢マウ ス アレルギー性

気管支喘息モデルに及ぼす影響を検討し た。 フ ェナン ト

ラ キ ノ ン も し く はナフ ト キ ノ ンをアレルゲン と 併用し て

経気道暴露する と， アレルゲン単独暴露に比較し， アレ

ルゲン特異的な抗体産生は増加し， アレルゲンによ る好

酸球性の炎症 も 軽度な が ら 有意に増悪 し た。 し か し，

デ ィ ーゼル排気微粒子全体やデ ィ ーゼル排気微粒子に含

まれる脂溶性化学物質成分で認められた増悪に比較する

と， キ ノ ン類によ る増悪は軽微であ り ，IL-5 や eotaxin の

発現増強も伴わなかった。

　 さ ら に， ア ト ピー性皮膚炎に関し ては， 経口等の全身

的あ るいは経皮的な暴露経路を取る化学物質暴露の重要

性が推定されている。 我々は， フ タル酸ジエチルヘキシ

ルを先導的物質 と し て選択し， ア ト ピー性病態モデル と

し て， 既に確立されている NC/Nga マウ ス を用いた。 自

然発症， ピ ク リ ルク ロ ラ イ ド 塗布， も し く はダニ抗原皮

内投与によ り 誘導し た各モデルに対し， フ タル酸ジエチ

ルヘキシルの暴露がア ト ピー性皮膚炎の重症度に及ぼす

影響を検討し た と こ ろ， 三種類のモデルで若干傾向は異

な る も のの， それらの重症度はフ タル酸ジエチルヘキシ

ルの暴露で増悪し た。

　 最後に， 上述の NC/Nga マウ ス を用い， ダニ抗原の皮

内投与によ り 誘導する ア ト ピー性皮膚炎モデルは， 当初

予定し ていたス ク リ ーニング手法に比較し， よ り 短い研

究期間で化学物質の影響を判断する こ と が可能であ り ，

特殊技術も必要 と せず， 化学物質の投与法にも制約がな

く ， 実際の皮膚炎 と い う 病態を表現 し う る こ と， ま た，

フ タル酸ジエチルヘキシル と い う 陽性コ ン ト ロールを持

つこ と等よ り ， 「in vivo ス ク リ ーニング」 の手法 と し て，

よ り 有用であ る と考え られた。

〔備考〕

当課題は， 重点研究分野Ⅳ .3.4， 5.1 にも関連。

（15） 内分泌か く 乱物質がアワビ資源に及ぼす影響の評

価に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0203CD453

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （化学環境研究領域） ・ 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 15 年度 （2002 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 国内のア ワ ビ資源は 1970 年代以降， 全国的に

減少傾向が続いて き ているが， その原因はいまだに明ら

かでない。 一方， 内分泌か く 乱物質 と し ての有機スズ化

合物がア ワ ビ類の雌を雄性化させる作用を有する こ と が

明ら か と なった。 本研究では， 有機ス ズ化合物がア ワ ビ
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資源の減少にどの程度寄与し て き たかを検討する一環 と

し て， ア ワ ビ類の再生産に及ぼす有機ス ズ化合物の影響

を評価する ため， 成貝の性成熟か ら産卵， 幼生の孵化及

び着底， そ し て成長の各過程に与え る潜在的も し く は直

接的影響を フ ィ ール ド と 実験室の双方において観察する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 １ ． アワ ビ類の内分泌か く 乱に関する全国実態調査

　 全国 32 地点から マダカアワ ビ， メ ガイ ア ワ ビ， ク ロ ア

ワ ビ及びエゾア ワ ビ試料を入手し （原則 と し て， 各地点

で各種について 15 個体ずつ）， 常法によ る生殖巣組織標

本の作製 ・ 観察と プロ ピル化／ GC-FPD 法によ る組織中

有機ス ズ濃度の分析 ・ 定量を行った結果， 入手し た雌の

標本において卵巣中での精子形成など雄性化の所見が認

められた割合が 0 ～ 19％であ り ， 組織中からブチルスズ

及びフ ェニルスズ化合物が， 微量なが ら検出された。 ま

た検出された有機スズは筋肉よ り も頭部において相対的

に高濃度であった。 組織中有機ス ズ と 雌の雄性化 と の間

に関連性が窺われた。

　 ２ ． アワ ビ類の内分泌か く 乱に関する実験的検討

　 対照海域産 メ ガ イ ア ワ ビ を 用い， ト リ ブ チル ス ズ

（TBT） に対する 3ヵ月間流水式連続曝露試験 （対照， 50

及び 500ng/L） を実施し， 試験海水中 TBT 濃度及び供試

個体の組織中有機スズ濃度の測定 と生殖巣組織標本の観

察を １ ． と 同様に行った。 その結果， 卵巣中で少数の精

子形成が観察されたが， TBT 濃度依存性については十分

に検討でき なかった。

　 ３ ． アワ ビ類の繁殖能力に及ぼす内分泌か く 乱の影響

　 　 の評価

　 有機スズ汚染が既知の海域 （B 海域） の造船所近傍で

マダカア ワ ビの種苗生産試験を行い， 放卵量， 受精率，

胚の正常発生率， 孵化率， 孵化し たベ リ ジ ャー幼生の正

常 （異常） 発生率 と 生残率， 幼生の着底 （成功） 率， 着

底稚貝の生残率及び成長速度の推定を行った。 今後， 対

照海域において も同様の種苗生産試験を行い， 結果の比

較を行 う 予定であ る。

　 ４ ． アワ ビ類の幼生や稚貝に及ぼす内分泌か く 乱物質

　 　 の影響の評価

　 マダカア ワ ビ， メ ガ イ ア ワ ビ及びク ロ ア ワ ビの受精卵

及びベ リ ジ ャー幼生に対する TBT 及び ト リ フ ェニルスズ

（TPT） の 48 時間止水式曝露試験を行い， 半数致死濃度

と と も に発生 ・ 発達及び遊泳行動に関する半数影響濃度

（EC50） を推定し た。 その結果， TBT の 48-h EC50 は 0.15

～ 0.24μg/L， TPT の 48-h EC50 は 0.17μg/L （いずれも

設定濃度 と し て） と 推定された。 造船所やマ リ ーナの近

傍海域などでは上記の EC50 を上回る海水中 TBT 濃度が

検出されて き たため， 有機スズ汚染によ ってア ワ ビ類幼

生の加入阻害が生じ てき た可能性があ る。

　 ５ ． 天然海域における ア ワ ビ類の産卵， 幼生や稚貝の

　 　 分布と成長に関する検討

　 ア ワ ビ類初期稚貝の加入状況の把握を目的 と し て， B

海域への付着基質の設置によ る着底初期稚貝の出現状況

調査を行い， 親貝資源密度 と 累積着底稚貝密度 と の関係

を解析し た。今後，調査対象海域を さ らに増やし て比較・

解析を進める予定であ る。

〔備考〕

共同研究者 ： 山川紘 （東京海洋大学）

（16） 水棲動物の生殖への作用メ カニズムの解析

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 9903KB057

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-1 内分泌か く 乱化学物質の総合的対策に関する研

究

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （化学環境研究領域） ・ 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 15 年度 （1999 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 船底塗料な ど と し て使用 さ れて き た有機ス ズ

化合物がご く 低濃度で巻貝類に特異的にイ ンポセ ッ ク ス

と 呼ばれる雌の雄性化を引き起こすこ と が明ら かに され

てい る が， その誘導 ・ 発現機構の詳細は明 ら かでない。

これは巻貝類の生殖生理に関する基礎的な知見が不足し

ている ためであ る。 本研究では巻貝類の生殖に関する生

理 ・ 生化学的知見の集積に努め， イ ンポセ ッ ク スの誘導

及び発現に対し， 有機スズ化合物がどのよ う に作用する

かの解析を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 前年度まで， 軟体動物前鰓類に属する イ ボニシにおけ

る脊椎動物様ス テ ロ イ ド ホルモンの存在， ス テ ロ イ ド ホ

ルモン受容体の存在 と ア ミ ノ 酸配列の相同性， ア ロ マ

ターゼ等のステ ロ イ ド 代謝酵素の存在や活性に関する検

討を行って き た。 その結果， 脊椎動物 と 同様に， これら

がイ ボニシ体内に存在する可能性が示唆されたが， その

相同性は低い と 推察された。 し たがって， イ ボニシにお

け る ステ ロ イ ド ホルモンやその受容体等の機能解析が今

後の課題の一つであ る。

　 本年度は組織学的手法によ り ， イ ボニシにおけ るペニ

ス と輸精管の形成過程について検討を加えた。その結果，

イボニシにおいては， 1） イ ンポセ ッ ク ス症状のご く 初期

の段階では， 輸精管形成がペニス様隆起形成 と ほぼ同時

期に起こ る， 2） 輸精管は陥入し た表皮が結合し て形成さ
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れ， 陥入部位は 3 ～ 4 ヵ所であ り ， ペニス様隆起形成に

伴ってペニス基部の輸精管が進入する， 3） ペニスは表皮

の細胞塊か ら形成される， などが明ら か と なった。 また

イ ボニシのイ ンポセ ッ ク スの場合， ヨ ーロ ッ パチヂ ミ ボ

ラ の場合 と 少々異な り ， 卵嚢腺側に輸精管形成が生じ る

のは右触角後部のペニス形成部位にペニスの隆起 と 表皮

の陥入によ る輸精管の形成が始ま ってか ら であ る と 推察

された。

　 また中和抗原処理によ って染色されな く な る こ と が既

に観察されている アン ド ロゲン受容体 （AR） 市販抗体を

用いて， 有機スズ汚染が軽微な対照海域で採集された雄

イ ボニシを対象に， 神経中枢であ る神経節 と と も に輸精

管に対する免疫染色を改めて行った結果， いずれの組織

において も特異的に染色される細胞を見いだし た。 し た

がって， これらの組織において AR が発現し ている可能

性があ る。

　 AR の発現とペニス及び輸精管の分化・成長 と の関連性

について， 今後さ らに解析を進める必要があ る。

　

〔備考〕

研究代表者 ： 井口泰泉 （岡崎総合バイオサイエン スセン

　 　 　 　 　 　 ター）

共同研究者 ： 太田康彦 （鳥取大学）

（17） 植物エス ト ロジ ェ ンおよび内分泌攪乱化学物質の

骨代謝バラ ンスに関する研究

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 9803KB246

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

政策2. 　 効率的な化学物質環境 リ ス ク管理のための高精

度 リ ス ク評価手法等の開発に関する研究

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境健康研究領域） ・ 崔星 ・

菅野さ な枝

〔期 　 間〕 平成 10 ～ 15 年度 （1998 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 現代文明社会を支えてい る人工の化学物質の

中には， 生物の内分泌系を撹乱する こ と によ り 生殖， 内

分泌， 免疫， 神経系に重大な悪影響を与え る化学物質が

あ る こ と が明ら か と なって き た。 哺乳類以外の野生生物

では， 因果関係が明ら かな例がい く つか報告されている

が， 人では内分泌撹乱化学物質の健康影響は明 ら かに

なっていない。 内分泌撹乱化学物質の人の健康および生

態系への リ ス ク 評価を行 う こ と は現時点の急務であ る。

本研究では， 内分泌撹乱化学物質の影響評価に， 影響を

与え る植物エス ト ロ ジ ェ ン （phytoestrogen） と 人工の内

分泌撹乱物質と の相互作用を in vitro， in vivo の系を用い

て評価する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 植物性エス ト ロ ジ ェ ンの １ つであ り ， エス ト ロ ジ ェ ン

活性の高い ク メ ス ト ロールが， 破骨細胞への分化 と 骨吸

収にどのよ う に影響を与え るか調べる ために， 破骨細胞

への分化が知られているマウ スマ ク ロ フ ァージ系の細胞

であ る RAW264.7 細胞を用いて検討し た。 ラ ッ ト  エス ト

ロ ジェ ン レセプター （ER） を遺伝子導入し た RAW264.7

細胞を，100 ng/ml の RANKL（Receptor activator of nuclear

factor-kappa B ligand） 存在下で培養し， ク メ ス ト ロール

の影響を調べた。７ 日間培養後，酒石酸抵抗性酸ホス フ ァ

ターゼ （TRAP） 活性を測定し た。 また， リ ン酸カルシウ

ムのコー ト されたデ ィ ッ シュ上で 10 日間培養後，骨吸収

窩を調べた。

[ 結果及び考察 ]RANKL 添加によ り ， TRAP 染色陽性の多

核細胞が増加し， TRAP 活性値が増加し た。 RANKL によ

り 増加し た TRAP 活性は， ク メ ス ト ロールによ って濃度

依存的に減少し た。 また， RAW264.7 細胞は RANKL 添加

によ り リ ン酸カルシウ ムを吸収し たが，10-5M の ク メ ス ト

ロールによ り 抑え られた。 こ の こ と よ り ， ク メ ス ト ロー

ルは破骨細胞への分化を抑制し， 骨吸収を抑制する働き

があ る こ と が示唆された。

〔備考〕

課題代表者 ： 香山不二雄 （自治医科大学教授）

大 　 課 　 題 ： 植物由来および人工の内分泌撹乱物質の相

　 　 　 　 　 　 互作用評価

（18） デ ィ ーゼル排気の内分泌撹乱作用と生殖系への影

響

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0105KB284

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プ ロ ジ ェ ク ト ） ・ 柳澤利枝 ・ 井上健一郎 ・ 桜井

美穂 ・ 植木尚子

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼル排ガ スお よび微粒子には多数の化

学物質が含まれ， その健康影響が危惧されている。 これ

ら の健康影響は呼吸器 ・ 循環器系に と ど ま らず， 内分泌

攪乱作用の存在も示唆されている。 本研究では， デ ィ ー

ゼル排ガスおよび微粒子の内分泌攪乱作用 と その メ カニ

ズムを分子生物学的に明らかにする こ と をめざす。

〔内容および成果〕

　 マ ウ スにデ ィ ーゼル排ガスおよび微粒子 （DEP） を暴
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露し， 肺の Ah receptor や cyp 1A1 等の発現の変化を検討

する （平成 13 年度）。 過去の文献等を参考に， 核タ ンパ

ク と 細胞質タ ンパク の採取法を検討し， 確立する。 マウ

スにデ ィ ーゼル排ガスおよび微粒子を暴露し， 影響を明

ら かにする と 共に， 転写因子や核内レセプターの役割を

検討する （平成 14 年度）。 マウ スにデ ィ ーゼル排ガスお

よび微粒子を暴露し， 影響を明ら かにする と 共に， 転写

因子や核内レセプターの役割を検討する。 あわせて， 複

合暴露の影響も検討する （平成 15 年度）。マウ スにデ ィ ー

ゼル排ガスおよび微粒子を暴露し， 次世代影響を明ら か

にする と 共に， 転写因子や核内レセプターの役割を検討

する （平成 16 年度） 。 引き続き影響を解析する と共に，

種々の核内レセプターや転写因子を， その相互作用も含

め総合的に解析する （平成 17 年度）。

　 DEP の気管内投与に よ り ， 濃度依存的に， 肺の Ah

receptor の発現は低下し， cyp 1A1 の発現は増加し た。 組

織材料から核タ ンパク と 細胞質タ ンパク を分離採取する

方法を，ほぼ確立し た。DEP の気管内投与によ り ，NFκB

や AP-1 等の転写因子の活性化が惹起された。 共同研究

先 と の連携によ り ， デ ィ ーゼル排ガスの， 雄性生殖器の

分化や行動に対する， 経世代影響の検討が進められた。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ． 5． 1 にも関連

東京理科大等と の共同研究であ る。

３ ． ２ ダイオキシン類のリ スク評価と管理に関す

る研究

（１）ダイオキシン類の新たな計測法に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0005AA170

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-2 ダ イオキシン類の総合的対策の高度化に関する

研究

〔担当者〕 ○伊藤裕康 （化学環境研究領域） ・ 森田昌敏 ・

橋本俊次 ・ 安原昭夫 ・ 白石不二雄 ・ 崔宰源 ・ 北

村公義 ・ 高澤嘉一

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 17 年度 （2000 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン類の分析の簡易化は， 分析時間の

短縮， 分析者の負担低減， 分析コ ス ト の削減に大き く 寄

与し， ダ イオキシン類モニ タ リ ングの定常化を可能にす

る。 こ の こ と によ って， きめ細かい リ ス ク管理 と 非常時

におけ る迅速な対応が可能にな る。 また， ダ イオキシン

分析技術の高水準化は， 分析精度 と データの信頼性の向

上に寄与し， ダ イオキシン類の正確な分布 と 挙動， 汚染

源と経路の解明に貢献する と考え られる。それによ って，

ダ イオキシン類汚染に対する的確な対応が可能にな る と

期待される。

〔内容および成果〕

　 ダ イ オキシン類分析におけ る標準物質は高額であ り ，

そのため本研究においては， いかに標準物質の異性体の

数を少な く でき るかを追求し た。 当初は違 う 物質によ り

代替え品が可能か検討し たが， 現行の公定法等に準じ た

標準であ るべき と の判断から 17成分から ４ 成分で十分可

能であ る と い う 結果が得られた。 これによ り ダ イオキシ

ン類分析のコ ス ト の削減に役立つこ と にな る。

　 現行のダ イオキシン類の計測法で用いられている煩雑

なサンプ リ ング， 抽出， 多段階の ク リ ーンア ッ プ操作に

よ って夾雑物を除去する前処理の簡略化について， ダ イ

オキシン分析の難しい と される生体試料によ って検討を

行った。

　 低分解能 GC/MS を用いたダ イオキシン類の同定手法

に関する研究においては， 低分解能 GC/MS のさ ら なる

高感度化によ り ， 高濃度試料だけでな く ， 超微量の環境

試料に対応する機器の開発が必要であ る。 また， GC/MS

のシステムの全自動化を よ り 推進する必要があ る。

　 前処理の簡易化に関する研究においては， 分析前処理

の簡易化を行い， 前処理におけ る問題点など を明確にし

たが， 種々の環境試料に対する実用性， 適用範囲等を検

討し改良する と 供に， 新しい技術を導入するべき と 判断

される。

　 ダ イ オキ シ ン類のオンサ イ ト 測定法に関す る 研究で

は， 排ガスの リ アルタ イ ムモニ タ リ ング手法の開発に関

する研究， 焼却施設などの排ガスの リ アルタ イ ムモニ タ

リ ング手法の開発 ・ 改良を行い， 現場での応用を目指し

た。

　 焼却炉の煙導から直接排ガス を採取し， 排ガス中に含

まれる ダ イ オキシン類を測定する装置を開発中であ る。

フ ィ ルター部での結露， 充填剤の材質等， 現行の排ガス

分析の公定法には問題点が多い こ と が検証された。 最終

段の GC/MS については前記の LRMS を用いる こ と で問

題ない と 考え られる。 しかし ながら， 当初は ２ 台のガス

ク ロマ ト グ ラ フ （GC） を用いる こ と と し ていたが， １ 台

に ２ 個のカ ラ ムオーブン （デュ アルカ ラ ムオーブン） を

備えた GC に変換し， 改良し ている。 スペース を と ら な

い GC であ り ，現場測定に向いている と判断されるが，大

量のガス を導入する など を考慮する と， 困難な問題が生

じ ている。 今後は， さ ら な る装置の改善が必要 と 判断さ

れている。 車載型についてはオンサイ ト で予定し ている

装置は使用困難と判断される， 四重極型 GC/MS で試行

は行ったが， 操作性， 感度の点でダ イ オキシン類分析に
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用いるには， よ り 多 く の改良が必要であ る こ と が分かっ

た。

　 ダ イオキシン類のオンサイ ト 測定法に関する研究にお

いては， 焼却施設などの排ガスの リ アルタ イ ムモニ タ リ

ング手法の開発 ・ 改良を行ったが， 現時点では， 一応の

装置が組み上がった状態であ り ， 標準物質を用いての分

析適用が可能であ る こ と が明ら か と なった。 今後さ らに

装置開発を継続し，OCDD, OCDF でのピーク の広が り を

解消する こ と 等の改良， また実際の煙導 と 接続し て， 応

用実験データ を積み重ねる こ と によ り ， 実用性の向上及

びダ イオキシン類計測への適用性の検証を行 う 予定であ

る。 本テーマは移動型ダ イオキシン類測定手法の開発に

関する研究に続 く も のであ り ， 移動型ダ イオキシン分析

手法の開発 と し て各サブテーマの開発 と の連携に よ り ，

改良を加え， 現場での応用を目指すこ と が検討課題であ

る。

〔備考〕

共同研究者 ： 松村徹 （国土環境） ・ 大塚紀一郎 ・ 上田祥

　 　 　 　 　 　 久・藤巻奨（日本電子）・野口政明（ﾃｸﾉｲﾝﾀｰ

　 　 　 　 　 　 ﾅｼｮﾅﾙ）・藤峰慶徳・望月あゆみ （大塚製薬）

（ ２ ） ダイオキシン類の体内負荷量および生体影響評価

に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0005AA171

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-2 ダ イオキシン類の総合的対策の高度化に関する

研究

〔担当者〕 ○米元純三 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プ ロ ジ ェ ク ト ） ・ 森田昌敏 ・ 曽根秀子 ・ 遠山千

春・青木康展・大迫誠一郎・石村隆太・西村典子

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 17 年度 （2000 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン類の ヒ ト の健康への影響， こ と に

生殖 ・ 発生への影響が懸念されている。 ヒ ト がダ イオキ

シン類にどの程度曝露されてお り ， またそれによ ってど

の程度影響が起き ているかについてはほ と んど分かって

いないのが現状であ る。 特に生殖 ・ 発生への影響につい

ては， それを評価する適切なバイオマーカーがない こ と

が大き な原因であ る。 本研究では 1） ダ イオキシン類の

曝露量， 体内負荷量を評価し， 2） 生体影響指標 （バイオ

マーカー） の検索 ・ 開発を行い， 3） 体内負荷量 と の関係

を検討し， その中で感受性の決定要因を明 ら かにする。

こ れら に よ り ， ダ イ オキシン類の生体影響， 特に生殖 ・

発生影響にかかわる リ ス ク評価のための基礎資料を得る

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ダ イオキシン類の影響は胎児期， 新生児期の感受性が

高い こ と か ら， 母親の曝露をあ らわすバイオマーカーが

必要 と されている。 薬物代謝酵素， CYP1A1 はダ イオキ

シンによ り 誘導される も っ と も鋭敏な酵素であ るが， 血

液中の リ ンパ細胞における発現は CYP1B1 よ り 低い。 一

方， 母乳は血液に比べてダ イ オキシン類濃度も高 く ， 母

乳に含まれる細胞においては CYP1A1 の発現は CYP1B1

よ り も高い。 CYP1A1 は CYP1B1 よ り も ダ イオキシンに

対する反応性が高いため， 母乳細胞は血球系の細胞よ り

も曝露影響を調べる上で有利な試料か も しれない。 本年

度は， 前年度に行った母乳細胞に関する基礎的検討をふ

ま え， 出産後一週間以内の母親か ら 母乳の提供を受け，

母乳中のダ イオキシン類濃度を測定する と 共に， 母乳細

胞における CYP1A1 の発現を調べ， ダ イオキシン類濃度

と の関連を検討し た。

　 U 産婦人科医院で 2003 年 5 月から 9 月に出産し た 49

名の母親か ら， イ ン フ ォーム ド コ ンセン ト の も と， 出産

後， 1 週間以内に母乳の提供を受けた。 また， 出産歴， ラ

イ フ ス タ イル， 食事の嗜好について自記式の質問紙調査

を行った。 全ての研究計画は， 国立環境研究所医学倫理

委員会の承認を受けた。

　 母乳を遠心分離によ り 母乳細胞を得た。Total RNA を抽

出し， CYP1A1 mRNA の発現を real-time RT-PCR で測定

し た。 母乳を遠心分離し た際に得られた ク リ ーム層につ

いて， ダ イ オキ シ ン類の分析を行っ た。 毒性等価係数

（TEF） の与え られた 29 種類の PCDDs，PCDFs，Co-PCBs

お よ び PCB#74 については大量注入法に よ る HRGC/

HRMSによ り ，PCB#99, #138, #146, #153, #163+#164, #170,

#177, #178, #180, #182+#187, #183, #194, #198+#201 につ

いては HRGC/HRMS によ り 測定し た。 母乳提供者の平均

年齢は 28.8 才 （15 ～ 39 才） であった。 母乳細胞におけ

る CYP1A1 mRNA の発現は高 く ， かつ， 個人間の変動も

大きかった。 母乳の ク リ ーム層におけ る ダ イオキシン類

濃度は対数正規に近い分布を示 し た。 PCDDs， PCDFs，

Co-PCBおよびそれらの合計DFCの幾何平均はそれぞれ，

6.2， 3.4， 3.9， 13.6pg TEQ/g-fat であった。 今回測定し

た non-coplanar PCB の合計の幾何平均は 45,200pg/g-fat

であった。non-coplanar PCB の中では，PCB#138，PCB#153，

PCB#180 の濃度が高い傾向がみられた。 ダ イオキシン類

濃度は年齢 と 有意な正の相関が見られた。 母乳中ダ イオ

キシン類濃度と CYP1A1 mRNA 発現の間には有意な相関

は認め られなかった。 自然出産の非喫煙者の間では， 母

乳中ダ イオキシン類濃度と CYP1A1 mRNA 発現の間には

有意な相関が認められた。 以上の こ と か ら， 母乳細胞に
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おいては，CYP1A1 mRNA の発現は高 く ，バイオマーカー

と し ての可能性が示されたが， 出産後の母乳の採取時期

で も母乳細胞の量やダ イオキシンの反応性が異な る こ と

も予想される ため， さ ら なる検討が必要と考え られる。

〔備考〕

（ ３ ） 地球規模のダイオキシン類及び POPs 汚染に関す

る研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA273

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-2 ダ イオキシン類の総合的対策の高度化に関する

研究

〔担当者〕 ○森田昌敏 （統括研究官） ・ 橋本俊次 ・ 鈴木規

之 ・ 柴田康行 ・ 髙澤嘉一

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球的規模のダ イ オキ シ ン汚染について汚染

状況についての知見を収集し， 動態の把握及び生物蓄積

についての解明を行 う 。 平成 13 年度 　 文献調査等によ

り ， 関連する初歩的なデータの収集をする。 平成 14 年度

　 北太平洋を中心 と し て， 大気， 水， 海生生物の予備的

サンプ リ ング手法の検討を行 う 。 本年度 　 超低濃度のダ

イオキシン類及び POPs の分析法の検討を行 う と と もに

試料採取を行 う 。 平成 16 年度 　 平成 15 年度に採取し た

試料の分析によ り ，分析値を集積する。動態のシ ミ ュ レー

シ ョ ンモデルの作製を行 う 。平成 17 年度 　 動態のモデル

の検証を行 う と と も に， 生態系への リ ス ク についての考

察を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は平成14年度に北太平洋上で採取し た大気試料

中 POPs 農薬類の分析を実施し， 分析法全般にわたって

検討を積み重ねる と 共に， 濃度レベルに関する情報を蓄

積し た。 ダ イオキシン類について日本近海の平均濃度分

布を推定する指標の一つ と し て， 外洋性イ カ肝臓中濃度

を測定し， モデル計算によ る日本周辺の大気中濃度分布

と 比較し た。 東北沖か ら伊豆諸島東方海域にかけて南北

に測線を と って ５ ヵ 所で採取された イ カの分析を実施し

た結果， シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルで最も大気中濃度が高

く な る と 予想された海域に近い と こ ろにダ イオキシン レ

ベルのピーク が認められた。 広義のダ イオキシン類の う

ち，PCB 不純物起源のコプラナーPCB については特段の

変動は認められず， 主に燃焼起源 と 考え られる狭義のダ

イ オキシン類， フ ラ ン類について， 上記のモデル計算に

近い分布パターンを示し た。 同じ燃焼起源物質 と し て多

環芳香族炭化水素を調べた と こ ろ， ベン ツ ピ レ ン濃度 と

（ダ イオキシン＋フ ラ ン） 濃度 と の間に有意の相関が認め

られた。 以上の結果か ら， イ カ肝臓中に蓄積される汚染

物質濃度には， 陸上発生源から の大気経由の汚染物質輸

送の結果が反映されている こ と がた しかめられた。

〔備考〕

（ ４ ） 臭素化ダイオキシン類の環境影響評価に関する研

究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE172

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ） ・ 橋本俊次

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 臭素化ダ イオキシン類， 臭素／塩素混合ダ イオ

キシン類， および臭素系難燃剤に関し て包括的な環境影

響評価は行われておらず， 検討する必要があ る。 本課題

では， 分析技術， 発生過程， 曝露評価， 毒性評価 と リ ス

ク評価の各課題について検討し， 臭素化物の環境影響評

価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 前年度ま での検討において， 人脂肪組織中臭素化ジ

フ ェニルエーテル ・ 臭素化ダ イオキシン類の 0.8pg /g fat

感度の分析法を確立し， 人脂肪中試料中に臭素化ダ イオ

キシンが存在する こ と を確認し た。 また， 臭素化ジフ ェ

ニルエーテルの検出を行い長期傾向を推定し た。 人脂肪

に対する分析法は， 脂肪試料 1 ～ 3g よ り ， 硫酸処理－フ

ロ リ ジルカ ラ ム ク リ ーンア ッ プによ る分析法であ り ， 脂

肪中の臭素化ダ イオキシン類分析において最低限必要か

つ現時点での技術的に可能な最大限の感度を確保し た。

本年度は， これら を用い， さ ら に東京湾生物試料等の調

査を開始し，環境生物試料の分析手法について検討し た。

なお， 臭素化ダ イオキシン類 と と も に， 臭素化ジフ ェニ

ルエーテル， 臭素化ビ ス フ ェ ノール A など関連物質を同

時に調査する こ と によ り ， 臭素化関連化合物を総合的に

調査する こ と が研究推進上有効 と 考え られたので， これ

らの調査課題を設定し た課題 0303AF501 「主要臭素化難

燃剤の TBBPA，DeBDE の生物試料中の分析法開発 と生物

濃縮性に関する研究」 と あわせて検討を実施し， 本年度

は環境生物試料におけ る臭素化関連物質群の分析法の検

討を実施し た。

〔備考〕
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（ ５ ） ダイオキシン類及び POPs の環境運命予測に関す

る研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE173

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ） ・ 桜井健郎

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン類及び POPs 等の多媒体の環境動

態を示し， さ らに長期間の環境残留を示す成分に対し て

は， 多媒体 ・ 長期の運命予測を行 う こ と が， リ ス ク評価

や管理の基礎 と し て必要であ る。 本研究では， これら成

分に対する多媒体 ・ 長期運命予測モデルを構築し， 広域

における環境動態を定量的に把握する と と もに，POPs と

し ての残留 ・ 輸送特性の評価モデルを新たに提示する こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 課題 3.1 （6） において開発中の大気グ リ ッ ド－流域複

合多媒体モデル （G-CIEMS） によ る POPs 等の輸送特性

把握の方法論について予備的検討を行った。 本課題は，

大気グ リ ッ ド －流域複合多媒体モデルを さ らに広域に拡

張する計画であ るので， 課題 3.1 （6） の進展 と あわせて，

順次ダイオキシン類及び POPs の応用 と し て進行する予

定であ る。 本年度は G-CIEMS モデルの開発を さ らに進

め，北東アジア域におけるダ イオキシン類の多媒体輸送・

動態の予備的検討を実施し， 国内発生ダ イオキシン類の

周辺地域を含めた動態解明を進めた。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ． 3． 1 （6） と密接に関連

（ ６ ） 胎盤血管収縮に着目し た TCDD 感受性の系統差を

生み出す新規生体因子の解析

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF489

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○石村隆太 （環境健康研究領域） ・ 大迫誠一郎 ・

遠山千春

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 これまで不明であった TCDDによ る胎仔の死亡

の メ カニズムに対し， 我々は胎盤の血管収縮の関与を明

ら かに し た。 一方， ラ ッ ト 内で も ホルツマン （HLZ） 系

と SD 系では TCDD によ る胎仔の死亡および胎盤の血管

収縮に大き な感受性の相違があ る こ と を見いだし， 胎盤

の血管収縮に関与する分子 メ カニズムを明ら かにする こ

と が， 胎仔死亡の系統差を明ら かにする上で重要であ る

こ と を明らかにし た。 本研究では， HLZ と SD ラ ッ ト の

胎盤の血管収縮に関与する分子 メ カニズムを明ら かにす

る目的で， 遺伝学的な手法 （QTL 解析） を用い HLZ と

SD ラ ッﾄの交雑動物から原因遺伝子をゲ ノ ム ワ イ ド に絞

り 込み明らかにし てい く 。

〔内容および成果〕

　 ラ ッ ト 系統内で も ホル ツ マ ン （HLZ） 系 と Sprague-

Dawley （SD） 系では TCDD によ る胎盤の血管収縮に大き

な感受性の相違があ り ， これが胎仔死亡の系統差 （胎仔

死亡は HLZ ラ ッ ト のみで観察される） の原因の一つであ

る こ と を報告し た。 こ の両系統で AhR の遺伝子多型は無

いため， こ の感受性を司る他の遺伝子の存在が明ら かで

あ る。 本研究ではこ の原因遺伝子探索に向け， マ イ ク ロ

サテ ラ イ ト マーカー設定のため，両系統の F1 から ６ 系統

の家系作出を行い， 胎盤血管の形態を指標に解析を行っ

た。 その結果 F1 動物では， 全て SD タ イプの血管形態で

あ る こ と か ら， 原因遺伝子は劣勢ホモ遺伝子であ る こ と

が考え られた。次に F2 の胎盤の血管の形態について調べ

た と こ ろ，解析し た 85 匹の う ち，HLZ タ イプの血管の形

態を示し た動物は， 16 個体認められ， 残 り の個体は SD

タ イプであった。 HLZ タ イプの胎盤を示し たのは， 全体

のおおよそ 1/4 に相当する こ と から， 単一遺伝子であ る

可能性が高い こ と が考え られた。 さ ら に， 各染色体につ

き １ か ら ４ 個のマ イ ク ロ サテ ラ イ ト マーカーを用いて，

表現型 と 遺伝子型が一致し ている確率の高い領域を探索

し た と こ ろ， D8RAT54 （第 8 番染色体のマーカー） と

D14RAT12 （第 14 番染色体のマーカー） が候補 と し てあ

げられた。

〔備考〕

（ ７ ） 数理モデルと生物試験を併用し たダイオキシンの

ヒ ト 健康リ スク評価

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF491

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○丸山若重 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 環境中の化学物質に よ る複合的な健康影響の

リ ス ク を定量化する こ と は， リ ス ク管理のため必須であ

る。 ダ イオキシンの動物試験データは数多 く 蓄積されて

いるが， 現状ではこれらデータは必ずし も リ ス ク評価に
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有効活用されていない。 リ ス ク評価の結果を数値データ

と し て提示できれば， 環境対策の費用対効果の分析に利

用する など研究データの価値が高ま る。 本研究では定量

的 リ ス ク評価の第一歩 と し て， ダ イオキシンの動物試験

データ を人の影響評価に外挿する方法論を提示する こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は動物試験データ を人の影響評価に定量的に外

挿する手段 と し て， 数理モデルの一種であ る生理学的薬

物動態モデル （PBPK モデル） の構築を行った。 ダ イオキ

シンの リ ス ク は体内負荷量 （体全体への蓄積） と い う 指

標を用いた計算で判定されて き た経緯があ るが， こ の方

法では人 と 動物の種差を正確に考慮し ている と は言いが

たい。 動物実験データ を人へ と 外挿する際に異種動物間

の種差が常に不確実性の要因 と な る。 こ の種差は体型 ・

体内動態に基づ く 種差 と， 遺伝子 ・ 細胞レベルの感受性

に基づ く 種差に分け られ， 前者の解決には PBPK モデル

が有効であ る。本研究では 29 種類のダ イオキシン類の う

ち毒性寄与の大きい ４ 種に着目し， その毒性データ を外

挿する ための PBPK モデルを人 と ラ ッ ト で構築する こ と

を目指し た。 ラ ッ ト では PBPK モデルに必要なパラ メ ー

タであ る組織－血液分配係数を求める実験を行い， また

人では既に構築済の成人向けモデルを元に小児 ・ 乳児の

モデルを作成し， 体の成長 と 食品由来の摂取量の経時的

変化が考慮でき る よ う にプロ グ ラ ムを再構築し た。 こ の

結果 0 ～ 60 才までの年齢範囲で人の体内組織中濃度が予

測可能にな り ， 特に乳児において， 母乳由来の高用量摂

取によ る組織濃度が予測でき る よ う になった。 ラ ッ ト の

PBPK モデルは既に 2,3,7,8-TCDD で構築されているが，

本研究では他の ダ イ オ キ シ ン ３ 種 （1,2,3,7,8-PeCDD，

2,3,4,7,8-PeCDF，PCB126） に関し て組織－血液分配係数

を得る ための長期投与実験を行った。 実験で得た組織の

ダ イオキシン濃度から分配係数を求めたが， 肝臓の濃度

に関し ては結合タ ンパク質の誘導パラ メ ータ を導入し て

コ ンピ ュータ上で調整する必要があ る と考え られる。

〔備考〕

（ ８ ） ダイオキシン類による地域環境汚染の実態と その

原因解明に関する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0204BC353

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 3-2 ダ イオキシン類の総合的対策の高度化に関する

研究

〔担当者〕 ○橋本俊次 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ） ・ 伊藤裕康

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 この研究では， ダ イオキシン類の調査において

実績を積んでいる複数の地方公共団体試験研究機関の現

有資源を最大限活用する と と も に， 当研究所において先

端的技術を投入する こ と によ り ，簡易な分析法を開発し，

データ収集の迅速化 と 加増を図る こ と と， 収集された情

報を も と に， ダ イオキシン類の汚染源の探索 と その寄与

割合の推定を可能にする システムの構築を行い， それら

情報 と シ ス テ ム を各機関で共有化す る こ と を目標 と す

る。

〔内容および成果〕

　 １ . 発生源推定のための簡易 ・ 迅速分析法の検討

　 正確な発生源解析のために， 本来のコ ンジ ェナー組成

を損ねない こ と を評価のポ イ ン ト と し て， 焼却施設排ガ

スの採取法の簡易化について検討を行った。 また， これ

まで， 排ガス中のダ イオキシン類の詳細な コ ンジェナー

情報は公開されている も のが皆無で， 発生源解析のため

の重要なデータ が欠落し てい る状態であ っ たが， 今回，

形式 と 規模の異な る一般焼却施設排ガス中の詳細なダ イ

オキシン類コ ンジェナー情報を得る こ と ができた。

　 炉の形式， 規模， 操業開始年代の異な る ４ つの一般廃

棄物焼却施設を対象 と し， JIS K0311 に従った イ ン ピ ン

ジ ャー法 と ダ イオアナフ ィ ルターによ る簡易法によ り 同

時に排ガス採取を行った。 その結果， a） 全ての施設で 1-

8 塩素化 PCDD/Fs 及び 1-10 塩素化 PCBs のほ と んどのコ

ンジェナーを検出し た。 b） 施設によ り 塩素数の異なる コ

ンジェナーの割合に差が見られた。c） PCDD/Fs では，同

じ塩素数のコ ンジェナー組成に， 施設間での差がなかっ

た。d） PCBs のコ ンジェナー組成は，類似度によ り グルー

プ化された。

　 また， ダ イ オアナフ ィ ルターによ って採取された排ガ

スの分析値は， JIS 法 （イ ンピンジ ャー式） よ り 高 く なる

傾向があった （TEQ 値で 1.51-2.86 倍）。 しかし， コ ン

ジェナー組成は，PCDD/Fs，PCBs の全ての化合物で非常

に良 く 一致し た （R2=0.998， 0.961， 0.945 ： 施設 C の例）。

検討し た方法は， コ ンジ ェナー組成を利用する発生源解

析のための簡易サンプ リ ング法 と し て有効であ る こ と が

確認でき た。

　 前年度の検討で， 高圧液体抽出 （PLE） 条件の媒体ご

と の最適化を行ったが， 抽出条件によ り 目的成分が分解

する可能性が指摘された。 本年度は， 抽出時に組成変化

が起き ない条件を検索し た。100％アセ ト ン使用時や含水

試料の ト ルエンによ る抽出では， 150 ℃以上の高温時に，

ダ イ オキ シ ン類の分解が起 き る 可能性があ る こ と が分
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かった。

　 ２ ．河川環境中 PCDD/Fs の汚染起源別寄与率算定手法

　 　 の比較検討

　 岐阜県内で採取し た河川水及び河川底質試料のPCDD/

Fs の同族体組成情報を用い， 10 種の解析手法 （CMB モ

デル 8 種， 重回帰， 算術法） によ り PCP， CNP， 燃焼排

ガスの寄与率を推算し た。 手法ご と の実試料への適合性

を評価する ため， 同族体組成の実測値 と 推定値の誤差解

析を行った。 平均予測比 と その変動について解析し た結

果， CMB 法 （関数関係解析モデル 3 種， FrGm， FrLn，

FrTn） 及び算術法 （PCDDs に限定） が他の手法に比し て

実測値への適合性に優れている と判断された。

　 こ の他， PCP， CNP 等の農薬， 産業廃棄物焼却施設排

ガ ス中の詳細なダ イ オキ シ ン類異性体濃度の測定を行

い， 発生源推定のための情報収集を行った。

〔備考〕

共同研究の地方公設試験研究機関 ： 東京都環境科学研究

所・宮城県保健環境セン ター・茨城県公害技術セン ター・

千葉県環境研究セン ター ・ 広島県保健環境セン ター ・ 新

潟県保健環境科学研究所 ・ 岐阜県保健環境研究所

（ ９ ） コ プラナーPCB の非ダイオキシン毒性の識別によ

るダイオキシン耐容摂取量の設定の在り方に関する

研究

〔区分名〕 厚労 - 厚生科学

〔研究課題コー ド〕 0204DA490

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○遠山千春 （環境健康研究領域） 掛山正心 ・

西村典子 ・ 大迫誠一郎 ・ 野原恵子 ・ 米元純三

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン類特別措置法が制定され， 燃焼に

伴 う 環境への放出量は激減し ているが， 食品に蓄積する

ダ イオキシン類の削減は容易ではな く ， 食事を介し て取

り 込まれる ダ イ オキシン類の量は， 当面， 横ばい と 予想

される。 コプラナー PCB を含むダ イオキシン類への曝露

に と も ない， 小児の出生体重， 学習機能， 甲状腺機能，

免疫機能に影響が出ている こ と を示唆する疫学報告も あ

る。 他方， ダ イオキシン類によ る影響は 2,3,7,8- 四塩素

化ジベンゾ -p- ジオキシン （以下， TCDD と略す） 特異

的な毒性のみでな く ， コプ ラナー PCB の非 TCDD 毒性

によ る可能性も指摘されている。そ こ で，コプラナー PCB

のもつ TCDD 毒性と PCB 特有の非 TCDD 毒性の現れ方

を， TCDD 特異的毒性に対し て感受性の異なる系統のマ

ウ スやラ ッ ト を活用し て識別する ための研究を行った。

〔内容および成果〕

　 本年度は， コプラナー PCB 類の TCDD 毒性について，

個体レベルか ら分子レベルまでの毒性の表現型の解析を

行った。

　（ １ ） コプラナー PCB の非ダ イオキシン毒性の影響指標

　 　 の同定 と 量 ・ 反応関係の解析 （フ ォ ワー ド ・ ト キシ

　 　 コ ロ ジー）

　 １ ． 新生仔マウ ス精巣の器官培養系を用いて PCB126

が精子形成やステ ロ イ ド 合成系に及ぼす直接影響につい

て検討し た。その結果，PCB126 は生殖細胞およびセル ト

リ 細胞の増殖能には直接的影響を与えなかった。しかし，

テス ト ステ ロ ン合成酵素 P450scc の mRNA 発現を減少さ

せ， P450c17 の mRNA の発現を増加させた。 PCB 代謝物

によ るエス ト ロゲン様作用と考え られる。

　 ２ ． コプラナー PCB126 と TCDD の周産期曝露がオペ

ラ ン ト 学習行動に及ぼす影響について調べた。PCB126 は

TCDD の同様， 逆 U 字の用量 ・ 反応パターンを示し た。

相対毒性強度 （REP） は， PCB126 は， TCDD と同様かや

や低めであった。 PCB126 の最高用量では TCDD と は異

な る 影響が特定の学習行動において観察 さ れた こ と か

ら， PCB126 は学習行動に対し て， 非 TCDD 様毒性も示

す可能性が示唆された。

　 ３ ． コプラナー PCB の甲状腺ホルモンおよびレチ ノ イ

ド 代謝への影響が AhR 依存性か否か を調べ る ために，

PCB118 （TEF:0.0001） と PCB114 （TEF:0.0005） の投与

実験を行った。PCB118 曝露によ り ，AhR を介さずに甲状

腺ホルモンおよび血清レチ ノ ールレベルが低下する こ と

が認め られた。 さ ら に， 血中におけ る レチ ノ ール輸送タ

ンパク質であ る transthyretin （TTR） の関与があ るか否か

を調べる ために， TTR 欠損マウ ス （TTR-/-） と その野生

型 （TTR+/+） マウ スに対し て PCB118 および PCB114 投

与実験を行った結果，PCB118 のみが甲状腺ホルモンレベ

ルおよび血清中レチ ノ ール量を低下させた こ と か ら， そ

の作用に対し て TTR の関与が認められた。

　（ ２ ） 遺伝子発現解析と プロ フ ァ イ リ ング （ リ バース ・

　 　 ト キシコ ロ ジー）

　 ４ ． 生殖器影響を引き起こす AhR 依存性の遺伝子を探

索する ため， マイ ク ロ アレ イ解析を行った と こ ろ， GD13

のマウ ス胎仔では GD17 胎仔と は異な る TCDD 応答性遺

伝子群を発現し ている こ と がわかった。 GD17 胎仔への

TCDD 曝露は上記前立腺の発育遅延を起こ さ ないこ と が

報告されてお り ，GD13 で検出し た遺伝子の中に AhR- ダ

イオキシン依存性の原因遺伝子があ る可能性が示唆され

た。

　 ５ ． コプラナー PCB によ る甲状腺機能及びレチ ノ イ ド
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代謝系に対す る 影響の指標 と な る 遺伝子を検索す る た

め，PCB118 あ るいは PCB114 を曝露し たマウ スの肝にお

け る遺伝子発現を網羅的遺伝子解析によ り 検討し た。 コ

プラナーPCB の中でも AhR 非依存的に甲状腺ホルモンお

よ びレ チ ノ イ ド 代謝の撹乱を引 き 起 こ す と 考え ら れ る

PCB118 への曝露によ って特異的に発現誘導される遺伝

子を同定し た。

　 ６ ． TCDD への周産期曝露によ る胎仔の脳内遺伝子発

現変化を検索し， TCDD 投与によ り 変化する遺伝子の リ

ス ト の作成ができ た。 今後， PCB 曝露によ る応答遺伝子

の発現について検証し， 比較する こ と が可能と なった。

〔備考〕

共同研究者 ： 前田秀一郎 （山梨大学）

研究協力者 ： 北條理恵子 ・ 竹内陽子 ・ 横井千紗子 ・ 齋藤

　 　 　 　 　 　 布三子

（10） リ ス ク評価のためダイオキシンによる内分泌か く

乱作用の解明

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 9903KB076

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○遠山千春 （環境健康研究領域） ・ 野原恵子 ・

大迫誠一郎 ・ 石村隆太 ・ 伊藤智彦 ・ 青木康展 ・

藤巻秀和 ・ 掛山正心 ・ 米元純三 ・ 曽根秀子 ・

西村典子

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 15 年度 （1999 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 低用量のダ イオキシン類への曝露によ って， 精

子形成能の低下， 子宮内膜症の発生， 性比の異常， 内分

泌 ・ 免疫系の揺ら ぎ， 脳機能 ・ 行動への影響など， 内分

泌攪乱作用を示唆する報告が蓄積しつつあ る。 し か し，

ダ イオキシンの内分泌攪乱作用の実態 と その メ カニズム

については， ほ と んど解明が進んでいなかった。 我々は，

今回の研究を，単に学術的関心のみの基礎研究ではな く ，

学術的水準の高いア ウ ト プ ッ ト を出す と と も に， 現実に

求められている リ ス ク評価へつながる研究 と し て位置づ

けた。

　

〔内容および成果〕

　 本年度が 5 年にわた る この課題の終了年度であ る。 全

体と し て現時点で 41 編に及ぶ原著論文，18 編の総説，約

150 件の学会発表などを行った。

　 ダ イ オキシ ン類を実験動物に投与 し， 生殖， 脳機能，

免疫に関する エン ド ポ イ ン ト に着目を し て個体 ・ 臓器 ・

細胞レベルへの影響を探 り ， 用量 ・ 反応関係を調べた。

大部分の実験において， ラ ッ ト では妊娠 15 日目， マウ ス

では妊娠 12.5 日目に， ダ イオキシンの中でも最も毒性が

高い 2,3,7,8- 四塩素化ジベンゾ -p- ジオキシン （TCDD）

を単回経口投与し， 出生後の仔ラ ッ ト またはマウ スの発

育に伴って観察された影響指標を検討し た。実験動物は，

経胎盤 ・ 経母乳で曝露を受けた こ と にな る。 その結果，

これまでの報告よ り も低いレベルの TCDD によ って観察

される作用や， これまでに観察されていなかった影響指

標が明ら か と なった。 例えば， ホルツマン系ラ ッ ト にお

いて， 肛門生殖突起間距離の短縮， 前立腺腹葉重量の減

少 と ア ン ド ロ ゲン受容体発現レベルの減少な どであ る。

その際， 胎児期 15 日目に臨界時期 （Critical Window） が

あ る こ と， こ の時期の一回の曝露が， 生後のアン ド ロ ゲ

ン受容体発現レベルに影響をす る こ と な ど が明 ら か と

なった。 雌の仔ラ ッ ト においては， 膣の形態異常を引き

起こ さ ない用量の TCDD を胎児期 と授乳期に曝露する こ

と に伴い， 発情開始時期や排卵時期が 1 週間ほど早ま る

こ と， こ の作用は視床下部を介し た中枢性の早熟化が示

唆された。

　 経胎盤曝露ではな く 経母乳曝露の影響が顕著に認めら

れた事象は， 甲状腺ホルモン系への作用であった。 両者

の曝露経路によ る影響を識別するために， 出生後 1 日目

に母親を交換する里親養育 （cross-fostering） 実験を行っ

た。すなわち，経胎盤と経母乳曝露と もに TCDD 曝露群，

経母乳のみ TCDD 曝露群において， 週齢 21 日目で血清

中の甲状腺ホルモン （T4） 濃度が下が り ， 週齢 49 日目で

甲状腺濾胞細胞の過形成が生じ ていた。

　 免疫機能に関し ては， TCDD に曝露し た C57Bl/6 マウ

スに抗原を感作する と， ヘルパー T 細胞の働きが抑え ら

れ抗体産生能が抑制される こ と が知られている。 興味深

いこ と に， 胎児期に TCDD 曝露し た 3 週齢の雌仔マウ ス

に抗原を曝露する と， 対照群よ り も IgE 抗体レベルが上

昇する こ と を見いだし た。 ア ト ピー発症への関与につい

ての示唆的なデータ と考えている。

　 上述の雄性生殖器や甲状腺ホルモン系への影響は， ア

リ ール炭化水素受容体 （AhR） ノ ッ ク ア ウ ト マ ウ スにお

いては検出されないこ と から， AhR に依存性の影響であ

る こ と が判明し た。他方，コプラナーPCB の一種の PCB77

や非コプラナー PCB の PCB153 によ り ， 血清中 T4 レベ

ルの低下が生じ る こ と から， AhR に依存せず， また水酸

化 PCB が関与し ない甲状腺ホルモンか く 乱 メ カニズムが

あ る こ と が示唆された。

　 ヒ ト と 動物種におけ る感受性の違いの遺伝的背景につ

いて， AhR の構造が同一でも胎盤を介し た毒性には大き

な違いがあ る こ と がホルツマン系とSD系ラ ッ ト の実験か
―  131  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）
ら明らか と な り ， さ らには， ヒ ト 型 AhR をマウ ス AhR と

置換し たマウ スにおいては TCDD に対する耐性があ る こ

と など， リ ス ク評価の際に， 今後， 感受性に関わる遺伝

要因の解明が極めて重要な こ と も明らか と なった。

　 我々の実験か ら観察された最小毒性量で最も低かった

影響指標は肛門生殖突起間距離であ り ， 生体負荷量が，

ヒ ト が体内に有する 2 ～ 6 ng/kg 体重の高々 10 倍程度で

生じ る と い う こ と が判明し た。 その他の影響指標は， 100

～ 1000 倍のレベルで観察される影響であった。仮に不確

実係数の 10 を考慮する と， 安全と の幅は， 10 ～ 100 倍

と い う かな り 狭い幅 と な る。 今後， 毒性発現 メ カニズム

の解明を行い， 環境中に共存する他の物質 と の複合曝露

作用についての知見を集積する こ と が必要と思われる。

〔備考〕

所内共同研究者 （平成 13 年度以降） ： 福澤徳穂 ・ 呉慶 ・

北條理恵子 ・ 座波ひろ子 ・ 潘小青 ・ 井上薫 ・ 横井千沙子 ・

竹内陽子 ・ 川上隆茂

（11） 雌脳の発達に関する毒性試験法の構築

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0203KZ418

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○掛山正心 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 15 年度 （2002 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 雌脳の発達に関する毒性試験法を構築する こ

と が本研究の目的であ る。 従来の脳の発達に関する毒性

試験は雄におけ る も のが中心であ り ， 例えば脳の性分化

の問題について も雄脳の メ ス化 と い う 視点か ら の研究が

ほ と んどであ る。 本研究では， 脳の性分化 （性決定） に

始ま り 排卵周期の発来にいた る までの雌脳の発達につい

ての毒性試験法を構築する こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 脳の性分化についての試験法は， 発達期におけ る性的

二型核のアポ ト ーシス細胞数の雌雄差に着目し た。 神経

細胞数あ た り のア ポ ト ーシ ス数を TUNEL-FITC/Neuro

Trace 法で検出し た と こ ろ，従来の手法よ り も顕著な雌雄

差が確認でき た。 また， 脳の雄化 と 雌化の時期が異な る

こ と が示唆された。 一般的には， 雄脳の反対が雌脳であ

る と 考え られがちだが， 今回の結果か ら， 脳の雄化 と 雌

化は異な る ス テージで行われてい る こ と が確認 さ れた。

テス ト ステ ロ ンや DES の効果について も， これまでの知

見か ら推測される値 と ほぼ一致し た こ と か ら も， 本試験

法は妥当であ る こ と が示唆された。 次に性成熟について

の試験法では， 排卵機能の発現その も のを と ら え る ため

形態学的 ・ 組織学的手法を用いた。 膣開口， 卵巣重量増

加， 性周期発来， 初発排卵 と いった性成熟の指標につい

て網羅的に検査し， さ ら に新たな試み と し て代償性卵巣

肥大を用いた視床下部成熟の指標も取 り 入れた。 ダ イオ

キシン曝露の影響を調べる こ と で試験法の妥当性を確認

し た と こ ろ， 発達期のダ イオキシン曝露によ り 中枢性の

早熟化が引き起こ される こ と が新たにわかった。 同時に

本研究で構築し た試験法が信頼でき る も のであ る こ と も

強 く 示唆された。

〔備考〕

研究代表者 ： 掛山正心

（12） 環境汚染物質に対する感受性決定遺伝子の探索を

介し た新しい健康リ スク評価法の開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0305BD572

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大迫誠一郎 （環境健康研究領域） ・ 石村隆太 ・

野原恵子 ・ 遠山千春

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イ オキシ ン を代表 と する環境汚染物質の ヒ

ト に対する健康 リ ス ク管理を行 う 際， これまでの動物実

験によ る最低影響用量データ を使用する方法では， 個人

間 ・ 動物種間によ り 感受性が大き く 異な る ため， 正確な

外挿が不可能であ る こ と が近年明確にな り つつあ る。 本

研究では， こ の古 く か ら憂慮されていた問題を解決すべ

く ， ダ イオキシン毒性に関わる原因遺伝子や感受性決定

因子を同定し， 毒性の差異が生じ る機構を明ら かにする

こ と によ り ， 化学物質に対し て生体が反応する多様性に

関わる分子基盤の一端を明ら かにする こ と で， 多様な曝

露状況 （曝露経路， 曝露対象の年齢や性別， 遺伝的背景

など） におけ る リ ス ク予測を行 う ための新たな方法論を

提示する。

〔内容および成果〕

　 ダ イ オキ シ ン感受性を規定す る 遺伝子の分離に向け

て， 本研究では， 以下の ４ つのサブテーマにわけて研究

を展開する。

　 １ ） AhR 応答性原因遺伝子の同定 ： こ こ では TCDD 曝

露直後に発現変動する遺伝子（AhR 応答性遺伝子） をジー

ンチッ プを用いてプロ フ ァ イル化し， 主に AhR 遺伝子多

型に関わ り な く 系統特異的な変動する遺伝子の探索を行

う 。 エン ド ポ イ ン ト の一つ と し て， 肝機能のマウ ス系統

差についてマ イ ク ロ ア レ イ 解析を行っ た結果を記載す

る。 同一の AhR 構造を もつ複数のマウ ス系統間 （CBA，
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BALB/c， C3H/He） で同一用量の TCDD に対し て全 く 異

な る変動を示す遺伝子が検出され， これまでの定説であ

る ダイオキシン感受性は AhR の一次構造に依存する と の

仮説に反す る 結果を確認 し た。 こ れは本研究課題サブ

テーマ ２ および ３ のモデ ィ フ ァ イ アーの存在を裏付け る

データであ る。 また， 他のエン ド ポ イ ン ト に関するマ イ

ク ロ アレ イ解析も含め， 独自のマ イ ニング機能を有する

ソ フ ト ウエアの開発を開始し た。

　 ２ ）AhR システムに対する感受性修飾因子（モデ ィ フ ァ

イ アー） の同定 ： こ こ ではダ イオキシン感受性を決定す

る遺伝子の単離を目的に QTL 解析によ り ，モデ ィ フ ァ イ

アーの染色体マ ッ ピ ングを行 う 。 本年度はエン ド ポ イ ン

ト をマウ ス胎仔曝露によ る口蓋裂発症に絞 り ， C57BL/6J

マウ ス と DBA/2J マウ スの F2 世代における口蓋裂発症を

検討し た。 本来ダ イオキシン耐性動物であ る DBA/2J の

AhR 一次構造を もつ胎仔に口蓋裂発症が複数確認さ れ，

AhR 以外の遺伝性要因が関与する こ と が示唆された。 現

在こ の集団を用いたマ イ ク ロサテ ラ イ ト マーカー解析を

行っている。

　 ３ ） AhR 応答遺伝子 ・ モデ ィ フ ァ イ アース ク リ ーニン

グのための新しい技術開発 ： こ こ ではダ イオキシン感受

性に関わる遺伝子の単離を， 新規の手法で試みる。 最終

的にラ ンダマ イ ズ ド リ ボザイ ム ラ イブラ リ によ る ク ロー

ニ ン グ を行え る よ う ， 様々な レ ポー タ ー遺伝子 （Cre-

recombinase, CD4-EGFP fusion protein， 等） を， ダ イオキ

シン応答性遺伝子を上流に持つ安定導入細胞株の作成を

行った。CHO 細胞で作成し た株ではレポーターの発現は

リ ガン ド （3- ﾒﾁﾙｺﾗﾝﾄﾚﾝ） 最高用量でも基底レベルから

２ 倍程度で，使用し た こ のプロモーターDNA と細胞では

ク ローニングへの利用には難しい と 思われた。 現在複数

の肝細胞由来細胞に対し て安定導入株樹立を継続中であ

る。また同技術の開発に関連し，異なる動物種由来の AhR

分子種によ る感受性差の検討を複数の細胞株を用いた系

で実施し た と こ ろ，3- ﾒﾁﾙｺﾗﾝﾄﾚﾝや TCDD 等の リ ガン ド

に対する標的遺伝子の転写活性化能に関するベンチマー

ク ドーズの差は， 使用する細胞種によ り 異な り ， AhR の

ポテンシ ャルな活性は AhR を発現する細胞内環境によ り

左右される こ と を見いだし た。

　 ４ ） プロモーターチ ッ プシステムの開発 ： 現在， 遺伝

子発現調節領域の候補と なる DNA断片の機能解析をチッ

プ上でハイ スループ ッ ト にア ッ セ イする システムは存在

し ない。 こ こ ではダ イオキシン等環境汚染物質が核内受

容体を活性化し た際， 直接作用を受け る遺伝子調節領域

のオンチ ッ プス ク リ ーニング法確立をめざす。 本年度は

まず，検出用基板と し て新発想の素材 と言え る RNA フ ィ

ルムの試作品を作 り 上げた。でき あがった RNA フ ィ ルム

上の RNA 切断が起き るか試験し た と こ ろ，期待通 り の無

蛍光スポ ッ ト を作 り 出すこ と がわかった。しかし ながら，

酵素の濃度依存性に関し て感度にシ ャープ さ が無 く ， 基

質配列やコーテ ィ ング過程に改良点が必要であ る と 思わ

れた。

〔備考〕

３ ． ３ 化学物質の環境動態の解明と モニ タ リ ング

手法の開発に関する研究

（１）変異原性検出用遺伝子導入魚の胚を用いた研究－

化学物質に特徴的な突然変異の検出－

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF492

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○天沼喜美子 （化学物質環境 リ ス ク 研究セン

ター）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 化学物質に曝露 さ れた魚の個体内に生 じ る突

然変異を検出でき る実験魚 と し て， 環境研において既に

変異原性検出用遺伝子を組み込んだ遺伝子導入魚 （rpsL

ト ラ ン スジェニ ッ ク ゼブラ フ ィ ッ シ ュ） を開発し ている。

こ の遺伝子導入魚の胚を用いて， 突然変異誘発 メ カニズ

ムの異な る複数の化学物質に曝露する実験を行い， それ

ぞれの化学物質に特徴的な突然変異スペク ト ルの検出が

可能か， 特にフ レームシフ ト 型突然変異を起こす化学物

質を中心に検討する。

〔内容および成果〕

　 フレームシフト 型突然変異を起こ すこ と が知ら れている

アク リ ジン類やマイ ト マイ シン Ｃ について， 予備実験を

行った結果， 胚は， こ れら の化学物質の変異原性検出に適

し ていないこ と がわかった。 そこ で， 急遽， 成魚を用いた

変異原性検出法を 検討し た。 小型魚である ゼブラ フ ィ ッ

シュ は臓器も 小さ いため， 変異原性検出に充分な高分子

DNA を単離する ために， 解剖法や DNA 抽出条件の検討を

行い，エラ と 膵肝臓において変異原性の検出を可能にし た。

こ の成魚を用いた検出系の検証のために， 典型的な変異原

物質である N-methyl-N'-nitro-N-nitrosoguanidine （MNNG） を

成魚に曝露し た。 その結果， エラ と 膵肝臓において曝露

濃度依存的に突然変異頻度が上昇し， 曝露後 ２ 週間後よ

り ３ 週間後にサンプ リ ング し た方が両臓器 と も高い突然

変異頻度が観察された。誘発された突然変異のタ イプは，

エラでは MNNG の突然変異誘発機構に特徴的であ る G:C

→ A:T 塩基置換がほ と んどを占めてお り ， 膵肝臓におい
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て も頻度は少ないが G:C → A:T が観察された。 以上の結

果か ら， 成魚を用いた変異原性の定量及び突然変異スペ

ク ト ル解析が可能であ る こ と が示唆された。

〔備考〕

（ ２ ） 環境モニ タ リ ングの手法と精度管理に関する研究

（1） ダイオキシン類測定における精度管理

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0103AE040

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○伊藤裕康 （化学環境研究領域） ・ 橋本俊次 ・

田邊潔 ・ 森田昌敏

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 環境の状況を把握する ために行 う モニ タ リ ン

グでは， 適切なサンプ リ ン グ， 信頼性の高い化学分析，

適切なデータ評価などが必要 と される。 これらは， モニ

タ リ ン グの目的， 対象物質， 環境媒体に よ っ て異な り ，

それぞれについて手法の最適化， 高精度化が必要 と され

る。 本研究では， 各種のモニ タ リ ン グの現状を整理し，

問題点を把握し， 精度管理を含めたモニ タ リ ング手法の

最適化 ・ 標準化を順次行 う 。 また， モニ タ リ ングを担 う

地方自治体研究機関等を含め， 標準的モニ タ リ ング手法

によ る ク ロ スチェ ッ ク等を行い， 精度管理の高度化， 普

及につ と める。 当面は， 問題が多い と される ダ イオキシ

ン類について検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 環境中のダ イオキシン類（ポ リ ク ロ ロ ジベンゾ - p - ジ

オキ シ ン類 （PCDDs） と ポ リ ク ロ ロ ジベン ゾ フ ラ ン類

（PCDFs） の分析に関する種々の検討を行った。 当研究所

で作製し た環境標準試料 NIES 　 CRM 　 No.20 「底質」 等

を用い， 抽出， カ ラ ム ク ロ マ ト 等の前処理， ガス ク ロ マ

ト グ ラ フ高分解能質量分析計 （GC/HRMS） によ る測定，

デー タ の解析， 分析の精度管理等 を 検討 し た。 ま た，

フ ィ ール ド で採取し た土壌試料， 底質試料， 水生生物試

料等について分析法の検討 ・ 開発を行った。

　 ダイオキシン類の光分解に着目し， PCDDs， PCDFs の

中で毒性が強い 2,3,7,8 塩素化体の 17 種類の化合物につ

いて， 実験室内での光分解の可能性について検討し た。

ダ イオキシン類の光分解は環境中での報告が多 く ， 環境

放出後のダ イオキシン類に関する分解等の変化を調べた

も のが多い。 ダ イオキシン類はプロ ト ン供与性有機溶媒

中では還元的脱塩素化によ り 高塩素体か ら低塩素体へ変

換する こ と が知られてお り ， これらの分解が実験室内で

起こ った場合， その異性体構成比が変わる ため分析結果

に重大な支障を及ぼす可能性が推測された。 有機溶媒中

で一般的な分析器具を用い実験室内で光分解が起こ るの

かど う か， また光分解が起こ った場合， 内標準法にどの

よ う な影響を及ぼすか， どのよ う な分解物が生成される

か等を検討し た結果， 興味あ る事実が判明し た。

〔備考〕

地環研共同研究 ： 環境試料中のダ イオキシン類の分析法

　 　 　 　 　 　 　 　 に関する研究 （宮城県保健環境セン

　 　 　 　 　 　 　 　 ター ・ 栃木県保健環境セン ター ・ 長野

　 　 　 　 　 　 　 　 県衛生公害研究所 ・ 岐阜県保健環境研

　 　 　 　 　 　 　 　 究所）・ダ イオキシン類によ る地域環境

　 　 　 　 　 　 　 　 汚染の原因解明に関する研究 （新潟県

　 　 　 　 　 　 　 　 保健環境科学研究所）

（ ３ ） 加速器質量分析法の環境研究への応用に関する基

礎研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0004AE041

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域） ・ 瀬山春彦 ・

田中敦 ・ 米田穣 ・ 植弘崇嗣 ・ 森田昌敏

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 加速器質量分析法 （AMS） を環境研究へ応用し

てい く 上で必要 と な る 加速器や イ オン源な ど の運転技

術， 検出系の改良， 試料採取， 前処理技術等の確立， 改

良を図る と と も に， 適用範囲を広げる ためのハー ド， ソ

フ ト 両面の改良， 新しい分析手法の開発等を行い， あわ

せて関連情報を収集， 整理し て今後の研究の発展の基礎

作 り を行 う 。 5 年間で高精度分析に必要な試料量を現在

の 1mg から 0.1mg に 1 桁下げる こ と を目標 とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は放射性炭素同位体の微量高精度測定技術の開

発， 確立に関する基礎的検討を継続し た。 また， 年度途

中で発生し た， 作成試料中 14C 濃度バッ ク グ ラ ウ ン ド の

急激な上昇事例に対応し て， その原因究明を進めた。 そ

の結果， 試料作成の迅速化のために使用し ている元素分

析計での試料中炭素の燃焼にも ちいる超高純度酸素ガス

から 14C の混入が起き ている こ と が明ら か と なった。 原

因はまだ明ら かではないが， ボンベはいろいろな施設で

過去に使われてお り ， 過去の使用環境での汚染をあ るい

は知らずに持ち こ んでし ま ったのではないか と 推測され

る。 これまでに想定されなかった新しい汚染経路 と し て

注目され， 今後酸素ラ イ ンに二酸化炭素， その他の有機

炭素成分の捕集ラ イ ンを組み込むなど し て， 低バ ッ ク グ
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ラ ウ ン ド の維持をはかる予定であ る。

〔備考〕

（ ４ ） 環境中／生態系での元素の ト レースキャ ラ ク タ リ

ゼーシ ョ ン並びに動態に関する基礎研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE042

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域） ・ 瀬山春彦 ・

田中敦 ・ 米田穣 ・ 刀正行

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 汚染元素・物質の環境循環，生態循環の解明や，

毒性等の評価のための分析手法の開発やその高度化を目

指し て， 元素の存在状態／化学形態や局所的な存在／蓄

積部位に関する よ り 詳細な情報を獲得する ト レース キ ャ

ラ ク タ リ ゼーシ ョ ンのための基礎的な手法開発を行 う 。

また， 元素 ・ 物質の起源を探 り ， 環境動態を追跡し， さ

ら に生態系におけ る汚染物質の蓄積を解明する上で重要

な手がか り を与えて く れる元素の同位体比の精密測定技

術の開発， 確立を進める。 最先端の分析技術の開発， 維

持並びに最先端情報の獲得を図る。 毎年平均 1 報の国際

誌ないし国際学会への関連研究発表を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は神栖町 ヒ 素汚染事例に関連し て， 従来開発し

た HPCL/ICP-MS 法 と LC/MS 法 と の比較検討など も行い

ながら， ヒ 素の化学形態分析法に関する基礎的な再検討

を実施し た。 また， 酸性雨の影響に関連し た鉱物試料表

面の化学状態変化の表面分析法によ る解析， 蛍光 X 線顕

微鏡等を も ちいたサンゴ等の年輪構造を持つ試料か らの

環境変化の記録の読み出 し， マルチフ ァ ラ デ ィ カ ッ プ

ICP/MS によ る同位体比高精度分析法の確立 と 環境研究

への応用などに関する基礎的検討を継続し た。

〔備考〕

（ ５ ） 常温動作可能な Si （Li） および TlBr 放射線検出器

の開発

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0003AE044

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○久米博 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 15 年度 （2000 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 環境放射能測定に用い る携帯型放射線検出器

の高分解能化 ・ 動作安定化を行 う 。 平成 12 ～ 15 年度

Si （Li） および TlBr と もに， その作製方法 と結晶成長方

法の再検討を行い， X 線， α， β 線に対する高分解能化，

長期高安定化を図る。

〔内容および成果〕

　 断面が 2 ～ 3cm の TlBr 結晶を，溶融帯法によ って作成

し た。 溶融精製をかけ る回数 と， 結晶中に残存する不純

物の種類 と 濃度 と の関係を調べる ために， 各回数で精製

し た結晶について， カ ソー ド ル ミ ネ ッ セン ス法 と 光音響

分光法を用いた検討を行っている。

〔備考〕

（ ６ ） 藍藻が生産する新規生理活性物質に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE252

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）・

彼谷邦光 ・ 高木博夫

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 アオ コ の有毒物質に よ る飲料水源及び湖沼の

汚染は世界中で問題と なってお り ，WHO から も藍藻の数

および肝臓毒 ミ ク ロ シスチンの濃度について勧告がな さ

れた。 ミ ク ロ シスチンは藍藻が生産する環状ペプチ ド で，

タ ンパク質脱 リ ン酸化酵素を阻害し， 肝発がんプロモー

ターであ る こ と が知られている。 藍藻中には ミ ク ロ シス

チンだけでな く ， 様々な種類の生理活性物質が含まれて

お り ， それら生理活性物質の生態系への影響や， 人への

健康影響を調べる ためには単離 ・ 構造決定する こ と がま

ず重要であ る。 本研究ではアオコ を形成する藍藻中の新

規生理活性物質の構造を解析す る こ と を目的 と し てい

る。 藍藻中の新規生理活性物質の構造を 5 年間で 5 つ程

度決定する。

〔内容および成果〕

　 糸状藍藻であ る Anabaena属が優占し ていたアオコの凍

結乾燥サンプルか ら， タ ンパク質加水分解酵素の活性を

阻害する新規化合物を ２ 種類発見し た。 逆相の高速液体

ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ーおよび順相の高性能薄層ク ロマ ト グ

ラ フ ィ ーを用いて こ れ ら の阻害物質を単離 ・ 精製し た。

阻害物質は，FABMSによ り 分子量および分子式を決定し，

NMR スペク ト ルを詳細に解析する こ と によ り その構造を

決定し た。 阻害物質の構成ア ミ ノ 酸の絶対は位置は， 酸

加水分解後， 誘導体化し， HPLC/MS によ り 決定し た。 ま

た，構成成分であ る 3- ア ミ ノ -2- ヒ ド ロ キシ脂肪酸の絶

対構造は， CD スペク ト ルを測定する こ と によ り 決定し

た。
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〔備考〕

（ ７ ） 水域汚染挙動の底質試料を用いた時間 ・ 空間的解

析の研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0204AE355

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○稲葉一穂 （水土壌圏環境研究領域） ・ 土井妙

子 ・ 松重一夫

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 河川や湖沼， 内湾などの水域は， その水域の上

流に位置する発生源か ら放出された様々な化学物質によ

り 汚染されている。 そ し て これら の汚染化学物質の多 く

は下流水域の底泥に も吸着態 と し て分布し ている。 底泥

中に含まれる汚染物質は鉛直方向に時間を， 水平方向に

は汚染の規模の大き さ を表すこ と か ら， 底泥試料は過去

か ら現在までの汚染の指標 と な る。 本研究ではこ のよ う

な底泥試料に含まれる汚染化学物質の鉛直方向および水

平方向の成分 と 濃度を測定し て， その水域におけ る汚染

の時間 ・ 空間的な挙動を明ら かにする と 共に， 水域の地

理， 産業， 人口などの社会科学的な情報の歴史 と の相関

を検討する こ と で， 汚染の消長を推定する手法を作成す

る こ と を目標と し ている。

〔内容および成果〕

　 本年度は手賀沼をモデル湖沼 と し て， 入口部か ら出口

部までの ６ ヵ 所で底泥のコ アサンプルを採取し た。 得ら

れたサンプルについて性状の観察， 化学物質等の分布の

測定， 放射性同位体を用いた堆積年代の推定か ら環境汚

染の分布解析を試みた。 しかし一部のサンプルを除いて

は湖内の浚渫事業によ る砂の堆積が進行し てお り ， 正確

な解析が行えない こ と が判明し た。 現在， 浚渫地点よ り

も上流部 と な る流入河川の河口域を調査対象に限定し て

同様の検討を行っている。

〔備考〕

（ ８ ） 有機微量汚染物質の環境中動態の環境測定データ

に基づ く 解析

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE496

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○桜井健郎 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境に放出され， また人間や生物に摂取されて

いる数多 く の人為起源の化学物質の健康 リ ス ク に対処す

る上で， 発生源か ら曝露にいた る環境中での動態の情報

は有用であ る。 本研究では， 有機微量汚染物質について，

環境測定データに基づいて環境中動態や発生源について

新たな情報を得る ための手法 と その適用について， 基礎

的な検討を行 う こ と を目的 と する。 これによ り ， 環境中

動態や発生源を把握する ための手法の基盤を強化する と

と も に， 具体的な化合物について も随時解析を行い， 結

果を報告し てい く 。

〔内容および成果〕

　 環境中に排出された有機化合物の起源やその寄与を定

量的に推定する ための手法の検討を行った。 環境中のダ

イオキシン類の起源推定に，主成分分析が有効であった。

発生源組成および環境中濃度の両者の値のばらつき を考

慮し たマスバラ ン ス レセプターモデルの手法 と し て， 有

効分散法を検討し， ダ イオキシン類の起源寄与率の推定

に これを適用し た。 また， 流域におけ る ダ イオキシン類

の挙動について定量的に検討し た。

　 化合物組成は， 化合物の発生源および環境中での挙動

を反映し た も のであ るから， 化合物組成を適切に解析す

る こ と によ り ， 発生源および環境中での挙動について有

用な知見を得られる可能性があ る。 化合物組成の同一 と

類似 と を定義する こ と を試み， こ の定義に基づいた二試

料の類似性の指標を提案し た。 こ の指標をダ イオキシン

類全国一斉調査のデータに適用し， ク ラ ス ター分析によ

る測定地点の分類を行った。

〔備考〕

（ ９ ） 底質のある水環境での有害化学物質の生物移行お

よび生態毒性研究系の確立のための基礎的研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF497

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○桜井健郎 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ） ・ 堀口敏宏 ・ 鈴木規之

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 環境中で残留性の高い有害化学物質は， 有機物

へ親和性が高い こ と が多 く ， その場合， 環境中では土壌

および底質にその大部分が存在する。 魚介類の摂取量が

比較的多い日本では， 水生生物を介し た人間への曝露の

評価が重要であ る。 また， 水環境は水生生物への曝露経

路 と し て明ら かに重要であ る。 生態毒性学において， 化

学物質の， 環境中か ら生物への移行および生物への影響
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の研究は歴史のあ る課題であ る。 しかし， と く に底質中

に残留する有害化学物質が， 食物の摂取を通じ て人間へ

の曝露について持つ意味や， 水環境に生息する生物に与

え る影響について一般的に定式化する こ と は依然 と し て

難しい。 し たがって， これら曝露評価の定量化， モデル

化のために実用でき る成果を出すこ と を目的 と し て， 底

質のあ る水環境での有害化学物質の生物移行および生態

毒性研究系の確立を目指し て研究を行 う 必要があ る。

　 本研究では， 上記研究系を確立し てい く ための第一段

階と し て，次の三点を目標 と し た基礎的な研究を行 う 。1.

複数地点で底質の採取 と 特徴付けを行い， 本研究で使用

する底質試料を決定。 2. 水中浮遊粒子の発生 と維持のた

めの最適条件の確定。 3. 試験対象生物種の選定のための

基礎的調査。

〔内容および成果〕

　 本基礎的研究の実行に当た り ， 東京湾をモデル水域 と

し た。 東京湾で 20 地点の表層底質を採取し， 主 と し て粒

度分布について計測し た。 これ と 文献データ を合わせて

検討し， 使用底質試料の採取地点選定のための基礎的な

情報を得た。 底質を保持する水槽， ろ過装置， 底質巻き

上げのための水流管を装備し た試験装置を製作し， 実底

質を投入し て予備的な検討を行った。 東京湾に生息する

魚類から，試験対象生物種の候補 と し て五魚種を挙げた。

〔備考〕

（10） 主要臭素化難燃剤のTBBPA， DeBDEの生物試料中

の分析法開発と生物濃縮性に関する研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF501

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○崔宰源 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 近年その需要拡大に伴っ て環境汚染が懸念 さ

れている臭素化難燃剤の中で， 特に主製品であ る TBBPA

やDeBDEの汚染実態並びに影響を解明する一環 と し て生

物試料中の分析法開発を目的 と する。 そのために本研究

では， 高感度分析のための HRGC/HRMS， LC/MS/MS で

の検出条件， 感度の比較を通し て機器分析条件を確立す

る。 また， 前処理では簡易法を導入し， 魚類， 底質， 水

に応用し，TBBPAやDeBDEの生物濃縮性を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 各種の臭素化合物 （tetrabromobisphenol-A （TBBP-A） ,

polybromodiphenyl ethers （PBDEs） , polybromobiphenyls

（PBBs） , polybromodibenzo-p-dioxins （PBDDs） , polybromo

dibenzofurans（PBDFs）, hexabromocyclododecane（HBCD））

の標準品を GC/MS 測定し た と こ ろ， GC 注入口における

熱分解を確認し た。 PBDFs の場合， 注入口温度 280 ℃が

最適であ る こ と が分かった。 こ の最適化によ り ， 各化合

物の検出感度低下を防ぎ， 分解生成物によ る他化合物分

析の妨害を低減する こ と ができ た。

　 さ らに，高感度化のため，GC カ ラ ムの末端部分で選択

的に冷却によ る ト ラ ッ プ と 脱着を繰 り 返す方法 （カ ラ ム

エン ド 冷却法） について検討し た。 冷却機能使用時 と 未

使用時における対象成分の SIM ク ロマ ト グ ラ ムを比較し

た結果， 各成分のピーク幅は狭 く な り ， S/N 比と し て 3

倍程度の感度向上が達成でき た。

　 PBDFs や PBDEs の GC/MS 測定においては， 高分解能

質量分析計における常用最高質量分解能であ る 12,000に

設定し て も， 両化合物の測定イ オンは互いに干渉する こ

と が分かった。

　 測定の信頼性を確保す る ためには， 前処理の段階で

PBDFs と PBDEs を完全に分離する必要があった。このた

め， 各種カ ラ ム ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ーによ る分離について

検討し た。 分画試験の結果， 塩素化ダ イオキシン類の分

析で一般的に用いられる多層シ リ カゲルカ ラ ムだけでは

PBDEs と PBDD/Fs の分離に不適であ る こ と を確認し た。

一方， フ ロ リ ジルカ ラ ムや活性炭カ ラ ムは， 両化合物の

分離に有効であ る こ と が分かった。

　 東京湾よ り 海水， 底質， 魚類を採取し た。 開発し た分

析法を用いて底質を分析し た結果， 低濃度 （0.3pg/g 以

上） の臭素化ダ イオキシン類を検出し， こ の分析法の有

効性が確認でき た。 魚類については分析法の開発までに

止ま り ， 水試料の分析や， 各媒体の測定結果 と の比較 ・

解析などが今後の課題と し て残された。

〔備考〕

（11） 有機フ ッ素化合物等 POPs 様汚染物質の発生源評

価 ・ 対策並びに汚染実態解明のための基盤技術開発

に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0305AG494

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域） ・ 田辺潔 ・

堀口敏宏 ・ John S.Edmonds ・ 高澤嘉一 ・ 青木康

展 ・ 酒井伸一 ・ 野馬幸生

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 ダ イ オキシン類など環境残留性， 生物蓄積性，

毒性を持つ環境汚染物質 （POPs 様汚染物質） への取組
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み ・ 対策強化に関する これまでの研究を踏まえつつ， 「環

境モニタ リ ングによ る実態解明」 と 「発生源評価」 ， 「分

解技術の確立」 を柱 と する取 り 組みのための基盤科学技

術開発， 情報整備をテーマ と し て以下の研究を進め る。

意図的生成物質の中で取 り 組みが遅れていた有機フ ッ素

化合物の例と し て Perfluorooctane Sulphonate （PFOS） 並

びに類縁化合物を取 り 上げ， （1） 分解産物の同定 と 一斉

分析法の整備， モデル地域 （東京湾） の汚染状況把握，

（2） 廃棄処理まで含むマテ リ アルフ ローの概要把握， （3）

分解条件の検討と基礎的な方法論の確立，（4） PFOS 特有

のバイ オマーカー （曝露指標） の探索 と 環境モニ タ リ ン

グへの適用可能性の評価， をそれぞれ目標 と し て研究を

進める。 また， 燃焼起源の非意図的生成物質への取 り 組

み強化のために， （5） 発生源 と し て生物由来の生ゴ ミ や

紙等 と 化石燃料を区別でき る 14C 測定法を大気試料中化

学物質に適用し て発生源の寄与を推定する手法の確立 と

有効性評価を実施する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， （1） 有機フ ッ素系化合物に関する分析法の

基礎的な検討と フ ィ ール ド を定めた濃度分布の測定，（2）

バイオマーカーの探索に関する検討を進めた。 また， （3）

有機フ ッ素化合物の利用実態把握を進める と 共に光分解

システムの適用性の検討を行った。 さ らに （4） 発生源の

あ ら たな追跡， 寄与推定手法 と し ての加速器質量分析法

によ る大気粉じん試料中 14C 測定技術の開発 と実試料の

分析を進めた。

　（ １ ） LC/MS によ る PFOS 測定条件を確立し， 離島など

汚染のバ ッ ク グ ラ ウ ン ド 地域で海水試料中の測定を実施

し た。 その結果， 0.1ppb 前後の低いレベルながら これら

のバッ ク グ ラ ウ ン ド地域でも PFOS が検出された。 引き

続きバ ッ ク グ ラ ウ ン ド 地域， 大都市圏で底質， 生物試料

等の採取を進めてお り ， 16 年度以降測定データ を蓄積し

て PFOS の環境動態を解明するための基礎資料を積み上

げる予定であ る。

　（ ２ ） 残留性フ ッ素化合物のバイオマーカーを検索する

ために， PFOA によ り 特異的に ヒ メ ダカに誘導される タ

ンパク質の検索を行った。 フ ァ ッ ト ヘッ ド ミ ノーの 50％

致死濃度の 1/10 にあたる 17 mg/l PFOA に ヒ メ ダカを 72

時間暴露し た。 鰓 と膵肝臓を採取し， 6M 尿素 と界面活性

剤で可溶化された タ ンパク質を ２ 次元電気泳動で分離し

た。 対象群 と 暴露群の各 ６ 群について調べた と こ ろ， 鰓

に分子量約 15,000 のタ ンパク質が再現性よ く 誘導されて

いた。 今後は， 他の同族体について も誘導の有無を調べ，

さ らに， タ ンパク質の同定を進める予定であ る。

　（ ３ ） 有機フ ッ 素化合物の使用実態把握を目的 と し て，

工業系及び農業系有機フ ッ素化合物40種類の物性 と用途

並びに残留性について文献調査を行い， 現状概要を考察

し た。PFOS 系物質の光分解挙動を調べる ために，初期濃

度 20mg/L の PFOS を PCB が分解可能な条件で低圧水銀

ラ ンプを用いて光分解を行ったが，アルカ リ 性 2- プロパ

ノ ール中での 10 時間の光照射（入射エネルギー：324.9kJ/

g） では全 く 分解し なかった。 同様の条件で行った水中で

の 10 日間 （入射エネルギー ： 73471kJ/g） では約 70％が

分解し た可能性があった。 今後水中での PFOS 分解の確

認と分解生成物の同定を進める予定であ る。

　（ ４ ）14C をあ ら たな指標 と し て化石燃料起源物質 と生物

（バイオマス） 起源物質を定量的に区別する手法を粒径別

に捕集し た大気粉じんに適用し た。 花粉などの影響を受

け るサイ ズの大きい画分では， 春 と 秋に 14C 濃度が上昇

する傾向が見られ， 生物起源の これら の粒子の相対的影

響が増えている様子を と ら え る こ と ができ た。 一方， 主

に燃焼起源粒子の影響を受けやすい と 考え られる １ ミ ク

ロ ン以下の微細粒径部分については， いずれの季節でも

他の粒径に比べて極端に 14C が減少する こ と はなく ，当初

予想以上に生物（ ある いはバイ オマス 燃焼） 起源の炭素

の割合が多いこ と が推測さ れた。 平成 16 年度以降， 有機

炭素と 無機炭素の区別，ある いは化学物質ごと の 14C 測定

データ を蓄積し て， 基礎検討をさ ら に進める 予定である 。

〔備考〕

（12） ガス状ほ う 素化合物による大気汚染監視測定技術

及び除外技術の開発

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0305BC499

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○田中敦 （化学環境研究領域） ・ 瀬山春彦 ・

西川雅高

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 大気中のほ う 素化合物の存在形態に関する知

見は不足し ているが， ほ う 素化合物を製造する事業所周

辺で植物被害が現れ， 大気中のほ う 素化合物の発生源，

環境中での動態，植物に対する毒性について早急に研究，

対策する必要が生じ た。

　 事業所内の高温排ガスか ら植物に取 り 込まれる までの

過程で， ほ う 素化合物の化学形態は変化し ている こ と が

予想される。 植物被害を も た ら し たほ う 素化合物の形態

と 被害原因を フ ィ ール ド 観測， 植物曝露実験を通じ て明

ら かにする こ と を目的 と する。 また， 共同研究機関によ

り ほ う 素化合物の除外技術を開発する。
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〔内容および成果〕

　 事業所において排出口の移動などのほ う 素低減対策を

取った効果が現れ， 本年度は明瞭な植物被害は観察され

なかった。 敷地周辺で植物試料は引き続き採取し， 経年

変化を観察し た。 その結果， 植物葉中のほ う 素濃度は一

定方向の変化を示さず， 年々の変動があ る こ と が認めら

れた。

　 事業所内煙道各点で， ガス状， 粒子状， 及び粒径ご と

の試料を採取し， ほ う 素濃度 と ほ う 素化合物の存在形態

について検討し た。 また， ナ ノ 粒子領域の粒度分布を測

定し た。 ほ う 素化合物は高温状態で反応を起こ し ている

が， 煙道中では速やかに送風用の空気に よ り 冷却 さ れ，

多量の粒子が形成される。 そのほ と んどは， 後段のバグ

フ ィ ルタで捕集され，排煙突に移行する粒子量は少ない。

ほ う 素化合物の形態については， 熱分析， 粉末 Ｘ 線回

折， 赤外吸収スペク ト ル， 元素組成分析， 電子顕微鏡付

属 Ｘ 線分析など を組み合わせて検討し た。バグフ ィ ルタ

捕集物や煙道中粒子のほ う 素の形態は， 純粋なほ う 酸や

酸化ほ う 素ではな く ， 他の元素を含み， 水和があ る程度

進んだ形態であった。 送風用に取 り 入れられた空気の温

度， 湿度などがほ う 素の粒子化 と 化学形態変化に関連す

る こ と が示唆された。

　 また，ほ う 酸系の試薬を加熱し た植物曝露実験によ り ，

２ 週間程度で植物葉へのほ う 素の蓄積 と 枯死を再現する

こ と ができ た。

〔備考〕

共 同 研 究 機 関 ： （独） 産業技術総合研究所 ・ 東京

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 大学大学院新領域創成科学研究

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 科 ・ 富山県環境科学セン ター

地環研と の共同研究名 ： ガス状ほ う 素化合物によ る大気

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 汚染監視測定技術の開発

（13） 遺伝子欠損マウスを用いた大気からの変異原物質

曝露の鋭敏な検出と影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0204CD495

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青木康展 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター） ・ 松本理

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 大気中のデ ィ ーゼル排気粒子 （DEP） はベンゾ

（a） ピ レン （BaP） など様々の変異原性の多環芳香族化合

物を含み， 肺がんの原因物質の一つ と 考え ら れてい る。

本研究では変異原検出用シ ャ ト ルベク ターを遺伝子導入

し たマウ ス gpt delta マウ ス を用いて， BaP やデ ィ ーゼル

排気の作用で肺中に発生し た突然変異を定量的に検出す

る。 また， 第 2 相薬物代謝酵素などの誘導に必須な転写

因子の欠損によ り デ ィ ーゼル排気の変異原性がどの程度

上昇するか定量的に評価し， 突然変異発生におけ る第 2

相薬物代謝酵素の役割を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 本年度はデ ィ ーゼル排気中の主要な変異原物質 1,6- ジ

ニ ト ロ ピ レ ン （1,6-DNP） が体内で示す変異原性の検討

をすすめた。1,6-DNP を変異原検出用遺伝子導入動物 gpt

delta マ ウ ス の肺に気管内投与し た と こ ろ， 低用量 （0-

0.05 mg） では用量に依存し て突然変異頻度 （MF） が増加

し た。 1,6-DNP はベンゾ （a） ピ レ ン （B （a） P） よ り も

強い変異原性を示し， 1,6-DNP の比変異原性 （単位重量

当た り の MF， 3.1 × 10-4MF/mg） は B （a） P の値の約 18

倍であった。

　 gpt delta マウ スに 3 mg SPM/m3 の条件下でデ ィ ーゼル

排気を ６ ヵ 月にわた り 曝露し た。 その結果， 肺中の MF

は ３ ヵ 月まで曝露期間に依存し て増加し た。 突然変異発

生速度 （Mutation rate， 細胞数 ・ １ 日当た り の突然変異発

生数） は 2.3 × 10-7/cell × day と算定され， 肺がん発症

率の推定への適用が考え られる。

　 突然変異スペク ト ルを調べた と こ ろ， デ ィ ーゼル排気

を曝露し た肺中では 1,6-DNP に特徴的な G:C>A:T の塩基

置換が最 も 高頻度に発生し た。 それに対し て， B （a） P

の典型的な塩基置換であ る G:C>T:A はほ と んど見られな

かった。 デ ィ ーゼル排気が示す変異原性の主な原因は B

（a） P ではな く ， 1,6-DNP などのニ ト ロ ピ レ ン類であ る

こ と が示唆される。

　 ２ 次代謝酵素の発現に必要な転写因子 Nrf2 の欠損によ

り ， 突然変異頻度がどの程度上昇するかを， Gpt delta マ

ウ ス と Nrf2 ノ ッ ク アウ ト マウ スの交配によ り ， gpt 遺伝

子が遺伝子導入されている Nrf2 （-/-） マウ ス を作成し て

明らかにし よ う と し ている。 従来 Nrf2 （-/-） マウ スの繁

殖効率が極めて低かったが， 本年度にな り ， 投与実験を

行 う に充分な数の動物が確保でき る よ う になった。B （a）

P の肺中への投与実験を開始し ている。

〔備考〕

共同研究者 ： 能美健彦 （国立医薬品食品衛生研究所） ・

　 　 　 　 　 　 山本雅之 （筑波大学）

（14） 東アジアの環境中における放射性核種の挙動に関

する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0307AE532
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〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○土井妙子 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 近年急速に工業化が進んでい る中国大陸か ら

の化学物質等の環境動態の解明のため環境放射能によ る

モニ タ リ ング手法の開発を目的 と する。 地殻中の天然放

射性核種であ る U-238 や Th-232 の壊変生成物で大気中

に存在する Pb-210， Pb-212， Rn-220 （ラ ド ン） と主に成

層圏を起源とする宇宙線生成核種のBe-7及び大気圏核実

験由来の Cs-137 等について， 東アジアにおける降下物，

大気中濃度か ら， こ れ ら の核種の挙動を明 ら かにする。

また， これら の放射性核種の う ち人の被爆線量が高いラ

ド ン と その娘核種について高濃度が予想される地域の濃

度レベルを測定し て， ラ ド ン等によ る肺ガン誘発 リ ス ク

を推定する。

〔内容および成果〕

　 東アジアの東端に位置する日本列島への中国大陸か ら

の気団の影響を知る ために， 太平洋側のつ く ば市におい

て大気中の放射性核種 Pb-210， Pb-212， Be-7 濃度の連

続観測を行った。 中国大陸内陸部乾燥地域の烏魯木斉，

蘭州，包頭と北部の北京，中部の成都と韓国ソ ウルで Pb-

210 濃度を， 海上の濃度レベルを知る ためにオース ト ラ

リ ア西海岸のフ リ ーマ ン ト ル と 神戸間の西太平洋上で

Pb-210 と Be-7 濃度の観測を行った。 つ く ば市の大気中

Pb-210 濃度と Be-7 濃度は春季 と秋季に高濃度 と なる「二

山型」 であ るのに対し Pb-212 濃度は冬季に高濃度 と なる

「一山型」 であ る。 一方， 中国大陸内陸部 と ソ ウルの大気

中Pb-210濃度の季節変化は降雨量が極端に減少する冬季

に非常に高濃度 と な る 「一山型」 であ っ た。 こ のため，

Pb-210 の親核種であ る Rn-222 の濃度を観測する こ と に

よ り ， 大気中ラ ド ンが人体に影響する濃度レベルであ る

かど う かについて検討を行 う こ と と し た。 本年度は高精

度のラ ド ンモニ タの性能について室内で連続測定をおこ

ない測定精度等について検討を行った。 また， 環境中の

極低レベル放射性核種を測定する ため， 従来使用し てい

た測定器よ り さ らに高感度で極低バッ ク グ ラ ウ ン ド の測

定器を導入し性能試験を行った。

〔備考〕

３ ． ４ 化学物質のリ スク評価と管理に関する研究

（１）内分泌撹乱物質の健康影響発現機構に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0204AE357

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域） ・ 大迫誠一郎 ・

石村隆太

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 内分泌撹乱物質は免疫機能や生殖機能， 胎盤機

能を低下させる こ と が明ら かに されている。 その原因 と

し て， 担当臓器の発育不全， 担当細胞の増殖， 分化異常

が示唆されている。 本研究では， 特にダ イ オキシン類を

はじめ と する内分泌撹乱物質の細胞増殖， 分化への作用

に着目し， その健康影響発現機構を明ら かにする こ と を

目的 と する。 そのために本研究では， ダ イ オキシンをは

じ め と する内分泌撹乱物質に よ る抗体産生抑制作用 と，

免疫細胞の増殖， 分化への影響， および胎盤や生殖細胞

の増殖， 分化への影響を解析し， それら の研究で明ら か

と なった標的細胞の増殖， 分化に対する内分泌撹乱物質

の作用機構を検討する。

〔内容および成果〕

　 免疫担当細胞のダ イオキシン類によ る分化増殖抑制機

構を解明する目的で， ヒ ト リ ンパ球細胞株であ る Jurkat

細胞に リ ガン ド 非存在下で も構成的に転写活性を有する

Constitutive Active AhR （CA-AhR） の発現ベ ク ターを遺

伝子導入し た。 その結果， 動物へのダ イオキシン曝露に

よ る T 細胞分化抑制と同様， CA-AhR 遺伝子導入 Jurkat

細胞で も対照群に比べて著しい増殖抑制がかかる こ と が

明ら か と なった。 こ のモデルはダ イオキシン曝露によ る

免疫抑制機構に関わる因子の同定に有効な もの と な る と

考え られる。

　 また， 生殖機能に対する影響 と し て， マウ ス受精卵に

対する ダ イオキシン直接曝露後の胚のゲ ノ ム DNA メ チル

化への影響をBisulfite Genomic Sequencing法によ り 解析し

た。 その結果， 解析対照 と し た H19-Igf2 遺伝子座で， 胚

内 メ チル化 DNA が対照群に比べて有意な増加を示し，ま

た メ チル化パターンに変動が起き る こ と が判明し た。 こ

の新たな発見は環境汚染物質が単に遺伝子発現変動だけ

ではな く ， エピジ ェネテ ィ ッ ク な変化を生じ させる可能

性を示唆し ている。

〔備考〕

（ ２ ） 化学物質のハザー ド アセス メ ン ト のための生態影

響試験法の検討

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE509

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン
―  140  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）
ター） ・ 柏田祥策

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 経済開発協力機構 （OECD） 化学品プロ グ ラ ム

の生態影響テス ト ガ イ ド ラ イ ンは年々新し く 採択および

改正されている。 こ のテス ト ガ イ ド ラ イ ンは OECD 加盟

各国が独自に採用し ている生態系へのハザー ド 評価のた

めの試験法を統一も し く は整合化し， 加盟国間でのデー

タの共有を図ろ う と する も のであ る。 そのため， 当該テ

ス ト ガ イ ド ラ イ ンには試験の細部にわた る記述は省かれ

てお り ， 実際にガ イ ド ラ イ ンに沿っ て試験を行 う には，

詳細な試験手順を ま と めた 「試験法」 が必要 と な る。 本

研究は， 我が国が OECD テス ト ガイ ド ラ イ ンの採択にい

た る までに必要な科学的データ を提供し， かつ実際の試

験手順の検討を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本邦産セ ス ジユス リ カ を用いた底質毒性試験法の内，

難水溶性物質に対し て も適用可能な試験手順書の作成及

び詳細な試験条件を検討 し た。 暫定的な手順書は国内

４ ヵ 所の試験機関 と の共同で行った標準物質 （ペン タ ク

ロ ロ フ ェ ノ ール） を用いた国内 リ ングテス ト の標準法 と

し た。 本年度は特にユス リ カのえ さ と し て植物粉末を人

工底質調製時に他の構成要素 と 混合する こ と になってい

るが， え さ の種類， 混合の手順によ って試験成績に及ぼ

す影響を調べた。 その結果， ク ワ と ホ ウ レ ン ソ ウでは後

者の方が羽化に要する時間が短いも のの最終的な羽化率

では同等であ る こ と がわかった。 またその前処理 と し て

行 う 処理 と し ては熱風乾燥が適し ていた。 これら の結果

は前年度までに行った通常物質の試験手順書 と 併せて改

正化審法下の長期毒性試験法 と し て局長通知案に盛 り 込

まれ現在パブ リ ッ ク コ メ ン ト （環境省） に付された。

　 OECD テス ト ガ イ ド ラ イ ン 201 （藻類生長阻害試験） の

改定 と 現在提案されている同 221 （ウ キ ク サ生長阻害試

験） について主に理論的な面か ら の解析を行った。 藻類

試験法においてはこれまで毒性値を算出する さ いに生長

速度法 と 面積法を用いて き たが， 同一の試験か ら ２ つの

毒性値が算出されしばしば混乱を招いていた。 本研究で

は化学物質の藻類細胞への影響が （部分） 致死的であ る

か， 分裂抑制であ るかまたは環境容量抑制であ るかの ３

つの場合に分けてそれぞれモデル計算を行い両毒性値の

関係を解析し， 生長速度法だけでは毒性を評価するには

不十分であ る こ と を示し た。 また藻類試験法に代わる ウ

キ ク サ試験法について も 同様の問題があ る と 結論し た。

これらの成果は改正化審法およびテス ト ガ イ ド ラ イ ンの

改正 ・ 採択の論議に反映される。

〔備考〕

本年度の研究の一部は環境省請負費にて行った。

（ ３ ） 生物評価試験による浮遊粒子状物質の長期曝露モ

ニ タ リ ングに関する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0004BC227

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○後藤純雄 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 田邊潔 ・ 中島大介 ・ 江副優香

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 人間活動に伴い様々な有害物質がガ ス状又は

粒子状で空気中に排出されている。 環境空気中の粒子状

物質には比較的分子量の高い物質が微量ずつ混在し てい

る。 これら の中には発がん関連物質であ る と 同時に， 外

因性内分泌撹乱物質と し て疑われているベンゾ[a]ピ レ ン

やダ イオキシン類も含まれ， それら の経気道長期曝露に

伴 う 健康影響が懸念されている。 また， これらは主 と し

て呼吸器系に沈着しやす く 人為起源の寄与が大き な微小

粒子に多 く 含まれている。 こ のため， これらの物質の長

期曝露の影響や質的経年変化に関する知見の蓄積が対策

を講ずる上で重要になって き ている。 また， 発がん性や

気管支喘息などの長期曝露がも た らす健康影響について

は， 浮遊粒子状物質の発生源や大気中での挙動が複雑で

あ る こ と か ら不明な点が多い状況にあ る。 従って， 当該

物質の発生要因や曝露要因等を生物評価試験等で総合的

に把握しつつ早急に対策を講ずる必要があ る。 そ こ で本

研究では， 汚染そのも のを総合的に， また比較的高感度

に と ら え う る変異原性試験などの生物評価試験法及び代

表的化学物質分析法等を用い， 浮遊粒子状物質の長期モ

ニ タ リ ングに関する基礎資料を作成する こ と を目的 と し

た。

〔内容および成果〕

　 長期間継続的に採取し た浮遊粒子状物質を生物評価試

験及び化学分析に供し， その結果から空気中発がん関連

物質の発生要因や曝露要因を把握する と と もに長期曝露

評価に必要な基礎資料を得る ために， 本研究では， 1） 浮

遊粒子状物質及びそれに含まれる有害物質によ る都市部

大気汚染 ト レン ド （20 ～ 25 年） を長期低温保存試料等

を用いて明らかにする。 2） 生物評価試験 （変異原性試験

など） を測定に適用し， 汚染そのも のの総合的評価を試

みる。 3） 都市部浮遊粒子状物質を大量に採取し， それを

標準比較試料 と し て用い る こ と に よ り 生物評価試験法，

高感度化学分析法の規格化や測定精度管理手法について

も検討する。 4） 隔日サンプ リ ング等， 試料採取の基礎資
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料を作成する と と も に， 生物評価試験や当該化学物質分

析に適し た試料調製や試料保存法を作成する。及び 5） ガ

ス / 粒子間の成分組成や浮遊粒子の粒径分布に及ぼす各

種要因及び当該物質の リ アルタ イ ム測定法について発生

源など を含めた検討を行 う こ と と し ている。

　 本研究 4 年目に当た る本年度は， 主に以下の成果を得

た。

　（ １ ）ハイボ リ ウ ムエアサンプラーで約 20 年前から石英

繊維フ ィ ルター上に採集し－80℃に超低温保存し てきた

浮遊粒子試料を用いてベン ゾ ［a］ ピ レ ンなど 7 種類の

PAH の濃度を測定し，その経年変化や季節変化を求めた。

その結果， 7 種類の PAH 類はいずれも低下する傾向にあ

る こ と， 特に 1980 年代後半に大き く 低下する こ とや， 90

年代半ばにかけては徐々に低下する傾向があ る こ と など

を認めた。 また， 春季や夏季に比べて秋季や冬季に高 く

なる こ と も認められた。

　（ ２ ） 浮遊粒子状物質の曝露評価に関する研究の一環 と

し て， ポ リ ウ レ タ ン フ ォーム付き アンダーセン型ロープ

レ ッ シ ャーイ ンパク ターを用いて， 夏季 （7 ～ 9 月） 及

び冬季 （12 ～ 2 月） に 12.1 μm 以上から 0.13 μm 以下

の粒子を 12 段階に分級し， それぞれ計 19 セ ッ ト 及び 17

セ ッ ト 捕集し た試料中の PAH 類濃度を測定し た。その結

果， 樹脂に吸着採取されたガス状のピ レ ンは夏季試料及

び冬季試料のいずれか ら も検出される こ と， また， 夏季

浮遊粒子試料では測定PAH の多 く が粒径1.25 μmや0.76

μm 付近の微小粒子側に最大ピーク を示すこ と， 冬季浮

遊粒子試料でも主な PAH が 0.52 μm 付近の微小粒子側

に最大ピーク を示すこ と などを認めた。

　 （3） 生物試験によ る大気汚染モニ タ リ ング手法の最適

化の一環 と し て， 浮遊粉子状物質の変異原性評価のため

のサンプ リ ング間隔に関する検討を行った。 こ の検討に

は 3 年間 （1980 ～ 1982 年） の連日の変異原性試験結果

を用いた。 経日変動， 季節変化など を検討し た結果， 週

末や月曜日に低い変異原比活性を示すなどサンプ リ ング

曜日の特徴があ る こ と， 間欠サンプ リ ングでは間隔が短

いほど年間平均値を求める ための精度は高ま る こ と， し

かし 7 日 （またはその倍数） 間隔では曜日の特徴が反映

される ため若干不正確と なる こ と，及び 10 日間間隔のサ

ンプ リ ングでは真の年平均値と の誤差が 25％以内に抑え

られる こ と など を認めた。

〔備考〕

（ ４ ） 組換え胎盤培養細胞を用いた新規作用を有する化

合物のス ク リ ーニングシステムの構築および核内受

容体の同定

〔区分名〕 厚労 - 厚生科学

〔研究課題コー ド〕 0204DA500

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○石村隆太 （環境健康研究領域） ・ 大迫誠一郎 ・

遠山千春

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 近年， 化学化合物は膨大な数にのぼ り ， これら

のほ と んどはエス ト ロ ジェ ン受容体 （ER） 等の既知の核

内受容体 と の 相互作用 が 論 じ ら れ て き た。 し か し，

diethylstilbestrol （DES） は， 最近， リ ガン ド が不明な核内

受容体 （オー フ ァ ン 受容体） で あ る Estrogen receptor

related （ERR） に結合し， 細胞の分化を変調させる こ と が

明ら かに された。 これを皮切 り に化合物 と オーフ ァ ン受

容体 と の相互作用の研究が必要不可欠 と なっている。 本

研究は， 胎盤培養細胞を用いて化合物の新規核内受容体

を介し た新たな作用 メ カニズムを明ら かにし てい く 。 細

胞の分化を指標に影響のあ る化合物を選別し てい く と い

う 独特の ス ク リ ーニ ン グ シ ス テ ム を用い る こ と に よ っ

て， 迅速な研究展開を行 う 。

〔内容および成果〕

　 内分泌撹乱作用が疑われる化合物の新たな作用起点の

探索を行 う 目的で，ラ ッﾄ胎盤由来の Rcho-1 細胞を用い，

その分化を指標 と し て新たなス ク リ ーニング手法作出を

試みた。 Rcho-1 細胞はエス ト ロ ジェ ン （E2） に対し て不

応性であ り ，かつ両エス ト ロゲン受容体が発現し てない。

まず， 分化マーカーであ る P450scc のプロモーターを用

いた リ ポータージーンア ッ セイ を利用し て，約 30 種の化

合物について分化に及ぼす影響を検討し た。 その結果，

レチ ノ イ ン酸 （RA） や Carbaryl （殺虫剤） によ る著しい

分化誘導能， Diethylstilbestrol （DES）， ICI182,780 （ICI），

フ タル酸類， Permethrin （殺虫剤） によ る分化抑制が観察

された。 Rcho-1 細胞にはレチ ノ イ ン酸受容体 （RAR） や

DES 受容体 （ERR） が発現し てお り ， RA， DES によ る分

化への影響はこれら の受容体を介し ている もの と 考え ら

れる。 し たがって， Rcho-1 細胞の分化に影響を与え る化

合物には，RAR を介する RA 型と ERR を介する DES 型に

大別でき る。 そ こ で，RA，DES，ICI，Carbaryl，Permethrin

を用いてマイ ク ロ アレ イ解析を行い， ク ラ ス タ リ ング解

析を行った結果，ICI と Carbaryl が最も類似し た遺伝子の

発現パターンを示し， DES および RA のパターン と は異

なる こ と が示された。 これによ り ， ICI と Carbaryl によ る

作用は， RAR や ERR を介さ ない可能性が考え られた。

〔備考〕
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（ ５ ） 環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法

の体系の確立に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE184

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○梅津豊司 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境中の化学物質の少な く ない種類が中枢神

経系に影響を及ぼす可能性が考え られるが， その生体影

響を評価する方法については未整備の状態にあ る。 そ こ

で動物の各種行動を指標 とする行動試験法の有用性を検

討し， でき るだけ迅速にそ し て的確な評価を下すための

システム （体系） の構築を目指す。 生体影響の不明な化

学物質の影響評価を迅速に行え る試験体系の構築が目標

であ る。現在あ る化学物質の種類は膨大であ り ，何を ター

ゲ ッ ト と するか決める こ と はでき ない。 そ こ でその時そ

の時の要請に応 じ て評価す る 化学物質を選び， 実際に

種々の行動試験によ り テス ト する。 この繰 り 返しによ り ，

様々な化学物質の行動影響のデータ を蓄積し また経験を

重ね， それに基づき行動試験法の体系の構築を目指す。

〔内容および成果〕

　 高架式十字迷路法によ り ローズ， マージ ョ ラ ム， パル

マ ローザ， メ リ ッ サの作用を検討し た。 結果， ローズの

抗不安様作用が確認された。 また メ リ ッ サにも抗不安様

作用のあ る こ と が見いだ された。 先に ラベンダーの有効

成分 と し て同定 さ れた リ ナ ロ ールの行動薬理学的プ ロ

フ ィ ルを検討し， ベンゾジアゼピ ン系抗不安薬であ る ジ

アゼパム と 比較し た。 結果， リ ナロールの行動薬理学的

プロ フ ィ ルはジアゼパム と は異な る こ と が判明し た。 こ

の こ と は， リ ナロールの作用発現 メ カニズムはジアゼパ

ムのそれ と異なる こ と を示唆し ている。

〔備考〕

（ ６ ） 日本人のカ ド ミ ウム曝露量推計に関する研究

〔区分名〕 厚労 - 厚生科学

〔研究課題コー ド〕 0303DA561

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○新田裕史 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 適正な基準値設定のためには， その科学的根拠

と な る リ ス ク評価が不可欠であ り ， リ ス ク評価の重要な

柱であ る曝露評価を行 う こ と が必要であ る。本研究では，

カ ド ミ ウ ム （以下， Cd） 曝露において最も重要 と考え ら

れる食品経由の摂取について， 曝露量推計のための統計

的手法を検討し， 作成し た推計モデルに食品別 Cd 濃度

お よ び食品摂取量に関す る デー タ を適用す る こ と に よ

り ， 日本人全体での曝露量分布を推計する こ と を目的 と

し た。

〔内容および成果〕

　 モンテカルロ シ ミ ュ レーシ ョ ン法を用いて， 国民栄養

調査 （厚生労働省） および Cd の実態調査 （農林水産省）

から得られたデータ約 100 種類の食品群別の摂取量分布

と農水産物中の Cd 濃度分布から日本人成人男女の Cd 摂

取量分布を推計し た。 実際には， それぞれのデータに基

づき理論分布のパラ メ ータ を決定し， 摂取量と Cd 濃度

について， それぞれの分布に従 う 乱数を発生させ， それ

を掛け合わせて Cd 摂取量を算出する操作を繰 り 返すこ

と によ って， い く つかの Cd 濃度基準値に関する シナ リ

オ別に Cd 摂取量分布を推計し た （図）。 さ らに， 仮定す

る理論分布の違いやその他の条件が推計結果に与え る影

響について評価し た。

図 　 Cd 濃度基準値を設定し ない場合の Cd 摂取量分布推

　 　 計値

〔備考〕

（ ７ ） 抗菌殺菌薬品の環境微生物への生態影響評価

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 0304CB569

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○岩根泰蔵 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 マ ク ロ ラ イ ド 系抗生物質 （エ リ ス ロ マイ シン ・

ク ラ リ ス ロ マ イ シン） および界面活性剤系消毒剤 （塩化

ベンザル コ ニ ウ ム） を対象 と し た， シ ア ノ バ ク テ リ ア

（Microcystis aeruginosa） に対する生態影響評価を行 う 。医

薬品関連物質の水環境におけ る分布を明ら かにし， また
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これらの物質の環境微生物に対する毒性影響を明ら かに

する こ と で， 従来の環境中の化学物質の生態 リ ス ク評価

では考慮されていない範囲におけ る新たな知見を得る こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 環境分析手法の確定 と 毒性試験系の立ち上

げを行った。 最初に， それぞれの物質について河川水中

の PEC （予測環境中濃度） を試算し た。 その結果， エ リ

ス ロ マ イ シ ン は 0.84μg/L， ク ラ リ ス ロ マ イ シ ン は

0.11μg/L と算出された。 ただし，塩化ベンザルコニウ ム

については， 医薬以外の用途におけ る消費量が不明であ

り ， PEC を算出でき なかった。

　 分析手法には， 固相抽出に よ る試料の前処理の後に，

LC/MS （液体ク ロマ ト グ ラ フ／質量分析計） によ って定

量する方法を採用し た。 こ の方法は， 水中の 0.01μg/L

の各物質を検出でき るので， PEC に相当する測定を行 う

こ と ができ， 本研究の用途に適 う と 言え る。 固相抽出に

はポ リ マー充填剤カー ト リ ッ ジを採用し， LC/MS には

ODS （オ ク タデシルシ リ ル化シ リ カゲル） カ ラ ムを採用

し た。 なお， エ リ ス ロ マ イ シンについては， 試料の前処

理及び分析を通じ て， H2O 分子を失った形態が検出物 と

な る こ と が分かった。 また， 塩化ベンザルコ ニ ウ ムにつ

いては， アルキル部位の炭素数と し て C12 ・ C14 ・ C16 が

主要な検出物であ る こ と が分かった。

　 毒性試験系に関し ては， M.aeruginosa の培養系を立ち

上げ， 蛍光強度を用いた生長阻害評価手法の検討を行っ

た。

〔備考〕

３ ． ５ 環境有害因子の健康影響の発生メ カニズム

の解明と その検出手法の開発に関する研究

（１）環境有害因子の健康影響に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9805AE058

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○遠山千春 （環境健康研究領域） ・ 小林隆弘

〔期 　 間〕 平成 10 ～ 17 年度 （1998 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境有害因子の毒性の有無， 毒性発現機構の解

明， 毒性評価および健康影響モニ タ リ ング手法に関する

研究を推進する一環 と し て健康 リ ス ク アセス メ ン ト に関

する文献調査を行い， 健康 リ ス ク アセス メ ン ト の現状の

把握 と 今後の研究の方向性を探る こ と を目的 と する。 環

境保健分野の中で環境有害因子の健康 リ ス ク評価に関す

る研究 ・ 技術の方向性を俯瞰し， 今後取 り 組むべき方向

性を発信し てい く 。

〔内容および成果〕

　 環境省環境保健部環境 リ ス ク評価室の委託事業であ る

「ダ イオキシン類の文献レ ビ ュー集 2001」 （発行 ： 環境情

報科学セン ター） を出版し た。 同レ ビ ュー集 2002 の取 り

ま と めがほぼ終了し た。 環境省環境保健部請負事業であ

る 「バイオマーカーを用いた影響評価手法調査」 の成果

報告書 2002 作成が終了し た。大気中微小粒子状物質の物

理 ・ 化学的性状についての文献調査およびレ ビ ューを開

始し た。

〔備考〕

（ ２ ） 気道の抗原提示細胞に関する基礎研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9903AE059

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○小池英子 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

小林隆弘

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 15 年度 （1999 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 大気汚染物質は， 気道過敏性や抗原特異的な抗

体産生の増加によ り ， 呼吸器系疾患やアレルギー疾患の

発症あ る いは増悪に寄与 し てい る こ と が示唆 さ れてい

る。 こ の過程には様々な要因が挙げられるが， 抗原提示

細胞によ る T 細胞の活性化は大変重要であ る。 本研究で

は， 大気汚染物質の曝露が気道の抗原提示細胞に及ぼす

影響について抗原提示機能を中心に検討する。

〔内容および成果〕

　 デ ィ ーゼル排気粒子 （DEP） または粒径の異なる 2 種

類 （59, 350 nm） の TiO2 の曝露が抗原提示に関わる細胞

表面分子 （Ia， B7.1， B7.2） の発現 と機能に及ぼす影響に

ついての検討を行った。 その結果， DEP は分化し た AM

ではな く 未熟な PBM に作用し，抗原提示機能を亢進させ

る可能性が示唆された。 またその作用は主に有機成分に

よ る こ と が明らか と なった。 一方， TiO2 はいずれの粒径

において も， PBM の抗原提示機能と Ia および B7.1, B7.2

の発現を低下させた。 抗原提示機能の低下は， 350 nm よ

り も 59 nm の TiO2 粒子の曝露でよ り 強 く 観察された。AM

の抗原提示機能は，59 nm の TiO2 粒子の曝露においての

み低下し た。 しか し， 抗原提示に関わる細胞表面分子の

発現はいずれの粒径で も増加し た こ と か ら， 抗原の貪食

またはプロセシングの過程が阻害されている可能性があ

る。 そ こ で MLR によ る解析を行った結果， いずれの粒径
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において も，TiO2 粒子に曝露し た AM は T 細胞増殖を増

加させる こ と が明らか と なった。 また， TiO2 粒子 と抗原

を同時に曝露し た場合， AM によ る抗原提示機能は増加

し，その作用は 350 nm よ り も 59 nm の粒子の方が強いこ

と が示唆された。 こ の こ と か ら， 微小粒子状物質 と 抗原

を同時に吸入する と， 抗原提示機能は増加する可能性が

あ る と考え られる。 また， DE 曝露ラ ッ ト の リ ンパ節細胞

の増殖能の増加や喘息様病態の指標であ る肺抵抗の増加

が抗原吸入を加え る こ と でよ り 強 く 観察されている こ と

から も DEP 等の粒子の曝露はアレルギー反応を増悪させ

る可能性が示唆された。

〔備考〕

（ ３ ） 環境変化が人の健康に及ぼす影響解明に関する疫

学的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE071

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○小野雅司 （環境健康研究領域） ・ 田村憲治 ・

新垣たずさ ・ 村上義孝

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境汚染に よ る非特異的あ る いは遅発的な疾

病の発生に関する監視が必要 と な り ， 今日新たな環境保

健指標の開発が要請されている。 本研究では， 利用可能

な既存情報， 各種の健康調査及び健康診断データ等を統

合し， 疫学研究のための環境保健指標の開発， 疫学研究

デザイ ンの開発 ・ 検討を行 う と と も に， 国内外での疫学

調査を通し て， 環境変化 ・ 環境汚染の健康影響評価を行

う 。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 人口動態統計を中心 と する健康関連情報並びに大

気汚染をはじめ と する環境データに関するデータベース

を作成 ・ 更新し た。

　（ ２ ） 国内外におけ る大気汚染， ダ イオキシン汚染など

地域の環境汚染レベル， 及び環境変化 と， 疾病， 死亡 と

の関連を解析し， 影響評価を行った。 特に， SPM など微

小粒子状物質濃度の日変動 と 死亡の関連について検討し

た。

　（ ３ ） PM2.5 などの個人曝露評価のため， 国内 7 地区に

おいて春季と冬季に PM2.5， PM10 及び NO2 の屋内 ・ 屋

外濃度調査を実施し た。 春季の調査結果では屋外濃度は

地区内の一般局測定値で代表で き る こ と がわかったが，

屋外濃度 と 屋内濃度 と の関係は家屋に よ り 異な っ てい

た。

　（ ４ ） 紫外線暴露評価手法の精緻化をはか る と と も に，

紫外線曝露によ る眼疾患発症 リ ス ク について検討し た。

　（ ５ ） 環境変化 ・ 環境汚染物質によ る健康影響評価のた

めの新たな解析手法の開発を継続し た。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ .5.1， Ⅳ .6.3 にも関連

（ ４ ） 生体 NMR 分光法の高度化に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE183

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○三森文行 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ） ・ 渡邉英宏 ・ 高屋展宏

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 無侵襲で ヒ ト や実験動物の解剖学的画像， 機

能，代謝を計測する こ と ができ る生体 NMR の測定 ・ 解析

法の開発 と， 環境条件下におけ る生体への応用をはかる

こ と を目的とする。 このため， 生体 NMR 分光計のハー ド

ウ ェ ア， ソ フ ト ウ ェ アの開発， 分光計のシステム化等を

行い，生体 NMR 分光法の ヒ ト ，実験動物への適用をはか

る。

〔内容および成果〕

　 ラ ッ ト 精巣を対象 と し て形態画像， プロ ト ン スペク ト

ルの測定法の研究を行った。 精巣では脂肪に由来する信

号が大き く ， 測定の妨害 と な る。 水や代謝物に比し て脂

肪信号の T1 が短い こ と を利用し て反転回復法を用いた

STIR 法によ り ， 脂肪信号を抑圧し た画像や， スペク ト ル

を得る こ と が可能になった。

〔備考〕

（ ５ ） 粒子状物質が呼吸器に及ぼす影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0005AE245

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境健康研究領域） ・ 崔星 ・

山元恵

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 17 年度 （2000 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 微小粒子状物質は肺の深部に沈着し， 様々な呼

吸器系細胞に影響を及ぼす。 本研究では， 肺胞腔内に沈

着し た粒子状物質を貧食し ている と 考え られている肺胞

マ ク ロ フ ァージや， 肺の炎症時に肺胞腔内に浸潤し て く
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る好中球の細胞機能の変化， 上皮細胞や内皮細胞におけ

る炎症に関連する遺伝子の発現に関する研究を行 う 。 大

気汚染物質の中でも， 特に重金属化合物や PM2.5 の呼吸

器に及ぼす健康影響指標を開発し， 遺伝子発現から見た

呼吸器系生体影響の評価方法の確立する こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 ヒ 素を多 く 含む石炭の燃焼によ り 色素異常沈着， 皮膚

がんな ど の慢性 ヒ 素中毒が発生す る こ と が知 ら れてい

る。 大気中におけ る重金属 ・ 半金属類の生体影響を明ら

かにする一環 と し て， ５ 価 と ３ 価の無機 ヒ 素あ るいは メ

チル化 ヒ 素を内皮細胞に曝露し て， ヒ 素化合物の細胞内

への経時的な取込み量， 細胞の生存率， ス ト レ ス タ ンパ

ク であ る ヘムオキ シゲナーゼ－ １ の発現量な ど を調べ

た。 細胞においては， ヒ 素の取込み量 と 細胞障害性 と の

間には， きれいな相関関係がみられた。 また， ヘムオキ

シゲナーゼ－ １ の発現量は， 細胞毒性 と ほぼ同じ用量影

響関係を示し た。 ３ 価の無機 ヒ 素は ５ 価の無機 ヒ 素よ り

高い毒性が見られた。 一方， ５ 価の メ チル化 ヒ 素は， 無

機 ヒ 素よ り 低い細胞毒性を示し たが， ３ 価の メ チル化 ヒ

素は， 無機 ヒ 素 よ り は る かに高い細胞毒性 を 示 し た。

以上の こ と か ら， こ れまで一部報告 さ れてい る よ う に，

無機 ヒ 素の代謝過程におけ る中間産物であ る ３ 価の メ チ

ル化 ヒ 素が， 無機 ヒ 素の生体毒性におけ る中心的役割を

担っている もの と考え られる。

〔備考〕

（ ６ ） 多種類化学物質の過敏状態誘導に関する基礎的研

究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0204AE359

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境健康研究領域） ・ 黒河佳香 ・

山元昭二 ・ 掛山正心

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 生体の恒常性は脳･神経－免疫－内分泌軸を中

心 と し て維持されてお り ， 低濃度の環境化学物質が こ の

相互作用に及ぼす影響が懸念されているが実体について

は不明であ る。 環境化学物質によ る免疫系の攪乱は感染

抵抗性の低下やアレルギー疾患の増加に結びつ く 可能性

を示唆し ている。 本研究は， 環境化学物質の免疫－脳･神

経間での情報伝達機構への影響を脳･神経か ら の神経ペ

プチ ド や免疫担当細胞か らのサイ ト カ イ ンに着目し て明

らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ガ ス状化学物質 と し てホルム アルデ ヒ ド を曝露し て，

前年度は海馬， 扁桃体におけ る グルタ ミ ン酸， セ ロ ト ニ

ン系に関与する遺伝子発現の変動を報告し た。本年度は，

同様の曝露で抗原感作を繰 り 返し て免疫系での変動を検

討し た。 また， 海馬 と の関連を明ら かにする ために海馬

破壊マウ スで免疫系の変動を調べた。 その結果， 抗原感

作に よ り 肺におけ る神経成長因子に増加がみら れたが，

低濃度ホルムアルデ ヒ ド 曝露によ り その増加が抑制され

た。 次ぎに， 海馬破壊マウ ス と 偽処置を行った対照マウ

ス と の比較では， 抗原感作によ り 肺での炎症性細胞の浸

潤， 浸潤し た炎症性細胞の種類， 血漿中の抗原特異的抗

体価において差はみられなかった。 しかし なが ら， 肺胞

洗浄液中の腫瘍壊死因子の産生は海馬破壊マウ スで有意

な低下が認められた。

〔備考〕

（ ７ ） 電磁界の生体影響評価に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0304AE498

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 高圧送電線な どに由来する生活環境中の電磁

界の発がん性については，約 20 年にわた り 議論されてき

ている。 疫学研究では， 小児白血病や乳がんについて否

定でき ない リ ス ク が示唆されている。 一方， 動物実験で

は， 発がん性が確認でき ない と い う 報告が多いが， 乳が

ん由来培養細胞の実験では， 細胞増殖への磁界の影響が

観察されている。 そ こ で， 本研究では電磁界感受性の乳

癌培養細胞を用いて， 電磁界の生体に対する影響の分子

基盤を解明する こ と を研究目的とする。

〔内容および成果〕

　 電磁界感受性の乳がん培養細胞を用いて電磁界の生体

影響を遺伝子発現レベルで解析するために， DNA アレ イ

を行った。 DNA アレ イは， BD Bioscience Clontech 社の

Atlas glass Human 1.0 を用いた。 このグ ラ スアレ イには，

ヒ ト の遺伝子 1,081 個が網羅的にスポ ッ ト されている。遺

伝子発現変動は， 電磁界を曝露し た細胞 と そ う でない細

胞 と の比で計算し た。 その結果， スポ ッ ト されている遺

伝子の 95％は変動し なかった。 しかし， 遺伝子発現が 2

倍以上のものが 39 個あ り ， 一方反対に 12 個の遺伝子の

発現は減少し た。 最も変動の大きいものは， 約 6 倍の増
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加であった。

　 以上の結果よ り ， 電磁界感受性の乳がん培養細胞にお

いては遺伝子レベルにおいて も電磁界の影響が明ら かに

なった。

〔備考〕

（ ８ ） 環境因子による細胞死の分子機構の解明

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0304AE502

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 今日の環境問題の中で， 環境有害因子に生体が

曝露し た時の， 人の健康への影響を鋭敏に， かつ感度よ

く 評価で き る 手法を確立す る こ と は極め重要な課題に

なっている。 私は， これまでに分子細胞生物学に立脚し

た方法論を導入し， その課題に取 り 組んでき た。 その結

果， 環境有害因子によ る細胞の 「死に方」 を識別する こ

と によ り ， 従来の評価法に比べ感度のよい新しい評価法

の確立への手がか り を得た。 それは， 「環境因子によ る ア

ポ ト ーシス （自殺死） の誘導」 を見いだし た こ と によ る。

本研究では， アポ ト ーシス誘導のみな らずネ ク ローシス

を も考慮し た細胞死の観点から新しい環境因子の健康影

響評価法の確立のために， その分子機構を解明する。

〔内容および成果〕

　 カ ド ミ ウ ム よ る細胞死誘導時のネ ク ローシス相におけ

る メ タ ロチオネ イ ンの細胞生物学的挙動を明ら かにする

ための最適な遺伝子導入系を下記のよ う に開発し た。

　 PCR 法を用いて ヒ ト メ タ ロ チオネ イ ン遺伝子配列に

Flag 配列を導入し た。 従って， この遺伝子産物は抗 メ タ

ロチオネイ ン抗体を用いずに， 市販されている抗 Flag 抗

体で認識可能になる。

　 実際， 腎臓由来培養細胞に Flag- メ タ ロ チオネ イ ン

cDNA を導入し てみる と， これら の遺伝子産物の局在は

細胞質であ る こ と が， 抗 Flag 抗体で明らかになった。

　 また， こ の抗 Flag 抗体は， ウエス タ ンブロ ッ ト 法にも

応用可能であった。 これらの成果は，j. Health Sci. （2003）

49:156-159. に掲載された。

　 本研究で得られた成果は， メ タ ロチオネ イ ンの核移行

の分子機構の解析のみな らずカ ド ミ ウ ムの細胞死誘導機

構の解明に大き な手がか り になる と考え られる。

〔備考〕

（ ９ ） 有害化学物質情報の生体内高次 メ モ リ ー機能の解

明と それに基づ く リ ス ク評価手法の開発に関する研

究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0305AG493

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境健康研究領域） ・ 黒河佳香 ・

山元昭二 ・ 掛山正心 ・ 野原恵子 ・ 古山昭子 ・

後藤純雄 ・ 中島大介

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 低濃度の揮発性化学物質に よ る脳神経系 と 免

疫系及びその相互作用への影響について， 化学物質その

も のの蓄積によ る影響よ り も化学物質の情報の蓄積によ

る攪乱作用 と い う 視点で明ら かにする。 脳神経系につい

ては， 主に海馬を中心 と し た大脳辺縁系のネ ッ ト ワーク

に焦点を当て， また， 免疫系については リ ンパ球での メ

モ リ ー機能に焦点を当て検討する。さ らに，その メ モ リ ー

の誘導に関与する情報伝達系の因子を探索し， 化学物質

の体内での動態 と 合わせて ヒ ト での影響評価に有用な指

標の選択， あ るいは新たな開発を試みる。

〔内容および成果〕

　 全体計画 と し ては， 揮発性化学物質の鼻部曝露， 全身

曝露によ る脳神経系の活動変動をシナプスの可塑性に関

係する分子生物学的指標， 嗅覚か ら の経路 と 大脳辺縁系

での神経情報処理の変化を と ら え る電気生理学的指標に

ついて検討する。 免疫系での メ モ リ 機能の活性変動につ

いては， 曝露後に化学物質に特異的なサイ ト カ イ ンやケ

モカ イ ン レベルの反応， 特異的な リ ンパ球の増殖反応，

メ モ リ ー細胞の割合などについて検討する。 また， 曝露

された化学物質の体内での動態について も高感度分析法

によ る解析， 代謝物の測定などによ り 検討する。 病態動

物 と し ての海馬破壊や リ ンパ球欠損動物に化学物質を曝

露し て， 脳神経－免疫相互間での作用の変動を明ら かに

する。 揮発性化学物質の脳神経－免疫におけ る メ モ リ ー

機構解明のための研究の初年度 と し て， 低濃度の ト ルエ

ンを初めは ３ 日連続で， その後毎週 １ 回の割合で鼻部曝

露し て嗅覚経路を刺激し た と きの海馬におけ る機能の変

動， 免疫系の リ ンパ球におけ る 化学物質に対す る メ モ

リ ーの有無について検索し た。 併せてにおいの認識に関

するモデル実験系について検討し た。 その結果， 海馬に

おけ る シナプス伝達長期増強においては曝露群 と 対照群

と で差はみられなかった。 嗅球 と 海馬での炎症性サイ ト

カ イ ンや神経成長因子においては曝露によ る変動は認め

なかった。 ト ルエン曝露し たマウ ス脳内での情報伝達に
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係る グルタ ミ ン酸や NMDA 受容体については , 分子の詳

細な解析を進めてい る。 ト ルエ ン曝露に よ り 脾臓での

CD4+CD44+CD25- メ モ リ ーT 細胞の割合は変化し なかっ

たが，CD8+CD44+CD25- メ モ リ ーT 細胞は増加傾向を示

し た。 CD19+ 細胞 （B 細胞） は ト ルエン曝露によ り 有意

に増加し た。脾臓細胞を LPS や PHA などのマイ ト ジェ ン

刺激 し た と き のサ イ ト カ イ ン産生には変動はみ ら れな

かった。 におい認識に関する モデル実験系については，

におい物質をマウ スに提示し， においに反応し てレバー

を押すマ ウ ス を作成 し た。 レ バーに対す る 反応を セ ン

サーで検出 ・ 記録する こ と で， におい認識モデルが可能

であ る こ と が明ら かになった。 また， マウ スは嗅覚刺激

に対し ては刺激般化しやすいこ と がわかった。

〔備考〕

（10） メ タ ロチオネイ ン欠損マウスを利用し たカ ド ミ ウ

ムの毒性発現および体内動態における メ タ ロチオネ

イ ンの役割

〔区分名〕 環境 - その他

〔研究課題コー ド〕 0103BX363

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○遠山千春 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 カ ド ミ ウ ムの毒性軽減や体内動態に メ タ ロ チ

オネ イ ンが関与する こ と はよ く 知られているが， 不明な

点も数多 く 残されている。 そ こ で， 本研究では， メ タ ロ

チオネイ ンの I 型と II 型の発現を抑えた メ タ ロチオネイ

ン欠損マウ ス を用いて， カ ド ミ ウ ムの毒性および体内動

態におけ る メ タ ロチオネ イ ンの役割を明確にする こ と に

よ り ， カ ド ミ ウ ムの毒性発現機構を解明する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 カ ド ミ ウ ムの妊娠期経口曝露および長期経口曝露にお

け る カ ド ミ ウ ムの体内動態に及ぼす メ タ ロチオネ イ ンの

関与について， メ タ ロチオネ イ ン欠損マウ ス を用いて検

討し た。 その結果， 同腹内に メ タ ロチオネイ ン （-/-） 胎

仔と メ タ ロチオネイ ン （+/-） 胎仔が共存する メ タ ロチオ

ネイ ン （-/-） 妊娠マウ スあ るいは メ タ ロチオネイ ン （+/

-） 妊娠マウ ス を利用する こ と によ って， 妊娠期間中にカ

ド ミ ウ ムを曝露し た母体の腎臓におけ る カ ド ミ ウ ムの蓄

積増加や胎仔の肝臓および脳におけ る カ ド ミ ウ ムの蓄積

低下にそれぞれの臓器中 メ タ ロチオネ イ ンが重要な役割

を果た し ている こ と が明ら か と なった。 また， カ ド ミ ウ

ムの長期曝露によ る肝臓および腎臓でのカ ド ミ ウ ムの蓄

積増加や脳でのカ ド ミ ウ ムの蓄積低下に メ タ ロチオネ イ

ンが関与し， しか も， カ ド ミ ウ ムの曝露期間が長い程 メ

タ ロチオネイ ンの影響が大きいこ と が示された。

〔備考〕

所外共同研究者 ： 佐藤雅彦 （岐阜薬科大学） ・ 鈴木純子

（11） ト ラ ンスジ ェ ニ ッ ク マウスを用いた環境発がんに

おける酸化的ス ト レスの関与の解明

〔区分名〕 文科 - 原子力

〔研究課題コー ド〕 9903CA068

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○遠山千春 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 15 年度 （1999 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 一般環境中では ヒ ト は放射線な どの物理的因

子 と 多種類の有害化学物質に曝露されてお り ， ヒ ト がん

の原因 と し て環境発がんが問題 と なっ てい る。 そ こ で，

本研究では， 酸化的ス ト レ スの除去に関与する タ ンパク

質を過剰発現あ るいは欠損し た ト ラ ン スジ ェニ ッ ク マウ

ス を用いて， 放射線発がんおよび化学発がん感受性要因

と し ての酸化的ス ト レ スの重要性を明ら かにする こ と を

目的 と する。 本年度は， 強力な抗酸化作用を有する メ タ

ロチオネイ ンの I 型と II 型の発現を抑えた メ タ ロチオネ

イ ン遺伝子欠損マウ ス を用いて， 放射線によ る胸腺 リ ン

パ腫の誘発に及ぼす メ タ ロ チオネ イ ンの影響を検討 し

た。

〔内容および成果〕

　 ８ 週齢雌の メ タ ロチオネ イ ン遺伝子欠損マウ スおよび

野生型マウ スに X-ray （0.5, 1.0, 1.5, 2.0 Gy） を 1 週間に

1 回， 6 週連続全身照射し て， 最終照射 6ヵ月後に胸腺 リ

ンパ腫の発生有無を観察し た。 その結果， X-ray を照射

し た野生型マウ スの胸腺 リ ンパ腫の発生率は， 1.5 Gy 照

射群で 33 ％， 2.0 Gy 照射群で 50 ％であった。 一方， X-

ray照射し た メ タ ロチオネイ ン遺伝子欠損マウ スでは，1.5

Gy 照射群で 77 ％， 2.0 Gy 照射群で 92 ％であった。 な

お， 0.5 および 1.0 Gy の X-ray を照射し た野生型マウ ス

並びに メ タ ロチオネ イ ン遺伝子欠損マウ スは と も に腫瘍

の発生は認められなかった。

　 以上の結果よ り ， 放射線照射し た メ タ ロチオネ イ ン遺

伝子欠損マウ スでは野生型マウ スに比べて胸腺 リ ンパ腫

の発生率が著し く 増加する こ と が明ら か と な り ， メ タ ロ

チオネ イ ンは放射線発がんに対する重要な感受性因子で

あ る こ と が判明し た。 また， メ タ ロチオネ イ ンは強力な

抗酸化作用を有する タ ンパク質であ る こ と から， こ の発

がんの メ カニズムには酸化的ス ト レ スが深 く 関与し てい
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る こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究者 ： 佐藤雅彦 （岐阜薬科大学）

（12） ガス交換能を有する肺胞モデルの開発と健康影響

評価への応用

〔区分名〕 文科 - 原子力

〔研究課題コー ド〕 0004CA072

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○持立克身 （環境健康研究領域） ・ 小林隆弘 ・

古山昭子 ・ 鈴木明 ・ 清水明

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 こ れま で呼吸器系に対する大気汚染物質の影

響は， 呼吸機能に関する生理学的研究， 気道および肺胞

上皮組織の病変に関する組織化学的研究， あ るいは免疫

細胞の機能に関する研究等によ って評価されて来た。 し

かし， これら の実験動物を用いた暴露実験を主体 と する

研究では， ガス暴露装置の制約を強 く 受け， 大気環境中

に数多 く の汚染物質が共存し その複合汚染が危惧される

状況に， 適切に対処でき ない恐れがあ る。 こ の様な状況

を踏まえ，「環境化学物質に対するバイオエフ ェ ク ト セン

サーの開発」 （平成 ７ ～ 11 年度） では， Ⅱ型肺胞上皮細

胞 と 肺線維芽細胞を用いて， 影響評価用肺胞上皮組織を

人工薄膜上に再構築し た。 本研究では， こ の人工上皮組

織が環境汚染物質を細胞培養液に溶解させた形で影響評

価する こ と を前提 と し ていた点を解消すべ く ， ガス状物

質について も影響評価が可能な肺胞組織同等体を構築す

る。

〔内容および成果〕

　 コ ラーゲン薄膜を培養基質に用いて基底膜構造体を有

する肺胞 ２ 型上皮組織の作製は， コ ラーゲン膜の透過性

が低いために成功し なかった。 そ こ で， コ ラーゲン膜に

代わ り 線維性 メ ッ シ ュで力学的強度を確保し， 中性Ⅰ型

コ ラーゲン溶液の薄膜を張った。これを風乾し て，コ ラー

ゲン線維密度が疎な極薄基質 （ufib） を作製し， 表面加工

を施し て培養基質 と し た。 基質を両面か ら上皮細胞で挟

み込む培養を行 う と， 老廃物が排泄されない等によ り 基

質か ら細胞が乖離する恐れがあった。 そ こ で， 上皮基底

膜の特定ラ ミ ニン分子を分泌する上皮細胞株 （Ａ） と 血

管内皮基底膜の特定ラ ミ ニンのみを分泌する間充織細胞

（Ｂ） を用いて， 単独培養および基質両面での共培養を

行った。

　 Ａ 細胞単独， または Ｂ 細胞単独の場合， イ ンサー ト

の内面側のみに播種し た細胞は， 培養期間中に外面側に

も 移動し， その境界には基底膜緻密板 （ラ ミ ナデンサ）

がコ ラーゲン線維を覆 う 様に形成された。 コ ラーゲン線

維が無い個所では， ２ つの基底膜緻密板が近接または融

合し た像が観察された。 イ ンサー ト の内面側に Ａ 細胞，

外面側に Ｂ 細胞を播種し た共培養の場合も，境界面には

コ ラーゲン線維を覆 う 様に基底膜緻密板が形成 さ れた。

これら の結果か ら， 線維性 メ ッ シ ュに張った コ ラーゲン

線維極薄基質上で， 異な る ２ 種類の細胞を単独または共

培養する こ と によ って， ２ つの基底膜緻密板が近接また

は融合し た基底膜構造体および組織を作製する こ と がで

き た。

〔備考〕

（13） 低線量放射線の内分泌攪乱作用が配偶子形成過程

に及ぼす影響に関する研究

〔区分名〕 文科 - 原子力

〔研究課題コー ド〕 0206CA364

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青木康展 （化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター） ・ 大迫誠一郎

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 放射線の影響が最 も 出やすい器官であ る雄精

巣を対象組織 と し て， 内分泌機能解析および変異解析に

適し ている と 思われる， 数種のモデル実験動物を用いる

こ と によ り ， 1） 低線量放射線によ る精巣内内分泌攪乱作

用の検出 （内分泌攪乱作用解析） 　 2） 低線量放射線によ

る内分泌機能の変動が突然変異発生に及ぼす影響の解析

（突然変異解析） を実施する。 さ ら に これら の実験か ら，

低線量放射線影響の リ ス ク評価の基礎 と な る知見を得る

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 X- 照射装置にて， 0.03, 0.1, 1, 5 Gy の X- 線を ７ 週齢

C57BL/6J 雄マウ スに照射し た 24 時間後および 7 日後に

血清， 精巣を回収し， 内分泌攪乱作用を解析し た。 その

結果， ホルモン感受性の高いマウ スでは低線量で も テス

ト ステ ロ ン分泌に関し て， 抑制的影響があ る可能性を示

唆する実験データが得られた。

　 体内で発生し た突然変異を検出するには， 点突然変異

と 欠失突然変異が同時に検出で き る遺伝子導入マ ウ ス，

gpt delta マウ ス を用いた。X- 線を ７ 週齢 gpt delta マウ ス

に照射し た 60 日後に突然変異頻度を解析し た結果，精巣

での欠失変異の増加は 5 Gy の照射で初めて認められた。

低線量 X- 線照射が突然変異，特に点突然変異の発生に及

ぼす影響を今後詳細に検討する必要があ る。
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　 今後， モデル動物を作成し， よ り 精緻な低線量影響解

析を行 う 予定であ る。 モデル動物において， X- 線によ る

突然変異頻度が変化するか否かについて も， 検討を計画

し ている。

〔備考〕

 共同研究者 ： 能美健彦 （国立医薬品食品衛生研究所）

（14） 大気中有害化学物質に対する遺伝的感受性要因の

抽出法の確立

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0204CD422

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境健康研究領域） ・ 崔星

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 大気有害物質， 特に微小浮遊粒子状物質に含ま

れる重金属類や有機化合物に対する感受性を決定づけ る

遺伝子群を抽出する こ と を目的 と する。 大気有害物質に

対する感受性の違いは， 加齢や胸部疾患の既往歴によ っ

て も修飾され得るが， 遺伝要因が大き な役割を果た し て

いる も の と 推測されている。 こ こ では， 微小粒子状物質

の毒性を決定づけている と 考え られる， 重金属 と 多環芳

香族化合物に焦点を絞 り ， これら の化合物に対し て， 生

体防御的効果を もつ遺伝子を検索する実験的方法を まず

確立し， さ ら に ヒ ト 集団において， 目的 と する遺伝子に

多型が存在するかど う かについて調べる こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 カ ド ミ ウ ムに曝露し た肺胞 ２ 型上皮細胞に発現する遺

伝子と し てヘムオキシゲナーゼ -1，heat shock protein70，

ステ ロ イ ド水酸化酵素， trpm2， コ ラーゲン結合タ ンパク

gp46 の他に， いまだ遺伝子配列が登録されていない遺伝

子を同定 し， 新 し く 同定 し た ２ つの遺伝子については

cadmium-inducible gene 1 　 （cdig1） な らびに cdig2 と命名

し た こ と を既に報告し た。 本年度は， これらの遺伝子が，

肺胞 ２ 型細胞のみな らず， ヒ 素を曝露し た血管内皮細胞

において も発現し ている こ と を明ら かにし た。 一方， こ

れらの遺伝子がどの組織に強 く 発現し ているかを，Multi-

tissue Northern Blot と 32P-dCTP でラベルし た cdig1 な ら

びに cdig2 のプローブを用いて調べた。 cdig2 は肝臓にお

いて も っ と も発現量が高 く ， 一方， cdig1 は肝臓において

中程度の， また睾丸において も っ と も高 く 発現し ている

こ と が明らか と なった。 　

〔備考〕

（15） サルES細胞を用いた環境有害因子の毒性評価法の

開発

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0304AF568

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○山元恵 （環境健康研究領域） ・ 平野靖史郎 ・

崔星

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 環境有害因子の毒性発現は， 発生期， 成熟期，

老齢期の各年齢相で異な り ， また臓器や細胞の種類， 個

体によ って も異な る。 特に発生初期には有害因子に対す

る感受性が高 く ，その後の発達に大き な影響を与え るが，

発生初期におけ る 環境有害物質の毒性評価は困難であ

る。 本プロ ジェ ク ト は， ヒ ト に外挿可能な発生初期にお

け る 環境有害物質の毒性評価モデルの構築を目的 と し

て，サル由来の ES 細胞の細胞分化系を用いた毒性評価法

の開発を行 う 。 本系は， 特に， in vivo 実験の困難な経胎

盤性の有害物質の発生毒性のス ク リ ーニングに有用であ

る と考え られる。

〔内容および成果〕

　 本年度後期に，カニク イ ザル由来の ES 細胞を導入し た。

ES 細胞の培養に要求さ れる 因子や基質の供給を行う 役割

を持つマウ ス 由来の支持細胞 （mouse embryo fibroblast） と

と も に共培養し ， 安定し た培養， 継代， およ び保存に関

する 検討を行った。 その結果， 経常的に ES 細胞の培養，

およ び継代， 保存を 行う こ と ができ る よ う になっ た。 現

在， 環境有害物質の曝露評価系と し ての ES 細胞から 神経

系細胞への分化系の確立を検討し ている 。

〔備考〕

（16） バイオナ ノ 協調体による有害化学物質の生体影響

の高感度 ・ 迅速評価技術の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0307BY601

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○持立克身 （環境健康研究領域） ・ 久米博 ・

中村宣篤

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 人間の臓器は， 外界に接し ている上皮組織， 循

環器系の一員であ る血管内皮組織， 及び両者間を充当す

る形で存在する間充織から構成されている。 上皮組織は
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上皮細胞 と 基盤 と な る基底膜構造体か ら， 血管内皮組織

は血管内皮細胞 と 基盤 と な る基底膜構造体か ら構成され

ている。 本研究では， 生体の上皮組織や内皮組織を模し，

環境応答信号を発する こ と ができ る人工組織を構築し た

後， それをナ ノ 構造体検出器 と 一体化させたバイオナ ノ

協調体を開発する。 こ のバ イ オナ ノ 協調材料を用いて，

動物実験系を一部代替し， 既存 ・ 新規化学物質の安全性

評価， 並びに医薬品 と し ての性能評価を， 迅速 ・ 高効率

に実現する手法の確立をめざす。

〔内容および成果〕

　 初年度は， 以下の ４ 点について検討し た。

　 ａ ） 基底膜構造体上における上皮細胞の接着シグナル

　 　 の解析

　 肺胞 ２ 型上皮 （T2） 細胞を， 基底膜構造体の培養基質

（rBM） 上に播種し た際， T2 細胞が rBM 基質から受ける

接着シグナルを， コ ラーゲン線維のみの基質 （fib） に播

種し た場合を対照と し て， 比較検討し た。 fib および rBM

上に T2 細胞を播種し た場合， FBS の添加 と は関係な く ，

Akt は全 く 活性化されず， Erk1/2 は リ ン酸化されたが，

その程度はプ ラ スチ ッ ク培養皿あ るいは分子状コ ラーゲ

ンを塗布し た場合に比し て低かった。また，FAK や paxillin

の リ ン酸化について も， fib と rBM 間で差が無 く ， プラ ス

チ ッ ク 培養皿あ る いは分子状 コ ラ ーゲ ンの場合 と 比 し

て， 最大になるのが ２ 日程度遅れた。

　 測定し たいずれの場合も， fib と rBM と の間には， シグ

ナル伝達に関与する キナーゼあ るいは adaptor タ ンパ ク

の活性化に差は認められなかった。 こ のため T2 細胞は，

rBM 基質がシグナル伝達に与え る影響を評価する細胞 と

し ては適さ なかった。

　 ｂ ） 基底膜構造体に代わる人工細胞外基質の設計と合

　 　 成

　 基底膜構造体に代わる人工細胞外基質 と し て， ラ ミ ニ

ンの細胞接着部分を参考に し て分子設計 と 合成を行っ

た。 基底膜の細胞基底面 と 接する側には， 細胞接着分子

のラ ミ ニンが存在し， その α 鎖 Ｇ 領域が位置する と考

え られている。G 領域と の結合にはイ ンテグ リ ン （α3β1

や α6β1）， あ るいは， シンデカンや α- デ ィ ス ト ロ グ

リ カンが関与する と 考え られているが， 本年度は結合部

位の研究が比較的進んでいる LG4 領域のシンデカン結合

ペプチ ド を合成し た。 しかし， ペプチ ド のみでは安定し

た細胞外基質 と し て機能す る には不十分なので， セ ン

サー と の結合を担当するポ リ マー と 化学結合させ， 人工

細胞外基質 （偽似マ ト リ ッ ク ス） を作製し た。

　 ｃ ） 人工細胞外基質を用いた組織培養方法の確立

　 作製し た偽似マ ト リ ッ ク ス を培養皿に塗布し， T2 細胞

を播種し て， その細胞接着量か ら偽似マ ト リ ッ ク スの細

胞接着能を評価し た。 塗布方法 と し ては， 一つは培養液

で希釈し培養皿に吸着 ・ 塗布する方法， も う 一つは有機

溶媒を含む溶液を培養皿に塗布 ・ 乾固する方法であ る。

いずれの場合も， 塗布された偽似マ ト リ ッ ク スは， フ ィ

ブロ ネ クチンを塗布し た場合 と 同程度の細胞接着能を発

揮し た。 また， 遊離の同ペプチ ド によ る拮抗阻害， ペプ

チ ド 抗体あ るいはヘパ リ ン処理によ る接着阻害が認めら

れた。 こ のこ と は， T2 細胞はシンデカン接着受容体を介

し て偽似マ ト リ ッ ク スのペプチ ド 部分に特異的に結合 ・

接着し ている こ と を示唆する。

　 ｄ ） NO 分子 ト ラ ン スデューサー型センサーの作製

　 ポ リ ア ミ ン系ポ リ マー と スチレ ン系ポ リ マーから な る

PMP (Fe) complex を作製し， NO によ る Fe (III) の還元反

応，PMP-2Fe (III) +2NO+ 2H2O→PMP-2Fe (II) +2NO2+4H+

を 50mV の電圧を掛け た陽電極上で行 う こ と に よ り ，

PMP-2Fe (II) → PMP-2Fe (III) +2e の応答電流 と し て計測

する方法を作成し た。 こ の PMP (Fe) complex 上で内皮細

胞を培養する と， 細胞が放出し た NO が拡散で濃度低下

す る こ と 無 く 高感度で検出す る こ と がで き る が， PMP

(Fe) complex の細胞接着能に改良の必要があった。 そ こ

で， PMP (Fe) complex 中に偽似マ ト リ ッ ク ス を混ぜ， 細

胞接着能を向上させる こ と を検討し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 春山哲也 （九州工業大学生命体工学研究

　 　 　 　 　 　 科） ・ 服部俊治 （ニ ッ ピバイオマ ト リ ッ ク

　 　 　 　 　 　 ス研究所）

（17） デ ィ ーゼル排気粒子等の粒子状物質が免疫系に及

ぼす影響と その機構の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0304CD566

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○小池英子 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 大気中の粒子状物質は， 呼吸器疾患やア レル

ギー疾患の増悪に寄与 し てい る 可能性が示唆 さ れてい

る。 抗原提示は リ ンパ球の活性化に重要であ り ， アレル

ギー反応の要因と なる気道過敏や IgE 抗体産生の増加に

関与し ている こ と か ら， 粒状物質の曝露は抗原提示機能

を亢進させる可能性があ る。 本研究では呼吸 - 免疫系に

着目し， 粒子状物質が肺の細胞の抗原提示機能に及ぼす

影響と その機構の解明を目的と し ている。

〔内容および成果〕
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　 本年度は， 1. デ ィ ーゼル排気粒子 （DEP） の曝露 （in

vitro） , 2. デ ィ ーゼル排気 （DE） の曝露 （in vivo） が抗原

提示に関わる細胞表面分子 （Ia， B7.1， B7.2） の発現 と機

能に及ぼす影響について検討し た。 1. ラ ッ ト の肺胞マ ク

ロ フ ァージ と末梢血単球は，DEP （10, 30, 100 μg/ml） 又

はそ こ に含まれる有機成分と粒子の分画に24時間曝露し

た。 DEP 曝露は， 肺胞マ ク ロ フ ァージの Ia および B7 の

発現に影響を及ぼさ なかったが， 末梢血単球のそれらの

発現を濃度依存的に増加させた。 DEP 中に含まれる有機

成分 と 粒子の分画を比較し てみる と， その作用は粒子よ

り も有機成分分画の方が圧倒的に高かった。 また末梢血

単球の抗原提示機能は， 低濃度の DEP 有機成分の曝露に

よ り 増加し た。 DEP は分化し た肺胞マ ク ロ フ ァージでは

な く 未熟な細胞であ る単球に作用し， 抗原提示に関わる

細胞表面分子の発現を増加させ， その機能を亢進させる

可能性が示唆された。 またその作用は主にそ こ に含まれ

る有機成分によ る こ と が明らか と なった。2. ラ ッ ト は DE

（3 mg/m3） に 12 時間 / 日で １ ヵ月間 曝露し た。 肺胞洗

浄液中の細胞 （BAL 細胞） の抗原提示に関わる細胞表面

分子の発現は，DE の単独曝露および抗原吸入を加えた系

のいずれにおいて も減少し た。 しかし なが ら， リ ンパ節

細胞の増殖能は DE 曝露によ り 増加し， その増加は抗原

吸入を加え る こ と でよ り 強 く 観察された こ と か ら， 抗原

提示機能を持った BAL 細胞が リ ンパ節に移行し た可能性

も考え られる。 また， 喘息様病態の指標 と な る肺抵抗値

も DE 曝露の時間に依存し て増加し， その増加は抗原吸

入を加え る こ と でよ り 強 く 観察された。 これらの こ と か

ら，DE 曝露はアレルギー反応を増悪させる可能性が示唆

された。

〔備考〕
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４ ．多様な自然環境の減少機構の解明と保全に関

する研究

４ ． １ 生物多様性の減少機構の解明と保全に関す

る研究

（１）流域ランドスケープにおける生物多様性の維持機

構に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA207

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 　 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○高村典子 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） ・

福島路生

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 本プロ ジェ ク ト では， 流域を構成する様々な ラ

ン ド ス ケープを客観的に定義し， その質， 量， および配

置 と 生物多様性 と の関係を導き出すこ と によ って， ラ ン

ド ス ケープの分断 ・ 縮小が生物多様性に及ぼす影響を評

価する。 そ し て生態系の保全や再生を流域あ るいはそれ

以上の空間ス ケールで行え る よ う な生物多様性予測モデ

ルを開発する。

〔内容および成果〕

　 兵庫県南部 （三木市， 小野市， 神戸市， 明石市， 加古

川市， 稲美町， 社町） にあ る 35 のため池を対象に， ため

池の水質 と 動植物プラ ン ク ト ンがどのよ う な環境要素に

よ り 決定されているのかを調べた。

　 表 １ に示し た水質 20 項目を用いて主成分分析を行っ

た。 第 １ 主成分は富栄養化を指標する項目が高い値を示

し た。 第 ２ 主成分は Fe や Si， 第 ３ 主成分は pH や UV/

DOC の値が高かった。第 １ 主成分 と第 ２ 主成分は比較的

広域の周辺の土地利用 と， 第 ３ 主成分は池の水草植生 と

高い相関を示し た （表 ２ ）。 すなわち， 水質変数の変動の

約 50％が周辺の土地利用に支配されてお り ， 池の植生に

規定されているのは約 10％強であった。

　 出現し た植物プラ ン ク ト ン種を用いて， 種の座標づけ

と 関連する環境要因について正準対応分析 （CCA） を用

いて解析し た。 夏の植物プ ラ ン ク ト ン種 （図 １ 参照） に

ついて， 第 １ 軸は変動の 14.8％を説明し た。 座標上のプ

ラ ン ク ト ン 種の位置と 環境要因の位置と の相関は有意

であっ た（ r=0.92, p=0.01）。 第 1 軸にそっ た種の並びを

みる と ， 左にア オコ 形成種であ る 藍藻の Microcystis,

Raphidiopsis, Planktothrix が位置し ，池周辺 1km の市街地

面積， 池周囲 10ｍ の道路面積， 護岸長， 池の植生のない

開水面積などの景観要素が選ばれた。 水質項目では， pH,

TN, Chl.a が選ばれた。 ま た， 右には珪藻の Aulacoseira

distans, A.granulate, 緑藻の Coelastrum, Tetrastrum,

Cruicigeniella などが位置し，池周囲 10km の森林面積 と池

の水生植物に関するパラ メ タがい く つか選ばれた。 ため

池の植物プ ラ ン ク ト ン種の構成は， 周辺の森林 ・ 市街地

面積 と それに関係が深い水質， な らびに池の植生の影響

を複合的に受けている こ と がわかる。

　 さ らに北海道では，全道に生息する淡水魚類を対象に，

ダムによ る河川流域の分断がも た らす生物多様性減少の

メ カニズムを解明する と と も に， その多様性減少量を定

表 １ 　 20 の水質変数の各主成分の因子負荷量 と寄与率

Z1 Z2 Z3 Z4
k （消散係数） -0.65 0.56
pH 0.77
Alkalinity -0.85
Bottom DO 0.42
TP -0.86
PO4-P -0.69
TN -0.75
NO3-N+NO2N
NH4-N 0.51
Si 0.48 -0.56 0.47
Fe -0.75
Na+ -0.78
K+ -0.81
Mg2+ -0.75
Ca2+ -0.75
Cl- -0.84
SO4

2- -0.53 0.49
DOC -0.80
UV/DOC 0.48 -0.65
Chl.a 量 -0.63 0.44
Variance accounted for （％） 39.6 12.5 11.6 8.9

表 ２ 　 各主成分と景観， 植生と の相関

Z1 Z2 Z3 Z4
池の形状
 　 平均水深 0.34 0.35
 　 護岸率 （％） -0.39 0.43
植生
 　 抽水植物面積率 （％） -0.34
 　 浮葉植物種数 -0.57
 　 浮遊植物面積 （m2） -0.56
 全水生植物種数 -0.37 -0.42
 　 開水面積率 （％） 0.74
土地利用
 　 市街地面積 （1km） -0.37 0.40
 　 市街地面積 （5km） -0.44 0.34
 　 水田面積 （10m） -0.47
 　 水田面積 （200m） -0.40
 　 水田面積 （1km） -0.44
 　 水田面積 （5km） 0.52
 　 水田面積 （10km） 0.40
 　 森林面積 （10m） -0.45
 　 森林面積 （200m） 0.39 -0.37
　  森林面積 （1km） -0.47
 　 森林面積 （5km） 0.53 -0.47
 　 森林面積 （10km） 0.64
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量化する こ と ができ た。 まず北海道日高地方で 2001 ～

2002 年にかけて行った魚類調査からは各魚種の生息密度

に及ぼすダムの影響を調べ， また北海道全域の魚類デー

タベース （HFish） の統計解析からは， 種多様度 と各魚種

の生息確率への影響をみた。 その結果， これら ２ つの空

間ス ケール （日高 と 全道） で ３ つの生物指標すべて （密

度， 多様度， 生息確率） にわたってダムによ る生息環境

分断の負の影響が検出された。 そ し て特に強 く 影響を受

けていたのが， 海 と 川を行き来する “通し回遊魚” と 呼

ばれる グループであ り ， 中で もハゼ科やカジカ科に属す

る小型の淡水魚類への影響が著しかった。 これら小型の

回遊魚は，た と えダムに魚道が設置されていた と し て も，

それを通過するだけの遊泳力がないために生息密度が低

下し， 多 く の河川流域で地域的に絶滅し ている も の と 考

え られる。 淡水魚類の種多様度がダムによ る分断でどの

程度低下し ているかを推定するモデルを構築し， その結

果を GIS を用いて表示し た （図 ２ 参照）。

　 こ のモデルは一般化線形回帰モデル （ポア ソ ン GLM）

をベースに， 標高 ・ 傾斜角 ・ 流域面積 ・ 調査年などにダ

ムによ る分断の有無を説明変数に加えてあ る。 全道には

ダムによ って種多様度が低下し ている流域 （パ ッ チ） が

数多 く 分布するが， 個々のパ ッ チを よ く 見る と， 標高の

低い海岸線に近い所にあ る パ ッ チほ ど， ま たひ と つの

パッ チの中でも ダムサイ ト に近い標高のよ り 低い所ほど

その低下量が大きい こ と が分かる。 ダム建設の魚類への

影響を考え る上で， ダムが設置される地点の標高がその

影響の度合いを決める極めて重要な要因であ る こ と が分

かる。

〔備考〕

共同研究者 ： 金子正美 （酪農学園大学） ・ 高田雅之 （北海

　 　 　 　 　 　 道環境科学研究セン ター） ・ 三橋弘宗 ・ 田中

　 　 　 　 　 　 哲夫 （兵庫県人 と自然の博物館） ・ 角野康郎

　 　 　 　 　 　 （神戸大学） ・ 田渕俊雄 （前東京大学） ・ 黒田

　 　 　 　 　 　 久雄 （茨城大学）

（ ２ ） 遺伝子組換え生物の生態系影響評価手法に関する

研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA210

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 　 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） ・

岩崎一弘 ・ 玉置雅紀 ・ 冨岡典子

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 遺伝子組換え体の挙動を解析する

ための遺伝的マーカーを作成する と 共に， 遺伝子組換え

生物の生態系影響評価について， 既存の安全性評価手法

の再検討並びに新たな検査手法の開発や， モデル実験生

態系の基本構造の設計を行 う 。 また， 育種作物等の自然

界への侵入 ・ 拡大を レ ビ ューし， 地図情報モデルを開発

する。

〔内容および成果〕

　 遺伝子組換え植物の高感度で効率的な評価法を開発す

る ためシ ロ イ ヌナズナの生態型 Col-0 に蛍光を発する

GFP 遺伝子が導入された組換え体 （AtGFP）， 葉の形態を

変化させる NTH 遺伝子が導入された組換え体 （AtNTH）

と赤い色素を蓄積する R 遺伝子を導入し た組換え体を作

成し た。 こ れ ら の組換え体の生育調査を行っ た と こ ろ，

GFP を導入 し た組換え体の生育は野生型 と ほぼ同 じ で

あった。 次に AtGFP と 野生型 と の交雑率を求める ため

AtGFP と Col-0 を混植し，開花終了後に AtGFP の植物体

を抜き取 り ，Col-0 の種子を採取し た。種子をろ紙上で発
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図２ 　 モデルによ って推定された種多様度の低下量

図 １ 　 正準対応分析 （CCA） によ る夏の植物プラ ン ク ト

ン種と環境因子の座標づけ
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芽させ， 根に GFP タ ンパク由来の蛍光を示す個体数を数

えた。約 30,000 個体について調べた と こ ろ 0.45％ の個体

で蛍光が観察された。 シ ロ イ ヌナズナの自然交雑率は約

0.3％ と い う 報告があ るので， 本研究の結果は組換え体で

あ っ て も 交雑率が大 き く 変動す る こ と はない こ と を示

す。

　 導入し た組換え遺伝子の宿主遺伝子発現への影響を評

価する ため， マ イ ク ロ アレ イ法の有効性について検討し

た。 実験材料と し ては， シ ロ イ ヌナズナの生態型 Col-0，

それに AtGFP 組換え体，AtNTH 組換え体を用いた。 これ

らの植物から mRNA を抽出し， 約 4,000 種類の cDNA か

ら な るマイ ク ロ アレ イ を用いて遺伝子発現プロ フ ァ イル

を解析し， 互いに比較し た。 まず野生型 Col-0 の異なる

個体間で比較し た と こ ろ， それら の遺伝子発現プロ フ ァ

イルは酷似し てお り ，相関係数 r2 は 0.96 と高い値を示し

た。 それに対し， 遺伝子組換え体 と 野生型植物の間では

一群の遺伝子発現にはっ き り と し た差が見られ， AtGFP

と Col-0 の相関係数は 0.75， AtNTH と Col-0 の相関係数

は 0.85 であった。さ らに，Col-0 と別の生態型であ る Ws-

2 と比較し た場合の相関係数は 0.9 であった こ と から，組

換え体 と 野生型の遺伝子発現パターンの差は生態型ど う

しの差よ り も大きいこ と が明らか と なった。

　 自然環境中に導入された遺伝子組換え微生物の生態系

への影響を評価する際には， 導入された微生物の挙動を

把握する こ と が重要であ る。 そのためには組換え体を感

度良 く 検出する方法が不可欠であ る。 ト リ ク ロ ロエチレ

ン分解菌 （M 株） を検出する ための特異的 PCR プラ イ

マーを mmoC 遺伝子の塩基配列を元に設計し， real time

PCR によ り 定量を行った。テンプレー ト の DNA と し て希

釈し た菌をそのま ま ５ 分間煮沸処理し た も のを用いた。

その結果，反応液中に １ 細胞の Ｍ 株が存在し ていて も検

出でき る こ と が明ら か と なった。 ただし， 定量性の高い

範囲は 1 万細胞以上存在し ている場合であった。

〔備考〕

（ ３ ） 生物群集の多様性を支配する メ カニズムの解明に

関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0305AA506

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 　 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○竹中明夫 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） ・

吉田勝彦

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 生物群集の種多様性を適切に保全す る ために

は， そ も そ も多様性がどのよ う に生じ， 維持されて き た

のかを理解する こ と が重要であ る。 しかし， 生物多様性

の形成 と 維持の メ カニズムは， 生態学的に も未解明の部

分が大きい。 本研究では， 特に 1） 同じ資源を利用する

木々が森林で共存する メ カニズムの解明， 2） 食物網を構

成する種がその性質を進化させる仮想生態系での多様性

の動態を支配する メ カニズムの解明の ２ つを目的に研究

を進める。

〔内容および成果〕

　 １ ） 森林の動態を再現する数値計算モデルを使い， 数

百世代に渡る シ ミ ュ レーシ ョ ン実験を行った。 樹木を個

体ご と に区別する と と も に空間構造を明示的に取 り 扱 う

個体ベースモデルを使って検討し た結果， 特に繁殖の時

間変動が種ご と に異な る場合に， 多種の共存が生じやす

い こ と が明ら か と なった。 また， 種子の散布距離の重要

性も示唆された。 さ ら に， 樹種ご と に種子の生産量に差

があ る場合， も っ と も生産量が高い樹種が他を排除する

のではな く ， 種子生産量に応じ た優占度の大小が生じ る

と い う 結果が得られた。 これらは， 森林での多種の共存

と， 優占種にな り がちな樹種， 少数派にな り がちな樹種

があ る程度固定し ている こ と を同時に説明する点で興味

深い結果であ る。 こ のよ う なモデルをつかった理論的な

研究に く わえ， 類似し た生態学的挙動を しめす樹種の共

存 メ カニズムを実証的に検討する ため， 野外調査を開始

し た。

　 ２ ） 仮想的な生物集団を使っ た コ ン ピ ュ ー タ シ ミ ュ

レーシ ョ ン実験によ り ， 進化的な時間ス ケールでの多様

性の変動パターン と 生物間相互作用 と の関係について検

討し た。 その結果， 生物が進化し ながら構築する食物連

鎖システムは非常に回復力が高 く ， 一次生産力を大き く

変化させる などの強い撹乱を加えて も システムの多様性

にはほ と んど影響し ないこ と などを明らかにし た。

〔備考〕

（ ４ ） 微細藻類の多様性に及ぼす環境ス ト レスの影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE133

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 微細藻類は一次生産者 と し て水界の食物網を

支え る重要な生物群であ る と 同時に， 有用物質の生産や

有害物質の分解などにかかわる種を含む重要な潜在的遺

伝子資源で も あ る。 こ のよ う な観点か らみる と， 微細藻
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類の多様性を把握し， その維持機構を知る こ と は， 生物

多様性を知る ために高等動植物の多様性を知る こ と と 同

様に重要であ る と 考え られる。 微細藻類の種多様性 と 遺

伝的多様性には １ ） 地理的要因 ： 微細藻類の場合多 く の

種が普遍種と考え られているが， それが正しいのか， ２ ）

種内地方集団の遺伝的変異はどの程度なのか， などの問

題があ る。 これらに対し て自然， 人為両起源の環境ス ト

レ スがどの程度影響し ているのかを明らかにする。

〔内容および成果〕

　 灰色藻綱は 9 属 13-4 種が記載されている小さ な分類群

で， その中の Glaucocystis 属は， 優占する こ と はないが

ヨ ーロ ッ パ， アフ リ カ， 北米， 日本， タ イに分布の記録

が あ る。 ド イ ツ， フ ラ ン ス， イ ン グ ラ ン ド 産の G.

nostochinearum 各 1 株，日本産未同定株 1株，タ イ よ り 分離

された未同定株 2 株について， 詳細な形態的観察 と 18S

リ ボ ソ ーム遺伝子の塩基配列解析を行った。 その結果，

ヨ ーロ ッ パ産 と 日本産株は同種であ り ， タ イ産株が異な

る こ と が示された こ と か ら， こ の種は普遍的に分布する

のではな く 熱帯固有の分類群が存在する こ と が示唆され

た。

〔備考〕

（ ５ ） 環境指標生物と し てのホ タルの現況と その保全に

関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0004AE136

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○宮下衛 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 豊かな自然環境， う るおいのあ る自然環境の指

標 と し て親し まれている ホ タルやホ ト ケ ド ジ ョ ウ， ヒ ヌ

マ イ ト ト ンボ， チス ジ ノ リ などの絶滅のおそれのあ る野

生生物の生息する自然環境の保全 と 復元 ・ 再生について

調査研究する こ と を目的とする。 13 年度 　 緊急に保護 ・

保全を要する種についての分布， 生息環境を明ら かにす

る。 14 年度 　 室内での飼育 ・ 繁殖条件を明ら かにする。

15 年度 　 保護， 復元 ・ 再生のために必要 と される環境条

件を明らかにする。 16 年度 　 生息地の保全手法を提案す

る。

〔内容および成果〕

 　 絶滅危惧種 ・ チスジ ノ リ の減少 ・ 絶滅要因には， 1） ダ

ム建設や河川改修によ る流量および湧水量の減少・枯渇，

2） 横断構造の設置によ る流速の低下， 3） 河川改修等に

よ る水際の多様性の減少， 4） 河畔林の伐採等によ る水際

の日照時間 ・ 照度の増加， ⑤河川の富栄養化の進行があ

げられる。 備前堀川 （本庄町） では 1） で絶滅， 矢場川

（足利町） では 1） で減少， 安室川 （上郡町） では 1） で

絶滅状況にあったが， 2003 年に出水で環境が改善され再

発見されている。 菊池川 （山鹿市） では 2） 4） ⑤で減少

し ている。 チスジ ノ リ は， 他に筑後川 （福岡県）， 矢部川

（瀬高町）， 球磨川 （錦町）， 川内川 （えびの町 ・ 菱刈町），

那珂川 （御前山町） などで現在見られる。

　 2002 年 11 月に着工された農林水産省直轄の御前山ダ

ム （那珂川の支流 ・ 相川に建設中） の下流にあ るチス ジ

ノ リ の生育地は， ダム工事の影響でシル ト ・ 土砂が著し

く 堆積し， チス ジ ノ リ はほぼ絶滅の状況にあ る。 河床が

広 く 掘削され岩盤が見え る御前山ダム建設地では， 相川

の川道に並行する，ダム堤体直下を横切る数 10ｍ 幅の長

く 延びた断層が， 河床に開口し ているため， 2003 年秋か

ら止水のためのグ ラ ウ ト 工が施工されているが， 相川で

は 2003 年秋に， まれに見るサケの遡上 ・ 産卵が確認され

てお り サケに対する ダムの影響が懸念される。

〔備考〕

（ ６ ） 底生動物の形態と環境要因との関連に関する基礎

的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0003AE138

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○上野隆平 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 15 年度 （2000 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 動物の形態， 特に運動 ・ 摂食など生理的機能を

持つ部位の形態は環境要因に応 じ て変化す る 場合があ

る。 こ の様な形態の変異の情報は環境への適応のし く み

を知る上で重要であ る と 考え られる。 また， 種の同定に

用いる形態に関する情報， 特に種内変異の情報は分類学

上の種の定義を明ら かにする ために必要であ る。 本研究

では底生動物の環境適応能力に関す る 基礎的情報 と し

て， また， 多様性に関する調査におけ る同定精度を向上

させる ための基礎的情報 と し て， 底生動物の形態 と 環境

要因 と の関連に関す る 情報を蓄積す る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 日本の主要な湖沼の優占種であ るオオユス リ カは， 従

来，北半球に広 く 分布する Chironomus plumosus と し て扱

われて き たが， 最近， 諏訪湖および研究所内の池で採集

されたオオユス リ カ幼虫について染色体の形態のみに基

づき新種 C. suwai と し て記載された。 そ こ で， 霞ヶ浦，
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涸沼， および研究所内の池で採集し たオオユス リ カ幼虫

の形態を ヨーロ ッパ産 C. plumosus およびその近縁種 （C.

nudiventris， C. muratensis） の形態 と 比較し， 形態によ る

識別が可能かど う か検討し た。 その結果どの産地のも の

も，光顕で見た口器や血鰓の形態は C. plumosus および C.

muratensis の記載に一致し，SEM で見た腹下唇板の微細形

態， 特に線条の数は C. plumosus の記載に一致し た。 し た

がって，日本のオオユス リ カが C. plumosus と別種であ る

と し て も 形態で識別す る こ と は現時点では不可能であ

る。

〔備考〕

（ ７ ） 円石藻の多様性研究と地球環境モニ タ リ ングへの

適用

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE148

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 海洋環境に豊富に生息し， 炭素 と硫黄循環に関

連する円石藻および関連藻類群の形態， 遺伝子， 生活史

の多様性について調査し， 将来， 円石藻を用いた地球環

境モニ タ リ ングを行 う ための基盤情報を蓄積する こ と を

研究目的 と する。 そのために本研究では， 自然界におけ

る多様性調査 と 研究材料の収集， 保存株の分類学的研究

（微細形態解析と分子系統解析） ， 生活史について解明す

る こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 2003 年度 7 ～ 8 月に東シナ海長江流域において生物 ・

環境モニ タ リ ングを行った際， 円石藻を含む多数の微細

藻 類 を 保 存 株 と し て 確 立 で き た。 そ の 中 で 珪 藻

Thalassiosira と 付着生活を営む特異な生活形で知られる

円石藻 Reticulofenestra sessilis を世界ではじめて培養株 と

し て確立でき，詳細な調査を行 う こ と ができた。R. sessilis

は珪藻細胞あた り 数十か ら数百細胞が付着し， 珪藻細胞

の全体を埋め尽 く すまで増殖， あ るいは次第に減少し て

付着が認められな く な る場合があった。 これは珪藻の細

胞分裂の際， 細胞が不均等に分配される こ と で生じ てい

た。 R. sessilis は細胞サイ ズが 4-6μｍ， カッ プ状の黄色の

葉緑体を 1 個も ち，葉緑体内側の核に近接する 位置で円石

を形成，ま た培養下で強い付着性を示し た。18SrDNA の系

統解析の結果， R. sessilis は Emiliania およ び Gephyrocapsa

と単系統群を形成し， 相同性は各々 95 ～ 99％であった。

詳細な解析には他の遺伝子を使 う 必要があ るが， 沿岸性

で付着性を示す Isochrysis と の共通祖先から，少な く と も

これらの種が分化し た こ と を確認でき， R. sessilis は付着

性を保持し ながら， 外洋 と い う 環境によ く 適応し た種で

あ る こ と が示された。

〔備考〕

（ ８ ） 昆虫の生活史 ・ 繁殖行動における集団内変異性と

その維持機構

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0004AE192

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 　 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○椿宜高 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 昆虫のオ ス に見 ら れる繁殖行動の集団内多型

現象に着目し， 生活史の観点か ら繁殖行動に関する集団

内多型の維持機構を解明し よ う と する。 多 く の昆虫に集

団内変異 と し て縄張 り 型， スニーカー型の繁殖行動が存

在する こ と がわかっている。 2 型の共存は ESS 理論から

次の 2 つの場合が考え られる。 ひ とつは個体のサイ ズや

闘争能力に依存し て行動が決ま る場合であ る。 し か し，

色彩多型のよ う な遺伝的に支配されている形態形質に依

存する行動多型はこ の説明に当てはま り に く い。 こ の場

合に考えやすいのは頻度依存淘汰によ る遺伝子型の平衡

多型であ る。 しか し， 縄ば り 型 と スニーカー型が共存す

る集団には， 頻度依存淘汰ばか り でな く ， 密度依存淘汰

も表現型依存淘汰も働き， その効果の程度は型によ って

異な る と 考え られる。 これら の両側面を考慮し た上で多

型平衡の成立条件を解明し， これを説明するモデルを構

築する。

〔内容および成果〕

　 各遺伝子型の繁殖成功度が， 性比， 多型比率， 個体群

密度によ って受け る影響の程度を野外集団を用いて観察

し，要因分析を行った。また，平衡多型モデルを構築し た。

〔備考〕

（ ９ ） 河川敷に生息するスズ メ目鳥類のハビ タ ッ ト 選択

と個体群動態に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9904AE193

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○永田尚志 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 16 年度 （1999 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 主に河川敷で繁殖する ス ズ メ 目鳥類の年令構
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成， 性比， 密度などの個体群構造の変動 と 生息環境の変

化の関連を把握し， 河川敷の生息環境が各種の個体群お

よび種間関係に及ぼす影響を明らかにする。最終的には，

河川敷に生息する鳥類群集および希少種のオオセ ッ カの

保全に役立て る こ と を目的 と する。 利根川水系の河川敷

に生息する ス ズ メ 目鳥類 （特に， オオセ ッ カ， オオ ヨ シ

キ リ ， コ ヨ シキ リ ， コ ジュ リ ンの 4 種） のハビ タ ッ ト 適

性指数 （HSI） を開発する と同時に個体群存続可能性分析

（PVA） を行 う 。

〔内容および成果〕

　 神栖町高浜の利根川河川敷に調査プロ ッ ト （6.4ha） を

設定し， オオセ ッ カ， オオ ヨ シキ リ ， コ ヨ シキ リ ， コ ジュ

リ ンを標識し， 個体識別に基づいて鳥類群集の変化を追

跡し た。 こ の地域全体でみる と オオセ ッ カの生息分布は

拡大し， 個体数も増加し た こ と が明ら かになって き てい

る。 しかし， 局所的にみる と， 2000 年の野火後， 調査プ

ロ ッ ト のオオセ ッ カ と コ ジ ュ リ ンの繁殖密度は一次減少

し たが， オオセ ッ カの密度は野火の前のレベルまで回復

し た。 しかし， コ ジュ リ ンの繁殖密度は 1999 年の 7 割程

度に と ど ま っていた。 一方， セ ッ カは野火によ り 密度が

一時的に増加し， 2003 年現在 も 野火前よ り も 密度が高

かった。 コ ヨ シキ リ は， 野火の前後で密度の変化は認め

られなかった。 営巣場所 と 繁殖開始時期によ って， こ の

よ う な種によ る野火によ る密度の反応の差が生じ ている

と考え られた。

〔備考〕

（10） 流域スケールでの水生生物の生息環境と その保全

および管理に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE195

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○福島路生 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） ・

高村典子 ・ 亀山哲

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 流域ス ケールで水生生物の生息環境を理解し，

その保全 と 管理に役立て る。 特に， 流域 と い う 大き な空

間ス ケールにおけ る地形 と植生 と 土地利用 と を地理情報

システム を利用し て定量化し， そ こ に生息する生物 （例

えば魚類など） と の関係を調べる。 13 年度 　 調査地の選

定，文献およびデータの収集など予備的調査を行 う 14 年

度 　 地理情報シ ス テム を用いて流域ご と の土地利用図，

植生図，標高図などを作成する 15 年度 　 過去の報告書か

ら各流域の生息魚類データベース を作成する 16年度 　 各

流域の地形， 植生， 土地利用 と 魚類群集 と の関係を解析

する 17 年度 　 上の解析結果を誌上，および口頭発表する

〔内容および成果〕

　 日本全国のダムによ る流域分断マ ッ プを作成し た。 こ

のマ ッ プか ら， 流域ご と にいつか ら ダムによ って海 と 分

断されているかがひ と 目で分かる よ う になった。 そ し て

GIS を用いる こ と で， 建設予定のダムが新たに加わった

と きに分断流域がど こ にどのよ う に拡大するか， また反

対に， 既設のダムを撤去し た と きに分断流域がどのよ う

に消失するか と い う シ ュ ミ レーシ ョ ンを行 う こ と も可能

と なった。 こ の解析ツールは， 流域ス ケールでの水生生

物の保全や管理に， さ ら に流域管理全般に広 く 利用する

こ と ができ る。

〔備考〕

（11） シロ イ ヌナズナのアス コルビン酸合成遺伝子を導

入し た遺伝子組換え植物の開発

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0104AE202

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 16 年度 （2001 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 種々の環境ス ト レ ス によ り 引き 起こ さ れる 植物

への被害は，ス ト レ ス によ り 生じ る 活性酸素によ って引き

起こ さ れている 。 アス コ ルビン酸 （AsA） はその抗酸化作

用によ り 活性酸素の消去に重要な働き を 持つと 考えら れ

ている 。 本研究は高等植物の AsA 合成に関与する 酵素を

コ ード する 遺伝子 L-Galactono-1,4-lactone dehydorogenase

（AtGLDH）， GDP-mannnose pyrophosphorylase （AtGMP） を

導入し た遺伝子組換え体を作製し ，AsA 含量の変化し た植

物の作製を行う 。 最終的にはこ れら の植物における AsA

含量と ス ト レス 耐性能と の相関を検討する 。

〔内容および成果〕

　 本年度は AtGLDH 遺伝子の発現， AtGLDH の活性及び

AsA 含量の相関について解析を行った。 AtGLDH の発現

を組織別に調べた と こ ろ こ の遺伝子の発現は若い葉で顕

著に観察され， さ らに AtGLDH 活性及び AsA 含量も同様

な傾向を示し た。 また， AtGLDH の発現の日周変化を調

べた と こ ろ こ の遺伝子の発現は明期に上昇し， 暗期に減

少し た。こ の時のAtGLDH活性，AsA含量の増減はAtGLDH

の発現と同様な挙動を示し た。以上のこ と から， AtGLDH

遺伝子の転写がアス コルビン酸合成の律速になっている

可能性が示唆された。 また こ のよ う な日周変化は， 植物

を 連続暗所に て栽培す る と 見 ら れ な く な る こ と か ら
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AtGLDH 遺伝子の発現は光によ って制御されている こ と

が示された。

〔備考〕

（12） 二次的自然環境における陸上 - 水中にわたる生物

生活史に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0205AE365

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高村健二 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 二次的自然環境内の水域か ら 陸上にかけた生

息場所において生活史を送る生物について， その生息場

所利用様式を調査し， 分布の要因を探る。

〔内容および成果〕

　 平野部の農耕地 ・ 居住地混合地域を流れる河川 と その

周辺で これら の場所に特徴的な生物の生息適地環境条件

を把握する。 こ の調査によ り ， 農耕地景観の色濃 く 残っ

ている場所でどのよ う な生物が生息し ているか， また開

発の進行 と と も にどのよ う な影響を受け る可能性があ る

かを検討する。 調査方法はこれら の地域を貫通する径路

沿いの徒歩によ る目視ラ イ ンセンサス と 採集によ る種同

定 ・ 餌生物定量であ る。

　 本年度は， 調査地周辺の都市化に伴い農耕地周辺の林

地管理がおろそかになって低層植生が繁茂し ている こ と

に注目し， 低層植生の刈取 り を実験的に行った。 そ し て

こ の刈取 り が生息する ト ンボ類の密度に影響するかど う

かを検討し た。 その結果， 刈取 り 区 と 対照区 と では ト ン

ボ密度には差が認められず， 低層植生繁茂の影響は認め

られなかった。

〔備考〕

（13） 植物の環境ス ト レス耐性に関与する遺伝子の探索

と機能解析

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0307AE503

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域） ・ 久保明弘 ・

青野光子

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 植物は環境保全に必須であ り ， 大気汚染や紫外

線などのス ト レ ス要因が植物に及ぼす影響やそれら に対

する植物の耐性機構を明ら かにする こ と は， 基礎 ・ 応用

の両面において重要であ る。 特に環境ス ト レ ス耐性機構

については植物の様々な遺伝子が関与し ている と 考え ら

れる ため，それらの遺伝子の同定 と機能の解明を目指す。

〔内容および成果〕

　 植物の ス ト レ ス反応に関与す る 遺伝子を探索す る た

め， シ ロ イ ヌナズナア ク テ ィ ベーシ ョ ン タ ギング系統よ

り オゾン感受性突然変異体を 14 系統選抜し た。 また， す

でに得られているオゾン感受性系統の解析によ り 原因遺

伝子を一つ同定し， 別の 1 系統がジャ スモン酸低感受性

であ り ， オゾン暴露時に抗酸化系酵素の遺伝子発現が野

生型に比べて低 く なっている こ と が明ら かに され， オゾ

ン感受性の一因と なっている と示唆された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 英国ニューカ ッ スル大学

（14） 環境ホルモンのマ メ科植物の共生窒素固定に及ぼ

す影響

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF504

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 　 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） ・

中嶋信美

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 生態系における物質循環系において， 窒素循環

は植物の最も重要な無機栄養であ る窒素の供給源 と し て

安定し て働 く 必要があ る。 窒素の収支は大気中から の窒

素の固定 と 陸上 ・ 海洋か らの脱窒のバラ ン スによ って成

り 立っている。 これら の う ち大気中か らの窒素固定は植

物への窒素供給面で重要な働き を し ている。 総窒素固定

の う ちマ メ 科植物 と 根粒菌によ る共生窒素固定は総窒素

固定の 14％， 生物学的窒素固定の 22％を占めてお り ， そ

の重要性は極めて高い。 最近， これら の共生関係が環境

ホルモンによ り 阻害される こ と が報告されている。 本研

究はこ の研究を さ ら に進めて， 環境ホルモンの影響が共

生窒素固定のど の段階ま で影響を与え る のか を調査す

る。

〔内容および成果〕

　 本研究では環境ホルモンがマ メ 科植物 と 根粒菌 と の共

生関係に与え る影響について調査を行い以下の結果を得

た。 ４ 種類の環境ホルモン （ビ ス フ ェ ノ ール A， ペン タ

ク ロ ロ フ ェ ノ ール，2,4- ジ ク ロ ロ フ ェ ノ キシ酢酸，2,4,5-

ト リ ク ロ ロ フ ェ ノ キシ酢酸） 存在下でエン ド ウ根粒菌の

増殖実験を行った。 その結果， 根粒菌の増殖は 2,4,5- ト

リ ク ロ ロ フ ェ ノ キシ酢酸を 10ppm 与えた と き以外は変化
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し なかった。 また， これらの環境ホルモンによ る共生遺

伝子 NodD の発現は比較的低濃度 （10ppb） で有意に抑制

された。 し たがって， 環境ホルモン存在下で根粒菌の共

生遺伝子の活性化は根粒菌の生育に影響を与え る こ と な

く 抑制される こ と が明ら かになった。 そ こ で これら の環

境ホルモンを投与し て培養し た根粒菌によ るエン ド ウへ

の根粒着性能について検討し た。 その結果， 根粒の着生

については環境ホルモンに よ る影響は見ら れなかった。

しかし ながら，ペン タ ク ロ ロ フ ェ ノ ールを 0.1ppm 以上投

与し た根粒の半分は白色 （通常は赤色） を呈 し ていた。

こ の影響を調査する ためペン タ ク ロ ロ フ ェ ノ ール処理区

で植物の窒素固定活性を測定し た と こ ろ約半分まで減少

し ていた。 さ ら にそれに伴い， 植物の葉に窒素欠乏症状

が見られた。 以上の結果か ら環境ホルモンは根粒菌の根

粒形成遺伝子の発現に対し て抑制的に作用するが， その

作用は根粒の着生数に対し て重大な影響を も た らすこ と

はない こ と が明ら かになった。 また， ペン タ ク ロ ロ フ ェ

ノ ールに関し ては機能不全な根粒を誘導する作用を持つ

こ と が示された。

〔備考〕

（15） 野生生物の遺伝的多様性をモニ タ リ ングするため

の手法の開発に関する研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0303AH527

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 　 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○高村健二 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 野生生物の保護管理や保全において重要 と な

る生物集団の遺伝的多様性をモニ タ リ ングする ための手

法を開発する こ と を目的 と する。 生物多様性の基盤であ

る遺伝的多様性については， 最近の技術的発達が目覚ま

し く ， 今後におけ る野生生物集団への適用が期待されて

いる。

〔内容および成果〕

　 野生生物は同じ種であって も地域集団に分かれて分布

し，集団間にしばしば顕著な遺伝的違いが発達し ている。

こ のよ う な生物の顕著な例 と し て， 河川 ・ 湖沼水系ご と

に分布が隔て られている淡水魚が存在する。本研究では，

淡水魚の中か ら冷水域に生息が限定される ホ ト ケ ド ジ ョ

ウ を取扱 う 。 こ の魚種の ミ ト コ ン ド リ ア遺伝子 D-loop 領

域の塩基配列解読を行い， 地域的特性の探索を行 う 。

　 本年は冷水域が広 く 存在す る 信越地方の標本を収集

し， 対象の塩基配列の増幅 ・ 解読に成功し た。 塩基配列

の結果か ら地域的特性が明ら か と な り ， こ の方法によ る

遺伝的多様性のモニ タ リ ングが可能であ る こ と を確認し

た。

〔備考〕

北野聡氏 （長野県自然保護研究所技師） を共同研究員 と

する。

（16） 高度情報 ・ 通信技術を用いた渡り鳥の移動経路と

生息環境の解析および評価に関する研究 （1） 衛星

画像と GIS 手法を用いた渡り鳥生息地の環境解析と

変化予測に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 F-4

〔研究課題コー ド〕 0103BA030

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○田村正行 （社会環境システム研究領域） ・

島崎彦人

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 近年， 長距離移動性の渡 り 鳥が世界各地で急速

に減少し ている。 その主な原因は， 繁殖地， 中継地， 越

冬地それぞれでの環境破壊であ る と 考え られている。 渡

り 鳥の保全を目指す研究を進展させる ためには， 渡 り 鳥

が非常に広い範囲を移動する ため， 人工衛星を利用し た

移動追跡や衛星画像によ る環境解析などの技術が不可欠

であ る。 本研究は， これら の高度情報 ・ 通信技術を利用

する と と も に， 全地球測位シ ス テム （GPS） を用いた新

たな追跡技術を も開発し ながら， 渡 り 鳥 と その生息環境

の保全を進める こ と に貢献する。

〔内容および成果〕

　 渡 り 経路の連続性評価に基づいた， 重要中継地特定手

法を開発し た。 本手法を， 1998 ～ 2000 年に得られたコ

ウ ノ ト リ の衛星追跡データに適用し た結果， 中国東部の

Bohai 湾および Laizhou 湾沿岸に位置する中継地が利用不

可能になった場合， 渡 り 経路が南北に分断され， 中国南

部 ・ 揚子江流域の越冬地が地理的に孤立する こ と が示さ

れた。 こ の こ と か ら， コ ウ ノ ト リ を保護する ためには，

こ の地域におけ る中継地環境を保全し， 渡 り 経路の連続

性を維持する こ と が重要であ る と結論し た。

　 コ ウ ノ ト リ の出現位置 と 周辺地域におけ る環境特性の

違いを明らかにする ために， 2002 年 9 月， 中国東北部お

よび Bohai 湾沿岸の現地調査を実施する と と もに， 1998

～2002年に当該地域のLandsatTM/ETM+画像を用いた詳

細な土地被覆解析を行った。 具体的には， 地表面の基本

的構成要素であ る水， 植生， 土壌の存在量に関連する，

正規化水分指標 （NDWI）， 正規化植生指標 （NDVI） およ
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び正規化土壌指数 （NDSI） の空間分布を求めた。 次に，

出現地点と ラ ンダム点から生成し た 95％信頼円領域で各

指標値を集計し， その有意差検定を行 う こ と によ り ， 鳥

が選択的に出現す る 地点の土地被覆特性を明 ら かに し

た。 さ らに， TM/ETM ＋画像 （空間分解能 30m） と SPOT

VEGETATION （VGT） 画像 （空間分解能 1km） を重ね合

せ， TM/ETM ＋画像から推定し た局所的な高精度土地被

覆情報を，VGT 画像を介し て広域かつ多時期に外挿し た。

そ し て， コ ウ ノ ト リ の出現位置に固有な土地被覆特性を

備えた地点を， 出現確率の高い地点 と し， その多時期 ・

広域分布を推定し た。NDVI 時系列変化パターンの自己相

関係数 と 相互相関係数か ら得られる コ レ ロ グ ラ ムを用い

た， 土地被覆の経年変化抽出手法を開発し た。 1998 年 と

2002 年の SPOT VEGETATION データから作成し た東ア

ジア全体の NDVI 時系列データに本手法を適用し た結果，

1998 年 8 月の洪水によ って湛水し た中国東北部の嫩江流

域各地が， 2002 年には乾燥化し， 大き な土地被覆変化個

所と し て検出された。 

〔備考〕

共同研究者 ： 樋口広芳 （東京大学） ・ 福田 　 明 （静岡大

　 　 　 　 　 　 学） ・ Yuri Darman （ロ シア WWF ロ シア極東

　 　 　 　 　 　 支局） ・ Vladimir A. Andronov （ロ シア

　 　 　 　 　 　 Khingansky 州自然保護区） ・ Meenakshi 

　 　 　 　 　 　 Nagendran （米国カ リ フ ォルニア大学）

（17） 侵入生物による生物多様性影響機構に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA205

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 　 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） ・

椿宜高 ・ 高村健二 ・ 永田尚志

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 日本および世界における侵入種の種類， 各種の

生態学的特性， 分布域などの実態を把握し， それら が も

た らす在来生態系への影響を生物間相互作用すなわち競

合， 捕食， 遺伝的攪乱， 寄生生物の持ち込みなどの観点

か ら検証し， 得られたデータ を も と に侵入種によ る生物

多様性への影響機構を明ら かにする こ と を目的 と する。

そのために侵入種のデータベース を構築し， 代表的侵入

種を選定し た上で室内実験および野外調査を行い， 侵入

種の影響パターンの把握および対策手法の確立を目標 と

する

〔内容および成果〕

　 データベースについては本来は全ての外来種が対象 と

なるが， 我が国では 2,000 種を超え る外来種 （国内移動

を含む） が記録されてお り ， 全種を一律に取 り 扱 う こ と

は非現実的であ る。 こ のため当面の対象 と し て， 生態系

に対す る 影響が特に大 き い と 考え ら れ る も のに絞っ て

データベース を作成し た。 具体的には， 脊椎動物の う ち

哺乳類 ・ 鳥類 ・ 爬虫類 ・ 両生類 ・ 魚類， 無脊椎動物の う

ち昆虫類の一部， 植物の う ち維管束植物の一部 と し た。

選定し た種の情報収集 と 整備を行い， 画像データの追加

を行った。 さ ら にデータベースの公開 ・ 運用および更新

に係る検討を行った。 侵入種によ る在来種に対する生物

間相互作用を介し た影響調査については， まず， 輸入昆

虫であ るセ イ ヨ ウオオマルハナバチの調査結果 と し てセ

イ ヨ ウオオマルハナバチ優先地域では， 対照区 と 比較し

て， コ マルハナバチの頭幅長が有意に小さ く なっている

こ と が示された こ と か ら， セイ ヨ ウオオマルハナバチに

よ る餌資源の独占が在来マルハナバチの体サイ ズに影響

し ている こ と が示唆された。 網室内放飼実験によ り セ イ

ヨ ウ オオマルハナバチの在来植物に対す る 影響評価を

行った結果， 植物の結実率はセ イ ヨ ウオオマルハナバチ

放飼区で有意に低かった こ と から， 在来種よ り も セ イ ヨ

ウオオマルハナバチのほ う が送粉効率が低い こ と が示さ

れ， 在来植生に対する影響が示唆された。 外国産ク ワガ

タ ムシについては前年度スマ ト ラ オオ ヒ ラ タ ク ワガタ と

日本産 ヒ ラ タ ク ワガタの交雑実験によ り 得られたF1雑種

同士の交雑実験を行い， F2 が得られ， 成虫羽化まで確認

し た。 これによ り ， 雑種には妊性があ る こ と が示された。

　 日本列島の ヒ ラ タ ク ワガ タ地域系統間および東南アジ

アの ヒ ラ タ ク ワガ タ島嶼系統間の交雑実験で も雑種は得

られたが適応度が低 く ， 生殖隔離が働いている こ と が示

唆された。ヒ ラ タ ク ワガタの交雑実験結果と mtDNA 系統

樹を重ね合わせた結果， 系統間の分子遺伝距離 と 生殖隔

離の発達程度に負の相関が存在する こ と が示唆され， 生

殖隔離進化の一般則 と 合致し ない こ と が示された。 ク ワ

ガ タ ムシ寄生性ダニの一種ク ワガ タナカセについて， 輸

入外国産 ヒ ラ タ ク ワガタおよび国産 ヒ ラ タ ク ワガ タに寄

生し ている個体群を採集し，形態的変異および mtDNA 変

異を確認し た。 主に中山間地域の治山 ・ 砂防工事などで

用いられている外来牧草シナダレ スズ メ ガヤが河川に侵

入し， 砂礫質河原で蔓延しつつあ る こ と が示された。 シ

ナダレ スズ メ ガヤ と カ ワ ラ ノ ギ ク などの河原固有植物は

排他的に分布し ていた。 シナダレ スズ メ ガヤの侵入は河

原の砂質化や被陰など を介し て， 河原固有植物の実生の

生存 ・ 成長 ・ 種子生産を脅か し， その 「絶滅の渦」 の主

要な要因 と なっている こ と が示された。 シナダレ ス ズ メ

ガヤの生活史特性にも とづいた と し たモデルシ ミ ュ レー
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シ ョ ンによ り ，局所個体群の分布拡大を予測し た と こ ろ，

占有面積は年 4 倍の速度で増加し， 本種はきわめて侵略

性の高い外来種であ る こ と が示された。 侵入魚類であ る

カダヤシ ・ メ ダカの個体数比の各条件下におけ る行動を

移動解析ソ フ ト によ って も解析し た。 カダヤシによ って

メ ダカは鰭を中心に傷を負わせ， 死亡にいた ら しめる こ

と も あ り ， 行動や繁殖成功に負の影響を与え る こ と と，

その過程が明ら かになった。 輸入鳥類によ る鳥マ ラ リ ア

の持ち込みについて調査し た結果， 日本産鳥類において

も， メ ジ ロやホオジ ロ など種類によ っては， かな り 高い

割合で Haemoproteus や Plasmodium などの血液寄生虫を

保持し ていた。 一方， 東南アジアの熱帯雨林の鳥類は，

寄生虫感染率が高 く 日本産鳥類のほぼ ２ 倍であった。 メ

ジ ロの血液寄生虫の感染率は， 本州か ら南にい く ほど高

く な り ， 小笠原や沖縄 ・ 先島諸島の 50％以上の個体が血

液寄生虫に感染し ていた。 全 く 血液寄生虫のいなかった

ハワ イ と ちがって， 日本産鳥類はマ ラ リ アなど寄生虫に

対する抵抗力は持っている と 予想された。 沖縄島南部の

糸満市 と 中部の名護市か ら， 外来種であ るサキシマハブ

ないし タ イ ワ ンハブ と在来種ハブ と の雑種第 1 代が発見

された。 ミ ト コ ン ド リ ア DNA における塩基配列を調べた

結果， 糸満市産の個体では雌親がハブであ り ， 一方名護

市産の個体では雌親が外来種タ イ ワ ンハブであ る こ と が

わかった。 雑種の生殖腺を組織形態学的に調べた と こ ろ

いずれの個体も稔性を もつこ と が強 く 示唆された。

〔備考〕

参画研究機関 ： 森林総合研究所・長野県自然保護研究所・

　 　 　 　 　 　 　 北海道大学 ・ 東京大学 ・ 九州大学 ・ 琉球

　 　 　 　 　 　 　 大学 ・ 岐阜経済大学 ・ 自然環境研究セン

　 　 　 　 　 　 　 ター

（18） アジアオセアニア地域における生物多様性の減少

解決のための世界分類学イニシアテ ィ ブに関する研

究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 F-6

〔研究課題コー ド〕 0204BA368

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○志村純子 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）・

笠井文絵 ・ Mary-Helene Noel

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 生物多様性の減少が加速し ている一方， 多様性

の宝庫 と 言われる途上国地域におけ る生物種の実態解明

は， 生物種を正確に同定し， 生息生物種の変動をモニ タ

リ ングする専門家集団の不足 と， その情報共有が遅れて

いる ために， 著し く 困難 と なっている。 そ こ で， 分類学 ・

情報学の人材を養成し， 分類学研究のイ ン フ ラ ス ト ラ ク

チャ と し ての施設および分類学情報へのア ク セス確保が

緊急の課題であ る。 生物多様性条約締約国会議では， 世

界分類学イ ニシアテ ィ ブ （GTI） と し て作業計画を採択

し， 地域レベルでのプロ ジェ ク ト を通し て， これら の問

題解決をはかる こ と と し た。 我が国の国際地域におけ る

GTI パイ ロ ッ ト プロ ジェ ク ト の実施を行い， 拡張性の高

いコ ス ト 効果のあ る地域プロ ジ ェ ク ト をデザイ ンする こ

と を目的 と し， 分類学研究のキ ャパシテ ィ 構築 と 情報共

有お よ び利用促進に必要な技術 と 手順について研究す

る。

〔内容および成果〕

　 発展途上国の研究者 と の共同研究を通し て， アジアに

おけ る分類学振興に寄与する具体的 ・ 実際的な技術移転

と， その際に必要 と な る， 分類学情報 （タ イプ標本情報

や分類同定におけ る支援ツール， 地域チェ ッ ク リ ス ト の

作成支援） を分類学研究者 と 情報学研究者が協力し て実

施し た。 GTI の国際地域における広報 と議論の場 と し て，

メ ー リ ング リ ス ト を開設し た。 分類学支援ソ フ ト ウエア

のアーカ イブ， 国際地域におけ るデータ共有ポータルサ

イ ト を構築する ための Web サーバを構築稼動し た。 この

サーバ上で稼動予定の生物種分布の地理 ・ 時系列表示シ

ステムに必要な ソ フ ト ウエアモジ ュールの開発を実施し

た。 プロ ジェ ク ト 1 年目に実施し た， アジア地域の分類

学キ ャ パシ テ ィ 調査お よ び， 調査 と ア ジ ア地域 ワ ー ク

シ ョ ッ プにおけ る レ ポー ト に も と づいて， 国際 ワ ー ク

シ ョ プの日本開催を行い， アジア地域の GTI 実施計画の

進捗をモニ ターし， 日本国内の分類学 と 情報学の研究者

に対し， 環境保全を目的 と し た広域情報ネ ッ ト ワーク を

介し た生物多様性情報の国際共有へどのよ う に協力でき

るのかについて検討を行い， かつ， 分類学情報共有に関

わる国際ネ ッ ト ワーク EASIANET， PBIF など と の連携を

強化し た。 上記の GTIWeb サーバを海洋性生物地理情報

システム OBIS のデータプロバイ ダー と し て，稼動させる

ための基本的な仕組みを整備し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 戸部博 （京都大学） ・ 白山義久 （京都大学） ・

　 　 　 　 　 　 松浦啓一 （国立科学博物館） ・ 中桐昭 （製品

　 　 　 　 　 　 評価技術基盤機構） ・ 佐藤聡 （筑波大学） ・

　 　 　 　 　 　 相良毅 （東京大学） ・ 小野哲 （株ラ ン ス）

（19） 生物多様性情報学基盤の先導的構築

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 0103CB369
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〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○志村純子 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 生物多様性情報は生物資源お よび生態系の構

成者 と し て生息生物種の実態， 時系列変化を知る ために

重要であ る。 我が国に保存されている生物種の標本に関

する情報を電子化し， 地球規模での生物多様性の実態解

明に寄与する情報基盤を構築する と と も に， 生物多様性

について適切にデー タ ベース を用いて解析す る ために

は， 分類体系の変化によ って も た ら される学名変遷の問

題が深刻であ る。 そ こ で分類体系に依存 し ないデー タ

ベース構造を用いて変遷の著しい学名を標準化する ため

基盤情報の構築 と 提供を行い， これら の情報を イ ン ター

ネ ッ ト 上に公開し広 く 世界の研究者 と と も に生物多様性

情報の構築におけ る 問題点を解決す る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 生物多様性に関する分類学情報を分類体系に依存し な

いデータベース構造を用いて格納するデータベース を構

築し た。 データ コ ンテンツは， Flora of Japan を試験的に

採用し た。 Floga of Japan は我が国の分類学体系にも とづ

く 植物学名の情報であ り ， 地域によ る分類体系の違いを

反映し正確に地球規模でのデータ解析を行 う ために不可

欠な基礎情報資源であ る。 このデータベースは Ｗ ｅ ｂ ブ

ラ ウザおよび Java アプ リ ケーシ ョ ンによ る参照を可能 と

し た。 Java アプ リ ケーシ ョ ンはオープン ソース と し て国

立環境研究所のサーバか ら公開を し た。 国内博物館に保

管されている生物種標本 と採集地に関する電子化し た情

報を国立環境研究所のデータベースサーバーに， 国際標

準 と し て適切な形式で格納し， 地球規模生物多様性情報

フ ァ シ リ テ ィ （GBIF） ネ ッ ト ワーク に我が国からは初め

て公開し た。

　 生物多様性情報構築におけ る キ ャパシテ ィ 構築をテー

マ と し， アジアオセアニア地域の研究者を招へいし， 地

球規模のデータ資源を構築する ために， 我が国および特

にアジア地域に分散型データベースによ る情報共有を実

現する ための方途を さ ぐ る国際会議を開催し た。 国際会

議では我が国およびアジアにおけ る生物多様性構築の実

態を各国が報告し， 細分化し た生物多様性に関する研究

情報の統合に必要な取 り 決めや， 支援のあ り かたについ

て議論を行った。 生物多様性情報共有に関する欧米にお

け る試み と と も に， アジアオセアニア地域におけ る取 り

組みの成果を英文書籍と し て と り ま と めた。

〔備考〕

共同研究者 ： 松浦啓一 （国立科学博物館） ・ 馬渡駿介

　 　 　 　 　 　 （北海道大学）・ 伊藤元己 （東京大学） ・戸部 

　 　 　 　 　 　 博 （京都大学） ・ 北山兼弘 （京都大学） ・

　 　 　 　 　 　 戸田正憲 （北海道大学） ・ 山根正気 （鹿児島

　 　 　 　 　 　 大学）・ 金子信博 （横国大）・ 中静透 （総合地

　 　 　 　 　 　 球環境学研究所）

（20） 病原生物が野生生物集団に及ぼす影響に関する研

究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0103CD209

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 　 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○椿宜高 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） ・

高村健二 ・ 永田尚志 ・ 五箇公一

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 野生生物集団はほ と んど常に病原生物 （寄生虫

を含む） を保有し ている。 病原生物が直接に野生生物集

団に絶滅を も た ら し た例はあ ま り 知られていないが， そ

の理由は病原生物の感染性 と 野生生物の寄生抵抗性が比

較的短期間に共進化を起こすこ と にあ る と 考え られてい

る。病原生物が野生生物の生存や繁殖への影響を通し て，

形質や遺伝変異にどのよ う な変化を与えているのかにつ

いて， 進化的な視点で研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 集団内に行動の異な る二型の雄が存在する カ ワ ト ンボ

について， 腸内に寄生する真グレガ リ ナの性間および雄

の二型間の寄生虫数を比較し た。 こ の寄生虫は ト ンボが

小昆虫を摂食する と きに腸内に取 り 込まれるが， 羽化し

て性的に成熟する までの約 1 週間がおも な感染期であ る

こ と がわかった。 最も寄生率が高いのは体が大き く て摂

食量の多いオレ ンジ翅型の雄， 低いのは体の小さ い透明

翅型の雄で， 雌は中間的であった。 オレ ンジ翅型の雄は

野外での生存率が低いが， 寄生虫が生存率の違いを一部

説明する こ と がわかった。

　 セ イ ヨ ウマルハナバチは農業資材 と し てオラ ンダか ら

輸入されているが， 体内にポ リ プダニを宿し ている こ と

が分かった。 半野外で花粉媒介昆虫 と し て利用され， 国

内の野生マルハナバチ と も接触する （種間の交尾がおき

る） ため， 外国産のダニが野生マルハナバチ集団に浸食

する可能性が示唆された。 輸入ク ワガ タで も外部寄生ダ

ニが発見され，マルハナバチ と同様のこ と が懸念される。

　 病原生物に対する耐性や免疫能には遺伝的な変異が存

在する可能性があ る。 地域集団 と 寄生率 と の関係を調べ

る目的で， ト ゲウオの集団間遺伝距離を推定し た。 カ ワ
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ト ンボでは集団に よ って寄生率が異な る こ と が分か り ，

遺伝的多型の比率と関連があ る こ と が示唆された。

　 ウ グ イ ス科の う ち東アジア と 日本の間で渡 り をする 3

種と渡 り をせずに国内に滞留する 2 種について， 血液中

の寄生虫 （主 と し て鳥マ ラ リ ア原虫） の寄生率を調査し

た。 その結果， 渡 り をする種にはよ り 多 く の鳥マ ラ リ ア

原虫が寄生し ている こ と が分かった。 マ ラ リ アを媒介す

る カが日本にはいない こ と がその理由のひ と つであろ う

が， 温暖化などでカの分布が変化する と， 状況が変わる

可能性も あ る。

〔備考〕

（21） オース ト ラ リ ア産鳥類における協同繁殖の多様な

進化

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0204CD419

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○永田尚志 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 オース ト ラ リ アに生息し ている鳥類の 25％の

種で協同繁殖が発達し ている。 オース ト ラ リ アの生息環

境の質が， 時空間的に大き く 変動する ため， 繁殖個体の

繁殖成功 と は無関係に利他的行動が発達しやすい と 考え

られている。 また， ゴン ド ワナ大陸起源の分類群であ る

ため系統的に協同繁殖が発達 し やすい と い う 仮説 も あ

る。 本研究では， 血縁選択を通さ ないで協同繁殖がどの

よ う に発達するかを明ら かにし， 鳥類におけ る協同繁殖

の進化を再構築する こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 ダーウ ィ ン郊外ク マー リ 地区において， ２ 年間でオー

ス ト ラ リ アマルハシ Pomatostomus tempolaris の 21 群のべ

123 羽 と セ ア カ オー ス ト ラ リ ア ム シ ク イ Malurus

melanocephalus の 87 羽を色足環で標識し， 各群の行動圏

と 繁殖行動を追跡し た。 オース ト ラ リ アマルハシの群の

構成は ２ 年間， 安定し ていたが， 一部の個体の群間の移

籍が認め られた。 オース ト ラ リ アマルハシの平均群サイ

ズは， 3.8 ± 0.32 （SE,N=35） 羽であ り ， １ 群あた り 平均

1.8 羽のヘルパーが存在し ていた。ヘルパー個体の性比は

１ であったため， 前年に巣立った と 考え られる若い個体

が雌雄 と もヘルパー と なって群に と ど ま っている と 考え

られた。 2003 年度に観察でき た 21 群のオース ト ラ リ ア

マルハシの う ちで， ヒ ナを巣立たせる こ と ができ たのは

8 群に過ぎなかった。 ヘルパーが存在する こ と で短期間

の巣作 り が可能になったが， 給餌頻度にはあ ま り 貢献し

ていなかった。 セアカオース ト ラ リ アムシ ク イは野火の

ため， 定住性が低 く 1/3 の個体が前年の位置で確認され

たに過ぎなかった。 非繁殖期には， 複雄複雌群を形成し

ているが， 繁殖期にな る と １ 羽の黒色雄を含む小さ い群

へ と 群が分割された。 捕食によ る繁殖失敗が多 く ， 調査

期間中 ２ 巣が巣立ったに過ぎなかった。

〔備考〕

代表 ： 江口和洋 （九州大学大学院理学研究院）

（22） 生殖巣キ メ ラによる異種間個体増殖法の基盤技術

開発

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 9803CB579

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 10 ～ 15 年度 （1998 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 現時点では効率的な種の維持 ・ 増殖法や復活法

はいまだ開発されておらず， 生物工学的手法を用いた全

く 新しい動物種の維持， 増殖な らびに種の復活法の開発

が期待されている。 こ のため， 哺乳類， 鳥類の効率的増

殖法を開発する ために減数分裂以前の発生段階にあ る生

殖系列細胞を他の胚に移植する こ と によ り 生殖巣キ メ ラ

個体を作成する方法を開発する。

　 既に異系統間生殖巣キ メ ラ 個体を介 し て希少鳥類種

（熊本県天然記念物指定の久連子鶏） の個体増殖に世界で

初めて成功し た。 本研究では減数分裂以前の生殖系列細

胞か ら異種間生殖巣キ メ ラ を作成し， 生殖系列細胞の特

性を保持し たま までの細胞培養系を開発し て生殖巣キ メ

ラ作成に応用する。

　 本研究は生殖系列の成立機構の解明 と 共に， 研究全体

の目的であ る動物種の新しい増殖， 復活法の開発のため

に大き な寄与をする も のであ り ， 環境中の化学物質の生

殖系列への影響評価法等への応用範囲も広範であ る と考

え られる。

〔内容および成果〕

　 異系統間生殖巣キ メ ラ手法を応用する こ と で異種間生

殖巣キ メ ラ個体を介し た希少鳥類種の個体増殖法な らび

に個体増殖にかかわる周辺技術の開発を行った。 ウ ズ ラ

発生胚へのハ ト 始原生殖細胞の注入移植によ り 異種間生

殖巣キ メ ラの作成を試みた と こ ろ， 孵化直前及び孵化個

体の生殖巣か ら導入し たハ ト の細胞が検出された。 現在

も注入移植によ る キ メ ラ個体の作出を実施し てお り ， こ

れ ら の個体は芹成熟を待ち後代検定を行 う 予定であ る。

また， 得られたキ メ ラ鵜で後代検定を実施する ための人
―  164  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）
工授精法を開発し た。 未熟な状態で孵化するハ ト の雛は

キ メ ラ鵜が親の場合， 成長する こ と ができない。 そ こ で，

人工飼育によ り 孵化個体を性成熟させ受精卵を得る手法

を開発し た。 これら の個体は後代検定の ド ナー と し て用

いる ための精子，卵の供給源 と し て利用する予定であ る。

　 一方， ニワ ト リ 始原生殖細胞の培養において技術的向

上を図 り ， 40 日で 2,500 倍 と始原生殖細胞を大量に増殖

させる こ と が可能 と なった。 また， こ の培養法を用いる

こ と によ り ， 約一年間の長期培養が可能であ る こ と を示

し た。 これら の こ と は， 始原生殖細胞の大量保存や株化

な ど生殖巣キ メ ラ 作成において有用であ る と 考え ら れ

る。 現在， 長期間培養し た始原生殖細胞を注入移植し た

生殖巣キ メ ラ個体を 14 羽得てお り ，性成熟後に後代検定

を行 う 予定であ る。

〔備考〕

（23） 生殖系列細胞を用いた希少動物種の維持 ・ 増殖法

の開発に関する基盤研究 1. 生殖系列を用いた個体作

出法の開発研究 （3） 希少種の増殖率向上に関する

研究  3） 鳥類胚発生 ・ 孵化率診断に関する研究

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 0103CB186

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高橋慎司 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ） ・ 清水明

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 希少動物種は， 近交退化によ る繁殖能力の急激

な低下によ り ， 絶滅が加速される と 考え られる。 しかし

ながら， 近交退化を回避する具体的な知見は少な く ， 野

生動物の絶滅危惧種を救済する ためには， 近交退化 メ カ

ニズムを早急に解明する必要があ る。 また， 生殖系列細

胞を用いた本研究では， 鳥類の実験動物であ る ニホン ウ

ズ ラ （Japanese quail, Coturnix japonica） を用いて， 先ず

実験用ウ ズ ラ で近交退化 メ カニズムを調査し， 最終的に

絶滅危惧種の野鳥を救済する具体的方策を堤示する こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

　（ １ ） ウ ズ ラ を循環交配によ り 60 世代まで近交化する こ

と によ り ， 近交退化によ る絶滅型及び回復型に分離でき

た。 また， ボブホ ワ イ ト を兄妹交配によ り 急激に近交化

し て も， 6 世代以上も継代でき る こ と がわかった。 すな

わち， 実験鳥類で近交化を推進する ためには， 適応度指

数 （産卵率×受精率×孵化率×育成率） が重要な指標で

あ る こ と がわかった。

　（ ２ ） 卵形の画像解析によ り ， 実験鳥類の絶滅型 ・ 回復

型を診断し た。 その結果， 絶滅型の卵形は非対称性 （型

く ずれ） が認め られ， 卵形の型 く ずれは繁殖集団の健全

性を判断する う えで， 重要な指標 と な る こ と が示唆され

た。

　（ ３ ） 近交系ウズ ラ （Ｈ 及び Ｌ 系） の組織適合性抗原

（MHC） の遺伝子を共同研究 （東海大学） に よ り 解析し

た結果， MHC ク ラ スⅡ領域に 5 及び 11 の遺伝子座が同

定され， 回復型 （ Ｌ 系） の MHC の遺伝的多様性は高い

こ と が判明し た。

　（ ４ ） 卵形質は近交退化現象が発現し易 く ， 特に卵殻強

度の低下が著しい こ と がわかった。 そ こ で， 卵殻強度を

向上させる ためにえ さ ・水等の環境改善 と遺伝的改良を，

近交化実験鳥類を用いて行った。 その結果， ミ ネ ラル添

加飼料 ・ 清浄水の効果及び♀親の選抜によ って， 卵殻を

強化でき る こ と がわかった。

　（ ５ ） 発生卵動態撮影装置 （特許申請中） によ り ， 胚の

活性度を非破壊的に連続し て測定で き る よ う になった。

そ こ で， こ の装置を用いて発生胚に出現する近交退化現

象を ステージご と に観察し た結果， 発生初期 と 後期に特

異的変化が認められた。

〔備考〕

（24） オゾン感受性シロ イ ヌナズナ突然変異体の解析

〔区分名〕 研究調整費

〔研究課題コー ド〕 0303AI548

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青野光子 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 植物の環境ス ト レ ス応答機構の う ち， 大気汚染

ガスのオゾンによ る傷害の機構の解明を目的 と し た。 オ

ゾン感受性シ ロ イ ヌナズナ突然変異体を用いて， エチレ

ン と ジ ャ スモン酸の二つの植物ホルモンの相互作用に着

目し， オゾン感受性を も た らす原因を明ら かにする こ と

を目指し た。 特に， オゾン暴露時に傷害の原因 と な るエ

チレ ンの生成が， ジ ャ スモン酸を介し た情報伝達によ っ

て抑制されている こ と を明らかにし よ う と し た。

〔内容および成果〕

　 オゾン と の接触によ り ， 植物体内ではエチレ ンやジ ャ

スモン酸などの植物ホルモンが生成する。 オゾンによ る

傷害の発生 と その防御に， これらのホルモンがどのよ う

に関与し ているかについて， オゾン感受性シ ロ イ ヌナズ

ナ突然変異体の う ちジ ャ スモン酸低感受性で も あ る系統

を用いて， 防御に関わる ジ ャ スモン酸 と 傷害に関わるエ
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チ レ ンの拮抗的な相互作用の解明に関す る 研究を行っ

た。 まず， 野生型シ ロ イ ヌナズナでは， ジ ャ スモン酸処

理によ ってオゾン暴露時の傷害が抑制されるが， これが

エチ レ ン生成量の低下に よ る こ と を初めて明 ら かに し

た。 次に， オゾン感受性 / ジャ スモン酸低感受性シ ロ イ

ヌナズナ突然変異系統では， オゾン暴露時のエチレ ン生

成量が野生型 と 比べて高い こ と がオゾン傷害を促進し て

いる こ と を示し， さ らに これはジ ャ スモン酸によ るエチ

レ ン生成抑制作用が低下し ている ためであ る こ と を示し

た。 また， 当該系統のオゾン暴露時のジ ャ スモン酸含量

は野生型よ り も多かった こ と と， エチレ ン と ジ ャ スモン

酸各々の合成系及び誘導性遺伝子群の発現解析をあわせ

て， こ の突然変異系統のジ ャ スモン酸によ るエチレ ン生

成抑制作用低下の原因は， ジ ャ スモン酸含量が低下し て

いる ためではな く ， ジ ャ スモン酸のシグナル伝達が不完

全なためであ る こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究者 ： 神名麻智 （東京工業大学）

（25） 外来捕食魚ブ ラ ッ クバスの全国系統マ ッ プづ く り

と由来推定

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF540

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高村健二 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 1925 年に芦 ノ 湖に初めて導入されたオオ ク チ

バスはこ こ 30年間で急速に全国の水域に導入され定着し

ている。 北米の原産地から導入された系統は少な く と も

３ 系統あ るが， 現在全国に分布し ている系統がどの系統

であ るかは不明であ る。 さ ら に， 最近はオオ ク チバスに

加えて フ ロ リ ダバス ・ コ ク チバスが分布を広げてお り ，

オオ ク チバス と フ ロ リ ダバス間の交雑も加わって状況は

複雑化し ている。 これら の系統 ・ 種の分布を特定するに

は ミ ト コ ン ド リ ア遺伝子の配列を解読 ・ 比較する こ と が

有効であ る と 考え られるので， 全国よ り 収集し た標本を

調査し， 全国的な系統分布と由来推定を行 う 。

〔内容および成果〕

　 全国各地39水域からのオオクチバス標本から ミ ト コ ン

ド リ アゲ ノ ム調節領域の塩基配列を解読し た結果， オオ

ク チバスについて ７ 系統を見つけた。 その う ち半分近 く

の水域か ら見つかった系統は ２ 系統だけであ り ， う ち １

系統は全国に渡って分布するが， も う １ 系統は東日本に

集中し て分布する こ と か ら， 系統によ って分布拡大過程

が異な る と 推察された。 さ ら に， 漁業権が設定されてい

る山中湖では ６ 系統が見つかってお り ， こ の水域で行わ

れている他水域からの成魚放流が反映されていた。また，

オオ ク チバス と の交雑が起きやすいフ ロ リ ダバスの系統

が琵琶湖のオオ ク チバス個体よ り 20％の頻度で見つか

り ， その定着が裏付け られたが， その他の水域では見つ

か ら なかったため琵琶湖から の有用魚種放流に付随し た

分布拡大は顕著ではない と考え られた。

〔備考〕

（26） フ ラ イウ ェ イ中継湿地における水鳥相と水生植物

相の関係探索

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0303AH589

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 水草の分布に水鳥が寄与 し てい る可能性につ

いては Hutchinson （1975） を始め古 く から指摘されてき

たが実証的な研究はほ と んど行われて こ なかった。 しか

し種類組成の類似に留ま らず，近年では種の DNA 解析に

よ って各湖沼共通種の遺伝的距離や集団分化の程度， さ

ら に水鳥の渡 り を介し ての水草種の遺伝的交流が行われ

ている可能性 と その程度を評価でき る よ う になった。 ま

た水鳥， 特に冬鳥 と し て日本に飛来するガンカモ類は体

も大き く ， 一時期に集中し て湖沼に飛来する こ と で湖沼

生態系に及ぼす影響は極めて大き い こ と が予想 さ れる。

本研究では 「フ ラ イ ウ ェ イで結ばれた湖沼群」 の評価を

行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 水鳥の種子散布能力を調べる ために， 水鳥のふんを採

取し その中に含まれる成分の分析 と 植物およびその種子

を採取し た。 その結果， 調査地であ る米子水鳥公園にお

いて ９ 月のカモ類のふんに リ ュ ウ ノ ヒ ゲモが多 く 含まれ

る こ と を確認し た。 また， ロ シアのレナデルタで採取し

た コハクチ ョ ウのふんに も リ ュ ウ ノ ヒ ゲモの種子を含む

こ と を確認し た。

　 また， ふん供給量の定量実験を行い， 現在解析を行っ

ている。 ふん塊によ る撒き出し実験を行い， その結果餌

場であ る休耕湿田固有の草本類の実生が出現し た こ と を

確認し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 滋賀県琵琶湖研究所 （浜端悦治専門研究
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　 　 　 　 　 　 　 員）

共 同 研 究 員 ： （財） 中海水鳥国際交流基金財団米子水鳥

　 　 　 　 　 　 　 公園 　 神谷要

共 同 研 究 員 ： （財） ホシザキグ リ ーン財団 　 中村雅子

当課題は重点研究分野Ⅳ .4． 2 にも関連

（27） 遺伝子組換え生物 （ナ タ ネ） による影響監視調査

に関する研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0303BY563

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域） ・ 青野光子

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 遺伝子組換え生物の利用が行われている一方，

遺伝子組換え生物等が環境に与え る悪影響についての懸

念も高ま ってお り ， 遺伝子組換え生物等の利用にあたっ

ては， 適切な リ ス ク評価及び リ ス ク管理がな される こ と

が求められている。

　 こ のため， 生物多様性条約カルタヘナ議定書に対応し

た国内法においては，「国によ る遺伝子組換え生物の使用

等によ り 生ずる生物多様性影響に関する科学的知見の充

実を図る」 こ と が位置づけ られてお り ， リ ス ク管理に関

し， 環境中で使用されている遺伝子組換え生物が も た ら

す生物多様性影響について， 影響が生ずるおそれのあ る

地域でのデータの収集を継続的に行ってい く こ と が必要

と されている。

　 本年は， 現在国内で使用 （加工用に輸入） されている

遺伝子組換え生物の う ち， ナタ ネについて， 生物多様性

影響につながる現象が生じ ていないかど う かを監視する

ため， 導入遺伝子の拡散状況を今後継続的に調査する上

での予備的な研究を行 う もの とする。

〔内容および成果〕

　 我が国に自生し ている Brassica 属の植物に遺伝子組換

え B. napus の除草剤耐性の遺伝子が移行し ていないかど

う かを明ら かにする ため， 関東南部の ６ ヵ 所の河川敷に

自生し ている Brassica 属から採種， 播種し， 一定程度成

長し た植物に除草剤グ リ ホサー ト またはグルホシネー ト

を噴霧し， 除草剤耐性の有無を調べた。 その結果， グル

ホシネー ト 耐性を示し た個体が ４ つみつかった。 そ こ で

それらの個体から DNA を抽出し， PCR によ り グルホシ

ネー ト 耐性 （bar） 遺伝子の存在を調べた と こ ろ， いずれ

の個体から も bar 遺伝子は検出されなかった。 以上の結

果か ら， 今回採種し たナタ ネには遺伝子組換え体由来の

遺伝子は存在し ないこ と が確認された。

〔備考〕

（28） 淡水魚類生息環境のダムによる分断と河道直線化

による均質化の影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0304CD596

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 　 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○福島路生 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 北海道を対象に， 河川のダムによ る分断 と直線

化によ る均質化の現状を把握し， それによ る河川生態系

への影響を評価する こ と を目的 と する。 ダムによ る分断

では， 淡水魚の種多様度 と ダムの形式， 魚道の有無， ダ

ム建設年代など と の関連を調べる。 また河道の直線化に

よ る均質化では， い く つかの時代ご と に旧版地図をデジ

タル化し て， 当時の河川図を再現する こ と で時代間の河

川形状の複雑度の変化を解析する。 そ し て複雑度の変化

と魚類の多様度と の関係を解析する。

〔内容および成果〕

　 北海道の釧路川水系 と 石狩川支流千歳川水系において

大正 ・ 昭和 30 年代 ・ 昭和 50 年代 ・ 平成の ４ つの時代ご

と の河川図を復元し， 河川形状の変化をエン ト ロ ピーを

指標に用いて定量化し た。 その結果， どち らの河川水系

と も時代 と 共に河川形状の複雑度は著し く 低下し ている

こ と， そ し て， その低下量は河川の空間ス ケールに依存

する こ と などが明らか と なった。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ． 4． 1 にも関連

（29） 発生工学を用いた生殖幹細胞の実験研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE578

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 生殖幹細胞は次世代を単独で再生する こ と が

可能な唯一の細胞であ り ， これを用いる こ と で動物の個

体保存， 種の保存が理論的には可能であ る。 本研究では

既に世界的なレベルに達し ている生殖幹細胞 （始原生殖

細胞を含む） の体外操作技術を鳥類， 及び哺乳類等の動

物種で再現性を保ちながら応用し て環境圧力等によ る絶

滅が危惧される野生動物種の個体数増殖に応用する ため

の基盤知見の蓄積にあたる。
―  167  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）
〔内容および成果〕

　 鳥類では家禽の始原生殖細胞を用いて始原生殖細胞の

細胞学的検索， 凍結保存条件の検討を行い， 始原生殖細

胞生体外培養法を開発し たが， 継代培養し た細胞のほ と

んどが雌由来の始原生殖細胞であ る こ と が明ら か と なっ

た。

　 マウ ス をモデル と し て子宮内胚への外来始原生殖細胞

移植法の開発にあた り ， 子宮内胚の生殖巣内に移植始原

生殖細胞が定住する こ と が確認でき た。

〔備考〕

（30） 鳥類における生物遺伝資源の長期保存に関する研

究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE587

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○川嶋貴治 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 近年， 多 く の哺乳動物において， 初期胚や配偶

子を体外に取 り 出し， 超低温下で凍結する こ と に よ り ，

発生能を保持し たかたちで半永久的に保存し てお く こ と

が可能 と なった。 これらは， 必要に応じ て融解し て再び

個体へ と 発生させる こ と が可能であ る。 これらの凍結保

存技術は， 現在の生命科学研究を支え る も の と し て広 く

利用されているのみな らず， 種 （系統） の保存を目的 と

し た生物遺伝資源バン ク の基盤技術と なっている。他方，

絶滅のおそれのあ る野生生物は増加の一途を辿 り ， それ

ら の生物遺伝資源は， 生物相関におけ る意味を考察され

る前に， 急激な速度で失われてい る。 本研究の目的は，

将来の資源利用も視野に入れた効果的な鳥類の生物遺伝

資源の長期保存法を開発する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 最後の日本産 ト キ， 絶滅危惧種のオオワ シ， オジ ロ ワ

シ， ク マタ カの皮膚組織か ら， 線維芽細胞を培養 ・ 増殖

させたのち， 凍結保存する こ と に成功し た。 ギンケ イの

始原生殖細胞の凍結保存を試みた結果， 凍結保存培地 と

し て 10％DMSO 添加 90％FCS が良好な成績を示し たが，

さ ら なる検討が必要であ る。

〔備考〕

（31） 野生生物の生息適地からみた生物多様性の評価手

法に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 F-1

〔研究課題コー ド〕 0305BA558

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○永田尚志 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） ・

椿宜高 ・ 五箇公一 ・ 辻宣行

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 生物多様性の喪失の主要な原因は， 自然環境の

破壊によ る生息地の破壊であ るが， 環境改変に伴 う 生息

場所の質の変化や生態系の多様性の変化を定量的に評価

する手法は， まだ， 確立されていない。 周辺環境の情報

か ら野生生物種の生息確率関数を求め， 環境改変によ る

生息確率の変化を も と に， その影響を定量的に評価する

手法を開発する。 環境改変の生物多様性への影響を定量

的に評価する こ と で， 生息確率の改善に役立つ保全施策

の提案が可能 と な り ， 野生生物保全のために最善のシナ

リ オを提言する こ と が可能と な るだろ う 。

〔内容および成果〕

　 エゾシカ， オオ ヨ シキ リ ， カ ス ミ サンシ ョ ウ ウオ， カ

ワ ト ンボの分布データ を野外で収集し， 地理情報システ

ム （GIS） 上で， 植生図， 地形図， 気象データ など分布を

決める要因を解析し， 上記 ４ 種の基本的な生息適地評価

関数を開発 し た。 地理情報シ ス テ ム上に統合 し た基本

データは， 自然環境 GIS の土地被覆， 標高および傾斜，

気温 ・ 積雪などの気候データであ る。 基本データに， 対

象種ご と に道路密度， ヨ シ原パッ チデータ， 河川や湖沼，

谷戸の分布などのデータ を加えて解析を行った。 その結

果， エゾシカの生息適地は， 積雪量， ササの状態， 土地

利用に占める農地， 針葉樹林の割合など を表わす変数に

大き な影響を う け る こ と が明ら かになった。 オオ ヨ シキ

リ は， 大きい ヨ シ原 （0.5ha） の近 く にあ る標高 50ｍ 以

下に位置し てい る ヨ シ原が好適な生息地 と 考え ら れた。

航空写真か ら荒川沿いの ヨ シ原の分布を調べた結果， 霞

ケ浦周辺の平均ヨ シ原サイ ズが 3.1 ± 0.3 ha（857）であっ

たのに対し て， 荒川流域では 1.24 ± 2.1 ha （337） しかな

く ， ヨ シ原の分断化が進行する と 同時に河川沿いにのみ

帯状に分布し ている ため， 生息密度が低 く なっている こ

と が明ら かになった。 カ ス ミ サンシ ョ ウ ウオに と って好

適な産卵場所は，森林と接し た湧水のあ る ２ -3 次の谷戸

にあ る耕作水田あ るいは放棄水田であったが， 放棄水田

が増え るにつれて好適なパ ッ チが減少し ていた。 カ ワ ト

ンボの生息適地に影響を与えていた要因は， 平均気温，

標高傾斜の範囲， 河川の周 り の森林であ る こ と が明ら か

になった。 さ ら に， 緯度 と 標高か ら推定し た平均気温を

も と におよそ70種類の ト ンボ類の日本全土の分布予測を

行った。 南方系の種は平均気温で比較的正確な分布予測

が可能なのにたいし て， 北方系の種では地理的な要因が
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重要にな る ため， 予測 と 実際の分布に差が生じ ている こ

と が明ら かになった。 また， 米国で行われている生態系

評価手法であ るハビ タ ッ ト 評価手続きの歴史的および法

的背景について調査を行った。 しかし， ハビ タ ッ ト 評価

手続 き を日本に応用す る ためには よ り 簡略化 し たハビ

タ ッ ト 適性指数が必要と なる と考え られた。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道環境科学研究セン ター ・ 大阪府立

　 　 　 　 　 　 　 大学 ・ 武蔵工業大学 ・ 株式会社富士総合

　 　 　 　 　 　 　 研究所

（32） 遺伝子組換え生物の開放系利用による遺伝子移行

と生物多様性への影響評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 F-7

〔研究課題コー ド〕 0305BA585

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 4. 　 生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕 ○岩崎一弘 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） ・

青木康展 ・ 佐治光 ・ 久保明弘 ・ 青野光子 ・ 中嶋

信美 ・ 玉置雅紀

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 現在， 我が国ではバイオセーフテ ィ に関する カ

ルタヘナ議定書の担保法であ る 「遺伝子組換え生物等の

使用等の規制によ る生物多様性の確保に関する法律」 が

施行され， 遺伝子組換え生物の第一種利用等いわゆる開

放系利用に関する法整備がな されて き ている。 しかし な

がら， これまでのガ イ ド ラ イ ンでは， その安全性評価の

項目はいずれも人間への影響に関する も のが中心で， 幅

広 く 生物多様性への影響評価を対象 と す る も のではな

い。 そのため， 生物多様性への影響 と い う 観点か ら の評

価手法を開発する こ と が急務と なっている。本研究では，

遺伝子組換え微生物， 魚及び植物を用いて， 遺伝子の環

境中におけ る他の生物への移動の頻度 と その機構を明か

にする と と も に， 組換え体の生物多様性への影響評価手

法を開発する こ と を目的とする。国立環境研究所では １ ）

遺伝子発現応答の解析によ る迅速な微生物多様性の影響

評価手法の開発， ２ ） 微生物多様性に及ぼす組換え魚の

影響， ３ ） 遺伝子組換え植物へ導入された遺伝子の近縁

野生種への移行頻度に関する研究， のサブテーマを担当

する。

〔内容および成果〕

　 １ ） 組換え微生物の微生物多様性への影響評価手法を

開発す る ために， まず組換え微生物接種に よ り そのポ

ピ ュ レーシ ョ ンに影響を受け る微生物の同定を試みた。

霞ヶ浦湖水を供試水 と し て三角フ ラ ス コに分注し， これ

を 20 ℃の恒温室に設置し て水マイ ク ロ コ ズム と し た。 こ

こ に水銀耐性遺伝子群を マーカー と し た組換え微生物

（Pseudomonas putida） 及び非組換え微生物を接種し， 無

接種の対照マ イ ク ロ コ ズム と 各種微生物菌数な らびに微

生物遺伝子の比較を行った。 ６ 種類の培地を用いて各種

微生物数を経時的に定量し た結果， 組換え微生物あ るい

は非組換え微生物接種の影響は認められなかった。一方，

PCR-DGGE法によ り 微生物遺伝子の変動を詳細に解析し

た結果， 接種によ り 消失する微生物， 出現または増大す

る微生物の存在が示唆された。

　 ２ ） 遺伝子組換魚か ら， 導入遺伝子が土壌細菌に移行

するかを明ら かにする こ と が， 本サブテーマの目的であ

る。 本年度は導入遺伝子がプラ ス ミ ド の形で体外に出る

可能性を想定し， a） 魚の腸内細菌や b） 環境中の細菌に

取 り 込まれてそれら の菌を形質転換させるか否かの検討

を開始し た。 本年度は， 遺伝子導入ゼブ ラ フ ィ ッ シ ュの

作出に用いている カナマイ シン耐性遺伝子 と ス ト レプ ト

マイ シン感受性遺伝子をも つプラ ス ミ ド pML4 が細菌に

取り 込ま れる かを検証し た。pML4 で形質転換可能な大腸

菌 RR1 を使用し て，pML4 が普通の増殖状態にある 菌を形

質転換さ せる か検証し たと こ ろ， 形質転換率は 1 × 10-9

以下であった。 環境中の細菌の代表 と し て， シ ュー ド モ

ナス を用い， 最も取 り 込み効率が高いエレ ク ト ロ ポレー

シ ョ ン法で，pML4 がシュード モナス を形質転換するか調

べた と こ ろ。P. putida の形質転換率は 3 × 10-9 以下であっ

た。

　 ３ ） 遺伝子組換え作物から野生種への遺伝子移行， 拡

散の可能性について検討する ため， 除草剤耐性の遺伝子

組換えダ イ ズ と その近縁野生種であ る ツルマ メ をほ場で

栽培し， その間での交雑率を調べる と と も に， 人工交配

によ り F1， F2 雑種を作成し， その性質を調べた。 その結

果， 除草剤耐性遺伝子が雑種に存在し， 遺伝子組換えダ

イ ズ と 同様に雑種にも除草剤耐性能が付与され， それが

メ ンデル遺伝する こ と が明らか と なった。 F1 雑種は， 形

態， 開花期， 種子生産能などにおいて， 親のダ イ ズ と ツ

ルマ メ の中間的性質を示し た。また F2 雑種の開花期には

かな り の幅があ り ， ツルマ メ と かな り 近い開花期を示す

も の も現れた。 これによ り ， 一旦雑種が生じ る と それ と

ツルマ メ と の交雑がよ り 生じやす く な り ， 遺伝子の移行

も起こ り やす く なる こ と が示唆された。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 矢木修身 （東京大学）

共同研究機関 ： （独） 産業総合研究所 ・ （独） 農業生物資

　 　 　 　 　 　 　 源研究所 ・ 筑波大学
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４ ． ２ 生態系の構造と機能及びその管理手法に関

する研究

（１）水生植物群落における生物地球化学的機能の評価

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0103AE144

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 陸域 と 水域の移行帯にみ ら れ る ヨ シな どの抽

水植物は， 常に水位変動や火入れなどの水辺特有の環境

変動に さ ら されている。 これらの環境変動は， 植物の形

態や成長だけでな く 生育環境であ る土壌の酸化還元状態

に影響を及ぼし， 群落全体のガス動態や生態系機能に も

影響を及ぼし ている と 思われる。 本研究ではおも に抽水

植物の ヨ シ群落を用いて， 植物体の換気機能に影響を受

け る環境要因や群落レベルでの分解活性を測定する こ と

で， 水辺特有の環境が群落全体の生態系機能に及ぼす影

響を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 ヨ シ植栽後ほぼ 10 年が経過し， その後水深約 10cm に

設定し た ヨ シ原有底枠 （ヨ シ原区） と 植栽を し なかった

有底枠 （裸地区） を設定し て， 地下部植物体量， および

地温， 電気伝導度 （EC）， 水素イオン濃度 （pH）， 酸化還

元電位 （ORP） について夏から秋にかけて追跡し た。 EC

と ORP については深度を変えて計測し た。綿布の分解速

度を利用し た微生物活性を評価し た。

　 地下部の植物体量については，地下 0 ～ 10cm に不定根

が密集し てお り 最大の値を示し た。 一方 20 ～ 30cm では

地下茎が優占し た。 また こ の間両者の合計のバイオマス

はほぼ一定であった。 地温は夏に裸地区で ヨ シ原区に比

べ最大で 4 ℃高かったが秋には約 1 ℃の差に収ま った。

EC については裸地区では季節変動および深度別の変化

は見られなかった。 ヨ シ原区では 9 月初めに EC が最大

にな り その後徐々に減少し た。 さ らに土壌表面から浅い

層のほ う が高い値を示し た。pH は両区において季節的な

地温の上昇に影響されずに 7 ± 0.5 の範囲で安定し た。酸

化還元電位については裸地区では水中から深度35cmまで

約＋300mv と安定し た値を示し た。ヨ シ原区では＋200mv

から深部では -100mv まで低下し た。これらの傾向は秋に

なって も変わら なかった。 ヨ シ原区では不定根優占層 と

地下茎優占層で高い値を示し， 換気 と 拡散によ る酸素の

供給が推定 さ れた。 綿布の分解活性は全区で夏に高 く ，

冬に低 く ， 地温依存性が明ら かになった。 裸地区では表

層 と 地下 12.5cm での分解活性には大き な差は無かった

が， ヨ シ原区では表層で有意に高 く ， 下層にな るにし た

がって裸地区同様の低い値を示し た。 以上か ら夏期にお

け る ヨ シ原区の酸化還元電位の低下は， 有機物分解に と

も な う 好気性微生物の酸素消費 と ヨ シ地下部の呼吸増加

に起因する と考察された。

〔備考〕

（ ２ ） 高山植物の実験植物化および生態的特性解明に関

する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0004AE146

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 近年人間活動の様々な影響が我が国の高山帯

のみに分布が限られている植物にも及んでいる。 これら

の影響をでき る限 り 正確に把握する ためには， 野外調査

に加え実験的な検討が必要であ る。 しかし， これら植物

の栽培の困難さ が実験的検討を妨げている大き な原因の

一つであ る。 本研究では， これら植物についての科学的

知見を得る ため， まず こ れ ら 植物の実験植物化を行い，

次いで生態的な特性解明を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 環境省， 山梨県などに対し所定の手続き を行い採取し

たキ タ ダケ ソ ウの種子についての発芽実験の結果， 種子

採取から実験開始までの冷湿保存 と 播種直前の植物ホル

モン処理を行 う こ と によ り 良好な発芽成績が得られた。

　 また， 従来行っていた栽培条件下では， 光合成機能に

傷害が認められないに も係わらず， 開花する までの個体

が得られていない こ と から， 休眠期間に着目し た新たな

栽培システムを試作し栽培実験を続けている。

〔備考〕

（ ３ ） 中国の半乾燥地域に生育する植物の生理生態機能

に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0003AE255

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○戸部和夫 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 15 年度 （2000 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 砂漠化の進行は中国において も 深刻な問題 と

なっているが， 植被の保全や植物の人為的導入は砂漠化

の防止や砂漠化 し た土地の回復のための重要な手法 と
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なっている。 そ こ で， 本研究では， 中国におけ る砂漠化

防止や砂漠化回復のための基盤的知見を得る ために， 中

国の砂漠地域に分布する植物の生理生態機能を調べる こ

と を目的 と する。 本研究の目標は， （1） 砂丘での砂の流

動化に と も な う 植生の遷移が各植物のどのよ う な特性の

相違に よ っ てい る かを明 ら かにする こ と， および， （2）

塩性土壌での植物の適応方式を明 ら かにす る こ と であ

る。

〔内容および成果〕

　 中国の砂漠地域の砂丘に分布し， 砂地の緑化に頻繁に

用いられている ３ 種の潅木の種子発芽および実生の生長

に及ぼす環境要因の影響を調べた。 その結果， これら の

植物種は， いずれも， 種子休眠が認め られない こ と や発

芽の温度依存性が小さ い こ と などが明ら か と なった。 ま

た， これら の植物種の種子を砂中の異な る深さ に埋めて

十分量の給水を行った と こ ろ， いずれの植物種 と も， 種

子が砂中 10 mm 程度の深さに埋もれている と きに実生の

定着率が最も高い こ と 等が明ら か と なった。 さ ら に， 種

子を砂中 10 mm の深さに埋めて異なる量の給水を行い，

降雨量が実生の出現に及ぼす影響を調べた。 その結果，

いずれの植物種において も， 実生の出現を引き起こすた

めには降雨量 16 mm 以上に相当する量の給水を行 う こ と

が必要であ る こ と が明ら か と な り ， これら の植物種の実

生の定着のためには， 現地では多雨期に限って生じ る多

めの量の降雨があ る こ と が必要であ る こ と が分かった。

以上の結果から， これら の植物種の現地での実生の定着

の可否を決定づけ る う えで重要性を もつのは種子の砂中

の埋もれ深さ と 降雨量であ り ， 温度条件などの これ以外

の環境要因は重要性を も たないこ と が分かった。

〔備考〕

（ ４ ） 植物の生理生態機能の画像診断法に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0103AE256

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○戸部和夫 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 気象条件の変動， 大気や土壌の汚染などの環境

の変化が植物の個体や群落に及ぼす影響を的確に把握す

る う えでは， 環境条件の変化に と も な う 植物の応答を非

破壊的かつ継続的に測定する こ と が必要であ る。そ こ で，

本研究では， 植物の生理生態機能の画像計測手法の開発

を行 う と と も に， 開発された手法を用いて， 環境条件の

変化が植物の機能に及ぼす影響を調べる こ と を目的 と す

る。 本研究の目標は， 植物群落の生理生態状態を熱赤外

画像および可視－近赤外分光画像によ り 三次元計測する

ための手法を開発し， 開発し た手法を用いて， 気象条件

などの環境の変化が植物群落の生理生態状態にどのよ う

な影響を及ぼすかを診断する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 植物個体群の生育状況を画像診断する手法の開発を行

う ため， コ ムギ畑内に窒素施肥量が ３ 段階に異な る ３ 区

画を設け， 各区画のコ ムギの生育状態を定期的に観察す

る と と も に， 各区画の高空間分解能マルチバン ド セ ン

サー画像の計測を行った。 そ し て， 観察結果 と マルチバ

ン ド センサーによ り 計測された画像の ４ つのスペク ト ル

成分 と の関連性を調べ， コ ムギの生育状態の的確な評価

に用いる こ と のでき る スペク ト ル成分間での演算方法を

決定し た。 その結果， 画像計測結果を も と に得られる演

算画像によ り ， コ ムギ個体群の生育状態の評価を行 う こ

と が可能であ る こ と が分かった。 さ ら に， ハイパースペ

ク ト ルセンサー画像を用いて， ス イ カ， ト ウモロ コ シお

よびタ ロ イ モの栽培 さ れてい る畑地の画像計測を行い，

画像計測結果を も と に生育植物種を判断する ための方法

の検討を行った。 その結果， これらの植物種間では， 植

物種ご と に画像スペ ク ト ルパターンに差異が認め ら れ，

画像計測結果を も と に生育植物種の判断が可能であ る こ

と が示唆された。

〔備考〕

共同研究者 ： 大政謙次 （東京大学）

（ ５ ） レーザープロ フ ァ イ ラーを用いた熱帯陸域生態系

の長期観測

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0204AF371

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○奥田敏統 （生物圏環境研究領域） ・ 小熊宏之 ・

吉田圭一郎

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 熱帯陸域生態系 （天然林， 二次林， プラ ンテー

シ ョ ン な ど） の林冠構造や地上部現存量 （バ イ オマ ス）

を高精度で長期的に観測でき る システムを構築する ため

に， レーザープロ フ ァ イ ラーを用いて熱帯陸域生態系の

植生高がどの程度の精度で把握でき るかを調べる。 その

上で， 本手法のス ケールア ッ プをはかる ための手法を開

発する。

〔内容および成果〕

　 熱帯域に位置す る モデルサ イ ト （マ レーシ アセ ラ ン
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ゴール州のスバン地区， ネグ リ センビ ラ ン州パソ保護林

およびその周辺域の天然林，伐採二次林，プラ ンテーシ ョ

ン） において， 航空機搭載型レーザープロ フ ァ イ ラーを

用いて林冠構造， 地上部の現存量やその時空間的動態を

迅速に把握する ためのシステムづ く り を行った。 本年度

は， ネグ リ セン ビ ラ ン州パソ保護林内に設置し た長期森

林観測プロ ッ ト の上空で航空機搭載型レーザープロ フ ァ

イ ラーによ る林冠高測定実験を行い， 以下のこ と を明ら

かにし た。 レーザ測量によ って得られた林冠高データ と

従来の空中写真によ る林冠高データ （空中三角測量によ

る ３ 次元構造物の高さ測定） を比較し た と こ ろ， 空中写

真によ って再現されたデータ と の間に高い相関関係が得

られ， レーザー測量によ り 高精度で林冠高が計測でき る

こ と が分かった。 また， 地上測量によ って得られた地面

標高データ と レーザープロ フ ァ イ ラーの最終反射パルス

（すなわち地表面の高さデータ） も同様にかな り の高精度

で一致し ていた。 そのため， 多層構造を持ち， 温帯林に

く らべ鬱閉度が格段に高い熱帯雨林において も レーザー

測量によ る林冠構造の再現が十分可能であ り ， 継続的な

調査を行 う こ と によ り 樹木の生長や地上部の現存量の高

い精度での変化の抽出が十分可能であ る こ と が示唆され

た。 さ らに地上踏査に基づいた樹木の直径データ を利用

し て， 森林の地上部の現存量推定 と 衛星搭載型能動セン

サー （JERS データ） によ るデータの比較を行い， よ り 広

域的に現存量推定を行 う ためのシ ス テ ム開発を開始 し

た。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ． 4． 2 にも関連

共同研究機関 ： マレーシア工科大学

共 同 研 究 者 ： Mazlan Hashim （マレーシア工科大学）

（ ６ ） 砂漠化指標による砂漠化の評価と モニ タ リ ングに

関する総合的研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 G-2

〔研究課題コー ド〕 0103BA001

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○清水英幸 （国際共同研究官） ・ 戸部和夫 ・

鄭元潤 ・ 虞毅 ・ 安萍

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 1998 年に砂漠化対処条約 （UNCCD） の正式締

約国 と なった日本には， 砂漠化問題に対する研究支援 ・

技術的貢献が期待されている。 そ こ で， 本研究では， ①

アジアの砂漠化地域におけ る各プ ロ セ ス （要因， 状態，

影響， 対策） の調査研究を進める と 共に， ②砂漠化評価

システム確立の基礎 と な る砂漠化指標の抽出を行 う 。 ま

た， ③砂漠化各プロ セスの因果関係を説明可能な砂漠化

統合モデルの開発を進める。 さ らに， ④広域 / 地域レベ

ルのモニ タ リ ング手法を開発する こ と によ り ， 砂漠化対

処条約 （UNCCD） およびそのアジア地域テーマ別プロ グ

ラ ム ネ ッ ト ワ ー ク の｢砂漠化の モ ニ タ リ ン グ と 評価」

（TPN1） の活動に資する研究を展開する。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 砂漠化の評価およびモニタ リ ングに関する研究

　 既存の砂漠化評価手法の問題点 ・ 課題を整理し， 政策

決定に関わる行政単位を対象 と し た砂漠化評価システム

を検討し た。 評価システムの枠組は， 砂漠化の要因 ・ 状

態 ・ 影響 ・ 対策の各側面を含むも の と し た。 評価単位 と

する行政単位の決定方法や， 各指標を評価する ための尺

度や評価式， 評価の表現方法等について検討し た。

　 村落レベルの砂漠化評価については， 生物生産力モデ

ル （EPIC モデル）， 農家経済モデル （線形計画モデル），

需給評価モデルの連動モデルを開発し， 中国内蒙古ジ ュ

ンガル旗ゲチェ ンヤン村での調査データ を用い， 各モデ

ルの試行 ・ 改良を行った。 退耕還林政策等によ る土地荒

廃防止効果をシ ミ ュ レーシ ョ ン し た と こ ろ， 退耕還林政

策の導入によ って土壌侵食量が 348 ト ンから 40 ト ン まで

減少するが， 農家所得は減少する。 一方， 畝 （0.67ha） 当

た り 160 元の補助金を付加する と， 農家所得は減少する

こ と な く ， 傾斜地におけ る穀物栽培の中止面積が増え，

土壌侵食を抑制でき る こ と が推測された。

　 砂漠化の広域モニ タ リ ングについては， 中国やカザフ

ス タ ンのデータ を用い， 純一次生産力 （NPP） を指標 と

し て， ①現状 NPP と潜在 NPP の比較に加え， ②新たに

NPP の経時的変化を も と に， 生物生産力の低下地域を抽

出 し た。 光合成有効放射吸収率 (FPAR)， 葉面積指数

（LAI）， 4 種類の気候データ （純放射， 日最低気温， 日平

均気温， 飽差） および土地被覆図を用いた生産効率モデ

ルによ り ， 1982 ～ 1990 年 と 1991 ～ 1999 年の各 9 年間

の平均 NPP を比較し た結果，GLASOD で指摘された地域

以外に， カザフ ス タ ン中央部， バルハシ湖北部などで も

NPP の減少が認められた。

　（ ２ ） 砂漠化の植生指標に関する研究

　 乾燥度が異な り ， 地理的に も隔たった中国の典型的な

砂漠化地域 5 ヵ 所を対象地域 と し て， 文献調査および現

地調査によ り ， 砂漠化の進行に伴 う 植被率， 植物種構成

などについて検討し た結果， 本来の分布植物種の相違が

大き く ， 指標植物種も相当異なった。 そ こ で， 5 地域の

各々で，砂漠化評価に適用可能な指標植物種を提示し た。

また， 関連情報のデータベース化を行った。
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　（ ３ ） 砂漠化回復手法の評価に関する研究

　 砂漠化回復手法に関連する既往の文献情報を収集 ・ 整

理し， データベース化し た。 また， 砂漠化地域の緑化に

頻繁に用いられる植物数種の環境制御実験よ り ， 多 く の

種で種子発芽～実生定着には， 種子が砂中 5 ～ 40 mm に

埋もれる こ と が必要であ る こ と が判明し た。 また， 4 種

の潅木類の苗木生長に及ぼす水分条件の影響を調べた結

果， 2 種は広範囲の水分環境地域の緑化に適用可能だが，

他の 2 種はよ り 乾燥し た地域の緑化に適する こ と が明ら

か と なった。

　（ ４ ） 中国における砂漠化に伴 う 環境資源変動評価のた

　 　 めの指標開発に関する研究

　 中国内蒙古フ フホ ト 周辺の植生， 土壌， 放射能濃度か

ら得られた砂漠化評価指標の相互関係を解析し た。 統計

的解析か ら， 植生タ イプの差異は土壌タ イプ と 降水量で

ほぼ説明で き， 植生タ イ プご と の指標種群を抽出し た。

また， 土壌理化学分析か ら， 砂漠化土壌指標 と し て可給

態 N， P， CEC， 細粒質， 有機物含量を抽出 し た。 さ ら

に， 植生－土壌指標の対応を解析し， 両指標の組合せに

よ る砂漠化評価の有効性を示し た。 一方， 土壌中 210Pb 蓄

積量は NDVI と相関が高 く ， 地表の植生被覆程度 と の関

連が示唆された。 また，137Cs が検出不能なナイマンでも，

210Pb によ る土壌侵食の推定可能性が示された。 さ ら に，

社会 ・ 経済データ を収集し， 経済条件変動や政策実施の

影響について解析し た。

　（ ５ ） 中央アジアにおける砂漠化プロセスの解明と砂漠

　 　 化の評価に関する研究

　 カザフ ス タ ンの北部天水畑作地域 （シ ョ ルタ ンデ ィ ・

コ クチェ タ ウ） および南部灌漑稲作地域 （ク ジルオルダ）

で， 砂漠化動態 と 社会経済要因に関する調査研究を実施

し た。 北部の土壌有機物動態は， 作付作物種によ る作物

残渣投入量 と， 地形を反映し た土壌温度， 水分， 易分解

性有機物によ る土壌呼吸量に依存し た。 南部の土壌塩分

動態は， 地形， 地下水位， 稲作後の畑作期間によ り 規定

されていた。 気象環境情報に地形 と 土地利用情報を用い

て砂漠化の推測が可能であ る こ と が明ら か と なった。 過

去 10 年間の土地利用に影響する重要な社会経済要因は，

旧ソ連崩壊に伴 う 農業生産システムの私有化， 垂直イ ン

テグレーシ ョ ンの進行， 国際市場の穀類価格の構造的変

動， 当地域生産穀類の利潤性で裏付け られる国際的競争

力の脆弱性であった。 当地域の砂漠化防止には， 地形条

件を考慮しつつ， 適度なエネルギー投入によ る限定的農

業生産システムの構築が必要であ る と考え られた。

　（ ６ ） パキス タ ンにおける砂漠化プロセスの解明と指標

　 　 化に関する研究

　 EPICモデルで現地のサ ト ウ キビ生産量の長期変動を推

定し た結果， 生物生産量は非常に低 く ， 予想された塩害

によ る収量低減が認められなかった。 前年度得たデータ

セ ッ ト では地下水面までの連続層位ご と の土壌情報が不

十分であった こ と と，現在の EPIC モデルには塩害によ る

生産量低下推定サブモデルが入っておらず， 塩性化過程

を明確に表現でき ないこ と が原因と考え られた。そ こ で，

EPIC モデルのプロ グ ラ ム ソースの解読 ・ 変更点抽出 ・ 塩

性化ス ト レ ス記述化モデルの選抜を行い， 塩性化サブモ

デルのアーキテ ク チャーをデザイ ン し た。 また， 新たに

入手し た地下水面までの層位を含んだデータ セ ッ ト を，

開発し た EPIC モデルに適用し，土壌断面における塩類の

垂直分布と集積を推察し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 中国林業科学院 ・ 中国科学院 ・ 内蒙古農

　 　 　 　 　 　 　 業大学 ・ 内蒙古大学 ・ カザフ農業大学 ・

　 　 　 　 　 　 　 カザフ穀作研究所 ・ パキ ス タ ン国立水資

　 　 　 　 　 　 　 源研究所

共 同 研 究 者 ： 大黒俊哉 ・ 白戸康人 ・ 藤原英司 ・ 中井信 ・

　 　 　 　 　 　 　 大倉利明 （農業環境技術研究所） ・ 恒川篤

　 　 　 　 　 　 　 史 （東京大学） ・ 小崎隆 ・ 舟川晋也 ・ 矢内

　 　 　 　 　 　 　 純太 （京都大学） ・ 石敏俊 （筑波大学） ・

　 　 　 　 　 　 　 山村理人 （北海道大学） ・ 石川祐一 （秋田

　 　 　 　 　 　 　 県立大学） ・ 安萍 ・ 地崎剛 ・ （（財） 地球 ・

　 　 　 　 　 　 　 人間環境フ ォーラ ム） ・ 松本聰 （（社） 国

　 　 　 　 　 　 　 際環境研究協会） ・ 洲濱智幸 （（株） パス

　 　 　 　 　 　 　 コ） ・ 梶井公美子 ・ 安部和子 （パシフ ィ ッ

　 　 　 　 　 　 　 ク コ ンサルタ ンツ （株））

　 本研究は， 砂漠化対処条約 （UNCCD） の科学技術委員

会やアジア地域テーマ別プロ グ ラ ムネ ッ ト ワーク の 「砂

漠化のモニ タ リ ング と 評価」 （TPN1） の活動 と 連携し て

実施し た。

（ ７ ） 温帯高山草原生態系における炭素動態と温暖化影

響の解明に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0106BA141

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○唐艶鴻 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 18 年度 （2001 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 温帯高山草原生態系はアジア陸域全体におい

て大き な面積を占め， 炭素蓄積密度が高 く ， 炭素シン ク

であ る可能性が高い。 当該草原生態系におけ る炭素動態

の解明は， アジア陸域， 地球レベルの炭素収支の評価に
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おいて も重要なカギ と なっている。 と く に，青海・チベッ

ト 高山草原に覆 う 植生の変化 と 東アジア地域全体の気候

変動は極めて密接な関係を有し てい る。 こ の こ と か ら，

東ア ジア地域全体の温暖化影響を明 ら かにす る ために

は， 当該草原生態系におけ る温暖化影響の評価が是非 と

も必要であ る。 また， 高山草原生態系は代表的な脆弱生

態系であ り ， 温帯地域におけ る多 く の脆弱生態系の炭素

動態 と 温暖化影響を把握する ためには， 高山草原生態系

に関する新しい知見は必要不可欠であ る。 さ ら に， 草原

生態系の炭素蓄積量の再評価はすでに世界の他の地域で

も始められてお り ， 温帯の広大な高山草原生態系につい

ての評価も早急に開始する必要があ る。 本研究は， 代表

的な温帯高山草原生態系， と り わけ青海 ・ チベッ ト 高山

草原生態系において， 炭素蓄積の時間的空間的変動の測

定 と 分析を行い， 炭素蓄積過程に影響を及ぼす生物環境

要因を評価し， 広域な気象環境 ・ 草原生産力に関する既

存の観測データ を利用し， 温帯高山草原生態系の炭素動

態， および当該草原生態系の炭素動態に及ぼす温暖化の

影響を解明する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 生育期間の生態系純生産に及ぼす気温の日較差の

影響 ： 渦相関法によ る草原生態系の CO2， H2O と エネル

ギーの観測を継続し， それぞれのフ ラ ッ ク スに及ぼす微

気象要因の影響についての検討を行った。 チベッ ト 高原

では， 気温の日較差 （昼夜気温の最大値と最小値の差） ，

すなわち昼夜の温度差が大きい。草原の生育期間中 （5 月

から 10 月まで）， 低温が植物の光合成生産を制約する高

山草原生態系において， 昼間気温の上昇が光合成生産を

高める可能性があ る。 一方， 夜間の温度が低 く ， 生態系

呼吸は抑制される。 し たがって， 気温の日較差が大き く

なる と生態系の純生産が高 く なる可能性があ る。そ こ で，

本研究は こ れまでの CO2 フ ラ ッ ク ス測定データ を使っ

て， 高山草原生態系の純生産に及ぼす気温の日較差の影

響を検討し た。 その結果， 日積算生態系純生産量は気温

の日較差の増大に伴い， 高 く なる こ と がわかった。

　（ ２ ） 生態系炭素収支 と 高山低温環境 ： チベッ ト 高原の

草原生態系では， 気温が低 く ， 年平均気温が -1.7 ℃しか

ない。 低温環境は草原生態系の CO2 交換に大き な影響を

与え る こ と が予想される。 そ こ で， チベッ ト 高原の北部

にあ る草原生態系において， 渦相関法で測定し た CO2 フ

ラ ッ ク ス と 関連する気象要素のデータ を使って， 生態系

の炭素フ ラ ッ ク スに及ぼす温度の影響を検討し た。まず，

生育期間において， 生態系の炭素収支に及ぼす温度の影

響が大きい こ と がわかった。 生態系フ ラ ッ ク スの光飽和

点について，最適の気温は約 15 ℃であった。2001 年 8 月

9 日から 9 月 10 日の一 ヵ月間 と 2002 年同時期の生態系

の純 CO2 交換量を比較し た結果， 気温の高い 2002 年の

生育時期においての CO2 交換量が 2001 年の同時期よ り

低かった こ と を示し た。しかし，両時期の総生産力（GPP）

はほぼ同じ値を示し た。 さ ら なる分析の結果， 2002 年の

生態系呼吸量が 2001 年よ り 高いこ と がわかった。 これら

の結果か ら， 当該高山草原生態系では， 低温環境は生態

系呼吸を抑制， 生態系の CO2 純交換量を高める こ と が示

唆された。

　（ ３ ） 紫外線 と生態系呼吸 ： 本研究では， 2001 年 8 月か

らチベッ ト 高原の草原生態系において， UVA， UVB 及び

全日射の連続測定を行っ た。 本観測サ イ ト は， 標高が

3250m にも かかわらず， UV 放射の日変化， 季節変動パ

ターンはこれまで報告されているほかの低地観測サイ ト

の結果 と 比べ， 明ら かな違いがなかった。 オゾン濃度 と

雲量の変化は UVB の絶対値，または全日射に占める UVB

の割合に大き な影響を与えた こ と もわかった。UV 放射 と

生態系炭素動態と の関係を解明するため，UV 放射 と夜間

CO2 放出量の関係を調べた。その結果，夜間生態系の CO2

フ ラ ッ ク ス と昼間の UV 放射の強度， または累積量 と の

間に， 明ら かな関係がない こ と がわかった。 これら の結

果から，UV 放射が気候変動 と と もに変化する雲量の変化

に大き く 依存する こ と，UV 放射は生態系の夜間呼吸に及

ぼす影響が少ないこ と が示唆された。

〔備考〕

分 　 担 　 者 ： 川島茂人 （（独） 農業環境技術研究

　 　 　 　 　 　 　 　 　 所） ・ 鞠子茂 （筑波大学） ・ 市川三英

　 　 　 　 　 　 　 　 　 （（財） 自然環境研究セン ター）

外国共同研究機関 ： 中国科学院西北高原生物研究所 ・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 中国北京大学

（ ８ ） 熱帯域におけるエ コ システムマネージ メ ン ト に関

する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 E-4

〔研究課題コー ド〕 0204BA372

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○奥田敏統 （生物圏環境研究領域） ・ 西村千 ・

吉田圭一郎 ・ 沼田真也 ・ 鈴木万里子

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 熱帯林地域において森林伐採や土地利用転換

の結果， 発生し ている生態系変化の現況を把握し， 森林

を含む地域全体の生態系管理へむけた手法を開発する こ

と を目標と し て， 以下の研究を行 う 。 1） 熱帯域における

森林を含む生態系の様々なサービ ス機能を明確化する。
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2） 森林認証制度を科学的知見を も と に側面か ら支援し，

適切な森林管理の促進や違法伐採の防止に資する ための

研究を行 う 。 3） 地域社会や住民に と っての森林そのもの

や開発の意義を明ら かにし森林を含めた生態系の持続的

管理の他面のイ ンセンテ ィ ブ導入を図る。 4） 生物多様性

条約におけ るエコ システムアプローチの概念に基づき生

物多様性の保全 と 生態系 リ ス ク 管理に資す る 研究を行

う 。

〔内容および成果〕

　 熱帯域のエコ ロ ジカルサービ ス機能の現状評価， 多様

性評価のためのラ ピ ッ ド アセス メ ン ト ， そ し て地域社会

におけ る生態系管理へのイ ンセンテ ィ ブ導入に関する研

究を行 う ため， マレーシアのネグ リ センビ ラ ン州のパソ

保護林およびその周辺域の二次植生や農地など を含めた

ラ ン ド ス ケープをモデルサイ ト と し て設定し， エコ ロ ジ

カルサービ ス機能のデー タ 収集， デー タ ベース構築を

行った。 土地利用改変が炭素蓄積機能などのエコ ロ ジカ

ルサービ スへ及ぼす影響を評価する ためには， ラ ン ド ス

ケープレベル （土地利用形態） ご と のデータが必要であ

る ため， 本年度は， エコ ロ ジカルサービ スの中には定量

化す る には ま だ十分なデー タ が蓄積 さ れていない項目

（炭素蓄積 ・ 吸収機能） や定量的な評価そのものに困難を

き たす項目 （多様性保全機能） に焦点を当て， 新たな調

査によ ってデータ補強を図った。 また， 広域での動態把

握のためには空間的ス ケールア ッ プ技術開発が不可欠で

あ る ため， 航空機搭載型レーザープロ フ ァ イ ラー （距離

測器） や合成開口レーダに よ る衛星画像 （SAR） を用い

た森林の現存量や林冠構造の広域的な解析を試みた。

　 多様性保全機能の定量化には何ら かの間接的な評価手

法を開発 ・ 導入する必要があ る。 本年度は森林の現存量

と の関係解析を試みたが明瞭な相互関係は得られなかっ

た。 しかし， 野生生物カ メ ラ ト ラ ッ プシステムを用いた

野外調査に よ り ， こ れま でパ イ ロ ッ ト サ イ ト （試験地）

には生息し ていない と 考え られていた野生動物が確認さ

れた こ と， 断片化し た森林パ ッ チは動物の生息地 と し て

重要性があ る こ と など一定の成果が得られた。 これらの

結果を踏 ま え て， 今後は， 野生動物のハビ タ ッ ト 解析

（GAP 解析 :Geographical Analysis for Protection of

Biodiversity） が行え る よ う な研究体制の確立を図 り ， 生

物多様性の定量評価やス ケールア ッ プ技術の開発など を

進める。

〔備考〕

共同研究機関 ： 森林総合研究所 ・ マレーシア工科大学 ・

　 　 　 　 　 　 　 マレーシア森林研究所

共 同 研 究 者 ： Nur Supardi Mhd.Noor （マレーシア森林研

　 　 　 　 　 　 　 究所） ・ Mazlan Hashim, Zulkifli Yusop

　 　 　 　 　 　 　 （マレーシア工科大学）

（ ９ ） 青海･チベ ッ ト 草原生態系における炭素循環のプ

ロセス と メ カニズムの解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0104CD142

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○唐艶鴻 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 16 年度 （2001 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 青海･チベ ッ ト 草原は環境条件の特異性が高

く ， 同緯度のほかの生態系と比べ， CO2 分圧 と酸素分圧

が低 く ， 光合成有効放射や， 紫外線が強 く ， 昼夜の気温

差も大きい。 こ のよ う な環境下での生態系炭素循環のプ

ロ セス と メ カニズムは大変興味深いが， 関連する知見が

極めて乏しい。 一方， 広大な青海･チベッ ト 高原は典型的

な脆弱な生態系であ り ， 当該生態系の炭素循環が地球温

暖化の影響を受けやす く ， 環境変動に対する反応も非常

に顕著であ る。 しかも， 青海･チベッ ト 草原生態系の炭素

･水循環が東アジア大陸の気候変動・生物多様性の変化に

も大き な影響を及ぼし ている。 本研究はこ のよ う な特異

な草原生態系に注目し， 炭素循環のプロ セス と メ カニズ

ムを解明する。 14 年度 ： 異なる環境下で， 放射量 ・ 紫外

線が炭素同化と分解に及ぼす影響を明らかにする。 15 年

度 ： 高原地域の CO2 ・ 温度環境が炭素同化 ・ 分解及び蓄

積に及ぼす影響を明らかにする。 16 年度 ： 青海高原草原

生態系におけ る炭素循環の機構 と プロセス を解明し， 成

果を ま と める。

〔内容および成果〕

　 前年度は， 青海草原生態系におけ る炭素循環のプロ セ

ス と メ カニズムを解明する ため， 中国青海省海北地区に

位置する中国科学院西北高原生物研究所生態定位站の草

原 （37º29'N - 37º45'N， 101º12'E - 101º23'E， 標高 3250m）

において， 引き続き CO2 ・ H2O と熱フ ラ ッ ク スの長期観

測，草原の代表種についての光合成・呼吸特性測定を行っ

た。 これまでの二年余 り における CO2 フ ラ ッ ク ス測定の

結果から， 当該草原生態系純生産は約 78 から 150 gCm-2

year-1 を吸収し ている と推定される。 しかし，渦相関法に

よ る CO2 フ ラ ッ ク スの測定データに関し て， データの補

完や校正方法によ って， 年間 CO2 フ ラ ッ ク スの推定値は

大き く 異なる こ と もわかった。 し たがって， 本研究では，

渦相関法の測定データの検証を行 う ため，平成 15 年度か

らチャ ンバー法を用いて， 生態系の CO2 交換を さ まざま

な角度か ら の測定 と 検討を行った。 まず， チャ ンバー法
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によ り ， 異な る季節の生態系 CO2 フ ラ ッ ク スの測定 と解

析を行った結果， 生育シーズンの夏期において， 生態系

呼吸は， 草原の地上部のバイ オマスの増加によ って， 増

加する傾向がわか り ， ま た昼間 と 夜間の生態系呼吸は，

気温や土壌温度に対し て， ほぼ同じ関数で記述でき る こ

と がわかった。 一方， 冬期の CO2 フ ラ ッ ク スについて，

これまで予想された蘚苔類の光合成によ る CO2 の吸収は

明瞭には観察されず， 冬期生態系の CO2 フ ラ ッ ク スは，

温度の上昇によ って CO2 の放出が大き く なる こ と が判明

し た。 しかし， 2004 年 3 月において野外での蛍光測定結

果か ら湿度の高い ミ ク ロサイ ト において蘚苔類の光合成

活性があ る可能性が高い こ と も わかった。 一方， 室内の

実験結果 と し て， 草原の蘚苔類の光合成活性は， 蘚苔の

水分条件に大き く 依存する こ と がわかった。 さ ら に， 広

範囲におけ る植物種の多様性 と 草原の炭素蓄積の関係を

解析し た結果， 植物種の多様性が高い生態系は炭素の蓄

積量も高いこ と がわかった。

〔備考〕

分 　 担 　 者 ： 小泉博 （岐阜大学） ・ 鞠子茂 （筑波大

　 　 　 　 　 　 　 　 　 学） ・ 関川清広 （玉川大学）

外国共同研究機関 ： 中国北京大学 ・ 中国科学院西北高原

　 　 　 　 　 　 　 　 　 生物研究所

（10） 安定同位対比測定技術を用いた湿地林生態系の栄

養塩負荷の履歴解読に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0103CD150

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○野原精一 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 人間活動や開発行為等に影響 さ れやすい移行

帯 と し ての湿地林生態系を対象 と し， 人間活動によ り 激

し く 撹乱された釧路湿原等において， 集水域か ら の栄養

塩類の流入量評価 と その生態系影響， 並びに緩衝機能を

調査 ・ 解析し， 湿地林生態系管理のための科学的知見を

得る こ と を目的 と する。 様々な湿地林の機能を最先端技

術 （安定同位体比の測定） を用いて評価し， 最終的に湿

地林生態系の総合的管理手法確立を目指し ている。

〔内容および成果〕

　 周辺の集水域から河川等を通じ た物質流入過程につい

て， 水質及び水の安定同位体比 （δ18Ｏ 等） を測定する

こ と で周辺の集水域か らハン ノ キ林への窒素肥料等の流

入の影響を検討し た。 釧路湿原に流入する負荷量を把握

する ため河川水質モニ タ リ ングを実施し た。 採水は達古

武川， アレキナイ川， シ ラル ト ロエ ト ロ川， コ ッ タ ロ川，

雪裡川， 幌呂川， 温根内川， 幌呂川の 8 地点で 2001 年に

冬期を除き月 1 回の頻度で行った。 現地での水温， pH を

測定し， 冷蔵搬送し， 水質分析を行った。

　 尾瀬沼への流入河川の栄養塩負荷量を比較する ため，

2002 年 8 月 28 日， 2003 年 8 月 31 日に尾瀬沼を一周し

て， 主な流入河川 （S1 ～ S24） の採水を行った。 pH， 水

温， 電気伝導度， 全炭酸， 溶存態有機炭素， 栄養塩類，

主要イオンの測定を行った。 尾瀬沼の湖水 pH は 6.3 ～

7.5 の中性の範囲にあった。一方周辺の湿原は酸性にあ り

S15 を除 く と pH6 台であ り ， 沼尻地区に流入する S6 ～

S10 は pH ５ 以下で特に酸性の河川であった。比較的流量

の多い S2 （大江川）， S20， S21， S22 はいずれも pH は 6.5

付近で弱酸性であ り ， 硝酸濃度も比較的高い。 イ ワナ ・

ヒ メ マスなどの産卵行動の抑制も危惧され自然産卵し て

いない可能性も あ る。 栄養塩類の中で リ ン酸態 リ ンや亜

硝酸は非常に低い。酸性の強い S6 ～ S10 の河川水の栄養

塩類は全て低 く ， それ以外では窒素は比較的高 く 硝酸態

窒素の形態であった。 自然の流出河川であ る沼尻川や東

京電力の取水口での栄養塩類濃度はどれ も 低い こ と か

ら， 集水域か ら流入する硝酸態窒素は尾瀬沼で消費され

ている と考え られる。 また， S3， S12， S14， S17， S24 の

水温は他に比べ低 く 流域の違いを詳し く 調査する必要が

あ る。 狭い集水域で これほどの水温差があ る こ と は特異

であ る。

〔備考〕

（11） 生理過程から スケールア ッ プ し た冷温体林生態系

の撹乱 ・ 環境応答 ： ふたつの大陸東岸の比較解析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0103CD204

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○竹中明夫 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 変動 ・ 変化する気候環境のも と での森林生態系

の自律的維持 と 応答の メ カニズムを解明する ために， 光

合成系 （葉群）， 通導支持系 （幹， 枝， 支持根）， 栄養獲

得系 （細根系） の生理的素過程の応答か ら個体の成長 ・

群集動態へ と ス ケールア ッ プし てい く 理論的 ・ 実証的な

研究のなかで， 特に樹木の成長モデルの開発 と その ス

ケールア ッ プに関する研究を担当する。

〔内容および成果〕

　 3 次元構造を持った樹木の成長モデルを開発するには，

枝の発生 ・ 肥大 ・ 死亡を基本的なプロセス と し て組み込
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む必要があ る。 本課題では， 構造が比較的単純なホオ ノ

キを材料に， 樹冠構造の測定に も と づいて若齢個体の成

長モデルを作成し た。

　 林床に生育し ている ホオ ノ キの若齢個体では， 主軸か

ら枝分かれし た枝の伸長が年 と と も に鈍る と と も に， さ

ら にそ こ から枝分かれし た側枝は発生当初か ら毎年わず

かずつしか伸びない。 こ のよ う に， よ く 伸びる枝 と， あ

ま り 茎は伸びないが葉は持っている枝 と をあわせ持つ と

い う 現象は， 多 く の種類の樹木で観察されている。 ホオ

ノ キの成長モデルを使い， こ う し た枝のつ く り わけによ

り 効率よ く 光を受け る こ と が可能になっている と い う 仮

説の定量的な検証を行った。

　 実際のホオ ノ キの成長をなぞ る基本モデルに加えて，

枝の伸長が鈍化し ない仮想的なモデルを作成し た。 後者

のモデルでは，現実にあわせた基本モデルよ り も葉面積，

枝の総長， 総重量 と も に大きかった。 枝の量 と 葉の量 と

の関係を各モデルについて調べた と こ ろ， 同じ量の枝が

支持する葉の量は枝の伸びが鈍ら ないモデルのほ う が多

かった。 また， 葉同志の相互被陰にはモデル間でほ と ん

ど差がなかった。 これら の結果は， 伸びる枝， 伸びない

枝を作 り 分け る こ と で効率のよい受光体制が作られる と

い う 仮説と は相反する ものであった。

〔備考〕

研究代表者 ： 甲山隆司 （北海道大学大学院地球環境科学

　 　 　 　 　 　 研究科）

（12） 風砂流が植物の生理生態に及ぼす影響の機構解明

および風流砂に対する植物の適応能に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0204CD472

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○清水英幸 （国際共同研究官） ・ 于云江 ・ 安萍 ・

戸部和夫

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 中国北部の乾燥 ・ 半乾燥の砂漠化地域では強風

と共に舞い上がった砂塵 「風砂流」 が問題 と なっている。

本研究では， 同地域の植生に及ぼす風砂流の影響機構を

明ら かにする。 こ のため， 生理生態学的 ・ 形態学的 ・ 生

理生化学的手法を用いて， 炭素収支 と 水収支の観点か ら

植物の環境応答性 （抵抗性） を解析し， 風砂流の影響予

測モデルを開発する。 また， 植物種によ る影響差異の比

較か ら適応能を明ら かにし， 風砂流に対する抵抗性種を

選抜する こ と によ り ， 各地域の環境条件に適し た緑化植

物の提示に資する。

〔内容および成果〕

　 これまでに， 中国内蒙古の北東地域， ホルチン沙地に

生育す る， Artemisia halodendron, Caragana microphylla,

Chloris virgata, Corispermum elongatum, Platycladus

orientalis などを実験植物 と し て， その発芽特性や生育特

性について検討し， 以下の結果を得た。

　（ １ ） 中国の乾燥 ・ 半乾燥地域に生育する植物種の発芽

　 　 特性

　 気温 （明期 / 暗期） を 15/5， 20/10， 25/15， 30/20， 35/25

℃の 5 条件， 光強度を 0， 25， 100， 400 μmol m-2sec-1 の 4 条

件で組み合わせ，種子発芽の環境応答性を解析し た。流動砂

丘の先駆植物， A. halodendron と C. elongatum は， 暗条件＞明

条件で発芽率が高かったが，C. virgata では光強度が高いほど

発芽率は増加し た。 25/15 ℃の時に最大発芽率を示す植物種

が多かったが，C. elongatum の発芽率は 35/25 ℃で最大であっ

た。一方，P. orientalis の発芽は 35/25 ℃で顕著に抑制さ れた。

複合効果も 認めら れ， A. halodendron の場合， 明条件では 35/

25 ℃で発芽率が最低であったが， 暗条件では 35/25 ℃で最

大発芽率を示し た。 また， 比較的安定し た沙地に生育する

C. microphyllaは15/5℃では400 μmol m-2sec-1で最大発芽率を

示し たが， 35/25 ℃では 400 μmol m-2sec-1 で発芽は最も 抑制

さ れた。

　（ ２ ） 中国の乾燥 ・ 半乾燥地域に生育する植物種の生長

　 　 に及ぼす風砂流の影響

　 前年度試作し た風砂流影響解析用ア ク リ ル製小型チャ

ンバーを用い， 実験条件等の検討後， 幼植物体を用いて

風砂流の影響実験を行った。 風速を 0， 2， 4， 8 m sec-1 の

4 段階に調整し， 風砂流を 20 分間処理後， 気温 ： 20/10

℃， 湿度 ： 50/60％， 光強度 ： 1000 μmol m-2sec-1 の条件

で約 4 週間植物を育成し た。C. Virgata などの植物種では

風砂流処理時の風速増加に伴い， 傷害葉面積の増加や生

重量の低下などが認められたが，C. elongatum の頭花数が

風速 4 m sec-1 で最大を示すなど， 興味あ る結果も認めら

れた。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北京師範大学 （史培軍教授）

（13） SOX 代謝系酵素組み替え植物の SOX 浄化能力の評

価

〔区分名〕 農水 - 独法

〔研究課題コー ド〕 0103JA147

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）
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〔目 　 的〕 形質転換体植物の応用を考え る際生活の基本

単位であ る個体レベルでの特性把握が不可欠であ る。 本

研究では， すでに得られている SOX 代謝酵素形質転換体

タバコの個体レベルでの大気汚染ガス吸収能を明ら かに

する ため， 植物の大気汚染ガス吸収過程に関わる植物体

周囲の温度， 湿度， 照度， ガス濃度を精密に制御し， SOX

代謝酵素形質転換体の個体レベルでの SOX 浄化能の解析

及び SO2 に対する耐性評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は本プ ロ ジ ェ ク ト のま と めの年度であ る ため，

本年度得られた結果に加え， 今までに得られている結果

も含めて示す。

　 植物葉によ る SO2吸収速度を規定する植物側の要因は，

通常の条件下では気孔開度であ る こ と が知ら れてい る。

また， 気温， 湿度， 光強度， 風速などが一定の条件下で

は， 気孔開度の変化は蒸散速度の変化か らおおむね推定

する こ と ができ る。 そ こ で， SOX 代謝酵素形質転換体タ

バコの SOx 浄化能を評価する ため， SO2 暴露濃度， 暴露

時間， 暴露中の蒸散速度の 3 つの要素の積を求め SOx 吸

収能 と し た。 また， SO2 に対する耐性評価のために調べ

た CO2 吸収速度， PAM によ る暗処理時の yield 値， 可視

傷害の発現程度の中から可視傷害を採用し， SOx 吸収能

及び SO2 耐性の観点から SOX 代謝酵素形質転換体タバコ

について調べた。 その結果， 大腸菌グルタチオン還元酵

素形質転換体が， 概し て SOX 吸収能が高 く ， 可視傷害が

表れ難いこ と が示された。

〔備考〕

共同研究者 ： 田中浄教授 （鳥取大学）

（14） 最近の釧路湿原 ３ 湖沼の環境劣化の現状と その原

因究明のための基礎調査

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF551

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高村典子 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） ・

五十嵐聖貴 ・ 上野隆平

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 釧路湿原にあ る塘路湖， シ ラル ト ロ湖および達

古武沼では， 水質の悪化， 水生植物種の減少， ウチダザ

リ ガニなどの外来種の侵入などによ り ， 湖沼の生物多様

性な らびに生態系機能の劣化が心配されている。 本研究

では， まず， 釧路湿原にあ る三湖沼での水質悪化の現状

と その原因を探る。 さ ら に生物相の現状を把握し て， こ

れらの湖沼の生態系構造を把握し， 自然再生事業に資す

る科学的データ を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 釧路湿原の東部 3 湖沼の中で， 特に近年環境劣化が激

しい と される達古武沼に焦点をあて， その原因の究明 と

対策をたて る ための調査研究を行った。 水質 と プラ ン ク

ト ンについては沼中央 3 地点において 2003 年 4 月から 11

月まで隔週で調査を行った。 また， 水質， プラ ン ク ト ン，

水生植物， ベン ト ス， 魚類， ウチダザ リ ガニなどの達古

武沼内部の分布を把握する ために，沼 25 地点で 7 月末に

一斉調査を行った。 達古武沼では 6 月から 8 月にかけて

沼の南の一部を除き アオコが大発生し た。 全 リ ン濃度は

沼中央の平均値で 0.12mg/L，全窒素濃度は 0.73mg/L， ク

ロ ロ フ ィ ル a 量は 41.8μg/L と窒素制限型であった。 沼

の北部は透明度が悪 く 沈水植物群落はかな り 衰退し てい

たが，透明度の良い南の一部には沈水植物群落が豊富で，

魚類群集はこれに対応する よ う に， 北はイ シカ リ ワ カサ

ギ， 南はイ ト ヨ を中心 と し た群集が成立し ていた。 また

魚類密度も沈水植物群落が豊富な地点が際立って高かっ

た。 沖の動物プ ラ ン ク ト ン群集は小型のワ ムシ類か ら構

成されイ シカ リ ワ カサギの捕食圧が高い こ と が推測でき

た。 1991 年に 20 種観察された水生植物種は 14 種しか見

つか ら なかった。 魚類相は釧路湿原の特徴を よ く あ らわ

すも ので， 侵入種はウチダザ リ ガニだけであった。 ウチ

ダザ リ ガニは釧路川へ と繋がる達古武川の流出部で多い

傾向があった。

〔備考〕

環境省釧路湿原自然再生事業に向けて環境省東北海道事

務所と協働

（15） 一斉開花の地理的分布評価のための技術開発

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF565

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○沼田真也 （生物圏環境研究領域） ・ 奥田敏統 ・

西村千 ・ 吉田圭一郎 ・ Mazlan Hashim

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 一斉開花は数年に一度， 多 く の林冠木が同調的

に開花， 結実を行 う 現象であ る。 これらは熱帯林の天然

更新において中心的役割を担 う ため， 多 く の東南アジア

熱帯林に関わる人々が注目し ている。 しかし， その メ カ

ニズムについてはほ と んど解明されていない。 その原因

と し て不定期かつ広域的に発生する一斉開花を評価する

ための手法が開発されていない こ と が挙げられる。 本研

究は先端技術であ る リ モー ト センシング技術で得られる
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情報 と こ れ ま でに蓄積 し た一斉開花の地理的情報の

ギ ャ ッ プを埋め， 広域的に東南アジア熱帯林の生物季節

を評価する ための技術開発を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 一斉開花の主役であ る フ タバガキ科樹種の未成熟果実

は， 鮮やかな紅， 黄色を呈する。 そのため， 一斉開花の

時の色スペク ト ル特性は熱帯林の通常状態 （緑色） と は

大き く 異なる可能性が高い。 本研究では， 1） 調査地にお

いてスペク ト ルラ ジオ メ ーターによ り ， 結実及び非結実

林冠のスペク ト ル特性を評価し， 2） 衛星画像のアーカ イ

ブ と これまでに蓄積し た一斉開花地理的分布情報 と の対

応関係の解析を行 う こ と で， 過去に発生し た一斉開花の

時空間様式を明らかにする こ と を目的と し た。まず，2003

年 11 月に半島マレーシア全域における開花，結実の分布

調査を行い， 78 ヵ所中 2 ヵ所で大規模な一斉開花が， 8 ヵ

所で小規模な開花が起こ っている こ と を確認し た。 これ

らの情報を も と に一斉開花の起こ っている森 （パハン州）

と 起 こ っ ていない森 （ネグ リ ス ン ビ ラ ン州） において，

スペク ト ル計測を行い， それぞれの森におけ る スペク ト

ル特性を明ら かにし た。 現在， 現地調査か ら得られたス

ペク ト ル特性を基に衛星画像アーカ イブ解析を行い， 一

斉開花の履歴がどの程度検出可能かについて検証を行っ

ている。

〔備考〕

（16） 水辺移行帯修復 ・ 再生技術の開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0304BD550

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高村典子 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） ・

米倉竜次

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 湖沼の沿岸域， 湿地， 池など， いわゆる水辺移

行帯は， 本来豊かな生物相に恵まれ， それ故に公益的機

能を有する場 と 認識されている。 しかし， 過去約半世紀

にわた る人間活動によ って も っ と も大き く 破壊された場

と な り ， その再生 と 修復は我々の世代の重要な課題 と

なっている。

　 本研究では， 水辺移行帯の生物多様性 と 生態系の健全

性を取 り 戻す実践的な研究を通し て， 再生技術を開発す

る。

〔内容および成果〕

　 水辺移行帯， と り わけ湖岸植生帯の再生に係る技術を

開発する ために， （ １ ） 湖沼における治水 ・ 利水を目的 と

し た人為的な湖岸改変がどの程度， 植生帯を衰退させて

き たか， （ ２ ） 著し く 劣化し た植生を地域固有性 と遺伝的

多様性に配慮し た形で復元させる ために， 土壌シー ド バ

ン ク が供給源と し て活用でき るかど う か， （ ３ ） 沈水植物

の再生に不可欠な透明度を回復させる ための生態学的療

法 と し て， 多 く の湖沼で侵入し ている外来魚ブルーギル

の除去が有効かど う か， を検証し た。

　 第一の研究課題では残存植生を保全する手法を得る た

めに，霞ヶ浦湖岸における 1960 年代からの航空写真を も

と に， 植生帯面積の経年変化を整理し， 浸食要因 と な る

と 考え られる護岸， 船溜， 排水口などの人工構造物 と 植

生帯の減少速度 と の関連性を検証し た。 その結果， これ

ら の人工構造物がみられる場所では湖岸植生の著しい衰

退がみられた。 特に， 比較的隣接し た箇所に異な る幾つ

かの人工構造物がみられる場合には植生の衰退が さ らに

加速 さ れる こ と が明ら かにな った。 研究結果を も と に，

今後さ ら に解析を進める こ と によ り 植生帯の保全に配慮

し た人工構造物の設置法などへの応用が期待でき る と思

われる。

　 第二の研究課題では国土交通省によ る湖岸植生再生事

業の実施個所において， 霞ヶ浦か ら浚渫された土壌を湖

岸に撒きだし， 再生される植生帯の種構成， 多様性， 在

来種の割合など を確かめた。 結果 と し て， 一年目では計

182 種， 二年目では 225 種の植物が確認された。 これら

の中には現在の霞ヶ浦においてほぼ消失し， 現在はレ ッ

ド データブ ッ ク の記載種 と なっている絶滅危惧種Ⅱ類の

アサザ， ミ ズアオイ， カンエンガヤツ リ ， リ ュ ウ ノ ヒ ゲ

モや絶滅危惧種Ⅰ類のオ ト メ フ ラ ス コモ， シ ャ ジ ク モが

含まれた。 研究では， おそ ら く 浚渫土砂に含まれる種子，

胞子， 無性芽などの土壌シー ド バン ク が供給源 と し て重

要な役割を担っている と 思われ， 地上植生でほぼ消失し

た植物種の再生に も その活用が有用であ る こ と がわかっ

た。

　 第三の研究課題では隔離水界32基を用いた野外操作実

験か ら， 外来魚ブルーギルの除去が間接的に湖の透明度

の増加 と 沈水植物の再生に役立つ こ と を立証 し た。 ブ

ルーギルの除去に伴い， 大型枝角類プ ラ ン ク ト ンの増加

と 植物プ ラ ン ク ト ンの減少がみられ， 植物プ ラ ン ク ト ン

の減少は水中の透明度の増加を も た ら し た。 ブルーギル

を除去し た実験区では沈水植物の再生がみられたが， 再

生の程度は水界内で優占し た水草種に依存し た。つま り ，

外来水草種であ る カナダモ類は在来種であ るササバモ ・

オオ ト リ ゲモなど よ り も魚除去に対し て高い現存量回復

をみせた。 再生された沈水植物によ り 水中の栄養塩の多

く が影響を受けたが， その程度は水界内で優占し た水草
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種によ り 決定された。 カナダモ類は水中の リ ン濃度を抑

制する機能に優れる一方， ササバモ ・ オオ ト リ ゲモなど

の在来水草種は窒素濃度を抑制する機能に優れた。 これ

ら の結果か ら， 外来魚ブルーギルの除去は消失し た沈水

植物群落を再生す る 上での有効な生態学的技法 と いえ

た。 しかし ながら一方で， 外来種カナダモ類の定着がみ

られる湖ではカナダモ類の急速な独占的繁茂を助長する

結果も示唆された。 外来魚ブルーギルの選択的駆除は近

年問題化し ている侵入魚問題を解決する手段の １ つ と し

て考え られているが， カナダモ類の除去作業 と と も に併

用すれば， 消失し た在来沈水植物の再生に も役立つ可能

性があ る こ と がわかった。 沈水植物が再生されれば， 群

落を構成する水草種によ り 多少の違いがあ る も のの， 水

草によ る水中の栄養塩減少によ る水質改善が期待でき る

と思われた。

〔備考〕

共同研究機関 ： （独） 土木研究所 ・ 東京大学農学生命科学

　 　 　 　 　 　 　 研究科

（17） 水生植物群落の機能的多様性と生態機能

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0304CD552

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高村典子 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 浅い湖沼沿岸域では， 沿岸からの深度や勾配に

添って， 抽水植物群落， 浮葉植物群落， 沈水植物群落の

帯状構造が成立し ている。 そ し て， おのおのの植物群落

は， 異なった生態系機能を持っている と 考え られる。 本

研究では， そのよ う な異なった タ イプの水草群落の組み

合わせ （水生植物群落植物の機能的多様性 functional

richness とする） が，生態系機能 と し ての窒素浄化機能に

与え る影響を定量化し， 機能的多様性 と 生態機能の関係

を明確にし よ う と する ための手法の検討を行 う も のであ

る。

〔内容および成果〕

　 霞ヶ浦木原の池の植生群落を対象 と し て， 8 月中旬 と

下旬に自然の水生植物群落の脱窒活性を測定する手法の

検討を行った。底がオープンであ る直径約 30cm，高さ 1.2

～ 1.7ｍ の円筒形透明ア ク リ ルチャ ンバーを作成し た。底

の20cmを自然の植生をなるべ く 損なわないよ う に底泥に

差込み， それ以下に潜 ら ない よ う な羽をつけ た。 直径

30cm の植生群落と その上 20 ～ 40cm の気相を取 り 込み，

チャ ンバー内の気温， 水温， 溶存酸素， pH， ORP を時間

軸で測定でき る よ う にセンサーを取 り 付けた。 気相 と 液

相は自然の状態でか く はんする よ う に工夫し た。 こ う し

たチャ ンバーを各植生ご と に 4 基準備し， ２ 基はアセチ

レ ンガス を注入し， 環境 と 水中の栄養塩および亜酸化窒

素濃度の日変化を測定し た。

　 亜酸化窒素は水中の硝酸態窒素濃度が低い水域では低

く 抑え られていた。 硝酸態窒素を添加し たチャ ンバーで

は， 3 ～ 6 時間後 （午後 3 ～ 6 時） および 18 ～ 24 時間

後 （午前 6 ～ 12 時） に水相から 10ppm を上回る亜酸化

窒素が検出された。植生によ る違いは明確ではなかった。

チャ ンバー間の再現性が悪 く ， チャ ンバー設置時の底泥

の撹乱状況が値を左右 し てい る 可能性が示唆 さ れたの

で， 次年度は自然の植生環境を再現でき る よ う なチャ ン

バー設置の手法について検討する予定であ る。

〔備考〕

共同研究者： 犬伏和之 （千葉大学）・ 西廣 　 淳 （東京大学）

（18） 湿地生態系の自然再生技術評価に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0305AG597

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○野原精一 （生物圏環境研究領域） ・ 広木幹也 ・

佐竹潔 ・ 矢部徹 ・ 高村典子 ・ 今井章雄 ・ 日引

聡 ・ 佐竹研一

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 湿地生態系の機能を再生させ， よ り 良い環境を

取 り 戻すには， 人工湿地を含めた湿地の再生 ・ 創造が不

可欠であ る。 そのため， よ り 自然に近い湿地生態系の自

然再生実験等によ って自然の節理を学び， 湿地生態系の

再生及び管理 ・ 事業評価を実施する必要があ る。 本研究

は自然再生事業に先立つ理念 ・ シナ リ オの形成を行い，

野外調査及び再生実験等か ら基礎的知見を得て， 持続可

能な湿地生態系の再生技術の検討を行 う と 同時に， 再生

評価手法を開発する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 モデル低湿地 と し て実際に自然再生事業が実施されて

いる低湿地 （霞ヶ浦湖岸） と その参照地 と し ての低湿地

（涸沼湖岸， 菅生沼， 小櫃川河口湿地等） を選定し， 種及

び生態系レベルでの生物多様性 と 水草帯の機能 （水循環

機能， 生物生産機能， 分解機能等物質循環機能， 多様性

保全機能， 土壌保全機能等） について， 比較調査 ・ 実験

を行 う 。 水草帯の成立条件に関連する資料等の収集及び

データベース化を行 う と と も に， 種及び生態系レベルで

の多様性と水草帯の機能の相互関係について，野外調査・
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実験を行い， 水草帯生態系のサービ ス機能評価基準を算

定する ためのベース を作成する。 湿地に関係する専門家

から なる 「自然再生事業評価検討委員会」 を研究プロ ジェ

ク ト 内に設置し， 再生目標設定 と 再生対象種の選定技術

の評価を行 う 。

　（ １ ） 自然再生事業によ る消波工の施工が湖岸帯の底泥

　 　 環境に及ぼす影響

　 霞ヶ浦湖岸の自然再生事業実施地域の う ち 4 地域にお

いて 7 月と 9 月の 2 回調査を行い， 粗朶消波工内の底泥

の理化学的， 生物学的性状， アセチレ ン阻害法によ り 脱

窒活性を調べ， 非施工区の底泥 と 比較し た。 各調査項目

について， 消波工施工の影響の有無を 3 元分散分析法に

よ り 検定し た結果， 底泥中の有機物量， アンモニア態窒

素含量， グルコ シダーゼ （セルラーゼ） 活性で有意な差

が認められ， 施工区では非施工区のそれぞれ 1.3 倍， 2.5

倍， 2 倍に増加し た。 一方， 硝酸態窒素含量には有意な

差は見られず， エステ ラーゼ活性， ATP 量については施

工の影響は地域によ って異なっていた。 これらの結果は，

消波工の施工によ り 底泥中に有機物が蓄積し， その分解

に伴い， アンモニアが蓄積しやすい嫌気的環境にな る こ

と を示し ている。 脱窒活性は， 全体的に 7 月よ り 9 月の

方が低かった。 植生区において脱窒活性 （ 9 月） は， 底

泥の TN および TC と相関はなかったが，開水面において

両者 と良い相関 （r2 > 0.5） を示し た。 脱窒活性は地域お

よび季節によ って変動が大き く ， 消波工施工が脱窒活性

へ及ぼす影響は明らかではなかった。

　（ ２ ） バイオマニュ ピ ュ レーシ ョ ンによ る自然再生技術

　 　 の評価

　 霞ヶ浦植生帯復元地区の湖岸に隔離水界を設置し， 外

来魚であ るブルーギルの操作 （有無） を行 う こ と で移植

あ るいは操作し た水生植物 （カナダモ類， ササバモ） の

成長を調べた。 さ ら に， 投入し た霞ヶ浦航路浚渫土起源

の土壌シー ド バン ク によ る沈水植物が成長を調べた。 ブ

ルーギルの除去はカナダモ類あ るいはササバモの成長を

有意に促進し， 土壌シー ド バン ク か らはコ ウガ イモ と オ

オ ト リ ゲモが出現し た。 カナダモ類が繁茂し た隔離水界

では， ササバモ区に比べ他の沈水植物種の成長は著し く

阻害された。 外来魚のブルーギルの除去は， 霞ヶ浦沿岸

域の沈水植物群落の成長を促進し， 同じ く 外来種であ る

カナダモ類の成長を よ り 促進する可能性を示し た。

　（ ３ ） 東京湾塩湿地における植生復元の試み

　 東京湾内の干潟の後背湿地に広がっていた と されるハ

ママツナやシオ ク グなどの塩性植生の復元を最終目標に

と ら え， 生育環境調査を行った。 また， ハママツナか ら

ヨ シへの湿性遷移系列を仮定し， シオ ク グ純群落および

シオ ク グ－ハママツナ群落におけ る シオ ク グの除去効果

を検証し た。 ハママツナ と シオ ク グの分布調査の結果か

ら， 両者の生物量には弱い負の相関があ り ， 生息場に関

し競争関係にあ る こ と が明ら かになった。 生育環境調査

の結果から，ハママツナはシオ ク グに比べて比高が高 く ，

軟質で酸化還元電位の高い土壌に生育する傾向がみられ

た。 シオ ク グの除去 （刈 り 取 り ・ 抜根） および土壌撹乱

実験では観測期間中にハママ ツ ナは再生 し な か っ た。

いっぽ う で両群落内にはハママツナの種子が分散し てい

る こ と も明らかにし た。

〔備考〕

４ ． ３ その他

（１）河川等湿地に生息する底生動物の分類及び生態に

関する基礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0205AE370

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 河川等湿地生態系の主要な構成種であ る底生

動物， 特に甲殻類や水生昆虫などについて， 種名を決定

する と と も に， 生息環境要因 と の関係や地理的分布につ

いての研究を行い， 種々の環境影響評価や， よ り 高度な

実験的解析のための基礎とする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 河川等湿地に生息する底生動物の う ち， 特

に水生昆虫の ト ビケ ラ類に着目し て研究を行った。 ト ビ

ケ ラ類は本州などの河川では主要な分類群の一つ と し て

様々な報告がな されているが， 海洋島であ る伊豆 ・ 小笠

原諸島ではほ と んど報告されていない。 そ こ で， 小笠原

諸島の父島 と 母島および伊豆諸島の八丈島や御蔵島など

の河川で得られた ト ビケ ラ類について基礎的な研究を行

い， 各島の標本について分類学的な検討を行った。 その

結果， 伊豆諸島には本州の河川に生息するの と 同種 と 考

え られる数種の ト ビケ ラ類が分布し ているが， 小笠原諸

島には固有種であ る と 考え られる ２ 種の ト ビケ ラ類が生

息し てお り ， その ２ 種の島内での分布は極めて限られて

いる こ と などを明らかにし た。

〔備考〕

共同研究者 ： 倉西良一 （千葉県立中央博物館）
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５ ．環境の総合的管理 （都市域の環境対策， 広域

的環境問題等）

５ ． １ 浮遊粒子状物質等の都市大気汚染に関する

研究

（１）PM2.5・DEP発生源の把握と対策評価に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA295

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○森口祐一 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

小林伸治 ・ 近藤美則 ・ 松橋啓介 ・ 田邊潔 ・ 工藤

祐揮 ・ 伏見暁洋 ・ 南齋規介

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 発生源の的確な把握は， あ らゆる環境問題にお

け る現象の解明， 影響評価， 対策立案の全てにおいて不

可欠かつ重要な課題であ る。 本課題では， DEP をはじめ

とする 1 次粒子， および NOx や VOC など 2 次粒子の生

成原因 と な る物質の発生源の種類 と地域分布を把握する

こ と によ り ，PM の大気中における動態解明や影響評価の

ための基礎データ を提供する と と も に， これらの発生要

因 と な る人間活動に着目し た排出抑制対策 と く に自動車

交通関連の対策に関する環境改善効果予測手法を開発す

る こ と によ り ， PM ・ DEP 問題の的確な把握 と対策推進に

資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 短期的課題 と し て， シ ャ シーダ イナモ施

設によ る実験手法および自動車の走行モー ド 調査手法の

検討， ト ンネル調査や沿道調査を用いた実走行状態での

自動車か ら の排出特性の解明， 交通 ・ 物流データに基づ

く DEP 排出量の地域分布の推計システムの構築を計画し

ている。 次いで， シ ャ シーダ イナモ施設での排ガス試験

によ る排出成分データ と 走行モー ド 実測データ を組み入

れた排出モデルの高精度化を行 う と と もに， DEP 以外の

一次粒子および二次粒子前駆物質の排出イ ンベン ト リ の

作成を行 う 。 また，DEP 排出量の削減策の リ ス ト ア ッ プ，

対策効果の推計モデルの設計 ・ 構築を行い， 最終的には，

交通 ・ 物流システムに係る PM ・ DEP 対策の効果予測モ

デルの精緻化， ケース ス タデ ィ によ る対策シナ リ オご と

の効果予測につなげる計画であ る。

　 こ のため， 平成 15 年度においては， 前年度に引き続

き，シャ シーダ イナモ施設によ る排ガス試験，沿道フ ィ ー

ル ド 調査， 発生源イ ンベン ト リ の構築， 対策のサーベイ

お よ び効果予測シ ス テ ムの構築の各分野で研究を進め

た。

　 シ ャ シーダ イナモ施設は， 地球温暖化対策研究棟の別

棟 と し て竣工し た低公害車実験施設内にあ り ， 車載型機

器によ る排ガス計測手法の開発に関する研究および超微

小粒子の計測法・動態解明に関する研究 と連携し ながら，

複数のデ ィ ーゼル車及びガ ソ リ ン車について， 粒子状物

質， ガス状物質の計測を行った。 特に， 高希釈倍率 ト ン

ネルや排出ガス拡散チャ ンバを用いて， 排ガスの実大気

中への排出 と な るべ く 近い条件下において粒子の排出状

況や排出後の粒径変化を測定し， 減速時に超微小粒子が

多 く 排出される こ と を把握し た。

　 また， 実際の道路沿道地域におけ るデ ィ ーゼル車か ら

の排出物 と く に微小粒子の挙動を把握する ため， 大型車

交通量の多い幹線道路沿道において， 秋から冬にかけて

長期間のフ ィ ール ド 調査を実施し， 粒子状物質の粒径分

布の連続測定や炭素成分をはじめ と する組成の解明のた

めのサンプ リ ングを行った。 粒径ご と に採取し た試料に

ついて， 有機成分分析， 元素分析， 炭素組成分析を試み

た結果， 50nm 以下の粒子は， 有機炭素の割合が多 く ， そ

の組成は， エンジン潤滑油 と 同様の炭素数の成分か ら構

成されてお り ， 超微小粒子の原因 と し て潤滑油の寄与が

示唆された。

　 さ ら に， 各種の交通公害対策によ る環境改善効果を評

価する こ と を目指し て， 動的交通流シ ミ ュ レーシ ョ ンモ

デル， 排出量推計モデル， 濃度推計モデル， 曝露推計モ

デルなど を組み合わせた統合的なシ ミ ュ レーシ ョ ンモデ

ルのサブモデルの開発を進めた。 動的交通流シ ミ ュ レー

シ ョ ンモデルは， 交通需要の時間変化によ って生じ る渋

滞流， 非渋滞流を再現可能であ り ， 東京外か く 環状道路

を含む広域の道路ネ ッ ト ワークデータ を対象 と し て， 環

境改善効果の検討を進めた。 その一方で， 将来時点での

排出係数を推計するモデルを用いて， 使用過程車を含む

デ ィ ーゼル車対策を導入し た場合の地域的な環境改善効

果の評価を行った。 これは曝露評価モデルの入力データ

と し て用いられた。

〔備考〕

（ ２ ） PM2.5 ・ DEP の環境動態に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA296

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○若松伸司 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・
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上原清 ・ 菅田誠治 ・ 酒巻史郎 ・ 長谷川就一

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 都市大気中における PM2.5 や DEP を中心 と し

た粒子状物質の環境動態を定量的に把握する ために発生

源 と 環境濃度 と の関連性に関する室内実験， 野外観測，

モデル開発を行 う 。 具体的には風洞実験， 航空機観測，

モデル解析， データ解析手法を確立し， 沿道ス ケールか

ら地域ス ケールの環境大気中におけ る二次生成粒子状物

質を含む粒子状物質の動態を立体的に把握し発生源 と の

関連性を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 環境動態把握に関し ては， 都市 ・ 広域におけ る粒子状

物質の立体分布観測採取試料を基に， 粒子の化学組成分

析， 数値モデル解析を実施し た。 また， 風洞実験手法を

精緻化し， こ の手法を駆使し て， 複雑な構造の沿道内に

おけ る渦の挙動 と 大気汚染の立体分布の関連性を明ら か

にし た。 こ の知見を基に高濃度が発生する沿道大気汚染

の状況を改善する ためにどのよ う な対策が考え られるか

を詳細に検討し， 特に高架道路が沿道の大気汚染分布に

及ぼす影響を明らかにし た。

〔備考〕

（ ３ ） PM2.5 ・ DEP の測定に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA297

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○若松伸司 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

内山政弘 ・ 西川雅高 ・ 上原清 ・ 松本幸雄 ・ 須賀

伸介

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 大気中の微小粒子状物質， および粒子生成に関

わ る ガ ス状物質を対象 と し て， 計測シ ス テム を確立し，

それに よ っ て得 ら れ る デー タ に基づいて， 発生源か ら

種々の輸送過程を経て最終的には人体や植物体にいた る

粒子状物質の振る舞いを全体的に把握する こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 計測法の検討に関する研究では， 炭素成分の分析方法

を検討し た。 また， 環境試料の採取方法によ る違いを明

らかにし た。 モニタ リ ングに関する研究では PM2.5 の自

動計測機器の精度を並行評価試験によ り 明らかにし た。

〔備考〕

（ ４ ） PM2.5 ・ DEP の疫学 ・ 曝露評価に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA298

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○新田裕史 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

小野雅司 ・ 田村憲治 ・ 村上義孝 ・ 山崎新

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 都市大気中における PM2.5 を中心 と し た粒子状

物質 （PM;Particulate Matter） によ る大気汚染を改善する

ためには， 発生源動態の把握， 環境濃度 と の関連性の解

析， 並びに疫学 ・ 曝露評価， 毒性 ・ 影響評価を行 う 必要

があ る。 PM2.5 および DEP に関する疫学データおよび曝

露量データ を収集 ・ 整理， 解析する こ と によ り ， 健康 リ

ス ク評価のために必要な資料を提供する。

〔内容および成果〕

　 地理情報システムを曝露評価に応用する ために必要な

データベースに関する整備を行い， PM/DEP 曝露量推計

モデルの構成要素について検討を行った。 本年度は南関

東地域について PM/DEP 曝露量モデルに よ る推計を行

い， モデル適用の問題点を検証し た。 さ ら に， 交通モデ

ル と の結合によ り ， 発生源や交通流対策の効果を曝露量

の観点から評価する方法を検討し た。

　 各種の調査か ら， 人は多 く の時間を屋内で生活し， 大

都市圏では通勤 ・ 通学によ って毎日数十キ ロ を移動する

場合も多い こ と が示されている。 想定する地域内での濃

度の空間変動が大きい場合には， 屋内 と 屋外での曝露の

違いや常住地 と 就業 ・ 通学地での曝露の違いなど を無視

し たモデルは曝露実態 と は異な る。 しかし なが ら， 個人

個人の生活行動の多様性や環境濃度の空間分布の不均一

性をすべて考慮すれば推計モデルは非常に複雑な も の と

なる。 し たがって， モデル開発の第 1 段階 と し て， 環境

大気濃度推計モデルの現状での精度， および既存の国勢

調査や生活時間調査か ら入手可能な生活行動データの空

間 ・ 時間分解能を考慮し て， 市区町村単位の平均曝露量

の推計を試み， 第 2 段階 と し て交通モデル と の リ ン ク を

可能とする ために， メ ッ シュ単位の推計を行った。

　 また， 我が国におけ る日死亡 と 粒子状物質の関連性を

調べる ために， あ る一日における， 特定の地域の死亡数，

大気汚染濃度， 気象データ を含めたデータベース を構築

し た。 こ のデータベース を基に死亡 リ ス ク比を日本の代

表的な都市について求め， ア メ リ カの解析結果 と 比較評
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価し， 単位濃度当た り の急性死亡の増加割合に関し てほ

ぼ同等の結果を得た。

〔備考〕

（ ５ ） PM2.5 ・ DEP の毒性 ・ 影響評価に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA299

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○小林隆弘 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

高野裕久 ・ 鈴木明 ・ 古山昭子 ・ 小池英子 ・ 藤巻

秀和

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼル排気暴露の呼吸－循環器系への影

響の解明実験動物にデ ィ ーゼル排気を暴露し呼吸－循環

器系への影響と その機構を解明する。

〔内容および成果〕

　 循環器系への影響ではデ ィ ーゼル排気ガス を除粒子し

たガス成分の曝露 （ガス成分曝露群） と 全成分曝露 （ガ

ス＋粒子曝露群） および清浄空気曝露を 4 ヵ月間行った。

その結果， 異常心電図の個体出現率はガス＋粒子曝露群

で増加し， ガス成分曝露群では差がなかった。 また， 曝

露群ご と の異常心電図の出現率は対照 と 比較し て， ガス

成分曝露群で僅かに増加し たが， 全成分曝露群では大き

く 増加を示し た。 これら の結果は， 異常心電図の発現に

デ ィ ーゼル排気粒子が関与し ている こ と を示唆し た。 ま

た， DEP から抽出された化学物質の血管作用について確

定試験を行い， 血管弛緩作用 （in vitro） を示す 4 種のニ

ト ロ フ ェ ノ ール類に加えて 3- フ ェニル -4- ニ ト ロ フ ェ

ノ ール類など新たに 4 個の化学物質が血管弛緩作用を持

つこ と が確認された。

　 感染性肺傷害の増悪機構におよぼす影響の検討では，

デ ィ ーゼル粒子抽出物に炎症を抑制する作用のあ る こ と

を見いだし た。

　 微小粒子状物質中成分の毒性ス ク リ ーニングでは， 生

体に影響を与え る可能性のあ る粒子あ るいは粒子に吸着

し た物質の酸化能力を測定する手法を確立し， デ ィ ーゼ

ル抽出物中の極性の低い部分および極性の高い部分に酸

化ス ト レ スの高い物質が存在する こ と が見いだ さ れた。

また， 培養ラ ッ ト 血管内皮細胞にデ ィ ーゼル排気粒子抽

出物を曝露し て， 抗血栓機能について検討し た。 デ ィ ー

ゼル排気粒子抽出物は線溶系阻害酵素 PAI-1 を減少させ

る こ と によ り ， 血栓を溶かしやす く する作用があ る こ と

を見いだし た。 また， デ ィ ーゼル排気粒子 と その抽出物

で は， 抽出物が 2.5 倍の酸化ス ト レ ス誘導能を示すこ と

を明らかにし た。

　 デ ィ ーゼル粒子のアレルギー関連疾患への増悪作用機

構の検討ではデ ィ ーゼル粒子は分化 し た肺胞マ ク ロ

フ ァージではな く 未熟な単球に作用し， 抗原提示機能を

亢進 さ せ る 可能性が示唆 さ れた。 ま たその作用は主に

デ ィ ーゼル粒子中の有機成分によ る こ と が明ら か と なっ

た。 また， デ ィ ーゼル排気曝露ラ ッ ト の リ ンパ節細胞の

増殖能の増加や喘息様病態の指標であ る肺抵抗の増加が

抗原吸入を加え る こ と でよ り 強 く 観察されている こ と か

ら もデ ィ ーゼル粒子の曝露はアレルギー反応を増悪させ

る可能性が示唆された。

〔備考〕

（ ６ ） 自動車排気中ナ ノ 粒子の毒性 ・ 影響評価および性

状 ・ 環境動態把握に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0307AA512

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○小林隆弘 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

若松伸司 ・ 高野裕久 ・ 鈴木明 ・ 古山昭子 ・ 小池

英子 ・ 新田裕史 ・ 森口祐一 ・ 近藤美則 ・ 田邊

潔 ・ 小林伸治 ・ 西川雅高 ・ 内山政弘 ・ 平野靖史

郎 ・ 藤巻秀和 ・ 山元昭二 ・ 森田昌敏

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 排出ガ ス の規制の強化や技術開発に よ り 排出

される粒子の質量は減少するが， ナ ノ 粒子 と いわれる極

めて微小な粒子の数は減少せず問題 と し て残る可能性が

あ る。 ナ ノ 粒子はその毒性 ・ 影響 ・ 性状 ・ 環境動態のい

ずれも未解明の部分が多いが， 大き な粒子状物質よ り 炎

症を引き起こすこ と など強い影響のあ る可能性や体内動

態か ら肺のみな らず全身への影響を持つ可能性が示唆さ

れている。 そ こ で， ナ ノ 粒子の性状 ・ 環境動態研究を基

礎の曝露装置を作製し， 毒性 ・ 影響に必要な調査研究を

進め， 健康影響を未然に防ぐ と と も に環境に優しい次世

代型エンジン開発や燃料改良の方向性を提示する。

〔内容および成果〕

　 本課題ではデ ィ ーゼルエンジン由来環境ナ ノ 粒子曝露

装置， 模擬ナ ノ 粒子曝露手法， 環境ナ ノ 粒子の呼吸器内

沈着及び体内動態， 環境ナ ノ 粒子の毒性 ・ 生体影響評価

に関し て検討を行った。
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　 デ ィ ーゼルエンジン由来環境ナ ノ 粒子曝露装置に関す

る研究では， ナ ノ 粒子をでき るだけ多 く 発生でき る こ と

や凝集によ る粒子径の増加ができ るだけ起き ないなどの

方針の も と エンジンか ら曝露装置までの基本設計を行っ

た。 また， ナ ノ 粒子の採取法， 運転条件を変え粒径ご と

に採取し た粒子の分析および生体に影響があ る可能性の

あ る酸化能力について検討し た。 粒径の小さ い粒子に単

位質量あた り の酸化能力で強い傾向が観察された。

　 模擬ナ ノ 粒子の曝露手法に関する研究では， 炭素電極

間の放電によ る曝露用粒子発生および不完全燃焼によ る

曝露用粒子発生手法の検討を行った。 放電によ る曝露用

粒子発生については周波数や放電時間 と 粒径の関係につ

いて検討し， 任意の粒径の 100nm 以下のナ ノ粒子を発生

する こ と ができ る こ と を確認し た。 また， 鼻部曝露装置

に接続し た場合の粒径分布， 粒子数について も大き な影

響がない こ と を確認し た。 不完全燃焼によ る曝露用粒子

発生手法の検討について も窒素 と 酸素の比率をかえ る こ

と によ り 100nm 以下の任意の粒径のナ ノ粒子を発生する

こ と が可能であ る こ と を確認し た。

　 環境ナ ノ 粒子の呼吸器内沈着及び体内動態に関する研

究では， 細胞内への取込みを粒径の異な るナ ノ 金コ ロ イ

ド 等を上皮細胞， 内皮細胞共培養系で行い， 上皮細胞へ

の取 り 込み と 放出， 基底膜の通過， 内皮細胞中への取 り

込み と 放出について観察し た。 内皮細胞まで到達する も

のは見られない こ と などが観察された。 体内動態につい

ては経気道曝露を想定し蛍光標識ポ リ スチレ ン粒子を用

いた予備的な検討を行 う と同時に原子間力顕微鏡を用い

たナ ノ 粒子の観察手法について も検討し た。 ナ ノ 粒子の

呼吸器内沈着 - 体内動態モデルの作成では粒子沈着モデ

ルの視覚化プロ グ ラ ムを作成し た。

　 環境ナ ノ 粒子の毒性・生体影響評価に関する研究では，

ナ ノ 粒子 と し てナ ノ 炭素粒子あ るいは二酸化チタ ン粒子

を模擬ナ ノ 粒子 と し て用いた。 肺構成細胞を用いナ ノ 炭

素粒子の粒径によ る酸化能力の検討では粒径の小さ い粒

子が大きい こ と が見いだ された。 また， 細胞に曝露し た

場合酸化ス ト レ スに対応する抗酸化系酵素の誘導も大き

い こ と が見いだ された。 呼吸器の免疫 ・ アレルギー反応

に及ぼす影響について もナ ノ 粒子は小さ い粒子の方が免

疫系に顕著な反応を誘導する こ と やアレルギー反応を増

悪させる こ と が見いだ された。 さ らに感染によ る肺炎症

状に及ぼす影響については細菌毒素を用いた肺炎モデル

の病態をナ ノ 粒子は増悪する こ と が見いだ された。 循環

機能への影響については鼻部曝露装置を用いた吸入実験

の予備的な検討が終了し た。

〔備考〕

本研究の一部は環境省受託費で行 う 。

（ ７ ） 大気環境のフ ィ ール ド 観測のための新ラ イダー技

術に関する基礎研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0103AE094

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○松井一郎 （大気圏環境研究領域） ・ 杉本伸夫

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 大気環境のフ ィ ール ド 観測のために新 し い ラ

イ ダー技術の開発に関する基礎的検討を行 う 。 ラ イ ダー

によ る粒径別エア ロ ゾル測定技術の検討。 可搬型システ

ム構築のための技術を検討する。 装置のシス テム化の検

討， 設計。

〔内容および成果〕

　 フ ィ ール ド での観測を行 う 上で必要 と される可搬型ラ

イ ダーの小型化の検討結果を も と に， 本年度は小型可搬

型ラ イ ダーの試作を行った。 こ の装置の特徴は高湿度の

環境に も耐え る よ う に考慮し た も ので， 観測実験は高湿

度環境の立抗を利用し たエア ロ ゾルから雲への生成実験

に参加し て行った。 今回の実験では雲底高度の時間変化

を明瞭に と ら える こ と ができ た。

〔備考〕

（ ８ ） 肺における細胞外基質代謝に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9903AE215

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○古山昭子 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

持立克身

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 15 年度 （1999 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 肺胞組織は肺胞上皮細胞， 肺線維芽細胞， 血管

内皮細胞 と それら の細胞間を埋める細胞外基質か ら構成

されてお り ， それぞれの細胞の機能発現には正常な細胞

外基質構成を保つこ と が重要であ る。 大気汚染物質暴露

によ り ， 傷害を受けた肺で分泌される様々なサイ ト カ イ

ンは， 組織再生あ るいは組織の破壊や異常な線維化に関

与し ている と考え られる。本研究では in vitro で肺胞上皮

組織を模し た培養系において細胞外基質の代謝へのサイ

ト カ イ ンの影響を検討し て， 組織傷害後の再生機構を明

らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 炎症状態におけ る肺胞壁の細胞外基質代謝
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を総合的に検討する ために， 肺胞上皮細胞 と 線維芽細胞

の共培養組織に典型的な炎症性サ イ ト カ イ ンであ る IL-

1β，TNFα と アレルギーに関係する IL-4，IL-13，IFN-γ

などのサイ ト カ イ ンを曝露し た。IL-1β と TNFα の添加

によ り ， 基底膜構成分子であ るⅣ型コ ラーゲンの生合成

が促進 さ れて肺胞上皮細胞の基底膜の形成は亢進し た。

線維芽細胞と の共培養においては，I 型コ ラーゲン産生が

亢進される と と も に， 線維芽細胞の細胞外基質分解酵素

であ る MMP-9 が誘導されて基底膜形成阻害，肺胞上皮細

胞の剥離がおこ った。 一方， Th2 サイ ト カ イ ンは， IL-13

が肺胞上皮細胞の基底膜形成を単独で も共培養系で も亢

進し， IL-4 と IL-13 の両者と もに I 型コ ラーゲン産生を

亢進させた。Th1 サイ ト カ イ ンの IFN-γ はⅣ型コ ラーゲ

ンの生合成を抑制する こ と で肺胞上皮細胞の基底膜形成

を阻害し， 同時に I 型コ ラーゲン産生も抑制し た。 以上

の結果から， Th2 サイ ト カ イ ンは一時的には肺胞上皮細

胞の基底膜形成を促進するが， 長期には肺の線維化を進

める可能性があ る こ と， 反対に Th1 サイ ト カ イ ンは基底

膜形成を阻害するが， 肺の線維化は抑制する こ と を明ら

かにし た。 こ の結果は Th2 サイ ト カ イ ン優位の喘息など

における細気管支の線維化の進行と良 く 一致する。

〔備考〕

（ ９ ） 複雑市街地における局所高濃度大気汚染の発生と

その予測に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE216

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○上原清 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

若松伸司 ・ 松本幸雄 ・ 神田勲

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 実市街地の縮尺模型や単純な形に理想化 し た

市街地模型 （街区模型） な ど を用いた風洞実験を行い，

沿道におけ る風の流れ と 大気汚染物質の拡散の関係を明

らかにする こ と。

〔内容および成果〕

　 本年度は実市街地の 1/100 模型を用いて， 道路構造や

大気安定度 と 沿道内外の濃度分布 と の関連を調べた。 そ

の結果， １ ） 道路内部の流れ と 沿道の濃度分布は密接に

関係し， 道路構造によ って大き く 変化する こ と。 しかし，

２ ） その変化は幹線道路に接し た沿道市街地に限 ら れ，

幹線道路か ら の距離が増すほ ど濃度差は小 さ く な る こ

と。 ３ ） 大気安定度の影響は大き く ， 特にその影響は幹

線道路か らの距離が大き く な るほど増加する こ と， など

が明らかになった。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ． 5． 1 にも関連

（10） 大気環境影響評価に関する基礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE218

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○若松伸司 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

上原清 ・ 菅田誠治

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 総合的な都市大気環境対策に資する ための， さ

ま ざ まな時間空間ス ケールに対応する大気環境予測モデ

ルに関する基礎的な検討を行い， 大気環境影響評価の理

論化と体系化を図る こ と を研究の目的とする。

〔内容および成果〕

　 都市大気中におけるガス状大気汚染や PM2.5 や DEP を

中心 と し た粒子状物質のモデル化に関する研究を基に，

大気環境影響評価の技術体系化を行っ た。 具体的には，

風洞実験， 野外観測， モデル解析， データ解析等を基に，

沿道ス ケールか ら地域ス ケールの環境大気環境質を総合

的に把握する手法を検討し た。 また， モデルの誤差 と 精

度の検証や， モデルの利用方法， モデルを用いての大気

環境予測の実施方法に関する検討を行った。

〔備考〕

（11） 空間 ・ 時間変動を考慮し た大気汚染物質の曝露影

響モデルの開発に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0103AE226

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○松本幸雄 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 大気汚染物質濃度が空間的， 時間的に変動する

事を考慮し た曝露―影響モデルの開発を目的 と する。 曝

露―影響モデルの現況の整理， 時間空間変化を考慮し た

曝露モデルの評価， および時間空間変化を考慮し た曝露

―影響モデルの評価と探索を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は時系列的方法について検討を進めた。 前年度

に仮想的なデータ を用いて時系列的調整方法について検

討を し たので， 本年度は死亡の実デー タ に よ る 検討を

行った。 特に， 死亡に及ぼす大気汚染の効果を回帰的方
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法で評価 し た と き に現れ る 係数の性質に関 し て検討 し

た。 これら と 空間変動の知見 と をあわせて大気汚染 と 死

亡のデータの関連モデルを総合的に検討する。

〔備考〕

（12） 沿道大気環境評価のための数値シ ミ ュ レーシ ョ ン

に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0303AE507

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○須賀伸介 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 環境を定量的に評価する立場から， 都市におけ

る沿道大気環境問題に対する数理モデルの構築およびシ

ミ ュ レーシ ョ ンに関する基礎的研究を行 う 。 特に従来の

シ ミ ュ レーシ ョ ン手法では困難であった， 複雑な形状を

有する対象領域に対する現象， 局所的に複雑な挙動を示

す現象を対象 と し， い く つかの数値シ ミ ュ レーシ ョ ン手

法を適用し て比較検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 近年流体シ ミ ュ レーシ ョ ンの分野で注目されている格

子ボルツマンを採用し た移流拡散問題の陽的数値シ ミ ュ

レーシ ョ ンアルゴ リ ズムを開発し た。 ２ 次元の ６ 角形格

子モデル （ ６ 速度方向モデル）， 同じ く 四角形格子に対す

る ４ 速度方向モデル， ８ 速度方向モデルに基づ く アルゴ

リ ズムを開発し た。 数値実験の結果， これらのアルゴ リ

ズムは陽的差分法よ り も数値安定性について優れている

こ と が分かった。 また，空間，時間分割に関するパラ メ ー

タ設定によ り ， ク ラ ン ク ニ コルソ ン陰解法 と 同程度の制

度が得られる こ と が分かった。 以上の結果か ら， 今回開

発し たアルゴ リ ズムは ３ 次元の大気拡散モデルに適用可

能であ る こ と， その際に， 陽的アルゴ リ ズムであ る こ と

か ら ３ 次元計算においては計算時間の少ない効率的な計

算が可能であ る こ と が期待でき る。

〔備考〕

（13） 中国における都市大気汚染による健康影響と予防

対策に関する国際共同研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0004AG073

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○田村憲治 （環境健康研究領域） ・ 小野雅司 ・

高野裕久 ・ 新垣たずさ

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 近年中国の都市大気汚染には， 工場排煙， 地域

暖房用の石炭燃焼排煙に， 自動車排ガスが加わ り 粒子状

物質の大気汚染が重大な問題 と なっている。 住民の健康

影響も顕在化し ている と いわれているが， その実態につ

いては調査研究が始められたばか り であ る。

　 本国際共同研究は， 中国東北地方の大都市を対象に，

1） 都市大気汚染の状況を大気中微小粒子 （PM10，PM2.5）

を中心に把握し， 2） こ う し た大気汚染 と地域住民の曝露

実態 と の関係を個人曝露調査によ り 明ら かにし， ③呼吸

器を中心 と し た慢性的および亜急性的な大気汚染によ る

健康影響の有無を明ら かにする こ と によ り ， 都市大気汚

染の健康影響に関する予防対策に寄与する こ と を目的に

し ている。

〔内容および成果〕

　 大気汚染の原因と し て工場排煙，暖房用石炭燃焼排煙，

自動車排ガスのいずれかを特徴 と する大都市を各年度 １

都市ずつ対象 と し， 最終年度は初年度の対象都市の再調

査 （経年変化の確認） と ま と めを行 う 。 各対象都市には，

大気汚染濃度レベルの異な る ３ 調査地区を設定し， 以下

の項目について調査し， 比較検討を行 う 。

　 １ ） 粒径別サンプ ラーを設置し て大気中粒子濃度を，

パッ シブサンプラーで SO2， NO2 濃度をそれぞれ測定し

年間の汚染濃度を評価する と と も に， 既存の環境測定資

料を収集 ・ 解析する こ と によ り 対象都市の汚染状況を把

握する。

　 ２ ） 成人を対象 と し て， 上記汚染質に関し て， 居住家

屋内外および個人曝露濃度を測定し， 地域の一般環境濃

度と住民の曝露量と の関係を明らかにする。

　 ３ ） 学童を対象に標準的な質問紙調査によ り 慢性的な

呼吸器影響の有無を把握する と と も に， 都市暖房の亜急

性の呼吸器への影響を把握する ために， 同一学童に対し

て肺機能検査を繰 り 返し， 冬期暖房の影響を明ら かにす

る。

　 ４ ） 粒径別に捕集し た微小粒子を分析し， 粒径， 地域，

季節によ る微小粒子の有害性の評価を行 う 。

　 さ ら に， ⑤地域の社会経済状況， 大気汚染発生源情報

など を収集 ・ 解析し， 上記の知見を総合し て予防対策に

寄与する情報を提供する。

　 平成 12 年度に中国医科大学公共衛生学院孫貴範院長

（遼寧省瀋陽市） を代表と し た共同研究体勢を整え， 平成

13 年度は瀋陽市 （自動車交通量に着目） ， 前年度は撫順

市 （瀋陽市の南 30km の工業都市） 内それぞれ ３ 地区を対
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象にサンプ リ ング及び調査を実施し た。

　 本年度は瀋陽市の北 60km に隣接する鉄嶺市（工場地帯

のない地方都市） において， 前年度 と 同様の調査を開始

し た。 鉄嶺市の調査は継続中であ り ， 結果は出ていない

が， これまでの調査結果か ら以下のよ う な結果が得られ

た。

　 瀋陽， 撫順両都市 と も， 非暖房期の大気汚染濃度には

自動車や工場由来の汚染を反映し た地域的な違いがわず

かに見られたが， 暖房期には PM2.5 等の濃度が上昇し，

地域的な差はなかった。 また， 平成 15 年 ４ 月の撫順市の

調査中に黄砂が飛来し， 粒径 5 マイ ク ロ メ ー ト ルを中心

と し た粒子濃度の上昇が観測された。 暖房期には家屋内

の PM2.5 も高 く ， 個人曝露濃度も高濃度になっていた。

　 瀋陽市で見られた暖房期間直後の肺機能低下傾向は撫

順市では見られず， その違いについて検討中であ る。

　 暖房期には大気中粒子中の有害な PAH （多環芳香族炭

化水素） 及び NPAH （ニ ト ロ多環芳香族炭化水素） 濃度

が増加し たが， PAH と NPAH の濃度比の検討によ り ， そ

の原因が石炭燃焼粒子であ る こ と を確認し た。

〔備考〕

外国共同研究機関 ： 中国医科大学公共衛生学院 （孫貴範

　 　 　 　 　 　 　 　 　 院長）

（14） 西日本地域を中心と し た大気汚染の長期的な ト レ

ン ド解析

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0105AH300

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○若松伸司 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

菅田誠治 ・ 宮下七重

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 日本の都市大気環境質の経年変化や地域特性

を知る ためには， 長期的な ト レ ン ド 解析が必要であ る。

これを行 う ためには， 日本の大気質境界濃度の把握が不

可欠であ り ， 特に西日本地域の濃度変化の把握が重要で

あ る。 本研究においては， 西日本を中心 と し た地域にお

け る 光化学オキ シダ ン ト 等の経年変化の解析を実施す

る。

〔内容および成果〕

　 全国のオキシダン ト の経年変化の解析を実施する ため

のデータベース を構築し た。 また 「大気汚染データ集計・

解析プ ロ グ ラ ム」 を作成し地域間の比較評価を行った。

その結果，オキシダン ト 濃度の季節変動や経年変化には，

全国共通のパターン と 地域固有のパターンがあ る こ と が

明ら か と なった。 濃度変動パターンによ る グループ分け

を行い， 変動要因等について研究を進め解析結果を と り

ま と めた。 また， SPM 等の他の物質について も同様の解

析を行い， 光化学オキシダン ト と の関連性を検討し た。

〔備考〕

Ｃ 型共同研究参加 20 研究機関：秋田県環境セン ター・東

京都環境科学研究所 ・ 長野県衛生公害研究所 ・ 富山県環

境科学セン ター ・ 福井県衛生環境研究セン ター ・ 静岡県

環境衛生科学研究所 ・ 岐阜県保健環境研究所 ・ 名古屋市

環境科学研究所 ・ 滋賀県衛生環境セン ター ・ 京都府保健

環境研究所 ・ 兵庫県立健康環境科学研究セン ター ・ 鳥取

県衛生環境研究所 ・ 島根県保健環境科学研究所 ・ 山口県

環境保健研究セン ター ・ 徳島県保健環境セン ター ・ 香川

県環境保健研究セン ター ・ 愛媛県衛生環境研究所 ・ 福岡

市保健環境研究所 ・ 佐賀県環境セン ター ・ 長崎県衛生公

害研究所

（15） デ ィ ーゼル車排出ガスを主因と し た局地汚染の改

善に関する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0204BC377

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○松本幸雄 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

上原清 ・ 若松伸司 ・ 森口祐一 ・ 近藤美則 ・ 小林

伸治・内山政弘・西川雅高・田村憲治・須賀伸介

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼル車排出ガ ス等に よ る局所沿道高濃

度汚染に実効果のあ る 対策を提言す る こ と を目的 と す

る。 そのために本研究では， 川崎市をモデルに高精度風

洞シ ミ ュ レーシ ョ ンシステムの開発を行い， また実測調

査等によ り 現象の理解を深める こ と によ り ， 各種改善策

の効果を事前に高精度に評価する システムを構築する こ

と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 前年度に引き続き， デ ィ ーゼルを主因 と する沿道大気

汚染に対し （1） 風洞実験および （2） 現地測定の二つの

視点から川崎市池上新田交差点周辺をモデル地域 と し て

対策につながる手法の探索を進めた。

　 本年度の主な成果の概要はつぎの通 り であ る。

　 １ . 風洞実験によ る検討

　 前年度は 2 次元模型を用いて， 高速道路や各種構造物

が大気の流れ場 と 汚染に与え る影響を検討し， い く つか
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の対策のも た らす効果について検討し た。本年度は，2 次

元簡易模型と と もに実際の池上新田町を 1/100 に縮小し

た市街模型を用いる こ と によ り ， よ り 現実的な状況で検

討し た。

　 １ ） 2 次元簡易模型と 1/100 模型について， PIV （粒子

画像速度計測法） によ り ， 風の流れ場の瞬間的な分布に

ついて詳細に計測する こ と が可能になった。 これによ り

流れ場全体の時間変化が準連続的に把握で き る よ う に

なった。

　 ２ ） 道路か ら排出し た ト レーサーガス を沿道周辺で高

速に測定する こ と によ り ， 沿道濃度分布を詳細に測定し

た。 これによ り ， 沿道の構造物が沿道汚染に与え る影響

について よ り 現実に近い知見を得た。

　 ２ . 現地測定によ る検討

　 沿道におけ る汚染濃度の分布を測定する と 共に人工的

に沿道で気流を発生させその周辺で粒子濃度がど う 変化

するかについて現地で試験し た。

　 また， 上の風洞 と 現地検討結果を解析する一手段 と し

て，熱流体モデルによ り k-ε モデルによ る沿道周辺の風

の場と拡散の状況を検討し た。 最終年度と なる 3 年目に

は， 以上の検討を踏まえて沿道汚染改善策について拡散

の視点から ま と める予定であ る。

〔備考〕

地域密着型環境研究共同研究者 ： 井上俊明 （川崎市公害

研究所） ・ 原久男 （川崎市公害研究所） ， 林久緒 （川崎市

環境局） ・ 藤田周治 （川崎市環境局）

（16） 車載型機器による実走行時自動車排ガス計測 ・ 管

理システムの実証

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0103BD302

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○森口祐一 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

若松伸司 ・ 小林伸治 ・ 近藤美則 ・ 松橋啓介 ・ 田

邊潔 ・ 上原清 ・ 松本幸雄 ・ 工藤祐揮 ・ 伏見暁洋

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 自動車排ガス中の NOx， PM， HC などの物質

は， 都市大気汚染の主因であ り ， 自動車排ガスによ る都

市 ・ 沿道の大気汚染は， 改善が遅れ， 残された公害問題

の最重要な ものの一つであ る。 一方， CO2 などの温室効

果ガスの発生源 と し て も自動車排ガスの重要性が高ま り

つつあ る。 自動車排ガス中の大気汚染物質の測定 （排ガ

ス試験） は， 従来， 主にシ ャ シーダ イナモ装置を用いて

き たが， 特殊 ・ 大型 ・ 高価な施設のため， 多 く の車両に

ついての実測は困難， 実際の走行条件の完全な模擬はで

き ない等の問題があ る。 これを補完， 代替する手法 と し

て， 車載型の排ガス計測機器が実用化される な ら， これ

を多 く の車両に搭載し た実測調査が可能 と な り ， 現実の

社会におけ る自動車の使用実態に即し た， よ り 的確な大

気汚染物質排出量の計測 ・ 監視が可能と な る。一方，GPS

（全地球測位システム） や自動車の制御系から得られる情

報の活用によ り ， 自動車の走行動態を計測する技術も急

速に発展しつつあ り ， これを排ガス計測技術 と 組み合せ

る こ と で， 走行動態 と 排ガス量の関係の詳細な解明が可

能と な り つつあ る。

　 そ こ で本研究では， 車載型の排ガス及び走行動態の計

測技術を開発する と と も に， こ の技術を用いて走行動態

と 排ガス量の関係を解明し， 自動車排ガス汚染の改善に

資する知見を提供する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 本研究の全体計画では， （1） 既に実用化レベルに達し

つつあ る車載型NOx計および実用化に近いレベルにあ る

CO， CO2， HC の車載型計測装置 （NDIR 式装置） を用い

て， 市街地実走行によ る計測 と， こ の走行条件を模し た

シ ャ シーダ イナモ装置によ る排ガス試験を行って結果を

相互比較し， 必要な技術的改善を施し車載型装置が十分

な精度を持ち う る こ と を実証する。 （2） 車載排ガス計測

技術を低コ ス ト で多数の車両に適用可能な もの と する た

め， 簡易型 NOx 計について， よ り 精緻な計測装置によ る

測定 と の比較によ って， その精度を検証する。 また， 簡

易型 PM 計の技術開発を行い， 実用化にあたっての問題

点 と 実用化の可能性を明ら かにする。 （3） 多 く の車両に

走行動態計を搭載し て連続測定を行い， 速度や加速度等

のエンジン側の情報に加え， 運転者の視点等の運転状態

の情報， 道路勾配などの道路側の情報， ト リ ッ プ長など

の自動車運行形態情報を調査する。 これら の結果を車載

型装置によ る排ガス測定データ と 組み合せる こ と によ っ

て， 沿道局地汚染地区におけ る排出実態の把握， 地域の

総排出量の推定及び排ガス削減計画の立案， さ ら には運

輸事業者等に よ る 排ガ ス の自主管理に資す る 知見を得

る。

　 本年度は， これまでに有効性が示された車載型装置に

ついて， RV も し く は SUV に分類されるデ ィ ーゼル乗用

車， 小型ガ ソ リ ン車及び大型デ ィ ーゼル車への適用可能

性に関する試験やよ り 実用性を高める ための検討を行っ

た。

　 多 く の車両への車載型装置の適用可能性の確認試験に
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おいて， ガ ソ リ ン車の場合， エンジンがア イ ド リ ングか

ら高回転状態まで変わる こ と によ り ， 排ガス流量は大き

く 変動する ため，現状では対応が難しい場合があ る こ と，

一方， SUV のデ ィ ーゼル乗用車に対し ては， ア イ ド リ ン

グ時の排気脈動の影響はあ るがそれは小さ い こ と， 高回

転での追従性は良好であ る こ と， 等が明 ら かになった。

大型デ ィ ーゼル車に対し ては， 排ガス中の PM 濃度を光

の透過率から求めるオパシ メ ータによ る車載PM計，NDIR

式装置， 走行動態計 （高精度版） を搭載し た実走行試験

を実施し た。

　 また，車載 PM 計と共同研究機関が開発中の簡易 PM 計

と の並行試験を行い， 高負荷では良好な相関関係があ る

が低負荷では相関が低い こ と， 排ガス温度 と 汚れがセン

サの感度低下の原因であ る こ と を明らかにし た。

　 実用性向上のため， データ取得に関し ては， 車両の速

度情報の取得に使用し ている GPS が使用不可能な場合，

走行動態計の加速度センサから その間の速度を補完する

手法を開発する と と も に， 車両改造を伴わないエンジン

回転数の取得方法を検討し た。

　 さ ら に， これまで実施し た走行調査によ る排ガス ・ 走

行動態の計測結果を併せて， 走行動態 と 排ガス排出実態

の関係の解析を同一道路上， 交差点周辺へと深めた。

〔備考〕

共同研究機関 ： 東京都環境科学研究所 ・ 慶應義塾大学 ・

　 　 　 　 　 　 　 中央大学・（株）数理計画・（株）堀場製作所

（17） 粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関する調査

研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0203BY435

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○小林伸治 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

近藤美則 ・ 田邊潔 ・ 森口祐一 ・ 若松伸司 ・ 長谷

川就一 ・ 伏見暁洋

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 15 年度 （2002 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 排出ガス規制の強化によ り ， 自動車から排出さ

れる粒子状物質の重量排出量は低下傾向にあ るが， 排出

ガ ス対策が高度にな る に従い粒径分布が微小化す る た

め， 微小粒子の数濃度に対する関心が高ま っている。 し

かし ながら， 微小粒子の排出は， エンジンの種類， 運転

条件， 希釈条件等， 複雑な要因の影響を受け る ため， 自

動車か ら の排出実態や大気中におけ る挙動に関する十分

な知見が得られていない。

　 本研究では， これら の微小粒子の排出実態を把握する

と と も に， その物理 ・ 化学的特性や排出原因を解明する

こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 自動車から排出される微小粒子の排出原因

を解明す る と と も に健康への影響を検討す る 際の基礎

データ を得る ため， 道路沿道での長期的な粒径分布の観

測に加え， 微小粒子の形態やそれら を構成する物質の化

学組成の把握を中心に調査を実施し た。

　 2003 年 10 月下旬から 2004 年 2 月中旬まで， 川崎市池

上新町交差点及び東京都心の北の丸常時監視局におい

て， 微小粒子の粒径分布の測定， 粒径ご と の組成分析用

試料の採取を実施し た。 観測の結果， 川崎， 北の丸両地

点 と も， 風向， 風速， 交通量等の変動によ り ， 個数濃度

の絶対値は日に よ っ て変化 し てい る が， 概ね， 平日は，

20nm 付近に個数濃度のピーク を有する分布が安定し て

観測された。 今回の観測では， 2002 年 9 月に川崎で観測

された粒径が 30nm と 90nm 付近 と に ２ つの個数濃度の

ピーク を有する分布 と は， 異な る分布形状であった。 季

節変化等の気象要因の影響が大きいこ と が示唆された。

　 沿道大気中におけ る微小粒子の組成についての知見を

得る ため， 粒径ご と に採取し た試料について， 有機成分

分析，元素分析，炭素組成分析を試みた。その結果，50nm

以下の粒子は， 有機炭素の割合が多 く ， その組成はエン

ジン潤滑油 と 同様の炭素数の成分か ら構成 さ れてお り ，

微小粒子の原因と し て潤滑油の寄与が示唆された。

　 シ ャ シーダ イ ナモ上で高倍率希釈 ト ンネルを用いて，

ガ ソ リ ン車， 酸化触媒付 う ず室デ ィ ーゼル車， 直接噴射

デ ィ ーゼル車各 1 台について， 定常走行時における粒径

分布を測定し た。 ガ ソ リ ン車からは， 100km/h 以上の高

速時を除いて， SMPS （Scanning Mobility Particle Sizer） で

計測可能な濃度の微小粒子の排出を認める こ と はでき な

かった。 酸化触媒付デ ィ ーゼル車からは， 100km/h の高

速時に 10nm 以下の微小粒子が検出されたが， それ以外

では， これまでの結果と同様， 粒径が 40 ～ 60nm 付近に

個数濃度の ピ ー ク を 有す る 分布で あ っ た。 直接噴射

デ ィ ーゼル車では， ア イ ド ル以外は， これまでの測定 と

同様， 粒径が 50 ～ 60nm 付近に個数濃度のピーク を有す

る分布であったが， ア イ ド ル時には， 粒径が 20nm 付近

に個数濃度のピーク を有する沿道大気中で観測される粒

径分布と似た形状の分布が観測された。

　 さ ら に， 大気中への排気ガスの拡散を模擬でき る排気

ガス拡散チャ ンバを用いて， 過渡運転時におけ る粒子の

排出動態， 大気中に放出された粒子の挙動を調べた。 そ
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の結果， 減速時の排気中に沿道大気中で観測される粒径

分布と同じ よ う な粒径が 20 ～ 30nm 付近に個数濃度の

ピーク を有する分布が観察された。

〔備考〕

（18） 微小粒子状物質等曝露影響調査 （解析調査） 業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0303BY560

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○新田裕史 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

小野雅司 ・ 田村憲治 ・ 村上義孝 ・ 山崎新

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 浮遊粒子状物質 （SPM） については， 従来よ り

環境基準を設定し， その健康影響および大気中濃度に関

する知見を体系的に収集し てき た と こ ろであ るが，近年，

SPM の う ちでも特に粒径の小さい部分で人為的発生源か

ら の寄与割合の多い粒子 （微小粒子状物質） によ る呼吸

器症状等の健康影響が懸念 さ れてい る。 こ の こ と か ら，

一般大気環境におけ る微小粒子状物質の曝露量 と 健康影

響と の関連性を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 環境省環境管理局では微小粒子状物質等曝露影響調査

（長期疫学調査） を全国 7 地域において呼吸器症状等に関

する質問票調査を平成13年度から毎年繰 り 返し実施し て

いる。 対象者は対象地域の三歳児健康診査受診者および

その保護者であ る。 各地域で回収された質問票を受け取

り ， 電算入力し た上で， 疫学調査の標準的な方法によ り

質問票への記入状況の点検を行い， 個人情報保護に留意

しつつ解析に有用な形で整理し ている。

　 本年度は第 ２ 次年度および第 ３ 次年度のデータについ

て得られた呼吸器症状等に関する質問票を電算入力し た

上で， 疫学調査の標準的な方法によ り 質問票への記入状

況の点検を行い， 集計を行った。 疫学調査対象地域にお

け る微小粒子状物質や浮遊粒子状物質， 窒素酸化物等の

大気汚染物質や， 人口動態， 交通 ・ 運輸， 社会経済動向

等のデータ を収集し た。 これらのデータについて， 呼吸

器症状の罹患状況， 微小粒子状物質濃度等 と の関連， 大

気汚染以外の呼吸器症状の要因 と な る可能性のあ る諸事

象 と の関連等について， 多角的に解析し， 微小粒子状物

質濃度と呼吸器症状と の関連についての検討を行った。 

〔備考〕

（19） 中国における大気汚染とぜん息との関連性に関す

る研究

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0303KZ538

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 6． 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排

気粒子 （DEP） 等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響

評価

〔担当者〕 ○新田裕史 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ） ・

小野雅司

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 これまで中国 ・ 北京で実施されてき た疫学調査

対象者に関する よ り 詳細な室内汚染状況の測定， 大気汚

染データの解析によ って， 大気汚染物質への曝露状況に

ついて さ らに解析検討を加え る と と も に， 中国各地で実

施されている大気汚染の健康影響に関する疫学的知見を

収集 ・ 整理し て， 中国におけ るぜん息 と 大気汚染の関連

性を， 他の要因の寄与を含めて明らかにする。

〔内容および成果〕

　 北京市中心部の幹線道路沿道を含む10世の一般家庭の

屋内 ・ 屋外において， PM2.5 および PM10 濃度の測定を

実施し た。 対象世帯は測定は 2003 年 11 月の非暖房期 と

2004 年 ２ 月の暖房の 2 回実施し た。 対象世帯は幹線道路

に面し た家屋 と後背地に位置する家屋が概ね半数ずつに

な る よ う に選んだ。 対象世帯は全て鉄筋集合住宅で， 暖

房は集中暖房によ る温水 ヒ ーターであった。 PM2.5 濃度

は ミ ニポンプに単孔式多段イ ンパク ターのホルダーを接

続し， 毎分 1.5L で 24 時間捕集し た。 その結果， 家庭内

喫煙や暖房期におけ る他の屋内汚染によ る影響がみられ

る も のの， 屋外濃度 と 屋内濃度の関連性が一貫し て見ら

れる こ と を明らかにし た。

〔備考〕

共同研究者 ： 郭新彪 （北京大学公共衛生学院）

（20） 山風が都市ヒー ト アイ ラ ン ド に及ぼす影響に関す

る研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0305CD554

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○一ノ 瀬俊明 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 長野県長野市では夜間に山風が出現し， それが

都市の中心部に吹き込んでいる。 山風が出現する気象条

件では都市 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド も出現する可能性が十分あ
―  191  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）
り ， 相対的に冷涼な山風によ る都市 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 現

象の緩和が期待でき る。 本研究では， 山風の実態 と それ

が都市 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド に及ぼす影響について気象観測

及び数値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ り 明ら かにし， 山風の都

市 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 緩和に及ぼす効果， すなわち日本版

「風の道」 にな り う るかど う か， についての検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 裾花川に沿って市街地に流入する山風の特性を明ら か

にする ため， 定点気象観測を行った。 山風は 18 時以降

徐々に風速が強ま り ， 22 ～ 1 時に 5m/s 前後のピーク を

示し， その後緩やかに風速が弱ま ってい く 。 山風は一年

を通じ て出現するが， 特に 4 月と 10 月で頻度が高 く ， 8

月や 1 月， 12 月に低い。 山風は放射冷却の強い夜間に顕

著に現れる こ と か ら， 移動性高気圧に覆われる日の多い

月にその頻度が高 く な る と 考え られる。 一方， 8 月に出

現頻度が低いのは大気中の水蒸気量が多 く 放射冷却が強

ま ら ないためではないか と 考え られる。 山風の吹走開始

時刻および終了時刻を県庁の風向が変化する時刻を基本

と し て求めた と こ ろ， 開始時刻は日の入 り に同調する よ

う な季節変化を示し ていた も のの， 終了時刻 と 日の出 と

の関係は顕著ではなかった。 また， 2003 年 11 月 1 日～ 3

日に市街地中心部の鍋屋田小学校校庭において， 係留気

球観測を行った。 同期間に市内の数 ヵ 所において風向風

速計を設置し， パイ ロ ッ ト バルーン観測も行った。 風速

ピー ク の高度は夜半か ら 明け方にかけ て地上 50ｍ ～

100ｍ 以上へ と 上昇する よ う に見られた。 風速ピーク の

上昇 と と も に， その下層では風速が弱ま り ， 弱いながら

も気温は逆転し ていた。 市内 9ヵ 所の風向風速データ よ

り 山風の吹走範囲を考察し た と こ ろ， 明瞭に確認でき る

場所は比較的狭い範囲であった。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 一ノ 瀬俊明

共同研究機関 ： 長野県自然保護研究所

共 同 研 究 者 ： 浜田崇 （長野県自然保護研究所）

（21） 建物 ・ 街区 ・ 都市 ・ 地域の各規模にまたがる熱環

境解析と アジアの巨大都市への適用

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0306CD553

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○一 ノ瀬俊明 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 18 年度 （2003 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 熱環境シ ミ ュ レーシ ョ ンの結果を実際の施策

に応用する と きの弱点は， その結果の検証が十分にな さ

れていない点であ る。 そ こ でモデルの検証を目的に， 実

際の都市部において建物周辺の気候の観測を行 う 。また，

従来信頼度の低かった熱環境の解析の信頼度を向上させ

る こ と によ り ， アジアの巨大都市の熱環境研究の発展の

端緒 と する。 本研究では， 日本及びアジア諸国の巨大都

市を対象に， シ ミ ュ レーシ ョ ンによ る熱環境の解析を行

う 。そし て，これらの都市における都市計画やエネルギー

消費量の増大が熱環境に与え る影響や対策の効果を評価

する。 また， 従来のモデル解析の限界を超え， 建物 ・ 街

区 ・ 都市 ・ 地域の各規模を ま た ぐ解析手法を確立する。

さ らに， 系統的な観測を実施し， モデルの検証を行 う 。

〔内容および成果〕

　 ミ ク ロ ス ケールでの暑熱現象定量化の技術開発を目的

に， ソ ウル市を フ ィ ール ド と し て以下の観測を行っ た。

韓国ソ ウル市では， 2003 年 7 月から市内の高架道路で蓋

を さ れた状態になってい る旧河川を蘇らせよ う と い う ，

都市内におけ る 大規模な清流復元事業が実施 さ れてい

る。本研究では， 高架道路撤去工事開始に先んじ て，6 月

中旬に百葉箱内に小型温湿度計を置いた簡易自動観測ス

テーシ ョ ンを， 清渓川 （チ ョ ンゲチ ョ ン） 南北 500ｍ 以

内に立地する小中高等学校7 ヵ所な らびに公共機関8ヵ所

に設置し， 10 分間隔のモニ タ リ ングを開始し た。 また，

サーモグ ラ フ ィ ーを用い， 当該事業の前の熱画像を取得

する と と も に， 周辺街区での体感温熱指標を計測し たほ

か，シンチロ メ ータによ る顕熱フ ラ ッ ク スの観測によ り ，

施工初期段階の ８ 月中旬に日中 600W/m2 程度の値を得て

いる。 さ らに， 東京 23 区の細密な建物情報を生かし た ミ

ク ロ な数値計算を行 う べ く ， 建物情報を入力データへ と

変換し た。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 花木啓祐 （東京大学）

共同研究機関 ： 東京大学 ・ 東京都立大学 ・ 中華人民共和

　 　 　 　 　 　 　 国 ・ 重慶大学

共 同 研 究 者 ： 一 ノ瀬俊明 （地球環境研究セン ター） ・

　 　 　 　 　 　 　 荒巻俊也 （東京大学）， 貞広幸雄 （東京大

　 　 　 　 　 　 　 学） ・ 泉岳樹 （東京都立大学） ・ 黄光宇

　 　 　 　 　 　 　 （中国重慶大学）

５ ． ２ 酸性雨等の長距離越境大気汚染と その影響

に関する研究

（１）インピンジングフロー法を用いたエアロゾル上で

の不均一反応の研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0104AE089

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕 ○高見昭憲 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 16 年度 （2001 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 大気中においてエア ロ ゾルは気相か ら の分子

の取 り 込みや， 表面反応および液相反応を通じ て大気組

成に変動を与え る。 気液界面での物質移動や反応機構を

明らかにする こ と は観測 と モデルを結び付け る上で重要

であ る。 本研究においては， イ ン ピ ンジングフ ロー法を

用い， 検出にレーザー誘起蛍光法など を用いて不均一反

応におけ る物質移動係数を求め， 野外観測などのデータ

解析に役立て る。 また， 気液界面移動過程におけ る界面

での物質の変化に注目し， 界面での反応を追跡でき る シ

ステムを構築する。

〔内容および成果〕

　 これまでに， NOx, SO2, HOx ラ ジカル類， ハロゲン類

などについて純水， 酸性， アルカ リ 性溶液， 過酸化水素

水， 擬似海水などへの取 り 込み係数を測定し た。 その中

で， 酸性， アルカ リ 性溶液， 過酸化水素水などでは取 り

込みは液相反応などによ り 増加し た。 しかし， ハロゲン

類 （ヨ ウ素） 以外の例えば酸性ガス （SO2, NO2） に関し

ては， 疑似海水の場合は純水の場合 と 誤差の範囲内で一

致し た。 酸性物質 と 海水の相互作用は， 純水に比べ， 著

しい相違はない と推測される。

〔備考〕

（ ２ ） 反応性窒素酸化物の野外観測による対流圏オゾン

の生成機構と輸送効率に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0103AE287

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○谷本浩志 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 地上ス テーシ ョ ンにおけ る通年観測によ って，

ユーラ シア大陸東岸におけ るパーオキシアセチルナイ ト

レー ト など反応性窒素酸化物の季節変動パターン と それ

を も た らす化学的・気象的要因を理解し，放出源の強度・

光化学によ る生成強度 ・ 輸送の効率の季節依存性につい

て知見を得る。 また， 北半球中高緯度の対流圏オゾンに

広 く みられる春季極大現象の要因解明を通じ て， 対流圏

オゾンの生成 ・ 輸送過程の解明に寄与する こ と も目標の

一つであ る。

〔内容および成果〕

　 日本南方のユーラ シア大陸か ら のア ウ ト フ ローを直接

的かつ高頻度に受ける地点において PAN の連続観測を行

う べ く ， ガス ク ロマ ト グ ラ フ / 電子捕獲型検出器を高感

度化 ・ 高精度化し自動測定装置を完成させた。 また， 簡

便な気相較正装置を新規に開発し た。 大気サンプ リ ング

中の消失を防ぐため，高速の大気採取イ ンレ ッ ト を設計，

製作し た。

〔備考〕

（ ３ ） 環境汚染のタ イムカプセルに関する基礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0205AE379

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐竹研一 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境汚染の時系列変化を知る ため， 環境汚染物

質を蓄積し ている樹木試料の特性について基礎的研究を

行 う 。

〔内容および成果〕

　 環境汚染のタ イ ムカプセル樹木入皮を用いて日本な ら

びに中国の環境汚染の現状 と 汚染の歴史について明ら か

にする ため， 国立環境研究所， 中国厦門大学， 群馬大学，

横浜国立大学， 東京理科大学の間で共同研究を行っ た。

日本では水銀汚染に注目し， 都市域 （東京） な らびに地

方 （茨城県， つ く ば市， 伊奈町， 山梨県） のイチ ョ ウに

ついて， その外樹皮， 内樹皮， 形成層， 年輪部分につい

て分析し， 都市大気が地方に比べて高濃度の水銀によ っ

て汚染されている こ と を明ら かにし た。 また， イチ ョ ウ

の各組織に注目し て水銀を分析する こ と によ って大気中

に存在する と 考え られる粒子に沈着し ている水銀 と ガス

状で分布し ている水銀の分別分析を行 う こ と のでき る可

能性を見いだ し た。 一方， 中国厦門大学では， 第 2 回

International Workshop on Bark Pocket Research を開催し，

研究発表を行い， 環境汚染のタ イ ムカプセルの森創成に

向けた植樹を行 う と 共に武夷山地区へのエ ク ス カーシ ョ

ンを行った。

〔備考〕

平成 14 ～ 15 年度日産学術研究助成研究課題

（ ４ ） 大気境界層における物質輸送の研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0308AE510

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○菅田誠治 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）
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〔目 　 的〕 大気中物質の長距離輸送においては， 発生源付

近での大気境界層内での拡散および自由大気への逃げ出

し等によ る上昇 と， 自由大気での長距離輸送， な らびに

受容域にいた る までの何ら かの理由によ る沈降が重要で

あ る。 本研究はこれら大気境界層に関わる上昇 ・ 沈降の

過程を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 地域気象モデルを用いた関西域の数値シ ミ ュ レーシ ョ

ン結果において大気境界層上端の高度の分布および時間

変化を調べた。 モデルの設定であ る高度上限 3000m と下

限 50m を取る機会が比較的多いこ と がわかった。

　 衛星画像データ と 天気図を比較する こ と によ り 黄砂の

高濃度域 と 前線面の位置関係を比較検討し た と こ ろ， 高

濃度域は前線面の数百キ ロ後方に位置する こ と が多かっ

た。 衛星画像解析におけ る雲の影響を今後勘案する必要

がわかった。

〔備考〕

（ ５ ） 沖縄 ・ 波照間ステーシ ョ ンにおける PAN の季節変

化観測

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0203AF381

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○谷本浩志 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 15 年度 （2002 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 PAN はそれ自身大気汚染物質であ るが， リ モー

ト 地域では NOx を再放出しオゾン生成や生態系への窒素

供給に寄与し う る性質があ る。 翻っ てアジア を見る に，

近い将来中国において， 急速な産業活動の発展に伴 う 窒

素酸化物の放出量が急増する と言われている。 こ こ では，

PAN の季節変化や年々変動の長期モニ タ リ ン グに よ っ

て， 人間活動の変化や気候変動がも た らす大気組成の変

動， 窒素輸送量の変動を検知する こ と が最終的な目的で

あ る。 本研究では， その準備段階 と し て観測装置を開発

し， 予備的データ を取得， 検知の実現可能性について検

討する こ と が具体的な目標であ る。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 前年度に得られた成果に基づき， 測定器の

高精度化を目指す と と も に， 異な る前駆物質か ら生成す

る APAN, PPN, MPAN, PiBN, PnBN など PAN 同族化合物

への測定の拡張を行った。 具体的には， 測定装置のカ ラ

ム ・ 流量など分析条件に再検討を加え る こ と で分析自体

の精度が向上し， 較正装置の温度 ・ 圧力 ・ 流量など諸条

件を高精度に制御する こ と で較正装置の精度向上も達成

された。 また， 較正装置においては， 紫外線ラ ンプの光

強度 と スペク ト ルを得， アセ ト ンの光分解速度を算出す

る と と もに， それを も と にし た PAN 収率のモデル計算を

行い， 95％以上の収率があ る こ と を確認 し た。 さ ら に，

APAN, PPN, PiBN, PnBN の簡便な較正手法が可能になっ

た。

〔備考〕

（ ６ ） 大陸規模広域大気汚染に関する国際共同研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0105AG108

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○畠山史郎 （大気圏環境研究領域） ・ 酒巻史郎 ・

高見昭憲 ・ 谷本浩志 ・ 菅田誠治 ・ 杉本伸夫 ・ 松

井一郎 ・ 清水厚 ・ 村野健太郎 ・ 甲斐沼美紀子 ・

西川雅高

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 中国の中南部四川盆地か ら 杭州湾にかけての

領域は広大な平野 と そ こ を流れる長江を有し， 両端には

成都， 重慶 と 上海， 杭州， 中間に も武漢などの大都市を

抱えて， 人口も多 く ， 排出された大気汚染物質のや り と

り によ り ， 自然環境や農作物， 文化財 ・ 遺跡を含む建造

物， さ らには人間の健康に対し て多大の影響が加え られ

ている も の と 考え られる。 また中国では硫黄酸化物系の

大気汚染が深刻であ るが， 経済発展 と と も に自動車の数

も飛躍的に増加し， 窒素酸化物を主因 と する光化学大気

汚染の深刻化も懸念されてお り ， 両者を含む大気汚染現

象の解明 と その将来予測に基づ く 大陸規模の広域大気汚

染の管理 ・ 制御は緊急に着手すべき問題であ る。 大陸規

模の大気汚染に関する研究は北米や欧州等の冷涼な地域

の も のがあ るが， 温暖 ・ 多湿な地域におけ る地域におけ

る研究はこれまでにない。 東アジアでは人口の密集， 温

暖 ・ 多湿な気候， モン スーンの存在， 硫黄酸化物がまだ

多い中での窒素酸化物放出量の上昇など， 北米 ・ 欧州 と

は大き な違いがあ り ， 地域の特性を考慮し た解析が必要

であ る。

　 本研究では， 現在の中国で問題 と なっている硫黄酸化

物系の大気汚染 と， 今後益々重要 と なって く る も の と 予

想される窒素酸化物 ・ 光化学大気汚染系の大気汚染が混

在する広域の大気汚染を観測，モデルの分野から研究し，

中国を フ ィ ール ド と し た共同研究か ら， 今後イ ン ド や東

南アジアにおいて も問題化する と 予想される大陸規模の

広域大気汚染の現象を解明し， その管理 ・ 制御に資する

こ と を目的とする。
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〔内容および成果〕

　 本研究プロ ジェ ク ト は中国中南部におけ るい く つかの

サイ ト におけ る地上観測によ り 四川盆地－杭州湾地域間

の大気汚染の実態を把握し， 大陸規模の地域モデルを用

いて広域大気汚染の実態を解明する と と も に， 文部科学

省科学研究費補助金によ り 中国の研究者 と 共同で行 う 航

空機観測の結果 と 同時に解析し， 中国におけ る広域の光

化学大気汚染について検討する。 モデルに組み込まれる

発生源イ ンベン ト リ ーを詳細に作成し て， さ らに これの

社会経済モデルに よ る 将来予測を行い， 地域モデルに

フ ィ ー ド バ ッ ク し て様々な発生源の変化に基づ く 広域大

気汚染の将来像を描 く 。 これか ら， 大陸規模の広域大気

汚染に対する管理 ・ 制御の手法を提言する。

　 本年度の成果と し ては， （ １ ） 四川盆地， 杭州湾地域間

の大気汚染物質の輸送に関する野外観測：平成 15 年 ８ ～

９ 月に文部科学省科学研究費補助金によ って行われた航

空機観測 と 連動し て， 重慶 ・ 成都付近 と 杭州湾島嶼およ

びその中間の武漢付近で， 地上でのガス ・ エア ロ ゾル観

測を行った。 これによ り 大規模発生源近傍におけ る大気

汚染物質の空間分布の変動を把握し た。 また ラ イ ダー観

測によ ってエア ロ ゾルの鉛直分布， 混合層高度を測定し

た。 （ ２ ） 大陸規模のモデルによ る広域大気汚染の解明 ：

気象モデル RAMS4.3， 大気質モデル CMAQ （米国 EPA）

によ り SOx， NOx， オキシダン ト 等のガス， 各種エア ロ

ゾル等の濃度， 沈着量を中国全土 と 日本を含む領域のモ

デル計算を行った。

〔備考〕

共同研究相手方 ： 中華人民共和国 ・ 環境科学研究院大気

　 　 　 　 　 　 　 　 環境研究所 ・ 王 ・ 湯大鋼

（ ７ ） 中国北東地域で発生する黄砂の三次元的輸送機構

と環境負荷に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 C-5

〔研究課題コー ド〕 0103BA046

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○西川雅高 （化学環境研究領域）・ 杉本伸夫・菅

田誠治 ・ 松井一郎 ・ 清水厚 ・ 森育子 ・ 的場澄

人 ・ 早崎将光 　

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 中国内陸部で発生する砂嵐現象は， 近年， 発生

回数 と 規模が増加傾向にあ る。 その砂塵嵐の う ち， 中国

北東地域 （内モンゴル砂漠地帯および草原荒廃地域河北

省， 山西省の黄土地帯等を指す） で発生し風送される黄

砂の三次元的大気動態の把握， および東アジア周辺の環

境への負荷量評価を求めるに有効なシ ミ ュ レーシ ョ ン手

法の確立を目指す。 加えて， 本プロ ジ ェ ク ト の推進に際

し， 中国研究機関 と の共同研究を行 う こ と が合意されて

お り ， 中国政府が行 う 黄砂防止に係る環境施策に有効な

化学情報の提供も目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 輸送過程中の黄砂を対象に，中国および日本において，

ラ イ ダー， サンフ ォ ト メ ーター等によ る三次元的観測お

よび PM10 を対象 とする地上連続観測を前年に引き続き

行った。 ラ イ ダーネ ッ ト ワー ク に よ る連続観測に よ り ，

黄砂イベン ト ご と の発生， 輸送の解析を行 う と と も に，

各地点の黄砂の鉛直分布の統計的な解析を行った。 2003

年春は例年見られる大黄砂の発生パターン （シベ リ アの

低気圧を伴 う ） がほ と んど見られず， 北京におけ る黄砂

の観測頻度も例年に比べ著し く 少なかった こ と がわかっ

た。 一方， 富山および中国 （フ フホ ト ） に環境省， 外務

省， JICA 協力によ って新たな ラ イ ダー観測地点を設け，

北東アジア地域におけ る黄砂観測ラ イ ダーネ ッ ト ワーク

網構築計画を前進させた。 地上観測網によ るデータ解析

か ら， 風送距離ご と に黄砂中の硫酸イ オン含有率が高 く

なる こ と が明らかになった。その化学的検証実験を行い，

大気中二酸化硫黄ガスが黄砂粒子表面で酸化 ・ 固定 ・ 集

積する こ と 明らかにし た。 黄砂発生源 と 考え られる中国

内陸部土壌の Sr 同位体比マ ッ プ解析から， 北京で観測す

る黄砂が遠距離から飛来する可能性が低い こ と も わかっ

た。 CMAQ （Community Multiscale Air Quality, US/EPA が

開発し た新世代大気質モデル） を組み込んだ黄砂モデ リ

ングシス テムを構築し， 多点観測網によ る実モニ タ リ ン

グデータ と の比較を行い， 試作モデルの確か ら し さ を確

認し た。 そのモデルによ る解析から， 2001 年， 2002 年 3

月に北京に飛来し た黄砂は， ゴビ砂漠系 と 黄土地帯系が

大半を占めていた と推定された。さ らに，ラ マン ラ イ ダー

観測によ る黄砂の光学的特性を求める こ と や， 雲仙岳な

ど山岳を利用し た黄砂粒径の時系列変化も追跡し た。

〔備考〕

国内共同研究機関 ： 長崎大学 ・ 東京商船大学 ・ 埼玉大学 ・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 筑波大学

中国共同研究機関 ： 中日友好環境保護中心

共同地方研究機関 ： 山口県保健環境研究セン ター

その他， 関連政策プロ ジ ェ ク ト ： 環境省地球環境局 「黄

砂実体解明調査」 と の連携 （北海道， 新潟県， 富山県，

石川県， 愛知県， 島根県， 福岡県， 長崎県の各県環境研

究セン ターと の共同調査）
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（ ８ ） 酸性雨汚染物質の陸水の水質と生物に与える影響

の実態解明に関する研究 （3） 酸性汚染物質の低緩

衝能集水域への沈着検証手法の開発と応用

〔区分名〕 環境 - 地球推進 C-2

〔研究課題コー ド〕 0305BA508

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐竹研一 （大気環境研究領域） ・ David J.Bellis

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 本研究では酸性雨等越境大気汚染の懸念 さ れ

る地域及び都市大気汚染の進行し ている地域を対象 と し

て （1） 酸性汚染物質の渓流河川水の水質に与え る影響の

実態解明， （2） 渓流河川の水質の魚類の分布行動に与え

る影響の実態解明 （サケ科魚類への影響解明） について

研究を進め， 酸性化危惧度評価指標を作成する こ と を目

標と し ている。

〔内容および成果〕

　 我が国では国内で排出される窒素酸化物等の酸性汚染

物質のみな らず中国大陸や朝鮮半島起源の酸性汚染物質

の生態系への影響が， 特に酸中和能の乏しい渓流河川へ

の影響が懸念されている。 そ こ で， 源流部に花崗岩地帯

が広が り ， 且つ渓流河川に含まれる カルシ ウ ム濃度が国

内の一般河川よ り も低 く ， 酸中和能の乏しい こ と が予測

される新潟県北部の三面川 （みおも て川） 集水域を対象

と し， 酸性大気汚染物質がど こ か ら飛来し て来る のか，

そ し てその飛来は歴史的に見てどのよ う に変化し ている

のかを解明する こ と を主な目的と し て， 1） 鉛安定同位体

比の質量測定によ る大気汚染起源の確定， 2） 水および底

質試料の非か く 乱採取法 と水柱試料採水の開発 と 応用に

ついて研究を行った。

　 本年度はこ の う ち 1） 新潟県の協力を得て 1999 年から

2002 年にかけて村上市で採取し たフ ィ ルター試料 （大気

粒子を捕集し た もの）， 新潟県北部の山北 ・ 朝日地域で採

取し た杉試料 （環境汚染のタ イ ムカプセル樹木入皮試料

を含むもの），な らびに佐渡島山岳地帯の西斜面よ り 杉外

樹皮試料を入手し， これに含まれる鉛の量な らびに安定

同位体を （206Pb, 207Pb, 208Pb） を ICP-MS （HP4500） を用

いて測定し， 冬から春にかけて大陸よ り 汚染物質が飛来

す る こ と を明 ら かに し た。 さ ら に別に行っ た大気塊の

1999 年から 2002 年にわた る移流過程の解析 （バッ ク ト

ラ ジ ェ ク ト リ ー） は上記の結果を極めて よい対応関係を

示し， 冬期に大陸か ら汚染物質が三面川集水域に飛来す

る こ と を裏付ける ものであった。

　 2） 洗浄が極めて困難であった従来のバン ド ン採水器に

代わる も の と し て， 採水筒を着脱可能にし た非か く 乱採

水器 （シ ュ リ ンプ式採水器） を試作し， これを三面川ダ

ムな らびに北海道朱鞠内湖で採水試験を行い極めて良い

結果を得た。

〔備考〕

研究代表者 ： 佐竹研一 （国立環境研究所）

（ ９ ） 酸性雨汚染物質の陸水の水質と生物に与える影響

の実態解明に関する研究 （1） 酸性汚染物質の渓流

河川水の水質に与え る影響の実態解明 （2） 渓流河

川の水質の魚類の分布行動に与える影響の実態解明

〔区分名〕 環境 - 地球推進 C-2

〔研究課題コー ド〕 0204BA382

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐竹研一 （大気圏環境研究領域） ・ 高松武次

郎 ・ 野原精一

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 本研究では酸性雨等越境大気汚染の懸念 さ れ

る地域及び都市大気汚染の進行し ている地域を対象 と し

て （1） 酸性汚染物質の渓流河川水の水質に与え る影響の

実態解明， （2） 渓流河川の水質の魚類の分布行動に与え

る影響の実態解明 （サケ科魚類への影響解明） について

研究を進め， 酸性化危惧度評価指標を作成する こ と を目

標と し ている。

〔内容および成果〕

　 主な調査研究対象の一つ三面川水系につて， その水質

と 地質の関係， 降雨に伴 う 水質の変化， 三面川水系に分

布する魚類相について調査を行った。 その結果， 三面川

水系には基盤岩石 と し て玄武岩溶岩， 安山岩溶岩， 黒雲

母花崗岩， 頁岩 ・ 砂岩， 砂 ・ 泥等が存在し， その内容は

多様であったが， 各基盤岩石上を流下する渓流水の水質

の中で， 酸性降水の中和作用を考え る上で重要なカルシ

ウ ム （Ca2+） な らびにマグネシウ ム （Mg2+） に注目し て整

理する と Ca2+ ＋Mg2+ の量は黒雲母花崗岩地帯で最も少な

く ， これに対し て砂 ・ 泥を主体 と する地域で最も高い値

を示し， 玄武岩地域や安山岩地域ではその中間の水質を

示す等， 基盤岩石 と 渓流水質 と の間には相関性のあ る こ

と が明ら か と なった。 また， その水質は酸性の降雨のた

びに大き な変化を示し， 降雨によ って酸性側に傾き， 雨

が止む と 水質は回復する と い う 傾向の見られる こ と が明

ら か と なった。 一方， 三面川水系に分布する魚類につい

ての調査の結果，酸に対し て敏感なヤマ メ （Oncorhynchus

masou， サ ク ラ マ ス） や ニ ッ コ ウ イ ワ ナ （Salvelinus

levcomaenis） やニ ジ マ ス （Oncorhynchus mykiss） な ど の

他， アユやオイ カ ワ， カジカ， アブ ラハヤなどの魚類が
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分布する こ と が明ら か と なった。 また， 三面川は江戸時

代 よ り サケ （Oncorhynchus keta， シ ロ サケ） が産卵 ・ 回

帰を行 う 河川 と し て知られているので， 河口で採取し た

シ ロサケの卵を人工的に孵化させ海に帰し た場合のサケ

の稚魚の同位体比 （炭素， 窒素） と 三面川で自然産卵の

結果， 生まれたサケの稚魚の同位体比 と の比較を行い，

実際にどれ く らいの固体が自然産卵によ っているのかを

調べる ための基礎データ を得た。 またシ ロサケの自然回

帰がどの程度の生物地球化学的物質循環に寄与し ている

かの推定を行 う ため試算を行った。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 佐竹研一 （国立環境研究所）

共同研究機関 ： （独） 水産総合セン ター養殖研究

　 　 　 　 　 　 　 所日光支所・東京農工大学・北海道大学・

　 　 　 　 　 　 　 財団法人日本環境衛生セン ター酸性雨研

　 　 　 　 　 　 　 究セン ター

（10） 北半球における越境大気汚染の解明に関する国際

共同研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 C-1

〔研究課題コー ド〕 0204BA396

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○村野健太郎 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 中国 ・ 韓国 ・ 日本間の越境大気汚染の定量化は

行政ニーズの高い物であ る。 そのためには， 大気汚染物

質発生源イ ンベン ト リ ーの改訂， 新規作成が不可欠であ

る。 多物質 （炭素状物質， 黄砂） を考慮し， 評価地域を

細分化 し た， 次世代型 ソ ース （発生） ・ リ セプ ター （沈

着） マ ト リ ッ ク スの作成は， 越境大気汚染問題の行政施

策に大き く 寄与する。

〔内容および成果〕

　 東シベ リ アお よ び沿海州地域の代表的な清浄 （モ ン

デ ィ ）， 田園 （ リ ス ト ビヤンカ， プ リ モールス カヤ） 及び

都市 （イルクーツ ク） 地点において， ガス ・ 粒子状物質

濃度の通年測定を継続する と 共に， 同地点で降水を捕集

し， 水銀 ・ 鉛等重金属濃度及び鉛同位体比を測定 し た。

それら か ら特異事例を選んで気象解析を実施し， 気団の

流入経路と観測濃度等と の相関について検討し た。また，

ガス ・ 粒子状物質の乾性沈着量の見積も り について， さ

らに残留性有機汚染物質 （POPs） の評価の可能性につい

て， それぞれ検討を開始し た。

　 2000 年ベースの東アジア （中国， 韓国， 台湾， 北朝鮮，

モンゴル， 日本） における NOx, SO2, NMVOC, NH3 発生

源イ ンベン ト リ ー （発生量マ ッ プ） を開発し， CD-ROM

化し た。 排出係数データベースの整備 （重金属に関する

一次推定） を行った。 東アジア地域の酸性物質の越境大

気汚染を長期間にわたってシ ミ ュ レー ト し， 各国 ・ 地域

間の汚染物質の排出 ・ 沈着マ ト リ ッ ク ス を年間ス ケール

で作成する ため， 本年度は窒素酸化物のシ ミ ュ レーシ ョ

ンモデルを開発し た。 シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルは ３ 次元

グ リ ッ ド 型モデルで， 1） 地域気象モデル （RAMS） で計

算された風速， 気温， 鉛直拡散係数， 接地気層パラ メ ー

タ， 降水量， 雲水量などの詳細な気象データ セ ッ ト ， お

よび 2） 東アジア域の NOx 発生源イ ンベン ト リ ーデータ

を も と に， 窒素酸化物の輸送 ・ 変質 ・ 乾性， 湿性沈着の

物理 ・ 化学プロ セス を計算する こ と によ り ， 東アジア域

におけ る年間沈着量分布を計算する。 また， こ の数値モ

デルを使ったシ ミ ュ レーシ ョ ン計算を発生源地域区分ご

と に実行する こ と によ り ， 窒素酸化物の ソース ・ リ セプ

ター解析を行 う こ と ができ る。 本年度に開発し たモデル

の妥当性を検証す る ために， モデルに よ る 年間シ ミ ュ

レーシ ョ ン結果を日本全国で測定された窒素酸化物の湿

性沈着量や粒子状ナイ ト レー ト と 比較し た結果， モデル

は実測結果を良好に再現する こ と を確認し た。

　 三宅島起源硫酸エア ロ ゾルによ る降水の酸性化を数値

モデルによ り 計算し た。計算結果は EANET の測定結果 と

比較的良い一致を見せた。日本列島におけ る降水の pH の

年平均降下量は，日本海側で 0.1 ～ 0.3 程度，太平洋側で

0.3 ～ 1 程度であ り ， 黄砂によ る中和作用 （0.1 ～ 0.4） に

匹敵し た。 また火山性気塊においては， 過剰に存在する

硫酸エア ロ ゾルによ り 弱酸であ る硝酸や塩酸が気相中に

追い出され， それが乾性沈着し た り 湿性沈着し た り する

こ と によ り 酸性沈着を促進する こ と が示唆された （硝酸・

塩酸は気相沈着速度がエア ロ ゾル相に比べてはるかに速

い）。 数値モデルによ る計算結果によ る と， 月平均で最大

およそ 20％程度日本列島において硝酸の乾性沈着量が増

加し ていた。

〔備考〕

再委託先 ： 財団法人日本環境衛生セン ター 酸性雨研究セ

　 　 　 　 　 ン ター・埼玉大学，財団法人計量計画研究所・

　 　 　 　 　 静岡大学 ・ （株） ト ーニチコ ンサルタ ン ト ・ 京

　 　 　 　 　 都大学

（11） ラ イダーによるエアロゾル性状の空間分布測定

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0205CD417

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域） ・ 清水 　 厚

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 アジア域のエア ロ ゾルの空間分布 と 光学特性

を明 ら かにす る こ と を目的 と し て， 連続運転 ラ イ ダー

ネ ッ ト ワーク によ る空間分布の全体像の把握 と ラ マン ラ

イ ダー等によ る光学特性の精密測定の 2 つのアプローチ

で観測研究を行 う 。 前者に よ っ て， エア ロ ゾルの発生，

輸送の動態や大気境界層構造等を イベン ト ス ケールで解

析し， 化学輸送モデル と の比較解析を行 う と と も に， 気

候学的なエア ロ ゾルの気候学的な分布特性を明ら かにす

る。 一方， 後者によ り エア ロ ゾルの光学特性を詳細な把

握し， エア ロ ゾルの気候影響評価のための基礎データ を

得る。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 自動運転ラ イ ダーによ る連続的なネ ッ ト

ワーク観測によ るエア ロ ゾルの空間分布の把握 と， 高機

能の ミ ー， ラ マン ラ イ ダーによ るエア ロ ゾルの光学特性

の精密測定の両面から東アジアのエア ロ ゾル性状の空間

分布特性の観測研究を進めた。 自動運転ラ イ ダーによ る

信号強度 と 偏光解消度か ら， 黄砂 と その他の球形エア ロ

ゾル （大部分は大気汚染起源の硫酸エア ロ ゾルなど） の

鉛直分布を分離し て求める手法を開発し， これによ って

ラ イ ダー観測結果を化学輸送モデル と 直接比較する こ と

が可能と なった。 また， ２ 波長の解析から可視 （532nm）

と 赤外 （1064nm） の消散係数の差の鉛直分布が得ら れ，

森林火災プルーム と 大気汚染の層状の構造など を可視化

する こ と が可能 と なった。 黄砂および大気汚染， 森林火

災イベン ト について， 化学輸送モデルの結果 と 比較し発

生源および輸送の考察を行った。 また， 多地点の連続観

測データ を統計的に解析し， エア ロ ゾルの鉛直分布の季

節変化， 年々変化などの解析を進めた。

　 一方， ラ マン ラ イ ダーによ る精密観測では， エア ロ ゾ

ルの光学特性 （1064nm, 532nm, 355nm の後方散乱係数 と

532nm, 355nm の消散係数，532nm と 355nm のラ イ ダー比）

の鉛直分布を求める こ と が可能 と なった。 また， 継続的

な観測によ り ，ラ イ ダー比の気候値が確立されつつあ る。

各種のエア ロ ゾルのラ イ ダー比の気候値は ミ ー散乱ラ イ

ダーの解析のための基礎データ と し て重要であ るだけで

な く ， ラ イ ダー比を用いたエア ロ ゾルの特性評価のため

の基礎データ と な る。 また， 多波長データの解析によ り

エア ロ ゾルの粒径分布， 複素屈折率および単散乱アルベ

ド など微物理量の推定が可能で， 高度ご と にこれら の光

学特性が求められる。 これはエア ロ ゾルの気候影響評価

のための基礎データ と なる。

〔備考〕

共同研究者 ： 柴田隆 （名古屋大学） 村山利幸 （東京商船

　 　 　 　 　 　 大学）

（12） 山岳 （八方尾根） 降雪中の鉛同位体比測定による

アジア大陸からの越境大気汚染の定量化

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0204CD430

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○村野健太郎 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 局地的な汚染が無い標高 1850ｍ の八方尾根で，

北西季節風の卓越する冬季に降雪を 1 日ご と に採取し，

鉛の安定同位体比を測定する こ と によ り ， また， バ ッ ク

ト ラ ジ ェ ク ト リ ー解析を併用し て， アジア大陸から日本

への越境大気汚染の定量化を行 う 。

〔内容および成果〕

　 前年度に引き続き平成 15 年 4 月から平成 16 年 3 月ま

での間に，八方尾根において 80 検体以上の降水試料を採

取し た。 また八方尾根 と の比較のために都市部の長野県

衛生公害研究所 （長野市） において も， 平成 15 年 9 月よ

り 1 週間単位で降水試料を採取し た。 これら の試料は，

平成 14 年度同様に溶解性成分 （ろ液） と 不溶解性成分

（残査） に分けて鉛同位体比の測定を行った。ICP-MS （誘

導結合プ ラ ズマ質量分析装置） によ る鉛同位体比の測定

方法について詳細な検討を行い， 鉛同位体比の測定精度

が CV％で 0.5 から 0.2 に向上し た。 また不溶解性成分の

分析方法について検討し た結果， 硝酸， 過塩素酸， ふっ

酸によ る， ろ紙の酸分解法を確立し た。 採取 ・ 保存し た

試料の う ち，溶解性成分については平成 14 年 4 月から平

成 15 年 10 月採取分まで， また不溶解性成分については

平成 14 年 4 月から平成 15 年 5 月採取分まで測定を実施

し鉛同位体比を確定し た。 こ の う ち前年度分の鉛同位体

比測定析結果について基礎的な解析を行った。

〔備考〕

（13） アジア域の広域大気汚染による大気粒子環境の変

調について

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0104KB281

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○畠山史郎 （大気圏環境研究領域） ・ 杉本伸夫 ・

日暮明子

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 16 年度 （2001 ～ 2004 年度）
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〔目 　 的〕 本研究は， アジアの大気汚染によ る大気粒子環

境の変調を研究する。 こ の目的のため， アジア大陸か ら

の汚染気塊が輸送されやすい季節に， エア ロ ゾルやエア

ロ ゾルの前駆物質 （SO2， NOx， NOy） 濃度分布や輸送パ

ターン， 雲の変化など を衛星観測， 航空機観測， 地上観

測によ って観測し， 解析する。

〔内容および成果〕

　 本研究では （ １ ） エア ロ ゾル前駆物質の観測， （ ２ ） 衛

星によ るエア ロ ゾル観測データの解析， （ ３ ） ラ イ ダーに

よ るエア ロ ゾル雲観測を行 う こ と と し ている。 本年度の

成果と し ては， （ １ ） 平成 15 年 ４ 月に前年度の ３ 月から

引き続き行われた鹿児島空港をベースに行われた APEX-

E3 観測に参加し て，航空機によ る SO2 濃度の空間分布を

測定し， 各種モデルデータ を用いて解析を行った。 （ ２ ）

2001 年 ５ 月， ９ 月に実施された観測船 「みらい」 によ る

観測航海で ラ イ ダー， レーダー， サン フ ォ ト メ ーターな

どによ って得られたエア ロ ゾルおよび雲の同時観測デー

タ を用い， これに同期する MODIS および SeaWiFS 衛星

データ を取得し， 4 チャ ンネル法によ るエア ロ ゾル特性

の解析を行った。 ラ イ ダーおよびサン フ ォ ト メ ーターか

ら得られたエア ロ ゾル特性 と， 衛星解析結果 と の比較を

行った。 得られたエア ロ ゾルの光学的厚さは， ほぼよい

一致を示し た。 （ ３ ） APEX-E3 において国立環境研が開

発し た波長 355nm の航空機搭載用 ミ －散乱ラ イ ダーを通

信総合研究所の 95GHz 雲レーダー と 同時にガルフ ス ト

リ ーム ２ 型機に搭載し， 福江島か ら奄美大島の間の海上

を中心に雲の微物理量の観測を行った。 また， 日本海上

空で黄砂の観測を行った。 一方， 福江島， 奄美大島， 宮

古島， タ イ のシサム ロ ン な ど において ２ 波長偏光 ラ イ

ダーによ る連続観測を行い， エア ロ ゾルの高濃度イベン

ト の解析を行った。 さ ら に， 海洋科学技術セン ターの観

測船 「みらい」 を用いた ラ イ ダー観測を継続的に行った。

〔備考〕

課題代表者 ： 中島映至 （東京大学気候システム研究セン

　 　 　 　 　 　 ター）

５ ． ３ 流域圏の総合的環境管理に関する研究

（１）東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化

と持続可能な環境管理（1）衛星データを利用した

アジア・太平洋地域の総合的モニタリング

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA269

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 5． 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモデル

化と持続可能な環境管理

〔担当者〕 ○田村正行 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ） ・ 松永恒雄 ・ 山野博哉 ・ 陳晋

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 アジア ・ 太平洋地域を対象と し て， 広域の地表

面を定期的に観測す る こ と ので き る 各種の衛星セ ンサ

（Terra/MODIS， Landsat/TM など） を利用する こ と によ

り ， 環境の変化を実証的に把握し， 自然資源の持続的管

理に資する情報を得る。 平成 13 年度 ： 衛星データによ る

環境観測手法の開発，及び衛星データのデータベース化。

平成 14 年度 ： 土地利用 ・ 土地被覆及び生態系の分類マ ッ

プ と変化マ ッ プを作成する。 平成 15 年度 ： 植生生産量の

現状と変化を推定し分布図を作成する。 平成 16 年度 ： 重

要サイ ト と 攪乱サイ ト の同定， 及び温暖化 と 砂漠化の影

響の検知を行 う 。 平成 17 年度 ： 上記の成果に基づき自然

資源の持続的管理に向けた提言を ま と める。

〔内容および成果〕

　 アジア地域において， 火災等によ るヘイ ズが発生し た

と き の陸域純一次生産量 （NPP） を MODIS， SPOT ／

VEGETATION， AVHRR， TOMS 等の衛星データ よ り 推定

する手法を開発し た。 さ らにその検証を東南アジアにて

実施し，開発し た手法の有効性を確認できた。さ らに 1990

年代後半の東南アジア地域の NPP を調べた結果， 島嶼域

において， 森林火災によ るヘイ ズによ って NPP が大き く

減少し ていた こ と が明ら かになった。 なおこ の森林火災

はエルニーニ ョ によ る少雨乾燥状態が遠因であ る と 推測

される。

　 さ らに衛星熱赤外データ を使って湖沼の解氷日を推定

する手法を開発し，ユーラ シア大陸の大型湖沼 18 の 2001

～ 2003 年の解氷日を MODIS データ よ り 求めた。 また一

部の湖沼については AVHRR データ を用いて過去 20 年間

の解氷日の変動を調べた。 その結果， 解氷日の年変化の

大陸内分布パターンがNAO等の気候指標 と リ ン ク し てい

る可能性が示された。

〔備考〕

（ ２ ） 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化

と 持続可能な環境管理 （2） 流域環境管理に関する

研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA270

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 5． 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモデル

化と持続可能な環境管理

〔担当者〕 ○渡辺正孝 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ） ・ 村上正吾 ・ 徐開欽 ・ 林誠二 ・ 王勤学 ・
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中山忠暢 ・ 亀山哲 ・ 岡寺智大

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 中国内陸部の経済発展のため長江 ・ 黄河の上 ・

中流域におけ る西部 （内陸） 大開発に伴い， 三峡ダム建

設， 長江か ら黄河への導水事業 （南水北調） など地球規

模での水循環の人為的変化を も た ら す事業が進んでい

る。 こ の水循環変動が流域生態系， 農業生産及び水資源

に与え る影響を予測し， 持続可能な発展を も た らすため

の陸域環境統合モデルの確立を国際的連携の下に行 う 。

　 本年度は， 流域生態系機能評価に結びつ く 水 ・ 熱輸送

機構モデル と 長江流域の水需要及び汚濁負荷発生イ ンベ

ン ト リ モデルの開発を行った。

〔内容および成果〕

　（ １ ） グ リ ッ ド型統合モデルを用いた水 ・ 熱循環機構モ

　 　 デルの開発

　 流域の植物生態系の機能を考慮する ため， 衛星環境情

報に支援された地表流 ・ 土中水 ・ 地下水流のグ リ ッ ド 型

水循環 ・ 熱収支モデルの開発を進めた。 提案し たモデル

を北海道釧路川流域に適用し， 河川流量， 地下水位等の

水文量で検証を行い， 大流域であ る嘉陵江流域への適用

のためのス ケールア ッ プを実施し た。

　（ ２ ） 長江流域の水需要及び汚濁負荷発生イ ンベン ト リ

　 　 の構築 　

　 急激な経済成長を遂げる長江流域の水資源管理のため

には経済活動を含めた統合的な流域管理システムの構築

が必要であ る。長江流域は流域内外で多種多様な財・サー

ビ ス が流通 し てい る ため， 流域内外での イ ン タ ー ラ ク

シ ョ ンを考慮し た水需要及び負荷発生を評価する システ

ムの開発が必要 と な る。 そ こ で本研究では産業連関分析

モデルをベース とする水需要及び汚濁負荷 （炭素， 窒素，

り ん） 発生イ ンベン ト リ の構築を行 う 。

　 本年度は長江上流域の主要都市であ る重慶市を対象 と

し て， 水需要及び汚濁負荷 （炭素， 窒素， り ん） 発生イ

ンベン ト リ モデルの開発を行った。 その結果， 2000 年度

の重慶市の産業部門の用水量は 51 億 m3/ 年であ り ，排水

量 29 億 m3/ 年と と もに， 炭素 136 万 ト ン / 年， 窒素 60

万 ト ン / 年， り ん 32 万 ト ン / 年が発生する。 生産活動に

よ る用水量の部門別内訳は農林水産業 （44％）， 化学工業

（16％） ， 紙･印刷･出版 （10％） であ り ， 汚濁負荷は種類

に関わらず農林水産業部門からの排出が 9 割以上を占め

た。 また重慶市では用水量の 89％が重慶市内の消費活動

に伴い誘発され， 11％が重慶市外での消費活動 （移輸出）

に起因し ている こ と が明らかにされた。

〔備考〕

外国共同研究機関 ： 中国科学院地理科学与資源研究所 ：

　 　 　 　 　 　 　 　 　 劉紀遠 　 庄大方， 中国科学院遙感応

　 　 　 　 　 　 　 　 　 用研究所 ： 昊秋華中国水利部長江水

　 　 　 　 　 　 　 　 　 利委員会 ： 徐保華 　 翁立達， 中国華

　 　 　 　 　 　 　 　 　 東師範大学環境学院 ： 陳中原

（ ３ ） 流域水環境管理モデルに関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9605AE211

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○村上正吾 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ） ・ 徐開欽 ・ 林誠二 ・ 王勤学 ・ 亀山哲 ・ 中山

忠暢 ・ 岡寺智大

〔期 　 間〕 平成 8 ～ 17 年度 （1996 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 河川流域の持続的発展のためには治水 ・ 利水に

加えて生態系を含む水環境の管理 ・ 保全が必須条件 と な

る。 こ の ト レー ド オフの関係にあ る水環境の機能を独立

し て評価する数理モデルの開発を進め， こ のモデルに，

あ る制約条件下での各機能間の相互関係を仮定し， あ る

目的関数を最大化する解を求める こ と で， 水 ・ 物質 ・ エ

ネルギーの効率的な配分 と 生態系機能の適切な管理を可

能にす る 流域環境手法を提案す る こ と を目的 と し てい

る。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 三峡ダム湖への土砂流入量に占める割合が

高い嘉陵江流域での土砂動態を明ら かにする第一歩 と し

て， 土砂輸送量 と 外力であ る降雨 ・ 表面流出流 ・ 河川流

と が 1 対 1 に対応する 3 形式の表面侵食型モデルを用い

て， 大規模流域での土砂生産量の推定を試み， その適用

性 と 問題点についての検討を行った。 その結果， 嘉陵江

源流域では mass movement の発生可能性領域区分に関わ

らず， 表面侵食モデルで年単位および月単位では， 流出

土砂量の推定はあ る程度可能 と 考え られた。 ただし， 月

単位の推定精度の向上 と日単位の変動までの再現のため

には， 1） 斜面生産土砂の河岸にいたる までの連続性 と時

間的な遅れを考慮し た斜面から の供給タ イ ミ ングについ

てのモデル化， 2） 非定常性が強い土砂生産をいかに取 り

込むか， の検討が必要と考え られた。

〔備考〕

（ ４ ） グローバル水循環系における リ ン ・ 窒素負荷増大

と シ リ カ減少による海洋環境変質に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 D-3

〔研究課題コー ド〕 0204BA383

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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重点 5． 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモデル

化と持続可能な環境管理

〔担当者〕 ○原島省 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 地球規模の水系に対する リ ン （P） ， 窒素 （N）

の負荷が増大し ている一方， 大規模ダムの建設等によ っ

て増えた停滞水域での陸水性ケ イ藻の吸収 ・ 沈降 ・ 埋積

によ り 自然溶出で補給されてい る ケ イ素 （Si） の流下は

減 り つつあ る。 こ のため沿岸海域で， 溶存ケ イ酸 （DSi）

を必要 と する ケ イ藻類よ り も， 非ケ イ藻類 （潜在的に有

害） が有利にな り ， 生態系の基盤が変質する と いわれる

（シ リ カ欠損仮説 *）。 この仮説の検証 と海域の生態系への

影響評価を行 う 。

* シ リ カは本来非晶質ケ イ酸 （固体） を指すが， DSi を便

宜的にシ リ カ と呼称する こ と があ る。

〔内容および成果〕

　 我が国は欧米に比べる と， 火山起源の土壌が多 く ， 降

水量が多いため風化作用によ る DSi の溶出は大きい。 し

かも河川は短かいため， 本来であれば DSi 欠損は起こ り

に く いはずであ る。 し たがって， 我が国でシ リ カ欠損仮

説が有意であ る こ と が検証できれば， こ の仮説がグ ロー

バルにも重要であ る こ と の証明になる。

　 琵琶湖 - 淀川 - 東部瀬戸内海をモデル水系 と し ・ 琵琶

湖-淀川水系では毎月のサンプ リ ング，瀬戸内海ではフ ェ

リ ーを使った隔週の自動計測 ・ サンプ リ ングによ り ， そ

れぞれ溶存無機窒素 （DIN） 溶存無機 リ ン （DIP）， DSi を

含む栄養塩の時系列観測を行っ た。 ま た， 1950 年代 と

1970 年代の小林純によ る河川水質計測データ と， 水産庁

発行の 「瀬戸内海の赤潮」 の長期記録か ら ケ イ藻赤潮 と

鞭毛藻赤潮の発生件数変動を解析し た。

　 その結果， 琵琶湖が Si のシン ク になっている こ と， 琵

琶湖のプラ ン ク ト ンの増殖に と っては P が制限要因であ

り ， 1960 ～ 1970 年代には琵琶湖への P 負荷が増大し た

ため DSi の流下が減 り ， また 1990 年代以降には， P 負荷

が減少し たため Si の流下量はやや回復し た こ と がわかっ

た。 こ のほか， 琵琶湖 - 淀川水系以外の河川において も

1950 年代から 1970 年代の間 （高度成長期） に DSi 流下量

が減少し た こ と が確認でき た。 また，赤潮発生状況も DSi

の増減に関連し ている こ と がみて と れた。

　 こ れ ら の成果や他のサブテーマ （備考参照） の成果，

化学 ・ 生物分野の各識者によ る話題提供を併せて日本海

洋学会 2004 年度春季大会時に 「陸水域のシ リ カ欠損 と海

域生態系への影響の可能性」 と い う シンポジ ウ ムを開催

し た。 この結果， 「Si の挙動が海洋生態系に と って重要で

あ る」 と い う 認識やダム建設や赤潮などの問題が連環を

も っているか も しれない と い う 認識が共有される よ う に

なった。

〔備考〕

本研究課題は， 国立環境研究所が課題代表 と な り ， 水産

総合研究セン ター ・ 滋賀県立大学 ・ 信州大学 ・ 岡山大学 ・

九州大学が各サブテーマを分担し た共同研究であ る。

（ ５ ） 地下水利用の現状把握と将来予測手法の開発研究

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コー ド〕 0206CE421

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○大坪國順 （水土壌圏環境研究領域） ・ 一 ノ 瀬

俊明

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 黄河流域 （河北平原を含む） 全体における地下

水資源需要分布を経緯度約 0.1 度グ リ ッ ド精度で把握し，

さ らに都市域については 2km グ リ ッ ド精度で把握する。

また現状での分布に加え， 2020 年頃の将来予測を行 う 。

浅層地下水については週変動を， 深層地下水については

季節変動の再現 ・ 予測を目標 と する。 一方， 都市域にお

け る需要分布の推計手法開発のため， 事例解析都市 と し

て黄河下流域の山東省済南市 （東西 20km・南北 15km） を

対象に， 原単位法によ る地下水資源需要マ ッ プの描画作

業 （解像度 250m） を行 う 。

〔内容および成果〕

　 済南市におけ る地下水資源需要マ ッ プの描画作業 （解

像度 250m） を行った。 こ こ では， 市政府所有の空間情報

基盤 （済南市政府遥感総合調査） を使用し た。 また市水

利局の供水区別配水量 （2000 年） を利用し， 原単位法で

描かれた水需要分布 と こ の配水量が一致する よ う 調整を

行っている。 さ ら に， 地級行政単位別各種社会経済統計

データ （1996 年のデータ ： 出典は中国統計年鑑及び中国

城市統計年鑑等） と， あ ら かじめ地級行政単位別に集計

された DMSP/OLS の輝度値 （Ichinose et al. （2002） によ

る 1996 年の値） を も と に， 地下水資源需要推計のための

原単位を作成し， 黄河全流域地下水資源需要推計マ ッ プ

（解像度 60″ ： 約 1120m） の試作を行った。 この地上夜

間光画像データは中国全土をカバーし てお り ， 済南市な

ど事例解析都市において水資源需要量 と 夜間光強度 と の

関係を （ピ ク セルベースで） 見いだせれば， 黄河流域に

ついてシーム レ スに水資源需要分布を与え る こ と が可能

と なる。面積当た り の給水総量 と輝度値の関係によれば，

給水総量が増加す る と 輝度値 も 増す傾向が見 ら れ る ほ

か， 地域の水資源状況 （気候条件， 都市化の度合いなど）
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を反映する ためか， 類似の性格を示す と 考え られる地域

が似た よ う な場所にプロ ッ ト されていた。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 大坪國順

共同研究機関 ： 中華人民共和国 ・ 山東師範大学

共 同 研 究 者 ： 一ノ 瀬俊明 （地球環境研究セン ター） ・

　 　 　 　 　 　 　 張祖陸 （山東師範大学） ・ 張偉 （山東師範

　 　 　 　 　 　 　 大学）

（ ６ ） 東京の暑熱緩和のための海洋深層水導水による東

京湾海水面冷却事業の FS に向けた検討

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0303CD555

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○一 ノ瀬俊明 （地球環境研究セン ター）・井上元

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 東京湾からの海風は， 天然の都心の冷却装置 と

し ての機能を持つほか， 都心の換気促進を通じ て大気汚

染現象の低減に も貢献する。 一方， 都心の地表面は多 く

の建築物によ り 風通しが悪 く ， その意味で も風速の確保

は必要であ る。 しかし今日， 東京湾の海水面は温排水に

よ る人工排熱の影響を受け， 自然の状態に比べて数℃高

い状態にあ る。 つま り ， 本来の東京湾海風によ る都心の

冷却効果を発揮させるには， 東京湾の海水面温度を自然

の状態に近づけてやる必要があ る。 そ し て こ のよ う な海

風の活用は， 地表面被覆の比較的小規模な改善に比べ，

一挙に大き な効果を実現する も の と 思われる。 東京湾の

海水面温度を数℃下げる手段 と し ては， 太平洋の海洋深

層水を東京湾奥の温排水の影響が顕著な一帯へ導水し，

放水 ・ か く はんする こ と が有効であ る と 考え られる。 こ

の導水に必要な イ ン フ ラ （導水パイプ ラ イ ン） は今日の

製造技術では不可能ではな く ， 陸上の公共工事に比べ比

較的安価にでき るのではないか と 考え られるが， 本格的

な検討はいまだ行われていない。 本研究では， 本格的な

FS に向けた多面的検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 取水技術は現段階では問題ない。 要素技術にかかる課

題については数値シ ミ ュ レーシ ョ ンで対応でき る。 赤潮

の発生に重要な ミ ネ ラル分や鉄分について も除去が必要

と な る。 冷水が底生生物に与え る影響についてはほ と ん

ど知見がな く ， 冷排水の影響が顕著 と の報告も あ る。 当

該冷却事業の実施には， 漁業者の理解 と 協力が必要であ

る。 そのためには水質の改善効果， 漁獲の向上効果を提

示し てい く こ と が必要であ る。放水先選定に当たっては，

埋立地を考慮し，港湾事業 と の連携を重視すべきであ る。

また， 東京湾よ り は面積の小さ な大阪湾などで検討する

価値があ る。 需要 と 効果が と も に期待でき る。 予備実験

と し て， 水深 50ｍ よ り 揚水し， 表層に放流する基礎実験

を行 う べきであ る。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 一 ノ瀬俊明

共同研究機関 ： 東京都立大学 ・ 国土環境株式会社

共 同 研 究 者 ： 井上元 （地球環境研究セン ター） ・ 三上岳

　 　 　 　 　 　 　 彦 （東京都立大学） ・ 山本昌弘 （国土環境

　 　 　 　 　 　 　 株式会社）

（ ７ ） 都市内大規模河川 （ソウル市清渓川） の復元によ

る暑熱現象改善効果の実証

〔区分名〕 研究調整費

〔研究課題コー ド〕 0304AI556

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○一ノ 瀬俊明 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 ソ ウ ル市都心を 6km に渡 り 東西に貫 く 清渓

（チ ョ ンゲ） 高架道路 （ ４ 車線） 撤去工事が始ま った。 旧

清渓川の河道が戦後暗渠化され， 高架道路へ と 変貌を遂

げた も のであ る。 撤去後は緑豊かな高価値ビオ ト ープ，

都市内大規模親水空間と し ての清渓川 （チ ョ ンゲチ ョ ン）

が復元される。工事完成後の 2006 年夏までの都市大気熱

環境モニ タ リ ングを行い， 都心の大規模河川空間復元に

よ る暑熱現象改善効果を実証する。 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド に

代表される都市の暑熱問題に対し， 大規模な植栽や水面

の導入が一定の効果を有する こ と は数値実験を通じ て知

られてはいたが， 都市空間は主た る人間活動の場で も あ

り ， 実地での実証は極めて困難であった。 こ のよ う な大

規模な都心におけ る自然環境の復元事例は世界的にも初

めての試みと いえる。

〔内容および成果〕

　 清渓高架道路周辺の 11 地点に，韓国気象庁気象研究所

な ど と 共同で簡易気象観測ス テーシ ョ ン （気温， 湿度）

を設置し，着工前の 2003 年 6 月よ り データ取得を開始し

た。 また， 着工初期段階の 2003 年 8 月には， 集中的な移

動観測によ る体感気候指標の定量化， 係留ゾンデ， サー

モカ メ ラ， シンチロ メ ータによ る地表面大規模改変の大

気環境イ ンパク ト の計測 ・ 定量的評価を行った。 工事完

成後の夏のデータが取得されるのは 2006 年の夏であ る。

完工後の 2006 年夏までは，継続的に一連のモニ タ リ ング

及び集中観測 （8 月を中心に， 6 月や 10 月， 必要に応じ
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て冬期に も） を推進する。 現在までに取得されたのは施

工前のデータが中心であ る。 施工初期の 8 月晴天日にお

ける シンチロ メ ータによ る顕熱流計測値は 600W/m2 程度

に達し ていた （図）。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 一ノ 瀬俊明

共同研究機関 ： 東京都立大学 ・ 東北公益文科大学 ・ 大韓

　 　 　 　 　 　 　 民国 ・ 気象庁気象研究所

共 同 研 究 者 ： 三上岳彦 （東京都立大学） ・ 泉岳樹 （東京

　 　 　 　 　 　 　 都立大学）・白迎玖 （東北公益文科大学）・

　 　 　 　 　 　 　 ウ ム・ ヒ ャ ン ヒ （韓国気象庁気象研究所）・

　 　 　 　 　 　 　 キム ・ ヨ ン ヒ （韓国気象庁気象研究所） ・

　 　 　 　 　 　 　 キム ・ サンべク （韓国気象庁気象研究所）

（ ８ ） 嫌気性生物膜の高度利用による排水処理技術

〔区分名〕 NEDO

〔研究課題コー ド〕 0305KA600

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域）・浦川秀敏

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 消費エネルギーが少な く ， かつ創エネルギープ

ロセスであ る メ タ ン発酵技術の適用範囲を， 今までは処

理が困難であった排水 （低温， 低有機物濃度， 高濃度 SS

含有等） にま で拡大する こ と を目標 と する。 そのため，

本研究では排水処理 （有機物除去） を担 う 嫌気性生物膜

の形成 と 維持， 生態学的構造に関する研究を行い， プロ

セス安定化 ・ 高度化のための基礎データ を収集する こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 生物膜流動型の メ タ ン発酵 リ ア ク ターの設計 ・ 作製を

行い， 低温 ・ 低有機物濃度の排水の連続処理実験を行っ

た。 その結果， 一般的な自己造粒生物膜型 リ ア ク タ ー

（UASB:Upflow Anaerobic Sludge Blanket） では， 処理が困

難な水温 20 ℃の低温排水の高効率浄化（有機物除去率 85

～ 90％） と メ タ ンエネルギーの回収 （ メ タ ン回収率 50 ～

60％） が可能であった。今後は，装置の運転パラ メ ーター

が保持生物膜の物性や保持微生物群集構造に及ぼす影響

の評価を行ってい く 。

　 また， 保持生物膜の微生物群集構造を解析する ための

ツール と し て， 16S rRNA 遺伝子に基づ く 系統解析を行 う

ための DNA チッ プを試作し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 大橋晶良 （長岡技術科学大学 　 助教授）

５ ． ４ 湖沼 ・ 海域環境の保全に関する研究

（１）東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化

と持続可能な環境管理（3）東シナ海における長江

経由の汚染・汚濁物質の動態と生態系影響評価

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA271

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 5． 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモデル

化と持続可能な環境管理

〔担当者〕 ○渡辺正孝 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ） ・ 村上正吾 ・ 木幡邦男 ・ 徐開欽 ・ 越川海 ・

牧秀明

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 長江流域内で発生する汚染 ・ 汚濁物質は東シナ

海に流入し日本近海や日本海に到達し ている。 豊富な水

産資源に恵まれた東シナ海や日本海など日本近海の海域

環境を保全する こ と は， 日本の環境安全保障に と って重

要であ る。 海域環境保全のためには， 汚染物質の海洋生

態系内での物質循環を明 ら かにす る こ と が必要 と さ れ

る。 こ こ では， 汚染物質の動態を含めた海洋環境予測手

法の開発によ り ， 国際的連携の下に， 東シナ海の海洋環

境管理手法の確立を目的とする。

〔内容および成果〕

　（ １ ） 長江流域から東シナ海への土砂 ・ 汚濁物質の負荷

　 　 量の推定

　 東シナ海に流入する汚濁負荷量 と 長江河川流量 と の回

帰関係を明らかにする ために， 1987 年と 1988 年の水質

流量データの収集， 統計解析を行い， こ の結果と 1998 年

と 1999年秋に行った長江流域の水質生態系調査データ を
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図　 ソ ウ ル市内新平和市場で 2003 年 8 月 12 日～ 14 日に

　 　 シンチロ メ ータ で観測さ れた顕熱フラ ッ ク ス （W/ｍ2）
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組み合わせる こ と で， 汚濁負荷量 （SS， COD， TP， TN，

DIN） と長江河川流量と の回帰モデルを確立し た。

　 こ のモデル と 上海市か ら の排水データ を用いる と 東シ

ナ海へ流入する総負荷量の予測が可能であ る こ と を観測

値と比較する こ と で示し た。

　（ ２ ） 衛星データによ る長江の河川流量推定法の確立

　 （1） で提案し たモデルの適用のためには， リ アルタ イ

ムに近い長江の河川流量の取得が必要 と される。 そのた

め， 衛星を利用し た河川流量の推定法の開発を行った。

まず長江本流の水文観測点の河床断面，水位，流量等デー

タの収集を行い， 水位―流量曲線を作成し， 次に， 高分

解能衛星データ （QuickBird， 最高 リ ゾル - シ ョ ン 61cm）

を用いて， 該当水文点の衛星データ よ り ， 河川水面の幅

を確定し， 既存の水位 - 流量曲線 と河川断面から， 川幅

と 流量の関係を確立し た。 推定流量は水文観測点での実

測値と よ く 一致し ていた。

　（ ３ ） 長江由来の汚濁負荷の海洋生態系への影響

　 平成 15 年 7 月 28 日～ 8 月 9 日の期間， 東シナ海陸棚

中央部～縁辺部にかけて， 水研セン ター調査船 「陽光丸」

によ る海洋観測および係留実験を実施し た。 陸棚上では

密度躍層付近に非常に高濃度の ク ロ ロ フ ィ ル極大が広範

囲に観測され， 長江希釈水起源の海水の関与が示唆され

た。

　 また平成 14 年 6 月に実施し た東シナ海調査結果の解析

を進めた。 陸棚域への長江由来および長江以外の栄養塩

供給動態から藻類種組成に対する長江希釈水の影響が大

きい こ と が明ら か と なった。 長江希釈水影響域では リ ン

が多 く の沿岸性藻類の増殖制限因子であ る と 考え られた

が， 長江プ リ ューム先端北部では リ ン濃度が最小であっ

たに も かかわらず， 長江河口域でしばしば赤潮を形成す

る渦鞭毛藻 Prorocentrum dentatum が高濃度に分布し た。

本測点では下層か ら の栄養塩回帰が少な く （係留系実験

か ら） ， また光合成活性が リ ン制限を受けていなかった

（現場培養実験から） 。 本種の低濃度 リ ン環境に対する耐

性は， 高 N/P 比環境の長江河口域での本種の赤潮形成 ・

維持機構の １ つの知見と し て重要であ る と考え られた。

〔備考〕

外国共同研究機関 ： 中国科学院地理科学与資源研究所 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 劉紀遠，庄大方・中国科学院遙感応用

　 　 　 　 　 　 　 　 　 研究所 ： 昊秋華 ・ 中国華東師範大学

　 　 　 　 　 　 　 　 　 環境学院 ： 陳中原

（ ２ ） 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化

と 持続可能な環境管理プ ロ ジ ェ ク ト （4） 沿岸域環

境総合管理に関する研究

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0105AA272

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 5． 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモデル

化と持続可能な環境管理

〔担当者〕 ○木幡邦男 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ） ・ 越川海 ・ 牧秀明 ・ 中村泰男 ・ 樋渡武彦 ・

須賀伸介 ・ 矢部徹 ・ 今井章雄

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 沿岸域は， 原油 ・ 汚濁物質等によ る沿岸生態系

への被害や， 埋め立て等によ る環境の破壊など， 人間活

動の影響を大き く 受けて き た。 こ う し た環境影響の軽減

と 沿岸域環境の修復方策の効果の検討のため， 沿岸域環

境の変動予測モデルを開発し， 沿岸域環境管理手法を整

備する。 14 年度 ： 底生生態系の維持機構に基づき， 国内

を対象と し た生態系影響評価手法を開発する。 15 年度 ：

沿岸域の浮遊 ・ 底生生態系の相互関係に基づ く 沿岸域生

態系修復技術を検討する。 16 年度 ： 沿岸域開発によ る，

浮遊 ・ 底生生態系への影響， および生物の応答をモデル

化する。 17 年度 ： 開発， 修復技術等によ る生態系影響評

価に基づ く 沿岸域環境管理指針を与え る。

〔内容および成果〕

　 東京湾を初め， 大都市を後背地にもつ閉鎖性の高い内

湾では， い まだ， 水質環境基準の達成率は改善 さ れず，

赤潮や貧酸素水塊の発生な ど の環境問題が頻発 し てい

る。 こ の原因の一つ と し て， 降雨後の増水時に海域に流

入する有機汚濁や栄養塩の負荷が大きい こ と が指摘され

ている。 こ の影響を評価する ため， 降雨時の合流式下水

道越流水 と 都市河川水流入について調査し た。 代表的な

東京湾流入河川 と し て荒川を選定し， 荒川河口域及び大

規模な下水処理施設の放水口のあ る京浜運河部において

平水時及び降雨後の増水時に連続的な観測を行い， 河口

部から の淡水流入 ・ 拡散度合いや， 浅海域生態系におよ

ぼす影響を調査し た。

　 その結果， 増水時には表層におけ る塩分の希釈 と 濁度

が沖合にまで広がっていた。 栄養塩ではアンモニア態窒

素は増水によ り 濃度が低下する代わ り に， 硝酸及び亜硝

酸態窒素濃度が顕著に増加し， リ ン酸態 リ ン濃度は沿岸

縁辺部か ら沖合にまで濃度が拡散する傾向が見られ， 全

量的には沖合で平水時 よ り 増水時に増加す る 傾向があ

り ， 特に リ ンについては顕著だった。 増水時には懸濁物

質濃度が顕著に増加し たが， 一部の点を除き粒子状有機

炭素 （POC） に関し ては低下する傾向にあ り ， その組成

を調べた と こ ろ，増水時には陸起源と思われる POC の占

める割合が増加し ていた。
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　 糞便性大腸菌 と 共に人為起源の典型的な指標物質であ

る コプロ ス タ ノ ールの表層水におけ る濃度分布について

比較し た と こ ろ， 概ね運河部の方が荒川河口部～沖合筋

よ り 高 く ， 増水時調査 1 日目は平水時よ り も倍以上の値

を示し， 〈風の塔〉 や最も濃度の高かった測点では平水時

の約 18 ～ 20 倍にも達し てお り ， 下水の越流が発生し て

いた こ と を示唆し ていた。 また， 増水時調査 2 日目には，

1 日目に比べて概ね濃度は格段に減少する傾向に有 り ，地

点によ ってはほぼ平水時 と 同等の濃度 と なっていた。 荒

川河口部～沖合筋では， 増水によ り 流入河川の強ま った

水勢のためにコプロ ス タ ノ ールを含んだ懸濁態粒子も沖

合まで流達し ている こ と が示され， 塩分や濁度の分布 と

一致する結果と なっていた。

　 水質浄化，親水性の向上などを目的 と し た人工干潟は，

大都市近郊の富栄養化の進んだ内湾に造成される こ と が

多い。 こ のよ う な海域は， 夏期に底層が貧酸素状態にな

る。 既設の人工干潟の幾つかでは， こ の貧酸素の影響で

二枚貝が斃死する こ と を前年度までに報告し た。 本年度

は， 微細気泡発生装置を大井中央海浜公園内の人工干潟

に設置し， 二枚貝の生残や成長に及ぼす貧酸素の影響を

軽減する こ と を試みた。

　 人工干潟の前面にあ る水路は， 調査期間を通し て酸素

が少な く ， こ の海域が貧酸素の影響を受けやすい こ と が

示された。 しかし， 平成 15 年の夏期は， 対照 と し た海浜

公園内の干潟で も アサ リ が死滅する こ と は無かった。 こ

れは， 冷夏のためか極度の貧酸素状態にはな ら なかった

ため と 思われる。 微細気泡発生装置で曝気し た近傍の網

籠では， 他の場所 と 比べ， 二枚貝の死亡率が低かった。

また， 曝気し た領域では， 隣接の海域に比べ， 溶存酸素

が高かった。

　 本研究で実施し た微細気泡発生装置によ る海水の曝気

は， 底生生物に対する貧酸素水塊の影響を軽減するのに

有効であった。 今回実施し た実験的な曝気では， その効

果が及ぶ範囲が限られている ため， 実海域 ・ 干潟で こ の

効果を得る ためには， 大規模な装置が必要にな る と 予想

され， その実施には経済面の考慮も必要と思われる。

〔備考〕

（ ３ ） 天然水系中における溶存フ ミ ン物質に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE110

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 溶存フ ミ ン物質は自然水中の溶存有機物の 30

～ 80％を占める。 フ ミ ン物質は鉄等の微量必須金属 と安

定な錯体を形成し，その存在状態に大き な影響を与え る。

金属の存在状態は生物利用可能性 と 密接に関係し ている

ため， 鉄等の金属 と フ ミ ン物質 と の錯化反応を定量化す

る必要があ る。 本研究ではその手法の開発を目指す。 湖

水 ・ 河川水中の溶存有機態鉄濃度を測定する。

〔内容および成果〕

　 吸着濃縮ボルタ ン メ ト リ ーによ って， 霞ヶ浦湖水中の

溶存有機物 （フ ミ ン物質を含む） と 鉄イオンの錯化反応

におけ る 安定度定数 と 錯化容量 を定量的に評価 し た。

霞ヶ浦湖水中の溶存鉄の 99.9％以上は有機物 と結合し て

いる こ と がわかった。

〔備考〕

（ ４ ） 内湾域における底生生態系による物質循環

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE213

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○木幡邦男 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ） ・ 中村泰男 ・ 牧秀明 ・ 越川海

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 海底には様々な底生生物が生息 し てい る。 特

に， 富栄養化し た内湾において， 底生生物の生物量が多

く ， 水質浄化や物質循環に大き く 影響し ている。 本研究

では，現場における一次生産 と合わせて解析する こ と で，

底生生物が， 栄養塩， 汚濁物質の物質循環にいかに寄与

するかを明らかにする こ と を目的とする。 14 年度 ： 甲殻

類， 多毛類， 軟体動物などの底生生物によ る有機物の摂

食速度を明らかにする。 15 年度 ： 底生生物によ る有機物

分解速度等を測定し， 炭素 ・ 酸素の物質循環を明ら かに

する。 16 年度 ： 底生生物によ る汚濁物質濃縮過程を明ら

かにし， 生態系内の汚濁物質の物質循環を解明する。 17

年度 ： 内湾沿岸域におけ る重油などの汚濁物質の除去機

構を調査し， 汚濁物質除去のために必要な栄養塩等の物

質循環を解明する。

〔内容および成果〕

　 前年度までに， 底生生物が水質浄化に大き く 貢献する

こ と を報告し て き た。 特に， 海水をろ過し なが ら摂食す

る二枚貝が， 海水中の懸濁粒子を除去する こ と に着目し

て き た。 しか し， 富栄養化の進んだ東京湾や大阪湾など

では， 二枚貝が生息する砂浜の環境も悪化し てお り ， 夏

期か ら秋期にかけ底層で発達し た貧酸素水塊が砂浜に進

入する こ と で， 二枚貝の生存を脅かすこ と が現場実験な
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どで明らか と なった。

　 一方， 我々の調査の過程で， 東京湾奥部の三番瀬や東

京港内の運河部の浅瀬に， ホ ン ビ ノ ス ガ イ Mercenaria

mercenariaが多数生存し ている こ と が分かった。本種はア

メ リ カからの移入種で， 1990 年代中頃に東京湾で稚貝が

発見された と される。三番瀬で採取し た個体は殻長 10cm

程度と大き く ， ５ 年以上生息し ていた もの と推測された。

報告されている文献によ る と， 本種は貧酸素に強い と さ

れている。 そ こ で， 本年度は運河部に面し た東京都大井

埠頭海浜公園内の人工干潟で， 本種 と アサ リ と を籠網法

で飼育し， 現場におけ る生残率， 成長速度を測定し， ２

種を比較し た。１ 月当た り の死亡率を計算する と 0.005 ／

月と な り ，同所のアサ リ の死亡率 0.16 ± 0.05 ／月に比べ

非常に小さ な値であった。 １ 月当た り の成長速度はアサ

リ で 0.12 ± 0.02 ／月に対し， ホンビ ノ スガイでは 0.17

± 0.02 ／月と大き な値であ り ， 本種の現場での成長速度

はかな り 大きい と いえ る。 東京湾などの富栄養化の進ん

だ内湾で， 環境保全や生態系の保全を考慮する際に， 本

種のよ う に移入種であ り ， 場の環境に適し ていて大増殖

の危険も あ る種については， 今後も注意深 く 調査を続け

る必要があ る と思われる。

〔備考〕

（ ５ ） 有明海等における高レベル栄養塩濃度維持機構に

関する研究 ： 適正な浅海域管理をめざ し て

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0206AF384

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○中村泰男 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 有明海などにおいて， 好適な栄養環境を維持す

るにはどのよ う な環境管理が必要なのかを さ まざ まな現

場実験によ り 明らかにする。

〔内容および成果〕

< 具体的には何をするのか？ > 

　 a） 毎年 11 月と １ 月に約 10 日間づつ有明海に出向き，

環境調査と現場実験を行 う 。 と く に， 「希釈培養法」 と呼

ばれる実験によ り ， 植物プ ラ ン ク ト ンの現場での増殖速

度 と 動物プラ ン ク ト ンによ る植物プ ラ ン ク ト ンへの捕食

圧を測定する。 b） 有明海を特徴づける二枚貝であ るサル

ボウについて， 植物プ ラ ン ク ト ンを捕食する速度 （ろ水

速度） と 成長速度を水温やプ ラ ン ク ト ン濃度の函数 と し

て求める。 そ し て， 他機関が提示する これら二枚貝の現

存量データ をあわせる こ と で， 二枚貝群集全体が有明海

で果たす植物プラ ン ク ト ン捕食者の役割を評価する。

< 本年度成果 >

　 現場調査と希釈培養実験 ： a） 植物プラ ン ク ト ンの増殖

速度は水温に依存し， 11 月には高 く １ 月には低い こ と，

b） 動物プラ ン ク ト ンによ る植物に対する捕食圧も，11 月

には高 く ， １ 月には低いこ と が判明し た。 と く に， 11 月

には， 動物プ ラ ン ク ト ンの捕食が植物の成長を上回 る

ケース も あった。 すなわち， こ の時期， 植物プ ラ ン ク ト

ンの現存量が低 く 押さ え られ， 高濃度の栄養塩が保たれ

る上で， 動物プ ラ ン ク ト ン群集が重要な役割を果た し て

いる こ と が予想された。 と く に， 従属栄養性渦鞭毛藻 と

呼ばれる原生動物や， オイ ソナ属かいあ し類などの寄与

が大きかった。 こ う し た結果が一般的パターンなのかど

う かを今後明らかにし てゆ く 予定であ る。

　 二枚貝のろ水 と 成長 ： サルボウについて， ろ水速度の

水温， 塩分， 貝のサイ ズ依存性を明ら かにし た。 また成

長が水温やえ さ の濃度によ ってどの程度変化するのか も

解析し た。 その結果， プ ラ ン ク ト ン捕食者 と し てサルボ

ウが果たす役割を評価する ための基礎が確立し た。

〔備考〕

（ ６ ） 霞ヶ浦エ コ ト ーンにおける生物群集と物質循環に

関する長期モニ タ リ ング

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0307AF511

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○冨岡典子 （水土壌圏環境研究領域） ・ 今井章

雄 ・ 松重一夫 ・ 野原精一 ・ 浦川秀敏 ・ 矢部徹

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 生物活動と物質循環の要であ り ， 且つ人間活動

の影響を受けやすいエコ ト ーンに対する長期的モニ タ リ

ングを行い， GEMS/Water によ り 陸水 （淡水） モニ タ リ

ング ステーシ ョ ン と し て観測が続け られている湖のデー

タ と あわせて湖全体の生物群集 と 物質循環の把握を行

う 。 特に， 沿岸植生について， 新しい手法であ る細菌群

集構造解析， 安定同位体比解析を行い， 再生事業の影響，

霞ヶ浦導水路工事前の状況把握を含めた霞ヶ浦全体の ト

レ ン ド を明らかにする こ と を目標とする。 

〔内容および成果〕

　 まず， 霞ヶ浦エコ ト ーンに特徴的な植生帯を明ら かに

する ための踏査調査を行った。 その結果， 霞ヶ浦の右岸

のおよそ 80％に何らかの植生が存在し ていた。 霞ヶ浦右

岸の植生の内訳は， ヨ シ帯 81％， 抽水植物帯 12％， 沈

水 ・ 浮葉植物帯 3％であった。 また， ヨ シ帯の 9 割程度
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が奥行き 50m 以下， 幅 50m 以上で， その奥行きは浅いも

のであった。 一方， ヨ シ帯内部には， 陸化し た部分 （陸

ヨ シ） と， 水没し た部分 （水 ヨ シ） が混在し てお り ， 奥

行きが深 く ないに も かかわらず， その内部構造は複雑で

あった。

　 次に， ヨ シ帯の湖側の水 ヨ シ部分について， 内陸側，

湖と の境界部及び， 湖内部の ３ 点を 10m 間隔で設定し，

底泥内の酸化還元電位の変化を調べた。 その結果， 内陸

側および湖 と の境界部の ヨ シが存在する地点の底泥は，

湖内部の底泥に比べて高い酸化還元電位を示し， ヨ シに

よ る底泥への酸素の供給が示唆された。 また， これら の

地点間では微生物群集構造も大き く 異な り ヨ シ帯が変化

に富むものであ る こ と が明らか と なった。

〔備考〕

（ ７ ） 湖沼における有機炭素の物質収支および機能 ・ 影

響の評価に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0103AG112

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域） ・ 松重一

夫 ・ 木幡邦男 ・ 冨岡典子 ・ 林誠二 ・ 野原精一 ・

佐野友春

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 近年， 湖水中の難分解性溶存有機物 （DOM） 濃

度の漸増現象は遍在的な広が り を見せ， 湖沼環境に甚大

な影響を及ぼ し てい る と 考え ら れる。 湖沼環境保全上，

湖水中の難分解性 DOM の漸増 メ カニズムを定量的に把

握する必要があ る。そのために本研究では，湖水 DOM の

特性 ・ 起源， 湖沼生態系への機能 ・ 影響に関する科学的

知見を集積し， 湖沼における難分解性 DOM の主要発生

源を有機炭素等の物質収支によ り 定量的に明ら かにする

こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 課題 １ ． 湖における有機炭素収支に関する研究

　 ［モデルの構築］ 　 霞ヶ浦湖内モデル と し て，Princeton-

Ocean-Model を基本モデル とする ３ 次元流動モデル （水

平方向 500m メ ッ シュ， 鉛直方向 10 層） を構築し， 水粒

子の流動 と 河川水お よ び下水処理水由来の難分解性

DOM の湖内における挙動 （1994 ～ 98） を季節的 ・ 場所

的に再現し た。 結果 と し て， 高浜入 り では土浦入 り に比

べて水塊が顕著に停滞する こ と が明ら か と なった。 下水

処理水由来難分解性 DOM の湖水難分解性 DOM の寄与は

冬から春に最大と な り ， 湖心で約 10％， 放流先の土浦入

り で約 20％を占めた。 また， 冬期には， 下水処理水 と湖

水の水温差のため， 下水処理由来難分解性 DOM が鉛直

混合せずに湖表面を走る現象が認められた。

　 ［湖水 DOM の動態・特性］ 　 霞ヶ浦湖心における DOM,

フ ミ ン物質，親水性酸および難分解性 DOM, フ ミ ン物質，

親水性酸の 1997 ～ 2001 年の 5 年間に渡る動態を明らか

にし た。 難分解性 DOM の増減は， 主に難分解性親水性

酸の寄与によ る ものであった。 また 1993 ～ 2001 年にお

け る DOM の年平均分解率は年々減少する傾向を示し，

2000 年からは 10％を下回った。

　 灌漑水量 ・ 排水量 ・ 浸透量 ・ 蒸発散量が定量可能な水

田を対象 と し て， 2002 年に灌漑開始か ら最終落水まで，

DOM および各分画成分の水田における収支を調査し た。

その結果，水田におけ る DOM および難分解性 DOM の収

支は排出型で， 排出される難分解性 DOM と し て親水性

酸が卓越し ていた。

　 課題 ２ ． 湖水溶存有機物 （DOM） の特性 ・ 起源 と機能 ・

　 　 影響に関する研究

　 ［DOM の藻類の増殖 ・ 種組成に及ぼす影響］ 　 霞ヶ浦 4

地点から湖水を採取し， 吸着濃縮ボルタ ン メ ト リ ー法に

よ り 湖水 DOM と鉄の錯化反応における条件安定度定数

と錯化容量を決定し た。 溶存鉄の 99.9％以上が有機態 と

し て存在する こ と が明ら か と なった。 生物利用態溶存鉄

（水和＋加水分解種） は極めて少なかった。

　 霞ヶ浦に隣接し Microcystis によ る アオコが発生し てい

る水路において生物利用態溶存鉄の濃度を測定し た と こ

ろ， Microcystis の細胞カ ウ ン ト と利用可能態鉄に相関が

認められた。

　 ［湖内部生産 DOM 量の算定］ 　 霞ヶ浦の典型的な藍藻

類（Microcystis aeruginosa, Anabaena flos-aquae, Oscillatoria

agardhii） や緑藻類 （Scenedesmus acuminatus） から排出さ

れる難分解性 DOM と し ては， 親水性酸が顕著に卓越し

ていた。 藻類由来のフ ミ ン物質は霞ヶ浦湖水の水柱では

ほ と んど生成されない と示唆された。

　 ［微生物群集構造の解析］ 　 代表的なアオコ形成藍藻類

Micocystis aeruginosa と近年霞ヶ浦で優占し ている糸状藍

藻類 Oscillatoria agardhii を培養し， rDNA 抽出 ・ PCR 増

幅 ・ シーク エン ス解析を行い， 目的の種を特異的に検出

で き る プ ローブの設計 ・ 作成 ・ 適用性の検討を行っ た。

結果， 2 種の藍藻類の選択的プ ローブの作成に成功し，

M.aeruginosa については定量的 PCR によ って湖水中での

定量が可能であ る こ と が示唆された。

　 ［DOM の特性・起源の評価］ 　 霞ヶ浦主要 ４ 河川におけ

る水サンプル （懸濁粒子含む） と ろ過サンプルを長期間

生分解試験に供し た後に樹脂吸着分画を行い， 難分解性
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DOM 濃度 と DOM 分画分布について比較し た。 結果， 全

ての河川において， 顕著な差は認められなかった。 河川

水中の懸濁粒子からの湖水難分解性 DOM への寄与は無

視でき る と示唆された。

　 霞ヶ浦湖水から分離･精製されたフ ミ ン物質 （フ ミ ン酸

と フルボ酸） の有機物組成を固体 13C-NMR によ ってを検

討し た。 結果， 湖水フ ミ ン物質は土壌 （霞ヶ浦近辺） フ

ミ ン物質 と は顕著に異な り ， よ り 脂肪族性が高い こ と が

明らか と なった。

〔備考〕

（ ８ ） 陸域由来の環境負荷変動に対する東シナ海の物質

循環の応答に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 D-1

〔研究課題コー ド〕 0204BA380

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○渡辺正孝 （水土壌圏環境研究領域） ・ 村上正

吾 ・ 徐開欽 ・ 木幡邦男 ・ 越川海 ・ 牧秀明 ・ 高松

武次郎 ・ 越川昌美 ・ 河地正伸 ・ 広木幹也 ・ 関口

博之

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 長江流域の急速な農業発展及び工業生産拡大

に伴って， 農薬 ・ 肥料の使用量， 重金属類 ・ 有害化学物

質等の排出量が増大し ている。 また長江流域の土地利用

変化及び三峡ダムの完成は，当該海域に流入する淡水量，

流砂量， 栄養塩類， 農薬等有害化学物質等の汚染 ・ 汚濁

負荷の質 ・ 量に大き な変化を与え る。 本研究ではこれら

の開発が海洋環境 ・ 生態系に及ぼすこ と によ って， 東シ

ナ海での物質循環がどのよ う に変化するかについて検討

する。

〔内容および成果〕

　 １ ） 長江起源汚濁負荷が東シナ海陸棚域環境に及ぼす

影響 ： 長江から東シナ海への淡水供給量が増大する 8 月

に， 東シナ海陸棚中央部～縁辺部にかけて水研セン ター

調査船 「陽光丸」 によ る海洋観測および係留実験を実施

し た。機器観測結果によれば，前年度 6 月に同海域で行っ

た調査 と 比較し て， 広範囲に高濃度ク ロ ロ フ ィ ル極大を

有する塩分密度躍層が観測され， 夏季におけ る長江希釈

水の陸棚域環境に及ぼす影響の大き さ が示唆された。 来

年度前期までに調査海域の物理量，栄養塩などの化学量，

藻類種組成等の生態系データ を取 り ま と め， 陸棚域水塊

におけ る長江希釈水の影響範囲について栄養塩供給動態

な らびに藻類分布から比較検討する予定であ る。

　 ２ ）東シナ海陸棚域における渦鞭毛藻赤潮の形成因子：

近年， 長江河口域など中国大陸沿岸で頻繁に赤潮発生が

報告されている渦鞭毛藻 （Prorocentrum dentatum） が， 前

年度の東シナ海陸棚域調査時に長江希釈水プ リ ュームの

先端北部水域 （東経 124 度 50 分， 北緯 31 度 45 分） にお

いてブルーム形成し た。 プ リ ューム周囲の水塊構造， 栄

養塩分布，藻類分布，プ リ ューム南北で実施し た係留系・

現場培養実験データ を詳細に解析し た結果， P. dentatum

が， 珪藻等に比べて貧栄養 （特に リ ン） 条件で も一次生

産活性を維持する能力を有し， また P. dentatum を維持し

ている塩分躍層上の水塊が底層か らの栄養塩供給にほ と

んど依存せず， P. dentatum を中心 とする生態系が再生産

過程で駆動されている こ と が示唆された。 本解析か ら示

唆された低 リ ン濃度環境に対する P. dentatum の高い耐性

は， 長江起源の汚濁の質 （高 N/P 負荷） と長江河口域 ・

東シナ海陸棚域で形成されるプ ラ ン ク ト ン生態系 と の関

連を把握する ための重要な知見の一つであ る と 考え られ

る。

〔備考〕

共同研究機関 ： 中国科学院地理科学与資源研究所 ・ 華東

　 　 　 　 　 　 　 師範大学

（ ９ ） 陸水境界域における自然浄化プロセス評価手法の

開発に関する研究

〔区分名〕 文科 - 原子力

〔研究課題コー ド〕 0004CA130

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○冨岡典子 （水土壌圏環境研究領域） ・ 越川海

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 海浜，干潟，湖沼，河川 と いった陸水境界域は，

人間活動におけ る安息の場を提供するのみな らず， 野生

生物の生息地 と し て も重要な場であ る。 一方， 人間活動

に由来する各種有機汚染物質の流入 ・ 集積が生じやすい

場で も あ る ため， これら境界域の有する自然浄化能を把

握する こ と は， 境界域の保全及び将来予測の う えで重要

であ る。 こ のため， 本研究では， 海浜 ・ 湖岸等におけ る

自然浄化能を把握する ために， 汚染有機物分解速度把握

手法の開発， 湖沼沿岸域におけ る有機汚染物質負荷に対

する微生物群集応答把握手法の開発を行 う こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 陸水境界域 と し て重要な地点であ る沿岸帯は底泥 と 表

層水から構成され， 底泥中の微生物群集を解析する場合

には， 底泥中に多量に含まれる土壌， 植物遺骸が， DNA

の抽出を困難にし，直接土壌から抽出し た DNA に対する
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PCR 反応はその夾雑物によ り 阻害される。 そ こ で， 本年

度は， 微生物群集の土壌か らの回収方法の開発を中心に

研究を行い， 得られた手法に基づいて， 実際の沿岸領域

の底泥の微生物群集の調査を行った。 土壌から直接 DNA

の抽出を行ったサンプルについては PCR 産物の増幅は確

認されなかった。 一方， 土壌にス キム ミ ルク を加えてか

ら直接 DNA 抽出を行ったサンプルについては PCR 産物

が確認された。 また， 土壌懸濁液を低速遠心する こ と に

よ り ， 土壌粒子を取 り 除いたサンプルを使用し た場合，

スキム ミ ルク の添加， 無添加に関わらず， PCR 産物の増

幅が確認された。 得られた手法に基づいて， 底泥 と 湖水

から DNA を抽出し微生物群集の解析を行った結果，底泥

サンプルか らは湖水 と は全 く 異な る泳動像が得られ， 底

泥には特有の微生物群集が存在する こ と が示唆された。

〔備考〕

（10） 流域の森林土壌が湖水に溶存するアル ミ ニウムの

濃度と形態に与える影響

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0204CD437

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○越川昌美 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 天然水中の溶存アル ミ ニウ ムは， Al3+ のほか各

種の無機錯体 ・ 有機錯体と し て存在するが， その毒性は，

濃度だけでな く 存在形態にも強 く 依存する。本研究では，

琵琶湖に溶存する アル ミ ニ ウ ムが， 最も毒性の強い無機

の加水分解種であった と い う 観測事実 と， 森林土壌には

高濃度のアル ミ ニウ ムが， 有機錯体 と なって毒性が弱め

られている と い う 事実を も と に，「森林土壌に含まれる ア

ル ミ ニ ウ ムの有機錯体が， 河川を通じ て湖にいた る まで

に， ど こ でどれだけ減少するか」 を把握する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 霞ヶ浦と流入河川 （恋瀬川） において， 2002 年 8 月か

ら 2003 年 8 月までの期間， 毎月観測を行った。 試料はポ

リ 瓶に直接採取し， 冷暗所に保管し て実験室に持ち帰っ

た後， 孔径 0.4μm のフ ィ ルターでろ過し た。 ろ過水中の

溶存 Al は，加水分解種 （Labile Al），有機・無機錯体 （Non-

labile Al）， コ ロ イ ド態 （Colloidal Al） に分画するために，

ルモガ リ オン法で Labile Al + Non-labile Al を， HPLC 法

で Non-labile Al を，ICPMS 法で全溶存 Al（Labile Al + Non-

labile Al + Colloidal Al） を定量し た。 恋瀬川では， 全溶存

Al は夏に高 く 冬に低い傾向を示し， １ 年を通じ て加水分

解種と コ ロ イ ド態がそれぞれ約 50％を占め， 有機 ・ 無機

錯体は平均 2％であった。 高浜入 り （恋瀬川が霞ヶ浦に

流入する地点） の全溶存 Al も， 恋瀬川 と同様の傾向を示

し たが， 有機 ・ 無機錯体 Al が平均 6％に増加し た。 高浜

入 り から湖央に向かって， 全溶存 Al， 加水分解種， コ ロ

イ ド 態は半分以下に減少し たが， 有機 ・ 無機錯体は増加

し た。 湖央よ り 下流では， 全溶存 Al， 加水分解種， コ ロ

イ ド 態は明確な季節変化を示さ なかったが， 有機 ・ 無機

錯体 Al は夏に高 く 冬に低い傾向を示し た。

〔備考〕

（11） 溶存有機物 （DOM） 分画手法による水道水源と し

ての湖沼水質の評価およびモニ タ リ ング

〔区分名〕 厚労 - 厚生科学

〔研究課題コー ド〕 0204DA433

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域）・松重一夫

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 長期間生分解試験 と樹脂吸着分画

手法を組み合わせた溶存有機物 （DOM） 分画手法を用い

て， 湖水や流入河川水等の DOM を， フ ミ ン物質の分離

に基づいて， 易分解性 - 難分解性， 疎水性 - 親水性， 酸

性 - 塩基性の切 り 口で分画する。 本研究の目的は， DOM

分画分布， 各画分の物理化学的特性や ト リ ハロ メ タ ン生

成能を測定する こ と によ り ， 水道水源 と し ての湖沼水質

を評価し， 同時に長期モニタ リ ングによ り ， DOM および

その特性の季節変化や場所的変化を把握す る こ と であ

る。

〔内容および成果〕

　 本研究の対象湖沼であ る霞ヶ浦で優占する藍藻類 3 種

（Microcystis aeruginosa， Anabaena flos-aquae， Oscillatoria

[Planktothrix] agardhii） を無菌培養 し， 培養後の ろ液を

DOM 分画手法に供し て藻類由来 DOM を易分解性－難分

解性， 疎水性－親水性， 酸性－塩基性の切 り 口で分画し

た （フ ミ ン物質， 疎水性中性物質， 親水性酸， 塩基物質，

親水性中性物質と その難分解性画分）。 さ らに，DOM， フ

ミ ン物質， 親水性画分 （＝親水性酸＋塩基物質＋親水性

中性物質） および難分解性画分の ト リ ハロ メ タ ン生成能

を測定し た。

　 藍藻類由来 DOM の分解性は藻類種によ って異なって

いた。 DOM 分解率は， M.aeruginosa 由来 DOM で 47％，

A.flos-aquae で 53％， O.agardhii で 92％で あ っ た。

M.aeruginosa では親水性中性物質が減少 し て難分解性

DOM と し ては親水性酸が圧倒的に優占し た （>85％） 。
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A.flos-aquae や O.agardhii でも難分解性 DOM と し て親水

性酸が優占し た。従って，藍藻類由来の難分解性 DOM の

主要画分は親水性酸であ る こ と が明らか と なった。

　 ト リ ハロ メ タ ン生成能（THMFP, micromole ･ mgC-1）は，

長期間生分解試験を経る と全ての画分で減少する傾向を

示し た。特に M.aeruginosa 由来難分解性 DOM の THMFP

の低下が顕著であった。

〔備考〕

（12） ｐ H4から自然に中性化し た屈斜路湖の将来予測 ：

富栄養化か再酸性化か

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0304CD564

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○田中敦 （化学環境研究領域） ・ 瀬山春彦

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 日本最大のカルデラ湖であ る屈斜路湖の ｐ Hは

1960 年に最低値 ４ を記録し たが， その後， 特段の対策を

講じ ていないにもかかわらず， 1980 年代から徐々に ｐ H

が自然回復し ている。 こ のよ う な屈斜路湖の酸性化 ・ 中

性化の原因を， 物理的観測， 化学的観測を通じ て明ら か

にする。 そ し て， 酸 ・ アルカ リ 収支の崩れによ る再度の

酸性化の可能性， あ るいは， 中性を維持し た際の湖沼富

栄養化の可能性について， アルカ リ 度やク ロ ロ フ ィ ルな

どの長期観測 ・ 連続的観測によ って予測する手法を作る

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 夏期の成層期に屈斜路湖最深部周辺で水温 と 電気伝導

度のプロ フ ァ イルを得た。 湖底か ら熱が供給され， すみ

やかに混合し ている こ と が示された。 屈斜路湖に流出入

する河川について， 複数回の流量観測 と 試料採取を行っ

た。 また， 釧路川については毎月の採水， 観測を開始し

た。 結氷し た湖上か らの観測では， 湖底水温は最大密度

よ り も軽い温度まで冷却されてお り ， 冬季で も混合が継

続し ている こ と がわかった。

　 屈斜路湖和琴半島付近に ク ロ ロ フ ィ ル ・ 濁度計を試験

的に係留し， フ ィ ルタサンプルの高速液体ク ロ マ ト グ ラ

フ ィ 蛍光法によ る実測値 と のキ ャ リ ブレーシ ョ ンを行っ

た。 ９ 月か らは， 最深部において水温， 電導度， ク ロ ロ

フ ィ ル ・ 濁度計を各層に係留し ている。

　 これまで採取し た試料については， アルカ リ 度， 溶存

成分などの測定を行った。 その結果， 過去 15 年間では明

ら かな イオン濃度の減少 と アルカ リ 度の上昇があ り ， 高

精度測定を行えば年変動も検出可能な水質変化が継続し

ている こ と が示された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 千葉大学， て しかが自然史研究会

（13） サンゴ礁生物多様性保全地域の選定に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 F-5

〔研究課題コー ド〕 0305BA557

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○原島省 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 サン ゴ礁は海の熱帯林 と いわれ る よ う に生物

多様性が豊富であ るが， 近年世界的に劣化し ている。 我

が国 も自国内にサン ゴ礁を有する先進国の一員 と し て，

日米コモンアジ ェ ンダを契機に 「国際サンゴ礁イ ニシア

チ ィ ブ （ICRI）」 を設立し た。 また， 2002 年に策定された

「新 ・ 生物多様性国家戦略」 において もサンゴ礁保全のた

めの取 り 組みに積極的に参加協力し てい く こ と が謳われ

ている。 特に， サンゴ礁海域に保護区を設定し て， 重点

的に管理を施す必要があ るが， 保護区設定の基準を， 生

物分布現況 と は別の論拠， すなわち， 多様性を維持し て

いる機能が集約されている領域を重点的に保全する と い

う 論拠か ら 導出する こ と も 重要であ る。 こ の研究では，

サンゴ卵 ・ 幼生の補給 ・ 輸送 ・ 着生の機能を有する場を

明ら かにする ため， 数値シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルによ り

流動場を推定する。

〔内容および成果〕

　 上記の目的のために， 石西礁湖 （八重山諸島の石垣，

西表， 黒島の間の浅海域） において， サンゴ卵 ・ 幼生を

補給 し てい る ソ ース領域， それ ら 粒子の ト ラ ジ ェ ク ト

リ ー （流跡線） を形成する流動場， および着生によ る加

入領域の機能を明ら かにする ための数値シ ミ ュ レーシ ョ

ンを行 う 。 流動の メ カニズム と し ては夏季の潮汐流 ・ 吹

送流を考え， ネステ ィ ング と い う 技術によ り 八重山諸島

全域， 石西礁湖全域， 黒島周囲海域を計算領域 と する ３

次元数値モデルを構築し た。 本年度は， 夏季に特性的な

風 と 潮汐を考えたシ ミ ュ レーシ ョ ンを行い， 前者か らは

主に南風によ る北向流， 後者か らは主に石西礁湖内の南

北往復流 と 黒島 リ ーフの出入往復流が得られた。 こ の結

果か ら， 生物粒子は潮汐によ り 往復し ながら概ね北方に

運ばれ， この間に着生でき る領域が加入領域になる こ と，

また こ の機能が成立する ためには水通しの良さ も １ つの

要素であ る こ と が推定される。

〔備考〕

水産総合研究セン ターが課題代表 と な り ， 他に産業技術
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総合研究所， 国立環境研究所， 東京海洋大学 ・ 東京大学 ・

島根大学が加わった共同研究課題であ る。

５ ． ５ 地下水汚染機構の解明と その予測に関する

研究

（１）MNA による地下水汚染改善状況の評価手法に関す

る研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0204BC513

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○西川雅高 （化学環境研究領域） ・ 中杉修身 ・

小川祐美 （化学物質環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 環境省の全国調査では， ト リ ク ロ ロ エチレ ン，

テ ト ラ ク ロ ロエチレ ン， ガ ソ リ ン， 硝酸性窒素などによ

る様々な地下水汚染が報告されている。 それらの汚染が

地下環境での汚染であ るがゆえに， 工学的手法によ る積

極浄化対策には限界があ り ， 自然浄化によ る修復技術を

取 り 入れなければな ら ない。 その自然浄化機能の科学的

判定法の開発や汚染物質の監視技術の確立を目指すも の

であ る。

〔内容および成果〕

　 米国では， 科学的自然減衰 （MNA, Monitored Natural

Attenuation） によ る評価手法が，近年注目されてき た。我

が国のガ ソ リ ン等有機化学成分あ るいは硝酸性窒素等に

よ る地下水汚染地域で も， 微生物分解作用や化学的作用

によ って自然減衰現象が生じ ている こ と を科学的に明ら

かにし， リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ン も考慮し た我が国に

適応でき る MNA 手法を確立する こ と を目ざ し，汚染地域

のモニ タ リ ングデータの集積 と 解析に取 り 組んだ。 ガ ソ

リ ンによ る地下水汚染地域で， 既設の井戸によ る地下水

モニ タ リ ングを行い， 現在高濃度に汚染されている地域

を絞 り 込んだ。 また， 地下水中の微生物数や菌種のモニ

タ リ ン グか ら， 汚染物濃度の減衰は微生物分解作用に

よ って優先的に生じ ている と 推定された。 また， 初年度

行った水文学的モニ タ リ ングデータや水素同位体比， 酸

素同位体比解析か ら， 地下水の滞留時間はそれほど古 く

ない こ と がわかった。 過去のデータ と の整合性を調べる

ために， 汚染物質であ るベンゼン， ト ルエン， キシレ ン

の地下水中のモニ タ リ ングデータの精度管理を行い， 季

節変動および経年変動を議論でき る精度管理レベルにあ

る こ と を確認でき た。 その結果， 降水量 と 汚染物の濃度

変化に有意な逆相関が見られ， 降水量が予測解析におけ

る重要な因子であ る こ と もわかった。

〔備考〕

本研究は， 以下の共同参画機関 と と も に行 う 地域密着型

プロ ジェ ク ト 研究であ る。

共同国立研究機関：経済産業省 （独） 産業技術総合研究所

共同地方研究機関 ： 山形県環境保全セン ター 熊本市環境

　 　 　 　 　 　 　 　 　 総合研究所

５ ． ６ 土壌劣化， 土壌汚染の機構解明と その予測

に関する研究

（１）土壌生態系における土壌微生物群集構造の解析

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0004AE114

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○村田智吉 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 土壌の管理， 汚染履歴や生成過程のちがいが土

壌微生物量 と 群集構造の関係に与え る影響について解明

する。

〔内容および成果〕

　 鉛の生物毒性への懸念か ら， 各方面において代替金属

種を利用し た鉛フ リ ー素材の開発･移行が進め ら れてい

る。 本年ははんだ等で利用の増加が見込まれる Sb， In，

Ag の土壌微生物活性への影響について検証を行った。天

然賦存量の 5 ～ 100 倍相当量の Pb， Cu， In， Sb， Ag で汚

染し た場合， 砂丘未熟土では Pb， Cu， Ag の高濃度汚染

区において， 褐色森林土では Cu， Ag の高濃度汚染区に

おいて土壌呼吸活性の低下が認め られた。 こ の時の土壌

中の交換態CuおよびAg含量は十数ppm，数ppbであった。

〔備考〕

（ ２ ） 土壌中における無機汚染物質の挙動に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0103AE119

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高松武次郎 （水土壌圏環境研究領域） ・ 越川

昌美 ・ 村田智吉

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 「鉛フ リ ーはんだ」 などの材料金属と し て， 近

い将来利用量が急増する と 考え られる銀， ビ スマス， ア

ンチモン， イ ンジ ウ ム， 錫など （いわゆる次世代利用金

属） の土壌中における動態を， 土壌の化学特性 （土壌種，

pH， 交換容量， 有機物含量， 粘土鉱物組成など） や土壌

種 と の関連で検討し， それら金属の移動， 蓄積， 地下浸
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透などの機構を明ら かにする。 また， これまで人類が多

用し て き たカ ド ミ ウ ム， 亜鉛， 銅， 鉛などの重金属の動

態 と 比較し， 次世代利用金属によ る土壌汚染の可能性を

検討する。

〔内容および成果〕

　 １ ） 鉛はんだ （37Pb-Sn） 及び鉛フ リ ーはんだ （0.5Cu-

3Ag-Sn 及び 3Bi-8Zn-Sn） を林外と林内 （スギ， マツ， ヒ

ノ キ， 及びシ ラ カシ） で降雨に暴露し， 溶出する金属を

1 年間にわたって分析し た。 以前に行った別の鉛フ リ ー

はんだの降雨暴露試験結果 と 合わせて考察し た結果， 金

属 1 g 当た り の年間の溶出量は， Zn （19.1 ± 5.7 mg） ＞

Cu （4.7 ± 2.2 mg） ＞ Pb （1.5 ± 1.3 mg） ≫  In （25 ± 19

μg） ≒ Sn （23 ± 19 μg） ＞ Bi （7 ± 16 μg） ≫ Ag （0.8

± 0.9 μg） の順であった。 ２ ） Cu や Bi はシ ラ カシ林内

で著し く 速 く 溶けたので， その メ カニズムを解明する た

めに， 林内雨の Cu 錯化容量を イオン電極法で分析し た。

その結果， 溶存有機炭素濃度当た り の錯化容量はシ ラ カ

シの林内雨で著し く 大き く ， これが溶出に寄与し ている

と 推定された。 ３ ） 日本の代表的土壌 （黒ボ ク土， 褐色

森林土， 低地土， 及び砂丘未熟土） の非汚染土に含まれ

る Ag， In， Sn， Sb， 及び Bi の存在形態の内， 移動可能な

形態 （イオン交換態， 炭酸塩結合態， 金属有機錯体結合

態， 及び易還元性金属酸化物結合態） と し て存在する比

率を， 土壌 pH， 土壌表面積， 炭素含量， 陽イオン交換容

量， 及び粘土含量から予測する方法 （式） を確立し た。

〔備考〕

（ ３ ） セシウム-137がセシウム濃縮細菌の生存 ・ 変異に

及ぼす影響に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0303AE514

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○冨岡典子 （水土壌圏環境研究領域）・浦川秀敏

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 チェル ノ ブイ リ 事故によ り 発生し たセシウ ム -

137 によ る汚染は土壌上部に残存し， 現在で も農耕地 と

し て利用でき ない状態にあ る。 また， 今後の原子力発電

所の廃炉に伴い，炉内に蓄積されているセシウ ム -137 に

よ る環境汚染に対し て事前に対策を行ってお く こ と も重

要であ る。 土壌からのセシウ ム -137 除去時には， 微生物

を利用し た土壌中のセシウ ム -137の可溶化が有効であ る

と考え られる。微生物をセシウ ム -137 除去に利用する場

合， γ， β 線の影響を考慮する必要があ るが， これまで

の放射線の影響については， 微生物に放射線発生源か ら

の放射線を照射し た場合の影響についての研究しか行わ

れておらず， 直接菌体内外に存在する放射性物質が微生

物の生存， 変異に及ぼす影響についての知見は存在し な

い。 そ こ で， 本研究は， セシ ウ ム濃縮細菌を利用し てセ

シウ ム -137 の細菌への取 り 込み と生残，変異 と の関連に

ついて検討する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 滅菌水田土壌に， チェル ノ ブイ リ におけ る居住禁止区

域相当 （100Bq/g） 及びその 100 倍 （10kBq/g） のセシウ

ム -137 を添加し た汚染土壌 と非汚染土壌によ るマイ ク ロ

コ ズムを構築し た。 こ の土壌にセシ ウ ム濃縮細菌を添加

し，その生残性およびセシウ ム -137 の挙動の検討を行っ

た。 経時的な測定の結果， セシウ ム -137 の添加土壌 と非

添加土壌におけ る細菌の生残数の差異は認められなかっ

た。 また， 土壌及び細菌中のセシウ ム -137 の濃度測定を

行った と こ ろ， 添加セシウ ム -137 の 95％以上が土壌に

強固に吸着し てお り ， セシ ウ ム濃縮細菌によ るセシ ウ ム

-137 の剥離は認められなかった。

〔備考〕
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６ ．開発途上国の環境問題

６ ． １ 途上国の環境汚染対策に関する研究

（１）東アジアにおける民生用燃料からの酸性雨原因物

質排出対策技術の開発と様々な環境への影響評価と

その手法に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 C-3

〔研究課題コー ド〕 0004BA087

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○畠山史郎 （大気圏環境研究領域）・村野健太郎

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 中国のエネルギーの約 75％を占める石炭の需

要は， 将来的に増加する傾向があ るが， 地方の中小炭鉱

には， 適切な石炭ク リ ーン化技術がないため， 採炭され

る高硫黄分の低品位石炭は未処理のま ま市場に流通し て

お り ， その多 く は， 民生用や中小規模ボ イ ラー等の低い

煙源の施設にて燃焼に供されている。 その結果， 中国各

地， 特に西南地区および東北地区の都市部では， 高硫黄

分の低品位石炭の燃焼に起因する大量の二酸化硫黄及び

粉塵が放出 さ れてお り ， 大気汚染や酸性雨が顕在化し，

それら によ る生態系の破壊， 農林業の経済的損失， 建造

物の腐食， 健康被害等が発生し ている。 こ のよ う な中国

におけ る深刻な大気汚染や酸性雨被害を防止する ために

は， 低品位石炭を ク リ ーン化する技術が必要であ る。 比

較的低コ ス ト な技術であ る乾式選炭技術の開発 ・ 現地化

を第一の目的 と する。 また， これまでに， 中国への適正

化研究の実績があ るバイオブ リ ケ ッ ト 化技術を広域に普

及させる ため， 健康被害， 材料の腐食などの改善， また

バ イ オブ リ ケ ッ ト 使用後の廃棄物の有効利用を研究し，

ブ リ ケ ッ ト 利用の促進を図る こ と を第二の目的 と する。

さ らに新規低公害燃料であ るバイオデ ィ ーゼル燃料の製

法の開発に着手する。

〔内容および成果〕

　 本研究では乾式選炭技術の実用化 ・ 適正化 と， 住民の

健康状態の改善や経済性の評価か らバイオブ リ ケ ッ ト 技

術の普及促進 ・ 啓発さ ら に新しい ク リ ーン燃料であ るバ

イ オデ ィ ーゼル燃料の開発を行 う 。 本年度は以下の研究

を行った。

　（ １ ） 日本国内 と 中国現地において， 静電気型乾式選炭

試験装置の改良型乾式試験装置によ る低品位石炭の選炭

適応性及び選炭精度向上のための実験を実施し た。 1． 前

年度までの実験結果をふまえ， 乾式選炭の実験手法の改

善を行った。 2． 異なる形状の電極を試作し， それら を用

いて選別精度の評価実験を行い，データの蓄積を行った。

3．摩擦帯電併用装置の開発も視野に入れて選炭効率に影

響し う る石炭中鉱物種の挙動， 帯電量について調査し，

その基礎的実験および組成分析に関し ては埼玉大学 と北

海道立工業試験場で行って き ている。 また次年度の試作

装置の設計や仕様について検討し た。

　（ ２ ） バイオブ リ ケ ッ ト 普及モデル地域の大気汚染実態

調査， 各種バイオマスか ら調製し たバイオブ リ ケ ッ ト 燃

焼特性の評価を行った。 鞍山および重慶を中心に廃棄石

炭のバイ オブ リ ケ ッ ト 化利用可能性について調査し た。

また， バイオブ リ ケ ッ ト 利用普及促進のため， 各種バイ

オマスから調製し たバイオブ リ ケ ッ ト 燃焼灰の添加によ

る酸性土壌の中和能力， な らびに栄養塩供給効果など を

植物栽培試験を行い， 総合的に評価し た。

　 中国東北部の鞍山および西南部の重慶を中心に材料暴

露試験を実施し， 材料に及ぼす大気汚染および酸性雨汚

染の影響を数値化し， バイオブ リ ケ ッ ト の普及 ・ 啓発に

よ る環境改善の進捗状況を把握し た。

　（ ３ ） 重慶市において， 石炭使用家庭， バイオブ リ ケ ッ

ト 使用家庭において， 室内空気中濃度の測定を行い， 合

わせて浮遊粉塵用パ ッ シブサンプ ラーの改良を行った。

また，鞍山市においては，石炭使用家庭，バイオブ リ ケ ッ

ト 使用家庭の健康調査を継続し て行った。 一般家庭での

バイオブ リ ケ ッ ト 利用時におけ る フ ッ化物の効果的な排

出抑制策について検討する と と も に， 疫学調査に協力し

てバイオブ リ ケ ッ ト 利用地域におけ る室内外の汚染物質

濃度を測定し た。

　（ ４ ） 超音波の反応促進作用および不純物の分解効果を

利用し， バイオデ ィ ーゼル燃料の効率的製造法の開発に

関する研究を行った。 また排気ガス特性を把握する ため

に， 小型エンジンか ら の排気ガス成分， 特に これまでの

測定例がほ と んど ない， 超微粒子の個数濃度を測定し，

その特性を調査し た。

〔備考〕

共同研究相手方 ： 共同研究者 ： 内山巌雄 （京都大学） ・

　 　 　 　 　 　 　 　 王青躍 （埼玉大学， 国際善隣協会） ・

　 　 　 　 　 　 　 　 坂本和彦 （埼玉大学） ・ 溝口次夫 （佛教

　 　 　 　 　 　 　 　 大学） ・ 前田泰昭 （大阪府立大学） ・

　 　 　 　 　 　 　 　 辻野喜夫 （大阪府立公害監視セン タ） ・

　 　 　 　 　 　 　 　 古明地哲人 （東京都環境科学研究所） ・

 　 　 　 　 　 　 　 　 羅仁学 （中華人民共和国 ・ 重慶市環境

　 　 　 　 　 　 　 　 科学研究院）

（ ２ ） 有毒アオコの発生防止国際ネ ッ ト ワーク創り

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 0103CB386

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター） ・ 水落元之 ・ 岩見徳雄 ・ 板山聡 ・

礒田博子 ・ 桂萍

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 開発途上国で死亡事故を引き起 こ し 新たな水

環境の緊急な問題と し てあがっている WHO（世界保健機

関） のガ イ ド ラ イ ンに位置づけ られた青酸カ リ よ り 強力

な ミ ク ロ キ スチン と い う 毒性物質を生産する有毒アオコ

の顕在化が懸念されている アジア ・ 太平洋諸国を対象 と

し てその実態 と 生物処理工学 と し てのバイオエンジニア

リ ング， 生態工学 と し てのエコエンジニア リ ングのシス

テムを導入し た有毒アオコの発生防止国際ネ ッ ト ワーク

を構築する。

〔内容および成果〕

　 有毒アオコ発生防止にかかる技術開発と し て （1） 各地

域におけ る有毒アオコの発生状況および汚濁負荷の質 と

量の調査解析， （2） 有毒アオコの分解に貢献する微生物

の特性解析， （3） 有毒藻類の毒素産生特性の分子生物学

的解析， （4） ばっ気拡散 ・ 循環法を併用し た藻類異常増

殖抑制技術開発， （5） 再資源化可能な水耕栽培植物 と 水

生植物の最適組み合わせによ る高度浄化エコエンジニア

リ ングシステムの開発，（6） 高度簡易分散型生活系排水・

汚泥処理バ イ オ ・ エ コ シ ス テムの技術開発を実施し た。

具体的には （1） に関し て本年度はタ イ， ベ ト ナムの代表

的な富栄養化湖沼であ る， ソ ン ク ラ， ヌ イ コ ッ ク湖沼等

で現地調査を行い， 汽水湖であ る ソ ン ク ラ湖において塩

分濃度の高い地点で Microcystis viridis が， 低い地点で

Microcystis aeruginosa が優占化し， その境界塩分濃度は

0.2％程度であ る こ と が明らかになった。 ヌ イ コ ッ ク湖は

ベ ト ナム北部の主要な飲料および潅漑用水源であ る が，

周辺の茶畑か らの窒素負荷削減が急務であ る こ と が流域

調査で明らかになった。 （2）， （3） に関し て毒性物質合成

遺伝子を ターゲ ッ ト と し た有毒株 と無毒株の識別が可能

と な り ， アジア地域の代表的な湖沼での有毒株分布状況

を明ら かにしつつあ る。 また， 毒性物質の総量を把握可

能な Phosphatase inhibition assay （PP2A） 法を用いたス ク

リ ーニング手法を確立し， 有毒アオコ警報システムへの

適用を検討し た。 （4） については中国貴州省での実証試

験を継続し， 設置前に見られていた水深 1.5m から 2m 付

近の水温躍層がばっ き塔の 4 時間間欠運転によ り 破壊さ

れ， 湖水の循環が起き， 底部に溶存酸素が供給される こ

と が確認され， ばっ気拡散 ・ 循環法の有用性が示された。

（4） に関し て中国で実施し た ク ウ シンサイでの経済的自

立に関する大規模な実証試験か ら， 浄化能力は日本での

検討結果と同程度あ り ， 1000m2 程度の栽培面積で経済的

に自立する可能性が示された。 また， タ イ での検討か ら

植栽順位の適正化が濁質の高い対象水に重要であ る こ と

が示された。 （6） に関し て， 中国での実証試験か ら無循

環多段式土壌 ト レ ンチ法が対策技術 と し て確立 さ れた。

また， 土壌処理の高機能化を目指し て， 表面流下灌漑法

を応用し た分散型処理手法の検討を進め， 95％以上の有

機物， リ ン除去特性および， 75％以上の窒素除去特性が

得 ら れた。 こ れ ら の成果を も と に効果的な国際ネ ッ ト

ワーク を構築する ために中国，韓国，ベ ト ナム，フ ィ リ ッ

ピ ン， タ イ， イ ン ド， オース ト ラ リ ア等の研究者を交え

て国際ワーク シ ョ ッ プを富栄養化が進行し， その対策が

急務な中国太湖流域の無錫市で開催し た。中国側から 150

名以上の参加があ り ， ネ ッ ト ワーク の強化 と 研究成果の

普及 と い う 目的が達成され， 中国の現況， 対策を含めて

検討を行った結果， 有毒アオコ発生防止 と し て有毒アオ

コの警報システムの確立 と 普及の緊急性が示され， ネ ッ

ト ワ ー ク を 活用 し た 当該分野で の技術移転， ワ ー ク

シ ョ ッ プがプロ ジェ ク ト 終了後も継続し て行われる こ と

と なった。 また， ベ ト ナム， フ ィ リ ン ピ ンでは本研究成

果を基に JICA プロ ジェ ク ト の申請がな されてお り ，有毒

アオコ発生防止に関連し た国際ネ ッ ト ワーク の構築およ

び対策手法の普及 と いった研究目的は十分に達成された

もの と判断された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 東京農業大学 ・ 早稲田大学 ・ 筑波大学 ・

　 　 　 　 　 　 　 （株） 日水コ ン ・（株） 日本環境ク リ エイ ト

当課題は重点研究分野Ⅳ． 2． 4， 5． 4 にも関連

６ ． ２ 途上国の経済発展と環境保全の関わり に関

する研究

（１）アジア途上国における環境意識に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0104AE013

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 16 年度 （2001 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 本課題では， アジア途上国 （特に中国， タ イ）

におけ る一般の人々の環境意識の形成について特に環境

配慮行動に着目し て明ら かに し よ う と する も のであ る。

特に， 低環境負荷型経済発展の方策を探る ために， どの

よ う な ラ イ フ ス タ イルを提示し た ら よ いかに着目する。

13 年度 ： 既存研究やデータのレ ビ ュー ・ 分析によ り ， 現

在のアジア発展途上国のラ イ フ ス タ イルの方向を探る 14
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年度 ： アジア途上国におけ る将来のラ イ フ ス タ イルの方

向について明らかにする。 15 年度 ： アジア各国の伝統的

な ラ イ フ ス タ イルや技術， 様々な知恵 と それを保全する

ために必要な制度的な仕組みを始め と する様々な手段に

ついての検討。 16 年度 ： 各国から出された事例のま と め

と提言。

〔内容および成果〕

　 平成 13 ～ 14 年度においては， 既存研究やデータのレ

ビ ュー ・ 分析によ り ， 現在のアジア発展途上国のラ イ フ

ス タ イルの方向を探 り ， アジア途上国におけ る将来のラ

イ フ ス タ イルの方向について明らかにする ために，タ イ，

ベ ト ナム， 中国 （香港） 等の研究者 と 共にセ ミ ・ ス ト ラ

ク チャー ド ・ イ ン タ ビ ューを実施し， その分析および取

り ま と めを行った。 平成 15 年からは， 各国の伝統的な ラ

イ フ ス タ イルや技術， 様々な知恵 と それを保全する ため

に必要な制度的な仕組みを始め と する様々な手段につい

ての検討する こ と と し， 日本においては， 里山保全のた

めに活動し ている市民グループを取 り 上げ， その成立の

経緯 と 地元の土地所有者 と の交流内容， その交流の中に

おけ る地域の里山保全の知恵の活用について調査し分析

を行った。

〔備考〕

IGES と の共同作業

（ ２ ） アジアにおける環境をめぐ る人々の消費行動と そ

の変容に関する国際比較研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 H-1

〔研究課題コー ド〕 0003BA026

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 15 年度 （2000 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 アジアにおける人々の生活水準の向上は， アジ

ア各国のエネルギー消費の増大をはじめ と する さ ま ざ ま

な資源消費の増大を も た ら し ている。 しかし， 人々の物

質的な充足の欲求， 快適性追求はしばしば指摘される よ

う に環境への多大な負荷を も た ら し， 地球環境問題をは

じめ と する環境悪化の大き な原因 と なっている。 本課題

では， 日本， 中国をはじめ と する アジア諸国の一般市民

の消費行動を軸 と し て， 持続可能な消費の可能性を さ ぐ

る ものであ る。 13 年度 ： アジア途上国の消費者の環境意

識， 行動を把握し， さ ら に日本国内の環境コ ミ ュ ニケー

シ ョ ンについての把握を行 う 。 14 年度 ： アジア途上国の

消費者の環境意識， 行動の さ ら な る把握 と 分析を行い，

また， ド イ ツにおけ る環境コ ミ ュ ニケーシ ョ ンの実態を

把握する。 15 年度 ： アジア途上国における消費者の環境

意識， 行動の促進要因について分析し， さ らに比較のた

めに日本の消費者について把握する。 また， 先進国にお

け る環境コ ミ ュ ニケーシ ョ ンの現状 と あ るべき方向につ

いて提言を行 う 。

〔内容および成果〕

　 中国の江蘇省， 湖北省の ２ 地域におけ る環境意識 ・ 行

動調査の結果を ま と め， 途上国におけ る環境問題に対す

る深刻度の認識や開発 と環境をめぐ る対立も し く は両立

の考え方が， 個人の教育レベルや所得などの社会経済的

な地位 （SES=Social and Economic Status） に依存する と こ

ろが大き く ， 実際に居住し た り 仕事を し ている地域の環

境悪化の状況よ り も， SES の方が関連性が高い こ と が見

いだされた。 特に， SES と関連し て， マス メ デ ィ ア と の

接触状況が個人の環境認識に大き な影響を与えている と

い う こ と は， 過去に国家レベルの経済的な状況 と 環境保

全の代替関係の議論 と は違った一般市民の環境意識の形

成要因の考察が必要な こ と を示し ている と考え られる。

　 また， こ の中国の調査 と 比較可能な設問 と 日本独自の

設問を用いた日本の調査も実施し た。 こ の日本の調査で

は， 最近 と く に注目を浴びている， 情報源に対する消費

者の信頼 と 消費行動についての分析を可能 と する ために

必要な設問を新たに作成し て実施し た。日本においては，

マス メ デ ィ アへの信頼度が高 く ， 本来な らば企業が発信

源であ るはずの情報であ る 「どんな製品やサービ スが環

境によいかについての情報」 について も， 最も信頼でき

る情報源はテレ ビや新聞などのマス メ デ ィ ア と の回答が

最も多い結果 と なっている。 逆に企業が発信する情報に

ついての信頼度は低 く ， 企業か らの情報が一般消費者に

受け入れられに く い心理的な構造が分析結果から わかっ

た。

〔備考〕

（ ３ ） アジア太平洋地域における環境イ ノ ベーシ ョ ン戦

略評価のためのモデル開発とデータ ベース構築に関

する研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0105BY274

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○森田恒幸 （社会環境システム研究領域） ・

甲斐沼美紀子 ・ 原沢英夫 ・ 日引聡 ・ 川島康子 ・

増井利彦 ・ 高橋潔 ・ 藤野純一 ・ 肱岡靖明

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 アジア ・ 太平洋地域全域にわた り ， 環境負荷及
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び環境 ・ 資源の現状及び変化を包括的に把握し， 環境分

野へのイ ノ ベーシ ョ ンの導入 と その実現のための投資の

緊急性を評価する こ と を目的 と する。 そのために本研究

では， 今までに開発し て き た各種の計算機モデルを基礎

と し て， アジア太平洋全域及び主要国に適用でき る新た

な統合モデルを開発する と と も に， これを用いて各種指

標データ を計算する。 さ らに， これら の指標データ を体

系的に提供する ために， 環境イ ノ ベーシ ョ ンに関する各

種背景データ と 有機的に関連づけた戦略的データ ・ ベー

ス を構築する。

〔内容および成果〕

　 アジア主要国に適用でき る本格的な環境 - 経済統合モ

デルを開発し， これを用いてアジアの経済発展 と 環境問

題を予測する と と も に， アジア地域の環境対策に必要 と

な る イ ノ ベーシ ョ ン導入の効果を推計し た。 また， アジ

ア地域の経済発展 と 環境の関係を一貫し て分析し， 分析

結果をアジア地域の政策担当者が活用する ため， 戦略的

データ ・ ベースの基本部分を改良し た。 また， アジア主

要国について， 技術， 制度， 管理などに関する環境イ ノ

ベーシ ョ ンの実態を調査し， 戦略的データベースに格納

し， モデル と の統合の可能性について検討し た。 さ らに，

AIM/ エコシステム ・ モデルを開発し， 千年紀生態系評価

プロ グ ラ ム （MA） の設定し た叙述的シナ リ オに基づいて

2100 年までの排出， 土地利用， 水資源等の将来に関する

定量的シナ リ オを構築し た。

〔備考〕

　 本研究プロ ジ ェ ク ト は， 環境省 「アジア太平洋地域環

境イ ノ ベーシ ョ ン戦略プロ ジ ェ ク ト 」 の一環 と し て進め

てお り ， 国立環境環境研究所流域管理研究プロ ジェ ク ト

及び地球環境戦略機関長期展望プ ロ ジ ェ ク ト と 連携 し

て， 全体のプロ ジェ ク ト を構成し ている。
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７ ．環境問題の解明 ・ 対策のための監視観測

７ ． １ 地球環境モニ タ リ ング

（１）地球環境モニタリング

〔区分名〕 地球セン ター

〔研究課題コー ド〕 9205AC264

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター） ・ 向井人

史 ・ 荒巻能史 ・ 田中敦 ・ 刀正行 ・ 柴田康行 ・

高澤嘉一 ・ 横内陽子 ・ 小野雅司 ・ 中根英昭 ・ 谷

本浩志 ・ 杉本伸夫 ・ 松井一郎 ・ 遠嶋康徳 ・ 町田

敏暢 ・ 高橋善幸 ・ 冨岡典子 ・ 稲葉一穂 ・ 今井章

雄 ・ 松重一夫 ・ 上野隆平 ・ 野尻幸宏 ・ 高村典

子 ・ 岩崎一弘 ・ 西川雅高 ・ 小熊宏之 ・ 五十嵐聖

貴 ・ 犬飼孔 ・ 勝本正之 ・ 梁乃申 ・ 鳥山敦 ・ 中路

達郎 ・ 長浜智生 ・ Chan Bong Park

〔期 　 間〕 平成 4 ～ 17 年度 （1992 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 近年顕在化 し て き た様々な地球環境問題に対

し，実効あ る取 り 組みを行 う ためには，地球環境の観測・

監視 （モニ タ リ ング） と 調査研究を強化し， 人類の諸活

動が地球環境に及ぼす影響の大き さやその メ カニズムを

科学的に解明する こ と が不可欠であ る。 地球環境研究や

行政施策に必要 と な る基礎的なデータ を得る ために， 国

内外関係機関 と 連携しつつ， 地球規模での精緻で体系的

かつ継続的な地球環境モニ タ リ ング （地球環境変動因子

や地球環境変動によ る影響等の継続的監視） を行い， 効

果的な対策を講ずる上で必要な知見を得る。 本モニ タ リ

ングは， 1） 成層圏オゾンに係るモニ タ リ ング， 2） 対流

圏の温室効果ガスに係るモニタ リ ング， 3） 陸域生態系 ・

海洋環境に係るモニタ リ ング， 4） 水に関するモニ タ リ ン

グ （特に GEMS/Water 支援事業） の 4 つの分野に分けて，

各分野ご と に長期継続的な観測を推進し ている。

〔内容および成果〕

　 １ ） 成層圏オゾンに係るモニタ リ ング

　 1-1） つ く ばにおける成層圏オゾンモニタ リ ング ： ミ リ

波放射計によ り ， 高度 14 ～ 70Km の成層圏から中間圏に

渡る成層圏全域にまたがるオゾンの鉛直分布を観測でき

る体制を整備し観測を継続し た。 季節変化に関し ては，

高度ご と に異なった周期の季節変化が見られ， その メ カ

ニズムに関し ての検討を進めた。

　 1-2） 北域成層圏総合モニタ リ ング ： 北極極渦の中緯度

域へのオゾン層破壊への影響を明らかにする ために， 名

古屋大学太陽地球環境研究所 と 共同で北海道陸別町の町

立天体観測施設を利用し て観測を行った。 ミ リ 波放射計

によ る観測では， つ く ば上空では見られなかった年のス

ケールでのオゾン濃度変動が観測された。

　 1-3） 有害紫外線モニタ リ ングネ ッ ト ワーク ： 有害紫外

線 （B 領域紫外線） の増加によ る生物影響の基礎データ

を整備する ために， 広 く 研究機関 ・ 大学などの参画を得

て， 全国に観測ネ ッ ト ワーク を構築し， 現在 18 機関の地

球環境研究セン ターの 5 拠点が参加し ている。 本年度は

データ発信体制を整備し， ホームページから の観測情報

提供と UV イ ンデッ ク スの速報を開始し た。

　 ２ ） 対流圏の温室効果ガスに係るモニタ リ ング

　 2-1） 地上ステーシ ョ ン （波照間 ・ 落石岬） モニ タ リ ン

グ ：温室効果ガスのベース ラ イ ン濃度を長期連続観測し，

それ ら のデー タ を世界的な温室効果ガ ス のデー タ セ ン

タ ーに提供 し てい る。 二酸化炭素濃度は両地点 と も に

380ppm に達し よ う と し ている。 メ タ ン濃度は 1.8ppm を

超え， 南北差があ り ， 落石岬のほ う が 0.03ppm 程度高い

傾向があ る。 一酸化に窒素や代替フ ロ ンに関し ては増加

傾向が続いていた。 ま た， ネ ッ ト ワー ク 環境を整備し，

AGAGE プロ グ ラ ムに対応する ため， つ く ばから GC-MS

を用いたハ ロ カーボ ン類の遠隔観測体制の整備を進め

た。

　 2-2） 定期船舶を利用し た太平洋温室効果ガスモニ タ リ

ング ： 海洋の二酸化炭素吸収機能を把握する ために， 日

本－米， 日本－豪 ・ ニ ュージ ラ ン ド 間を運行する定期貨

物船の協力を得て， 太平洋海域において大気－海洋間の

二酸化炭素交換収支量， 並びに洋上大気の温室効果ガス

濃度など を観測し た。 なお， 本観測の成果が世界的に認

知され，大気－海洋間の二酸化炭素交換収支量の観測は，

同観測方法が全球規模での海洋の炭素循環の評価の国際

標準と な り つつあ る。

　 2-3） シベ リ ア上空における温室効果ガスに係る航空機

モニタ リ ング ： 3 地点 （スルグー ト ， ノ ボシビルス ク， ヤ

クーツ ク） の上空で現地研究機関の協力を得て， 航空機

を用いた温室効果ガス濃度の鉛直分布を毎月観測し てい

る。 観測は， 高 さ 別のフ ラ ス コ サンプ リ ン グ と と も に，

開発し た小型観測システムを用いた連続観測を試みてい

る。 得られた時系列データか ら， シベ リ アでの森林吸収

の影響などがエルニーニ ョ によ る温度異常に関連し てい

る こ と がわかった。

　 ３ ） 陸域生態系に係るモニタ リ ング

　 3-1） 北方林の温室効果ガス フ ラ ッ ク スモニ タ リ ング ：

森林生態系におけ る炭素循環過程の解明のために， 苫小

牧国有林のカ ラ マ ツ林に整備 し （苫小牧フ ラ ッ ク ス リ

サーチサイ ト ），森林－大気間のガス フ ラ ッ ク ス をはじめ

と する森林総合観測研究を進めている。 また， 北海道大

学天塩研究林 （天塩 CC-LaG サイ ト ） では， 既存の天然
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林を初春に皆抜し， 秋季にはカ ラ マツ苗木を植林し， 森

林の生育過程に伴 う 炭素循環機能の推移を長期観測研究

を開始し た。 なお， アジア地域のフ ラ ッ ク ス観測ネ ッ ト

ワーク， AsiaFlux の事務局 と し て機能し， フ ラ ッ ク ス観

測マニ ュ アルの刊行等 と と も に， 観測システムの比較検

証を進めた。

　 3-2） リ モー ト センシングを用いた森林の構造 と機能の

評価に関するモニ タ リ ング ： 陸域植生の構造 と 機能を評

価する ために， 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサ イ ト にて，

レーザープロ フ ァ イ ラーによ る 3 次元森林構造解析 と マ

ルチスペク ト ルカ メ ラ によ る森林の生理生態学的機能の

評価に着手し た。

　 ４ ） 水圏環境に係るモニタ リ ング

　 GEMS/Water 支援事業 ： 我が国のナシ ョ ナルセン ター

と し て全国21拠点の陸水観測データ を収集整理する と と

もに， GEMS/Water 国際オフ ィ スにデータ提供を行って

いる。 また， 旧来か ら の観測湖沼であった摩周湖 と 霞ヶ

浦での観測を継続し た。 本年度には霞ヶ浦の調査データ

ベースの更新作業を進める と と も に， 摩周湖に係わる各

種データ を収集し， データベース化を進めた。

　 ５ ） その他

　 標準ガス事業 ： 温暖化に係わるガスの濃度や同位体比

観測に係わる ガスの一次標準の維持管理や新たな濃度レ

ベルの標準の製作を行った。 また， オゾンの標準に関し

ての基礎検討や機関比較実験を行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道大学大学院農学研究科 ・ 北海道大

　 　 　 　 　 　 　 学北方生物圏フ ィ ール ド科学セン ター ・

　 　 　 　 　 　 　 北見工業大学 ・ 名古屋大学太陽地球環境

　 　 　 　 　 　 　 研究所 ・ 北海道環境科学研究セン ター ・

　 　 　 　 　 　 　 北海道電力 ㈱ 総合研究所

当課題は地球環境研究セン ターⅧ． にも関連

（ ２ ） 気候変動と自然環境との相互作用に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE155

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 気候変動が介在する自然環境への影響は地球

のいた る所にわた り ， その気候に応じ て地球は生態系を

変化させながら現在にいたっている。 こ の生態系を持つ

特異な星地球は， 地球自身で一つの大き な生命体 と し て

機能し ているのではないか と い う 仮説があ る。 こ こ では

例 と し て， 気候変動が及ぼすジ メ チルサルフ ァ イ ド を介

するエア ロ ゾル形成への影響を と り あげその実態を調べ

る。 ジ メ チルサルフ ァ イ ド は硫酸などの雲核 と な るエア

ロ ゾルを形成するが， 雲のアルベ ド を変化させ， 温暖化

への負のフ ィ ー ド バ ッ ク を与え る と 考え られている。 温

暖化が進行 し た と き に， 海洋生物起源のジ メ チルサル

フ ァ イ ド 生産が増加し， エア ロ ゾルを増加させる よ う に

変化するのかど う かを検証する。

〔内容および成果〕

　 日本海に位置する島根県の隠岐島において， 大気粉塵

を長期的に採取し た。 これのなかの， メ タ ン スルホン酸

を分析する こ と で， ジ メ チルサルフ ァ イ ド の発生量の季

節変化や年変動を調べる こ と を行った。 サンプ リ ングは

1983 年から開始し 2004 年も行った。 19 年間の濃度変動

を調べ， 海洋のエルニーニ ョ の指標 （SIO） や海水温 と の

変動パターン， プ ラ ン ク ト ンの動き と と も に， 海域ご と

に検討を行った。 その結果， 海水温 と メ タ ン スルホン酸

の濃度変動と は弱いながら，逆相関関係が見受け られた。

SIO に対し ては， 正の相関が見られ， エルニーニ ョ の と

きに低 く ， ラ ニーニ ャの と きに高い と い う 傾向が見られ

た。 これらは， これまで考え られていたフ ィ ー ド バ ッ ク

系と逆のパターンであった。

〔備考〕

共同研究者 ： 多田納力 （島根県研究所） ・ Greg Ayers

　 　 　 　 　 　 （Atmospheric Research ・ Commonwealth 

　 　 　 　 　 　 Scientific and Industrial Research Organization

　 　 　 　 　 　 （CSIRO））

（ ３ ） 環境 ・ 災害監視のためのア ジ ア衛星観測ネ ッ ト

ワークの構築

〔区分名〕 計算科学

〔研究課題コー ド〕 0104KC387

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○田村正行 （社会環境システム研究領域） ・

松永恒雄 ・ 山野博哉 ・ 陳晋

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 16 年度 （2001 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 NOAA/AVHRR および TERRA/MODIS のデータ

を利用し て， アジア地域の衛星観測ネ ッ ト ワーク を構築

する と と も に， これら のデータ を基に， アジア地域の衛

星観測基盤データセ ッ ト ， 環境 ・ 災害主題図を作成する。

平成 13 年度 ： NOAA/AVHRR と TERRA/MODIS のデータ

ベース化。平成 14 年度：NOAA/AVHRR と TERRA/MODIS

の統合的利用方法の開発。 平成 15 年度 ： 東アジアにおけ

る土地利用 ・ 土地被覆変化図の作成。 平成 16 年度 ： 東ア
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ジアにおける環境高次データセ ッ ト （NDVI, LAI, NPP） の

作成。

〔内容および成果〕

　 本年度の主要な成果は以下の 2 点であ る。 （1） 高頻度

衛星データによ る土地被覆変化の検知 ： 高頻度衛星セン

サによ って得られる NDVI 時系列データセ ッ ト は， 土地

被覆変化を検知する ための有用な情報源であ る。 土地被

覆が変化する と年間の NDVI 時系列パターン も変化する

ので， こ の変化を精度良 く 検出する こ と によ り 土地被覆

変化が検知でき る。 本課題では， 基準年 と 対象年 と の間

の時系列データ相互相関関数を用いて変化パターンを検

出する手法を開発し た。 本手法を中国東北部の向海自然

保護区における SPOT VGT-S データに適応する こ と によ

り ， その有効性を確かめた。 （2） NOAA-NDVI データ と

MODIS-NDVI データによ る 1992 年と 2002 年の間の土地

被覆変化の検知：1992 年の NOAA-NDVI データ と 2002 年

の MODIS-NDVI データ を用いて東アジアにおける土地被

覆変化を検出し た。 検出には， Decision Tree 分類手法 と

変化ベク ト ル分析手法 （Change Vector Analysis） を組み

合わせた手法を用いた。 その結果， こ の期間におけ る主

要な土地被覆変化は中国南東部の生態学的遷移地帯で発

生し ている こ と が分かった。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 安岡善文 （東京大学）

共同研究機関 ： 東京理科大学 ・ 岩手大学 ・ 千葉大学

７ ． ２ 衛星観測プロジ ェ ク ト

（１）ILAS-II 及び SOFIS データの処理・保存・提供の

ためのシステム開発・改訂及び運用

〔区分名〕 重点特別

〔研究課題コー ド〕 0206AA413

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点2. 　 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○横田達也 （社会環境システム研究領域） ・

中島英彰 ・ 杉田考史 ・ 笹野泰弘

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 環境省が進める改良型大気周縁赤外分光計 II 型

（ILAS-II）及び傾斜軌道衛星搭載太陽掩蔽法フー リ エ変換

分光計 （SOFIS） によ る衛星観測事業の一環 と し て， 地上

データ処理運用の開発 ・ 改訂並びに運用を行い， 衛星観

測データの迅速かつ高精度な処理， 保存， 提供を行 う こ

と を目的 と する。 システム運用については， 運用処理 と

改訂処理の効率的な同時実施体制の実現を目標 と する。

データ処理手法に関し ては， 高精度な導出結果を得る た

めに処理アルゴ リ ズムの改訂 と そのシステム化に関する

研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 平成 15 年 4 月よ り 10 月まで定常観測を行った衛星セ

ンサ ILAS-II によ る観測データ を取得 ・ 処理 ・ 保存 ・ 提供

する ためのシステムの整備 と 改訂に関する研究を実施し

た。 ILAS-II のデータ処理アルゴ リ ズムの改良点をシステ

ムに反映し， 観測データに対し て， データ処理バージ ョ

ン Ver.1.0x から Ver.1.4x によ る処理及び再処理を実施し，

処理結果を登録研究者に提供し た。 また， SOFIS のデー

タ処理運用シス テム開発のための， ガス ・ エア ロ ゾル同

時算出プロ ト タ イププロ グ ラ ムの改良 と， グ ローバル リ

ラ ク ゼーシ ョ ン法の検討を行った。 SOFIS については搭

載センサの見直しによ り ，平成15年度で研究を終了する。

〔備考〕

（ ２ ） 大気衛星観測データの放射伝達解析に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE259

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点2. 　 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○横田達也 （社会環境システム研究領域） ・

笹野泰弘 ・ 中島英彰 ・ 杉田考史

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 地球環境におけ る大気組成の定量値ま たはそ

の変動量を把握する ために， 人工衛星によ って観測され

た分光計測データか ら， 必要な情報を精度良 く 導出する

こ と を目的 と し て， 放射伝達計算に関する事項を研究す

る。 本研究では， 分光波長帯の選定， 逆推定手法 （アル

ゴ リ ズム）， 大気気候値モデル， 観測手法， 計算処理手法

等に関する研究を行 う 。 本研究は， 情報処理の観点か ら

の基盤的な研究であ り ， 研究成果を衛星観測プロ ジ ェ ク

ト のILAS, ILAS-II, SOFIS等のデータ解析に実利用する こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 平成 15 年 4 月から平成 15 年 10 月 24 日まで定常観測

を行った ILAS-II によ る実際の観測データ を用いて，気体

導出アルゴ リ ズ ムの改良のための研究を行っ た。 特に

ILAS-IIの予想されなかった観測信号の振る舞いに対する

データ処理上のモデル化の研究を実施し た。 さ らに， 将

来衛星センサへの利用を目標に， 二酸化炭素の 1.6 及び

2.0 ミ ク ロ ン吸収帯等を利用し た下方視散乱光観測によ

る二酸化炭素濃度の導出精度の検討 と， 雲 ・ エア ロ ゾル

等の影響評価 （感度解析） を行った。

〔備考〕
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（ ３ ） ILAS-II 及び SOFIS データ処理運用システムの開発

に関する基礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0205AE388

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点2. 　 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○横田達也 （社会環境システム研究領域） ・

中島英彰 ・ 杉田考史 ・ 笹野泰弘

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 改良型大気周縁赤外分光計 II 型 （ILAS-II） 及び

傾 斜軌 道 衛 星 搭 載太 陽 掩 蔽 法 フ ー リ エ 変 換 分光 計

（SOFIS） に係る， 地上データ処理運用システムの改良及

び開発に反映させる こ と を目的とする。 ILAS-II に関し て

は，効率的な計算機システムの更新を目標 とする。SOFIS

に関し ては， 既存の高速 ・ 広域ネ ッ ト ワー ク の利用や，

分散処理シス テム， ス ト レージ ・ エ リ ア ・ ネ ッ ト ワーク

等の利用を考慮に入れた， 効率的かつ柔軟性に富むシス

テムの開発に必要な技術的事項の検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 前年度に打ち上げられ， 本年度に定常観測を行った衛

星センサ ILAS-II の観測データ を取得 ・ 処理 ・ 保存 ・ 提供

する ための 「ILAS-II データ処理運用システム」 について，

処理性能， 運用効率， コ ス ト 面か ら， シス テム構成要素

の延長利用 と 更新内容について検討し た。 さ ら に， 並列

処理計算機の更新代替機を補強し た。 SOFIS が見直され

て GOSAT 衛星搭載センサ と なったため， そのデータ処

理運用システム開発のための技術要素調査を実施し， PC

ク ラ ス タ 計算機の利用可能性についての検討を開始 し

た。

〔備考〕

（ ４ ） 衛星デー タ等を利用し た高緯度成層圏の気温 ・ 気

圧高度分布の比較研究およびその ト レン ド解析

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE528

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点2. 　 成層圏オゾン層変動のモニ タ リ ング と機構解明

〔担当者〕 ○杉田考史 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ

ク ト ） ・ 中島英彰 ・ 横田達也

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 温室効果ガス等の大気組成変動の影響は， 対流

圏よ り もむし ろ成層圏の気温に敏感に反映される と 考え

られている。 衛星か らの大気 リ モー ト センシングによ っ

て， 精度の高い成層圏の温度 ・ 気圧高度分布の情報を高

頻度で得る こ と は， そ こ での化学反応速度の見積も り や

気温 ト レ ン ド 解析等を行 う 上で非常に重要であ る ため，

こ の研究を行 う 。 目標 ： 平成 14 年 12 月に打ち上げられ

た衛星搭載センサ ILAS-II か ら観測された酸素分子の大

気バン ド （760nm） の吸収を利用し た気温 ・ 気圧高度分

布導出の高精度化を行 う 。 それら高度分布を他のデータ

と 比較研究する。 蓄積されたデータ を用いて気温 ト レ ン

ド解析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 平成 15 年度 ： 平成 14 年 1 月下旬から初期テス ト を含

め， ILAS-II の観測が開始された。 平成 15 年 10 月下旬ま

での運用期間において， 太陽ラ イ ンを利用し た可視分光

計の装置関数決めを実施し た。その結果を ILAS-II 機器温

度と比較し た と こ ろ， 1K 当た り マイナス 0.0003nm で装

置関数の中心位置がシ フ ト し てい る こ と が確認 さ れた。

こ の こ と は， ILAS のケース と ほぼ同一であ る こ と から，

装置関数決め手法が十分機能 し てい る こ と を示 し てい

る。 こ の装置関数を実際のフ ォ ワー ド モデルに用いる こ

と で， 気温 ・ 気圧高度分布の リ ト リ ーバルを実施 し た。

UKMO 気象データ と の比較からは， 下部成層圏および上

部成層圏において， 気温が低めに導出されている こ と が

分った。 今後， よ り 定量的な解析を進めるべ く ， GPS 掩

蔽手法によ る気温データや， TIMED/SABER の気温デー

タの整備にも着手し た。

〔備考〕

（ ５ ） 温室効果気体観測用衛星搭載型差分吸光ラ イダー

に関する研究

〔区分名〕 文科 - 海地

〔研究課題コー ド〕 0204CC389

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○中島英彰 （成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ

ク ト ） ・ 杉本伸夫 ・ 杉田考史

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 1997 年の地球温暖化防止京都会議以来，世界的

な温室効果気体 （GHG） 削減の流れの中で， 対流圏も含

めた全球的なGHGの衛星からのモニ タ リ ングが嘱望され

て き ている。 本研究では， 温室効果気体観測用衛星搭載

型差分吸光ラ イ ダー （DIAL） の技術的実現可能性の評価

と， その概念検討を行 う こ と を目的 と する。 本技術が実

現されれば， CO2 や CH4 などの GHG の全球高度分布を，

対流圏も含めて高分解能 ・ 高精度で取得する こ と が可能

と なる。世界的に見て も このよ う な GHG 観測用衛星搭載

型 DIAL はまだ提案されていないが， 温暖化防止が国際

的な課題であ る今， 社会的に見て も これを実現させる こ
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と の意義は多大であ る。 ひいては， 地球温暖化の防止 と

人類の持続可能な発展のために， 多大な貢献ができ る も

の と期待される。

〔内容および成果〕

　 温室効果気体観測用差分吸光ラ イ ダーの技術的実現可

能性を評価する ため， 第 2 年度にあた る本年度は， 初年

度の検討で明らか と なった CO2 や CH4 などの GHG の観

測に使用する こ と が適切な近赤外領域の1.6μmの波長ペ

アについて， 温度依存性の考察や実際の軌道上から得ら

れるであろ う S/N 比の検討を行った。 その結果， 最近の

受光用フ ォ ト マルの感度の向上を考え る と， 想定される

誤差の要因 と し ては， デ ィ テ ク ターの ノ イ ズ よ り はエア

ロ ゾル等に よ る 太陽光の散乱の影響が大 き い こ と がわ

かった。

　 その結果を元に， 実際の衛星搭載を想定し た ラ イ ダー

システムについて概念検討を行った。 CO2, CH4, O2 それ

ぞれ on/off 2 つずつ計 6 つシード レーザーと 2 つのポン

プレーザーを持った OPO 方式の DIAL システムを設計し

た。 ま た， 搭載衛星 と し ては， 高度 550 km， dawn-dusk

の太陽同期軌道， ペイ ロー ド重量 300 kg 程度の衛星を想

定し た と こ ろ， 受光望遠鏡の直径は 0.5 m 程度 と， 十分

実現可能なシステムになる こ と が実証された。

〔備考〕
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（ １ ） 地理 ・ 画像情報の処理解析システムに関する研究 

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9903AE018

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○田村正行 （社会環境システム研究領域） ・

須賀伸介 ・ 清水明 ・ 松永恒雄 ・ 山野博哉

〔期 　 間〕 平成 11 ～ 15 年度 （1999 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 環境問題は， 今日， 極めて多様化， 広域化， 複

雑化しつつあ る。 こ のよ う な環境対象を解析し評価する

ためには， 測定点におけ る汚染濃度などの数値情報に加

えて， 画像情報などの多次元情報を有効に活用する こ と

が必要であ る。 本研究では， 人工衛星データ， 地図デー

タ， 景観写真データ などの画像情報を利用し て， 環境を

解析し評価する ための手法及びシステムを開発する。 

〔内容および成果〕

　 中国新彊ウ ィ グル自治区の Gurbantonggut 砂漠におい

て， 植生の反射スペク ト ルを観測し， 前年度測定し た中

国内蒙古シ リ ンホ ッ ト 草原植生の反射率データ と あわせ

て， 乾燥地， 半乾燥地の植生の識別方法の開発 と 植生の

光合成能の測定を行った。 その結果， 反射スペク ト ルの

微分値および絶対値を用いて植生の識別が可能であ る こ

と が明ら かになった。 また， 乾燥地の植生は少量の降水

量によ って光合成能および反射スペク ト ルが大き く 変化

する こ と が明らか と なった。

〔備考〕

（ ２ ） 風景評価の人間社会的側面に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE019

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○青木陽二 （社会環境システム研究領域） ・

榊原映子

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境知覚の中で視覚を中心 と し た刺激に よ る

風景評価 と い う 現象は， 人それぞれの社会的背景によ り

その結果が異な る も のであ る。 現場で与え られた物理的

条件 と 心理的評価の間には確率的な関係が成立する。 そ

し て こ の確率現象は人間社会的な要因によ って変化する

も のであ る。 こ の よ う な要因には， 過去の体験や教育，

文化や気候風土が作用する と 考え られる。 こ のよ う な人

間社会的条件 と 人間の知覚の関連を明ら かにし， 風景評

価の持続可能性を明ら かにする。 初年度は課題を明ら か

にし， 2 年度は調査の準備を行い， 3 年度は調査を実施

し， 4 年度は結果解析を行 う 。 最終年度はこれらの成果

を発表する。 

〔内容および成果〕

　 1900 年までに来日し た西洋人の旅行記や日記の翻訳を

調べ， 風景評価に関する記述ついて調査し た。 その結果

について環境研究所の公開シンポジ ウ ムでポス ターによ

る発表を し た。 南アルプスの多様な植生景観に関する好

ま し さ の測定結果を日本観光研究学会で発表し た。 また

チェ コ と の比較研究のために， 共同調査に向けての打ち

合わせを行った。 全国の市町村に対し て八景の所在に関

する調査を実施し た。 日中韓のシンポジ ウ ムにおいて発

行される ラ ン ド ス ケープ研究 （英文） に日本， 中国， 韓

国の八景研究の現状を発表し た。 日本の八景データ を公

表する ための準備 と し て市町村に資料公開の可能性を調

査し た。 日本人の自然感を表す季節感を明ら かにする た

め， 俳句に用いられる歳時記について国会図書館所蔵の

も のについて調べた。 つ く ば市の作岡小学校 と 吾妻小学

校において小学生の環境評価について， 写真機を用いた

調査を実施し， そのデータ を ま と めた。

〔備考〕

共同研究者 ： 近田文弘 （国立科学博物館） ・ 北村眞一

　 　 　 　 　 　 （山梨大学） 

（ ３ ） レーザー誘起蛍光法を用いたラジカルの検出と反

応に関する研究 

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0103AE090

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 大気中において ラ ジカルは極めて反応性が高

いために様々な大気中での反応に関与し てお り ， これら

ラ ジカルの反応を明らかにする こ と は大気化学を理解す

る う えで必要であ る。 しかし， ラ ジカルの反応を研究す

る場合，ラ ジカルは反応性が高いために低濃度の条件で，

さ らに短時間での測定が必要にな る。 本研究ではこれら

の条件が可能な方法の 1 つであ る レーザー誘起蛍光法を

用いて， ラ ジカルの高感度検出を行い， さ らに ラ ジカル

反応の研究を行 う 。 レーザー誘起蛍光法を用いて， 励起

スペク ト ル ・ 分散スペク ト ルの測定を行い， ラ ジカルの

同定 と そのラ ジカルの基底状態， 励起状態の構造を決定

する。 また これら のスペク ト ルを用いて， ラ ジカル反応

の反応速度定数の決定や反応機構の解明を行 う 。 

〔内容および成果〕
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　 HO2 ラ ジカルは大気中での反応において中心的な役割

を果た し ている ラ ジカルのひ と つであ る。 その代表的な

反応が NO と反応し て NO を NO2 に酸化し， 光化学オゾ

ン生成を も た らす反応であ る。 HO2 ラ ジカルの反応性を

調べるには， HO2 ラ ジカルを選択的に生成し， 反応相手

と 反応する様子を検出する必要があ る。 本年度は， HO2

ラ ジカルを高感度でかつ選択的に検出でき る光イオン化

質量分析計を用いて， これまで不十分であった HO2 ラ ジ

カルの選択的な生成法を見いだすこ と によ って， HO2 ラ

ジカル と NO の反応速度定数を決定し た。 この結果は従

来法 （放電流通法） と は異な るパルス法を用いている た

め， 決定し た反応速度定数は精度が高い と 考え ら れる。

HO2 ラ ジカルの選択的な生成法を見いだすこ と ができた

ため， HO2 ラ ジカルの関わる他の反応にも応用し てい く

こ と が可能になった。

〔備考〕

（ ４ ） 土壌中における微生物の挙動に関する研究 

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE120

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○向井哲 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 組換え微生物 （非土着微生物を含む） の土壌環

境導入を意図し た研究が進め られつつあ るが， その土壌

中におけ る挙動には不明な点が多い。 本研究は， 組換え

微生物の土壌中におけ る挙動およびその制御に関与する

土壌要因を明ら かにする こ と を目的 と する。 そのために

本研究では， BHC 分解菌を組換え微生物のモデル と し て

用いて， 透水カ ラ ム土壌におけ る移動， 増殖 ・ 生残の過

程，接種量レベルが土壌中での生残に及ぼす影響，増殖・

生残に関与する土壌および有機質資材の化学的要因に関

する研究を行い， BHC 分解菌の土壌中での挙動およびそ

の制御に関与する土壌要因の解析に資する こ と を目標 と

する。 

〔内容および成果〕

　 BHC 分解菌を各種土壌の水浸出液 （生物的要因を除去

する ため， 予めろ過除菌処理を施し た） 中で培養し， そ

の増殖･生残量を調べた。 その結果， 本菌の生育の様相が

土壌の種類によ って明ら かに異なってお り ， 概し て ３ 種

類のタ イプに分け られる こ と などが見いだ された。 すな

わち， 1） 培養時間の経過に伴って増殖し， 培養 10 日目

までに定常期に達する タ イプ， 2） 培養時間の経過に伴っ

て増殖し，培養 10 日目になって も まだ定常期に達し ない

タ イプ， 3） 培養開始から培養 10 日目までほ と んど増殖

し ないタ イプであ る。 　

〔備考〕

（ ５ ） 環境科学研究用に開発し た実験動物の有用性に関

する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0105AE174

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高橋慎司 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ） ・ 清水明

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 環境科学研究に適 し た実験動物を開発する目

的で， ウ ズ ラおよびハム ス ターを遺伝的に純化する。 本

年度は， 近交化し た ウ ズ ラおよびハム ス ターに種々の環

境汚染物質 （環境ホルモン， 大気汚染ガ ス， 重金属等）

を暴露し， 環境科学研究用実験動物 と し ての有用性につ

いて検討する。 

〔内容および成果〕

　（ １ ） ニューカ ッ スル病ウ ィ ルス不活化ワ クチンに対す

る抗体産生能 （NDV － HI 抗体産生能 と略） の低系ウ ズ

ラの選抜を 61 世代へと進め，近交系ウ ズ ラの作出に成功

し た。 一方， NDV － HI 抗体産生能の高系ウ ズ ラは繁殖

能力が著し く 低下し たため， 低系ウ ズ ラ と の交配を行い

遺伝子型を保存する。 また， ハム ス ターでは兄妹交配に

よ る近交化を行い，ゴールデン系を 37 世代まで ク リ ーム

系を 38 世代まで継代し， 繁殖生理の共同研究 （東京農工

大学） を開始し た。

　（ ２ ） フ ラ ン ス系 ・ エス ト ニア系 ・ ブラ ジル系 ・ 白卵系

ウ ズ ラ及びボブホ ワ イ ト を近交化する こ と によ り ， 実験

鳥類 と し ての有用性を高めているが， こ の場合は卵形質

情報が近交化を推進す る 際に重要 と な る こ と がわかっ

た。

〔備考〕

（ ６ ） バイ カル湖堆積物を用いた古環境復元とバイ カル

スケールの構築に関する研究 

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0004AE275

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高松武次郎 （水土壌圏環境研究領域） ・ 柴田

康行 ・ 刀正行 ・ 瀬山春彦 ・ 田中敦

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）
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〔目 　 的〕 バ イ カル湖の古い湖底堆積物を物理的， 化学

的， そ し て生物学的側面か ら研究し， 地球規模な らびに

シベ リ ア地域の過去最大 3000 万年の環境 （気候， 地形，

水文， 陸上植生， 湖内生物など） の変化を復元する。 ま

た， これら の情報に基づいて， 地球規模の環境変動を同

一基盤で解釈するする ための時間 と 事象の標準化 （バイ

カルス ケールの構築） を目指す。 

〔内容および成果〕

　 バイ カル湖の表面堆積物や深層ボー リ ング コ アの元素

組成を誘導結合プラ ズマ発光分光 と中性子放射化で分析

し た結果， 以下のこ と が明らかになった。 1） バイ カル湖

の堆積物は他の湖に比べ， Na， アルカ リ 土類金属， U の

他， 希土類元素， 特に軽希土類元素に富んでいた。 2） コ

ア中では， Na/Al， Mg/Al， Ca/Al 比などが 300 万年前頃

か ら急増し てお り ， アジアモン スーンの発達 （大陸内部

の乾燥化） によ る風成塵量の増加が堆積物の元素組成に

反映されていた。 3） U の他， Y/Al， Sm/Al， Br/Al， Ca/

Al などが温暖気候指標元素と し て， 反対に Ti， Mg， Al な

ど が寒冷気候指標元素 と し て有効であ る こ と が分かっ

た。 4） コ ア中の元素濃度の鉛直分布変動を周期解析し た

結果， ミ ラ ン コ ビ ッ チの 10 万年， 4.1 万年， 2.3 万年， 及

び 1.9 万年の周期が色々な元素の鉛直分布変動に記録さ

れている こ と が分かった。 また， 平滑化し た幾つかの元

素 （Sc， Cs， Co など） の分布に約 100 万年の周期も見ら

れた。

〔備考〕

  

（ ７ ） モニ タ リ ング手法の精査と測定技術の開発に関す

る研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0205AE477

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○西川雅高 （化学環境研究領域） ・ 森育子 ・

的場澄人

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 17 年度 （2002 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 大気中においてガス状物質であった ものが， エ

ア ロ ゾルにな り ， 湿性沈着によ って陸水へ移動する化学

成分があ る。 典型例 と し て イ オウが挙げられる。 イオウ

は， 二酸化イオウガスか ら硫酸塩エア ロ ゾルにな り ， 酸

性雨の主要原因物質 と し て降水に取 り 込まれ， 地上へ沈

着する。 存在比を明らかにするには， 大気中にあっては，

ガスのみな らずエア ロ ゾルを精度よ く 計測する こ と が重

要であ る。 また， 水環境中にあっては， 表面水のみな ら

ず地下水中や土壌間隙水中の存在量を精度よ く 計る必要

があ る。 大気環境， 水環境， 土壌環境において， 多様な

化学形態を と る と 考え られる物質に焦点をあて， 化学種

ご と に適し た分析技術， モニ タ リ ング技術の確立を目指

すものであ る。 

〔内容および成果〕

　 降水モニ タ リ ングデータ を解析し， 三宅島火山活動に

よ る降水成分 （特に， 硫酸 イ オン） への影響を調べた。

大気中の二酸化硫黄ガスの高濃度出現日 と 降水中の硫酸

イオン高濃度出現日には， 相関関係が見られる ケース と

見られないケースがあった。 風向風速， バ ッ ク ト ラ ジ ェ

ク ト リ ー解析などに よ る気象学的要素を検討し た結果，

春季および秋季において， 火山性二酸化硫黄ガスが降水

に反映する機会が多い こ と がわかった。 その他， 黄砂が

沈着 し た積雪中の硫酸 イ オンの挙動について も 検討 し

た。

〔備考〕

共同地方研究機関 ： 鳥取県保健環境研究セン ター

（ ８ ） 空気汚染物質のモニ タ リ ング と発生源解析に関す

る手法研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE516

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○田邊潔 （化学環境研究領域） ・ 西川雅高 ・

柴田康行

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 空気汚染の動態解明 と 発生源対策に資する た

めに， 空気汚染物質の新たなあ るいはよ り 正確なモニ タ

リ ング手法を検討 ・ 確立する と 共に， 試行的モニ タ リ ン

グ， 特に発生源解析に有効なモニ タ リ ング手法を用いた

発生源解析法を検討する。 

〔内容および成果〕

　 高感度化し た β線吸収方式の数種類の PM2.5計 と他の

浮遊粒子測定機の並行測定か ら， それぞれの間に良好な

相関が得られるが， 値は方式によ って微妙に異な る こ と

等を明らかにし た。

　 熱分離方式によ る浮遊粒子状炭素成分の測定 と 他の化

学的分離法の比較検討から， 極めて化学分離が困難な有

機炭素が相当量存在する こ と がわかった。 通常の熱分離

では有機炭素が無機炭素に変化する ため， 両者を分離し

てその起源を検討する ために， 減圧下での比較的低温の

熱分離法を作成し た。 作成し た分離法を用いて， 有機無

機別に放射性炭素年代を求め， 有機炭素でよ り バイオマ
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ス起源の炭素が多 く ， 無機炭素で もバイオマス起源の炭

素がかな り あ る こ と など を把握し， 炭素の存在状態， 年

代別モニタ リ ングの可能性を示し た。

　 道路沿道極微小浮遊粒子を用いて， 個々の極微小浮遊

粒子の元素組成やその化学形態を， 放射光を用いた蛍光

X 線や X 線吸収端微細構造分析によ って把握でき る こ と

を示し た。

　 有害大気汚染物質の多成分自動計測機によ る 2 サイ ト

での並行モニ タ リ ングを実施し， 装置や制御システムの

改良など を行った。

〔備考〕

当課題には地方環境研究所 と の共同研究 「有害大気汚染

物質自動分析計の精度管理に関する研究 ： 星純也 （東京

都環境科学研究所）」 が含まれている。  

（９ ） 光化学チャ ンバーを用いた有機エアロゾル生成に

関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0305AE520

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐藤圭 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 大気中の炭化水素の光化学酸化過程で生成す

る二次汚染物質の う ち， 気体状物質だけでな く ， 粒子状

物質について も 実験的に調べ る こ と に よ り ， 光化学ス

モ ッ グの化学的変質過程の全体像を明確化する こ と を目

的とする。 

〔内容および成果〕

　 芳香族炭化水素 - 窒素酸化物 - 空気 - 光照射系におけ

る二次有機エア ロ ゾル生成の反応 メ カニズムを， 環境研

の ６ 立米の光化学チャ ンバーを用いて調べて き た。 これ

までの研究から， 光化学オゾン と 芳香族炭化水素の酸化

物 と の反応でエア ロ ゾルが生成する と する反応ス キーム

を提案し た。 こ の反応ス キームでエア ロ ゾル濃度の時間

変化を従来 よ り も 正確に予想す る こ と が可能にな っ た

が， 相対値しか予想でき ない こ と が問題点であった。 相

対値しか予想でき ない理由は， 環境研のチャ ンバーで得

られたエア ロ ゾル濃度の絶対値が評価されていないため

であ る。 評価を行 う ため， 内容積 28 立米のカ リ フ ォルニ

ア工科大学の室内チャ ンバー と の間で実験結果の比較を

行った。

　 エア ロ ゾルの前駆体 と し て芳香族炭化水素の一種であ

る メ タ キシレ ンを選び， ほぼ同じ初期条件におけ る実験

を両チャ ンバーで行った。 メ タ キシレ ン， 光化学オゾン

およびエア ロ ゾルの濃度をモニ ターし た。 モニ ターされ

たエア ロ ゾル濃度を， メ タ キシレ ン消費量の関数 と し て

プロ ッ ト し た。 メ タ キシレ ンが消費され始めてすぐには

エア ロ ゾルは生成せず， エア ロ ゾル生成には誘導期が

あった。 誘導期に消費される メ タ キシレ ンの量は， 環境

研のチャ ンバーの方が， カ リ フ ォルニア工科大学のチャ

ンバーよ り も二倍程度大きかった。 エア ロ ゾル生成が始

ま っ た後のデー タ については， プ ロ ッ ト はほぼ直線に

なった。 傾きは両チャ ンバーでほぼ同じだった。 両チャ

ンバーの実験結果は上記の反応ス キームによ って矛盾な

く 説明可能であった。 エア ロ ゾル生成の誘導期の違いは

両チャ ンバーでのオゾン生成の誘導期の違いで説明でき

た。 こ の実験によ って， オゾン反応がエア ロ ゾル生成に

関わ る と する反応ス キームが裏付け ら れる形になった。

また， プロ ッ ト の傾きが両チャ ンバーで一致し た こ と か

ら環境研のチャ ンバーで測定されたエア ロ ゾル生成量の

絶対値の妥当性が確認された。

〔備考〕

  

（10） 長大立坑で生成する雲粒の粒径を決定する過程に

関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0303AE521

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○内山政弘 （大気圏環境）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 これまで雲粒の分布 （個数濃度および粒径） に

効果を及ぼす要因は主に凝縮核の濃度であ る と 考え られ

て き た。 しか し， これまでの長大立坑での雲粒観測は凝

縮核濃度 と 共に， 上昇気流の乱流状態も雲粒径の決定に

影響を及ぼし てい る可能性があ る こ と を示唆し てい る。

本研究の目的はこ の仮定を検証する こ と にあ る。 長大立

坑で微細な空間の水蒸気濃度 と 温度を高速 ・ 高精度に観

測する こ と によ り 水蒸気濃度 と 温度が離散的に変動し て

いる状況を観測する。 

〔内容および成果〕

　 長大立坑 （深さ 430m × 5.5m × 2.85m） で人工的に湿

潤気流を上昇 さ せる と 断熱膨張に よ り 微小水滴 （雲粒）

が生成する。 これまで定常状態 （水蒸気の温度および濃

度が時間に依存し ない系） で， 熱の輸送 と， 水の輸送が

独立であ る と い う 仮定の基に， 雲の成長過程が考察され

て来た。 しかし長大立坑での観測では上昇気流に含まれ

る微小な気流の運動が雲粒径を決定し ている こ と を示唆
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する観測結果が得られている。 物理化学的な半定量的解

析によれば上昇気流中に温度が 0.01K 以上変動し， その

温度が 5 秒以上持続する領域があれば長大立坑で観測さ

れる直径 7μの水滴の定常的な生成が説明でき る。 2003/

11 に立坑坑頂にて，確度 0.01K かつ精度 0.001K の温度セ

ンサ，および観測履歴を持たず測定時間が 30msec 以内の

水蒸気濃度センサを用いて 4 日間の連続観測を行った。

その結果立坑の上昇気流中の 0.01K 以上の温度変動は持

続時間が数秒以上継続する も のの頻度が最大であ る こ と

が分かった。 こ の結果は断熱膨張過程以外の熱的外乱が

（事実上） 存在し ない系での 0.01K 程度の温度揺動が定常

的に発生する微小水滴の粒径を制御し ている こ と を強 く

示唆する。 水蒸気センサの観測によ り ， 上昇気流中では

水蒸気濃度が離散的に 0.4g/m3 異なる領域が次々に生成

し ている こ と を示す観測結果が得られた。

〔備考〕

（11） 環境現象の統計的 ・ 物理的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0304AE529

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○松本幸雄 （PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 環境現象で分野ご と に習慣的に行われてい る

方法について， 物理および統計の立場か ら再検討するの

が目的であ る。 特に， エア ロ ゾルを対象に， 混合 ・ 沈着

過程の解明 （統計物理的視点）， 多地点同時測定システム

の開発 （統計的視点） ， 凝縮過程のカオス解析 （統計的，

物理的視点） などを進めたい。 

〔内容および成果〕

　 本年度は， 大気か ら地表への乾性沈着の測定法につい

て統計的視点か ら検討し， 渦相関法を用いる こ と が不可

能な， 採取時間や測定間隔が長い物質について測定シス

テム とデータの評価法について検討し た。

　 その結果， 風の上下方向でサ ン プ リ ン グ を制御す る

REA （緩和渦集積法） において， （1） 実験定数 b を統計

的に求める具体的方法， （2） フ ラ ッ ク ス評価式の修正式，

を示し た。

〔備考〕

（12） 電磁波の健康リ スク評価に係る研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0203AE531

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○兜眞徳 （首席研究官） ・ 検討会委員者 15 名

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 15 年度 （2002 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 電磁波の健康 リ ス ク評価に関し て， 曝露評価を

行 う ほか， 国際動向調査 と し て国際保健機関が進めてい

る国際電磁波プロ ジ ェ ク ト への研究協力機関 と し ての参

加を通し た調査， その他諸国の リ ス ク対策， と く に予防

原則の適用 な ど の調査， 新 た な 研究に関す る 文献 レ

ビ ュー， さ らに国際ワーク シ ョ ッ プの開催などを行 う 。 

〔内容および成果〕

　 本 リ ス ク問題については WHO 国際電磁界プロ ジェ ク

ト におけ る リ ス ク 評価作業 と 並行 し た研究を続けて き

た。 本年度は， 従来の疫学調査によ って示唆されている

超低周波磁界によ る小児白血病 リ ス ク に関連し て， 1） 先

般研究所が実施し た我が国の疫学調査対象者の う ち関東

地域居住の対照者 （コ ン ト ロール） について， 疫学調査

のサ ロ ゲー ト と さ れてい る 「子供の寝室の磁界レベル」

と 同時に個人磁界曝露レベルを測定し， 両者を比較検討

する， また， 2） 同対象者の う ちの一部について， 子供が

最も長 く 過ごす部屋で， 家電製品等磁界発生源をすべて

止めた時 と すべて稼働させた時 と で磁界分布の差異を調

べる ためのモデル的調査を実施し た。 また， これら実際

の調査 と は別に， 超低周波および高周波電磁界の健康 リ

ス ク に関する新たな文献のレ ビ ュー， さ らに WHO 国際

電磁界プロ ジェ ク ト などの国際動向調査， を行った。 上

記調査の 1） では， １ 都 ３ 県の 70 名から参加協力が得ら

れ， それら の個人磁界曝露測定を実施し た。 冬季におけ

る関東での調査の特徴 と し て， 屋内活動時におけ る個人

磁界曝露には 「電気カーペッ ト 」 （直近の測定で数十 μＴ

を示すも の も あ る） などの利用の寄与が大きい傾向が示

された。 その他， テレ ビ周辺， 加湿器周辺などで も高レ

ベル と なっていた。 こ う し た電磁環境の測定結果 と， 小

児白血病の疫学調査によ って示唆されている これら電気

機器利用の リ ス ク と の対応関係について議論し た。

〔備考〕

こ の研究の一部は区分 「環境省請負」 で行 う 。   

（13） ヨ シ原管理が野生生物および生態系機能に与える

影響に関する研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0204AF391

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○永田尚志 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） ・

矢部徹
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〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 ヨ シ原は， 本来， 河川の氾濫など不定期な撹乱

に よ り 維持 さ れていたが， 治水に よ る水量調節の結果，

撹乱が減少し植生遷移が進行し て， ヨ シ原に適応し た生

物が減少し ている。 本研究では， ヨ シ原に対する人為的

な撹乱が野生生物にあたえ る影響を明ら かにする こ と で

ヨ シ原の生物多様性を維持するのに最適な管理手法を検

討する と 同時に， 管理手法 と し て確立しつつあ る ヨ シ刈

り が ヨ シ原の生態系機能へ及ぼす影響を明ら かにする こ

と を目的と し ている。 

〔内容および成果〕

　 利根川河川敷に設置し た ヨ シ刈 り 実験区 と 野焼きの行

われている霞ケ浦妙岐 ノ 鼻において， ヨ シ刈 り や ヨ シ焼

きが， ヨ シの成長 ・ 昆虫量 ・ 繁殖鳥類に与え る影響を定

量的に比較し た。 ヨ シ刈 り や ヨ シ焼きによ って ヨ シの生

産量は顕著には増加し なかったが， 下層植生の現存量は

刈 り 取 り ， ヨ シ焼き処理区共に減少し た。 一方， 昆虫類

の生息個体数および分類群数は， ヨ シ焼きや刈 り 取 り に

よ って増加し たが， オオ ヨ シキ リ ， オオセ ッ カ， コ ジ ュ

リ ンなどの草原性鳥類は刈 り 取 り 区には定着せず， ヨ シ

焼き区において も植生が十分に伸長する までは定着し な

かった。 これは， ヨ シ焼きや刈 り 取 り に と も な う 下層植

生の減少によ り 巣をかけ る場所がな く なったため と 推定

された。

　 所内エコ フ ィ ール ド の有底枠内において夏期の ヨ シ刈

り 実験を行い， 根圏への影響を酸化還元電位計を用いて

深度別に連続し て計測し た。 その結果， 刈 り 取 り によ り

植物体の加圧能が無 く な り ， 地下 5cm では刈 り 取 り 実験

区において 1 ヵ月後に Eh が 66ｍV 低下し， 地下 30cm に

おいて も 30ｍV の Eh の低下が見られた。 このこ と よ り ，

夏期の刈 り 取 り によ って根圏が還元的に変化する こ と が

明ら かにな り ， ヨ シの地下部にダ メ ージを与え， 根圏の

生態系機能の う ち， 特に有機物分解能を低下させる と 推

定された。

〔備考〕

（14） 釧路湿原流入河川の再蛇行化による湿地生態系の

回復可能性評価

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0304AF515

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○中山忠暢 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 自然再生事業の一環で実施 さ れ る河道の再蛇

行化は地下水涵養量及び湿地生態系の回復に有効であ る

と 考え られている。 本研究では， 釧路湿原を対象 と し た

モデルシ ミ ュ レーシ ョ ンを行 う こ と によ って， 湿原域へ

適用可能なモデル開発， 再蛇行化によ る湿地生態系の回

復可能性の評価， 及び， 湿地生態系の形成 ・ 保全 ・ 回復

に必要な環境条件の提示を行 う こ と を目的とする。 

〔内容および成果〕

　 釧路湿原を含む釧路川全流域へ年間を通し て適用可能

な， 河川水 ・ 土壌水分 ・ 地下水及び植生間でのイ ン タ ラ

ク シ ョ ン を考慮 し た グ リ ッ ド 型の統合型モデル開発を

行った。 年間の流出に対し て大き な割合を占める融雪出

水期には， 積雪層及び土層の凍結 ・ 融解作用を考慮し た

熱収支モデルを開発し た。 計算結果について全流域にお

け る土壌水分量 ・ 土壌温度 ・ 地下水位 ・ 河川流量の観測

値 と の比較を行い， 本モデルは土地被覆 ・ 土壌構造， 及

び植生分布の時間的 ・ 空間的変化 と それに伴 う 流域での

水 ・ 熱収支の相互作用を考慮し た非常に精度の高い も の

であ る こ と が明ら かになった。 次に， 湿原が良好に保た

れていた （周辺域での農地 ・ 宅地開発及び河道の直線化

が行われる以前 ： 1977 年） 状態と湿原植生が ヨ シ ・ スゲ

群落か らハン ノ キ林へ と 急激に変化し た現在 （2001 年）

の ２ パ タ ーンについて， 湿原域での計算結果の比較を

行った。 モデル計算に使用し た植生データでは湿原内に

おけ る ヨ シ ・ スゲ群落等の湿原固有種 と 近年侵入が著し

いハン ノ キ林 と の区別が明確であ る。 計算結果よ り ， 湿

原域へのハン ノ キ林の侵入に伴 う 土壌水分量の減少及び

地下水位の低下が再現され， 従来よ り 指摘されている よ

う に湿原域で乾燥化が進行し ている こ と が定量的に明ら

かになった。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ． 1． 5 にも関連

（15） 高等植物および藻類によるビスフ ェ ノ ール A の吸

収機構の解明と その応用に関する研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF522

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） ・

笠井文絵

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 ビ ス フ ェ ノール A （BPA） は環境中へ流出し た

のち， 河川中のバク テ リ アや藻類などによ って， 吸収あ

るいは分解されている と考え られているが メ カニズムは
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不明であ る。 本研究では BPA 吸収に藻類が関与し ている

かど う かを明らかにする こ と を目的とする。 

〔内容および成果〕

　 以 下 の 淡 水 産 微 細 藻 類 に つ い て， 実 験 を 行 っ た。

Selenastrum capricornutum, Senedesmus acutus, Senedesmus

quadricauda, Micractinium pusillum, Coelastrum reticulatum,

Gonium pectorale, Cyanophora paradoxa, Achnanthes

minutissima, Carteria cerasiformis, Euglena mutabilis。 藻類を

培養し ， 10 ppm， 2 ppm と なる よ う に培地に BPA を加え，

BPA 濃度を調べた。その結果，全ての藻類で培地中の BPA

濃度が減少し たが， BPA の減少速度に違いが見ら れた。

Selenastrum capricornutum, Senedesmus acutus, Senedesmus

quadricauda, Coelastrum reticulatumではBPA 濃度の減少にと

も ない， 新たな物質が増加し た。 従って， こ れら の 4 種で

は BPA を代謝し て， 代謝産物を培地中へ放出でき る と 言

える 。代謝産物のう ち 3 種を精製し てその分子量をマス ス

ペク ト ルで調べた と こ ろ， すべて Bisphenol A-β-1,4-

glucoside（ BPAG） と 同じ ス ペク ト ルを 示し た。 以上の結

果から 淡水産微細藻類においても 高等植物と 同じ 代謝経

路が存在する 可能性が高いと 言える 。

〔備考〕

（16） 持続可能な コ ンパク ト ・ シテ ィ の在り方と実現方

策に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 H-8

〔研究課題コー ド〕 0103BA025

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

重点 1-2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナ リ オ

分析と アジアを中心と し た総合対策研究

〔担当者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究領域） ・

高橋潔 ・ 肱岡靖明

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 都市には， あ らゆる人間活動が集中し ているた

め， 多面的な評価が不可欠であ り ， こ のため人間活動や

ラ イ フ ス タ イルなど人間 ・ 社会的側面に係る研究者を巻

き込んだ， 学際的な研究アプローチを行い， （1） 循環型

社会の構築を具体化する都市の在 り 方を提示する と と も

に， （2） 持続可能な コ ンパ ク ト ・ シテ ィ （都市機能の適

切な高密度性を保った都市） を実現する ための政策提案

型の研究が急務 と なっている。 本研究は， 省エネ ・ 省資

源を徹底し た循環型都市のひ と つの形態 と し て， コ ンパ

ク ト ・ シテ ィ を取 り 上げ， 日本をはじめ と し た先進国及

びアジア地域途上国におけ る方策を検討し， 提言する こ

と を目的とする。 

〔内容および成果〕

　 途上国及び先進国におけ る持続可能な コ ンパク ト ・ シ

テ ィ の在 り 方に関する研究では， 欧米の諸都市で問題 と

なっている空洞化の要因を類型化し， 類型ご と に空洞化

メ カ ニズ ムのモデル化に資す る 関連都市デー タ を収集

し， データベース を構築する。 本年度は， 都市に関する

各種データ を収集し たデータベース を用いて， 歩いて住

める町指標を考案し， 試算を行い， これら の指標を用い

て都市の比較検討を行った。

　 産業転換によ る持続可能な コ ンパク ト ・ シテ ィ の総合

評価に関する研究では， コ ンパク ト ・ シテ ィ を評価する

ための基礎情報調査及び新たな評価指標の枠組みを検討

する。 本年度は， 持続可能な都市 と し てのコ ンパ ク ト ・

シテ ィ の定義等について検討し た う えで， コ ンパ ク ト ・

シテ ィ を総合評価する ための総合指標 と し てフ ッ ト プ リ

ン ト を作成し て， 都市について試算を行った。

　 以上および他大学等の進める研究成果も併せて コ ンパ

ク ト シテ ィ 構築に向けての在 り 方と提言を ま と めた。

〔備考〕

研究代表者 ： 伊藤達雄 （名古屋産業大学）

（17） アジアにおける水資源域の水質評価と有毒アオコ

発生モニ タ リ ング手法の開発に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 O-1

〔研究課題コー ド〕 0103BA283

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○彼谷邦光 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）・

今井章雄 ・ 松重一夫 ・ 佐野友春 ・ 高木博夫 ・

笠井文絵 ・ 河地正伸 ・ 田辺雄彦 ・ 渡邉信

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 有毒藻類の監視手法を開発する と と もに， 漁業

生産を維持し，有毒アオコの発生を最小限に押さ え る 「ア

ジア型の水質管理手法」 を開発する こ と によ って， 21 世

紀におけ る アジアの利用可能な水資源の確保に大き く 貢

献する こ と を目的 と する。 アオコが発生する アジア域の

湖沼環境を統計的解析から明ら かにし， アオコの早期モ

ニタ リ ング手法と アオコ発生制御手法を開発する。 

〔内容および成果〕

　 サブ課題 ２ ： アオコの発生診断手法 と 発生制御手法の

開発に関する研究

　 広範囲な地域におけ る アオコ発生状況を簡単かつ安価

に連続観測するには， リ モー ト センシング技術の活用が

必須であ る。 本年度では， 過去にはアオコが大発生し た

霞ヶ浦を対象に， SS と ク ロ ロ フ ィ ル a の空間分布の推測

が可能かど う かを， 1980 ～ 1990 年代の 6 枚の衛星画像
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を も と に検討する ために，回帰分析を用いて SS と ク ロ ロ

フ ィ ル a の推測モデルを作成し た。 次に， 推測モデルを

用いて， それら の空間分布を推測し た。 回帰式の形が画

像によ り 変化し たのは， 1980 年代には懸濁物の主体が植

物プラ ン ク ト ンであった ものが， 1990 年代になる と無機

態の懸濁物割合が増加し た と考え られた。

　 アオコ発生要因と し て溶存有機物 （DOM） の存在は重

要であ る。DOM は増殖必須元素であ る鉄 と安定し た錯体

を形成し鉄の生物利用性を著し く 低下させる と 考え られ

る。 本年度は， 湖水中の溶存鉄の存在形態を定量する手

法の開発に成功し た （吸着濃縮ボルタ ン メ ト リ ー）。 霞ヶ

浦湖水中の溶存鉄の う ち 99.9％以上が有機態であ り ， 生

物利用可能鉄 （フ リ ー＋加水分解種） 鉄濃度は極めて低

い こ と がわかった。 さ ら に， アオコが実際に発生し てい

る水域 （霞ヶ浦近傍） のサンプルに対し て， アオコ を形

成する代表的な藍藻類 Microcystis aeruginosa を用いた藻

類増殖能 （AGP） 試験 と 溶存鉄の存在形態測定を同時に

実施し た。 アオコの優占および増殖パターンが生物利用

可能鉄の存在濃度によ って定性的ではあ るが説明する こ

と ができ た。

　 有毒藍藻 Microcystis の選択的駆除法の開発のために中

国雲南省の昆明市郊外で隔離水界実験を行った。 リ ジン

と マ ロ ン酸の併用によ り ， Microcystis は選択的に駆除 ・

分解され， 投入された沈水植物や浮葉植物の種子が発芽

する こ と によ り ， 水中の リ ンおよび窒素の循環が藍藻か

ら沈水植物や浮葉植物に転換する こ と を明ら かに し た。

ま た， 本駆除 に よ り ， １ ヵ 月以上 に わ た っ て， 有毒

Microcystis の発生が阻止され， ホザキ ノ フサモ， エビモ

などの大型藻類が繁茂する生態系に遷移し た。

　 サブ課題 ３ ： アオコ等有毒藻類および毒素のモニ タ リ

ング手法の開発に関する研究

　 有毒アオコ Microcystis aeruginosa の ミ ク ロ シスチン生

合成遺伝子の複数の箇所の部分配列を詳細に比較解析し

た結果， 同遺伝子の遺伝的多様性には個体間の遺伝子の

組み換えすなわち“recombination” が関与し ている こ と が

判明し た。 本研究成果は， アオコ毒素生合成遺伝子の遺

伝的多様性に recombination が関与し ている こ と を示す世

界初の報告であ る。 また本結果は， アオコ毒素の多様化

も recombination によ って起こ る可能性を示唆し てお り ，

多様なアオコ毒素の存在が水域環境中で問題になってい

る現状に対し て， その制御法に大き なガ イ ダン ス を与え

う る ものであ る。

　 粒子径均一ポ リ マーを用いて， 代表的な藍藻毒であ る

ミ ク ロ シスチン類 （Microcystin， MC） に対し て， 選択的

な分子認識能を示す分離媒体を調製し た。 また， メ タ ク

リ ル酸やビニルピ リ ジンなどの機能性モ ノ マーを用いる

こ と によ り ， MC の環状ペプチ ド 部位の特定のカルボキ

シル基やグアニジル基を識別する こ と が可能であ る こ と

がわか り ，約 70 種と もいわれる MC 同族体の選択的な一

括分離の可能性が示された。 ミ ク ロ シスチンの選択的な

一括分離法の確立 と こ れま での高感度分析法の開発に

よ って， こ こ に画期的な ミ ク ロ シスチンのモニ タ リ ング

手法が開発された こ と になる。

〔備考〕

共同研究機関 ： （独） 港湾空港技術研究所海洋 ・ 水工部 ・ 

　 　 　 　 　 　 　 筑波大学大学院生命環境科学研究科

（18） サンゴ年輪気候学に基づ く ， アジアモンスーン域

における海水温上昇の解析に関する研究 （2） 炭素

14 を用いた表層炭素リザーバーの二酸化炭素交換に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0105BB049

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域） ・ 田中敦 ・

米田穣

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 日本が位置する西太平洋海域で卓越する アジ

アモン スーンの海洋炭素循環への影響を明ら かにする た

めの一歩 と し て， アジアモン スーン海域周辺で長尺サン

ゴ コ アを採取し， 200 年以上に渡る水温， 塩分， 降雨等

の環境変化に関す る 情報を復元 し て温暖化傾向 と モン

スーン変動 と の関連を探る。 アジアモン スーンの表層海

水 リ ザーバー効果への影響を解析す る 新たな手法 と し

て， 加速器質量分析法を用いたサンゴ骨格中の 14C 精密

高分解能測定を可能にする システムを開発し， 100 年単

位の 14C 変動データ を 5 年間の間に提出する。 

〔内容および成果〕

　 オース ト ラ リ ア北西， 並びに南西諸島， ベ ト ナム沖合

の ３ 地点で採取されたサンゴ コ アの 14C 測定を継続し た。

多 く の場所で微小な季節変動が認められ， 卓越風の季節

変化に と も な う 周囲の局所的な湧昇流（深層からの 14C の

少ない海水の湧き上が り ） の影響などが検出されている

のではないか と 考え られる。 今後， これを一つの指標 と

し て， モン スーンの変動を長期的に解析でき るのではな

いか と期待される。 また， 大気圏核実験前の 14C 濃度を

測定する こ と で， 海域ご と に海水循環の様子によ って変

化するいわゆる リ ザーバー効果の地域特性を明ら かにす

る こ と ができ る。 こ のデータ， 並びに途中の核実験の影
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響の出方の違いを各海域で蓄積し て全球レベルの炭素循

環モデル と 比較する こ と で， 海洋炭素循環の様子 と その

変化を よ り 定量的に把握でき る と 期待される。 一方， 長

期的なモン スーン変動の解析を目的 と し て， 中国で採取

されたピー ト 堆積層の中の同位体測定が行われ， 年代測

定を 14C を指標 と し て推進し た。 また， 堆積年代を最も

適切に反映す る 試料画分に関す る 基礎的な検討を進め

た。 その結果， アジアモン スーンの過去 １ 万年にわた る

変動 と エルニーニ ョ と の関連などについて， あ ら たな知

見を蓄積する こ と ができ た。 その一方で， その事象がお

き た年代を よ り 正確に把握する ための基礎検討の結果，

一般的な土壌有機炭素， あ る いはセル ロース画分には，

その時々で地表に生育する植物か らのびる根によ って新

しい 14C が補給され， その層序の形成年代よ り 新しい年

代を与え る傾向があ る こ と がた しかめられた。 年代的に

は中性脂質の画分が最も古い年代 と なったが， これは種

子， あ る いは葉の表面な ど に主 と し て存在 し， 地下部

（根） にはほ と んどない中性脂質の存在状況から予想され

る結果 と 一致し てお り ， ピー ト 堆積物の形成年代をあ ら

わす指標 と し てはその層序か ら中性脂質を抽出し， 年代

測定を行 う こ と が最も望ま しいこ と が明らか と なった。

〔備考〕

課題代表者 ： 川幡穂高 （産業技術総合研究所）  

（独） 産業技術総合研究所と の共同研究  

（19） ア ク テ ィ ブ ・ ナ ノ 計測基盤技術の確立 （4） ナ ノ

メ ータ X 線アク テ ィ ブ計測技術に関する研究環境セ

ンサーにおける化学反応のアク テ ィ ブ計測技術

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 0103CB415

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○久米博 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 環境センサーにおけ る化学反応のア ク テ ィ ブ

計測に応用する ための技術開発を行 う 。 手法の標準化 と

あわせ， 他のナ ノ 計測法 と の連携を強め， 知的基盤の確

立をめざす。 

〔内容および成果〕

　 開発し た NO センシング材料が可逆的に NO と反応す

るかど う かを確かめる ために，NO の暴露 と非暴露を連続

的に切 り 替えながら蛍光XAFS測定を行 う こ と ができ，さ

ら に， 湿式で使用する こ と ができ る よ う ， こ のセンシン

グ材料を作用電極 と し た電気化学気体センサを新たに作

製し た。 こ のセンサは， 気体が接触する作用電極の電位

をあ る値に固定し て， 気体の濃度によ って電流応答を測

定する， いわゆる アンペロ メ ト リ ッ ク タ イプであ り ， 出

力電流 と 気体濃度 と が直線関係を示し， 精度や安定性の

面で優れている。 その基本構造は， 作用電極， 参照電極，

そ し て対極がそれぞれ電解質中に浸る と い う ３ 電極セル

であ る。 作用電極は， センシング材料を金属 メ ッ シ ュ等

に塗布し た も のであ り ， これにはさ ら に気体透過膜が接

触し ている。 その膜を透過し た NO がセンシング材料に

接触し， 中心金属の酸化還元反応によ って生成し た電子

が電流 と し て， 外部回路に流れる。 そ し て， 発生し た電

流を測定すれば， NO の濃度がわかる こ と にな る。 そ こ

で， 蛍光 XAFS 測定は， この電流発生を確認し た上で行

い， 実際に中心金属の酸化還元反応が起こ っているかを

確認する。

〔備考〕

 課題代表者 ： 藤田大介 （（独） 物質 ・ 材料研究機構） 

（20） 超高磁場人体用 MRI における多核種同時計測法の

開発に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0103CD188

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○三森文行 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ） ・ 梅津豊司 ・ 渡邉英宏

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 15 年度 （2001 ～ 2003 年度）

〔目 　 的〕 近年の世界的な人体用核磁気共鳴 イ メ ージ ン

グ装置の高磁場化の趨勢に鑑み， これまでの我が国の高

磁場MRI装置のレベルを越える 4.7T での多核種同時計測

システムの構築を目的 と する。 高磁場化によ り 得られる

メ リ ッ ト の う ち最大の も のは， 検出感度の向上であ る。

本研究ではまずこ の高い検出感度を利し て高精細プロ ト

ン イ メ ージング， 高感度プロ ト ン スペク ト ロ ス コ ピーを

実現する。 さ らに， 検出感度の低い 31P， 13C 核の測定を

実用化する ために多核種同時測定システムの開発をめざ

す。 これによ り ヒ ト の超高磁場イ メ ージング， 多核種ス

ペク ト ル測定を実現する こ と を目標とする。 

〔内容および成果〕

　 同一の局在化領域からの 1H,  31P の 2 核種同時測定法を

3 核種同時測定に拡張する ために， 新たな多核種同調検

出器の作製，および測定用ソ フ ト ウ ェ アの開発を行った。

多核種信号検出器は口径 8cm の 31P 用デュ アルループ表

面コ イル検出器に口径 12cm の 13C 用表面コ イルを付加し

た ものであ る。 この 31P/13C 検出器を頭部用 TEM 型 1H 信

号検出器と組み合わせて 3 核種送受信を可能と し た。 13C
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の測定法は， 1H 局在化スペク ト ルを 13C によ り 編集する

と い う 間接検出法を用い る こ と と し た。 こ のため， 1H

STEAM 測定の TM 期間中に 13C の 180 度パルス を打ち，

13C に直接結合し た 1H 共鳴線を選択的に反転させる方法

を測定法に組み込んだ。 13C の 180 度パルスにパルス長

25msec の hyperbolic secant 型の断熱パルス を用いる こ と

によ り ， 6kHz の広い帯域を反転でき た。 また， sp3 型の

CH 結合 （ス ピン結合定数～ 130Hz） を想定し， この結合

プロ ト ンを も っ と も効率よ く 検出でき るエコー時間 と し

て 7.7msec と設定し た。 これによ り ， 事実上すべての sp3

型結合炭素を検出でき る。 測定シーク エン スは 1H → 31P

→ 1H （13C edited） → 31P で １ 測定サイ クル と し た。 また，

13C のデカ ッ プ リ ングを行 う ため 1H のデータ取得期間中

に断熱パルス を用いる MLEV4 パルス を付加し た。デカ ッ

プ リ ングの帯域は 3kHz であった。こ の測定法を用い，13C

標識酢酸を含む模擬試料， 天然存在比模擬試料いずれに

おいて も， 1H， 13C， 31P の 3 核種スペク ト ルの同時測定が

可能と なったので， この方法を TRIple Nuclei Interleave in

Triple channel spectroscopY （TRINITY） 法と命名し た。 同

法を用いて ヒ ト 脳において も 1H，31P の同時測定を実現し

た。

〔備考〕

（21） 長期流出モデルの集中化及び物質輸送特性の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0204CD432

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○中山忠暢 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク

ト ）

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 流域における水収支 ・ 物質輸送の評価を行 う 場

合， 地表面流出から地下水位までを厳密に物理性に基づ

く モデル計算によ って評価するには非常に大き な計算時

間及び計算容量を伴 う 。 本研究では北海道釧路川流域を

対象 と し て， 集中化された概念型モデルのパラ メ ータ を

物理型モデル と 比較する と と も に， 比較的小さ い計算時

間 ・ 計算容量での計算によ って長期流出過程の再現を行

う 。 さ ら に， 集中化された長期流出モデルを既存の物質

輸送モデル と 組み合わせる こ と によ って土砂生産 ・ 汚濁

負荷流出モデルの改良を行い， 現場レベルで適用可能な

よ う に物質輸送モデルの集中化を行 う 。 

〔内容および成果〕

　 北海道釧路川流域を対象 と し て， 河川流量 ・ 窒素 ・ SS

（浮遊砂） のモデルシ ミ ュ レーシ ョ ン， 及び， 既存の観測

データ と の比較を行った。 シ ミ ュ レーシ ョ ン と し て 2 次

元斜面流計算 （表面流及び中間流） ・ 1 次元河道流計算を

それぞれ順に行い， 任意のグ リ ッ ド での水及び物質量を

計算し た。 特に実際の流出現象においては無降雨時に流

域に蓄積された汚濁が降雨時に一気にフ ラ ッ シ ュ ア ウ ト

する と 考え られる ため， グ リ ッ ド セルの水がゼロになっ

た時に物質量を ス ト ッ ク で き る よ う にモデルの改良を

行った。 物質量の計算には土地利用区分ご と の地目別原

単位を使用し， 統計データに基づいて家畜の排泄物の寄

与について も考慮し た。 シ ミ ュ レーシ ョ ン結果は窒素 ・

SS （浮遊砂） と も にオーダー的に観測値 と 若干相違が見

られたが，ピークの位相についてはほぼ良好に一致し た。

また， 河川内の濁度は斜面の表面流によ る流入に加えて

河道内での土砂の巻き上げ ・ 沈降の寄与が非常に大きい

こ と も明ら かになった。 物質量の計算値 と 観測値の誤差

の原因 と し て， モデルでは物質の吸着 ・ 化学反応 ・ 家畜

の排泄物の挙動及び処理水によ る付加等を考慮し ていな

い と と も に， 河道内での土砂ソース量の設定の不明確さ

も原因 と 考え られる。 また， 前年度に得られた土壌水分

量 と 地下水位の関連性を利用する こ と によ って汚濁物質

の地下への浸透 ・ 浸出の考慮が可能にな り ， モデルの再

現性がさ らに改善される と考え られる。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ． 1． 5 にも関連

（22） 環境汚染のタ イムカ プセル樹木入皮を用いる越境

大気汚染の検証に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0204CD480

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○佐竹研一 （大気圏環境研究領域） ・ 高松武次

郎 ・ 上原清

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 環境汚染や自然破壊が広が り 地球生態系につ

いて も深刻な懸念が広がっている。 その中で ヨ ーロ ッ パ

や北米で長距離越境大気汚染に よ っ て酸性雨問題が生

じ， 東アジア地域で も こ の問題が浮上し ている。 本研究

では， 過去の汚染を探る新しい研究手法 「環境汚染のタ

イ ムカプセル樹木入皮」 を用いて， 過去数百年か ら現在

にいた る汚染の変化を明ら かにし， さ らに， これを未来

に生じ るであろ う 汚染の記録にも応用する。 

〔内容および成果〕

　 本年度は大気汚染物質の う ち特に鉛 と 水銀に注目し て

研究を行った。
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　 I. 鉛について

　 我が国は東アジアの最も東側に位置し， 冬季には西北

の風が， また夏季には東南の風が卓越する こ と が知られ

ている。 こ のため冬季には中国， ロ シア， 朝鮮半島か ら

排出された大気汚染物質が日本列島に飛来する こ と が予

測される。 こ のため， 日本列島のほぼ中央に位置する日

本海側の小都市， 新潟県村上市を中心 と する地域 （山北

村， 朝日村） および佐渡島に注目し， 杉の入皮な らびに

杉樹皮を採取し， 樹皮および入皮に含まれる鉛の安定同

位体比 208Pb/207Pb， 207Pb/205Pb の測定を行った。 鉛の安定

同位体比については日本および中国で得られた各種試料

についてすでに多 く のデータが発表されてお り ， 樹皮お

よび入皮について得られたデータ をそれ と 対比する こ と

によ って， 次の こ と が明ら か と なった。 （1） 冬季には明

ら かに大陸起源の鉛が日本列島 （新潟県） に飛来し てお

り ， それはしばしば黄砂 と 共に飛来する。 （2） 大陸起源

の鉛の寄与は過去 20 ～ 30 年の時系列の中でみる と近年

明らかに増大し ている。

　 II. 水銀について

　 関東地方を中心に近年， 汚染が拡大し ている こ と が予

測される水銀について， 都内， つ く ば， 山梨県に分布す

る イチ ョ ウ （Zelcova cervala） の樹皮および入皮を採取し

て水銀汚染の面分布および時系列変化を調べた。 その結

果， 例えば， （1） 都内の水銀汚染度は明ら かにつ く ばや

山梨よ り も高い値を示し た。 （2） 都内においては人口密

度の高い地域に汚染が高い傾向が見られた。 （3） 汚染源

と な る こ と が予測される ゴ ミ 焼却場の近 く と 少し距離を

おいた場所 と の比較は必ずし も ゴ ミ 焼却場が汚染源であ

る こ と を示さず， こ の点については今後さ ら に検討する

必要があ る と考え られた。

〔備考〕

研究代表者 ： 佐竹研一 （国立環境研究所）

研究分担者 ： 角田欣一 ・ 梅村知也 （群馬大学） 

（23） 高密度励起子状態を利用し たダイヤモン ド 紫外線

ナ ノ デバイスの開発

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0106KB392

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○久米博 （化学環境研究領域） ・ 小野雅司

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 18 年度 （2001 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 ダ イ ヤモン ド の高密度励起子状態におけ る非

線型光学効果 と い う 物理現象をナ ノ スペース で実現 さ

せ， これを利用し てダ イ ヤモン ド によ る新しい紫外線発

光デバイ ス と紫外線センサーを開発する こ と。 

〔内容および成果〕

　 有磁場マイ ク ロ波プラ ズマCVD装置を用いたダ イヤモ

ン ド 薄膜合成を継続し， 原子レベルで平坦な高品質膜を

作製する条件を確立し， ガス あ るいはイオン注入によ る

ｎ 型ダ イヤモン ド作製技術の開発を進めた。 また， これ

ら ダ イ ヤモン ド 薄膜を電界放出型電子源 と し て用いるべ

く ， ナ ノ メ ータ加工技術の検討を行った。 さ ら に， ダ イ

ヤモン ド の光物性 （光伝導度， 光誘起電流， 光透過特性）

を一度に測定でき る超高真空装置を立ち上げた。

〔備考〕

（24） 新規環境 ・ 技術リ ス クの社会的ガバナンスの国際

比較

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0204KB459

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○兜眞徳 （首席研究官） ・ 青柳みど り

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 16 年度 （2002 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 不確実性が優先する技術 ・ 環境 リ ス ク を社会的

にマネージ メ ン ト する ためには， 1） 利害関係者の リ ス ク

認知と その価値観， 2） 多様な科学的知見 と リ ス ク シナ リ

オの生成， 3） 期待費用 ・ 便益分析の有効性 と その限界，

4） 他の リ ス ク （代替， 転化 リ ス ク） と の ト レー ド オフ，

5） マネージ メ ン ト のプロセスの信頼性， 合法性， 参加者

（利害関係者） の役割 と 責任， 6） リ ス ク の と り 方 と その

代替性 （選択性， 非選択性， 公的， 私的な保険 と 損害賠

償） 等々の総合的かつ多元的分析が必要 と な る。 本研究

は， 1） 食品安全 リ ス ク と 2） 電磁波の健康 リ ス ク を取 り

上げ， 社会的なガバナン ス の評価の共通的な枠組みを，

国際的な研究団体 （IRGC,SRA） と協議し て構築し よ う と

する ものであ る。 

〔内容および成果〕

　 電磁界の リ ス ク については， リ ス ク評価作業 と 示唆さ

れる小児白血病の リ ス ク についてのガバナン スの在 り 方

の議論など， と く に WHO の国際電磁界プロ ジェ ク ト を

中心に多方面か ら のアプローチが試みられている。 本研

究の一環と し て， 平成 15 年 ９ 月に 「電磁界 リ ス ク と ガバ

ナン ス」 と 題する ワーク シ ョ ッ プを東京で開催し た。 同

ワ ー ク シ ョ ッ プ には， WHO の担当官で あ る Leeka

Kheifets， カ ロ リ ン ス カ研究所の Ahlbom 教授を招聘し，

それぞれ 「予防的枠組み」 の考え方， 及び， 小児白血病

のプール分析のその後の動向についての話題を提供し て

も ら った。 これらは， 現在の電磁界 リ ス ク と そのガバナ
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ン ス を考え る ための最も基本 と な る点であ る。 同ワーク

シ ョ ッ プでは， 我が国の小児白血病の疫学調査結果につ

いて も発表し， 同結果について国際的な観点か ら議論し

た。 一方， 本研究の一環 と し て， １ 万人の ラ ンダムに抽

出された対象者へのアンケー ト 調査を行い， 有効回答約

2000 が得られた。 同アンケー ト 調査は， 電磁界の リ ス ク

に対する一般の方の知識や認知， あ るいは対策に対する

考え方を調べる ためのも のであ る。 結果解析は一応終了

し ているが， 回収率の特に低かった沖縄について追加調

査を行ってお り ， それら を合わせて と り ま と める予定で

あ る。

〔備考〕

共同研究

研究代表者 ： 池田三郎 （筑波大学大学院社会工学系 　 教

　 　 　 　 　 　 授）・前田恭伸 （静岡大学工学部 　 助教授）・

　 　 　 　 　 　 西沢真理子 （シュ ツ ッ ト ガル ト 大学 　 リ

　 　 　 　 　 　 サーチフ ェ ロー） ・ 水野敏明 （WWF ジ ャパ

　 　 　 　 　 　 ン 　 研究員） ・ 山田友紀子 （独） 食品総合研

　 　 　 　 　 　 究所） ・ 刀由紀子 （愛知大教授）

（25） 大気環境中のエン ド ト キシンの有害性評価と測定

における蛍光偏光法の有用性と その応用

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0303MA519

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プ ロ ジ ェ ク ト ） ・ 柳澤利枝 ・ 井上健一郎 ・ 桜井

美穂 ・ 植木尚子

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 大気環境中， 特に浮遊粒子状物質には， エン ド

ト キシンや β グルカンが存在する こ と が報告されてい

る。 し かし， その測定法は未確立の状態にあ る。 エン ド

ト キシン と 浮遊粒子状物質の併存は肺傷害を相乗的に増

悪する ため， 一般大気環境中に存在するエン ド ト キシン

の測定と その リ ス ク評価を図る必要があ る。本研究では，

大気環境中， 特に浮遊粒子状物質に存在するエン ド ト キ

シンやβ グルカンの蛍光偏光法によ る測定法の確立をめ

ざす。 また， エン ド ト キシンや β グルカン と浮遊粒子状

物質の併存によ る肺傷害増悪の有無 と メ カニズムを明ら

かにする。 

〔内容および成果〕

　 １ ） デ ィ ーゼル排気微粒子 （DEP） を有機溶媒で抽出

し た後の残査粒子の気管内投与によ り ， エン ド ト キシン

によ る肺傷害は顕著に増強し た。 DEP の残査粒子 と エン

ド ト キシンの併存によ る肺傷害は， 病理学的には， 肺胞

出血， 肺水腫， 好中球性炎症よ り なっていた。 エン ド ト

キシン単独投与で，IL-1 等の炎症性サイ ト カ イ ンや MIP-

1， KC， MCP-1 等のケモカ イ ンの肺局所における発現が

増強し たが， 併用投与によ り それら の顕著な発現増強が

惹起された。 DEP よ り 抽出し た化学物質にはそれらの効

果は乏しかった。 一方， β グルカンを気管内投与する こ

と によ り 好中球 と 好酸球によ る炎症性肺傷害が惹起され

たが， DEP の併用投与によ っては増悪されなかった。 β

グルカンの気管内投与は KC， MCP-1， IL-1， MIP-1 等の

好中球活性化に関わるサイ ト カ イ ンやケモカ イ ン と と も

に，EOTAXIN 等の好酸球活性化因子の発現も増強し てい

た。

　 ２ ） イ ンピ ンジ ャーを利用し大気中のエン ド ト キシン

と β グルカンを， リ ムルス法 と蛍光偏光法によ り 測定し

た。 両方法に よ り ， 一般居室， 実験室， 動物飼育室で，

エン ド ト キシン と β グルカンは測定が可能であった。蛍

光偏光法の安定性を高め る ために， 諸条件の最適化を

行っている。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ． 3． 1， 5． 1 にも関連。   

生化学工業（株）中央研究所からの委託請負研究であ る。   

（26） 環境因子による健康影響の食品成分による軽減策

の開発に関する研究

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コー ド〕 0303NA518

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プ ロ ジ ェ ク ト ） ・ 柳澤利枝 ・ 桜井美穂 ・ 井上健

一郎 ・ 植木尚子

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 種々の環境因子は， 慢性的な少量暴露に よ り ，

単独であ るいは他の因子 と 複合的に， 健康に悪影響を及

ぼすこ と が一般的であ る。 環境因子によ る健康影響を軽

減する ためには， 悪影響の原因 と な る環境因子の暴露を

避け る こ と が第一の手段であ る こ と はい う まで も ない。

し か し， 暴露を皆無 と する こ と は しばしば困難であ り ，

暴露回避以外の対策の開発も重要 と 考え られる。 本研究

では， 環境因子によ る健康影響を， 自然由来成分の摂取

によ り 軽減する， 新たな対策の提案を目的とする。 

〔内容および成果〕

　 デ ィ ーゼル排気微粒子の経気道暴露に よ る肺傷害は，

紫蘇抽出物の経口摂取によ り 軽減された。 また， カカオ
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ポ リ フ ェ ノ ールの食物 と し ての摂取も， デ ィ ーゼル排気

微粒子の経気道暴露によ る肺傷害を軽減し た。 これらの

効果には， 前者では炎症性サイ ト カ イ ンやケモカ イ ンの

発現抑制， 後者では細胞接着分子の発現抑制が重要な役

割を演じ ている と考え られた。

〔備考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ． 3． 1， 5． 1 にも関連 

明治製菓 （株） ヘルス ・ バイ オ研究所か ら の寄付金によ

る研究であ る。   

（27） FTIR を用いた赤外放射スペ ク ト ル観測によ る，

CO2 ・ 水蒸気等の計測手法の研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF567

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○長濱智生 （地球環境研究セン ター）・中根英昭

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 地上高分解能 FTIR を用いて CO2， H2O 等の大

気微量分子の赤外放射スペク ト ルを観測し， そのスペク

ト ルか ら分子の鉛直分布を求める手法についての研究を

行 う こ と を目的とする。 そのために本研究では， FTIR で

大気微量分子の赤外放射スペク ト ルを精度良 く 観測する

ために必要な装置の改良を行い， 観測された放射スペク

ト ルから CO2， H2O 等の微量分子の鉛直分布を求める手

法 （ リ ト リ ーバル法） を開発し， その観測精度を評価す

る こ と が目標であ る。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 中間赤外領域におけ る放射スペク ト ル観

測のための FTIR システムの低雑音化と SEASCRAPE によ

る放射スペク ト ルシ ミ ュ レーシ ョ ンの評価及び最適な観

測手法 ・ 観測条件の研究を行った。

　 中間赤外領域でのFTIRシステムの低雑音化を実現する

ために， 視野角の狭い冷却絞 り を付けた水銀カ ド ミ ウ ム

テルル検出器を製作し， 従来の 1.6 倍の実質受光感度を

実現し た。 また， 視野内への迷光の回 り こみを低減する

ために ミ ラーの開口径を大き く し， さ らに入射角が小さ

く なる よ う にし た入射光学系を設計 ・ 製作し た。

　 放射スペク ト ルシ ミ ュ レーシ ョ ンでは，SEASCRAPE 単

体では大気微量分子か らの放射のみの場合には問題な く

シ ミ ュ レーシ ョ ンが行え る も のの， 装置内部や入射光学

系での熱放射の流入については大気放射スペク ト ル計算

と 同時には扱 う こ と ができず， それぞれを独立し て計算

し た後で別途組み合わせる必要であ る こ と がわかった。

また， 観測条件を変えた放射シ ミ ュ レーシ ョ ンか ら， ス

ペク ト ルの S/N 比が視線方向の水蒸気量によ る こ と， 天

頂方向に向けて観測する場合に最も S/N 比が高 く なる こ

と がわかった。

〔備考〕

（28） 希少鳥類種の個体増殖に関する新手法

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0303AF573

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○川嶋貴治 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は， 絶滅の危機に瀕し ている野生

鳥類の保全に， 始原生殖細胞 （精子や卵子の祖細胞） の

胚間移植技術に代表される発生工学的手法を適用する こ

と であ る。 すなわち， 環境汚染， 近交劣化， 不慮の事故

及び疾病等の理由によ り 繁殖力の低下し た鳥類の始原生

殖細胞を繁殖力の旺盛な鳥類胚に移植し た個体 （生殖巣

キ メ ラ） か ら， ド ナー由来の子孫を得る技術を開発する

こ と が目標であ る。 本研究におけ る始原生殖細胞の胚間

移植技術は， ク ローン動物作出法 と 根本的に異な り ， 配

偶子形成過程での自然発生的な染色体交叉によ って， 遺

伝的多様性を保持し た個体作出が可能 と な る点が特徴で

あ る。

〔内容および成果〕

　 本研究におけ る最大の成果は， ニホンキジ胚か ら採取

し た始原生殖細胞を異種であ る ウ ズ ラ 胚に移植 し た結

果， 初期生殖巣原基に定着し， 異種間生殖巣キ メ ラ が成

立する可能性を示唆し た こ と であ る。 これまで， 始原生

殖細胞の胚間移植によ る生殖巣キ メ ラ個体の作出は， 同

種内の異なる 「系統」 間で成功し ているにすぎなかった。

本研究の結果， ニホンキジ / ウ ズ ラ （あ るいはニホンキ

ジ / ニワ ト リ ） キ メ ラが， 異種間生殖巣キ メ ラ作出に向

けた障壁を突破する ための実験モデル と し て利用可能な

こ と が示された。 また， ニワ ト リ やウ ズ ラ と いった家禽

以外の野生鳥類種を用いて， 異種間生殖巣キ メ ラ が成立

するか と い う 問いに対し て， 大き な第一歩を踏み出すこ

と ができ た。 今後， さ ら に異種間生殖巣キ メ ラ個体同士

を交配し， 野生種が得られるか と い う 課題について， 移

植始原生殖細胞の寄与率の向上策の検討も含め取 り 組ま

なければな ら ない。 本研究によ り 生物多様性の危機 と い

う 環境問題に対し て， 新たなアプローチ と し て貢献でき

る環境基盤技術の萌芽が認められた。

〔備考〕
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（29） 勝連 ト ラバーチン舗装工のヒー ト アイ ラ ン ド 現象

抑制効果の定量化研究

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コー ド〕 0303NA559

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （地球環境研究セン ター） ・ 平野

勇二郎 ・ 新津潔

〔期 　 間〕 平成 15 年度 （2003 年度）

〔目 　 的〕 沖縄県勝連町周辺で豊富に算出する有孔虫石

灰岩を素材と し て， 「勝連 ト ラバーチン」 と い う 特殊舗装

材料が開発 ・ 生産されている。 勝連 ト ラバーチンの特長

と し て， コ ン ク リ ー ト など と 比較し た場合の日射によ る

表面温度上昇に対する抑制効果が指摘されていたが， そ

の メ カ ニズ ム解明を含め， 効果の定量的評価が課題 と

なっていた。 都市の暑熱対策 と し て， ト ラバーチンを都

心におけ る歩行空間の舗装材料 と し て実用化する ために

は， こ のよ う な調査研究が必要であ る。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所敷地南縁の日当た り のよい平地 （草地）

を整地し て， 勝連 ト ラバーチン （5m 四方） および対比実

験用のコ ン ク リ ー ト ブロ ッ ク を敷設し， 表面温度， 躯体

内部温度， 熱流量， 表面の放射特性など を比較する ため

のモニ タ リ ングを， 気象観測 と と も に梅雨明けから秋季

まで実施し た。 晴天日の ト ラバーチン と コ ン ク リ ー ト そ

れぞれのアルベ ド （反射特性） は， 正午に ト ラバーチン

が 43％， コ ン ク リ ー ト が 33％と， ト ラバーチンが 10％

高 く なった （図 1）。 1cm 深の躯体内部温度は 1 日を通じ

て ト ラバーチンの方が低 く ，最大の温度差は 13:00 に 7 ℃

であった （図 2）。 当該効果の メ カニズム解明のため， コ

ン ク リ ー ト の表面に， 色調及び反射率を ト ラバーチンに

合わせた高反射性塗料を塗布し た対比実験を行った。 表

面温度， 躯体内部温度， 放射データ などの解析よ り ， ト

ラバーチンの高い表面反射特性 と 暑熱環境改善効果への

可能性が示された も のの， 人体受熱量の増大に関し ては

さ ら なる検討が必要であ る と考え られる。

〔備考〕

研 究 代 表 者 ： 一 ノ瀬俊明

共同研究機関 ： 株式会社三柱

共 同 研 究 者 ： 新津潔 （地球環境研究セン ター） ・ 平野勇

　 　 　 　 　 　 　 二郎 （地球環境研究セン ター） ・ 小野塚孝

　 　 　 　 　 　 　 （株式会社三柱） ・ 神野充輝 （株式会社三

　 　 　 　 　 　 　 柱）

（30） 1H磁気共鳴スペク ト ロスコ ピーを用いた神経伝達

物質の in vivo 計測法の研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0304AF575

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○渡邉英宏 （環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究

プロ ジェ ク ト ） ・ 三森文行 ・ 高屋展宏

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 神経伝達物質は脳内の情報伝達に重要な役割

を有する ため， 化学物質の脳への影響評価に対し て これ

等を in vivo 計測する意義は大きい。 この う ち， グルタ ミ

ン酸は人脳内の主要な興奮性の神経伝達物質であ り ，γ-

ア ミ ノ 酪酸 （GABA） は， 主要な抑制性の神経伝達物質で

あ る。 しか し ながら， グルタ ミ ン酸は， 脳内に多 く 存在

する グルタ ミ ン と 化学構造が類似し ている ため， 分離検

出が困難であ る。一方，GABA は，巨大分子ピーク と オー

バーラ ッ プする ため， 検出が困難であ る。 そ こ で， 本研

究では， グルタ ミ ン酸および GABA の in vivo 計測が可能

な方法を見いだし，4.7T in vivo NMR スペク ト ロ メ ーター

上にて in vivo 計測を実現する こ と を目標 とする。

図 1 　 勝連 ト ラバーチン と コ ン ク リ ー ト の晴天日日中の

アルベド
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図 2 晴天日における勝連 ト ラバーチン と コ ン ク リ ー ト

の躯体内部温度 （1cm 深） の日変化
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〔内容および成果〕

　 本年度は， 計測法の検討および局所スペク ト ル測定法

の開発を実施し た。

　 まず，それぞれの代謝物の NMR 上の性質を考慮し計測

法の検討を行った。 こ の結果， デカ ッ プ リ ングが可能で

あ り ， かつ化学シフ ト 情報も利用する こ と ができ る 2 次

元コ ン ス タ ン ト タ イ ム COSY 法によ り ， グルタ ミ ン酸 と

グルタ ミ ンおよび GABA も検出でき る と結論付けた。

　 これを実証すべ く ， グルタ ミ ン酸 と グルタ ミ ンの混合

溶液試料を用いた実験を行った。 実験の結果， 1 次元ス

ペク ト ルではグルタ ミ ン酸 と グルタ ミ ンのピーク のオー

バーラ ッ プが認められた。 これに対し て， コ ン ス タ ン ト

タ イ ム COSY 法では 4 位の 1H のピーク を分離検出する こ

と が可能であった。

　 次に， in vivo 応用を目指し て，局所 2D コ ン ス タ ン ト タ

イ ム COSY 法を開発し，模擬試料を用いた実験を行った。

こ の結果，局所 2D スペク ト ルが取得でき る こ と が実証で

き た。

〔備考〕

（31） 高頻度衛星観測による ヒー ト アイ ラ ン ド 対策の広

域直接評価に関する先駆的研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0304AF588

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○松永恒雄 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 今後立案／実施が進め ら れ る であ ろ う 各種都

市 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 対策の効果を広域で直接評価する た

めに必要な， 都市域の日ご と 放射収支を広域に渡って推

定する手法の確立を目指す。 そのために本研究では， 複

数の地球観測衛星によ る都市域の高頻度観測データ利用

法の開発と， 各種地上データ を用いたその検証を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 研究対象地域及び時期を選定し， 当該地域，

時期の衛星データ及び気象データ等の入手及び一次解析

を実施し た。 研究対象地域は気象データ及び土地被覆／

利用データの入手の容易さ及び ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 現象の

著し さ の観点から東京を中心とする 200km 四方を選定し

た。また時期は，米国 NASA の Aqua 衛星搭載 MODIS デー

タの公開状況を鑑み， 2003 年の夏と し た。 中でも晴天が

続いた 8 月 24 日～ 25 日を重点解析期間 と し た。 この期

間の地球観測衛星 NOAA-15，16，17 号，Terra 衛星，Aqua

衛星の熱赤外観測データ を各種データベース よ り 収集し

た結果， 当該期間はおよそ平均 2 ～ 3 時間に 1 回程度の

観測頻度になっている こ と が確認された。 さ らに これら

のデータ を処理する こ と によ り ， 研究対象地域の地表面

温度の時系列変化を明ら かにし た。 夜明け前は対象地域

内でほぼ均一の温度になっていたが， 日の出後には温度

は上昇し た。 特に植生量の少ない都市域での温度上昇が

顕著であ る こ と が示された。 さ らに米国 NCEP 等よ り 提

供されている気象再解析データや高層気象台によ る大気

鉛直プロ フ ァ イルデータ を用いた大気補正処理を進めて

いる。 また並行し て これらの熱赤外データ及び可視域観

測によ る アルベ ド データ よ り ， 研究対象地域の研究対象

期間におけ る放射収支を明ら かにし， 土地被覆等の関係

を検討する準備を行っている。

〔備考〕

（32） 発生工学技術を用いた希少鳥類種の維持 ・ 増殖法

の開発に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0304CD574

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○川嶋貴治 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 鳥類では， 始原生殖細胞 （胚発生の一時期に出

現する精子や卵子の祖細胞） の胚間移植技術に代表され

る発生工学技術は， 緊急を要する希少鳥類種の問題に対

処するには現実的であ るにも関わ らず， 実際の希少種に

適用するには， 乗 り 越えなければな ら ない問題が多いの

も現状であ る。 まず， 発生段階表の明ら かでない鳥類か

ら， いつ， どのよ う に始原生殖細胞を採取すればよいか

と い う こ と が最初の問題 と な る。 希少種が対象であ る以

上， 始原生殖細胞を採取し た胚を犠牲にする こ と も でき

ない。 始原生殖細胞を移植し た胚を高率に孵化させる こ

と も必須であ る。 本研究の目的は， 希少鳥類胚か ら始原

生殖細胞の採取に最適な胚を効率良 く 得る ための胚培養

法を開発する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 本研究の結果，卵殻外での胚培養が困難 と されていた，

放卵直後か ら の胚形成期において， 人工容器 と 人工膜を

組合せて用いた卵殻な し胚培養法の開発に成功し た。 孵

卵 72 時間後，人工容器を用いて胚培養し たニワ ト リ 胚の

発生を調べた結果， 濃厚卵白の有る場合の正常発生率は

73％ と 高い値が得られた。 人工容器を用いた胚培養法で

は， 胚形成期の発生に と って胚 と 人工膜 と の物理的接触

が重要であ る こ と を示唆し た。 また， 胚形成期の発生は
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低ガ ス交換の状態で も進行する こ と が明ら か と なった。

破卵や軟卵などの卵殻形成に異常があ り ， これまでやむ

を得ず破棄す る し かなか っ た受精卵の救出が期待 さ れ

る。 今後は， 孵化までを完全に卵殻な しで胚培養を行 う

方法を開発する こ と が課題と なる。

〔備考〕

（33） 釧路湿原の自然環境修復を目的と し た生態系再生

ポテンシャルの推定と最適地抽出

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0305CD537

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○亀山哲 （流域圏環境管理研究プロ ジェ ク ト ）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 17 年度 （2003 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 湿原再生を考え る際には生態系を無視 し た工

学的技術の適応， また湿原の局所的現象のみに焦点を当

てた研究では， 実質的成果を上げる こ と はでき ない。 こ

の問題解決のためには流域全体を見渡し， 湿原流域の歴

史的変遷 と 過去の湿原痕跡の分析を通し て 「湿原本来の

自然復元力 （水文特性 ・ 物質輸送形態の修復等） を最優

先する」 と い う 側面か ら科学的に と ら えなおす必要があ

る。 本研究の目的は， 日本最大の湿原であ る釧路湿原お

よびその河川流入部に点在する境界部分を対象 と し， 湿

原環境再生のために， ど こ の場所で， どのよ う な方策を

と れば湿原が最も適性に再生され う るか検討し， 候補地

の抽出と ゾーニングを行 う こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 本年度は，主に リ モー ト センシング と GIS 解析を行い，

地理条件を基にし た候補地の抽出に重点を置いた。 特に

GIS の活用では， データベース構築 ・ 空間解析アルゴ リ

ズム開発 ・ 解析結果のマ ッ ピ ングを行い， その成果を次

年度以降の事前調査資料と し た。 特に GIS の分野に関し

ては， データベースの充実を図 り ， 流域内河川の連続性

（ネ ッ ト ワーク） に着目し た解析を行った。

　 「データベース構築」 ： 解析対象地の ラ ス ターデータ と

し て， 50ｍ メ ッ シュ DEM を基にし た起伏量データ， ハ

ン ノ キ な ど の湿原木本分布デー タ， ３ 次 メ ッ シ ュ 気象

データ， 100m メ ッ シュ土地利用データ等を整備し た。 ベ

ク ターデータ と し ては， 湿原流入河川の時代別ベク ト ル

データ （大正以後の 4 時代）， およびサブ流域ネ ッ ト ワー

ク ポ リ ゴン （集水域を細分化し て上流下流の ト ポ ロ ジー

構造を持たせた GIS データ） を作成し た。

　 「空間解析アルゴ リ ズム」 ： 湿原流入河川に含まれるサ

ブ流域ネ ッ ト ワーク ポ リ ゴンに対し， 個々のポ リ ゴンに

法則性を持つユニーク な ID 番号を割 り 振 り ，その連続性

を管理する新たなシステムを導入し た。 また， こ の ID を

利用し，任意の地点から上流･下流を自動検索する アルゴ

リ ズム を開発し た。 さ ら に， こ のデータ と 河川構造物 ・

河川改修区間のデータ を統合化する こ と によ り ， 流域分

断化の解析お よ び河川改修の影響範囲を抽出可能 と し

た。

　 「マ ッ ピ ング」 ： 上記解析を， 湿原を含む流域全体に適

応し た。 こ の結果， 次年度以降の調査対象地の具体的絞

込みが可能と なった。

〔備考〕

（34） 洋上風力発電を利用し た水素製造技術開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会

〔研究課題コー ド〕 0307BH598

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○植弘崇嗣 （化学環境研究領域） ・ 内山政弘 ・

松本幸雄

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 持続可能な エ ネル ギー源で あ る 太陽エ ネル

ギーは， 化石燃料 と 比較し てエネルギー密度が小 さ く ，

その変動も大きいため， エネルギー供給側 と し ては扱い

に く い対象であ る。 こ のため， 敷設面積が大き く 設置場

所が確保でき ない， あ るいは金銭的な コ ス ト が高 く な る

など， 基幹エネルギー と し て認知されるにはいたってい

ない。

　 本研究では，我が国陸地面積の 10 倍の広さ を有する経

済専管水域を対象 と し て， 非係留型大型浮体上に風力発

電設備 と 海水電解設備を設置し水素製造を行 う 「水素製

造用非係留洋上ウ ィ ン ド フ ァーム」 の成立可能性につい

て， エネルギー収支 と 環境負荷 ・ 影響の観点か ら検討を

行い， 技術的な問題点の解決を通し て， 環境的に持続可

能な風力エネルギーを， 基幹エネルギー と し て成立させ

う る システムの構築を目指す。

〔内容および成果〕

　 計画初年度に当た り ， システムのコ ンセプ ト の明確化

と， 既存技術の評価を中心 と し て行い， 目標 と 現実の

ギ ャ ッ プの大きい課題に対し， その克服に資する研究を

集中的に実施し た。

　（ １ ） 洋上風況データ収集 ・ 解析

　 洋上風力に適し た海域の選定 と 風車設計に必要な洋上

風況データについて既存データはほ と んど存在し ないた

め， 洋上風況を推定で き る 関連デー タ の収集 と シ ミ ュ

レーシ ョ ンを実施し た。 また， 比較的洋上風況を模し て
―  240  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）
いる と 期待される小孤島におけ る現地調査について検討

し た。

　（ ２ ） 非係留大型浮体概念設計

　 係留型では実現でき ない高深度海域で利用可能な非係

留大型浮体の位置保持システムの概念設計を行った。 風

車を 10 基程度搭載する大型浮体を，電動ス ラ ス ターあ る

いは帆を用いた推力 と 海水中のス ト ラ ッ ト によ る揚力を

活用し て， ダ イナ ミ ッ ク な位置制御を行い風下に流され

ないシス テムの実現可能性をシ ミ ュ レーシ ョ ン ・ 模型実

験で検討し た。

　（ ３ ） 海水電解システム改良

　 エネルギー変換過程であ る海水電解システムの性能の

改善は， ト ータルシステム性能を決定する上で， 大き な

寄与があ る。 海水電解では塩素を発生させず酸素を発生

させる陽極が鍵 と な る技術であ るが， こ の陽極電極の効

率改善について検討し た。 また， 電解システム全体の メ

ンテナン ス性向上 ・ 寿命長期化を目的 と し た装置の試作

を行った。

　（ ４ ） エネルギーレベルのラ イ フサイ クルアセス メ ン ト

　 ト ータルシステムのエネルギー収支を評価する LCA を

実施するのに必要な基礎的なデータ収集を行った。また，

大規模に展開する上で避けて通れない資源に関する必要

量と資源賦存量について検討を行った。

〔備考〕

（35） 新たな炭素材料を用いた環境計測機器の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0307BY576

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○久米博 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 ダ イ ヤモン ド をは じ め と する新炭素系材料の

電子放出源を備え， 照射エネルギーを低 く し て も十分な

強度の電子線が得られ， かつ大気中に も電子線を取 り 出

せる電子線源を開発する。 また， 同様の電子線源を利用

し た X 線源も開発する。 そし て， これら電子線源と X 線

源を装備し， 人への影響が大き いエア ロ ゾルに対し て，

（1） 捕集量が小さ く て も精密な質量濃度測定ができ， （2）

蛍光 X 線法に よ る 成分分析 も 可能 と し， さ ら に， （3）

フ ィ ール ド でも使え る コ ンパク ト な装置を開発する。

〔内容および成果〕

　 １ ） 研究開発項目

　 １ ） 小型 ・ 省電力電子線源の開発

　 ダ イ ヤモン ド あ るいはその他の新炭素系材料の電界放

出型電子放出源， 加速電極， そ し てダ イ ヤモン ド 薄膜か

ら構成されてお り ， 電子線はそのダ イ ヤモン ド 薄膜を通

し て大気中に取 り 出される。 大き さは， 直径 5cm で長さ

は 10cm 程度とする。 電子エネルギーは 0 から 100keV の

範囲で可変であ り ， 最大電流値は １ μA （0.1W） とする。

　 ２ ） 　 小型 ・ 省電力 X 線源の開発

　 1） の電子線源と同様の電子放出源を備え， 最大エネル

ギーが 30kV で 100μA （3W） までの X 線が出せる X 線

源を開発する。 大き さは， 直径 3cm で長さ 10cm 以内 と

する。

　 ３ ） 　 エア ロ ゾル捕集システムの検討

　 質量厚みが 100μg/cm2 程度のフ ィ ルターを選定し， こ

のフ ィ ルターの供給機構を検討する。 また， 大気の吸引

ポンプについて も検討を加え， 通気抵抗や消費電力等の

要因を考慮し て， 必要最小限の性能のものを選定する。

　 ２ ） 研究成果

　 ダ イヤモン ド は，負の電子親和力を持っている ために，

低電圧で大電流を取 り 出せる材料 と し て期待でき る。 本

年度は， ダ イ ヤモン ド 電子源を開発する ための基礎的研

究を行った。

　 １ ） n 形ダ イヤモン ド の合成

　 p 形ダ イヤモン ド合成で得た知見を基に，n 形半導体の

合成を開始し た。 まず， イ ン ト リ ンシ ッ ク膜の合成を行

い， 装置の基礎特性を押さ えた後に， ターシ ャルブチル

フ ォ ス フ ィ ン （TBP） を ド ーピ ングガス と し て合成を開

始し， 後に， ト リ メ チルフ ォ ス フ ィ ン （TMP） を用いた

合成を行った。 いずれの ド ーピ ングガス を用いて も ホー

ル効果測定によ って n 形であ る こ と を確認し た。

　 ２ ） ナ ノ ス ケールのダ イヤモン ド製造技術

　 誘導結合プ ラ ズマを利用し たダ イ ヤモン ド エ ッ チング

装置の立ち上げ と， 基本的なエ ッ チングプロセスの検討

を行った。 基板に印加するバイ ア ス電力を変化させる こ

と で異方性エ ッ チング と等方性エ ッ チング と を制御可能

であ る こ と を見いだし た。

　 代表的な手順 と プロ セスパラ メ ータでエ ッ チングを施

し たダ イヤモン ド円錐の先端は 10nm 以下まで先鋭化さ

れてお り ， 今後， 本形状を利用し た電子源を作製し， 電

子放出に対する先鋭化の効果を実際に検証し てい く 予定

であ る。

〔備考〕

（36） 有害物質除去用ナ ノ構造認識膜の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0307BY577

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕 ○彼谷邦光 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）・

佐野友春 ・ 高木博夫

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 環境ホルモンやアオ コ毒の よ う に環境中の濃

度が低い物質を測定する場合や環境中の有害物質を除去

する場合に， 吸着剤を用いた濃縮法が多用 さ れてい る。

しかし ながら， 現在用いられている吸着剤は標的物質の

性質の一部を用いているだけであ る ために， 選択性が低

く ， 測定の妨害 と な る物質を多量に吸着する。 また， 有

害物質除去では標的物質以外の物質が多量に吸着する こ

と によ って， 吸着剤がすぐに飽和状態にな り ， 結局高価

な も のになっている。 こ のよ う な状況か ら， 標的物質に

対する選択性の高い吸着剤の開発が期待されている。 本

研究では標的分子の構造 と電子状態を利用し た選択性の

高いナ ノ 構造認識膜や分離媒体を開発し， 環境改善や環

境研究への実用性を目指す。

〔内容および成果〕

　 １ ） 粒子径均一ポ リ マーを用いて，代表的な藍藻毒 （ア

オコ毒） と し て知られる ミ ク ロ シスチン類 （Microcystin，

MC） に対し て， 選択的な分子認識能を示す分離媒体の調

製を試みた。 調製し たポ リ マー粒子には， MC の特徴的

な疎水部位 （Adda 部位） の構造類似物質あ るいは構造の

一部分を擬似鋳型分子 と し て加え る こ と によ り ， 架橋ポ

リ マー構造内にMC を選択的に認識する部位を構築し た。

用いた擬似鋳型分子によ って， Adda 部位を選択的に認識

する部位が構築されている こ と が明ら か と なった。 さ ら

に，HPLC における移動相変化の結果から も Adda 部位に

対する選択的認識能が示唆されてお り ， 簡単な構造の擬

似鋳型分子によ って MC 類の選択的な認識が可能であ る

こ と を明ら かにし た。 また， メ タ ク リ ル酸やビニルピ リ

ジンなどの機能性モ ノ マーを用いて調製し たポ リ マー粒

子の評価では， MC の環状ペプチ ド 部位の特定のカルボ

キシル基やグアニジル基を識別する こ と が可能であ る こ

と がわか り ，約 70 種と もいわれる MC 同族体を一括分離

する基本的な条件を確立し た。

　 ２ ） 代表的な内分泌撹乱物質いわゆる環境ホルモン と

し て知られる ビ ス フ ェ ノ ール A （BPA） に対し て， 選択

的な認識能を示す分離媒体 と し て， フ ラ グ メ ン ト イ ンプ

リ ン ト 法 を 用 い た。 擬 似 鋳 型 分 子 と し て， p-tert-

Butylphenol （TBP） を使用 し， 多段階膨潤重合法で得 ら

れた粒子径均一ポ リ マーを調製し た。 調製し たポ リ マー

粒子を高速液体ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー （HPLC） を用いて評

価し た結果では， イ ンプ リ ン ト 効果によ る BPA に対する

選択的な認識能が発現する こ と が明ら か と なった。 さ ら

に， 近年環境ホルモンの候補 と し て報告 さ れた塩素化

BPA について も， 擬似鋳型分子の検索， フ ラ グ メ ン ト イ

ンプ リ ン ト 法を用いた分離媒体の調製を試みた。

　 ３ ） 本サブ課題では鋳型高分子の粒径形状を コ ン ト

ロール し得る重合法 と し て 『膜乳化重合法』 に着手し，

処方内容の化学物質の毒性を も勘案し ながら， 当該重合

法の鋳型高分子製造方法 と し ての適正 と 可能性を検討

し， 基本的条件を確立し た。 本年度 と し ては， 関心の高

いコプラナ－ PCB 及びアンモニア性窒素を一般河川よ り

除去し う る粒状鋳型高分子に関し 『膜乳化重合法』 にて

作製し た も のをカ ラ ム法にて評価し， 操作時間及び選択

的吸着性能に関する基礎データ を得た。

　 ４ ） 環境中に放出される医薬品 と し て， β 遮断剤を，

従来から有害性が危惧されている農薬 と し て ト リ アジン

系農薬を対象 と し て特異的認識能を有する分子鋳型ポ リ

マー （MIP） を開発し， 全処理過程の選択的分離媒体に適

用する こ と を試みた。β 遮断剤にたいし ては MIP の表面

を親水化する こ と によ り ， 生体試料および環境試料の直

接導入が可能な，浸透制限型分子鋳型ポ リ マーを調整し，

その有用性を明らかにし た。

　 ト リ アジン系農薬を認識する MIP の調整には， ア メ ト

リ ン （ametryn，AME） をモデル化合物と し て用いた。MIP

合成の機能性モ ノ マーと し て 2- （trifluoromethyl） acrylic

acid が最も分子認識能に優れていた。 ト リ アジン系農薬

の分子認識は分子の塩基性度に依存する こ と を明らかに

し， ｐ H 調節によ り ， 種々の ト リ アジン系農薬を選択的

に分離でき る こ と を明らかにし た。

〔備考〕

（37） 大気汚染物質等のパーソナルモニ タ リ ング技術の

開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0307BY592

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○内山政弘 （大気環境研究領域） ・ 植弘崇嗣

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 環境 リ ス ク の高い大気汚染質を測定する ため

に， ナ ノ テ ク ノ ロ ジーの成果を広 く 活用 ・ 駆使し た小型

センサーの研究開発を行い， これら センサー群と IT 技術

を融合し， 個人， 家庭等のレベルで環境汚染を把握でき

る小型環境監視装置を開発する。 併せて， これによ り 得

られる高密度 ・ 多量の環境データ を処理 ・ 解析する と と

も に， 各利用者に配信し， 各地域， 各利用者のデータ を

相互に利用でき るネ ッ ト ワーク システムを考察する。
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〔内容および成果〕

　 こ の研究で開発を行 う システムをセンサ ・ ネ ッ ト ワー

ク と い う 言葉で く く る。 その開発目標は以下のよ う に分

かれる。 I） 大気環境濃度測定が可能なセンサの開発。 II）

センサ・ ステーシ ョ ンの開発 : 　 化学センサがプラ グ イ ン

された多数のセンサ・ ステーシ ョ ンの結合によ り センサ・

ネ ッ ト ワーク が構成される。III） センサ と センサ ・ ステー

シ ョ ン間のプロ ト コルの開発 : プロ ト コルを公開する こ

と に よ り オープ ンプ ラ ッ ト ホーム型のセ ンサ ・ ス テー

シ ョ ンが可能と なる。 IV） 匿名 LAN の開発 : 個人携行あ

るいは家庭で使用する ためには位置情報以外の個人情報

を秘匿する必要があ る。

　 以下のセンサ仕様に基づいてセンサを検討し た。 対象

物質 : （都市域の） 大気濃度レベルの NO2, NO, O3, エア

ロ ゾル， VOC （BTX） , （（NMH, HNO3, SO2）） ; 時間分解

能: 　 ～20 min以下。 このプロ ジェ ク ト では主 と し て NTT

環境エネルギー研究所が実用化に成功し た蓄積型 ・ 化学

センサであ る固相比色法によ る研究開発を行 う 。 開発が

先行し た NO2 についてはセンサ ・ ステーシ ョ ンのプロ ト

タ イ プに実装 し て実大気環境にて試験運用 を行 っ た。

VOCについては赤外吸収によ るセンサチッ プの開発を目

標 と し て多孔質剤の探索を行った。 その他の固体化学セ

ンサ と し て， 熱的， 化学的安定性に非常に優れた安定化

ジルコ ニア （YSZ） と亜硝酸塩系材料だけを組み合わせ，

素子構造が簡単でしかも ppb レベルの低濃度 NOx の検知

が可能な固体電解質 ・ 電位検出型センサを検討し た。 　

　 センサ ・ ネ ッ ト ワーク システムを流れる情報には個人

情報が含まれる ため匿名性を必要 とする部分が存在する

こ と など，現存するセンサやデータ通信ロガー，及びネ ッ

ト ワーク などには要求されていない条件がセンサ ・ ネ ッ

ト ワー ク には要求 さ れる。 こ れに関する技術的な条件，

サービ ス内容， アーキテ ィ クチャの検討を行った。 　

　 本年度はいまだセンサ ・ ネ ッ ト ワーク の概念が検討中

であ る ために， 携帯電話網に接続が可能なプロ ト タ イプ

の製作を行い， NOx 固体比色法センサ と O3 酸化物半導

体センサを搭載し て実大気中におけ るセンサの応答に関

する検討を行った。 センサ近傍に設置し た既存の測定器

に比し て NOx が若干低い傾向を示すなどパラ メ ータの調

整の必要はあ るが， 十分に大気環境濃度レベルの汚染質

が測定でき る可能性が示された。

〔備考〕

（38） 可搬型超伝導 ミ リ 波大気分子測定装置の開発

（2） オゾン ・ ClO ・ 水蒸気変動の解析と モデル化

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0307KB571

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○中根英昭 （大気圏環境研究領域） ・ 秋吉英治 ・

長浜智生

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究のねらいは，（1） CREST で進めてき たチ

リ 共和国ラ ス ・ カンパナス天文台における ClO の観測を

継続し， あわせて （2） 小型 GM 冷凍機や分光計の小型

化， 多周波同時受信等の改良を行 う 。 さ ら には， （3） 開

発し た小型装置をチ リ 北部の標高5000ｍ の砂漠地帯に設

置し， さ らに高精度のオゾン ・ ClO 測定， 水蒸気 （H2O）

および HOx, NOx と いったオゾン層破壊物質の定量を行

い， オゾン層破壊の メ カニズムを多角的に解明する こ と

にあ る。

〔内容および成果〕

　 本年度実施内容

　 オゾン ・ ClO ・ 水蒸気変動の解析と モデル化グループ

　 本年度は，成層圏観測センサーILAS-II の停止 と い う 突

発的な事態があ り ， 日本では， 地上か ら の成層圏観測の

重要性が高ま った。 これまでに得られた衛星データ等 と

光化学モデルの比較検討を行った。

　 また， ４ 次元の全球気象データがよ り 高々度まで得ら

れる よ う にな り （欧州中期予報セン ター ； ECMWF40 年

データ等），また過去に遡って使用でき る よ う になった と

い う 状況を踏まえ， データ保存用 RAID デ ィ ス クの拡充

を行 う と 共に， ミ リ 波地上観測データや衛星データ と の

比較， 相補的データ解析のための ソ フ ト ウ ェ アツールの

開発を ス ター ト させた。 極渦予測， ClO 予測については

継続し て観測担当研究者の支援を行った。

〔備考〕

課題代表者 ： 福井康雄 （名古屋大学）
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（ １ ） 地球環境モニ タ リ ングおよび地球環境研究支援に

係わるデータ ベース ・ データ提供システムに関する

基礎的研究

〔区分名〕 地球セン ター

〔研究課題コー ド〕 0307AC523

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○勝本正之 （地球環境研究セン ター） ・ 藤沼康

実 ・ 向井人史

〔期 　 間〕 平成 15 ～ 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地球環境研究セン タ ーが諸内外の研究者の協

力の下に実施し ている十数のモニ タ リ ングデータや， 地

球環境研究支援のために作成し ている社会 ・ 経済系デー

タ を， 関連するデータベース と 連関させ， 地球環境研究

に効率的に資する ための研究 ・ 解析支援システムの構築

が急務 と なっている。 本研究は， 地球環境モニ タ リ ング

データベース及びデータ提供システムに関する基礎的研

究 （平成 10 ～ 14 年度） で得られた， 担当研究者から一

般市民までの広範囲なユーザーを対象にし た観測データ

のデータベース ・ データ提供システムを基に， 速報デー

タや研究支援のためのグ ラ フ ィ ッ クデ ィ スプレ イや計算

ツールおよび外部機関データ利用環境の整備 と オン ラ イ

ン提供を軸 と し， 元データの提供 ・ データ管理 ・ データ

利用を有機的に連関 さ せた統合型研究支援･解析支援シ

ステムの開発を目的と し ている。 

〔内容および成果〕

　 地球環境モニ タ リ ングで得られる観測データに係わる

総合解析システムの開発を目指し， 地球環境モニ タ リ ン

グデータベース システムの構築 と データベース化， デー

タ提供シス テムの構築， 観測データの統合化 ・ 解析に係

わるデータ統合解析 ・ 支援システムの開発を行った。 本

年度は前年度までに開発し たデータベース ・ データ提供

シス テムへ東アジア海域海洋環境モニ タ リ ングデータお

よび苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト におけ る フ ラ ッ ク

ス及び気象データのホームページか ら のオン ラ イ ング ラ

フ表示 と 数値データ提供， 有害紫外線モニ タ リ ングネ ッ

ト ワーク で得られた観測データのオン ラ イ ング ラ フ表示

を追加し た。 さ ら に， 陸別 ・ 落石岬 ・ つ く ば ・ 波照間に

おけ る有害紫外線観測値を， 人体影響を考慮し た指標で

あ る UV イ ンデッ ク スに変換し， リ アルタ イ ムでオン ラ

イ ン提供を行 う 機能を開発しデータ提供システムへ追加

し た。 データベース ・ データ提供システムはデータ提供

開始以来順調に稼動し ている。 一方， 対流圏観測研究支

援ツール と し て開発し た WINDOWS（R）ｰ PC 用の流跡線

解析 ・ 気象場表示システム （METEX） に， ヨーロ ッパ中

期天候予報セン ター （ECMWF）， 米国環境予測セン ター

（NCEP） および気象庁の格子点予報 （GPV） データ を米

国スーパーコ ンピ ューター応用セン ター （NCSA） の階層

的データ フ ォーマ ッ ト （HDF） に変換し て利用でき る機

能を追加し た。METEX は現在所内外のユーザーに利用さ

れ始めてお り ， また， ホームページか ら ダ ウ ン ロー ド も

可能で， 気象データ をユーザーが用意すれば誰で も自分

の PC で流跡線解析 と気象場表示を行 う こ と が可能であ

る。

〔備考〕

（ ２ ） 化学形態分析のための環境標準試料の作製と評価

に関する研究

〔区分名〕 基盤ラ ボ

〔研究課題コー ド〕 0105AD249

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○伊藤裕康 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）・

田中敦 ・ 白石寛明 ・ 柴田康行 ・ 田邊潔 ・ 森田昌

敏 ・ 彼谷邦光

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 標準試料は環境分析の信頼性を支え る基準 と

な る物質であ る が， 環境汚染問題の多様化に と も ない，

さ ま ざ まな種類の環境標準試料が必要 と されている。 本

研究では， 天然の環境試料等か ら標準試料を作製し， そ

の中に含まれる環境汚染物質 （有機金属化合物や有機化

合物を対象 と する） について化学形態別に保証値を定め

る こ と を目的 と する。 化学形態分析のための環境標準試

料の作製 と 配布及び精度管理を行い， 社会ニーズに沿っ

た研究をする。 試料の均一性， 安定性， 保存性等を管理

し， 長期に渡る供給の確保によ り ， 各研究者， 分析者の

ための試料作製を心がけ る。 世界的に信頼される環境標

準試料と し て位置づけ られる こ と を目標とする。 

〔内容および成果〕

　 環境標準試料 NIES CRM No.20 「湖沼底質試料」 及び

NIES CRM No.21 は， 「土壌試料」 に含まれるダ イオキシ

ン類の共同分析を し， 保証値を確定し た。 ダ イ オキシン

類の PCDD ｓ ， PCDF ｓ の 2,3,7,8 位に塩素の置換された

各異性体， 同族体についての認証値を も と め， その他の

コプラナー PCB ｓ は参考値と し て示し ている。 また過去

に作製し た NIES CRM No.7 （茶葉） は， ス ト ッ ク分がゼ

ロのため， 再作製を行い， NIES CRM No.23 と し て元素分

析について共同分析を し， 保証値を検討し た。

　 来年度に作製予定の NIES CRM No.24 候補 と し て， 水

質， 生体試料， 廃棄物関係等が上げられた。 分析対象物
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質は， 特に要望の多いダ イ オキシン類， PCB， ク ロルデ

ン等有機化合物 と， ス ト ッ ク分のない試料の再作製が考

え られた。

　 本年度，保証値の得られている試料については，約 150

件の外部への提供を行った。 また， 環境標準試料のホー

ムページを作製し， その情報を公開し ている。

〔備考〕

（ ３ ） 微生物系統保存施設に保存されている微細藻類株

の分類学的情報の収集とデータ ベース化に関する研

究

〔区分名〕 基盤ラ ボ

〔研究課題コー ド〕 0004AD250

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○笠井文絵 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）・

河地正伸 ・ 広木幹也 ・ 清水明 ・ 志村純子

〔期 　 間〕 平成 12 ～ 16 年度 （2000 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 分子分類， 分析技術の進歩によ り ， 従来見落 と

されていた形態的差異や系統関係を明ら かにする こ と が

可能になった。 これに と も ない， 微生物保存施設に保存

されている微細藻類株について， 新たな手法に基づいて

分類学的見直し を行い， 最新の情報を提供し てい く こ と

が求められている。 こ のため， 保存株の遺伝子情報， 生

理生化学的性質， 形態 ・ 微細構造を調べ， 保存株を分類

学的に再考し， 既知の基本情報 と と も に株情報のデータ

ベース を作成する。 

〔内容および成果〕

　 現在， 分子分類学的手法によ り 見直しが行われている

緑藻類を中心と し た保存株 85 株について 18SrRNA 遺伝

子の塩基配列を解析 し， 類縁種 と の比較や系統解析に

よ って分類学的位置の再確認を行った。 その結果， 57 株

が緑藻綱， 25 株が ト レボキシア藻綱， 1 株が車軸藻綱に

所属する こ と が確認された。 2 株はなお所属位置が不明

であった。 これら の仲間は形態形質が乏し く ， 従来の形

態に よ る 分類では同定間違いな ど の起 こ る 可能性 も 高

く ， 実際そのよ う な株も い く つかあった。 これらの結果

は保存株 リ ス ト 第 7 版に反映された。 また， データベー

スの入力項目等を決定し，そのプロ ト タ イプを作成し た。

〔備考〕

（ ４ ） 環境試料長期保存 （スペシ メ ンバン ク） に関する

研究

〔区分名〕 基盤ラ ボ

〔研究課題コー ド〕 0105AD251

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域） ・彼谷邦光・向

井人史 ・ 堀口敏宏 ・ 田中敦 ・ 米田穣 ・ 植弘崇

嗣 ・ 森田昌敏

〔期 　 間〕 平成 13 ～ 17 年度 （2001 ～ 2005 年度）

〔目 　 的〕 将来の新たな汚染 ・ 環境問題の顕在化に備え，

また現在十分な感度， 精度で測定でき ない汚染の進展を

将来の進んだ手法で明ら かにする ために， 所内外の長期

環境モニ タ リ ング事業 と 連携を と り ながら， 環境試料及

びデータの収集， 保存を継続する と と もに， よ り 長期的，

広域的視野にたった環境試料の長期保存のあ り 方を検討

する。 これまで継続し て収集保存されている沿岸海洋生

物並びに離島の大気粉塵試料の継続的な収集保存を図る

と と も に， 新たに人試料についての継続的な収集， 保存

体制を確立する。 

〔内容および成果〕

　 本年度は， 前年度から あ ら たに開始し た環境試料タ イ

ムカプセル事業の中で， 環境試料の収集， 保存に関する

プロ グ ラ ムを さ ら に充実， 拡大し て継続し た。 日本沿岸

各地 （定点， 移動あわせて約 20 地点） でム ラサキ イガイ

などの二枚貝を採取し， 凍結粉砕， 均質化後， 元素分析

で均質性を確認し た上で， 液体窒素上気相保存を開始し

た。 また， 精査海域であ る東京湾 20 地点で底泥を採取す

る と と も に， 年 ４ 回底引き を実施し て主要な魚類， 甲殻

類， 軟体動物の種の同定並びに資源量の確認を行いなが

ら， 主要構成種であ る アカエイの肝臓を凍結粉砕， 均質

化し て保存し た。 さ ら に人口密集地域， 離島での大気試

料の捕集 と 保存， 母乳の採取 と 保存を継続し た。 ま た，

希少生物種の生息環境解析の一環 と し て， 斃死し た タ ン

チ ョ ウの組織の分析を実施し て， 主要汚染物質濃度を他

の野生生物種と比較し た。

〔備考〕

（ ５ ） 遺伝子資源と し ての藻類の収集 ・ 保存 ・ 提供

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コー ド〕 0206CE476

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○渡邉信 （生物圏環境研究領域） ・ 笠井文絵 ・

河地正伸 ・ 清水明 ・ 戸部和夫

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 藻類は進化的に多系統の生物群であ り ， それを

反映し て極限環境を含むあ ら ゆる環境に生息する。 こ の

ため， 機能的な多様性も期待され， 重要な遺伝子資源で
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あ る。 また， 水界の主要な一次生産者であ る一方， 異常

増殖する こ と によ る環境問題も引き起こす。 筑波大， 神

戸大などの機関と と もに，これらの藻類を体系的に収集・

保存し， ラ イ フサイエン ス研究や環境研究の基盤整備を

行 う こ と を目的 と する。 現在の日本国内の主要機関保有

株数を倍増する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 中核機関であ る環境研微生物保存施設では，サブ機関，

その他の研究者から約300株の寄託を受け，総株数が1400

株余 り と なった。 分譲件数は 645 株にのぼった。 保存株

の多 く は植え継ぎによ り 維持し ているが， 15 年度には新

たに 76 株を凍結保存し， 凍結保存株の総数は 290 株 と

なった。 保存株の中で遺伝子データが報告されている株

は 274 株 572 件 と なった。 また， サブ機関における保存

株も含めた藻類培養株のデータベース を公開すべ く ， そ

の入力フ ォーマ ッ ト を決定し た。

　 微細藻類の長期保存法 と し ては凍結保存がすぐれてい

るが， これまで凍結保存の検討を行ったのはシア ノ バク

テ リ ア と緑藻のみあった。環境研に保存されている 13 綱

の藻類の代表種，70 株あま り について 3 種の凍結防御剤，

1 ないし 2 種の濃度で凍結を試みた。 その結果， 珪藻，紅

藻， ハプ ト 藻， プ ラ シ ノ 藻， 灰色藻， 渦鞭毛藻を含む 9

綱で， 何ら かの藻類が凍結 ・ 融解後， 新鮮培地中で増殖

を示し た。 特に単細胞性紅藻や珪藻では試みた種のほ と

んど全ての株で増殖し， 生存率がかな り 高い と 思われる

株も あった。 珪藻や渦鞭毛藻は従来の植え継ぎ法では本

来備えている分裂法などの問題で長期に保存する こ と が

困難であったため， 凍結保存によ る保存が非常に有効で

あ る こ と が示された。

　 また， 本年度か ら， これまでに報告されている培養液

では培養困難な種の保存を開始し た。 本年度は， ホヤに

共生する原核緑藻であ るプロ ク ロ ロ ンの細胞を凍結保存

し た。

〔備考〕

サブ機関 ； 筑波大学生物科学系 ・ 神戸大学内海域機能教

　 　 　 　 　 育研究セン ター ・ 北海道大学先端科学技術共

　 　 　 　 　 同研究セン ター ・ （独） 国立科学博物館 ・ 東京

　 　 　 　 　 大学分子細胞生物学研究所

（ ６ ） 絶滅危惧野生生物の細胞 ・ 遺伝子のタ イムカ プセ

ルに関する研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0288BY599

〔重点特別研究プロジ ェ ク ト 名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー） ・

川嶋貴治 ・ 渡邉信

〔期 　 間〕 平成 14 ～ 100 年度 （2002 ～ 2088 年度）

〔目 　 的〕 環境汚染や環境変化に よ り 絶滅の危機に瀕 し

ている野生生物種はますます増加し ている状況か ら， 絶

滅の恐れのあ る野生生物等の保護増殖や生物学的研究の

基盤 と し て， 絶滅危惧 ・ 希少生物の細胞等の遺伝資源の

保存を行 う 。 特に鳥類においては国内生息鳥類約 700 種

の う ち 89 種 （約 13％） が絶滅危惧種 と し てレ ッ ドデー

タブ ッ ク （2002 年版） に記載されてお り ， 1991 年の ５ ４

種か ら増加の一途をたど っている こ と か ら， 特に国内絶

滅危惧鳥類の種， 個体か ら現時点で可能かつ生体に負担

のない手法を用いて細胞 ・ 遺伝子資源を採取 ・ 保存を行

う こ と を目的と し た。

　 本研究では特に， 国内絶滅危惧鳥類種の細胞 ・ 遺伝子

の凍結保存を行い， サンプルの採取， 移送， 及び凍結保

存サンプルの調製方に関し て検討 ・ 改良を行 う こ と を目

的と し た。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 個体死亡に伴って凍結保存組織サンプル と

し て絶滅危惧Ⅱ類であ る ラ イ チ ョ ウ雄個体の組織 （眼，

肝臓），絶滅危惧Ⅰ B 類であ る ク マタ カ雌個体の組織 （血

球， 皮膚， 肝臓， 腎臓， 筋肉， 肺， 心臓， 卵巣， 眼， 秘

蔵， 膵臓， 骨髄， 脳） を凍結保存し た。 また上記に加え

て本年度は， 野生絶滅種 と なった日本産 ト キの最後の個

体 （キン） の心臓， 肝臓， 肺， 腎臓， 筋胃， 腺胃， 膵臓，

副腎， 卵管， 小腸， 大腸， 気管， 眼球， 舌， 食道， 胸筋，

大脳， 小脳の凍結サンプルを受け入れた。 加えて， 細胞

サンプル と し て絶滅危惧Ⅱ類であ る ラ イチ ョ ウ雄個体の

皮膚 （ ２ 個体）， 網膜， 肝臓， 精巣， 腎臓， 肺由来の細胞

を増殖培養し て細胞サンプル と し て凍結保存を行った。

また， 野生絶滅種の ト キ雌個体の皮膚 （翼） ， 皮膚 （ ヒ

ザ） ， 肺， 腎臓の培養細胞を東京農業大学経由で受け入

れ， これを増殖培養し た後に凍結保存サンプル と し た。

　 飼育下生体か ら の採材の試み と し て， 旭川市旭山動物

園で飼育する絶滅危惧鳥類種の う ち絶滅危惧Ⅰ B 類の ク

マ タ カ ２ 個体， 絶滅危惧Ⅱ類のオオワ シ ５ 個体， 絶滅危

惧Ⅱ類のオジ ロ ワシ ４ 個体， 絶滅危惧Ⅰ A 類のワシ ミ ミ

ズ ク １ 個体について皮膚組織の採取を行った。 全ての組

織は UW 液も し く は DMEM に入れて研究所に空輸する も

の， 宅急便 （クール便） で輸送する も のに分けてその後

の細胞培養への影響も あわせて検討し た。 その結果， 移

送の際の保存液が UW 液の場合と DMEM の場合では特に

その差異が認められなかった。 加えて， 空輸 （約 ７ 時間）

と宅急便 （約 48 時間） の移送時間の差によ る細胞培養へ
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の影響も認められなかった。

〔備考〕

再委託先 ： 神戸大学 ・ 近畿大学 ・ （財） 自然環境研究セン

　 　 　 　 　 ター
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７ . １ 業務概要

環境情報セン ターは， 平成 ２ 年 ７ 月， 国立公害研究所

が国立環境研究所に改組 さ れたのに伴い新たに設置 さ

れ，環境情報の収集，整理及び提供並びにコ ンピ ュータ ・

ネ ッ ト ワーク システムの運用等の業務を行ってき た。

平成 13 年 ４ 月の独立行政法人化に伴い，独立行政法人

国立環境研究所法第10条第 ２ 号に規定する環境情報の収

集， 整理及び提供に関する業務を中心 と なって担 う と と

も に， 研究部門及び管理部門を支援する業務， 研究所の

広報及び成果の普及に関する業務等を実施し ている。 こ

れらの業務を よ り 的確に実施する ため， 平成 15 年 ４ 月，

企画機能を強化する と と も に， 研究情報の整備や情報技

術の高度利用を推進する ため， 環境情報セン ター内にお

ける組織改編を行った。

環境情報の収集， 整理及び提供に関する 業務について

は，近年の環境行政の領域の拡大に伴う 環境情報への広範

な需要に応じ る ため， 本研究所のみなら ず広く 環境研究，

環境行政の推進に必要な情報を提供し ている （図 7． 1）。

その一環 と し て， 環境基本法を踏まえ， 広 く 一般の国民

等への環境情報の提供を行 う ため， 平成 ８ 年 ３ 月よ り 環

境情報提供システムを運用し ている。

図 7 . 1 　 環境情報セン ターにおいて提供し ている情報

*1 　 国立環境研究所ホームページ， EIC ネ ッ ト で提供

*2 　 イ ン ト ラ ネ ッ ト から提供

*3 　 電子媒体によ り 提供

*4 　 環境 Ｇ Ｉ Ｓ から提供
―  253  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）
研究部門及び管理部門を支援する業務については， コ

ンピ ュータ ・ネ ッ ト ワーク システムの管理に関する業務，

図書室関連業務など研究情報の整備・提供に関する業務，

情報技術を活用し た事務の効率化に関する業務， 研究成

果のデータベース化 ・ 研究所ホームページ掲載等に係る

研究者支援業務など を行っている。 また， 研究者 と の協

働体制を強化する ため， 研究情報企画 ・ 整備推進チーム

を設け， 情報処理のための基盤整備などを行っている。

研究所の広報及び成果の普及に関す る 業務について

は， 研究所ホームページの運営， 研究報告書等の編集 ・

刊行に関する業務を行っている。

なお， 本研究所は， 独立行政法人化し た こ と に よ り ，

新たな業務 と し て， 国や民間の機関等か ら の業務委託，

請負の実施が可能 と な り ， 本セン ターでは， 本年度， ５

件の委託 ・ 請負業務を実施し た。

本年度の個別業務の実施状況は以下の とお り であ る。

７ . ２ 環境情報の収集， 整理及び提供に関する業

務

７ . ２ . １ 環境情報提供システム （EIC ネッ ト） の運営

EIC ネ ッ ト （Environmental Information & Communication

Network） は， 環境基本法第 27 条に基づき， 環境教育 ・

学習の振興及び民間の環境保全活動の促進に資す る た

め， 環境情報の提供及び情報交流の促進を図る こ と を目

的 と し， 平成 ８ 年 ３ 月にパソ コ ン通信によ る運営を開始

し た も のであ る。 同規定は， 独立行政法人国立環境研究

所法にも反映され， 同法第 10 条第 ２ 号の規定に基づい

て， 本研究所が EIC ネ ッ ト の運営を継続し ている もので

あ る。 EIC ネ ッ ト は， 平成 ９ 年 １ 月か らはイ ン ターネ ッ

ト を利用し たサービ スに切 り 換え， 順次提供情報を追加

する など， その充実を図っている と こ ろであ る。

本年度は， 拡充し て き た多種に及ぶ掲載情報について

メ ニ ュー構成 と 操作方法を改訂し， 利便性に優れた新し

いデザイ ンのホームページを作成し た。

提供する情報については， 「環境用語」 の収録用語を

350 語から 3,000 語へ増やす と と もに，用語間の関連を視

覚化する機能を整備し た。 また， 「環境ク イ ズ」 の見直し

や， 「環境年表」 への新旧の情報の追加 と と も に， 「環境

ニ ュース」 や 「 ト ピ ッ ク ス」 などの毎日又は定期的な コ

ンテンツの更新を行った。

こ のほか， 「環境教育 ・ 環境学習の推進に関する ア ン

ケー ト 調査」 の実施など EIC ネ ッ ト を通じ た情報の収集

及び交流を進めた。環境情報交流の既存コ ンテンツでは，

利用者が提示し た疑問 ・ 質問等に対し て他の利用者が回

答する 「環境 Q&A」 への書き込みが約 2,000 件を数え，

特定のテーマに利用者が意見等を述べて議論の輪を広げ

てい く 「フ ォーラ ム」 へは約 140 件の投稿があ り ， 「イベ

ン ト 情報」 の登録は 1,670 件に及んだ。

本年度の １ 年間におけ る EIC ネ ッ ト へのア ク セス数

（注） は， 24,117,531 件であった。 また， 利用者自身によ

る情報の書き込みには利用者登録を必要 と し てい る が，

本年度における新規利用登録者数は 2,540 名で， 総利用

登録者数は 7,747 名と なった。

提供情報の内容については，図 7． 2 に示す とお り であ

る。 なお， システムの日常運用は， （財） 環境情報普及セ

ン ターに請け負わせて実施し ている。

EIC ネ ッ ト については， 今後も引き続き， 機能の拡充，

提供情報の充実を図ってい く こ と と し ている。

（注） こ こ でい う ア ク セス数と は， EIC ネ ッ ト 内各ページ

の ヒ ッ ト 数を合計し た もの。

７ . ２ . ２ 環境技術情報ネッ トワークの整備

環境保全に貢献する技術の普及 と 啓発を図る ため， 環

境省と の共同企画で，イ ン ターネ ッ ト の新しいサイ ト 「環

境技術情報ネ ッ ト ワーク」 を構築し， 平成 15 年 ８ 月よ り

公開を開始し た。

同サイ ト は， （ １ ） 環境技術交流フ ォーラ ム， （ ２ ） 環

境技術新着ニ ュース， （ ３ ） 環境技術情報ナビゲーシ ョ

ン， （ ４ ） 環境技術ラ イブ ラ リ ， （ ５ ） 環境技術イベン ト

情報， （ ６ ） 環境技術サポー ト 情報 　 から構成され， 環境

技術情報のポータルサイ ト （情報の収集 ・ 発信の窓口 と

な るサイ ト ） の役割を果たすこ と を目指し ている。 本セ

ン ターは， こ の う ち （ ２ ） ～ （ ５ ） を担当し てお り ，ニュー

スやイベン ト 情報は情報収集 と 更新を日常的に実施する

など， 掲載情報の充実に努めている。 なお， シス テムの

日常的管理は， （財） 環境情報普及セン ターに請け負わせ

て運用し ている。

７ . ２ . ３ 環境国勢データ地理情報システム （環境GIS）

の整備

環境 GIS は， 環境省が策定し た 「環境省国土空間デー

タ基盤整備等実施計画」 に基づき， 本セン ター と 環境省

大臣官房総務課環境情報室 と が協力し て整備を進めてい

る も のであ る。 同実施計画では， 汚染物質の総量規制な

どの 「指定 ・ 規制等位置図」 を第 １ 類型 と し， 大気質や

水質等の測定データやその集計値などの 「環境質測定結

果等データ」 を第 ２ 類型と し て位置づけている。 そし て，

第 ２ 類型のデータに位置情報を加え， 第 １ 類型の地図上

に重ね合わせ表示を行 う など， 理解しやすい視覚的な形
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に加工し て， イ ン ターネ ッ ト を通じ て環境の状況に関す

る情報など を広 く 提供し よ う とする ものであ る。

本年度においては， 次節に述べ る 環境情報のダ ウ ン

ロード用データ と し て， 2002 年度に測定された大気及び

水質データ を追加掲載し たほか， 1970 ～ 1989 年度の大

気データ及び 1971 ～ 1989 年度の水質データ を遡及掲載

し た。 さ らに 1975 ～ 1994 年度に実施された日本近海海

洋汚染実態調査のデータ， 1995 ～ 2000 年度実施の海洋

環境モニ タ リ ン グデー タ 及び自動車交通騒音実態調査

データについて， 掲載のための準備を行った。

７ . ２ . ４ 環境数値情報の整備と提供

（ １ ） データ フ ァ イルの整備

本セン ターの主要な任務の一つであ る環境数値情報の

収集， 整理， 保管， 提供業務の一環 と し て， 本年度は，

前年度に引き続き大気環境データ及び水質環境データ を

収集し てデータ フ ァ イルの整備を行った。

また， 平成 ２ 年度以降の大気環境月間値 ・ 年間値デー

タ及び水質環境年間値データについて，「環境数値データ

ベース」 を作成し， 国立環境研究所ホームページか ら提

供を行っている。

図 7 . 2 　 環境情報提供システム （EIC ネ ッ ト ） によ る提供情報等一覧

（Ｕ Ｒ Ｌ ） http://www.eic.or.jp/
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ア． 大気環境データ

大気環境データは， ①大気環境時間値データ フ ァ イル

②大気環境時間値データ フ ァ イル ； 国設局 　 ③大気環境

月間値 ・ 年間値データ フ ァ イル 　 ④大気測定局マス ター

フ ァ イルによ り 構成されている。 本年度は， 前年度に引

き続き これらのフ ァ イルの作成を行った。

各フ ァ イルの内容は以下の とお り であ る。

①大気環境時間値データ フ ァ イル

昭和 52 年度よ り ，大気汚染防止法に基づき都道府県が

実施する大気環境常時監視の １ 時間値測定結果をデータ

フ ァ イルに収録する作業を開始し，昭和 51 年度測定結果

か らデータ を整備， 収録項目を逐次充実し て き た。 本年

度は， 平成 14 年度測定に係る関東 ・ 中部 ・ 近畿 ・ 中国 ・

九州地方の測定局 （19 都府県， 1,286 局） について， 大

気汚染物質 （窒素酸化物， 浮遊粒子状物質， 二酸化硫黄，

一酸化炭素， 光化学オキシダン ト ， 非 メ タ ン炭化水素等

16 項目） 及びその他項目 （気象要素等 10 項目） 等の各

測定結果データ を収録し た （延べ 10,562 件）。

②大気環境時間値データ フ ァ イル ； 国設局

① と 同様に， 全国の国設大気測定所及び国設自動車排

出ガス測定局 （26 局） について も， 常時監視の １ 時間値

測定結果を収録し た （延べ 328 件）。

③大気環境月間値 ・ 年間値データ フ ァ イル

環境省環境管理局は， 大気汚染防止法に基づき， 各都

道府県よ り 報告を受けた大気環境常時監視測定結果を取

り ま と め， データ フ ァ イ ルに収録 ・ 集計を行っ てい る。

本セ ン タ ーでは， 環境管理局 よ り 集計結果を収録 し た

データ フ ァ イルの提供を受けて，昭和 45 年度測定結果か

ら整備し ている。 本年度は， 平成 14 年度測定に係る全国

の測定局について， 大気汚染物質 11 項目の各測定結果

データ を収録し た。

なお， 本年度も前年度に引き続き， 環境管理局の平成

14 年度測定結果データ フ ァ イル及び測定結果報告書の作

成について， 支援を行った。

④大気測定局マス ターフ ァ イル

大気測定局マス ターフ ァ イルは， 本研究所及び環境省

環境管理局が実施する 「一般環境大気 ・ 自動車排出ガス

測定局属性調査」 に基づき， 全国の大気測定局に関する

基礎的情報を収録し たフ ァ イルであ る。 本年度は， 平成

14 年度調査結果に係る情報を収録し た。

イ． 水質環境データ

環境省水環境部は， 水質汚濁防止法に基づき， 昭和 46

年度から全国公共用水域水質調査を実施し てお り ， 都道

府県よ り 報告を受けた水質常時監視測定結果を取 り ま と

め， データ フ ァ イルに収録 ・ 集計を行っている。 本セン

ターでは， 水環境部よ り データの提供を受けて， 水質環

境データ フ ァ イルの作成を行った。

水質環境データ は， ①公共用水域水質 （個別測定値）

データ フ ァ イル②公共用水域水質年間値データ フ ァ イル

　 ③公共用水域水質マス ターフ ァ イルによ り 構成されて

お り ， その内容は以下の とお り であ る。

①公共用水域水質 （個別測定値） データ フ ァ イル

昭和 46 年～平成 10 年度の全国公共用水域の全測定点

について， 生活環境項目 （pH， DO， BOD， COD， SS， 大

腸菌群数， n- ヘキサン抽出物質 （油分等） ， 全窒素， 全

リ ン）， 健康項目 （カ ド ミ ウ ム， 全シアン， 鉛， 六価ク ロ

ム， ヒ 素， 総水銀， アルキル水銀， PCB 等計 23 項目） 及

び ト リ ハロ メ タ ン生成能 （ク ロ ロ ホルム生成能等計 ５ 項

目） 等の各測定結果の個別測定値データ を収録し ている。

②公共用水域水質年間値データ フ ァ イル

全国公共用水域の全測定点について， 生活環境項目，

健康項目等の項目別に年間の最大値， 平均値及び測定実

施検体数等を収録し た ものであ る。 本年度は， 平成 14 年

度調査結果に係る情報を収録し た。

③公共用水域水質マス ターフ ァ イル

水質マス ターフ ァ イルは公共用水域の水質測定点に関

する基礎的情報を収録し た フ ァ イ ルであ る。 本年度は，

前年度に引き続き， 変更地点等の調査結果に基づいて，

地点統一番号， 地点名称， 指定類型， 達成期間， 緯度，

経度などをマス ターフ ァ イルに収録し た。

（ ２ ） データ フ ァ イルの提供

ア． 貸出によ る提供

大気環境及び水質環境データ フ ァ イルは，「環境データ

ベース磁気テープ貸出規程」 に基づき， 従来よ り 環境省

を始め とする行政機関・研究者等への提供を行っている。

本年度は， 計 620 フ ァ イルの貸出を行った。

また， ユーザの多様なニーズに対し， よ り きめ細かな

対応ができ る よ う イ ン ト ラ ネ ッ ト 上に整備し た Web 対応

「データ提供システム」 を運用し， データ フ ァ イルの提供

業務の効率化を図っている。

イ． コ ピーサービ スによ る提供

大気環境及び水質環境データ フ ァ イルが環境研究及び

環境行政分野のほか， 民間機関を含め広 く 社会的に利用

される よ う ， 「コ ピーサービ ス用磁気テープ貸出規程」 に

基づき， （財） 環境情報普及セン ターを通じ て， 磁気テー

プコ ピーサービ スによ る実費提供を行っている。 本年度

は計 284 フ ァ イルの提供を行った。
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７ . ３ 研究部門及び管理部門を支援する業務

７ . ３ . １ コンピュータ ・ ネッ トワークシステム管理業

務

本セン ターは， スーパーコ ン ピ ュータ を含む各種のコ

ン ピ ュータ システム及び国立環境研究所ネ ッ ト ワーク に

関する管理， 運用等業務を所掌し ている。 これらの業務

を遂行する ため，「国立環境研究所電子計算機処理管理規

程」 及び 「国立環境研究所ネ ッ ト ワー ク 運営管理規程」

を定め， 適正な管理， 運用等に努めている。

平成 12 年度からは，指紋照合方式を採用し た入室管理

システムを導入し，「国立環境研究所電子計算機室利用要

領」 及び 「国立環境研究所電子計算機室利用要領細則」

を改定の上， 運用し ている。

また，本研究所を含む筑波研究学園都市の 10 の研究機

関 （平成 16 年 １ 月現在， 11 機関） の連携の下に， 平成

14 年 ３ 月末に構築された 「つ く ば WAN」 によ り ， 各機関

が保有する スーパーコ ンピ ュータ を結んだ相互利用， 人

工衛星搭載センサーか ら得られる大容量 リ モー ト センシ

ングデータ等の高速な相互利用 （フ ァ イル共有） 等が可

能と なっている。

（ １ ） コ ンピ ュータ システム管理業務

平成14年 ３ 月のシステム更改によ り 導入された現行シ

ステムは， 比較的大規模のスーパーコ ン ピ ュータ を中核

に， 複数の各種サブシステムを加えた分散型のシステム

であ り ，夜間及び休日を含めて 24 時間連続運転を行って

いる。 また， スーパーコ ン ピ ュータについては， 原則 と

し て ３ 月に １ 度の定期保守を行 う こ と と し ている。

各 シ ス テ ム の う ち， ベ ク ト ル計算サーバ及び グ ラ

フ ィ ッ ク ス ワーク ステーシ ョ ンの利用に係る調整は地球

環境研究セン ターが行い， 上記以外のシステムの利用に

係る調整， 全システムの管理及び運用を本セン ターが行

う こ と と し ている。

本年度の利用登録者数は，所外の共同研究者を含めて，

ベク ト ル計算サーバ及びフ ロ ン ト エン ド システム 43 名，

グ ラ フ ィ ッ ク ス ワーク ステーシ ョ ン 31 名，スカ ラー計算

サーバ 14 名 と なっている。

また， 利用者支援の一環 と し て， 利用者向け情報発信

サーバによ る， 運用情報 ・ 統計情報， 利用情報 ・ 支援情

報等に係る発信体制の整備のほか， 各種機能に関する講

習会と し て， GIS の利用に関する講習会を実施し た。

（ ２ ） ネ ッ ト ワーク管理業務

国立環境研究所ネ ッ ト ワー ク （NIESNET） の代表的な

利用例は， 各研究室等に配置された ワーク ステーシ ョ ン

又はパー ソ ナル コ ン ピ ュ ー タ に よ り ， ス ーパー コ ン

ピ ュータ を始め と する各種コ ンピ ュータの利用， 国外を

含む所内外と の電子 メ ール， フ ァ イル転送及び Web の利

用等であ る。

こ れ ら の管理業務の中で最 も 重要な も のは， ネ ッ ト

ワーク セキ ュ リ テ ィ 対策であ り ， フ ァ イ ア ウ ォールを設

け， 通過プロ ト コルを制限する など， 非武装セグ メ ン ト

（DMZ） に設置された各種の WWW サーバ，データベース

サーバ等の監視を始め とする各種の不正ア ク セスの防止

に努めるほか， イ ン ト ラ ネ ッ ト を通じ て研究ユニ ッ ト の

サーバ管理者向けにセキ ュ リ テ ィ 情報を掲載し， よ り 積

極的な注意喚起を行っている。

また， ウ イルス対策サーバを設置し， メ ール添付フ ァ

イル等のウ イルス対策を講じ ているが， 本年度におけ る

ウ イルス検査では， 45,525 件 （前年度の ３ 倍以上） が検

出 さ れてお り ， その増加が著し い。 こ の原因 と し ては，

こ こ数年， 自動配信機能を有する ウ イルスが一般化し た

こ と によ る もの と考え られる。

さ ら に， メ ール添付フ ァ イル以外のネ ッ ト ワーク を利

用し た情報交換， フ ロ ッ ピーデ ィ ス ク等の電子媒体， イ

ン ターネ ッ ト か ら のダウ ン ロー ド 等によ る ウ イルスの感

染を防止する ため， ソ フ ト ウ ェ アの一括購入に基づいた

イ ン ト ラ ネ ッ ト か ら のダ ウ ン ロー ド 方式によ り ， 個別の

パーソナルコ ン ピ ュータについて も， ウ イルス対策を講

じ ている。

一方，利用者の便宜に供するため，Web メ ールの導入，

グループア ド レ スの採用， メ ー リ ング リ ス ト の運営等を

進め， 各種の業務の遂行を側面か ら支援する メ ールの使

い方の普及を図っている。

その他， 所内の情報交換を よ り 一層円滑に行 う 観点か

ら， 本年度においては， イ ン ト ラ ネ ッ ト 機能の強化のた

め， 電子申請システムの機能追加を行 う と と も に， 所外

と のフ ァ イル交換システムの開発及びイ ン ト ラ ネ ッ ト コ

ンテンツの再構成の検討を行った。

７ . ３ . ２ 研究情報の整備 ・ 提供

（ １ ） 文献データベースの整備と提供

本セン ターでは環境研究を側面か ら支援する ために国

内外のデータベースの効果的な活用体制の整備を図って

いる。

ア． オン ラ イ ン文献データベース

JOIS （科学技術振興事業団 （JST） ） ， DIALOG （The

DIALOG Co.） ， STN-International （Chemical Abstracts

Service （CAS） ， FIZ Karlsruhe,JST が共同で提供） ， G-
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Search （（株） ジー ・ サーチ） の ４ 種類のデータベース を

整備し てお り ， 本年度は， 18 件の検索申込みを受け付け

た。

イ． 文献データベースの管理

①引用文献デー タ ベー ス Web of Science （Thomson

scientific） は，自然科学分野及び社会科学分野の ２ 分野を

平成 14 年 ７ 月よ り ， 導入し てお り ， これらのバッ ク フ ァ

イルは， 1981 年からの利用が可能であ り ， 研究基盤の強

化を図っている。 利用件数は， 9,283 件であった。

②その他に Web を利用し た文献データベースは， ERL

Internet Service MEDLINE（米国国立医学図書館）及び The

British Library inside web （大英図書館） を導入し ている。

また， 本年度は， 研究室単位で利用する JOIS 固定料金

サービ ス を新たに導入し た。 これらの文献データベース

は， 所内ネ ッ ト ワーク接続のパーソナルコ ン ピ ュータか

ら必要な文献を検索する こ と が可能であ る。

③図書閲覧室内情報検索室 を 利用 し た 検索 に は，

Current Contents on Diskette （Thomson scientific） ， 及び

NTIS （米国国立技術情報サービ ス） を随時利用でき る よ

う に整備し ている。 本年度は， 合わせて 87 件の利用が

あった。

（ ２ ） 所外文献照会

所内研究者に よ る 所外文献の コ ピー入手申請を受け

て， 国立大学附属図書館， JST， 国立国会図書館にコ ピー

の提供を依頼し てお り ， さ ら に， 国外所蔵文献に関し て

は， The British Library を利用し て原報提供体制の強化を

図 っ てい る。 本年度の外部機関への複写申込件数は，

3,420 件であった。

（ ３ ） 研究成果発表管理

誌上 （所外の印刷物） 発表論文及び口頭発表 （講演等）

に関 し， 発表 し た後に研究課題コー ド， 発表者， 題目，

掲載誌 （発表学会名称等）， 巻号， ページ （開催年） 及び

刊行年に係 る 情報を研究者か ら の申請に よ り 受け付け

て， 研究所の活動状況の把握のため整備し ている。 整備

されたデータは，年報の 「10. ３  研究成果の発表状況」 に

掲載された後， 研究所ホームページか ら 「国立環境研究

所発表研究論文データベース」 （誌上発表）， 「成果発表一

覧 （誌上 ・ 口頭）」 に搭載され広 く 提供されている。

（ ４ ） 図書関係

図書関係業務では， 研究活動に不可欠な情報源であ る

学術雑誌を始め と する書籍の収集 ・ 管理 と， 閲覧等の図

書室の運営を行っている。 本年度末におけ る単行本蔵書

数は 47,350 冊であ り ， 購読学術雑誌は， 国内外合わせて

462 誌にのぼる。 その他， マ イ ク ロ フ ィ ッ シ ュの形態で

収 集 し て い る 米 国 政府 の 環 境 分 野 の 技 術 報 告 書 は

116,531 件を数え る。

図書等の管理及び文献情報の提供については， 情報の

電子化を進める と と も に， 所内の利用者がオン ラ イ ン検

索でき る よ う 整備し ている。 特に， 雑誌所蔵目録データ

ベースにおいては， イ ン ターネ ッ ト によ る出版社オン ラ

イ ンサービ スや各誌の電子ジ ャーナルサイ ト へ リ ン ク で

き る よ う に， 常に最新の情報に更新し ている。

図書関係の設備については， 雑誌閲覧室は棚数 2,664

棚， 雑誌展示書架 840 誌分， 204m2， 単行本閲覧室は棚数

708 棚， 雑誌展示書架 280 誌分， 194m2， 索引 ・ 抄録誌閲

覧室は棚数 1，008 棚，80m2，報告書閲覧室は棚数 918 棚，

74m2 であ り ， その他情報検索室 （50m2） ， 地図 ・ マイ ク

ロ資料閲覧室 （101m2），及び複写室 （17m2） と なっている。

なお， 本年度の外来閲覧利用者は 77 人， 図書室の延べ

利用者数は 20,868 人であった。

（ ５ ） 環境省委託調査報告書等の収集

環境省が委託等に よ り 実施し た調査研究等の成果は，

研究者や一般の国民に と って も貴重な も のであ る。 本年

度は， 環境省が前年度中に実施し た調査研究等の成果物

を中心に， 679 種の報告書を収集， 整備し た。 この結果，

累積総数は， 3,776 種に達し ている。

また， 国， 地方公共団体， 大学等よ り 514 種の寄贈及

び寄贈交換の報告書等があ り ， 累積総数では， 14,859 種

を数える。

７ . ３ . ３ 情報技術を活用した事務の効率化

主任研究企画官室及び総務部等の管理部門等に対し，

情報技術を活用 し た事務の効率化のための支援を行っ

た。 実施中の も の も含め， 本年度に取 り 組みを開始し た

主な も のは以下の通 り であ り ， 今後 も 継続 し て支援を

行ってい く こ と と し ている。

ア． 研究課題データベースの作成

イ． 研究計画 ＸＭ Ｌ 自動組版システムの導入支援

ウ． 情報公開用文書管理システムの作成

エ． 総務部が取 り 扱 う 所内電子申請 ・ 登録等システム

の作成支援

７ . ３ . ４ データベース化等に係る研究者支援

所内研究者が保有する研究成果のデータベース化や研

究ホームページの作成等に関し て， 研究者か らの要請に
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基づき情報処理作業を行い， 研究所ホームページに掲載

する などの支援 ・ 協力を行っている。

７ . ３ . ５ 研究情報企画 ・ 整備推進チーム

本年度におけ る環境情報セン ターの組織改編の一環 と

し て設置し た も ので， 情報技術の活用を中心 と し て所内

の研究者 と 連携する事業の展開を目指し た も のであ る。

本年度は， PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジ ェ ク ト が進める地方

環境研究所等と の Ｃ 型共同研究 「西日本及び日本海側を

中心 と し た地域におけ る光化学オキシダン ト 濃度等の経

年変動に関する研究」 及び生物多様性研究プロ ジェ ク ト

などが進める共同研究 「流域生態系の再生プ ラ ン支援を

目的 と し た河川ネ ッ ト ワーク解析技術の研究」 をモデル

ケース と し， 共有サーバの設置によ るデータの一元管理

及びデータベースの共有化， データ解析ツールの作成 ・

配布に よ る デー タ の基礎集計及び解析の便を図っ たほ

か， 利用を関係者に限定し たホームページの構築， 電子

会議室の設置等を通じ， 研究支援を行った。

７ . ４ 研究所の広報及び成果の普及に関する業務

７ . ４ . １ 国立環境研究所ホームページの運営

本研究所の案内情報， 研究情報等のイ ン ターネ ッ ト 上

での発信手段 と し て， 平成 ８ 年 ３ 月よ り 「国立環境研究

所ホームページ」 の運営を開始し ている。

運営開始当初は， 本研究所の業務紹介やデータベース

の提供等本研究所の基本的な紹介情報を主 と し た も ので

あ っ た。 その後， 順次， 個別研究テーマご と のページ，

化学物質データベース などの研究成果等を提供， 紹介す

るページを追加掲載する と と も に， ホームページ情報検

索システムの導入や英文年報等の掲載を行って き た と こ

ろであ る。

本年度， 新たに追加し た情報の う ち主な も のは， 広報

的情報 と し て 「独立行政法人国立環境研究所紹介ビデオ

（日本語版及び英語版）」， 「地球環境モニ タ リ ングステー

シ ョ ンバーチャルツアー」 ， 研究概要全般の紹介 と し て

「NIES-FRIM-UPM 熱帯林多様性プロ ジェ ク ト ホームペー

ジ」，「バイオ・エコエンジニア リ ング研究施設ホームペー

ジ」， 個別研究の詳細の紹介と し て 「化学物質のエス ト ロ

ゲン活性データ」 ， 「産業連関表に よ る環境負荷原単位

データブ ッ ク」， 一般環境情報の提供と し て 「環境科学解

説 「電磁波の人体への影響」」 など 17 件があ る。

本年度 １ 年間におけ る国立環境研究所ホームページへ

のア ク セス数は， 55,809,430 件であった。

情報提供の内容等については，図 7． 3 に示す とお り で

あ る。

７ . ４ . ２ 編集 ・ 刊行

本研究所の各領域， 各プロ ジ ェ ク ト ， 各セン ターの活

動状況及び研究成果等については， 刊行物 と し て関係各

方面に配布する と と も に， 研究所ホームページにおいて

広 く 提供し ている。 本年度も引き続き指定刊行物の PDF

化を進め， 研究所ホームページか ら閲覧や印刷を可能に

し た。

本年度においては， 年報， NIES Annual Report 2003， 研

究計画， 特別研究報告 （14 件）， 研究報告 （ ８ 件）， 地球

環境研究セン ター報告 （ ５ 件）， 国立環境研究所ニュース

（ ６ 件） を刊行し たほか， 本研究所の研究成果を国民に分

か り やす く リ ラ イ ト し た研究情報誌 「環境儀」 第 ８ ～ 11

号を刊行し た （10. １ 　 研究所出版物参照）。

なお， これら の刊行物は， 国立国会図書館， 国内外の

環境関係試験研究機関， 各省庁及び地方公共団体環境担

当部局等に寄贈交換誌 と し て配布し た。 また， 利用者の

高度利用や配布の便を図る ため，平成 14 年度指定刊行物

の PDF フ ァ イルを １ 枚の CD-ROM に編集し， 関係各方

面に提供し た。

７ . ５ その他の業務

７ . ５ . １ 情報技術を活用した環境教育 ・ 環境学習の推

進に関する研究会

こ の研究会は， 毎年度開催し ている 「国立環境研究所

環境情報ネ ッ ト ワーク研究会」 （全国の地方環境研究機関

の情報担当者を対象に本年度で第 16 回） と， 「環境情報

の整備 ・ 提供に関する連絡会議」 （環境省所管の公益法人

等でホームページか ら特徴のあ る情報発信を行っている

機関など を対象に本年度で第 ２ 回） の合同会議 と い う 趣

旨で， 平成 16 年 ２ 月 ５ ， ６ 日に開催し た。 地方環境研究

機関及び環境省の公益法人等から約 60 機関 （約 80 名）

の参加を得た。 本年度は環境教育におけ る情報技術の果

たす役割をテーマ と し， 「直接体験によ る環境学習 と IT

をつなぐ」 の基調講演ほか， 11 件の講演を行った。 その

他， 日本電気 （株） の 「省電力無線センサー端末」 のデ

モン ス ト レーシ ョ ンを行った。

７ . ５ . ２ 環境省からの受託等業務

本研究所は，平成 13 年 ４ 月に独立行政法人化し た こ と

によ り ， 国や民間の機関等か ら の業務の委託， 請負実施

が可能 と なった。 本セン ターにおいて も， 本年度， 環境

省から の ５ 件の委託， 請負業務を実施し た。 その概要は

以下の とお り であ る。
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図 7 . 3 　 国立環境研究所ホームページによ る情報提供
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（ １ ） 平成 15 年度水質環境総合管理情報システムの開

発業務 （委託， 水環境部企画課）

各種の水環境情報を一般に利用しやすい形で提供する

システムの構築を行い， 広 く 国民の環境保全への理解を

深める と と も に， 水環境保全活動及び学術的な調査 ・ 研

究を支援し， さ ら に， 各行政機関が収集し た水環境関連

情報及び市民か ら提供される情報について も総合的に提

供でき る システムの構築を目的と し て，平成 13 年度から

４ 年計画で開始された ものであ る。

本年度は， 全国水生生物調査のイ ン ターネ ッ ト によ る

登録 ・ 公開シス テムを開発し， モニ ター団体によ る登録

試験を行ったほか， 地方公共団体の水環境保全行政担当

者等から な る検討会を開催し， 所内研究者の協力も得て

システムの改善に係る検討を行った。

また， 名水百選， 水浴場 88 選情報の登録 ・ 公開システ

ム開発の検討を行った。 さ ら に， 東京湾水質監視サイ ト

（仮称） を開発するため， 東京湾岸の ６ 自治体 （ １ 都， ２

県， ３ 市） の担当者によ る検討会を開催し， 本システム

（情報登録機能を含むホームページ） の検討を行った。

（ ２ ） 平成 15 年度大気汚染物質広域監視システム

（そら まめ君） 表示系管理業務 （請負， 環境管理局

大気環境課）

環境省では， 光化学オキシダン ト 対策等の大気汚染防

止施策に資する こ と を目的と し て，平成 12 年 ６ 月からの

一般向けの試験運用を踏まえ， GIS を活用し た表示機能

を追加開発し， 平成 14 年 １ 月 21 日から本格運用に移行

する と と も に， データ収集の範囲を広 く 全国的に展開し

ている と こ ろであ る。 なお， 前年度まで未接続であった

４ 県の接続を完了し， ５ 月 27 日よ り 全国 47 都道府県の

大気汚染物質常時監視データの公開を開始し た。

本年度は前年度に引き続いて， 携帯電話サイ ト を含む

「そ ら まめ君」 ホームページの日常運用を行った。 また，

前年度試験運用を開始し た関東地域の 「環境省花粉観測

システム」 について， 花粉飛散の時期 と なった ２ 月に本

格運用に移行する と と も に， 新たに関西地域の情報提供

を開始し た。

（ ３ ） 平成 15 年度生活環境情報総合管理システムの開

発業務 （請負， 環境管理局大気生活環境室）

近年におけ る感覚公害問題の実情を踏まえ， 全国の騒

音 ・ 振動 ・ 悪臭に係る法施行データ， 発生源データ等を

整備し たシステムを開発し， 広 く 情報発信する こ と によ

り ， 地方公共団体におけ る対策の推進， 事業者によ る自

主管理の推進， 国民自ら によ る生活環境向上のための活

動， 環境影響評価のための基礎資料を得る など， 多岐に

わたる利用に資する こ と を目的とする ものであ る。

本年度は， 請負の最終年度 と な る こ と か ら， 別途運用

中の 「環境 Ｇ Ｉ Ｓ 」 のシステムを活用し， 騒音 ・ 振動 ・

悪臭に係る法施行状況調査結果データのイ ン ターネ ッ ト

によ る登録 ・ 公開システムを開発し た。 また， かお り 風

景 100 選， 日本の音風景 100 選等の情報について も， 同

様に登録 ・ 公開システムを開発し た。

（ ４ ） 平成 15 年度全国水生生物調査結果解析業務

（請負， 水環境物質企画課）

前年度ま では環境省が別途実施し ていた業務である が，

前述の水質環境総合管理情報シス テムの開発業務と 関連

が深いこ と から ， 本年度新たに請け負ったも のである 。

本業務では， 各都道府県で集約された水生生物調査結

果を集計 ・ 解析し， 調査結果を評価する と と も に， その

結果を都道府県に報告する報告書に と り ま と めた。また，

全国水生生物調査に関する理解が深ま り ， こ の情報が広

く 活用される ためのホームページ作成を検討し た。

（ ５ ） 内分泌撹乱化学物質に関する情報収集 ・ データ

ベース作成業務 （請負， 環境保健部環境安全課）

前年度まで国立環境研究所環境ホルモン ・ ダ イオキシ

ン研究プロ ジ ェ ク ト において研究業務 と し て請け負って

いた業務であ るが， 研究の終了に伴い， データベースの

運用の観点から， 本年度新たに請け負った ものであ る。

本年度は， 前年度ま で収集整備 し たデー タ に新た な

データ を追加し， 同じ く 前年度まで稼働し ていたデータ

ベースシステムを， 国立環境研究所ホームページに移植

する作業を行った。 また， 研究所内外の専門家を委員 と

する委員会を開催し， データの信頼性等についての検討

を行った。
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８ . １ 業務概要

地球環境問題は， 近代科学のめざ ま し い発展の も と，

人口の増加 ・ エネルギー と 資源の大量消費な どに よ り ，

過去に類のない繁栄を享受 し てい る こ と に起因 し てい

る。 こ う し た状況に直面し， 地球環境問題解決の国際的

機運が高ま ってい る反面， 科学的理解が不十分なため，

実際の対策を と る国際的 ・ 国内的合意が形成されに く い

のが現状であ る。

こ のよ う な事態に対し て実効あ る取 り 組みを行 う ため

には， 地球環境に関する観測 ・ 監視 と 調査研究を抜本的

に強化し， 人類の諸活動が地球環境に及ぼす影響を科学

的に解明する基礎作 り を進める こ と が不可欠であ る と い

う 認識が世界的に広ま っている。 と り わけ， 高度な経済

活動を営み， 優れた技術力を有する我が国 と し ては， 国

際的な責務 と し て， 国際的地位に応じ た役割を積極的に

果た し てい く こ と が求められている。

以上のよ う な背景のも と に，地球環境研究セン ター（以

下， CGER） は平成 2 年 10 月に発足し た。 当セン ターの

基本的任務は， 地球環境研究を国際的， 学際的， さ ら に

は省際的な観点か ら総合的に推進する こ と にあ る。 こ の

ために， 「地球環境研究の総合化」 ， 「地球環境研究の支

援」， および 「地球環境のモニタ リ ング」 を業務の 「三本

柱」 と し て と ら えて活動し てき た。

平成 13 年度の独立行政法人化に伴い，効果的な事業展

開が要求される よ う にな り ， また， CGER の活動が 「知

的研究基盤」 と し て位置づけ られる こ と と な り ， よ り 焦

点を絞った先鋭的な事業展開が求められている。 そのた

めに， 独立行政法人化に際し て策定された中長期計画に

沿って事業体制を強化し， 従来の 「三本柱」 によ る事業

内容を分割する こ と ではな く ， 業務分担に と らわれず分

野横断的な体制で事業を推進する こ と と し た。

地球環境研究の総合化 と し て， 地球環境研究に係わる

中核的研究機関 （COE） 機能の強化をはかる ために， 国

際研究ネ ッ ト ワーク のコ アオフ ィ ス を積極的に誘致し た

り ， 広報活動の充実を図った。 また， 平成 13 年度末に導

入し た第三世代のスーパーコ ン ピ ュータ システムの戦略

的運用， 国連環境計画 / 地球資源情報デー タ ベー ス

（UNEP/GRID） の地域セン ター と し ての情報提供サービ

ス と と も に所内外の地球環境研究成果のデー タ ベース

化 ・ 提供， 落石岬 ・ 波照間ス テーシ ョ ンなどでの温室効

果ガスに係わる観測内容の強化や森林生態系の炭素循環

機能に係わる観測体制の整備など地球環境モニ タ リ ング

事業の充実をはかった。

また， 平成 14 年 ６ 月よ り 「温室効果ガス イ ンベン ト リ

オフ ィ ス （GIO）」 が発足し，日本の温室効果ガス排出量・

吸収量の算定及び関連情報の提供を開始し た。

８ . ２ 地球環境モニタ リング ・ データベース事業

従来， CGER では自然科学的な地球環境研究で得られ

た成果を踏まえて， 様々な地球環境モニ タ リ ング事業を

推進し て き た。 また， データベース事業 と し て社会経済

的な地球環境研究の成果を フ ォ ローア ッ プし て き た。 両

者は， データの取得方法が異な るが， その後の 「データ

の と り ま と め （データベース化）」 － 「データ発信」 と い

う プロセスは同一であ るので， 両者を常に研究的な視野

に立脚し て地球環境問題に係わる研究及び施策の基盤 と

な る客観的データ を取得する と う い う 視点に立って推進

する こ と と し た。

８ . ２ . １ 地球環境モニタ リング ・ データベース事業の

体制

地球環境モニ タ リ ング ・ データベース事業の中核 と な

る所内研究者 （実施代表者）， 観測実務を分担協力する所

内研究者 （協力研究者）， 専門的見地から指導 ・ 助言を行

う 所外の有識者 （指導助言者）， 事業実務を担当 ・ 補佐す

る民間団体 （技術支援団体） か ら な る実施グループによ

り 実施されている。 そ し て， 事業全体の企画調整 ・ 予算

等は， CGER の研究管理官および観測第一 ・ 第二係が事

務局 と な り ， 事業実施グループ ・ 技術支援団体等 と 緊密

な連携を図 り ながら管理 ・ 運営が行われている。

事業の成果は毎年，「 地球環境モニタ リ ン グ・ データ

ベース 事業報告会」 で発表さ れ， 国立環境研究所内に設

置さ れた地球環境研究セン タ ー運営委員会で評価さ れ

た。

得ら れた観測データ は検証・ 評価を経て， 刊行物やイ ン

タ ーネッ ト を介し た電子情報媒体で逐次公表し ている 。

なお， CGER では自然科学的な地球環境モニ タ リ ング

事業 と 社会経済学的な地球環境問題に関するデータベー

ス事業の両者の情報をバラ ン ス良 く 総合的に蓄積し， 地

球環境問題に係わる研究及び施策の基礎を広 く 社会に提

供する と こ ろを目指し て長期的な視野に立って事業展開

し ている。

８ . ２ . ２ 地球環境モニタ リング事業

CGER では， 地球環境研究及び行政施策に必要な基礎

データ を得る ために， 世界各国の関係機関 ・ 研究所 と 連

携しつつ， 地球的規模での精緻で長期的な地球環境のモ

ニタ リ ングを実施し ている。

以下に， 主な活動概要を記す。

・ つ くばにおける成層圏オゾンモニタ リング ： ミ リ 波放
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射計によ る定常観測 と オゾン レーザーレーダーによ る強

化 ・ 検証観測をあわせて， 成層圏下層か ら中間圏にまた

がる高度 14 ～ 60Km のオゾン密度の鉛直分布を観測でき

る体制を整備し， 観測を継続し た。 つ く ば上空におけ る

オゾン濃度の ト レ ン ド と し ての際立った減少は見られな

かった。 季節変化に関し ては， 高度ご と に異なった周期

の季節変化が見られ， その メ カニズムに関し ての検討を

進めた。

・ 北域成層圏総合モニタ リング ： 北極極渦の中緯度域へ

のオゾン層破壊への影響を明ら かにする ために， 名古屋

大学太陽地球環境研究所 と共同で北海道陸別町の町立天

体観測施設を利用し て， 両機関がそれぞれの得意 と する

観測システムを用いて総合観測を行った。 CGER は ミ リ

波放射計を用いて高度 20 ～ 60km のオゾンを連続観測し

てお り ， 北極渦の到達によ る成層圏オゾンの変動を観測

し た。

・有害紫外線モニタ リングネッ トワーク ：有害紫外線 （Ｂ

領域紫外線） の増加によ る生物影響の基礎データ を整備

する ために， 広 く 研究機関 ・ 大学などのボ ラ ンテ ィ ア参

画を得て， 全国に観測ネ ッ ト ワーク （18 機関＋ CGER ５

拠点） を構築し ている。 データ発信体制を整備し， ホー

ムページからの観測情報と UV イ ンデッ ク スのオン ラ イ

ン発信体制を整備し た。

・地上ステーシ ョ ン （波照間・落石岬） モニタ リング ： 波

照間， 落石岬において温室効果ガス類のベース ラ イ ン濃

度を長期連続観測し， それらのデータ を世界的な温室効

果ガスのデータセン ターに提出し た。 二酸化炭素濃度は

両ステーシ ョ ンでも 380ppm に達し よ う と し ている。 メ

タ ン濃度は観測ステーシ ョ ン間があ り ， 北に位置する落

石岬の方が若干高い傾向であ る。 本年度は， 情報通信体

制を強化し，高速ネ ッ ト ワーク を導入し，AGAGE 計画に

対応し た GC-MS を用いたハロ カーボン類の遠隔観測に

着手し た。

・定期船舶を利用した太平洋温室効果ガスモニタ リング：

海洋の二酸化炭素吸収機能を把握する ために， 日本－米

国， 日本－オース ト ラ リ ア ・ ニ ュージ ラ ン ド 間を運行す

る定期貨物船の協力を得て， 太平洋海域において大気－

海洋間の二酸化炭素交換収支量， 並びに洋上大気の温室

効果ガス濃度などの観測を継続し た。 なお， こ の事業で

実施し ている定期船舶を利用し た大気－海洋間の二酸化

炭素交換収支量観測の手法が国際基準 と し て位置づけ ら

れ，EU や米国 と の連携を と った全球レベル観測が開始さ

れつつあ る。

・ シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モニ

タ リング ： シベ リ アの ３ 地点 （スルグー ト ， ノ ボシビル

ス ク， ヤ クーツ ク） の上空で温室効果ガス濃度の鉛直分

布の時系列観測を現地研究機関の協力を得て実施し てい

る。 その観測データは， 温室効果ガスの全球的な挙動に

対する シベ リ ア役割を解明に資する もの と なっている。

・ 北方林の温室効果ガスフラ ッ クスモニタ リング ： 北海

道の ２ 地点 （苫小牧国有林のカ ラ マツ林 ； 苫小牧フ ラ ッ

ク ス リ サーチサイ ト ， 北海道大学天塩研究林 ： 天塩 CC-

LaG サイ ト ） を整備し， 森林－大気間のガス フ ラ ッ ク ス

をはじめ と する森林生態系におけ る炭素循環過程に係わ

る総合観測研究を平成 12 年夏から開始し た。

苫小牧サイ ト は， アジア地域のフ ラ ッ ク ス観測ネ ッ ト

ワーク， AsiaFlux の基幹拠点 と位置づけ られる と と もに，

多 く の森林観測研究のプ ラ ッ ト フ ォーム と し て機能し て

いる。 また， 天塩サイ ト は， 森林の生育過程に伴 う 炭素

循環機能の推移を長期観測する ために， 北海道大学北方

生物圏フ ィ ール ド 科学セン ター， 北海道電力株式会社 と

の共同研究と し て実施し てお り ， 平成 15 年 10 月に天然

林の皆伐地にカ ラ マツ苗を植樹し て， 新たな観測段階に

入った。

・ リモートセンシングを用いた森林の構造と機能の評価

に関するモニタ リング ： 陸域植生の構造 と 機能を評価す

る ために， 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト にて， レー

ザープロ フ ァ イ ラーによ る三次元森林構造解析 と マルチ

スペク ト ルカ メ ラ によ る森林の生理生態学的機能の評価

に着手し た。

・ GEMS/Water 支援事業 ： GEMS/Water プロ ジェ ク ト に，

我が国の中核拠点 と し てプロ ジェ ク ト を支援 ・ 参画する

と と も に， 当研究所の旧来から の観測湖沼であ る北海道

摩周湖と茨城県霞ヶ浦での観測を継続し ている。同時に，

霞ヶ浦調査では観測データベースの更新， 摩周湖調査で

は摩周湖データベース を作成する ために， 摩周湖に係わ

る全データの収集を進めた。

・ 標準ガス事業 ： 温室効果ガスの濃度や安定同位体比標

準に関 し て， CGER の観測に係わ る ガ ス （CO2， CH4，

N2O， CO， H2， SF6） の一次標準の維持管理や新たな濃度

レベルの標準の製作を行った。 これに加えオゾンの標準

に関し ての基礎検討や機関比較実験を行った。

８ . ２ . ３ 地球環境データベース事業

従来， 地球環境データベース事業 と し ては， 地球環境

問題の社会経済的な研究成果をデー タ ベース化 し て き

た。 これら の個々の事業を地球環境研究モニ タ リ ング と

同一形態に整合させ， 地球環境研究の推進 ・ 地球環境問

題解決のための施策に資する社会科学的情報資源 と し て

系統的に整備する。 特に， これら のデータベースは， 所
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内の研究者の研究成果の発展例であ り ， 様々なレベルで

活用され， 高い評価を受けてお り ， 適宜最新データに更

新する。 以下に， その概要を紹介する。

・ 温室効果ガス排出シナリオデータベース ： 当研究所で

開発し た AIM （アジア太平洋地域における温暖化対策統

合評価モデル） 等の二酸化炭素排出シナ リ オを体系的に

収集し たデータベースであ り ， 様々な温暖化モデルにそ

のデータが利用されている。 本年度は， データベース シ

ステムの改良を引き続き行 う と と も に， 新規データの収

集と フ ァ イル化， データ分析を進めた。

・ 排出インベン ト リーデータベース ： アジア地域の大気

汚染質 （SO2 および NOx） の排出施設の立地， 各施設の

燃料消費量， 脱硫 ・ 脱硝施設の運用状況等のデータ を収

集し， GIS （地理情報システム） と し て構築する。 本年度

は， 引き続き イ ン ド ・ 中国の排出イ ンベン ト リ について

データの精緻化等を行 う と と も に， 韓国に代えて新たに

ASEAN 諸国のイ ンベン ト リ 作成に着手し た。

・マテリアルフローデータベース ：我が国の物質収支 （勘

定） の基礎データの整備 と と も に， その移動 ・ 流通過程

を解析し たデータベースであ り ， 「貿易と環境」 に関する

研究等を支援する も のであ る。 前年度は， 紙製品の リ サ

イ クルフ ロー及び廃棄製品の埋立地での挙動について重

点的に精緻化する と と も に， 木材の流通に関し たマテ リ

アルフ ローデータブ ッ ク を出版し た。

・温暖化影響・気候シナリオ ・影響モデルデータベース ：

温暖化の影響評価に係わる IPCC の報告内容や最新の温

暖化研究の成果を研究者や一般向けに解説 し たデー タ

ベース を作成し， ホームページ上で関連する最新情報を

含みを公開し ている。

・熱帯域における陸上生態系に関する基礎データベース ：

熱帯林の炭素循環， 温暖化影響， 生物多様性の視点から，

CTFS （ス ミ ソ ニアン熱帯研究所） 及び現地のローカルカ

ウ ン ターパー ト と 共同で， 東南アジアの熱帯林 ４ 地点の

森林植生のセンサス を行っている。 本年度はタ イ及びス

リ ラ ンカの熱帯林プ ロ ッ ト についてデータ収集 ・ 整備 ・

解析を行った。

・吸収源関連データベース：京都議定書における CDM（ク

リ ーン開発 メ カニズム） に対応し， 森林を二酸化炭素吸

収源 と し て評価する ために， 国際動向や リ ーケージの把

握手法， リ モー ト センシング技術の利用可能性等につい

ての情報を と り ま と める。 また， 衛星観測データ を利用

し た吸収源デー タ セ ッ ト を開発す る ために， 衛星観測

データ と 植林地イ ンベン ト リ ， 地理情報データ を組み合

わせた吸収源データベースの開発を進めている。 平成 13

年度から，アジア・太平洋地域温暖化対策関連データベー

ス をホームページ上で公開し てお り ， 随時情報をア ッ プ

デー ト し ている。

８ . ２ . ４ 衛星観測プロジェク ト関連

地球観測プ ラ ッ ト フ ォーム技術衛星 （みど り ２ 号 ； 平

成 14 年 １ 月打ち上げ） に搭載される ILAS- Ⅱは， みど り

２ 号の平成 15 年 10 月に観測停止に と も ない， 約 7ヵ月

間のデータ取得でその観測が終了し た。しかし，ILAS- Ⅱ

のデータ処理運用システム （計算機システムおよびソ フ

ト ウ ェアシステムを統合し たシステム） の運用システム，

データ整備 ・ 解析を進めた。 同時に， 次期衛星観測セン

サーの開発を目指し， その基本設計や運用体制の検討を

進めている。

８ . ３ 地球環境研究支援事業

CGER では， 地球環境研究を円滑に推進でき る よ う に，

地球環境データベース と し て各種環境情報を収集 ・ 蓄積

し， 国内外の研究者等への提供， な らびに膨大な計算能

力 ・ 記憶能力を必要 と する地球環境に係わるモデル ・ シ

ミ ユレーシ ョ ン研究者にスーパーコ ン ピ ュータ資源を提

供し ている。

８ . ３ . １ UNEP/GRID つ くば

UNEP/GRID （国連環境計画 / 地球資源情報データベー

ス） －つ く ばは， UNEP/GRID の地域セン ター と し て， 平

成 ３ 年に発足し た。GRID で取 り 扱 う データは主に全球の

地理情報データであ る。 日本及び近隣諸国に向けて， 世

界の GRID ネ ッ ト ワーク から発信されるデータ を提供す

る と と も に， GRID －つ く ばで も所内外の研究成果 （特

に， 社会経済的データ） をデータベース化し， オ リ ジナ

ルデータ と し て国内外に発信 ・ 提供し ている。

８ . ３ . ２ GEO への貢献

GEO （地球環境概況） は， UNEP が推進する地球環境

の現状を解説する白書を作成する プ ロ ジ ェ ク ト であ る。

CGER は， 東アジア （日本 ・ 中国 ・ モンゴル ・ 韓国 ・ 北

朝鮮） の環境のレ ビ ューを分担し てお り ， 本年度には第

４ 次報告書 （GEO IV） の執筆に向けた準備を進めている。

８ . ３ . ３ スーパーコンピュータシステムの運用

地球環境変動や影響の予測のために，地球環境の変動メ

カニズムを 研究し ， それら を 数値的な予測モデルにま と

め， 計算実験をし てみる 必要がある 。 本センタ ーでは， こ

れら の地球環境予測モデルの研究を支援する 目的で，ス ー

パーコ ンピュ ータ シス テムを整備し ，国内外の研究者に利
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用提供し ている 。 なお， ス ーパーコ ンピュ ータ のシス テム

支援は， 環境情報センタ ーと 連携し て行っている 。

当スーパーコ ンピ ュータの運用に際し ては， 専門家か

ら な る 「スーパーコ ン ピ ュータ関連研究ステア リ ンググ

ループ」 の意見を反映させる と と も に， 代表的な利用者

か ら な る 「スーパーコ ン ピ ュータ利用ワーキンググルー

プ」 （代表的ユーザーからの意見聴取等） を開催し， 利用

者への情報提供等の円滑， かつ効率的な運用をはかって

いる。

また， 当スーパーコ ン ピ ュータ システムは， 超高速の

演算性能 と 超高速 ・ 大容量の磁気デ ィ ス ク を駆使し た大

気海洋結合大循環モデル等の大規模な数値シ ミ ュ レー

シ ョ ンや人間活動が地球環境に及ぼす影響の解明などの

研究に使用され， 本年度には， 21 課題 （主に所内で実施

する もの 8 課題， 主に所外研究機関や大学で実施する も

の 13 課題） が利用し た。 「高解像度大気海洋結合モデル

を用いた気候変化実験」 が優先利用課題 と なって利用さ

れ， IPCC 第 ４ 次報告書に向けて， 地球温暖化の予測に関

する研究が進め られている。 なお， 当システムを利用し

た地球環境研究の幅広い紹介， 利用者間の情報交換など

を 目 的 と し て， 前 年 度 の 研 究 成 果 を 「CGER'S

SUPERCOMPUTER ACTIVITY REPORT Vol.11」， 「CGER’

S MONOGRAPH REPORT Vol.9」 と し て出版し た。

なお， 活発な研究需要に対応し てスーパーコ ン ピ ュー

タ システムの利用形態 と 運用形態を改善し， 円滑な運用

に心がけた。

８ . ４ 地球環境研究の総合化

本セン ターの発足当初は， 地球環境研究の創世期であ

り ， 本セン ター業務の三本柱の一つであ る地球環境研究

の総合化業務の機能は， 地球環境研究者 ・ グループの育

成 ・ 交流， 地球環境研究の情報収集 と 発信， 地球環境研

究のあ り 方の考察 ・ 提案等であった。 しかし， 地球環境

問題がよ り 顕在化し， それに対応し た調査研究が急激な

勢いで推進されて き た。 その結果， 地球環境研究が環境

研究の大き な部分を占める よ う にな り ， 研究体制も整備

されてき た。それに対応し て，本総合化事業も 「ナビゲー

ター」 および 「レ ビ ュ アー」 と し ての機能に加え， 前年

度から 「温室効果ガス イ ンベン ト リ オフ ィ ス （GIO）」 に

よ る日本の温室効果ガス排出量 ・ 吸収量の算定及び関連

情報の提供を中心に事業を開始し た。

８ . ４ . １ ナビゲーター機能

地球環境の変動は多 く の要素が絡み合 う 複雑なプロ セ

スであ り ， 多様な分野の多 く の研究者が， 国際的に も協

力し て対処する必要があ る。 そのために， 国内外の地球

環境研究に携わる研究者の交流 ・ 組織化を進め， 研究の

方向付けを行 う と と も に， 地球環境研究を分野横断的に

総合化し， 行政施策に資する提言を行 う 。 そのために地

球環境研究に関する 「 リ サーチ ・ オン ・ リ サーチ」 を所

内併任者や所外客員研究員の協力を得て実施し て き た。

また， CGER の個々の事業には， それぞれの分野におけ

る コ アオフ ィ ス機能を有する事業が数多 く あ り ， それぞ

れの分野におけ る中核的機関 と なっている。 地球環境モ

ニタ リ ングにおいては，UNEP と WHO が組織する GEMS/

Water （世界環境監視システム / 水質監視計画） の我が国

のナシ ョ ナルセン ター， あ るいはアジア地域の二酸化炭

素フ ラ ッ ク ス観測ネ ッ ト ワーク （AsiaFlux） の事務局 と し

て機能する他， 各モニ タ リ ング事業も， 世界的な観測研

究ネ ッ ト ワーク の主要構成者 と なっている。 また， デー

タベース関連で も地球環境情報の図化し た下データベー

ス整備機関であ る UNEP/GRID（地球資源情報データベー

ス） の地域セン ターと し てデータ提供を行っている。

他に， 地球環境研究の国際的組織 ・ 機関に積極的に組

織構成員と し て，運営に参加・協力し ている。特に，IPCC

（気候変動に関する政府間会合） の評価報告書の執筆者

（ リ ード オーサ） や国際的な地球環境観測や炭素循環研究

（IGCO や GCP など）， あ るいは総合科学技術会議の温暖

化イ ニシアチブなどの地球環境研究戦略を立案する組織

に参加し ている。

８ . ４ . ２ レビュアー機能

多 く の人々の地球環境に関する理解を高め る ために，

国内外の地球環境研究情報を集約し， 知的基盤 と し て整

備を進めている。

その一つ と し て， 地球環境研究に係わ る情報を収集 ・

データベース化し て， 広 く 所内外に最新の地球環境研究

情報を提供する ための， シス テム整備を行っている。 ま

た，情報提供・ 広報手段と し て， イ ン ターネ ッ ト では 「地

球環境研究セン ターホームページ」 を整備し， 最新情報

を提供し ている。 加えて， CGER の活動紹介だけではな

く ， 広 く 地球環境研究の動静を紹介する ために， 毎月，

広報誌 「地球環境研究セン ターニ ュース」 を刊行し てい

る。 現在， 印刷部数は ３ 千部以上に達し， ほぼ国内の地

球環境研究関係者全体に， 情報が周知される体制になっ

ている。 他に， CGER の活動成果を報告書 「CGER レポー

ト 」 と し て ５ 冊刊行し た。 地球環境研究の最新の動向を

周知させる ために， 会議や報告書を随時開催し た。

なお， 広報 ・ 普及活動 と し て， 子供たちを対象 と し た

環境の理解を深め る ク イ ズ 「環境関心度チェ ッ ク」 を，
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14 分野の環境問題について作成し ている。 他に， 地球環

境問題に関する基礎的知識か ら最新の研究成果まで， 電

子媒体で動画像など を活用し て分か り やす く 解説するプ

ロ グ ラ ムの開発を進めている。

８ . ４ . ３ 温室効果ガスインベン ト リオフ ィス （GIO）

本事業は， 気候変動枠組条約の下で条約事務局に提出

する我が国の温室効果ガス排出量・吸収量目録 （以下 「イ

ンベン ト リ 」） の作成及びその作成方法の改善を目的 と し

ている。 加えて， イ ンベン ト リ に関連する情報を広 く 発

信し国内におけ る地球温暖化対策を推進する こ と， イ ン

ベン ト リ に関連する IPCC 等の開催する国際的会合に参

加 し 将来の地球温暖化対策の推進への貢献 も 行っ てい

る。 以下に主な活動概要を示す。

・ インベン ト リ作成 ： 1990 ～ 2001 年度までの日本の温室

効果ガス排出量及び吸収量の推計を行い， 共通報告様式

（CRF） を含むイ ンベン ト リ と し て 2003 年 ８ 月に条約事

務局にイ ンベン ト リ を提出し た。 また， 当該データの作

成方法の説明 と 分析方法を記載し た国会イ ンベン ト リ 報

告書 （NIR） を作成し， 条約事務局へ提出し た。

・ インベン ト リレビューへの参画 ：2003 年 10 月に環境省

で実施された我が国イ ンベン ト リ の訪問審査に我が国の

専門家と し て出席し， 我が国の 2003 年 NIR を説明し た。

また， 2003 年 9 月には， レ ビ ューチームの一員 と し てカ

ナダ環境庁を訪問し， カナダ NIR を評価し た。

・ 国際会議等への参画

IPCC.UNFCCC，京都議定書関連の国際会議に我が国の専

門家と し て出席し， ガ イ ド ラ イ ン作成などに係わった。

・国際貢献 ： 2003 年 11 月にタ イで 「アジア地域における

温室効果ガス イ ンベン ト リ に関する ワーク シ ョ ッ プ」 を

開催し， アジア地域でのイ ンベン ト リ 作成の方向性など

について議論し た。 また， APN 事業の一環と し て， タ イ，

カンボジアを対象 と し た イ ンベン ト リ 作成に関する若手

研究者に対する キ ャパシテ ィ ビルデ ィ ングを開始し た。

８ . ５ その他

８ . ５ . １ 組織

本年度末現在で， 地球環境研究セン ター長 （充て職） ，

総括研究管理官 （ １ 名）， 研究管理官 （ ３ 名）， 主任研究

員 （ ２ 名）， 主幹， 業務係長， 交流係長 （欠）， 観測第一

係及び観測第二係 （欠） の体制で業務に当たった。

また， 各事業の推進に際し て， 当セン ター職員のほか

に， 特別流動研究員， NIES フ ェ ロー， 所内併任者の協力

を得ている。

８ . ５ . ２ 所外協力活動

・ 「サイエン スキ ャ ンプ 2003」 への参加 ； 若者の自然科学

への理解を深める ために， 文部科学省が主催する高校生

の体験宿泊研修 と し て， 温室効果ガス等の観測現場であ

る落石岬ステーシ ョ ンで夏休み中に ２ 泊 ３ 日で全国か ら

7 名の高校生の参加を得て実施し た。

・ 「つ く ば科学フ ェ ステ ィ バル」 への参加 ： つく ば市内の

教育機関・ 研究機関が子ども たちに身近な科学的体験をし

ても ら う ために，地球温暖化の現状を分かり やすく 表現し

た 「パラ パラ 漫画」の工作と 環境問題ク イ ズなどを行った。

・ 地方団体主催環境関連行事への協力 ： 北海道根室支庁・

根室市教育委員会等が主催する 子供の環境月間行事 「エコ

ス ク ール」 と し て， 根室市内の小学生を対象に， 落石岬ス

テーショ ンの施設見学と 地球温暖化の講義を行った。

その他 ： 本研究所への見学 ・ 視察， および地方公共団体

や産業界等の環境に係わる研修や催事での講演等に積極

的に協力し た。
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９ . １ 運営体制

本研究所の大型施設等の運営については， 大型施設等

運営委員会において管理 ・ 運営に係る基本的事項を審議

し， 研究部門の主体運営部署を中心 と し た各施設運営連

絡会 と 施設課が連携し て， 専門業者を活用しつつ行って

いる。

９ . ２ 大型研究施設

９ . ２ . １ 大気化学実験棟 （光化学反応チャ ンバー）

本施設は， 大気中の一次汚染物質が光化学的に二次汚

染物質に変質する メ カニズムを実験的に研究し， 都市域

におけ る光化学スモ ッ グや光化学エア ロ ゾル生成， 対流

圏バッ ク グ ラ ウ ン ド ・ 成層圏等の大気光化学反応を解明

する こ と を主目的 と し ている。 そのための大型実験装置

と し て光化学チャ ンバーが設置されている。

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われた。

９ . ２ . ２ 大気拡散実験棟 （風洞）

本施設は， 工場や自動車から排出される大気汚染の移

流， 拡散現象をでき るだけ現実に即し てシ ミ ュ レー ト す

る ための施設であ る。 本施設は従来の流体力学用風洞の

仕様条件に加えて， 温度， 速度成層装置， 加熱冷却床パ

ネルを備えている点に特徴があ る。 これら の組み合わせ

によ り 種々の気象条件が再現でき， 移流， 拡散に最も重

要なパラ メ ータであ る大気の安定度を調節し て自然大気

と 相似の条件で大気汚染をシ ミ ュ レー ト する こ と が可能

であ る。 そのための大型施設 と し て大型 ・ 中型の風洞が

設置されている。

本年度は， 特別研究， 地方公害研究所 と の共同研究，

地域密着型研究および経常研究等が行われた。

９ . ２ . ３ 大気汚染質実験棟 （エアロ ド ーム）

本施設は， 環境大気の遠隔計測並びに粒子状大気汚染

質の大気中の挙動を研究する施設であ る。 最上部 （7 ・ 8

階） に設置されている大型レーザーレーダーは大気汚染

質の空間分布を短時間に広範囲にわたって観測する ため

の装置であ る。 ３ 階には， 粒子状汚染質および酸性 ・ 酸

化性物質の生成， 拡散， 消滅の諸過程を研究するエア ロ

ゾルチャ ンバー装置が設置されている。

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われた。

９ . ２ . ４ 大気共同実験棟 （大気フ リースペース）

本施設は， 室内実験， フ ィ ール ド 調査などに使用され

る各種計測器の校正試験， および既設の各施設では対応

でき ない大気関係の研究のために， その必要性に応じ一

定期間の使用に供する こ と を目的 と し た施設で， 各種の

機器の校正に利用された。 また， 対流圏および成層圏の

オゾン濃度分布の測定を行い， オゾン濃度の変動現象の

解明および長期的な変化を研究するオゾン レーザーレー

ダーが設置されている。

「オゾンレーザーレーダー」

オ ゾ ン観測室に設置 さ れてい る オゾ ン レーザーレー

ダーはレーザーと口径 100cm の望遠鏡を備えてお り ， 高

度 45km までのオゾンの高度分布を高い精度で観測する

こ と ができ る。

本年度は， 地球環境研究および地球環境研究セン ター

によ る成層圏モニタ リ ングが行われた。

９ . ２ . ５ 大気モニ ター棟

本施設は， 大気質の自動測定装置等の精度や安定性の

チェ ッ ク あ るいは相互比較， さ らに妨害因子の検討など

を行 う ための施設であ る。 本施設には， 国設大気測定所

などで実際に使用されている機器を中心 と し て ７ 種類の

自動測定器 （NOx , SO2 , O3 , CO2 , 非 メ タ ン， SPM， ガス

状 　 Hg， 酸性雨化学成分に関する各測定機器） が設置さ

れている。 機器の性能を維持する ために， 専門技術者が

精度管理を厳し く 行っている。 また， 所内外の研究者に

対 し て， 気象要素 （風向， 風速， 雨量， 気圧， 日射量，

紫外線放射量， 地表温度） や大気質の測定結果の公開や

データ提供サービ スなど も行っている。

９ . ２ . ６ 水環境実験施設 （アクア ト ロン）

本施設は， 水界におけ る汚染物質の挙動および影響を

生態学， 生物学， 水処理工学等の見知か ら解明し， 汚染

環境を修復する ための手法開発の研究を目的 と し た施設

であ る。 アオコ等の微生物の挙動や水質改善手法等を研

究する目的で淡水マ イ ク ロ コ ズム装置， 微生物大量培養

装置が設置され， 農薬等の汚染物質が水生生物へ与え る

影響の評価手法を研究する目的で毒性試験装置が設置さ

れている。

さ ら に， 水生生物の飼育 ・ 培養， 系統保存が行え る人

工環境室， 培養室が設け られている。

本年度に供試された実験水生生物は， 大型か ら小型ま

でおよそ 50 種に及んだ。

また， バイオ ・ エコエンジニア リ ングの基盤技術開発

研究がな された。

本年度は， 政策対応型調査 ・ 研究， 重点特別研究， 地

球環境保全試験研究， 経常研究等が行われた。
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９ . ２ . ７ 土壌環境実験棟 （ペ ド ト ロン）

本施設は， 土壌 ・ 底質環境の保全並びに汚染土壌の浄

化に関する研究を行 う こ と を目的 と し た施設であ り ， 気

温， 地温， 土壌水分などの制御下で土壌－植物系におけ

る 汚染物質の挙動を調べ る ための土壌環境シ ミ ュ レー

ター （大型ラ イ シ メ ーター） が設置されている。 こ の装

置には不攪乱土壌が充填されてお り ， 現地の土壌構造が

室内に再現されている。 本施設には他に， 土壌微生物の

培養試験を行 う ための設備や化学物質研究のための実験

室など も設置されている。

本年度は， 本施設を利用し て， 地球環境研究総合推進

費によ る研究， 民間受託研究， 経常研究， 文部科学省科

学研究補助金によ る研究などが行われた。

９ . ２ . ８ 動物実験棟 （ズー ト ロン）

本施設は， 環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を，

Biomedical Science の立場から， 動物を用いて実験的に研

究する こ と を目的と し た研究施設であ る。

本施設は， 重点特別研究プロ ジ ェ ク ト であ る 「大気中

微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気粒子 （DEP）

等の大気中粒子状物質の動態解明と影響評価」 ， 「内分泌

か く 乱物質及びダ イオキシン類の リ ス ク評価 と 管理」 の

２ 課題， 政策対応型調査 ・ 研究 「効率的な化学物質環境

リ ス ク管理のための高精度 リ ス ク評価手法等の開発に関

する研究」 と経常研究及び奨励研究などに使用された。

これら の内容 と し て， 大気汚染物質， 重金属およびそ

の他の環境汚染物質の生体影響の解明に関する基礎的研

究 ・ リ ス ク評価研究に加えて， 地球規模の環境変化 と し

ての地球温暖化やオゾン層の破壊に伴 う 紫外線の健康影

響に関する研究が含まれている。

「生体用 NMR 装置」

本装置は実験動物が生き た状態で NMR 計測を行い，そ

の代謝機能や体内イ メ ージを解析する装置であ る。 内分

泌撹乱化学物質総合対策研究， 経常研究， 科学技術振興

調整費によ る研究などに使用された。

９ . ２ . ９ 生物環境調節実験施設 （バイオ ト ロン）

本施設は， 植物を主な対象 と し て， 大気汚染ガスやそ

の他の様々な環境要因が生物に及ぼす影響の解明や生物

によ る環境モニ タ リ ング， 浄化 ・ 修復 （バイオレ メ デ ィ

エーシ ョ ン） に関する研究， 遺伝子組換え生物の生態系

影響評価に関する研究等に利用する ため， 環境制御温室

種々の型式・性能のキ ャ ビネ ッ ト ，遺伝子組換え実験室・

培養室等が設置されている。本年度は本施設を利用し て，

地球環境研究， 重点特別研究プロ ジェ ク ト 研究， 環境省

からの委託研究等が実施された。

９ . ２ . 10 環境生物保存棟

本施設は， 生物資源 と し ての微細藻類の系統保存 （微

生物系統保存事業），絶滅の危機に瀕する野生生物の細胞

等の凍結保存， および希少藻類の系統保存を行い， 環境

研究やラ イ フサ イ エン ス研究のために研究基盤を整備 ・

提供する こ と を目的と し た施設であ る。

微生物系統保存事業では， AGP 試験， 赤潮 ・ アオコ防

除等の環境研究および技術開発， 生理活性物質の探索や

生理機能の解析等の応用研究をはじめ と し て， 分類や系

統解析等の基礎研究や教材等， 多様な目的で所内外の研

究者等に保存株が利用された。

本年度は，新たな寄託株を含めた 1400 株あま り につい

て， 生育状態の検査や株データの整理を行った。 所内で

は， 本施設の保存株を利用し， 特別研究， 地球環境研究，

経常研究，その他の競争的資金によ る研究が実施された。

また， 保存株 リ ス ト 第 ７ 版を出版し た。

９ . ２ . 11 環境保健研究棟

本施設は， 環境因子の人体への影響に関し て， 人を対

象 と し て研究する こ と を目的 と し た施設であ る。 本施設

を利用し， 主 と し て， 環境健康研究領域 ・ 分子細胞毒性

研究室， 健康指標研究室および疫学 ・ 国際保健研究室，

PM 2.5・DEP 研究プロ ジェ ク ト の疫学・曝露評価研究チー

ム， 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター ・ 健康 リ ス ク評価

研究室， が以下の研究を実施し ている。 分子毒性研究室

は環境汚染物質の毒性発現機構に関する実験的研究を，

健康指標研究室は健康影響のモニ タ リ ング手法の開発お

よび感受性要因に関する基礎的研究を， 疫学 ・ 国際保健

研究室は各種疫学調査の準備並びに現地調査の実施， 調

査試料の分析， 収集資料の整理 と データベースの作成を

行 う と と も に， 各種計算機システムを活用し たデータ解

析を行っている。 疫学 ・ 曝露評価研究チームは微小粒子

状物質をはじめ と し た大気汚染物質の曝露評価や健康影

響評価のための疫学研究など， 各種疫学調査の準備 ・ 解

析に利用 し てい る。 さ ら に， 健康 リ ス ク 評価研究室は，

政策対応型調査 ・ 研究の う ち， 有害性の作用 メ カニズム

に基づ く バイオア ッ セ イ手法の開発に関する研究に利用

し ている。

９ . ２ . 12 生態系実験施設 （エ コ ト ロン）

本施設は，地球環境問題や生態系保全などに関連し て，

制御された環境条件下で， 動植物の個体， 個体群 と 群落
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に及ぼす種々の環境要因の影響を解明する ための実験研

究施設であ る。 現在， 昆虫や植物を培養する ための光ス

ペク ト ル制御施設など を保有し ている。 本年度は， 上記

の施設を利用し て， 地球環境研究総合推進費， 科学技術

研究費補助金， 重点特別研究プロ ジェ ク ト 研究などが実

施された。

９ . ２ . 13 RI ・ 遺伝子工学実験棟

本施設は， 放射性同位元素を利用する施設 （RI 棟）， 遺

伝子組換え実験を行 う ための P2 レベル封じ込め施設（遺

伝子棟），通常の実験室から構成されている。RI 棟では放

射性同位元素を利用し た環境中の汚染物質の挙動や， 生

態系への影響， 物質循環の解明， 生物を用いた汚染物質

の除去技術の開発等を行っている。

文部科学省よ り 使用許可を受けている核種は23核種で

あ る。 本年度の放射線業務従事者数は職員， 客員， 共同

研究員， 研究生， 放射線管理委託職員合わせて 46 人で

あった。 また， 本施設を利用し て重点特別研究プロ ジ ェ

ク ト によ る研究 ５ 課題， 経常研究 11 課題， 奨励研究によ

る研究 １ 課題， 科学技術復興調整費に よ る研究 １ 課題，

国立機関原子力試験研究費によ る研究 ２ 課題， 地球環境

研究総合推進費によ る研究 ２ 課題， 特別研究によ る研究

１ 課題， 政策対応型研究 ２ 課題， 循環型社会形成推進 ・

廃棄物対策に関する調査研究 １ 課題が行われた。

遺伝子棟では，組換え DNA 技術を環境保全に利用する

ための手法の開発や， 遺伝子を組換えた生物の環境中で

の挙動や生態系への影響を解明する ための基礎的知見を

収集する こ と を目的と し た施設であ る。

本年度に承認された本研究所における組換えDNA実験

は 34 課題，登録された組換え DNA 実験従事者は 95 人で

あった。 遺伝子組換えによ る環境ス ト レ ス耐性の植物の

作成， 組換え微生物の水中及び土壌中での挙動の解明，

動物遺伝子の ク ローニングなどの実験が本施設内で実施

された。

また， P2 管理区域外の分析機器室にはペプチ ド シーク

エンサーやDNAシーク エンサー等の分析機器が設置され

てお り ， 共用機器と し て活発に使用された。

９ . ２ . 14 環境ホルモン総合研究棟

本施設は， 内分泌攪乱作用に関する質の高い調査研究

を総合的に進めてい く ための拠点 と し て設置され， 2001

年 3 月に竣工し， 重点研究分野の 「内分泌か く 乱化学物

質の リ ス ク評価 と 管理に関する研究」 を中心に研究が行

われている。 １ 階は主 と し て水生生物への影響を研究す

るエ リ アで， 淡水魚 （と く に メ ダカ）， カエル， ミ ジン コ

や巻貝 （イ ボニシ， ア ワ ビ） 等への影響研究が行われて

いる。 ２ 階は化学部門で， 液体ク ロ マ ト グ ラ フ質量分析

計 （LC/MS/MS） を用いた内分泌攪乱物質の正確な微量

分析法や各種生物の様々なホルモン受容体の遺伝子を導

入し た酵母を用いた生物検定法の開発など計測 ・ 評価手

法の開発や， これら の新しい手法を用いた東京湾， 霞ヶ

浦， 各種排水中の汚染状況の解明が行われている。 ４ 階

の動物系実験施設では， ラ ッ ト やマ ウ ス な ど を用いて，

環境ホルモンが脳 ・ 神経に及ぼす影響について， 分子レ

ベル， 組織 ・ 器官レベル及び個体レベルでの研究が行わ

れている。 また， 環境ホルモンやダ イ オキシンのモニ タ

リ ング ・ 影響評価 ・ 環境動態を総合的に扱 う 情報システ

ムを構築し ている情報セン ターがあ る。付属し て別棟に，

MRI（磁気共鳴イ メ ージング），高分解能ＮＭＲ（800MHz），

LC/MS/MS などの大型計測機器及び底質環境シ ミ ュ レー

ターが設置されている。

９ . ２ . 15 地球温暖化研究棟

本施設は， 温暖化現象の解明 ・ 評価のための観測技術

の開発や観測試料の分析 ・ 準備， 温暖化の影響評価 ・ 予

測の様々なシ ュ ミ レーシ ョ ン ・ モデル開発， 温暖化の社

会経済的影響の評価 ・ 予測など， さ ら には， 研究交流に

いた る地球温暖化に係わる一連の研究を効率よ く 推進す

る ための総合研究施設であ り ， 以下に示す研究設備が設

置されている。

（ １ ） 生態系パラ メ ータ実験設備

地球温暖化によ る植物影響の解析や二酸化炭素吸収源

と し ての植物機能の リ モー ト センシングによ る解析手法

の開発など を目的 と し て， 植物が育成でき る大型の人工

光型グ ロース キ ャ ビネ ッ ト 群が設置されている。 これら

の設備の特徴は， 自然光に劣ら ない強光条件や温湿度の

制御範囲が広 く ， かつ二酸化炭素 と オゾンを濃度制御で

き る と こ ろにあ る。

（ ２ ） 大気微量成分スペク ト ル観測室

世界最高水準の波長分解能を誇る フ ェー リ エ変換赤外

分光計 （FTIR） と太陽光を FTIR に導入する ための太陽

光追尾装置を有する大気観測室であ る。 FTIR は， 大気中

の温暖化関連物質を スペク ト ルを高分解能で観測し， 温

室効果ガスなどの気柱全量や鉛直分布を観測する こ と が

でき る。 衛星観測によ る温暖化物質などの観測に対する

地上からの検証機器と し ての活動が期待されている。 　

（ ３ ） グローバルカーボンシュ ミ レータ
―  275  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）
地球規模での地球温暖化の影響予測や炭素循環現象の

シ ュ ミ レーシ ョ ンなどに， その機能を特化し た大型のコ

ン ピ ュ ターシステムであ る。 主に， 所内に設置されてい

る スーパー コ ン ピ ュ タ ーシ ス テ ムで計算す る 前段階の

チューニング作業や機動性が要求されるモデル計算に使

用される。

（ ４ ） 温暖化対策設備

本施設には， 以下の温暖化防止に有効な熱負荷低減手

法 ・ 技術が取 り 入れられてお り ， それらの効果について，

検証試験を行っている。

[ 温暖化 ・ 省エネルギー対策 ]

・ 屋上緑化， 屋上への太陽光パネルの設置，

・ 日射遮蔽 と 自然光利用のための簾， バルコ ニー， 庇

の設置と熱感応型白濁ガ ラ スの導入

・ 自然通風 ・ 自然換気を促進する ための室内構造の改

良， ソーラーウオール ・ ア ト リ ウ ムの導入

９ . ２ . 16 低公害車実験施設

自動車から排出される様々なガス状及び粒子状物質の

排出実態を， 走行条件を再現し ながら測定する こ と を目

的 と し た世界最高水準の施設であ る。 本施設には， 自動

車の利用状況や排ガス濃度を リ アルタ イ ムに計測する車

載装置，自動車の走行を再現する シャ シーダ イナモ装置，

温度湿度の高精度制御が可能な特殊空調設備を備えた環

境実験室， 高精度排ガス分析計及び粒子計測装置， 世界

に類のない排ガスが大気 と混ざ る瞬間を再現する高希釈

倍率 ト ンネル及び排ガスの大気放出後の時間的変化を観

察する排気ガス拡散チャ ンバ等が装備されている。

本年度は， 沿道交差点で観測される超微小粒子の発生

条件の探索や車載装置の精度検証， デ ィ ーゼル排ガスの

排出特性の検証のために使用された。

９ . ２ . 17 循環 ・ 廃棄物研究棟

本施設は， 大量生産， 大量消費， 大量廃棄型の社会か

ら， 天然資源の消費が少な く 環境への負荷が小さ い循環

型社会への転換を進め る ための研究拠点 と し て整備 さ

れ， 2002 年 3 月に竣工し た。

循環型社会の評価手法や基盤システムの整備， 廃棄物

の資源化 ・ 処理処分技術やシステムの開発， 有害物質に

よ る リ ス ク の総合的な制御手法などに関する研究を実施

する ために， 乳酸発酵， 回収装置， 熱処理プ ラ ン ト ， 埋

立処分シ ミ ュ レータ などの各種プ ラ ン ト 実験設備や， 資

源循環や廃棄物処理に関する様々な物質を物理学・化学・

生物学的に分析する ために必要な機器等が設置されてい

る。

本年度は， 政策対応型調査 ・ 研究 「循環型社会形成推

進 ・ 廃棄物管理に関する調査 ・ 研究」 を中心に， 環境省

か ら の受託 ・ 請負研究， 競争的資金によ る研究， 経常研

究等が行われた。

９ . ２ . 18 基盤計測機器

本研究所では， 大型で高価な分析機器等を基盤計測機

器 と し て管理 ・ 運営し， 広 く 研究者が利用でき る よ う に

なっている。 どの機器も性能を維持する ために専門技術

者によ る維持管理業務が行われている。その中でも，［ ①

透過型電子顕微鏡 （TEM） ②走査型電子顕微鏡 （SEM） ③

超電導磁石核磁気共鳴装置 （NMR） ④ガス ク ロ マ ト グ ラ

フ質量分析計 （GC/MS） ⑤パージ＆ ト ラ ッ プガス ク ロマ

ト グ ラ フ質量分析計 （P&T-GC/MS） ⑥プラ ズマ発光分光

分析装置 ICP-AES （J.A 及び T.I.S） の ２ 機種⑦ ICP 質量

分析装置 （ICP-MS） ⑧元素分析計 （CHN） ］ は特に分析

希望が多い装置であ る。 分析希望試料も難度の高い前処

理や分析技術を必要 と する も のが多いため， こ の ９ 装置

については， 専門技術者によ る依頼分析業務を行ってい

る。

依頼分析を行った研究テーマは， 約 30 課題， 約 10,000

検体の分析希望があった。 こ のよ う にし て， 所内約 ４ 割

の研究者が基盤計測機器を毎年利用し てお り ， 環境にか

かわる分野の応用研究や基礎研究に役立つデータ を提供

し ている。

本年度は， 透過型電子顕微鏡 （TEM） が更新され， 生

体試料用 ICP 質量分析装置 （ICP-MS） が新たに導入され

た。

９ . ２ . 19 情報関連施設

（ １ ） コ ンピ ュータ システム

平成 14 年 ３ 月に行われた，スーパーコ ンピ ュータ及び

所内基幹ネ ッ ト ワー ク （NIESNET） を含む全面的なシ ス

テム更改では， 比較的大規模のスーパーコ ン ピ ュータ を

中核に， 複数の各種サブシステムを加えた分散型のシス

テムを導入し た。

本システムの主な構成 と し ては， システムの中核をな

すベ ク ト ル計算サーバ （64CPU， 総合演算ピー ク 性能 ：

512GFlops， 主記憶容量 ： 512GB） ， 米国等で開発された

数値シ ミ ュ レーシ ョ ンの計算アルゴ リ ズム （算法） 及び

プ ロ グ ラ ムの実行に適し た ス カ ラー計算サーバ （CPU ：

Intel IA64 （800MHz） ， 16CPU， 総合演算性能 ： 32GFlops

（Linpack HPC）， 主記憶容量 ： 64GB）， ス カ ラー計算サー

バ と 同一構成のフ ロ ン ト エン ド サーバ及びこれら のサー
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バか ら， 高速かつ共通に利用可能な共通外部記憶装置

（8TB） を， フ ァ イバチャ ネルに よ る SAN （Storage Area

Network） 接続と し ている。 また， 膨大な計算結果を格納

す る た めのマ イ グ レ ーシ ョ ン サーバ （Compaq GS160，

8CPU，11TB）及び大容量テープ装置（Sony Petasite，100TB

× 2） を備えている。

こ のほか， 地球環境研究において重要 と な る， 現象解

明， 影響評価及び予測のための計算結果の可視化を行 う

グ ラ フ ィ ッ ク ス ワー ク ス テーシ ョ ン， SAS サーバ， GIS

サーバ （ARC INFO， ERDAS IMAGINE） 等の各サーバ及

び基幹ネ ッ ト ワーク ス イ ッ チ， サーバによ り 構成されて

いる。

（ ２ ） 国立環境研究所ネ ッ ト ワーク

国立環境研究所ネ ッ ト ワーク （NIESNET） は，当初，平

成 ３ 年度にスーパーコ ン ピ ュータ システムが新規に導入

された こ と に伴い，構内情報通信網（ローカルエ リ アネ ッ

ト ワーク ： LAN） と し て， FDDI を基幹ネ ッ ト ワーク と し

て構築された ものであ る。

その後， 各年度ご と に， 所外と の接続回線 （IMnet ： 平

成 14 年度よ り SINET） を増強（512Kbps，1.5Mbps，6Mbps，

135Mbps （ATM 専用サービ ス））， 平成 13 年度末には， 国

内の主要な超高速研究ネ ッ ト ワー ク に相互接続 さ れた

「つ く ば WAN」 を筑波研究学園都市内の 10 の研究機関 と

連携し て整備し た こ と によ り ， 155Mbps の高速回線によ

る所外接続環境を整備し たほか， WWW サーバ， フ ァ イ

ア ウ ォール， IP ス イ ッ チ， イ ン ト ラ ネ ッ ト ， コ ンピ ュー

タ ウ ィ ルス対策サーバ， 非武装地帯 （DMZ）， 個別ウ イル

ス対策ソ フ ト ， 常時監視型セキ ュ リ テ ィ シ ス テム， Web

メ ールサーバ等の導入 ・ 開発及び汎用 jp ド メ イ ン取得等

を実施する など， 常にシステムの高度化， 多様化に対応

し てき た と こ ろであ る。

さ らに， 平成 13 年度に実施し た， 基幹ネ ッ ト ワーク機

器の更新及び光フ ァ イ バユニ ッ ト 等の交換工事に よ り ，

所内ネ ッ ト ワーク については， ギガビ ッ ト イーサネ ッ ト

（GbE， 1000Mbps） によ る超高速ネ ッ ト ワーク が整備され

てい る ほか， 配線工事の困難な箇所での利用を念頭に，

構内内線電話網 を 利用 し た， VDSL （Very High Speed

Digital Subscriber Line） によ るネ ッ ト ワーク接続環境が整

備されている。

本年度においては， 環境試料タ イ ムカプセル棟の建設

に伴 う ネ ッ ト ワーク利用環境の整備を実施し たほか， 引

き続き， 一般の研究室等への UTP ケーブルの敷設を進め

る こ と に よ り ， 実験ほ場等， 一部の箇所を除 き， ほぼ

100BASE-TX へ高速化し た。

ま た， ネ ッ ト ワー ク セキ ュ リ テ ィ 向上のため， WWW

サーバを始め とする機器のセキ ュ リ テ ィ チェ ッ ク を行 う

と と もに， 関係規程類の見直し を進めている。

９ . ２ . 20 生態系研究フ ィ ールド

本施設は， 植物 ・ 動物および土壌生物の環境保全機能

や特性を野外条件下において測定 ・ 検証する こ と や， 上

記の実験用生物を維持 ・ 供給する こ と を目的 と し た生物

系野外実験施設であ る。 施設は， 所内にあ る構内実験ほ

場と当研究所の西方約 ４ km に所在する別団地ほ場（つ く

ば市八幡台 ３ ） の ２ 施設によ り 構成される。

本年度は， 重点プロ ジェ ク ト 研究や経常研究などの 25

件の課題が実施された。近年の傾向と し て，従来の植物・

土壌生物に係わる野外試験 ・ 実験生物供給に加えて， 森

林 ・ 草地 と いった植生の広域特性測定のための観測方法

検証や野生生物の繁殖実験など， 自然環境下での調査研

究方法論の基礎を固める場 と し ての活用も盛ん と なって

いる。

９ . ２ . 21 水環境保全再生研究ステーシ ョ ン

（ １ ） 霞ヶ浦臨湖実験施設

霞ヶ浦臨湖実験施設は本研究所の共同研究施設 と し て

利用されている。 我が国の中で も水質汚濁の進行し てい

る霞ヶ浦の湖畔に位置する こ と か ら， 霞ヶ浦を対象 と し

た調査 ・ 研究や， 霞ヶ浦の湖水や生物を使った様々な実

験研究が実施されている。 湖沼におけ る汚濁 メ カニズム

の解明， 汚濁し た湖沼の再生， 湖沼での生態系の保全や

物質循環の解明を目的と し て研究が行われている。

本年度は， 重点特別研究プロ ジ ェ ク ト 「東アジアの流

域圏におけ る生態系機能のモデル化 と 持続可能な環境管

理」， 特別研究 「湖沼における有機炭素の物質収支および

機能 ・ 影響の評価に関する研究」， 特別研究 「湿地生態系

の自然再生技術評価に関する研究」，地球環境研究総合推

進費によ る 「アジアにおけ る水資源域の水質評価 と 有毒

アオコ発生モニタ リ ング手法の開発に関する研究」，地球

環境モニ タ リ ン グ経費に よ る GEMS/Water 支援事業で

「霞ヶ浦 ト レン ド モニタ リ ング」 ， 厚生労働科学研究費に

よ る 「溶存有機物 （DOM） 分画手法によ る水道水源 と し

ての湖沼水質の評価お よ びモニ タ リ ン グ」 ， 奨励研究

「霞ヶ浦エ コ ト ーンにおけ る生物群集 と 物質循環に関す

る長期モニタ リ ング」， 経常研究 「天然水系中における溶

存フ ミ ン物質に関する研究」 等， 研究プロ ジェ ク ト およ

び研究領域で多 く の研究テーマが本施設を利用し て行わ

れた。
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（ ２ ） バイオ ・ エ コ エンジニア リ ング研究施設

本施設は， 水環境の保全 ・ 再生および循環型社会の構

築に貢献でき る技術 ・ 開発 ・ 解析 ・ 評価を行 う こ と を目

的と し た研究施設であ る。

開発対象 と し ては， バイオエンジニア リ ングいわゆる

生物処理工学 と し ての分散型の窒素， リ ン除去型のオン

サイ ト で水の循環， 水の涵養の図れる高度合併処理浄化

槽， 生ごみ等のバイオマス をデ ィ スポーザで破砕し て処

理する処理システムおよび メ タ ン発酵し て水素ガス化す

る処理システム等， エコエンジニア リ ングいわゆる自然

生態系に工学の技術を導入し た生体工学 と し ての無動力

型嫌気ろ床 ・ 土壌 ト レ ンチシステム， 可食性植物で浄化

を図る水耕栽培浄化システム等の技術開発の行え る装置

が設置されている。 さ ら に， 湖沼の直接浄化法の機能解

析の行え る実験池が設置されている。

本年度は， 政策対応型調査 ・ 研究， 重点研究， 民間 と

の共同研究， 競争的資金によ る共同研究等が行われた。

９ . ２ . 22 奥日光フ ィ ールド研究ステーシ ョ ン

本施設は， 森林生態系に及ぼす環境汚染の影響および

環境汚染に対する非汚染地でのバッ ク グ ラ ウ ン ド 値を長

期にわたって観測する こ と を目的 と し た実験 ・ 観測施設

であ る。

本施設は， 日光国立公園内の栃木県日光市奥日光に所

在し， 観測所と管理棟の ２ 施設によ り 構成されている。

本年度は， 生物圏環境部 と 大気研究部において下記の

研究テ－マについて実施された。

干潟 ・ 湿地等の保全に資する知見を得る こ と を目的 と

し た重点国際共同研究の湿地生態系の参照基準地 と し て

戦場ヶ原で調査を実施し た。 調査データか ら湿地生態系

の持つ分解機能等のパラ メ ータ を解析し た。 酸性雨関連

問題 と し ては森林被害地におけ るオゾン濃度 と 比較のた

め， 本観測所で測定し たオゾン濃度を解析し， また過酸

化水素， 有機過酸化物を測定し て気象要素や他の環境要

因など と 比較し， 森林衰退地に対する大気汚染物質の輸

送などに関する知見を得た。

９ . ２ . 23 地球環境モニ タ リ ングステーシ ョ ン

地球の温暖化に関連す る 物質濃度変化を監視す る た

め， 人為的な発生源の直接影響を受け る こ と が少ない沖

縄県竹富町波照間島 と 北海道根室市落石岬に無人の自動

観測ステーシ ョ ンを設置し ている。 こ こ では大気中の温

室効果ガス等を高精度自動測定し， ベース ラ イ ン大気汚

染の長期的変化を調査観測し ている。

本年度， 観測所 と 国立環境研究所 と をネ ッ ト ワーク で

結び， データの取得や監視の頻度をあげ観測や管理を よ

り 安定に行え る よ う にし た。 各ステーシ ョ ンの観測項目

は表の とお り であ る。

（ １ ） 地球環境モニ タ リ ングステーシ ョ ン－波照間

本施設は， 沖縄県八重山郡竹富町にあ り ， 西表島の南

方約20kmの有人島 と し ては日本最南端であ る波照間島の

東端に位置し ている。

本施設では， ベース ラ イ ン大気中の温室効果ガス など

の長期的な変化を観測する ために， 36.0ｍ の観測塔上で

大気を採取し て， 表にあげた よ う に温室効果ガスの他関

連物質の観測も行っている。 本年度か ら黒色炭素などの

粒子状物質や GC-MS によ る連続ハロ カーボン類の分析

も開始し た。 観測は 1993 年秋よ り 開始し てお り ， 10 年

程度のデータが蓄積し ている。

（ ２ ） 地球環境モニ タ リ ングステーシ ョ ン－落石岬

本施設は， 波照間ス テーシ ョ ン に続 く 第二の ス テー

シ ョ ン と し て根室半島の付け根にあ る 落石岬の先端部

（海抜 50ｍ） に建設された。

本施設は， 55ｍ の観測塔上で大気を採取し て， 波照間

ス テーシ ョ ン と 同様に温室効果ガス ・ 指標性ガス ・ 気象

要素を 1995 年秋よ り 観測し ている。 波照間同様に， 本年

度は粒子状物質の測定が追加された。

９ . ２ . 24 陸別成層圏総合観測室

本施設は， 地球環境モニ タ リ ングの一環 と し て 「北域

成層圏総合モニ タ リ ング」 を行 う ための施設であ り ， 北

海道陸別町の町立 「 り く べつ宇宙地球科学館 （銀河の森

天文台）」 の一室を名古屋大学太陽地球環境研究所 と共同

表 　 地上モニ タ リ ングステーシ ョ ンの観測項目

観測項目 波照間 落石

二酸化炭素 ○ ○

メ タ ン ○ ○

一酸化ニ窒素 ○ ○

オゾン ○ ○

フ ロ ン等 ○ △

エア ロ ゾル ○ ○

ラ ド ン ○

黒色炭素 ○ ○

一酸化炭素 ○ ○

水素 ○ ○

窒素酸化物 ○ ○

硫黄酸化物 ○ ○

気象要素 ○ ○
―  278  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）
で借 り 受け， 広帯域 ミ リ 波放射計によ るオゾン鉛直分布

の観測， ブ リ ューワー分光計などによ る有害紫外線の観

測， レーザーレーダーによ る成層圏の気温鉛直分布の観

測など を行っている。

９ . ２ . 25 森林炭素循環機能モニ タ リ ングサイ ト

本施設は， 地球環境モニ タ リ ングの一環 と し て 「北方

林温室効果ガス フ ラ ッ ク スモニ タ リ ング」 を行 う ための

フ ィ ール ド 施設であ る。 観測サイ ト は北海道内に ２ ヵ 所

あ り ， 育林段階の異な る林分で， 森林の二酸化炭素の吸

収 / 放出 （フ ラ ッ ク ス） をはじめ とする森林生態系の炭

素循環機能について総合的な観測研究を行っている。

（ １ ） 苫小牧フ ラ ッ クス リサーチサイ ト

本施設は， 林野庁北海道森林管理局の協力を得て， 樽

前山麓の緩傾斜地 （苫小牧市丸山） に所在する カ ラ マツ

林 （約 100ha， 約 45 年生） に， 森林－大気間の二酸化炭

素 ・ 水蒸気 ・ 熱フ ラ ッ ク スや， 林内及び土壌の観測シス

テム， 森林機能の リ モー ト センシング観測システム等を

整備し， 平成 12 年 ８ 月よ り 観測を開始し た。 また， 本サ

イ ト は ア ジ ア 地 域 の フ ラ ッ ク ス 観 測 ネ ッ ト ワ ー ク

“AsiaFlux” の基幹拠点 と し て， ネ ッ ト ワーク と し ての観

測手法の開発 ・ 評価等に活用される。

なお， 平成 16 年 １ 月にカ ラマツ を間伐し た。 今後は間

伐に よ る 炭素循環機能の変化を追跡観測す る 予定であ

る。

（ ２ ） 天塩 CC-LaG サイ ト

本施設は， 北海道大学北方生物圏フ ィ ール ド 科学セン

ター森林圏ステーシ ョ ン天塩研究林 （天塩郡幌延町字問

寒別） に所在する針広混交林 （約 14ha， 天然林） で， 観

測林が一つの集水域を構成し てい る こ と に特徴があ る。

本サイ ト の目的 と し ては， 二酸化炭素フ ラ ッ ク ス を含め

た森林生態系の物質循環機能が， 育林過程でどのよ う に

変遷するかを長期間観測する こ と であ る。 そのため， 平

成 15 年 ２ 月に皆伐を行い，平成 15 年 10 月にカ ラ マツ苗

を植林し た （2500 本 /ha）。 観測内容は苫小牧サイ ト と同

様であ るが， 平成 15 年は， 今後のカ ラ マツの成長の基盤

と なる裸地状態での諸機能の調査が行われた。

９ . ２ . 26 高度化学計測施設

（研究本館 I （計測棟） 並びに研究本館Ⅲ）

環境中の有害物質を高感度， 高選択的に検出し た り ，

環境試料中での有害物質の分布を局所分析などによ り 調

べる こ と， あ るいは， 地球温暖化の現象解明や汚染物質

の起源解明な どのための元素 （炭素， 鉛な ど） の安定，

放射性同位体比を精密に測定する こ と は， 環境汚染の状

況を把握し汚染機構を解明し た り ， 環境 リ ス ク評価を行

う 上で重要かつ基本的な こ と であ る。 高度化学計測施設

は， こ のよ う な分析 ・ 測定を行 う ための装置 （高度な分

析機器など） およびそれら を有効に使用する ための施設

（ク リ ーンルームなど） を維持 ・ 管理し， 必要に応じ て高

精度の測定データ を提供し ている。 また， 一部の機器に

ついては， 新しい分析法を研究 ・ 開発する ための装置 と

し て も利用されている。

（ １ ） 計測棟主要機器

１ ） 同位体測定用誘導結合プラ ズマ質量分析装置

　 　 　 （MC/ICP/MS）

２ ） 二次イオン質量分析装置 （SIMS）

３ ） 高分解能質量分析装置 （HRMS）

４ ） 原子吸光光度計 （AAS）

５ ） レーザーラ マン分光分析装置 （RAMAN）

（ ２ ） 計測棟主要設備

１ ） ク リ ーンルーム

２ ） 純水製造装置

（ ３ ） タ ンデム質量分析装置 （タ ンデム MS）

本装置は， 分解能 65,000 の二重収束型質量分析計

（MS） を 2 台直列に組み合わせた もので， 通常の高分解能

質量分析に加え， 第一 MS で分離 ・ 選択された イオンを

さ らに第二 MS で質量分析する こ と によ って， 正確かつ

詳細な化学構造情報を調べる こ と ができ る。

本年度は， 環境か ら検出される医薬品類の多成分高感

度分析のために， エレ ク ト ロ スプレーイオン化 LC/MS/

MS の各種条件検討を行った。

（ ４ ） 加速器分析施設

本施設は， 最大加速電圧 ５ 百万ボル ト の静電型タ ンデ

ム加速器を擁する加速器質量分析装置 （AMS） と AMS 用

試料調製ク リ ーンルームを中心に構成される。 AMS は，

質量分析の原理 と 高エネルギー粒子の弁別測定技術 と を

組み合わせて， 極めて微量にしか存在し ない （安定同位

体の 10-10 以下） 同位体を精度， 感度良 く 測定する ための

システムで， 特に炭素 14 等の， 宇宙線起源の長寿命放射

性同位体を ト レ ーサー と す る 環境研究に用い ら れ る。

AMS は放射線発生装置であ り ， 放射線防護の観点か ら，

放射線モニ ター と 連動し た イ ン ターロ ッ ク システムの設

置など， 様々な工夫が凝ら された施設になっている。
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本年度は， 特別研究や地球一括計上研究等によ る各種

試料中 14Ｃ 測定を進め，成果を国際会議（17th Radiocarbon

Conference） で報告し た。

９ . ２ . 27 研究本館Ⅱ （質試料庫）

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究

のために設立 さ れた も ので あ り ， 低温室， デ ィ ープ フ

リ ーザー室， 恒温室， 試料準備室， 記録室か ら成 り 立っ

ている。 低温室は - 20 ℃の ３ 低温室から な り ， 大量の試

料の保存が可能であ る。 デ ィ ープフ リ ーザー室には ３ 基

の超低温槽 と ３ 台の液体窒素ジ ャーを設置し， 超低温保

存 （- 85 ℃， - 110 ℃， - 196 ℃） の必要な少量の試料の

保存が可能であ る。 ＋ ４ ℃， ＋ 20 ℃の恒温室は， それぞ

れ凍結し ない方法によ る保存に用いる。 保存する試料の

前処理は試料準備室で行い， 記録室には各室の温度が表

示記録される と と も に， 保存試料の情報が記録されてい

る。

前年度 と 同様にタ イ ムカプセル請負事業を中心 と し て

凍結粉砕試料調製法の応用を進め， 生物 ・ 大気試料の収

集保存と生物試料凍結粉砕処理を継続し た。

９ . ２ . 28 研究本館Ⅲ

化学物質管理区域

本施設は強い有害性を有する ダ イオキシン類などの特

殊化学物質の分析， 毒性評価を行 う ための実験施設であ

る。

安全な実験環境の確保， かつ区域外への有害物質の漏

出を防ぐ ため， 管理区域内の気圧を大気圧よ り 低 く し，

実験用 ド ラ フ ト や空調の排気口に焼却可能な活性炭フ ィ

ルター等を設置し てガス状， 粒子状の有害物質が漏れ出

る こ と を抑え る工夫がな されている。 実験排水も， 活性

炭処理されたあ と， さ ら に研究所全体の化学排水処理施

設で処理される二重構造になっている。 また区域内利用

者は登録制でカード キーで出入を管理記録し ている。

実験室と し ては GC/MS 室， 試料調整室， 微生物実験

室， 物性実験室， 低温室， 水生生物実験室， 細胞実験室，

毒性実験室， 動物飼育室， マ イ ク ロ コ ズム， 高温分解室

があ る。

本年度は， 所内廃棄物処理施設の更新を受けて実験廃

棄物の処理体制について見直し を進めた。 また， 「内分泌

攪乱化学物質総合対策研究」 「ダ イオキシン類対策高度化

研究」 を中心に研究が進められた。

（ １ ） ミ リ波測定施設

本施設は， ミ リ 波解析室， ミ リ 波分光器室， ミ リ 波分

光観測室の ３ 部屋か ら なってお り ， ミ リ 波オゾン分光観

測シス テム等を使用し， 成層圏 ・ 中間圏のオゾンが放出

する電波 （ ミ リ 波） の回転スペク ト ルを高い分解能で分

光し，14km 以上の高度領域のオゾン鉛直分布を観測し て

いる。 本年度は， 高度下限を 38km から 14km に拡大し た

こ と に伴 う 調整と試験観測を行 う と共に，高度約 14km ～

76km のオゾン鉛直分布のモニタ リ ングを行った。

（ ２ ） ILAS- Ⅱ

ILAS- Ⅱデータ処理運用施設は， 平成 14 年 12 月に打

ち上げられた環境観測技術衛星 ADEOS- Ⅱに搭載された

オゾン層観測センサ ILAS- Ⅱ （改良型大気周縁赤外分光

計Ⅱ型，平成 15 年 4 月から 10 月まで定常観測を行った）

の観測データ を処理し， データの保存 ・ 解析 ・ 提供を行

う ための計算機施設であ る。 本年度は， 平成 15 年 2 月に

更新 さ れたシ ス テムに よ り ， バージ ョ ン 1.0x か ら バー

ジ ョ ン 1.4x データ処理手法に基づいて ILAS- Ⅱ観測デー

タの処理及び再処理を実施し， 処理結果を登録研究者に

提供し た。 また， 1996 年 11 月よ り 1997 年 ６ 月に ILAS

（改良型大気周縁赤外分光計） によ って観測されたデータ

の再処理作業を当施設において実施し， ILAS バージ ョ ン

6.0 データ を登録研究者に提供する と共に，ILAS バージ ョ

ン 5.20 レベル ２ データプロダ ク ト を継続し て一般ユーザ

に提供し ている。

９ . ３ 共通施設

９ . ３ . １ エネルギー供給施設

生物系研究室に対する エネルギーの安定し た供給 と，

理工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じ る

ため， 各研究室 と の密接な連絡を と り ， 安定し たエネル

ギーの供給を行った。

また， 適切な運転管理 と 計画的な保守管理によ り ， 省

エネルギーに努めた。

本年度におけ る， エネルギーセン ターの施設概要は次

の とお り であ る。

（ １ ） 電気設備

１ ） 特高受電需要設備 　 66,000V

　 　 変圧器容量 　 10,000 ｋ VA × ２ 台，

　 　 特高受電所 　 １ ヵ所，　 ２ ･ ３ 次変電所 　 26 ヵ所

２ ） 蓄電池設備

　 　 NAS 電池備システム 　 1,000 ｋ W 級

（ ２ ） 機械設備

１ ） 蒸気ボイ ラー
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　 　 炉筒煙管式ボイ ラー （都市ガス使用）

　 　 10 ｔ / ｈ × ３ 台

２ ） 冷凍機

　 　 蒸気二重効用吸収式冷凍機 600USRT × ４ 台

　 　 ターボ冷凍機 600USRT × ２ 台

９ . ３ . ２ 廃棄物 ・ 廃水処理施設

廃棄物 ・ 廃水処理施設は， 各処理施設 と 共に順調に稼

働し た。 本年度におけ る廃棄物 ・ 廃水処理施設の概要は

次の とお り であ る。

処理能力

１ ） 一般実験排水処理能力 300 ｔ / ｄ

２ ） 特殊実験排水処理能力 100 ｔ / ｄ

３ ） 一般固体焼却処理能力 160 ㎏ / ｈ

４ ） 特殊固体焼却処理能力 35 ㎏ / ｈ

５ ） 実験廃水処理水ﾘｻｲｸﾙ （RO 水） 370m2/ ｄ

９ . ３ . ３ 工作室

研究活動に伴い， ガ ラ ス工作室， 金工室， 材料工作室，

木工室， 溶接室， エレ ク ト ロ ニ ク ス室の各室が利用され

研究機器等の加工， 製作が行われた。
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Z00009999

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 松山稔 (*1)， 小巻孝 (*1)， 玉
木哲也 (*1)， 河野哲 (*1)， 青山喜典 (*1)， 望月証 (*1)， 嶋田竜太郎 (*2)(*1 兵庫県立農林水産技術総
合セ， *2 東京農業試験場 ) ： 兵庫県における ため池の水質 と生物相の現状について， 32-40

Z00009999

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 多田明夫 (*1)， 畑武志 (*1)，
田中丸治哉 (*1)(*1 神戸大 ) ： ため池と小型貯水池の水文 ・ 水質特性－小型貯水池が下流域に与える
影響－， 41-46

Z00009999

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 田淵俊雄 (*1)， 高村典子， 黒
田久雄 (*2)(*1 茨城県環境審議会霞ヶ浦専門部会長， *2 茨城大 ) ： ため池の水源特性からみた多様性
と水質解析， 47-60

0105AA207

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 国松孝男 (*1)， 橋本晋一 (*1)，
杉本好崇 (*1)， 駒井幸雄 (*2)， 梅本諭 (*2)(*1 滋賀県立大， *2 兵庫県立健康環境科学研究セ ) ： ラ ン
ド ス ケープの再生と ため池の水質保全， 61-68

0105AA207

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 梅本諭 (*1)， 駒井幸雄 (*1)，
井上隆信 (*2)(*1 兵庫県立健康環境科学研究セ， *2 岐阜大 ) ： 地域別に見た降水によ る窒素 ・ リ ンの
負荷， 69-75

0105AA207

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 駒井幸雄 (*1)， 梅本諭 (*1)，
井上隆信 (*2)(*1 兵庫県立健康環境科学研究セ， *2 岐阜大 ) ： ノ ンポイ ン ト 汚染調査における自動採
水システムの利用と課題， 76-82

0105AA207

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 土山ふみ (*1)(*1 名古屋市環境
科学研 ) ： ため池の透視度と水環境の関係について， 83-88

Z00009999

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 大沼淳一 (*1)(*1 愛知県環境調
査セ ) ： 群と し てのため池システム－入鹿池と犬山ため池群－， 89-92

Z00009999

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 大久保卓也 (*1)(*1 滋賀県琵琶
湖研 ) ： ため池 ・ 内湖における窒素， リ ン， 有機物の挙動， 93-97

Z00009999

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 藤井義晴 (*1)， 津田久美子
(*1)， 高村典子 (*1( 独 ) 農業環境技術研 ) ： アオコ を抑制する植物検索のためのバイオア ッ セイ法の
検討， 98-101

0105AA207

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 谷茂 (*1)(*1( 独 ) 農業工学研
) ： ため池災害と防災について， 102-106

Z00009999

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 工藤庸介 (*1)， 桑原孝雄 (*1)，
木全卓 (*1)， 西川英里子 (*1)(*1 大阪府立大 ) ： ため池の多面的機能を考慮し た診断データベース，
107-119

Z00009999

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 三輪顕 (*1)(*1 兵庫県農林水産
部 ) ： 兵庫県におけるため池保全 ・ 整備の取 り 組みについて， 120-124

Z00009999

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 若山秀夫 (*1)(*1 名古屋市緑政
土木局 ) ： 名古屋市内ため池の現状と課題－保全と水質改善の取 り 組み－， 125-131

Z00009999

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 冠野禎男 (*1)(*1 香川県環境森
林部 ) ： 豊稔池みずすま し運動について， 132-136

Z00009999

研究報告， R-183-2004， (2003)， ため池の評価と保全への取 り 組み， 金沢謙太郎 (*1)(*1 神戸女学院
大 ) ： ため池をめぐ るポ リ テ ィ カル ・ エコ ロ ジー研究序説， 137-138

Z00009999

研究報告， R-184-2004， (2003)， 若松伸司 ： 西日本及び日本海側を中心 と し た地域における光化学
オキシダン ト 濃度等の経年変動に関する研究－国立環境研究所と地方環境研究所と の Ｃ 型共同研
究報告 　 平成 12 ～ 15 年度， 250p.

0105AH300

地球環境研究セン ター報告， CGER-D034-2004， (2003)， 橋本征二， 森口祐一 ： 日本における伐採
木材のマテ リ アルフ ロー ・ 炭素フ ローデータブ ッ ク， 126p.

0103BA038

地球環境研究セン ター報告， CGER-I056-2004， (2003)， Ichikawa A. ： Global Warming - The Research 
Challenges A Report of Japan's Global Warming Research Initiative， 180p.

0105SP011
0105SP012

地球環境研究セン ター報告， CGER-I057-2004， (2003)， Miyazaki T.(*1)， Fujishima S.(*1)， Yamamoto 
M.(*1)， Wei Q.(*1)， Hanazaki H.(*2)(*1Univ.Electro-Commun.， *2Tohoku Univ.) ： CGER'S 
SUPERCOMPUTER MONOGRAGH REPORT Vol.9 Vortices， Waves and Turbulence in a Rotating 
Stratified Fluid， 90p.

Z00009999
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地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Akiyoshi H.， Imamura T.， Kurokawa J.(*1)， Takigawa M.(*2)， Sugata S.，
Nakane H.， Takahashi M.(*3)(*1Fujitsu FIP Corp.， *2Front.Res.Syst.Global Change， *3Cent.Clim. 
Syst.Res.Univ.Tokyo) ： A study on polar ozone destruction due to bromine species， 3-10

0204BA347

地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Hasumi H.(*1)， Oka A.(*1)， Komuro Y.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： A study on the 
polar ocean freshwater budget and the global thermohaline circulation using the CCSR sea ice-ocean 
model， 11-20

0303CE525

地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Maksyutov S.(*1)， Patra P.K.(*1)， Ishizawa M.(*1)， Inoue G.， Nakazawa T.(*2) 
(*1Front.Res.Syst.Global Change， *2Tohoku Univ.) ： Development and application of parallel atmospheric 
transport model to inverse modeling of global carbon cycle， 21-24

0204BA475

地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Murakami S.(*1)， Kitoh A.(*1)， Yukimoto S.(*1)， Noda A.(*1)(*1Meteorol.Res. 
Inst.) ： Equilibrium response of the atlantic thermohaline circulation to climate change-theory and CGCM 
experiments-， 25-33

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Satoh M.(*1)(*1Saitama Inst.Technol.) ： Radiative convective equilibrium 
calculations with a cloud resolving model， 35-40

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Uchiyama T.(*1)， Noda A.(*1)， Yukimoto S.(*1)， Chiba M.(*1)(*1Meteorol.Res. 
Inst.) ： Study of the estimate of new climate change scenarios based on new emission scenarios， 41-46

0002BA035

地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Nakajima K.(*1)(*1Kyushu Univ.) ： Ultra-high resolution modeling of the tropical 
air-sea interaction ： natural variability in large domain cloud resolving model， 49-54

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Hayashi Y.-Y.(*1)， Ishiwatari M.(*1)， Odaka M.(*1)， Yamada Y.(*1)， Nakajima 
K.(*2)， Takehiro S.(*3)(*1Hokkaido Univ.， *2Kyushu Univ.， *3Kyoto Univ.) ： Development of 
atmospheric general circulation model for terrestrial planets and related fundamental experiments on the 
atmospheric structures， 57-65

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Hozumi Y.(*1)， Ueda H.(*1)， Sha W.(*2)(*1Disaster Prev.Res.Inst.， *2Tohoku 
Univ.) ： Numerical simulations for cyclone generated around a large mountain， 67-76

0204BA396

地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Miyazaki T.(*1)， Sato S.(*1)， Wei Q.(*1)， Hanazaki H.(*2)(*1Univ.Electro- 
Commun.， *2Tohoku Univ.) ： Counter-rotating quasigeostrophic ellipsoidal vortex pair ， 77-84

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Sha W.(*1)(*1Tohoku Univ.) ： Development of a high-resolution local atmospheric 
numerical model in cartesian coordinate， 85-89

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Komori S.(*1)， Onishi R.(*1)， Nagata K.(*1)， Kohata K.(*1Kyoto Univ.) ：
Buoyancy effects on chemical reaction in thermally stratified liquid turbulent flows ， 93-103

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Nakayama T.， Watanabe M.， Murakami S.， Wang Q.， Hayashi S. ： Simulation of 
drying phenomena associated with vegetation change by using NICE model in Kushiro Mire， 105-118

0105AA270

地球環境研究セン ター報告， CGER-I058-2004， (2003)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.11-2002， Mineo S.(*1)， Tsukamura M.(*1)， Ugajin M.(*1)(*1NEC Corp.) ： Overview of the 
NIES supercomputer systems， 121-125

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， CGER-M015-2003， (2003)， AsiaFlux 運営委員会 （地球環境研究セン
ター） ： 陸域生態系における二酸化炭素等のフ ラ ッ ク ス観測の実際， 116p.

9205AC264

環境儀， No.8， 国立環境研究所 ： 黄砂研究最前線－科学的観測手法で黄砂の流れを遡る， 14p. Z00009998

環境儀， No.9， 国立環境研究所 ： 湖沼のエコ システム－持続可能な利用と保全をめざ し て， 14p. 0105AA207

環境儀， No.10， 国立環境研究所 ： オゾン層変動の機構解明－宇宙から探る 　 地球の大気を探る，
14p.

0105SP021

環境儀， No.11， 国立環境研究所 ： 持続可能な交通への道－環境負荷の少ない乗 り 物の普及をめざ
し て， 14p.

Z00009998 
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国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.1， 井上元 ： 温室効果ガスの収支を数百 km 規模で推定する
こ と は可能か？－大気中の濃度観測からのアプローチ－， 3-6

0204BA475 

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.1， 秋吉英治 ： 化学輸送モデル と ILAS データによ る極渦崩壊
後の成層圏大気の混合の研究， 6-8

0204BA347

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.1， 藤巻秀和 ： 低濃度有害化学物質の刺激作用， 8-10 0305AG493

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.1， 掛山正心 ： 「環境 ・ 脳 ・ 記憶」， 11-12 0305AG493

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.1， 清水厚 ： 研究船 「みらい」 で迎えた新年， 12-13 0003AE096

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.2， 石堂正美 ： 環境ホルモンによ る ラ ッ ト 多動性障害， 3-5 0105AE191

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.2， 山野博哉 ： サンゴ礁の白化現象を リ モー ト センシングで
と ら える―検出， 回復過程監視， そし て予測に向けた試み―， 5-7

0004KZ288

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.2， 松永恒雄 ： 人工衛星から地球表面の温度を測る， 7-9 0304AF588

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.3， 中嶋信美 ： 遺伝子組換え植物の生態系影響評価， 3-4 0105AA210

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.3， 村田智吉 ： 次世代技術利用金属の土壌環境中における影
響の解明， 5-6

0103AE119

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.3， 玉置雅紀 ： 遺伝子組替え生物の取 り 扱いに関する現状，
7-8

0105AA210

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.3， 滝上英孝 ： オラ ンダでのひと月， 9-10 0305AE549

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.4， 村上正吾 ： 衛星モニタ リ ングを活用し た長江流域の水資
源管理に向けて， 7-8

0105AA269

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.4， 亀山哲 ： 流域環境の保全と GIS， 9-11 0105AE195

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.4， 岩根泰蔵 ： 水環境中の医薬品化学物質， 12-14 0304CB569

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.4， 田村憲治 ： SARS と腰痛―中国の都市大気汚染によ る健康
影響の調査研究―， 15-16

0004AG073

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.5， 新田裕史 ： PM2.5 ・ DEP の曝露量に基づ く 交通対策評価
モデル， 3-5

0105AA298

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.5， 西川雅高 ： 中国北東地域で発生する黄砂の三次元的輸送
機構と環境負荷に関する研究， 5-7

0104BA046

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.5， 菅田誠治 ： 黄砂の多寡を も た らすもの， 8-9 0104BA046
0105SP061

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.6， 安原昭夫 ： 循環資源 ・ 廃棄物中に含まれる有害化学物質
の分析法な らびに分解技術の開発， 3-4

0105AB407
0105AB408

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.6， 白石寛明 ： よ り 少ない情報によ る化学物質の曝露評価手
法の検討， 5-6

0105PR021

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.6， 立田晴記 ： 生物の 「かたち」 を測る， 7-9 Z00009999

国立環境研究所ニュース， Vol.22， No.6， 野馬幸生 ： PCB 処理と分解 メ カニズム， 10-11 0105AB408
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10． ２ 　 国立環境研究所研究発表会

発表年月日 　 　 平成 15 年 ６ 月 18 日 （水） ： 東京 メ ルパルク ホール

　 　 　 　 　 　 　 平成 15 年 ６ 月 25 日 （水） ： 京都 リ サーチパーク

発 　 　 　 表 　 　 　 者 題 　 　 　 　 　 　 　 目

横内 　 陽子 （化学環境研究領域） 塩化 メ チルを介し た大気－生物圏相互作用を探る～森か ら出る オゾ ン層破

壊物質

田村 　 正行 （社会環境システム研究領域） 衛星 リ モー ト センシン グで見る環境の現況 と 変化－渡 り 鳥の生息域 と サン

ゴ礁を例と し て

西岡 　 秀三 （理事） 大局を読む－次の環境問題は？

五箇 　 公一 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） 侵入生物の脅威－生き物の輸入がも た らす環境破壊

野原 　 恵子 （環境健康研究領域） ダ イオキシンによ る免疫低下の メ カニズム－人への影響の解明をめざ し て

牧 　 　 秀明 （流域圏環境管理研究プロ ジェ ク ト ） 微生物で環境を きれいにする－バイオレ メ デ ィ エーシ ョ ン と は？

中嶋 　 信美 （生物多様性研究プロ ジェ ク ト ） 環境浄化技術－植物で何ができ るのか？
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10． ３ 　 研究成果の発表状況

（ １ ） 年次別研究成果の発表件数
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単位 ： 件）

（ ２ ） 誌上発表 ・ 口頭発表一覧の構成

・ 収録対象は平成 15 年度に公表し た ものであ る。 （一部， 平成 14 年度末に公表し た ものを含む。）

・ 平成 15 年度中に公表し た誌上発表 ・ 口頭発表を， 申請者 （発表者の内の常勤職員筆頭者） の 50 音

昇順に配例し た。所外者についてのみ所属を略記し た。 関連する研究課題のコー ド （最大 3 件まで）

を リ ス ト の右端に記載し た。

・ 研究課題コード については予算区分別，組織別，研究者別の研究課題 リ ス ト （457 ページ～ 490 ペー

ジ） を参照する こ と によ り 関連する研究課題の詳細を知る こ と ができ る。

区分 誌上発表件数 口頭発表件数

  年度 和 　 文 欧 　 文 計 国 　 内 国 　 外 計

平成 ５ 284 165 449 479 138 617

６ 304 167 471 508 157 665

７ 237 173 410 569 153 722

８ 287 199 486 519 163 682

９ 248 191 439 489 187 676

10 295 243 538 597 189 786

11 218 220 438 542 227 769

12 253 246 499 619 292 911

13 227 310 537 756 185 941

14 289 271 560 773 184 957

15 345 287 632 955 198 1153
―  290  ―
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１  ． 独立行政法人国立環境研究所中期計画の概要 ( 平成 13 ～ 17 年度 )



国立環境研究年報 （平成 15 年度）

―  402  ―

２  ． 平成 15 年度独立行政法人国立環境研究所年度計画の概要
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３  ． 組織の状況
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４  ． 人員の状況

（ １ ） 役員及び常勤職員 （平成 16 年 3 月 31 日）

職 　  　 　 名 氏 　 名

理事長 合 　 志 　 陽 　 一

理事 （研究担当） 西 　 岡 　 秀 　 三

理事 （企画 ・ 総務担当） 飯 　 島 　 　 　 孝

監事 （非常勤） 冨 　 浦 　 　 　 梓

監事 （非常勤） 大 　 塚 　 　 　 宏

主任研究企画官 松 　 村 　 　 　 隆

上席研究官 植 　 弘 　 崇 　 嗣

企画 ・ 広報室長 松 　 本 　 公 　 男

研究企画官 田 　 邉 　 　 　 仁

〃 吉 　 口 　 進 　 朗

〃 山 　 﨑 　 邦 　 彦

〃 広 　 兼 　 克 　 憲

〃 杉 　 山 　 健一郎

〃 　 （併） 山 　 田 　 正 　 人

〃 　 （併） 久 　 米 　 　 　 博

国際室長 （併） 植 　 弘 　 崇 　 嗣

国際共同研究官 清 　 水 　 英 　 幸

国際研究協力官 （併） 広 　 兼 　 克 　 憲

監査室長 原 　 　 　 賢 　 一

監査調整官 成 　 島 　 克 　 子

監査専門官 糸魚川 　 　 　 弘

総務部長 竹 　 内 　 恒 　 夫

総務課長 大 　 塚 　 徹 　 哉

課長補佐 篠 　 木 　 恒 　 成

安全衛生専門官 工 　 藤 　 常 　 男

総務係長 有 　 泉 　 安 　 浩

総務係員 玉 　 井 　 和 　 仁

車庫長 阿久津 　 　 　 勇

副車庫長 染 　 谷 　 竹 　 男

厚生係長 山 　 口 　 和 　 子

厚生係員 下 　 田 　 貴 　 之

人事係長 大 　 竹 　 　 　 敦

人事係主任 （併） 山 　 口 　 和 　 子

人事係員 阿 　 部 　 晃 　 士

業務係長 名 　 取 　 美保子

業務係員 柴 　 　 　 里 　 実

会計課長 森 　 　 　 　 　 豊

課長補佐 木 　 村 　 英 　 雄

会計システム専門官 （併） 成 　 島 　 克 　 子

主査 小 　 石 　 　 　 元

経理係長 星 　 野 　 哲 　 也

主査 （併任） 猪 　 岡 　 貴 　 光

経理係員 木 　 村 　 耕 　 平

出納係長 赤 　 塚 　 輝 　 子

出納係員 浜 　 地 　 研 　 吾

契約第一係長 井 　 桁 　 正 　 昭

契約第一係主任 （併） 吾 　 妻 　 　 　 洋

契約第一係員 大 　 石 　 浩 　 巳

〃 門 　 川 　 貴 　 明

〃 下 　 村 　 謙 　 吾

契約第二係長 長谷川 　 　 　 学

契約第二係員 山 　 舘 　 健 　 太

財産管理係長 猪 　 岡 　 貴 　 光

財産管理係員 澤 　 　 　 知 　 宏

施設課長 竹 　 内 　 　 　 正

課長補佐 秋 　 吉 　 利 　 彦

施設整備専門官 横 　 山 　 知 　 永

主査 駒 　 場 　 勝 　 雄

〃 土 　 屋 　 重 　 和

管理係長 （併） 秋 　 吉 　 利 　 彦

共通施設係長 勝 　 見 　 　 　 誠

営繕係長 （併） 横 　 山 　 知 　 永

営繕係主任 吾 　 妻 　 　 　 洋

〃 青 　 木 　 　 　 啓

統括研究官 森 　 田 　 昌 　 敏

首席研究官 兜 　 　 　 眞 　 徳

社会環境システム研究領域長 欠

上席研究官 田 　 村 　 正 　 行

環境経済研究室長 欠

主任研究員 青 　 柳 　 みど り

〃 日 　 引 　 　 　 聡

〃 亀 　 山 　 康 　 子

研究員 久保田 　 　 　 泉

資源管理研究室長 森 　 口 　 祐 　 一

主任研究員 森 　 　 　 保 　 文

〃 寺 　 園 　 　 　 淳

環境計画研究室長 原 　 沢 　 英 　 夫

研究員 高 　 橋 　 　 　 潔

〃 肱 　 岡 　 靖 　 明

情報解析研究室長 横 　 田 　 達 　 也

主任研究員 須 　 賀 　 伸 　 介

〃 清 　 水 　 　 　 明

〃 松 　 永 　 恒 　 雄

〃 山 　 野 　 博 　 哉

統合評価モデル研究室長 甲斐沼 　 美紀子

主任研究員 増 　 井 　 利 　 彦

研究員 藤 　 野 　 純 　 一

主任研究官 青 　 木 　 陽 　 二

化学環境研究領域長 （併） 森 　 田 　 昌 　 敏

上席研究官 田 　 邊 　 　 　 潔

計測技術研究室長 （併） 植 　 弘 　 崇 　 嗣

主任研究員 久 　 米 　 　 　 博

職 　  　 　 名 氏 　 名
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研究員 荒 　 巻 　 能 　 史

計測管理研究室長 （併） 田 　 邊 　 　 　 潔

主任研究員 伊 　 藤 　 裕 　 康

動態化学研究室長 柴 　 田 　 康 　 行

主任研究員 瀬 　 山 　 晴 　 彦

〃 　 刀 　 正 　 行

〃 田 　 中 　 　 　 敦

〃 米 　 田 　 　 　 穣

生態化学研究室長 （併） 森 　 田 　 昌 　 敏

主任研究員 堀 　 口 　 敏 　 宏

〃 J.S.Edomonds

〃 鑪 　 迫 　 典 　 久

研究員 岩 　 根 　 泰 　 蔵

主任研究官 横 　 内 　 陽 　 子

環境健康研究領域長 遠 　 山 　 千 　 春

上席研究官 小 　 林 　 隆 　 弘

分子細胞毒性研究室長 野 　 原 　 惠 　 子

主任研究員 大 　 迫 　 誠一郎

研究員 伊 　 藤 　 智 　 彦

生体防御研究室長 藤 　 巻 　 秀 　 和

主任研究員 持 　 立 　 克 　 身

〃 山 　 元 　 昭 　 二

〃 黒 　 河 　 佳 　 香

研究員 掛 　 山 　 正 　 心

健康指標研究室長 平 　 野 　 靖史郎

主任研究員 山 　 元 　 　 　 恵

研究員 崔 　 　 　 　 　 星

疫学 ・ 国際保健研究室長 小 　 野 　 雅 　 司

主任研究員 田 　 村 　 憲 　 治

研究員 新 　 垣 　 たずさ

〃 村 　 上 　 義 　 孝

大気圏環境研究領域長 笹 　 野 　 泰 　 弘

上席研究官 中 　 根 　 英 　 昭

大気物理研究室長 （併） 中 　 根 　 英 　 昭

主任研究員 菅 　 田 　 誠 　 治

〃 野 　 沢 　 　 　 徹

〃 日 　 暮 　 明 　 子

〃 江 　 守 　 正 　 多

研究員 小 　 倉 　 知 　 夫

大気反応研究室長 畠 　 山 　 史 　 郎

主任研究員 高 　 見 　 昭 　 憲

〃 佐 　 藤 　 　 　 圭

〃 猪 　 俣 　 　 　 敏

研究員 谷 　 本 　 浩 　 志

遠隔計測研究室長 杉 　 本 　 伸 　 夫

主任研究員 松 　 井 　 一 　 郎

〃 清 　 水 　 　 　 厚

〃 森 　 野 　 　 　 勇

大気動態研究室長 遠 　 嶋 　 康 　 徳

職 　  　 　 名 氏 　 名

主任研究員 内 　 山 　 政 　 弘

〃 町 　 田 　 敏 　 暢

研究員 高 　 橋 　 善 　 幸

酸性雨研究チーム総合研究官 佐 　 竹 　 研 　 一

（併） 畠 　 山 　 史 　 郎

（併） 高 　 松 　 武次郎

（併） 村 　 野 　 健太郎

（併） 野 　 原 　 精 　 一

主任研究官 村 　 野 　 健太郎

水土壌圏環境研究領域長 渡 　 辺 　 正 　 孝

上席研究官 大 　 坪 　 國 　 順

水環境質研究室長 （併） 渡 　 辺 　 正 　 孝

主任研究員 冨 　 岡 　 典 　 子

〃 浦 　 川 　 秀 　 敏

〃 珠 　 坪 　 一 　 晃

土壌環境研究室長 高 　 松 　 武次郎

主任研究員 向 　 井 　 　 　 哲

〃 林 　 　 　 誠 　 二

〃 村 　 田 　 智 　 吉

研究員 越 　 川 　 昌 　 美

地下環境研究室長 稲 　 葉 　 一 　 穂

主任研究員 土 　 井 　 妙 　 子

湖沼環境研究室長 今 　 井 　 章 　 雄

主任研究員 松 　 重 　 一 　 夫

海洋環境研究室長 原 　 島 　 　 　 省

主任研究員 中 　 村 　 泰 　 男

生物圏環境研究領域長 渡 　 邉 　 　 　 信

上席研究官 （併） 椿 　 　 　 宜 　 高

生態系機構研究室長 野 　 原 　 精 　 一

主任研究員 宮 　 下 　 　 　 衛

〃 名 　 取 　 俊 　 樹

〃 佐 　 竹 　 　 　 潔

研究員 矢 　 部 　 　 　 徹

系統 ・ 多様性研究室長 笠 　 井 　 文 　 絵

主任研究員 広 　 木 　 幹 　 也

〃 上 　 野 　 隆 　 平

〃 河 　 地 　 正 　 伸

熱帯生態系保全研究室長 奥 　 田 　 敏 　 統

主任研究員 唐 　 　 　 艶 　 鴻

分子生態毒性研究室長 佐 　 治 　 　 　 光

主任研究員 久 　 保 　 明 　 弘

〃 青 　 野 　 光 　 子

地球温暖化の影響評価と対策効果

プロ ジェ ク ト グループ

プロ ジェ ク ト リ ーダー 欠

サブ リ ーダー （併） 井 　 上 　 　 　 元

炭素循環研究チーム総合研究官 野 　 尻 　 幸 　 宏

（併） 遠 　 嶋 　 康 　 徳

（併） 町 　 田 　 敏 　 暢

職 　  　 　 名 氏 　 名
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（併） 高 　 橋 　 善 　 幸

（併） 向 　 井 　 人 　 史

（併） 荒 　 巻 　 能 　 史

炭素吸収源評価研究チーム総合研究官 （併） 山 　 形 　 与志樹

（併） 藤 　 沼 　 康 　 実

（併） 小 　 熊 　 宏 　 之

社会経済 ・ 排出モデル研究チーム総合研究官 （併） 甲斐沼 　 美紀子

（併） 日 　 引 　 　 　 聡

（併） 亀 　 山 　 康 　 子

（併） 増 　 井 　 利 　 彦

（併） 藤 　 野 　 純 　 一

気候モデル研究チーム総合研究官 欠

（併） 野 　 沢 　 　 　 徹

（併） 日 　 暮 　 明 　 子

影響 ・ 適応モデル研究チーム総合研究官 （併） 原 　 沢 　 英 　 夫

（併） 高 　 橋 　 　 　 潔

（併） 肱 　 岡 　 靖 　 明

成層圏オゾン層変動のモニタ リ ング

と機構解明プロ ジェ ク ト グループ

プロ ジェ ク ト リ ーダー （併） 笹 　 野 　 泰 　 弘

サブ リ ーダー 今 　 村 　 隆 　 史

衛星観測研究チーム総合研究官 中 　 島 　 英 　 彰

主任研究員 杉 　 田 　 考 　 史

（併） 横 　 田 　 達 　 也

地上リ モー ト センシング研究チーム総合研究官 （併） 中 　 根 　 英 　 昭

オゾン層モデ リ ング研究チーム総合研究官 （併） 今 　 村 　 隆 　 史

主任研究員 秋 　 吉 　 英 　 治

内分泌か く 乱化学物質及びダ イオキ

シン類の リ ス ク評価と管理プロ ジェ

ク ト グループ

プロ ジェ ク ト リ ーダー （併） 森 　 田 　 昌 　 敏

サブ リ ーダー （併） 遠 　 山 　 千 　 春

計測 ・ 生物検定 ・ 動態研究チーム総合研究官 （併） 白 　 石 　 寛 　 明

主任研究員 白 　 石 　 不二雄

（併） 高 　 木 　 博 　 夫

（併） 柴 　 田 　 康 　 行

（併） J.S.Edomonds

生体機能評価研究チーム総合研究官 三 　 森 　 文 　 行

主任研究員 梅 　 津 　 豊 　 司

〃 渡 　 邉 　 英 　 宏

（併） 黒 　 河 　 佳 　 香

病態生理研究チーム総合研究官 高 　 野 　 裕 　 久

主任研究員 石 　 堂 　 正 　 美

〃 今 　 井 　 秀 　 樹

健康影響研究チーム総合研究官 米 　 元 　 純 　 三

主任研究員 福 　 田 　 秀 　 子

〃 西 　 村 　 典 　 子

生態影響研究チーム総合研究官 （併） 森 　 田 　 昌 　 敏

主任研究員 高 　 橋 　 慎 　 司

職 　  　 　 名 氏 　 名

主任研究員 多 　 田 　 　 　 満

（併） 菅 　 谷 　 芳 　 雄

（併） 堀 　 口 　 敏 　 宏

対策技術チーム総合研究官 （併） 安 　 原 　 昭 　 夫

主任研究員 橋 　 本 　 俊 　 次

（併） 伊 　 藤 　 裕 　 康

総合化研究チーム総合研究官 鈴 　 木 　 規 　 之

主任研究員 櫻 　 井 　 健 　 郎

生物多様性の減少機構の解明

と 保全プロ ジェ ク ト グループ

プロ ジェ ク ト リ ーダー 椿 　 　 　 宜 　 髙

生物個体群研究チーム総合研究官 高 　 村 　 健 　 二

主任研究員 永 　 田 　 尚 　 志

侵入生物研究チーム総合研究官 （併） 五 　 箇 　 公 　 一

（併） 立 　 田 　 晴 　 記

群集動態研究チーム総合研究官 竹 　 中 　 明 　 夫

研究員 吉 　 田 　 勝 　 彦

多様性機能研究チーム総合研究官 高 　 村 　 典 　 子

主任研究員 福 　 島 　 路 　 生

分子生態影響評価研究チーム総合研究官 中 　 嶋 　 信 　 美

主任研究員 岩 　 崎 　 一 　 弘

〃 玉 　 置 　 雅 　 紀

（併） 冨 　 岡 　 典 　 子

東アジアの流域圏における生態系機

能のモデル化と持続可能な環境管理

プロ ジェ ク ト グループ

プロ ジェ ク ト リ ーダー （併） 渡 　 辺 　 正 　 孝

流域環境管理研究チーム総合研究官 村 　 上 　 正 　 吾

主任研究員 徐 　 　 　 開 　 欽

〃 王 　 　 　 勤 　 学

〃 亀 　 山 　 　 　 哲

研究員 中 　 山 　 忠 　 暢

〃 岡 　 寺 　 智 　 大

（併） 林 　 　 　 誠 　 二

海域環境管理研究チーム総合研究官 木 　 幡 　 邦 　 男

主任研究員 牧 　 　 　 秀 　 明

〃 越 　 川 　 　 　 海

衛星データ解析チーム総合研究官 （併） 田 　 村 　 正 　 行

（併） 松 　 永 　 恒 　 雄

（併） 山 　 野 　 博 　 哉

大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ ディーゼル

排気粒子 (DEP) 等の大気中粒子状物質の動

態解明と影響評価プロジェ ク ト グループ

プロ ジェ ク ト リ ーダー 若 　 松 　 伸 　 司

サブ リ ーダー （併） 小 　 林 　 隆 　 弘

交通公害防止研究チーム総合研究官 （併） 森 　 口 　 祐 　 一

主任研究員 近 　 藤 　 美 　 則

〃 小 　 林 　 伸 　 治

研究員 松 　 橋 　 啓 　 介

職 　  　 　 名 氏 　 名
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（併） 田 　 邊 　 　 　 潔

都市大気保全研究チーム総合研究官 （併） 大 　 原 　 利 　 眞

主任研究員 上 　 原 　 　 　 清

（併） 菅 　 田 　 誠 　 治

エアロ ゾル測定研究チーム総合研究官 欠

（併） 内 　 山 　 政 　 弘

（併） 西 　 川 　 雅 　 高

疫学 ・ 曝露評価研究チーム総合研究官 新 　 田 　 裕 　 史

（併） 小 　 野 　 雅 　 司

（併） 田 　 村 　 憲 　 治

毒性 ・ 影響評価研究チーム総合研究官 （併） 高 　 野 　 裕 　 久

主任研究員 鈴 　 木 　 　 　 明

〃 古 　 山 　 昭 　 子

〃 小 　 池 　 英 　 子

研究員 井 　 上 　 健一郎

主任研究官 松 　 本 　 幸 　 雄

循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター長 酒 　 井 　 伸 　 一

研究調整官 （併） 吉 　 口 　 進 　 朗

循環型社会形成システム研究室長 （併） 森 　 口 　 祐 　 一

研究員 橋 　 本 　 征 　 二

〃 田 　 崎 　 智 　 宏

〃 藤 　 井 　 　 　 実

〃 南 　 齋 　 規 　 介

〃 平 　 井 　 康 　 宏

（併） 寺 　 園 　 　 　 淳

循環技術システム研究開発室長 後 　 藤 　 純 　 雄

研究員 中 　 島 　 大 　 介

適正処理技術研究開発室長 川 　 本 　 克 　 也

主任研究員 西 　 村 　 和 　 之

研究員 倉 　 持 　 秀 　 敏

最終処分技術研究開発室長 井 　 上 　 雄 　 三

主任研究員 山 　 田 　 正 　 人

〃 Bulent Inanc

研究員 石 　 垣 　 智 　 基

〃 遠 　 藤 　 和 　 人

循環資源 ・ 廃棄物試験評価研究室長 安 　 原 　 昭 　 夫

主任研究員 鈴 　 木 　 　 　 茂

〃 野 　 馬 　 幸 　 生

〃 山 　 本 　 貴 　 士

研究員 高 　 橋 　 　 　 真

（併） 橋 　 本 　 俊 　 次

有害廃棄物管理研究室長 （併） 酒 　 井 　 伸 　 一

主任研究員 大 　 迫 　 政 　 浩

〃 貴 　 田 　 晶 　 子

研究員 滝 　 上 　 英 　 孝

（併） 鈴 　 木 　 規 　 之

バイオエコエンジニア リ ング研究室長 稲 　 森 　 悠 　 平

主任研究員 水 　 落 　 元 　 之

研究員 板 　 山 　 朋 　 聡

職 　  　 　 名 氏 　 名

研究員 岩 　 見 　 徳 　 雄

化学物質環境 リ ス ク研究セン ター長 中 　 杉 　 修 　 身

研究調整官 （併） 山 　 﨑 　 邦 　 彦

曝露評価研究室長 白 　 石 　 寛 　 明

健康 リ ス ク評価研究室長 青 　 木 　 康 　 展

主任研究員 松 　 本 　 　 　 理

研究員 丸 　 山 　 若 　 重

生態 リ ス ク評価研究室長 五 　 箇 　 公 　 一

主任研究員 菅 　 谷 　 芳 　 雄

〃 立 　 田 　 晴 　 記

研究員 柏 　 田 　 祥 　 策

（併） 兜 　 　 　 眞 　 徳

（併） 鈴 　 木 　 規 　 之

（併） 後 　 藤 　 純 　 雄

（併） 平 　 野 　 靖史郎

環境情報セン ター長 松 　 井 　 佳 　 巳

情報企画室長 竹 　 内 　 久 　 智

室長補佐 欠

企画調整係長 森 　 　 　 範 　 勝

情報提供係長 猪 　 爪 　 京 　 子

出版普及係長 木 　 村 　 幸 　 子

情報管理室長 白 　 井 　 邦 　 彦

図書 ・ 文献情報専門官 古 　 田 　 早 　 苗

情報システム専門官 欠

研究情報係長 （併） 猪 　 爪 　 京 　 子

電算機係長 （併） 阿 　 部 　 裕 　 明

電算機係員 根 　 本 　 尚 　 大

ネ ッ ト ワーク係長 阿 　 部 　 裕 　 明

情報整備室長 （併） 白 　 井 　 邦 　 彦

環境データ専門官 長谷川 　 　 　 学

管理係長 松 　 井 　 文 　 子

調査係長 欠

整備係長 宮 　 下 　 七 　 重

環境研究基盤技術ラボラ ト リ ー長 （併） 渡 　 邉 　 　 　 信

技術調整官 （併） 竹 　 内 　 　 　 正

環境分析化学研究室長 西 　 川 　 雅 　 高

主任研究員 高 　 木 　 博 　 夫

〃 佐 　 野 　 友 　 春

（併） 柴 　 田 　 康 　 行

（併） 西 　 川 　 雅 　 高

（併） 伊 　 藤 　 裕 　 康

環境生物資源研究室長 桑 　 名 　 　 　 貴

主任研究員 志 　 村 　 純 　 子

〃 戸 　 部 　 和 　 夫

研究員 川 　 嶋 　 貴 　 治

主任研究官 （併） 彼 　 谷 　 邦 　 光

〃 笠 　 井 　 文 　 絵

（併） 菅 　 谷 　 芳 　 雄

（併） 高 　 橋 　 慎 　 司

職 　  　 　 名 氏 　 名



国立環境研究年報 （平成 15 年度）

―  408  ―

（併） 河 　 地 　 正 　 伸

（併） 清 　 水 　 　 　 明

地球環境研究セン ター長 （理事充て職） 西 　 岡 　 秀 　 三

総括研究管理官 井 　 上 　 　 　 元

研究管理官 藤 　 沼 　 康 　 実

〃 向 　 井 　 人 　 史

〃 山 　 形 　 与志樹

主任研究員 一 ノ瀬 　 俊 　 明

〃 小 　 熊 　 宏 　 之

主幹 中 　 山 　 正 　 史

業務係長 川 　 村 　 和 　 江

業務係員 畠 　 中 　 太 　 陽

交流係長 欠

観測第一係長 五十嵐 　 聖 　 貴

観測第二係長 欠

（併） 横 　 田 　 達 　 也

職 　  　 　 名 氏 　 名

（併） 原 　 沢 　 英 　 夫

（併） 森 　 口 　 祐 　 一

（併） 甲斐沼 　 美紀子

（併） 横 　 内 　 陽 　 子

（併） 田 　 中 　 　 　 敦

（併） 小 　 野 　 雅 　 司

（併） 中 　 根 　 英 　 昭

（併） 野 　 沢 　 　 　 徹

（併） 遠 　 嶋 　 康 　 徳

（併） 町 　 田 　 敏 　 暢

（併） 谷 　 本 　 浩 　 志

（併） 松 　 重 　 一 　 夫

（併） 奥 　 田 　 敏 　 統

（併） 野 　 尻 　 幸 　 宏

（併） 中 　 島 　 英 　 彰

（併） 白 　 井 　 邦 　 彦

職 　  　 　 名 氏 　 名

任期付研究員等

（ア） 「一般職の任期付研究員の採用， 給与及び勤務時間の特例に関する法律」 （平成 ９ 年 ６ 月施行）

によ る任期付任用制度に基づ く 任用者数

（単位 ： 人）

（イ） 外国人の任用

（単位 ： 人）

年 　 　 　 　 度 平成 １ ０ １ １ １ ２ １ ３ １ ４ １ ５

招へい型任用者数 5 3

若手育成型任用者数 3 1 11 8 6

年 　 度 平成 ６ ７ ８ ９ １ ０ １ １ １ ２ １ ３ １ ４ １ ５

任用者数 1 1 2 3
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（２） 流動研究員

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ フ ェロー　 １ ４名】 （平成 16 年 ３ 月 31 日）

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ ポスド クフェロー　 ６ ５名】

Ｎ Ｏ 氏 　 　 　 名 所 　 　 　 　 　 属

1 Sundaram Arulmozhiraja 化学環境研究領域

2 江 　 嵜 　 宏 　 至 化学環境研究領域

3 松 　 本 　 泰 　 子 地球温暖化研究プロ ジェ ク ト

4 久 　 本 　 泰 　 秀 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

5 辻 　 　 　 宣 　 行 生物多様性研究プロ ジェ ク ト

6 樋 　 渡 　 武 　 彦 流域圏環境管理研究プロ ジェ ク ト

7 松 　 永 　 充 　 史 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

8 天 　 沼 　 喜美子 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

9 松 　 崎 　 加奈恵 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

10 小 　 松 　 英 　 司 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

11 Georgii Alexandrov 地球環境研究セン ター

12 相 　 沢 　 智 　 之 地球環境研究セン ター

13 勝 　 本 　 正 　 之 地球環境研究セン ター

14 Sergey Venevsky 地球環境研究セン ター

Ｎ Ｏ 氏 　 　 　 名 所 　 　 　 　 　 属

1 森 　 　 　 育 　 子 化学環境研究領域

2 髙 　 澤 　 嘉 　 一 化学環境研究領域

3 中 　 村 　 宣 　 篤 環境健康研究領域

4 TIN-TIN-WIN-SHWE 環境健康研究領域

5 藩 　 　 　 小 　 青 環境健康研究領域

6 北 　 條 　 理恵子 環境健康研究領域

7 呉 　 　 　 　 　 慶 環境健康研究領域

8 菅 　 野 　 さ な枝 環境健康研究領域

9 永 　 島 　 達 　 也 大気圏環境研究領域

10 三 　 好 　 猛 　 雄 大気圏環境研究領域

11 大 　 楽 　 浩 　 司 大気圏環境研究領域

12 横 　 畠 　 徳 　 太 大気圏環境研究領域

13 佐 　 藤 　 啓 　 市 大気圏環境研究領域

14 岡 　 田 　 直 　 資 大気圏環境研究領域

15 田 　 辺 　 雄 　 彦 生物圏環境研究領域

16 沼 　 田 　 真 　 也 生物圏環境研究領域

17 岡 　 松 　 暁 　 子 地球温暖化研究プロ ジェ ク ト

18 武 　 田 　 知 　 巳 地球温暖化研究プロ ジェ ク ト

19 李 　 　 　 美 　 善 地球温暖化研究プロ ジェ ク ト

20 保 　 原 　 　 　 達 地球温暖化研究プロ ジェ ク ト

21 間 　 野 　 正 　 美 地球温暖化研究プロ ジェ ク ト

22 江 　 尻 　 　 　 省 成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ ク ト

23 入 　 江 　 仁 　 士 成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ ク ト

24 寺 　 尾 　 有希夫 成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ ク ト

25 齋 　 藤 　 尚 　 子 成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ ク ト

26 磯 　 部 　 友 　 彦 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

27 西 　 川 　 智 　 浩 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

28 鎌 　 田 　 　 　 亮 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

29 北 　 村 　 公 　 義 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

30 中 　 宮 　 邦 　 近 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

31 橋 　 詰 　 和 　 慶 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

32 平 　 井 　 慈 　 恵 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト



国立環境研究年報 （平成 15 年度）

―  410  ―

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ アシスタン ト フ ェロー　 ２ １名】

33 山 　 本 　 裕 　 史 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

34 井 　 関 　 直 　 政 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

35 内 　 田 　 　 　 元 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

36 米 　 倉 　 竜 　 次 生物多様性研究プロ ジェ ク ト

37 陳 　 　 　 　 　 晋 流域圏環境管理研究プロ ジェ ク ト

38 楊 　 　 　 永 　 輝 流域圏環境管理研究プロ ジェ ク ト

39 張 　 　 　 継 　 群 流域圏環境管理研究プロ ジェ ク ト

40 長谷川 　 就 　 一 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト

41 工 　 藤 　 祐 　 揮 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト

42 伏 　 見 　 暁 　 洋 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト

43 種 　 田 　 晋 　 二 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト

44 神 　 田 　 　 　 勲 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト

45 江 　 副 　 優 　 香 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

46 大河内 　 由美子 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

47 毛 　 利 　 紫 　 乃 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

48 川 　 畑 　 隆 　 常 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

49 桂 　 　 　 　 　 萍 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

50 呉 　 　 　 　 　 畏 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

51 黄 　 　 　 　 　 瑛 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

52 金 　 　 　 再 　 奎 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

53 橋 　 本 　 顯 　 子 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

54 金 　 　 　 東 　 明 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

55 鈴 　 木 　 一 　 寿 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

56 小 　 川 　 裕 　 美 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

57 中 　 村 　 　 　 卓 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

58 曹 　 　 　 紅 　 斌 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

59 三 　 瓶 　 春 　 代 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー

60 李 　 　 　 根 　 保 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー

61 梁 　 　 　 乃 　 申 地球環境研究セン ター

62 鳥 　 山 　 　 　 敦 地球環境研究セン ター

63 朴 　 　 　 贊 　 鳳 地球環境研究セン ター

64 須 　 藤 　 洋 　 志 地球環境研究セン ター

65 中 　 路 　 達 　 郎 地球環境研究セン ター

Ｎ Ｏ 氏 　 　 　 名 所 　 　 　 　 　 属

1 島 　 崎 　 彦 　 人 社会環境システム研究領域

2 廣 　 田 　 正 　 史 化学環境研究領域

3 椎 　 崎 　 一 　 宏 環境健康研究領域

4 座 　 波 　 ひろ子 環境健康研究領域

5 永 　 井 　 孝 　 志 水土壌圏環境研究領域

6 石 　 井 　 　 　 敦 地球温暖化研究プロ ジェ ク ト

7 田 　 中 　 博 　 春 地球温暖化研究プロ ジェ ク ト

8 金 　 　 　 倫 　 載 成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ ク ト

9 柳 　 澤 　 利 　 枝 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

10 小 　 塩 　 正 　 朗 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

11 小宇田 　 智 　 子 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

12 近 　 藤 　 卓 　 哉 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

13 小 　 田 　 重 　 人 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

14 竹 　 内 　 陽 　 子 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

15 小 　 澤 　 雅 　 富 環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ ジェ ク ト

Ｎ Ｏ 氏 　 　 　 名 所 　 　 　 　 　 属
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【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ リサーチアシスタン ト 　 １ ９名】

（３） 客員研究官等の状況

16 小 　 原 　 里 　 美 生物多様性研究プロ ジェ ク ト

17 山 　 崎 　 　 　 新 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト

18 峯戸松 　 勝 　 秀 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

19 今 　 里 　 栄 　 男 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー

20 下 　 山 　 　 　 宏 地球環境研究セン ター

21 吉 　 田 　 友紀子 地球環境研究セン ター

Ｎ Ｏ 氏 　 　 　 名 所 　 　 　 　 　 属

1 市 　 橋 　 史 　 行 大気圏環境研究領域

2 原 　 　 　 政 　 之 大気圏環境研究領域

3 長 　 峰 　 　 　 望 大気圏環境研究領域

4 川 　 瀬 　 宏 　 明 大気圏環境研究領域

5 井 　 上 　 智 　 亜 大気圏環境研究領域

6 比 　 嘉 　 　 　 敦 生物圏環境研究領域

7 野 　 村 　 恭 　 子 地球温暖化研究プロ ジェ ク ト

8 望 　 月 　 茂 　 徳 成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ ク ト

9 矢 　 原 　 弘 　 樹 成層圏オゾン層変動研究プロ ジェ ク ト

10 張 　 　 　 　 　 丹 流域圏環境管理研究プロ ジェ ク ト

11 肖 　 　 　 慶 　 安 　 流域圏環境管理研究プロ ジェ ク ト

12 中 　 村 　 和 　 正 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト

13 山 　 田 　 　 　 功 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト

14 鈴 　 木 　 　 　 剛 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

15 鈴 　 木 　 和 　 将 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

16 秋 　 山 　 　 　 貴 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

17 東海林 　 　 　 寛 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

18 久 　 保 　 拓 　 也 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー

19 開 　 　 　 和 　 生 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー

① 客員研究官 １ ３ 名
国立大学  ９ 名
私立大学  １ 名
国立機関  １ 名
その他  ２ 名

② 客員研究員  ３ ０ ５ 名
国立大学 １ ４ ２ 名
公立大学 １ ２ 名
私立大学 ４ ６ 名
国立機関 １ ４ 名
地方環境研究所 ４ ６ 名
民間企業 ９ 名
その他 ２ ９ 名
外国人 ７ 名

③ 共同研究員  ６ ７ 名
国立大学 ４ 名
公立大学 １ 名
私立大学 ２ 名
民間企業 １ ６ 名
その他 １ １ 名
外国人 ３ ３ 名

④ 研究生  ９ ３ 名
国立大学 ５ ８ 名
私立大学 ２ ７ 名
外国人 ８ 名

客員研究官等合計 ４ ７ ８ 名

Ｎ Ｏ 氏 　 　 　 名 所 　 　 　 　 　 属
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５  ． 収入及び支出の状況

（単位 ： 円）

※ １ ． 未収還付 （見込み） 消費税を除 く 。

２ ． （ ） 「カ ッ コ」 書きは、 前事業年度からの繰越額で内数であ る。

３ ． 「対前年度」 は繰越額を除 く 前年度比であ る。

区 　 　 　 　 　 　 　 　 分 収 　 入 　 額 対前年度 支 　 出 　 額 差 　 　 　 額

運営費交付金収入
10,290,171,550
(889,036,550)

― 9,613,960,734 676,210,816

施設整備費補助金収入
1,034,665,239

(0)
― 1,034,665,239 0

政府受託収入 4,444,382,190 117.5％ 4,444,382,190 0

（競争的資金等） 2,143,240,190 95.8％ 2,143,240,190 0

地球環境研究総合推進費 1,344,857,000 92.1％ 1,344,857,000 0

地球環境保全等試験研究費 272,950,000 97.9％ 272,950,000 0

環境技術開発等推進事業費 261,585,000 124.8％ 261,585,000 0

廃棄物処理施設科学研究費 （間接経費のみ） 34,896,190 117.4％ 34,896,190 0

科学技術振興調整費 135,997,000 103.5％ 135,997,000 0

科学技術振興費 30,000,000 100.0％ 30,000,000 0

海洋開発及地球科学技術調査研究促進費 7,468,000 97.7％ 7,468,000 0

原子力試験研究費 27,612,000 64.1％ 27,612,000 0

国立機関再委託 27,875,000 59.3％ 27,875,000 0

（業務委託） 2,301,142,000 148.7％ 2,301,142,000 0

環境省 ( 一般会計 ) 2,077,082,000 138.6％ 2,077,082,000 0

環境省 ( 石油特別会計 ) 185,000,000 ― 185,000,000 0

国土交通省 39,060,000 80.2％ 39,060,000 0

特別研究員等受入経費収入 30,112,233 70.7％ 30,112,233 0

研修生等受入経費収入 4,254,050 95.5％ 4,254,050 0

民間受託収入
213,960,689
(4,199,870)

482.0％ 205,725,609 8,235,080

環境標準試料等分譲事業収入 10,554,927 162.7％ 10,554,927 0

民間寄附金収入
26,212,445

(10,462,445)
90.3％ 8,746,486 17,465,959

事業外収入 7,584,139 ― 3,744,613 3,839,526

事業外収入
7,284,889

(3,000)
― 3,445,363 3,839,526

大型風洞施設貸付収入 299,250 ― 299,250 0

長期借入金収入 0 ― 1,304,547,100 -1,304,547,100

合 　 　 　 　 　 計
16,061,897,462
(903,701,865)

106.7％ 16,660,693,181 -598,795,719
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６  ． 施設の整備状況一覧

（平成 16 年 ３ 月 31 日現在）

施 　 　 　 設 　 　 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積

研究本館Ⅰ （研究Ⅰ棟， 研究Ⅱ棟） RC － 3 5,540 11,633 Ⅰ期昭和49年3月竣工

Ⅱ期昭和52年5月竣工

研究本館Ⅱ （共同利用棟， 共同研究棟） RC － 3 2,405 5,664 Ⅰ期昭和54年11月竣工

Ⅱ期昭和57年2月竣工

研究本館Ⅲ RC － 4 1,068 4,077 平成 7 年 8 月竣工

管理棟 RC － 2 697 1,144 Ⅰ期昭和49年5月竣工

Ⅱ期昭和54年1月竣工

大気化学実験棟 （スモ ッ グチャ ンバー） RC － 1 723 723 昭和 51 年 10 月竣工

大気拡散実験棟 （風洞） RC － 2， 地下－ 1 741 2,329 昭和 53 年 3 月竣工

大気汚染質実験棟 （エア ロ ドーム） SRC － 8 176 1,321 昭和 54 年 4 月竣工

大気モニター棟 RC － 1 81 81 昭和 53 年 3 月竣工

大気共同実験棟 （フ リ ースペース） RC － 3 443 986 昭和 58 年 12 月竣工

ラ ジオア イ ソ ト ープ実験棟 RC － 3 974 1,580 昭和 53 年 3 月竣工

水生生物実験棟 （ア ク ア ト ロ ン） RC － 3， RC － 2 1,384 2,535 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

水理実験棟 S － 1 1,167 1,167 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

動物実験棟Ⅰ （ズー ト ロ ンⅠ） SRC － 7 794 4,031 Ⅰ期昭和51年3月竣工

Ⅱ期昭和51年10月竣工

動物実験棟Ⅱ （ズー ト ロ ンⅡ） RC － 3 934 1,862 昭和 55 年 5 月竣工

土壌環境実験棟 （ペド ト ロ ン） RC － 3 637 1,931 昭和 53 年 2 月竣工

植物実験棟Ⅰ （フ ァ イ ト ト ロ ンⅠ） RC － 3 1,392 3,348 昭和 50 年 12 月竣工

植物実験棟Ⅱ ・ 騒音保健研究棟 RC － 4， 地下－ 1 1,242 3,721 昭和 56 年 7 月竣工

実験ほ場 （本構内） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和57年3月竣工

　 　 管理棟 373 414

　 　 温室 3 棟 576 576

　 　 ほ場 5,600

実験ほ場 （別団地） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 管理棟 RC － 2 179 214 Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 ほ場 11 面 7,000

生物生態園 15,000 昭和 54 年 10 月竣工

工作棟 RC － 2 158 189 昭和 49 年 10 月竣工

危険物倉庫 B － 1 82 82 昭和 55 年 11 月竣工

エネルギーセン ター RC － 2 2,590 3,101 昭和 49 年 10 月竣工

（昭和 51 年一部増築）

廃棄物処理施設Ⅰ 特殊実験廃水処理能力 昭和 49 年 10 月竣工

　 　 　 　 　 100m3/ 日

廃棄物処理施設Ⅱ 一般実験廃水処理能力 昭和 54 年 2 月竣工

　 　 　 　 　 300m3/ 日 平成 7 年 3 月更新

環境生物保存棟 RC － 3 489 1,382 平成 14 年 5 月竣工

微生物系統保存棟 RC － 2 355 801 昭和 58 年 1 月竣工

環境ホルモン総合研究棟 RC － 4 1,850 5,354 平成 13 年 3 月竣工

平成15年12月一部増築

地球温暖化研究棟 RC － 3 1,883 5,447 平成 13 年 3 月竣工
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循環 ・ 廃棄物研究棟 RC － 3 1,583 4,228 平成 14 年 3 月竣工

バイオ ・ エコエンジニア リ ング研究施設 S － 1 1,339 1,339 平成 13 年 12 月竣工

霞ヶ浦臨湖実験施設 昭和 58 年 3 月竣工

　 　 実験管理棟 RC － 2 1,045 1,748

　 　 用廃水処理施設 RC － 1 913 913

　 　 附属施設 RC － 1 286 286

奥日光環境観測所

　 　 管理棟 RC － 2 121 189 昭和 61 年 10 月竣工

　 　 実験棟 RC － 1 198 198 昭和 63 年 3 月竣工

　 　 観測棟 RC － 1 8 8 昭和 63 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－波照間 観測棟 ： RC － 1 建 / 延面積 160.7m2 平成 4 年 3 月竣工

観測塔 ： 自立型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H39.0m

平成 4 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－落石岬 観測棟 ： アル ミ パネル

　 　 　 　 構造 1 階建

建 / 延面積 83.4m2 平成 6 年 3 月竣工

観測塔 ： 支線型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H55.5m

平成 6 年 3 月竣工

黒島 NOAA 受信施設 受信アンテナ塔 ：

　 自立型鉄骨造 H13.0m

平成 7 年 1 月竣工

環境遺伝子工学実験棟 RC － 3 737 1,627 平成 5 年 6 月竣工

環境試料タ イ ムカプセル棟 RC － ２ 1,043 2,071 平成 16 年 ２ 月

特高受電需要設備棟 RC － 1 524 524 平成 9 年 3 月竣工

施 　 　 　 設 　 　 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積



国立環境研究年報 （平成 15 年度）

―  415  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）

―  416  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）

―  417  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）

―  418  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）

―  419  ―



国立環境研究年報 （平成 15 年度）

―  420  ―

７  ． 研究に関する業務の状況

（ １ ） 国立環境研究所研究評価委員会構成員 平成 16 年 3 月現在

氏 　 　 名 所属及び役職

天 　 野 　 明 　 弘 財団法人地球環境戦略研究機関関西研究セン ター所長

磯 　 部 　 雅 　 彦 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授

井 　 村 　 伸 　 正 北里大学名誉教授

井 　 村 　 秀 　 文 名古屋大学大学院工学研究科教授

巖 　 佐 　 　 　 庸 九州大学大学院理学研究院教授

内 　 山 　 巌 　 雄 京都大学大学院工学研究科教授

鎌 　 田 　 　 　 博 筑波大学生物科学系教授

鈴 　 木 　 庄 　 亮 群馬大学医学部公衆衛生教授

鈴 　 木 　 基 　 之 放送大学教授

須 　 藤 　 隆 　 一 埼玉県環境科学国際セン ター総長

住 　 　 　 明 　 正 東京大学気候システム研究セン ター教授

武 　 田 　 信 　 生 京都大学大学院工学研究科教授

武 　 田 　 博 　 清 京都大学大学院農学研究科教授

田 　 中 　 正 　 之 東北工業大学工学部教授

角 　 皆 　 静 　 男 北海道大学名誉教授

中 　 根 　 周 　 歩 広島大学大学院生物圏科学研究科教授

橋 　 本 　 道 　 夫 （社） 海外環境協力セン ター顧問

眞 　 柄 　 泰 　 基 北海道大学大学院工学研究科教授

松 　 下 　 秀 　 鶴 静岡県立大学名誉教授

松 　 田 　 裕 　 之 横浜国立大学大学院環境情報研究院教授

盛 　 岡 　 　 　 通 大阪大学大学院工学研究科教授

安 　 井 　 　 　 至 国際連合大学副学長

山 　 崎 　 素 　 直 長崎大学環境科学部教授
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（ ２ ） 共同研究等の状況

（注） １ 　 一つの契約であって も， 複数の種類の機関 と共同研究を行っている場合には， それぞれ該当する機関の欄

に計上する。 （複数あ り ）

２ 　 「国研等」 は， 国， 国立研究機関， 独法研究機関。

３ 　 「国立大学」 には， 大学共同利用機関を含む。

４ 　 [ 特殊法人等」 は， 特殊法人および認可法人。

５ 　 国際共同研究は二国間政府協定に基づいて実施されている もの と， 研究所間協定に基づいて実施されてい

る ものの合計。

区 　 分

  年 度

共 　 　 同 　 　 研 　 　 究 　 　 等 　 　 の 　 　 件 　 　 数

国 　 　 　 　 　 　 　 内

国 　 外 計
国研等

国 　 立
大 　 学

公 ・ 私
立大学

特 　 殊
法人等

公 　 益
法 　 人

民 　 間
企 　 業

その他
地 　 方

15 共 同 研 究 18 9 2 3 8 23 4 70 67

受 託 研 究 74 2 4 6 2 88

委 託 研 究 6 97 29 2 11 18 13 176

合 　 　 計 98 108 31 3 25 47 19 0 331
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（ ３ ） 平成 15 年度地方環境研究所等との共同研究応募課題一覧

内訳 ： 29 機関 　 56 課題 （新規 32， 継続 24）

地環研機関名 課 　 題 　 名 国環研担当者
新規
継続

北海道環境科学研究セン ター ダ イオキシン類の分析法に関する研究 化学環境研究領域 新規

日本北方におけ る対流圏オゾン及びその前駆物質の動

態に関する研究

大気圏環境研究領域 新規

流域生態系の再生プラ ン支援を目的と し た河川ネ ッ ト

ワーク解析技術の開発

生物多様性研究プロ ジェ ク ト 新規

北海道立衛生研究所 ダ イオキシン類の分析方法に関する研究 化学環境研究領域 新規

青森県環境保健セン ター 十和田湖におけ る難分解性溶存有機物の発生原因の解

明に関する研究

水土壌圏環境研究領域 新規

岩手県環境保健研究セン ター バイオア ッ セ イ を用いた水環境試料中の環境ホルモン

作用のモニ タ リ ング と その リ ス ク評価

環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ

ジェ ク ト

継続

山形県環境科学研究セン ター 流域生態系の再生プラ ン支援を目的と し た河川ネ ッ ト

ワーク解析技術の開発

生物多様性研究プロ ジェ ク ト 新規

宮城県保健環境セン ター 環境汚染化学物質であ るダ イオキシン類の分析法に関

する研究

環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ

ジェ ク ト

継続

バイオア ッ セ イ を用いた水圏中の環境ホルモン作用の

モニ タ リ ング手法評価に関する研究

環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ

ジェ ク ト

新規

茨城県公害技術セン ター 茨城県における SPM 高濃度原因の解明と 対策調査 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト 新規

霞ヶ浦における水質浄化に関する研究 水土壌圏環境研究領域 新規

栃木県保健環境セン ター 環境中における ダ イオキシン類の分析法に関する研究 化学環境研究領域 継続

埼玉県環境科学国際セン ター 三宅島の火山ガス等によ る強酸性雨の観測 大気圏環境研究領域 新規

埋立地ガスな らびに土壌保有水を用いた最終処分場安

定化診断技術の開発

循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 継続

循環資源の地域流通円滑化のための中継基地システム

の開発

循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 継続

循環型社会における最終処分場の機能分化 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 新規

通気及び浸出水循環によ る既存最終処分場の安定化促

進技術の開発

循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 新規

最終処分場における魚類を用いた浸出水モニ タ リ ング

系の開発

循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 継続

最終処分場における環境汚染ポテンシャル評価のため

の地理情報システムの開発

循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 継続

生活系排水対策法と し ての浄化槽由来の N2O 放出量 ・

放出係数の推定と高度合併化に伴 う 削減効果等の解析

評価

循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 継続

千葉県環境研究セン ター 既存処分場における水分分布測定手法の開発及びその

応用に関する研究

循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 新規

最終処分場の容量増加 ・ 再生技術の評価に関する研究 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 新規

最終処分場の維持管理に必要な水質分析項目の見直し 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 新規

水生生物を用いた最終処分場浸出水の管理手法の開発 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 新規

東京都環境科学研究所 有害大気汚染物質自動分析計の精度管理に関する研究 化学環境研究領域

PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト

継続

内分泌か く 乱化学物質の魚類への リ ス ク評価に関する

研究

化学物質環境 リ ス ク研究セン ター 継続

埋立地ガスの環境影響評価に関する研究 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 新規

横浜市環境科学研究所 統計的手法を用いた人工衛星データによ る水質推定の

検討

社会環境システム研究領域 新規

川崎市公害研究所 LC/MS 等によ る大気中有害化学物質の分析手法に関

する研究

循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 新規
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長野県衛生公害研究所 環境試料中のダ イオキシン類の分析法に関する研究 統括研究官

化学環境研究領域

環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ

ジェ ク ト

継続

廃棄物埋立処分に起因する有害物質によ る環境影響評

価に関する研究

化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ

ジェ ク ト

継続

山岳地域におけ るハロゲン化 メ チルの動態に関する研

究

化学環境研究領域 継続

車軸藻の絶滅 ・ 絶滅危惧種の保護 と自然界への復元に

関する研究 -- 車軸藻類を中心にし た湖沼水草帯の復

元手法と 水質浄化機能の検討 --

生物圏環境研究領域 継続

山岳 （八方尾根） 降雪中の鉛同位体比測定によ る アジ

ア大陸か らの越境大気汚染の定量化

大気圏環境研究領域

地球環境研究セン ター

新規

長野県自然保護研究所 野生生物の遺伝的多様性をモニ タ リ ングする ための手

法の開発に関する研究

生物多様性研究プロ ジェ ク ト 継続

静岡県環境衛生科学研究所 環境 リ ス ク が懸念される有害化学物質の検索に関する

研究

環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ

ジェ ク ト

新規

富山県環境科学セン ター ガス状ほ う 素化合物によ る大気汚染監視測定技術の開

発

化学環境研究領域 継続

福井県衛生環境研究セン ター 水循環の健全化のための底質改善 ・ 底質除去資源循環

技術の開発

循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター 新規

岐阜県保健環境研究所 環境試料中のダ イオキシン類の分析法に関する研究 統括研究官

化学環境研究領域

環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ

ジェ ク ト

継続

名古屋市環境科学研究所 微生物分解を用いた汚染除去に関する研究 生物多様性研究プロ ジェ ク ト 継続

自動車起源の PM2.5 に関する研究 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト 新規

滋賀県琵琶湖研究所 フ ラ イ ウ ェ イ中継湿地におけ る水鳥相と 水生植物相の

関係検索

生物圏環境研究領域 新規

京都府保健環境研究所 日本海側におけ るエア ロ ゾル中の微量金属及び鉛同位

体比の動態に関する研究

大気環境研究領域

地球環境研究セン ター

継続

廃棄物処分に起因する外因性内分泌攪乱化学物質によ

る環境影響評価に関する研究

環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ

ジェ ク ト

継続

粒子状物質の粒径別高時間分解能成分分析手法の開発

と 都市大気エア ロ ゾルの動態解明への応用に関する研

究

PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト 新規

クサガ メ を指標動物と し た外因性エス ト ロゲンの生態

影響に関する研究

環境ホルモン ・ ダ イオキシン研究プロ

ジェ ク ト

新規

大阪府立食 とみど り の総合技

術セン ター

野生アカネズ ミ におけ る残留性有機汚染物質の毒性作

用の検討

環境健康研究領域 新規

兵庫県立健康環境科学研究セ

ン ター

道路沿道の局地 NOx 高濃度汚染と その対策に関する

研究

PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト 継続

山林域における水質形成と 汚濁負荷流出過程に関する

研究

水土壌圏環境研究領域 継続

ため池と その周辺を含む地域生態系での水循環に関す

る基礎的研究

生物多様性研究プロ ジェ ク ト 新規

鳥取県衛生環境研究所 積雪中に積も った黄砂によ る酸性雪中和の メ カニズム

についての調査研究

化学環境研究領域 新規

湖沼中の難分解性有機物に関する調査研究 生物多様性研究プロ ジェ ク ト 新規

島根県保健環境科学研究所 西日本及び日本海側を中心と し た地域における光化学

オキシダン ト 濃度等の経年変動に関する研究

PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ ク ト

大気圏環境研究領域

環境情報セン ター

継続

福岡県保健環境研究所 北部九州におけ るハン ノ キ群落およびハマボウ フ ウ群

落の生態と その保全に関する研究

国際室 継続

熊本市環境総合研究所 地下水汚染地域への ＭＮ Ａ （Ｍonitored Natural 

Attenuation） の適用に関する研究

化学環境研究領域

化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

新規

沖縄県衛生環境研究所 東アジア地域のエア ロ ゾル， ガス状汚染物質の化学組

成に関する研究

大気圏環境研究領域 新規

地環研機関名 課 　 題 　 名 国環研担当者
新規
継続
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（ ４ ） 国立環境研究所における研究評価について

独立行政法人化を機に研究の再構成を行い， 各研究の評価を以下のよ う な方針で行っている。

１ ． 経常研究

経常研究費によ る研究であ るので，各領域長が各領域等に原籍を持つ研究者の研究について，それぞれの裁量で実施

する。

２ ． 奨励研究

基盤的な研究及び長期的なモニタ リ ング等が必要な研究について，毎年所内で公募し，所内に設置し た研究推進委員

会において事前評価を行い採択課題を選定する。 研究成果については， 同様に事後評価を実施する。

平成 15 年度は， 平成 15 年度実施課題の事後評価及び 16 年度新規提案課題の事前評価を 16 年 ２ 月に行った。 また，

15 年度の研究途上で新たに生じ た研究課題等に対応する こ と を目的に， 15 年 ９ 月に平成 15 年度後期奨励研究等の募

集， 事前評価を行った。

３ ． 特別研究

・ 重点研究分野 （重点特別研究プロ ジェ ク ト 及び政策対応型調査 ・ 研究を除 く 。） における所内公募プロ ジェ ク ト 型研

究応募課題について，内部の事前評価によ り 外部の委員から なる研究評価委員会にかける課題を選定し，研究評価委

員会で事前評価を実施する。

・ 内部評価及び外部評価の結果を総合的に判断し て， 採択課題を決定する。

・ 期間 ２ 年以上の研究については， ２ 年目後半に内部評価によ る中間評価を実施する。 また， 研究の終了時には， 終了

年度の翌年度に内部評価及び外部評価によ る事後評価を実施する。

・ 平成 15 年度は，10 月に内部評価によ る 14 年度終了課題の事後評価及び 15 年度新規提案課題の事前評価，11 月に外

部評価によ る 14 年度終了課題の事後評価及び 16 年度新規提案課題の事前評価， ３ 月に内部評価によ る平成 14 年度

開始課題の中間評価を行った。

４ ． 重点特別研究プロ ジェ ク ト 及び政策対応型調査 ・ 研究

・ 事前評価 （助言）

　 平成 13 年 ４ 月の研究評価委員会において， 各プロ ジェ ク ト の研究計画の説明を行い， 助言を受けた。

・ 年度評価及び中間報告 （助言）

毎年度の研究成果と翌年度の研究計画について， 内部評価委員会 （ ３ 月） 及び研究評価委員会 （ ４ 月） に報告し，

助言を受ける。 ただし， 第 ２ 年度終了時については， 中間評価とする。

平成 15 年度は， ４ 月に研究評価委員会によ る中間評価 （助言） 及び 15 年 ３ 月に内部評価委員会によ る年度評価を

行った。

・ 終了時評価

各プロ ジェ ク ト の研究成果について， 内部評価 （ ３ 月） 及び研究評価委員会によ る評価 （ ４ 月） を実施する。
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（ ５ ） 国際交流及び研究協力等

　 １ ） 国際会議 （国立環境研究所主催 ・ 共催の主な国際会議）

　 ２ ） 国際共同研究 （二国間環境保護協力協定， 科学技術協力協定等に基づき実施されている国際共同研究）

　 注 ： 担当部等は直近の協定会合開催時のもので， 旧組織名で示されている場合があ る。

国際シンポジウ ム 開催地 場 　 所 開催期間

生活環境中の電磁界 リ ス ク と ガバナン スについて 東京 ・ 南青山 ホテルはあ と いん

乃木坂

15. 9.15

Workshop on GHG Inventries in Asia Region タ イ ・ プーケ ッ ト マ リ オ ッ ト ホテル 15.11.13 ～ 14

第 ２ 回アジア地域におけ る資源循環 ・ 廃棄物管理に関する ワーク シ ョ ッ プ 茨城 ・ つ く ば 国立環境研究所 15.12. 2 ～ 3

Workshop on the Development of Research Proposal for Long-term Monitoring of 

Mekong River and its Biodiversity

バン コ ク カセター ト 大学 15.12.15 ～ 17

国際ワーク シ ョ ッ プ 「地球規模変動と 珊瑚礁」 東京 ・ 本郷 東京大学 16. 1.13

海洋表層二酸化炭素分圧観測－データ統合と データベース構築に関する

ワーク シ ョ ッ プ－

茨城 ・ つ く ば つ く ば国際会議場 16. 1.14 ～ 17

2004 環境ナ ノ粒子シンポジ ウ ム 茨城 ・ つ く ば 国立環境研究所 16. 1.20

温室効果ガス安定化シナ リ オワーク シ ョ ッ プ 茨城 ・ つ く ば 国立環境研究所 16. 1.22 ～ 23

「生物多様性 ・ 生態系保全と 京都 メ カニズム」 に関する国際シンポジウ ム

及び国際ワーク シ ョ ッ プ

東京 ・ 早稲田 早稲田大学 16. 1.29 ～ 30

国際シンポジウ ム ： 砂漠化の評価と モニタ リ ング－砂漠化対処条約への貢

献に向けて－

茨城 ・ つ く ば 国立環境研究所 16. 2. 2

第 ２ 回 IPCC 排出係数データベース編集委員会 茨城 ・ つ く ば 国立環境研究所 16. 2.18 ～ 20

21 世紀のアジアの水資源変動予測に関する シンポジウ ム 茨城 ・ つ く ば つ く ば国際会議場 16. 3. 1

絶滅危惧種 ・ 環境試料タ イ ムカプセル化事業国際ワーク シ ョ ッ プ 茨城 ・ つ く ば 国立環境研究所 16. 3.22

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等

ア メ リ カ合衆国

（2003FY ハイ レ

ベル協議☆）

微生物を活用する汚染土壌の浄化技術の開発 テネシー大学 地球環境研究グループ

地球規模ベース ラ イ ン大気中温室効果ガスの高精度測定 米国海洋大気局

（NOAA）

地球環境研究グループ

地域社会の罹患率に及ぼす気候変化と 環境劣化によ る健康影響の

研究

米国環境保健研究所 地域環境研究グループ

森林伐採が湖沼生態系に及ぼす影響 ア ラ スカ大学 地域環境研究グループ

湿地生態系におけ る生物多様性 と栄養塩循環への人為影響評価 ス ミ ソ ニアン研究所 生物圏環境部

フ ァ イ ト ト ロ ン研究ネ ッ ト ワーク の構築 デューク大学 生物圏環境部

粒子状物質の測定法の標準化および健康影響に関する研究 国立環境評価セン ター

（EPA）

環境健康部

FTIR によ る大気微量物質鉛直分布観測ネ ッ ト ワーク のフ イージ

ビ リ テ ィ ーに関する研究

デンバー大学 大気圏環境部

☆排出 - 気候 - 影響統合モデルの一部 と し ての地域気候変化予測

モデルの開発

米国航空宇宙局 （NASA） 大気圏環境研究領域

☆海洋の CO2 吸収量解明に向けた太平洋の CO2 観測の共同推進 米国海洋大気局

（NOAA）

地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

☆森林によ る炭素固定能力評価 と その変動予測のためのフ ラ ッ ク

ス観測共同実施

米国エネルギー省

（DOE）

地球環境研究セン ター

☆炭素， その他の温室効果ガス， エア ロ ゾルの陸域／海洋での収

支推定のための大気成分比較 ・ 標準化 ・ 相補観測

米国海洋大気局

（NOAA）

地球環境研究セン ター

イ 　 ギ 　 リ 　 ス

（2003FY）

In vivo NMR 分光法の開発と その環境健康問題への適用 ケンブ リ ッ ジ大学 環境ホルモン ・ ダ イオキ

シン研究プロ ジェ ク ト

ヒ ト におけ る微量元素及び金属結合タ ンパク の代謝に及ぼす環境

汚染の影響

ロ ウ ェ ッ ト 研究所 環境健康研究領域

藻類及び原生動物 陸水生態研究所 生物圏環境研究領域

加速器質量分析法 と ク ロマ ト グ ラ フ ィ ーの結合によ る放射性核種

測定方法の高度化に関する共同研究

オ ッ ク ス フ ォード大学 化学環境研究領域

肺胞マ ク ロ フ ァージの粒子貧食機構 オ ッ ク ス フ ォード大学 環境健康研究領域

オース ト ラ リ ア 海洋環境中の微量元素の生物地球化学的研究 西オース ト ラ リ ア海洋研

究所

化学環境部， 地域環境研

究グループ

地球環境モニタ リ ングに関する研究協力 CSIRO 大気圏環境部， 地球環境

研究セン ター

微生物多様性 （特にシア ノ バク テ リ ア） の総合データベースの構

築

ニューサウ ス ウエールズ

大学

生物圏環境部
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カ 　 ナ 　 ダ

（2003FY）

北太平洋における大気 ・ 海水間の二酸化炭素交換の研究 海洋科学研究所 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

極の日の出時 （ポーラーサン ラ イ ズ） に関わる極域大気研究 カナダ気象研究所 化学環境研究領域

北太平洋海域における化学物質の動態解明 ブ リ テ ィ ッ シ ュ コ ロ ンビ

ア大学

化学環境研究領域

遺伝子工学を用いた環境汚染物質の生体影響評価手法の開発に関

する研究

ウ ェ ス タ ン ・ オン タ リ オ

大学

環境健康研究領域

韓 　 　 　 　 　 国

（2003FY）

定期航路船舶を利用し た海洋汚染に関する研究 海洋研究所 水土壌圏環境研究領域

北東アジアにおけ る大気中の酸性 ・ 酸化性物質の航空機 ・ 地上観

測

韓国科学技術研究院環境

研究セン ター

大気圏環境研究領域

景観評価の国際比較 〈日本列島 と朝鮮半島を例と し て） 国立慶北大学校 社会環境システム研究領

域

有害藻類の発生現況モニ タ リ ング と窒素， リ ン除去対策に関する

研究

国立環境研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター

環境に起因する疾患の予防及び管理に関する研究 国立環境研究院 環境健康研究領域

ス ウ ェ ー デ ン

（2003FY）

人間活動の増大に伴 う 重金属暴露の健康 リ ス ク評価 カ ロ リ ン スカ研究所 化学物質環境 リ ス ク研究

セン ター

北極海における海洋表層の二酸化炭素分圧測定 エーテボ リ 大学 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

ス 　 ペ 　 イ 　 ン 環境汚染の生理学的影響の評価手法の開発 バルセロナ自治大学 環境健康部

チ 　 ェ 　 コ 酸性 ・ 環境汚染物質によ る生態系の汚染と影響に関する研究 景観 ・ 生態学研究所 大気圏環境研究領域

景観認識に関する研究 景観 ・ 生態学研究所 社会環境システム研究領

域

中 　 　 　 　 　 国 中国の国情に合 う 排水処理プロセスの開発に関する研究 環境科学研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター

中国の国情に合 う 高効率低コ ス ト 新排水高度処理技術の開発に関

する研究

国家環境保護総局環境工

程研究所 ・ 清華大学

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター

中国の国情に合 う 土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処理シス

テム開発に関する研究

中国科学院沈陽応用生態

研究所

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター

東アジアにおける酸性雨原因物質排出制御手法の開発と 環境への

影響評価に関する研究

国家環境保護総局 大気圏環境研究領域

中国大湖流域のバイオ ・ エコエンジニア リ ング導入によ る水環境

修復技術開発に関する研究

中国環境科学院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター

ダ イオキシンの発生源と 汚染状況の解明等に関する研究 日中友好環境保全セン

ター

化学環境研究領域

貴州省紅楓湖， 百花湖流域における生態工学を導入し た富栄養化

抑制技術の開発に関する研究

貴州省環境保護科学研究

所

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター

黄砂飛来ルー ト の解明に関する共同研究 日中友好環境保全セン

ター

化学環境研究領域

ヒ 素汚染によ る健康影響に関する分子易学的研究 中国予防医学院 環境健康研究領域

生活排水処理過程で発生する温室効果ガスの生物工学 ・ 生態工学

を活用し た抑制技術の開発に関する研究

上海交通工学環境科学与

工程学院

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター

中国の VOCs 及びアンモニアの排出に関する研究 環境科学研究院 大気圏環境研究領域

ド 　 イ 　 ツ

（2003FY

海洋パネル）

総物質収支に関する日独比較研究 ヴ ッパータール気候環境

エネルギー研究所

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター

閉鎖性水域におけ る富栄養化に関する研究 カールスルーエ核研究セ

ン ター

国際室

大気微量気体の衛星観測に関する研究 （ADEOS Ⅱプロ ジェ ク ト ）

（海洋パネル）

アルフ レ ッ ド ・ ウ ェゲ

ナー研究所

成層圏オゾン層変動研究

プロ ジェ ク ト

固形廃棄物処理に関する ワーク シ ョ ッ プ ド イ ツ連邦環境庁 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター

内分泌攪乱化学物質 （環境ホルモン） の評価法に関する研究 シュ ツ ッ ト ガル ト 大学 環境ホルモン ・ ダ イオキ

シン研究プロ ジェ ク ト

ノ ル ウ ェ ー

（新協定策定後

再レ ビ ュー）

成層圏オゾン層観測データの解析に関する研究 ノ ルウ ェー大気研究所 地球環境研究グループ

地球環境データベース GRID アーレ ンデール 地球環境研究セン ター

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等
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フ 　 ラ 　 ン 　 ス

（2003FY）

衛星か らのオゾン層観測 CNRS ・ マ リ ー／ピエー

ルキ ュ リ ー大学

成層圏オゾン層変動研究

プロ ジェ ク ト

大気汚染物質によ る肺障害評価 アーマン ト ゥ ルーソー病

院

環境健康研究領域

シア ノ バク テ リ アの化学分類及び分子系統に関する研究 パス ツール研究所 生物圏環境研究領域

植物の環境適応機構の分子生物学的研究 ピカルデイー大学 生物圏環境研究領域

大西洋及び太平洋域における微細藻類の多様性に関する研究 カーン大学 生物圏環境研究領域

環境汚染物質の毒性発現におけ る ホルモン調節 国立保健医学研究所 環境ホルモン ・ ダ イオキ

シン研究プロ ジェ ク ト

ポ ー ラ ン ド

（2003FY）

植物の大気環境ス ト レ ス耐性の分子機構に関する研究 育種馴化研究所 生物多様性研究プロ ジェ

ク ト

大気汚染物質によ る健康 リ ス ク評価手法の確立 （2003 まで） 労働環境研究所 環境健康研究領域

ロ 　 シ 　 ア

（2003FY ： 環）

バイ カル国際生態学研究セン ターにおける国際共同研究 （環） 湖沼学研究所 （地球化学

研究所， 太平洋海洋研究

所）， 陸水学研究所

化学環境研究領域

凍土地帯からの メ タ ン発生量の共同観測 （環） 凍土研究所 地球環境研究セン ター

湿地か らの メ タ ン放出のモデル化に関する共同研究 （環） 微生物研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける温室効果気体の航空機観測 （環） 中央大気観測所 地球環境研究セン ター

シベ リ ア領域における FTIR 等によ る大気微量物質に関する研究

（環）

太陽地球物理学研究所 大気圏環境研究領域

陸域炭素収支分布推定のための西シベ リ ア温室効果ガスモニ タ リ

ング （環）

太陽光学研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける永久凍土地域におけ る環境変動と その温暖化へ

の影響

ヤ クーツ ク生物学研究

所， 永久凍土研究所， 太

平洋海洋研究所

地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける温室効果ガスの高度分布観測 大気光学研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける ラ ン ド ・ エコ システムの温室効果ガス収支 永久凍土研究所， 生物学

研究所

地球環境研究セン ター

バイ カル湖の研究を基礎 と し た中央アジアの地球規模の環境及び

気候変動

地球化学研究所 化学環境研究領域

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等
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　 ３ ） 国際研究協力協定等

注 ： 協定締結時点の旧組織名で示されている場合があ る。

国名等 研究所間の共同研究

イ 　 ン 　 ド Memorandum of Understanding between the Indian Council of Agricultural Research and the National Institute for 

Environmental Studies for Collaborative Research on Desertification （1993）．

イ ン ド ネシ ア Memorandum of Understanding between Research and Development Center for Biology， Indonesian Institute for Sciences

（RDCP － LIPI）， Bogor-Indnesia and National Institute for Environmental Studies， Tsukuba-Japan concerning Scientific and 

Technical Cooperation on the Biodiversity and Forest Fire

カ 　 ナ 　 ダ Agreement between National Institute for Environmental Studies and Institute of Ocean Sciences （1995）．

韓 　 　 　 　 国 Implementing Arrangement between the National Institute for Environmental Studies of Japan and the National Institute of 

Environmental Research of the Republic of Korea to Establish a Cooperative Framework Regarding Environmental Protection 

Technologies （1988， and revised in 1994）．

Agreement for Collaborative Research to Develop a Korean Greenhouse Gas Emission Model. Korean Energy Economics 

Institute （1994）．

Implementing Agreement between National Institute for Environmental Studies of Japan and National Institute of Environmental 

Research of the Republic of Korea to establish a cooperative framework regarding endocrine disrupting chemicals research

（1999） ．

国 際 連 合 Memorandum of Understanding referring to the Establishment and Operation of a GRID － compatible Centre in Japan

（1991）． 

タ 　 　 　 　 イ Memorandum of Understanding between Kasetsart University， Bangkok， Thailand and National Institute for Environmental 

Studies， Japan （NIES） for Global Taxonomy Initiative, Toxic Cyanobacteri and Algal Diversity （2002）．

中 　 　 　 　 国 Agreement for Collaborative Research to develop a Chinese Greenhouse Gas Emission Model Energy Research Institute of 

China （1994）．

Agreement on Cooperative Research Projects between the National Institute for Environmental Studies， Environment Agency 

of Japan and the Institute of Hydrobiology， Chinese Academy of Sciences （1995）．

Memorandum of Understanding between Institute of Hydrobiology，Chinese Academy of Sciences，People's Republic of China 

（IHBCAS） and National Institute for Environmental Studies, Japan （NIES） for Collaborative Research on Microalgal 

Toxicology, Systematics and Cultural Collect （1995）．

Memorandum of Understanding between Institute of Remote Sensing Applications， Chinese Academy of Science， People's 

Republic of China （IRSACAS） and National Institute for Environmental Studies, Japan （NIES） for Collaborative research on 

Development of Remote Sensing and GIS Systems for Modeling Erosion in the Changjian River Catchment （1996）．

Memorandum of Understanding between Changjiang Water Resources Commission， Ministry of Water Resources， People's 

Republic of China and National Institute for Environmental Studies， Japan for Collaborative Research on Developments of 

Monitoring Systems and Mathematical Management Model for Environments in River Catchment （1997）．

Memorandum of Understanding between National Institute for Environmental Studies， Japan （NIES） and Chinese Research 

Academy of Environmental Sciences， People's Republic of China （CRAES） for Collaborative Research on Advanced 

Treatment of Domestic Wastewater （1997）．

日本国環境庁国立環境研究所及び中華人民共和国上海交通大学と の間の湖沼水質改善バイオ ・ エコ技術の国際共同研

究の推進に関する取決め （2000: 日本語及び中国語を正文） 

日本国環境庁国立環境研究所と 中国科学院地理科学与資源研究所 「環境資源関連分野におけ る国際共同研究に関する

総括協議書」 

日本国環境庁国立環境研究所と 中国吉林省環境保護研究所と の 「湿地生態系の管理についての共同研究」 に関 する

覚書 

Memorandum of understanding between Northwest Plateau Institute of Biology, Chinese Academy of Sciences, P.R.China 

（NPIB） and National Institute for Environmental Studies, Japan （NIES） for Collaborative Researches on Global Warming 

Effects and Carbon Budget in Alpine Grassland Ecosystem （2001）

マ レ ー シ ア Memorandum of Understanding between  Forest Research Institute Malaysia （FRIM） , University Pertanlan Malaysia （UPM） 

and the National Institute for Environmental Studies， Japan （NIES） for Collaborative Research on Tropical Forests and 

Biodiversity （2003 amended）．

ロ 　 シ 　 ア Agreement on a Joint Geochemical Research Program； Impact of Climatic Change on Siberian Permafrost Ecosystems between 

the Permafrost Institute， Siberian Branch, Russian Academy of Sciences, Russia and the National Institute for Environmental 

Studies, Japan （1992）．

Agreement on a Cooperative Research Project between the Central Aerological Observatory， Committee for 

Hydrometeorology and Monitoring of Environment， Ministry of Ecology and Natural Resources, Russian Federation and the 

National Institute for Environmental Studies， Japan （1992）．

Agreement on Cooperative Research Projects between National lnstitute for Environmental Studies， Environment Agency of 

Japan and lnstitute of Atmospheric Optics， Russian Academy of Sciences （1997）．

Agreement on Cooperative Research Project between Institute of Solar － Terrestrial Physics （ISTP）， Siberian Branch，

Russian Academy of Science and National Institute for Environmental Studies， Environment Agency of Japan 

中 国 ・ 韓 国 Tripartite Presidents Meeting among CRAES, NIES and NIER Joint Communique （2004）．
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　 ４ ） 外国人研究者一覧 （流動研究員を除 く ）

①招へい外国人研究者

②客員研究員

③共同研究員

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

ス リ ラ ンカ GUNATILLEKE Nimal 

Illeperuma Arachchige Upali

奥田 　 敏統 熱帯林の生物多様性指標のス ケールア ッ プ

技術に関する共同研究

15.10.01 ～ 15.11.29

タ 　 　 　 イ WICHIEN Yongmanitchai 笠井 　 文絵 熱帯地域における微細藻類の多様性と カル

チャーコ レ ク シ ョ ンに関する共同研究

16.3.24 ～ 16.3.31

ロ 　 シ 　 ア MAKARCHENKO 

Eugenyi Anatolievich

上野 　 隆平 極東地域のエ リ ユス リ カ亜科ユス リ カの分

類および多様性に関する研究

15.11.27 ～ 15.12.25

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

ア メ リ カ MORAN Timothy Hayes 今井 　 秀樹 環境ホルモンの摂食中枢へ与える影響に関

する影響

15.1.05 ～ 16.3.31

韓 　 　 　 国 金 　 主鉉 （KIM Juhyun） 稲森 　 悠平 畜舎排水等の事業場系排水における窒素，

リ ン除去 ・ 回収型技術システムの開発

15.4.01 ～ 16.3.31

中 　 　 　 国 安 　 　 萍 （AN Ping） 清水 　 英幸 砂漠化のモニタ リ ング と評価に関する研究 14.4.01 ～ 16.3.31

余 　 偉明 （SHA Weiming） 井上 　 　 元 非静力大気数値モデルの開発 15.4.01 ～ 16.3.31

楊 　 瑜芳 （YANG Yufang） 一 ノ瀬俊明 住宅団地を対象とする総環境負荷低減に向

けた最適化設計技術の確定に関する研究

15.4.01 ～ 16.3.31

張 　 強斌 （ZHANG Qianbin） 藤沼 　 康実

田中 　 　 敦

GEMS/Water 摩周湖ベース ラ イ ンモニ タ リ

ング

15.4.01 ～ 16.3.31

ロ 　 シ 　 ア MAKSYUTOV Shamil 井上 　 　 元 温室効果気体のフ ラ ッ ク スモデル CO2，

CH4 などのフ ラ ッ ク ス を評価するための数

値モデルの開発

15.4.01 ～ 16.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

イ ギ リ ス BELLIS David John 佐竹 　 研一 酸性汚染物質の低緩衝能集水域への沈着検

証手法の開発と応用

15.4.01 ～ 16.2.29

イ 　 ン 　 ド BATHULA Srinivas 久保 　 明弘 オゾン感受性ｼﾛｲﾇﾅｽﾞﾅ突然変異体を用いた

ｵｿﾞﾝ耐性遺伝子の単離と解析

14.2.15 ～ 16.2.14

SHANNIGRAHI 

Ardhendu Sekhar

若松 　 伸司 大気中粒子状物質の発生と動態に関する研

究

15.5.30 ～ 15.12.31

NAIR Rajesh 甲斐沼美紀子 イ ン ド における温暖化対策と経済発展施策

と の統合評価に関する国際交流研究

15.7.12 ～ 16.3.31

オース ト リ ア BRANDENBURG Christiane 

Gerda

青木 　 陽二 日本と オース ト リ アの屋外活動の計測法の

比較研究

16.2.29 ～ 16.3.31

韓 　 　 　 国 金 　 大景 （KIM Daekyung） 木幡 　 邦男 有毒赤潮プラ ン ク ト ンの毒性発現機構の分

子レベルの解析

15.4.01 ～ 16.3.31

ス ウ ェーデン CHIERICI Melissa 野尻 　 幸宏 海洋表層二酸化炭素観測統合データの利用

によ る太平洋 ・ 大西洋の比較研究

14.9.25 ～ 16.3.31

FRANSSON Agneta Ingrid 野尻 　 幸宏 北太平洋における海洋の二酸化炭素吸収解

析および制限因子と し ての鉄と の関係

14.9.25 ～ 16.3.31

チェ コ共和国 CUDLINOVA Eva 青木 　 陽二 日本と チェ コの景観評価の比較研究 15.11.12 ～ 15.11.28

MILOSLAV Lapka 青木 　 陽二 チェ コ と日本の風景評価の比較研究 15.11.12 ～ 15.11.28

中 　 　 　 国 張 　 継群 （ZHANG Jiqun） 渡辺 　 正孝 長江流域からの環境負荷量推定に関する国

際共同研究

13.4.01 ～ 16.3.31

古 　 　 松 （GU Song） 唐 　 　 艶鴻 チベッ ト 高山草原生態系における生物気象

環境の時間的変動特性に関する研究

13.7.09 ～ 16.3.31

崔 　 驍勇 （CUI Xiaoyong） 唐 　 　 艶鴻 青海草原における個葉の光合成に及ぼす温

度と紫外線の複合影響に関する研究

13.7.10 ～ 16.3.31

鄭 　 元潤 （ZHENG Yuanrun） 清水 　 英幸 砂漠化回復手法の評価に関する研究 13.7.27 ～ 16.3.31

斉 　 　 斌 （QI Bin） 畠山 　 史郎 炭化水素の光化学反応によ る過酸化物の生

成過程の研究

14.1.17 ～ 16.1.16
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④研究生

中 　 　 　 国 周 　 華坤 （ZHOU Huakun) 唐 　 　 艶鴻 草原退化の生態環境への影響 16.2.04 ～ 16.2.28

周 　 立波 （ZHOU Libo） 秋吉 　 英治 化学輸送モデルを用いたオゾンの輸送過程

に関する研究

14.3.19 ～ 16.3.18

周 　 凌晞 （ZHOU Lingxi） 向井 　 人史 アジア域における二酸化炭素の動態に関す

る研究

14.3.25 ～ 16.3.24

于 　 云江 （YU Yunjiang） 清水 　 英幸 風砂流が植物の生理生態に及ぼす影響の機

構解明および風砂流に対する植物の適応能

に関する研究

14.10.02 ～ 16.3.31

劉 　 　 晨 （LIU Chen） 大坪 　 國順 中国における食生活と食糧流通機構の現状

と将来動向に関する研究

15.4.01 ～ 16.3.31

虞 　 　 毅 （YU Yi） 清水 　 英幸 砂漠化の植生指標に関する研究 15.4.01 ～ 16.3.31

香 　 　 宝 （XIANG Bao） 林 　 　 誠二 土地利用変化の影響を考慮し た長江流域か

らの汚濁負荷流出量の推定手法によ る国際

共同研究

15.4.01 ～ 16.3.31

趙 　 淑莉 （ZHAO Shu － Li） 杉本 　 伸夫 ラ イ ダーおよび輸送モデルによ る北京の黄

砂現象の解析に関する研究

15.8.01 ～ 16.3.31

李 　 　 紅 （LI Hong） 畠山 　 史郎 東アジアから輸送される有機エア ロ ゾルの

化学成分に関する研究

15.10.01 ～ 16.3.31

ド 　 イ 　 ツ KHOSRAWI Farahnaz 中島 　 英彰 衛星によ る ト レーサーデータ と化学ラ グ ラ

ンジアンモデルを用いた， 極域オゾン破壊

に関する研究

14.9.30 ～ 15.9.27

LANGE Eckart 青木 　 陽二 ス イ ス と日本の風景評価の差異に関する研

究

16.3.29 ～ 16.3.31

TREUNER Anke Britt 堀口 　 敏宏 アワ ビ資源の減少要因に関する研究 ： 幼生

及び器官培養手法によ る評価の試み

14.11.29 ～ 16.3.31

フ ラ ン ス NOEL Mary － Helene 笠井 　 文絵 イ ン ド ネシア ・ タ イにおける微細藻類の生

息環境に関する研究

15.4.01 ～ 16.3.31

ブルガ リ ア TATAROV Boyan 杉本 　 伸夫 高スペク ト ル分解ラ イ ダーによ る ラ イ ダー

比の統計解析に関する研究

15.7.01 ～ 16.3.31

ベ ト ナ ム LE Van Chieu 石垣 　 智基 廃棄物最終処分場からの温室効果ガス放出

量推定および実地調査

15.4.01 ～ 16.3.31

ベラルーシ OSHCHEPKOV Sergey 中島 　 英彰 衛星データから ガス ・ エア ロ ゾル同時導出

手法の開発に関する研究

14.5.16 ～ 16.3.31

マレーシア HASHIM Mazlan 奥田 　 敏統 エコ ロ ジカルサービ ス機能の GIS 化に関す

る研究

16.1.04 ～ 16.3.31

YUSOP Zulkifli Bin 奥田 　 敏統 森林伐採に伴 う 土壌流出と集水域生態系に

与え る影響評価に関する研究

16.1.04 ～ 16.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

中 　 　 　 国 侯 　 　 紅 （Hou Hong） 高松武次郎 ビ スマスの土壌中動態に関する研究 15.4.01 ～ 16.3.31

李 　 春梅 （LI Shun-mei） 鈴木 　 　 明 デ ィ ーゼル排気中に含まれる内分泌攪乱化

学物質に関する研究

15.4.01 ～ 16.3.31

沈 　 海花 （SHEN Hai Hua） 唐 　 　 艶鴻 異なる光環境に対する高山サ ク ラ ソ ウ属植

物の生理生態特性の比較研究

15.4.01 ～ 16.3.31

宛 　 　 悦 （WAN Yue） 森田 　 恒幸 地球温暖化によ る中国の健康影響のモデル

分析

15.4.01 ～ 16.3.31

許 　 暁彬 （XU Xiaobin） 今井 　 秀樹 環境ホルモンの脳神経系へ与える影響に関

する研究

15.4.01 ～ 16.3.31

バングラディ シュ SHEIKH Julfikar Hossain 梅津 　 豊司 香 り 成分の中枢作用に関する行動学的研究 15.5.30 ～ 16.3.31

ミ ャ ンマー AUNG Nyein Nyein 田中 　 　 敦 日本人小児の鉛曝露アセス メ ン ト 15.4.01 ～ 16.3.31

ス リ ラ ンカ MUNIDASA Dulee 小林 　 隆弘 二酸化チタ ン粒子曝露が肺の抗原提示機能

におよぼす影響と その機構

14.8.01 ～ 16.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間
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⑤ 国際協力等に係わる外国への依頼出張

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間

ア メ  リ  カ 西岡 　 秀三 理事 （財） 地球環境戦略

研究機関 （IGES）

日米セ ミ ナー打合せ会合出席 15. 5.26 ～

15. 6. 1

西岡 　 秀三 理事 （財） 地球環境戦略

研究機関 （IGES）

「気候政策に関する日米共同ワーク シ ョ ッ

プ」 出席

16. 2.10 ～

16. 2.15

横田 　 達也 社会環境システム研究領域 ア メ リ カ航空宇宙局

（NASA）

SAGE Ⅲサイエン スチーム会議参加 15. 5. 5 ～

15. 5.10

松永 　 恒雄 社会環境システム研究領域 （財） 資源 ・ 環境測

定解析セン ター

ASTER 熱赤外センサ と の同期地上観測実験

参加

15. 6.28 ～

15. 7. 8

増井 　 利彦 社会環境システム研究領域 （財） 地球環境戦略

研究機関 （IGES）

「気候政策に関する日米共同ワーク シ ョ ッ

プ」 出席

16. 2.11 ～

16. 2.15

野尻 　 幸宏 地球温暖化研究プロ ジェ ク

ト

環境省地球環境局 炭素隔離 リ ーダーシ ッ プフ ォーラ ム出席 15. 6.22 ～

15. 6.27

今村 　 隆史 成層圏オゾン層変動研究プ

ロ ジ ェ ク ト

日本学術振興会

（JSPS）

日米科学技術協力等事業におけ る研究打合

せ及びセ ミ ナー講演 

15.11.10 ～

15.11.21

新田 　 裕史 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ

ク ト

米国ジ ョ ンズホプキ

ン ス大学

交通 ・ 健康 ・ 都市計画に関する ワーク

シ ョ ッ プ参加

16. 1.31 ～

16. 2. 5

井上 　 　 元 地球環境研究セン ター 環境省地球環境局 地球観測サ ミ ッ ト 作業部会出席 15. 7.30 ～

15. 8. 4

イ ギ リ  ス 森 　 　 保文 社会環境システム研究領域 （社） 産業環境管理

協会

国際標準化機構環境管理専門委員会気候変

動作業グループ （ISO/TC 207/WG5） 第 ５

回会合派遣

16. 3. 7 ～

16. 3.13

米田 　 　 穣 化学環境研究領域 日本学術振興会

（JSPS）

日本学術振興会海外特別研究員と し てオ ッ

ク ス フ ォード大学派遣

15. 2.28 ～

16. 3.31

小倉 　 知夫 大気圏環境研究領域 ケンブ リ ッ ジ大学 UK/Japan 　 Workshop 　 On 　 Earth 　 System

　 Modelling 講演

15. 9.30 ～

15.10. 4

鈴木 　 　 茂 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

（社） 土壌環境セン

ター

国際標準化機構土質専門委員会土壌評価分

科委員会の人体暴露に関する土および土質

材料の評価作業グループ （ISO/TC190/SC7/

WG4） 国際会議出席

16. 3.22 ～

16. 3.26

イ タ リ  ア 久保田 　 泉 社会環境システム研究領域 環境省地球環境局 気候変動枠組条約第 ９ 回締約国会議

（COP ９ ） 出席

15.11.29 ～

15.12.14

亀山 　 康子 社会環境システム研究領域 環境省地球環境局 気候変動枠組条約第 ９ 回締約国会議

（COP ９ ） 出席

15.11.30 ～

15.12.14

遠山 　 千春 環境健康研究領域 世界保健機構

（WHO）

61st Joint FAO/WHO Expert Committee on 

Food Additives 出席

15. 6. 9 ～

15. 6.22

滝上 　 英孝 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

世界保健機構

（WHO）

WHO-EU ダ イオキシン迅速分析法会議出席 15.12.14 ～

15.12.18

相澤 　 智之 地球環境研究セン ター 環境省地球環境局 気候変動枠組条約第 ９ 回締約国会議

（COP ９ ） 出席

15.11.26 ～

15.12.14

イ ン ド ・ タ
イ ・ イ ン ド
ネシア ・ カ
ン ボ ジ ア

西岡 　 秀三 理事 （財） 地球環境戦略

研究機関 （IGES）

アジアにおける 「ク リ ーン開発 メ カニズム」

のための能力構築事業事前調査参加

15. 8. 9 ～

15. 8.19

イン ド ネシア 森 　 　 保文 社会環境システム研究領域 （社） 産業環境管理

協会

国際標準化機構環境管理専門委員会気候変

動作業グループ （ISO/TC 207/WG5） 第 ４

回会合派遣

15. 6.30 ～

15. 7. 6

ウ ク ラ イナ 冨岡 　 典子 水土壌圏環境研究領域 （財） 原子力安全研

究協会

チェル ノ ブイ リ 原子力発電所に係る影響低

減技術基礎調査

15. 9.27 ～

15.10. 4

オース ト ラ リ ア 奥田 　 敏統 生物圏環境研究領域 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF）

IPCC LULUCF GPG 第 ５ 回執筆者会議 （地

球環境問題に関する状況調査） 出席

15. 7.27 ～

15. 8. 1

松橋 　 啓介 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ

ク ト

オース ト ラ リ ア科学

アカデ ミ ー

オース ト ラ リ ア科学アカデ ミ ー派遣研究員

と し てマード ッ ク大学派遣

15. 1. 8 ～

15.12.26

渡辺 　 正孝 水土壌圏環境研究領域 西オース ト ラ リ ア大

学

Workshop on Water, histories, cultures, 

ecologies 講演

15. 7.14 ～

15. 7.19

オース ト リ ア 森 　 　 保文 社会環境システム研究領域 （社） 産業環境管理

協会

国際標準化機構環境管理専門委員会気候変

動作業グループ （ISO/TC 207/WG5） プロ

ジェ ク ト パー ト 会合

15.10.25 ～

15.10.31

原沢 　 英夫 社会環境システム研究領域 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF）

IPCC 第 ２ １ 回総会 （地球環境問題に関する

状況調査） 参加

15.11. 2 ～

15.11. 9

オ ラ ン ダ 渡辺 　 正孝 水土壌圏環境研究領域 チャ イナカ ウ ンシル チャ イナカ ウ ンシル流域タ ス ク フ ォース会

議 （Nijmegen） 出席

15. 9.16 ～

15. 9.20
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韓 　 　 　 国 合志 　 陽一 理事長 韓国地質資源研究院 Workshop of AMS and Its Application to Global 

Environmental Change Study 招待講演

15.12.11 ～

15.12.13

西岡 　 秀三 理事 （財） 地球環境戦略

研究機関 （IGES）

韓国外務省主催温暖化政策会合出席 15.10.18 ～

15.10.20

西岡 　 秀三 理事 Council on Energy & 

Environment Korea

首都ソ ウルの大気汚染調査及び汚染対策に

ついての国際ア ド バイザ リ ーグループ会合

出席

16. 1.16 ～

16. 1.18

亀山 　 康子 社会環境システム研究領域 アジア欧州財団 アジア欧州フ ォーラ ム第 ２ 回ラ ウ ン ド テー

ブル ： 「気候変動に関する アジア欧州協力の

再協力化」 出席

16. 3.25 ～

16. 3.27

遠山 　 千春 環境健康研究領域 韓国国立環境研究院 韓国国立環境研究院における国際環境保険

セ ミ ナー出席

15. 5.30 ～

15. 6. 4

清水 　 　 厚 大気圏環境研究領域 韓国 慶煕大学 対流圏観測用ラ イ ダーに関するセ ミ ナー講

演

15. 6.15 ～

15. 6.21

畠山 　 史郎 大気圏環境研究領域 韓国国立環境研究院 長距離越境大気汚染に関する第 ６ 回専門家

会合出席

15.11. 3 ～

15.11. 6

日暮 　 明子 大気圏環境研究領域 ソ ウル国立大学 静止気象衛星 COMeS （2008 年韓国打上げ

予定） によ るエア ロ ゾル解析に関する解析

プロ グ ラ ム等の指導 ・ 講演

15.11.23 ～

15.11.27

中根 　 英昭 大気圏環境研究領域 韓国 慶煕大学 2nd International Workshop on Lidar Activity in 

Atmospheric Science 講演

16. 2.12 ～

16. 2.14

杉本 　 伸夫 大気圏環境研究領域 韓国 慶煕大学 2nd International Workshop on Lidar Activity in 

Atmospheric Science 講演

16. 2.12 ～

16. 2.14

渡辺 　 　 信 生物圏環境研究領域 Korea Research 

Institute of Bioscience 

and Biotechnology 

（KRIBB）

Environmental Biotechnology に関する シンポ

ジウ ム講演

15.10.20 ～

15.10.22

稲森 　 悠平 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

国際協力機構

（JICA）

日韓共同研修 「淡水環境修復」 モニ タ リ ン

グ調査団員派遣

15.11.23 ～

15.11.27

水落 　 元之 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

国際協力機構

（JICA）

日韓共同研修 「淡水環境修復」 モニ タ リ ン

グ調査団員派遣

15.11.23 ～

15.11.27

西川 　 雅高 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

アジア開発銀行

（ADB）

2nd Workshop on Regional Monitoring and 

Early Warning Network （UNEP Component） 

under ADB-GEF Regional Technical Assistance 

Project on Prevention and Controlof Dust and 

Sandstorm in Northeast Asia

15.11. 5 ～

15.11. 7

ス ウ ェーデン 西岡 　 秀三 理事 （財） 地球環境戦略

研究機関 （IGES）

Looking Beyond Kyoto:New Thinking on Global 

Responses to Climate Change （Ⅱ） 会合出席

15. 6.11 ～

15. 6.14

森田 　 恒幸 社会環境システム研究領域 ス ウ ェーデン政府 気候政策に関する国際セ ミ ナー出席 15. 5.12 ～

15. 5.17

日引 　 　 聡 社会環境システム研究領域 ス ウ ェーデン戦略的

環境研究財団

（MISTRA）

MISTRA 研究助成プロ ジェ ク ト の評価 ・ 審

査委員会出席

15.11. 9 ～

15.11.15

タ 　 　 　 イ 菅田 　 誠治 大気圏環境研究領域 （社） 海外環境協力

セン ター （OECC）

SC/TC on Regional Monitoring and Early 

Warning Network （UNEP Component） under 

ADB-GEF Regional Technical Assistance 

Project on Prevention and Controlof Dust and 

Sandstorm in Northeast Asia 参加

16. 2.15 ～

16. 2.19

渡辺 　 正孝 水土壌圏環境研究領域 国際エ メ ッ ク スセン

ター

第 ６ 回国際エ メ ッ ク ス会議の科学政策委員

会及び本会議出席

15.11.16 ～

15.11.20

近藤 　 美則 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ

ク ト

（社） 海外運輸協力

協会

平成 15 年度 「地球環境問題解決のための ク

リ ーン開発 メ カニズム （Ｃ ＤＭ） 推進事業」

における現地調査派遣

15. 9. 7 ～

15. 9.12

小林 　 伸治 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ

ク ト

（社） 海外運輸協力

協会

平成 15 年度 「地球環境問題解決のための ク

リ ーン開発 メ カニズム （Ｃ ＤＭ） 推進事業」

における現地調査派遣

15. 9. 7 ～

15. 9.15

小林 　 伸治 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ

ク ト

（社） 海外運輸協力

協会

平成 15 年度 「地球環境問題解決のための ク

リ ーン開発 メ カニズム （Ｃ ＤＭ） 推進事業」

における現地調査派遣

15.12.14 ～

15.12.18

水落 　 元之 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

日本学術振興会

（JSPS）

日本学術振興会特定国派遣研究者と し てア

ジア工科大学派遣

16. 1.12 ～

16. 1.24

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間
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中 　 　 　 国 合志 　 陽一 理事長 （独） 科学技術振興

機構 （JST）

日中科学技術交流 北京シンポジウ ム 「科学

技術 と環境」 出席

15.11.10 ～

15.11.12

清水 　 英幸 国際共同研究官 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム 

（GEF）

砂漠化対処条約アジア地域プロ グ ラ ムネ ッ

ト ワーク １ （TPN1） 総会出席

15.10.21 ～

15.10.25

清水 　 英幸 国際共同研究官 鳥取大学乾燥地研究

セン ター

日本学術振興会拠点大学交流 （中国内陸部

の砂漠化防止及び開発利用に関する研究）

に係る日中共同セ ミ ナー講演

15.11.13 ～

15.11.16

兜 　 　 眞徳 首席研究官 世界保健機構

（WHO） 西太平洋支

局

環境有害因子によ る健康影響評価 / 管理に

関する地域の能力形成支援協力のための派

遣

15. 9.28 ～

15.10.11

兜 　 　 眞徳 首席研究官 世界保健機構

（WHO） 西太平洋支

局

環境有害因子によ る健康影響評価 / 管理に

関する地域の能力形成支援協力のための派

遣

15.12. 6 ～

15.12.12

松永 　 恒雄 社会環境システム研究領域 （財） 資源 ・ 環境観

測解析セン ター

National Remote Sensing Symposium （China）

出席及び ASTER 熱赤外センサを始め とする

衛生データの利用状況と その際の科学的要

求項目調査参加

15.10.25 ～

15.10.28

増井 　 利彦 社会環境システム研究領域 （社） 海外環境協力

セン ター

平成 15 年度日中韓環境産業円卓会議出席 15.12.14 ～

15.12.17

伊藤 　 裕康 化学環境研究領域 国際協力機構

（JICA）

日中友好環境保全セン ターフ ェーズ ３ 運営

指導調査団員派遣

16. 2. 3 ～

16. 2. 7

伊藤 　 裕康 化学環境研究領域 国際協力機構

（JICA）

日中友好環境保全セン ターフ ェーズ ３ 中間

評価調査団員派遣

16. 2.22 ～

16. 2.28

杉本 　 伸夫 大気圏環境研究領域 国際協力事業団

（JICA）

日中韓研究協力プロ ジェ ク ト 形成調査にか

かる調査団員派遣

15. 4.20 ～

15. 4.27

杉本 　 伸夫 大気圏環境研究領域 国際協力事業団

（JICA）

日中友好環境保全セン ターフ ェーズ ３ 短期

派遣専門家 （レーザーラ イ ダー操作指導）

派遣

15. 9. 7 ～

15. 9.27

畠山 　 史郎 大気圏環境研究領域 中国環境科学会 中国環境科学会大気環境部会主催国際会議

での講演

15.10.25 ～

15.10.31

渡辺 　 正孝 水土壌圏環境研究領域 チャ イナカ ウ ンシル チャ イナカ ウ ンシル流域タ ス ク フ ォース会

議 （南昌） 出席

15.11. 8 ～

15.11.11

若松 　 伸司 PM2.5 ・ DEP 研究プロ ジェ

ク ト

科学技術振興機構

（JST）

「環境保全及び環境負荷型社会の構築のため

の科学技術」 に関する日中研究集会講演

16. 2.18 ～

16. 2.21

稲森 　 悠平 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

国際協力事業団

（JICA）

中国太湖水環境修復モデル運営指導調査団

員派遣

15. 4.13 ～

15. 4.17

稲森 　 悠平 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

国際協力機構

（JICA）

中国太湖水環境修復モデル運営指導調査団

員派遣

16. 2.29 ～

16. 3. 3

西川 　 雅高 化学環境研究領域 国際協力事業団

（JICA）

日中韓研究協力プロ ジェ ク ト 形成調査に係

る調査団員派遣

15. 4.19 ～

15. 4.24

西川 　 雅高 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

アジア開発銀行

（ADB）

1st Workshop on Regional Monitoring and Early 

Warning Network （UNEP Component） under 

ADB-GEF Regional Technical Assistance 

Project on Prevention and Controlof Dust and 

Sandstorm in Northeast Asia 

15. 8.20 ～

15. 8.23

西川 　 雅高 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

国際協力機構

（JICA）

日中友好環境保全セン ターフ ェーズ ３ 短期

派遣専門家 （黄砂研究の総括的指導） 派遣

16. 2.22 ～

16. 3.11

一 ノ瀬俊明 地球環境研究セン ター 国際協力機構

（JICA）

日中友好環境保全セン ター フ ェーズ ３ 短期

派遣専門家 （西部生態環境情報技術指導）

派遣

15.11.23 ～

15.11.26

チュ ニジア 礒田 　 博子 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

チュ ニジア政府 チュ ニジア日本科学技術会議講演 15. 4.25 ～

15. 5. 6

礒田 　 博子 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

チュ ニジア政府 チュ ニジア日本セ ミ ナー講演 15.11.29 ～

15.12. 6

チ 　 　 　 リ 酒井 　 伸一 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター

環境省環境管理局 Ｐ Ｏ Ｐ s 条約第 ２ 回 BAT/BEP 専門家会合出

席

15.12. 7 ～

15.12.14

ド 　 イ 　 ツ 久保田 　 泉 社会環境システム研究領域 環境省地球環境局 気候変動枠組条約第 18 回補助機関会合

（SBSTA/SBI） 出席

15. 6. 3 ～

15. 6.15

鈴木 　 規之 環境ホルモン ・ ダ イオキシ

ン研究プロ ジェ ク ト

環境省総合環境政策

局環境保健部

化学物質の Po ｖ および LRT （包括残留性及

び長距離移動性） 分類のためのベンチマー

ク手法に関する OECD ワーク シ ョ ッ プ出席

16. 2.11 ～

16. 2.15

相澤 　 智之 地球環境研究セン ター 環境省地球環境局 気候変動枠組条約第 18 回補助機関会合

（SBSTA/SBI） 出席

15. 6. 3 ～

15. 6.15

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間
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ネ パ ー ル 甲斐沼美紀子 社会環境システム研究領域 国際連合大学

（UNU）

統合環境評価モデ リ ングフ ォーラ ム出席 15. 5.18 ～

15. 5.23

ノ ルウ ェー 野尻 　 幸宏 地球温暖化研究プロ ジェ ク

ト

ベルゲン大学 IGBP-SOLAS （地球圏 - 生物圏国際共同研

究計画のも と にあ る海洋 ・ 大気間の物質相

互作用研究計画） 第 ３ 部会第 １ 回実行計画

会議参加

15.11. 2 ～

15.11. 5

フ ィ ン ラ ン ド 鈴木 　 規之 環境ホルモン ・ ダ イオキシ

ン研究プロ ジェ ク ト

（株） エ ッ ク ス都市

研究所

OECD 化学品グループ /PRTR 排出量推計方

法に関する タ ス ク フ ォース （第 ６ 回） 出席

15.11.16 ～

15.11.23

椿 　 　 宣高 生物多様性研究プロ ジェ ク

ト

環境省自然環境局 生物多様性条約科学上及び技術上の助言に

関する補助機関専門家会合出席

15. 5.12 ～

15. 5.18

ブ ラ ジ ル 伊藤 　 裕康 化学環境研究領域 国際協力機構

（JICA）

ブラ ジル産業廃棄物処理技術プロ ジェ ク ト

基礎調査団員派遣

16. 3.13 ～

16. 3.21

フ ラ ン ス 日引 　 　 聡 社会環境システム研究領域 経済協力開発機構

（OECD）

「環境政策ﾃﾞｻﾞｲﾝ と企業ﾚﾍﾞﾙのﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ」

研究会合出席

15.10. 5 ～

15.10.11

山崎 　 邦彦 化学物質環境 リ ス ク研究セ

ン ター

環境省総合環境政策

局環境保健部

OECD 化学品グループ / 既存化学物質タ ス

ク フ ォース第 12 回会合出席

15.10.21 ～

15.10.25

マレーシア 兜 　 　 眞徳 首席研究官 世界保健機構

（WHO） 西太平洋支

局

環境有害因子によ る健康影響評価 / 管理に

関する地域の能力形成支援協力のための派

遣

15. 8.24 ～

15. 8.29

奥田 　 敏統 生物圏環境研究領域 （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム （GEF）

IPCC LULUCF GPG 第 ４ 回執筆者会議 （地

球環境問題に関する状況調査） 出席

15. 3.31 ～

15. 4. 4

志村 　 純子 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

環境省自然環境局 生物多様性条約第 ７ 回締約国会議 （COP7）

出席

16. 2. 7 ～

16. 2.14

南アフ リ カ 亀山 　 康子 社会環境システム研究領域 ヴ ッパータル研究所 ヴ ッパータルプロ ジェ ク ト （気候変動に関

する公平性の南北対話） 第 ２ 回ワーク

シ ョ ッ プ出席

16. 1.27 ～

16. 2. 2

モ ン ゴ ル 清水 　 英幸 国際共同研究官 （財） 日本環境衛生

セン ター酸性雨研究

セン ター （ADORC）

「酸性 ・ 酸化性物質に対する植物感受性に関

する研究」 に係るモンゴル ミ ッ シ ョ ン派遣

15. 7.21 ～

15. 7.26

中根 　 英昭 大気圏環境研究領域 国連環境計画

（UNEP）

モンゴルにおける国家協議会合出席 15. 8.23 ～

15. 8.25

ロ 　 シ 　 ア 西岡 　 秀三 理事 The International 

Organizing Committee 

of the World Climate 

Change Conference

2003 モス ク ワ世界気候変動国際会議組織委

員会出席

15. 5. 3 ～

15. 5. 9

中根 　 英昭 大気圏環境研究領域 環境省地球環境局 日露イ ンベン ト リ 情報交換ワーク シ ョ ッ プ

出席

16. 3.15 ～

16. 3.19

原島 　 　 省 水土壌圏環境研究領域 国連環境計画

（UNEP）

北西太平洋地域海行動計画第 １ 回海洋汚染

モニ タ リ ング地域活動セン ター会合出席

15. 4. 6 ～

15. 4.13

村上 　 正吾 流域圏環境管理研究プロ

ジェ ク ト

（財） 環日本海環境

協力セン ター

（NPEC）

「2003 年北東アジア地域国際環境シンポジ

ウ ム」 出席

15.11. 3 ～

15.11. 7

相澤 　 智之 地球環境研究セン ター 環境省地球環境局 日露イ ンベン ト リ ー情報交換ワーク シ ョ ッ

プ参加

16. 3.15 ～

16. 3.19

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間



国立環境研究年報 （平成 15 年度）

―  435  ―

（ ６ ） 表 　 彰 　 等

氏 　 　 名 所 　 　 属 賞 の 名 称 受 賞 内 容 受賞年月日

岩崎 　 一弘 生物多様性研究プロ ジェ ク

ト 分子生態影響評価研究

チーム

武田研究奨励賞優秀研究賞 発揮性有機塩素化合物汚染土壌 ・

地下水の メ タ ン参加細菌によ るバ

イオオーグ メ ンテーシ ョ ン

14.11.8

井上 　 　 元 地球環境研究セン ター統括

研究管理官

堀内賞 温室効果気体のモニタ リ ング研究

の推進

15.10.16

渡辺 　 正孝 水土壌圏環境研究領域長 中国天山賞 中国新疆ウ イ グル自治区の経済及

び社会発展に突出し た貢献

15.10.1

稲森 　 悠平 循環型社会形成推進 ・ 廃棄

物研究セン ター長

かすみが う ら水環境賞 霞ヶ浦浚渫ヘド ロ活用セ ラ ミ ッ ク

ス担体充填高度処理浄化槽システ

ムの開発

15.1.10

論文賞 包括型および付着型 Ｐ Ｅ Ｇ 担体

で固定し た硝化細菌の抗原抗体法

によ る挙動解析

14.11.21

中華人民共和国貴州省

国際科学技術合作賞

中国貴州省紅楓湖 ・ 百花湖流域の

負荷削減対策と湖内対策と し て，

土壌活用浄化法， 高度処理浄化

槽， 湖沼ばっ気循環法の設置， 及

び流域対策のシステム移転

14.12.12
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（ ７ ） 主要プロジ ェ ク ト ・ プログラムのフ ォーカルポイ ン ト 等の担当状況

プロ グ ラ ム等の名称 UNEP GRID- つ く ば
※ GRID （Global Resources Information Database ： 地球資源情報データベース） のセン ターの一つ

発 　 足 　 年 　 度 1991 年 5 月， 地球環境研究セン ター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 　 GEMS が収集 ・ 加工し たデータや人工衛星によ る リ モー ト センシングデータ など環境に関する多種 ・
多様なデータ を統合し， 世界中の研究者や政策決定者へ提供する こ と ， 環境データ処理技術の開発途
上国への移転を目的 と し て， 1985 年， GEMS の一部 と し て設立。 1991 年 5 月には， 地球環境問題の深
刻化 と 情報整備の重要性増大に伴い， UNEP 管理理事会の決定によ って GRID は GEMS か ら独立し た
UNEP の独立機関 と なった。

国 環 研 の 役 割 　 GRID －つ く ばの設立に関し て， UNEP と 国立環境研究所 と の間に結ばれた覚え書きでは， 以下の役
割が期待されている。
○日本および近隣諸国において， GRID の地球環境データの仲介者 と し ての役割を果たすこ と 。
○国立環境研究所の環境研究やモニ タ リ ング計画によ って得られた環境データ を GRID データ と し て
提供する こ と 。
特に社会 ・ 経済データ を提供する こ と 。
○地理情報システムや リ モー ト センシング技術の開発 と環境への応用を行 う こ と 。 また， こ の分野に
おけ る GRID データの利用者への技術的な支援を行 う こ と 。
○地球環境研究および政策決定におけ る地球環境データの利用を促進する こ と 。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究セン ター研究管理官 　 山形与志樹

プロ グ ラ ム等の名称 UNEP 　 GEMS/Water ： 地球環境監視計画／陸水監視プロ ジェ ク ト

発 　 足 　 年 　 度 1977 年度よ り 開始当初は国立公衆衛生院が担当 （1979 か らデータ提供） 　 NIES/CGER は 1994 年 （ リ
フ ァ レ ン ス ラ ボ ラ ト リ ー業務は 1993 年） か ら担当し ている。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 　 国連環境計画 （UNEP） と 世界保健機関 （WHO） などの国連専門機関が中心と な り ， 地球環境監視
および人間の健康に影響を与え る因子を継続的に評価する ために， 1974 年に GEMS が設立され，
1976 年に環境汚染のひ とつであ る陸水 （淡水） 汚濁を対象と し た陸水監視計画 （GEMS/Water） が発
足し， 世界的な水質監視ネ ッ ト ワーク のも と にモニ タ リ ングを実施し ている。

国 環 研 の 役 割 　 地球環境研究セン ターが我が国の窓口 と な り ， ①ナシ ョ ナルセン ター業務， ② リ フ ァ レ ン ス ラ ボ ラ
ト リ ー事業， ③摩周湖ベース ラ イ ンモニ タ リ ング， ④霞ヶ浦 ト レ ン ド ステーシ ョ ンモニ タ リ ング等を
実施。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究セン ター研究管理官 　 藤沼康実

プロ グ ラ ム等の名称 Species 2000 Asia Oceania

発 　 足 　 年 　 度 1999

概 　 　 　 　 　 　 　 要 　 アジアオセアニア地域の 11 ヵ 国 （経済地域を含む） の研究機関が協働で同地域の生物多様性研究 と
情報共有の機構構築に と り く むための研究ネ ッ ト ワーク。
各国の生物多様性ク リ ア リ ングハウ ス メ カニズム， 分類学 ・ 生態学研究機関， 博物館 ・ 大学 ・ 研究所
の生物多様性研究者によ り ， （ １ ） 生物種 ・ 生息地 ・ 分類群研究専門家のイ ンベン ト リ を構築する，
（ ２ ） 情報の電子化 と共有化を行 う ためのデータベース開発， ソ フ ト ウエア開発を行 う ， （ ３ ） 生物多
様性に関する総合的な解析を行 う ためソ フ ト ウエア開発と これを用いた研究活動の実施， 等を行 う 。

国 環 研 の 役 割 　 事務局を運営し， 国際プロ グ ラ ム （Species2000, GTI, GBI, DIVERSITAS 等） と 連携 ・ 調整しつつ，
年 1 回分類群または適時性のあ る課題について研究フ ォーラ ムを開催し， 研究内容の公表を促進する
ほか， データベース化に必要なツール開発， 微生物に関する標準学名情報データベースの構築 ・ 更
新， データサーバーな らびに公開用の WWW サーバーを構築し ている。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 　 議長 　 生物圏環境研究領域長 　 渡邉 　 信
　 事務局 　 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー 　 志村 　 純子

プロ グ ラ ム等の名称 アジア ラ イ ダー観測ネ ッ ト ワーク （Asian Lidar Observation Network）

発 　 足 　 年 　 度 1999 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 　 ラ イ ダー （レーザーレーダー） によ る対流圏エア ロ ゾルのネ ッ ト ワーク観測。 IGAC の ACE-Asia 
（Asian-Pacific Regional Aerosol Characterization Experiment） のラ イ ダーワーキンググループを兼ねる。
観測情報， 観測データの交換および公開。 日本， 韓国， 中国の研究グループが参加。

国 環 研 の 役 割 　 ネ ッ ト ワーク観測および ACE-Asia ラ イ ダーワーキンググループの取 り ま と め。 リ アルタ イ ムデー
タの交換， 公開のための WWW ページの運用。
（http://info.nies.go.jp:8094/AsiaNet/）

担 　 　 　 　 　 　 　 当 大気圏環境研究領域 ・ 杉本伸夫，
  （清水 　 厚 ： WWW ページの運用）
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プロ グ ラ ム等の名称 IHDP ／ IDGEC 　 地球環境変動の制度的側面

発 　 足 　 年 　 度 2000 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 　 気候変動枠組み条約， 京都議定書などの地球環境変動レジームの形成に関する研究

国 環 研 の 役 割 国環研の役割
　 国際研究推進委員

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究セン ター 　 山形与志樹

プロ グ ラ ム等の名称 UNEP-Infoterra

発 　 足 　 年 　 度 1974 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 　 環境に関する情報の国際的な流通 ・ 交換を促進する目的で， 国連環境計画 （UNEP） によ って設立
され， 各国の協力の下に運営されている全世界的規模の情報ネ ッ ト ワーク システム

国 環 研 の 役 割 　 ナシ ョ ナルフ ォーカルポ イ ン ト （政策的な事項は環境省地球環境局と 密接に連絡）

担 　 　 　 　 　 　 　 当 Manager ： 　 環境情報セン ター長 　 松井佳巳
Technical Staff （担当） ： 環境情報セン ター情報企画室

プロ グ ラ ム等の名称 日中韓三ヶ国環境大臣会合ホームページ （TEMM ウ ェブサイ ト ） 運営

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概 　 　 　 　 　 　 　 要 　 日中韓三ヶ国環境大臣会合で合意し た各プロ ジェ ク ト の進捗状況に関する情報を WEB 上に掲載，
三カ国それぞれが自国でのプロ ジェ ク ト の進捗状況をア ッ プロー ド し， これらの情報をシェ アする。

国 環 研 の 役 割 　 フ ォーカルポ イ ン ト （実際の作業にあたっては環境省環境協力室 と密接に連絡）

担 　 　 　 　 　 　 　 当 環境情報セン ター情報整備室長 　 白井 　 邦彦

プロ グ ラ ム等の名称 Global Taxonomy Initiative （GTI）

発 　 足 　 年 　 度 2001

概 　 　 　 　 　 　 　 要 　 生物多様性条約締約国会議の決議に よ り ， 締約国は各国に分類学 イ ニ シ ア テ ィ ブのナシ ョ ナル
フ ォーカルポ イ ン ト を設置し， 国および地域の分類学の振興をはか り ， 分類学情報の構築 と 共有化を
実施する。 こ のために必要な， 国内， アジアオセアニア地域におけ る調査， データベース開発， ツー
ル開発， をはじめ， 国際協働を と り 行 う 。

国 環 研 の 役 割 　 ナシ ョ ナルフ ォーカルポ イ ン ト
　 研究活動を とおし て， GTI に必要な， 国内， アジアオセアニア地域における調査， データベース開
発， ツール開発， をはじめ， 国際協働を と り 行 う 。
　 GTI 調整機構会議， および関連する専門家会合等に出席し， 国際間の連携 と調整に協力する。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 GTI 調整機構会議アジアオセアニア地域代表者 　
ナシ ョ ナルフ ォーカルポ イ ン ト
生物圏環境研究領域長 　 渡邉 　 信

プロ グ ラ ム等の名称 AsiaFlux ネ ッ ト ワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概 　 　 　 　 　 　 　 要 　 アジア地域における陸上生態系のフ ラ ッ ク ス観測に係わるネ ッ ト ワーク。 今後は， ネ ッ ト ワーク の
アジア地域への拡大を図る と と もに， 観測技術やデータベースの開発等を進め， アジア地域における
フ ラ ッ ク ス観測研究の連携を よ り 強めてい く こ と と し ている。

国 環 研 の 役 割 　 事務局と し て， 観測ネ ッ ト ワーク の運用と と もに， ホームページを開設し， 国内外の観測サイ ト 情
報やニ ュース レ ター等によ る情報発信を行 う 。 また， 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト において， 技
術開発拠点 と し ての役割を担 う 。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究セン ター総括研究管理官 　 井上 　 元
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 研究管理官 　 藤沼康実
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プロ グ ラ ム等の名称 有害紫外線モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概 　 　 　 　 　 　 　 要 　 地上への紫外線到達量の全国的な把握や， 紫外線暴露によ る健康影響の評価など をはじめ， 様々な
形でその成果を広 く 活用する こ と を目指し， 各観測機関等の協力を得て国内の有害紫外線観測拠点を
ネ ッ ト ワーク化し， 有害紫外線に係わる観測情報の収集及び共有体制の整備を図る もの。
　 ネ ッ ト ワークは， 国立環境研究所地球環境研究セン ターの観測拠点 ６ ヵ 所を中心に， 14 機関の自発
的な参加を得て発足し， 現在データ収集， 精度確保のためのキ ャ リ ブレーシ ョ ンの実施， 運営委員会
及び担当者会議によ る技術検討を行っている。

国 環 研 の 役 割 ・ ネ ッ ト ワーク の事務局 と し ての役割
・ CGER の観測拠点が， ネ ッ ト ワーク のコ アサイ ト と し ての役割
・ データの解析， 評価に関し て， 技術的に先導し てい く 役割

担 　 　 　 　 　 　 　 当 環境健康研究領域 　 疫学 ・ 国際保健研究室長 　 小野雅司
地球環境研究セン ター研究管理官 　 藤沼康実

プロ グ ラ ム等の名称 温室効果ガス イ ンベン ト リ オフ ィ ス （GIO）
（Greenhouse Gas Inventory Office of Japan）

発 　 足 　 年 　 度 2002 年 ６ 月， 地球環境研究セン ター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 　 気候変動枠組条約第 4 条 1 項及び第 12 条に基づき， 各締約国は， 定期的に温室効果ガスの排出 ・
吸収量等に関する情報 （温室効果ガス イ ンベン ト リ ） を条約事務局へ提出する こ と と されている。 温
室効果ガス イ ンベン ト リ オフ ィ ス （GIO） では， 日本政府が気候変動枠組条約事務局に提出する温室
効果ガス イ ンベン ト リ の毎年の更新及び改善を行っている。 さ らに， 温室効果ガス排出量の増減の要
因分析を行い， 国内の地球温暖化対策に必要不可欠な情報を作成し ている。
　 また， 提出された各国の温室効果ガス イ ンベン ト リ については， 条約事務局担当者 と 専門家から な
る レ ビ ューチームが各国の温室効果ガス イ ンベン ト リ を レ ビ ュー （審査） する こ と と されている。 日
本の温室効果ガス イ ンベン ト リ に対する レ ビ ュー活動への対応や， 諸外国の温室効果ガス イ ンベン ト
リ のレ ビ ュー活動に日本の専門家を派遣する など， GIO ではレ ビ ュー関係の活動も行っている。

国 環 研 の 役 割 　 環境省と の請負契約に基づき， ①温室効果ガス イ ンベン ト リ の毎年の更新， ②日本の温室効果ガス
排出量の増減の解析， ③温室効果ガス イ ンベン ト リ の算定方法の改善， ④レ ビ ュー活動， ⑤気候変動
枠組条約 ・ IPCC 等が開催する国際会議への参画， ⑥温室効果ガス イ ンベン ト リ 作成に関する国際貢
献 （Capacity Building）， ⑦日本の温室効果ガス イ ンベン ト リ に関する情報の国内外への情報発信等の
業務を担当し ている。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究セン ター 　 温室効果ガス イ ンベン ト リ オフ ィ ス （GIO） 　 マネジ ャー 　 中根英昭

プロ グ ラ ム等の名称 グ ローバルカーボンプロ ジェ ク ト つ く ば国際オフ ィ ス （GCP つ く ば国際オフ ィ ス）

発 　 足 　 年 　 度 2004 年 ４ 月， 地球環境セン ター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 　 本オフ ィ スの主たる業務は， GCP 国際研究計画の中心的な研究課題であ る， グ ローバルな炭素循環
の自然的側面 と人間的側面の総合化に関する国際共同研究の推進， および， アジア地域における GCP
関連研究のコーデ ィ ネーシ ョ ンの推進であ る。 GCP つ く ばオフ ィ スの運営の核は， GCP が実施し た
国際公募によ って選考された事務局長 （Executive Officer， 略称 EO） が担い， 組織上は CGER の総括
研究管理官の管理下に位置する もの と する。

国 環 研 の 役 割 　 本 GCP つ く ば国際オフ ィ スは， 日本におけ る初めての ICSU 関連の国際研究の国際オフ ィ ス と な る
だけではな く ， アジアにおいて も初めての国際オフ ィ スの設置と な る。 今後， 炭素循環に関する国際
共同研究の組織化に際し て， 日本がアジアにおける リ ーダシ ッ プを発揮する ために極めて重要な役割
を果たすこ と が期待される。 さ らには日本やアジアにおけ る炭素循環関連研究が， 本国際オフ ィ ス を
通じ て世界的によ り 認知度が高ま る こ と も期待される。 こ う し た こ と を通じ， CGER の地球環境研究
分野におけ る COE 的な機能の充実に資する。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究セン ター研究管理官 　 山形与志樹
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（ ８ ） 知的財産権等の状況

　 １ ） 所有等の状況 （単位 ： 件）

区分 年度末現在 平成 ９ 平成 10 平成 11 平成 12 平成 13 平成 14 平成 15

外 　 国
特 　 許 　 権

出願中 2 2 2 2 2 2 2

所 　 有 2 2 3 4 4 4 4

国 　 内
特 　 許 　 権

出願中 29 28 26 34 40 40 28

所 　 有 31 36 37 35 37 36 40

実用新案権
出願中 6 6 5 1 1 1 0

所 　 有 6 6 6 6 4 3 3

意 　 匠 　 権
出願中 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 3 3 3 3 3 3 3

商 　 標 　 権
出願中 0 0 0 0 1 0 0

所 　 有 0 0 0 0 0 1 1
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８  ． 研究活動に関する成果普及， 広報啓発の状況

（ １ ） 研究所行事及び研究発表会， セ ミ ナー等活動状況

１ ） 研究所

１ ．研究所行事

国立環境研究所公開シンポジウ ム 2003 　 －環境研究， 次の一手－

開催日 ： 平成 15 年 6 月 18 日 （水） 　 場所 ： 東京 メ ルパルク ホール （東京都港区芝公 2-5-20）

　 　 　 ： 平成 15 年 6 月 25 日 （水） 　 場所 ： 京都 リ サーチパーク （京都市下京区中堂寺南町 134）

２ ．国立環境研究所セ ミ ナー

題目 ： 「排出量取引実験 ： 投資の不確実性 と責任ルール」 　 発表者 ： 西條辰義

開催日 ： 平成 16 年 2 月 16 日 （月） 　 場所 ： 国立環境研究所中会議室

３ ．19 回全国環境研究所交流シンポジウム

開催日 ： 平成 16 年 2 月 18 日 （水）， 19 日 （木） 　 場所 ： 国立環境研究所大山記念ホール

題 　 　 　 　 　 　 目 発 　 表 　 者
開会挨拶
＜セ ッ シ ョ ン １ ： 現象解明～ど う なっているのか？＞

「塩化 メ チルを介し た大気 - 生物圏相互作用を探る～ 森から出るオゾン層破壊物質」 横内 　 陽子
「衛星 リ モー ト センシングで見る環境の現況 と変化～ 

渡 り 鳥の生息域 と サンゴ礁を例 と し て」 田村 　 正行
＜特別講演＞ 「大局を読む～ 次の環境問題は？」 西岡 　 秀三
＜セ ッ シ ョ ン ２ ： 影響評価～何がおこ るのか？＞

「侵入生物の脅威～ 生き物の輸入がも た らす環境破壊」 五箇 　 公一
「ダ イオキシンによ る免疫低下の メ カニズム～ 人への影響の解明をめざ し て」 野原 　 恵子

＜セ ッ シ ョ ン ３ ： 環境技術～ど う すればいいのか？＞
「微生物で環境を きれいにする～ バイオレ メ デ ィ エーシ ョ ン と は？」 牧 　 　 秀明
「環境浄化技術～ 植物で何ができ るのか？」 中嶋 　 信美

閉会挨拶

題 　 　 　 　 　 　 目 発 　 表 　 者 所 　 　 属
開会挨拶 合志 　 陽一 国立環境研究所 　 理事長
来賓挨拶 齋藤 　 　 眞 環境省総合環境政策局環境研究技術室長
研究発表

特別講演

　 　 土壌 ・ 地下水汚染研究の現状と方向 中杉 　 修身 国立環境研究所

　 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター長
一般講演
（1） MNA 手法によ る地下水汚染評価の試み

－地域密着型研究の紹介－

西川 　 雅高 国立環境研究所

（2） VOCによ る地下水汚染対策の現状 と MNA研究について 大岩 　 敏男 山形県環境科学研究セン ター
（3） 下総台地谷津田での有機塩素化合物の地質汚染の機構

解明と浄化対策

風岡 　 　 修 千葉県環境研究セン ター

（4） 不法投棄現場周辺地下水中の有害物質濃度の推移につ

いて

吉村 　 英基 三重県科学技術振興セン ター

（5） 茶栽培地流出水に見る 硝酸性窒素汚染の特徴と 影響評価 小川 　 祐美 国立環境研究所
（6） 窒素の形態によ る安定同位体比への影響について 宇髙 　 有美 愛媛県立衛生環境研究所
（7） 自然生態系の保護に配慮し た微生物に よ る酸性土壌の

修復法

惣田 　 昱夫 神奈川県環境科学セン ター

（8） 名古屋市内の土壌汚染物質における微生物分解の検討 朝日 　 教智 名古屋市環境科学研究所
（9） 地下水汚染調査における地形・地質情報の活用 と汚染源

探査事例

高橋 　 基之 埼玉県環境科学国際セン ター

（10）養老川の水質汚染問題 と 地質汚染－市原市妙香周辺の

水文地質構造と地下水質

楠田 　 　 隆 千葉県環境研究セン ター

（11）金線を用いた地下水水銀汚染原因調査方法 中牟田啓子 福岡市保健環境研究所
（12）土壌中重金属類等のオンサイ ト 分析技術の開発 石山 　 　 高 埼玉県環境科学国際セン ター
（13）井戸水中ふっ素 ・ ほ う 素の由来調査事例 佐藤 　 賢司 千葉県環境研究セン ター
（14）神栖町地下水 ヒ 素汚染の現状 柴田 　 康行 国立環境研究所

閉会挨拶 中杉 　 修身 国立環境研究所

　 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター長
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（ ２ ） 委員会への出席

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名

環境省

大臣官房総務課 中央環境審議会臨時委員 西岡秀三，森田昌敏，中杉修身，

酒井伸一

大臣官房廃棄物 ・ リ サイ クル対策部 中央環境審議会廃棄物 ・ リ サイ クル部会専門委員会 酒井伸一

中央環境審議会廃棄物 ・ リ サイ クル部会廃棄物処理基準等専門委

員会

森田昌敏， 中杉修身， 酒井伸一

井上雄三

Ｐ Ｃ Ｂ 廃棄物処理事業評価検討会 酒井伸一

ごみ固形燃料適正管理検討会 酒井伸一， 安原昭夫， 井上雄三

産業廃棄物行政と政策手段と し ての税の在 り 方に関する検討会 森口祐一

産業廃棄物税に関する検討会 森口祐一

次世代廃棄物処理技術基盤整備事業審査委員会 井上雄三

特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法に

基づ く 実施計画の案に係る審査の為のア ド バイザー

酒井伸一

廃棄物処理対策研究審査委員会 森田昌敏， 中杉修身

廃棄物処理等科学研究企画委員会 西岡秀三

総合環境政策局 中央環境審議会総合政策部会環境研究技術専門委員会専門委員会 西岡秀三

環境基本問題懇談会委員会 酒井伸一

環境技術実証モデル事業検討会 森田昌敏

生物の多様性分野の環境影響評価技術検討会 渡辺正孝， 渡邉信

総合研究開発推進会議の助言者 若松伸司， 小林隆弘， 西川雅高

大気 ・ 水 ・ 環境負荷分野の環境影響評価技術検討会 渡辺正孝， 若松伸司， 森口祐一

独立行政法人国立環境研究所に出資された財産の評価に係る評価委員会 合志陽一

環境影響評価の基本的事項に関する技術検討委員会 森口祐一

総合環境政策局環境保健部 さがみ縦貫道路周辺地域化学物質調査検討会 森田昌敏， 中杉修身， 伊藤裕康

さがみ縦貫道路周辺地域等化学物質調査検討会 ・ 旧軍毒ガス等に係る堀

削調査等の技術的検討グループ

森田昌敏

ジフ ァ ニルアルシン酸に係る健康影響等についての臨床検討会 柴田康行

化学物質環境汚染実態調査物質選定検討会 白石寛明， 鈴木規之， 鈴木茂

化学物質審査検討会 白石寛明，柴田康行，平野靖史郎

菅谷芳雄， 鑪迫典久

環境保健サーベイ ラ ン ス ・ 局地的大気汚染健康影響検討会 小野雅司， 新田裕史， 森口祐一

残留性有機汚染物質 （POPs） 対策検討会 森田昌敏，中杉修身，酒井伸一，

柴田康行， 鈴木規之

生態影響 GLP 評価検討会 菅谷芳雄

生態毒性 GLP 適合性評価検討会 高橋慎司， 菅谷芳雄， 鑪迫典久

内分泌攪乱化学物質に関する国際シンポジウ ムプロ グ ラ ム検討会 遠山千春

内分泌攪乱化学物質問題に関する国際シンポジウ ム 森田昌敏

内分泌攪乱化学物質問題検討会 森田昌敏， 遠山千春

環境管理局 中央環境審議会大気部会排出抑制専門委員会 田邊潔

ダ イ オキシン類環境測定調査受注資格審査検討会及び精度管理

状況の確認

鈴木規之，橋本俊次，櫻井健郎，

森田昌敏， 伊藤裕康

ダ イオキシン類簡易測定法検討会 森田昌敏， 酒井伸一， 伊藤裕康

ダ イオキシン類未規制発生源 （大気） 調査検討会 酒井伸一， 川本克也

デ ィ ーゼル排気微粒子 リ ス ク評価検討会 森田昌敏， 中杉修身， 小林隆弘

デ ィ ーゼル排気微粒子 リ ス ク 評価検討会及び曝露評価ワーキ ン

ググループ

若松伸司， 田邊潔， 新田裕史，

藤巻秀和， 森口祐一

環境測定分析検討会 森田昌敏

揮発性有機化合物 （VOC） 排出抑制検討会 中杉修身， 若松伸司

大気汚染に係る重金属等に よ る長期曝露影響調査検討会及び疫

学ワーキンググループ， 大気環境評価ワーキンググループ参画

田邊潔

大気汚染に係る重金属等に よ る長期曝露影響調査検討会及び大

気環境評価ワーキンググループ

森田昌敏

未査定液体物質査定検討会 森田昌敏

平成 １ ５ 年度湖沼対策検討会 高村典子

ヘキサ ク ロ ロベンゼン等排出イ ンベン ト リ ー作成検討会 酒井伸一， 田邊潔， 柴田康行
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環境管理局水環境部 ダ イオキシン類土壌汚染対策技術等検討会 酒井伸一，鈴木規之，大迫政浩，

櫻井健郎

中央環境審議会専門委員会 渡辺正孝，森田恒幸，鈴木規之，

大迫政浩

低コ ス ト ・ 低負荷型土壌汚染調査対策技術検討会 中杉修身， 川本克也

農薬登録保留基準設定技術検討会 白石寛明

地球環境局 衛星利用によ る地球観測 ・ 監視に関する検討会 西岡秀三

温室効果ガス排出量算定方法検討会イ ンベン ト リ ＷＧ 西岡秀三

温室効果ガス排出量算定方法検討会及びイ ンベン ト リ ＷＧ，エネ

ルギー ・ 工業プロセス分科会

森口祐一

温室効果ガス排出量算定方法検討会及びイ ンベン ト リ ＷＧ， 廃棄物分科会 酒井伸一， 中根英昭

温室効果ガス排出量算定方法検討会廃棄物分科会 山田正人

再生可能燃料利用推進会議 酒井伸一

酸性雨対策検討会 佐竹研一

酸性雨対策検討会 （生態影響分科会） 検討委員会 高松武次郎

酸性雨対策検討会 （大気分科会 ・ 生態影響分科会） 畠山史郎， 清水英幸

酸性雨対策検討会 （本検討会 ・ 大気分科会） 村野健太郎

成層圏オゾン層保護に関する検討会科学分科会 中根英昭， 青木康展， 今村隆史

成層圏オゾン保護に関する検討会環境分科会 小野雅司

地球温暖化対策技術検討会 森口祐一

地球温暖化対策技術検討会及び地球温暖化対策技術検討会技術

開発小委員会

西岡秀三

地球環境企画委員会第 １ 研究分科会事前評価専門部会 渡邉信， 井上元

京都 メ カニズムに関する検討会 西岡秀三， 亀山康子

自然環境局 自然環境保全基礎調査検討会 渡邉信

自然環境保全基礎調査検討会分科会検討会 奥田敏統

生物多様性影響評価検討会 岩崎一弘

絶滅のおそれのあ る野生生物の選定 ・ 評価検討会 渡邉信

　 東北海道地区自然保護事務所 東北海道地区自然保護事務所調査研究員 高村典子， 五十嵐聖貴

内閣府

内閣官房内閣内政審議室 ダ イオキシン類 ・ 環境ホルモン対応評価 ・ 助言会議委員会 森田昌敏

食品安全委員会 食品安全委員会専門委員 遠山千春

総合科学技術会議専門委員会 西岡秀三

大臣官房遺棄化学兵器処理

担当室

化学物質環境汚染実態調査物質選定検討会 中杉修身

大臣官房遺棄化学兵器処理

担当室 ・ （財） 日本国財問題

研究所

化学剤等分析検討チーム 森田昌敏， 白石寛明

政策統括官 原子力委員会専門委員会 森田恒幸

総務省

日本学術会議事務局 運営審議会附置持続可能な社会に向けた新し い科学 と 技術国際

会議実行委員会

原沢英夫

環境保健学研究連絡委員会 　 小林隆弘

極地研究連絡委員会 横内陽子

荒廃し た生活環境の先端技術によ る回復研究連絡委員会 森田昌敏

情報学研究連絡委員会 志村純子

地球環境研究連絡委員会 大坪國順，原沢英夫，山形与志樹

生態 ・ 環境生物学研究連絡委員会 原沢英夫， 高村典子

農村計画学研究連絡委員会 青柳みど り

微生物学研究連絡委員会 渡邉信

つ く ば ＷＡ Ｎ 事務局 つ く ば WAN 運用管理委員会 白井邦彦

つ く ば WAN 推進会議委員会 合志陽一

文部科学省

革新技術活性化委員会 合志陽一

科学技術 ・ 学術政策局 科学技術 ・ 学術審議会専門委員 水落元之

科学技術 ・ 学術審議会専門委員 （技術士分科会） 浜田康敬

科学技術 ・ 学術審議会研究計画 ・ 評価分科会臨時委員 西岡秀三

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名
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革新技術活性化委員会フ ォ ローア ッ プ部会 安原昭夫， 森口祐一

革新技術活性化委員会ワーキンググループ委員会 森口祐一

研究開発局 科学技術 ・ 学術審議会専門委員 森田恒幸， 渡邉信， 貴田晶子，

「風送ダス ト の大気中への供給量評価と気候への影響に関する研究」 杉本伸夫

宇宙 ３ 機関 ・ 産業界等宇宙開発利用推進会議委員会 合志陽一

宇宙 ３ 機関 ・ 産業界等宇宙開発利用推進会議幹事会構成委員会 笹野泰弘

科学技術 ・ 学術審議会専門委員会 （研究計画 ・ 評価分科会） 森田恒幸

成層圏プ ラ ッ ト フ ォーム開発協議会 　 地球観測部会 井上元

地球観測国際戦略策定検討会 西岡秀三

南極地域観測事業外部評価委員会 西岡秀三

南極地域観測統合推進本部 「基本問題委員会」 横内陽子

研究振興局 科学技術 ・ 学術審議会専門委員会 合志陽一

科学技術振興調整費総合研究 「生殖系列細胞を用いた希少動物種

の維持 ・ 増殖法の開発に関する基盤研究」 研究推進委員会

渡邉信

高エネルギー加速器研究機構 環境安全審議委員会 土井妙子

高エネルギー加速器研究機構物質構造科学研究所評議員会 合志陽一

国際日本文化研究セン ター 国際日本文化研究セン ター共同研究員会 米田穣

国立極地研究所 共同研究への研究協力 （極域大気 ・ 海洋 ・ 雪氷圏における物質循

環の総合解析）

横内陽子

共同研究への研究協力 （時系列観測によ る南極海の生物生産過程

と 地球温暖化ガス生成過程の研究）

横内陽子

共同研究への研究協力 （北極圏における大気 ・ 雪氷 ・ 海洋， 生態

系変動に関する研究）

町田敏暢

国立極地研究所南極圏環境モニタ リ ング研究セン ター運営委員会 原島省

国立極地研究所北極科学研究推進特別委員会 井上元

科学技術政策研究所 科学技術政策研究所客員研究官 中根英昭，青木康展，五箇公一，

大迫政浩

総合地球環境学研究所 共同研究員 ・ 大気中の物質循環に及ぼす人間活動の影響の解明 杉本伸夫， 松井一郎， 日暮明子

総合地球環境学研究所運営協議員 森田恒幸

総合地球環境学研究所共同研究員 五十嵐聖貴

総合地球環境学研究所評議員 合志陽一

科学技術政策研究所科学技

術動向研究セン ター

科学技術政策研究所科学技術動向研究セン ター専門調査員 合志陽一

「科学技術専門家ネ ッ ト ワーク」 専門調査員 兜眞徳

専門調査員 志村純子

国立遺伝学研究所 国立遺伝学研究所生物遺伝資源委員会 渡邉信

国土交通省

国土交通省 ・ （財） 先端建設

技術セン ター

グ リ ーン購入法の公共工事の技術審査に関わ る運用方針検討委

員会

大迫政浩

グ リ ーン購入法の公共工事の技術審査に関わ る運用方針検討委

員会 ・ 環境面審査基準検討委員会

橋本征二

港湾局 海域利用技術開発会 渡辺正孝

土地 ・ 水資源局 今後の地下水利用のあ り 方に関する懇談会 中杉修身

国土審議会専門委員 渡辺正孝

河川局 社会資本整備審議会専門委員 浜田康敬

関東地方整備局 都市計画道路潮来鉾田線事業に係わる環境影響評価技術検討委員会 兜眞徳

平塚第 ２ 地方合同庁舎危険物の調査等に関する有識者委員会 白石寛明

関東地方整備局・東京航空局 東京国際空港再拡張事業に係る環境影響評価技術検討委員会 渡辺正孝

気象庁気象研究所 21 世紀のアジアの水資源変動予測研究運営委員会 野沢徹

経済産業省

産業技術環境局 産業構造審議会臨時委員 甲斐沼美紀子

日本工業標準調査会臨時委員会 浜田康敬， 飯島孝

日本工業標準調査会臨時委員会 （環境 ・ 資源循環専門委員会） 酒井伸一

製造産業局 産業構造審議会臨時委員 酒井伸一

化学物質審議会臨時委員 白石寛明

化学物質審議会臨時委員会 中杉修身

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名
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産業構造審議会環境部会廃棄物 ・ リ サイ クル小委員会自動車 リ サ

イ ク ルワーキ ン グ グループ許可基準等関係検討タ ス ク フ ォース

臨時委員会

酒井伸一

原子力安全 ・ 保安院 総合資源エネルギー調査会臨時委員会 酒井伸一

農林水産省

九州農政局 諫早湾干拓調整池等水質委員会 稲森悠平

林野庁 第 ２ 期酸性雨等森林衰退モニタ リ ング事業検討会 村野健太郎

厚生労働省

医薬食品局 薬事 ・ 食品衛生審議会臨時委員 森田昌敏， 渡邉信， 岩崎一弘

労働基準局 安衛法 GLP 査察専門家 後藤純雄

安衛法 GLP 評価委員会 後藤純雄

変異原性試験等結果検討委員候補者及びがん原性試験指示検討

委員候補者

後藤純雄

健康局 水道関連調査研究検討委員会 今井章雄

医薬局 内分泌か く 乱化学物質の健康影響に関する検討会 酒井伸一

国立大学

北海道大学 非常勤講師 （健康科学方法論Ⅱ） 兜眞徳

東北大学 非常勤講師 （気候物理学特論） 井上元

非常勤講師 （生態 ・ 進化生物学特選科目Ⅱ） 竹中明夫

併任教授 （衛星画像を利用し た研究） 田村正行

　 東北アジア研究セン ター 東北アジア研究セン ター公開セ ミ ナー 田村正行

茨城大学 非常勤講師 （環境工学， 湖の環境問題） 稲森悠平

非常勤講師 （環境工学） 水落元之

非常勤講師 （保全生物学） 椿宜高

筑波大学 非常勤講師 （生命共存科学特論Ⅱ） 中嶋信美

非常勤講師 （都市 ・ 地域 ・ 環境を探る） 青木陽二

非常勤講師 （構造エネルギー工学特別講義Ⅰ （ １ ） [ １  ] 松永恒雄

非常勤講師 （生物機能科学特別講義Ⅳ） 稲森悠平

非常勤講師 （環境と 健康） 黒河佳香

非常勤講師 （生態系利用工学） 稲森悠平

併任教授 （都市 ・ 環境システム） 中杉修身， 田村正行

併任教授 （水圏環境生物学特論） 笠井文絵

併任教授 （気候学 ・ 気象学） 畠山史郎

併任教授 （地域大気汚染学） 若松伸司

併任教授 （医学特殊研究 「環境生理学」） 小林隆弘

併任教授 （地球環境保健学） 高野裕久

併任教授 （医学特殊研究 「環境生理学」） 遠山千春

併任教授 （地球環境保健学） 野原惠子

併任教授 （水圏環境生物学特論） 河地正伸

併任教授 （地域大気汚染学） 菅田誠治

併任教授 （地球環境保健学） 今井秀樹

併任教授 （環境衛生学） 持立克身

非常勤講師 （生物に学ぶ－生き物のふる まいに見る戦略・戦術－） 青野光子

筑波大学獲得性環境因子の生体応答シ ス テム特別プ ロ ジ ェ ク ト

研究組織客員研究員

遠山千春

学位論文審査専門委員会 冨岡典子

筑波大学比較市民社会 ・ 国家 ・ 文化特別プロ ジェ ク ト 研究組織客

員研究員

森田恒幸， 亀山康子

博士 （理学） 等学位論文審査専門委員会 （副査） 唐艶鴻

埼玉大学 非常勤講師 （環境アセス メ ン ト ） 水落元之

千葉大学 非常勤講師 （大気科学） 畠山史郎， 野沢徹

非常勤講師 （環境分析学 ・ 特別演習の集中講義） 高松武次郎

非常勤講師 （公衆衛生学） 青木康展，平野靖史郎，今井秀樹

非常勤講師 （地球環境の行方を探る） 五箇公一

併任教授 （環境物質学特論， 環境物質学演習， 環境物質学特別研究） 青木康展， 平野靖史郎

併任助教授（環境物質学特論，環境物質学演習，環境物質学特別研究） 大迫誠一郎

非常勤講師 （基礎保健学Ⅲ） 田村健治

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名
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　 真菌医学研究セン ター 千葉大学真菌医学研究セン ター運営協議会 渡邉信

東京大学 非常勤講師 （環境システム学総論Ⅱ） 森口祐一， 堀口敏宏

併任教授 （生圏システム学総論， フ ィ ール ド科学総合演習， 生圏

システム学実験 ・ 研究）

椿宜高

非常勤講師 （人類生態学特論Ⅱ） 兜眞徳

併任教授 （農学国際専攻連携併任講座） 渡辺正孝

非常勤講師 （実現型プロ ジェ ク ト ） 山形与志樹

非常勤講師 （環境保健学） 新田裕史

非常勤講師 （衛生学） 森田昌敏

　 先端科学技術研究セン ター 環境省地球環境研究総合推進費 「温暖化対策のための技術と ラ イ

フ ス タ イルの統合的対策の予防的研究 （FY2003）」 委員会

森田恒幸， 藤野純一

科学技術振興調整費 「高度質量分析技術によ る大気環境計測器開

発」 研究運営委員会

井上元， 谷本浩志

　  生産技術研究所 非常勤研究員 （人工衛星を用いた環境モニタ リ ング手法の開発） 田村正行

非常勤研究員 （風洞実験によ る都市気候形成 メ カニズム と その空

間構造の解明）

上原清

陸域生態系モデルパラ メ タ リ ゼーシ ョ ン研究運営委員会 井上元

　 気候システム研究セン ター 共生プロ ジェ ク ト 第一課題 「高分解能大気海洋モデルを用いた地

球温暖化予測に関する研究」 運営委員会

中根英昭， 野沢徹

東京大学気候システム研究セン ター運営委員会 中根英昭

東京農工大学 非常勤講師 （公衆衛生学Ⅰ） 鈴木明

非常勤講師 （環境資源化学特別講義Ⅴ） 畠山史郎

非常勤講師 （水環境保全学特論） 佐竹研一

東京工業大学 非常勤講師 （大気化学） 横内陽子， 遠嶋康徳， 谷本浩志

今村隆史

併任助教授 （生体分子機能工学専攻） 青野光子

併任教授 （計画理論講座） 森田恒幸

併任助教授 （計画理論講座） 日引聡， 増井利彦

非常勤講師 （総合科目 Ｂ 「現代科学 ・ 技術と 安全性」） 森田昌敏

併任助教授 （自然環境講座） 大迫政浩

非常勤講師 （地球環境と経済発展のモデ リ ング） 高橋潔

東京工業高等専門学校 非常勤講師 （環境化学） 刀正行

東京医科歯科大学 非常勤講師 （衛生学） 青木康展

横浜国立大学 非常勤講師 （ リ ス ク分析論） 中杉修身

山梨大学 非常勤講師 （環境学特論Ⅰ） 村野健太郎

非常勤講師 （環境保健 「環境毒性学概論」） 遠山千春

信州大学 非常勤講師 （環境論特論Ⅰ） 石村隆太

併任教授 （環境中の有機化学物質の動態の解明と生物への影響評価） 白石寛明

静岡大学 非常勤講師 （生物地球環境科学特別講義） 木幡邦男

名古屋大学 非常勤講師 （移動現象論） 大坪國順

非常勤講師 （環境問題への挑戦Ⅱ） 西岡秀三

非常勤講師 （環境 リ ス ク論） 兜眞徳

　 地球水循環研究セン ター Ｉ Ｈ Ｐ 分科会 ト レーニング ・ コース ＷＧ 委員会 畠山史郎

　 難処理人工物研究セン ター 難処理人工物研究セン ター研究懇談会 森田昌敏

岐阜大学 非常勤講師 （神経 ・ 老年学） 遠山千春

北陸先端科学技術大学院大学 併任教授 （社会環境システム連携講座） 甲斐沼美紀子， 須賀伸介

併任助教授 （社会環境システム連携講座） 藤野純一

京都教育大学 非常勤講師 （地域環境学特論） 今井秀樹

京都大学 非常勤講師 （骨の科学分析によ る先史人類学） 米田穣

非常勤講師 （環境保全概論， 有害廃棄物管理工学特論） 酒井伸一

非常勤講師 （環境衛生学） 遠山千春

併任助教授 （大気光化学） 今村隆史

奈良女子大学 非常勤講師 （生物科学特論Ⅳ） 奥田敏統

大阪大学 非常勤講師 （環境経済学） 増井利彦

非常勤講師 （社会環境医学講座環境医学） 兜眞徳

神戸大学 非常勤講師 （自然環境科学特論Ⅰ） 中根英昭

非常勤講師 （環境基礎科学特論） 中島英彰

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名
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広島大学 非常勤講師 （有機スズ化合物のエコ ト キシ コ ロ ジー） 堀口敏宏

非常勤講師 （地球環境問題を考え る） 井上元

島根大学汽水域研究セン ター 島根大学汽水域研究セン ター協力研究員 松永恒雄， 矢部徹

愛媛大学沿岸環境科学研究

セン ター

愛媛大学沿岸環境科学研究セン ター客員研究員 原島省， 柴田康行， 刀正行，

中村泰男， 堀口敏宏

徳島大学 非常勤講師 （環境科学概論） 安原昭夫

高知医科大学 非常勤講師 （環境保健学） 遠山千春 　

九州大学高等教育総合開発

研究セン ター

非常勤講師 （課題提示科目Ⅱ） 堀口敏宏

宮崎医科大学 非常勤講師 （公衆衛生学） 遠山千春

熊本大学 非常勤講師 （化学と 環境） 中杉修身

鹿児島大学 非常勤講師 （研究科特別講義， 電波計測工学） 横田達也

琉球大学 非常勤講師 （海洋生物生産学特殊講義 Ｂ） 渡邉信

非常勤講師 （海洋生物生産学特殊講義 Ａ） 中村泰男

地方公共団体

北海道 化学物質環境保全専門委員会 中杉修身

陸別地域新エネルギービジ ョ ン策定等事業に伴 う 策定委員会 藤沼康実

青森県 県境不法投棄現場状回復対策推進協議会委員会 川本克也

青森県， 岩手県 青森 ・ 岩手県境不法投棄次案に係る合同検討委員会 川本克也

宮城県 村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場総合対策検討委員会 井上雄三

山形県 大樽川荒廃砂防事業計画検討会 宮下衛

福島県 福島県ダ イオキシン等化学物質対策専門委員会 青木康展

福島県環境影響評価審査会 上野隆平

鶴江川環境対策委員会 宮下衛

会津縦貫南道路環境検討会 上野隆平

　 福島県立医科大学 福島県立医科大学医学部の客員講師 兜眞徳

茨城県 「エコ フ ロ ンテ ィ アか さ ま」 環境保全委員会 若松伸司， 兜眞徳

いばら きゼロ ・ エ ミ ッ シ ョ ン政策提言懸賞論文審査委員会 野馬幸生

いばら き未来産業支援会議委員会 合志陽一

いばら き未来産業支援会議幹事 滝村朗

茨城県環境影響評価審査委員会 若松伸司， 兜眞徳

茨城県環境審議会 中杉修身， 若松伸司， 井上元，

高村典子

茨城県自然環境保全審議会 高村典子

茨城県総合科学技術会議委員会 合志陽一

茨城県廃棄物処理施設設置等専門委員会 若松伸司， 兜眞徳

茨城県希少動植物保護指針策定検討委員会 （涸沼宮前地区の ヒ ヌ

マ イ ト ト ンボの生息地の保全）

宮下衛

茨城県希少野生動植物保護指針策定検討委員会 高村典子

茨城県 リ サイ クル建設資材認定評価委員会 田崎智宏

エコ フ ロ ンテ ィ アか さ まに係る廃棄物学習施設検討小委員会 井上雄三

　 霞ヶ浦環境セン ター 霞ヶ浦環境セン ター調査研究課題等検討委員会 高村典子， 今井章雄

　  公害技術セン ター 茨城県公害技術セン ター業務評価委員会 森田昌敏

　 茨城県立農業大学校 非常勤講師 （環境保全と農業） 藤沼康実

土浦市 土浦市環境審議会委員会 稲森悠平

つ く ば市 つ く ば市一般廃棄物減量等推進審議会 中杉修身， 井上雄三

つ く ば市生活安全推進協議会委員会 植弘崇嗣

龍ヶ崎市 龍ヶ崎市環境審議会 須賀伸介

栃木県 栃木県環境審議会水環境保全計画専門委員会議 青柳みど り

栃木県環境審議会専門委員会会議委員会 若松伸司

埼玉県 県内における CO2 排出量 ・ 吸収源取引制度研究会委員会 橋本征二

埼玉ゼロ ミ ッ シ ョ ン推進委員会 山田正人

埼玉県化学物質対策専門委員会委員及びダ イオキシン特別部会 森田昌敏

埼玉県廃棄物処理施設専門委員会 井上雄三

越谷市 越谷市環境審議会委員会 青木康展

千葉県 千葉県環境審議会 川本克也
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千葉県試験研究機関評価委員会の環境研究セン ター課題評価専

門部会構成員会

若松伸司

千葉県大気環境保全対策専門委員会 若松伸司

千葉県廃棄物処理施設設置等専門委員会 川本克也

柏市 柏市第二清掃工場ダ イオキシン類健康影響調査検討委員会 遠山千春

柏市環境審議会 青柳みど り

東京都 東京都環境審議会 森田恒幸

東京都廃棄物審議会 中杉修身

お台場海浜公園におけ る海域浄化実験評価委員会 稲森悠平

光化学オキシダン ト 対策検討会 若松伸司

土壌汚染対策検討委員会 中杉修身

東京都環境保健対策専門委員会大気汚染保健対策分科会 新田裕史

デ ィ ーゼ ル車排出ガ ス と 花粉症の関連に関す る 調査委員会

デ ィ ーゼル車排出ガス関連環境調査部会

若松伸司

炭化水素類処理装置技術評価検討会委員会 大迫政浩

東京都環境保健対策専門委員会化学物質保健対策分科会 森田昌敏

母乳中化学物質等検討委員会 森田昌敏

　 環境科学研究所 東京都環境科学研究所運営委員会研究評価部会 井上雄三， 高木宏明

東京都環境科学研究所運営委員会外部評価部会 松村隆

世田谷区 世田谷区清掃 ・ リ サイ クル審議会 山田正人

調布市 ・ 三鷹市 新ごみ処理施設整備基本計画検討委員会 川本克也

神奈川県 神奈川県科学技術会議研究推進委員会 川本克也

神奈川県環境影響審査会 川本克也

神奈川県環境影響評価審査会 若松伸司

神奈川県自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策

定協議会専門委員会

森口祐一

神奈川県廃棄物処理施設専門家委員会 川本克也

神奈川県化学物質等環境保全対策委員会 中杉修身

　 環境科学セン ター 神奈川県環境科学セン ター研究推進委員会 原沢英夫

川崎市 川崎市環境影響評価審議会 川本克也

川崎市道路沿道大気汚染個人曝露量把握手法開発検討委員会 新田裕史

川崎市廃棄物処理施設専門家会議 川本克也

川崎市環境保全審議会 若松伸司

川崎市 リ サ イ ク ルパー ク あ さ お建設事業に関する ごみ焼却方式

選定委員会

川本克也

横浜市 横浜市廃棄物減量化 ・ 資源化等推進審議会 中杉修身， 川本克也

神明台処分地跡地暫定利用検討委員会 山田正人

鎌倉市 鎌倉市まちづ く り 審議会 亀山康子

鎌倉市廃棄物減量化及び資源化審議会 川島康子

新潟県 廃棄物の処理及び清掃に関する法律の規定に よ る専門知識を有

する者

池口孝

富山県 富山県環境審議会専門部会専門員 木幡邦男， 鈴木規之

富山県環境審議会調査委員会 原沢英夫

富山県富岩運河等ダ イオキシン類対策検討会委員会 中杉修身

石川県 石川県環境技術実証委員会 稲森悠平

　 石 川 北 部ｱｰﾙ･ﾃﾞｨ･ｴﾌ 広

域処理組合

RDF 事故防止対策評価委員会 安原昭夫

福井県 福井県民間最終処分場技術検討委員会 中杉修身， 井上雄三

　 衛生環境研究セン ター アオコ対策技術検討委員会 稲森悠平

山梨県環境科学研究所 山梨県環境科学研究所課題評価委員会 西岡秀三

長野県 中信地区廃棄物検討会 大迫政浩

岐阜県 岐阜県県政顧問 西岡秀三

岐阜県異常気象対策専門家会議委員会 原沢英夫

静岡県 浜名湖浄化技術研究会のア ド バイザー会員 木幡邦男

硝酸性窒素等負荷軽減総合対策推進事業連絡調整委員会 西川雅高

名古屋市 名古屋市土壌及び地下水汚染対策検討委員会 中杉修身

三重県 ごみ固形燃料発電所事故調査専門委員会 安原昭夫

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名
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三重県干潟等漁場環境改善検討委員会 木幡邦男

滋賀県 生態学琵琶湖賞選考委員会 渡邉信， 高村典子

京都府立医科大学 客員講師 高野裕久

京都市 京都市廃棄物減量等推進審議会部会 酒井伸一

大阪府 ダ イ オキシン類に関する環境対策検討委員会汚染土壌浄化技術

専門部会

鈴木規之

　 大阪府立大学 非常勤講師 （環境汚染論） 藤沼康実

兵庫県 化学物質対策検討委員会 中杉修身

島根県 馬潟工業団地周辺ダ イオキシン調査対策検討会議 中杉修身

広島県立広島女子大学 県立広島女子大学非常勤講師 野馬幸生

香川県 豊島廃棄物等技術委員会 中杉修身

沖縄県 島し ょ 型ゼロ ミ ッ シ ョ ン推進実証事業検討委員会 井上雄三

特殊法人

海洋科学技術セン ター 「みらい」 運用検討委員会 渡辺正孝

人 ・ 自然 ・ 地球共生プロ ジェ ク ト 課題 ２ 運営委員会 井上元

地球フ ロ ンテ ィ ア研究システム運営委員会 合志陽一

地球フ ロ ンテ ィ ア研究システム中間評価委員会 西岡秀三

環境事業団 PCB 処理技術ア ド バイザー 森田昌敏， 酒井伸一

ポ リ 塩化ビ フ ェニル廃棄物処理事業検討委員会 森田昌敏， 若松伸司， 酒井伸一

ポ リ 塩化ビ フ ェニル廃棄物処理事業検討委員会技術部会 川本克也

ポ リ 塩化ビ フ ェニル廃棄物処理事業検討委員会北九州事業部会 森田昌敏， 酒井伸一

環境浄化機材貸付事業に係る技術ア ド バイザー 中杉修身

環境事業団 ・ （財） 兵庫県環

境ク リ エイ ト セン ター

ポ リ 塩化ビ フ ェニル廃棄物処理事業検討委員会豊田事業部部会 川本克也

公害健康被害補償予防協会 大気環境基準等設定調査に係る検討委員会 「ガス状物質及びエア

ロ ゾル評価作業小委員会」

小林隆弘， 藤巻秀和， 新田裕史

大気環境基準等設定調査に係る検討委員会 「重金属評価作業小委員会」 平野靖史郎

健康被害予防事業検討委員会専門委員会 若松伸司

公害健康被害補償予防協会 ・

（財） 日本環境衛生セン ター

大気環境基準等設定調査に係る検討委員 「有機塩素系化合物 ・ 炭

化水素類評価作業小委員会」 「有機塩素系化合物 ・ 炭化水素類レ

ビ ュー委員会」

後藤純雄

公害健康被害補償予防協

会 ・ （財） 日本気象協会

局地汚染地域におけ る各種自動車排出ガ ス抑制対策の評価手法

等に関する調査に係る検討委員会

森口祐一， 小林伸治

国際協力事業団 イ ン ド ネシア地方環境管理シ ス テム強化プ ロ ジ ェ ク ト に係る国

内委員会

大坪國順

日中友好環境保全セン ター （フ ェーズⅢ） に係る国内委員会 西川雅高， 田村憲治

イ ン ド ネシア地方環境管理シ ス テム強化プ ロ ジ ェ ク ト に係る国

内委員会

植弘崇嗣， 大坪國順

新エネルギー ・ 産業技術総

合開発機構

NEDO 技術委員会 合志陽一， 森田恒幸， 近藤美則

NEDO技術委員会（技術審査委員会・審査委員会・技術評価委員会） 白石寛明

NEDO 技術委員 「環境調和型技術審議委員会」 ・ 製品等ラ イ フサ

イ クル二酸化炭素排出評価実証等技術開発 （LCA） の ヒ ア リ ング

及び審査委員会

森口祐一

バイオマス ・ ニ ッ ポン総合戦略推進ア ド バイザ リ ーグループ 日引聡

日本原子力研究所 環境科学研究委員会 柴田康行

研究嘱託 （海水循環及び放射性物質等の調査 ・ 検討） 荒巻能史

日本原子力研究所環境科学研究委員会委員長 合志陽一

日本原子力研究所 ・ 放射線

フ ロ ンテ ィ ア研究委員会

放射線フ ロ ンテ ィ ア研究委員会専門委員会 安原昭夫

理化学研究所中央研究所 微生物系統保存事業運営委員会 渡邉信

独立行政法人

（独） 宇宙航空研究開発機構 みど り Ⅱ運用異常対策本部外部専門家 杉本伸夫， 横田達也

統合地球観測戦略 （IGOS） に係る世界会議推進委員会 井上元

宇宙開発事業団オゾン ・ 温室効果気体観測衛星 （GCOM-A1） プ

ロ ジェ ク ト 評価委員会

井上元

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名
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（独） 科学技術振興機構 戦略的国際科学技術協力推進事業 ・ 推進委員会 合志陽一

「戦略的創造研究推進事業」 領域ア ド バイザー 安原昭夫

GBIF 技術専門委員会 渡邉信， 清水英幸

GBIF 技術専門委員会科学分科会 志村純子

科学技術振興事業団研究領域 「変換と制御」 の研究総括 合志陽一

科学技術振興事業団領域総括 合志陽一

技術ア ド バイザ リ ー委員会 田村正行

専門ア ド バイザ リ ー委員会 志村純子

（独） 海上技術安全研究所 船底塗料用防汚物質の海水中挙動の解明に係わる研究委員会 森田昌敏， 堀口敏宏

船底防汚塗料に関する国際シンポジウ ムに係わる組織委員会 堀口敏宏

船舶への LCA の適用研究に係わる研究委員会 近藤美則

（独） 経済産業研究所 経済産業研究所 「温暖化対策の国内制度設計研究会」 委員会 亀山康子

（独） 交通安全環境研究所 ナ ノ粒子検討会 小林伸治

（独） 産業技術総合研究所 （独） 産業技術総合研究所レ ビ ューボード委員会 中根英昭

国際計量研究連絡委員会 合志陽一， 中根英昭

国際計量研究連絡委員会物質量標準分科会委員会 西川雅高

独立行政法人産業技術総合研究所 　 レ ビ ューボー ト 委員会 森口祐一

　 ラ イ フルサ イ ク ルアセス

メ ン ト 研究セン ター

ラ イ フルサイ クルアセス メ ン ト 研究セン ター地域産業 LCA 推進

委員会

森口祐一

（独） 森林総合研究所 （独） 森林総合研究所研究分野評価会議におけ る評価委員会 奥田敏統

森林吸収量報告 ・ 検証体制緊急整備対策事業全体検討会 （森林吸

収源計測活用体制整備分科会） ア ド バイザー

山形与志樹

森林吸収量報告 ・ 検証体制緊急整備対策事業全体検討会 （森林衰

退状況調査分科会） ア ド バイザー

村野健太郎

独立行政法人森林総合研究所研究分野評価会議における評価委員会 椿宜高

（独） 製品評価技術基盤機構 バイオテ ク ノ ロ ジー委員会 渡邉信

ビ ス フ ェ ノール Ａ リ ス ク評価管理研究会 山田正人

化学物質の リ ス ク 評価及び リ ス ク 評価手法の開発に係る研究開

発委員会

森口祐一

標準物質情報関係委員会 伊藤裕康

（独） 日本学術振興会 21 世紀 COE プロ グ ラ ム委員会分野別審査 ・ 評価部会専門委員会 合志陽一

平成 16 年度科学研究費委員会専門委員会 森田昌敏，遠山千春，小林隆弘，

中杉修身， 横内陽子， 笠井文絵

科学研究費委員会専門委員会 森田昌敏， 椿宜高， 遠山千春

横内陽子

特別研究委員等審査会専門委員会 原沢英夫

未来開拓学術研究推進事業 「アジア地域の環境保全」 研究推進委員会 森田恒幸

21 世紀 COM プロ グ ラ ム委員会分野審査 ・ 評価部会専門委員会 森田恒幸

（独） 農業工学研究所 農林水産省委託プロ ジェ ク ト 「地球規模水循環変動が食料生産に

及ぼす影響の評価と 対策シナ リ オの策定」 外部専門家

原沢英夫

（独） 農業生物資源研究所 ジーンバン ク事業評価委員会 渡邉信

農業生物資源ジーンバン ク事業評価委員会 渡邉信

（独） 物質 ・ 材料研究機構ナ

ノ マテ リ アル研究所

ア ク テ ィ ブ ・ ナ ノ計測基盤技術の確立プロ ジェ ク ト 運営委員会 合志陽一

（独） 放射線医学総合研究所 核磁気共鳴医学研究班班員 三森文行

（独） 防災科学技術研究所 研究開発課題外部評価委員会 原沢英夫

（独） 理化学研究所 組換え DNA 実験安全委員会 笠井文絵

私立大学

東京家政学院筑波女子大学 東京家政学院筑波女子大学非常勤講師 村野健太郎

自治医科大学 非常勤講師 （保健科学講座） 平野靖史郎

ものつ く り 大学 非常勤講師 （築造構造 ・ 材料Ⅱ） 遠藤和人

東邦大学 非常勤講師 （生物分子科学特論Ⅱ） 岩崎一弘

上智大学 非常勤講師 （総合科目 「地球環境学Ⅱ」） 日引聡

東海大学 地球環境変動観測 ミ ッ シ ョ ン （GCOM） 委員会 畠山史郎， 谷本浩志

地球環境変動観測 ミ ッ シ ョ ン （GCOM） ユーザ要求条件書の検

討 ・ 改定 （その ２ ）

中根英昭， 中島英彰

　 情報技術セン ター 宇宙システムによ る社会安全のための調査研究委員会 田村正行

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名
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東京理科大学 非常勤講師 （環境化学） 安原昭夫

日本女子大学 非常勤講師 （生活 ・ 環境） 刀正行

早稲田大学 非常勤講師 （環境化学工学 （後期）） 稲森悠平

関東学院大学 非常勤講師 （環境衛生工学 ・ 廃棄物工学 ・ 環境衛生工学特論 ・ 都

市衛生工学特殊講義 ・ 大気と 環境）

川本克也

金沢医科大学 非常勤講師 （眼科学） 小野雅司

名城大学 非常勤講師 （循環型社会創造学特論） 西岡秀三

同志社大学 非常勤講師 （大気環境特論Ⅰ） 畠山史郎

東亜大学 非常勤講師 （環境政策論） 西岡秀三

福岡大学大学院 廃棄物処理等科学研究補助金 「埋立地再生総合技術システムの開発」 井上雄三

福岡大学大学院 ・ 埋立地再

生総合技術研究会 ・ （財） 日

本環境衛生セン ター

埋立地再生総合技術研究会ア ド バイザー委員会 山田正人， Bulent Inanc

放送大学 放送大学客員助教授 中嶋信美

委 　 　 嘱 　 　 元 委 　 　 嘱 　 　 名 氏 　 　 　 名
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（３） 研究所来訪者

年月日 事 　 　 　 　 　 項

15.4.01 中国環境科学研究院院長

4.01 JICA 平成 14 年度中国 「太湖水環境修復モデル」

プロ ジェ ク ト カ ウ ン ターパー ト 研修

4.01 JICA 「日中友好環境保全セン ター」 プロ ジェ ク ト

　 研修

4.02 環境省職員

4.04 環境省職員

4.07 ～ 08 JICA ｲﾗﾝカ ウ ン ターパー ト 研修

4.09 JICA イ ン ド ネシア地方環境管理システム CP研修

5.01 群馬工業高等専門学校物質工学科 １ 年生

5.06 給水工事技術振興財団

5.08 日立建機 と きわ会材料部会

5.14 国土環境研究所

5.15 参議院環境委員会

5.16 東京農業大学農学部畜産学科野生動物学研究室

5.21 大阪市立東高等学校理数科 ２ 年生

5.22 三菱重工業株式会社

5.28 衆議院環境委員会

6.03 高萩市立秋山中学校 １ 年生

6.06 群馬大学教育学部家政教育講座学生

6.12 環境省職員

6.12 英国ロー ト ン教授ら

6.16 JICA バイオイ ンダス ト リ ー集団研修

6.19 JICA 環境負荷物質分析技術及び リ ス ク評価研修

6.20 中央環境審議会委員

6.23 JICA 持続的増養殖開発研修

6.25 筑波大学環境科学研究科

7.03 日立建機株式会社環境管理委員会

7.18 環境省職員

7.22 環境省職員

7.22 社団法人日本環境技術協会

7.23 つ く ば市立吾妻中学校 １ 年生

7.24 神奈川県立柏陽高等学校 ２ 年生

7.24 福岡県立八幡高等学校理数科 ２ 年生

7.24 JICA 有害金属汚染対策研修

7.25 総合科学技術会議薬師寺議員

7.25 エコ カレ ッ ジいばら き １ １

7.30 環境省職員

7.30 東京農工大学農学部基礎 ・ 研究室

7.30 チュニジア研究者及び東京大学教授

7.31 群馬県立太田高等学校 １ 年生

8.04 東北大学大学院環境科学研究科

8.05 京都大学大学院工学研究科

8.06 福岡県立修猷館高等学校 ２ 年生

8.06 長崎県立長崎北陽台高等学校理数科 １ 年生

8.06 群馬県立高崎工業高等学校

8.06 立正大学地球環境科学部

8.07 新潟県立新潟高等学校理数科 ２ 年生

8.07 つ く ば市内小学 ５ 年生 １ 班

8.08 つ く ば市内小学 ５ 年生 ２ 班

8.11 埼玉県東部環境管理事務所 １ 班

8.12 埼玉県東部環境管理事務所 ２ 班

8.18 こ ど も国連環境会議中高生

8.19 つ く ば市管理職教員

8.20 環境省職員

8.22 環境省職員

8.22 中国清華大学教授及び慶応大学教授

8.27 環境省独立行政法人評価委員会委員

8.28 環境省独立行政法人評価委員会委員

8.28 スーダン農業研究共同機構前機構長及びイ ス ラ

　 エル農業研究機構副機構長ら

9.04 鈴木俊一環境大臣

9.04 長崎大学環境科学部 ３ 年生 ・ 山口東京理科大学

基礎工学部 １ 年生

9.04 金砂郷町女性連絡協議会

9.05 NASDA 地球観測セン ター

9.09 静岡大学農学部人間環境科学科

9.11 JICA イ ン ド ネシア EMC カ ウ ン ターパー ト 研修

9.12 香川県立三本松高等学校 １ 年生

9.12 工学院大学応用化学科 ３ 年生

9.16 千葉大学法経学部

9.19 神戸大学発達科学部自然環境論コース ２ 年生

9.25 ～ 27 清華大学研究者

9.26 循環型社会を目指すつ く ばフ ォーラ ム

9.29 江戸川学園取手中学校 ２ 年生

10.01 財団法人新潟県危険物安全協会 　 三条地区支会

10.01 武蔵工業大学環境情報学部

10.01 UNEP 地域環境事務所次長 ・ ADB 担当官

（黄砂プロ ジェ ク ト ）

10.01 JICA 「閉鎖性海域の水環境管理技術コース」

10.02 GBIF 理事長 （GBIF Governing Board Chair）

及び事務局長 （GBIF executive secretary）

10.08 鳥取県立鳥取東高等学校 ２ 年生

10.08 茨城県合併処理浄化槽普及推進市町村協議会

10.08 JICA ハンガ リ ー水質関係研修

10.09 鳥取県立八頭高等学校 ２ 年生

10.09 CODATA 議長

10.15 カナダ地質調査所所長ら

10.16 新潟県立新潟南高等学校

10.21 株式会社日立イ ンダス ト リ イ ズ

10.23 JICA ス リ ラ ンカ研修

10.23 モンゴル行政官 ・ NGO

10.23 中国 ・ 若手行政官等によ る国立環境研究所見学

10.24 社団法人参議院協会

10.28 富山県立富山南高等学校 ２ 年生

10.29 東葛地区行政相談委員協議会松戸市担当行政相

年月日 事 　 　 　 　 　 項
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談委員

10.30 JICA 水環境モニ タ リ ング コース

10.30 JICA - KOICA 日韓共同研修 「淡水環境修復」

コース

10.31 筑波大学地球科学系自然学類大学 ３ 年生

10.31 環境省職員

11.05 JICA ・ イ ン ド環境森林省職員

11.06 山形県立山形南高等学校理数科 １ 年生

11.06 湯の湖 ・ 中禅寺湖を きれいにする会

11.06 JICA 環境行政コース

11.11 国立環境研究所友の会

11.14 甲西工業団地工業会

11.14 山形県立米沢興譲館高等学校理数科 ２ 年生

11.19 滋賀県立彦根東高等学校 ２ 年生

11.19 茨城県立土浦第一高等学校 １ 年生

11.20 日本セラ ミ ッ ク ス協会セ メ ン ト 部会

11.20 台湾の国家 ・ 地方行政官ら

11.25 キ ャ ノ ン株式会社

11.25 公害等調整委員会

11.27 環境保全茨城県民協議会

11.27 台湾 「生物多様性データベース と情報統合

検索システム」 研修

11.28 JICA 南西アジア公害防止行政コース

11.28 工学院エコ ・ シビルエンジア リ ング研究会

12.03 長崎県立島原高等学校 ２ 年生

12.03 台湾 ・ 環境保全関係行政官ら

12.04 環境アセス メ ン ト に関する日韓ワーク シ ョ ッ プ

　 メ ンバー

12.06 中国 ・ 清華大学副学長ら

年月日 事 　 　 　 　 　 項

12.08 ト ヨ タ自動車渡邉専務取締役

12.08 JICA の酸性雨 ・ 大気汚染コース

12.08 財団法人ひ ょ う ご環境創造協会

12.09 紫水会歴史探訪の会

12.15 茨城県環境ホルモン問題研究会

12.16 チュニジア大使及びス フ ァ ッ ク ス大学学長ら

12.24 茨城県立並木高等学校 GIS 研究会

16.1.07 水沢市内中学生科学体験研修事業における

施設見学学習

1.11 群馬県教育委員会

2.02 那珂町ごみを減らす会

2.05 近畿ブロ ッ ク東京事務所長会 （各府県庁職員）

2.12 JICA 大気保全政策コース

2.17 千葉県千葉地区環境行政連絡協議会

2.18 JICA オゾン層保護対策代替技術セ ミ ナー

2.19 JICA 湖沼水質保全コース

2.24 茨城県高等学校教育研究会工業部化学部会

2.24 GCC 中東海洋環境保全セ ミ ナー

2.27 中国科学院生態環境研究中心代表ら

3.04 鳥取県環境科学研究所研修・中国自治体研究者ら

3.05 JICA ベ ト ナム CP 研修 （水環境） ら

3.08 カブール大学学部長ら ・ 東京農工大教授

3.10 黒竜江省環境保全交流推進事業 ・ 中国技術者

・ 北海道庁職員

3.18 明日の地域づ く り 委員会委員

3.18 柏市ごみ減量推進協議会

3.18 JICA ルーマニア CP 研修ら

3.29 JICA ゼロ ・ エ ミ ッ シ ョ ン型農業 ・ 農村環境シス

　 テム研修

年月日 事 　 　 　 　 　 項
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（視察 ・ 見学者）

区 　 分

年 　 度

国 　 　 　 　 　 内

国 　 　 外 合 　 　 計

環  境  省
研究機関
職  員  等

一 　 　 般
議  員  ・
官  公  庁

小 　 　 計

平成 ９
件
7

件
1

件
54

件
17

件
79

件
29

件
108

10 8 2 58 9 77 41 118

11 7 4 58 16 85 50 135

12 5 2 55 9 71 53 124

13 11 5 56 10 82 47 129

14 12 7 58 5 82 43 125

15 12 1 72 9 94 47 141
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（４） 研究所関係新聞記事

年 　 月 　 日 タ 　 　 イ 　 　 ト 　 　 ル 新聞社名

2003. 4. 2 環境ホルモン 　 魚使い国際検証試験 　 OECD 　 日独の 4 社が参加 環境

2003. 4.14 環境ホルモン 　 分析に共通基準 　 OECD 日経

2003. 4.15 有害物質， 選択し吸着 　 国環研や東洋イ ンキ 　 高分子材料で安 く 日経産業

2003. 4.18 環境省， 神栖の ヒ 素調査へ 　 来週から汚染経路など 読売

2003. 4.18 神栖 ヒ 素説明会 　 住民に不安広がる 　 毒ガス兵器に戸惑い 茨城

2003. 4.21 遺伝子組み換え生物 　 生態系への影響を調査 　 国立環境研究所など 5 機関 　 交
配 ・ 繁殖を追跡

日経

2003. 4.23 バラ抽出成分に う つ病抑制効果 　 ネイチャーテ ク ノ など確認 日経

2003. 5.12 ダ イオキシン汚染 　 アジア途上国にも拡大 　 5 都市のごみ処理場調査 　 住民摂
取量， WHO 基準の 9 倍にも

毎日 （夕）

2003. 5.13 ダ イオキシン 　 アジアのごみ埋め立て地 　 濃度高 く 主要発生源 茨城

2003. 5.15 神栖 ヒ 素汚染 　 8 月めどに調査開始 　 環境省検討会 計画案作成急ぐ 茨城

2003. 5.19 旧日本軍の毒ガス 相次ぐ健康被害 　 よみがえ る 「負の遺産」 　 地下水は要注意 
埋蔵物から毒性溶出も 　 政府， 全国調査実施へ

毎日

2003. 5.21 排ガスによ るナ ノ 粒子の生態影響研究 　 自工会と国立環境研 日刊工業

2003. 5.22 汚染の仕組み把握し再生へ 　 釧路湿原 3 湖沼調査 　 7 月から水質や生態など総
合的に

北海道

2003. 6.16 自動車排ガスのナ ノ 粒子 　 健康への影響共同で研究 　 自工会 ・ 国立環境研 日経産業

2003. 6.17 根室 ・ 落石小の 5， 6 年生 　 学んだ地球温暖化 　 国立環境研の施設訪問 北海道

2003. 6.19 ク ワガタ雑種化 　 在来の野生種から外国産特有 DNA 朝日 （夕）

2003. 6.20 デ ィ ーゼル排気微粒子 　 DEP 酸化毒性の評価 　 遺伝子発現が指標 　 国環研が解
明

日刊工業

2003. 6.23 世界湖沼会議， 米で開幕 毎日

2003. 6.25 世界湖沼会議 　 リ ンの再生策を発表 　 武田薬品と国立環境研 　 富栄養化回避に
活路

茨城

2003. 6.25 “基底膜” を作製， 冷凍保存 　 国環研が手法確立 　 細胞培養時の利用簡単に 　
培養期間短縮や耐性ア ッ プも

日刊工業

2003. 6.29 人気者は電気自動車 朝日

2003. 6.29 神栖の井戸水混入 　 髪 ・ つめで ヒ 素検査 　 環境省臨床検討会 毎日

2003. 6.29 移入種はびこ り 雑種増殖 　 遺伝子か く 乱で ク ワガタ巨大化 日経

2003. 7. 1 国立環境研 　 遺伝子組換え技術で環境浄化 　 大気汚染原因物質 ・ 環境ホルモン
を吸収

ニ ッ ポン消費者新
聞

2003. 7. 5 神栖 ヒ 素 　 調査終了， データ分析へ 　 環境省 　 29 日の説明会で報告 茨城

2003. 7. 8 国環研研究員が西洋人紀行調査 　 見直そ う 農村の小道， 段々畑 　 古き良きモ
ノ， 風景計画に活用へ

日本工業

2003. 7. 9 神栖 ヒ 素 　 土壌分析， 25 日に結果 　 2 次調査， 8 月中旬以降か 茨城

2003. 7.13 住民 35 人， 健康診断 　 神栖の ヒ 素被害 　 毛髪 とつめを採取 茨城

2003. 7.13 ご く 微量ダ イオキシン 　 母親から子へど う 影響？ 赤旗

2003. 7.17 環境税， 炭素 1 ト ン 3400 円 　 環境省新試算 　 目的税化し温暖化対策 朝日

2003. 7.23 光る メ ダカ 　 日本に上陸 　 遺伝子組み換えで作製 　 生態系乱す恐れも 読売 （夕）

2003. 7.24 発生源の砂漠が多雨 ・ ・ ・ 観測， 昨年の 7 文の 1 『黄砂』 激減 　 最新観測機器
“肩透かし”

読売 （夕）

2003. 7.26 井戸近 く に汚染源か 　 神栖の ヒ 素被害 　 底部で基準値 536 倍 　 環境省 来月にも
調査再開 　

茨城

2003. 7.26 欧米人が見た江戸 ・ 明治期の風景記述を ま と めた 赤旗

2003. 7.29 長野で気球観測 　 山風 　 立体的に調査 　 都市部の温暖化対策に 読売 （長野）

2003. 7.30 ク ワガタの雑種化発見 読売

2003. 8. 2 神栖の ヒ 素 450 倍井戸周辺 　 汚染源絞 り 込みへ 　 第 2 次調査開始 　 地下水脈を
分析

朝日
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2003. 8. 5 神栖 ヒ 素 　 20 メ ー ト ルまで掘 り 下げへ 　 環境省 　 汚染源調査を本格化 茨城

2003. 8. 9 船舶塗料の有機スズ化合物 　 ヒ ラ メ ， メ スからオスに 　 環境ホルモン作用 九州
大など研究 　 脊椎動物で確認

朝日

2003. 8.10 電磁波 リ ス ク で会議 朝日

2003. 8.14 外来動植物の侵入 　 遺伝子解析で影響追跡 日経産業

2003. 8.20 地方環境研て こ入れ 　 環境省， 04 年度から 　 複数研究所で共同研究 　 温暖化防
ぐ技術の開発

茨城

2003. 8.25 先進環境技術で HP にフ ォーラ ム 　 環境省など 日刊工業

2003. 9. 3 神栖 ヒ 素 　 井戸 く み上げ開始 　 汚染源の位置絞 り 込みへ 茨城

2003. 9. 5 オゾンホール発達 　 気象庁発表 　 大き さ過去 2 番目 　 国立環境研が裏付ける測
定

毎日

2003. 9. 6 オゾン層破壊の歯止め役 　 窒素酸化物が大幅減 　 南極上空 　 国立環境研が初確
認

茨城

2003. 9. 8 オゾン層破壊雲 　 南極上空で多発 　 環境省観測 日経

2003. 9.13 住民 25 人から ヒ 素化合物 　 神栖の汚染 　 県の毛髪検査で検出 読売

2003. 9.15 電磁波 と健康を議論 　 発がん性再評価 茨城

2003. 9.15 ナ ノ テ ク で環境計測 　 環境省が機器開発 日経

2003. 9.17 海の “呼吸” 観測に成功 　 CO2 吸収， 季節や海域で違い 読売 （夕）

2003. 9.20 神栖 ヒ 素被害発覚から半年 　 原因究明難航 　 続 く 汚染 　 住民支援開始も不安消
えず

茨城

2003. 9.26 追想録 　 温暖化対策で行政支え る 　 森田恒幸さ ん 日経 （夕）

2003.10. 4 悼 　 東奔西走 　 研究に殉ず 　 環境経済学の第一人者 　 森田恒幸さ ん 毎日

2003.10. 6 科学反映する政策求め闘 う 　 温暖化防止追求し た環境研究者 　 森田恒幸さ ん 朝日 （夕）

2003.10.10 高度 15 ～ 20 キ ロのオゾン完全破壊 　 生態系への影響懸念 毎日

2003.10.11 南極オゾン層観測 　 破壊速度， 最高に 朝日

2003.10.12 「温暖化」 抑止に心血 　 国立環境研究所社会環境システム領域長 　 森田恒幸さ
ん

読売

2003.10.18 神栖の ヒ 素 　 汚染源， 複数の可能性 　 ボー リ ングの結果 　 調査検討会が示唆 読売

2003.10.18 神栖 ・ ヒ 素問題 　 汚染源特定， 難航の恐れ 　 少な く と も三 ヵ所？ 朝日

2003.10.18 汚染源， 広範囲に複数 　 神栖 ヒ 素調査， 環境省見解 　 特定， 除去に難航も 茨城

2003.10.19 温暖化研究者 読売

2003.10.30 バイオマス ・ 洋上風力発電 　 水素製造に活用 　 国立環境研， 技術開発へ 日経産業

2003.11.12 電磁波 と発がん性 　 WHO が来年にも指針 　 冷静に健康 リ ス ク評価を 読売

2003.11.18 ナ ノ テ ク事業化支援 　 茨城県と日立など 　 連携組織設立 　 つ く ばの研究施設活
用

日経産業

2003.12. 3 対策の歩み遅いが危機感徐々に浸透 朝日

2003.12.24 環境ホルモン 　 割れる研究成果 　 試験法の統一めざす 読売 （夕）

2004. 1.23 利便性ア ッ プへ意欲 茨城

2004. 1.31 雑種ク ワガタに 2 代目 　 繁殖力確認， 在来種に脅威 朝日 （夕）

2004. 2. 1 公園の土や砂 　 鉛で汚染 　 東大など関東で調査 　 車の排ガスで蓄積 朝日

2004. 2.12 PCB 廃棄 　 広域処理体制よ う や く 安全確保， 料金設定など課題 読売

2004. 2.18 神栖の ヒ 素中毒 　 汚染物質所在地点絞る 　 環境省検討会 　 基準の 3300 倍検出
　 新年度に本格掘削調査

朝日

2004. 2.21 JAL 旅客機で CO2 連続観測 　 温暖化対策に反映へ 　 文部科学省 　 シベ リ アなど
「空白域」 を解消

毎日 （夕）

2004. 3.10 外来ク ワガタ， 脅威広がる 読売 （夕）

2004. 3.22 CO2 濃度遠隔測定 　 国環研， 上空 10 ㌔付近まで立体的に 　 観測の空白域埋め
る

日経

2004. 3.31 研究者連携糸口探る 　 住民の 「協働」 不可欠 朝日

年 　 月 　 日 タ 　 　 イ 　 　 ト 　 　 ル 新聞社名
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９  ． 環境情報に関する業務の状況

（ １ ） 国立環境研究所ホームページの ヒ ッ ト 数

55,809,430 件

（ ２ ） 国立環境研究所ホームページへの照会件数

質 　 問 205 件

リ ン ク依頼 6 件

出版物掲載依頼 11 件

（ ３ ） 環境情報提供システム （Ｅ Ｉ Ｃ ネ ッ ト ） の ヒ ッ ト 数

24,117,531 件

（ ４ ） 環境情報提供システム （Ｅ Ｉ Ｃ ネ ッ ト ） への照会件数

416 件

（ ５ ） 環境データ フ ァ イル提供実績

貸 　 出 620 件

コ ピーサービ ス 284 件
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研究課題コード（予算区分）別研究課題一覧

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁

重点特別 0105AA165 Ⅳ.3.1 （1）内分泌かく乱化学物質の新たな計測

手法と環境動態に関する開発

白石寛明 リスク C 白石不二雄・高木博
夫・John S.Edmonds・
滝上英孝・鑪迫典久・
西川智浩・磯部友彦・
寺崎正紀

113

0105AA166 Ⅳ.3.1 （2）野生生物の生殖に及ぼす内分泌かく

乱化学物質の影響に関する研究

森田昌敏 ホルモン 堀口敏宏・白石寛明・
白石不二雄・高木博
夫・高橋慎司・多田
満・菅谷芳雄・鑪迫
典久・Anke Treuner
内田元・橋詰和慶・
平井慈恵・鎌田亮・
井関直政・井関直政・
小塩正朗・小田重人

114

0105AA167 Ⅳ.3.1 （3）内分泌かく乱化学物質の脳・神経系

への影響評価に関する研究

三森文行 ホルモン 梅津豊司・石堂正美・
今井秀樹・渡邉英宏・
黒河佳香・川口真似
子

115

0105AA168 Ⅳ.3.1 （4）内分泌かく乱化学物質の分解処理技

術に関する研究

安原昭夫 ホルモン 橋本俊次・中宮邦近 116

0105AA169 Ⅳ.3.1 （5）内分泌撹乱化学物質等の管理と評価

のための統合情報システムに関する研究

鈴木規之 ホルモン 櫻井健郎・田邊潔・
森口祐一・南齋規介・
村澤香織

117

0005AA170 Ⅳ.3.2 （1）ダイオキシン類の新たな計測法に関

する研究

伊藤裕康 化学 125

0005AA171 Ⅳ.3.2 （2）ダイオキシン類の体内負荷量および

生体影響評価に関する研究

米元純三 ホルモン 森田昌敏・曽根秀子・
遠山千春・青木康展・
大迫誠一郎・石村隆
太・西村典子

126

0105AA205 Ⅳ.4.1 （17）侵入生物による生物多様性影響機構

に関する研究

五箇公一 多様性 椿宜高・高村健二・
永田尚志

161

0105AA207 Ⅳ.4.1 （1）流域ランドスケープにおける生物多

様性の維持機構に関する研究

高村典子 多様性 福島路生 153

0105AA210 Ⅳ.4.1 （2）遺伝子組換え生物の生態系影響評価

手法に関する研究

中嶋信美 多様性 岩崎一弘・玉置雅紀・
冨岡典子

154

0105AA269 Ⅳ.5.3 （1）東アジアの流域圏における生態系機

能のモデル化と持続可能な環境管理（1）

衛星データを利用したアジア・太平洋地

域の総合的モニタリング

田村正行 流域 山野博哉・松永恒雄 199

0105AA270 Ⅳ.5.3 （2）東アジアの流域圏における生態系機

能のモデル化と持続可能な環境管理（2）

流域環境管理に関する研究

渡辺正孝 流域 村上正吾・徐開欽・
林誠二・中山忠暢・
亀山哲

199

0105AA271 Ⅳ.5.4 （1）東アジアの流域圏における生態系機

能のモデル化と持続可能な環境管理（3）

東シナ海における長江経由の汚染・汚濁

物質の動態と生態系影響評価

渡辺正孝 流域 村上正吾・木幡邦男・
徐開欽・越川海・牧
秀明

203

0105AA272 Ⅳ.5.4 （2）東アジアの流域圏における生態系機

能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクト（4）沿岸域環境総合管理に関す

る研究

木幡邦男 流域 越川海・牧秀明・中
村泰男・樋渡武彦・
須賀伸介・矢部徹・
今井章雄

204

0105AA273 Ⅳ.3.2 （3）地球規模のダイオキシン類及び POPs

汚染に関する研究

森田昌敏 統括 橋本俊次・鈴木規之・
柴田康行・高澤嘉一

127

0105AA295 Ⅳ.5.1 （1）PM2.5・DEP 発生源の把握と対策評価

に関する研究

森口祐一 PM2.5 小林伸治・近藤美則・
松橋啓介・田邊潔・
工藤祐揮・伏見暁洋・
南齋規介

182

0105AA296 Ⅳ.5.1 （2）PM2.5・DEP の環境動態に関する研究 若松伸司 PM2.5 大原利眞・上原清・
菅田誠治・長谷川就
一

182

0105AA297 Ⅳ.5.1 （3）PM2.5・DEP の測定に関する研究 若松伸司 PM2.5 内山政弘・西川雅高・
上原清・松本幸雄・
須賀伸介・長谷川就
一

183

0105AA298 Ⅳ.5.1 （4）PM2.5・DEP の疫学・曝露評価に関す

る研究

新田裕史 PM2.5 小野雅司・田村憲治・
村上義孝・山崎新

183

* 研究課題コード欄の５番目以降の昇順
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重点特別 0105AA299 Ⅳ.5.1 （5）PM2.5・DEP の毒性・影響評価に関す

る研究

小林隆弘 PM2.5 高野裕久・鈴木明・
古山昭子・小池英子・
藤巻秀和

184

0105AA354 Ⅳ.3.1 （6）ウズラでの環境ホルモン感受性試験

の国際標準化

高橋慎司 ホルモン 清水明・鎌田亮・井
関直政

118

0105AA378 Ⅳ.3.1 （7）内分泌かく乱化学物質の生殖系への

影響評価に関する研究

森田昌敏 ホルモン 高野裕久・米元純三・
梅津豊司・今井秀樹・
白石不二雄・石堂正
美・鎌田亮・寺崎正
紀・小宇田智子

118

0206AA413 Ⅳ.7.2 （1）ILAS-II 及び SOFIS データの処理・保

存・提供のためのシステム開発・改訂及

び運用

横田達也 社会 中島英彰・杉田考史・
笹野泰弘

219

0305AA506 Ⅳ.4.1 （3）生物群集の多様性を支配するメカニ

ズムの解明に関する研究

竹中明夫 多様性 吉田勝彦 155

0307AA512 Ⅳ.5.1 （6）自動車排気中ナノ粒子の毒性・影響

評価および性状・環境動態把握に関する

研究

小林隆弘 PM2.5 若松伸司・高野裕久・
鈴木明・古山昭子・
小池英子・新田裕史・
森口祐一・近藤美則・
田邊潔・小林伸治・
西川雅高・内山政弘・
平野靖史郎・藤巻秀
和・藤巻秀和・山元
昭二・森田昌敏

184

政策対応型 0105AB397 Ⅳ.2.1 （1）産業連関表と連動したマテリアルフ

ロー分析手法に関する研究

森口祐一 循環 C 橋本征二・田崎智宏・
藤井実・平井康宏・
南齋規介・寺園淳

74

0105AB398 Ⅳ.2.1 （2）ライフサイクル的視点を考慮した資

源循環促進策の評価に関する研究

森口祐一 循環 C 橋本征二・田崎智宏・
藤井実・平井康宏・
南齋規介・寺園淳・
大迫政浩・山田正人

75

0105AB399 Ⅳ.2.1 （3）循環システムの地域適合性診断手法

に関する研究

山田正人 循環 C 森口祐一・大迫政浩・
石垣智基・寺園淳・
橋本征二・藤井実・
田崎智宏・川畑隆常

76

0105AB400 Ⅳ.2.1 （4）リサイクル製品等の安全性評価及び

有効利用法に関する研究

後藤純雄 循環 C 中島大介・田崎智宏・
江副優香・大迫政浩・
貴田晶子・酒井伸一

77

0105AB401 Ⅳ.2.2 （2）循環廃棄過程における環境負荷の低

減技術開発に関する研究

川本克也 循環 C 西村和之・倉持秀敏 82

0105AB402 Ⅳ.2.2 （3）最終処分場容量増加技術の開発と適

地選定手法の確立に関する研究

井上雄三 循環 C 山田正人・Bulent 
Inanc・石垣智基・遠
藤和人・大河内由美
子・毛利紫乃

83

0105AB403 Ⅳ.2.2 （4）最終処分場安定化促進・リスク削減

技術の開発と評価手法の確立に関する研

究

井上雄三 循環 C 山田正人・Bulent 
Inanc・石垣智基・遠
藤和人・大河内由美
子・毛利紫乃

84

0105AB404 Ⅳ.2.2 （5）有機性廃棄物の資源化技術・システ

ムの開発に関する研究

井上雄三 循環 C 川本克也・山田正人・
大迫政浩・西村和之・
大河内由美子

85

0105AB405 Ⅳ.2.3 （2）バイオアッセイによる循環資源・廃

棄物の包括モニタリングに関する研究

酒井伸一 循環 C 井上雄三・山田正人・
大迫政浩・滝上英孝・
毛利紫乃

89

0105AB406 Ⅳ.2.3 （3）有機臭素化合物の発生と制御に関す

る研究

酒井伸一 循環 C 橋本俊次・高橋真・
滝上英孝・大迫政浩・
田崎智宏・川本克也・
倉持秀敏・平井康宏

90

0105AB407 Ⅳ.2.3 （4）循環資源・廃棄物中有機成分の包括

的分析システムに関する研究

安原昭夫 循環 C 鈴木茂・山本貴士・
高橋真・松永充史

91

0105AB408 Ⅳ.2.3 （5）循環資源・廃棄物中ダイオキシン類・

PCB 等の分解技術の開発に関する研究

安原昭夫 循環 C 橋本俊次・野馬幸生・
松永充史・山本貴士・
川本克也・酒井伸一

92

0105AB409 Ⅳ.2.4 （1）窒素・リン除去・回収型技術システ

ムの開発に関する研究

稲森悠平 循環 C 水落元之・岩見徳雄・
板山朋聡・井上雄三・
山田正人・西村知之

103

0105AB410 Ⅳ.2.4 （2）浄化システム管理技術の簡易容易化

手法の開発に関する研究

稲森悠平 循環 C 水落元之・岩見徳雄・
板山朋聡

104

0105AB411 Ⅳ.2.4 （3）開発途上国の国情に適した省エネ・

省コスト・省維持管理浄化システムの開

発に関する研究

稲森悠平 循環 C 水落元之・岩見徳雄・
板山朋聡

104

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
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政策対応型 0105AB412 Ⅳ.2.4 （4）バイオ・エコと物理化学処理の組合

せを含めた技術による環境改善システム

の開発に関する研究

稲森悠平 循環 C 水落元之・岩見徳雄・
板山朋聡

105

地球セン

ター

9205AC264 Ⅳ.7.1 （1）地球環境モニタリング 藤沼康実 地球 C 向井人史・中根英昭・
松井一郎・杉本伸夫・
小野雅司・遠嶋康徳・
横内陽子・谷本浩志・
野尻幸宏・町田敏暢・
高橋善幸・犬飼孔・
小熊宏之・田中敦・
田中敦・今井章雄・
稲葉一穂・岩崎一弘・
松重一夫・上野隆平・
高村典子・冨岡典子・
柴田康行・西川雅高

217

0307AC523 Ⅵ. （1）地球環境モニタリングおよび地球環

境研究支援に係わるデータベース・デー

タ提供システムに関する基礎的研究

勝本正之 地球 C 藤沼康実・向井人史・
勝本正之

247

基盤ラボ 0105AD249 Ⅵ. （2）化学形態分析のための環境標準試料

の作製と評価に関する研究

伊藤裕康 化学 田中敦・白石寛明・
柴田康行・田邊潔・
森田昌敏・彼谷邦光

247

0004AD250 Ⅵ. （3）微生物系統保存施設に保存されてい

る微細藻類株の分類学的情報の収集と

データベース化に関する研究

笠井文絵 基盤ラボ 河地正伸・広木幹也・
清水明・志村純子

248

0105AD251 Ⅵ. （4）環境試料長期保存（スペシメンバン

ク）に関する研究

柴田康行 化学 彼谷邦光・向井人史・
堀口敏宏・田中敦・
米田穣・植弘崇嗣・
森田昌敏

248

経常 0104AE012 Ⅳ.2.1 （5）環境配慮型ライフスタイルの形成要

因についての研究

青柳みどり 社会 77

0104AE013 Ⅳ.6.2 （1）アジア途上国における環境意識に関

する研究

青柳みどり 社会 214

0105AE016 Ⅳ.2.1 （6）環境負荷の低減と自然資源の適正管

理のための施策とその評価手法に関する

研究

森口祐一 社会 森保文・寺園淳 77

9903AE018 Ⅴ. （1）地理・画像情報の処理解析システム

に関する研究 

田村正行 社会 225

0105AE019 Ⅴ. （2）風景評価の人間社会的側面に関する

研究

青木陽二 社会 榊原映子 225

0105AE034 Ⅳ.1.2 （1）環境保全に係わる統合評価モデルの

開発に関する研究

甲斐沼美紀

子

社会 増井利彦・藤野純一 54

0103AE040 Ⅳ.3.3 （2）環境モニタリングの手法と精度管理

に関する研究（1）ダイオキシン類測定に

おける精度管理

伊藤裕康 化学 134

0004AE041 Ⅳ.3.3 （3）加速器質量分析法の環境研究への応

用に関する基礎研究

柴田康行 化学 瀬山春彦・田中敦・
米田穣・植弘崇嗣・
森田昌敏

134

0105AE042 Ⅳ.3.3 （4）環境中／生態系での元素のトレース

キャラクタリゼーション並びに動態に関

する基礎研究

柴田康行 化学 瀬山春彦・田中敦・
米田穣・ 刀正行

135

0105AE043 Ⅳ.3.1 （8）海産無脊椎動物の内分泌攪乱並びに

生殖機能障害に関する研究

堀口敏宏 化学 白石寛明 119

0003AE044 Ⅳ.3.3 （5）常温動作可能な Si（Li）および TlBr

放射線検出器の開発

久米博 化学 135

9805AE058 Ⅳ.3.5 （1）環境有害因子の健康影響に関する研

究

遠山千春 健康 小林隆弘 144

9903AE059 Ⅳ.3.5 （2）気道の抗原提示細胞に関する基礎研

究

小池英子 PM2.5 144

0105AE071 Ⅳ.3.5 （3）環境変化が人の健康に及ぼす影響解

明に関する疫学的研究

小野雅司 健康 田村憲治・新垣たず
さ・村上義孝

145

0103AE085 Ⅳ.1.2 （2）数値気候モデルが持つ不確実性の評

価に関する研究

野沢徹 大気 54

0104AE089 Ⅳ.5.2 （1）インピンジングフロー法を用いたエ

アロゾル上での不均一反応の研究

高見昭憲 大気 192

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
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経常 0103AE090 Ⅴ. （3）レーザー誘起蛍光法を用いたラジカ

ルの検出と反応に関する研究 

猪俣敏 大気 225

0103AE094 Ⅳ.5.1 （7）大気環境のフィールド観測のための

新ライダー技術に関する基礎研究

松井一郎 大気 185

0003AE096 Ⅳ.1.2 （3）ミー散乱ライダーによるエアロゾル

および雲の気候学的特性に関する研究

清水厚 大気 54

0103AE099 Ⅳ.1.1 （1）大気と森林生態系間の酸素と二酸化

炭素の交換比率に関する研究

遠嶋康徳 大気 41

0104AE102 Ⅳ.1.1 （2）大気中二酸化炭素の接地境界層から

自由対流圏にかけての輸送に関する基礎

的研究

町田敏暢 大気 井上元・遠嶋康徳・
高橋善幸

41

0105AE110 Ⅳ.5.4 （3）天然水系中における溶存フミン物質

に関する研究

今井章雄 水土壌 205

0004AE114 Ⅳ.5.6 （1）土壌生態系における土壌微生物群集

構造の解析

村田智吉 水土壌 211

0103AE119 Ⅳ.5.6 （2）土壌中における無機汚染物質の挙動

に関する研究

高松武次郎 水土壌 211

0105AE120 Ⅴ. （4）土壌中における微生物の挙動に関す

る研究 

向井哲 水土壌 226

0105AE133 Ⅳ.4.1 （4）微細藻類の多様性に及ぼす環境スト

レスの影響

笠井文絵 生物 155

0004AE136 Ⅳ.4.1 （5）環境指標生物としてのホタルの現況

とその保全に関する研究

宮下衛 生物 156

0003AE138 Ⅳ.4.1 （6）底生動物の形態と環境要因との関連

に関する基礎的研究

上野隆平 生物 156

0103AE144 Ⅳ.4.2 （1）水生植物群落における生物地球化学

的機能の評価

矢部徹 生物 170

0004AE146 Ⅳ.4.2 （2）高山植物の実験植物化および生態的

特性解明に関する研究

名取俊樹 生物 170

0105AE148 Ⅳ.4.1 （7）円石藻の多様性研究と地球環境モニ

タリングへの適用

河地正伸 生物 157

0105AE155 Ⅳ.7.1 （2）気候変動と自然環境との相互作用に

関する研究

向井人史 地球 C 218

9903AE158 Ⅳ.1.4 （1）3 次元モデルによる成層圏光化学－放

射－力学相互作用の研究

秋吉英治 成層圏 70

0105AE172 Ⅳ.3.2 （4）臭素化ダイオキシン類の環境影響評

価に関する研究

鈴木規之 ホルモン 橋本俊次 127

0105AE173 Ⅳ.3.2 （5）ダイオキシン類及び POPs の環境運命

予測に関する研究

鈴木規之 ホルモン 櫻井健郎 128

0105AE174 Ⅴ. （5）環境科学研究用に開発した実験動物

の有用性に関する研究

高橋慎司 ホルモン 清水明 226

0105AE176 Ⅳ.3.1 （9）淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼす化学

物質の影響

多田満 ホルモン 多田満 119

0105AE181 Ⅳ.3.1 （10）酵母アッセイシステムを用いた S9 

代謝化内分泌かく乱物質の検出と化学構

造の決定

白石不二雄 ホルモン 白石寛明・John 
S.Edmonds

120

0105AE183 Ⅳ.3.5 （4）生体 NMR 分光法の高度化に関する研

究

三森文行 ホルモン 渡邉英宏 145

0105AE184 Ⅳ.3.4 （5）環境化学物質の生体影響評価のため

の行動試験法の体系の確立に関する研究

梅津豊司 ホルモン 梅津豊司 143

0105AE185 Ⅳ.3.1 （11）環境ホルモンの呼吸器・免疫系に対

する影響

高野裕久 ホルモン 柳澤利枝・井上健一
郎

120

0105AE191 Ⅳ.3.1 （12）内分泌攪乱化学物質による脳機能障

害の分子機構の解明

石堂正美 ホルモン 120

0004AE192 Ⅳ.4.1 （8）昆虫の生活史・繁殖行動における集

団内変異性とその維持機構

椿宜高 多様性 157

9904AE193 Ⅳ.4.1 （9）河川敷に生息するスズメ目鳥類のハ

ビタット選択と個体群動態に関する研究

永田尚志 多様性 157

0105AE195 Ⅳ.4.1 （10）流域スケールでの水生生物の生息環

境とその保全および管理に関する研究

福島路生 多様性 高村典子・亀山哲 158

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
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経常 0105AE200 Ⅳ.2.4 （5）環境浄化への微生物の利用およびそ

の影響評価に関する研究

岩崎一弘 多様性 106

0104AE202 Ⅳ.4.1 （11）シロイヌナズナのアスコルビン酸合

成遺伝子を導入した遺伝子組換え植物の

開発

玉置雅紀 多様性 158

9605AE211 Ⅳ.5.3 （3）流域水環境管理モデルに関する研究 村上正吾 流域 徐開欽・林誠二・亀
山哲・中山忠暢・岡
寺智大

200

0105AE213 Ⅳ.5.4 （4）内湾域における底生生態系による物

質循環

木幡邦男 流域 中村泰男・牧秀明・
越川海

205

9903AE215 Ⅳ.5.1 （8）肺における細胞外基質代謝に関する

研究

古山昭子 PM2.5 185

0105AE216 Ⅳ.5.1 （9）複雑市街地における局所高濃度大気

汚染の発生とその予測に関する研究

上原清 PM2.5 若松伸司 186

0105AE218 Ⅳ.5.1 （10）大気環境影響評価に関する基礎的研

究

若松伸司 PM2.5 大原利眞・上原清・
菅田誠治

186

0103AE226 Ⅳ.5.1 （11）空間・時間変動を考慮した大気汚染

物質の曝露影響モデルの開発に関する研

究

松本幸雄 PM2.5 186

9906AE234 Ⅳ.2.4 （6）生物・物理・化学的手法を活用した

汚水および汚泥処理に関する研究

稲森悠平 循環 C 107

9906AE235 Ⅳ.2.4 （7）水質改善効果の評価手法に関する研

究

稲森悠平 循環 C 107

9906AE238 Ⅳ.2.2 （1）埋立地浸出水の高度処理に関する研
究

稲森悠平 循環 C 82

0105AE243 Ⅳ.2.3 （1）廃棄物及び循環資源処理過程におけ
る有機ハロゲンの簡易測定法の開発と毒
性評価

山本貴士 循環 C 中島大介・後藤純雄・
安原昭夫

89

0005AE245 Ⅳ.3.5 （5）粒子状物質が呼吸器に及ぼす影響 平野靖史郎 健康 崔星 145

0105AE252 Ⅳ.3.3 （6）藍藻が生産する新規生理活性物質に

関する研究

佐野友春 基盤ラボ 彼谷邦光・高木博夫 135

0003AE255 Ⅳ.4.2 （3）中国の半乾燥地域に生育する植物の

生理生態機能に関する研究

戸部和夫 基盤ラボ 170

0103AE256 Ⅳ.4.2 （4）植物の生理生態機能の画像診断法に

関する研究

戸部和夫 基盤ラボ 171

0105AE259 Ⅳ.7.2 （2）大気衛星観測データの放射伝達解析

に関する研究

横田達也 社会 中島英彰・杉田考史・
笹野泰弘・井上元

219

0004AE275 Ⅴ. （6）バイカル湖堆積物を用いた古環境復

元とバイカルスケールの構築に関する研

究 

高松武次郎 水土壌 柴田康行・ 刀正行・
瀬山春彦・田中敦

226

0103AE287 Ⅳ.5.2 （2）反応性窒素酸化物の野外観測による

対流圏オゾンの生成機構と輸送効率に関

する研究

谷本浩志 大気 193

0204AE335 Ⅳ.1.1 （3）木製品における炭素蓄積に関する研

究

橋本征二 循環 C 森口祐一 41

0103AE339 Ⅳ.1.2 （4）エアロゾルと雲の相互作用の解明の

ためのライダー手法の研究

杉本伸夫 大気 55

0204AE348 Ⅳ.2.1 （7）意思決定主体の態度・行動モデルを

用いた環境負荷低減施策の分析

寺園淳 社会 日引聡・森口祐一 78

0204AE355 Ⅳ.3.3 （7）水域汚染挙動の底質試料を用いた時

間・空間的解析の研究

稲葉一穂 水土壌 土井妙子・松重一夫 136

0204AE357 Ⅳ.3.4 （1）内分泌撹乱物質の健康影響発現機構

に関する研究

野原恵子 健康 大迫誠一郎・伊藤智
彦

140

0204AE359 Ⅳ.3.5 （6）多種類化学物質の過敏状態誘導に関

する基礎的研究

藤巻秀和 健康 黒河佳香・山元昭二・
掛山正心

146

0205AE365 Ⅳ.4.1 （12）二次的自然環境における陸上 - 水中

にわたる生物生活史に関する研究

高村健二 多様性 159

0205AE370 Ⅳ.4.3 （1）河川等湿地に生息する底生動物の分

類及び生態に関する基礎的研究

佐竹潔 生物 181

0205AE379 Ⅳ.5.2 （3）環境汚染のタイムカプセルに関する

基礎的研究

佐竹研一 大気 193

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
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経常 0205AE388 Ⅳ.7.2 （3）ILAS-II 及び SOFIS データ処理運用シ

ステムの開発に関する基礎的研究

横田達也 社会 中島英彰・杉田考史・
笹野泰弘

220

0204AE461 Ⅳ.1.1 （4）大気・陸域生態系間の温暖化気体の

交換プロセス解明に関する基礎研究

高橋善幸 大気 42

0203AE471 Ⅳ.1.2 （5）大気中塩化メチルの動態解明に関す

る研究

横内陽子 化学 55

0205AE477 Ⅴ. （7）モニタリング手法の精査と測定技術

の開発に関する研究 S

西川雅高 化学 227

0204AE478 Ⅳ.3.1 （13）環境化学物質の計測法と評価に関す

る研究

森田昌敏 化学 121

0303AE482 Ⅳ.1.1 （5）パース都市圏を例とした持続可能性

戦略と土地利用・交通統合計画の策定に

関する研究

松橋啓介 PM2.5 42

0308AE486 Ⅳ.1.2 （6）気候影響評価のための全球エアロゾ

ル特性把握に関する研究

日暮明子 大気 55

0305AE487 Ⅳ.2.3 （6）資源循環・廃棄物処理過程における

金属類の排出係数と化学形態に関する研

究

貴田晶子 循環 C 高橋真・酒井伸一 93

0304AE488 Ⅳ.2.3 （7）含窒素化合物の熱分解過程における

有害化学物質の生成と挙動

安原昭夫 循環 C 酒井伸一 94

0305AE496 Ⅳ.3.3 （8）有機微量汚染物質の環境中動態の環

境測定データに基づく解析

桜井健郎 ホルモン 136

0304AE498 Ⅳ.3.5 （7）電磁界の生体影響評価に関する研究 石堂正美 ホルモン 146

0304AE502 Ⅳ.3.5 （8）環境因子による細胞死の分子機構の

解明

石堂正美 ホルモン 147

0307AE503 Ⅳ.4.1 （13）植物の環境ストレス耐性に関与する

遺伝子の探索と機能解析

佐治光 生物 久保明弘・青野光子 159

0303AE507 Ⅳ.5.1 （12）沿道大気環境評価のための数値シ

ミュレーションに関する研究

須賀伸介 社会 187

0305AE509 Ⅳ.3.4 （2）化学物質のハザードアセスメントの

ための生態影響試験法の検討

菅谷芳雄 リスク C 柏田祥策 140

0308AE510 Ⅳ.5.2 （4）大気境界層における物質輸送の研究 菅田誠治 大気 193

0303AE514 Ⅳ.5.6 （3）セシウム -137 がセシウム濃縮細菌の

生存・変異に及ぼす影響に関する研究

冨岡典子 水土壌 212

0305AE516 Ⅴ. （8）空気汚染物質のモニタリングと発生

源解析に関する手法研究

田邊潔 化学 西川雅高・柴田康行 227

0305AE520 Ⅴ. （9）光化学チャンバーを用いた有機エア

ロゾル生成に関する研究

佐藤圭 大気 228

0303AE521 Ⅴ. （10）長大立坑で生成する雲粒の粒径を決

定する過程に関する研究

内山政弘 大気 228

0305AE528 Ⅳ.7.2 （4）衛星データ等を利用した高緯度成層

圏の気温・気圧高度分布の比較研究およ

びそのトレンド解析

杉田考史 成層圏 中島英彰・横田達也 220

0304AE529 Ⅴ. （11）環境現象の統計的・物理的研究 松本幸雄 PM2.5 229

0203AE531 Ⅴ. （12）電磁波の健康リスク評価 兜眞徳 首席 229

0307AE532 Ⅳ.3.3 （14）東アジアの環境中における放射性核

種の挙動に関する研究

土井妙子 水土壌 139

0305AE533 Ⅳ.1.3 （4）主要国の政治制度が地球環境政策決

定に与える影響に関する研究

亀山康子 社会 69

0308AE539 Ⅳ.1.1 （20）分光法を用いた遠隔計測に関する研

究

森野勇 大気 杉本伸夫・中根英昭 53

0305AE543 Ⅳ.2.3 （17）廃棄物を利用した製品製造過程の有

害物質管理と二次資源の利用過程におけ

る環境負荷低減に関する研究

貴田晶子 循環 C 100

0305AE544 Ⅳ.2.3 （18）資源循環・廃棄物処理過程における

PCN の挙動および分析法の開発に関する研

究

野馬幸生 循環 C 黄瑛・山本貴士・酒
井伸一

100

0304AE545 Ⅳ.2.3 （15）埋立場での非制御燃焼による残留性

化学物質の生成・挙動・曝露解析

平井康宏 循環 C 貴田晶子・酒井伸一 99
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経常 0304AE546 Ⅳ.2.3 （16）PCB の排出インベントリ作成とその

検証

平井康宏 循環 C 滝上英孝・野馬幸生・
酒井伸一

100

0305AE547 Ⅳ.2.3 （19）廃棄物焼却残渣中の有害金属と腐植

物質の相互作用に関する研究

大迫政浩 循環 C 101

0305AE549 Ⅳ.2.3 （20）残留性有機汚染物質の甲状腺ホルモ

ン撹乱活性を検出する新規なバイオアッ

セイの開発に関する研究

滝上英孝 循環 C 酒井伸一 101

0303AE562 Ⅳ.2.3 （14）ごみ固形燃料の発熱・発火メカニズ

ムの解明

安原昭夫 循環 C 99

0305AE578 Ⅳ.4.1 （29）発生工学を用いた生殖幹細胞の実験
研究

桑名貴 基盤ラボ 167

0305AE587 Ⅳ.4.1 （30）鳥類における生物遺伝資源の長期保
存に関する研究

川嶋貴治 基盤ラボ 168

0308AE591 Ⅳ.1.2 （22）大気海洋結合系の気候感度決定メカ
ニズムに関する研究

小倉知夫 大気 65

奨励 0105AF045 Ⅳ.1.2 （7）南北両半球における VOC（揮発性有機

化合物）のベースラインモニタリング

横内陽子 化学 56

0203AF336 Ⅳ.1.1 （6）重量充填法による大気中の O2/N2 比測

定用標準ガスの調製方法の開発

遠嶋康徳 大気 43

0204AF371 Ⅳ.4.2 （5）レーザープロファイラーを用いた熱

帯陸域生態系の長期観測

奥田敏統 生物 171

0203AF381 Ⅳ.5.2 （5）沖縄・波照間ステーションにおける

PAN の季節変化観測

谷本浩志 大気 194

0206AF384 Ⅳ.5.4 （5）有明海等における高レベル栄養塩濃

度維持機構に関する研究：適正な浅海域

管理をめざして

中村泰男 水土壌 206

0204AF391 Ⅴ. （13）ヨシ原管理が野生生物および生態系

機能に与える影響に関する研究

永田尚志 多様性 矢部徹 229

0303AF483 Ⅳ.1.1 （7）海洋における溶存有機炭素中の放射

性炭素測定に関する研究

荒巻能史 化学 43

0303AF489 Ⅳ.3.2 （6）胎盤血管収縮に着目した TCDD 感受性
の系統差を生み出す新規生体因子の解析

石村隆太 健康 128

0303AF491 Ⅳ.3.2 （7）数理モデルと生物試験を併用したダ

イオキシンのヒト健康リスク評価

丸山若重 リスク C 128

0303AF492 Ⅳ.3.3 （1）変異原性検出用遺伝子導入魚の胚を

用いた研究－化学物質に特徴的な突然変

異の検出－

天沼喜美子 リスク C 133

0303AF497 Ⅳ.3.3 （9）底質のある水環境での有害化学物質

の生物移行および生態毒性研究系の確立

のための基礎的研究

桜井健郎 ホルモン 136

0303AF501 Ⅳ.3.3 （10）主要臭素化難燃剤の TBBPA，DeBDE

の生物試料中の分析法開発と生物濃縮性

に関する研究

崔宰源 化学 137

0303AF504 Ⅳ.4.1 （14）環境ホルモンのマメ科植物の共生窒

素固定に及ぼす影響

玉置雅紀 多様性 159

0307AF511 Ⅳ.5.4 （6）霞ヶ浦エコトーンにおける生物群集

と物質循環に関する長期モニタリング

冨岡典子 水土壌 今井章雄・松重一夫・
野原精一・浦川秀敏・
矢部徹

206

0304AF515 Ⅴ. （14）釧路湿原流入河川の再蛇行化による

湿地生態系の回復可能性評価

中山忠暢 流域 230

0303AF522 Ⅴ. （15）高等植物および藻類によるビスフェ

ノール A の吸収機構の解明とその応用に

関する研究

中嶋信美 多様性 230

0303AF540 Ⅳ.4.1 （25）外来捕食魚ブラックバスの全国系統

マップづくりと由来推定

高村健二 多様性 166

0303AF551 Ⅳ.4.2 （14）最近の釧路湿原３湖沼の環境劣化の

現状とその原因究明のための基礎調査

高村典子 多様性 178

0303AF565 Ⅳ.4.2 （15）一斉開花の地理的分布評価のための

技術開発

沼田真也 生物 178
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奨励 0303AF567 Ⅴ. （27）FTIR を用いた赤外放射スペクトル観

測による，CO2・水蒸気等の計測手法の研

究

長浜智生 地球 C 237

0304AF568 Ⅳ.3.5 （15）サル ES 細胞を用いた環境有害因子

の毒性評価法の開発

山元恵 健康 平野靖史郎・崔星 150

0303AF573 Ⅴ. （28）希少鳥類種の個体増殖に関する新手

法

川嶋貴治 基盤ラボ 237

0304AF575 Ⅴ. （30）1H 磁気共鳴スペクトロスコピーを用

いた神経伝達物質の in vivo 計測法の研究

渡邉英宏 ホルモン 三森文行・高屋展宏 238

0303AF586 Ⅳ.1.1 （17）北東ユーラシアの森林を代表するカ

ラマツ林生態系の大気二酸化炭素安定同

位体比分別効果の時間的変動とその環境

応答に関する研究

高橋善幸 大気 52

0304AF588 Ⅴ. （31）高頻度衛星観測によるヒートアイラ

ンド対策の広域直接評価に関する先駆的

研究

松永恒雄 社会 239

特別研究 0004AG073 Ⅳ.5.1 （13）中国における都市大気汚染による健

康影響と予防対策に関する国際共同研究

田村憲治 健康 小野雅司・高野裕久・
新垣たずさ

187

0105AG108 Ⅳ.5.2 （6）大陸規模広域大気汚染に関する国際

共同研究

畠山史郎 大気 酒巻史郎・高見昭憲・
谷本浩志・菅田誠治・
杉本伸夫・松井一郎・
清水厚・村野健太郎・
甲斐沼美紀子・西川
雅高

194

0103AG112 Ⅳ.5.4 （7）湖沼における有機炭素の物質収支お

よび機能・影響の評価に関する研究

今井章雄 水土壌 207

0204AG395 Ⅳ.3.1 （14）アレルギー反応を指標とした化学物

質のリスク評価と毒性メカニズムの解明

に関する研究 - 化学物質のヒトへの新た

なリスクの提言と激増するアトピー疾患

の抑圧に向けて -

高野裕久 ホルモン 柳澤利枝・石堂正美・
白石不二雄・井上健
一郎

121

0305AG493 Ⅳ.3.5 （9）有害化学物質情報の生体内高次メモ

リー機能の解明とそれに基づくリスク評

価手法の開発に関する研究

藤巻秀和 健康 黒河佳香・山元昭二・
掛山正心・古山昭子・
後藤純雄・中島大介

147

0305AG494 Ⅳ.3.3 （11）有機フッ素化合物等 POPs 様汚染物

質の発生源評価・対策並びに汚染実態解

明のための基盤技術開発に関する研究

柴田康行 化学 田邊潔・堀口敏宏・
John S.Edmonds・高
澤嘉一・青木康展・
酒井伸一・野馬幸生

137

0305AG597 Ⅳ.4.2 （18）湿地生態系の自然再生技術評価に関

する研究

野原精一 生物 広木幹也・佐竹潔・
矢部徹・高村典子・
今井章雄・日引聡・
佐竹研一

180

地環研 0105AH300 Ⅳ.5.1 （14）西日本地域を中心とした大気汚染の

長期的なトレンド解析

若松伸司 PM2.5 菅田誠治・宮下七重 188

0303AH527 Ⅳ.4.1 （15）野生生物の遺伝的多様性をモニタリ

ングするための手法の開発に関する研究

高村健二 多様性 160

0303AH589 Ⅳ.4.1 （26）フライウェイ中継湿地における水鳥

相と水生植物相の関係探索

矢部徹 生物 166

研究調整費 0303AI548 Ⅳ.4.1 （24）オゾン感受性シロイヌナズナ突然変

異体の解析

青野光子 生物 165

0304AI556 Ⅳ.5.3 （7）都市内大規模河川（ソウル市清渓川）
の復元による暑熱現象改善効果の実証

一ノ瀬俊明 地球 C 新津潔 202

環境 -地球

推進

0103BA001 Ⅳ.4.2 （6）砂漠化指標による砂漠化の評価とモ

ニタリングに関する総合的研究

清水英幸 企画 172

0103BA025 Ⅴ. （16）持続可能なコンパクト・シティの在

り方と実現方策に関する研究

原沢英夫 社会 231

0003BA026 Ⅳ.6.2 （2）アジアにおける環境をめぐる人々の

消費行動とその変容に関する国際比較研

究

青柳みどり 社会 215

0103BA030 Ⅳ.4.1 （16）高度情報・通信技術を用いた渡り鳥

の移動経路と生息環境の解析および評価

に関する研究（1）衛星画像と GIS 手法を

用いた渡り鳥生息地の環境解析と変化予

測に関する研究

田村正行 社会 160
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環境 -地球
推進

0004BA035 Ⅳ.1.2 （19）アジア太平洋地域統合モデル（AIM）

を基礎とした気候・経済発展統合政策の

評価手法に関する途上国等共同研究

甲斐沼美紀

子

社会 森田恒幸・増井利彦・
藤野純一・原沢英夫・
高橋潔・肱岡靖明・
日引聡・亀山康子

63

0103BA038 Ⅳ.2.1 （8）環境勘定・環境指標を用いた企業・

産業・国民経済レベルでの持続可能性評

価手法の開発に関する研究（2）マテリア

ルフロー勘定を用いた環境・資源効率指

標の開発に関する研究

森口祐一 社会 78

0103BA046 Ⅳ.5.2 （7）中国北東地域で発生する黄砂の三次

元的輸送機構と環境負荷に関する研究

西川雅高 化学 195

0004BA087 Ⅳ.6.1 （1）東アジアにおける民生用燃料からの

酸性雨原因物質排出対策技術の開発と

様々な環境への影響評価とその手法に関

する研究

畠山史郎 大気 村野健太郎 213

0106BA141 Ⅳ.4.2 （7）温帯高山草原生態系における炭素動

態と温暖化影響の解明に関する研究

唐艶鴻 生物 173

0105BA152 Ⅳ.1.1 （8）太平洋域の人為起源二酸化炭素の海

洋吸収量解明に関する研究（1）太平洋の

海洋表層二酸化炭素データ解析による二

酸化炭素吸収放出の解明に関する研究

（4）海洋二酸化炭素データ統合に関する

分析標準化に関する研究（5）海洋表層二

酸化炭素観測統合データ利用による太平

洋・大西洋の比較解析

野尻幸宏 温暖化 44

0103BA153 Ⅳ.1.1 （9）海水中微量元素である鉄濃度調節に

よる海洋二酸化炭素吸収機能の強化と海

洋生態系への影響に関する研究（3）鉄濃

度調節が炭素循環に及ぼす影響に関する

研究

野尻幸宏 温暖化 45

0103BA163 Ⅳ.1.4 （2）衛星データを利用したオゾン層変動

の機構解明に関する研究

中島英彰 成層圏 71

0103BA263 Ⅳ.1.1 （16）環境低負荷型オフィスビルにおける

地球・地域環境負荷低減効果の検証 <BR>

（1）研究棟における熱の挙動モニタリン

グ及び各種対策技術効果検証実験

一ノ瀬俊明 地球 C 51

0103BA283 Ⅴ. （17）アジアにおける水資源域の水質評価

と有毒アオコ発生モニタリング手法の開

発に関する研究

彼谷邦光 基盤ラボ 231

0204BA337 Ⅳ.1.1 （11）市町村における温室効果ガス排出量

推計および温暖化防止政策立案手法に関

する研究（2）市町村における運輸部門温

室効果ガス排出量推計手法の開発および

要因分析

松橋啓介 PM2.5 工藤祐揮 46

0204BA338 Ⅳ.1.1 （12）京都議定書吸収源としての森林機能

評価に関する研究（2）吸収量評価モデル

の開発と不確実性解析（1）吸収量評価モ

デルの開発（2）吸収量評価モデルの不確

実性解析

山形与志樹 温暖化 Georgii Alexandrov・
小熊宏之

47

0103BA341 Ⅳ.1.2 （8）地球温暖化の総合解析を目指した気

候モデルと影響・対策評価モデルの統合

に関する研究

野沢徹 大気 56

0204BA342 Ⅳ.1.2 （9）高スペクトル分解ライダー等による

雲・エアロゾル観測の研究

杉本伸夫 大気 57

0204BA343 Ⅳ.1.2 （10）地球温暖化の生物圏への影響，適

応，脆弱性評価に関する研究

原沢英夫 社会 高橋潔・名取俊樹 58

0204BA344 Ⅳ.1.2 （11）東アジアにおけるハロカーボン排出

実態解明のためのモニタリングシステム

構築に関する研究

横内陽子 化学 遠嶋康徳・向井人史 58

0204BA346 Ⅳ.1.2 （12）有機エアロゾルの地域規模・地球規

模の気候影響に関する研究

畠山史郎 大気 高見昭憲・佐藤圭・
杉本伸夫・清水厚・
三好猛雄

59
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環境 -地球
推進

0204BA347 Ⅳ.1.4 （3）オゾン層破壊の長期変動要因の解析

と将来予測に関する研究

今村隆史 成層圏 秋吉英治 71

0204BA358 Ⅳ.1.3 （1）京都議定書の目標達成に向けた各種

施策（排出権取引，環境税，自主協定等）

の効果実証に関する計量経済学的研究

日引聡 社会 66

0204BA368 Ⅳ.4.1 （18）アジアオセアニア地域における生物

多様性の減少解決のための世界分類学イ

ニシアティブに関する研究

志村純子 基盤ラボ 笠井文絵・
Mary-Helene Noel

162

0204BA372 Ⅳ.4.2 （8）熱帯域におけるエコシステムマネー

ジメントに関する研究

奥田敏統 生物 吉田圭一郎・沼田真
也・鈴木万里子

174

0204BA380 Ⅳ.5.4 （8）陸域由来の環境負荷変動に対する東

シナ海の物質循環の応答に関する研究

渡辺正孝 水土壌 村上正吾・徐開欽・
木幡邦男・越川海・
牧秀明・高松武次郎・
越川昌美・河地正伸・
広木幹也

208

0204BA382 Ⅳ.5.2 （9）酸性雨汚染物質の陸水の水質と生物

に与える影響の実態解明に関する研究

（1）酸性汚染物質の渓流河川水の水質に

与える影響の実態解明（2）渓流河川の水

質の魚類の分布行動に与える影響の実態

解明

佐竹研一 大気 高松武次郎・野原精
一

196

0204BA383 Ⅳ.5.3 （4）グローバル水循環系におけるリン・

窒素負荷増大とシリカ減少による海洋環

境変質に関する研究

原島省 水土壌 200

0204BA396 Ⅳ.5.2 （10）北半球における越境大気汚染の解明

に関する国際共同研究

村野健太郎 大気 197

0206BA423 Ⅳ.1.3 （3）研究プロジェクト 「21 世紀の炭素管

理に向けたアジア陸域生態系の統合的炭

素収支研究」研究テーマ「アジア陸域生

態系の炭素収支変動予測と 21 世紀の炭素

管理手法の検討」サブテーマ「21 世紀の

陸域炭素管理オプションの総合評価と炭

素収支の統合予測モデルの開発」

山形与志樹 温暖化 松本泰子・岡松暁子・
石井敦

67

0206BA475 Ⅳ.1.1 （10）トップダウン（大気観測）アプロー

チによるメソスケールの陸域炭素収支解

析

井上元 地球 C 町田敏暢 46

0305BA508 Ⅳ.5.2 （8）酸性雨汚染物質の陸水の水質と生物

に与える影響の実態解明に関する研究

（3）酸性汚染物質の低緩衝能集水域への

沈着検証手法の開発と応用

佐竹研一 大気 David J. Bellis 196

0305BA534 Ⅳ.1.3 （5）2013 年以降の地球温暖化対策促進に

向けた国際合意のための方法に関する研

究

亀山康子 社会 久保田泉 69

0305BA535 Ⅳ.1.2 （20）環礁州島からなる島嶼国の持続可能

な国土の維持に関する研究

山野博哉 社会 64

0305BA541 Ⅳ.1.2 （21）大気中の水・エネルギー循環の変化

予測を目的とした気候モデルの精度向上

に関する研究

野沢徹 大気 日暮明子・小倉知夫 65

0305BA557 Ⅳ.5.4 （13）サンゴ礁生物多様性保全地域の選定

に関する研究

原島省 水土壌 210

0305BA558 Ⅳ.4.1 （31）野生生物の生息適地からみた生物多

様性の評価手法に関する研究

永田尚志 多様性 椿宜高・五箇公一・
辻宣行

168

0303BA584 Ⅳ.1.1 （18）我が国及びアジア地域における持続

可能な交通（EST）戦略策定に向けた予備

的研究 （2）EST 導入に向けての効果分析

モデルの開発準備

森口祐一 PM2.5 52

0305BA585 Ⅳ.4.1 （32）遺伝子組換え生物の開放系利用によ

る遺伝子移行と生物多様性への影響評価

に関する研究

岩崎一弘 多様性 青木康展・佐治光・
久保明弘・青野光子・
中嶋信美・玉置雅紀

169
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環境 -地球

一括

0105BB049 Ⅴ. （18）サンゴ年輪気候学に基づく，アジア

モンスーン域における海水温上昇の解析

に関する研究（2）炭素 14 を用いた表層

炭素リザーバーの二酸化炭素交換に関す

る研究

柴田康行 化学 田中敦・米田穣 232

0103BB105 Ⅳ.1.1 （13）大気境界層観測による森林から亜大

陸規模の二酸化炭素吸収推定

町田敏暢 大気 48

0103BB151 Ⅳ.1.1 （14）大気中の酸素濃度及び炭素同位体比

を指標にしたグローバルな海洋・陸域 CO2

吸収量の変動解析に関する研究

向井人史 温暖化 49

0105BB257 Ⅳ.1.3 （2）炭素吸収量の認証と排出量取引に向

けた高精度リモートセンシング手法の開

発に関する研究

山形与志樹 地球 C 小熊宏之・石井敦・
Georgii Alexandrov

66

0103BB265 Ⅳ.1.1 （15）地域規模の二酸化炭素排出・吸収量

評価方法の開発

藤沼康実 地球 C 犬飼孔・勝本正之・
鳥山敦・下山宏・井
上元

50

環境 -公害

一括

0004BC227 Ⅳ.3.4 （3）生物評価試験による浮遊粒子状物質

の長期曝露モニタリングに関する研究

後藤純雄 循環 C 田邊潔・中島大介・
江副優香

141

0104BC240 Ⅳ.2.3 （8）廃棄物の熱的処理における臭素化ダ

イオキシン類の長期的管理方策に関する

研究

酒井伸一 循環 C 大迫政浩・貴田晶子・
橋本俊次・田崎智宏・
高橋真・平井康宏

94

0003BC242 Ⅳ.2.3 （9）内分泌攪乱化学物質等の有害化学物

質の簡易・迅速・自動分析技術に関する

研究

大迫政浩 循環 C 95

0204BC353 Ⅳ.3.2 （8）ダイオキシン類による地域環境汚染

の実態とその原因解明に関する研究

橋本俊次 ホルモン 伊藤裕康 129

0204BC377 Ⅳ.5.1 （15）ディーゼル車排出ガスを主因とした

局地汚染の改善に関する研究

松本幸雄 PM2.5 上原清・若松伸司・
森口祐一・近藤美則・
小林伸治・内山政弘・
西川雅高・田村憲治・
須賀伸介

188

0305BC499 Ⅳ.3.3 （12）ガス状ほう素化合物による大気汚染

監視測定技術及び除外技術の開発

田中敦 化学 瀬山春彦・西川雅高 138

0204BC513 Ⅳ.5.5 （1）MNA による地下水汚染改善状況の評価

手法に関する研究

西川雅高 リスク C 中杉修身 211

環境 -環境

技術

0103BD302 Ⅳ.5.1 （16）車載型機器による実走行時自動車排

ガス計測・管理システムの実証

森口祐一 PM2.5 189

0304BD550 Ⅳ.4.2 （16）水辺移行帯修復・再生技術の開発 高村典子 多様性 179

0305BD572 Ⅳ.3.2 （12）環境汚染物質に対する感受性決定遺

伝子の探索を介した新しい健康リスク評

価法の開発

大迫誠一郎 健康 石村隆太・野原恵子・
遠山千春

132

0304BD582 Ⅳ.2.4 （11）豊かな生き物を育む湖沼の再生　―
汚濁湖沼の底質改善技術開発による健全
生態系の構築―

稲森悠平 循環 C 水落元之・板山朋聡・
岩見徳雄

110

0304BD583 Ⅳ.2.4 （12）ナノ反応場を活用した酵素活用生分

解水環境改善システム技術の開発

稲森悠平 循環 C 111

環境 -廃棄
物処理

0103BE278 Ⅳ.2.1 （9）耐久財起源の循環資源の適正管理に

関する研究

森口祐一 循環 C 79

0103BE279 Ⅳ.2.3 （10）最終処分場管理における化学物質リ

スクの早期警戒システムの構築

山田正人 循環 C 96

0204BE420 Ⅳ.2.2 （6）バイオ指標導入による最終処分場の

安定化促進技術の評価

井上雄三 循環 C 山田正人・Bulent 
Inanc・石垣智基・遠
藤和人

86

0204BE428 Ⅳ.2.4 （8）生活排水処理システム浄化槽の窒素

除去の律速因子となる硝化細菌の迅速測

定・高度処理・維持管理技術の開発研究

稲森悠平 循環 C 水落元之・礒田博子 108

0204BE434 Ⅳ.2.1 （10）木材系廃棄物の利用法の拡大に関す

る研究

後藤純雄 循環 C 中島大介・江副優香・
酒井伸一

80

0204BE436 Ⅳ.2.3 （11）不法投棄廃棄物等に含まれる化学物

質の包括的計測手法の開発に関する研究

鈴木茂 循環 C 安原昭夫・松永充史 97

0204BE481 Ⅳ.2.1 （11）アジア地域における資源循環・廃棄

の構造解析

寺園淳 循環 C 酒井伸一・森口祐一・
Bulent Inanc

80
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環境 -廃棄
物処理

0305BE595 Ⅳ.2.3 （21）残留性化学物質の物質循環モデルの

構築とリサイクル・廃棄物政策評価への

応用

酒井伸一 循環 C 野馬幸生・高橋真・
平井康宏

102

環境 -石油

特会

0307BH593 Ⅳ.2.2 （8）バイオ資源・廃棄物等からの水素製

造技術開発

酒井伸一 循環 C 川本克也・稲森悠平・
水落元之・倉持秀敏・
平井康宏・呉畏

88

0307BH598 Ⅴ. （34）洋上風力発電を利用した水素製造技

術開発

植弘崇嗣 化学 内山政弘 240

環境 -その

他

0103BX363 Ⅳ.3.5 （10）メタロチオネイン欠損マウスを利用

したカドミウムの毒性発現および体内動

態におけるメタロチオネインの役割

遠山千春 健康 148

環境 -委託

請負

0105BY239 Ⅳ.2.3 （12）人工衛星による不法投棄等の監視シ

ステムに関する研究

大迫政浩 循環 C 97

0105BY274 Ⅳ.6.2 （3）アジア太平洋地域における環境イノ

ベーション戦略評価のためのモデル開発

とデータベース構築に関する研究

森田恒幸 社会 原沢英夫・日引聡・
川島康子・増井利彦・
高橋潔・甲斐沼美紀
子・藤野純一・肱岡
靖明

215

0103BY306 Ⅳ.2.3 （13）残留性有機汚染物質（POPs）を含む

廃棄物処理に関する調査研究

酒井伸一 循環 C 98

0203BY435 Ⅳ.5.1 （17）粒子状物質の粒子数等排出特性実態

に関する調査研究

小林伸治 PM2.5 190

0206BY485 Ⅳ.1.2 （13）地球温暖化の影響と適応戦略に関す

る統合調査

原沢英夫 社会 高橋潔・兜眞徳 60

0206BY530 Ⅳ.1.2 （14）地球温暖化の影響と適応戦略に関す

る統合調査：健康影響研究

兜眞徳 首席 高橋潔・小野雅司・
山元昭二・黒河佳香・
松本幸雄・一ノ瀬俊
明

60

0303BY542 Ⅳ.2.2 （7）最終処分場安定化実態把握手法検討

調査

山田正人 循環 C 87

0303BY560 Ⅳ.5.1 （18）微小粒子状物質等曝露影響調査（解

析調査）業務

新田裕史 PM2.5 191

0303BY563 Ⅳ.4.1 （27）遺伝子組換え生物（ナタネ）による

影響監視調査に関する研究

佐治光 生物 167

0307BY576 Ⅴ. （35）新たな炭素材料を用いた環境計測機

器の開発

久米博 化学 241

0307BY577 Ⅴ. （36）有害物質除去用ナノ構造認識膜の開

発

彼谷邦光 基盤ラボ 佐野友春・高木博夫 241

0305BY590 Ⅳ.1.3 （6）温室効果ガスインベントリの作成，

解析及び地球温暖化対策への利用に関す

る研究

中根英昭 地球 C 相沢智之・吉田友紀
子

70

0307BY592 Ⅴ. （37）大気汚染物質等のパーソナルモニタ

リング技術の開発

内山政弘 大気 植弘崇嗣 242

0305BY594 Ⅳ.2.3 （22）臭素化ダイオキシン等削減対策調査 酒井伸一 循環 C 滝上英孝・平井康宏 103

0288BY599 Ⅵ. （6）絶滅危惧野生生物の細胞・遺伝子の

タイムカプセルに関する研究

桑名貴 基盤ラボ 川嶋貴治・笠井文絵・
渡邉信

249

0307BY601 Ⅳ.3.5 （16）バイオナノ協調体による有害化学物

質の生体影響の高感度・迅速評価技術の

開発

持立克身 健康 久米博・中村宣篤 150

文科 -原子

力

9903CA068 Ⅳ.3.5 （11）トランスジェニックマウスを用いた

環境発がんにおける酸化的ストレスの関

与の解明

遠山千春 健康 148

0004CA072 Ⅳ.3.5 （12）ガス交換能を有する肺胞モデルの開

発と健康影響評価への応用

持立克身 健康 小林隆弘・古山昭子・
鈴木明・清水明

149

0004CA130 Ⅳ.5.4 （9）陸水境界域における自然浄化プロセ

ス評価手法の開発に関する研究

冨岡典子 水土壌 越川海 208

0206CA364 Ⅳ.3.5 （13）低線量放射線の内分泌攪乱作用が配

偶子形成過程に及ぼす影響に関する研究

青木康展 リスク C 大迫誠一郎 149

文科 -振興
調整

0103CB186 Ⅳ.4.1 （23）生殖系列細胞を用いた希少動物種の

維持・増殖法の開発に関する基盤研究 1.

生殖系列を用いた個体作出法の開発研究

（3）希少種の増殖率向上に関する研究  3）

鳥類胚発生・孵化率診断に関する研究

高橋慎司 ホルモン 165

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
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文科 -振興
調整

0103CB369 Ⅳ.4.1 （19）生物多様性情報学基盤の先導的構築 志村純子 基盤ラボ 162

0103CB386 Ⅳ.6.1 （2）有毒アオコの発生防止国際ネット
ワーク創り

稲森悠平 循環 C 213

0103CB415 Ⅴ. （19）アクティブ・ナノ計測基盤技術の確

立（4）ナノメータ X 線アクティブ計測技

術に関する研究環境センサーにおける化

学反応のアクティブ計測技術

久米博 化学 233

0303CB526 Ⅳ.1.2 （15）21 世紀のアジアの水資源変動予測 野沢徹 大気 61

0304CB569 Ⅳ.3.4 （7）抗菌殺菌薬品の環境微生物への生態

影響評価

岩根泰蔵 化学 143

0303CB570 Ⅳ.1.1 （19）海洋二酸化炭素観測データ国際標準

化に関する研究

野尻幸宏 温暖化 53

9803CB579 Ⅳ.4.1 （22）生殖巣キメラによる異種間個体増殖

法の基盤技術開発

桑名貴 基盤ラボ 164

文科 -海地 0204CC389 Ⅳ.7.2 （5）温室効果気体観測用衛星搭載型差分

吸光ライダーに関する研究

中島英彰 成層圏 杉本伸夫・杉田考史 220

文科 -科研

費

0104CD142 Ⅳ.4.2 （9）青海･チベット草原生態系における炭

素循環のプロセスとメカニズムの解明

唐艶鴻 生物 175

0103CD150 Ⅳ.4.2 （10）安定同位対比測定技術を用いた湿地

林生態系の栄養塩負荷の履歴解読に関す

る研究

野原精一 生物 176

0104CD164 Ⅳ.1.4 （4）将来大気における成層圏水蒸気と極

成層圏雲の表面積の変動に関する研究

秋吉英治 成層圏 72

0103CD188 Ⅴ. （20）超高磁場人体用 MRI における多核種

同時計測法の開発に関する研究

三森文行 ホルモン 233

0103CD204 Ⅳ.4.2 （11）生理過程からスケールアップした冷

温体林生態系の撹乱・環境応答：ふたつ

の大陸東岸の比較解析

竹中明夫 多様性 176

0103CD209 Ⅳ.4.1 （20）病原生物が野生生物集団に及ぼす影

響に関する研究

椿宜高 多様性 163

0205CD417 Ⅳ.5.2 （11）ライダーによるエアロゾル性状の空

間分布測定

杉本伸夫 大気 清水厚 197

0204CD419 Ⅳ.4.1 （21）オーストラリア産鳥類における協同

繁殖の多様な進化

永田尚志 多様性 164

0204CD422 Ⅳ.3.5 （14）大気中有害化学物質に対する遺伝的

感受性要因の抽出法の確立

平野靖史郎 健康 崔星 150

0204CD430 Ⅳ.5.2 （12）山岳（八方尾根）降雪中の鉛同位体

比測定によるアジア大陸からの越境大気

汚染の定量化

村野健太郎 大気 198

0204CD432 Ⅴ. （21）長期流出モデルの集中化及び物質輸

送特性の解明

中山忠暢 流域 234

0204CD437 Ⅳ.5.4 （10）流域の森林土壌が湖水に溶存するア

ルミニウムの濃度と形態に与える影響

越川昌美 水土壌 209

0203CD453 Ⅳ.3.1 （15）内分泌かく乱物質がアワビ資源に及

ぼす影響の評価に関する研究

堀口敏宏 化学 白石寛明 122

0204CD472 Ⅳ.4.2 （12）風砂流が植物の生理生態に及ぼす影

響の機構解明および風流砂に対する植物

の適応能に関する研究

清水英幸 企画 于雲江・陳利軍・戸
部和夫

177

0204CD480 Ⅴ. （22）環境汚染のタイムカプセル樹木入皮

を用いる越境大気汚染の検証に関する研

究

佐竹研一 大気 高松武次郎・上原清 234

0205CD484 Ⅳ.1.2 （16）地上観測と航空機観測によるエアロ

ゾル性状の空間分布測定

畠山史郎 大気 高見昭憲・酒巻史郎 62

0204CD495 Ⅳ.3.3 （13）遺伝子欠損マウスを用いた大気から

の変異原物質曝露の鋭敏な検出と影響評

価

青木康展 リスク C 松本理 139

0306CD536 Ⅳ.2.4 （14）洗浄剤注入による土壌汚染のレメ

ディエーション技術の効率と安全性に関

する基礎的研究

稲葉一穂 水土壌 112
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文科 -科研
費

0305CD537 Ⅴ. （33）釧路湿原の自然環境修復を目的とし

た生態系再生ポテンシャルの推定と最適

地抽出

亀山哲 流域 240

0304CD552 Ⅳ.4.2 （17）水生植物群落の機能的多様性と生態

機能

高村典子 多様性 180

0306CD553 Ⅳ.5.1 （21）建物・街区・都市・地域の各規模に

またがる熱環境解析とアジアの巨大都市

への適用

一ノ瀬俊明 地球 C 192

0305CD554 Ⅳ.5.1 （20）山風が都市ヒートアイランドに及ぼ

す影響に関する研究

一ノ瀬俊明 地球 C 191

0303CD555 Ⅳ.5.3 （6）東京の暑熱緩和のための海洋深層水
導水による東京湾海水面冷却事業の FS に
向けた検討

一ノ瀬俊明 地球 C 202

0304CD564 Ⅳ.5.4 （12）ｐＨ ４から自然に中性化した屈斜路

湖の将来予測：富栄養化か再酸性化か

田中敦 化学 瀬山春彦 210

0304CD566 Ⅳ.3.5 （17）ディーゼル排気粒子等の粒子状物質

が免疫系に及ぼす影響とその機構の解明

小池英子 PM2.5 151

0304CD574 Ⅴ. （32）発生工学技術を用いた希少鳥類種の

維持・増殖法の開発に関する研究

川嶋貴治 基盤ラボ 239

0305CD581 Ⅳ.2.4 （13）中国湖沼をモデルとしたバイオ・エ

コシステム導入アオコ発生防止効果の調

査研究

稲森悠平 循環 C 111

0304CD596 Ⅳ.4.1 （28）淡水魚類生息環境のダムによる分断

と河道直線化による均質化の影響評価

福島路生 多様性 167

文科 -振興

費

0206CE421 Ⅳ.5.3 （5）地下水利用の現状把握と将来予測手
法の開発研究

大坪國順 水土壌 一ノ瀬俊明 201

0206CE476 Ⅵ. （5）遺伝子資源としての藻類の収集・保

存・提供

渡邉信 生物 笠井文絵・河地正伸・
清水明・戸部和夫

248

0306CE525 Ⅳ.1.2 （17）高分解能大気海洋モデルを用いた地

球温暖化予測に関する研究

野沢徹 大気 江守正多・小倉知夫 62

文科 -産官

学連携

0204CF426 Ⅳ.2.4 （9）新世紀枯渇化リン回収型の総量規制

対応システム技術開発

稲森悠平 循環 C 水落元之・岩見徳雄・
板山朋聡

108

文科 -都市

エリア

0204CG580 Ⅳ.2.4 （10）霞ヶ浦バイオマスリサイクルシステ

ム開発事業

稲森悠平 循環 C 109

厚労 -厚生

科学

0204DA433 Ⅳ.5.4 （11）溶存有機物（DOM）分画手法による

水道水源としての湖沼水質の評価および

モニタリング

今井章雄 水土壌 松重一夫 209

0204DA490 Ⅳ.3.2 （9）コプラナー PCB の非ダイオキシン毒

性の識別によるダイオキシン耐容摂取量

の設定の在り方に関する研究

遠山千春 健康 野原恵子・大迫誠一
郎・掛山正心・米元
純三・西村典子

130

0204DA500 Ⅳ.3.4 （4）組換え胎盤培養細胞を用いた新規作

用を有する化合物のスクリーニングシス

テムの構築および核内受容体の同定

石村隆太 健康 大迫誠一郎・遠山千
春

142

0303DA561 Ⅳ.3.4 （6）日本人のカドミウム曝露量推計に関

する研究

新田裕史 PM2.5 143

農水 -独法 0103JA147 Ⅳ.4.2 （13）SOX 代謝系酵素組み替え植物の SOX 浄

化能力の評価

名取俊樹 生物 177

NEDO 0305KA600 Ⅳ.5.3 （8）嫌気性生物膜の高度利用による排水
処理技術

珠坪一晃 水土壌 浦川秀敏 203

JST 9903KB033 Ⅳ.2.1 （12）社会的受容性獲得のための情報伝達

技術の開発

寺園淳 社会 81

9903KB057 Ⅳ.3.1 （16）水棲動物の生殖への作用メカニズム

の解析

堀口敏宏 化学 123

9903KB076 Ⅳ.3.2 （10）リスク評価のためダイオキシンによ

る内分泌かく乱作用の解明

遠山千春 健康 131

9803KB246 Ⅳ.3.1 （17）植物エストロジェンおよび内分泌攪

乱化学物質の骨代謝バランスに関する研

究

平野靖史郎 健康 124

0104KB281 Ⅳ.5.2 （13）アジア域の広域大気汚染による大気

粒子環境の変調について

畠山史郎 大気 杉本伸夫・日暮明子 198

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
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JST 0105KB284 Ⅳ.3.1 （18）ディーゼル排気の内分泌撹乱作用と

生殖系への影響

高野裕久 ホルモン 柳澤利枝 124

0106KB392 Ⅴ. （23）高密度励起子状態を利用したダイヤ

モンド紫外線ナノデバイスの開発

久米博 化学 小野雅司 235

0204KB459 Ⅴ. （24）新規環境・技術リスクの社会的ガバ

ナンスの国際比較

兜眞徳 首席 青柳みどり 235

0307KB571 Ⅴ. （38）可搬型超伝導ミリ波大気分子測定装

置の開発（2）オゾン・ClO・水蒸気変動

の解析とモデル化

中根英昭 大気 秋吉英治 243

計算科学 0104KC387 Ⅳ.7.1 （3）環境・災害監視のためのアジア衛星

観測ネットワークの構築

田村正行 社会 山野博哉 218

その他公募 0004KZ288 Ⅳ.1.2 （18）ALOS データ解析によるサンゴ礁白化

現象のモニタリング

山野博哉 社会 63

0203KZ418 Ⅳ.3.2 （11）雌脳の発達に関する毒性試験法の構

築

掛山正心 健康 132

0203KZ424 Ⅳ.1.4 （5）化学輸送モデルを用いたオゾンの輸

送過程に関する研究

秋吉英治 成層圏 73

0303KZ538 Ⅳ.5.1 （19）中国における大気汚染とぜん息との

関連性に関する研究

新田裕史 PM2.5 191

委託請負 0303MA519 Ⅴ. （25）大気環境中のエンドトキシンの有害

性評価と測定における蛍光偏光法の有用

性とその応用

高野裕久 ホルモン 236

寄付 0303NA518 Ⅴ. （26）環境因子による健康影響の食品成分

による軽減策の開発に関する研究

高野裕久 ホルモン 236

0303NA559 Ⅴ. （29）勝連トラバーチン舗装工のヒートア

イランド現象抑制効果の定量化研究

一ノ瀬俊明 地球 C 238

* 0105PR011 Ⅲ.2.1.1 循環型社会への転換策の支援のための評

価手法開発と基盤システム整備に関する

研究

酒井伸一 循環 C 31

0105PR012 Ⅲ.2.1.2 廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処

分技術及びシステムに関する研究

酒井伸一 循環 C 32

0105PR013 Ⅲ.2.1.3 資源循環・廃棄物管理システムに対応し

た総合リスク制御手法の開発に関する研

究

酒井伸一 循環 C 33

0105PR014 Ⅲ .2.1.4 液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環

境改善技術システムの開発に関する研究

酒井伸一 循環 C 34

0105PR021 Ⅲ .2.2 化学物質環境リスクに関する調査・研究

　ー　効率的な化学物質環境リスク管理

のための高精度リスク評価手法等の開発

に関する研究

中杉修身 リスク C 35

0105SP011 Ⅲ.1.1.1 炭素循環と吸収源変動要因の解明 井上元 温暖化 19
0105SP012 Ⅲ.1.1.2 統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対

策研究

井上元 温暖化 20

0105SP021 Ⅲ.1.2 成層圏オゾン層変動のモニタリングと機

構解明

笹野泰弘 成層圏 21

0105SP031 Ⅲ.1.3.1 内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

森田昌敏 ホルモン 23

0105SP032 Ⅲ.1.3.2 ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

森田昌敏 ホルモン 25

0105SP041 Ⅲ.1.4 生物多様性の減少機構の解明と保全 椿宜高 多様性 26
0105SP051 Ⅲ.1.5 東アジアの流域圏における生態系機能の

モデル化と持続可能な環境管理

渡辺正孝 流域 27

0105SP061 Ⅲ.1.6 大気中微小粒子状物質（PM2.5）・ディー

ゼル排気粒子（DEP）等の大気中粒子状物

質の動態解明と影響評価

若松伸司 PM2.5 29

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁



国立環境研究年報 （平成 15 年度）

―  472  ―

所属については略称で記載し た。

略称 正式名称

統括 統括研究官

首席 首席研究官

社会 社会環境システム研究領域

化学 化学環境研究領域

健康 環境健康研究領域

大気 大気圏環境研究領域

水土壌 水土壌圏環境研究領域

生物 生物圏環境研究領域

温暖化 地球温暖化の影響評価と対策効果プロ ジェ ク ト グループ

成層圏 成層圏オゾ ン層変動のモニ タ リ ン グ と 機構解明プ ロ ジ ェ ク ト

グループ

ホルモン 内分泌か く 乱化学物質及びダ イ オキシン類の リ ス ク 評価 と 管

理プロ ジェ ク ト グループ

多様性 生物多様性の減少機構の解明 と保全プロ ジェ ク ト グループ

流域 東アジアの流域圏におけ る生態系機能のモデル と 持続可能な

環境管理プロ ジェ ク ト グループ

PM2.5 大気中微小粒子状物質 （PM2.5） ・ デ ィ ーゼル排気粒子 （DEP）

等の大気中粒子状物質の動態解明 と 影響評価プ ロ ジ ェ ク ト グ

ループ

循環 C 循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター

リ ス ク C 化学物質環境 リ ス ク研究セン ター

地球 C 地球環境研究セン ター

基盤ラ ボ 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー

国際共同研究官 国際共同研究官
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組織別研究課題一覧

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁

統括研究官 Ⅳ.3.2 （3）地球規模のダイオキシン類及び POPs 汚染に関す
る研究

森田昌敏 0105AA273 127

首席研究官 Ⅳ.1.2 （14）地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査：
健康影響研究

兜眞徳 0206BY530 60

Ⅴ. （12）電磁波の健康リスクに係る研究 兜眞徳 0203AE531 229

Ⅴ. （24）新規環境・技術リスクの社会的ガバナンスの国
際比較

兜眞徳 0204KB459 235

社会環境システム
研究領域

Ⅳ.1.2 （1）環境保全に係わる統合評価モデルの開発に関する
研究

甲斐沼美紀子 0105AE034 54

Ⅳ.1.2 （10）地球温暖化の生物圏への影響，適応，脆弱性評
価に関する研究

原沢英夫 0204BA343 58

Ⅳ.1.2 （13）地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査 原沢英夫 0206BY485 60

Ⅳ.1.2 （18）ALOS データ解析によるサンゴ礁白化現象のモニ
タリング

山野博哉 0004KZ288 63

Ⅳ.1.2 （20）環礁州島からなる島嶼国の持続可能な国土の維
持に関する研究

山野博哉 0305BA535 64

Ⅳ.1.2 （19）アジア太平洋地域統合モデル（AIM）を基礎とし
た気候・経済発展統合政策の評価手法に関する途上国
等共同研究

甲斐沼美紀子 0004BA035 63

Ⅳ.1.3 （1）京都議定書の目標達成に向けた各種施策（排出権
取引，環境税，自主協定等）の効果実証に関する計量
経済学的研究

日引聡 0204BA358 66

Ⅳ.1.3 （4）主要国の政治制度が地球環境政策決定に与える影
響に関する研究

亀山康子 0305AE533 69

Ⅳ.1.3 （5）2013 年以降の地球温暖化対策促進に向けた国際合
意のための方法に関する研究

亀山康子 0305BA534 69

Ⅳ.2.1 （5）環境配慮型ライフスタイルの形成要因についての
研究

青柳みどり 0104AE012 77

Ⅳ.2.1 （6）環境負荷の低減と自然資源の適正管理のための施
策とその評価手法に関する研究

森口祐一 0105AE016 77

Ⅳ.2.1 （7）意思決定主体の態度・行動モデルを用いた環境負
荷低減施策の分析

寺園淳 0204AE348 78

Ⅳ.2.1 （8）環境勘定・環境指標を用いた企業・産業・国民経
済レベルでの持続可能性評価手法の開発に関する研究
（2）マテリアルフロー勘定を用いた環境・資源効率指
標の開発に関する研究

森口祐一 0103BA038 78

Ⅳ.2.1 （12）社会的受容性獲得のための情報伝達技術の開発 寺園淳 9903KB033 81

Ⅳ.4.1 （16）高度情報・通信技術を用いた渡り鳥の移動経路
と生息環境の解析および評価に関する研究（1）衛星
画像と GIS 手法を用いた渡り鳥生息地の環境解析と変
化予測に関する研究

田村正行 0103BA030 160

Ⅳ.5.1 （12）沿道大気環境評価のための数値シミュレーショ
ンに関する研究

須賀伸介 0303AE507 187

Ⅳ.6.2 （1）アジア途上国における環境意識に関する研究 青柳みどり 0104AE013 214

Ⅳ.6.2 （2）アジアにおける環境をめぐる人々の消費行動とそ
の変容に関する国際比較研究

青柳みどり 0003BA026 215

Ⅳ.6.2 （3）アジア太平洋地域における環境イノベーション戦
略評価のためのモデル開発とデータベース構築に関す
る研究

森田恒幸 0105BY274 215

Ⅳ.7.1 （3）環境・災害監視のためのアジア衛星観測ネット
ワークの構築

田村正行 0104KC387 218

Ⅳ.7.2 （1）ILAS-II 及び SOFIS データの処理・保存・提供の
ためのシステム開発・改訂及び運用

横田達也 0206AA413 219
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社会環境システム
研究領域

Ⅳ.7.2 （2）大気衛星観測データの放射伝達解析に関する研究 横田達也 0105AE259 219

Ⅳ.7.2 （3）ILAS-II 及び SOFIS データ処理運用システムの開
発に関する基礎的研究

横田達也 0205AE388 220

Ⅴ. （1）地理・画像情報の処理解析システムに関する研究 田村正行 9903AE018 225

Ⅴ. （2）風景評価の人間社会的側面に関する研究 青木陽二 0105AE019 225

Ⅴ. （16）持続可能なコンパクト・シティの在り方と実現
方策に関する研究

原沢英夫 0103BA025 231

Ⅴ. （31）高頻度衛星観測によるヒートアイランド対策の
広域直接評価に関する先駆的研究

松永恒雄 0304AF588 239

化学環境研究領域 Ⅳ.1.1 （7）海洋における溶存有機炭素中の放射性炭素測定に
関する研究

荒巻能史 0303AF483 43

Ⅳ.1.2 （5）大気中塩化メチルの動態解明に関する研究 横内陽子 0203AE471 55

Ⅳ.1.2 （7）南北両半球における VOC（揮発性有機化合物）の
ベースラインモニタリング

横内陽子 0105AF045 56

Ⅳ.1.2 （11）東アジアにおけるハロカーボン排出実態解明の
ためのモニタリングシステム構築に関する研究

横内陽子 0204BA344 58

Ⅳ.3.1 （8）海産無脊椎動物の内分泌攪乱並びに生殖機能障害
に関する研究

堀口敏宏 0105AE043 119

Ⅳ.3.1 （13）環境化学物質の計測法と評価に関する研究 森田昌敏 0204AE478 121

Ⅳ.3.1 （15）内分泌かく乱物質がアワビ資源に及ぼす影響の
評価に関する研究

堀口敏宏 0203CD453 122

Ⅳ.3.1 （16）水棲動物の生殖への作用メカニズムの解析 堀口敏宏 9903KB057 123

Ⅳ.3.2 （1）ダイオキシン類の新たな計測法に関する研究 伊藤裕康 0005AA170 125

Ⅳ.3.3 （2）環境モニタリングの手法と精度管理に関する研究
（1）ダイオキシン類測定における精度管理

伊藤裕康 0103AE040 134

Ⅳ.3.3 （3）加速器質量分析法の環境研究への応用に関する基
礎研究

柴田康行 0004AE041 134

Ⅳ.3.3 （4）環境中／生態系での元素のトレースキャラクタリ
ゼーション並びに動態に関する基礎研究

柴田康行 0105AE042 135

Ⅳ.3.3 （5）常温動作可能な Si（Li）および TlBr 放射線検出
器の開発

久米博 0003AE044 135

Ⅳ.3.3 （10）主要臭素化難燃剤の TBBPA，DeBDE の生物試料中
の分析法開発と生物濃縮性に関する研究

崔宰源 0303AF501 137

Ⅳ.3.3 （11）有機フッ素化合物等 POPs 様汚染物質の発生源評
価・対策並びに汚染実態解明のための基盤技術開発に
関する研究

柴田康行 0305AG494 137

Ⅳ.3.3 （12）ガス状ほう素化合物による大気汚染監視測定技
術及び除外技術の開発

田中敦 0305BC499 138

Ⅳ.3.4 （7）抗菌殺菌薬品の環境微生物への生態影響評価 岩根泰蔵 0304CB569 143

Ⅳ.5.2 （7）中国北東地域で発生する黄砂の三次元的輸送機構
と環境負荷に関する研究

西川雅高 0103BA046 195

Ⅳ.5.4 （12）ｐＨ ４から自然に中性化した屈斜路湖の将来予
測：富栄養化か再酸性化か

田中敦 0304CD564 210

Ⅴ. （7）モニタリング手法の精査と測定技術の開発に関す
る研究

西川雅高 0205AE477 227

Ⅴ. （8）空気汚染物質のモニタリングと発生源解析に関す
る手法研究

田邊潔 0305AE516 227

Ⅴ. （18）サンゴ年輪気候学に基づく，アジアモンスーン
域における海水温上昇の解析に関する研究（2）炭素
14 を用いた表層炭素リザーバーの二酸化炭素交換に関
する研究

柴田康行 0105BB049 232

Ⅴ. （19）アクティブ・ナノ計測基盤技術の確立（4）ナノ
メータ X 線アクティブ計測技術に関する研究環境セン
サーにおける化学反応のアクティブ計測技術

久米博 0103CB415 233

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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化学環境研究領域 Ⅴ. （23）高密度励起子状態を利用したダイヤモンド紫外
線ナノデバイスの開発

久米博 0106KB392 235

Ⅴ. （34）洋上風力発電を利用した水素製造技術開発 植弘崇嗣 0307BH598 240

Ⅴ. （35）新たな炭素材料を用いた環境計測機器の開発 久米博 0307BY576 241

Ⅵ. （4）環境試料長期保存（スペシメンバンク）に関する
研究

柴田康行 0105AD251 248

環境健康研究領域 Ⅳ.3.1 （17）植物エストロジェンおよび内分泌攪乱化学物質
の骨代謝バランスに関する研究

平野靖史郎 9803KB246 124

Ⅳ.3.2 （6）胎盤血管収縮に着目した TCDD 感受性の系統差を
生み出す新規生体因子の解析

石村隆太 0303AF489 128

Ⅳ.3.2 （9）コプラナー PCB の非ダイオキシン毒性の識別によ
るダイオキシン耐容摂取量の設定の在り方に関する研
究

遠山千春 0204DA490 130

Ⅳ.3.2 （10）リスク評価のためダイオキシンによる内分泌か
く乱作用の解明

遠山千春 9903KB076 131

Ⅳ.3.2 （11）雌脳の発達に関する毒性試験法の構築 掛山正心 0203KZ418 132

Ⅳ.3.2 （12）環境汚染物質に対する感受性決定遺伝子の探索
を介した新しい健康リスク評価法の開発

大迫誠一郎 0305BD572 132

Ⅳ.3.4 （1）内分泌撹乱物質の健康影響発現機構に関する研究 野原恵子 0204AE357 140

Ⅳ.3.4 （4）組換え胎盤培養細胞を用いた新規作用を有する化
合物のスクリーニングシステムの構築および核内受容
体の同定

石村隆太 0204DA500 142

Ⅳ.3.5 （1）環境有害因子の健康影響に関する研究 遠山千春 9805AE058 144

Ⅳ.3.5 （3）環境変化が人の健康に及ぼす影響解明に関する疫
学的研究

小野雅司 0105AE071 145

Ⅳ.3.5 （5）粒子状物質が呼吸器に及ぼす影響 平野靖史郎 0005AE245 145

Ⅳ.3.5 （6）多種類化学物質の過敏状態誘導に関する基礎的研
究

藤巻秀和 0204AE359 146

Ⅳ.3.5 （9）有害化学物質情報の生体内高次メモリー機能の解
明とそれに基づくリスク評価手法の開発に関する研究

藤巻秀和 0305AG493 147

Ⅳ.3.5 （10）メタロチオネイン欠損マウスを利用したカドミ
ウムの毒性発現および体内動態におけるメタロチオネ
インの役割

遠山千春 0103BX363 148

Ⅳ.3.5 （11）トランスジェニックマウスを用いた環境発がん
における酸化的ストレスの関与の解明

遠山千春 9903CA068 148

Ⅳ.3.5 （12）ガス交換能を有する肺胞モデルの開発と健康影
響評価への応用

持立克身 0004CA072 149

Ⅳ.3.5 （14）大気中有害化学物質に対する遺伝的感受性要因
の抽出法の確立

平野靖史郎 0204CD422 150

Ⅳ.3.5 （15）サル ES 細胞を用いた環境有害因子の毒性評価法
の開発

山元恵 0304AF568 150

Ⅳ.3.5 （16）バイオナノ協調体による有害化学物質の生体影
響の高感度・迅速評価技術の開発

持立克身 0307BY601 150

Ⅳ.5.1 （13）中国における都市大気汚染による健康影響と予
防対策に関する国際共同研究

田村憲治 0004AG073 187

大気圏環境研究領
域

Ⅳ.1.1 （1）大気と森林生態系間の酸素と二酸化炭素の交換比
率に関する研究

遠嶋康徳 0103AE099 41

Ⅳ.1.1 （2）大気中二酸化炭素の接地境界層から自由対流圏に
かけての輸送に関する基礎的研究

町田敏暢 0104AE102 41

Ⅳ.1.1 （4）大気・陸域生態系間の温暖化気体の交換プロセス
解明に関する基礎研究

高橋善幸 0204AE461 42

Ⅳ.1.1 （6）重量充填法による大気中の O2/N2 比測定用標準ガ
スの調製方法の開発

遠嶋康徳 0203AF336 43

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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大気圏環境研究領
域

Ⅳ.1.1 （13）大気境界層観測による森林から亜大陸規模の二
酸化炭素吸収推定

町田敏暢 0103BB105 48

Ⅳ.1.1 （17）北東ユーラシアの森林を代表するカラマツ林生
態系の大気二酸化炭素安定同位体比分別効果の時間的
変動とその環境応答に関する研究

高橋善幸 0303AF586 52

Ⅳ.1.1 （20）分光法を用いた遠隔計測に関する研究 森野勇 0308AE539 53

Ⅳ.1.2 （2）数値気候モデルが持つ不確実性の評価に関する研
究

野沢徹 0103AE085 54

Ⅳ.1.2 （3）ミー散乱ライダーによるエアロゾルおよび雲の気
候学的特性に関する研究

清水厚 0003AE096 54

Ⅳ.1.2 （4）エアロゾルと雲の相互作用の解明のためのライ
ダー手法の研究

杉本伸夫 0103AE339 55

Ⅳ.1.2 （6）気候影響評価のための全球エアロゾル特性把握に
関する研究

日暮明子 0308AE486 55

Ⅳ.1.2 （8）地球温暖化の総合解析を目指した気候モデルと影
響・対策評価モデルの統合に関する研究

野沢徹 0103BA341 56

Ⅳ.1.2 （9）高スペクトル分解ライダー等による雲・エアロゾ
ル観測の研究

杉本伸夫 0204BA342 57

Ⅳ.1.2 （12）有機エアロゾルの地域規模・地球規模の気候影
響に関する研究

畠山史郎 0204BA346 59

Ⅳ.1.2 （15）21 世紀のアジアの水資源変動予測 野沢徹 0303CB526 61

Ⅳ.1.2 （17）高分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖化予
測に関する研究

野沢徹 0306CE525 62

Ⅳ.1.2 （16）地上観測と航空機観測によるエアロゾル性状の
空間分布測定

畠山史郎 0205CD484 62

Ⅳ.1.2 （21）大気中の水・エネルギー循環の変化予測を目的
とした気候モデルの精度向上に関する研究

野沢徹 0305BA541 65

Ⅳ.1.2 （22）大気海洋結合系の気候感度決定メカニズムに関
する研究

小倉知夫 0308AE591 65

Ⅳ.5.1 （7）大気環境のフィールド観測のための新ライダー技
術に関する基礎研究

松井一郎 0103AE094 185

Ⅳ.5.2 （1）インピンジングフロー法を用いたエアロゾル上で
の不均一反応の研究

高見昭憲 0104AE089 192

Ⅳ.5.2 （2）反応性窒素酸化物の野外観測による対流圏オゾン
の生成機構と輸送効率に関する研究

谷本浩志 0103AE287 193

Ⅳ.5.2 （3）環境汚染のタイムカプセルに関する基礎的研究 佐竹研一 0205AE379 193

Ⅳ.5.2 （4）大気境界層における物質輸送の研究 菅田誠治 0308AE510 193

Ⅳ.5.2 （5）沖縄・波照間ステーションにおける PAN の季節変
化観測

谷本浩志 0203AF381 194

Ⅳ.5.2 （6）大陸規模広域大気汚染に関する国際共同研究 畠山史郎 0105AG108 194

Ⅳ.5.2 （8）酸性雨汚染物質の陸水の水質と生物に与える影響
の実態解明に関する研究（3）酸性汚染物質の低緩衝
能集水域への沈着検証手法の開発と応用

佐竹研一 0305BA508 196

Ⅳ.5.2 （9）酸性雨汚染物質の陸水の水質と生物に与える影響
の実態解明に関する研究（1）酸性汚染物質の渓流河
川水の水質に与える影響の実態解明（2）渓流河川の
水質の魚類の分布行動に与える影響の実態解明

佐竹研一 0204BA382 196

Ⅳ.5.2 （10）北半球における越境大気汚染の解明に関する国
際共同研究

村野健太郎 0204BA396 197

Ⅳ.5.2 （11）ライダーによるエアロゾル性状の空間分布測定 杉本伸夫 0205CD417 197

Ⅳ.5.2 （12）山岳（八方尾根）降雪中の鉛同位体比測定によ
るアジア大陸からの越境大気汚染の定量化

村野健太郎 0204CD430 198

Ⅳ.5.2 （13）アジア域の広域大気汚染による大気粒子環境の
変調について

畠山史郎 0104KB281 198

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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大気圏環境研究領
域

Ⅳ.6.1 （1）東アジアにおける民生用燃料からの酸性雨原因物
質排出対策技術の開発と様々な環境への影響評価とそ
の手法に関する研究

畠山史郎 0004BA087 213

Ⅴ. （3）レーザー誘起蛍光法を用いたラジカルの検出と反
応に関する研究 

猪俣敏 0103AE090 225

Ⅴ. （9）光化学チャンバーを用いた有機エアロゾル生成に
関する研究

佐藤圭 0305AE520 228

Ⅴ. （10）長大立坑で生成する雲粒の粒径を決定する過程
に関する研究

内山政弘 0303AE521 228

Ⅴ. （22）環境汚染のタイムカプセル樹木入皮を用いる越
境大気汚染の検証に関する研究

佐竹研一 0204CD480 234

Ⅴ. （37）大気汚染物質等のパーソナルモニタリング技術
の開発

内山政弘 0307BY592 242

Ⅴ. （38）可搬型超伝導ミリ波大気分子測定装置の開発
（2）オゾン・ClO・水蒸気変動の解析とモデル化

中根英昭 0307KB571 243

水土壌圏環境研究
領域

Ⅳ.2.4 （14）洗浄剤注入による土壌汚染のレメディエーショ
ン技術の効率と安全性に関する基礎的研究

稲葉一穂 0306CD536 112

Ⅳ.3.3 （7）水域汚染挙動の底質試料を用いた時間・空間的解
析の研究

稲葉一穂 0204AE355 136

Ⅳ.3.3 （14）東アジアの環境中における放射性核種の挙動に
関する研究

土井妙子 0307AE532 139

Ⅳ.5.3 （4）グローバル水循環系におけるリン・窒素負荷増大
とシリカ減少による海洋環境変質に関する研究

原島省 0204BA383 200

Ⅳ.5.3 （5）地下水利用の現状把握と将来予測手法の開発研究 大坪國順 0206CE421 201

Ⅳ.5.3 （8）嫌気性生物膜の高度利用による排水処理技術 珠坪一晃 0305KA600 203

Ⅳ.5.4 （3）天然水系中における溶存フミン物質に関する研究 今井章雄 0105AE110 205

Ⅳ.5.4 （5）有明海等における高レベル栄養塩濃度維持機構に
関する研究：適正な浅海域管理をめざして

中村泰男 0206AF384 206

Ⅳ.5.4 （6）霞ヶ浦エコトーンにおける生物群集と物質循環に
関する長期モニタリング

冨岡典子 0307AF511 206

Ⅳ.5.4 （7）湖沼における有機炭素の物質収支および機能・影
響の評価に関する研究

今井章雄 0103AG112 207

Ⅳ.5.4 （8）陸域由来の環境負荷変動に対する東シナ海の物質
循環の応答に関する研究

渡辺正孝 0204BA380 208

Ⅳ.5.4 （9）陸水境界域における自然浄化プロセス評価手法の
開発に関する研究

冨岡典子 0004CA130 208

Ⅳ.5.4 （10）流域の森林土壌が湖水に溶存するアルミニウム
の濃度と形態に与える影響

越川昌美 0204CD437 209

Ⅳ.5.4 （11）溶存有機物（DOM）分画手法による水道水源とし
ての湖沼水質の評価およびモニタリング

今井章雄 0204DA433 209

Ⅳ.5.4 （13）サンゴ礁生物多様性保全地域の選定に関する研
究

原島省 0305BA557 210

Ⅳ.5.6 （1）土壌生態系における土壌微生物群集構造の解析 村田智吉 0004AE114 211

Ⅳ.5.6 （2）土壌中における無機汚染物質の挙動に関する研究 高松武次郎 0103AE119 211

Ⅳ.5.6 （3）セシウム -137 がセシウム濃縮細菌の生存・変異
に及ぼす影響に関する研究

冨岡典子 0303AE514 212

Ⅴ. （4）土壌中における微生物の挙動に関する研究 向井哲 0105AE120 226

Ⅴ. （6）バイカル湖堆積物を用いた古環境復元とバイカル
スケールの構築に関する研究 

高松武次郎 0004AE275 226

生物圏環境研究領
域

Ⅳ.4.1 （4）微細藻類の多様性に及ぼす環境ストレスの影響 笠井文絵 0105AE133 155

Ⅳ.4.1 （5）環境指標生物としてのホタルの現況とその保全に
関する研究

宮下衛 0004AE136 156

Ⅳ.4.1 （6）底生動物の形態と環境要因との関連に関する基礎
的研究

上野隆平 0003AE138 156

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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生物圏環境研究領
域

Ⅳ.4.1 （7）円石藻の多様性研究と地球環境モニタリングへの
適用

河地正伸 0105AE148 157

Ⅳ.4.1 （13）植物の環境ストレス耐性に関与する遺伝子の探
索機能解析

佐治光 0307AE503 159

Ⅳ.4.1 （24）オゾン感受性シロイヌナズナ突然変異体の解析 青野光子 0303AI548 165

Ⅳ.4.1 （26）フライウェイ中継湿地における水鳥相と水生植
物相の関係探索

矢部徹 0303AH589 166

Ⅳ.4.1 （27）遺伝子組換え生物（ナタネ）による影響監視調
査に関する研究

佐治光 0303BY563 167

Ⅳ.4.2 （1）水生植物群落における生物地球化学的機能の評価 矢部徹 0103AE144 170

Ⅳ.4.2 （2）高山植物の実験植物化および生態的特性解明に関
する研究

名取俊樹 0004AE146 170

Ⅳ.4.2 （5）レーザープロファイラーを用いた熱帯陸域生態系
の長期観測

奥田敏統 0204AF371 171

Ⅳ.4.2 （7）温帯高山草原生態系における炭素動態と温暖化影
響の解明に関する研究

唐艶鴻 0106BA141 173

Ⅳ.4.2 （8）熱帯域におけるエコシステムマネージメントに関
する研究

奥田敏統 0204BA372 174

Ⅳ.4.2 （9）青海･チベット草原生態系における炭素循環のプ
ロセスとメカニズムの解明

唐艶鴻 0104CD142 175

Ⅳ.4.2 （10）安定同位対比測定技術を用いた湿地林生態系の
栄養塩負荷の履歴解読に関する研究

野原精一 0103CD150 176

Ⅳ.4.2 （13）SOX 代謝系酵素組み替え植物の SOX 浄化能力の評
価

名取俊樹 0103JA147 177

Ⅳ.4.2 （15）一斉開花の地理的分布評価のための技術開発 沼田真也 0303AF565 178

Ⅳ.4.2 （18）湿地生態系の自然再生技術評価に関する研究 野原精一 0305AG597 180

Ⅳ.4.3 （1）河川等湿地に生息する底生動物の分類及び生態に
関する基礎的研究

佐竹潔 0205AE370 181

Ⅵ. （5）遺伝子資源としての藻類の収集・保存・提供 渡邉信 0206CE476 248

地球温暖化研究プ
ロジェクト

Ⅲ.1.1.1（1）炭素循環と吸収源変動要因の解明 井上元 0105SP011 19

Ⅲ.1.1.2（2）統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナリオ分
析とアジアを中心とした総合対策研究

井上元 0105SP012 20

Ⅳ.1.1 （8）太平洋域の人為起源二酸化炭素の海洋吸収量解明
に関する研究（1）太平洋の海洋表層二酸化炭素デー
タ解析による二酸化炭素吸収放出の解明に関する研究
（4）海洋二酸化炭素データ統合に関する分析標準化に
関する研究（5）海洋表層二酸化炭素観測統合データ
利用による太平洋・大西洋の比較解析

野尻幸宏 0105BA152 44

Ⅳ.1.1 （9）海水中微量元素である鉄濃度調節による海洋二酸
化炭素吸収機能の強化と海洋生態系への影響に関する
研究（3）鉄濃度調節が炭素循環に及ぼす影響に関す
る研究

野尻幸宏 0103BA153 45

Ⅳ.1.1 （12）京都議定書吸収源としての森林機能評価に関す
る研究（2）吸収量評価モデルの開発と不確実性解析
（1）吸収量評価モデルの開発（2）吸収量評価モデル
の不確実性解析

山形与志樹 0204BA338 47

Ⅳ.1.1 （14）大気中の酸素濃度及び炭素同位体比を指標にし
たグローバルな海洋・陸域 CO2 吸収量の変動解析に関
する研究

向井人史 0103BB151 49

Ⅳ.1.1 （19）海洋二酸化炭素観測データ国際標準化に関する
研究

野尻幸宏 0303CB570 53

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁



国立環境研究年報 （平成 15 年度）

―  479  ―

地球温暖化研究プ
ロジェクト

Ⅳ.1.3 （3）研究プロジェクト 「21 世紀の炭素管理に向けた
アジア陸域生態系の統合的炭素収支研究」研究テーマ
「アジア陸域生態系の炭素収支変動予測と 21 世紀の炭
素管理手法の検討」サブテーマ「21 世紀の陸域炭素管
理オプションの総合評価と炭素収支の統合予測モデル
の開発」

山形与志樹 0206BA423 67

成層圏オゾン層変
動研究プロジェク
ト

Ⅲ.1.2 2. 成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明 笹野泰弘 0105SP021 21

Ⅳ.1.4 （1）3次元モデルによる成層圏光化学－放射－力学相
互作用の研究

秋吉英治 9903AE158 70

Ⅳ.1.4 （2）衛星データを利用したオゾン層変動の機構解明に
関する研究

中島英彰 0103BA163 71

Ⅳ.1.4 （3）オゾン層破壊の長期変動要因の解析と将来予測に
関する研究

今村隆史 0204BA347 71

Ⅳ.1.4 （4）将来大気における成層圏水蒸気と極成層圏雲の表
面積の変動に関する研究

秋吉英治 0104CD164 72

Ⅳ.1.4 （5）化学輸送モデルを用いたオゾンの輸送過程に関す
る研究

秋吉英治 0203KZ424 73

Ⅳ.7.2 （4）衛星データ等を利用した高緯度成層圏の気温・気
圧高度分布の比較研究およびそのトレンド解析

杉田考史 0305AE528 220

Ⅳ.7.2 （5）温室効果気体観測用衛星搭載型差分吸光ライダー
に関する研究

中島英彰 0204CC389 220

環境ホルモン・ダ
イオキシン研究プ
ロジェクト

Ⅲ.1.3.1（1）内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関する研究 森田昌敏 0105SP031 23

Ⅲ.1.3.2（2）ダイオキシン類の総合的対策の高度化に関する研
究

森田昌敏 0105SP032 25

Ⅳ.3.1 （2）野生生物の生殖に及ぼす内分泌かく乱化学物質の
影響に関する研究

森田昌敏 0105AA166 114

Ⅳ.3.1 （3）内分泌かく乱化学物質の脳・神経系への影響評価
に関する研究

三森文行 0105AA167 115

Ⅳ.3.1 （4）内分泌かく乱化学物質の分解処理技術に関する研
究

安原昭夫 0105AA168 116

Ⅳ.3.1 （5）内分泌撹乱化学物質等の管理と評価のための統合
情報システムに関する研究

鈴木規之 0105AA169 117

Ⅳ.3.1 （6）ウズラでの環境ホルモン感受性試験の国際標準化 高橋慎司 0105AA354 118

Ⅳ.3.1 （7）内分泌かく乱化学物質の生殖系への影響評価に関
する研究

森田昌敏 0105AA378 118

Ⅳ.3.1 （9）淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼす化学物質の影響 多田満 0105AE176 119

Ⅳ.3.1 （10）酵母アッセイシステムを用いた S9 代謝化内分泌
かく乱物質の検出と化学構造の決定

白石不二雄 0105AE181 120

Ⅳ.3.1 （11）環境ホルモンの呼吸器・免疫系に対する影響 高野裕久 0105AE185 120

Ⅳ.3.1 （12）内分泌攪乱化学物質による脳機能障害の分子機
構の解明

石堂正美 0105AE191 120

Ⅳ.3.1 （14）アレルギー反応を指標とした化学物質のリスク
評価と毒性メカニズムの解明に関する研究 - 化学物質
のヒトへの新たなリスクの提言と激増するアトピー疾
患の抑圧に向けて -

高野裕久 0204AG395 121

Ⅳ.3.1 （18）ディーゼル排気の内分泌撹乱作用と生殖系への
影響

高野裕久 0105KB284 124

Ⅳ.3.2 （2）ダイオキシン類の体内負荷量および生体影響評価
に関する研究

米元純三 0005AA171 126

Ⅳ.3.2 （4）臭素化ダイオキシン類の環境影響評価に関する研
究

鈴木規之 0105AE172 127

Ⅳ.3.2 （5）ダイオキシン類及び POPs の環境運命予測に関す
る研究

鈴木規之 0105AE173 128

Ⅳ.3.2 （8）ダイオキシン類による地域環境汚染の実態とその
原因解明に関する研究

橋本俊次 0204BC353 129

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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環境ホルモン・ダ
イオキシン研究プ
ロジェクト

Ⅳ.3.3 （8）有機微量汚染物質の環境中動態の環境測定データ
に基づく解析

桜井健郎 0305AE496 136

Ⅳ.3.3 （9）底質のある水環境での有害化学物質の生物移行お
よび生態毒性研究系の確立のための基礎的研究

桜井健郎 0303AF497 136

Ⅳ.3.4 （5）環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法
の体系の確立に関する研究

梅津豊司 0105AE184 143

Ⅳ.3.5 （4）生体 NMR 分光法の高度化に関する研究 三森文行 0105AE183 145

Ⅳ.3.5 （7）電磁界の生体影響評価に関する研究 石堂正美 0304AE498 146

Ⅳ.3.5 （8）環境因子による細胞死の分子機構の解明 石堂正美 0304AE502 147

Ⅳ.4.1 （23）生殖系列細胞を用いた希少動物種の維持・増殖
法の開発に関する基盤研究 1. 生殖系列を用いた個体
作出法の開発研究（3）希少種の増殖率向上に関する
研究  3）鳥類胚発生・孵化率診断に関する研究

高橋慎司 0103CB186 165

Ⅴ. （5）環境科学研究用に開発した実験動物の有用性に関
する研究

高橋慎司 0105AE174 226

Ⅴ. （20）超高磁場人体用 MRI における多核種同時計測法
の開発に関する研究

三森文行 0103CD188 233

Ⅴ. （25）大気環境中のエンドトキシンの有害性評価と測
定における蛍光偏光法の有用性とその応用

高野裕久 0303MA519 236

Ⅴ. （26）環境因子による健康影響の食品成分による軽減
策の開発に関する研究

高野裕久 0303NA518 236

Ⅴ. （30）1H 磁気共鳴スペクトロスコピーを用いた神経伝
達物質の in vivo 計測法の研究

渡邉英宏 0304AF575 238

生物多様性研究プ
ロジェクト

Ⅲ.1.4 4. 生物多様性の減少機構の解明と保全 椿宜高 0105SP041 26

Ⅳ.2.4 （5）環境浄化への微生物の利用およびその影響評価に
関する研究

岩崎一弘 0105AE200 106

Ⅳ.4.1 （1）流域ランドスケープにおける生物多様性の維持機
構に関する研究

高村典子 0105AA207 153

Ⅳ.4.1 （2）遺伝子組換え生物の生態系影響評価手法に関する
研究

中嶋信美 0105AA210 154

Ⅳ.4.1 （3）生物群集の多様性を支配するメカニズムの解明に
関する研究

竹中明夫 0305AA506 155

Ⅳ.4.1 （8）昆虫の生活史・繁殖行動における集団内変異性と
その維持機構

椿宜高 0004AE192 157

Ⅳ.4.1 （9）河川敷に生息するスズメ目鳥類のハビタット選択
と個体群動態に関する研究

永田尚志 9904AE193 157

Ⅳ.4.1 （10）流域スケールでの水生生物の生息環境とその保
全および管理に関する研究

福島路生 0105AE195 158

Ⅳ.4.1 （11）シロイヌナズナのアスコルビン酸合成遺伝子を
導入した遺伝子組換え植物の開発

玉置雅紀 0104AE202 158

Ⅳ.4.1 （12）二次的自然環境における陸上 -水中にわたる生
物生活史に関する研究

高村健二 0205AE365 159

Ⅳ.4.1 （14）環境ホルモンのマメ科植物の共生窒素固定に及
ぼす影響

玉置雅紀 0303AF504 159

Ⅳ.4.1 （16）野生生物の遺伝的多様性をモニタリングするた
めの手法の開発に関する研究

高村健二 0303AH527 160

Ⅳ.4.1 （17）侵入生物による生物多様性影響機構に関する研
究

五箇公一 0105AA205 161

Ⅳ.4.1 （20）病原生物が野生生物集団に及ぼす影響に関する
研究

椿宜高 0103CD209 163

Ⅳ.4.1 （21）オーストラリア産鳥類における協同繁殖の多様
な進化

永田尚志 0204CD419 164

Ⅳ.4.1 （25）外来捕食魚ブラックバスの全国系統マップづく
りと由来推定

高村健二 0303AF540 166

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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生物多様性研究プ
ロジェクト

Ⅳ.4.1 （28）淡水魚類生息環境のダムによる分断と河道直線
化による均質化の影響評価

福島路生 0304CD596 167

Ⅳ.4.1 （31）野生生物の生息適地からみた生物多様性の評価
手法に関する研究

永田尚志 0305BA558 168

Ⅳ.4.1 （32）遺伝子組換え生物の開放系利用による遺伝子移
行と生物多様性への影響評価に関する研究

岩崎一弘 0305BA585 169

Ⅳ.4.2 （11）生理過程からスケールアップした冷温体林生態
系の撹乱・環境応答：ふたつの大陸東岸の比較解析

竹中明夫 0103CD204 176

Ⅳ.4.2 （14）最近の釧路湿原３湖沼の環境劣化の現状とその
原因究明のための基礎調査

高村典子 0303AF551 178

Ⅳ.4.2 （16）水辺移行帯修復・再生技術の開発 高村典子 0304BD550 179

Ⅳ.4.2 （17）水生植物群落の機能的多様性と生態機能 高村典子 0304CD552 180

Ⅴ. （13）ヨシ原管理が野生生物および生態系機能に与え
る影響に関する研究

永田尚志 0204AF391 229

Ⅴ. （15）高等植物および藻類によるビスフェノール Aの
吸収機構の解明とその応用に関する研究

中嶋信美 0303AF522 230

流域圏環境管理研
究プロジェクト

Ⅲ.1.5 5. 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と
持続可能な環境管理

渡辺正孝 0105SP051 27

Ⅳ.5.3 （1）東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化
と持続可能な環境管理（1）衛星データを利用したア
ジア・太平洋地域の総合的モニタリング

田村正行 0105AA269 199

Ⅳ.5.3 （2）東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化
と持続可能な環境管理（2）流域環境管理に関する研
究

渡辺正孝 0105AA270 199

Ⅳ.5.3 （3）流域水環境管理モデルに関する研究 村上正吾 9605AE211 200

Ⅳ.5.4 （1）東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化
と持続可能な環境管理（3）東シナ海における長江経
由の汚染・汚濁物質の動態と生態系影響評価

渡辺正孝 0105AA271 203

Ⅳ.5.4 （2）東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化
と持続可能な環境管理プロジェクト（4）沿岸域環境
総合管理に関する研究

木幡邦男 0105AA272 204

Ⅳ.5.4 （4）内湾域における底生生態系による物質循環 木幡邦男 0105AE213 205

Ⅴ. （14）釧路湿原流入河川の再蛇行化による湿地生態系
の回復可能性評価

中山忠暢 0304AF515 230

Ⅴ. （21）長期流出モデルの集中化及び物質輸送特性の解
明

中山忠暢 0204CD432 234

Ⅴ. （33）釧路湿原の自然環境修復を目的とした生態系再
生ポテンシャルの推定と最適地抽出

亀山哲 0305CD537 240

PM2.5・DEP 研
究プロジェクト

Ⅲ.1.6 大気中微小粒子状物質（PM2.5）・ディーゼル排気粒子
（DEP）等の大気中粒子状物質の動態解明と影響評価

若松伸司 0105SP061 29

Ⅳ.1.1 （5）パース都市圏を例とした持続可能性戦略と土地利
用・交通統合計画の策定に関する研究

松橋啓介 0303AE482 42

Ⅳ.1.1 （11）市町村における温室効果ガス排出量推計および
温暖化防止政策立案手法に関する研究（2）市町村に
おける運輸部門温室効果ガス排出量推計手法の開発お
よび要因分析

松橋啓介 0204BA337 46

Ⅳ.1.1 （18）我が国及びアジア地域における持続可能な交通
（EST）戦略策定に向けた予備的研究 （2）EST 導入に
向けての効果分析モデルの開発準備

森口祐一 0303BA584 52

Ⅳ.3.4 （6）日本人のカドミウム曝露量推計に関する研究 新田裕史 0303DA561 143

Ⅳ.3.5 （2）気道の抗原提示細胞に関する基礎研究 小池英子 9903AE059 144

Ⅳ.3.5 （17）ディーゼル排気粒子等の粒子状物質が免疫系に
及ぼす影響とその機構の解明

小池英子 0304CD566 151

Ⅳ.5.1 （1）PM2.5・DEP 発生源の把握と対策評価に関する研究 森口祐一 0105AA295 182

Ⅳ.5.1 （2）PM2.5・DEP の環境動態に関する研究 若松伸司 0105AA296 182

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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PM2.5・DEP 研
究プロジェクト

Ⅳ.5.1 （3）PM2.5・DEP の測定に関する研究 若松伸司 0105AA297 183

Ⅳ.5.1 （4）PM2.5・DEP の疫学・曝露評価に関する研究 新田裕史 0105AA298 183

Ⅳ.5.1 （5）PM2.5・DEP の毒性・影響評価に関する研究 小林隆弘 0105AA299 184

Ⅳ.5.1 （6）自動車排気中ナノ粒子の毒性・影響評価および性
状・環境動態把握に関する研究

小林隆弘 0307AA512 184

Ⅳ.5.1 （8）肺における細胞外基質代謝に関する研究 古山昭子 9903AE215 185

Ⅳ.5.1 （9）複雑市街地における局所高濃度大気汚染の発生と
その予測に関する研究

上原清 0105AE216 186

Ⅳ.5.1 （10）大気環境影響評価に関する基礎的研究 若松伸司 0105AE218 186

Ⅳ.5.1 （11）空間・時間変動を考慮した大気汚染物質の曝露
影響モデルの開発に関する研究

松本幸雄 0103AE226 186

Ⅳ.5.1 （14）西日本地域を中心とした大気汚染の長期的なト
レンド解析

若松伸司 0105AH300 188

Ⅳ.5.1 （15）ディーゼル車排出ガスを主因とした局地汚染の
改善に関する研究

松本幸雄 0204BC377 188

Ⅳ.5.1 （16）車載型機器による実走行時自動車排ガス計測・
管理システムの実証

森口祐一 0103BD302 189

Ⅳ.5.1 （17）粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関する調
査研究

小林伸治 0203BY435 190

Ⅳ.5.1 （18）微小粒子状物質等曝露影響調査（解析調査）業
務

新田裕史 0303BY560 191

Ⅳ.5.1 （19）中国における大気汚染とぜん息との関連性に関
する研究

新田裕史 0303KZ538 191

Ⅴ. （11）環境現象の統計的・物理的研究 松本幸雄 0304AE529 229

循環型社会形成推
進・廃棄物研究セ
ンター

Ⅲ.2.1.1（1）循環型社会への転換策の支援のための評価手法開
発と基盤システム整備に関する研究

酒井伸一 0105PR011 31

Ⅲ.2.1.2（2）廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分技術及
びシステムに関する研究

酒井伸一 0105PR012 32

Ⅲ.2.1.3（3）資源循環・廃棄物管理システムに対応した総合リ
スク制御手法の開発に関する研究

酒井伸一 0105PR013 33

Ⅲ.2.1.4（4）液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善技
術システムの開発に関する研究

酒井伸一 0105PR014 34

Ⅳ.1.1 （3）木製品における炭素蓄積に関する研究 橋本征二 0204AE335 41

Ⅳ.2.1 （1）産業連関表と連動したマテリアルフロー分析手法
に関する研究

森口祐一 0105AB397 74

Ⅳ.2.1 （2）ライフサイクル的視点を考慮した資源循環促進策
の評価に関する研究

森口祐一 0105AB398 75

Ⅳ.2.1 （3）循環システムの地域適合性診断手法に関する研究 山田正人 0105AB399 76

Ⅳ.2.1 （4）リサイクル製品等の安全性評価及び有効利用法に
関する研究

後藤純雄 0105AB400 77

Ⅳ.2.1 （9）耐久財起源の循環資源の適正管理に関する研究 森口祐一 0103BE278 79

Ⅳ.2.1 （10）木材系廃棄物の利用法の拡大に関する研究 後藤純雄 0204BE434 80

Ⅳ.2.1 （11）アジア地域における資源循環・廃棄の構造解析 寺園淳 0204BE481 80

Ⅳ.2.2 （1）埋立地浸出水の高度処理に関する研究 稲森悠平 9906AE238 82

Ⅳ.2.2 （2）循環廃棄過程における環境負荷の低減技術開発に
関する研究

川本克也 0105AB401 82

Ⅳ.2.2 （3）最終処分場容量増加技術の開発と適地選定手法の
確立に関する研究

井上雄三 0105AB402 83

Ⅳ.2.2 （4）最終処分場安定化促進・リスク削減技術の開発と
評価手法の確立に関する研究

井上雄三 0105AB403 84

Ⅳ.2.2 （5）有機性廃棄物の資源化技術・システムの開発に関
する研究

井上雄三 0105AB404 85

Ⅳ.2.2 （6）バイオ指標導入による最終処分場の安定化促進技
術の評価

井上雄三 0204BE420 86

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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Ⅳ.2.2 （7）最終処分場安定化実態把握手法検討調査 山田正人 0303BY542 87

Ⅳ.2.2 （8）バイオ資源・廃棄物等からの水素製造技術開発 酒井伸一 0307BH593 88

Ⅳ.2.3 （1）廃棄物及び循環資源処理過程における有機ハロゲ
ンの簡易測定法の開発と毒性評価

山本貴士 0105AE243 89

Ⅳ.2.3 （2）バイオアッセイによる循環資源・廃棄物の包括モ
ニタリングに関する研究

酒井伸一 0105AB405 89

Ⅳ.2.3 （3）有機臭素化合物の発生と制御に関する研究 酒井伸一 0105AB406 90

Ⅳ.2.3 （4）循環資源・廃棄物中有機成分の包括的分析システ
ムに関する研究

安原昭夫 0105AB407 91

Ⅳ.2.3 （5）循環資源・廃棄物中ダイオキシン類・PCB 等の分
解技術の開発に関する研究

安原昭夫 0105AB408 92

Ⅳ.2.3 （6）資源循環・廃棄物処理過程における金属類の排出
係数と化学形態に関する研究

貴田晶子 0305AE487 93

Ⅳ.2.3 （7）含窒素化合物の熱分解過程における有害化学物質
の生成と挙動

安原昭夫 0304AE488 94

Ⅳ.2.3 （8）廃棄物の熱的処理における臭素化ダイオキシン類
の長期的管理方策に関する研究

酒井伸一 0104BC240 94

Ⅳ.2.3 （9）内分泌攪乱化学物質等の有害化学物質の簡易・迅
速・自動分析技術に関する研究

大迫政浩 0003BC242 95

Ⅳ.2.3 （10）最終処分場管理における化学物質リスクの早期
警戒システムの構築

山田正人 0103BE279 96

Ⅳ.2.3 （11）不法投棄廃棄物等に含まれる化学物質の包括的
計測手法の開発に関する研究

鈴木茂 0204BE436 97

Ⅳ.2.3 （12）人工衛星による不法投棄等の監視システムに関
する研究

大迫政浩 0105BY239 97

Ⅳ.2.3 （13）残留性有機汚染物質（POPs）を含む廃棄物処理
に関する調査研究

酒井伸一 0103BY306 98

Ⅳ.2.3 （14）ごみ固形燃料の発熱・発火メカニズムの解明 安原昭夫 0303AE562 99

Ⅳ.2.3 （15）埋立場での非制御燃焼による残留性化学物質の
生成・挙動・曝露解析

平井康宏 0304AE545 99

Ⅳ.2.3 （16）PCB の排出インベントリ作成とその検証 平井康宏 0304AE546 100

Ⅳ.2.3 （17）廃棄物を利用した製品製造過程の有害物質管理
と二次資源の利用過程における環境負荷低減に関する
研究

貴田晶子 0305AE543 100

Ⅳ.2.3 （18）資源循環・廃棄物処理過程における PCN の挙動
および分析法の開発に関する研究

野馬幸生 0305AE544 100

Ⅳ.2.3 （19）廃棄物焼却残渣中の有害金属と腐植物質の相互
作用に関する研究

大迫政浩 0305AE547 101

Ⅳ.2.3 （20）残留性有機汚染物質の甲状腺ホルモン撹乱活性
を検出する新規なバイオアッセイの開発に関する研究

滝上英孝 0305AE549 101

Ⅳ.2.3 （21）残留性化学物質の物質循環モデルの構築とリサ
イクル・廃棄物政策評価への応用

酒井伸一 0305BE595 102

Ⅳ.2.3 （22）臭素化ダイオキシン等削減対策調査 酒井伸一 0305BY594 103

Ⅳ.2.4 （1）窒素・リン除去・回収型技術システムの開発に関
する研究

稲森悠平 0105AB409 103

Ⅳ.2.4 （2）浄化システム管理技術の簡易容易化手法の開発に
関する研究

稲森悠平 0105AB410 104

Ⅳ.2.4 （3）開発途上国の国情に適した省エネ・省コスト・省
維持管理浄化システムの開発に関する研究

稲森悠平 0105AB411 104

Ⅳ.2.4 （4）バイオ・エコと物理化学処理の組合せを含めた技
術による環境改善システムの開発に関する研究

稲森悠平 0105AB412 105

Ⅳ.2.4 （6）生物・物理・化学的手法を活用した汚水および汚
泥処理に関する研究

稲森悠平 9906AE234 107

Ⅳ.2.4 （7）水質改善効果の評価手法に関する研究 稲森悠平 9906AE235 107
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Ⅳ.2.4 （8）生活排水処理システム浄化槽の窒素除去の律速因
子となる硝化細菌の迅速測定・高度処理・維持管理技
術の開発研究

稲森悠平 0204BE428 108

Ⅳ.2.4 （9）新世紀枯渇化リン回収型の総量規制対応システム
技術開発

稲森悠平 0204CF426 108

Ⅳ.2.4 （10）霞ヶ浦バイオマスリサイクルシステム開発事業 稲森悠平 0204CG580 109

Ⅳ.2.4 （11）豊かな生き物を育む湖沼の再生　―汚濁湖沼の
底質改善技術開発による健全生態系の構築―

稲森悠平 0304BD582 110

Ⅳ.2.4 （12）ナノ反応場を活用した酵素活用生分解水環境改
善システム技術の開発

稲森悠平 0304BD583 111

Ⅳ.2.4 （13）中国湖沼をモデルとしたバイオ・エコシステム
導入アオコ発生防止効果の調査研究

稲森悠平 0305CD581 111

Ⅳ.3.4 （3）生物評価試験による浮遊粒子状物質の長期曝露モ
ニタリングに関する研究

後藤純雄 0004BC227 141

Ⅳ.6.1 （2）有毒アオコの発生防止国際ネットワーク創り 稲森悠平 0103CB386 213

化学物質環境リス
ク研究センター

Ⅲ.2.2 2. 化学物質環境リスクに関する調査・研究－効率的な
化学物質環境リスク管理のための高精度リスク評価手
法等の開発に関する研究

中杉修身 0105PR021 35

Ⅳ.3.1 （1）内分泌かく乱化学物質の新たな計測手法と環境動
態に関する開発

白石寛明 0105AA165 113

Ⅳ.3.2 （7）数理モデルと生物試験を併用したダイオキシンの
ヒト健康リスク評価

丸山若重 0303AF491 128

Ⅳ.3.3 （1）変異原性検出用遺伝子導入魚の胚を用いた研究－
化学物質に特徴的な突然変異の検出－

天沼喜美子 0303AF492 133

Ⅳ.3.3 （13）遺伝子欠損マウスを用いた大気からの変異原物
質曝露の鋭敏な検出と影響評価

青木康展 0204CD495 139

Ⅳ.3.4 （2）化学物質のハザードアセスメントのための生態影
響試験法の検討

菅谷芳雄 0305AE509 140

Ⅳ.3.5 （13）低線量放射線の内分泌攪乱作用が配偶子形成過
程に及ぼす影響に関する研究

青木康展 0206CA364 149

Ⅳ.5.5 （1）MNA による地下水汚染改善状況の評価手法に関す
る研究

西川雅高 0204BC513 211

地球環境研究セン
ター

Ⅳ.1.1 （10）トップダウン（大気観測）アプローチによるメ
ソスケールの陸域炭素収支解析

井上元 0206BA475 46

Ⅳ.1.1 （15）地域規模の二酸化炭素排出・吸収量評価方法の
開発

藤沼康実 0103BB265 50

Ⅳ.1.1 （16）環境低負荷型オフィスビルにおける地球・地域
環境負荷低減効果の検証（1）研究棟における熱の挙
動モニタリング及び各種対策技術効果検証実験

一ノ瀬俊明 0103BA263 51

Ⅳ.1.3 （2）炭素吸収量の認証と排出量取引に向けた高精度リ
モートセンシング手法の開発に関する研究

山形与志樹 0105BB257 66

Ⅳ.1.3 （6）温室効果ガスインベントリの作成，解析及び地球
温暖化対策への利用に関する研究

中根英昭 0305BY590 70

Ⅳ.5.1 （20）山風が都市ヒートアイランドに及ぼす影響に関
する研究

一ノ瀬俊明 0305CD554 191

Ⅳ.5.1 （21）建物・街区・都市・地域の各規模にまたがる熱
環境解析とアジアの巨大都市への適用

一ノ瀬俊明 0306CD553 192

Ⅳ.5.3 （6）東京の暑熱緩和のための海洋深層水導水による東
京湾海水面冷却事業の FS に向けた検討

一ノ瀬俊明 0303CD555 202

Ⅳ.5.3 （7）都市内大規模河川（ソウル市清渓川）の復元によ
る暑熱現象改善効果の実証

一ノ瀬俊明 0304AI556 202

Ⅳ.7.1 （1）地球環境モニタリング 藤沼康実 9205AC264 217

Ⅳ.7.1 （2）気候変動と自然環境との相互作用に関する研究 向井人史 0105AE155 218

Ⅴ. （27）FTIR を用いた赤外放射スペクトル観測による，
CO2・水蒸気等の計測手法の研究

長浜智生 0303AF567 237
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Ⅴ. （29）勝連トラバーチン舗装工のヒートアイランド現
象抑制効果の定量化研究

一ノ瀬俊明 0303NA559 238

Ⅵ. （1）地球環境モニタリングおよび地球環境研究支援に
係わるデータベース・データ提供システムに関する基
礎的研究

勝本正之 0307AC523 247

環境研究基盤技術
ラボラトリー

Ⅳ.3.3 （6）藍藻が生産する新規生理活性物質に関する研究 佐野友春 0105AE252 135

Ⅳ.4.1 （18）アジアオセアニア地域における生物多様性の減
少解決のための世界分類学イニシアティブに関する研
究

志村純子 0204BA368 162

Ⅳ.4.1 （19）生物多様性情報学基盤の先導的構築 志村純子 0103CB369 162

Ⅳ.4.1 （22）生殖巣キメラによる異種間個体増殖法の基盤技
術開発

桑名貴 9803CB579 164

Ⅳ.4.1 （29）発生工学を用いた生殖幹細胞の実験研究 桑名貴 0305AE578 167

Ⅳ.4.1 （30）鳥類における生物遺伝資源の長期保存に関する
研究

川嶋貴治 0305AE587 168

Ⅳ.4.2 （3）中国の半乾燥地域に生育する植物の生理生態機能
に関する研究

戸部和夫 0003AE255 170

Ⅳ.4.2 （4）植物の生理生態機能の画像診断法に関する研究 戸部和夫 0103AE256 171

Ⅴ. （17）アジアにおける水資源域の水質評価と有毒アオ
コ発生モニタリング手法の開発に関する研究

彼谷邦光 0103BA283 231

Ⅴ. （28）希少鳥類種の個体増殖に関する新手法 川嶋貴治 0303AF573 237

Ⅴ. （32）発生工学技術を用いた希少鳥類種の維持・増殖
法の開発に関する研究

川嶋貴治 0304CD574 239

Ⅴ. （36）有害物質除去用ナノ構造認識膜の開発 彼谷邦光 0307BY577 241

Ⅵ. （2）化学形態分析のための環境標準試料の作製と評価
に関する研究

伊藤裕康 0105AD249 247

Ⅵ. （3）微生物系統保存施設に保存されている微細藻類株
の分類学的情報の収集とデータベース化に関する研究

笠井文絵 0004AD250 248

Ⅵ. （6）絶滅危惧野生生物の細胞・遺伝子のタイムカプセ
ルに関する研究

桑名貴 0288BY599 249

国際共同研究官 Ⅳ.4.2 （6）砂漠化指標による砂漠化の評価とモニタリングに
関する総合的研究

清水英幸 0103BA001 172

Ⅳ.4.2 （12）風砂流が植物の生理生態に及ぼす影響の機構解
明および風流砂に対する植物の適応能に関する研究

清水英幸 0204CD472 177
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